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要旨 


 マス・カスタマイゼーション研究は、事例研究や分類研究の状態に留まっており、マス・


カスタマイゼーション・システムをめぐる因果関係はいまだ明らかになっていない。本論の


目的は、なぜ、そして、いかにして、企業が製品差別化を延期することによってマス・カス


タマイズ製品を供給することを意思決定するのかということを説明するためのモデルの提


唱にある。2つの既存アプローチ、すなわち、消費者行動論における多属性アプローチと、
マーケティング・チャネル論における延期－投機アプローチを統合して、企業、消費者、お


よび環境要因の３者間関係をモデル化した。さらにモデル提唱の後、わが国の自動車ディ


ーラー293 事業所から集めたデータを用いて共分散構造分析を行った。分析の結果、不確
実性とイノベーションが、消費者のマス・カスタマイズ製品選択を促進し、そのことが更に


企業の製品差別化延期意図に正の効果を与えることが結論づけられた。 
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1. イントロダクション 


 


 今日、マス・カスタマイゼーション（mass customization）は、マーケティング実務における重要な一側


面となりつつあり、現在、多くの企業がマス・カスタマイズ製品（mass-customized products）を自身の顧客


に供給しはじめている1。彼らの顧客が単に小売店に在庫された標準品（standardized products）を購買する


よりもマス・カスタマイズ製品を注文するのは、MC製品が顧客の個別的なニーズに適合することができ、


なおかつ、その価格が標準品並みに低いからである。とりわけ不確実性かつ／または革新度が高い産業に


おいては、マス・カスタマイズ製品は標準品に対して、顧客ニーズを満たす点で競争優位を有しうるであ


ろう。このように、このトピックに焦点を合わせることはマーケティング研究者およびマーケティング実


務家にとって興味深い課題であるにもかかわらず、マス・カスタマイゼーションはマーケティング論にお


いてあまり取り扱われていない2。経営組織論や経営情報論における新しい論題としてマス・カスタマイゼ


ーションを取り扱ってきた既存研究は主として、多数のケースについて取り上げ、多様なマス・カスタマ


イズ製品について論じてきた3。例えば、マス・カスタマイゼーション水準の高低の順に、以下のようなケ


ースが挙げられる。すなわち、消費者が極く初期の段階から企業との製品開発に携わる住宅建築（Lample 


& Mintzberg 1996）、限られた範囲で製品設計段階に関与することが消費者に許されているテイラー・メイ


ドの製品（Eastwood 1996）、生産の最終段階でのモジュラー・コンポーネントの組み合わせを消費者が選


択できるパソコン（Feizinger & Lee 1997）、流通段階でモジュラー・コンポーネントの組み合わせを消費者


が選択できる家具やパソコン（Davis 1989）、製品そのものは同じであるがパッケージ容量を消費者が選択


できるナッツ類（Gilmore & Pine 1997）、および、購買後に自己環境に合わせて消費者が調整できる家具


                                                   
1 例えば、Kotler (1989) は、市場細分化に基づく従来型の製品差別化戦略では多種多様な消費者ニーズに応えきれず、


ニッチ戦略でさえ広すぎると言わざるをえないと述べて、カスタマイゼーションの重要性を唱導している。 
2 希少な例として、Hart (1996)、Bardackci & Whitelock (2003)、片野・西尾 (2004)、Dellaert & Stremersch (2005) および


臼井 (2006) などが挙げられる。 
3 マス・カスタマイゼーション研究の現状のレビューについては、例えば、Silveira, Borensten, & Fogliatto (2001) を参照


のこと。 
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（Gilmore & Pine 1997）である。 


 こうしたマス・カスタマイゼーション研究者のなかには、独自の定義を提唱しつつ分類研究を展開する


研究者も多い。それらの研究によって提唱され乱立した分類法のなかには、搭載型カスタマイゼーション


（embedded customization）、配送時点カスタマイゼーション（point of delivery customization）、モジュラー


生産（modular production）から成る「マス・カスタマイゼーションの諸段階」（Pine 1993）、設計から配送


までのバリュー・チェーンにおいて全ての工程を標準化した完全標準化 (pure standardization) と、逆に全


てをカスタマイズした完全カスタマイゼーション (pure customization) を両極とし、その中間にセグメン


ト化標準化（segmented standardization）、カスタム化標準化（customized standardization）、テイラー・メイド


化カスタマイゼーション（tailored customization）、を配置した「マス・カスタマイゼーション戦略の連続体」


（Lampel & Mintzberg 1996）、パッケージのカスタマイズ（customizing packaging）、追加的サービスの供与


（providing additional services）、追加的カスタム・ワークの実施（performing additional custom work）、独特


な製品仕様を実現する標準コンポーネントの組み立て（assembling standard components into unique 


configurations）から成る「カスタマイゼーションのタイプ」（Spira 1996）、そして、表層（cosmetic）、深


層（transparent）、順応（adaptive）、共創（collaborative）から成る「マス・カスタマイゼーションの諸アプ


ローチ」（Gilmore & Pine 1997）である。このように、マス・カスタマイゼーションという研究領域は、他


分野の既存研究者によって多数のケーススタディと分類研究が蓄積されてはいるものの、マス・カスタマ


イゼーション・システムを巡るとりわけマーケティングに関わる諸現象の因果的関係についてはいまだ明


らかにされていない初歩的な研究段階にある4。 


 既存研究においても言及されているとおり、マス・カスタマイゼーションを採用する企業は、顧客個々


人のニーズに製品を適合させるために、幾つかの製造段階、コンポーネントの組み立て、あるいは、ある


製品に対して別の製品、サービス、パッケージを組み合わせる決定を、顧客から注文を受けるまで延期す


ることができる。このことを製品差別化の延期（delayed product differentiation）と呼ぶ5。しかし、もし不


確実性や革新度といった環境要因が製品差別化延期戦略に不向きであるとわかったならば、企業はあえて


この戦略を採用しようとはせず、それゆえにマス・カスタマイズ製品を供給しようとはしないであろう。


企業はこの戦略を常に採用するとは限らないのである。かくして、本研究の目的は、企業、顧客、そして


環境要因の３者間関係についての因果モデルを提唱し、なぜ、いかにして企業が製品差別化延期戦略を適


用してマス・カスタマイズ製品を供給することを意思決定するかを説明することである。 


                                                   
4 マス・カスタマイゼーション研究の現状についての同様の問題点は、例えば小野 (2005) によっても指摘されている。 
5 製品差別化の延期については、例えば Lee, Billington, & Carter (1993)。本論第 3節において検討される。 
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 本研究は以下のように構成される。まず、第 2節および第 3節においては、モデル構築の理論的背景と


なりうる 2つのモデルに焦点を合わせる。一方の第 2節では消費者のマス・カスタマイズ製品の選択行動


を多属性モデルに基づいて吟味し、含意を抽出する。他方の第 3節では企業の製品差別化延期行動を流通


チャネル論の延期－投機モデルに基づいて吟味し、前節と同様に含意を抽出する。第 4節においては、こ


れらの２つのモデルの考え方を統合することによって、我々は多属性モデルに基づく理論的分析の枠組み


の中で、マス・カスタマイゼーション・システムの中核を担う製品差別化延期の度合いに関する企業の意思


決定を描写する。理論的分析に続いて行われるのは実証分析である。第 5節においては、理論モデルに基


づいて仮説を設定し、因果モデルを構築する。第 6節では全国の自動車ディーラーから一次データを収集


した調査方法に言及し、第 7節で構造方程式モデルの分析結果を検討する。最終節においては、注目すべ


き分析結果について考察を重ね、本研究の限界、および今後の研究課題に言及する。 


 


2. 多属性選択モデル 


 


 心理学および経済学からマーケティング論に援用されてきた多属性選択モデル（cf. Fishbein 1967; 


Lancaster 1971）を応用すると、マス・カスタマイゼーションを巡る消費者の購買意思決定と企業の供給意


思決定を描写することができる（Park, Ono, & Endo 2005; 小野 2005, 2007）。図 1aおよび図 1bにおいて、


製品属性空間上に差別化された製品群のポジションが点によって示されており、2人の消費者が持つ異な


る嗜好が傾斜角度の異なる無差別曲線によって示されている。消費者たちは原点から遠い無差別曲線上の


製品ほど好むと想定されている。図においては、さらに、競争市場において各企業が限られた消費者に供


給しうる最大の製品属性の組み合わせが、点線の円弧で示される有効性フロンティアによって描かれてい


る（cf. Lancaster 1975, 1979）。消費者の予算は限られているため、縦軸の製品属性の製品含有量／消費量


を増やすと、横軸の製品属性の製品含有量／消費量は減らさなくてはならない。注意すべきことに、多品


種少量生産の指標である製品差別度が高い値をとるとき、規模の経済性が享受できないために生産費用は


高く、ゆえに価格も高いであろうから、フロンティアはより原点に近づく不利なものになると想定可能で


あろう（cf. Lancaster 1975, 1979）6。そこで、規模の経済性がさほど効かず消費者の嗜好のバラツキが大き


い状況を描いた図 1aにおいて、マス・カスタマイズ製品の 1つが標準品より選好されるであろう。なぜな


ら、このマス・カスタマイズ製品は顧客ニーズに合致する点で圧倒的な優位を有し、その優位は規模の経 


                                                   
6 同図において、有効性フロンティアを示す円弧は 2本描かれているが、外側の優位な円弧は一個の標準品を供給した


場合のフロンティア、内側の劣位な円弧は線上の無数の組み合わせをMC製品として供給した場合のフロンティアを


示している。規模の経済性の度合いによってこの相違が生ずるものと想定されうる。 
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済性に関連した価格面での劣位を凌駕するだろうからである。それゆえ企業は 1個の標準品ではなく無数


のマス・カスタマイズ製品を供給することを意思決定するであろう。他方、規模の経済性がよく効き消費


者の嗜好のバラツキが小さい状況を描いた図 1bにおいては、標準品がいかなるマス・カスタマイズ製品よ


り選好されるであろう。なぜなら、標準品は圧倒的な低価格という優位を有し、その優位は顧客ニーズの


合致度という面での劣位を凌駕するだろうからである。それゆえ企業は無数のマス・カスタマイズ製品で


はなく 1個の標準品を供給することを意思決定するであろう。 


 以上のように多属性選択モデルに基づく議論より、消費者にとってのマス・カスタマイズ製品のベネフ


ィットとコストのトレードオフが、そのマス・カスタマイズ製品を購買しようとする消費者の意図を規定


し、それゆえ、それを供給するために製品差別化を延期しようとする企業の意図を規定する、と結論づけ


られるであろう。図 2にはこの結論が因果モデルを用いて要約されている。 
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図１：多属性モデルによる消費者選好の分析 
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図 2：多属性モデルに基づく因果モデル 
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3. 延期－投機モデル 


 


 なぜ、いかにして企業が製品差別化延期戦略を適用してマス・カスタマイズ製品を供給することを意思


決定するかを説明するために多属性選択モデルに加えて本研究において注目するのは、流通チャネル論に


おける延期－投機モデルである（Alderson, 1950, 1957; Bucklin 1965）。標準品を特徴づける流通システムは、


高い規模の経済性によって少品種の製品を大量供給しようとする企業による投機型システムである。これ


に対して、予期不可能な顧客ニーズに自社製品をよりよく適合させるために、実需発生時点まで製品差別


化を延期する方法もある（Lee, Billington, & Carter 1993; Kotha 1995; Lample & Mintzberg 1996; Feitzinger & 


Lee 1997; Aviv & Federgruen 2001）。このように、製品差別化延期戦略の分析に応用されてきた延期－投機


モデルは、マス・カスタマイゼーションに関する議論に援用可能である。 


 図 3は製品差別化に関する延期と投機のトレードオフを示している。このモデルにおけるプレーヤーは


企業と消費者である。また、ここでの製品差別化延期とは、仕掛品を完成品に変換させて製品仕様を確定


する製品形態分岐点 (decoupling point) を実需発生時点まで先延ばしすることを意味し、投機とは実需発


生前に製品差別化を行って製品仕様を確定してしまうことを意味する7。同図において、企業の平均費用


曲線は右上がりに描かれている。というのも、製品差別化が延期されると迅速な生産と配達が必要になる


からである。他方、消費者の平均費用曲線は右下がりに描かれている。なぜなら、製品差別化が延期され


ると製品がニーズに合致して不合致に伴う消費者の心理的コストが減少するからである。ここで、最適な 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


                                                   
7 この操作化は、製品差別化延期を製品の完成度 (degree of product�s completeness) とした Baligh & Richartz (1967) とは


異なっている (pp.160-162)。 
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図 3：延期－投機モデルによる製品差別化延期の分析 
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製品差別化延期度は、企業と消費者の平均費用の垂直和が最小となる点 E* によって示唆されるであろう


（図 3a）。この最適点 E* は環境要因による費用曲線のシフトによって変化すると考えられる。図 3bには、


高嶋（1994）によって延期に影響を及ぼすと論じられてきた 2種類の環境要因、すなわち、不確実性およ


びイノベーション8が製品差別化の延期を促進する様子が描かれている。第 1 に、需要の不確実性は、企


業によって供給される製品が自分のニーズに合致しないかもしれないという消費者の知覚リスクを高め


るために、消費者の費用曲線を上方にシフトさせるであろう。第 2 に、マス・カスタマイゼーションに関


わる生産、流通かつ／またコミュニケーションのイノベーションは、短いリード・タイムと小ロット生産


に帰着するために、企業の費用曲線を下方にシフトさせるであろう。かくして、不確実性やイノベーショ


ン水準の上昇の結果、結合費用が極小となる最適点は図 3bにおいて点 E*から点 E**にシフトし、製品差


別化の延期、およびそれゆえにマス・カスタマイズ製品の供給は促されると考えられる。 


 以上のように延期－投機モデルに基づく議論により、不確実性やイノベーションといった環境要因が、


マス・カスタマイゼーションを供給するために製品差別化を延期しようとする企業の意図を規定する、と


結論づけられるであろう。図 4にはこの結論が因果モデルを用いて要約されている。 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


4. 統合モデル 


 


 本節では、消費者のブランド選択行動と企業の製品差別化延期行動を表現するために、前節までに紹介


                                                   
8 この 2つの環境要因は、高嶋 (1994) による理論分析において導入されて以降、わが国における延期－投機研究にお


いて盛んに取り上げられている（例えば、余田 1997; 石井 1998; 久保 2001）。なお、本論のモデルは Bucklin (1965) 


のオリジナルに従っており、この点で、流通チャネルを 1つの有機的全体と見なして流通チャネル内で生じる費用を


延期費用と投機費用に区分した高嶋 (1994) の想定とは異なっている。 
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図 4：延期－投機モデルに基づく因果モデル 
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された 2つのモデルを統合する。この作業は、多属性モデルに製品差別化延期の要素を組み入れることで


行われる。延期－投機モデルの知見では、製品差別化の延期を促す要因の 1 つは需要の不確実性である。


これを描写するための工夫として、企業にとって消費者ニーズは既知ではないという不完全情報の想定を


おく。すなわち、実需として実現される実際の無差別曲線は生産・配送のリード・タイムを経た後にしか


知ることができないため、企業は消費者の無差別曲線を予測した上で製品を見込み生産すると想定する。


また、単純化のために、企業は 1社のみとする。この企業は、消費者は属性 2を相対的に重視するものと


予測して、ブランド A を生産したとする。しかし、生産後に判明した消費者の実際の無差別曲線は、相


対的に属性 1を重視するものであったとする。この状況が図 5に描かれている。属性 1の含有比率が高く


この消費者にとって理想的なブランド Bは、この企業の能力をもってすれば充分に生産可能であったはず


なのに、この企業は予測ミスのために生産しなかったため、消費者はブランド Bよりも好ましくないブラ


ンド A を購買せざるをえない。この状況において、供給されなかったブランド B から得られたはずの満


足度と購買されたブランド A から得られる満足度の間には乖離がある。これは消費者にとって機会損失


と言いうるであろう。ダイヤグラムには描かれていないものの、もしここで、生産後に判明した実際の無


差別曲線により適合したブランドを提供する競合企業が存在するならば、企業の提供するブランドは売れ


残り、競争劣位に陥ることとなる。すなわち、需要の不確実性は、マス・カスタマイズ製品の消費者ニー


ズへの合致度を更に高めることとなるのである。 


 企業は、製品差別化を延期させて需要不確実性に対処することができる。図 5に描かれている状況では、


見込み生産でブランド A を生産したにもかかわらず、実際の無差別曲線に照らすとブランド B を生産し


た方が消費者にとって望ましいがゆえに、満足の機会損失が生じている。ここで、図 6に描かれているよ


うに、企業が製品差別化の延期を行うと、規模の経済が犠牲になることで、有効性フロンティアが原点側


にシフトすることとなる9。内側に描かれた新しいフロンティア上ならば、企業はどのような組み合わせ


の製品であっても供給可能であるとする。製品差別化が延期されると、実需が判明した後で製品差別化を


完成させるために、個々の消費者のニーズに対応して、それぞれ異なる製品を提供することが市場リスク


なくして可能となる。すなわち、生産後に判明した実際の無差別曲線の下で、属性含有量ではブランド B


に劣るものの、予測に基づいて大量生産されたブランド A よりも高い満足を消費者に与えるブランド B´


が提供可能となるのである。 


 


                                                   
9 変動費である生産費用の増加のみならず、受注に即応するための生産・流通システムを整備するために生じる固定費


の増加も、有効性フロンティアの原点側へのシフトをもたらしうる。 
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 なお、製品差別化を投機的に行う大量生産システムに比べて、実際の無差別曲線が判明するまで製品差


別化を延期させると、規模の経済は犠牲となる。このことは図 6においてブランド Bとブランド B´を比


較することで明らかとなる。両ブランドは、属性含有比率は同一であるものの、属性含有量では明らかに


延期化の下で生産されたブランド B´が劣位にある。ここに描かれた無差別曲線を持った消費者にとって


は、最初からブランド Bが大量生産された方が、規模の経済によって、より属性水準の高いブランドが入


手可能であったはずであるが、延期化によるコスト増加のために、ブランド B´しか入手不可能となって


いる。これが延期化が消費者にもたらすコストであり、効用の機会損失が生じていると見なされる。しか


し他方で、製品差別化の延期は、単調な大量生産による効率性を犠牲にすることで、不確実な経済環境の


下でのフレキシブルな生産を可能にし、消費者にバラエティを提供しているとみなされるのである。逆に、


不確実性が低く企業が容易に消費者ニーズを予測可能な経済環境の下では、企業は製品差別化を延期する


製
品
属
性
２  


製品属性１ 


図 6：製品差別化の延期 


● 


● 


A


B´ ● B


満足の機会損失 


図 5：不確実性の下でのブランド選択 


A


B


企業が予測した 
無差別曲線 


実際の無差別曲線 


製品属性１ 


製
品
属
性
２ 
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ことなく、大量生産によって安価な標準品を供給しようとするであろう。 


規模の経済を犠牲にした製品差別化の延期は、消費者に対して価格および注文・待ち時間など価格以外


での負担増加を強いることとなる。消費者が負担するこれらのコストがあまりにも高い場合には、製品差


別化の延期は行われないであろう。しかし、生産・流通に関わるイノベーションが生じると、製品差別化


延期の下での有効性フロンティアは原点から外側へと拡張され、大量生産のフロンティアに近づくことに


なる。イノベーションは、製品差別化の延期に際して生じる効率性の犠牲を補うことで、消費者が負担す


る価格コストおよび非価格コストを低下させる効果を持つのである。イノベーションがMC製品の購買に


際して消費者が負担する諸コストを低下させる時、企業は製品差別化の延期によってマス・カスタマイゼ


ーションを行い、フロンティア上の属性の多彩な組み合わせを持つブランドを提供しようとすると考えら


れるのである。 


 


5. 仮説の提唱 


 


 前節で提唱された理論モデルに基づいて、企業、顧客、そして環境要因の３者間関係を包含する因果モ


デルを構築する。ここで構築するモデルは企業の知覚を描写するものである。というのも、マーケティン


グ戦略は顧客および環境要因に関する企業の知覚に基づいて意思決定されるものだからである10。 


 最初に、不確実性は、マス・カスタマイゼーションにとって最も重要な環境要因の 1 つであろう。消費


者の選好と競合他社の動向がめまぐるしく変わる環境下にあっては、標準品ではニーズに合致しないがた


めに売れ残りの危険がある。一方、マス・カスタマイズ製品ならば顧客個々人が持つニーズに合致するこ


とによって、顧客が製品から享受しうるベネフィットは高い。需要不確実性が大きいとき、企業は自身の


顧客にとってのマス・カスタマイズ製品のベネフィットが大きいと知覚する傾向にあると考えられるであ


ろう。 


仮説１ 不確実性は顧客にとってのマス・カスタマイズ製品のニーズ合致ベネフィットに正の影響を与え


る。 


 


 イノベーションもまた、マス・カスタマイゼーションにとって最も重要な環境要因の 1 つであろう。実


に多様なイノベーションが、製品差別化延期費用の軽減に寄与すると考えられる。例えば、製品デザイン


                                                   
10 このように消費者行動を企業経営者の知覚データによって測定した研究として Homburg, Hoyer, & Fassnacht (2002) 


がある。 
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や生産におけるイノベーションは、製品の製造をモジュールの寄せ集め（藤本・青島・武石編 2001）と


いう概念へと変え、マス・カスタマイゼーション・コストを低めたり配送時間を短縮したりするのに大きな


貢献を成している。また、コミュニケーション・ツールにおけるイノベーションは、顧客がマス・カスタマ


イズ製品を評価したり注文したりすることを容易にする一助となっている。これらのイノベーションがな


ければ、マス・カスタマイズ製品は顧客に高い価格の支払いを強いたり、追加的な努力や心理的コストを


かけたりすることになるだろう。これらのイノベーションが入手不可能なとき、企業は自身の顧客にとっ


てのマス・カスタマイズ製品の金銭的／非金銭的コストが大きいと知覚する傾向にあると考えられるであ


ろう。 


仮説２ イノベーションは顧客にとってのマス・カスタマイズ製品の金銭的コストに負の影響を与える。 


仮説３ イノベーションは顧客にとってのマス・カスタマイズ製品の非金銭的コストに負の影響を与える。 


 


 顧客の選好は、いかにその製品がその顧客個人のニーズに合致しているかに依存するであろう。標準品


は、規模の経済性と引き換えにニッチ市場を犠牲にしており、また、実需発生前に投機的に在庫を形成し


ているために、充分にはニーズに合致していない可能性がある。それに対して、マス・カスタマイズ製品


は注文後に製造ないし組み立てを行うため、顧客個々人のニーズに合致するよりよい機会を有している。


企業は、自身の顧客にとってのマス・カスタマイズ製品のベネフィットがより大きいと知覚されるとき、


顧客がそれを購買しようとする意図はより大きいと評価する傾向にあると考えられるであろう。 


仮説４ ニーズ合致という顧客にとってのマス・カスタマイズ製品のベネフィットはマス・カスタマイズ


製品に対する顧客の購買意図に正の影響を与える。 


 


 マス・カスタマイズ製品はニーズ合致の点で優位を有するものの、小ロットの受注生産品という性質ゆ


えに高価格という劣位を有する可能性がある。職人生産に代表される伝統的な受注生産品と比較すれば、


製造・経営両面におけるイノベーションを背景に持つマス・カスタマイゼーション・システムはより低コス


トで製品を供給することができるであろう。しかし、大量生産された標準品に比べると、マス・カスタマ


イズ製品の供給コストは依然として高いかもしれない。競争市場を前提とすると、企業にとってのより高


い供給コストは、顧客が支払うべきより高い価格に反映されるであろう。企業は、自身の顧客にとっての


マス・カスタマイズ製品の金銭的コストがより大きいと知覚されるとき、顧客がそれを購買しようとする


意図はより小さいと評価する傾向にあると考えられるであろう。 


仮説５ 顧客にとってのマス・カスタマイズ製品の金銭的コストはマス・カスタマイズ製品に対する顧客


の購買意図に負の影響を与える。 
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 非金銭的コストもまた、マス・カスタマイズ製品に対する顧客の購買意図を低減させる要因として作用


するであろう。第 1 に、マス・カスタマイズ製品は受注生産品であるため、試用したり触れたりすること


ができず、あるいは見ることさえできないままに、顧客はその購買を意思決定しなくてはならない。第 2


に、マス・カスタマイズ製品の注文に際しては、顧客が自身のニーズについて企業側とコミュニケーショ


ンをとるためにより緊密なリレーションシップを築かなくてはならない。第 3 に、マス・カスタマイズ製


品が出来上がるまで、顧客は待ち時間に耐えなくてはならない。企業は、自身の顧客にとってのマス・カ


スタマイズ製品の非金銭的コストがより大きいと知覚されるとき、顧客がそれを購買しようとする意図は


より小さいと評価する傾向にあると考えられるであろう。 


仮説６ 顧客にとってのマス・カスタマイズ製品の非金銭的コストはマス・カスタマイズ製品に対する顧


客の購買意図に負の影響を与える。 


 


 標準品ではなくマス・カスタマイズ製品を購買しようとする顧客の意図は当然、標準品ではなくマス・


カスタマイズ製品を供給しようとする企業の意図に帰着するであろう。顧客がマス・カスタマイズ製品を


選好するとき、企業は製品差別化延期戦略をもってそれを供給しようとすると考えられる。 


仮説７ マス・カスタマイズ製品に対する顧客の購買意図は、企業の製品差別化延期意図に正の影響を与


える。 


 


 以上のように提唱された仮説群は、図 7のように、因果モデルの形で要約される。 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 
注記：この図は次節で経験的にテストされる構造方程式モデルであるが、表記の単純化のため、


観測変数や誤差変数は省略されている。 


企業に知覚された
環境要因 企業の意思決定 企業に知覚された 


顧客の意思決定 


γ11(+) 


γ32(-) 


γ22(-) 


β41(+) 


β42(-) 


β43(-) 


 
β54(+) 


η4  η5 
企業の 


製品差別化意図
顧客の 


MC製品購買意図 


 η1 
顧客のMC製品ニーズ 
合致ベネフィット 


顧客のMC製品 
非価格コスト 


η3  


顧客のMC製品 
価格コスト 


η2  


不確実性 ξ1  


イノベーション ξ2  


図 7：因果モデル 
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6. 調査方法 


 


 構築された因果モデルを経験的テストに付すために、質問紙調査を行った。質問票配布対象として選定


したのは、自動車（自家用車）ディーラーの経営者ないし営業所長であった11。自動車産業においては通


常、製造業者が規模の経済を伴って大量の自動車を生産し、それをディーラーが販売している。そのよう


なマス・プロダクション体制のなかでも、この産業はカスタマイゼーションによって特徴づけられている。


顧客はディーラーの営業マンに対して自動車を注文したり、ウェブサイト上の注文書ページで発注したり


することができるのである。自動車製造業者はこの最終消費者に対して、数千通りに及ぶ組み合わせの製


品をニーズに合わせて提供するために、製品差別化を延期している。自動車工場では生産ライン上の多く


の自動車がすでに特定の顧客に販売済み商品であり、その注文に合わせて互いに異なる部品の組み合わせ


やオプションの追加が指示されている12。製造業者は製品差別化の延期によって低い生産コストを実現し


ているのである。より興味深いことに、自動車産業においては製造業者だけでなく流通業者であるディー


ラーが、カスタマイズ作業の一翼を担っている。ディーラーは、カスタマイゼーションだけでなく車検や


修理を請け負うための独自の小規模工場において、顧客の要望にあわせたパーツの取り付けや取り替えを


新車の納車前に行っている。ディーラー・オプションと呼ばれるこれらのパーツは、製造業者主導の下で


設計・生産され全ディーラーに納品されている。ディーラーがこれらのパーツを組み立てることで、より


高次の製品差別化を最終段階にて実現させ、顧客個々人のニーズにより合致するように工夫されているの


である。 


 こうして、『ダイヤモンド会社要覧 2002』に掲載された日本国内の新車乗用車ディーラーの 2,131 営業


所全てを対象にして、2005 年 12 月に質問紙調査を実施した。回答者は営業所長クラスであり、マス・カ


スタマイズ製品のニーズを顧客から聞き、製造業者に注文し、それを顧客に提供する役割を演ずるディー


ラーにあって、マス・カスタマイゼーションに関する情報処理と戦略立案にコミットしているキーパーソ


ンである。質問票の郵送に際して、郵送先の営業所長が回答者として適切であるか（key informantである


か）否かを確認したところ、幾つかの企業は営業所長より社長ないし本社内の特定部署のトップが適切な


回答者であると回答した。また、上記のデータベースに記載された営業所のうち幾つかは、統廃合により


無くなっていた。こうして、2,095 通が営業所ないし本社の回答者に郵送されることとなった。345 通


（16.5％）の質問票が回収され、有効回答は 293通（14.0％）であった。 


                                                   
11 小売業者をマス・カスタマイゼーションの担い手として扱った研究としては、片野・西尾 (2004) が挙げられる。な


お、彼らはアパレル産業のデータを用いて分析を行っている。 
12 下川・岩澤編 (2000) および塩地 (2002) を参照のこと。 
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 回収された標本が母集団の性質を代表しているか調べるために、χ2検定による適合度検定を行った13。


参入・退出の激しい小売業では、調査時点での正確なメーカー別店舗数を測定する統計資料は存在しない


ため、日本自動車販売協会連合会発行の 2005年 12月のブランド別新車販売台数概況を母集団の代理指標


として用いた。標本を構成するディーラーのメーカー別内訳は、トヨタ系 189事業所、日産系 58事業所、


ホンダ系 25事業所、三菱系 17事業所、富士重工業系 15事業所、輸入車系 8事業所、ダイハツ系 4事業


所、スズキ系 3 事業所であった。以上のデータを用いて、「母集団比率と標本比率は等しい」という帰無


仮説を設定して適合度検定を行った結果、χ2値は 0.22であった。自由度 9の χ2分布における 5%水準の臨


界値は 16.92 であることから、この帰無仮説は 5％水準でも棄却されない。それゆえ今回の標本は、回収


率はやや低いものの、母集団の性質をある程度代表した標本と見なしうるであろう。 


 本論のモデルは、環境要因を知覚し、知覚した環境下でのマス・カスタマイズ製品に対する消費者選好


度を推測し、マス・カスタマイズ製品を供給するために製品差別化を延期すべきか否かを判断しようとす


る自動車ディーラーの心理的プロセスを描写するものであるため、構造方程式モデリング（SEM）が適用


された14。SEMに際して、各構成概念に対して複数の尺度が開発され、確認的因子分析（CFA）によって


その信頼性と妥当性が検討された（補録を参照）。測定モデル全体に対する χ2値は 289.35（p < .01）で、


自由度は 150であった。適合度指標 GFIおよび自由度調整済適合度指標 AGFIは各々.91および.88であっ


た。AGFIは既存研究によって推奨された.9という水準（Bagozzi & Yi 1988; 豊田 1992）を僅かに下回っ


たが、これは小規模サンプルに由来する可能性がある。今回のように多くのパラメータを推定するケース


において有用な指標は、自由度の増減に伴うありうべき見かけ上の適合度拡大を算出して考慮に入れた頑


健性尺度である平均二乗誤差平方根（RMSEA）であろう。既存研究によると、.08以上の値が推奨されて


いる（Steiger 1980; Jap 1999）15。今回の測定モデルにおいて RMSEAは.06であり、データがこのモデルに


よく適合していることを示唆したことになる。因子負荷量と測定誤差はやや低いものの受容可能なレベル


に収まり、実際 1%水準で有意であった。収束妥当性と共に、弁別妥当性も検討した。既存研究によって


推奨された手続きによって構成概念間の弁別妥当性を検討したところ、全ての構成概念間が検定を通過し


た（Fornell & Larcker 1981）。 


 


 


 


                                                   
13 適合度検定は統計計算ソフトを用いず、手計算で行った。 
14 SEMおよび CFAに際しては、統計計算ソフト SAS/STAT 9.1を用いた。 
15 RMSEAの基準として.10以下というより緩やかな基準を主張する文献もある (豊田 1998)。 







 15


7. 分析結果 


 


 図 7に示された因果モデルを最尤法によって推定した。最適化計算は正常終了した。分析結果は表 1に


まとめられている。このモデルに対する χ2値は 348.70（p < .01）で、自由度は 190であった。適合度指標


GFI および自由度調整済適合度指標 AGFI は各々.90および.86であった。AGFI は推奨水準の.9を僅かに


下回っているが、これが小規模サンプルに由来するであろうことは先述のとおりである。今回より注目す


べき平均二乗誤差平方根（RMSEA）は.06であり、データがこのモデルによく適合していることを示唆し


ている。全ての測定方程式および構造方程式のパラメータ推定値はすべて仮説化したとおりの符号を有し


少なくとも 5％水準で有意であった。 


 「不確実性」は「顧客にとってのマス・カスタマイズ製品のニーズ合致ベネフィット」に対して有意か


つ正の影響を与えていた（γ11 = .24, t = 4.23, p < .01）。これは、需要が不確実な環境下にあっては、マス・


カスタマイズ製品は顧客個々人のニーズに合致する一方、標準品はそうでないという傾向が高いであろう


ことを主張した仮説 1を支持する結果である。他方、「イノベーション」は「顧客にとってのマス・カスタ


マイズ製品の金銭的ベネフィット」および「顧客にとってのマス・カスタマイズ製品の非金銭的ベネフィ


ット」の各々に対して有意かつ負の影響を与えていた（γ22 = �.04, t = �1.98, p < .05 および γ32 = �.37, t = 


�4.61, p < .01）。これは、イノベーションが進みマス・カスタマイズ製品をより容易に供給できる環境下に


あっては、価格は低水準に抑えられ、また、マス・カスタマイズ製品を手に入れるために必要な顧客の努


力は少なくて済む傾向にあるだろうことを主張した仮説 2および 3を支持する結果である。なお、両者の 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


H1   不確実性 => 顧客のMC製品ニーズ合致ベネフィット [γ11 (+)]   .239  (t=  4.23)** 


H2   イノベーション => 顧客のMC製品価格コスト [γ22 (�)]           �.044  (t= �1.98)* 


H3   イノベーション =>顧客のMC製品非価格コスト [γ32 (�)]           �.366  (t= �4.61)** 


H4   顧客のMC製品ニーズ合致ベネフィット  
=> 顧客のMC製品購買意図 [β41 (+)]      .748  (t=  8.51)**    


H5   顧客のMC製品価格コスト 
=>顧客のMC製品購買意図 [β42 (�)]         �.483  (t= �2.41)*    


H6   顧客のMC製品非価格コスト 
=>顧客のMC製品購買意図 [β43 (�)]        �.100  (t= �2.33)*    


H7   顧客のMC製品購買意図 
=> 企業の製品差別化延期意図 [β54 (+)]        .911  (t= 13.37)** 
 
注記：** ：1%水準で有意、*：5%水準で有意。χ2 = 348.71 (d.f.= 161), p < 0；GFI = .90；


AGFI = .86；RMSEA = .06。 


表 1：構造方程式の推定結果 
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パラメータ推定値と t検定量を比較するに、自動車ディーラーはイノベーションから顧客にとっての価格


コストへの影響は非価格コストへの影響より大きいと知覚していると考えられる。 


 「マス・カスタマイズ製品に対する顧客の購買意図」は「顧客にとってのマス・カスタマイズ製品のニー


ズ合致ベネフィット」から有意かつ正の影響を受け（β41 = .75, t = 8.51, p < .01）、「顧客にとってのマス・


カスタマイズ製品の金銭的ベネフィット」および「顧客にとってのマス・カスタマイズ製品の非金銭的ベ


ネフィット」の各々から有意かつ負の影響を受けていた（β42 = �.48, t = �2.41, p < .05 および β43 = �.10, 


t = �2.33, p < .05）。これは、マス・カスタマイズ製品が顧客のニーズに合致し、価格が低く、かつ／また


は、入手するまでの努力量が少なくてすむならば、顧客がそれを購買しようとする意図を形成する傾向は


高いであろう、と企業（自動車ディーラー）が推測するであろうことを主張した仮説 4、5、および 6 を


支持する結果である。なお、本分析においては、3つの規定要因が異なる大きさの影響度を示した。すな


わち、マス・カスタマイズ製品のニーズ合致ベネフィットは、顧客の購買意図に最も大きな影響力を有し


ており、金銭的・非金銭的コストはより小さな影響力しか有していなかった。このことは、自動車ディー


ラーが自身の顧客はコストよりむしろベネフィットを重視しつつマス・カスタマイズ製品への購買意図を


形成すると知覚する傾向にあることを示す結果であろう。 


 最後に、「マス・カスタマイズ製品に対する顧客の購買意図」は「企業の製品差別化延期意図」に対して


有意かつ正の影響を与えていた（β54 = .91, t = 13.37, p < .01）。これは、企業は、自身の顧客がマス・カス


タマイズ製品を選好している場合には、それを供給するために製品差別化を延期したいと考えていると主


張した仮説 7 を支持する結果である。これは、企業（自動車ディーラー）が製品差別化延期戦略をマス・


カスタマイゼーション・システムにとって重要な戦略として位置づけ、マス・カスタマイズ製品の需要に応


じてそれを実践しようとしていることを示す結果であろう。 


 


8. 本論の知見と今後の課題 


 


 今日、多くの企業が製品差別化延期戦略を採用してマス・カスタマイズ製品を自身の顧客に供給しはじ


めている。不確実性かつ／または革新度が高い産業においては、マス・カスタマイゼーション・システムは、


顧客個々人のニーズを見なす点で企業に競争優位をもたらすマーケティング・システムとなりうるであろ


う。マーケティング研究者およびマーケティング実務家にとって、このトピックに焦点を合わせることは


興味深い課題であるにもかかわらず、マス・カスタマイゼーションは――および、製品差別化延期戦略も


また――マーケティング論においてあまり取り扱われていない。本論は、2つの既存モデル、すなわち消


費者行動論の多属性選択モデルと流通チャネル論の延期－投機モデルを適用しつつ、企業、顧客、そして
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環境要因の３者間関係についての因果モデルを提唱し、なぜ、いかにして企業が製品差別化延期戦略を適


用してマス・カスタマイズ製品を供給することを意思決定するかを説明しようと試みてきた。 


 構築された因果モデルは、自動車産業のデータを用い、構造方程式モデリング（SEM）によって経験的


テストに付された。分析結果が示唆することには、2つの環境要因、すなわち不確実性およびイノベーシ


ョンの認知によって、マス・カスタマイズ製品に対する顧客の選好についての企業の知覚が形成され、マ


ス・カスタマイズ製品を供給するために製品差別化延期戦略が企業によって採用されるに至るであろう。


不確実性かつ／またはイノベーション度が高い環境下で操業していると感じた企業は、マス・カスタマイ


ゼーションの実現のために製品差別化を延期する傾向がより高いであろう。逆に、不確実性およびイノベ


ーションが低い場合には、企業はあえて製品差別化を延期しようとはしないであろう。それはなぜなら、


このケースにおいては顧客はマス・カスタマイズ製品よりも標準品を選好すると考えられるからである。


このことは、顧客個々人のニーズに合致することを目指すマス・カスタマイゼーション・システムが必ずし


も成功するとは限らず、その成功は消費者特性と環境要因に依存することを含意している。しかし、市場


はますます不確実になり、同時に、生産効率と配送速度を高める多様な技術が開発されている今日、消費


者がマス・カスタマイズ製品を選択するベネフィットは高まり、金銭的／非金銭的コストは低まりつつあ


ると考えられる。そして、これらの事実により、マス・カスタマイズ製品の需要および供給は促されてい


ると考えられる。それゆえ、本論の結論は、マス・カスタマイズ製品は買い手および売り手の双方にとっ


て高い潜在性を持っていることを示唆するものであろう。 


 本論において構築されたモデルについて、幾つかの限界が存在する。第 1 に、マス・カスタマイゼーシ


ョン研究者が指摘するとおり、マス・カスタマイゼーション・システムには、産業ごとに幾つかの異なる形


態が存在する。さらに、本論が調査対象として選定した自動車産業の内部にも、企業ごとに幾つかの異な


る形態のマス・カスタマイゼーション・システムが存在しそうである。例えば、欧州からの輸入車のディー


ラーは、欧州の製造業者ないし日本の現地法人ないし総輸入代理店にて標準車にカスタマイゼーションを


行わせる方法と、ディーラー自身がカスタマイゼーションを行う方法が考えられる。こうした異なるシス


テムの描写について、本論のモデルはそれを捨象した。第 2 に、製品差別化延期戦略についても同様に、


異なる形態が存在するであろう16。しかし、本論のモデルはそれを捨象し、製品差別化延期意図の大小の


みを取り扱った。第 3 に、マス・カスタマイゼーションの実現のために行われる製品差別化延期戦略の促


進要因として、本論のモデルは高嶋（1994）による延期－投機モデルの理論的分析に言及された 2つの環


                                                   
16 Lee & Tang (1997) は、製品差別化延期の例として、部品の標準化、モジュラー設計、加工の延期、加工の転置を挙


げて、それぞれの採用が経済的に合理的になる条件を分析している。 
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境要因、不確実性およびイノベーションしか取り扱わなかった。マス・カスタマイズ製品の需要および供


給に影響するこれら以外の環境要因を分析対象とすることは、今後の研究における興味深い課題であろう。 


 


記 


 
本論の基礎は、小野がマス・カスタマイズ製品選択モデルを作成し、それに久保が延期－投機モデルのアイディアを


追加するという作業に始まった。その後、両者の討議によってモデル精緻化と尺度開発を行った後、データ収集を久保


が行い、多変量解析を小野が行った。本文は、小野が全節の骨組みを組み立て、久保が肉付けする形で執筆された。本


論の中間物は、英訳版（欧州 EAERCDおよび米国 AMS・ACRAの各コンファレンスにて口頭発表）を執筆するに際


して貴重なアドバイスを頂いた遠藤誠二先生（ミシシッピー大学）を第３著者として迎えた形で、2006年 6月に横浜


国立大学にて行われた第 56 回全国大会『消費者行動と流通・マーケティング』の「消費者、マーケティング、流通の


インターフェイス」セッションにおいて報告された（報告担当：久保、資料作成担当：小野）。本プロジェクトに一時


期参加いただいた遠藤誠二先生に謝意を表したい。無論、本論中のありうべき誤りは全て本論著者に帰するものである。


また、学会にて貴重なコメントを賜った司会の清水聰先生（明治学院大学）および議論参加者の高嶋克義先生（神戸大


学）に深謝いたしたい。コメントは全て本論に反映されている。また、COEディスカッション・ペーパー・シリーズ


への寄稿に際して、十川廣國先生および高橋郁夫先生（慶應義塾大学）にご助力をいただいた。記して謝意を表したい。 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


ξ1: 不確実性 (買い手のニーズが不確実であるとディーラーが知覚する程度) (α = .781) 


    X1: ニーズの多様性 (.87), X2: ニーズの多様化 (.87), X3: 売れ残りのリスク (.79) 


ξ2: イノベーション (イノベーションがマス・カスタマイズ製品を提供するために利用可能であるとディ


ーラーが知覚する程度) (α = .87 => .546) 


    X4: 顧客関連技術のイノベーション (.90), X5: 販売員関連技術のイノベーション (.91), X6: 


販促関連技術のイノベーション (.78) 


η1: 顧客のMC製品ニーズ合致ベネフィット (ディーラーによる知覚) (α = .759) 


    X7: MC製品のニーズ合致見込 (.77), X8: MC製品のニーズ合致見込Ⅱ (.86), 


    X9: ニーズ合致の顧客重視見込 (.79) 


η2: 顧客のMC製品価格コスト (ディーラーによる知覚) (α = .661) 


    X10: MC製品の高価格化見込 (.69), X11: MC製品の高価格化見込Ⅱ (.74), X12: 高価格の負の消


費者価値 (.85) 


η3: 顧客のMC製品非価格コスト (ディーラーによる知覚) (α = .733) 


    X13: MC製品の情報処理増加見込 (.86), X14: MC製品の情報処理増加見込Ⅱ (.86), X15: 情報処


理増加の負の消費者価値 (.78) 


η4: 顧客のMC製品購買意図 (ディーラーによる知覚) (α = .854) 


    X16: MCと購買意欲の連想関係 (.88), X17: MCと売上の連想関係 (.88), X18: MCと顧客支持の連


想関係 (.83) 


η4: 企業の製品差別化延期意図 (α = . 648) 


    X19: 製品差別化延期推進への好意 (.85), X20: 製品差別化延期推進の義務感 (.85) 


注記：測定モデルの全体的妥当性について、χ2 = 289.35 (d.f.= 150), p < 0；GFI = .91；AGFI = .88；
RMSEA = .06。質問項目末尾のカッコ内は確認的因子分析の因子負荷量で、全て p <.01。 


 


 


補録：尺度項目 
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制約条件理論に基づくサプライチェーン経営戦略 
―戦略提携によるコストダウンのアプローチ― 


孫  犁 冰 


Abstract 


This paper addresses the important role of the inter-firm network called supply-chain 


management (SCM). Based on theory of constraints (TOC), a framework is offered for the 


calculation of a suitable flow of product parts and completed products from supplier, to 


factory, to warehouse, to final delivery; and supply-chain management is suggested as a 


system for obtaining efficient production planning. A central question considered is whether 


product design can assist the minimization of total supply chain costs as well as other relevant 


costs, such as cost of goods sold, safety stock cost, and pipeline stock cost. With recent 


advances in information communication technology and the networking, boundaries between 


the production and service industries have begun to fade. Management techniques and 


concepts useful in business-model building are illustrated by the example of Dell Computer, 


well known for its impact on industry structure. The conclusion of this paper is that the 


supply-chain management is acquiring a great role in assisting the evolution of Japanese 


small and medium-sized enterprises. 


 


キーワード……知識社会 SCM 戦略提携 コア・コンピタンス 


1．問題の所在と限定 
 


 グローバル大競争時代で、かつデフレ経済の時代は、物の価値やそれに伴う商品の価格は市


場の劇的な変化によって大きく変わってしまう。フォーディズムに代表される近代資本主義社


会から、ポスト資本主義社会や知識社会などと呼ばれる新たな時代へ移行しつつあるとの議論


がある1)。 


こうした時代の変化の波は、「物流」にも大きな影響を与えている。ジャスト・イン・タイム


物流、多頻度小口配送の進展、国際物流の活発化など、ロジスティクスの分野でも大きな構造


変化が起こっている。輸送や保管といった機能に限定されていた従来型の物流は、生産者から


消費者へのモノの流れを効率的かつ包括的に繋ぐ、ロジスティクス・システムへと変貌しつつ


ある。さらに今日、ロジスティクスは経営戦略そのものであり、ロジスティクスの概念は、今
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なお拡大・統合しつつある。  


 80 年代後半より「物流からロジスティクスへ」という言葉が提唱されたが、この背景には、


バリューチェーン（価値連鎖）概念の台頭がある。ポーター(1985)は、企業内部の活動は互い


に連結関係を有しつつ、全体として買い手のための価値を創造しており、この連結関係をうま


く管理することができれば、競争優位に立てると指摘する。つまり、競争優位を獲得するには、


企業のバリューチェーンを個々の部分の集合としてではなく、ひとつのシステムとして管理す


る必要がある2)。従来、企業活動の単なる一部分として捉えられていた「物流」は、生産や販


売などの諸活動をも加味した一連の企業システムとしての「ロジスティクス」という概念へと


進化したのである。POS3)、VAN4)等の情報技術の活用とも相まって、ロジスティクスの時代は


主として社内全体の効率化を図られた。しかしながら、元来企業活動は他の組織との関係性を


有しながら行われるものであり、社内最適化の視点の限界が指摘されるに至ったのである。 


 90年代後半に入り、原材料の調達から製品の販売やマーケティング、顧客までを包括し、流


通チャネル全体の効率化や最適化を目指そうとする動きが高まったが、この背景にあるのが社


外のバリューチェーン、すなわちサプライチェーン（供給連鎖）の概念である。物流の分野で


も、このサプライチェーン概念の台頭を受けて、供給先・メーカー・販売先・顧客までをトー


タルに捉えた、新しいロジスティクスを確立しようとする取り組みが始まった。 


 サプライチェーンは、流通チャネル全体最適化を目的とするものであり、そのために、企業


間の連携の方法・仕組みがカギになるが、これを達成する手段として脚光を浴びたのが、製販


同盟やアウトソーシングである。つまり、サプライチェーンは、企業内および企業間のロジス


ティクス関連活動の戦略的統合に特徴があるということが言えるのである。本論文の目的は、


このような戦略的な意味を持つ SCM をどのように位置付けるべきかの方法論を提案すること


にある。 


本論文は 5 章で構成される。第 1 章は、問題の所在と限定、目的、方法、構成を示し、第 2


章で SCM の概念（概念、位置付け、TOC 理論）を提起する。第 3 章は SCM の効果を考察し、


第 4章では SCMのケース（デル・コンピュータ）を挙げ、第 5章において SCMによる企業間


取引の変革について述べる。最後にまとめと考察をおこなう。 


 


 


2． SCMの概念 
 


2－1 SCMの概念 
  


1998 年 10 月、アメリカでも最も代表的なロジスティクス専門化団体である「ロジスティク


ス管理協議会（The Council of Logistics Management：CIM）5)」は、従来のロジスティクスの定
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義を一部修正した。 


新しい定義は、「Logistics is that part of the supply chain process that plans, implements, and 


controls the efficient, effective flow and storage of goods, services and related information from the 


point of origin to the point of consumption in order to meet customers' requirements.」であり、日本語


に訳すと、「ロジスティクスとは、サプライチェーン・プロセスの一部であって、顧客の必要条


件に適合することができるように、産出地点から消費地点に至るまで、財・サービスおよび関


連する情報のフローとストックを効率的かつ効果的にするための計画立案・実施・統制するプ


ロセスである」という。 


オハイオ大学ランバード教授が主宰している Global Supply Chain Forum6)による定義、「Supply 


Chain Management is the integration of key business processes from end user through original suppliers, 


that provides products, services, and information that add value for customers and other stakeholders. 」


SCMとは、顧客とその他の利害関係者に価値をもたらしている製品・サービスおよび情報を提


供するための主要ビジネス・プロセスを、最終需要家から最初の供給者まで遡って、統合する


ことである。 


この二つの定義を比較すると､以下のことが分かる。 


第 1は両者ともカバーする領域は同一であること。第 2は取り扱う対象も「財（製品）、およ


び関連する情報」であって同一である。違う点が第 3点であって、ロジスティクスは対象物の


「フローとストック」に関連するプロセスに限定しているのに対して、SCMは対象物を提供す


るための「主要ビジネス・プロセス」を統合することとしている。つまり、SCMが守備範囲と


する主要ビジネス・プロセスの内の 1つが、ロジスティクス・プロセスだということになる。 


オリバー(Oliver, R. Keith)とウェバー(Michael D. Webber)（1982）の主張をもとに、サプライ


チェーンと従来型ロジスティクスが異なる点は「組織・システムの統合、戦略性、在庫圧縮機


能」の 3点であると分析している。つまり、サプライチェーンにおいては、調達から販売に至


る生産・流通活動を担う各組織、各部門が、あたかも単一組織のように連携しており、機能的


にも一つのシステムとして統合されている。そして「供給」が、各々のコストや市場シェアに


強い影響を及ぼすという戦略性が、各組織、各部門において認識されており、加えて、情報の


共有や蓄積を通して、在庫調整が図られると主張している。 


   


 


2－2 SCMの位置付け 
 


 阿保栄司（1996）は以下の表 1のようにロジスティクスの発展段階のなかにサプライチェー


ンを位置付けた。 
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表 1 ロジスティクス・マネジメントと基礎理論の変遷・展望 


段 階 年 代 特 徴 基礎理論 


内    容 


＊マネジメントの


目的 


手  段 


思考方法 


第 0段階： 


物流以前 


1970年代 


まで 


輸送、保管、包


装、荷役、流通


加工、物流情報


がバラバラな


段階 


―   


第 1段階： 


物流 


1970年代 


より 


個別要素が組


織化して物流


システムとな


った段階 


懸隔理論 


需要と供給との懸


隔の克服 


＊部門内物流効率


化 


システム化、機


械化、 


自動化等 


＊合理化 


第 2段階： 


ロジスティクス 


(価値連鎖) 


1980年代 


後半より 


製品物流、生産


管理、原材料調


達という 3つの


サブシステム


がカップリン


グされた段階 


到達理論 


必要な商品を顧客


に到達させて、効


率化を図る 


＊社内全体物流効


率化 


POS、VAN、EDI


等 


＊競争戦略的 


第 3段階： 


サプライ 


チェーン・ 


ロジスティクス 


(供給連鎖･ 


共同物流) 


1990年代 


後半より 


企業間パート


ナーシップが


形成された段


階 


戦略的提携 


パートナーシップ


を基礎に相互利益


の関係を樹立 


＊ﾁｬﾈﾙ全体流通最


適化 


製販同盟、ｱｳﾄｿ


ｰｼﾝｸﾞ 


＊市場チャネ


ルの強力化戦


略 


第 4段階： 


グリーン・ 


ロジスティクス 


(循環型ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ) 


2000年代 


より 


廃棄物処理や


リサイクルま


で含めた段階 


ｻｽﾃｨﾅﾋﾞﾘﾃｨ 


リバース･ロジス


ティクスをも  組


み入れた低公害型


循環システムの完


成 


＊社会全体最適化


開放･ﾈｯﾄﾜｰｸ 


＊社会システ


ムのｻﾌﾞｼｽﾃﾑと


して分出 


出所：阿保栄司(2000)『サプライチェーン・コストダウン』中央経済社、P.13を一部修正加筆 
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 阿保(1993)は、戦略的提携の問題点として、協調の不足や組織上の障害などを指摘する。そ


して戦略的提携は、今後、因襲的な「系列」から、民主的でイコール・パートナーシップを尊


重するような「調和型自律分散」システムとしてのサプライチェーンを目指すべきであると主


張している(P.98)。また阿保(1996)は、サプライチェーンは、「需要者が消費後あるいは使用後


に発生する廃棄物の処理・ロジスティクスを大きく見落としている」と指摘し、還流をも視野


に入れた「循環型ロジスティクス」の重要性を強調している。 


 つまり、今後のサプライチェーンには、供給システムが「閉じた系」とならないよう、参加


主体の自律性や他との開放な関係性を確立していくということと、サプライだけでなくリバー


スの視点も加味し、社会全体の最適化を考えていくことが求められているのである。 


 


2－3 SCMの理論的な裏付け―制約条件の理論（Theory of Constraints ：TOC） 
 


サプライチェーン・マネジメントとは、制約理論（TOC）に基づき、仕入先、工場、倉庫、


納入先までを流れる部品、製品の適正量を計算し、効率的な生産計画を算出する仕組みである7)。 


ボトルネック（制約条件）とは、瓶の一番細くなった部分のことで通常工場では能力の一番


低い工程・設備を指す。TOCではこのように純正に能力が不足している状態の物理的制約のほ


かに、マネジメント上のボトルネックにも着目する。この 2つのボトルネックは相互に関連し


合っているが、TOCでは企業の方針や経営管理の仕組みが企業活創の目的を阻害している場合、


これらを「方針制約」と呼ぶ。企業は一般にはこの方針上の制約条件が設備の生産能力などの


物理的な制約条件よりはるかに多く存在し、より深刻な影響を与えている。TOCでは企業目的


と改善活動を結びつけるために、鎖のアナロジーが使われる。受注から原材料入手、生産、納


入､請求、入金までの個々の活動が鎖の輪の一つ一つに相当する。このように考えると企業の収


益力は鎖全体の強度として捉えることができる。これは鎖の強度が最も弱い和の強度と等しい


ように、企業の利益も最も能力の低い活動に制約される。つまり、儲けるためには最も弱い鎖


の輪を探してそれを強化すればいい。それ以外の輪の強度をいくら高めても利益には貢献でき


ない。 


図 1のように、各設備の能力に合わせて、生産を計画してみてもアウトプットは増大せず、


仕掛が過剰となる。その結果さまざまな無駄が生じる。ネック工程（制約）を対策し、各工程


を平準化すれば、各工程は同期化し、スループットが向上する。平準化させながら投入を増大


させれば、それに比例し、アウトプットも増大しコストが低減する。会社（製造業）の業績は


基本的に「売上高－（製造原価＋人件費＋経費＋その他固定費）＝利益」という単純な式で表


せる。ではその残ったお金（利益）を最大にしてゆくためには、どのような活動が最も適切だ


ろうか。 


TOCによれば「利益最大化」ことは以下の 3つの条件を満たせば達成できるとする。 
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(1) スループット（貢献利益：製品を販売することで企業に入ってくる金、つまり売上高から


資材費を引いたもの）を増大させること。 


(2) 総投資（設備や棚卸など、製品を製造・販売するための投資）を低減すること。 


(3) 経費（資材費以外の総経費、つまり人件費も含んだ固定費）を低減すること。 


図 1 TOC 基本的な考え方 


    市場の制約 


企業利益の 


最大化 


 スループット


の最大化 


  


    自社の制約 


★制約条件に着目、コントロールして全体最適を導く 


（部分最適の総和≠全体最適） 


⇒従来の改善手法には、（部分最適の総和＝全体最適の発想が多い）


 


TOCの生産改善技法 制約条件を見


つける 


 


   ★ 制約条件に着眼し、 


スパイラルに改革を継続 


発展させる 


惰性を排し、 


改善を継続 


する 


 制約条件を徹


底活用する 


     


  制約条件部分


の能力を向上


させる 


 制約条件にそ


れ以外を従属


させる 


 出所: 福島美明(1998)『サプライチェーン経営革命』日本経済新聞社、P.104 


TOCではこの順位を(1)のスループット増大が最も重要で、次が(2)の総投資低減、最後が(3)
固定費低減であるとしている。この理由はスループット増大には理論的な限界がないのに対し、


総投資や固定費はゼロ以下にはできないからである。また総投資低減が固定費低減より重視さ


れているのは、在庫、特に仕掛在庫（工程途中の在庫）が多いことは生産性や品質にも悪影響


を与えることと、仕掛在庫を減らすことは製造期間短縮と、顧客対応の柔軟性を高めることに


つながるからである。 


スループット（貢献利益）を増大させるという事は売上高を伸ばすという事も対象となる。


これは、新製品を開発したり，営業を中心とした改善活動の展開、工場での活動によって得ら


れた原資（Q、C、Dの成果）を営業活動に還元し売上を伸ばすことも含まれる。 
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 ここで注意が必要なのは以下の 5点である。 


(1) 現在の業績はその企業の一番弱い点（ボトルネック）に左右されること。 


(2) 業績は，様々な内外環境の複合的な要因によって決まっていて，一概に法則化できるもの


ではない。例）流れ生産化、高設備効率、高品質、などの単一指標は業績に直結しない。 


(3) ボトルネック（制約条件）は、常に変化していること。 


(4) かつての右肩上がりの時代に比べて環境の変化が大きく、素早く対応できるスピードが要


求されていること。 


(5) 従って、今までのような手法に則った活動では業績を向上させることが難しい。 


物理的制約条件は、既存の改善手法を総動員して最適と思われる手段を採用し抽出・解消を


行っていく。設備系の生産ラインであれば PM（予防保全）の手法が有効であり、組立系の生


産ラインであれば JIT の一個流し生産ラインを構築するなどの具体的な改善である。また、工


場（工程）内のボトルネック（物理的制約）を特定するためには IEの分析手法が非常に有効で


ある。 


TOCでは、スループット（貢献利益）増大、総投資低減そして固定費低減を同時に実現する


ために次にあげる改善の 5ステップを基本に掲げている。 


(1) 制約条件を見つける 


(2) 制約条件を徹底的に活用する 


(3) 制約条件以外を制約条件に従属させる 


(4) 制約条件の能力を向上させる 


(5) 惰性に注意しながら（1）に戻る 


制約条件の能力をどんどん高めていけば、いずれ他の工程が制約条件になり、新たな改善活


動の内容は大幅に変わる。この意味でも惰性に注意して活動を進める事が重要なのである。こ


うして現場の改善活動を進めてゆけば必ず 2つの問題に突き当る。1つは、 前述したように方


針上の制約が大きな障害になるということである。方針を変えることは複数の部門が複雑にか


らみ、多くの対立が生じてなかなか議論が前に進まない。 


もう 1つの問題は、TOCの改善手法を適用して能力に余剰が生まれてもそれに対応して売上


が伸びず、市場が制約条件になった状態である。従って、収益を最大限にするためには、生産


部門の改善と並行して市場を拡大する手法が何としても必要なのである。 


 TOC をひとことで表現すれば「儲け続けるという目的(ゴール)の達成を阻害する制約条件を
見つけ、それを克服するためのシステム改善手法」である。従って「生産性向上」「顧客満足度


の向上」「品質向上」「売上の増大」等はこの目的を実現するための「必要条件」といえる。 


TOCはこうした時代の変化に素早く対応できる考え方であり、従来の改善手法との併用で素晴


らしい効果を上げることができる。 







制約条件理論に基づくサプライチェーン経営戦略（孫） 


 - 186 -


3. SCMの効果 
 


3－1 コア・コンピタンスを再定義する 
  


SCMが企業の再生と更なる発展の道として、大きくクローズアップされている。しかし、SCM


の実行だけで、グローバルスタンダード時代への対応は可能なのであろうか。SCMの解決の枠


組みは、開発のリードタイム、調達のリードタイムを短くすることによって単位当りのスルー


プットを増やし、利益を増大させようというものである。確かに、複雑系経済の中ではスピー


ドが重要であり、その点においては納得ができる。しかし、企業のサプライチェーンの利益構


造がスタティック（静的）、つまり将来にわたって一定の場合はそれでもかまわないが、ダイナ


ミック（動的）に利益構造が変わる場合は、どうであろうか。むしろ、現代の企業に求められ


ているのは、アジリティ、つまり変化に対する俊敏性や適応力である。そして、企業の不得意


分野、俊敏に時代対応できない分野に関しては、アウトソーシングする方向にある。 


 こうなってくると重要なのは、企業のサプライチェーンの全行程を整えることではなく、企


業はどこから利益が出ているのかを巧みに見出し、不採算業務についてはリストラを行ない、


アウトソーシングでサプライチェーンの穴の空いた部分を補うことになる。この利益を生む源


泉こそ、その企業のコア・コンピタンス8)なのである。この利益の源泉は、クリティカル・サ


クセス・ファクタ（CSF：成功要因）という形で探し出される。 


 SCMからコア・コンピタンス経営への変革は、業務のプロセスやサプライチェーンの各プロ


セスを要素化（分解）して考える必要がある。この経営改革の考え方の変化が、ビジネス・プ


ロセスからビジネスモデルヘの視点の転換につながっている。そして何が企業の利益を生む源


泉なのかを見付け出し、その業務モデルを要素としてとらえる。利益を生む源泉は経営として


集中管理し、それ以外の不採算部門は、アウトソーシングする。そしてそれぞれの要素をビジ


ネス・モデルとして再構築する。これがコア・コンピタンス経営のスタートである。 


 コア・コンピタンス経営は、もはや企業や業界にある既存のビジネス・プロセスを肯定して


改善するアプローチの時代ではない。また、成功企業のビジネス・モデルをベストプラダティ


スとして、そのままテンプレート化して適用する時代でもない。重要なのはビジネスのプロセ


スではなく、企業の利益を生む源泉の構造であり、企業価値を最大にするために取り組むこと


である。 


 情報システムの企業への導入にあたっても、ERP9)などの大型なシステムのプロセスをすべて


ベストプラダティスとして導入するやり方から、要素としてシステムのライフサイクルに合わ


せながら組み立てて導入していく、オブジェクト指向的なやり方が注目されている。 
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3－2 顧客価値戦略として SCMを実施する 
 


SCMを用いて、顧客中心とした統合化を目的を明らかにする顧客価値戦略が問われる。 


 サプライヤーと顧客の関係改善によって、機会の統合化への関心が高まっている。かつては


図 3のような「蝶ネクタイ型」販売モデル（販売担当者が購買担当者に売るもの）として把握


されていたが､今では図 4に示されるような「ダイヤモンド型」モデルに取って代わられようと


している。これは企業同士が互いに折衝するというモデルである。 


図 2 伝統的な「蝶ネクタイ型」販売モデル 


トップ・マネジメント   トップ・マネジメント 


マーケティング   マーケティング 


ロジスティク 販売 購買 ロジスティク 


ファイナンス   ファイナンス 


アカウンティング   アカウンティング 


情報システム   情報システム 


 サプライヤー 顧客  


出所:ｼﾞｰﾝﾃｨﾝﾄﾞｰﾙ他著（1999）『市場優位をリードする業務優位性戦略』ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞ社、P.134 


 


図 3 新しい「ダイヤモンド型」販売モデル 


   


 マーケティング マーチャンダイジング  


 ロジスティク ロジスティク  


 ファイナンス ファイナンス  


トップ・ 


マネジメント 


アカウンティング アカウンティング トップ・ 


マネジメント 


 販売 購買  


 情報システム 情報システム  


    


 サプライヤー 顧客  


出所:同上。 


 統合化戦略は、コスト削減、資本支出を抑えるニーズと売上増、あるいはこの両方によって


進められる。ここでも目指すべきは、サプライヤーと顧客双方によっての価値を高めることで


ある。個別の、ときには独立した SCM を、広範な多数の製品を対象としたチェーン（原材料
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から顧客に至るまで、また逆方向にも適宜統合されたもの）に変換することによって、非常に


大きいな全社的価値を実現できる。 


今後、サプライチェーンはグローバルやリージョナル、ローカルといったそれぞれ固有の特


徴をもったものになる。さまざまな市場、顧客､製品、価値プログラムに応じてその組み合わせ


は多種多様になってくる。しかし、事業や技術の標準化、共通化が進み、個々のサプライチェ


ーンの基盤となるプロセスが共通の特性や構成要素、資材を持つようになれば、グローバルな


サプライチェーンやリージョナル、ローカルごとのサプライチェーンであっても、その効果は


極めて大きなものとなる。 


 


4 ケース・スタディー：デル･コンピュータ 
 


デル・コンピュータ・コーポレーション10)（以下デル）は米国テキサス州に本社を置き、世


界規模でビジネスを展開するコンピュータシステムの直販メーカーである。デルは、1984年の


創業以来わずか 14年で、売上高約 2兆 1000億円、税引き後利益率は実に 8％を達成している。


世界第二位の PC（パソコン）メーカーにのしあがった。現在でも業界平均をはるかに上回る驚


異的な成長力を見せつけ、独自の経営モデル「デル・ダイレクト・モデル」で業界一の効率経


営を実現した。顧客ニーズを徹底して追及し、品質・性能・サービス・価格のすべてにおいて、


常に最高のバリューをユーザーに提供することによって、ビジネス市場やパソコンの知識のあ


る個人ユーザーを中心に急成長を続けている。更に近年は、インターネットを販売活動や顧客


との関係構築、また経営に積極的に活用することによって、インターネット・リーダーとして


の地位も確立している。 


 


4－1 デル・モデルの特徴 
 


バーチャル・インテグレーションとも呼ばれるデル・モデルを分解していくと、SCM、CRM、


アウトソーシングなど、いくつかの経営コンセプトあるいは経営手法が組み合わせていること


がわかる。その特徴は以下のとおりである。 


（1） インターネットを活用して受注から調達、生産、配送までをつないだ「ダイレクト・サ


プライチェーン（DSC）」： 


デルが始めたパソコンの直接受注販売（Built-to-Order）システムは、顧客の希望仕様通りの


製品を適切な価格と品質バランスで提供できれば、顧客を満足させ、リピーターを発生させ、


自らも利益を上げることを実証したのである。 


デルの製品販売の流れとは、デルで PC を購入する顧客は、まずホームページ上や電話で仕


様を確認し、見積を得たうえで発注する。発注情報は生産工場に送られ、それを基に必要な部
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品をサプライヤーに発注する。デルの工場に隣接したサプライヤーの倉庫から必要数量の部品


が納品され、組み立てられる。必要なソフトウェアのインストールは、あらかじめ仕様書に添


付されているバーコードによって自動的に行われる。その後、製品はフェデックスによって顧


客まで届けられる。 


 従来のパソコンショップまたは VAR（付加価値販売業者。主に事業所向けにシステムを組み


合わせて販売するディーラー）経由の販売ルートでは当然ながら在庫商品はすでに出来上がっ


ており、顧客が自分の希望する仕様そのものに巡り合う可能性はかなり低い。しかも小売店の


店員はパソコンについて格別深い知識を持っているわけでもない。 


 デルは顧客の希望仕様に基づいて製品を組立・出荷・納入という全く新しいビジネス・モデ


ルを考え出した。消費者または企業顧客から直接、CPUやメモリなどに関して希望するカスタ


ム仕様の注文を、フリーダイヤルの電話・ファクス、インターネットまたは（営業が）口頭で


受ける。顧客はデルのフリーダイヤル応答担当者が、自分の PC の仕様も、あとで追加注文し


たメモリや前回相談した内容も、すべて覚えてくれているおかげで、長々と自分の状況を説明


する必要がない。受注センターにいるフリーダイヤル応答担当者はデルのコア・コンピタンス


でもある。最近はインターネット経由による注文がうなぎ上りである。企業顧客ごとに作成さ


れたデルの専門ホームページで、ユーザー部署の担当者が自社仕様の PC を必要なだけ必要な


時に注文できる。納入価格はすでに設定されている。注文処理が省けるだけでなく、それらの


管理情報はすべて情報システム担当者にフィードバックされるので、管理の手間もかなり省力


化できる。最近は SOHO や消費者向けの注文ホームページも整備され、即時の相談が不要で、


伝達間違いを懸念するユーザーの利用が増えているようだ。インターネット通販は受注処理の


手間が少なく、注文量の増加に比して小人数ですむので、これによりさらにコスト抑制が図ら


れる。その分だけ製品が割安になればまたデルの売上が伸びる、と好循環が期待される。 


 


（2）受注生産なので完成品在庫も流通品在庫も持たない 


 部品倉庫と物流倉庫をデルの組立工場の隣接地に設置させたことによって、デルの在庫約 0.2


か月にさせ、運転資金の効率化と不良在庫を激減させたことである。  


 オーステイン工場では部品在庫さえなく、JIT方式により組立の数時間前に部品が到着する。


半製品の在庫で 7日分にすぎない。パソコン部品は一週間で値下がりすることも稀ではないた


め、ぎりぎりまで発注を待つことで、数か月前に発注している競合より確実に割安になってい


る。 


 工場では、受注センターから回ってくる発注書を見ながら一人一人の作業員がおもむろに手


作業で組み立てる。最初は非近代的に見えたが、よく考えるとオーダー製品にはこの方式のほ


うが合っている。デザインや基本部品が一夜で変わることすらある業界なので、下手に自動化


するよりは賢いやり方である。しかも設備固定費は低く抑えられる。 
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（3）SCMによるコスト構造の変革 


 デルは徹底した SCMで、主要なサプライヤーを 30社程度に絞り込み、受注状況に応じてリ


アルタイムに部品を納入させることによって、日本の大手 PC メーカーでは 1 ヵ月分程度ある


部品在庫を 7日分に削減。売上が 4倍に増加しても在庫量は一定を保てたという。また 1台当


たりの製造時間も従来の 11時聞から 3時間に短縮。発注から納品までのリードタイムも、わず


か 5日間程度という短期間を達成した。販売コストは従来の四分の一程度に低下。本来ならば、


代理店に落とさなければならない 20％の粗利を、直販する顧客とデルが折半し、顧客に安価に


製品を提供し、デルは高収益を実現した。 


 流通面で見れば、中間業者を排除して顧客へ直販することにより中間マージンは省かれてい


る。物流はアウトソーシングしており、最も効率の高い業者を世界各地で使っている。間接販


売ルートに頼る他のメーカーにとっての流通在庫の問題としては、一部業者の在庫が膨れ上が


ると叩き売りに走り値崩れを呼ぶこと、新製品を競合に先んじて投入したいのに流通在庫があ


る程度しわけるまで待つことを余儀なくされること、の二つが一番大きい。この意味で、直販


により流通在庫を持たないデルは、その価格の信頼性と機動性で圧倒的に優位な立場にいるの


である。 


 


（4）徹底したコスト削減によって、低コストで高性能な PCの販売および高品質のサービス提


供を実現 


 こうして効率化を徹底的に進める一方、削減したコストを高品質な製品の開発や、高度なサ


ポートサービスなど、より高付加価値な業務へ振り向ける。これにより、デルは既存モデルと


の差を決定的にしている。たとえば、デルでは電話対応の減少によって余剰となったサポート


要員を、より高度なサポートを必要とする大口法人顧客などに派遣し、質の高いサービスを提


供している。一例を見ると、ボーイングには 30人以上のスタッフを派遣しているし、NASDAQ


についても、24時間体制でサポートを提供している。 


 こうしたサービス品質向上の結果、現在ではデルを選択したユーザーの実に 6割以上が、デ


ルを選択した理由として「顧客サービスの充実」を挙げるまでに至っている。DSC 型に SCM


を組み合わせて、コスト構造を変革しなければ、ここまでのサービス提供は不可能である。 


 


（5） 戦略的ネットワークの構築 


ジャスト・イン・タイムを実現させるために「かんばん」ではなく、顧客情報を、製造組立


のデルだけでなく、その前工程にある部品デバイス企業と後工程にある物流企業、アフターサ


ービス企業と共有した。  


 さらに、デルではアフターサービスの効率化にも着手。ホームページ上でマニュアル類やア


ップデート・ソフトをダウンロードできるようにし、FAQ（質問解答集）のデータベースも構
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築した。また、オンラインでシステムを診断できるソフトウェアも配布し、ホームページ上で、


大抵のサービスを提供できる体制を整えたのである。この結果、現在では全サポート件数のお


よそ 8割をホームページ上で対応している。電話でのサポートが一件減ると 8ドルのコスト削


減になるというから、全体では相当のコスト削減を達成できたことになる。 


  


4－2 デル・モデルの考察 
 


情報ネットワークの発達で、ネットワークを利用して情報の共有や活用が可能になり、仮想


の組織統合が実現した。そうなると、むしろ専門性をもった外部組織に業務を委託したほうが、


業務が精緻化されるだけでなく、業務にかかわる経費が削減されたり、変動費化されるので、


効率がよい。これが、外部組織の経済性11)である。 


 デル・コンピュータの場合、ロジスティクスをフェデックスにアウトソーシングできたこと


が、ビジネス・モデルの完成度を高めているのである。オペレーションの視点から見たデル・


モデルの特徴は JIT12)との類似点は、大量生産システムが前提とした「作り溜め」を否定し、


量産品にもかかわらずビルド・トゥ・オーダーを実現した点にある。 


流通階層の短縮化と既存の販売チャネルを否定することからデル・コンピュータは出発した。


一時期小売店での販売を実施したこともあったが、自社のビジネス・モデルとは全く適合しな


いことに気づき撤退した。 


在庫圧縮・リスク外部化理論は、注文に基づく原材料・仕掛品および出荷待ちの製品だけが


在庫になる。プロセス間にバッファーとしての在庫を置くことを前提に設計されているマス・


プロダクション・モデルではそもそも無理な相談であろう。また、在庫がなくなればその分価


格変動や陳腐化のリスクを外部に出すことが可能となる。 


外部資源の有効活用顧客全員に商品を届けるディストリビューション・システムを事前に作


ることは非現実的である以上、物流業者との提携は不可欠である。デルの場合、さらに一歩踏


み込んで、ロジスティスに関するオペレーションすべてをフェテックスに委託している。サー


ド・パーティ・ロジスティクス（3PL）の活用である。3PL の活用により、デルは自社がより


注力すべき分野である組立とカスタマー・マネジメントのオペレーションに特化することがで


きた。デル・モデルの本質は、高速経営やローコスト・オペレーションだけではない。ユーザ


ー・ダイレクトな仕組みは、顧客中心のビジネス・モデルへ成長したのである。 
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5．SCMによる変革 
 


5－1 中小企業は下請けからパートナーへ 
  


日本ではこれまで大手企業と中小企業はいわゆる「系列」と呼ばれる関係にあり、大手メー


カーを頂点とした 1 次下請け、2 次下請けといったピラミッド構造にあった。系列は、高度経


済成長期の大量生産・大量消費に対応するためには適しており、親企業は下請企業に対して、


仕事の発注だけでなく、資金的、技術的支援をし、お互いにその恩恵を享受してきた。 


 時代が変わり、今日のような不確実な時代13)では、親企業は下請企業の面倒をみるだけの余


裕がなくなり、下請企業に対して親企業に頼らず自立するように求め出した。親企業は、グロ


ーバル競争を勝ち抜くために、部品を自社の系列の下請企業から購入するだけではなく、広く


世界中のサプライヤーの中から、品質、コスト、納期の点で一番適した会社から購入するグロ


ーバル・ソーシングに変わってきている。従来の系列の崩壊と下請企業の選別が始まっている。 


 従来の閉鎖的な系列が崩壊した後は、SCMによるパートナーシップを基調とした開放的な取


引関係の構築が進む。そこでは、メーカーとサプライヤーの関係は、親企業・下請企業といっ


た垂直的な関係にかわり、メーカーとパートナーといった水平的な関係が求められている。 


 


5－2 中小企業がパートナーとなるために 
 SCMは開放的な取引であるからこそ、企業の力の優劣が明らかになり、力のある中小企業は、


大手企業とパートナーとして結びつきが強くなると考えられる。SCMにおいて、パートナーと


して認められるかどうかに、中小企業の存続がかかっている。 


 かつての中小企業は、いわゆる「腕がいい」と表現された製造技術があれば、仕事があった。


そして次には「いいものを安く作れる」生産技術が競争力の源泉であった。しかし、今後は、


SCMでパートナーとなるために、製造技術と生産技術に加えて管理技術が要求される。中小企


業は情報技術を十分に活用し、SCMに対応でさる力をつける必要がある。そして、中小企業は


部品加工サービス提供者として、メーカーとウィン・ウィンな関係を構築していかなければな


らない。 


 


5－3 メーカーはサプライチェーンの一員としての責任がある 
 SCMによって、サプライチェーンの一員であるメーカーは、モノの生産者から、モノと情報


を提供するサービス業者へと意識を変えていく必要がある。 


 従来は、注文を取ってきて卸売業者に納品した段階で売上があがっていった。しかし、SCM


は企業間の協力の下に成り立っており、メーカーがものをいくら作っても、市場でそれが売れ


なければ、利益をもたらさない。つまり、メーカーといえども、本当のお客は卸売業者ではな
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く、市場の顧客であることを再認識し行動しないといけない。「本当のお客は市場にいる」とい


うことを忘れずに、経営戦略の立案から日々の業務まで行なえば、サプライチェーンにおいて、


メーカーとしての責任を果たせる。 


 


5－4 情報技術に支えられた生産システムの革新 
 情報技術の進歩にともない、市場が不確定になってきている。が、幸いなことに、情報技術


の進歩は同時に新しい生産システムを実現可能にしてくれた。市場の様子は日々変わっている


ので、何も行動を起こさないとどんどん置いていかれるような不安がメーカーを襲いる。が、


「リードタイムを短縮し、余分な在庫を減らす」という目的のために、自社の生産システムの


変革を進めていけば、何ら恐れることはない。在庫を削減すれば、在庫リスクと資金の固定化


を防ぐことができる。リードタイムを短縮すれば、柔軟で迅速な顧客対応ができる。こうして、


経営体質を強化できる。 


 


5－5 メーカーは得意分野に特化する 
 SCMの理想的な姿は、顧客の満足を得るために、サプライチェーンの各構成企業がパートナ


ーとしてお互いを信頼し、情報を開放にし、全体を最適化するように行動する。開放な関係で


は、お互いの強みと弱点が明らかになってくるが、SCMにおいて、弱点を持つことは不利には


ならない。企業は、研究開発、設計、年産や部品供給などのうち、自社の得意な分野に特化し、


コア・コンピタンスを伸ばしていて、弱点部分はアウトソーシングすればいい。研究開発と営


業に特化し工場を持たないフアプレス企業や、製造に特化した製造アウトソーシング請負企業


が現れている。コア・コンピタンス企業（中核業務のみに特化した企業）の結合体であるサプ


ライチェーンは、限界が見えてきたフルセット型企業（あらゆる社内業務を自社内のみで行な


う企業）に対する一つの解答である。 


 


 


まとめと考察 
 


 今日の経営戦略におけるキーワードである「選択と集中」は、企業の情報化投資戦略の中に


もあてはまる課題である。競争はもはや企業対企業のレベルではなく、サプライチェーン対サ


プライチェーンという構図において行われている。情報技術の進展とインフラの整備を背景に、


部門間や企業間そして顧客までを連鎖状のシステムとして構築し、経営競争力を向上させよう


とする。21世紀の世界市場における長期的競争優位のカギは柔軟性と顧客対応力である。非持


続的な環境変化の中で、情報技術という新しいツールを利用して、アウトソーシングや SCM


を合理化・効率化し、新たなバリューチェーンを再構築することによって、新たな競争優位を
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生み出すことこそ、21世紀の経営環境に適応する競争戦略である。 


 重要なのは、競合他社の動向である。トータルで見て、競合他社より良い経営パフォーマン


スであり、競合他社との相対的関係でみて、より多くの収益が出る SCMであればよい。また、


SCM のパフォーマンスが競合他社と比べて遜色ない場合、SCM 以外での問題、たとえばマー


ケティング上の問題を検討する必要がある。 


 


＜注＞ 
1)  P．F．ドラッカー（1993）『ポスト資本主義社会』上田敦生・佐々木正美訳、ダイヤモンド社（Drucker,Perter 


F, The Post Capitalist Society）。知的社会の概念について、寺元義也（1999）『パワーイノベーション』新
評論、P.14を参照。 


2)  付加価値連鎖について、M.E.ﾎﾟｰﾀｰ、土岐坤ほか訳（1985）『競争優位の戦略』ダイヤモンド社 PP.45
～77を参照。 


3)  POS：(Point of Sales)販売時点情報管理システム。通常、電子式金銭レジスター、光学式値札読取装置、
クレジット・カード自動判別装置等とコンピュータと連想した商品データ管理システムからなり、マー
ケティング情報も収集・記録して、より広範で即時性を高めた需要予測や在庫管理が進められている。
金森久雄他編(1997)『経済学辞典』有斐閣 P.1334による。 


4)  VAN：（Value-add Network）付加価値通信網。当初は、通信サービス業者が提供する異業種間を接続す
る通信サービスであったが、最近ではさらに、コード変換やフォーマット変換などの交換機能や、デー
タ処理機能をも持った通信網という意味に拡大されて解釈されている。金森久雄他編(1997)『経済学辞
典』有斐閣 P.1347による。 


5)  この定義について、http://www.clm1.org/を参照。 
6)  この定義について、http://fisher.osu.edu/logistics/forum.htmを参照。 
7)  TOC：（Theory of Constraints）ゴールド・ラット博士が生産スケジューリングの基本原理として考案し、
サプライチェーンをシステムとしてとらえた時にシステムの目的達成を阻害する制約条件（ボトルネッ
ク）を見つけ、それにあわせてシステムを組み直すことで、ボトルネックを活用強化するための手法。
園川隆夫「制約条件の理論が可能にするサプライチェーンの全体最適」、ダイヤモンド・ハーバード・
ビジネス編集部(1998)『サプライチェーン理論と戦略』ダイヤモンド社 PP.45～80による。 


8)  コア・コンピタンス：中核的競争力。企業が独自に持つ固有の技術やスキルを総合した能力で､競争
上では中核となる特技能力。この能力は製品やサービスの顧客利便を継続的に高める力の源泉で、競合
他社には真似ができない明確な差別化がされているため､ビジネス実現において大きな市場インパクト
を与えられる。G.ハメル・C.K.プラハラード、二條和生訳(1995)『コア・コンピタンス経営』日本新聞社
による。 


9)  ERP：（Enterprise Recource Planning）全社的な経営資源の計画活用 
10)  マイケル・フレッドマン、国領二郎監訳(1999)『デルの革命』日本新聞社による。 
11)  外部組織の経済性：規模の経済性の中で、産業全体の産出量の拡大により各個別企業において生ず
る生産費の低下のこと。マーシャルによって用いられた。金森久雄他編(1997)『経済学辞典』有斐閣 P.121。 


12)  JITについて、野村正実(1993)『トヨティズム』ミネルヴァ書房。 
13)  不確実な時代について、ジョン・K・ガルブレイス、都留重人監訳（1978）『不確実性の時代』TBS
ブリタニカによる。 
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金銭関連の項目に対する要求が大きく，


付加価値提案を後押しする各種支援には


あまり期待していないように見える。他


の分野の製品とは違って，安くてマージ


ンの得られる製品さえ提供してもらえれ


ば十分，というスタンスがチャネル側に


あることが見て取れる。


このようにメーカーに対する期待の内


容が比較的シンプルであるにもかかわら


ず，パソコン・メーカーに対する満足度


は総じて低い。今回調査した9項目のう


ち，製品8分野の平均を上回る満足度が


出ているのは価格性能比のみ。残りの8


項目は軒並み平均以下の満足度しか得ら


れていない。重要度の高い価格性能比で


相対的に高い満足度を得たことが寄与し


て，総合満足度はかろうじて平均と同水


準を保った格好だ（図9）。


各社の満足度の中身を個別に見ていく


と，大きく二つの傾向が見られる。一つ


は，価格面で差異化を図るデルコンピュ


ータ。もう一つは，製品供給面などでキ


メ細かい対応をとことん追求するNEC，


富士通，日本IBMなど旧メインフレーマ。


コンパックコンピュータと日本ヒューレ


56 NIKKEI SYSTEMS PROVIDER 2001.12.7


ット・パッカード（HP）はその中間的な


立場にあるが，ともに総合満足度は低か


った。


デルが価格性能比で突出
パソコン分野の満足度の傾向を象徴す


るのがデルだ。デルは9項目中，開発ロ


ードマップ，収益性，営業サポート，教


育，柔軟さの5項目で満足度が7社中最


低。唯一，価格性能比だけで他社を大き


く引き離す7.7という高い満足度を得た。


それでも総合満足度は5.8となり7社中2


位という高い評価を得ている。チャネル


の満足度の評価ポイントが，いかに価格


性能比に片寄っているかが分かる。


デルは基本的に100％直販モデルを採


用しているが，ユーザー企業が特定のシ


ステム・プロバイダを通じての購入を指


定する場合などには，システム・プロバ


イダにマージンを支払う仕組みを持って


いる。VAR（付加価値再販業者）が自社


ソリューションにデル製品を組み込んで


販売する場合には，結果的に間接販売の


形をとることになる。デル自身は明言し


ないが，複数の競合メーカーから「デル


のチャネルへのマージンが最近になっ


て，目に見えて手厚くなっている」との


声が出ている。


NECはサービス商品開発で対抗
デルに価格面で真っ正面から対抗する


のが困難な他メーカーは，情報提供や教


育，製品面など他の項目でキメ細かいチ


ャネル・サポートを追求することで満足


度の向上を図る。価格性能比では5位に


低迷しながら，総合満足度ではデルを上


回りトップの座を勝ち取ったNECはそ


の典型だ。


NECは二つの方向でチャネル支援を


強化している。一つは，ハードとサービ


パソコン分野の調査結果でまず目を引


くのは，各項目に対する重要度に際立っ


た濃淡があることだ。同じハード製品で


も，サーバーに対するものとはかなり違


った傾向が見られる。


パソコン分野で目立って重要度が高い


のは，価格性能比と収益性の2項目。特


に価格性能比の重要度7.7は，2番目に高


いサーバー製品を0.4ポイントも大きく


引き離している。収益性は6.5で，こち


らもサーバーの6.6に次いで2番目に高


い。


逆に，開発ロードマップ，情報提供，


製品，技術サポート，教育の5項目は，


重要度が製品8分野の中で最低となっ


た。営業サポートもセキュリティ製品に


次いで2番目に重要度が低い。


要するに，売り上げや利益に直結する
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パソコン分野では価格性能比への意
識が強い。価格性能比はデルの評価
がダントツで高いが，旧メインフレー
マ各社は付加価値ビジネスの提案を
試みることで対抗する。両者に対す
るチャネルの満足度は拮抗。


表4●パソコンのメーカー別チャネル満足度


満足度 NEC 6.0 5.2 5.6 6.0 106
5.7 5.2 5.4 5.8 158
5.3 3.6 4.3 5.8 106


IBM 5.7 5.3 5.1 5.8 136
5.7 5.0 5.3 5.7 47


5.4 4.7 4.9 5.6 126


5.7 4.8 5.1 5.8


5.9 6.6 5.5 4.9 5.5 6.1
5.6 6.1 5.6 5.0 5.2 5.5
5.6 6.5 7.7 4.1 4.5 5.4
5.9 6.4 5.4 4.4 5.1 5.7
5.5 6.4 5.1 4.7 4.7 6.0


5.5 6.2 6.2 4.3 4.6 5.2


上記7社の満足度の平均 5.7 6.3 5.9 4.6 5.0 5.6


情
報
提
供


製
品


価
格


性
能
比


収
益
性


（
営
業
）


サ
ポ
ー
ト


（
技
術
）


サ
ポ
ー
ト


教
育


柔
軟
さ


総
合


満
足
度


回
答
数


ソニー（参考） 6.0 2.9 3.8 5.1 19 
6.6 4.3 6.3 6.6 17 


5.5 6.3 4.6 3.7 4.0 4.8 
6.5 6.7 5.4 5.1 5.5 6.3 


ソニーと東芝は回答数が少ないため参考値扱いとした


富士通


デル


日立


コンパック


HP 5.8 4.9 6.0 5.6 4.8 4.9 5.6 4.6 5.2 5.6 21


東芝（参考）


開
発
ロ
ー
ド


マ
ッ
プ


（日経システムプロバイダ作成）


重要度 6.3 6.5 7.7 7.7 6.5 5.9 7.8 4.8 6.7


パソコン��
価格のデル，キメ細かさのNEC


パソコン


価格のデル，キメ細か
さのNEC







スの明確な分離。「ユーザーはパソコン


導入に関連する各種サービスを無償だと


思いがちで，販売チャネルはいちいち商


談時の見積もりに苦労している。そこで


NECではパソコンの保守パックを別商


品として2001年7月に発売し，サービ


スが有償であることを明確化した」（岩


嵜潔コマーシャルプロダクト事業部販売


推進統括マネージャー）。こうしたサー


ビス商品ラインアップを今後さらに強化


する。


もう一つは，旧製品のサポートへの細


かな配慮。「ビジネス市場では旧バージ


ョンの製品に対するチャネルからの需要


がなかなかなくならない。例えば2001


年末でライセンス契約が終了するWin-


dows 95搭載パソコンについて，現在チ


ャネルから需要予測を募っており，それ


に基づいて当社が製品在庫を抱える」


（岩嵜マネージャー）と言う。


これ以外にも，NECは旧バージョン


の生産終了の平均2カ月前にチャネルに


アナウンスすることを徹底するなど，チ


ャネルの実ビジネスに即した支援が


高い満足をもたらした。


総合満足度でデルと並ぶ2位とな


った富士通だが「ハード・ビジネス


はチャネルにとって儲からない。富


士通としてもパソコンそのものの販


売支援には力を入れていない」（神田


実マーケティング本部パートナー支


援統括部長）との方針だ。収益性が


5.0でトップになっているが「イン


センティブの面でも収益性の高いソ


フト/サービス・ビジネスにいかに


移行できるかに絞って販社を支援し


ている」（神田部長）だけで，パソコ


ンについては特に何もしていない。


それ以外の項目では，可もなく不可


もなくという評価となった。


総合満足度3位の日本IBMは，教育


が5.3とトップで，逆に収益性が4.4と低


い。高橋慎介パーソナルシステム販売事


業部長は「収益性の低さは，営業サポー


トや教育でカバーする。パソコンと言え


ども，単なる部品にしてしまわないよう


な提案をチャネルに行う」とする。日本


IBMでは，IBM製パソコンとチャネル


の自社製品を組み合わせたソリューショ


ンを考案し，チャネルに提案している。


提案するだけでなく，営業担当者の教育


まで日本IBMが面倒を見る。そうした


実績は既にいくつもあり，それが教育の


高い満足度に表れていると見る。


HPとコンパックはジレンマ
総合満足度で下位に甘んじたのは，合


併を発表した日本HPとコンパックの2


社。この2社は価格性能比がそれぞ


れ5.6，6.2で，デルに次ぐ高い満足


度を得ている。にもかかわらず総合


満足度が低迷したのは，価格性能比


でデルに及ばない一方で，他の項目


で軒並み最下位またはそれに準ずる


順位となってしまったためだ。


サーバー同様「合併後の体制が決


まるまでは，チャネル制度の大きな


変更は出来ない」（コンパックの山下


淳一アクセスビジネス統括本部デス


クトップビジネス本部長）のがつら


いところ。しかしこれもサーバー同


様，製品や現行の支援制度の良さを


アピールしていくことで，両社とも


チャネルの満足度向上を図りたい考


えだ。
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図9●パソコン分野のチャネル満足度は全体的に低い。
製品8分野の平均値を上回ったのは
価格性能比のみ


（日経システムプロバイダ作成）


メーカー


NEC


富士通


デル


IBM


日立


コンパック


項目と満足度
（平均値との差，順位）


メーカーのコメント


開発ロードマップ
6.0（＋0.3，1位）


古いバージョンのOS搭載製品を比較的長くサポート。
生産終了情報を数カ月前に伝え，チャネルからの需要予測に
基づく製品在庫をメーカー側で抱えている


収益性
5.0（＋0.4，1位）


ソリューション事業を強化することで，パソコンの値引きを
抑えるようにしている


価格性能比
7.7（＋1.8，1位）


チャネル戦略は存在しない。ただしユーザー企業からシステム・
プロバイダを通じた購入を指名された場合に，システム・
プロバイダに手数料を支払うことはある


教育
5.3（＋0.5，1位）


チャネル各社の独自製品とIBM製品を組み合わせたソリューシ
ョンを提案するとともに，営業教育までの面倒を見ている


情報提供
5.5（－0.2，5位）


2次店の満足度が低かった。1次店経由で登録した会社に
対しては十分やっている。それ以外の会社へのサポートが課題


開発ロードマップ
5.4（－0.3，6位）


HPとの合併発表により，不透明感のイメージが広がった。
合併後の体制が決まるまでチャネル制度の大幅な変更はしない


表5●各メーカーの特徴的な調査結果と，それに対するメーカーのコメント


（日経システムプロバイダ作成）








126 日経パソコン 2000.11.13


インターネットの普及で
メーカー直販とネット店が登場
今年に入って、パソコンを購入でき


るWebサイトが急速に盛り上がってき


た（下の表）。インターネットの普及に


よるオンラインショッピングの本格化


を見据えて、大手のメーカーや販売店


がWebサイトに注力し始めたからだ。


パソコンメーカーでは、今年2月にサ


ービスを始めたソニーを皮切りに、富


士通やNECなど続々とネット直販を開


始した。これによって、ネット直販の


体制が整っていないメーカーは、シャ


ープなど残りわずかになった。7月にネ


ット直販サイト「121ware.com」を立ち


上げたNECでは「出足はまずまずで、


手応えを十分に感じている」（NECパー


ソナルシステムの長谷川彰iS販売本部


Web販売推進部長）と、ネット直販の


可能性に自信を示す。


こうしたメーカーの動きに対抗する


かのように、パソコン販売店のWebサ


イトも大きく変わった。以前の商品カ


タログを掲載するだけのインターネッ


ト通販から、豊富な品揃えや使い勝手


の向上を実現した「ネット店」とも言


うべきバーチャル店舗を、ソフマップ


やラオックスなどが相次いでインター


ネット上にオープンした。


ソフマップでは、ネット店「コムス


トア」が、全国7カ所にある大型店「ギ


ガストア」と月間売上高を比較しても


上位に入るほど好調で、「ネット店によ


る今期の売上目標は100億円」（浅見浄


治EC事業EC企画室次長）と前期の30


億円から大幅な増加を目指す。10月に


Webサイトをリニューアルしたラオッ


クスも「これから広告活動など本格的


に展開する」（松波道廣取締役営業本部


ビジネスシステム事業部長）と意気込


んでいる。


どのメーカーのパソコンでも
インターネットで買える


ちょっと前まではインターネットで


購入できるパソコンというと、デルや


日本ゲートウェイに代表されるBTO


（build to order、注文生産）に対応する


直販メーカーか、日本IBMやアップル


コンピュータなど一部のメーカーに限


られていた。それが、ここにきてNEC


やソニーなどのメーカー直販サイト、


ソフマップやラオックスような販売サ


イトが登場し、ユーザーにとっても大


きく選択肢が広がった。


もはやインターネットにつながった


パソコンがあれば、わざわざショップ


に足を運ばなくても、パソコンを購入


できる時代になった。しかもそれは、


24時間いつでも、どのメーカーのパソ


コンでも可能だ。


ただし、一口にパソコンが購入でき


るといっても、販売店サイト、メーカ


ー直販サイト、BTOメーカーサイトで


は性格がまったく異なる（右ページの


図）。それぞれの特徴を正しくつかんで


おくことが、ネットで上手にパソコン


を購入するための第一歩となる。


販売店サイトの利点は、何と言って


も豊富な品揃えだ。あらゆるメーカー


のパソコンや周辺機器に関する情報が


集まっており、競合製品を比較検討し


メーカーや販売店のWebサイトが盛り上がっている


2000年�


2月�


3月�


4月�


5月�


6月�


7月�


8月�


9月�


10月�


11月�


ソニー、ネット直販を開始


ソフマップ、ネット店を本格稼動


コンパックコンピュータ、
家庭向けパソコンのネット直販を開始


富士通、ネット直販を開始


ヨドバシカメラ、ネット店でオークション開始


ソニー、ネットで新携帯ノートの先行予約を受け付け


日本ゲートウェイ、パソコン関連製品に加え、
書籍と音楽CDの販売も開始


NEC、ネット直販を開始


デル、ネット上で購入コンサルティングサービスを開始


ヨドバシカメラ、ネット店で
大幅な割引キャンペーンを実施


松下電器産業、ネット直販のテスト販売を開始


さくらや、ネット店をリニューアル


ラオックス、ネット店をリニューアル
日本ヒューレット・パッカード、ネット直販を開始
松下電器産業、系列販売店を利用したネット販売を開始


ソフマップ、ネット店をリニューアル予定







特集 1 PC購入サイトを徹底比較する


127日経パソコン 2000.11.13


「e-shopping」コーナーは、店内に敷設した
CATV回線を利用している


て購入できる。店員に質問・相談しな


がら製品を選ぶことはできないが、そ


れを十分補えるだけの情報提供がなさ


れている。加えて、特別割引や無料配


送などのキャンペーンを実施するなど、


ショップで購入するより安いこともあ


る。また、商品の仕入れ面でも、ネッ


ト店で確保した在庫がなくなっても、


大型店の在庫で注文に対応できると、


販売店ならではの強みもある。


メーカー直販サイトでは、店頭モデ


ルをカスタマイズできるメリットがあ


る。店頭モデルを見て「もう少しハー


ドディスク容量が多ければいいのに」


「CD-ROMドライブをCD-RWに変更し


たい」と思った経験のある人も多いだ


ろう。メーカー直販サイトでは、こう


したニーズにも応える。ソニーでは11


月以降、「Office 2000 Personal」+


「PowerPoint」のように、店頭モデルに


はない付属ソフトの構成も用意する。


BTOメーカーサイトは、まだ店頭モ


デルでは採用されていないCPUなど、


最新の技術をいち早く取り入れたモデ


ルを購入できる。また、注文生産のた


めに初心者には難しいという印象があ


ったが、最近では標準構成モデルを用


意することで敷居を下げている。


もっとも、モノを見ずにパソコンを


購入することを不安に感じる人も多い


だろう。実際にパソコンを購入するの


はショップでも構わない。とりあえず


パソコン購入サイトをのぞいてみるの


は決してムダではない。例えば、各社


の製品仕様を横並びで比較したり、実


売価格を知ることができる。また、既


に発表はされているが、まだ店頭には


ない製品の情報もチェックできる。こ


のように、購入前の下調べ手段として


も、大いに利用できる。


では、販売店サイト、メーカー直販


サイト、BTOメーカーサイト各々につ


いて、もっと詳細に見ていこう。


メーカーがインターネットで直販す


るモデルは、パソコンショップには置


かないケースも多い。このため、パソ


コンを持っていない人は、メーカー直


販モデルを購入できない。こんな不便


を解消するために、メーカー直販モデ


ルを購入できるパソコンを設置するシ


ョップが出てきた。


大阪・なんば駅近くにある上新電機


の「J＆Pインターネット館」に開設さ


れた「e-shopping」コーナー（写真）も


その一例。顧客はここで店員の商品説


明を受けながら、NECとソニー、デル


のメーカー直販モデルを購入できる。


各ブースをパーティションで区切って


いるのは、「クレジットカード番号など


の個人情報を盗み見されないようにす


る」（上島徹店長）というセキュリティ


上の配慮のためだ。


消費者だけでなく、「メーカーは販路


の拡大、販売店は手数料収入と、双方


にメリットがある」（ソニースタイルド


ットコム・ジャパンの露木規雄ネット


ワークマーケティング2グループグルー


プ統括）。既にソニーは量販店19社と提


携。NECは今年度中に販売店約300社


との提携を目指す。今後、メーカー直


販モデルが購入できるショップは続々


と登場してきそうだ。


販売店�
サイト�


メーカー�
直販�
サイト�


BTO�
メーカー�
サイト�


・各社間のモデルを比較検討できる�


・扱っている周辺機器やソフトが豊富�


・大型店舗の在庫を利用できる�


・店頭モデルのカスタマイズができる�


・発売前に先行予約できる�


・ユーザー登録の手間が省ける�


・部品やOSなどきめ細かく選択できる�


・最新パーツをいち早く採用する�


・標準構成のモデルも用意する�


ソフマップ、ラオックス、
ヨドバシカメラなどの
パソコンショップが運
営するネット店�


NEC、ソニー、富士通
など、パソコンショップ
店頭での販売と同時に、
ネットでも直販している
メーカー�


エプソンダイレクト、デ
ル、日本ゲートウェイな
ど、パソコンショップで
は購入できず、ネット直
販のみのメーカー�


特 徴 � 代 表 例 �


パソコン購入サイトには3タイプある


お店のパソコンを使ってパソコンを購入







ネット店� リアル店�


128 日経パソコン 2000.11.13


各社の製品仕様を簡単に比較できるのがネット店の強
みだ（ソフマップ コムストア）


豊富な商品情報が売り
検索機能も充実している
販売店でパソコンを購入する場合、


同じ販売店でも、ネット店のサイトに


アクセスするのがいいのか、実際の店


舗（リアル店）に足を運んだ方がいい


のか、気になるところ。そこで、両者


を比較した結果が下の図だ。


まず品揃えや価格については、ネッ


ト店は、大型のリアル店と比べても遜


色ない。パソコンや周辺機器はもちろ


ん、メモリーやハードディスクなどの


パーツ、ソフトウエアも扱っている。


また、有償の保証や電話サポートなど、


販売店独自のアフターサービスを用意


しているし、故障時の修理依頼をリア


ル店に持ち込める。


ネット店を利用するメリットは、自


分が欲しい製品を簡単に探し出せる点


だ。主に2つの検索方法をネット店では


用意している。


1つはジャンル別の検索だ。デスクト


ップやノート、プリンター、デジタル


カメラ、スキャナーなど、カテゴリー


から製品一覧を表示できる。もう1つは


キーワード検索。メーカー名や製品名


などを入力すると、該当する製品一覧


を抽出できる。


商品比較の情報を
Webサイトに掲載する


さらに、異なるメーカーの製品仕様


をまとめて表示できる機能を持つネッ


ト店もある。例えば、ソフマップの


「ピックアップ表示」（右上の図）。これ


は自分が選択したモデルについて、仕


様表を並べて掲載する。CPUやディス


プレイなどの項目を同じ順に表記する


ので比較しやすい。


リアル店は、店員に相談したり、実


際に製品を見たり触ったりできる点で


は優位だが、商品を横並びで見比べる


のは難しい。一般にメーカー別に展示


しているので、「20万円以下のノートに


はどんなものがあるのか」「各社のCPU


がCeleron 600MHzクラスの省スペース


デスクトップを見比べたい」といった


横断的な比較ができない。


ネット店で購入する際に気をつけな


ければいけないのが割引サービスだ。


多くの販売店ではポイントカードを採


用している。これは購入金額に応じて


ポイントを蓄積しておき、後日の買い


物時にポイント分の金額を引くという


もの。具体的にはポイント還元率が


10％の販売店では、20万円のパソコン


を購入すると、2万円分のポイントが蓄


積される。ところがネット店ではポイ


ントカードに加入できなかったり、ポ


イントの蓄積はできても割引は適用さ


れないケースがある。


ネット店とリアル店（実店舗）では、商品説明に関して大きな違いがある


品揃え


商品説明


価格


サポート


納期


取扱商品についてはひと通り揃っている。在庫の
有無もリアルタイムに分かる


キーワードやカテゴリー検索機能を用意、目的の商
品に関するカタログ情報や価格を入手できる


商品の実売価格や配送料は、ネット店・リアル店もほぼ変わらない


保証や保険、電話相談、セットアップサービスなど。ネット店・リアル店も内容はほぼ変わらない


3日から1週間が目安


大都市の大型店なら豊富。中小店では展示スペ
ースにより、取扱商品数は限られる


製品について見たり触ったりして確認できる。
さらに、店員への購入相談も可能


店頭在庫があれば、その場で持ち帰り可能。配
送の場合は1～2日


割引サービス
ポイントカード※が主。ただし、ポイントの蓄積
のみなど、利用が制限されることもある


※商品の購入金額に応じてポイントを蓄積、後日の買い物時にポイント分を割り引く


ポイントカードや購入金額に応じた買い物券の
配付など


販 売 店 サイト
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「Laoxパッド」を使うと、同じシリーズのモデルや競
合製品、周辺機器などを簡単に参照できる


「ラオックス THE COMPUTER館ダ


イレクト」は、初心者が購入時に持つ


疑問や不安を解消する機能を豊富に備


えている。その一例が「Laoxパッド」


（右下の図）。これは、目星をつけたモ


デルに対して、さまざまな観点から競


合モデルと比較する機能だ。


富士通の省スペースデスクトップ


「FMV-DESKPOWER C5/80L」の購入


を検討するケースを例に、Laoxパッド


の使い方を説明しよう。「C5/80L」は、


CPUがPentium III 800EB MHz、メモ


リーが64MB、ハードディスク容量が


30GB。15インチTFT液晶ディスプレイ


を搭載、DVD-ROMドライブを内蔵す


るモデル。実売価格は10月下旬時点で


22万9800円となっている。


Laoxパッドの左側にある「ランクア


ップ」ボタンをクリックすると、ハー


ドディスク容量が40GBで17インチ


TFT液晶ディスプレイの上位モデル


「C5/80WL」を表示する。「ランクダウ


ン」ボタンを押すと、下位モデルにな


る。「同ランク」ボタンを押すと、CPU


は同じだが、DVD-ROMドライブでは


なく、CD-RWドライブを内蔵する


「C5/80LR」というモデルも用意されて


いることが分かる。


他社製品との比較もできる。「同価格


帯比較」ボタンをクリックすると、NECの


「VALUESTAR C VC800J/5XD」（実売


価格22万9800円）、ソニーの「VAIO


PCV-LX50G」（同24万9800円）、日本


IBMの「Aptiva E Series 2196-BMT」


（同20万9800円）など、価格が近い製


品との仕様比較表が出てくる。一方、


「同スペック比較」ボタンをクリックす


るとPentium III 800MHzクラスを搭載


する各メーカーのモデルをチェックで


きる。「関連商品」ボタンをクリックす


ると対応メモリーなどが分かる。


また、周辺機器を購入する際には、


現在使っているパソコンとの対応状況


を画面で確認することもできる。例え


ば、増設用のメモリーを購入する際に、


パソコンの製品名を入力すると、メー


カーが動作保証しているメモリーの一


覧表が出てくる。ここで購入すれば安


心というわけだ。実際、メモリーやPC


カードなどでは、初心者が自分が持っ


ているパソコンとの対応状況をチェッ


クせずに購入してしまい、実際に使っ


てみると正常に動作しなかったという


失敗もよくある話だ。


このほかに、11月には新機能として


「Laoxなび」を追加する予定だ。これ


は、例えば「パソコンで動画編集した


いが、そもそもどんな機能を備えた機


種を購入すればいいのか分からない」


というユーザー向けに、分かりやすく


製品案内する機能。Web上に設定され


ている質問にユーザーが回答していく


だけで、自分の希望を満たす製品をピ


ックアップできる仕組みだ。


ラオックス
THE COMPUTER館ダイレクト
http://www.laox.co.jp/


仕様や価格帯が同じ競合製品を参照できる


自分のパソコンに対応しているメモリー製品などが分かる


Q＆Aで希望を満たす製品が見つかる機能も用意する


ポ
イ
ン
ト


特集 1 PC購入サイトを徹底比較する
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ユーザー個人ごとの情報や資産状況を掲載する「マイ
ソフマップ」（画面は開発中のもの）


「ソフマップコムストア」は、新製品


や中古品の販売だけでなく、パソコン


の買い取りも行っている。このため、


新規購入だけでなく、新しいパソコン


に買い替えたいときにも役立つサイト


となっているのが特徴だ。


製品購入の際には、ネット店・リア


ル店で蓄積したポイントを使って割引


サービスを受けることがネット店でも


可能だ。ポイント還元率は商品によっ


て異なるが、パソコンなら5％程度。ポ


イントカードの利用には会員登録が必


要だが、ネット店から申し込める。こ


のとき、会員証は郵送で届く。ただし、


リアル店と同様、入会金として500円か


かる。年会費は無料だ。


買い取りの依頼は、オンラインで申


し込める。わざわざリアル店に製品を


持ち込まなくても、買い取るパソコン


を引き取りに来てもらえる。後日、査


定結果が連絡され、買い取り金額は指


定した口座に振り込まれる仕組みだ。


査定は無料だが、製品の配送にかかる


費用はユーザー負担となっている。


便利なのが、ユーザーが個人情報を


管理できる「マイソフマップ」という


無料のWebページ作成サービス。ここ


では、現在の蓄積しているポイントや、


自分の興味があるジャンルの製品に関


する情報を表示できる。また、欲しい


製品が購入希望金額まで値下がりした


り、買い取り金額の相場が下がったと


きに電子メールで通知する機能もある。


さらに、11月中旬に予定するリニュ


ーアルで、「マイソフマップ」は大幅に


機能アップする。目玉となるのは、個


人でパソコンの資産管理ができるよう


になる点だ（下の図）。


まず、自分がソフマップで購入した


製品の履歴を表示する。さらに、自分


が持っている製品のうち、ソフマップ


の買い取り対象となる製品の一覧と、


その買い取り金額を表示する。また、


ソフマップ以外で購入した製品につい


ても、ユーザーが自分で登録すれば、


買い取り金額を表示してくれる。


ただし、この買い取り金額は、あく


まで上限の金額。製品に傷が付いてい


たり、付属品やマニュアルに不備があ


ると、当然、買い取り金額は下がる。


買い取り金額をもっと正確に知りたい


ユーザーのために、「マイソフマップ」


では中古品の状態をチェックする査定


表を掲載、自分で買い取り金額を調べ


ることができるようにする。


さらに「買取り差額表示」という機


能も新たに用意する。これは、新たに


購入したいパソコンのモデルを登録す


ると、自動的に実売価格から、自分が


持っているパソコンの買い取り金額を


差し引いた金額を算出する。買い替え


を考えているときには重宝する機能に


なりそうだ。


ソフマップ コムストア


http://www.sofmap.com/


ポイントカードの割引サービスが利用できる


購買履歴や資産管理ができる顧客ごとのWebページを用意する


パソコンや周辺機器などの買い取り情報を提供する


ポ
イ
ン
ト
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「ヨドバシカメラ・パーソナルストア」


は、パソコンや周辺機器だけでなく、


家電製品や時計なども購入できる。ト


ップページでは最近1週間に入荷した製


品を紹介したり、値下げしたばかりの


製品リストを表示する。製品一覧を表


示する画面でも、新着順や価格順に並


べ替えることができる。このように、


新製品やお買い得品がすぐに分かる作


りになっている。


どの製品を購入しても、ポイント還


元率はクレジットカード決済で8％と、


他社の割引サービスよりも高い点も魅


力だ。さらに、ヨドバシカメラのリア


ル店もカード決済は8％還元だが、ネッ


ト店では今年夏のキャンペーンでは


13％還元、秋のセールでは10％還元と


ポイントを割り増している。


ただし、ヨドバシカメラではポイン


トカードによる割引サービスはリアル


店に限っている。パーソナルストアで


購入すると、ポイントは蓄積されるが、


割引サービスは適用されない。また、


ポイントカードの会員登録もネットで


は受け付けない。このため、リアル店


に行く機会のない人は、ポイントカー


ドのメリットは享受できない。


製品購入画面では、ある製品に対し


て、顧客がどのような製品を一緒に購


入しているかを紹介している。携帯ノ


ートと同時に購入する外付けCD-ROM


ドライブとして何を選べばいいのか分


からないなど、買い物で迷ったときに


は参考になるだろう。


また、パーソナルストアではネット


販売以外に、楽しみながらショッピン


グできる仕組みとして「ネットゴング」


（下の図）というオークションも実施し


ている。会員制だが、登録は無料だ。


ネットゴングでは、入札者が価格を


競り上げていく通常のオークションに


加えて、「ラストワンチャンスオークシ


ョン」という独自のシステムを用意し


ている。これはオークション終了後に


開催されるオークションで、落札でき


なかった入札者に再度、購入のチャン


スを提供する。


具体的には、通常のオークションの


最高落札額の±10％を上限・下限とし


て、再び入札を募る。入札金額が高い


順に商品を購入する権利を得ることが


できる。もし同じ金額だった場合は、


入札した時間が早い人に落札の権利が


与えられる。もっとも、すべての製品


がラストワンチャンスオークションの


対象になるわけではない。


出品は随時、行っている。どんな製


品をオークションにかけるかは、パー


ソナルストア利用者の意見も参考にし


ている。オークションにかけてほしい


製品がある人は、その製品の購入ペー


ジからヨドバシカメラに依頼すること


ができる。


オークション「ネットゴング」には随時、商品が登録
される。9月には13点が出品された


特集 1 PC購入サイトを徹底比較する


ヨドバシカメラ・パーソナルストア


http://www.yodobashi.co.jp/


最近1週間で値下げした商品の一覧を掲載する


パソコンと一緒に購入されている製品を紹介する


無料で参加できるオークションを実施している


ポ
イ
ン
ト
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さくらやNets
http://www.sakuraya.co.jp/


ポイントカードとキャッシュバックを選択できる


まだまだある、お薦め販売店サイト


ポイント


先に紹介したラオックス、ソフマッ


プ、ヨドバシカメラのネット店は、豊


富な品揃えやきめ細かい商品情報の発


信など、質・量の両面で非常に充実し


ている。しかし、ほかの販売店が運営


するネット店も無視できない。3社には


ない、独自のサービスやお買い得商品


を提供している。


ネット会員向けの
特典を用意


「さくらやNets」では、商品購入時


にポイントカード「e-ポイント」を使う


か、キャッシュバックにするかを選択


できる。割引率はe-ポイントの方が高


いが、キャッシュバックは購入時に割


引が適用されるという利点がある。例


えば、ソニーのCCDカメラ付き携帯ノ


ート「VAIO PCG-C1VJ/BP」を購入す


る場合、e-ポイントにすると実売価格が


22万9800円で、1万8384円分がポイン


トとして蓄積され、次回のネット店で


の購入時に割り引いてくれる。一方、


キャッシュバックを選ぶと、実売価格


が22万2906円と、その場で約7000円割


り引いた金額で購入できる。


さくらやはリアル店でもポイントカ


ードによる割引サービスを実施してい


るが、e-ポイントとは連動しない。e-ポ


イントは、あくまでもネット店専用な


ので注意しよう。


また、年間3万円以上ネット店で購入


すると、自動的にMyPage会員という


特別会員として扱われる。特別割引製


品の案内やe-ポイント還元率の割り増


しなど、さまざまな特典を受けること


ができる。


会員への特典をうたっているネット


店には、さくらやNetsのほかに、エイ


デンの「コンプマートダイレクト」が


ある。会員登録すると、通常よりも安


い会員価格で製品を購入できる。NEC


のオールインワンノート「LaVie C LC


60H/54DR」は一般価格は23万9800円


だが、会員価格は23万5004円と、5000


円近く安くなる。さらに、会員のみを


対象にした特別限定セールを定期的に


開催したり、店舗のイベントやバーゲ


ン情報を電子メールで届ける。会員登


録は無料だ。将来的には会員向けオー


クションなども計画しているという。


パソコン購入サイトでは配送を国内


に限っているところがほとんどだ。そ


んな中で、「ツクモネットショップ」は、


欧米やアジア諸国などへの発送も受け


付ける。海外に住む知人にパソコンを


送ったり、海外勤務中に新たにパソコ


ンを購入したいときなどに便利だ。「昔


から部品の輸入を手掛けており、海外


取引の手続きに関するノウハウがある


点を生かしたサービス」（ツクモ電機）


という。


納期は注文から2週間程度で、国内の


ように配達日を指定することはできな


い。配送料は2～4kgの荷物で、米国な


ら1万5600円、西欧なら1万8000円、中


国やタイ、シンガポールなどのアジア


地域が1万1500円となっている。また、


価格が1万円を超える製品については、


ツクモネットショップ
http://www.tsukumo.co.jp/


国内だけでなく、海外への配送も受け付けるポイント
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企業名 サイト名 URL 特徴


石丸電気 INTERNET SHOPPING http://www.ishimaru.co.jp/ DVDソフトのランキングを掲載


エイデン コンプマートダイレクト http://www.compmart.co.jp/ 会員限定セールなどを実施


グッドウィル オンラインショップ http://www.goodwill.co.jp/ VAIOやMacintoshなどが中心


ピーシーデポコーポレーション WEB本店 http://www.pcdepot.co.jp/ BTOパソコンも用意


ビックパソコン館 ビックタウン http://eshop.biccamera.co.jp/ コンビニ決済にも対応


●多くのパソコン販売店でWebサイトを運営する


送料以外に、補償料金として1万円ごと


に100円かかる。


電子メールで購入の
相談を受けるネット店も


ネット店で検索しても、自分が満足


できる製品が見つからない。リアル店


に行って店員に相談すればいいのかも


しれないが、忙しくてなかなか時間が


とれない――。そんなユーザー向けに、


デオデオの「CyberCity」では電子メー


ルを使った購入相談サービスを実施し


ている。今年6月からネット店に「商品


ご相談窓口」を設けている。


ユーザーは、ネット店が用意する質


問入力画面に問い合わせ内容を入力し


て送信する。入力欄は自由記入形式と


なっているので、自分の要望を詳細に


説明できる。後日、ネット店から電子


メールでアドバイスが送られてくる。


ネット店を探しても見つからなかった


商品に関する問い合わせにも応じる。


「質問を受けた翌日中には回答を送信で


きるように、専任スタッフを配置して


いる」（デオデオ）という。


グッドウィルも電子メールによる購


入相談を受け付ける。同社では届いた


質問の内容に応じて、リアル店に勤務


する専門スタッフへ転送、担当者が回


答する体制を敷いている。このため、


質問者に回答が返ってくるまでに多少


時間がかかることもある。


ほとんどのネット店では、目玉商品


として台数限定の特価品を用意してい


る。その中で、ユニークな特価品を提


供しているのが上新電機。パソコン教


室で使用したパソコンを放出している。


ひと世代前のモデルになる上に、多少


の傷や汚れは覚悟する必要があるが、


かなり安い価格で購入できる。例えば、


ソニーが2000年2月に発売したデスクト


ップ「VAIO PCV-J10V5」が4万9800


円、NECが1999年10月した14.1インチ


TFT液晶ディスプレイ搭載のオールイ


ンワンノート「LaVie NX LW46H


/14DA」は9万9800円という具合だ。


もちろん、動作は上新電機が保証す


る。電子メールさえできればいい、子


供にパソコンを与えたいなどの用途を


考えているのなら、こうした格安パソ


コンで済ませる手もあるだろう。


特集 1 PC購入サイトを徹底比較する


デオデオCyberCity
http://www.deodeo.co.jp/


担当スタッフに電子メールで購入相談できるポイント


上新電機 Joshin web
http://jweb.joshin.co.jp/


パソコン教室で使用した機材を格安価格で放出するポイント
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企業名 サイト名 URL 特徴


カカクコム ￥価格.COM￥ http://kakaku.com/
法人向け見積もり依頼サービスも
提供する


イーアリーナ AKIBA PC eArena http://impress.earena.co.jp/
中小メーカーやショップのオリジ
ナルパソコンを比較できる


フレッシュアイ .Brand http://www.fresheye.com/
複数の販売店サイトで同時にパソ
コンの実売価格を検索できる


プライスサーチ 格安パソコン探偵団 http://www.price-search.com/pc/
複数のパソコンショップに価格の
見積もりを依頼できる


パソコンや周辺機器などの安値情報を紹介するカカク
コムの「￥価格.COM￥」


●パソコンに関する主な比較サイト


なるべくパソコンを安く購入しよう


とすると、ちょっと前までは複数の販


売店を歩き回って価格をチェックする


しかなかった。今は販売店サイトを通


じて価格を知ることができる。それで


もいちいち販売店サイトにアクセスし


て調べるのはやはり面倒に感じる。そ


こで、販売店の情報をまとめて紹介、


パソコンの実売価格を簡単に比較でき


るようにしたWebサイトを利用すると


いい（下の表）。


こうしたサイトとして有名なのが、


カカクコムの「￥価格.COM￥」（下の


図）。ラオックスやヨドバシカメラなど


の大型量販店よりも安く販売するパソ


コンショップに絞って価格情報を掲載


している。製品ごとに最安値で販売し


ているショップを表示したり、最安値


の更新を電子メールで通知する機能も


ある。パソコン本体だけでなく、周辺


機器やパーツ、ソフトに関する価格情


報も提供している。


実際、「￥価格.COM￥」で紹介され


ている価格は安い。例えば、ソニーの


液晶デスクトップ「VAIO PCV-LX50G」


の10月下旬の実売価格を見ると、大型


量販店では24万9800円だったが、「￥価


格.COM￥」に掲載されているショップ


の中は22万9000円と、2万円以上安く


している店があった。


ただし、こうしたショップは店舗運


営に経費をかけないことで、安い価格


を実現している。したがって、電話相


談や出張セットアップ、落下・盗難対


応の保険など、大型量販店が実施して


いるサービスは望めない。ショップに


よっては初期不良についてもメーカー


対応にしている。購入時にはどこまで


ショップが責任範囲としているのか、


確認しておいた方がいいだろう。


販売店サイトを
横断的に検索する


フレッシュアイの「.Brand（ドット


ブランド）」は、複数の販売店サイトを


まとめて検索できる。検索対象となる


パソコン関連の販売店サイトはソフマ


ップや上新電機など12店。モデル名で


キーワード検索すれば、各販売店サイ


トの価格を調べられる。


また、「.Brand」は、キーワード検索


だけでなく、仕様や価格帯による検索


機能も備えている。例えば、ノートで


はCPUやハードディスク容量、ディス


プレイサイズなどに加えて、重さやバ


ッテリー駆動時間による検索も可能だ。


このため、販売店の価格を比較するだ


けではなく、自分の希望する性能を持


つパソコンをピックアップするといっ


た使い方もある。


プライスサーチの「格安パソコン探


偵団」は、複数のパソコンショップに


無料でパソコン情報の問い合わせがで


きるWebサービスだ。


まずユーザーがWeb画面上でメーカ


ーや仕様、OSや付属ソフト、予算など


を記入した見積依頼書を作成する。こ


れをプライスサーチが「格安パソコン


探偵団」に参加する約30社のショップ


に配信する。その後、ショップから電


子メールで仕様や価格、購入条件など


をまとめた回答が送られてくる。これ


を参考にして、ユーザーは購入先を検


討できる。


中小メーカーやショップの情報を提


供しているWebサイトもある。イーア


リーナの「AKIBA PC eArena」だ。東


京・秋葉原を基盤とする14のメーカー


やショップが集まっている。各社のオ


リジナルパソコンの仕様や価格が一覧


できるほか、CPUやマザーボードとい


ったパーツ類、自作用の組み立てキッ


トなどの情報もある。


比較サイトで最安価格情報を入手
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パソコン購入サイトには、返品を受け付けないケース
もあるので注意が必要だ（画面はソニー）


クレジットカードを利用する場合は、カード番号入力
画面でSSLに対応しているかどうかを必ずチェック
しておこう


ラオックスは、24時間以内に見積もりするサービス
を提供する


代金はどのように支払えばいい？


ネット購入のQ＆A


パソコン購入サイトの主な決済方法


は、クレジットカードと銀行振込/郵便


振替、代金引換、コンビニ決済だ。


クレジットカードの場合、購入画面


でカード番号を入力するだけで決済で


きて便利だが、インターネットにカー


ド番号を流すのは不安なユーザーもい


るだろう。そこで、多くのサイトでは


盗み見を防ぐために、データを暗号化


して通信する SSL（Secure Socket


Layer）を採用している。SSLを使って


いると、Webブラウザーのステータス


バーに「https」で始まるURLと、右下


に鍵のマークが表示される（右図）。


SSL以外にも、会員登録時にカード


番号を送信しておけば後はIDとパスワ


ードだけで買い物できる、カード番号


は電話やファクスで連絡できるなどの


仕組みを取り入れてセキュリティを高


めているサイトもある。


銀行振込/郵便振替やコンビニ決済で


は、入金確認後に発送する。したがっ


て、入金が遅れると、その分、商品の


到着も遅くなる。また、代金引換を使


った時の代引手数料は、購入代金や運


送業者によって異なるが、25万円の商


品で800～1000円程度だ。


●パソコン購入サイトの主な決済方法


返品はできますか？ 見積書の発行を
お願いできますか？


返品できるパソコン購入サイトと、


返品は受け付けないサイトがあるので、


注意が必要だ。返品できないサイトの


例としては、ソニーやソフマップなど


が挙げられる。


「消費者が無条件で契約を解除でき


るクーリングオフがあるはず」。こう考


える人もいるだろう。実は、インター


ネット上のパソコン販売については、


クーリングオフの適用外となっている。


したがって、クーリングオフを認める


か否かは、サイト運営者の判断に任さ


れているというわけだ。


返品を認めているサイトでは、受付


期間は商品到着後8日以内としていると


ころが多い。


初期不良の交換は、大手のメーカー


や販売店のサイトなら、どこでも応じ


ている。ただし、初期不良を判断する


期間は、サイトによって異なる。例え


ば、NECは商品到着後2週間だが、ソ


ニーは8日間となっている。


ラオックスやエプソンダイレクトな


どのパソコン購入サイトでは、法人向


けに見積書の発行をオンラインで受け


付けるサービスを用意している。また、


デルでは社印が入った正式な見積書を


Webブラウザーに表示、発注者は印刷


して社内決済に使用できる。


特集 1 PC購入サイトを徹底比較する


方法 概要


クレジットカード
ネット上で決済できるので手間がかからない。ただし、カード
番号を送信するので、セキュリティ面で不安がある


銀行振込/郵便振替 銀行や郵便局に入金する。支払い窓口の受付時間が限られる


代金引換
商品の到着時に代金を支払う。購入金額に加えて、代引手数料
がかかる


コンビニ決済
コンビニエンスストアで代金を支払う。利用できるのはソフマ
ップやビックパソコン館など限られる
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仕様を自分でアレンジできる
発売前の予約が可能なメーカーも
メーカーが販売店を通して売るパソ


コンとは違い、メーカー自身がインターネッ


ト上で展開する直接販売では、そこで


しか買えないモデルも購入できる。


例えば富士通のノート「FMV-BIBLO


NE」シリーズの場合、CPUはCeleronまた


はPentium IIIで、CD-ROMまたはDVD-


ROM、CD-RWドライブの1つを搭載する。


そのため、理論上は6つの組み合わせが


可能だが、店頭モデルで存在するのは


そのうち4つ。「CPUはCeleronで十分だ


がCD-RWは欲しい」というユーザーは、


それより高価なPentium III搭載モデル


を買わざるを得ない。


しかしメーカーのネット直販の多く


は、いくつかの仕様をユーザー自ら変


更可能だ。このため、店頭にはない組


み合わせを指定して購入できる。多く


はメモリーやHDDなどにとどまるが、


NECのデスクトップの一部ではグラフ


ィックスボードなども指定可能だ。


発売日の午前に届く
事前予約サービス


ソニーのように、ネット直販で新製


品の事前予約を受け付けているところ


もある。ソニー製品のネット直販サイ


ト「SonyStyle」は、今夏から発売前新製


品の事前予約サービスを開始した。予


約した新製品を発売日当日にユーザー


のもとへ配送するサービスで、早いと


ころでは発売日の午前中に届くという。


さらに、店頭で購入した場合に別途


必要なユーザー登録手続きも、ネット


直販ならメーカーに直接ユーザー情報


が届くため、購入と同時に完了すると


ころが多い。


NECの「121ware」では、ユーザー


登録情報をもとに具体的なサポートを


提供するなど、ユーザーごとのマーケ


ティング活動を強化している。来春に


は修理拠点とも連携し、より迅速な修


理対応を可能にする計画だ。


これらのサービスを受けるためには、


ユーザー登録が前提になる。店頭で購


入した場合ハガキなどで別途必要なユ


ーザー登録が、ネットならば購入と同


時に行われる。


もっともネット直販が、店頭で購入


する場合に比べて常に有利なわけでは


ない。最大の難点は、全く同じ仕様の


製品ならネット直販のほうが価格が高


いケースが多いことだ。上記のような


ネット直販の利点を取るか、それとも


価格の安さを取るかで、購入手段を使


い分けるのが賢明だろう。


店頭モデルにはない組み合わせもネット直販なら可能になる


メーカー直販サイト


ネット直販ならCeleron+CD-RWなどの組み合わせも可能 新機種の先行予約ができるのもネット直販ならでは


CDまたはDVD


CD-ROM DVD-ROM CD-RW


搭載CPU
Celeron ○ ○ ×


Pentium III × ○ ○


店頭モデルには×の組み合わせはない


FMV-BIBLO NE
の場合


店頭だと…


インターネットなら…
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NECはネット直販専用の製品ラインアップ


「G」シリーズを、デスクトップのVALUE


STAR、ノートのLaVieそれぞれに用意してい


る。メーカーのネット直販の中では仕様変更


の自由度が最も大きく、グラフィックスボー


ドや10種類のディスプレイから選択可能なモ


デルもある。店頭と全く同じ仕様だと価格は


やや高くなるが、「同じ組み合わせで10台以


上販売したことがない」（高嶌幹夫iカスタマ


ーリレーション本部長）というほどバリエー


ションが多いのが特徴だ。


従来のGシリーズは、店頭モデルの一部を


ベースにした直販だったが、10月25日に直販


のラインアップを強化。Gシリーズで店頭モ


デルをほぼすべてカバーした。


メニュー形式で仕様を選んでいくメーカー


が多い中、121wareはボタンで仕様を選んで


いく方式をとる。どのような仕様を用意して


いるか、メニューを表示させなくても分かる


点が便利だ。


特集 1 PC購入サイトを徹底比較する


ソニーは、子会社のソニースタイルドット


コム・ジャパンを通じてネット直販を展開し


ている。パソコンのVAIOシリーズだけでな


く、PDAの「クリエ」、デジタルビデオカメ


ラや携帯音楽プレーヤーなども販売している。


新製品の事前予約が可能な点が特徴だ。


ユーザーによる仕様変更は、デスクトップ


最上位の「VAIO RX」が中心で、その他の機


種はメモリー増設などにとどまる。また、ク


リエイター向けのソフトなどを同こんしたネ


ット直販専用商品「クリエイティブパッケー


ジ」も用意している。


RXではCPUやメモリー、HDDやディスプ


レイなどを指定できる。特にディスプレイで


は、大きさやCRT/液晶だけでなく、ディス


プレイのきょう体色も選択可能だ。


仕様を変更せず、店頭モデルとまったく同


じ仕様の場合で比較すると、価格は店頭より


やや高くなるが、3年間の無料修理サービスが


標準で付く点は魅力的だ。


ソニー SonyStyle
http://www.jp.sonystyle.com/


NEC 121ware
http://121ware.com/
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大きく分けて法人向けの「ibm.com/direct」と、個人ユ


ーザー向けの「ShopIBM」がある。いずれもユーザーによ


る仕様変更は原則的に不可能だが、販売価格は一般の店


頭価格と変わらない。ShopIBMでは送料を全国無料とし


ている点も特徴だ。


アウトレット品に加えて、同社製ソフトや液晶ディスプ


レイなどの周辺機器、携帯端末なども販売する。オンサイ


トサポートなどを提供する「PC Care」もここで申し込み


可能だ。


日本IBM IBMショッピング


http://www.ibm.co.jp/shop/


ソーテックはもともと直販からスタートしたこともあっ


て、店頭で販売する全製品をインターネットで購入でき


る。メモリー容量やプリインストールソフトなどの仕様変


更が可能な機種も多い。


デスクトップ機の場合は、標準で付属するディスプレイ


をはずし本体のみで注文可能なだけでなく、ディスプレイ


のグレードを下げて価格を抑えることもできる。他社製の


プリンターやスキャナーとセットで購入できるモデルも用


意している。


ソーテック


http://www.sotec.co.jp/


コンパックのダイレクトプラスは、「直販というよりもインターネ


ットを使った需要喚起策」（竹尾直章・営業統括本部


eCommerce事業部長）という位置付け。インターネット、


販売店いずれからも同じ製品が同じ価格で購入できる。


ユーザーによる仕様変更は、企業向けのシリーズがメイ


ンで、個人向けは初心者をターゲットにした機種が多いこ


ともあって、ディスプレイの有無などが指定できる程度。


「入金チェックの5営業日後には、99.9%の確率で製品を届


けられる」（竹尾氏）という。


コンパックコンピュータ ダイレクトプラス


http://www.directplus.compaq.co.jp/
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特集 1 PC購入サイトを徹底比較する


富士通は店頭モデルのうち、タワー型の「FMV-


DESKPOWER M」シリーズ、省スペース型の「同C」シ


リーズ、A4判ノートの「FMV-BIBLO NE」シリーズなど


で、ユーザーによる仕様変更が可能だ。例えば


DESKPOWER Mの場合、店頭モデルではCRTディスプ


レイが付属するが、Webでは液晶ディスプレイや、パソコ


ン本体のみ購入という選択もできる。DESKPOWER Cも、


店頭では不可能な本体のみの購入も可能。その他、旧モ


デルをアウトレット品として販売している。


富士通　WEBMART


http://www.fujitsu-webmart.com/


アップルコンピュータ（Apple Store） http://www.apple.com/japanstore/


飯山電機（e-shop） http://www.iiyama.co.jp/sales/


東芝（ダイレクトPC） http://shop.toshiba.co.jp/


日本ヒューレット・パッカード（hpeselect） http://www.hpeselect.com/


日立製作所（ダイレクトWebStore） http://floracity.hitachi.co.jp/go/


松下電器産業（パナセンス） http://www.sense.panasonic.co.jp/


●主なパソコンメーカーの直販サイト


続々と広がるメーカーのネット直販
店頭を絞り込み、ネットに注力するところも


従来からの間接販売に頼らず、イン


ターネットを使った直販に取り組むメ


ーカーはほかにも多い。いずれも、店


頭販売とは異なった特徴を打ち出して


いる。


アップルコンピュータの「Apple


Store」は、デスクトップ、ノートとも


仕様変更が可能。ネット専用のモデル


を用意するほか、iMacのように取り扱


う販売店が限られている機種を購入で


きる店も便利だ。


飯山電機の「e-shop」では、トップ


ページの全モデル一覧からまずディス


プレイの種類などを選ぶ方式。メモリ


ー増設やLANインタフェースの搭載な


ども選択できる。ディスプレイを得意


とするメーカーということもあり、デ


ィスプレイの種類も豊富だ。他社製周


辺機器なども販売する。


東芝の「ダイレクトPC」は、これら


メーカーとは少し趣が異なる。店頭モ


デルの旧製品を一部扱っているものの、


中心は同社が海外で販売している仕様


の製品の国内販売だ。


英語キーボードと英語版OSを搭載す


るもののほか、キーボードは英語なが


らOSは日本語版という組み合わせもあ


る。海外で英語キーボードに慣れ親し


んだユーザーは、検討の価値がある。


10月中旬に国内の個人向け市場に新


規参入した日本ヒューレット・パッカ


ード。新規参入にあたり同社は、店頭


での販売を首都圏の約40店に限定する


一方で、米ヒューレットパッカードと


ソフトバンクグループが共同出資で設


立した会社「イーセレクト」のWebサ


イトでの直販を開始した。同こんする


ディスプレイの指定や、本体のみでの


購入が可能だ。


日立製作所の「ダイレクトWebStore」


は、インターネットでの価格は店頭よ


りやや高いが、年会費3000円の会員制


度「Club FLORA」に加入すると、店


頭とほぼ同じ会員向け割引価格で購入


できる。将棋のオンライン対局ソフト


をインストールした用途特化型モデル


などを用意しているのも特徴だ。


松下電器産業の「パナセンス」は、


店頭モデルから一部仕様を変えたネッ


ト直販専用モデルを用意していること


などが特徴だ。
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ニーズに合う機種を自作感覚で購入
自分が主役になれる「BTO」
メーカーがネット直販で行っている


仕様の一部変更をさらに強化し、仕様


指定を前提に販売するのが注文生産、


いわゆる「BTO」（build to order）だ。


エプソンダイレクト、デル、日本ゲー


トウェイなどが、このBTO中心で販売


している。いずれもWebブラウザー上


で仕様を選びながら価格のシミュレー


ションを行い、最終的に発注する製品


の仕様を決めることができる。


ユーザーの一工夫で
用途に特化した製品に


BTOではユーザーの注文を受けてか


ら1台ずつ組み立てる。メーカーのネッ


ト直販は、店頭モデルの一部仕様を変


更する「イージーオーダー」型。これ


に対しBTOを中心に手がけるメーカー


は、さらに多くの仕様についてユーザ


ーの注文を受け付け、それに従って組


み立てる「フルオーダー」に近いサー


ビスだ。


具体的には、店頭でパソコンを販売


するメーカーのネット直販で仕様変更


が可能なメモリー、HDDなどに加えて、


BTOメーカーの場合は搭載OSやディス


プレイ、CD-ROMドライブのCD-RWや


DVD-ROMドライブへの入れ替え、グ


ラフィックス機能やスピーカーなどま


でユーザーが選択できる。


OSは現行のWindows Meや2000だけ


でなく、Windows 98やNT4.0といった


旧版OSを最新仕様のパソコンに搭載で


きる。ディスプレイはCRTや液晶をサ


イズごとに用意するほか、既に持って


いるユーザー向けに「なし」という選


択も可能。


グラフィックス機能は、3Dグラフィ


ックスを多用するゲームユーザーなど


は特に重視すべき点だが、高機能のグ


ラフィックスボードは、通常はハイエ


ンドの機種にしか搭載されない。しか


しBTOの場合は、グラフィックス以外


の仕様を低めに設定すれば、高機能な


グラフィックスボードを搭載しながら


安価な機種を購入できる。


つまり、ユーザーの用途に特化した


マシンを、あたかも自作機のように組


み立てられるわけだ。パソコンの用途


が明確なユーザーにとっては、BTOは


最適なパソコン購入方法とも言える。


最新パーツ搭載の
マシンがいち早く手に入る


BTOメーカーの場合、最新のパーツ


を搭載可能なのも大きな利点だ。


特に顕著なのはCPU。一般メーカー


は商戦期に合わせてモデルチェンジす


るケースが多い。新CPUの出荷がそれ


BTOメーカーサイト


BTOは注文を受けてから1台ずつ組み立てる。写真
はエプソンダイレクトのパソコンを製造する長野県明
科町の工場


CPU（量産出荷開始日）
同日発売した
BTOメーカー


NECの搭載機発売


Athlon 1.2GHz（10月17日） 日本ゲートウェイ


モバイルPentium III 850MHz（9月26日） デル 約20日後


モバイルPentium III 800MHz（9月26日） エプソンダイレクト 約20日後


モバイルPentium III 750MHz（6月20日）
デル、日本ゲートウェイ、
エプソンダイレクト


同日


Pentium III 933MHz（5月25日） デル 約50日後


O S


Windows Me、2000だけでなくWindows
98やNT 4.0といった旧OSも選択できる


デ ィス プ レ イ


標準ではCRTディスプレイが付属する機種
でもディスプレイなしや液晶ディスプレイと
のセットなどが可能


グ ラ フィッ ク ス ボ ー ド


チップセットがi815などの場合に選択でき
る。ゲームなど3Dグラフィックスを多用す
る場合はここが強化ポイント


サ ウ ン ド ボ ー ド


サウンド重視のユーザーは強化すべき点。企
業ユーザー向けには「サウンドなし」という
選択肢もあり


ス ピ ー カ ー


標準的なものから、サブウーハー搭載、デジタ
ルインタフェース搭載などの上位機まである


キ ー ボ ー ド 、マ ウ ス


標準的なもののほか、ワイヤレスタイプを用
意する製品もある


BTOメーカーならではのオプション（デ
スクトップの場合）


BTOメーカーは新CPU出荷と同時に搭載機を発表するケースが多い
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特集 1 PC購入サイトを徹底比較する


東京・秋葉原にある日本ゲートウェイのショール
ーム。在庫があるものは購入も可能だ


BTOメーカーのネックは、店頭に製


品が並んでいないため、購入前に実際


の製品を見るチャンスに乏しいことだ。


Webやカタログの写真、仕様表などか


ら実機をイメージすることは可能だが、


店頭同様に実機の使用感を試しながら


選びたいユーザーは、不自由に感じる


かもしれない。事実、エプソンダイレ


クトは「小型軽量がポイントのサブノ


ートは、ユーザーは実機を手に取って


みないと購入しにくいようだ」（渋沢泰


夫情報企画部長）として、以前販売し


ていたB5サイズのサブノートは、現在


は販売を中止している。


ただ各社とも、ショールームなどを


開設して、ユーザーが実機を見る機会


を提供しようとしている。


この点で先行しているのは日本ゲー


トウェイ。東京・秋葉原をはじめ、現


在全国20カ所に直営店を配置。実機を


見ることができるほか、購入手続きも


可能だ。在庫があれば持ち帰りもでき


る。エプソンダイレクトも、やはり秋


葉原にショールームを構える。


デルは、販売店内に実機とデルの


Webサイトにつながるパソコンを配置


し、実機を見てすぐに注文できるコー


ナー「DELL Real Site」を、全国9店の


販売店内に設けている。


ショールームで実機を見る


に合わないと、実際の搭載機発売は後


にズレこむことになる。


しかしBTOメーカーの場合は、モデ


ルチェンジの必要はなく、BTOの選択


肢として新CPUを追加するだけ。「CPU


のロードマップを見て、将来の新CPU


搭載を前提に設計している」（デルの毛


馬内裕子ダイレクト事業本部マーケテ


ィング本部ブランドマネージャー）た


め、販売中の機種に新CPUを乗せるだ


けで済むという。


実際、最近の新CPUの量産出荷の例


を見ると、BTOメーカーのほうが一般


メーカーよりも搭載機を同時発売した


ケースは多い。


仕様指定に困ったら
標準構成を参考に


ただBTOの場合、店頭の初心者向け


機種とは違ってプリインストールのア


プリケーションは少なく、ウイルスチ


ェッカーなど最小限に抑えられている。


そのため、ソフトが豊富な店頭販売の


パソコンと価格を比べるときは注意が


必要だ。


また仕様の指定が多岐に渡るため、


パーツの知識にうといユーザーには敷


居が高い。実際、BTOメーカー各社と


も、買い替え需要を中心とした中級以


上のユーザーが多数を占めるという。


そのようなパーツ初心者がBTOに取


り組む場合に参考になるのが、「標準構


成」というモデルパターンだ。標準構


成は、その機種の典型的な仕様の組み


合わせを例として示したもの。「その機


種の位置付けが分かるような構成にし


ている」（デルの毛馬内氏）ため、標準


構成からBTOを始めれば、その機種の


能力にふつり合いな仕様を選ぶことは


防げるという。


エプソンダイレクトのように、過去


実際に受注のあった組み合わせを、台


数で順位付けした「BTOベストチョイ


ス」を提示するところもある。


BTOはユーザー自身が好みのパ


ーツを選んで構成するのが醍醐


味とはいえ、ほかのユーザーが


どのような選択を行ったかを参


考にしながら構成するのも、1つ


の楽しみ方と言える。


ネットからの注文に
特典が付くメーカーも


BTOメーカーは、ネットでの


販売に特化しているわけではなく、電


話やファクスでも注文が可能だ。むし


ろ現時点では「Webで仕様と価格をシ


ミュレーションした上で、電話で発注


というのが中心」（日本ゲートウェイの


松井隆オンラインビジネス部ディレク


ター）という。


しかしメーカーにとっては、ネット


で発注まで完結するほうが手間がかか


らない。そのため、デルはネットで発


注した場合は一律2000円割り引きとい


う特典を付けるなど、ネットでの注文


にインセンティブをつけているところ


もある。これら特典がある以上、ユー


ザーにとってもネットで注文するに越


したことはない。


選択に迷ったら標準構成や人気の組み合わせを参考に
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一から始めるBTO
金額を見ながら仕様を決める


機種を選んでから「見
積り」などのボタンを
押す


搭載したい部品を一覧
から選ぶとそのときの
価格がリアルタイムで
表示される


不可能な組み合わせを
選んだ場合は警告が出
る


BTOメーカーのWebサイトでパソコ


ンを購入する方法は、細かい違いこそ


あれ、おおまかな手順は各社共通だ。


まずWeb上でベースとなる機種を選


ぶ。きょう体のデザインや製品の対象


ユーザーなどにより、ベースとなる機


種がいくつか用意されており、いずれ


かを選んで「見積り」「カスタマイズ」


などのボタンを押すと、仕様の選択画


面に入る。


仕様のシミュレーション画面では、


CPU、メモリー、HDDなどの項目ごと


に、選択可能なパーツの一覧が現れる。


同じ画面の中には、現在の仕様で購入


した場合の金額も表示される。仕様を


一覧から変更すれば、この金額もリア


ルタイムに変わるので、金額を見なが


らシミュレーションできる。リースや


分割払い時のシミュレーション機能も


用意している。


ただし選択可能な仕様の中には、互


いが非対応のため、実際には同時に搭


載できない組み合わせもある。そのよ


うな組み合わせを選んだ場合にはメッ


セージが現れ、変更するように警告し


てくれる。


最終的に仕様が固まれば、「見積り決


定」などのボタンを押すと、確認のた


めに選んだ仕様が一覧となって表示さ


れる。電子的な見積書だ。企業ユーザ


ーなどで正式な見積書が必要な場合は、


紙の見積書を作成してファクスや郵便


で別途送付するように指定することも


できる。


支払方法は販売店やメーカーと同様


に、銀行振込やクレジットカード、代


金引換などが可能。振り込みの場合は


入金後に発送する。企業ユーザーの場


合は請求書払いにも対応している。


仕様を決めると見積書
が出る。紙の見積書発
行などにも対応する


2


3


1
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エプソンダイレクト


http://www.epsondirect.co.jp/


部品ごとに在庫情報を確認できる


エプソンダイレクトのBTO対応製品


「Endeavor」シリーズには、デスクトッ


プはタワー型が4機種、省スペース型や


液晶一体型が3機種ある。全部に共通し


て、CPUやメモリー、HDDやCD-


ROM/DVD-ROM/CD-RWドライブの指


定、キーボードやマウスのワイヤレス


タイプへの入れ替えが可能だが、タワ


ー型の4機種はこれに加えて、グラフィ


ックスボードやサウンド機能もユーザ


ーが指定できる。


タワー型には、その拡張性を生かし


たさまざまなオプションを用意してい


る。HDDの増設だけでなく、DVD-


ROMドライブやCD-RWドライブの増


設、DVDとCD-RWのコンボドライブ


やMOドライブの増設、IEEE1394ボー


ドの増設などが可能だ。


ノートは、Windows Me搭載の「NT-


1200」と、Windows 98搭載の「NT-1000」


の2つがある。しかし違いはOSのみの


ため実質的には1機種で、その中にCD-


ROM、DVD-ROM、CD-RWドライブの


各搭載モデルがある。モデムやLANイ


ンタフェースをはずすという選択は可


能だが、仕様変更可能な部分はCPU、


メモリー、HDD、Office 2000 Personal


のプリインストールにとどまる。


同社にはもう1つ「EDiCube」という


シリーズがある。BTO対応のEndeavor


に対し、EDiCubeは仕様を固定したシ


リーズだ。もっともEDiCubeでも、メ


モリー増設やディスプレイの入れ替え


などちょっとしたBTOは可能だが、仕


様が決め打ちのため、同じ仕様で比較


すればEndeavorよりも安く、納期も短


い。細かい仕様にそれほどこだわらな


いならば、まずEDiCubeから調べるの


も手だろう。


部品ごとに在庫情報
コンビニ支払いも可能


エプソンダイレクトの仕様指定画面


には、各部品に「在庫状況」というボ


タンがあり、これを押すと選択可能な


各部品の在庫状況が一覧表となって現


れる。選んだ部品がすべて、在庫十分


の「○」ならば、入金確認から約1週間


で出荷できるが、在庫の少ない「△」


が含まれていると10日以上になり、在


庫なしの「×」があれば納期を調査し


た上で別途連絡になる。仕様確定後の


見積もり段階で表示される納期に不満


があれば、仕様指定画面まで戻って部


品ごとの在庫状況を調べ、在庫が潤沢


な部品に入れ替えて納期を早めること


もできる。


決済方法は銀行振込、クレジットカ


ード、代金引換。代金引換の手数料は


エプソンダイレクト側が負担するため、


ユーザーにとっては無料。Webで注文


したユーザーに限り、コンビニエンス


ストア店頭での支払いも可能だ。
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デル


http://www.dell.com/jp/


「デルウェア」で他社製周辺機器も購入できる


デルは個人向けには、デスクトップ


の「Dimension」とノートの「Inspiron」


の2つのシリーズを販売している。


Dimensionには「XPS B」「4100」「L」


「C」の4機種がある。最上位のXPS B


は高速メモリーのRDRAMを搭載。


4100はHDDのインタフェースに高速の


Ultra ATA/100を採用している。いず


れも64MBのVRAMを搭載したグラフ


ィックスボードなどを選択可能だ。


普及モデルのLと省スペース型のC


は、グラフィックスボードをユーザー


が指定することはできない。Cはサウン


ド機能も固定だが、LはBTOで選択す


ることができる。


ノートのInspironは、15インチTFT


液晶ディスプレイを搭載する最上位の


「8000」は、ノートながらBTOで最大


32MBのVRAMを搭載できる。8000に


次ぐ上位モデル「5000e」も、VRAMは


8MBまたは16MBのいずれかをユーザ


ーが選択できる。


普及モデルとしては、14.1インチ液晶


の「4000」や12.1インチ液晶の「3800」


がある。いずれもCD-ROMドライブを


DVD-ROMやCD-RWドライブと差し換


えられるだけでなく、きょう体の色を4


種類から選べる。


ノートのうち、B5判サイズの「2000」


を除く4機種では、メモリー容量をユー


ザーが指定する際に、同じ容量でもメ


モリーモジュールの枚数を変えること


ができる。例えば128MB搭載したい場


合に、128MBを1枚搭載するか、64MB


を2枚搭載するかを選べる。複数枚数に


分けたほうが価格は安いが、将来的に


メモリーを追加する可能性があるなら


ば、1枚にすればメモリースロットを有


効活用できる。


ネットで注文の場合は
一律2000円オフ


デルの場合、注文手続きをネットで


はなく電話で行うユーザーが6割以上を


占めるという。同社はネットを使った


受注作業の自動化を進めるため、ネッ


トで注文した場合は、製品価格から一


律で2000円割り引くキャンペーンを展


開している。


その他にも同社は、何らかの無料ア


ップグレードキャンペーンを行ってい


ることも多いので上手に利用したい。


例えば、CPUを1ランク上のものにアッ


プグレードしたり、CD-ROMドライブ


をCD-RWドライブにアップグレードし


たり、メモリーを64MB増やすといった


サービスだ。


また同社のWebサイトには、他社製


の周辺機器を販売するコーナー「デル


ウェア」がある。ディスプレイやプリ


ンター、外付けの各種記憶装置などを、


店頭と同レベルの価格で購入できる。
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日本ゲートウェイ


http://www.gw2k.co.jp/


さまざまなサポートメニューを用意する「Your: )
Ware」


日本ゲートウェイの製品ラインアッ


プは、デスクトップではAthlon搭載の


「 Select」 と 、 Pentium III搭 載 の


「Performance」など。ノートにはハイ


エンドの「SOLO 9300」、中級ユーザー


向けの「同5300」、低価格モデルの「同


1150」などがある。


Select、Performanceとも特にディス


プレイの選択の幅が広く、通常の15イ


ンチCRTから、17/19/22インチのフラ


ットCRT、TFT液晶ディスプレイから


選べる。液晶ではアナログ接続だけで


なく、グラフィックスボードでATI


RADEONを選ぶとデジタル接続のタイ


プも選択可能だ。慣れたキーボードを


使い続けたいユーザーは、キーボード


なしという指定もできる。


スピーカーの選択肢も豊富で、デジ


タル出力のサウンドボードとサラウン


ド用のリアスピーカーの組み合わせな


ども選べる。Selectではサウンド機能な


しという指定も可能だ。


ノートのうち、OSにWindows Meを


選べるのはSOLO 5300と同1150の2つ。


ただし1150はCPU、メモリー、HDDな


どいずれも仕様は固定で変更できず、


オプションでLANインタフェースなど


を搭載できるにとどまる。


5300のCPUは、Celeron 550MHz、


Pentium IIIの600M～800MHzの中から


選べる。メモリー容量をスロットごと


に指定できるが、デルとは違い、同じ


容量ならば一方のスロットだけに搭載


しても、2つに分けて搭載しても価格は


変わらない。


HDDは10G～32GBとノートにしては


大きい。増設ドライブと合わせて最大


64GBのHDDを搭載できる。標準仕様


のCD-ROMドライブをDVD-ROMドラ


イブに差し換え可能だが、CD-RWドラ


イブは用意していない。


仕様の指定画面は、通常のものと動


作の軽い軽量版の2種類を用意する。


PCの下取りや
設置代行なども提供


ゲートウェイの特徴の1つが、各種の


サービスメニューをパッケージ化した


「Your:)Ware」（ユア・ウェア）。購入か


ら2年後以降の下取りを保証するサービ


スや、パソコンの分割払いでの購入、


保証対象外の損害もカバーする動産保


険などがある。


またサービス地域は首都圏に限られ


るが、パソコンの設置作業を代行する


サービスも用意している。パソコンの


納品時に、配送担当者が部屋への運び


込みから箱の開封、ケーブルや電話線


の接続作業までを一括して行う。


いずれも、購入時に同時に申し込む


必要がある。もちろんその申し込み手


続きはWebサイト上で可能だ。


デル同様に他社製周辺機器も販売す


るが、ゲートウェイはこれに加えてソ


フトやDVDタイトル、OA家具や本や


音楽CDなども販売する。扱う品目は全


部で約2000種類にものぼるという。


特集 1 PC購入サイトを徹底比較する
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BTO各種パーツの基礎知識
仕 様 の判 断 に欠 かせない


エプソンダイレクト デル 日本ゲートウェイ
（Pro-600L） （Dimension 4100） （Performance）


733MHz搭載の 800EBMHz搭載の 733MHz搭載の
場合と比較して 場合と比較して 場合と比較して


866MHz +7000円 +1万5000円 +2万円


933MHz +2万円 +3万円 +3万5000円


1GHz +3万4000円 +4万6000円 +6万円


●デスクトップ用Pentium IIIのクロック別価格比較*


エプソンダイレクト デル 日本ゲートウェイ
（NT-1200） （Inspiron 4000） （SOLO 5300）


Celeron 600MHz搭載の場合と比較して
Celeron 550MHz
搭載の場合と比較して


Pentium III 600MHz +1万3000円 +2万1000円 +2万円


Pentium III 700MHz +2万3000円 +3万2000円 +4万円


Pentium III 800MHz +4万8000円 +6万円


Pentium III 850MHz +6万4000円


●ノート用CPUのクロック別価格比較*


*価格は2000年10月30日現在


*価格は2000年10月30日現在


パソコンのパーツに関する知識は、


何もBTOのときだけに求められるわけ


ではない。店頭で売られている機種を


選ぶ場合にも、やはりカタログなどの


情報からその機種の性能を理解する必


要がある。


しかしいくつかの仕様だけを判断し


て、あとはお任せで済む店頭モデルと


は違い、BTOではユーザーが判断しな


くてはならない部分が多い。そのため、


店頭でパソコンを買うとき以上に、パ


ーツに関する知識が必要だ。


価格傾向が変わる
ポイントを見極めよう


まずCPUに関しては、BTOを利用す


るユーザー層にハイエンド志向の傾向


が強いこともあり、デスクトップは


Pentium IIIまたはAthlon、ノートも既


にPentium IIIが選択肢の多数を占める。


動作周波数が高くなるにつれて処理


速度も上がり、価格も高くなるのは言


うまでもないが、注意すべき点はその


上がり方。動作周波数ごとの価格の上


乗せ分は一律ではなく、しかも各社と


も異なり、頻繁に変動する。


CPUの動作周波数をどのランクに設


定するかは、その前後の動作周波数と


価格差を見ながら選んでいくのがポイ


ントになるだろう。


HDDにも同じことが言える。当然な


がら容量に比例して価格も上がるが、


その上がり方は均一ではない。


下の図は、エプソンダイレクトのデ


スクトップ用HDDの例。7.5GBから


15GB、20.5GBから30GBの間に比べて、


15GBと20.5GBの間の価格の上がり方が


急になっている。これは同社の場合、


15GB以下は毎分4400回転のHDDなの


に対し、20.5GB以上は毎分7200回転の


ため。このように価格が急に変わるポ


イントには、そのパーツの基本的な仕


様や、あるいは市場の需給状況などに


何らかの変化があることが多い。


HDDのインタフェースは、各社とも


Ultra ATA/66またはUltra ATA/100が


中心。データ転送速度はそれぞれ毎秒


66.6MBと100MBで、当然後者の方が性


能が高く、価格も高い。エプソンダイ


レクトの一部機種では、毎秒160MBと


さらに高速なUltra 160/m SCSIのHDD


を選ぶこともできるが、容量の割に価


格が高いうえにオプションのSCSIボー


ドも必要になる。


メモリーはSDRAMが中心だが、エ


プソンダイレクトとデルのデスクトッ


プ最上位機には、高速のRDRAMが用


いられている。ただしパーツ自体が高


いため、RDRAM搭載機でメモリー容


量を増強しようとすると、製品全体の


価格に大きく跳ねかえる。やはり容量


ごとの価格の上がり方に注意が必要だ。
10�0


10,000


20,000


30,000


20� 30� 40� 50�


価格（円）�


HDD容量（GB）�


7.8GB�
1万円�


15GB�
1万3000円�


20.5GB�
1万7000円� 30GB�


2万円�


46.1GB�
2万8000円�


15GBから20.5GBのところ�
で価格が急に上がる�


エプソンダイレクトの場合、回転数
が変わるところでHDDの価格の上が
り方も変わる
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特集 1 PC購入サイトを徹底比較する


エプソンダイレクト 2万円


プリインストール時
デル 1万9000円


の価格
日本ゲートウェイ 1万9800円


別途購入（実売価格）
フルパッケージ 4万円強


アップグレード版 2万円強


●Office 2000 Personalは
旧版のユーザーでもプリインストールのほうが安い


デルのディスプレイの選択肢。CRTにも2種類ある


表面が丸みを持つ
CRT。安価


表面が平面のCRT。
見やすいが普通の
CRTより高い


TFT液晶ディスプレイ


ディスプレイは不要、
またはデルウェアで
別のディスプレイを
購入する場合


CD-RWとDVD-ROM対応の
コンボドライブはまだ高い


CD-ROMドライブは現在、DVD-


ROMドライブやCD-RWドライブへの


世代交代が進んでいる。DVD-ROMと


CD-RW両方の機能が欲しい場合、標準


のCD-ROMドライブをBTOでどちらか


に入れ替えて、もう片方を拡張ベイに


搭載するように指定すれば、両方を搭


載できる。エプソンダイレクトの場合、


両方の機能を併せ持ったいわゆる「コ


ンボ」ドライブもBTOで選べる。2つ


のドライブを内蔵した場合に比べて価


格はやや高くなるが、拡張ベイを使わ


なくても済む。


店頭のパソコンならあまり気にしな


いようなグラフィックスボードが選べ


るのも、BTOならではだ。特にゲーム


のような3次元グラフィックスを多用す


るユーザーにとっては、重点的に強化


すべきポイントだ。


ただしすべての機種でグラフィック


スボードが選べるわけではない。採用


するチップセット次第で、インテルの


i820や台湾VIAテクノロジーズのApollo


Pro133Aなどならば選択可能だ。これ


に対しi810Eなどは、グラフィックス機


能を内蔵しており選択できない。


i815Eもグラフィックス機能を内蔵し


ているものの、別のグラフィックスボ


ードを搭載して使うこともでき、BTO


でどちらを使うかを選択できる。グラ


フィックスをそれほど気にしないなら


ばi815E内蔵の機能でも十分だし、安価


で済むが、重視するならばオプション


として用意しているものを選べばよい。


CRTは「フラット」と
「平面」の違いに注意


ディスプレイは、バリエーションが


多い上に、CRTでは各社で表現が異な


るためややこしい。


上の図はデルのディスプレイ選択候


補の一覧。このうち「17インチCRT」


は、表面に若干の丸みがある安価な


CRTで、「フラットディスプレイ」は、


ソニーのFDトリニトロン管を使った平


面のディスプレイだ。表示のひずみや


映り込みが少ない点で優れている。ゲ


ートウエイの「フラット」も同様だ。


一方、エプソンダイレクトの場合は、


「フラットスクウェア管」と「平面トリ


ニトロン管」「平面アパーチャグリル管」


などがある。このうち、デルやゲート


ウェイのフラットディスプレイに相当


するのは、フラットスクウェアではな


く、「平面」という名称がつく方のディ


スプレイ。フラットスクウェアは価格


は安いものの、各種の「平面」ディス


プレイとは異なって、表面は完全な平


面ではない。


プリインストールのアプリケーショ


ンは、BTO各社とも少ないが、Office


2000 Personalだけは各社ともBTOのメ


ニューに組み入れている。BTOで選ん


だ場合のOfficeの価格は、下の表のよう


に約2万円。店頭でパッケージを購入し


た場合と比べた場合はもちろん、アッ


プグレード用パッケージと比べても、


わずかに安い。


つまり、Office 97などのユーザーで、


パソコン購入と合わせて2000へのバー


ジョンアップを考えているならば、ア


ップグレードパッケージでバージョン


アップするよりも、BTOでプリインス


トールを選び、新規ユーザーとして登


録したほうが安く上がるわけだ。


グラフィックスチップはユーザーが選択可能


グラフィックス機能を内蔵するが、ユーザーが選択することも可能


グラフィックス機能は内蔵で、ユーザーが選択することは不可


グラフィックスボードをユーザーが選択できるかどうかは搭載するチップセット次第


i820、Apollo Pro133A、Apollo KT133


i815Eの場合


i810E、SiS630








「顧客の企業規模によって販売チ


ャネルを分けてきたのはメーカーの


都合に過ぎない。これからは顧客が


チャネルを選ぶ時代だ。直接販売や


間接販売だけでなく，インターネッ


ト上のWebを使った販売チャネルも


用意し，顧客に最も適した購入形態


を選んでもらう」。コンパックコンピ


ュータの前田弘之営業企画統括本部


インターネットマーケティング部長


は，同社が99年に推進する新販売


体制カスタマーズ・チョイス・モデ


ル（CCM）の狙いをこう説明する。


そのCCMの目玉の一つが，同社


がWeb上で製品を直販するコンパッ


ク・ダイレクト・プラス。体制を整え


99年6月にも開始する。顧客の規模


は問わないとしながらも，中小企業


ユーザーを主なターゲットにする。


コンパックの動きと前後して，国


内パソコン・メーカーが次々と法人


向けのWeb直販に乗り出す準備を進


めている。iMacの投入で流通改革


に着手したアップルコンピュータは，


1月中にもWeb直販用ホーム・ペー


ジ「AppleStore」を立ち上げ，サー


バー製品を含む全商品の販売を開始


する。同社の河南順一マーケティン


グ本部部長は「販売店への直送で製


品がユーザーに届くまでの時間は改


善された。Web直販では各種の情報


提供を含めてエンドユーザーとの距


離をより縮めたい」と期待を語る。


また松下電器産業は法人市場に向


けたWeb直販に向けて，グループ企


業との間で，オンライン受発注の実


験を開始した。


既存チャネルへの配慮がブレーキに


だが，コンパックやアップルも手


放しでWeb直販を推進するわけには


いかない事情がある。Web直販に対


するチャネル企業の反発だ。大手デ


ィーラ幹部が「メーカーはディーラ


ーという存在をどう捉えているのか


聞きたい。Webがあれば，我々はも


う必要ないというのか」と怒りを隠


さない。Web直販はチャネル企業の


メーカー離れを加速しかねない。


そのため，既にWebを立ち上げて


いる日本アイ・ビー・エムや日立製


作所などは「あくまでも個人向けサ


ービスの一環」との位置付けを変え


ない。さらにNECや富士通のように


「当面は見送る」メーカーが多い（図


1）。皮肉にも，販売チャネルを整備


してきたメーカーほど，Web直販に


は消極的な姿勢を見せる結果になっ


ている。


これまで海外モデルに限定してい


た東芝も，国内モデルのWeb直販に


踏み切るものの「系列販社などから


の反発は非常に強い」（吉田安男PC


サービス・サポート事業推進室企画


Nikkei Watcher on IT Business 1999.1.2252


企業向けパソコン販売


Webによるパソコンの企業向け直販が本格化の兆しを見せる。


間接販売主体のメーカーも，一層のコスト削減に向けWeb対応は


避けられない。チャネルにはサービス主体の経営体質強化を迫る。


始動するPCメーカーのWeb直販
チャネルにサービス・シフト迫る


メーカー名� 概要�


推進型�


折衝型�


様子見型�


見送り型�


両社ともWeb経由の販売比率は
約2割。Web比率を高めるため，
様々なサービスを展開中�


Web直販の拡大に向け体制を整備
中。ただし既存の販売チャネルへ
の配慮から，共存作を模索してい
る�


個人向け販売のみWebで展開。価
格は市場価格に比べ若干高めに設
定。法人向けには時折，キャンペ
ーンを打つ程度�


間接販売を重視。ただし富士通は
海外市場向けにはWebで販売中。
日本HPはキャンペーン商品のみ
Webで販売�


デルコンピュータ�
日本ゲートウェイ2000


アップルコンピュータ�
コンパックコンピュータ�
東芝�
松下電器産業�


日本アイ・ビー・エム�
日立製作所�


NEC
日本ヒューレット・パッカード�
富士通�


図1●Web直販へ向けた主要メーカーの取り組み姿勢







担当参事）ことから，当面は個人や


SOHO（スモール・オフィス/ホーム・


オフィス）市場に限ってのスタートに


とどめる。


その点，チャネル政策とは縁の薄


いデルコンピュータや日本ゲートウ


ェイ2000といった直販メーカーは，


Web直販においても先を行っている。


両社とも既に，法人向け販売の2割


をWeb経由で売り上げているとい


う。例えばデルの企業ユーザー専用


ページである「プレミアページ」は，


米国で現在8500社が利用，日本で


も98年7月の開設以来130社が利用


している。企業ごとに専用のページ


が表示され，個別に設定された値引


率を適用した価格提示や，見積書発


行までが自動化されている（図2）。


店舗はもちろん，顧客訪問や見積


もりなどにかかる人手や時間を必要


としないWeb直販は「直販モデルの


究極の姿」（デルの平井孝志法人事


業本部マーケティング部長）と断言


する。「今後，売り上げの伸びのほ


とんどはWeb直販からになるはず」


（同）とみる。


チャネルとの共存を模索


しかし，デルやゲートウェイとい


えども，システム構築やサポートに


至るすべてを自社で賄っているわけ


ではない。いずれも，数社のソリュー


ション・プロバイダ（SP）と契約し，


サポート/サービス提供の一部は委託


している。また，特定のSPからのサ


ービス提供を指定する顧客の要望に


も応じている。


両社のSPとの共存モデルを念頭


に置くメーカー各社は，Webによる


直販と既存チャネルによる間接販売


の共存策を模索する（図3）。初期段


階と言えるのが価格面での配慮。


Web直販での価格を市場価格より若


干高めに設定したり，製品はチャネ


ル企業が納品する形にして売り上げ


をチャネル企業に立てたりする。


一方で，価格面の配慮はせず製品


や対象分野ですみ分ける動きもある。


松下は，Web直販の対象製品を店頭


販売していない企業向けデスクトッ


プ機に限定することで，チャネルと


の摩擦を避ける考え。またコンパッ


クは，Web直販のページで各種サー


ビスを提供できるSPを紹介し，ハー


ド/ソフト製品の販売は同社が直接


手掛けてもサービス提供はSPに任せ


る形の共存を進める。


98年にパソコン・メーカー各社は，


直販メーカーが持ち込んだBTO（受


注生産）やCTO（受注仕様生産）と


いった流通・生産体制の変革を余儀


なくされた。そのパソコン・メーカー


幹部が今度は「このまま間接販売中


心でやっていけるのかどうか正直分


からない。Web直販への布石を打た


ざるを得ない」と打ち明ける。Web


直販を含めたチャネル再編は避けら


れそうにない。 （丸尾　弘志）W


メーカーのチャネル戦略�
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図2●デルコンピュータの個別企業専用ホーム･ページ，プレミアページの提供するサービス


各企業ごとに個別の値引率
を設定したWeb販売や，発
注後の納期確認�


個別企業ごとに専用ホーム
･ページを開設し，サービ
スを提供する。各企業の
営業担当者が運営�


ユーザーと秘密保持契約を
結び，今後の製品出荷情報
を提供�


企業のシステム構成に合わ
せたサポート情報の提供や
ヘルプ・デスク向けサポー
ト情報の提供�


オンラインで見積書を発行�


企業の社員向けの割引サー
ビスなどのイベント�


デルのプレミアページ�


衝突�
既得権�
（顧客や価格決定権など）�
を守りたいディーラー�


チャネルとの共存策�


価格面での政策�


チャネルが納品する形をとり，チ
ャネルに対し売り上げを立てたり，
紹介手数料を支払う
市場価格より高目の料金を設定し
販売�


ハードのみ直販し，サービス/サ
ポートはチャネルにと役割を分担
する
Web上でチャネルを紹介し，顧客
の要望に応じて直販と間接販売を
使い分ける
チャネルとバッティングしない分
野に限定し，補完的に直販する�


対象範囲・分野での政策�


■�
�
�
■�


■�
�
�
■�
�
�
■�


新たなチャネルとし�
てWeb直販を拡大し�
たいメーカー�


図3●Web直販に取り組むメーカーはチャネルとの共存を探っている








売り上げが減り、利益が落ち込む。


ライバルに追い抜かれ、株価は暴落。


顧客からは製品への苦情が殺到し、社


員が次々に辞めていく。そして、自分


だけがポツンと取り残される――。


米デル会長のマイケル・デル（以下、


マイケル）は、夜ごと、こんな悪夢に


うなされているのかもしれない。


というのも、向かうところ敵なしだ


った直販による効率経営「デルモデル」


に限界説が浮上、急成長神話に終焉の


時が訪れたと指摘する声が次第に高ま


っているからだ。


「パソコンやサーバーでは成功を収


めることができた。しかし、世界は急


速に変わりつつある」


この8月、米テキサス州オースチン


近郊の本社で、本誌のインタビューに


応じたマイケルはこうつぶやいた。


創業以来最大の危機
2006年5～7月期決算では、売上高


140億ドルと、前年同期比で5％増に


とどまり、純利益（5億ドル）に至って


は同51％減という惨憺たる結果に終


わった。逆に、ライバルの米ヒューレ


ット・パッカード（HP）は15億ドルと、


4割の増益を果たした。


HPは出荷台数シェアでも首位デル


との差を縮め、射程圏内にとらえてい


る。僅差の場合、追う側と追われる側


では、後者の方がつらい。背後に急迫


するHPを振り払うために踏み切った


パソコンの値下げがデルの利益を削る


結果となった。


業績予想の下方修正が3四半期も続


いたことが、問題の根深さを物語って


いる。今のデルはたった3カ月先を正


確に見通せないのだ。過去の決算を巡


り、米証券当局から調査も入った。株


価は2000年につけた最高値58ドルか


ら20ドルを割りそうなところまで下


落。株式市場ではデルが下り坂を転が


り始めたと判断している。デルのある


元幹部は「1984年の創業以来、最大の


危機にある」と断言する。


2000年に IT（情報技術）バブルが弾


けた後も苦しかった。コンピューター


業界全体が勢いを失い、デルも減収減


益に陥った。


だが、あの時は先行きに一筋の光が


見えていた。無駄を徹底的にそぎ落と


したサプライチェーン・マネジメント


と直販方式がその真価を存分に発揮、


ライバルを引き離す圧倒的な強さを見


せつけたのだ。


ところが今回は、パソコン需要の拡


大で業界全体が活況に沸いているの


に、大ヒット商品が出ず、顧客対応へ


の満足度が落ちるなど波に乗れない。


デルにとっては初めての経験である。


悪いことは重なるものでもある。世


界で約410万台のノートパソコンに搭


載していたソニー製リチウムイオン電


池の発火問題が勃発し、全品のリコー


ル（回収・無償修理）を決断せざるを得


ない事態に陥ったのだ。費用の大半は


ソニー側が負担する模様だが、デル側


にとってもブランドイメージの悪化は


避けられそうにない。


悪夢のシミュレーション
いつかはこの日が来る。そのことを


マイケルは予感していた節がある。以


前はマスコミや市場関係者に対して決


して胸中を本音でさらけ出すようなこ


とはなかった。だが、盟友ケビン・ロ


リンズ（以下、ケビン）にCEO（最高経


営責任者）の肩書を譲り会長職に専念


することになった2004年頃から、公


の場で次のような言葉を口にするよう


になったのだ。


「私は怖い。何か悪いことが起こる


のではないか、失敗するのではないか。


毎日がそうした未来への不安との闘い


なんだ。だから、どんな悪いことが起


こり得るかについてよく考えるし、そ


れが今の私自身を突き動かす原動力に


なっている」


“Two  in  a  box”と呼ばれるケビン


との二人三脚経営を選択したのは、た


だ単にマイケル自身に足りないものを


補うためのサプリメントではなかった


し、ましてや経営者としての負荷を減
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パソコン世界一のデル、その急成長の勢いに陰りが見え始めた。
創業者のマイケル・デル会長は、転落への恐怖に突き動かされている。
今後20年も最前線に立つ覚悟で、効率経営「デルモデル」の進化に挑む。


成長神話の英雄に悪夢
マイケル・デル氏［米デル会長］


ひと劇場







らしてホッと一息つき、成功者の果実


をじっくり味わうためでもなかった。


マイケルが最も欲したもの、それは


「悪夢のシミュレーション」に費やす


ための時間を確保することである。


2004年5月に一橋大学大学院で学


生を前に行った来日講義で、マイケル


はこう語っている。


「私自身は楽観的であり、それでい


て悲観的でもある。少し変に聞こえる


かもしれないが、私は成功の見通しに


ついては楽観的である半面、怖がりで


もある。といって、臆病な悲観論者と


いうわけではなく、うまくいかない可


能性のあることを予期し、それを未然


に防ぐ方法を考えようとする」


恐らく、楽観と悲観の狭間で揺れ動


く心の振幅が抑えきれないほどまでに


大きくなったのは、ずっと前のことだ


ったのだろう。だが、急成長を宿命づ


けられた名経営者としてその一挙手一


投足、発する言葉の一つひとつに耳目


を集める立場にあって、悲観に振れる


自分自身の心を抑え続けてきた。


誰に何を問われても、デルモデルの


優位性と永続性を頑ななまでに強気に


語り続けた。一方で、米マイクロソフ


トのビル・ゲイツや米アップルコンピ


ュータのスティーブ・ジョブズら明る


くて華やかなイメージに満ちた米西海


岸の企業の経営トップは、ITによっ


て実現される夢のような社会像やビジ


ョンを次々にぶち上げた。


だが、マイケルは決してそれを真似


ようとはしなかった。彼はビジョンで


はなく、実直に今の現実を語り続けた


のだ。


デルと西海岸のシリコンバレー企業


とを一緒くたにした質問を記者がした


時のこと。マイケルがすかさず釘を刺


してきた。


「私たちはシリコンバレーではなく、


テキサスにいます。ですから、シリコ


ンバレーのことはあまり考えていませ


ん。シリコンバレーのパートナー企業


と取引をしていますが、デルはシリコ


ンバレー企業とは違います」


孤高の勝者。そんなデルの立ち位置


を示すエピソードである。


さて、そんなマイケルがなぜ「転落


への恐怖」を公の場で語るようになっ


たのか。その心中を推し量るに、それ


は絶対的な自信の表れであり、また、


過去の成功体験と決別する決意でもあ


る。マイケルの中で「第 2の創業」が


始まったのだ。


最初の仕事は、「Soul  of  Dell（デル


の魂）」と呼ぶ企業理念の制定と社員に


対する教育の徹底である。


理念抜きで走った20年
驚くべきことだが、世界中に約6万


5000人の社員を擁するグローバル企


業にもかかわらず、デルには明確な企


業理念というものがなかった。あった


のは、売り上げを増やし、コストを削


り、利益を上げるというゴールのみ。


それは絶え間ない成長を意味し、成長


はストックオプション（株式購入権）
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1965年2月23日米国テキサス州生まれ、41歳。
テキサス大学に在学中の84年、19歳の時にデル
コンピュータ（現デル）を創業。電話やインターネット
による注文生産によって直接パソコンを消費者に
販売する「デルモデル」で急成長。趣味はサイクリ
ングと自宅地下のジムで汗をかくこと。1男3女の
父。朝食と夕食は家族ととるように努めている。


マイケル・デル（Michael  Dell）氏


▲


経営者人生の後半戦に挑む（米テキサス州の本社で）







を含めた報酬を意味した。その先に顧


客満足が生まれる。それらを引っくる


めたドライでシンプルな考え方が、デ


ルモデルの究極の姿だった。


ところが、ITバブルの崩壊によっ


て成長にブレーキがかかり株価が下落


すると、ゴールを示すだけでは社員の


士気が一向に上がらなくなってしまっ


た。2001年3月に社長兼COO（最高


執行責任者）に就いたケビンは当時を


こう振り返る。


「マイケルや私から指示を下すだけ


では社員は動こうとしなかった。社員


の意識を変え、一人ひとりが明確な目


標と戦略を持ったリーダーでなければ


ならないのに、そのための人材育成が


明らかに後回しになっていた」


デルモデルを構成する歯車ではな


く、デルモデルを絶え間なく進化させ


る者の集団たれ。そういうメッセージ


を放つ必要があった。そのことに気づ


いたのは、マイケルの本能的な嗅覚と


直感によるところが大きい。ただし、


“シャイ”なマイケルにとって人前で夢


や理想、ビジョンを語るのは苦手。相


棒のケビンの出番である。


デルの魂に掲げられたのは、顧客満


足の追求、チームワークの重視、官僚


主義を廃したダイレクトな関係、世界


市場の中での責任、あらゆる点で勝利


を収める情熱という5項目。どこの企


業でもうたいそうな変哲のないものば


かりだが、デルにとっては


創業から 18年目にして初


めて体験する企業文化の転


換点であり、第2の創業の


始まりでもあった。2002


年のことである。そして、


翌2003年には社名をデル


コンピュータからデルに改


名した。


こうした布石があって、


デルモデルは進化の道を歩


む。液晶テレビやプリンタ


ーといった新たな製品分野に手を広げ


たのは1つのステップに過ぎない。


最近の業績面での足踏み状態をもっ


て、メディアや批評家たちは一斉に


「デルモデル神話の終焉」を論じ始め


ているが、マイケルはそうした批判に


対して動じる気配を全く見せない。少


なくとも表面上は。


デルモデルは死なず
「過去20年のデルコンピュータとこ


れから20年のデルは全く異なるもの


になりますよ」。そう言いながら、並


びの良い真っ白な歯を見せて笑う。


悪夢を回避できるのか、避けられな


い運命なのかは定かではない。だが、


収益と生産性だけを金科玉条のように


唱える旧来型デルモデルに固執してい


たとしたら、危機の渦にやすやすとの


み込まれていたかもしれない。


これからの20年、デルは何を目指


し、どこに向かおうとしているのか。


「BRICs（ブリックス＝ブラジル、


ロシア、インド、中国）と呼ばれるよう


な新興市場が台頭しつつある。インタ


ーネットが世界中に張り巡らされよう


としている。部品や部材のコストが急


激に下がっている。技術開発が進んで


コンピューターの性能はもっと上が


る。ライバルはデルの成功から学ぼう


とするでしょう。我々だって立ち止ま


っていませんよ。現在の強さを生かし
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1990年代の IT（情報技術）黄金期のスター経営者は、多くが現場を去ったが…







て、未来の成功事業を育てるにはどう


したらいいかを考えているんです」


今年5～7月期、ブラジルは前年同


期比で77％、メキシコは同75％とい


う高成長を遂げた。協力企業との新し


い関係作りや顧客との接し方の改善、


ショールームの開設、サービス事業の


立ち上げなど、市場の特性をにらみな


がら新たな挑戦を始めている。


「試さなければならないことはたく


さんある。失敗しても構わない、やっ


てみなければ何も変わらない。そんな


意気込みで取り組んでいます」


1年のうち5カ月近くは海外を飛び


回りながら、何よりも、マイケル自身


の意識が激しく変わり始めている。


60歳までは現役続ける
マイケルが大学時代に1000ドルの


資金をはたいて作ったベンチャーは、


2006年1月期実績で売上高6兆円超、


純利益4000億円超の超優良企業に成


長した。数々の賞を授与されて名経営


者としての栄誉をほしいままにした。


米フォーチュン誌の世界長者番付


2006年版によれば、保有資産は約171


億ドル（約2兆円）で、世界ランキング


9位につける。マウイ島のフォーシー


ズンズをはじめとするリゾートホテル


を買収するリゾート王の横顔もある。


米マイクロソフト会長のビル・ゲイ


ツは2008年7月をもって第一線から


退くことを宣言した。IT業界では


1980年代から90年代の黄金期を作り


上げたスター経営者たちが次々に現場


を去りつつある。マイケルは今後の身


の振り方や後継者へのバトンタッチに


ついてどう考えているのか。


「41歳ですから、幸運なことに時間


と機会が多く残っています。60歳に


なった時？　現役でいるでしょうね」


さらりと言ってのけるマイケルにと


っては、自分の経営者人生はようやく


折り返し地点にたどり着いたところの


ようだ。現在53歳のケビンは、マイ


ケルが60歳になる頃、70歳を超えて


いる。もう経営の第一線にはいないだ


ろう。ケビン、そして自分の後継者を


探し、育てること。マイケルにとって、


それが後半戦の大きな仕事になる。


本社の執務室は透明なガラスの壁と


ガラスの引き戸で仕切られ、それをは


さむ形でマイケルとケビンの机が向か


い合う。そこに記者は招き入れられた。


ケビンは不在で、マイケルの場所には


家族の写真が何枚も飾られている。壁


に掛けた 1枚の写真を見せながら、


「この男の子とこの女の子は双子なん


だ」と、これまでに見せたことのない


満面の笑みで教えてくれた。「息子は、


野球かバスケットボール、フットボー


ルをやるだろうな。楽しみだよ」。ど


こにでもいる子煩悩な父親の顔になっ


ている。


息子が跡を継ぎたいと言ったらどう


するかと尋ねてみると、「今、小学校


4年生だから、まずは4年生をきちん


と終えなさいって言うよ。そうしたら


5年生になれる。一歩ずつ進まないと


ね」と答えをはぐらかせた。だが、す


ぐに真顔になって「そんな心配は先の


ことですよ。それに、企業を王家のよう


に経営するのはあまり好ましいことじ


ゃないしね」とつけ加えた。


「とにかく、デルの製品が好きなん


だ。顧客が求める新製品を企画して、


作り上げ、届ける。そういう仕事をこ


れからも続けていきたい。戦略を練る


ことに費やす時間が多くなるだろう


が、20年後もこの気持ちが大きく変


わっているとは思わないな」


中学生時代、自宅と学校の間にあっ


たラジオシャック（家電製品のチェー


ン店）に自転車で通い詰めた技術オタ


ク。時代の転機に立ち向かおうとする


今、その顔に純粋な少年時代の面影が


重なったように見えた。


＝文中敬称略（編集委員　水野 博泰）
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―米本社ではカーリー・フィオリーナ


氏がCEO（最高経営責任者）を退任し、


偶然とはいえ日米でトップ交代が重なり


ました。


フィオリーナ氏は雲の上の存在でし


た。現場とは距離があった。後任のマ


ーク・ハード氏は実務志向の人で、就


任早々、拠点を精力的に回っているよ


うです。フィオリーナ時代には、アナ


リストや投資家が「社内の組織運営に


力を注ぐべきだ」と再三指摘していた


わけで、良い方向に変わるのは間違い


ないでしょう。


新CEOとは今月来日する際に、じ


っくりと話をすることにしていますが、


私も組織の強さを取り戻すことが最優


先の課題だと考えています。「HPウェ


イ」という文化、考え方を見つめ直す


タイミングだということです。


日本法人の人事は米国本社ではな


く、こちらのボードメンバー主導で決


めました。私は日本HPに入って34年


（写真：的野 弘路）


HP本来の信頼重視経営に回帰
2007年に国内ベンダー5位目指す
「信頼をベースにした強い組織をつくる」。樋口泰行氏のダイエー社長就任を受け、日本ヒュ
ーレット・パッカード（HP）の社長を引き継いだ小田晋吾氏は、創業以来の経営哲学である
“HPウェイ”への回帰を宣言する。その言葉には、合併を繰り返してきた社内組織における
信頼醸成と、パートナーとの関係強化という二つの意味が込められている。


小田晋吾氏
日本ヒューレット・パッカード 代表取締役社長


nterview
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になります。営業はもちろん、工場や


管理部門も担当しました。開発以外は


すべて経験しています。経営哲学とし


ての“HPウェイ”はよく分かっている


つもりです。


―HPウェイを具体的に説明していた


だくとどうなります？


一言で表現するなら、「性善説」です


ね。創業者の一人であるビル・ヒューレ


ットは、HPウェイを「人間は良い仕事、


創造的な仕事をやりたいと願っていて、


それにふさわしい環境を整えれば、誰


でもそうするものだという信念に基づ


く行動規範」と説明しています。つま


り、社員を信頼するということです。社


員に働きやすい環境を提供すれば、必


ず良い仕事をして結果を残すものです。


自由に意見交換ができ、社員の多様性


を認め合う組織が理想だと考えます。


四つの会社が混ざり合う


―しかし、この数年でコンパックコン


ピュータ、日本ディジタル イクイップ


メント（DEC）、タンデムコンピューター


ズを含めた四つの会社が一つになりまし


た。樋口前社長も組織の融合に腐心して


いましたね。


日本法人が8四半期連続で増収増益


を達成したという事実が、合併の成功


を証明しています。苦労がなかったわ


けではありませんが、結果として一つ


の会社として動くためのベースが出来


小田晋吾（おだ・しんご）
1967年慶大法卒。1970年東イリノイ州立大商卒、横河ヒューレット・パッ
カード（現日本ヒューレット・パッカード）入社。1992年コンピュータシス
テム事業本部ストラテジックパートナ営業本部長に就任。1997年取締役、
1999年常務。2002年コンパックコンピュータとの合併に伴い、取締役副
社長就任。2005年5月から現職。1944年11月生まれの60歳。


上がった。樋口前社長のビジョンは明


確だったし、同じベクトルの下に全社


員が一丸となって努力しました。経験


豊富な人材が混ざり合って相乗効果を


出す段階に入りました。これは日本HP


にとって大きな価値です。


もちろん、今まで以上に組織力を高


めていこうと考えています。今後の組


織力強化のキーワードは「スピード」


です。まず、社員一人ひとりの機動力


を上げることが重要です。加えて、個


人と組織をどう組み合わせて機動力を


高めるかが課題になります。例えば、


営業とSEを組み合わせて、状況に応


じて有機的に動かす仕組みが必要です。


組織を横断して、これまで蓄積してき


た社員個人の経験、知識を共有するた


めのシステムも取り入れます。


―強い組織をつくるには、人材の育成


が欠かせません。この2年間はコンパッ


クとの統合で、それどころではなかった


のではないですか。


正直に言って、統合で一番おろそか


になっていたのが人材育成です。コン


パックとの合併から1年間は、組織固


めを優先しました。主要顧客に訪問し


て統合後も安心していただくことに力


を注ぎました。


その反省を踏まえ、人材育成を強化


します。例えば、若い社員から次世代


のリーダー候補を選抜して育てます。


やり方はこれから考えますが、米国本


社に人材を派遣することは一つの有力


な方法だと思っています。


米国本社への派遣は非常に勉強にな


ります。これまでも人事や財務部門は


米国本社に人を送っていましたが、こ


れからは経営企画部門など、より経営


に密接した部署から派遣したいと思っ


ています。HPがどういう視点に基づ


いた上で、戦略を立てているのかを学







74 NIKKEI COMPUTER 2005.6.13


んでほしいですね。米国本社の人脈は


日本法人にとって大きなプラスになる


でしょう。


OEMの関係はさらに深く


―HPは日立製作所やNECにUNIXサ


ーバーをOEM（相手先ブランドによる製


造）供給し、緊密な関係を築きました。


ただ、最近は日立やNECもSIの強化と


ともに製品を全方位から調達する方向に


転換しています。


先日、NECはサン・マイクロシステ


ムズとの提携を発表しましたが、SIの


分野では両社は長い付き合いだったの


です。HPとNECの関係に大きな影響


はありません。実は、OEMパートナ


ーとの関係づくりは私の仕事でした。


状況はすべて分かっています。むしろ、


OEMパートナーとの関係は今後さら


に深まるでしょう。


―サーバーのOEMは独自のRISCプ


ロセサとUNIXによる製品の競争力が支


えていました。インテル製プロセサと


Windows、Linuxのプラットフォーム


に移ったら、関係が切れるのではないで


すか。


OEMはIPF（Itaniumプロセサ・フ


ァミリ）製品に拡大していきます。日


立のIAサーバー「BladeSymphony」


で当社のUNIXである「HP-UX」をサ


ポートするのも、その一環です。IAサ


ーバーでWindows、Linux、UNIXが


動く「3OS」という製品のコンセプト


はOEM供給先も付加価値として認め


てくれています。


―日本HPが直販を強化したことによ


って、パートナーと営業の第一線で競合


し、利害関係が微妙に変わったという話


も聞きます。


私は、直販とSIパートナー経由の販


売、PCのネット直販の三つが成長に


つながるパイプラインだと考えていま


す。ユーザーとの接点を持たなければ、


本当のソリューションは生み出せませ


ん。直販に強いタンデムの営業部隊と、


競争力のある日本DECのサービス部


門が一緒になったわけですから、経営


資源を生かすという意味でも、直販の


拡大は必要です。


パートナーとの関係にメリハリ


逆に、箱売りを確保するために、


OEMパートナーに遠慮して直販をた


めらったら、統合によって得た大きな


カスタマ・ベースを失う結果になりか


ねない。営業の現場で多少の摩擦はあ


るでしょうが、顧客に最適なソリュー


ションを届けるためにどうすればいい


のか、相手を信じて知恵を出し合えば


いいのです。


SIパートナーとの関係も同じです。


これまでは、つかず離れず、案件ベー


スのお付き合いという関係でしたが、


継続的な太いパイプに育てたい。そこ


で、相手のエンジニアをトレーニング


したり、製品や技術の情報を優先的に


提供したりする仕組みをつくります。


「HPは仕事がしやすいパートナーだ」


と言われるようになりたいのです。


OEMパートナーにしろ、SIパート


ナーにしろ、信頼に基づく強い関係を


築くにはメリハリが大事です。日本HP


は通信や製造、流通、金融では実績を


積んでいますが、銀行の勘定系システ


ムを直販でやれるかといえば正直、ま


だ無理です。そんな投資はできません。


NECや日立と組んで、ライバルに対


抗します。官公庁の市場では、経験が


豊富なNTTデータに協力してもらう


必要があるでしょう。


―話は変わりますが、日本法人の売り


上げ構成は、大企業向けシステムが7割


中
堅
・
中
小
企
業
の
市
場
は
手
薄
だ
っ
た


カ
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タ
マ
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を占めます。ワールド・ワイドの構成と


は異なりますが、新CEOの舵取りにつ


いていけますか。


確かに、海外ではプリンタが3割、


中堅・中小向け販売が3割を占めてお


り、大企業向けは4割程度です。ただ、


日本の事業モデルをワールド・ワイド


に合わせる必要はないと考えています。


このやり方で収益を上げてきているの


ですから。


直販で取っている大企業のシステム


は国内市場全体でみれば、大きな伸び


が見込めないかもしれません。


しかし、顧客ごとにIT投資に


占めるシェアを上げればいい


のです。日本HPの大企業に


おけるインターナル・シェア


は、まだまだ十分だとは思っ


ていません。提案の魅力とサ


ポート力を高めれば、他社製


品から乗り換えてもらうこと


ができると思います。


―顧客からより多くのIT投


資を引っ張ろうとすると、究極


的にはIBMのように業務のアウ


トソーシング事業に行き着くの


ではないですか。


ITアウトソーシングや、業


務の受託といったサービスは、


事業化を検討してはいますが、


5～10年先の課題として見て


います。


むしろ、成長のチャンスは


中堅・中小企業の市場にある


のかもしれません。実は、日


本HPだけでなく、日本DECもコンパ


ックも、この市場ではワークステーシ


ョンなどでかなりの顧客を持っていま


す。ところが、ここしばらくは大企業


向けのシステムを重点的に攻めていた


ので、手薄になっていました。従業員


数で500～1000人規模の顧客企業のマ


ーケットに、もう一度しっかりと投資


をして、カスタマ・ベースを掘り起こ


します。1件当たりの売り上げこそ大


きくありませんが、すそ野は広いです


からね。受注額が1000万円、2000万


円といった中規模案件の積み重ねが利


益を生むのです。


eコマースは粗利が大きい


―中堅・中小企業のIT投資を取り込む


には、市場に合ったチャネルが必要にな


ります。


伊藤忠テクノサイエンスやTIS、電


通国際情報サービスなどがパートナー


として重要な役割を果たしてくれるで


しょう。


Webサイトによる直販も強化したい


と考えています。なんといってもeコ


マースは粗利が大きい。現在はパソコ


ンの販売がメインですが、ローエンド


のサーバー、プリンタ、ストレージ、サ


ービス商品もこのチャネルに乗せます。


米国本社のようにiPodや液晶テレビの


販売はまだですがね。


Webサイトは徐々に強化していま


す。5月には中堅・中小企業向けの


Webサイトを拡充しました。これ以外


にも、コンタクト・センターの強化は


必須ですね。eコマースだからといっ


て、待っているだけではダメです。電


話を中心とした営業活動も今後、進め


ていきます。


直販、SIパートナー、ネット直販の


三つのパイプラインが我々の思惑通り


に機能すれば、国内の4大ベンダーの


背中が見えてくるでしょう。今は7、8


位といったところですが、2007年には


コンピュータ事業の売上高で富士通、


日立、NEC、日本IBMに次ぐ国内5


位を目指します。


聞き手＝今井 俊之（本誌副編集長）








世界のパソコン市場で、米デルコン


ピュータの独り勝ちの構図が鮮明にな


っている。2001年はパソコンの成長


神話が崩壊し、市場はマイナス成長に


転じた。主要メーカーの販売台数は旧


コンパック・コンピューターが16％


減、IBMが11％減と軒並み落ち込ん


だが、デルは15％増と躍進。初めて


通年ベースで世界首位に立った。


2002年1月期決算は減収減益とはい


え、17億8000万ドル（約2225億円）


の純利益を稼ぎ出した。


「まるで市場シェア獲得マシンのよ


うだ」。ハイテク業界に詳しい米投資


銀行、サウンドビュー・テクノロジー


グループのアナリスト、マーク・スペ


ッカー氏はデルの動きをこう評する。


割安な価格を前面に打ち出し、他社製


品を買うはずの顧客まで奪い取ろうと


するデルの姿勢は、最近とみに顕著に


なってきた。


他社を尻目に価格据え置き
米国は言うに及ばず、日本でも今年


4月、NECや富士通、東芝など大手


メーカーが部品価格の上昇を理由にパ


ソコン価格を10～20％一斉に引き上


げたのに対し、デルは顧客が大容量メ


44 NiKKei Business 2002年6月10日号


学生寮での創業から17年後の2001年、パソコン市場の頂点に立った。
縮む市場で独走する強さは、妥協なき「カイゼン運動」から生まれる。
米本社と日本法人の実例から「デルモデル」の進化の実態を探ってみた。


縮む市場で独り勝ち
デルコンピュータ


2001年、念願の世界一に IT不況でも利益を確保 低価格攻勢でシェアを拡大
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モリーの搭載を希望した場合のみ2～


7％程度の割増価格を請求するにとど


め、本体価格は据え置いた。


デルの強さの源泉は「デル・ダイレ


クト・モデル」、つまり直接顧客から


注文を受け、製品を作り、届けるとい


う直販体制にある、と説明されること


が多い。ただ、単なる直販という事業


形態なら、真似するのは容易だ。


実際、同業他社はここ数年、取引先


から効率よく部品を調達するサプライ


チェーン・マネジメント（SCM）や


受注生産（BTO＝ビルド・トゥ・オ


ーダー）の導入に力を入れてきた。そ


れでも売上高成長率と利益率の両面


で、デルの優位性は高まる一方だ。


デルの本当の強みは、直販という形


態よりも、それを常に進化させようと


する「カイゼンの遺伝子」を全身に埋


め込んだ組織と言えそうだ。それを裏


づける格好のモデルが身近なところに


ある。日本法人のデルコンピュータ


（川崎市）だ。


2001年に国内パソコン市場が 5％


縮小する中で実に39.5％も出荷台数


を伸ばした日本を、米本社のケビン・


ロリンズ社長兼最高執行責任者


（COO）は「ドイツと並ぶ、海


外市場最大の成功例」と評価す


る。米本社の戦略と、そこに日


本法人がどのような工夫をつけ


加えたかを中心に、デルモデル


の進化の現場を検証する。


「最初の見積もりでデルの価


格は国内大手メーカーの半分。


国内勢の値引き後も、30％の


価格差があった」と出光興産製


造部システム技術センターの豊


岡義行所長は証言する。


今月、全国の精油所と本社を


結び、需要予測から生産・出荷計


画までを一元管理する新情報シ


ステムを本格稼働させたが、そ


れを動かすサーバー、ストレー


ジ（外部記憶装置）、パソコン計240


台はすべてデル製。出光興産のコンピ


ューターは国内メーカー1社がほぼ独


占してきたが、新システムの入札では


デルの低価格が慣例を覆した。


10億ドル削減可能にするBPI
デルの最大の武器である価格競争力


を支えるのは、売上高販売管理費率が


同業他社の2分の1といった事実に代


表される圧倒的な低コスト構造だ


（48ページの囲み記事参照）。ロリン


ズCOOは「2002年度中に合計で10


億ドル（約1250億円）以上のコスト


削減が可能」と語るが、それを可能に


するのは「BPI（ビジネス・プロセ


ス・インプルーブメント）」と呼ばれ


る、1999年から本格化した全社的品


質管理（TQM）である。


「18カ月前に 300万平方フィート


（約28万m2）だったデルの工場の総


面積は、今では半分以下。それでも生


産能力は逆に3割高まった」。米本社


の製造担当、ロゼンド・パラ上級副社


長は誇らしげに語る。同期間にテキサ


ス州オースティンの主力工場では、1


人1時間当たり350台だった生産台数


を2倍に増やすことに成功した。


「技術開発に力を入れないデルは、


メーカーというよりマーケティング会


社」。同業他社からそう揶揄されるこ


とも多いデルだが、実際には全製品の


最終組み立てを自社で手がける数少な


いメーカーの1つだ。


あらゆる部品が標準化されているパ


ソコンの組み立ては、付加価値が低い


と考えられており、同業他社の多くは


組み立てをEMS（電子機器の製造受


託サービス）など外部に委託している。


一方、デルは電子部品を実装したプリ


ント基板の製造はEMSに委託する


が、最終組み立てだけは手放さない。


「EMSより自分たちの方がはるかに効


率的」（パラ上級副社長）という自信


があるためだ。


工場でのBPIの内容は、組み立て


るのに必要なネジの本数を減らした


り、組み立て工程とその次の作業現場


との距離を近づけたり、といった地道


な改善活動の積み重ねだ。パラ上級副


社長は優れた生産方式を学ぶため、世


界を飛び回っている。3月下旬には米


ケンタッキー州にあるトヨタ自


動車の工場を見学。同業者だけ


を見ていては思いつかない改善


のアイデアを見つけ、すぐさま


取り入れたという。


世界中のベストプラクティス


（最も優れた取り組み）を参考


に作り上げた生産ラインは、手


作業と自動化された工程が混在


し、省スペース化のために従業


員の頭上にベルトコンベヤーを


走らせるなど、独特の雰囲気を


醸し出している。ロリンズCOO


は「製造プロセスに関する特許


も、かなり取得している」と胸


を張る。


中国とマレーシアで生産した


製品を販売する日本法人には、製品の最終組み立てでは“自前主義”にこだわる（米テキサス州の工場）







大幅なコスト削減効果を生み出しやす


い部品調達部門や製造部門がない。そ


れでも2001年度は13件のBPIプロジ


ェクトを実施し、合計で約 2億 5000


万円相当のコスト削減を達成した。


電話からネットへ顧客を誘導
成果を上げたプロジェクトの一例


が、顧客からの問い合わせに対する回


答時間を短縮する「eメールプロジェ


クト」。「返信が遅いと、顧客は電話で


も問い合わせをしてくる。顧客のスト


レスは高まるし、当社にもメール返信


と電話応答の二重のコストがかかる」。


柞山
ほうさやま


啓一経営品質本部長はプロジェク


トの背景をこう説明する。


過去のデータから、メール送信後


48時間を経過すると電話をかけてく


る人の割合が一気に高まることを突き


止め、24時間以内に返信すれば電話


の本数が大幅に減ると判断。複数段階


あった返信メールの承認プロセスを簡


素化したり、返信文例のデータベース


を充実させたりすることで、メール担


当者1人が1日に返信できるメール数


を35％増やした。人件費と電話代で


年間約2000万円のコストダウンにつ


ながったという。


日本法人ではeメールプロジェクト


のほか、コストの高い電話サポートか


ら、電子メールを含むネットサポート


へ顧客を誘導する施策を数多く実施。


ネットでの問い合


わせの比率は1年


前の 30～ 40％か


ら、直近では70％


にまで高まってい


る。2001年度には


販売台数が前年度


より約4割伸びた


が、コールセンタ


ーにかかってくる


電話の本数はほぼ


前年並みにとどま


り、人員も増やさなかった。


サポートだけでなく販売活動でも、


電話からネットに顧客を誘導するため


の施策を次々と講じてきた。2000年


秋には世界に先駆けて、オンラインで


購買した顧客のみを対象とする値引き


キャンペーンを始めた。


また、電話で問い合わせをしてきた


顧客がその後、ネットで注文をした場


合、最初に電話を受けたオペレーター


の営業成績に加算されるように評価制


度を変更。迷っている顧客に、オペレ


ーターが「詳しい情報が見られるので、


ウェブにも行ってみてください」と促


すようにした。


「無理に囲い込もうとせず、お客様


の自由にさせた方が買ってもらえる」


（水嶋玲以仁デル・ホーム・システム


ズ事業部長）との読みは見事に的中。


個人客のうちネットで注


文する人の割合は、米本


国でも 50％、欧州では


30％にとどまるのに対


し、日本は 80％弱と群


を抜いて高い。


デルは昨秋、BPIの成


果を世界中で共有するた


めの新システムを稼働さ


せた。各国の法人が立ち


上げたプロジェクトは通


し番号をつけてウェブ上


に登録され、進捗状況や


成果がリアルタイムで検索できる。5


月中旬に日本法人が登録した、アフタ


ーサービスのコスト削減プロジェクト


は「3448番」。世界中の社員が3448


番の進展ぶりを注視することになる。


データ収集は“マニアック”に
問題の所在を特定したり、改善策の


成果を確かめるなど、BPIを実のある


活動にするうえで欠かせないのが、裏


づけとなるデータ。実際、データ集め


に対するデルの執拗さは、マニアック


と呼べるほどだ。日本法人の浜田宏社


長は「デルほど、あるゆる数字を記録


している会社はない」と言い切る。


浜田社長は毎日、営業関連を中心に


何百項目もの数値を確認するが、その


中には社内ネットで放映されたマイケ


ル・デル会長兼最高経営責任者（CEO）


のスピーチを、日本法人の各部署で


何％の人が視聴したかといった数値も


含まれている。「スピーチの視聴率を


確認すれば、その部署の士気の高さや


リーダーの統率力が手に取るように分


かる」（浜田社長）からだ。


日本法人の顧客サポート部門では、


個々のオペレーターが1日に取る電話


の本数はもちろん、1件の平均通話時


間、一定時間内に問題を解決できた割


合などを日々管理する。また、顧客の


元へ出張修理に出かける際に、電話を
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受けたオペレーターが故障個所を正確


に特定していたかどうかも調べる。


「故障個所が分からず、余分な部品を


持っていくことになれば、部品の在庫


も増えていく」（カスタマーサービス


本部の山花あおいカスタマーサポート


部長）ためだ。


また物流部門では昨年5月、注文番


号を入力すると、一つひとつの製品が


どこにあるかが把握


できるシステムを稼


働させた。中国アモ


イの工場を出てか


ら、中国と日本の税


関を通過し、日本の


物流センターに入る


までを 18のチェッ


クポイントに分け、


各ポイントを通過し


た時点で担当者が情


報を更新する。「デ


ルでは問題発生時に


『何とかなっていま


す』といった曖昧な


言い訳は通用しな


い」（浜田社長）。


BPIが人間の体の


一つひとつの筋肉を鍛え上げるような


作業だとすれば、ここ数年のデルは、


骨格そのものを作り変えるような変革


も進めてきた。


直販という新しいマーケティング戦


略で躍進した同社だが、ごく最近まで


その方式は“原始的”なものだった。


「1996年には『大企業など継続的に取


引のある顧客』と『個人など取引が1


回ごとに完結する顧客』の2区分しか


なかった。それが今では、大分類だけ


で 10前後の顧客セグメントがある」


とロリンズCOOは語る。


米国市場では 2001年第 4四半期、


弱いと見られていた個人向けパソコン


市場で初めて首位に立った。それを可


能にしたのはターゲットを絞った、き


め細かなマーケティングだ。例えば個


人向けには毎月数百万通のダイレクト


メール（DM）を送っているが、その


内容はパソコン上級者から初級者ま


で、7通りの文面を用意している。


こうした変化の背景にあるのは、パ


ソコン市場でのシェアが高まった結


果、販売効率の高い大企業に特化し、


個人や中小企業は高性能製品を使いこ


なす上級者層しか相手にしない、とい


った従来型の戦略では成長力におのず


と限界が生じるという危機感だ。


売り方もカスタマイズする
あらゆる需要家層に食い込むため、


「顧客を細かくセグメントし、それぞ


れのニーズに合わせて製品だけでな


く、売り方までもカスタマイズしよう


としているのが今のデルだ」と浜田社


長は説明する。


例えば昨年2月に、教育・医療機関


と官公庁専門の「パブリック営業部」


を立ち上げた際には、顧客がどのよう


なプロセスで、何を重視して購買を決


めるかに基づいて、いくつかのカテゴ


リーに分類した。例えば営業マンの訪


問頻度などではなく、製品の性能を重


視する大学の研究室や公的な研究機関


は優先度の高いカテゴリーだ。その中


でも、新しいメーカーの採用に慎重な


顧客には「お試し価格」を提示したり、


営業マンの訪問を嫌がる顧客にはDM


を送るなど、顧客の特性に応じて攻め


方を細かく変えていく。


デルには電話とインターネットだけ


で販売しているとい


うイメージがある


が、それは正確では


ない。確かに、個人


や中小企業向けは電


話とネットのみだ


が、大口顧客は担当


者が定期的に訪問し


て営業活動をする。


「それが信頼関係を


ベースに取引をする


大口顧客の求める売


り方だから」（大西


基文エンタープライ


ズ営業本部長）だ。


営業体制も独特


だ。1つの企業は、


外回り専門の「外勤


営業」と、社内に常駐する「内勤営業」


の2人がチームを組んで担当する。客


先訪問や見積もりの作成は外勤、発注


作業やトラブル対応は内勤といった具


合に、両者の役割分担は明確だ。


「お客様にとって、常に連絡が取れ


る内勤営業がいる意味は大きい。デル


にとっても分業体制は効率的だ」。こ


う語る外勤営業の1人、矢野勝也エン


タープライズ営業本部関西リージョン


マネージャーのオフィスは大阪府高槻


市内の自宅の一室。週1回出社する川


崎の本社には、矢野氏の机はない。関


西に営業拠点はなく、約10人の部下


との連絡はほとんど電話かメールだ。


「自分のペースで働けるし、イント


ラネットなど必要な情報を入手するイ


マイケル・デル会長の右腕、ケビン・ロリンズCOO “海外市場の優等生”日本法人の浜田宏社長







ンフラは充実しており、不便さは感じ


ない」。朝型の矢野氏は、毎日午前4


時に起床。7時までに数十本の電子メ


ールを顧客やパートナーを組む内勤営


業に送る。部下の営業日報に目を通し、


目標値の達成度合いも確認する。8時


には営業活動を始め、1日に3～5社、


1社当たり 5つぐらいの部署を訪問。


午後5時には最後の商談を終える、と


いうのが典型的な1日だ。


矢野氏の担当は大手電機メーカーや


通信会社など約10社。全社でわずか


20人しかいない外勤営業が、約 300


社をカバーするため、どんな若手でも


複数の会社を担当しなければならな


い。「上司の顔見世訪問は一切しない」


（矢野氏）など、国内メーカーの営業


スタイルとはかけ離れている。


交際費も2000年秋に全廃した。そ


れでも2001年第4四半期には、低価


格のサーバーで富士通に次ぐ2位に食


い込んだ。また、サーバー、ストレー


ジなど企業向け製品が売上高に占める


割合は、全世界のデルで日本が最も高


い。陣容で圧倒的に勝る国内メーカー


と、互角以上に戦っていると言える。


もう一段の体質変革を
妥協なき自己改革で、コンピュータ


ー業界屈指の成長力と収益力を維持し


てきたデル。ただ、ストレージ大手の


米EMCと組んで高性能ストレージの


販売に乗り出すなど、パソコンと比べ


て利益率の高い製品群でのシェア拡大


を目指す最近の戦略については、「顧


客が重視するサポート力が弱いので、


成功するかどうかは未知数」（ハイテ


ク業界アナリスト）との指摘が少なく


ない。日本の顧客の間にも「信頼性重


視のシステムとなると、デルを買うの


は躊躇する」という声が根強い。


「現在は約35％の海外市場の売上


高構成比が、3～5年後には50％まで


高まる」（ロリンズCOO）と見られる


ほか、パソコン本体だけでなくソフト


ウエアなど関連製品も含めた個人向け


製品は成長の余地が大きい。つまり、


海外と個人を伸ばすことで、今後数年


間、デルが成長力を維持できる可能性


は高い。その間に、企業の業務システ


ムに食い込むために欠かせないもう一


段の体質変革ができるかどうか。それ


が同社の課題と言えそうだ。


（立木 奈美、山崎 良兵＝ニューヨーク支局）
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異常値としか思えない――。デルの


財務指標を見ると、世界の優良企業も


驚くような数字が並んでいる。


例えば2002年2～4月期の現金を回
収するまでの日数（売掛金を回収する


のにかかる日数と在庫を保有する日数


の合計から、買掛金の支払いまでの日


数を引いた数字）は実に「マイナス


38.7日」。いかに常識はずれの数字か
は、ちょっと考えればすぐ分かる。


一般的なメーカーでは部品や材料を


購入してから製品を生産する。その後、


小売店や販売代理店などを経由して顧


客の手に渡り、支払いがあってからよ


うやく代金を回収できる。従って通常


の企業では現金を回収するまでにかか


る日数はプラスになる。


しかし、デルの場合、顧客から直接


注文と支払いを受けてから必要な分の


部品を発注し、製品を組み立てて出荷


する。つまり先に現金を手にしてから


支払いをする。6年前には他社同様プ
ラス40日だったが、4年前にマイナス


8日になり、1年前にはマイナス24日
に達し、さらにそこから改善された。


製品の価格競争力を大きく左右する


在庫は、わずか 3.8日分にすぎない。
ヒューレット・パッカード（HP）、旧
コンパックと比べると、それぞれ 10
分の1と5分の1の水準である。電子
部品の価格は平均すると1週間ごとに
0.5％下落すると言われている。部品
を安く入手できれば、競合相手より安


値で販売しても利益を出しやすい。


また、デルは営業費用を極めて低く


抑えており、売上高に占める割合は、


2001年11月～2002年1月期までの約
2年間で2％下がり10％を切った。ほ
ぼ同時期にコンパックは18％、HPは
20％。その差は歴然としている。
自由に使える現預金は、2002年 2


～4月期で81億9400万ドル（約1兆
243億円）に達した。もちろんこの資
金は自社株買いの原資にもなる。過去


5年間にデルは、合計100億ドル（約
1兆2500億円）を自社株買いに使い5


億株を消却した。しかし、最近は優れ


た財務体質を生かして、価格競争を仕


掛けるようになった。


「厳しい時に法人顧客を獲得してお


けば、好況になった時に注文が増える


からだ」。ロリンズCOOは低価格で
攻める理由を説明する。市場が沈むな


ら、ライバルのシェアを奪って成長を


持続する。デルの攻撃的な戦略は、他


社が真似ようとしてもかなわない、財


務力に支えられている。


攻撃的戦略支える比類なき財務力
在庫の日数�


2000年�
第1四半期�


�
�


2001年�
第1四半期�


�
�


75


50


25


0


日�


出所 ： 各社の財務情報とデルの分析�


デル�
�


旧コンパック・�
コンピューター�
�


IBM


ヒューレット・�
パッカード  �
�


在庫はさらに低水準に








164 日経パソコン　1999.11.1


AV（音響・映像）メーカー、ソニ


ーのパソコン事業がここまで急成長す


るとは誰が予想できただろう。


同社が80年代のMSXパソコン事業


撤退などを経て、「VAIO」ブランドを


掲げて家庭向けパソコン市場に再参入


したのは97年7月のこと。それからわ


ずか2年強の間に、家庭向けパソコン


市場でトップブランドの仲間入りを果


たした。


ハイテク調査会社のマルチメディア


総合研究所の調べでは、国内3大電気


街（東京・秋葉原、大阪・日本橋、名


古屋・大須）におけるソニーの販売シ


ェアは、98年度第1四半期（98年4～


6月）は9.9％で第5位だったが、99年


度1四半期（99年4～6月）は15.7％で


富士通、日本アイ・ビー・エム、アッ


プルコンピュータを抜き第2位に浮上


した。ソニーによれば、海外向けも含


めた97年度の出荷台数は約10万台だっ


たが、98年度は同90万台、そして99


年度は140万～150万台と2年前の約


15倍に成長する見込みだ。


VAIOがユーザーの強い支持を得た


のは、NEC、富士通など従来型のコン


ピューターメーカーのパソコンにはな


かった独創性を打ち出したからだ。ま


ずは「デザイン」。例えば97年11月発


売のB5ファイルサイズノート「PCG-


505」は、最薄部で23.9mmという薄


さと独特な紫色のきょう体が洗練され


たイメージを演出し、一躍ヒット商品


ソニーのパソコン「VAIO（バイオ）シリー


ズ」が登場してから約2年。それまでの家庭向


けパソコンにはなかった数々の新機軸を打ち出


し、見る間に家庭向けパソコンのトップブラン


ドの1つへと成長した。


おりしもインターネットによる音楽配信時代


を迎え、AV（音響・映像）機能に強みを発揮


するVAIOへの注目度はいやでも高まる。ネッ


ト時代のコンテンツプラットフォームを目指す


VAIOを核に、多彩な攻めを見せるソニーのデ


ジタル化戦略とライバルたちの動きを探った。


（内田泰、西村裕）


VAIOシリーズの出荷台数（海外向けも含む）推移。ソニーの公表値


特 集 2
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となった。それ以前の家庭向けパソコ


ンの多くは、企業向けと同様いかにも


「事務機器」然としたものが多く、「デ


ザインが設計上の重要な要素」とメー


カー各社が口を揃えるようになったの


は505の登場以降だ。


VAIO（Video Audio Integrated


Operation）の名前の由来にもなって


いる、「AVとの融合」も大きなポイン


ト。DV方式のデジタルビデオカメラ


と接続して動画編集をしたり、MDコ


ンポとつないで音楽編集をするなど、


家庭向けパソコンとして具体的な用途


を提案したのはソニーが初めてだ。


こうした「デザイン」や「AVとの


融合」という新しい波は、それまで


CPUやハードディスクなどのスペック


が最も重視されていたパソコンに対す


るユーザーの見方を大きく変えた。本


誌編集部がホームページ上で実施した


「VAIOシリーズに関するアンケート」


結果（詳細は176ページ）を見ても、


VAIOに関心がある理由として「デザ


インが好きだから」と「AV関連など


ソニーならではの機能が充実してい


る」の2つが突出していた。


今、個人ユーザーから最も熱い視線


を浴びているVAIOとはどのようなパ


ソコンなのか。そして、ソニーが


「PlayStation 2」「メモリースティック


ウォークマン」など次々と戦略商品を


投入するなか、どう進化していくのか。


VAIOの現在と未来を展望した。


3大電気街における99年度第1四半期のメーカー別シェア
（出典：マルチメディア総合研究所）


ユーザーがVAIOに関心を持つ理由。本誌アンケート調査の結果から（複数回答可）







VAIOの製品構成は7つのシリーズ


に大別される。デスクトップ型が「R」


「MX」「L」の3シリーズ、ノート型が


「XR」「F」「505」「C1」の4シリーズ


だ。従来の大手パソコンメーカーがも


っぱら「エントリー」「標準機」「ハイ


エンド」といった構成で製品ラインを


組んできたのに対し、ソニーはVAIO


のラインアップを利用目的に応じて構


成している。


7シリーズもあると一見しただけで


は特徴をつかみにくいが、それぞれの


得意分野ははっきりしている。例えば


Rシリーズは、テレビ番組の録画やデ


ジタルビデオ編集といった、動画に強


いパソコン。MDドライブ内蔵のMX


シリーズは、徹底していい音にこだわ


っている。CCDカメラを搭載してビデ


オメールを楽しめるC1シリーズは、ど


こにいてもネットワークの楽しさを実


感できるノートだ。


各シリーズの個性を、エンターテイ


ンメント、クリエーション、コミュニ


ケーションの3つのコンセプトで位置


付けてみたのが下の図である。3つの


コンセプトは相反するものではなく、


中心からその方向へズレている分だけ


個性が強いという意味だ。


陰の主役は独自ソフト


VAIOを語るうえで、ハードととも


に重要なのが数々の独自ソフト群だ。


例えばRシリーズは、TVチューナー、


リアルタイムに映像を圧縮するエンコ


ーダー、映像データを記録するための


大容量ハードディスクを搭載している


が、こうしたハードだけではユーザー


は快適に使えない。そのためにソニー


は「Giga Pocket」という専用のソフ


トを開発し、テレビ番組を見て録る、


といった作業を簡単にしている。


C1シリーズのお家芸であるビデオメ


ールも、内蔵のCCDカメラだけで実現


できるものではない。付属のソフト


「Smart Capture」によって映像の取


り込みとメールへの添付を素早く処理


することができて初めて、誰でもが使


える。こうした独自ソフトの存在が、


VAIOの個性を下支えしているのだ。


加えて、さまざまな機器とのネット


ワーク機能も見逃せない。VAIOが普


通のパソコンと違うのは、プリンター


などのパソコン用周辺機器にとどまら


ず、ソニーが提供する各種AV機器や
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「オープンでクローズ」なVAIOワールド
独自ソフトやAV機器との連携で個性を演出


R
テレビを録画できる
ハイエンド機


MDドライブ内蔵の
AVパソコン


簡単操作の家庭向け
デスクトップ


使いやすさと携帯性
を兼ね備えたノート


ビデオ編集もこなす
高機能ノート


CCDカメラ内蔵のモバイルノート


シリーズ


MXシリーズ


Lシリーズ


Fシリーズ


XRシリーズ


505シリーズ


C1シリーズ


En t e r t a i nmen t


C r ea t i on


Commun i ca t i on


エンターテインメント


クリエーション
コミュニケーション


ビジネスでも使える
標準ノート


●VAIOシリーズのラインアップと各モデルの特徴







家電製品と接続できる点。その手段


が、機器間をオンラインで結ぶ「i.LINK


（IEEE1394）」と、オフラインで結ぶ


「メモリースティック」のコンビだ。


「オン」と「オフ」のネットワーク


i.LINKは大容量のデータを高速転送


できるのが特徴。デジタルビデオの映


像の取り込み、2台のVAIO間でのデ


ータ転送などに利用できる。将来的に


は、CATVチューナーやPlayStation 2


などとの連携も視野に含まれており、


家庭での高速データ通信を担う有力な


インフラになると目される。


メモリースティックは、デジタルカ


メラの静止画をはじめ数MB～数十


MB程度のデータを、気軽に持ち運ん


で機器間を移動できる記憶媒体だ。12


月にはメモリースティックウォークマ


ン用として、著作権を保護する機構


「MagicGate」を組み込んだ製品を発売


予定で、音楽などのデジタルコンテン


ツを流通させる道具にもなる。VAIO


にメモリースティックウォークマンと


連携させるための仕組みが組み込まれ


る日もそう遠くはないだろう。


VAIO事業を統括するパーソナルIT


ネットワークカンパニーのプレジデン


トを務める安藤国威ソニー専務は、


「オープンなプラットフォームにクロ


ーズな世界を作る」という表現で、


VAIOが目指す方向性を語る。PCと


Windowsという世界標準仕様に独自


のハードとソフトを組み込み、オンと


オフのネットワークを張り巡らせた世


界――それが「VAIOワールド」だ。
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VAIOが描く特集 2 デジタル戦略


DVgate motion Ver.1.4 クリエーション デジタルビデオ（DV）の編集


DVgate still Ver.1.2 クリエーション DV映像から静止画を取り込む


Giga Pocket エンターテインメント テレビ番組の録画と編集


Navin' You Ver.3.5 コミュニケーション 地図情報の検索と編集


PictureGear Ver.4.0 クリエーション 静止画や動画のファイル管理


PostPet Ver.2.0jp＊ コミュニケーション 愛玩電子メールの送受信


Smart Capture Ver.2.2 コミュニケーション 静止画や動画をメールに添付


●“VAIOらしさ”を生み出すオリジナルソフト群


デジタルフォトプリンター


デジタルフォトフレーム


AIBOメモリースティック
ICレコーダー


i.LINK対応
CD-R/RWドライブ


デジタルビデオカメラ


MDデッキ


PlayStation 2


VAIOシリーズ本体


メディアコンバーター


デジタルカメラ


オンライン オフライン


メモリースティック
ウォークマン


デジタルCSチューナー


●VAIOと周辺機器を結ぶデジタルネットワーク


Media Bar Ver.2.1 エンターテインメント 音楽や映像の再生


＊発売元はソニーコミュニケーションネットワーク







VAIOらしさがうかがえるエンター


テインメントとしてまず注目したいの


が、テレビ番組の録画再生だ。ハイエ


ンドのデスクトップ機「PCV-Rシリー


ズ」の3モデルが備えている特徴で、


地上波TVチューナーとMPEG2リア


ルタイムエンコーダー、専用付属ソフ


ト「Giga Pocket」を使い、テレビ番組


の映像をハードディスクに記録する。


テレビの好きなシーンをすぐ再生


ビデオテープではなく、パソコンの


ハードディスクにテレビ番組を録画す


るメリットは、見たい場面を素早く再


生できる点だ。Giga Pocketは、録画


している映像の絵柄が大きく変わった


場面でその瞬間の静止画を保存してお


き、フィルムロールのように表示する


機能を備える。後はマウスでロールを


ドラッグしながら好みの場面を探し、


静止画をダブルクリックすると、その


場面から映像を再生できる。


番組を録画しながら、少し遅れて再


生する「スリップ再生」機能も重宝す


る。録画予約しておいたサッカーの前


半終了時に家に戻った時など、これを


使えば、後半戦はそのまま録画しなが


ら、後追いで前半戦から再生できる。


Giga Pocketではさらに、インター


ネットで番組予約が簡単にできる。操


作は「インターネットTVガイド」の


番組表で録画したい番組の「予約」ボ


タンをクリックするだけ。パソコンな


らではの使い勝手を実現している。


半面、ホームビデオと比べると不自


由な面もある。搭載できるハードディ


スクの容量に限度があるため、長時間


の番組を何本も録画したり、録画した


番組をいつまでも保存しておくのには


向かない。「PCV-R71」の場合、27GB


もの大容量ディスクを搭載しているが、


720×480ドットの高解像度モードで録


画できるのは約6時間。録画内容を保


存しておきたければ、ディスクのデー


タをデジタルビデオ（DV）テープや


VHSテープに書き出す必要がある。


パソコンをMDコンポとして使う


音楽を聴くことにこだわったのが、


12月4日発売予定の新顔「PCV-MX1」


だ。一見すると、MDドライブを内蔵


している点だけに注目しがちだが、こ


のモデルの特徴はむしろ、パソコンで


鳴らす音の質を高めたところにある。
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En t e r t a i nmen t


テレビや音楽を自在に楽しむ


インターネットで番組予約


録画中でもスリップ再生


「インターネットTVガイド」の「ソニーバイオ対応版」
のページで、録画したい番組をクリックすれば予約が
完了する


TV録画ソフト「Giga Pocket」では、録画
中でも番組の最初から時間差で再生できる


見たい番組を素早く検索


HDDなら録画した番組
の検索が簡単。DVや
VHSのビデオテープへ
のダビングもできる


PCV-R71でテレビ番組を
録画する


「PCV-Rシリーズ」と同様にテ
レビを録画できるパソコンとして
注目されるのが、日立製作所の
「Prius DECK 610M」だ。テレビ
チューナーと、MPEG2圧縮/伸張
機能、26GBのハードディスクを
搭載し、最大で6時間のテレビ録
画ができる。15インチのTFTディ
スプレイ一体型のきょう体、DVD-
Videoを再生できる点、MPEG2の
圧縮/伸張をソフトで行う点など
が、Rシリーズと異なる。


●● ●注目のライバル機


日立製作所の「Prius DECK 610M」
＊画面はハメコミ合成
©エーアンドピーコー
ディネータージャパン







元来、装置内部をノイズが飛び交う


パソコンは、オーディオの再生には適


していない。そこでPCV-MX1ではパ


ソコン用とは別に、オーディオ用のフ


ルデジタルの信号経路を用意し音質の


劣化を抑えた。さらに、専用のデジタ


ルアンプと、本格的スピーカーを採


用、「7万～8万円のミニコンポ並みの


音質を実現した」（ソニー）。


パソコンならではの音楽の楽しみ方


も提供している。「MXステージ」とい


う操作パネルでは、右の図のように


DVD（CD）、MD、FM、スピーカー


などのアイコンを表示し、ドラッグ・


アンド・ドロップで再生やダビングを


実行できる。インターネット上のデー


タベースからCDの曲名をダウンロー


ドしてMD用ラベルとして印刷したり、


FM放送を聴きながら曲名を画面表示


するといった芸当もこなす。


今後、音楽のネット配信が本格的に


普及すれば、パソコンはインターネッ


トとオーディオの世界を結びつける役


割を担う。そこではオーディオ機器と


しての音の良さと、パソコンならでは


の使い勝手が問われる。PCV-MX1は、


そうした「音楽のプラットフォーム」


としての方向性を垣間見せてくれる。
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VAIOが描く特集 2 デジタル戦略


PCV-MX1でいい音を鳴らす


CDコンポ並みの高音質


内部の信号経路をデジタル化し、一般のCDプレーヤ
ー並みの高音質が楽しめる


FM放送も楽しめる


FM文字多重放送のチューナーを内蔵。音声だけでな
く、天気予報や曲名などのデータを画面に表示できる


オーディオ機器のコントロールパネル「MXステージ」
では、ドラッグ・アンド・ドロップの簡単操作でDVD
やCDの再生、MDへのダビングができるインターネットから曲名データを入手


直感的で分かりやすいインタフェース


「Media Bar Ver.2.1」は、「CDNOW」のWebサイ
トからCDのタイトルや曲名を取り込むことができる


VAIOとMSウォークマンで楽しむ音楽配信
ソニーグループは、ソニー・ミュ


ージックエンタテインメント（SME）


が同社のWebサイトを通じて提供す


る音楽データを、VAIOをはじめと


するパソコンでダウンロードし、さ


らにメモリースティック（MS）ウ


ォークマンで持ち歩くというスタイ


ルで、音楽配信ネットワークを構築


しようとしている。既に、SMEは年


内に邦楽部門のシングル曲をダウン


ロード販売すると発表している。10


月8～25日には実験的な試みとして、


人気ロックグループ「ラルク・ア


ン・シエル」の新曲「LOVE FLIES」


の第1コーラス部分をATRAC3形式


で圧縮したファイルを無償で提供し


た。本サービスでは、パソコンにダ


ウンロードしたデータをUSBケーブ


ル経由でMSウォークマンへ転送す


る方式になる見込みだ。 ラルク・アン・シエルの新曲を配信したWebサイト







VAIOが盛んに強調しているアプリ


ケーションの1つに、ビデオ編集があ


る。いまでは多くの家庭にビデオカメ


ラが普及してきたが、撮影したままの


映像は無駄な場面が多く見るに堪えな


いことが少なくない。そんな“撮りっ


ぱなし”の映像を、パソコンで編集し


てみてはどうかという提案だ。


マウスでビデオカメラを制御


パソコンでビデオを編集するために


は、まずビデオテープの映像をパソコ


ンに取り込まなければならない。ここ


で威力を発揮するのが、最大400Mbps


という高速でデータを転送できる


i.LINK（IEEE1394）のインタフェー


スだ。ソニーのVAIOとデジタルビデ


オ（DV）カメラ「ハンディカム」は


i.LINKを通じて大容量の動画データを


パソコンへ読み込んだり、逆にビデオ


へ書き出したりする作業をスムーズに


行うことができる。


実際の編集作業は、i.LINKケーブル


で両者を接続したうえで、VAIO側で


動画編集ソフト「DVgate motion」を


起動、ハンディカムをビデオ再生モー


ドに切り替えた状態で開始する。マウ


スでパソコン画面の再生ボタンをクリ


ックするとテープが回り、画面に映像


が流れる。映像を見ながら、ここぞと


いうポイントでマウス操作を重ね、不


要な場面をそぎ落としていく。「PCG-


XRシリーズ」や「PCG-C1XE」なら、


付属のジョグダイヤルを使って映像の


送り・戻しの操作を感覚的にこなせる。


それ以外のモデルでも、別売の「ジョ


グコントローラー」をUSBポートに接


続すればマウス操作は不要だ。


必要な区間の映像を指定したら、


Windows用のAVIファイルに変換し


てハードディスクにデータを取り込む。


なお、DVで1秒の映像はAVIで約


3.6MBに相当し、5分で1GBを超えて


しまうほどデータ量が大きく、取り込


みの作業には一定容量以上のハードデ


ィスクとメモリーが不可欠だ。特に


VAIOノートで作業する場合には増設


が必要になる場合が多い。


取り込んだ映像は、「DVgate mo-


tion」の付属機能である「DVgate


clip」や「DVgate assemble」を利用


して、各シーンの映像をさらに1コマ


単位で切り出したり、順番を並べ替え


る。最後に、すべてのシーン（ファイ


ル）を切れ目なくつなぎ合わせて、1


つの映像ファイルを完成させる。


なお、DVgate motionで処理できる


のは、この程度の簡単な編集作業（カ


ット編集）だけだ。タイトルテロップ


を流したり、ぼかしや色調変更などの
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C rea t i on


撮りっぱなしのビデオを手軽に編集


i.LINKで接続


必要なシーンをパソコンに取り込んで編集


アナログ映像に変換


別売のジョグコントローラ
ーを接続すると編集操作
が楽にこなせる


別売のメディアコンバーターで
アナログ変換すればVHSテー
プから映像を読み込んだり、
書き出せる


ジョグコントローラー
で簡単操作


DVカメラのハンディカムとVAIOをi.LINKケー
ブルで接続する


PCG-XR1Gで
DV編集


VHSへ


DV編集ソフト「DVgate
motion」で、1コマ単位で
映像を編集







特殊効果を加えるなど、より高度な加


工を行うには「Adobe Premiere」（ア


ドビシステムズ）などの本格的な動画


編集ソフトが必要になる。VAIOの中


では「PCV-R71」に「Premiere」の


製品版が、他のRシリーズと「PCG-


XR9」には機能限定版が付属している。


VHSテープへの書き出しもOK


編集し終わった映像は、元のDVテ


ープに書き戻すだけでなく、さまざま


な活用法がある。


例えば、アナログのVHSテープへの


書き出し。周辺機器の「メディアコン


バーター」を経由すると、アナログビ


デオとDVを相互に変換できる。「PCV-


R71」と「同R61」なら、アナログ映


像の入出力機能を標準で搭載している


のでコンバーターさえ不要だ。


CD-R/RWドライブを内蔵している


「Rシリーズ」「XRシリーズ」なら、編集


した映像をCD-Rに記録して、他のパソ


コンユーザーに配るという使い方もで


きる。この場合は、「DVgate clip」とい


う機能を使い、圧縮率の高いMPEG1


形式に変換してから、ディスクに記録


する。また、「Smart Connect」とい


う機能を利用すれば、i.LINKケーブル


を介して他のVAIOへ映像を転送する


こともできる。


映像の1コマを静止画に記録するの


も簡単。「DVgate still」を使ってJPEG


形式でキャプチャーし、画像管理ソフ


ト「Picture Gear」で管理しておけば


いい。最新のデジタルカメラと比較す


ると解像度は低いが、デジカメでは捕


らえるのが難しい“決定的瞬間”を、


撮影後にじっくりと切り出せるという


メリットがある。


このように、従来は一部の愛好家の


領域だったビデオ編集を、VAIOはよ


り一般的なアプリケーションに近づけ


た。ただし、「DVgate motion」で編


集できるのはソニー製のDVカメラだ


け。「Smart Connect」もVAIO同士


でしか利用できない。こうした部分に


も「クローズな世界」が見え隠れする。
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VAIOが描く特集 2 デジタル戦略


別のVAIOへ素早く転送
i.LINKケーブルで
別のVAIOと接続
すれば、「Smart
Connect」機能を
利用して、大容量
の動画データでも
素早く転送できる


VAIOと同様、動画編集に対応できるハ
ードとソフトを標準で備えているパソコ
ンが相次いで登場してきた。アップルコ
ンピュータの「iMac DV」と「同Special
Edition」は、独自のビデオ編集ソフト
「iMovie」とFireWire（IEEE1394）イン
タフェースを標準で搭載しており、その
ままDVカメラに接続すればビデオ編集が
できる。14万8000円と17万8000円とい
う低価格も魅力だ。また、日本ゲートウ
ェイの「Solo 9300」は、IEEE1394イン
タフェースに加えてアナログビデオ用の
入出力端子を備え、さらに動画編集ソフ
トの「VideoStudio」を標準搭載するハイ
エンドノートだ。


●● ●注目のライバル機


日本ゲートウェイの「Solo 9300」


アップルコンピュータの
「iMac DV Special Edition」


キャプチャーした静止画は、画像管理
ソフト「Picture Gear」で、デジカメ
画像や動画といっしょに記録できる


「DVgate still」を使えば、好きな場面を静止
画としてキャプチャーできる


静止画をキャプチャー アルバムに記録


MPEG1へ変換


「DVgate clip」を使うと、デジタルビデオの映
像をMPEG1に変換できる


CD-Rに記録
データ容量が小
さいMPEG1の
映像なら、内蔵
ドライブでCD-
Rに記録も可能







いまや電子メールはコミュニケーシ


ョンに必須のツール。通常のテキスト


データだけでなく、静止画や動画を添


付して送れば楽しさも倍増する。例え


ば旅先で撮影した画像を添付して知人


にメールで送ることもできる。CCDカ


メラ「MOTION EYE」を内蔵した携


帯パソコン「PCG-C1シリーズ」は、


こうした「ビデオメール」を簡単な操


作で送れる人気機種だ。


9月に登場した最新モデル「同XE」


は、41万画素のCCDカメラを内蔵。画


像取り込みソフト「Smart Capture」


を起動すると、CCDカメラが捉えてい


る映像が画面に表示される。撮影モー


ドは3種類。静止画、メール添付用の


短時間の動画、長時間の動画だ。メー


ルモードの場合は、160×120ドット


で毎秒10コマの動画、長時間モードは


320×240ドット、毎秒30コマなどで


撮影可能。いずれも画像の取り込みは


本体あるいは画面上の「CAPTURE」


ボタンを押すだけ。静止画とメールモ


ードの動画は、ビュワーソフトにある


「MAIL」ボタンを押せば電子メール


ソフトに自動的に添付される。


静止画、動画ともファイルの保存形


式は複数から選べるが、メールに添付


できるのは静止画がJPEG、動画が


MPEG1形式の場合のみ。


受け取った動画はWindows 98標準


搭載の「Media Player」などで再生


できる。ただし、動画の品質にはあま


り期待しない方がいい。現在の通信イ


ンフラを考慮して、画像の解像度は


160×120ドットと名刺半分程度の大


きさで、容量もMPEG1形式で最大で


も数MB以下に圧縮されてしまうから


だ。それでも雰囲気は十分伝わる。


C1XEは標準添付のアダプターを介


して、撮影した画像を映像端子経由で


テレビにも出力できる。撮影した画像


を大勢で見て楽しむ使い方も可能だ。


簡単操作のジョグダイヤル搭載


コミュニケーションツールとしての


使い勝手を向上するため、C1XEは従


来機種「PCG-C1S」に比べてインタフ


ェースに改良が施されている。


目玉は、既にXRシリーズに搭載さ


れていた「ジョグダイヤル」の採用。


Webブラウザーのスクロール、Pic-


ture Gearに取り込んだ画像のスライ


ドショーなどのアプリケーション操作


や、システム設定などができる便利な


インタフェースだ。立ったまま操作す


る際に、従来ならわざわざ手を離して


キーボード中央のポインティングデバ
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外出先から簡単にビデオメール


屋外で撮影


C1XEを屋外へ持ち出して撮影。画像取り
込みは「CAPTURE」ボタンを押すだけ。
静止画、短時間の動画、最長1時間の動画
を撮影するモードがある


撮影した画像を表示
撮影した静止画は
「Still Viewer」に
表示される。そこ
にある「MAIL」
ボタンを押す


メール添付用に動画を圧縮


動画は「Movie Player」に表示され、「MAIL」ボタ
ンを押せばMPEG1での圧縮作業が自動的に始まる


画像をメールソフトに添付


「MAIL」ボタンを押すと電子メールソフトが自動的に
起動、画像が添付される


PCG-C1XEで
ビデオメールを
送る


C1XEにはソニー独自の
インタフェース「ジョグダ
イヤル」が搭載された。ア
プリケーションの起動や操
作、各種の設定変更など
ができる。手に持った状態
でも操作がしやすくなった


静止画


動画







イスを操作していたが、ジョグダイヤ


ルを使えば両手で持ったまま操作でき


る。ダイヤルに対応して画面上の「ジ


ョグダイヤルランチャー」の表示が切


り替わるので、起動したいアプリケー


ションが表示されたところでジョグダ


イヤルを押し込めばよい。


音声認識機能にも新たに対応した。


米ドラゴンシステムズとの共同開発に


よる「Smart Commander」という音


声認識ソフトを起動すれば、特定のコ


マンドや言葉をマイクに向かって話す


ことによってアプリケーションの起動


や操作ができる。ただし、実際には音


声認識機能は認識率がやや低く、使い


勝手の面では不満は残る。
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本体に標準添付のテレビ出力用アダプターを使えば、
C1XEに取り込んだ動画や静止画をテレビで見ること
ができる


電子メールやインターネットが普及
した今、コミュニケーション分野には
ライバル機がひしめく。
PCG-C1XEと同様、CCDカメラを


内蔵した機種には東芝の携帯型パソコ
ン「Libretto ffシリーズ」がある。こ
ちらはCCDカメラを本体から取り外
して、付属の延長コードにつないで使
える。CCDの画素数は35万。撮影モ
ードは静止画と動画があり、それをメ
ールに添付して送信できる。本体のふ
たを閉じたままパソコンをリモートで
操作できるリモコンが標準で添付す
る。リモコンに付いたキャプチャーボ
タンを押して画像を取り込んだり、音


楽再生ソフトの操作もできる。
松下電器産業のB5ファイルサイズ


ノート「Let's note A1R」は、CCDカ
メラこそ内蔵していないものの、他社
に先駆けて無線通信機能を搭載した点
が注目に値する。同こんの「ワイヤレ
スステーション」に電話線をつないで、
パソコン側のアンテナを立てれば無線
で電子メールやインターネットが使え


る。携帯電話やPHS用のインタフェ
ースも標準装備している。
液晶デスクトップPCV-Lシリーズの


ライバル機は数多い。例えば、NECの
「VALUESTAR NX simplem」はワイヤ
レスのキーボード、マウス、リモコン
を採用した点はLシリーズをリード。
リモコンには電子メールやブラウザー
を起動できるボタンが付いている。


●● ●注目のライバル機


液晶ディスプレイがセットになった


省スペースパソコン「PCV-Lシリー


ズ」は、テレビ録画ができる「Rシリ


ーズ」などに比べて際立った特徴はな


いが、コミュニケーションツールとし


て使い勝手を向上するための工夫が随


所に見られる。


まずはキーボード上に用意されたシ


ョートカットボタン。電源をオンにし


てからアプリケーションを起動すると


いった一連の操作手順をワンタッチで


実行できる。電子メール、Webブラ


ウザー、画像管理ソフトなどに対応し


たボタンがある。例えば、電子メール


ボタンを押すと、電源オン→ダイヤル


アップ接続→メール取り込み→ダイヤ


ルアップ切断という操作が自動的に行


われる。内蔵のタイマー設定機能を使


って、自分の留守中にメールをチェッ


ク、メールがあった場合はディスプレ


イに設置された電子メール着信ランプ


を点滅させて知らせることも可能だ。


他のパソコンや周辺機器との接続性


を高めるためのハードウエアも充実し


ている。本体前面にはUSB、i.LINK、


メモリースティック、PCカード用ス


ロットなどを搭載。メモリースティッ


クを挿入すれば電源が自動的にオンに


なり、画像データが入っていればスラ


イドショーが行われるといった機能は


他社製品にはないものだ。


「PCV-L320/BP」。USB、
i.LINK、メモリースティック、
PCカード用インタフェースを
標準で装備している


Lシリーズのキーボードにはワンタッチで電子メー
ルやWebブラウザー、画像管理用のソフトが起動
するショートカットボタンが付いている


USB
電子メール 画像管理ソフト 設定


メモリースティック
ヘルプ


i.LINK


メモリースティック


PCカード
インターネット


メール、Webは一発起動


東芝「Libretto ff 1100V」
松下電器産業


「Let's note A1R」 NEC「simplem」







「つなぐ」をキーワードに、AVとの


融合を急ピッチで進めるVAIO。今


後、VAIOワールドはどのような形で


発展していくのか。


カギとなるのはインターネットのコ


ンテンツだ。これまでVAIOはソニー


製のDVカメラなどとつなげて映像や


音楽を取り込める点が特徴だったが、


今後はEC（電子商取引）を含めて各


種のコンテンツをインターネットから


取り込むプラットフォームになる。


ソニーの強みは、パソコン関連のハ


ード、ソフト技術だけでなく、音楽、


ゲーム、映画などのコンテンツ、イン


ターネット接続プロバイダーなどのネ


ット関連技術・サービスの多くをグル


ープ内で抱えている点。同社は今年4


月、傘下のレコード会社ソニー・ミュー


ジックエンタテインメント（SME）な


どの子会社3社の上場を廃止し、「Play


Station」を擁する未上場のソニー・コ


ンピュータエンタテインメント（SCE）


とともに完全子会社化した。経営資源


を集中することによって、これまでソ


ニー本体とは独立して動いていた事業


の協調体制を強めるのが狙いと言われ


ている。


「VAIOの次のキラーアプリは、近


く本格的にサービスが開始される音楽


配信」（パーソナルITネットワークカ


ンパニーの安藤国威プレジデント）だ。


SMEは大手レコード会社の中で最も


音楽のネット配信に積極的で、年内に


もサービスを開始する予定。これと連


動するように、ソニーからは、12月21


日にメモリースティックを使ったウォ


ークマンが発売される。著作権保護の


観点から、ウォークマンに挿入された


メモリースティックに音楽を記録する


際には、音楽をダウンロードするプラ


ットフォームとしてパソコンが必要と


なる。パソコンは別にVAIOである必


要はないが、自社の技術をいち早く採


用できる点でVAIOが有利なのは事実


だ。当然の流れとして音楽の後には映


像、例えば映画の配信ビジネスも将来


的には登場するだろう。


ECという側面では、ソニーコミュ


ニケーションネットワーク（SCN）の


存在が大きな意味を持つ。同社は自社


開発の愛玩電子メールソフト「Post


Pet」を武器に、会員数を急速に伸ばし


ている。99年9月末現在で会員数は約


90万人だが、「2002年度には500万人


の会員獲得を狙う」（山本泉二社長）。


SCNでは97年4月からショッピングサ


ービスを開始するなど、EC関連事業


に注力。そのプラットフォームとして


の役割をVAIOが果たすようになる。


安藤プレジデントは、「VAIOには


ソニーグループが持つものをどんどん


つなげていきたい」と語る。現実には


「PlayStation 2とVAIOの連携がどう


なるのか」などの不透明な部分も多い


が、VAIOの世界がコンテンツを切り


口に広がっていく姿は徐々に見え始め


ている。
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●VAIOを取り巻くソニーグループの主要コンテンツ群


SCN
（ソニーコミュニケーションネットワーク）


インターネットプロバイダー


PostPet2001


SCE
（ソニー・コンピュータエンタテインメント）


ゲーム


音楽


SME
（ソニー・ミュージックエンタテインメント）


SPE
（ソニー・ピクチャーズエンタテインメント）


映画


PlayStation 2（左）
画面は「グランツーリスモ
2000」（SCE）







i n t e r v i e w


●VAIOが売れている理由は何か。


安藤 97年にソニーが家庭用パソコン


事業に再参入する前も、他社は家庭向


けパソコンの販売に力を入れていた。


しかし、その多くは企業向けのパソコ


ンをただ黒くしただけなど工夫が余り


なく、いずれも失敗に終わっていた。


これに対してソニーはパソコンで何


ができるかを見せた。パソコンのハー


ド自体はそんなに面白くないが、家庭


にあるデジタルのAV（音響・映像）


機器とつなぐことによってはるかに面


白くなることを訴えた。AVとIT（情


報技術）の融合をキーワードに用途提


案をしたことが成功の理由だ。


パソコン市場のトレンドはこれまで


は米国が創出してきたが、AVとITと


の融合、デザイン面においては日本が


リードしている。日本で成功したスト


ーリーは米国でも通用すると思う。世


界にもVAIOワールドを広めたい。


●12月に発売する音にこだわった


「PCV-MXシリーズ」は、ある意味で


AVとITの融合における完成形なのか。


安藤 完成形とは言えないが、あれが


1台あれば家庭のAV機器をネットワ


ークでつなぐ必要はなくなる。ワンル


ームマンションに住んでいる人には最


適の解だ。MXシリーズのようなパソ


コンこそ、ソニーのお家芸。従来型の


パソコンメーカーには真似できない。


インターネットによるコンテンツ配


信には特に注目している。これまでは


電子メール、インターネットが最も重


要なアプリだった。メールに続いて、


デジタルカメラで撮った静止画像のや


り取りが始まっているが、近く本格的


にスタートする音楽配信こそがパソコ


ン本来の良さを出せる家庭でのキラー


アプリになる。ダウンロードにはパソ


コンが必要だし、ハードディスクの方


がテープよりもはるかに使い勝手がい


いからだ。音楽の後には動画、そして


ゆくゆくは「パーソナルキャスティン


グ」、つまりユーザー個人が自らが作


ったコンテンツをインターネットで配


信する時代がやってくる。ソニーはコ


ンテンツ配信にかかわる技術、サービ


スにはすべて取り組む。そしてVAIO


はコンテンツを制作、配信する家庭に


おけるプラットフォームになる。


●来年3月発売の「PlayStation 2」


は、パソコンの立場を脅かすのでは。


安藤 パソコンとゲーム機は文化が違


う。ゲームは独自フォーマットでクロ


ーズな世界だ。PlayStation 2（プレス


テ2）は5年振りのバージョンアップに


なるわけで、その間のハードの進化は


不連続。しかも、コンテンツも一般の


人には作れない非常に高度なものだ。


一方、パソコンは汎用的なフォーマ


ットを使ったオープンな世界。常に先


端技術を取り込みながら連続的に進化


している。双方向性を持つため、一般


の人が誰でもネットワークに入ってど


んどんコンテンツを作って発信でき


る。それを束ねて再配信するビジネス


も生まれる。ソニーとしてはコンテン


ツを配信するプラットフォームを押さ


えることが重要で、VAIOでもプレス


テ2でもどちらが勝ってもいい。しか


し、結果として、異なる性格を持つ両


者は併存することになるだろう。


●パソコンの低価格化や直販事業が注


目されているが、どう取り組むのか。


安藤 パソコンの低価格化に関しては


ソニーも痛い目に遭っているが、これ


はトレンドなので仕方がない。ただ、


低価格にするた


めに単に機能を


削っただけでは


「ソニーらしさ」


がなくなってし


まう。低価格化の中でどの機能を残し


ていくのかを考える必要がある。


直販は99年9月末から開始した。「ア


ットマークバイオ」というWebサイト


を開設、画像編集・加工用の高級機を


販売している。直販のメリットはユー


ザーからのニーズを直接くみ上げられ


ることや、店頭販売とは異なるユーザ


ー層を取り込めることだ。店頭向けモ


デルに対して何らかの付加価値を持つ


モデルを扱っていく。もちろん、従来


型の店頭販売は重要だが、直販の比率


は徐々に高まっていくだろう。


●今後、VAIOはどういう形で進化し


ていくのか。


安藤 「ワイヤレス」がキーワードにな


る。AV機器だけの時代は正直言って


そんなにワイヤレスは必要じゃなかっ


た。機器を一旦接続してしまえば後は


ケーブルをつなぎ替える必要がないか


らだ。しかし、パソコンが家庭に入って


からは本当にワイヤレスが重要になっ


てきた。家庭内の複数人が同時にパソ


コンを使い、しかも持ち歩くようにな


れば、ワイヤレスでないと使い勝手が


悪い。「Bluetooth」「IEEE802.11」な


どのワイヤレス技術には注目している。


携帯電話も非常に重要だ。iモード


のようなコンテンツを扱える携帯電話


は、使い勝手も良く今後最も成長する


だろう。ソニーは近い将来、メモリー


スティックを内蔵した携帯電話を発売


する。VAIOワールドに携帯電話も積


極的に取り込んで行きたい。
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i n t e r v i e w


ソニー専務 安藤 国威●パーソナルITネットワークカンパニープレジテント&COO（最高執行責任者）
VAIOはコンテンツ配信のプラットフォームになる







VAIOシリーズを買って満足した点


は独自のデザインや機能、悪い点はト


ラブルやエラーが多いこと──。本誌


ホームページ「日経パソコンOnline」


（http://npc.nikkeibp.co.jp/）上で実


施した「VAIOシリーズに関するアン


ケート」からはこんな結果が出た。


VAIO購入者が挙げた購入動機では


「デザインが好きだから」が圧倒的に


多く、「AV関連などソニーならではの


独自機能が充実していたから」がそれ


に次ぐ。買って良かった点についても、


「個性的なデザインや機能があり所有


する満足感がある」との声は多い。


一方、不満点については「トラブル


やエラーが多い」「Windowsやソフト


の起動が遅い」の2つが他を引き離し


た。「起動が速くて、もっと実務に適


したパソコンを作ってもらいたい」（土


谷登起子さん、37才）、「システムリソ


ースがすぐ足りなくなるため、多くの


ソフトを同時に起動できない」（青山


裕泰さん、41才）など、オリジナルの


ソフトや機能を満載することによる弊


害を指摘する声は少なくない。


起動の遅さやリソースが不足しがち


な点は、「VAIOシリーズに共通の課


題」（パーソナルITネットワークカン


パニーモーバイルプロダクツ部門モー


バイルプロダクツ2部2課の末吉隆彦


統括係長）と、ソニー側も認める。


そもそもソフトや機能を数多く搭載


しているのは、Windowsパソコンと


いう汎用的なプラットフォームの上で


少しでも独自色を出そうとした結果で


もある。「汎用性と個性という相反す


る要素をどう両立させるかでは常に苦


労している」（末吉統括係長）という


が、VAIOの製品コンセプトとも密接


に絡んでくる問題だけに、解決策がす


ぐに示される気配はない。


176 日経パソコン　1999.11.1


ユーザーアンケート


「VAIOシリーズに関するアンケート」のトップページ。応
募総数850件、平均年齢34.3歳、男女構成比9：1、パ
ソコン平均所有台数は2.4台。アンケート実施期間は9月
21日～10月7日


オリジナル機能満載ならではの悩みも
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●VAIOを買った理由（複数回答可）


●VAIOを主に趣味で使っているユーザーの用途（複数回答可）


●VAIOユーザーが不満に感じていること（複数回答可）


デザインが気に入ったから


AVなど独自の機能が充実していたから


安心感があるブランドだから


オリジナルソフトに魅力があったから


他社製品より安いから


よく売れているから


その他


インターネット


電子メール


動画・静止画編集


ワープロ


表計算


ゲーム


年賀状の作成


音楽編集


データベース


その他


トラブルやエラーが多い


Windowsやソフトの起動が遅い


特になし


ソニー製以外のAV/周辺機器との相性に問題


ハードウエアの使い勝手が悪い


ソフトウエアの使い勝手が悪い


サポート体制が悪い


ソニー製AV機器との接続・操作に手間


その他


●VAIOを買って良かった点（複数回答可）


個性的なデザインや機能があり満足度が高い


ソニー製AV機器と接続して編集作業ができる


役立つ、楽しいソフトが搭載されている


ハードウエアの使い勝手が良い


サポート体制が充実している


Windowsやソフトの起動が速い


特になし


その他







が描く特集 2 デジタル戦略VAIO


家庭向けパソコンのデ
ザインという側面で、
VAIOの登場は確かに刺激
になった。デザイナーの
意見を製品に反映するた
めには経営者の理解が不
可欠で、その点でソニーは昔からデザイン重視の姿勢が強か
ったようだ。最近では、当社でもデザインに重きを置くよう
になり、99年10月に発売した「simplem」では開発の最初の
段階からデザイナーが積極的に参加した。色や素材感など外
観のデザインだけでなく、ワイヤレスをはじめ、機能的なデ
ザインにも徹底的にこだわっている。


177日経パソコン　1999.11.1


デザインの力を実感している


ソニーの成功の背景に
は、パソコンユーザーの
すそ野が広がり独自のデ
ザインや機能が受け入れ
られたことや、30～40代
のユーザーに対して強い
ブランド力を持っている点にある。東芝は従来はデザインよ
りも機能や使い勝手を重視していたが、最近ではデザインも
パソコンを購入する際の重要な要素と認識している。「Dyna
Top」のようにデザイン先行で開発した商品もある。ただし、
東芝のパソコンは米国では“ステータス”になっているもの
の、国内ではブランド力がまだ弱く、この点が今後の課題だ。


強力なブランド力も成功の要因


東芝 デジタルメデ
ィア機器社パソコ
ン事業部パソコン
営業推進部販売促
進担当の丸山剛彦
課長


当店の販売台数で言え
ば、最近ではNECと完全
に拮抗している。ノート
では突出しており、20％
以上のシェアを持つ。ソ
ニーはユーザーの引き込
み方が非常にうまい。従来型のパソコンメーカーはスペック、
価格、サポートで売るが、ソニーは独自の切り口で用途提案
をする。家庭向けパソコンを出しているメーカーは多いが、
実際に店頭でAV機器につなげて楽しさを伝えたのはソニーだ
けだ。ただし、最近は急速に出荷台数を伸ばしているので、
サポートがそれに追いついているのか心配だ。


ソニーはNEC、富士通と肩を並べた


東京・秋葉原のラ
オックス ザ・コン
ピュータ館の林正
浩副店長


VAIOは、AV機器と連
携できる家庭向けパソコ
ンというコンセプトを明
確に打ち出し、いままで
パソコンを使わなかった
人がパソコンを購入する
きっかけを作った。その意味で、市場のすそ野を広げた功績
は大きい。自前のAV機器を持っているソニーならではの戦略
だが、当社は従来通り標準的なパソコンを作り続ける。世界
市場で企業向けを含めて同じモデルを提供する方針なので、
デザイン的にもあまり冒険はせず、「シンプルでスマート」と
いうコンセプトを今後も貫いていく。


AVメーカーならではのコンセプト


富士通 パーソナル
ビジネス本部の冨
田和行モバイル
PC事業部長


AV機能を融合した家庭
向けパソコンは、来年に
は巨大なマーケットにな
る。この分野では現在の
ところ、ソニーがチャン
ピオンだ。残念ながら松
下はソニーのようなメッセージを世の中に発信できていない。
しかし、コンセプトをしっかり固めてそれをユーザーに伝え
れば十分に戦える。松下のアプローチはソニーとは違う。デ
ザインも重視するが、それよりも安心感や信頼性に優先度を
置く。パソコンが普及するほど信頼性が重要になるからだ。
今後は家庭におけるワイヤレスネットワークに力を入れる。


“松下らしさ”出せば戦える


松下電器産業 AVC
社パーソナルコン
ピュータ事業部の
緒林幹彦事業部長


VAIOの登場はパソコン
市場に大きなインパクト
をもたらした。それまで
はあいまいだった家庭向
けパソコンと企業向けパ
ソコンの線引きは、VAIO
の登場後にようやくはっきりとしてきた。VAIOは都市型の商
品だが、既に店頭でのシェアは10％を超えている。ただ、99
年8月のデータを見ると従来の勢いはやや衰えている。全体的
に機能を強化して価格を上げた結果、若いユーザーが敬遠し
たからだ。ソニーとしてもシェアよりも、マニア層を狙った
高付加価値戦略を敷いているようにも見える。


VAIOが家庭/企業向けの差を明確にした


マルチメディア総
合研究所の新井文
貴研究員


独自のデザインとAV機能との融合を


武器に、家庭向けパソコン市場で短期間


にトップクラスの地位を獲得したVAIO


シリーズ。ライバルメーカーたちは


VAIOシリーズとソニーのパソコン事業


戦略をどう見ているのか。そして今後ど


う対抗していくのか。NEC、富士通、


東芝、松下電器産業のパソコン事業の担


当者に話を聞いた。


さらに、パソコンメーカー以外の第三


者の立場から、パソコン販売店のラオッ


クス ザ・コンピュータ館（東京・秋葉


原）とハイテク調査会社のマルチメディ


ア総合研究所に、VAIOシリーズの販売


動向などについて聞いた。


ライバル、関係者はこう見る


NEC 第一パーソナ
ルC＆C事業本部
第一パーソナルコ
ンピュータ事業部
商品部の井関治マ
ネージャー
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を導入したのは17年前。ライバルの富


士通やNECが1950年代にディーラー制


度を敷いたのに比べれば遅い発進にな


る。強力な直販営業が従業員1000人以


上の大手企業（LA＝ラージ・アカウント）


を相手に，販売・サポートを展開すると


いう体制が長い間貫かれていたためだ。


今でもLAからの売り上げが，日本IBM


の総売り上げの約7割を占めるだけに，


IBMにとってのホワイト・スペースは十


分過ぎるほど残っていることになる。


IBMのパートナ担当部門は，今では


「ソリューション・プロバイダ（SP）」と名


称を変えた特約店に向けて，スキル向上


やマーケティングなど様々な面での支援


を提供してきたが，これまでは老練な


IBM幹部がその役目を任されてきた。


しかし小野寺事業部のように40歳代半


ばを充てたのは今回が初めて。この若返


り人事はすかさず小野寺事業部長をして


全国行脚の旅に駆り立てた。


地域営業本部制廃止をカバー
同氏は「地域ビジネス・パートナの生の


声を聞いてきた」と話す。そこで感じた


のは「IBMはビジネス・パートナ向けの


地域戦略が弱い」（小野寺事業部長）とい


うこと。今やビジネス・パートナは，日


本IBMの売り上げ面からも不可欠にな


っている。にもかかわらず現行のパート


ナ制度は，売り上げボリュームがまとま


る大都市圏のパートナに軸を合わせた出


荷高（デリバリ）中心のオペレーションだ


ったと反省する。


「地域密着型パートナは約70社ある。


しかし，他社機ユーザーを含めて，それ


らパートナが手つかずの市場がまだ多く


ある。そうしたホワイト・スペースの攻


略コストは通常の3倍は掛かる。しかし，


販売ボリュームの効率を無視してでも地


域戦略に力を入れたい」。こう話す小野


寺事業部長は大歳卓麻社長をくどき落と


し，広島に「ビジネス・パートナ営業部」


を発足させた。これをひな形に全国展開


する計画だ。デリバリは引き続き重視は


するものの，ビジネス・パートナだけで


なく，IBMの守備範囲も拡大させると


いう両面作戦で臨む。


小野寺事業部長がビジネス・パートナ


の地域展開を強力に打ち出す背景には，


日本IBMのエリア・マーケティングの大


変更がある。同社は2000年1月，東日


本営業本部や中部営業本部など，全国4


カ所の地域営業本部を廃止し，製造や金


融，流通・サービスなどの産業別組織で


ある産業営業本部（ISU）に統合した。従


「地域に密着したビジネス・パートナ


活動を徹底的に展開したい」と話すのは，


7月にビジネス・パートナ事業部長に就


任したばかりの小野寺博氏だ。同氏はこ


れまでの1年半，サービス事業部門で従


業員 1000 人未満の中堅・中小企業


（SMB＝スモール＆ミッドレンジ・ビジ


ネス）市場に向けた企画開発を担当して


きた。それ以前にも，関東地区や東京地


区のSMB顧客を相手にした営業経験が


あるため，SMBマーケットは小野寺事


業部長の主戦場と言える。


日本アイ・ビー・エムがSMB市場とい


う同社手つかずの市場，いわゆるホワイ


ト・スペースを攻略するために「IBM特


約店」と名付けたビジネス・パートナ制度
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図1●日本 IBMのソリューション・プロバイダ販売比率（2000年度上半期）


（日経システムプロバイダ調べ）


日本アイ・ビー・エム


全国展開型パートナ中心できたパートナ戦略を転換し，富士通やNECのパートナ
が深く根を張る地域攻略に向け地元パートナを強力にてこ入れする。VAE（付加価
値拡大）制度とパートナリングがカギを握る。


弱かった地域密着型パートナ強化へ
得意技持ち寄る共同営業策を打ち出す







国展開しているSMB組織の中にビジネ


ス・パートナ営業部というパートナ向け


窓口を設置するのは，引き続き地域重視


の姿勢をパートナ各社に印象付け，現場


の志気を高めるという狙いもある。


VAE制度を社数と地域で管理
地域密着型のビジネス・パートナに向


けた支援策の具体的な内容は「現在思案


中だ」として，小野寺事業部長はなかな
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か手の内を明かさない。しかし（1）99年


から開始した「VAE（付加価値拡大）制度」


の地域パートナへの動機付けと徹底，（2）


IBMが実施するインターネットと電話


によるセールスを統合した「ibm.comダ


イレクト」や「テレ・ウェブ」，（3）キャン


ペーンをからませ新規顧客を共同で開拓


する「リード・マネジメント」，（4）地域パ


ートナ同士が機能やパフォーマンスを補


完しあう「パートナリング」，などが目玉


の施策になりそうだ。


VAEは，これまでのように手を挙げ


ればIBMのビジネス・パートナになれる


という仲間を増やすことを優先した「登


録制」から，日本IBMの審査を経て合格


したものだけがパートナになれる「認定


制」へ舵を切るためのカナメの制度であ


る。そこでは，過去にIBM製品を販売


してきたという貢献度はご破算にされ，


今のソリューション時代に自立できる企


業だけがIBMのビジネス・パートナであ


るとする選別色が強い。


審査の基準は，オフコンのAS/400や


UNIXサーバーのRS/6000，PCサーバ


ーのNetfinityなど各種サーバー製品を
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来は縦組織としてISUがあり，それを


地域営業本部が横串を刺すメッシュ型の


営業組織だった。欧米のIBMは既に，


数年前からISUに1本化してきたが「地


域に対するIBMの顔が必要だ」という日


本的商慣習から，日本IBM独自の判断


でメッシュ型が維持されていた。


しかし，事務部門の重複やワールドワ


イドでのISUを核とする営業指揮系統


の観点からみると“ローカル・ルール”は


効率的ではないと判断し，地域営業本部


制は廃止された。支社長や支店長，営業


所長といった地域に向けたIBMの顔が


消失してしまったわけだ。その代わり，


日本IBM役員の一人ひとりに，いわば


冠婚葬祭のための地域担当を兼務させ


た。だが，地域密着という意味では希薄


という印象は免れない。


元来，SMBの地域戦略が未整備な上


に，地域営業の顔となる地域営業本部が


なくなったことで，全国展開するビジネ


ス・パートナや地域密着型パートナとの


二人三脚で地域市場を開拓してきた


SMB営業部門の危機感が高まったのも


無理はない。小野寺事業部長が今回，全
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地域には必ずしもVAE認定するスキ


ルのすべてが売り込める商談が豊富に存


在するわけではない。そのため，全国型


に比べ地域パートナの限られた資源を集


中し，各社の得意技を磨き，それを持ち


寄ることにすれば，ターゲット顧客を獲


得する可能性は高くなる。パートナのビ


ジネスは既にハード中心からサービスに


移行し始めており，パートナのサービス


比率や粗利は高まっている（表１，２）。


たとえハード収入がなくなってもサービ


スからの収益で協業が立派に成立する背


景とみる。この地域パートナ同士のパー


トナリングは，小野寺事業部長が新設し


たビジネス・パートナ営業部の重要


なミッションの一つだ。


IBMは6月からパートナ営業支


援の一環としてサーバー製品を


Webと電話で販売する「テレ・ウェ


ブ」を開始した。狙いはビジネス・


パートナやIBM直販の販売体制で


はカバーできていない個人やSMB


顧客，および大手企業の部門ユー


ザーへのアプローチ。対象製品は


パソコンとPCサーバーNetfinity


のエントリー・モデルに限定する。


テレ・ウェブではIBMが案件を発


掘。企業ユーザーの場合は顧客の


判断にもよるが，多くはパートナ


が契約から発注，フォロー，売掛


回収までを行う。2000年第1四半


期（1～3月）のテスト販売では新規


ハードや追加ハードが150件あっ


た。商談規模も20万円から大きい


ものでは3000万円の案件もあり，


特に問題もなかったとする。


これに加えて，IBMが展開する


拡販キャンペーンや日本IBMの


SMB営業主導で獲得した顧客をパ


ートナがフォローする「リード・マ


ネジメント」が，AS/400では3月から，


RS/6000で5月から開始された。全国展


開型パートナとの連携中心に第2四半期


終了（6月）までに，AS/400で700件，


RS/6000で93件の引き合いがあり，う


ちAS/400は106件（7億7000万円），


RS/6000は21件（1億2000万円）を成約


した。この成果を横展開することも地域


市場攻略のカナメの戦略となる。Web


でビジネスを創造するのは，300～500


人の企業も100人以下の企業も同じ。む


しろ小さな企業の方に利点がある。


IBMは地域のe-business小企業をパー


トナの手で開拓する。 （北川 賢一）


販売する際に必要なe-business関


連やビジネス・インテリジェンス，


高可用性，サーバー統合，マルチ


メディア，ストレージ管理，CRM


（カスタマ・リレーションシップ管


理），ビジネス・インテグレーショ


ンなど先進技術それぞれのスキル


を見る「テクノロジVAE」と，ERP


（統合基幹業務システム）や業種特


化のアプリケーションなどのスキ


ルを見る「アプリケーションVAE」


の二本立て。6月末時点でテクノロ


ジVAEは延べ419社，アプリケー


ションVAEは同1254社となった。


これを今後は「認定した社数だけ


で満足してきたが，地域別にも


VAEの認定数をみていく」と小野


寺事業部長は話す。既に，地域パ


ートナのVAE認定取得意欲を引き


出すための策として，従業員数を


考慮し個人レベルの認定を会社レ


ベルの条件に変更するなど認定条


件の緩和を実施した。スキルを認


定された個人が営業しなくても，


その個人が属するパートナはター


ゲット顧客にアクセスできること


になり，ビジネス機会が増す。


IBMとの密な連携で地域開拓へ
さらにスキル補完策として打ち出そう


というのがパートナリングである。「欧


米のソリューション・プロバイダは，あ


るスキルや特定業種に強い特化型が多


い。これに対して日本は総花的。今後は


地域のパートナに特色を出してもらい，


地域のパートナ同士が協調して顧客を攻


略できるようにもっていきたい。この点，


地域パートナ各社には違和感がなかっ


た。各地区でパートナリング手法を詰め


ていく」（小野寺事業部長）。
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Co
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 Sto
ry


（1）テクノロジVAE


ビジネス・インテリジェンス 28


71


e-business電子商取引
e-business Webアプリケーション 31


高可用性 14


表3●ソリューション・プロバイダ対象の付加価値拡大
（VAE）認定状況（2000年6月現在）


＊カッコ内はNetfinityを加えた数


AS/400
プラットホーム


35


355（463）


e-businessロータス・ドミノ


文書管理・画像処理 11


サーバー統合，システム管理 13


ストレージ管理 －


カスタマ・リレーションシップ管理 7


ビジネス・インテグレーション 8


合計 218


全社総数
（1次店174+2次店104）278


（2）アプリケーションVAE VAE数＊


●標準VAE


ERP/SCM系 15（15）


CRM 7（19）


中堅・中小企業SCM 50（74）


製造業 20（31）


流通・産業横断 30（43）


製造　 3（3）


公共 13（13）


その他 8（10）
●カスタムVAE
（パートナの独自ソリューション）


209（255）


合計


（日経システムプロバイダ調べ）


RS/6000
プラットホーム


18


43


17


28


24


7


20


22


6


16


201


認定数＊


42（42）


3（5）


331（348）


95（101）


236（247）


59（59）


53（53）


15（18）


220（266）


723（791）








・顧客満足度を管理指標に
- 各地域に、 Customer Experience委員会を設置
- 社員の賞与は、 「売上達成率×利益率達成率×顧客満足度達成率」で決定


コンシューマー
中小事業者


大企業
政府
教育機関


　単なるハードウェア企業を脱し、製品・サービス面の
多角化を行うことで、更なる顧客満足獲得を目指す。
同時に、さらなるグローバル化を促進する。


　① エンタープライズ・サービスの拡充


　② デジタル・ホーム・ソリューションの拡充


　また、当面の業績低下から回復するための戦略を実
行する。


　① サービス・サポートへの投資促進


　② コスト削減努力促進


　③ 価格管理改善


Dell Inc. （2006年）Dell Inc. （2006年）


2006年１月期は売上高55,908百万ドル（前年同期比113.6％）、営業利益4,347百万ドル（同102.2％）と４期連続増収増益、同じく４期連続で過去最高の更新


となった。ストレージ、サーバ、サービス、および関連するソフトウェアと周辺機器を含むエンタープライズ事業の売上が、全世界で前年同期比21％増を記


録、特に成長分野であるヨーロッパやアジア太平洋地域での売上拡大が大きく寄与した。その一方、営業利益は２％と、前３期（02年度から04年度まで）が


前年同期比20％以上の高い伸びを示したのに比べると成長幅が大きく減少した。これはリーダー企業にも関わらず、積極的な価格戦略を行ったことが大き


い。「ダイレクト・ビジネス・モデル」の世界的な展開により、デスクトップやストレージなどで世界トップのシェアを維持しているが、市場は成熟期に入っている。


この状態を打破するための施策として、既存事業のさらなるコスト削減努力と価格管理の改善、そしてサービス分野の収益拡大が鍵を握る。


■　競争優位と競争戦略


標準部品の調達により、組立に注力している。売上高/研究開発費は、1％未満ときわめて小さい。
近年、デザイン・ブランドへの取組みを強化している。


Customer Experience（お客様の満足体験）を重視している。主要な管理指標として、以下のものがある。
・顧客満足度 - ACSI調査
・購買志向 - The Investor Business DailyおよびTIPP Home Computer Purchase Outlook Index調査、
・購買可能性


・サービスにおける革新性


http://www.dell.com 　／　　デル株式会社（日本法人）： http://www. dell.com/jp 


① 豊富な顧客情報
　　 　→正確な受注予測（適切な生産・販売能力の確保）


　　 　→ ニーズ志向の製品・サービス開発体制


② サプライヤーとの良好な関係
　→ 工場の近隣にサプライヤーを配置。


　　 　　　（Just in Timeの実現）


③ 規模の経済性
　→ PCではトップシェアを誇る。


　④ 効率性追求の経験
　→ 効率性追求の経験・ノウハウは多数蓄積。


① リーダー企業の定石への回帰
　・ 周辺需要拡大：
　「Windows Vista」の販売を期に、積極的なプロモー
　ショ ンを行い、買替需要を促進する。また、PCの新
　しい使い方（デジタルホームソリューションの中心な
　ど）を提案していく。新規需要の取り分は、リーダー
　企業が最も大きい。
　・ 同質化： 他社の新しい試みは、すぐに模倣する。同質
　競争を挑めば、規模の力でリーダー企業が優位。


　 ・ 非価格対応：
　値下げはしない。減収のインパクトはリーダー企業
　　が最も大きく受けてしまう。


② 「デルモデル」を通じた効率性の追求
　　・ 世界市場の成熟化の中でデルモデルの限界が囁か
れる。特に効率性の追求が求められる。


③ サービス分野との融合＝市況品からの脱却
　　・ PCは、市況品になりつつあるため、デジタル家電など
第二、第三の収益の柱を育てていく。その際に、強み
を生かした（豊富な顧客情報など）新商品開発に加え、
サービ分野との融合による価値づくりを推進する。


調達活動 製造 サービス


全
社


パ
ソ
コ
ン
事
業


そ
の
他


出荷物流 販売マーケティング


【prosessors】の調達
　・Intelと独占的契約。
　→ AMDとの提携を拡大中。
【OS、Application】の調達
　・Microsoftと独占的契約。


【ストレージ技術】EMCと提携。
【Linux・サーバ技術】Oracle、
RedHatと提携。
【Microsoft製品】Microsoftと提携。


◎総設備投資額：728百万ﾄﾞﾙ
　（前年比38.7％増）
◎売上原価率：15.5％
　（前年同期：3.1％減)


【既存工場】
・北米：テキサス州オースティン
・アイルランド：リメリック
・中国：厦門
・マレーシア：ペナン


→ノースカロライナ州ウィンストン・
せーラムに、工場を建設中。


◎広告宣伝費：773百万ﾄﾞﾙ
　　（前年比34％増）


◎販売拠点：世界50ヶ国


◎営業利益率：4.3％
（前年同期比4.4％減）
◎株価：29.26百万ﾄﾞﾙ
（前年同期比28.7％減）
◎顧客満足度(ACSI)：78
（前年同期比4増）
※PC部門で全米2位


◎従業員数：75,100人
　　　　（前年比13,700人増）
◎地域別事業部制


◎研究開発費：463百万ﾄﾞﾙ
　　　 　（前年比0％）
◎売上高/研究開発費：0.9％
　　　 　（前年比0％）
◎特許数：1,581（未承認：1,416）


人
事
労
務


技
術
開
発


全
般
管
理


■ 2006年１月期決算の総括


（２）　現在の強みと弱み （３）　今後の課題と新しい競争優位の方向（１）　現在の戦略


資料１　価値活動分析表


コスト・リーダーシップ戦略


差別化戦略


集中化戦略


●


① 効率重視戦略による、顧客満足の低下
　→ コールセンターの質低下が指摘されている。


② 他社頼みの製品力
　　　　→ 他社の標準品を利用しているため、独自技術は
　　　保有していない。


③ パソコンの市況品化
　 　→ IBMのPC事業売却に見られるように、　


　　　　 　　PC組立の収益構造は悪化している。


強
み


弱
み


３つの
基本戦略


◎エンタープライズコマンドセンター数：５
　・米国
　・アイルランド
　・中国
　・日本
　・マレーシア


www.dell.com
（コンシューマー向けの80％）


販売担当者
（内勤：電話応対、受注処理）


リアル展示スペース
（量販店内などに設置、
オンライン注文可能）


TV・ネット広告


印刷メディア広告


DM広告


販売担当者
（外勤：大企業、機関向け）


電話販売


Order Status
生産・配送
状況確認


Configuration Customize


◎在庫日数：5日（前年同期：5日)


・グローバル連携体制
・デザイン・ブランドへの取組み
- Alienware社を買収。


・業界標準技術の開発・利用
- Intel、 Microsoftとの長期的契約


・グローバルリーダーの育成
- 国や文化を超えて、リーダーシップを発揮。


創業者マイケル・デルを中心とする体制が継続している。
CEOケビン・ロリンズの出自：
（以前は、副会長として、マーケティング、ユーザーサービスを担当、その前は、米国地域CEOを担当
デル入社以前は、ベイン・アンド・カンパニーでハイテク、コンシューマー商品などの戦略を担当）


・外注から正社員への移行
- コールセンターの質向上を強化する方針。


Dell Connect
技術サービス


Just In Time


サプライヤーからの直接移送


サプライヤーの生産・倉庫
施設を、工場近隣に配置。


組立セル方式


【参考】競合他社の顧客満足度(ACSI)
Apple：83(前年比2増)
HP：75 (前年比2増)
Gateway：73 (前年比1増)
HP(Compaq)：72 (前年比5増)


【参考】競合他社の研究開発費率
Apple：4.0％（0.1％減）
HP：4.0％（0.1％減）
Gateway：確認できず
Lenovo：1.4％（前年比0.1％増）


Dell Ware
周辺機器販売


Dell Plus
プレインストール Premier Pages


見積、発注、
営業へ連絡など


デル、ケビン


ヨーロッパ、アフリカ


アジア・パシフィック、日本


アメリカ


e-Buisiness実行支援
ＩＴインフラ導入支援
サーバ・ストレージ導入支援


Microsoft製品導入支援
Linux製品導入支援


コンサルティングサービス


CustomerExperienceを重視しながら、 Global Growth（全世界市場での成長）、 Product 
LeaderShip（製品力強化）、 Winning Culture（グローバルな連携）などを推進する方針。


※設備投資額・研究開発費・広告費・特許数は、2005年度決算の数字。株価は、各年1月末時点。以外は、2006第2四半期時点の数字を使用。



http://www.dell.com/

www.dell.com/jp





資料２． 業績の推移


資料３． 戦略経路分析（Historical Path Analysis）


◆ 連結決算 （百万ﾄﾞﾙ）


◆ セグメント別売上高および営業収入　　　　　　　　　（億ドル）


◆ 過去10年間の業績推移


◆ 地域セグメント別売上高および営業収入　（百万ﾄﾞﾙ）


トップ人事


商品政策


営業流通
政策


組織変更


基本戦略


局面 攻勢的攻勢的成長成長期期 反転布石反転布石期期


マイケル・デルChairman－ケビン・ロリンズCEO


解釈


競合他社が、再販業者・小売店を通じて販売する中、直接注文・受注生産を基本とする


「デル・ダイレクト・ビジネスモデル」を推進することで、成長を促進。1996年に本格的にスター
トしたオンライン販売サービスサイト「www.dell.com」によるオンライン戦略は、ダイレクトモデ


ルとの相性も良く、順調な売上拡大に貢献する。また、ネットワークサーバやワークステーショ
ン、ストレージなどに参入を果たしたことで、その世界シェアは96年の4.1％からわずか２年


で倍増し、2001年には世界のトップシェアへと躍進する。一方で、 99年にオンライン技術サ


ポートサービスを開始するなど、顧客満足度（ACSI）も、00年には単独１位を獲得する。


営業利益率は、01年：8.7％と高く、これは研究開発投資抑制、取引先絞込みなど、効率的


な組立への専念からもたらされている（ 01年在庫日数：５日）。


2000年のＩＴバブル崩壊による設備投資の


抑制で、01年に減収減益となったことを受


け、第二、第三の収益の柱育成に着手する。


コンサルティングサービス強化のための提


携拡大や、デジタル家電のラインナップ強


化を行う。サーバ、ソリューション、その他製


品などの売上は、徐々に拡大させ、デスクトッ


プPCの依存度を99年の約60％から05年に


は約40％にまで低下させる。


市場が飽和化する中、積極


的な価格政策などで、営業


利益率が半減するなど、効


率化政策の一部見直しなど、


業績回復のための、施策に


着手する。一方、04年度は、


顧客満足度１位の座を
Appleに奪われるなど「デル


モデル」の限界が囁かれる


攻攻勢勢的的成熟成熟期期


PC、ワークステーション、サーバ・ネットワーク市場で浸透強化


デル・ダイレクト・ビジネスモデルの推進


マイケル・デルCEO


部分修正


OptiPlex


Dimension Inspiron


Latitude


PowerEdge


Precision


Dell/EMC


PowerVault PowerConnect


XPS
【デスクトップ】 【ノート】


【ワークステーション】


【サーバ・ネットワーク】


直販体制


オンラインサービスの確立


大企業向け
ハイエンド顧客向け


個人・中小事業者向け Axim


「箱売り」からの脱却：付加価値サービスの提供 デジタル・ホームソリューション


コンサルティングサービスの拡充


高付加価値品の提供


積極的価格政策


ITインフラ・e戦略導入支援
Linux導入支援


Microsoft製品導入支援


【ハンドヘルド】 【デスクトップ・ノート】


サーバ・ストレージ導入支援


Alienブランド製品


デジタル家電製品拡充


プリンター プラズマTV音楽プレイヤー


コールセンター
正社員化


高デザイン製品


Dell Ware
Dell Plus


【付加価値サービスの登場】


プロモーション効率化


プロジェクター


（年度）


◆ シェア


1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005


4.1% 5.6% 8.0% 9.8% 10.5% 12.7% 14.9% 16.6% 17.7% 18.2%


米国 6.4% 8.8% 12.0% 15.4% 18.4% 23.5% 28.0% 31.0% 33.1% 33.6%


欧州 3.8% 4.9% 7.0% 8.0% 7.8% 9.0% 9.6% 10.4% 11.6% 12.5%


アジア 1.3% 1.7% 2.4% 3.4% 3.4% 4.3% 4.8% 6.0% 7.0% 8.2%


日本 1.6% 2.3% 3.0% 3.6% 4.0% 5.8% 7.7% 9.7% 11.2% 12.3%


デスクトップ 4.3% 5.7% 7.8% 9.5% 10.1% 12.2% 14.8% 16.8% 18.0% 18.2%


ノート 3.4% 4.7% 8.5% 10.5% 11.3% 13.5% 14.4% 15.1% 16.2% 17.3%


サーバ 3.4% 7.1% 9.7% 13.4% 15.4% 19.3% 21.7% 23.3% 24.8% 26.3%


地
域
別


製
品
別


世　界


2004 2005
構成比
（％）
増減率
（％）


全　体 49,205 55,908 100.0 113.6


アメリカ 32,940 36,411 65.1 110.5


海外 16,265 19,497 34.9 119.9


　欧州 10,787 12,873 23.0 119.3


  アジアと日本 5,478 6,624 11.8 120.9


2004 2005
構成比
（％）
前年比
（％）


全　体 49.2 55.9 100.0 113.6


Desktops PCs 20.8 21.1 37.7 101.4


Mobility 11.8 14.1 25.2 119.5


Servers and networking 4.9 5.4 9.7 110.2


Storage 1.3 1.9 3.4 146.2


Enhanved services 3.7 4.9 8.8 132.4


Software and peripherals 6.7 8.5 15.2 126.9


1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999


売上高 546 889 2,013 2,873 3,475 5,296 7,759 12,327 18,243 25,265


営業利益 44 66 139 -39 249 435 714 1,316 2,046 2,457


税引き前利益 43 73 143 -38 212 383 747 1,368 2,084 2,451


2000 2001 2002 2003 2004 2005


売上高 31,888 31,168 35,404 41,444 49,205 55,908


営業利益 2,769 1,789 2,844 3,544 4,254 4,347


税引き前利益 3,194 1,731 3,027 3,724 4,445 4,574
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80～
89年


90～
95年


96～
99年


85年 コンピュータを開発
（「Intel 8088（8MHz）」を
使用）。


84年 マイケル・デルが
設立。社名
「Dell Computer 
Corporation」。


87年 イギリスに現地法
人設立


88年　 350万株の公募増
資実施（一株8.5＄）


94年　ｿﾆｰ「プレイス
テーション」発売。


95 電気事業法改
正


91年　ノートPC「Inspiron」を発売。 93年 日本に現地法人を
設立。


　・ オーストラリアに
現地法人を設立


98年　NTTドコモが、
「i-mode」サー
ビスを開始。


99年 「ビットバレー」
構想が起こる。


96年 オンライン販売ｻｰﾋﾞｽｻｲﾄ「www.dell.com」開始
　・ ネットワークサーバ市場に参入。
97年 ワークステーション市場に参入。
　・ 一般消費者向け市場に参入。
98年　ストレージシステム「PowerVault」発売


99年　オンライン技術サポートサービス
「E-Support Direct from Dell」を開始


96年 ﾏﾚｰｼｱ・ペナンに工場を建設
98年 アメリカに工場を建設
　・ ヨーロッパに工場を建設。
　・ 中国・厦門に事業ｾﾝﾀｰ開設
99年 ブラジル・Eldorado do Sulに工
場を建設。


　・ アメリカ・Nashvilleに、事業セン
ターを開設


97年　株価1,000＄に到
達。


資料４．時系列活動分析表


市場環境


主活動


販売マーケティング 製造・物流 技術開発 人事労務 全般管理


支援活動


2000年


1月 サーバ「PowerEdge4400」を発売。
　・ サーバ「PowerEdge2450」を発売。
2月 ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ「Precision」ｼﾘｰｽﾞ最大17％値下げ
　・ ノートPC「 Inspiron5000」を発売。
　・ ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｲﾝﾌﾗ構築支援事業に進出すると発表
　・ デスクトップPC「OptiPlex GX300」発売
　・ Webホスティングサービス「DellHost」を開始。
　・ アウトレット品の販売開始。
　・ ワークステーション「Precision620」を発売。
　・ モバイル製品「TrueMobile」を発売。
3月 デスクトップPC「WebPC」シリーズを値下げ。
　・ ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ「Precision」ｼﾘｰｽﾞ最大13％値下げ
　・ デル・ベンチャーズが、活動を資本投資とインキュ
ベーションサービスに拡大。


4月 アプライアンスサーバ「PowerApp」ｼﾘｰｽﾞ発売
　・ インターネット戦略実行支援サービス
「www.DellEworks.com」を新設。


　・ セキュリティサービスを強化（Windows2000に関連し
たセキュリティ情報を提供）。


　・ サーバ「PowerEdge6400」、 「（同）6450」を発売
5月 フラットパネルディスプレイを最大21％値下げ。
　・ Video編集ソフト「Movie Studio」を提供開始。
　・ デスクトップPC「OptiPlex GX200」を発売。
　・ ワークステーション「Precision220」を発売。
　・ 薄型のネットワーク接続機器「e200」を発売。
7月 デスクトップPC「Dimension 4100」を発売。
8月 ノートPC「 Inspiron5000e」を発売。
　・ テクノロジー支援サービス
「Image Management Services」を開始


　・ ﾍﾞﾝﾁｬｰ向け、ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ支援ｻｰﾋﾞｽ「VC Direct」開始
　・ ワークステーション「Precision620」に1GHzの
processorを搭載して発売。


　・ ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟPC「OptiPlex GX100」「（同）GX110」発売
9月 SAN製品「PowerVault 530F」を発売。
　・ NAS製品「PowerVault 705N」を発売
　・ Webサイトスターターキットを提供開始（1年間の
「DellHost」サービスも受けることができる）。


　・ オンライン決済手続きを簡略化（一度ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞで
決済したら、次回以降は手続き省略可能）。


　・ デル製品のユーザー向けに、カスタマイズのナビゲ
ーションサービス「Premier Dell.com」開始。


　・ 小規模事業者向けに、Webサイト管理ツール提供
サービス「MyComputer.com」を開始。


　・ バーチャルクラス「Web School」サービスを開始
　・ アプライアンスサーバ「PowerApp.BIG-IP」発売
　・ サーバ「PowerEdge1400」を発売。
　・ BtoB向けｲﾝﾀｰﾈｯﾄｺﾐｭﾆﾃｨｻｰﾋﾞｽ「Dell Marketplace」
　・ 17inchフラットディスプレイ「1701FP」を発売。　
　・ ノートPC「 Inspiron4000」を発売。
　・ ノートPC 「Latitude C600」、「（同）C800」を発売
　・ ﾉｰﾄPC、ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟPC､ｻｰﾊﾞを12～34％値下げ
　・ ｻｰﾊﾞ「PowerEdge」ｼﾘｰｽﾞの価格を最大47％値下
10月 Dell Solution Center開設（ﾕｰｻﾞｰｻﾎﾟｰﾄ強化）
　・ ノートPC 「Latitude LH500ST」を発売。
　・ サーバ「PowerEdge300」を発売。
　・ ノートPC「 Inspiron8000」を発売。
　・ デスクトップPC「OptiPlex GX150」を発売。
　・ ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ「Precision」向けに新ｸﾞﾗﾌｨｯｸｶｰﾄﾞ提供
11月　ﾐｭｰｼﾞｯｸﾌﾟﾚｲｿﾌﾄ「Dell Digital Audio Receiver」提供
　・ THXと共同設計で、映像・ｹﾞｰﾑ開発者向けの
「Dimension」PC提供開始（音響｡画像機能強化）


　・ デスクトップPC「Dimension 8100」を発売。
　・ ワークステーション「Precision330」を発売。
　・ BtoB向け、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｿﾘｭｰｼｮﾝ提供開始。
12月　ＩＴインフラ構築支援サービスを強化（Windows2000
による電子商取引環境の整備）。


　・ サーバ「PowerEdge1550」、 「（同）350」を発売。
　・ サーバ「PowerApp120」、 「（同）110」を発売。
　・ 15inchフラットディスプレイ「1503FP」を発売。
　・ ﾉｰﾄPC「Latitude」シリーズの価格を20％値下げ


1月 就職サイト「Monster.com」運営
のTMP Worldwideが、デル製品
採用（ｻｰﾊﾞなど）。


　・ TRWがデル製品を採用（デスク
トップPCなど）。


2月 America Onlineと提携。デルの
PCより、AOLのサービスを導入
しやすくする方針。


4月 AES社と提携。共同で、高性能ﾜｰ
ｸｽﾃｰｼｮﾝを提供する方針。


　・ HomeRuns.comがデル製品を採
用（ｽﾄﾚｰｼﾞｼｽﾃﾑなど）


　・ Gen3 PartnersとArthur 
Andersenと提携。共同で、法人
顧客向けに、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ戦略実
行を支援する方針。


　・ NaviSite、Optika用（ｻｰﾊﾞなど）、
Boeing、American Airlines（ﾃﾞｽｸ
ﾄｯﾌﾟPC）がデル製品を採用


5月 SmartPipesがデル製品を採用
（SANなど）。


　・ Xeroxと提携。共同で、オフ
ィス製品を提供していく方針


6月 Cornell Universityがデル製品を
採用（HPCCなど）。


　・ Giganetと提携。共同でﾗﾃﾝｱﾒﾘ
ｶ圏へのｲﾝﾀｰﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽを促進


　・ Toyota Motor Sales USAがﾃﾞﾙ
製品採用（Linuxサーバなど）


7月 Blackboardと提携。同社のソフト
をプレインストールして提供開
始（教育市場向け）。


8月 HCA、Motorola、ThinkLinkがﾃﾞﾙ
製品採用（ｻｰﾊﾞなど）。


9月 Weyerhaeuser Company、
LoanCity.com、ヘルスケア製品・
葬儀事業のHillenbrand 
Industriesがﾃﾞﾙ製品採用（ﾃﾞｽｸ
ﾄｯﾌﾟPCなど）


　・ Nashville事業所が開設。
　・ マイクロソフトと共同で、BtoBﾏｰ
ｹｯﾄｱｸｾｽｻｰﾋﾞｽ「Supplier 
Advantage」開始。


10月　EDSと提携。共同で、Navy and 
Marine CorpsのＩＴ化を手掛ける


　・ ABCがデル製品を採用（Dell 
Hostなど）。


　・ TexasのFort Worthに事業ｾﾝﾀｰ
を開設すると発表（来春予定）


11月　ブロードバンド事業のTeligentと
提携。共同で、コンピューティン
グサービスを提供する方針。


　・ Manulife Wood Logan、 Kompan
A/S、Navy and Marine Corpsが
ﾃﾞﾙ製品採用（NAS）


　・ ﾖｰﾛｯﾊﾟでのｻｰﾋﾞｽのため、
ﾊﾟｰﾄﾅｰを選定
（BT Ignite Content Hosting、


　　　　Chello Broadband、Edgix、
　　　　Interliant､KPNQwest Worldport)
　・ 「DellNet」をPCに付加して提供
開始（MSNへのｱｸｾｽ促進）


12月　New YorkのMetropolitan 
Museum of Artがデル製品を選
択（NASなど）。


　・ Unisysと提携。同社の設計で、
PowerEdgeｻｰﾊﾞ提供する方針。


　・ 注文を受けてから、48時間以内
に発送する「Quickship」プログラ
ムを開始。


2月 「E-Government」の促進
を発表。


　・ Microsoft「Windows 2000」
への適用をサポート開始。


3月 　デスクトップPCに対して、
Intelの「Pentium3 (1GHz)」
への適用を開始。


　・ Novell社のライセンス契
約を獲得。同社のソフトウェ
アライセンスをデルのユー
ザーに提供する方針。


6月 Microsoft「Exchange 2000」
への適用をサポート開始


　・ ノートPCに対して、Intelの
「Mobile Pentium3 
(750MHz)」への適用開始


　・ RedHat社と提携。共同で、
Linux開発を行う方針。


　・ 「OpenManage」を強化
（ON Technology の
「ON Command CCM」、
StorageSoft の
「ImageCast IC3」を利用
可能に）。


　・ AT&Tと提携。共同でｲﾝﾀｰ
ﾈｯﾄｲﾝﾌﾗ提供する方針。


7月 Microsoftとの提携を強化。
共同で、「Dellnet」を強化
する方針。


　・ Webﾎｽﾃｨﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ
「DellHost」を強化
（Windows2000に対応）。


8月 Microsoft、Intelとの提携
を強化。共同でｲﾝﾀｰﾈｯﾄ
ﾋﾞｼﾞﾈｽのｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ強化ﾌﾟ
ﾛｸﾞﾗﾑ「Eworks」推進する
方針。


9月 東芝と提携。共同で、低コ
スト化を促進する方針。


　・ 「OpenManage」を強化
（Windows2000に対応）。


　・ Microsoftの「WindowsMe」
OSへの適用ｻﾎﾟｰﾄ開始


　・ ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ「Precision」ｼ
ﾘｰｽﾞ、ｻｰﾊﾞ「PowerEdge」
ｼﾘｰｽﾞに対し、Red Hatの
「Linux7.0」をﾌﾟﾚｲﾝｽﾄｰﾙ
して提供開始 。


10月　Portal Software、Xevoと
提携。共同でASP向け技
術を開発する方針。


　・ Microsoftと提携。共同で、
ｽﾄﾚｰｼﾞｼｽﾃﾑ（NAS）強化


　・ Webホスティングサービス
「DellHost」を強化（Webﾃﾞ
ｻﾞｲﾝ、電子商取引ｿﾌﾄをﾌﾟ
ﾚｲﾝｽﾄｰﾙして提供開始）。


　・ e-business向けｱﾌﾟﾘｹｰｼｮ
ﾝのVignetteと提携。共同
でｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾋﾞｼﾞﾈｽｿﾘｭｰｼｮ
ﾝを手掛ける方針。


11月　LinkGuardと提携。共同で
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽ強化する


12月　Imation社内に技術センター
を開設。


　・ 「OpenManage」強化（ﾓﾆﾀｰ
機能やリモート機能強化）。


　・ Webﾎｽﾃｨﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ
「DellHost」強化
（1GHz対応）


10月 the National 
Consumers 
Leagueと共同で、
インターネット教育
キャンペーンを実
施。


　・ バッテリーのリコー
ルを発表（ノート
PCが対象）


3月 ソニー・コン
ピュータエンタ
テインメントが、
「プレイステー
ション2」を発売。


　・ 電気事業法改
正(電力の小売
部分自由化)。


4月 消費者向け電
子商取引が急
速に広拡大。


　・ インターネット
上のオークショ
ンにおいて、詐
欺事件や違法
なわいせつ物
の売買などが
増加。警察庁
はヤフー、サー
ドウェーブ、楽
天に対し、利用
者の身元確認
や禁制品取引
の監視などを
行うよう要請。


10月　NTTが光ファイ
バーによる高
速通信サービ
スを開始（試験
サービス）。
月額：13,000
速度：10Mbit







2001年


1月 アジア太平洋事業センターをマレーシアに
設置。


　・ SAN製品「PowerVault 660F」（第4世代SAN ）
を発売。


　・ プエルトリコ市場において、ＩＴインフラ構築
サービスを強化（ストレージシステムなど）。


　・ 中小企業向けEコマースソフト「Miva
Merchant」を提供開始。大企業向けサービ
スも、価格を下げる。


2月 NAS製品「PowerVault 735N」（ストレージを
簡素化できる）を発売。


　・ ノートPC「Latitude L400」を発売。


3月 デスクトップPC「OptiPlex GX400」を発売。
　・ ノートPC「Inspiron2100」を発売。
　・ ノートPC「Inspiron8000」に1GHzのprocessor
を搭載して発売。


　・ ノートPC「 Latitude C800 」を発売。
　・ 小規模オフィス向けに、低価格サーバ
「PowerEdge300SC」、「（同）1400SC」を提供
すると発表。


　・ インターネットやイントラネットインフラ向けに
次世代サーバ「PowerEdge2550」、
「（同）2500」を発売。


4月 ＩＴインフラ構築事業を強化（ＩＴ導入をより簡
素に行えるようにする）。


　・ ノートPC「Inspiron2500」を発売。
　・ デスクトップPC「OptiPlex」シリーズと、ワー
クステーション「Precision」シリーズの購買者
向けに、499＄で、15インチフラットパネルモ
ニターを提供開始。


　・ デスクトップPC「Dimension」シリーズの価格
を20％値下げ。


5月 ノートPC「Latitude C500」 「（同）C600」発売
　・ 高性能ワークステーション「Precision 530」を
発売。


　・ サーバ「PowerEdge7150」を発売。
　・ ワークステーション「Precision 730」を発売。


6月 デスクトップPC「OptiPlex GX50」を発売。
　・ ノートPC「Latitude C800」を発売。


7月 NAS製品「PowerVault136T/　128T」を発売。
　・ ノートPC 「Inspiron8100」、 「Latitude C810」
を発売。


　・ 小規模事業向けに、高い価格性能比の
サーバ「PowerEdge 500SC」を発売。


8月 「Dell Financial Services」を強化（決済手続
きを簡素化した支払いオプション
「QuickLoan」、「QuickLease」を追加）。


9月 デスクトップPC「OptiPlex GX240」、
「Dimension 4300」を発売。


　・ ネットワークスイッチ「PowerConnect5012」、
「（同）3024」 、 「（同）2024」 、 「（同）2016」を
提供開始。


　・ 個人・SOHO向けデスクトップPC「Dimension 
8200」を発売。


　・ 高性能ワークステーション「Precision 340」を
発売。


10月 ノートPC 「Latitude C610」を発売。
　・ ノートPC 「Inspiron4100」を発売。
　・ 20inchのフラット・パネルモニター「2000FP」
を提供開始。


　・ 「Dell Financial Services」を強化（小規模事
業者向けに、無利息リースを開始）。


　・ デスクトップPC「SmartStep 100D」を発売。


11月 NAS製品「PowerVault　755N/　750N/　
715N 」を発売。


　・ EMCのNAS製品「IP4700」を、「Dell/EMC」ブ
ランドで提供開始。


　・ モバイルワークステーション「Precision M40」
を発売。


　・ 軽量ノートPC 「Latitude C400」を発売。
　・ 中小企業向けに、サーバ「PowerEdge
1500SC」を発売。


1月 America Onlineと提携。合衆国
の幼小中高学校に販売するす
べてのコンピュータに、プレイン
ストールされた無料の
「AOL@SCHOOL」サービスを提
供する方針。


　・ 「Red Hat Linux」をインストール
した「PowerEdge」サーバ向け
に、SendmailのE-mailホスティ
ングサービスを抱き合わせて
提供するサービスを開始。


　・ Linux開発者向けに、ワークス
テーション「Precision」とBorland
の「Kylix」を抱き合わせて提供
開始。


　・ Unisysと販売協定を締結。共同
で、デル製品の販売を強化す
る方針。


2月 　「Precision」で、3Dlabs社のグラ
フィックスアクセレータ
「WildcatTM II 5110」を利用可
能に。


　・ ブラジルで、「PowerEdge」生産
向け工場が稼動開始。


　・ ADCがデル製品を採用（デスク
トップPCなど）。


　・ Wyndham Internationalがデル
製品を採用（ノートPCなど）。


3月 カリフォルニアのSan Lorenzo 
Unified School Districtが、デル
製品を採用（E-Learning 
Programなど）。


　・ SETON Healthcare Network 
（合衆国で最も大規模な非営
利健康システム「Ascension 
Health」の会員）向けに、情報
技術インフラを管理すると発表。


　・ サムスン電子と供給契約を締
結。（メモリ、LCD、光ディスクド
ライブ、モニタ）。競争価格を実
現するための共同研究も行う
方針。


4月 Agilitiがデル製品を採用（サー
バなど）。


　・ International Paperがデル製品
を採用（ノートPCなど）。


5月 Ariba、Microsoft、Vignetteなど
の追加アプリケーションのイン
ストールを容易にするプログラ
ムを搭載。また、「PowerEdge」
サーバに、BEA社の「WebLogic
Server」をプレインストールする。


　・ Armstrong World Industriesが
デル製品を採用（デスクトップ
PCなど）。


6月 Blue Shield of Californiaがデル
製品を採用（デスクトップPC）。


　・ Inktomiと提携。「PowerEdge」
サーバに、同社のソフトウェア
を組み合わせて提供開始。


7月 Inktomiがデル製品を採用（サー
バなど）。


　・ BellSouthと提携。同社のプロ
バイダサービスへの加入を容
易にするように、DSLモデムを
プレインストールして提供開始。


8月 Michigan‘s Rochester 
Community Schoolがデル製品
を採用（ノートPC）。


　・ Compagnie Générale de
Géophysiqueがデル製品を採
用（Linuxサーバ）。


9月 Nishan Systemsと提携。共同で、
IPネットワークを使用したストレー
ジシステムを手掛ける方針。


12月 Montana Powerがデル製品を
採用（デスクトップPCなど）


1月 大規模インターネットデータ
センターを提供する米国サー
ビスプロバイダー向けに、デー
タセンター導入サービスを
強化（インテルを必要とする
ユーザーに提供するサービ
スレベルを最大にするのを
保証するように設計）。


　・ Linux搭載サーバ向けに、管
理ツール「OpenManage」を
利用可能にして、提供開始。


　・ Linux搭載サーバ向けと、
Oracle9iの組み合わせを可
能にして、提供開始（サーバ
「PowerEdge」とストレージシ
ステム「PowerVault」が対
象）。


3月 etrieveと提携。共同で、携帯
電話を使用した無線システ
ムを促進する方針。


　・ Intel「Pentium4 (1.00GHz)」
への適用を開始。


5月 EDSと提携。同社のサービ
スにデルのコンピュータシス
テムを結合して、販売する
方針。


6月 Hart InterCivicと提携。共同
で、電子投票システムを開
発する方針。


7月 デスクトップPC「OptiPlex」シ
リーズ、ワークステーション
「Precision」シリーズの標準
システム管理ソフトとして、
「OpenManage Client 
Instrumentation 6.0」を選択。


　・ ワークステーション
「Precision」シリーズ、サー
バ「PowerEdge」シリーズに
対し、Red Hatの「Linux7.1」
をプレインストールして提供
開始 。


　・ ネットワークスイッチ
「PowerConnect」の開発を
開始。


8月 Intel「Pentium4 (2.00GHz)」
への適用を開始


10月 「PowerEdge」サーバと、スト
レージシステム「PowerVault」
で共通に使用するソフトウェ
アなどをまとめて提供開始。


　・ EMCと提携。共同で、ストレ
ージシステムの販売を強化
する方針。


11月 MigraTECと提携。共同で、
Intelの「Itanium」を使ったＩＴ
化を促進する方針。


　・ ネットワークスイッチ
「PowerConnect」がTolly　
Groupの認定を獲得。


　・ ワークステーション
「Precision」ｼﾘｰｽﾞ、サーバ
「PowerEdge」ｼﾘｰｽﾞに対し、
Red Hatの「Linux7.2」をプレ
インストールして提供開始 。


12月 「Oracle9 i」 と「Oracle9 i 
Real Application Clusters」
を「PowerEdge」サーバで利
用可能にしたと発表。


　・ Avanadeと提携。共同で、
Microsoftの「Windows2000」
ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ事業を行う方針


12月　Microsoftより、
OEM部門の
「Windows 
Embedded 
Partner」として
認定される


1月 世界最先端の
IT環境実現に
向け、「e-
Japan」戦略が
提起される。
（2005年までに
高速情報通信
網を三千万世
帯に普及させ
る目標）


　・ NTTドコモが、
PHSで音楽配
信事業を開始。


2月 NTTドコモが、
PHS端末でイ
ンターネットに
接続できるサー
ビスを開始。


3月 著作権問題で、
コンテンツが不
足気味。著作
権にまつわる
権利関係が複
雑で、ネット配
信に対応して
いないのが現
状。


　・ 有線ブロードネ
ットワークスが、
光ファイバーを
使った個人向
け高速通信サー
ビスを開始
月額：4,900円
速度：100Mbit


6月 DDIポケットが、
PHS通信網を
用いたデータ
通信サービス
「エアーエッジ」
を開始。


7月 次世代携帯開
発において事
業者の関係に
変化。NTTドコ
モに対し、反発
する欧州勢が
共同歩調を変
換。W-CDMA
を欧州勢は、
「UMTS」と表現
し、別仕様を採
用する。ドコモ
は、「FOMA」と
表現。


　・ NTTがADSL料
金の値下げ
月額：3,800円


8月 NTTも光ファイ
バーによる、毎
秒10M～
100Mbit


　　　 の高速通信サー
ビス開始


9月 ソフトバンクが
低価格のＡＤＳ


　　　 Ｌ事業に参入
　　 月額：2,280円
　・ ケンウッドは
PHS端末事業
から撤退


10月　NTTドコモが
「FOMA」サー
ビスを開始。


11月 WindowsXP発
売。ブロードバ
ンド機能に対
応


市場環境


主活動


販売マーケティング 製造・物流 技術開発 人事労務 全般管理


支援活動







2002年


1月 個人・SOHO向けﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟPC「Dimension 4400」


2月 ネットワークスイッチ「PowerConnect2508」、 「（同）
2124」を提供開始。


　・ 高さ1U超薄型ﾗｯｸﾏｳﾝﾄｻｰﾊﾞ「PowerEdge1650」
IntelのXeonを搭載した「（同）4600」を発売。


　・ 19inchのﾌﾗｯﾄﾊﾟﾈﾙﾓﾆﾀｰ「1900FP」提供開始


3月 個人・SOHO向けﾉｰﾄPC「Inspiron8200」､企業
･教育･官公庁市場向け「Latitude C840」発売


　・ 個人・SOHO向けﾉｰﾄPC「 Inspiron2600」発売
　・ ノートPC「SmartStep 100N」を発売


4月 高性能ﾌﾞﾚｰﾄﾞｻｰﾊﾞ「PowerEdge1655MC」発売
　・ オンラインオーダーの状況確認を強化。インター
ネットでいつでも確認可能に。


　・ SAN製品「Dell/EMC」で低コストのストレージシス
テムの販売を強化（3バージョンを追加）。


　・ ﾓﾊﾞｲﾙﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ「Precision M50」を発売。
　・ Mobile Pentium4-Mを搭載しながら、低価格の
ノートPC「Inspiron2650」を発売。


5月 移動中のﾋﾞｼﾞﾈｽﾏﾝ向けﾉｰﾄPC「Latitude X200」
　・ プロジェクター 「3100MP」を発売。
　・ ＩｎｔｅｌのXeonを搭載した高性能サーバ
「PowerEdge2650」を発売。


　・ リサイクルセンターを強化
（中古品であっても、無料で持ち込み可能に）


　・ 企業、教育・官公庁向けデスクトップPC
「OptiPlexTM GX260」を発売。


　・ 個人・SOHO向けデスクトップデスクトップPC
「Dimension4500」、 「（同）4500S」を発売。


　・ NAS製品「PowerVault 122T」を発売。
　・ ｺﾝﾋﾟｭｰﾀを自宅に設置することを容易にするｻｰﾋﾞ
ｽを強化（「Preferred Account」、「Home PC 
Installation Program」サービスを追加）。


6月 ﾈｯﾄﾜｰｸｽｲｯﾁ「PowerConnect3048」提供開始
　・ ﾈｯﾄﾜｰｸｽｲｯﾁ「PowerConnect3248」 「（同）5224」
　・ フラット・パネルモニター「1800FP」提供開始
　・ ｵﾝﾗｲﾝ教育ﾂｰﾙ「Know-the-Net」強化（生徒､先
生､両親それぞれに対応したﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ設計


7月　 MobilePentium4-Mを 搭載した、ビジネス向けのﾒ
ｲﾝｽﾄﾘｰﾑﾉｰﾄPC「Latitude C640」発売


　・ ﾓﾊﾞｲﾙＩｎtel Pentium4 ﾌﾟﾛｾｯｻ-Mを搭載した個人・
SOHO向けのﾒｲﾝｽﾄﾘｰﾑ・ﾉｰﾄPC「Inspiron 4150」


　・ ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟPC「SmartStep 200N」「（同）250N」発売


8月　 最上位ストレージ製品 「CX600」を開発。
　・ 個人・SOHO向け省スペース型デスクトップのエン
トリー・モデル 「Dimension 2300」発売


　・ 高い価格性能比のエントリーサーバ
「PowerEdge600SC」を発売。


10月 ミッドレンジストレージ新製品「CX400」発売
　・ ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟPC「Dimension4550」、 Pentium4と
RDRAM PC1066を搭載した、個人・SOHO向け ハ
イエンド・デスクトップ「（同）8250」発売


　・ Microsoftの「Exchange2000」の導入を評価・計画
できるサービス「eMRA」を開始。


　・ デスクトップPC「OptiPlex GX60」を発売。
　・ 50の直販店を出店。
　・ リサイクルサービスを強化（デル以外のメーカー
品も対象に）。


　・ 省ｽﾍﾟｰｽ性と管理性を追求した「OptiPlex SX260」
　・ 低コストでSANを構築できるエントリークラスストレ
ージ「CX200」を開発。


11月 Xeonを搭載しながら、高い価格性能比を実現した
SOHO、中小企業向けｻｰﾊﾞ「PowerEdge 1600SC」


　・ ハンドヘルドPC「Axim X5」を発表。
　・ IntelのXeonを搭載したワークステーション
「Precision 650」、「（同）450」 を発売。


　・ 高い価格性能比で、1Uの超薄型ｴﾝﾄﾘｰNAS製品
「725N」、IntelのXeonを2基搭載可能なﾐｯﾄﾞﾚﾝｼﾞ
NAS製品「770N」、IntelのXeonを搭載し、高いﾊﾟ
ﾌｫｰﾏﾝｽを実現したﾐｯﾄﾞﾚﾝｼﾞﾓﾃﾞﾙNAS製品「775N」


　・ 顧客が、UNIXからWindowsサーバに移行するのを
助けるサービス開始。


　・ ｻｰﾊﾞﾌﾞﾚｰﾄﾞ製品「PowerEdge 1655MC」発売
　・ デスクトップPC「Dimension 2350」を発売。


12月 企業向けにﾈｯﾄﾜｰｸ設計、ｲﾝｽﾄｰﾙ、ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞを合
わせて提供するｿﾘｭｰｼｮﾝﾊﾟｯｹｰｼﾞを開始。


　・ 携帯性と高機能を同時に実現した法人のお客様
向け小型・軽量ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀ「3200MP」発売。


　・ ｾｷｭﾘﾃｨｻｰﾋﾞｽ「Dell SecurityCenter」にｿﾌﾄ追加。
　　　　　・ McAfee VirusScan Online 
　　　　　・ McAfee Personal Firewall Plus 
　　　　　・ McAfee Privacy Service 


1月 the National Football Leagueがデル
製品を採用（SANなど）。


　・ Nando Mediaが、サーバ「PowerEdge」
シリーズのユーザー向けに、Webサ
イトソリューションを提供開始。


　・ BARCOと提携。共同で、ヘルスケア
市場向けに、ワークステーションを提
供していく方針。


　・ Philips Electronicsがデル製品を採
用（Linuxサーバなど）。


　・ The Astronomical Leagueがデル製
品を採用（サーバなど）。


　・ HDD向け磁気ヘッド製造のRead-
Riteが、デルのサーバ、PC向けに、
技術の標準化を実行していく方針。


2月 　スーパーコンピュータのCrayがデル
製品を採用（HPCC）。


3月 the Oklahoma City Public Schoolが
デル製品を採用（ノートPCなど）。


　・ the University of Alabama at 
BirminghamのBiomedical Engineering
がデル製品を採用（HPCC）。


4月 法律事務所Paul, Hastings, Janofsky
& Walkerがデル製品採用（ｻｰﾊﾞなど）


7月 12地域の学校「TechKnow」参加
　　　　（Austin、Texas：Alameda、Calif、
　　　　　Chicago：Detroit、
　Mich：Kansas City、MO：Nashville 　
Tenn、Philadelphia


　　　　　Prince George's County、Trenton
　　　　　N.J：Laredo、Norfolk）


8月 Fast Search & Transfer、Searsがﾃﾞﾙ
製品を採用（NASなど）


　・ The Texas Association of Local 
Health Officialsがデル製品を採用
（サーバなど）。


　・ The Houston Texans、
La Madeleine French Bakery & Café
がデル製品を採用（SANなど）。


9月 University at Buffalo、The State 
University of New York、
The Pennsylvania State University‘s 
Academic Services and Emerging 
Technologiesがデル選択（HPCCなど）


　・ Menasha Corporationがデル製品を
採用（Linuxサーバ）。


　・ U.S. Military Academy、
The Bombay Company、
Dorsey & Whitneyがデル製品を採用
（SANなど）。


10月 Ｔhe United States Marine Corpsが
デル製品を採用（ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟPCなど）。


　・ Case Western Reserve University、
The University of North Carolinaが
デル製品を採用（SANなど）。


　・ Houston Community College System
がデル製品採用（ｻｰﾊﾞなど）


　・ North Jersey Media Groupがデル製
品を採用（SANなど）。


　・ Creative Artists Agency、ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ
事業のCox､デル製品採用(SANなど）


　・ The University of Utahがデル製品を
採用（HPCC）。


　・ CaptionMax、金融仲介業のExcel 
Mortgageがデルを選択（NASなど）。


　・ NBA､ﾃﾞﾙ製品採用（ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟPCなど）


11月 レストラン・娯楽事業の
Dave&Buster’sがデル製品を採用
（ネットワークスイッチなど）


　・ ｿﾌﾄｳｪｱﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞのBenelogicがデル
製品を採用（SANなど）。


　・ Long&Fosterがデル製品を採用
（NASなど）


　・ Acuity Brands‘ Acuity Lighting 
Group､ﾃﾞﾙ製品採用(Linuxｻｰﾊﾞなど


　・ The State University of New York、
The University at Buffaloがデル製品
を採用（高HPCC）。


12月 Alaska Communications Systems 
Groupがデル製品を採用（SANなど）


　・ SelectComfortがデル製品を採用
（SANなど）。


3月 EMCと共同で、SAN
を強化（管理簡素化、
コスト削減、データ保
護強化）。


　・ サーバ「PowerEdge」
シリーズに対し、Red 
Hatの最新LinuxOS
をプレインストールし
て提供開始。


4月 サーバ「PowerEdge」
シリーズの管理ソフ
ト「OpenManage」を
強化して提供開始
（ネットワーク性能を
強化）。


　・ Microsoftと共同で、
次世代サーバ技術
「InfiniBand」を開発
する方針。


　・ Oracleと共同で、
「PowerEdge」サーバ
やSAN向けに、Linux
によるﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽｿﾘｭｰ
ｼｮﾝを開発する方針。


6月 Oracle、Red Hatと共
同で、Linaxによるサー
バーソリューションを
強化する方針。


　・ ストレージシステム
「PowerVault」（NAS）
シリーズを強化
（EMCと共同開発し
ているｽﾄﾚｰｼﾞｼｽﾃﾑ
（SAN）との統合を容
易にする）。


7月 サーバ「PowerEdge」
シリーズの管理ソフ
ト「OpenManage」など
のサポートを強化
（Linax向けサーバ管
理にもサポートを拡
大）。


8月 Platform Computing
が、サーバ
「PowerEdge」シリー
ズの性能強化ソフト
を開発。


　・ Linuxの開発を促進
するサービス「Linux 
World 2002」発表


9月 Lexmarkと提携。共
同で、インクジェット
プリンタの開発を行
う方針。


11月 Intelの「Pentium4 
(3.06GHz)」への適用
を開始


10月 「SAP Pinnacle 
Award」を受賞。


11月 「Home-Front 
Award」を受賞。


3月 東京電力が光
ファイバー網を
使用した高速
通信サービス
を開始。
月額：8,980円


　・ 有線ブロードネ
ットワークスが、
光ファイバー網
を使用した高速
通信サービスを
開始。
月額：6,100円
(機器利用料な
ど込み)


10月 九州電力が、
PHS事業から撤
退。


12月 PHS各社が定
額制の無線デー
タ通信サービス
を相次いで導入


市場環境


主活動


販売マーケティング 製造・物流 技術開発 人事労務 全般管理


支援活動







2003年


1月 ノートPC 「Latitude C400」、 「（同）X200」を発売
（WLANを搭載）。


3月　 個人・SOHO向けﾉｰﾄPC「Inspiron 5100」「（同）
1100」を発売。


　・ 15.4インチのﾜｲﾄﾞ液晶ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲを搭載した個人・
SOHO向けﾊｲｴﾝﾄﾞ・ﾉｰﾄPC「Inspiron 8500」発売


　・ 最新のｲﾝﾃﾙ Centrinoﾓﾊﾞｲﾙ･ﾃｸﾉﾛｼﾞを搭載した
ﾋﾞｼﾞﾈｽﾉｰﾄPC「Latitude D600」「（同）D800」発売


　・ 個人・SOHO向けノートPC「Inspiron　600m」発売
　・ 高い価格性能比を実現した小型・軽量プロジェ
クタ「2100MP」を発売


　・ リサイクルサービスを強化（ホームピックアップ
サービスを1単位15$で開始）。


　・ ﾌﾟﾘﾝﾀの販売を開始「A940」（ｺﾋﾟｰ、ｽｷｬﾅ機能搭
載）、「P1500」（ﾚｰｻﾞｰ）､「S2500」、「S2500n」（高
性能ﾚｰｻﾞｰ）。同時に、プリンターのリサイクル
サービスを開始（コスト不要）。


4月 個人・SOHO向けノートPC 「Latitude D500」、
「Inspiron500m」を発売。


　・ インテル 875 Pﾁｯﾌﾟｾｯﾄを搭載し、PC3200ﾃﾞｭｱﾙ
ﾁｬﾈﾙDDR-SDRAMに対応した個人・SOHO向け
ハイエンド・デスクトップ「Dimension 8300」発表


　・ PCｹﾞｰﾑ用高性能ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟPC「Dimension XPS」
　・ ネットワークスイッチ「PowerConnect5212」、
「（同）3348」、「（同）3324」を提供開始。


5月 ｲﾝﾃﾙCentrinoﾓﾊﾞｲﾙ･ﾃｸﾉﾛｼﾞを搭載した薄型・
軽量B5ｻｲｽﾞのﾋﾞｼﾞﾈｽﾉｰﾄﾌﾞｯｸ「Latitude D400」


　・ 最新のｲﾝﾃﾙ865Gﾁｯﾌﾟｾｯﾄを搭載した個人・
SOHO向け省スペース型デスクトップ「Dimension 
4600C」、 「（同）4600」、 「（同）4550」を発売。


　・ ワークステーション「Precision 360」を発売。
　・ ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟPC「OptiPlex GX270」「（同）SX270」


6月 ノートPC「 Inspiron5150」を発売。
　・ ﾓﾊﾞｲﾙﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ「Precision M60」を発売
　・ ﾌﾟﾘﾝﾀｰ「M5200n」（ﾜｰｸｸﾞﾙｰﾌﾟﾚｰｻﾞｰ）、「J740」
（インクジェット）、「A920」（オールインワン）発売


　・ 17inchフラット・パネルモニター「1703FP」、
19inchフラット・パネルﾓﾆﾀｰ「1901FP」提供開始


　・ 高い価格性能比を実現した ItaniumR2搭載サー
バ「PowerEdge 3250」を発売。


7月 SOHO・中小企業・個人向けに拡張性に優れた
バリュー・デスクトップ「Dimension 2400」を発売。


　・ ﾘｻｲｸﾙｻｰﾋﾞｽ強化（データ保護と環境面を強化）
　・ 中小企業市場向けに、低価格を実現したエント
リーサーバ「PowerEdge 400SC」を発売。


　・ ｲﾝﾃﾙCentrinoﾓﾊﾞｲﾙ･ﾃｸﾉﾛｼﾞ対応の法人向けｳ
ﾙﾄﾗ･ﾓﾊﾞｲﾙ･ﾉｰﾄPC「Latitude X300」発売


　・ ｲﾝﾃﾙCentrinoﾓﾊﾞｲﾙ･ﾃｸﾉﾛｼﾞに対応した個人・
SOHO向け軽量B5ｻｲｽﾞﾉｰﾄPC「Inspiron 300m」


8月 「Red Hat Enterprise Linux ES」をサーバ
「PowerEdge」ｼﾘｰｽﾞにプレインストールして発売。


　・ ﾉｰﾄPC、ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟPC、ｻｰﾊﾞ、ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ、プリ
ンター、プロジェクターなど最大22％値下げ


　・ Centrinoに対応し、15.4ｲﾝﾁﾜｲﾄﾞ晶ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲを搭
載したﾊｲｴﾝﾄﾞ･ﾉｰﾄPC「Inspiron 8600」を発売。


9月 サーバ「PowerEdge」シリーズの管理ソフト
「OpenManage」を無料にして提供開始 。


　・ 高品位ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲを搭載した個人・SOHO向けﾊｲ･
ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ･ﾉｰﾄPC「Inspiron 5150」を新発売


10月 薄型・軽量ﾊﾝﾄﾞﾍﾙﾄﾞPC「Axim X3」「（同）3i」発売。
　・ 高い価格性能比を実現した小型・軽量マルチユ
ース・プロジェクタ「2200MP」を発売。


　・ PCを中核としたデジタル・ホーム・ソリューション
を実現するﾜﾝﾄﾞ液晶ﾃﾚﾋﾞ「W1700」（17inch）発売。


　・ MusicPlayer「Dell Digital Jukebox（DJ）」を提供
開始（Musicmatchがソフトウェアを提供）。


　・ ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟPC「Dimension XPS」強化（20inch液晶）
　・ 20inchﾌﾗｯﾄ･ﾊﾟﾈﾙﾓﾆﾀｰ「2001FP」を提供開始


11月 プリンター「W5300n」（ﾜｰｸｸﾞﾙｰﾌﾟﾚｰｻﾞｰ）を発売
　・ 「TrueMobile 5100 Tri-Band GPRS PC Card」提
供開始（T-Mobile、AT&Tのどちらか利用可能）


　・ サーバ「PowerEdge」シリーズの管理ソフト
「OpenManage」強化して提供開始（操作簡単に）


　・ プリンター「A960」（オールインワン）を発売。
　・ 30inch液晶ﾃﾚﾋﾞ「W3000」､23inch「W2300」
　・ 無線ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ「Goodlink」を提供開始（ｿﾌﾄｳ
ｪｱとﾊﾝﾄﾞﾍﾙﾄﾞ端末「Good’s G100」で構成）。


11月 セキュリティシステム「Smart Card」を提供開始
（カードとパスワードを使用）。


12月 ノートPC、モバイルワークステーション向けに、
パワーアダプタを提供開始。


1月 食品小売Winn-DixieがﾃﾞﾙのNAS採用
　・ Chicago TribuneがデルのSAN採用
　・ Microsoftが、「TechKnow」ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ運営に参加
　・ SITELがﾃﾞﾙ製品採用（Linuxｻｰﾊﾞなど）


2月 　Clayton County Public Schools、SETONがﾃﾞﾙ
製品採用（ﾉｰﾄPCなど）


　・ La Quintaがデル製品採用（NASなど）
　・ Cargokids!がデルのPOSｼｽﾃﾑ採用
　・ Jewish Hospital HealthCare Servicesがデル製
品を採用（ノートPCなど）。


　・ Stahls‘がデル/EMCのSANを採用。
　・ ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾎﾟｰﾀﾙLycos EuropeがﾃﾞﾙのNAS採用
　・ Corelが「TechKnow」ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑに参加
　・ Wyndham International ﾃﾞﾙのNAS採用。


3月 Dewberryがデル/EMCのSANを採用。
　・ 以下の企業･大学がﾃﾞﾙ製品採用（HPCC）。
　　　　　（Oxford University、Glasgow University、
　　　　　　Liverpool University、
　　　　　　University College London、
　　　　　　MTU Aero Engines、 　　
　　　　　Compagnie Generale de Geophysique
　　　　　　Cray Italy、TRW Automotive）
　・ ﾍﾙｽｹｱ事業のKaiser Permanenteがデル製品採
用（ノートPCなど）。


　・ InterelateがデルのNASを選択。
　・ Oracleと共同で、ルイジアナ裁判所に、最先端
のシステムを導入。


　・ Commonwealth Scientific and Industrial 
Research Organizationがデル製品を採用（サー
バなど）。


　・ SportsLine.comがデルのNASを選択
　・ ElkCorpがデルのNASを選択。


4月 Precision Response Corporationがデル製品を
採用（Linuxサーバなど）


　・ Hire.comがデル製品採用（サーバ、ネット
ワークスイッチなど）


　・ Nasdaq Stock Marketがﾃﾞﾙ製品採用（ｻｰﾊﾞ）


5月 Weyerhaeuserとの契約を拡張。
　・ Intervetがデル/EMCのSANを選択。
　・ BMWｸﾞﾙｰﾌﾟ.がﾃﾞﾙ製品採用（ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟPC）
　・ Eastman Chemical Companyがデル製品を採用
（デスクトップPCなど）。


　・ デルのサプライチェーン能力改善に貢献したと
して、以下供給者を表彰。
　（Foxconn、BENQ Corp、　　
　　Service Zone、Airborne Express､


　　Samsung AMLCD Division、
　　Western Digital、World Wide Technologies、
　　Kingston Technology）


6月 The University of Liverpoolがデル製品を採用
（HPCC）。


　・ HEBがデルのPOSシステムを選択。
　・ John F. Kennedy Centerがデル/EMCのSANを
選択。


　・ ConocoPhillipsがﾃﾞﾙのPOSｼｽﾃﾑ選択
　・ Saudi Aramcoがﾃﾞﾙ製品採用（HPCC）


7月 Journal Broadcast Groupがデル/EMCのSANを
採用。


　・ ﾘｻｲｸﾙ事業の協力業者として、Resource 
Concepts、Image Microsystemsと提携。


　・ Noveonがデル/EMCのSANを選択


8月 Ｔhe National Center for Supercomputing 
Applicationsがデル製品採用（HPCCなど）。


　・ Park Nicollet Health Servicesがデル製品を採用
（ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟPCなど）。


　・ U.S. Air Force’s 45th Space Wingがデル/EMC
のSANを選択。


　・ ITT Educational Servicesがデル製品を選択（デ
スクトップPCなど）。


9月 The U.S. Military Academy at West Pointがデル
製品採用（ﾉｰﾄPCなど）


　・ National Recycling Coalitionと共同で学校、自治
体､非営利法人へﾘｻｲｸﾙｻｰﾋﾞｽ開始


　・ The U.S. Armyがデ製品ルを採用。


10月 The University of Texasがデルのﾊｲﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ・
ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ・クラスタ（HPCC）を採用。


　・ The Ohio State University-Newark、Central 
Ohio Technical Collegeがﾃﾞﾙ製品採用（SAN）


11月 The Office of Information Technology  at 
Princeton Universityがﾃﾞﾙ製品採用(ﾉｰﾄPC) 。


　・ アメリカに新しい事業センター開設。


1月 独立系ソフトウェアベ
ンダーのRetek、
AutoGas、GERS Retail 
Systems、MSSと提携。
共同で、店舗のオペレー
ション効率化を提供す
る方針。


3月 EMCと共同で、SANを
強化（ATAにより、デー
タアクセス性能を強化）


4月 Good Technologyと提
携。共同で、法人向け
に無線製品・サービス
を手掛ける方針。


　・ Oracleと提携を強化
（グローバル販売協定、
Oracle9iとPowerEdge
の共同提供サービス
の低コスト化）。


　・ Microsoftの「Windows 
Server2003」OSへの
適用をサポート開始。


6月 Microsoftの「Exchange 
Server2003」OSへの
適用をサポート開始。


　・ 小売店向けに、POSシ
ステムを強化。


　・ EMCとの提携を強化
（ストレージシステムの
低コスト化）。


　・ ハンドヘルドPC「Axim
X5」をMicrosoftの
「Windows Mobile2003」
に適用。


　・ AT&Tと提携。デルの
コンピュータで、同社
の無線サービスを提
供していく方針。


　・ T-Mobileと提携。デル
のノートPCで同社の
無線サービスを使用
可能にする方針。


7月 セキュリティサービス
を強化（Windows2000
のセキュリティ設定を
利用）。


9月 SunGardと提携。共同
で、災害時に、一時的
にデルのサーバーを
貸し出すサービス開始


　・ ストレージシステム
「PowerVault」を
Microsoftの「Windows 
Storage Server2003」
に適用。


　・ 新しい認証システムを
導入（認証時に、実践
経験を要求する仕組
み）。


10月 サーバ「PowerEdge」
をMicrosoftの
「Exchange Server
2003」に適用。


　　　　EMCとのｽﾄﾚｰｼﾞｼｽﾃ
ﾑや 「PowerVault」に
も適用。


　・ Microsoft「Office2003」
への適用ｻﾎﾟｰﾄ開始


　・ 「Red Hat Enterprise 
Linux 3」をサーバ
「PowerEdge」ｼﾘｰｽﾞ、
ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ
「Precision」ｼﾘｰｽﾞ適
用


11月 Intelの「Pentium4」
への適用を開始。


12月 「Red Flag Linux」をサ
ーバ「PowerEdge」シリ
ーズに適用。


3月 「Supplier 
Recognition 
Award」を受賞
（DuPont
Global 
Sourcing and 
Logistics主
催）。


　・ 15都市でリサ
イクルを実行
する「Dell 
Recycling 
National Tour」
を開始。


12月 社名を「Dell 
Computer」か
ら、「Dell」に変
更


4月 NTTドコモが、カー
ド型ＰＨＳを使っ
た定額制の無
線インターネット
接続サービスを
開始。


　・ 日立製作所と
三菱電機が、シ
ステムLSI事業、
フラッシュメモリー
事業、SRAM事
業を統合し、
「(株)ルネサス
テクノロジ」を設
立。


9月　　NTTドコモが通
話用PHS端末
の新規開発を
中止。


11月 関西電力が首
都圏でもPHSデー
タ通信サービス
を開始。


市場環境


主活動


販売マーケティング 製造・物流 技術開発 人事労務 全般管理


支援活動
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1月 12ヶ月間の無利息ローンを開始。
　・ IntuitのPOSソフト「QuickBooks」とデルのPCおよびそ
の他の機器を抱き合わせて提供開始。


　・ 最新Celeron M ﾌﾟﾛｾｯｻを搭載、高い価格性能比を実
現したﾋﾞｼﾞﾈｽﾉｰﾄﾌﾞｯｸ「Latitude D505」を発売。


　・ ﾈｯﾄﾜｰｸｽｲｯﾁ「PowerConnect6024」「（同）6024F」
　・ 高い価格性能比を実現した高輝度ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀ「4100MP」


2月 大量導入用に法人向けﾊﾞﾘｭｰﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟ「OptiPlex 170L｣
　・ ﾈｯﾄﾜｰｸｽﾄﾚｰｼﾞ製品群「Dell/EMC」ｼﾘｰｽﾞ３製品ﾗｲﾝﾅｯ
ﾌﾟ一新（「CX300」「CX500」「CX700」開発）


　・ 携帯性と高機能を同時に実現した、小型・軽量のミッド
レンジ・モバイル・プロジェクタ「3300MP」発売。


　・ PCゲーム用のノートPC「Inspiron XPS」を発売。
　・ 中小企業市場向けｻｰﾊﾞ「PowerEdge700」「（同）750」
　・ ネットワークスイッチ「PowerConnect2216」、
「（同）2224」「（同）2324」を提供開始。


3月 HTﾃｸﾉﾛｼﾞ ｲﾝﾃﾙ Pentium 4ﾌﾟﾛｾｯｻを搭載したハイパ
フォーマンス・ﾉｰﾄﾌﾞｯｸ「Inspiron 9100」発売。


　・ 高い価格性能比で、1Uの超薄型エントリーNAS製品
「PowerVault 745N」を発売。


　・ ﾓﾊﾞｲﾙ ｲﾝﾃﾙ Pentium 4ﾌﾟﾛｾｯｻ.40GHzに対応した個人・
SOHO向けのﾊﾞﾘｭｰ･ﾉｰﾄPC「Inspiron 1150」


4月 　小規模事業者向けノートPC 「Latitude 100L」発売


5月 30ヶ月間の無利息リースを開始。
　・ 中小企業・SOHO向けﾍﾞｰｼｯｸ・ﾉｰﾄPC「Inspiron 1000」
　・ ストレージシステム「Dell/EMC」シリーズで、小規模組
織向けの「AX100」を開発。


　・ ハンドヘルドPC「Axim X30」を発表。


6月 　Itanium 2プロセッサを最大4基搭載可能なサーバ
「PowerEdge7250」を発売。


　・ 最新のｲﾝﾃﾙ Pentium 4ﾌﾟﾛｾｯｻと915GExpressチップセッ
トを搭載した法人向けデスクトップPC「OptiPlex
GX280」、 「OptiPlex SX280」を発売。


　・ 個人・SOHO向けﾊｲﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ・ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟ「Dimension 
8400」「（同）4700」「（同）XPS Gen3」


　・ 高度なテクノロジー設備を備えた教室
「Intelligent Classroom」を提供開始。


　・ 高性能ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ「Precision470」「（同）670」


7月 リサイクルサービスを強化（デルのｺﾝﾋﾟｭｰﾀ購入者は、
無料で、自宅にまで回収を行ってもらえる）。


　・ ﾊﾝﾄﾞﾍﾙﾄﾞPC「Axim」ｼﾘｰｽﾞ向けに、Bluetooth対応のキー
ボード、ナビゲーションシステム提供開始


　・ 12.1ｲﾝﾁのｸﾘｱﾜｲﾄﾞ液晶ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲを搭載した個人・
SOHO向けB5ﾜｲﾄﾞﾓﾊﾞｲﾙﾉｰﾄPC「Inspiron700m」を発売。
「（同）XPS」向けに、グラフィックカード強化


8月 ｲﾝﾃﾙEM64T 対応のXeonﾌﾟﾛｾｯｻ搭載、ｼｽﾃﾑ管理機
能を強化した新製品4機種「PowerEdge」 を発売。


　・ 最新のｲﾝﾃﾙEM64T 対応のPentium 4 ﾌﾟﾛｾｯｻを搭載
した高性能ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ「Precision 370」発売。


　・ 最大輝度2,300ANSIルーメンの高性能を搭載したｺﾝﾊﾟ
ｸﾄ･ﾊｲｺｽﾄﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀ「Dell 2300MP」


　・ 「Dell Financial Services」強化（小規模事業者向けの
サービスを充実）


　・ 中小規模事業者向けに、ｻﾎﾟｰﾄｻｰﾋﾞｽを強化
（月：20＄未満で利用可能に）。


　・ TV機能付ワイド液晶モニタ「W2600」（26inch）発売


9月 ﾌﾟﾘﾝﾀｰ「3000cn」（ｶﾗｰﾚｰｻﾞｰ）、「3100cn」（ｶﾗｰﾚｰ
ｻﾞｰ）、「5100cn」（ﾜｰｸｸﾞﾙｰﾌﾟｶﾗｰﾚｰｻﾞｰ）を発売


　・ ｺﾝﾊﾟｸﾄな筐体に高いﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽを備えた個人・SOHO・
中小企業向け省ｽﾍﾟｰｽ型ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟ「Dimension4700C」


10月 最新機能を搭載、新ﾃﾞｻﾞｲﾝ採用の薄型・軽量ﾊﾝﾄﾞﾍﾙﾄﾞ
PC｢Axim X50v｣｢(同)X50mid-level｣｢(同)X50entry-level」


　・ 42inchのプラズマテレビ「W4200」を提供開始。
　・ ﾌﾟﾘﾝﾀｰ「540」（ダイレクトプリント機能）、 「942」（ダイレ
クトプリント機能付きオールインワン）を発売。


　・ 「Pocket DJ」の2製品を発売（5GB、20GB）。
　・ TV機能付ワイド液晶モニタ「W1900」を発売。
　・ 「Intelligent Classroom」を高校向けに強化。
　・ ﾃﾞｭｱﾙﾌﾟﾛｾｯｻ対応の中小企業向けﾀﾜｰ型ｻｰﾊﾞ
「PowerEdge SC1420」、ｴﾝﾄﾘｰｻｰﾊﾞ「（同）SC420」


　・ 17ｲﾝﾁの大型ﾜｲﾄﾞ液晶ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲを搭載した個人・
SOHO向けｴﾝﾀｰﾃｲﾝﾒﾝﾄﾉｰﾄﾌﾞｯｸ「Inspiron 9200」


11月 ｺｽﾄﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽの高いﾜｲﾄﾞｽｸﾘｰﾝLCDﾓﾆﾀｰ「2005FPW」
　・ HPCCに特化薄型ﾗｯｸﾏｳﾝﾄｻｰﾊﾞ「PowerEdgeSC1425」
　・ 15inchﾌﾗｯﾄ・ﾀｯﾁﾊﾟﾈﾙﾓﾆﾀｰ「E153FPT」提供開始
　・ 高密度ブレードサーバ「PowerEdge 1855」を発売。
　・ 無線ﾌﾟﾘﾝﾀｱﾀﾞﾌﾟﾀ「3300」、 「962」（ﾀﾞｲﾚｸﾄﾌﾟﾘﾝﾄ機能付）
　・ 「Dimension」ﾕｰｻﾞｰ向けWindowsXP更新値下げ。


12月 ﾉｰﾄPC、デスクトップPC、サーバ、ワークステーション、
フラットディスプレイパネルなど最大22％値下


1月 プリンター事業でFuji Xerox、
Kodak、Samsungと提携。


　・ ﾌﾗｯﾄﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ向けｻﾌﾟﾗｲﾔｰ
として、Genesis Microchip認定


1月 Weather Channel のWebページで
あるweather.comがデル製品を採
用（サーバなど）。


2月 St. Joseph Health Systemがデル
製品を採用（SANなど）。


3月 Cargillがﾃﾞﾙ製品採用（ｻｰﾊﾞなど）
　・ The U.S. Military Academy at 
West Pointがﾃﾞﾙデル製品採用
（SANなど）。


　・ The Environmental Protection 
Agencyがデル製品を採用。
同時に、リサイクルサービス採用。


　・ The Texas Computer Education 
Association「TechKnow」運営参
加


4月 Baltimore County Public School
が「TechKnow」に参加。


　・ GlobeXplorer LLCがデル製品を
採用（サーバなど）。


　・ The Austin Independent School 
Districtがデルのリサイクルプロ
グラムを選択（ARSなど）。


　・ The Travis County 
Commissioners Courtがデルのﾘ
ｻｲｸﾙﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを選択（ARSなど）。


　・ Gannett Media Technologies 
Internationalがﾃﾞﾙ製品採用（SAN）


　・ Commonwealth of Pennsylvania、
GBCblueがデル製品を採用（デス
クトップPCなど）。


5月 EDSと提携。EDSのｼｽﾃﾑ構築ｻｰ
ﾋﾞｽにおいてﾃﾞﾙ製品を供給方針


6月 A.G. Edwardsがデル製品を採用
（サーバなど）。


　・ Chicago Public Schoolが
「TechKnow」に参加。


　・ Chicago Public Schoolsがﾃﾞﾙのﾘ
ｻｲｸﾙﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ選択（ARSなど）。


7月 Statoilがデル製品採用（HPCC）


8月 Schlitterbahn Waterpark Resort
がデル製品を採用（サーバなど）。


　・ Mythic Entertainmentがデル製品
を採用（サーバなど）。


　・ Northwestern Memorial Hospital
がデル製品を採用（ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟPC
など）。


　・ University of Miamiがﾃﾞﾙ製品採
用


9月 　Miami-Dade County Public 
Schoolが「TechKnow」に参加。　


　・ The Centers for Disease Control 
and Preventionがデル製品採用。


　・ Texas９学区が「TechKnow」参加


10月　Honeywell がデル製品を採用（デ
スクトップPCなど）。


　・ The University of Tennessee at 
Chattanooga、Duke、
Pennsylvania State Universityが
デル製品を採用（HPCCなど）。


　・ IBM、HPと共同で、電機産業の標
準コードを設定。


　・ リサイクル事業の協力者として、
City of Austinと提携。


　・ IBCｸﾞﾙｰﾌﾟがﾃﾞﾙ製品採用（ｻｰ
ﾊﾞ）。


11月 North Carolinaに工場を建設する
ことを発表（05年秋稼動開始予定）


　・ Jet Propulsion Laboratoryがデル
製品を採用（HPCC）。


　・ Recall社がデル製品採用（SAN）


12月 Royal Philips Electronicsがデル
製品を採用（デスクトップPCなど）。


　・ SunStream Hotels & Resortsがデ
ル製品を採用（ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟPCなど）。


　・ 2つのCalifornia school districtが
「TechKnow」に参加


2月 InfiniBandのｽｲｯﾁを
HPCCの構成に追加。


　・ ｻｰﾊﾞﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ規格
「IPMI」のvesion2.0発
表（NEC、Intel、HPと
共同）。


3月 EMCと共同のストレー
ジシステムに、
Vmwareのソフトウェ
アを組み合わせて提
供開始。


4月 Storage Networking 
Industry Association
と共同で、ストレージ
システムの標準化を
行う方針。


　・ Oracleと提携を強化
（グローバル販売協
定、Oracle Standard 
EditionとPowerEdge
の共同提供サービス
の低コスト化）。


　・ SAPと提携（共同で、
コンピューティングの
低コスト化を目指す）。


5月 EMCとの提携を強化
（ストレージシステム
を強化）。


　・ Intelの「Pentium 
Mobile Processor」へ
の適用を開始。


　・ ストレージシステム
「PowerVaultTM」シリー
ズ（NAS） 、および
EMCと共同開発して
いるストレージシステ
ム（SAN）をサポート
するソフト
「CommVault」を提供
開始。


　・ ハンドヘルドPC
「Axim」をMicrosoft
の「Windows Mobile
2003」に適用。


6月 Congressional 
Hispanic Caucus 
Instituteと提携。共
同で、ラテン圏のＩＴ
化を促進する方針。


9月 「PowerEdge」サーバ
シリーズにおいて、
Microsoft 「Windows 
Server2003」と、
「Oracle Database 
10g Standard Edition」
のプレインストールを
提供開始。


　・ AOLと提携強化。共
同で、「TechKnow」を
強化。


　・ 高性能クラスタを強
化（IntelのXeon 
EM64T 、InfiniBand
のスイッチ、PCIeの
HCAsなどの構成）。


10月 Novellと提携強化。
「PowerEdge」サーバ
上で、同社の
「SUSELinux Server9」
を提供する方針。


11月 Microsoftとの提携を
強化。共同で、サー
バシステムやソフト
ウェアの更新を容易
にする方針。


　・ McAfeeの新製品
「VirusScan2005」を
プレインストールして
提供開始。


7月 社長兼最高執
行責任者
(COO)のKevin 
RollinsがCEO
に就任。
Michael Dellは、
会長に就任。


9月 中国・厦門に
事業センター
を開設。


12月 アイルランド
のLimerickに
事業センター
を開設。


2月　「Small 
Business 
Award」を創設
（ITにより、顧
客に革新的な
サービスを提
供する小規模
事業者が対
象）。


　・ 「EVE Award」
を受賞。


4月 Clean Air 
Partnersに参
加（空気清浄
化への取組み
を強化）。


10月　ACアダプタの
リコールを発
表（ノートPC、
ワークステー
ションが対象）。


2月　総務省の調査の
結果、光ファイ
バーを使用した
ブロードバンド
加入者が、100
万人を突破。


4月　OECDの報告の
結果、ブロード
バンド通信は、
日本の事業者
が、速さ・安さと
もに上位を独占。


5月 NTTドコモが、
「FOMA」端末に
よるデータ通信
の定額制サー
ビス「パケ・ホー
ダイ」を開始。
10月　ソフトバ
ンク子会社でＡ
ＤＳＬサービス
最大手のソフト
バンクＢＢは、
光回線を使った
集合住宅向け
高速通信サー
ビスを開始。


12月　ソニー・コンピュー
タエンタテインメ
ントが、「プレイ
ステーションポー
タブル」を発売
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1月 ノートPC「Inspiron6000」を発売。


2月 製品導入を容易にするサービスを強化。
　・ デスクトップPC「OptiPlex GX280」を発売
　・ ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ「PrecisionM70」「（同）M20」
　・ ノートPC 「Latitude D410」「（同）D610」
「（同）D810」を発売


　・ ﾜｲﾄﾞｽｸﾘｰﾝLCDﾓﾆﾀｰ「2405FPW」
　・ ﾉｰﾄPC「InspironXPS Gen2」「（同）9300」
　・ MusicPlayer「DJ」の30GBを提供開始。
　・ プロジェクター 「1100MP」を発売。


3月 ノートPC 「Latitude 110L」を発売。
　・ ノートPC「Inspiron2200」を発売。
　・ ユーザーの導入支援サービス「Data 
Center Environment Assessment」。


　・ ｻｰﾊﾞ「PowerEdge6800」「（同）6850」
　・ ノートPC 「Latitude X1」を発売。


4月 ワークステーション「Precision380」発売
　・ ノートPC 「Latitude D510」を発売。
　・ ﾘｻｲｸﾙｻｰﾋﾞｽ強化（15$→10$に値下げ、
また、引き続き新規購入者は無料）。


　・ ｻｰﾊﾞ「PowerEdge」ｼﾘｰｽﾞに対し、
Microsoftの「Operations Manager 2005
Workgroup Edition 」への適用をｻﾎﾟｰﾄ
開始


　・ ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ「Precision」ｼﾘｰｽﾞ、ｻｰﾊﾞ
「PowerEdge」シリーズ向けに、Microsoft
の「Windows XP Professional x64
Edition」と「Windows Server 2003x 64　
Editions」OSへの適用をサポート開始


5月 ﾈｯﾄﾜｰｸｽｲｯﾁ「PowerConnect2700」
　・ POSシステム強化（Thermal Receipt 
Printer T200をｼｽﾃﾑと統合し､提供開始）


　・ ﾃﾞｻﾞｲﾝ一新したﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟ
「Dimension9100」


6月 低騒音、放熱性に優れたBTXｼｬｰｼを採
用し、管理性、拡張性を強化した企業向
けﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟ「OptiPlex GX620/520」発売。


　・ 「OptiPlex GX620/520」導入を容易にす
るサービス強化。


　・ 1.09kgの高機能ﾓﾊﾞｲﾙﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀ
「3400MP」


　・ プラズマテレビを最大14％値下げ。
　・ プリンター「1100」（レーザー）を発売。
　・ ﾈｯﾄﾜｰｸｽｲｯﾁ「PowerConnect3400」
　・ ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟPC「Dimension 5100」、ﾃﾞｻﾞｲﾝ
を一新したﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟ「（同）5100C」発売。


7月 「PowerEdge1855」を強化して提供（ネッ
トワーク性能を向上）。


　・ SOHO・中小企業のお客様向けの次世
代ｴﾝﾄﾘｰｻｰﾊﾞ「PowerEdge SC430」発売。


　・ 導入、サポート、修理サービスまで一貫
して手掛けるサービスを強化。


8月 デュアルグラフィックスを搭載可能な個
人向けトップエンド・デスクトップ「XPS 
600」を発売。


　・ ﾃﾞｭｱﾙｺｱに対応し、可用性と管理性に
優れたｴﾝﾄﾘｰｻｰﾊﾞ「PowerEdge830」、
「（同）850」


　・ 高いコネクティビティと機能性を追求した
ハイエンドプロジェクタ「5100MP」を発売。


9月 Oklahoma Cityのカスタマセンター開設
　・ ハンドヘルドPC「Axim X51」を発表。
　・ MusicPlayer「Dell DJ Ditty」を提供開始。
　・ プリンター「A924」、「A944」 （ダイレクト
プリント機能付きオールインワン）を発売。


10月 プリンター「1710」シリーズ（ﾚｰｻﾞｰ）発売
　・ 37inchの液晶テレビ「W3706C」、 50inch
の液晶テレビ「W5001C」を提供開始。


　・ 学校向けテクノロジーサービス「Campus 
Architecture」を提供開始。


　・ ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟPC「XPS M140」「Dimension 
E310」


11月 支払い方法に、「PayPal」を追加。
　・ 37inchの液晶テレビ「W3706MH」、
32inchの液晶テレビ「W3202MH」を発売。


　・ 技術サポートのコールサービスを開始。
　・ プリンター「964」（オールインワン）発売


12月 セキュリティサービスを強化
（Computraceのセキュリティソフトをプレ
インストールして提供開始）


1月 Bombardier Recreational Productsがﾃﾞﾙ製品採用(ｻｰﾊﾞ）
　・ Petro:Lubeがデル製品を採用（サーバなど）。
　・ Sportsman‘s Warehouseがデル製品採用（ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟPC）


2月 St. Luke‘s Episcopal Health Systemがデル製品を採用
（サーバなど）。


　・ North Carolinaに工場建設を開始（デスクトップPC向け、
2006年秋予定）。


　・ 日本・川崎に、事業センターを開設。


3月 Villanova Universityがデル製品を採用。
　・ Megabyte Expressがデル製品を採用（NASなど）。


4月 デルのサプライチェーン能力改善に貢献したとして、以
下供給者を表彰。
　　（MiTAC、NEC、Servigistics、Entelligence、
　　　APL Logistics、Quanta Display）


　・ HoneywellがデルのＩＴコンサルティングサービス採用。
　・ 政府のＩＴインフラ構築のため、以下事業者と提携（及び
提携拡大）。


　　　　　　（CounterTrade、ProductsForce 3、
　　　　　　　Lyme Computer Systems、Technology Integration、
　　　 　　　Group and Worldwide Technologies、
　　　　　　　AVR Enterprises、Blue Tech、Multimax、
　　　　 Westwood Computer Corp、Wildflower International）


5月 Hays CISDが「TechKnow」に参加。
　・ DePauw Universityがデル製品採用（ノートPCなど）。
　・ National Park Serviceがデルのリサイクルプログラムを
選択（Asset Recovery Servicesなど）。


　・ CSK Autoがデル製品を採用（サーバなど）。


6月 Rochester City Schoolsが「TechKnow」に参加。
　・ U.S. Military, Air Force and Naval Academiesがデル製
品を採用（ノートPCなど）。


　・ Henrico County Public Schoolsがデル製品を採用。


7月　 Oklahomaのカスタマセンターを拡大すると発表（2006年
第一四半期予定）。


　・ The Center for Computational Research at the 
University at Buffalo、State University of New Yorkがデ
ル製品を採用（HPCC）。


　・ the United States Pacific Air Forceがデル製品採用
　・ San Francisco福祉業界がﾃﾞﾙのﾘｻｲｸﾙﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ選択
　・ Royal Resortsがデル製品を採用（SANなど）。


8月 Brigham Young Universityがﾃﾞﾙ製品採用（ｻｰﾊﾞなど）
　・ Telefloraがデル製品を採用（サーバなど）。
　・ Welch‘sがデル製品を採用（SANなど）。
　・ カナダ・Ottawaにカスタマセンターを開設すると発表
（2006年2月予定）。


　・ フィリピン・Makati Cityにカスタマセンターを開設すると発
表（2006年2月予定）。


　・ UBSがデル製品を採用（デスクトップPCなど）。


9月 Overstock.comがデル製品を採用（サーバなど）。
　・ Verizon Wirelessと提携。デルのPCから、 Verizon
Wireless社の無線サービスに接続可能に。


　・ The College of Computing at Georgia Techがデル製品
を採用（HPCCなど）。


　・ The U.S. Department of Transportation‘s Federal 
Aviation Administrationがデル製品採用（ｻｰﾊﾞなど）


　・ GSD&Mがデル製品を採用（サーバなど）。
　・ MichiganのDepartment of Information Technologyがデ
ルのリサイクルプログラムを採用。


　・ TRW Automotiveがデル製品採用（ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟPCなど）


10月 Black Entertainment Televisionがﾃﾞﾙ製品採（NAS）
　・ North Carolina工場が稼動開始。
　・ Austin Independent School Districtが「TechKnow」参加。
　・ Goodwill Association of Michiganと共同で、ミシガンでリ
サイクル事業を開始。


　・ カナダ・Edmontonのカスタマセンターを建設開始。
　・ フィリピン・Pasay City に、カスタマセンター建設開始
　・ Miami Dade Collegeがﾃﾞﾙ選択（Intelligent Classroom）
　・ Merlin Securitiesがデル製品を選択（サーバなど）。
　・ Papa Gino‘s Holdingsがデル製品採用（ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟPC）
　・ Place Propertiesがデル製品を採用（SANなど）。
　・ New York City Family Justice Centerがデル製品を採用
（デスクトップPCなど）。


　・ Duckwall-ALCO Storesがﾃﾞﾙ選択（ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟPCなど）


11月 Paradigmがデル製品を選択（サーバなど）。
　・ Southwest Airlinesがデル製品を採用（ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟPC。
　・ 以下の事業者がデル製品を採用（サーバなど）。
　　　　　（SpaceX、Sandia National Laboratories‘、
　　　　　　University of Arkansas‘、Merlin Securities、
　　　　　　Secure-24）
　・ The State of Tennesseeがデルを選択（サーバなど）。
　・ The Schaumburg Consolidated School Districtがデル製
品を採用（ノートPCなど）。


1月 National Archives and 
Records 
Administrationと提携。
共同で、データのWeb
化を促進する方針。


2月 「dual-core」技術をIntel
と共同で促進する方
針。


　・ Internet Keep Safe 
Coalitionに参加（安全
なインターネット環境
を促進する方針）。


　・ ｽﾄﾚｰｼﾞｼｽﾃﾑ
「Dell/EMC」ｼﾘｰｽﾞで
「AX100i」を開発。


3月 サーバ「PowerEdge」シ
リーズの管理ソフト
「OpenManage」を強化。
バージョン4.3を提供開
始（操作性、セキュリ
ティを強化）。


4月 Texas Advanced 
Computing Centerと提
携。共同で最適なスー
パーコンピュータ導入
を目指す方針。


　・ ストレージシステム
「Dell/EMC」シリーズ
で、「NS500G」を開発


5月 サーバ「PowerEdge」シ
リーズの管理ソフト
「OpenManage」を強化。
Altirisのパッチ管理ソ
フトウェアと統合して
提供開始。


　・ ハンドヘルドPC「Axim」
シリーズに対し、
Microsoftの「Windows 
Mobile5.0」への適用を
サポート開始。


6月 Cross Match 
Technologies、
Integrian、First Mobile 
Technologiesと提携。
共同で、 緊急医療シ


ステムを開発する方針。
高性能クラスタが、好
評価を獲得


7月 Napsterと提携。共同
で、大学向けに、合法
の音楽ダウンロードサー
ビスを提供する方針。


　・ 「Exchange Server 5.5」
から、「Exchange 
Server 2003」への移
行を容易にするサービ
ス開始。


8月　 ノートPC向けに衝撃に
強いHDドライブを提供
開始（「Strike Zone」技
術を利用）。


9月 Cingular Wirelessとの
提携を強化。共同で、
第三世代の無線接続
技術を開発する方針。


　・ Oracle、Microsoftと共
同で、データベースソ
リューションを強化（ﾜﾝ
ｽﾄｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽを強化）。


　・ multi-core技術を強化。
サーバとﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ
の能力を52％向上。


11月 Intelの「Xeon」への適
用を開始。


　・ Microsoftの「SQL 
Server 2005」への適
用をサポート開始。


12月 ストレージシステムの
強化（データリカバリー
サービスの簡略化・低
コスト化）。


3月　「Boeing‘s 
Supplier of 
the Year 
Award」を受賞。


7月　「Pinnacle 
Award」を受賞。


　・ ハンドヘルド
PC「Axim
X50」、 プリン
ター「540」 、
「Multimedia 
Keyboard」が
「Red Dot 
Product 
Design 
Excellence 
Awards」を受
賞。


10月　「STAR Award」
を受賞。


　・ 「CEO Choice 
Award」を受賞。


　・ 第3四半期業
績の下方修正
を発表。


12月　バッテリーの
リコールを発
表（ノートPC、
ワークステー
ションが対象）


1月 フジテレビが、
ニッポン放送株
のTOBを発表。


2月　ライブドアが立会
外取引でニッポ
ン放送株を大量
に買い付けたこ
とに関して、法
整備の見直し
が検討される。
また、これをきっ
かけに、「企業
価値」や企業の
M&Aへの取り組
み方がさかんに
議論されるよう
になる。


　・ 「ﾌﾞﾛｸﾞ」発の出
版物（｢電車男｣
等）相次ぎﾋｯﾄ


　・ NTTドコモが
PHSの新規加
入受付終了。


4月 ニッポン放送の
経営権を巡って、
フジテレビジョン
とライブドアが
和解で基本合
意。フジテレビ
が、ニッポン放
送株を全て買い
取り、ライブドア
にも15％程度
出資する。


6月 YOZANが
「WiMAX」の実
証実験を開始。


7月　民放各社が相次
いで、番組のイ
ンターネット配
信を開始すると
発表。


　・ ヤフーと楽天、
ディー・エヌ・エー
は「インターネッ
トオークション自
主ガイドライン」
を共同で策定。


　・ KDDIが
「WiMAX」の実
証実験を開始。


　・ 米計測器大手
の日本法人、ｱ
ｼﾞﾚﾝﾄ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰー
が「WiMAX」に
対応する解析
用ソフトウエア
「89601A　ｵﾌﾟｼｮ
ﾝ B7YOFDMA
変調解析」を発
売開始。


8月 音楽配信で世
界最大手の米
アップルコン
ピュータが、日
本での音楽配
信を開始。


10月 総務省が、IP携
帯電話を2007
年に実用化す
る方針。


　・ 楽天が、TBS株
を大量取得。同
社との提携を求
めるが、TBS側
の難色により、
協議は難航。


12月　米マイクロソフ
トが、「Xbox360」
を発売


　・ ＩＢＭがＰＣ事業
をレノボに売却
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2月 高度なテクノロジー設備を備えた教室「Intelligent 
Classroom」を強化（各カリキュラムへの対応）。


　・ ヘルスケア事業向けのＩＴ構築サービス「eHealthcare
Architecture」を提供開始。


　・ サーバ「PowerEdge」シリーズ向けに、 Ciscoの製品利
用を可能にする「Cisco Catalyst Blade Switch 3030」を
提供開始。


　・ 個人・SOHO向けハイクラスエンタテインメントノートPC
「Inspiron 6400」、 「（同）E1505」を発売。


3月 デスクトップPC「XPS 200」、「（同）400」を強化（メモリと
HDDを2倍に）。


　・ 50inchのプラズマテレビ「W5001C」を提供開始。
　・ デスクトップPC「XPS　600 　Renegade」を提供開始。
　・ 法人向けノートPC「Latitude D620」「（同）D820」発売。
　・ 高性能モバイルワークステーション「Precision 65」
「（同）90」を発売。


4月 ストレージシステム「Dell/EMC」シリーズで、コストパ
フォーマンスに優れたの「AX150」、 「AX150i」を開発。


　・ 期限付き保証サービスを強化（dual core processorを
無料で能力拡大可能に）。


　・ POSシステム強化（3タイプのソリューション提供開始）
　・ エンターテイメント・ノートPC「XPS M1710」を発売。


5月 法人向けノートPC「Latitude D520」を発売。
　・ ネットワークストレージ製品群「Dell/EMC」シリーズのラ
インナップを一新「CX3 UltraScale」シリーズを開発
（「CX3-20」、 「CX3-40」 、 「CX3-80」を開発）。


　・ NAS製品「PowerVault MD1000」を発売
　・ POSシステムを強化（レストラン向けソフト「Restaurant 
Pro Express」を使用可能に）。


　・ プリンター「3010n」「5110n」（カラーレーザー）「1815dn」
「5310n」「5210n」「1815dn」（ﾓﾉｸﾛﾚｰｻﾞｰ）を発売。


　・ 高性能ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ「Precision 690」「（同）490」発売
　・ プロジェクター 「2400MP」、 「1200MP」を発売。
　・ 20.1インチのｴﾝﾀｰﾃｲﾒﾝﾄ・ノートPC「XPS M2010」発売。


6月　　技術サポートサービス「DellConnect」を提供開始。
　・ NASｽﾄﾚｰｼﾞｻｰﾊﾞ「PowerEdge 2900」「（同）2950」発売
　・ サーバ「PowerEdge 1950」「（同）1955」「（同）2900」
「（同）2950」を発売。


　・ 法人向けノートPC「Latitude D420」を発売。
　・ ﾌﾟﾘﾝﾀｰ「5310n」「5210n」（ﾜｰｸｸﾞﾙｰﾌﾟﾚｰｻﾞｰ）
「5110cn」（ﾚｰｻﾞｰ）「3110n」「3010dn」（ｶﾗｰﾚｰｻﾞｰ）


　・ サーバ、ストレージ向けの技術サポートサービス
「Platinum Plus」を提供開始。


7月 プロモーションの効率化を促進（製品ライン毎に70％、
製品毎に80％の効率化を目指す）。


　・ デジタルホームを実現するハイパフォーマンス・デスク
トップPC「Dimension9200」を発売。


　・ エンターテイメント・ノートPC「XPS 410」を発売。


8月 プリンター「3110cn」 （カラーレーザー）を発売。
　・ プリンター 「946」（ダイレクトプリント機能付きオールイ
ンワン）を発売


1月 Tennesseeで175年の歴史を持つ
病院、The Medがデル製品を採
用（SANなど）。


　・ アウトドア製品の Cabela'sがデル
製品を採用（POSなど）。


　・ マレーシアのPenang に事業セン
ターを開設。


2月　　Clarian Health Partnersがデル製
品を採用（ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟPCなど）


　・ CurtCo Mediaがデル製品を採用
（サーバなど）。


3月 St. Louis Public Schools 、the 
University of Missouri-St. Louis
がデル製品を採用（ﾉｰﾄPCなど）


　・ Alienwareを買収。同社の製品を
デル製品と合わせて提供していく
方針。


4月 Boeingがデル製品を採用（プリン
タなど）。


　・ 家具小売のRooms To Goがデル
製品と採用（ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟPCなど）。


5月 AMDの「Opteron」 processorを採
用。サーバへ搭載する方針。


　・ マーケティングサービスのBudco
がデル製品を採用（SANなど）。


　・ ｿﾌﾄｳｪｱ開発のData Guard 
Systemsがﾃﾞﾙ製品採用（ｻｰﾊﾞ）。


　・ Unileverがデル製品を採用（デス
クトップPCなど）


　・ レストラン事業のRuby Tuesdayが
デル製品を採用。


　・ Wichita Public Schoolsがデル製
品を採用（サーバなど）。


6月　　The Michigan Department of 
Human Services 、the Michigan 
Department of Information 
Technologyがデル製品を採用（デ
スクトップPCなど）


　・ Caltechがデル製品を採用（ワー
クステーションなど）。


7月 Jefferson Parish Public School 
Systemがﾃﾞﾙ製品採用（SAN）。


　・　　American Airlines Centerがデル
製品を採用（液晶TVなど）。


8月 AMDの「Opteron」 processorを採
用拡大。ノートPCやデスクトップ
PCにも搭載する方針。


　・ Discovery Educationと提携。共同
で、オンライン学習ツール
「COSMEO」を提供する方針。


　・ The Commonwealth of Kentucky
がデル製品採用（ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟPC）。


　・ Quad/Graphicsがデル製品を採
用（プリンターなど）


1月 Vodafoneと提携。同
社の技術を、ノート
PCに導入する方針
（UTMSとGPRS）。


3月 EMC、Intel 、LSI 
Logic と共同で、
「Storage Bridge Bay 
Working Group」 を設
立（ストレージシステ
ムの標準化を促進）。


　・ ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ
「Precision」、ノートPC
「Latitude」、ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟ
PC「OptiPlex」向け管
理ｿﾌﾄ「Open Manage 
Client Administrator 
3.0」を提供開始。


　・ サーバ「PowerEdge」
シリーズ向けに、 管
理ソフトとしてNovell
の「ZENworks 7 
Linux Management」
を適用開始。


5月　　HP、Lenovoと共同
で、display interface
の標準「DisplayPort
1.0」を利リーズ。


7月　　モバイルの速度と
範囲を強化するカー
ド「Wireless 1500 
Draft 802」を開発
（Wi-Fi技術を使用）。


8月 バッテリーのリコー
ルを発表（ノートPC、
デスクトップPC、ワー
クステーションなどが
対象）。


　・ The Maui High 
Performance 
Computing Centerが
デル製品を採用
（HPCCなど）


2月「DaimlerChrysler 
AG global 
supplier of the 
year」を受賞。


　・ 「EVE Award」
を受賞。


5月 「Life Science 
Industry 
Award」を受賞。


　・ 第1四半期業
績の下方修正
を発表


6月　　「CIO 100 
award」を受賞。


7月　　第2四半期業
績の下方修正
を発表（売上
拡大するが、
利益大幅減）。


8月　　会計報告に
ついて、SEC
より非公式な
調査を受ける


1月 ライブドアに、証
券取引法違反
容疑で、強制捜
査が行われる
（堀江社長など
経営幹部も逮
捕される）。


市場環境


主活動


販売マーケティング 製造・物流 技術開発 人事労務 全般管理


支援活動


当社マーケティング戦略ケースも併せてご参照ください


● 進化する製造業
－ネット経済下で躍進するデルコンピュータの勝ちパターン (2000年)


● 液晶戦争に衝撃与える「シャープ65型液晶テレビ」 (2004年)


ＨＯＭＥ



http://www.jmrlsi.co.jp/index.html

http://www.jmrlsi.co.jp/member/case/2000/del_1.html

http://www.jmrlsi.co.jp/member/caseshort/2004/s10_sharp.html






【ITインフラのマネジメントと変革を支援する、世界で　
　ベストのプロバイダーになる】
　① Business Technology
　　　－2010年のITビジョンは「経営視点の『ユーティ　
　　　　リティ化』」
　　　－IT自体がユーザー企業のビジネスそのもの
　　　－ITの評価はビジネスの成果で測られる時代へ
　② 「企業成長」を最優先
　　　－規模こそ競争力の源泉
　　　－もともと強みのあるハード事業にこれまで以上
　　　　に集中することで成長を加速
　　　－ソフト会社やサービス会社を積極買収しハード
　　　　以外の分野のベンダーとしてもプレゼンス向上


Hewlett-Packard Company （2008年）Hewlett-Packard Company （2008年）


2007年10月期の連結決算は、売上高917億ドル（前年比114％）、経常利益（GAAPベース）は87億ドル（前年比133％）と増収増益となった。
05年３月にCEOに就任したマーク・ハード氏が経営の重点として掲げる「企業成長の最優先」と「コスト競争力の強化」が奏功し、06年から07年にかけて業
績は急回復を見せている。06年には 「情報漏洩不正調査問題」のスキャンダルに見舞われるものの、主要部門の売上は好調を持続。 PC市場ではデルよ
り３年ぶりに首位を奪還、07年も世界シェアトップの地位を保った。また、ソフト会社やサービス会社の積極買収の効果も加わり、全社売上高でも米IBMを抜
き世界トップに躍り出て、名実ともにIT業界のリーディングカンパニーとなった。売上だけでなく利益率の改善も目ざましく、幅広いポートフォリオ戦略が実を
結びつつある。2010年に向けたITビジョンとして、IT企業として自ら自身を顧客へのショーケースとし、ITインフラのマネジメントと変革を顧客のビジネスの成
果へと繋げる世界でベストのプロバイダを目指す。


■　競争優位と競争戦略


http://www.hp.com/


① 伝統的な技術開発力の強さ


　② 大規模な顧客基盤（ﾌﾟﾘﾝﾀ5000万台/年、


ＰＣ3,000台/年、ﾋﾞｼﾞﾈｽ・ｻｰﾊﾞ2～300種類/年）


　③ 地球最大のＩＴ企業が誇る、World-Wideな


生産＆流通ネットワーク


　① テクノロジー・ソリューション事業の収益基盤の


　　　強化を通じた、製品からシステム、サービスまで　
　　　のトータルソリューション提供力の強化


② プリンタ事業　“一本足体制“という収益構造の


　　 脆弱性をいかに打開するか


　　 －プリンタ事業におけるデルの追撃にいかに


　　対応するか


③ フィオリーナ前ＣＥＯ退任後、新ＣＥＯのマーク・


　　　ハード氏がいかにして経営のイニシアティブを


獲得していくか


■ 2007年10月期決算の総括


（２）　現在の強みと弱み （３）　今後の課題と新しい競争優位の方向（１）　現在の戦略


資料１　価値活動分析表


コスト・リーダーシップ戦略


差別化戦略


集中化戦略


●


　① パソコン部門の恒常的低収益性


　② 自らが招いたプリンタ事業における製品単価の　
　　 低下基調


　③ テクノロジーソリューション事業全３部門の収益　
　　　成長の出遅れ


　④ 絶えない創業者一族との軋轢と経営陣の


リーダーシップ不足


強
み


弱
み


３つの
基本戦略


サービス


全
般
管
理


人
事
労
務


技
術
開
発


調達活動 製造


【投資の最適配分の実現に向けた取組】
・製品ポートフォリオ・マージンの最適化：ソフトウェア・ミックス、スケール・サービス、ソフトウェアの組み込み、付加機能
・成長ターゲット市場の設定：セールス範囲の拡大、エマージング・マーケットへの進出、デジタル・プリンティング重視（“Print2.0”
　　　　　　　　　　　　　　　　　　時代の到来を見据えた対応）、次世代データセンターの開発・商品化
・生産性並びに効率性の最適化： 最適コスト構造の選択・追求、効率的なサービス提供、説明責任、リーダーシップ育成
※「次世代データセンター（NGDC）」構築プロジェクト：全世界に分散する自社のデータセンターを集約統合、ITコスト割合は売上比
　　1.5％に、業務効率は80％向上、運用コストと新規システム投資の割合は6対4から5対5へ。


・明快な戦略の下で具体的成果を堅実に挙げるのに欠かせない、「シンプルな組織」「優れた人材」「実行力」
〔人事〕　チーム・リーダーシップの強化、成果志向への社風醸成、社員のモラール・アップ
〔組織〕　マトリックス型組織構造の解消、説明責任のアップ、実行力向上とスピード・アップ
〔マーケット対応〕　顧客へのアプローチ階層の単純化、流通チャネル最適化


・ 成長分野と見込まれる重点化３事業での戦略的合併・買収積極化
　－重点化３事業： <1> management software （ the Peregrine 買収） <2> storage business （ApplQ 買収）


　 <3> a blades system （RLX Technology 買収）
・ハードのインフラ統合と管理を可能にするソフトの能力向上と高機能化に向けた研究開発
・中国の研究開発拠点の強化：上海に研究開発拠点、北京に長期プロジェクト中心の研究所を設立


出荷物流 販売・マーケティング


全
社


イ
メ
ー
ジ
ン
グ
＆


プ
リ
ン
テ
ィ
ン
グ


パ
ー
ソ
ナ
ル


シ
ス
テ
ム


◎Operating Expenses
　：Total Gross Savingsの約60％
・世界規模の最適地生産体制構築


・ローエンド品生産のアジアシフト
・Digital Photo プリント対応強化
・多機能プリンタの生産強化
・Total Print Management の提案


・PCはほぼ100％アウトソーシング
・Mobile型への重点シフトを加速
・Blade PCの普及促進


テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン


（オンラインストア）
※日本ＨＰのHP Directplusの場合


　・個人向け
　・SOHO、中小・中堅企業様向け


　・大企業向け
　・公共機関向け
（販売代理店）
　・各地域の地元企業との販売提
　　携により、網羅的に拠点形成
　※日本ＨＰの販売代理店網
　　：全国　621拠点


（世界展開）
　※全世界176国に営業拠点


　※３年ががりの中国事業再編
　　　：店舗数は330店（03年）から
　　　　2000店（2007年）へ


・IT技術に関連した
　サービス事業に
　のみ特化
・サービス会社の
　積極買収も推進


・コア技術と強い関連
　のないサービス事業
　は、パートナ企業
　にアウトソーシング


◎ “Establish HP as The   
World’s Leading Information 
Technology Company”


　－ＩＴ技術分野における、世界
　　的なリーディングカンパニー
　　を目指して


◎従業員：約16万人
◎販売部門人員：16,600人


◎研究開発費
　　：約36億ドル／年


・Servers：2,700　・Storage：4,000TB　・Data marts：762　 ・Data Centers：over 85 ( 29 countries )　
・HP IT Sites：over 105 ( 53 countries )　・Applications：3,500　・Active Project：1,240


◎Total Gross Savings
　：205億ドル


◎HP Service事業の組織体制
　：専門スタッフ 69,000人


・HP Service事業における New Operating Model 
　：シンプルな組織編成、サービス提供スタイルの標準化、
　　労働コストに関する裁定行動の可能化


・Storage事業、特にServer部門における強固な事業基盤
　：導入実績シェアは世界全体の１/3、Unix・Linux・Windowsいずれ
　　のOSサーバーでもNo.1、x86・x86-64・Operon・Itaniumいずれで
　　もNo.1、Blades System からの収益は前年比172％の高成長


・Emerging Markets での収益機会
拡大のためのSCM強化



http://www.hp.com/#Product





資料２． 業績の推移


資料３． 戦略経路分析（Historical Path Analysis）


◆ 連結決算


◆ セグメント別売上高および営業収入


◆ 過去の業績推移


◆ 地域セグメント別売上高および営業収入


トップ人事


商品政策


営業流通
政策


組織変更


基本戦略


局面


解釈


＊「2000」の数値は旧HP社単体での数値、「2002*」の数値は旧HPと旧Compaqとの合算での数値


◆ セグメント別経常利益（損失）


（百万ドル）


（百万ドル）


（百万ドル）


（百万ドル）


合併前・旧HP単体ベース 合併後


反転布石期反転布石期攻勢的布石期攻勢的布石期


パソコンとプリン
タを二本柱に、コ
ンピュータ事業の
みで収益を出せ
る経営体質づくり
を追求。価格下
落基調継続を前
提に、パソコン＆
プリンタのシンプ
ル化を志向


パソコン事業でのデル追撃の道筋が
見えない中で、デルによるプリンタ直
販がスタート。ＨＰは最大の収益基盤
を切り崩され始めるも、プリンタ部門主
導でのビックバンを足がかりにした反
撃が奏功し、業績は回復を見せる。


ただ、合併当初の期待感を裏切られた
投資家から嫌気され、株価は下落・低
迷基調。創業者一族主導での取締役
会からの責任追及により、フィオリーナ
氏は辞任に追い込まれる。


守勢守勢的成熟期的成熟期 反転布石期反転布石期


外部から抜擢した女性CEO・カーリー・フィオリーナによる
“ショック療法”的な組織活性化が奏功し、１９９９年７月の
CEO就任後の１年は業績好調で推移する。
その後の収益はジリ貧モード。打開するためのウルトラCと
して、Compaqとの合併に活路を見出そうとする。だが、合併
の是非を巡り創業者一族との間で内紛が勃発。内紛に伴う
軋轢は、合併後も尾を引き続ける。


合併により売上規模は大きく拡大したものの、本来の狙って
いた競合のデルとの間の格差縮小の道筋は一向に見えな
い状況が続く


・新生HPの下でようやく実現できた
　“反転攻勢“
・だが、事実上“プリンタ部門頼み”
　という、不安定な収益構造が続く


・２００２年秋から始まったプリンタ
　事業におけるビックバン（新製品
　５０種+低価格）が奏功
・液晶テレビへ参入：家電への拡張


・低価格での販売を前提にした
　業務体制の再構築


・“地球最大のIT
　企業”の再生に
　一番必要なの
　は「成長」！


・事業分社化は
　志向せず


・間接部門中心に
　社員リストラ


企業分割
：コンピュータ
単体で勝ち残
る会社目指す


業務改革
（93年～）
―「HP　WAY」
・個人尊重
・チームワーク


収益体質強化
：価格200ドルで
　利益が出る
　コンピュータ
　事業目指す


サプライチェーン
全般での徹底
した合理化


ルー・プラット
（93～99年）　


・事業部統合（80超→12へ）　
・営業総責任者２名が統括


・法人営業総責任者・リバー
　モア氏らによる新規顧客・
　大口顧客獲得（Amazon）
・「ベンチャー企業にでき
　ない需要を見つけて動く」


・人員整理＆事業売却せず
・業績連動型リスク給与体系


・合併を機に12→４部門へ
・ドラスティックな業務効率化


・合併を機に大幅リストラ


・世界のIT企業の
　中で最大規模
　の流通網は維持


カールトン・フィオリーナ（1999年～2004年）


・重点化３事業で
　戦略的合併・
　買収を積極化


・Preserve the Best, Reinvest the Rest
・「HP　WAY」の“原点回帰”－家族主義的社風に伴う
　“悪幣”一掃へ
・HPとCompaqの合併：規模拡大を足がかりにした収益
　拡大を目指す


・製品単体勝負ではなく、製品＋サービスの“総合力”
　勝負
・合併を機に、取り扱い商品も整理統合
・新ブランド戦略-「顧客＋ｈｐ」：『顧客との協力関係に
　より、どんなことも可能にする』


・合併を機に、コンパック
のダイレクトチャネルを　
包含、現地販売代理店と
ネットの、デュアル流通
網の形成・強化へ


1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年


攻勢的布石期攻勢的布石期


マーク・ハードの下での経営・業務効
率化も首尾よく進むとともに、売上拡大
への努力も実を結び始める。PCでは
06年に３年ぶりの首位奪還を果たして
デルを突き放しにかかる。 同時に全社
売上高でもIBMを抜いて世界トップ、名
実ともにIT業界のリーディングカンパニー
となる。右肩上がりの収益状況の下、
「情報漏洩不正調査問題」による内外
の混乱を乗り越えたマーク・ハードは、
体制の長期化にむけ、派手さはないが
着実に“静かなる革新”を続けていく


マーク・ハード（2005年～）
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9,000売上


経常利益


経常利益


（百万ドル）


売上


（百万ドル）


1999 200720062005200420032002*200220012000


1999 2000 2001 2002 2002＊ 2003 2004 2005 2006 2007


Ｎｅｔ Revenue 売上 42,371 48,870 45,226 56,588 72,346 73,061 79,905 86,696 91,658 104,286


Earnings from


Operations
経常利益


3,818 4,025 1,439 -1,012 -1,018 2,896 4,227 3,473 6,560 8,719


Net Earnings
当期純利益


（税引後） 3,104 3,561 624 -923 -928 2,539 3,497 2,398 6,198 9,177


金額 構成比 金額 構成比


Total 34,226 37.3 37,740 36.2 110.3


Enterprise Storage
& Server


17,308 18.9 18,769 18.0 108.4


HP Services 15,617 17.0 16,646 16.0 106.6


Software 1,301 1.4 2,325 2.2 178.7


29,166 31.8 36,409 34.9 124.8


26,786 29.2 28,465 27.3 106.3


2,644 2.9 2,902 2.8 109.8


92,822 101.3 105,516 101.2 113.7


-1,164 -1.3 -1,230 -1.2 N.A.


91,658 100.0 104,286 100.0 113.8


2006 2007
前年比（％）


Technology


Solution Group


Personal System Group


Imaging & Printing Group


Others


Segment Total


Elimination of Intersegment net


revenue and other


Total HP Consolidated


金額 構成比 金額 構成比


Total 3,038 37.2 4,156 39.9 136.8


Enterprise Storage


& Server
1,446 17.7 1,980 19.0 136.9


HP Services 1,507 18.5 1,829 17.6 121.4


Software 85 1.0 347 3.3 408.2


1,152 14.1 1,939 18.6 168.3


3,978 48.7 4,315 41.4 108.5


-4 -0.0 4 0.0 N.A.


8,164 100.0 10,414 100.0 127.6


2006 2007
前年比（％）


Technology


Solution Group


Personal System Group


Imaging & Printing Group


Others


Segment Total


金額 構成比 金額 構成比


US 32,244 35.2 34,922 33.5 108.3


Non-US 59,414 64.8 69,364 66.5 116.7


Total 91,658 100.0 104,286 100.0 113.8


2006 2007 前年比


（％）


・３年越しのコンシューマー事業への
　注力が奏功、06年よりPCで世界一に
・『Print 2.0』：印刷ページ数の増加で
　市場シェアアップをはかる
・『Business Technologｙ』を具体化する
　３つのソリューション：「アダプティブ
　インフラストラクチャ」「BTO」「BIO」


『今は夢を語る時
ではない』
新CEOのマーク・
ハードは、「コスト
カッター」らしく、
経営と業務の効
率化により、売上
拡大とコスト削減
の“二兎”を狙う。


【2010年に向けたITビジョン】
・経営視点の『ユーティリティ化』
－次世代データセンター（NGDC）で
　HP自身を顧客へのショーケースに
・HPの理想像：「Adaptive Enterprise」
－ビジネスとITが同期、変化を活用し
　競合他社を優越







資料４　時系列活動分析表


60～


79年


市場環境
主活動


販売マーケティング


・ 高度経済成長


71年 ドル・ショック


73年 オイル・ショック


66年 ＨＰラボ設立、コンピュータ事業に参入


最初のコンピューターを発売


68年 最初の発光ダイオード（LED）を発売


69年 ミニコンではじめての時分割オペレーティン


グ・システムを発売


72年 科学技術計算用電卓発表、ビジネス・コン


ピュータに参入


74年 ＤＲＡＭを使った最初のミニコンを発売


79年 石英ガラス毛細分離管を発売


製造・物流 技術開発 組織変更・人事・労務 全般管理


支援活動


63年 最初のシンセサ


イザーが完成


71年 最初の電子測量


機器となるレー


ザー機器を製造


75年 標準インター


フェースを作成


（HP-IB）


60年 オシロスコープに新


しいサンプリング技


術を使用


67年 携帯用セシウム・


ビーム標準を開発


78年 新しいコンピューター


言語（ECL）を開発


64年 ビル・ヒューレット社


長選任


74年11月


笹岡健三社長就任


（ＹＨＰ）


77年 ジョン・ヤング社長　


就任


61年 サンボーン社を買収し、


医療分野へ参入


ニューヨークとパシフィッ


ク証券取引所に上場


63年 横河・ヒューレット・パッ


カード（株）(ＹＨＰ)設立


65年 F＆Mサイエンティフィック


・コーポレーションを買収


し、分析器機分野に参入


66年 ＨＰラボラトリーを設立


90～


98年


　


91年 バブル崩壊


94年 ＰＣ市場でCompaqがＩＢＭ


を抜いて初のトップに


95年 「Windows 95」発売


・ ｼｽﾃﾑのﾀﾞｳﾝｻｲｼﾞﾝｸﾞが進み


　ＰＣが情報産業の中心へ


97年 ディープ・ブルー、チェス


世界チャンピオンに勝利


98年 「Windows 98」発売


91年 カラー・スキャナを発売


　　・　普通紙カラー・プリンタを発売


92年 世界最小のディスク・ドライブを発売


　　・　モジュラー・オシロスコープを発売


93年 世界最小のポータブル・パソコンを発売


95年 HPオムニ・ゴー100ハンドヘルド・オーガナ


イザーを発売


　　・　HPパビリオンPCを発売


96年 最初のマルチオリジナル印刷のＨＰレー


ザージェット５SIプリンタを発売


98年 HP パ ビ リ オ ン PC が 米 国 市 場 で 2 位 に


91年3月


三菱電機、日立製作


所、沖電気と技術提


携（ＹＨＰ）


94年 世界でもっとも明る


いLEDを開発


95年１月


日本電気と技術提携


（ＹＨＰ）


92年7月


ルー・プラット社長　


就任


93年1月


甲谷勝人社長就任


（ＹＨＰ）


93年 ルー・プラット会長兼


社長兼CEO


98年11月


寺澤正雄 社長就任


（日本ＨＰ）


90年4月


ＨＰラボ日本研究所開設


92年 （米）横河電機株式会社と


合弁でﾗﾎﾞﾗﾄﾘ分析ビジネ


スの新会社「横河アナリ


ティカルシステムズ」設立


95年2月


Convex Computerを買収


95年6月


日本ヒューレット・パッカー


ド(以下日本ＨＰ)へ社名変


更


97年 ベリフォンを買収


80～


89年


84年 Ａｐｐｌｅ　Ｍａｃｉｎｔｏｓｈ発売


85年～　ＩＢＭ互換機の台頭


80年 64チャンネルの心臓用超音波装置を発売


最初のレーザープリンタを発売


84年 インクジェット・レーザープリンタ発表


86年 業界最高の半導体テスト・システムを発売


81年 60万個のトランジ


スタを載せたシリ


コンチップを製造


82年 英国ＨＰリミテッド、


電子メールシステム


を開発


85年 世界初のマイクロプ


ロセッサ・ベースの


ネットワークアナライ


ザを開発


88年 テラヘルツの送波帯


域を計測できる解析


機を開発


87年 ウォルター・ヒュー


レット、デービッド・


パッカードが取締役


に選任


84年11月


本社機構を高井戸移転


（ＹＨＰ）


88年 東京証券取引所に上場


（ＹＨＰ）


89年11月


Apollo Computerを買収


99年


・ CD-R市場規模の拡大


　 97年：2億枚


　 98年：6億3千万枚


　 99年：15億枚


11月 日立とジョブ管理分野で販売提携


（日本ＨＰ）


12月 Amazon.comとウェブのインフラストラクチャ


とコンシューマ向け販売で提携


　　・　ＨＰの新ブランド、ロゴの展開を開始


　 　


7月 カーリー・フィオリー


ナが社長兼CEOに


就任


3月 コンピュータ&イメージン


グ会社とメジャメント会社


に分割発表。日本ＨＰの


分割も発表


7月 ＨＰの100％保有会社へ


（日本ＨＰ）


10月 日本オラクルとインター


ネット関連事業で包括的


な提携を結ぶ（日本ＨＰ）


11月 日本ＨＰとアジレント・テク


ノロジーへの分割完了、


両社独立して営業開始


12月 マイクロソフトのソリュー


ションのアセスメントから、


保守までをサポートする


専任組織MSO（Microsoft 


Services Operation）事業


部を結成


・ Windows2000発売　


・ 米国ネット新興企業が失速


・　アメリカでITバブル崩壊


1月 コンビニ決済などのインターネットB to Cソ


リューションを拡充した「ＨＰクイック・マー


チャント・ソリューション」を発売


7月 サイボウズ社とグループウエア「サイボウ


ズOffice 3」の拡販に関する提携を発表


（日本ＨＰ）


11月 ウルシステムズとモバイル環境におけるコ


マース・ソリューションを日本ＨＰの「Mobile 


Garage」プログラムで共同で展開


全米No.1ホームPC「hp pavilion（パビリオン


）」日本で販売開始


12月 日立と日立ソフトと共同で、XM技術と携帯


電話を活用した「セルラーフォンソリューショ


ン」の提供を開始（日本ＨＰ）


3月 シスコシステムズと


共同でNNMおよび


CiscoWorksのインテ


グレーション・パート


ナに対する支援プロ


グラム開始


7月 ケイデンスと次世代


のEDAの開発で提携


11月 取締役に山田 弘文


就任（日本ＨＰ）


1月 三井物産とE-servicesの


セキュリティ・インフラで戦


略提携（日本ＨＰ）


3月 オンラインショップ「ナチュ


ラム・インターネットショッ


プ」に資本参加、ネットビ


ジネスに対して初めて資


本参加（日本ＨＰ) 


5月 ソフトバンク・インベストメ


ント（株）のベンチャーキャ


ピタルファンドに参加


（日本ＨＰ）


6月 ホームＰＣ市場に参入


（日本ＨＰ）


7月 三井物産と共同で「HP


Praesidiumセンター」を開


設、最新の製品やｾｷｭﾘﾃ


ｨ情報を提供（日本ＨＰ）


10月 Bluestone Software買収


11月 第4四半期報告


00年度第4四半期


売上高：17％増


一株当純利益：14％増


00年度通期


売上高：15％増


一株当純利益： 16％増、


PwCとの交渉は打ち切り


00年


「World e-Inclusion」戦略の初年度の目標


・ ＨＰとパートナの製品およびサービスを、10億米ドルを目標に「World e-


Inclusion」プログラムで販売、リース、寄付


・ グローバル・パートナ、地域団体、特殊組織、ローカル・プロジェクト・


サービスの提供チームとの主要な提携関係の確立、および「e-Inclusion」


プログラムに積極的に参加するウェブ利用者による総計100万のパート


ナの参加を得る


・ 世界各地（最低1,000の地方コミュニティ）に社会的、経済的利益を提供


する現場重視のイニシアティブにより1,000の集落に接触する


「World e-Inclusion」戦略の初年度の目標


・ ＨＰとパートナの製品およびサービスを、10億米ドルを目標に「World e-


Inclusion」プログラムで販売、リース、寄付


・ グローバル・パートナ、地域団体、特殊組織、ローカル・プロジェクト・


サービスの提供チームとの主要な提携関係の確立、および「e-Inclusion」


プログラムに積極的に参加するウェブ利用者による総計100万のパート


ナの参加を得る


・ 世界各地（最低1,000の地方コミュニティ）に社会的、経済的利益を提供


する現場重視のイニシアティブにより1,000の集落に接触する







市場環境


主活動


販売マーケティング 製造・物流 技術開発 組織変更・人事・労務 全般管理


支援活動


・ CD-RWドライブ市場の拡大


　 1999年：1,600万台


　 2000年：4,000万台


　 2001年：6,000万台


・ 第1四半期ＰＣシェアでｄｅｌｌが


Compaqを抜いて初のトップに


4月 家電リサイクル法施行


9月 同時多発テロ事件


　　　 IT関連企業の株価低迷


1月 インテルとの協業により、急速な成長が予


想されるアプライアンス・サーバ市場に本


格参入、サーバ・ラインアップを大幅に拡充


（日本ＨＰ）


　　・　日本初、「Itanium」搭載の実機を利用した


ISVやパートナ向けHP-UX用「Itanium トラ


ンジション・ ワークショップ」を開催


（日本ＨＰ）


2月 ドリーム・アーツ、横河レンタ・リースエン


タープライズとコンピューティング市場への


Linuxビジネスソリューション開発、製品化


で提携（日本ＨＰ）


4月 売り上げ世界1位のプログラマブル・ゲート


キーパー「hp opencall multiservice


controller 1.2」発表、VoＩＰ市場へ本格参入


（日本ＨＰ）


6月 リアルネットワークスとブロードバンドイン


ターネット向けストリーミング配信分野で提


携、同社の全製品の販売を開始（日本ＨＰ）


7月 業界初のIPユーセージの分析ツールの新


製品「hp dynamic netvalue analyzer 1.0」 を


発表


9月 「hp psc 750」を発売（インクジェット複合機


市場に参入）


10月 SAPジャパンとSCM事業で戦略的提携


（日本ＨＰ）


　


9月 国内最高レベルの検


証環境を提供するhp 


IA コンピテンシー・セ


ンター (IACC)を開設、


インテル、ＮＴＴ東京


と共同で、動画配信、


光ファイバーで実験


1月 会長兼社長、CEOの


カーリー・フィオリー


ナが米国シスコシス


テムズ・インク社の


取締役会のメンバー


に任命される


　


8月 日本ＨＰのコンサル


ティング事業統括本


部統括本部長河原


正也、米国ＨＰのバ


イス・プレジデントに


就任


1月 Bluestone Softwareの買


収を完了


2月 SeeBeyond（シービヨンド）


社とのソリューションパー


トナ契約締結（日本ＨＰ）


　　・　日立、米国ePIT社が「イン


ターネットベース電子証


券／商品取引システム」


で提携（日本ＨＰ）


3月 日本ビジネスクリエイトと


合弁会社「株式会社アド


ビック コンサルティング」


を設立（日本ＨＰ）


6月 アイネス、日立ソフトとトー


タルアウトソーシング事業


で提携（日本ＨＰ）


7月　日本E.ピファニー社とリセー


ル パートナ契約締結（日


本ＨＰ）


8月 ドリーム・アーツとeCRMソ


リューションで戦略提携


9月 コンパックが合併に合意


10月 メディアシークがコンテン


ツ提供者向けブロードバ


ンド用コンテンツ配信ネッ


トワークの構築で提携（メ


ディアシークの海外展開


を支援）（日本ＨＰ）


01年


1月 企業ポータル構築向けシングル・サイン・オ


ン製品「hp IceWall SSO 5.0i」のLinux版を


発表。2001年第3四半期のItaniumワークス


テーションの出荷で世界市場のトップに


　　・　大判プリンタ「hp designjet」国内販売累計


20万台を達成（日本ＨＰ）


3月 2001年のUNIXサーバ市場及びハイエンド


UNIXサーバ工場出荷金額でトップシェアを


獲得（日本ＨＰ）


4月 最新のインテル Xeon プロセッサ2.4GHzを


搭載したWindows ワークステーションのハ


イエンド機種「hp workstation x4000」発表


5月 業界初、Linuxのセキュリティ強化バージョ


ン「hp secure Linux」を発表


7月　日本ＨＰとコンパックのストレージ製品群を


「hp StrageWorks」に統合


　　・　新生ＨＰにおけるIA-32製品群「hp 


ProLiantr」ラインアップを発表


8月　日本HP、オンライン直販サイトリニューアル


11月　マルチサイズ・カラーインクジェットプリンタ


「hp designjet 110」を発表


　　・　ハイエンドUNIXワークステーション


「hp workstation j6750」と「hp workstation 


c3750」を発表


12月　ワークステーション性能をノートPCで実現


した 「Compaq Evo mobile workstation 


N800w」を発表


　　・　ハイエンド、ミッドレンジ、エントリ各クラスの


国内UNIXサーバ出荷金額でトップシェアを


獲得


02年


1月 日立製作所と通信事


業者向けネットワー


ク高度化ソリューショ


ン事業に関して開発


から販売までの広範


囲な業務提携を締結


（日本ＨＰ）


1月 ハイエンドUNIXサー


バ「hp superdome」


がSAPベンチマーク


で最高記録を達成


　　・　インテル Itanium 2搭


載サーバ、多様な


ワークロードでベン


チマークの新記録を


達成


6月 D.H.Brownのレポート


でUNIX評価ランキン


グ第1位を獲得


8月 hp superdome、


OLTP、データウェア


ハウスの主要2分野


のベンチマークで業


界新記録達成


9月　 暗号化トランザクショ


ンのベンチマークで


新記録達成


10月　HPのハイエンド


　　　　UNIXサーバhp 


superdomeが有力業


界調査会社サーバ


評価でNo. 1 UNIXサー


バの評価を獲得


12月　HPのインテル


Itanium2 搭載サーバ、


商用コンピューティン


グ･パフォーマンス・


ベンチマークで新記


録を達成


1月 Calypso Technology社と


金融業界向け市場業務・


商品横断的STPソリュー


ション「Calypso」の技術お


よび販売協力合意（日本


ＨＰ）


3月 米連邦取引委員会、コン


パックとの合併を認可


日商エレクトロニクスと


大規模ビジュアル・ソ


リューションの販売で提


携、30億円の売上を目指


す（日本ＨＰ）


7月　 シスコシステムズと日本


HP、ネットワーク運用監


視分野での協調ビジネス


を開始


　　・　SAPジャパンと日本HP、


SCMソリューションセンター


を共同で設立
　　・　HPSD、マイクロソフト、日


立ソフトの4社とWindows
ソリューションのSIビジネ
スで業務提携（日本ＨＰ）


8月　 日本HPとコンパックが統


一した営業活動を開始　


（11月1日新生日本HP発


足に向け営業部門統合）


11月　日本ヒューレット・パッカー


ド（株）とコンパックコン


ピュータ（株）が合併、


新生「日本ヒューレット・


パッカード株式会社」発足


日本HP、2001年第3四半期のワークステーション市場調査で三つのカテゴリでシェ
ア1位を獲得（12月）
－UNIXとPCワークステーションの合計工場出荷金額では第2四半期に引き続き
シェア1位を獲得 －


・UNIXワークステーション工場出荷金額（＊）


・PCワークステーション工場出荷金額（＊）


・UNIXワークステーションとPCワークステーションの合計工場出荷金額（＊）


(＊) Servers Quarterly Statistics Japan - - Database:3Q 2001,Tadaaki Mataga, 20 


November, 2001 GJ01069


日本HP、2001年第3四半期のワークステーション市場調査で三つのカテゴリでシェ
ア1位を獲得（12月）
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・UNIXワークステーション工場出荷金額（＊）
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キーファクト（最終四半期）：


HP コンパック 合併後


総売上 470億ドル 404億ドル 874億ドル


資産 324億ドル 239億ドル 564億ドル


営業利益 21億ドル 19億ドル 39億ドル







市場環境


主活動


販売マーケティング 製造・物流 技術開発 組織変更・人事・労務 全般管理


支援活動


1月　 AlphaServerロードマップに基づき、最新の64ビット


Alphaプロセッサ搭載サーバ発表


2月　 新製品hp ProLiant BL40pを発表（業界初、最大4CPU


搭載可能なブレード型サーバをリリース）


　　・　オールインワン･プリンタ「hp psc 1210」を発表


3月　 業界初、Xeonプロセッサ MP 4-Wayを実現した2Uの高


密度サーバ hp ProLiant DL560を発表


　　・　システム障害を未然に防止し、可用性、性能を向上


「HP-SAPジョイント・ソリューション・アセスメント（JSA）」


提供開始


4月　 日本HPが「インテル Itanium2 プロセッサ・ファミリ」対


応の「Oracle9i Database」を販売開始


　　・　世界初の第5世代DDSテープドライブ


hp StorageWorks DAT72を発表


　　・　Xeonプロセッサ MP 8-Wayを実現したラックマウント型


高密度サーバ hp ProLiant DL760 G2とDL740を発表


5月　 従量課金形式の「Pay Per Use」ソリューションに業界


で初めてCPUの使用率に準じた課金サービスを追加


　　・　ハイパースレッディング･テクノロジ、パフォーマンス･ア


クセラレーション･テクノロジに対応 HP Workstation


xw4100シリーズを発表


　　・　IAサーバの移行促進プログラム


　　　「Netserver to ProLiantリプレースキャンペーン」を開始


6月　世界最小 、超軽量Pocket PC


「HP iPAQ Pocket PC h1900シリーズ」を発表


　　・　SIパートナ向けストレージ・ソリューション・パッケージ


「HP StorageWorksソリューション ラピッドリストア・パッ


ケージ for Windows」を発表


7月　 最新Itanium2 プロセッサ搭載64ビット・ワークステーショ


ン「HP Workstation zx6000シリーズ」新モデル発表


　　・　最新インテル Itanium2 プロセッサ搭載マルチOSをサ


ポートするHP Integrityサーバ を発表


　　・　持ち運びに便利なハイパフォーマンスB5ノートPC


「HP Compaq Business Notebook nc4000シリーズ」を


発表


8月　 多彩な機能を魅力的な価格で実現したグラフィック向


けプリンタ 「HP Designjet 120」を発表


9月　 最新の低電圧版インテル Itanium 2 プロセッサを搭載


「HP Workstation zx2000シリーズ」新モデル発表


　　・　インクジェット技術のOEM事業活動を北米、ヨーロッパ


に続き、日本国内で拡大


　　・　Linux版「OpenView network node manager 7.01」発表


10月　SANを効率良く管理し、運用性を向上するハイエンド・


ストレージ新製品を発表


　　・　従業員のセキュリティ意識を向上させるウィルス感染


の予防訓練「HPウィルス予防訓練サービス」を発表


11月　SANセキュリティのコンサルティングおよびスタートアッ


プ・サービスを開始


　　・　HP Workstation xw6000シリーズ、xw8000シリーズに最


新・最高性能のXeonプロセッサ搭載モデルを追加


12月　中小規模企業向けデータ保全ソリューション「HP セイ


フティ・ボックス・サービス」を発表


　　　


2月　日本HP、マイクロソフ


トが Itanium2 プロセッ


サ搭載サーバーと64


ビット バージョン


Windows Server 


2003 及び64ビットア


プリケーションの共


同検証を開始


5月　 HPおよびマイクロソ


フト、世界最速のトラ


ンザクション処理性


能を達成


　　・　より迅速な適応力を


持ったHPのブレード


型サーバがウェブ、


電子メール、ERPの


ベンチマークでIBMを


上回る


　　・　HPとマイクロソフトが、


ハイエンド コンピュー


ティングにおける性


能、価格性能比で世


界記録を達成


7月　新しい HP Integrity 


サーバが様々なベン


チマークで新記録を


樹立


8月　 HPとオラクルがトラ


ンザクション処理で


世界記録達成 - 80


万tpmCの壁を突破


11月　HP と Oracle がパ


フォーマンスの世界


記録を達成（世界で


初めて100万トランザ


クション/分を突破）


12月　HP とOracleがTPC-


Cベンチマークで再


び世界記録を達成、


LinuxベースのHP 


Integrityサーバクラ


スタで世界初100万ト


ランザクション/分


4月　 日本HPと旧コン


パックの認定制


度を統一、新資


格認定制度


「HPCP」ｽﾀｰﾄ


5月　 高柳代表取締


役社長退任


　　・　新社長に樋口


泰行執行役員


兼 インダストリー


スタンダードサー


バ統括本部長


が就任


　　・　寺澤代表取締


役会長がCEO


を兼務


1月　 IAサーバ･ビジネス拡大に向け


た事業戦略を発表


（バリュー・ビジネス、ボリュー


ム・ビジネスの二極化戦略を


推進）


2月　 シスコシステムズと日本HP


サービスプロバイダ向けネット


ワーク管理ソリューションにお


いて協業


3月　 お客様に最適なROIを提供す


るためのストレージ戦略発表


　　　（オープンな業界標準、仮想化


技術を備え、「ストレージユー


ティリティ」を実現）


4月　 リバティ・アライアンス推進プロ


グラムを開始


　　　


5月　 エンタープライズ事業の新戦


略「アダプティブ・エンタープラ


イズ戦略」を発表


6月　 業界初のブレード型サーバ専


用施設「HP ProLiant ブレード


ソリューションセンター」を開設


（ブレード型サーバの啓蒙活


動拠点としてブレードソリュー


ションを体験・検証）


7月　 StorageWorksテープストレージ


製品における「オープンコネク


ト戦略」を発表


8月　 日本HPとマイクロソフトがミッ


ションクリティカル領域におけ


る協業関係を新たに確立


　　・　HP ProLiantにおける顧客満足


度向上の新戦略を発表


　　・　HP、日立がハイエンド・ストレー


ジ分野における協力関係を


2008年まで延長


9月　 ワークステーション事業の強


化戦略「プロ・クオリティ戦略」


を発表


10月　日本HPファイナンシャルサー


ビス株式会社の設立を発表


12月　日本HPと日本BEAがサービス


指向の企業ITインフラ推進の


ため新たに協業


　　・　日本HP、日本オラクル、日本


ネッテグリティ、ネット・タイム


の4社がアイデンティティ・マネ


ジメントで協業


03年







市場環境


主活動


販売マーケティング 製造・物流 技術開発 組織変更・人事・労務 全般管理


支援活動


1月　 データ処理性能に特化し、優れた価格性能比を実現し


たIAサーバ「HP ProLiant 100シリーズ」を発表


　　・　カラーレーザープリンタの直接販売事業を強化


　　・　業界標準高性能IAサーバ「HP ProLiant DL140、


ML330 G3」の新モデルを発表


2月　 コンパクトサイズの1台4役オールインワン・プリンタ


　　　　「HP Officejet 5510」を発表


　　・　Windows Storage Server 2003を搭載した


「HP StorageWorks NASシリーズ」のフルラインナップ


完成


　　・　ノートPCのCTO（注文仕様生産）販売を開始


　　　 （SOHO、中小・中堅企業ニーズに対応し、数万通り以


上の構成を実現）


3月　 日本HP、2003年のUNIXサーバ国内市場で工場出荷


金額トップシェアを獲得（単独ベンダとしては国内市場


初の40.0％のシェアを達成 ）


4月　 最新インテルXeonプロセッサを搭載したHP ProLiant新


製品18モデルを発表


　　・　デスクトップPC代替の需要に応える機能と性能を追求


したビジネス向けノートPCを発表


　　・　メインフレームからオープンシステムへの移行を促進


する自動運用ツールを発表


5月　 効率的なデータ管理ソリューション「インフォメーション・


ライフサイクル・マネージメント」を発表


6月　 次世代情報システムの主要プラットフォームとして


ブレード型サーバ「HP ProLiant BL」の普及を促進


　　・　21枚/分の高速カラー印刷を実現したA4カラーレーザー


プリンタ発表


　　・　次世代光ディスク規格「UDO」を採用した大容量アーカ


イブ・ストレージを発表


7月　 SAN構築の初期費用を大幅に低減するエントリ、ミッド


レンジ向けディスクアレイストレージ新製品を発表


　　・　プロバイダ契約やソフトウェア設定が一切不要な


無線ＬＡＮ標準搭載Ａ4スリムノートを発表　　


　　・　ビジネス用クライアントPCラインアップを強化


8月　 最新ワークステーションのLinux Enableモデルを発表


　　・　大規模ビジュアライゼーション・ソリューションを3つの


OSで提供開始


　　・　個人情報保護に不可欠な安全管理対策実現のための


情報セキュリティソリューションを発表


9月　 EM64T採用インテル Xeon™ プロセッサを搭載した


ブレード型サーバ新製品「HP ProLiant BL20p G3」を


発売


　　・　「スマートオフィス」　コンセプトに基づく中小・中堅規模


企業向けエントリクラスタワー型NASを発表　　


　　・　個人向けPC事業強化、HP Directplusで積極的に展開


10月　デジタル写真の楽しさを広げるインクジェットプリンタ


新製品発表


　　


　　・　企業向けレーザープリンタのラインアップを強化


　　・　ホームシアター向けデジタルプロジェクタ、


「Best of WPC EXPO 2004　デジタルAV部門賞」受賞


11月　HP Workstation xw4200シリーズに最新・最高性能の


Pentium 4プロセッサ搭載モデルを追加


12月　テレビ機能付き個人向けデスクトップPCのラインアップ


を強化


　　・　ブレード型サーバの統合管理ソフトウェア製品新発売


　　・　CAD・GIS向け大判カラーインクジェットプリンタ最上位


機種発表


6月　 日本HP、日本オラク


ル、シスコが、大規


模な64ビットコンピュー


ティング環境の共同


検証を開始


9月　 アダプティブ・エンター


プライズ戦略を加速


するサーバ仮想化技


術を強化


4月　 樋口 泰行氏が


代表取締役社


長 兼 CEO就任


5月　 HPがアジア太


平洋地域の女


性リーダー育成


に向け、2つの


新プログラムを


発足


7月　 代表取締役会


長 寺澤正雄氏


退任


1月　 HPとアップルが提携、デジタル


ミュージックプレーヤーと


iTunesをHPのお客様に提供


2月　 日本HPとマイクロソフトが中堅・


中小市場向けに「ISVパートナ


プログラム」を発足　（ソリュー


ションの動作検証から販売支


援、導入・保守まで体系的な


サポートを提供）


　　・　キヤノン、HP、エプソンでコン


ソーシアムを形成、カメラ付き


携帯電話とのプリントインタ


フェースについて共同で普及・


推進


　　・　HPとAMD、サーバの革新的技


術と性能向上で協業


4月　 日本HPとマイクロソフトがハイ


エンドの企業向け64ビットDB


市場に向けた提携を強化


　　・　Linuxシステムを容易に、かつ


安心して導入できる環境を提


供する、Linuxビジネスにおけ


る「二極化戦略」を発表


　　・　SAPジャパン、日本HP、企業


のＩＴ運用管理分野で協業関


係を強化


6月　 インテック、日本ＨＰ


次世代大規模オープンシステ


ムの「構築」&「運用」で協業


7月　 アビーム コンサルティング、日


本ＨＰ、プラムツリーが企業ポー


タル分野で協業


8月　 日本HPとマイクロソフト、64ビッ


ト拡張テクノロジ対応インテル


Xeonプロセッサ搭載ProLiant


とWindows Server 2003 for 


64-bit Extended Systemsによ


る「FLP: 64-bit Windows ISV


パートナプログラム」を開始


12月　日本HPと東芝ソリューション、


プラットフォーム分野で協業


04年


5月　 新組織構成


　　　　・テクノロジー・ソリューション事業統括部


　　　 －エンタープライズ・サーバ・ストレージ


　　　　　 －ソフトウェア


　　　　　　 －コンサルティング・インテグレーション


　　　　　　 －ITアウトソーシング


　　　　　　 －カスタマサポート


　　　　・パーソナルシステムズ事業統括部


　　　　・イメージング・プリンティング事業統括部


5月　 新組織構成


　　　　・テクノロジー・ソリューション事業統括部


　　　 －エンタープライズ・サーバ・ストレージ


　　　　　 －ソフトウェア


　　　　　　 －コンサルティング・インテグレーション


　　　　　　 －ITアウトソーシング


　　　　　　 －カスタマサポート


　　　　・パーソナルシステムズ事業統括部


　　　　・イメージング・プリンティング事業統括部


7月　 21世紀の日本社会に貢献するIT企業となる


　　　　ための企業戦略を発表


　　　■ エンタープライズ・公共部門向け戦略


　　　　　　- アダプティブ・エンタープライズの推進


　　　■ 中小・中堅企業向け戦略


　　　　　　 - スマートオフィスの提唱


　　　■ コンシューマ向け戦略


　　　　　　- 日本市場向け製品開発の推進


7月　 21世紀の日本社会に貢献するIT企業となる


　　　　ための企業戦略を発表


　　　■ エンタープライズ・公共部門向け戦略


　　　　　　- アダプティブ・エンタープライズの推進


　　　■ 中小・中堅企業向け戦略


　　　　　　 - スマートオフィスの提唱


　　　■ コンシューマ向け戦略


　　　　　　- 日本市場向け製品開発の推進







市場環境


主活動


販売マーケティング 製造・物流 技術開発 組織変更・人事・労務 全般管理


支援活動


1月　 ブレード型サーバでユーティリティ・コンピューティング
を実現するHP BladeSystem　発表


　　・　機密情報の漏えいを防ぐセキュリティ・ソリューションの
提供開始


2月　 ｵﾝﾗｲﾝ販売ｻｲﾄ「HP Directplus」での提供ｻｰﾋﾞｽ拡張
　　・　SOHO、中小・中堅企業向けインクジェットプリンタ5新


製品発表
　　・　優れた信頼性・管理性を提供するエントリーサーバHP


ProLiant ML310、DL320を販売
　　・　日本HP、2004年第4四半期国内x86サーバ市場で工場


出荷金額第1位を獲得


3月　 2004年のWindows OS搭載PDA市場で国内、世界共に
トップシェアを獲得


　　・　企業の情報システムのセキュリティをネットワーク・エッ
ジで強化する新しいネットワーク製品を発表


4月　 次世代標準テクノロジ搭載、コストパフォーマンスを追
求したデスクトップPC新製品発表


　　・　セキュリティ機能や耐久性を強化、情報管理時代の企
業向けノートPC 2機種


　　・　HP Integrity SuperdomeのLinuxでのミッションクリティ
カルシステム構築体制を強化


5月　 64ビット環境に対応、2画面対応のハイパフォーマンス
PCを発表


　　・　3カテゴリのストレージ新製品を発売、中規模システム
向けポートフォリオを強化


　　・　業界初Javaを利用したミッションクリティカルシステム
の体系的サポートを提供開始


6月　 1万円切るインクジェット・オールインワン・プリンタ発売
　　・　最新PA-RISCプロセッサ「PA-8900」搭載でHP 9000サー


バシリーズを刷新
　　・　ブレードPCで実現するクライアント統合ソリューション


（HP CCI）提供開始


7月　 5万円台から提供するテレビ機能付き個人向けデスク
トップPC発売


　　・　企業の情報共有インフラストラクチャの堅牢性を高め
る新ソリューション提供開始


　　・　ビジネスの変化に迅速に適応するITシステムを支える
運用管理ソリューション提供開始


8月　 USB接続DAT72ドライブと3.5インチのSASハードディス
クドライブを新発売


　　・　05年第1四半期国内NAS市場で初の台数ｼｪｱNo.1達
成


　　・　軽量、コンパクトな高性能モバイルプロジェクタ発売


9月　 オープン系システム管理ｿﾌﾄｳｪｱの世界ｼｪｱ1位を獲得
　　・　ProCurve Networking、ポート出荷数、売上高ともに堅


調に拡大し世界第2位のネットワーキング・ベンダに
　　・　世界最速のフォト印刷スピードを実現したオールインワ


ン・フォトプリンタなど10機種発売


11月 CSKシステムズ、日本HPと協業し、ブレードPCを利用
した従量課金型のThinクライアントPC・アウトソーシン
グサービスを提供


　・ 教育機関限定で、大判プリンタ特別セットを販売
　・ 高性能x86サーバ HP ProLiantファミリにて、インテル


デュアルコア プロセッサ搭載製品4機種を発売
　・ インテック、マイクロソフトと、高速処理を実現するﾁｪｰ


ﾝｽﾄｱ向けﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝｽｼｽﾃﾑ提供で協業
　・ デジタル・コンテンツ・リポジトリの構築を支援する


「DSpace日本語版ｽﾀｰﾄﾊﾟｯｹｰｼﾞ」を共同で販売開始
　・ 複数のセキュリティツールを一元管理できるソフトウェ


アをデスクトップPC、ワークステーションで提供開始
　・ HP教育サービス、情報セキュリティマネジメントシステ


ム（ISMS）関連の新トレーニング4コースを開始
　・ 小規模オフィスでも気軽に導入・運用できるファイル


サーバ専用機 新製品を発売
　・ ノベル、オープンソース、金融分野向けグリッド、半導


体設計ソリューションで協業


12月 Windows Mobile 5.0搭載のPDA 4機種を発表
　・ AMD社製プロセッサ搭載、ビジネス向け省スペースデ


スクトップPC
　・ 業界最高ｸﾗｽ容量密度の2UｻｲｽﾞUltriumﾗｲﾌﾞﾗﾘ発売
　・ OS混在環境のIT統合をｽﾑｰｽﾞに実現する、インテル


Itanium 2 ﾌﾟﾛｾｯｻ搭載HP-UX対応ﾌﾞﾚｰﾄﾞｻｰﾊﾞバ発売
　・ A4サイズ、高速カラーレーザープリンタ 5機種発売
　・ 仮想化・多様化する企業に便利で安心な認証情報交


換。より拡張性と柔軟性高めたIceWall新ﾊﾞｰｼﾞｮﾝ発売
　・ デュアルコア インテル Pentium Dプロセッサ搭載 x86


エントリーサーバ HP ProLiant ML110発売
　・ AMD Athlon 64プロセッサ搭載のブレードPC発売
　・ HP ProCurve認定パートナー・プログラムを開始
　・ サプライチェーンの需給計画業務の改善を支援する


「RapidResponse需給計画ソリューション」


9月　 日本初のHPC
技術を活用した
金融分野向け
グリッド検証セ　
ンターを設立


11月 仮想化技術を
活用したＩＴ統合
への取り組みを
強化


12月 株式会社東芝
セミコンダクター
社、HPのハイエ
ンドサーバでグ
ローバル・サプ
ライチェーン基
幹システムを再
構築


　・ 日本HP、日本
BEA、KDDIの基
幹システム
ARIALを構築


1月　 ヒューレット･パッカー
ド・カンパニー、イメー
ジング・プリンティン
グ事業とパーソナル･
システムズ事業統合


2月　 会長兼CEOカーリー・
フィオリーナ　退任。


　　　　暫定CEOには最高
財務責任者（CFO）
ボブ・ウェイマン、代
表権のない取締役
会会長にパトリシア・
ダン就任


3月　 ヒューレット・パッカー
ドカンパニー新CEO
兼社長にマーク・ハー
ド選出


5月　 代表取締役社長　　
樋口 泰行氏 退任


　　・　新代表取締役社長
に小田 晋吾氏 就任


7月　 ヒューレット・パッカー
ドカンパニーが組織
再編、コスト削減、顧
客指向の強化を実
現する施策を発表


11月 IT統合、仮想化技術
者を養成する上位レ
ベル資格認定、教育
コース設置


　　


1月　 松下電器とHPがより使い易い
DVDの記録環境の実現に向
けて協力することで合意


4月　 販売パートナ制度を大幅刷新、
HPとパートナ双方のさらなる
成長が可能なビジネスモデル
構築を目指し、「パートナ・ワン」
プログラムを導入


5月　 中小・中堅企業向け事業戦略
を強化、新戦略「HPスマートオ
フィス2005夏」を発表


　　・　日立と日本HP、日立の統合サー
ビスプラットフォーム
｢BladeSymphony｣のHP-UX　
サポートで合意


　　・　ヒューレット・パッカードカンパ
ニー「グローバル・レポーター
ズ2004」に初登場10位


6月　 ヒューレット・パッカード　
「BEST COMPANIES for 
WOMEN of COLOR
（多様な人種の母親が最も働
きやすい会社）2005」に選出


　　・　日本HPとマイクロソフトが大企
業向け64ビットDB市場に向け
た取り組みをさらに強化


　　・　SAPジャパンと日本HP、変化
に迅速に適応可能なシステム
構築で協業強化


8月　 日本HPとマイクロソフトが、ミッ
ションクリティカル・システム分
野での協業を拡大


　　・　野村総合研究所と日本HP
オープンソース・ソフトウェア分
野で包括的な協業


9月　 ProCurve、VARBusiness 誌に
よりネットワーク・インフラスト
ラクチャ部門の「Company of 
the Year」に選定


　　・　HPとフィリップスが第2世RFID
ソリューションの採用を推進


10月　HPがPeregrine Systemsを買
収することで合意、強力なIT資
産管理およびサービス管理ソ
リューションをHP OpenView製
品群に追加


11月 日本HPが日本テレワーク協会
*1の奨励賞を受賞


　・ スルガ銀行、個人情報の管理
用途にブレードPCを採用


12月 Trustgenix社の買収により、
HP OpenViewソフトウェア製品
のID管理機能を強化


　・ Peregrine Systemsの買収を完
了、HP OpenViewのIT資産管
理およびサービス管理機能を
拡大


05年







市場環境


主活動


販売マーケティング 製造・物流 技術開発 組織変更・人事・労務 全般管理


支援活動


1月 ｼｽﾃﾑﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽの維持とｺｽﾄ削減に貢献するILMｿﾌﾄｳｪｱ2製品
発売


　・ NRIと共同で基幹業務向けｿﾘｭｰｼｮﾝを提供開始


2月 企業向けﾚｰｻﾞｰﾌﾟﾘﾝﾀのﾗｲﾝｱｯﾌﾟを拡充
　・ 日本HP､ﾚｯﾄﾞﾊｯﾄ ｻｰﾋﾞｽ分野で協業
　・ ﾈｯﾄｹｱ､IPｺﾝﾀｸﾄｾﾝﾀｰのｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽを開始
　・ ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽと変更管理を自動化するHPの新しいｿﾌﾄｳｪｱ発売
　・ 仮想化技術を活用した柔軟なITｲﾝﾌﾗｻｰﾋﾞｽ開始


3月 HP独自の次世代ASICを搭載したﾚｲﾔ3/4 LANｽｲｯﾁ ProCurve
Switch 5400zlおよび3500ylｼﾘｰｽﾞ発売


　・ 認証&検疫ｿﾘｭｰｼｮﾝ HP Quarantine System､Symantec製ｳｨﾙｽ
対策ｿﾌﾄｳｪｱとの連携を実現


　・ ﾌﾟﾛ･ﾌｫﾄｸﾞﾗﾌｧｰ向けﾊｲｴﾝﾄﾞﾌﾟﾘﾝﾀ分野参入


4月 最新のAMD Opteron? ﾌﾟﾛｾｯｻを搭載した新ﾓﾃﾞﾙを発売
　・ ﾐｯﾄﾞﾚﾝｼﾞｸﾗｽの新ﾓﾃﾞﾙが登場
　・ 企業向けA3ﾓﾉｸﾛﾚｰｻﾞｰﾌﾟﾘﾝﾀ新製品
　・ 最新OSを搭載したﾌｧｲﾙｻｰﾊﾞ専用機新ﾓﾃﾞﾙ発売


5月 日本HPとﾈｯﾄﾏｰｸｽ､ｾｷｭﾘﾃｨｿﾘｭｰｼｮﾝ協業
　・ 日本HP､ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ 企業の内部統制支援に向け協業
　・ 有線/無線ﾈｯﾄﾜｰｸを統合するLANｽｲｯﾁ用ﾓｼﾞｭｰﾙとｱｸｾｽﾎﾟｲﾝﾄ


を発売
　・ CTCと日本HP､ｻｰﾊﾞ及びｽﾄﾚｰｼﾞ分野で提携
　・ 日本企業のIT部門向けに､｢ITIL道場-SOX法対応ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ･ﾜｰ


ｸｼｮｯﾌﾟ｣をｽﾀｰﾄ
　・ 日本HP､ﾌｪﾘｶﾈｯﾄﾜｰｸｽよりﾗｲｾﾝｽ許諾を受けFeliCa対応次世


代ｻｰﾊﾞｰの提供開始


6月 ｺﾝｼｭｰﾏPC事業を強化､ﾜｲﾄﾞ画面の個人向けﾉｰﾄPC2機種発売
　・ NECと日本HPが通信事業者･ISP向け映像ｿﾘｭｰｼｮﾝ分野で協業
　・ 頑強筐体の企業向けﾓﾊﾞｲﾙﾉｰﾄPC2機種発売
　・ ﾃｸﾆｶﾙ市場向け大判ﾌﾟﾘﾝﾀのﾗｲﾝｱｯﾌﾟを強化
　・ SANｽﾄﾚｰｼﾞ仮想化ｱﾌﾟﾗｲｱﾝｽを新発売
　・ 新世代ﾌﾞﾚｰﾄﾞ ｢HP BladeSystem c-Class｣を発売
　・ 日本HPとﾃﾞｰﾀﾘﾝｸがﾒｲﾝﾌﾚｰﾑのｵｰﾌﾟﾝｼｽﾃﾑ移行促進で協業
　・ ﾓﾊﾞｲﾙ･ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ2機種発売
　・ ｾｷｭﾘﾃｨ監査ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ･ｻｰﾋﾞｽを提供開始
　・ 次世代HP ProLiant 300ｼﾘｰｽﾞ
　・ 最新の仮想化ｿﾌﾄｳｪｱVMware Infrastructure 3発売


7月 x86ｻｰﾊﾞ向けｽﾄﾚｰｼﾞ製品でiSCSI本格対応
　・ NTTﾃﾞｰﾀ､日本HP､ﾒｲﾝﾌﾚｰﾑなどの既存ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ資産を最新


のｵｰﾌﾟﾝｼｽﾃﾑ環境へ移行する｢ﾏｲｸﾞﾚｰｼｮﾝ事業｣を共同で推進
　・ 業務､ITの両面から支援する､日本版SOX法対応支援ｿﾘｭｰｼｮﾝ


の提供を開始


8月 電通国際情報ｻｰﾋﾞｽと日本HPがｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ領域のｵｰﾌﾟﾝｿｰｽ
活用で協業


　・ ｲﾝﾃﾙR Core 2 Duoﾌﾟﾛｾｯｻ搭載､ﾊﾟｰｿﾅﾙ･ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝのｴﾝﾄﾘｰ
ﾓﾃﾞﾙ発売


　・ 最新のﾃｸﾉﾛｼﾞを盛り込み､価格性能比をより強化したHP
ProLiant ML150 Generation 3を発売


　・ 全く新しいﾊﾞｰﾁｬﾙ会議ｼｽﾃﾑ｢HP Halo Collaboration Studio｣を
販売開始


　・ 日本HP､自社開発のWebDAVﾌｧｲﾙｻｰﾊﾞ･ｿﾘｭｰｼｮﾝ｢HP IceWall
Quick File Store 2.0｣を発売


9月 ｾｺﾑﾄﾗｽﾄｼｽﾃﾑｽﾞと日本HP､ﾌﾞﾚｰﾄﾞPCを用いた情報ｾｷｭﾘﾃｨｻｰﾋﾞ
ｽ事業で協業


　・ 運用管理新戦略｢Active CMDB｣を発表
　・ 8,000円台ｲﾝｸｼﾞｪｯﾄ･ﾌﾟﾘﾝﾀを発売
　・ 基幹ｼｽﾃﾑ向けﾊｲｴﾝﾄﾞx86ｻｰﾊﾞで､業界最高性能を発揮する最


新CPU搭載 新ﾓﾃﾞﾙを発売
　・ 企業ﾃﾞｰﾀの保護･管理の多様なﾆｰｽﾞに対応する､ｽﾄﾚｰｼﾞ関連ｿ


ﾌﾄｳｪｱ2製品を発売


10月 日本HPとSAPｼﾞｬﾊﾟﾝ､SOAのﾋﾞｼﾞﾈｽ価値を体験する評価ｼｽﾃﾑ
を発表


　・ 個人向けｲﾝｸｼﾞｪｯﾄﾌﾟﾘﾝﾀ12機種､ 多様化するﾆｰｽﾞに合わせた
豊富なﾗｲﾝｱｯﾌﾟで展開


　・ ｴﾝﾄﾘｰ製品からﾊｲｴﾝﾄﾞ製品まで､新世代のx86ｻｰﾊﾞ新製品を一
挙に発売


　・ 最新ﾃｸﾉﾛｼﾞを凝縮したﾗｯｸﾏｳﾝﾄ型ｴﾝﾄﾘｰｻｰﾊﾞHP ProLiant 
DL140 Generation 3を発売


　・ ﾏｲｸﾛｿﾌﾄとｶｽﾀﾏｹｱ業務を短期間で効率化するｼｽﾃﾑｲﾝﾃ
ｸﾞﾚｰｼｮﾝ､ｻｰﾋﾞｽ分野で協業


　・ 10GbEﾎﾟｰﾄ搭載のﾚｲﾔ3ｽｲｯﾁProCurve Switch 2900ｼﾘｰｽﾞ発売
　・ Windows環境向け高性能ﾌｧｲﾙｻｰﾋﾞｽｿﾘｭｰｼｮﾝ発売


11月 日本HP､ｽﾄﾚｰｼﾞ事業のさらなる拡大を目指し､ﾊﾟｰﾄﾅｰ施策を強
化


　・ 日本HP､ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ､丸紅情報ｼｽﾃﾑｽﾞ3社が共同で最新のﾋﾞｼﾞﾈｽ
ﾜｰｸｽﾀｲﾙを体験できるﾎｽﾃｨﾝｸﾞｻｲﾄの提供を開始


　・ ｵｰﾌﾟﾝｿｰｽのｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ向けﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ製品､MySQLﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ
の販売を開始


　・ 日本HPと日本ｵﾗｸﾙ､SOA導入支援ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ分野で協業


12月 AMD社製ﾌﾟﾛｾｯｻ搭載､初期導入ｺｽﾄを抑えたｴﾝﾄﾘｰﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟPC


4月 「DSpace日本語
版ｽﾀｰﾄﾊﾟｯｹｰｼﾞ」
を東京大学・
金沢大学・九州
大学へ納入


1月 ヒューレット･パッ
カードと日立が
セキュリティ・情
報保護技術で
共同研究を開
始


5月 日本HP、ヨドバ
シカメラの無線
ICタグ（RFID）
情報管理システ
ムの開発・検証
を完了


6月 NEC、日立、日
本HPがUNIXサー
バ仮想化の環
境整備で共同プ
ロジェクト開始


9月 日本HPと日本
BEA、新構想
「RFID 2.0」を共
同表明


10月 様々なセンサ
ネットワークと
携帯電話機の
通信を可能に
する基盤ミドル
ウェアの試作版
を開発


4月 日本HPファイナ
ンシャルサービス
株式会社の代表
取締役社長に伊
東 卓氏就任


9月 パトリシア・ダン
会長が来年2007
年1月に会長を辞
任、マーク・ハー
ドCEO兼社長が
兼務


　・ ゼネラル･カウン
セル（法務部門
最高責任者）の
アン・バスキンス
が辞任


1月 天王洲本社内にパートナー
企業専用のストレージ検
証施設「PTAC」を開設


2月 市ヶ谷事業所内にSOAコ
ンピテンシー・センタがオー
プン


3月 HP Integrity サーバを使っ
たソリューション拡大のた
めに取り組みを強化


　・ 高井戸研修センター内に
HPインディゴ・デモセンター
を開設


7月 HP-UXが商用UNIXの最
新バージョンとして初のIT
セキュリティ共通基準認
定（ISO15408）を取得 -
「情報基盤強化税制」の
減税対象としての申請が
可能に


　・ マーキュリー・インタラク
ティブを買収 - ITマネジメ
ントソフトウェアのマーケッ
トリーダーに –


9月 新宿駅構内に「HP 
Pavilion Cafe」がオープン


　・ HP、分散システム管理ソ
フトウェア市場で世界
No.1を獲得


　・ HPが外付けディスク・スト
レージ市場で市場成長率
を上回り、首位へ


11月 歴史的なマーキュリーの
買収を完了- ビジネス・テ
クノロジの最適化（BTO）
ソフトウェアをリードする
ために合併 –


12月 ProCurve Networking、エ
ンタープライズ・ネットワー
キング分野において売上
高およびポート出荷数と
もに世界第2位のポジショ
ンを獲得


　・ Amazon.com、オンデマン
ド書籍印刷にHPを採用


06年







市場環境


主活動


販売マーケティング 製造・物流 技術開発 組織変更・人事・労務 全般管理


支援活動


1月 Windows Vista™搭載の個人向けノートPC4機種発表
　・ 業界初、中小規模企業向けのオールインワン統合ストレー


ジシステムを発売
　・ 日本HP、ファイザーのアジア太平洋地域向けサービスデ


スク業務を中国・大連より提供開始
　・ 中小規模のシステムに高信頼性、安定性を提供する低価


格エントリーモデルのItanium®2搭載サーバを発売
　・ 8シリーズ22モデルのクアッドコア プロセッサー搭載サー


バを発売、業界最多のラインアップを提供
　・ 住商情報システム、マイクロソフト、日本HPの3社が企業


向けビジネス用途のHPC分野で協業


2月 日本HPと三菱電機、セキュアなﾌｧｲﾙｻｰﾊﾞ・ｿﾘｭｰｼｮﾝ
「HP IceWall QFS - DROSY連携ソリューション」提供開始


　・ 日本HP ソフトウェア事業を今後の成長のエンジンとすべ
く、「HP Software」ブランドとして再編


　・ IT統合を成功に導く、6つのサービスメニューを発表
　・ 日本HPと住商情報システムがHPC分野で、コンサルティ


ング、マーケティング・販売、技術検証、運用・保守サービ
スにわたる協調ビジネスモデルを開始。


3月 PC運用のコストを削減する中小規模企業向け管理ソフト
ウェアを発売


　・ アジア太平洋地域をカバーする、IT資産標準化購入プロ
グラムを提供開始


　・ 日立とHPのパートナーシップ強化
　・ アシストと日本HP、品質・性能管理およびサービス管理ソ


フトウェア分野で協業
　・ 「第3世代」ブレードサーバに高い信頼性を実現する、HP 


Integrity BL860c サーバブレードを新たに追加


4月 日本HP、医療機関向けITソリューション提供への本格取
り組みを開始


　・ 最大12本の内蔵HDDで大容量データを保存できる、新コ
ンセプトの薄型サーバを発売


　・ ﾈｯﾄﾜｰｸ製品群HP ProCurveの全製品の価格を大幅改定
　・ UNIX市場をリードするHP-UXの新バージョン


「HP-UX 11i v3」を販売開始
　・ 高速印刷、高耐久性を実現するビジネス向けA4インク


ジェットプリンタ6機種を発売
　・ 高い処理性能、セキュリティ、高管理性を同時に実現する


ブレード型ワークステーションを発表
　・ アルバとセキュアネットワークにおける協業開始
　・ ネットワークの末端でのセキュリティ強化を実現するネット


ワーク・セキュリティ・アプライアンスおよびｿﾌﾄｳｪｱを発売


5月 IT統合、災害対策のための基盤となるストレージ
HP StorageWorks XP24000 ディスクアレイを発表


　・ 企業のプリンティング環境を最適化する「マネージドプリン
トサービス」の提供を開始


　・ 小規模ネットワークストレージ市場のシェア拡大を目指し、
オールインワン統合ストレージシステムを拡充


　・ グラフィクス市場強化に向け、大判インクジェットプリンタ
のフラッグシップモデルを一新


　・ お中元商戦に、近鉄百貨店がHPシンクライアントを導入。
全店舗導入に先駆け主要４店舗のｷﾞﾌﾄｾﾝﾀｰで本格稼動


6月 「HP BladeSystem c-Class」に業界初「ﾃｰﾌﾟﾌﾞﾚｰﾄﾞ」登場
　・ 個人向けPC 「HP Pavilionシリーズ」のラインアップを一新
　・ 企業向け高速カラーレーザー複合機を発売
　・ シンクライアント市場のシェア拡大を目指し、クライアント


統合ソリューションを強化
　・ 企業のPHP導入支援に向け、日本HPとアシアルが協業
　・ 日本HPとSAPジャパン、Business Intelligence（BI）の高速


化を実現する「SAP NetWeaver BI Accelerator」のアプラ
イアンス製品を発売


　・ HP、サービスマネジメント製品の販売を強化
　・ バッチ処理を高速化する Java フレームワーク「sunbatch」


で日本HPとサンモアテックが協業を開始
　・ 中小規模環境に向けたバックアップ製品のﾗｲﾝｱｯﾌﾟ拡充
　・ 管理性を強化し、より便利になった新「HP通報サービス」


7月 ミッドレンジディスクアレイ製品群のラインアップを一新
　・ デジタル印刷機のラインアップにエントリーモデルを追加
　・ 日本HP、アドバンスソフト、住商情報システムが


ナノ材料シミュレーション分野で協業
　・ ソリトンと日本HPが、ICカード認証とWebシングルサインオ


ンの連携ソリューションで協業
　・ 国内初「IT継続」と融合した新・事業継続ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ開始
　・ テプコシステムズ、日本HP、マイクロソフトが社内情報資


産の有効活用を実現するソリューションで協業
　・ HP ProLiantラックマウント型サーバの販売戦略を強化
　・ 大型タッチスクリーンで写真を多彩に楽しめるコンパクト・


フォトプリンタを発売
　・ セキュリティ、耐久性、管理のしやすさをさらに強化、法人


向けノートPC 4機種を発表
　・ 業界初、障害の根本原因解析が可能な本格的IPマルチ


キャストのネットワーク管理ツールを発表


4月 「DSpace日本語
版スタートパッケー
ジ」を東京大学・
金沢大学・九州
大学へ納入


2月 AMDがチップ設
計開発にHP
BladeSystemを
採用


5月 HP IceWall SSO、
最新のHP-UX 
11i v3環境下で
1秒あたり7,060
ログイン(*1)の
高パフォーマン
スを達成


6月 省電力プロセッ
サー搭載デスク
トップPCによる
温暖化ガス削
減効果を発表


3月 HP教育サービス、国際的情報
セキュリティプロフェッショナル
認定資格「CISSP」の維持に貢
献


　・ 日本HPが「杉並区子育て優良
事業者表彰制度」優良賞を受
賞


6月 HP、SPI Dynamicsを買収


7月 Opsware社の買収を発表
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市場環境


主活動


販売マーケティング 製造・物流 技術開発 組織変更・人事・労務 全般管理


支援活動


8月 デジタル印刷機の最上位機種を発売
　・ メインマシンとしても使用できる、コストパフォーマンスに優


れた法人向けモバイルノートPC
　・ LTO-4規格準拠、従来比2倍のデータ記録が可能で、暗


号化にも対応したテープドライブ新製品を発表
　・ HP初の2Uエントリーラックマウント型サーバ「HP ProLiant


DL180」を発売
　・ アプリケーション開発時の品質管理ソリューション「HP 


Quality Center」と性能検証ソリューション｢HP 
Performance Center｣を強化


　・ ＣＴＣと日本HP、ニューヨーカー全店舗にシンクライアント
導入を開始国内初、全国規模で多店舗展開している大手
小売店がシンクライアントを採用


　・ デュアルコアプロセッサ搭載のブレードPCを販売開始
9月 HP Blade Workstationシリーズに、NVIDIA Quadro®


FX1600Mグラフィックスカード搭載モデルを追加。画面転
送ソフトウェアもバージョンアップ


　・ クアッドコア インテル Xeon プロセッサーを4基搭載できる
HP ProLiantサーバ2機種を発売


　・ 46%縮小化を実現した小型モデルなど、企業向けデスクトッ
プPC　2機種5モデルを発表


　・ 地球温暖化防止への貢献とシステム利用コストの抑制が
可能な「HP BladeSystem 従量課金サービスCO2削減イン
センティブプログラム」を開始


　・ ネットワーク製品群HP ProCurveで業界初ライフタイム保
証付きコアスイッチの販売を開始し、ラインアップを強化


　・ 日本HP、ガバナンス、品質、管理の3つの視点からSOAの
実装の課題に対処する製品ポートフォリオを発表


　・ “コンパクト第3世代ブレード”「HP BladeSystem c3000エン


クロージャ」を発売
　・ 拠点間にまたがるシステムのID管理を効率化する「HP 


Select Federation software」の新製品を発売
　・ 省スペース、低コストでIT統合、災害対策を支援する、


「HP StorageWorks XP20000　ディスクアレイ」を発表
　・ ルネサス テクノロジが消費電力削減に向け「HPスマート・


クーリング・ソリューション」を採用
　・ 日本HPとソフトバンクBB、携帯電話を活用したWeb認証プ


ラットフォーム分野で協業
　・ タッチで操作できるコミュニケーションツール「HP


TouchSmart PC」を発売
10月 次世代DVDドライブ搭載機種など、個人向けPC「HP 


Pavilionシリーズ」の冬モデルを発表
　・ 短期間で日本版SOX法への対応を可能にするデータ保存


ソリューションの新製品を発表
　・ パーソナル・ワークステーションのエントリーモデル2機種


を発売
　・ 「HP BladeSystem c3000／c7000エンクロージャ」に管理ソ


フトウェアバンドルモデルを追加
　・ Webページのプリントを強化した家庭向けインクジェットプ


リンタ6機種を発売
　・ CTC、日本HP、マイクロソフト


Microsoft® Windows Server® 2008によるソリューション検


証で協業
　・ PCベンダー初となる、保険型のPCデータ復旧サービスを


開始
11月 維持管理コストを削減し戦略的投資を可能にする


HP Integrityサーバの新製品を発売
　・ NEC、中央システム、日本HPが運用管理ソフト分野の販


売協業を強化
　・ POSアプリケーションでスムーズな「FeliCa」決済を実現


日本HPと菱洋エレクトロが協業
　・ 日本HP、マイクロソフト、CSK Winテクノロジが、グループ


ウェア・ソリューションの販売促進で協業
　・ HP ProLiant 1Pエントリサーバ3機種で、クアッドコア イン


テル® Xeon® プロセッサー搭載の新世代機を発売


　・ ボリュームの拡張を自動化し、さらに簡単な管理を実現す
る「HP StorageWorks EVA」向けストレージ管理ソフトウェ
アを発売


　・ 法人向けノートPCのエントリーモデルを発表
　・ 日本HPとマイクロソフト、金融機関向けソリューション「楓」


を共同開発
12月 タッチで操作する「HP TouchSmart PC」に地上デジタル放


送対応モデルを追加
　・ 通信事業者向けに、キャリアグレードのHP BladeSystem


の販売を開始、ネットワーク領域に本格参入
　・ パーソナル・ワークステーションのハイエンドモデル2機種


を発売
　・ 「ブレード＋仮想化」を促進するソフトウェア2製品を発売
　・ 日本HPとRSAセキュリティ、Webサービスのリスクを排除


する安全な認証基盤の提供に向けて協業
　・ 新アーキテクチャを採用し、複雑化するネットワーク管理


を効率化するHP NNM iシリーズを発表
　・


4月 「DSpace日本語
版スタートパッケー
ジ」を東京大学・
金沢大学・九州
大学へ納入


2月 AMDがチップ設
計開発にHP
BladeSystemを
採用


5月 HP IceWall SSO、
最新のHP-UX 
11i v3環境下で
1秒あたり7,060
ログイン(*1)の
高パフォーマン
スを達成


6月 省電力プロセッ
サー搭載デスク
トップPCによる
温暖化ガス削
減効果を発表


8月 HPと米ウォルマー
トがHP Neoview
プラットフォーム
を利用した次世
代ビジネス・イン
テリジェンスとデー
タウェアハウス
構築のための
パートナーシッ
プを締結


12月 大量の株式銘
柄情報を高速
処理・分析する
資産運用分析
支援システムを
共同開発


11月 11月1日よりフレッ
クスワークプレイ
ス制度を導入


　・


12月 小田晋吾氏が代
表取締役社長を
退任し、新たに小
出伸一氏が就任


11月 HP IceWall SSO、「ISO／IEC 
15408 EAL1」認証を取得


　・ HPの2つのシステムが
TOP500スーパーコンピュータ・
リストの上位5位以内に
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成長戦略実行への再スタート


コンピュータープラットフォーム、モバイルターミナル、
半導体、電子部品の業績悪化により計画達成が困
難になり、再度地盤固めに向けて、


① 新市場・新事業創造による成長


② トータル・プロセス革新によるコストダウン
*全社的なコストダウンに向け、トヨタシステムを


導入し、推進する専門組織を設置


を目指す。


日本電気株式会社（2005年）日本電気株式会社（2005年）


■　競争優位と競争戦略


・ 「ＩＴ・ネットワークソリューション」を中核事業と定めていることから、この分野に集中して研究開発を推進。ソリューション事業の拡大のた
めに、最先端のミドルウェアやアプリケーションを含む製品の組み合わせ・統合化技術開発に注力する。
・ ブロードバンドやモバイル・ネットワークでつながるユビキタス社会への転換を成長機会ととらえ、次世代ＩＰネットワーク、固定系通信と
移動体通信の融合、背きゅうり地ｈなどの分野で、事業化や研究開発の強化を進める。
・ 中核事業における競争力を高めるために、すべてのビジネスユニットおよび研究所などに知的資産戦略の立案と遂行を行うＣＰＯ
（Chief Patent Officer）を任命。中核事業に関る技術は社内外の知的資産を組み合わせ強固な技術・ノウハウや特許網を構築する。


• ＩＴ・ネットワーク統合ソリューション強化に向けた新たな経営体制へ転換（03年3月）
　　(1)従来のカンパニー制を発展させ、オープンでフラットな経営体制の構築
　　(2)IT・ネットワーク融合担当役員の設置
　　(3)国内営業部門の統合、強化
　　(4)BIGLOBEを活用したソリューション事業の強化
　　(5)スタッフの効率化


・ ＩＴ/ＮＷｿﾘｭｰｼｮﾝ事業への積極投資 －ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ事業拡大に向けたアライアンス、Ｍ＆Ａ（ユニシス、Ｓｔｒａｔｕｓとの提携）
－ＮＥＣグループシナジーの強化


・国際競争力強化に向けた合従連衡の推進－光ディスク（ＤＶＤ）事業：ソニーとの合併会社（出資比率45％）へ
－ＮＥＣエレクトロニクスにおける東芝との連携強化


・事業構造改革の推進 －エルピーダメモリの持分法対象外へ転換
－ＮＥＣマシナリー、アネルバのキャノングループへの売却


http://www.nec.co.jp/


① 携帯電話国内トップグループ


② 政府・自治体向けのシステム導入で国内トップ


級


　③ キーデバイスの開発力


① 半導体と通信の成長戦略が不明確であり、
新たな材料がなければ回復は難しい


　② インターネットとの統合化などネットと通信の融合


化の推進


③ 財務体質改善


調達活動 製造 サービス


全
社


Ｉ
Ｔ
／
Ｎ
Ｗ
サ
ー
ビ
ス


パ
ー
ソ
ナ
ル


出荷物流 販売マーケティング


◎ 売上原価： 36,468億円


04年度 75.1％
03年度 73.8％


◎ 総設備投資額： 2,178億円
ＩＴソリューション 119億円
ＮＷソリューション 147億円
ｴﾚｸﾄﾛﾝﾃﾞﾊﾞｲｽ 1,760億円
その他 152億円


◎ 広告宣伝費： 265億円
（前年比13％増）
◎ 海外売売上： 10,777億円
-対前年 ＋9.2％
　 -海外売上比率 22.2％


◎「選択と集中」の徹底
　- ＩＴ/ＮＷｿﾘｭｰｼｮﾝ事業への
積極投資
　- 国際競争力強化に向けた合従
連衡の推進
　- 事業構造改革の継続推進


◎従業員数　 ：147,753人
　　　　　　　　（前年比4404人増）
◎販売管理費：8,025億円減
　 　　　　　　　　（前年比　　6％減）
◎基本組織図：右図参照


◎研究開発費： 2,753億円
（前年+　　7％増）


　ＩＴソリューション 462億円
　ＮＷソリューション 841億円
　ｴﾚｸﾄﾛﾝﾃﾞﾊﾞｲｽ 1,135億円
◎特許数：国内外約65,000件
　　　　 （うち国内36,000件）


人
事
労
務


技
術
開
発


全
般
管
理


■ 2005年３月期決算の総括


（２）　現在の強みと弱み （３）　今後の課題と新しい競争優位の方向（１）　現在の戦略


資料１　価値活動分析表


コスト・リーダーシップ戦略


差別化戦略


集中化戦略 ●


① ネット端末がPC依存で、国内首位の通信部門


が不調


② 脆弱な財務体質


③ ソフトとコンテンツの開発力が弱い


強
み


弱
み


３つの
基本戦略


国内営業ビジネスユニット


ｴﾚｸﾄﾛﾝﾃﾞﾊﾞｲｽ
事業


ﾈtｯﾄﾜｰｸ
ｿﾘｭｰｼｮﾝ事業


ＩＴｿﾘｭｰｼｮﾝ
事業


マーケティングユニット


知的資産R&Dユニット


スタッフ


市場


社内


ＮＥＣエレクトロンデバイス
（液晶およびＮＷデバイス）


エルピーダメモリー
（分社化・持分法対象外）


ソフトウェア開発子会社


中国合弁企業


（ＰＣ、サーバー）


国内工場


（ﾒｰﾝﾌﾚｰﾑ、ﾈｯﾄﾜｰｸ）
ＩＴソリューション/ＮＷソリューション事業部門


ユニシス/Ｓｔｒａｔｕｓ


モバイルターミナル事業部門
（携帯電話の企画・販売）


ＮＥＣパーソナルプロダクツ
（ＰＣ・サーバーの企画・販売）


Ｄｏｃｏｍｏ
Ｖｏｄａｆｏｎ


ＢＩＧＬＯＢＥ
（ISP&ﾎﾟｰﾀﾙ）


外部小売


2005年３月期の連結決算は、売上高４兆8,551億円（前年度比98.9％）、営業利益は1,312億円（同71.8％）と減収減益となった。1990年代半ばから売上が


頭打ち、利益は乱高下を続けている。その要因は国内首位の通信部門で、半導体の赤字転落や携帯電話端末の国内外での不振が大幅な利益減につな


がっている。こうした中、2004年９月に競争力を失いつつあったプラズマディスプレイ事業をパイオニアに譲渡、DRAM事業もエルピーダメモリへと分社化す


るなど、不採算事業について構造改革を推進している。今後は、ネットと通信の融合の中で、「ユビキタス」をキーワードとして、パソコンや携帯電話といっ


たハードウェアを持ちつつ、日本を核にアジア圏におけるＩＴ・ネットワークソリューションの展開を強めていくが、新たな事業モデルの構築に苦しんでいる。



http://www.nec.co.jp





＊2005年度は予想


（年）


資料２． 業績の推移


資料３． 戦略経路分析（Historical Path Analysis）


◆ 連結決算 （億円）


◆ 単独決算 （億円）


◆ セグメント別売上高および営業収入 ◆ セグメント別営業利益（損失）


◆ 過去10年間の業績推移


◆ 地域セグメント別売上高および営業収入


1995年


トップ人事


商品政策


営業流通
政策


組織変更


基本戦略


局面


1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年


反転成熟期反転成熟期 守勢的布石期守勢的布石期


解釈


カンパニー制を廃し、不採算
部門をリストラした上で、総合
力の再構築を狙うが、


①ＳＩ事業が人海戦術ビジ
ネスから転換できず


②ＰＣ、携帯電話ではスペッ
ク志向から抜け出せず


③半導体は競争力を消失


し、業績予測を下方修正する


中期３ヵ年計画


1.国内市場を中心とした確実
な収益確保、安定成長


2.新たな成長機会の獲得


新経営方針


1.ソリューション・プロバイダへの転換


2.プロアクティブな経営の推進


3.収益性嗜好の徹底


PC/AT互換機のアーキテクチャに移管


「社内カンパニー制の廃止」


• 03年：9事業ﾗｲﾝ制に移行
• 04年：ﾋﾞｼﾞﾈｽﾕﾆｯﾄ制導入


金杉社長西垣社長金子社長
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（億円）
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営業利益
（億円）


売上


営業利益


1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999


売上 - 30,494 28,695 28,993 30,069 34,487 40,298 40,756 36,864 37,845


営業利益


経常利益 - 800 181 318 605 1,006 1,080 809 11 658


2000 2001 2002 2003 2004 *2005


売上 40,993 35,623 27,814 25,091 24,268 24,700


営業利益 249 163 221 120


経常利益 639 -965 61 319 402 300


1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999


売上 - 37,738 35,149 35,797 37,693 43,971 49,484 49,011 47,594 49,914


営業利益 - - - - - 2,478 1,838 1,904 31 1,104


経常利益 - 514 -376 251 747 1,513 1,212 909 -2,247 301


2000 2001 2002 2003 2004 *2005


売上 54,097 51,010 46,950 49,068 48,551 50,000


営業利益 1,852 -555 1,209 1,827 1,312 1,500


経常利益 923 -4,611 615 1,605 1,157 1,300


※米国会計原則に従っているため、
　「税引き前利益」を採用
* 2005年度は予測／営業利益は、
未公表のため、「会社四季報」より


* 2005年度は予測／未開示のため、
「会社四季報・2005年３集・夏」より


守勢的成熟期守勢的成熟期


ＩＴソリューション、ＮＷソリューション、半導体ソリューションとい
う３つのソリューションプロバイダーへの転換を目指すが、


①カンパニー制導入に伴う、部門間の壁の発生


②厳格な予算システムを背景とした、柔軟性・戦略的判断
のない資源配分


③オープン化に伴う、ハード機軸の差別性の低下（ＳＩ事業）


などから、半導体部門、ＰＣ・サーバー部門の業績が低迷する。


「コンピューター＆コミュニケーション」のスローガンの下に、


①ＮＴＴファミリーとして、通信インフラ事業という安定ビジネ
ス基盤を確保しつつ


②ＮＴＴ向けの巨大システム構築で培ったＳＩ技術を、官公庁、
金融、大手企業向けの基幹システム事業で活用


③ＰＣでは88シリーズや98シリーズで圧倒的なシェアを獲得


するなど、積極的な多角化で成長してきた。


「社内カンパニー制導入」


• ３カンパニー制の導入
• 執行役員制の導入


関本社長


半導体事業の分社化（汎用DRAM分離）


93年4月：22事業本部制の導入


独自アーキテクチャ期


世界最速・地球シミュレーター完成


第三世代/FTTHの強化
97年の世界最小最軽量携帯発売と98年のIモード対応折りたたみ型携帯電話導入で8期連続TOPシェア獲得(05年上期に2位転落)
固定通信インフラから移動体通信インフラへシフト（固定設備の外部調達強化）


AV機能強化・高付加価値化
ISP/ASP/ポータル事業「BIGLOBE」


外部（SAP等）と連携しソリューション分野強化大企業・官公庁向けの基幹系システムを中心としたＳＩ事業展開


1ＧビットＤＲＡＭ開発し技術差別化で競争目指す DRAM分社化、特定用途LSI、液晶、通信に特化


ｼｽﾃﾑ営業統合


「C&C」の理念の下で多角化推進


• 関本社長が77年に発表した「コンピュータ＆コミュニケーショ
ン」のスローガンの下に、ＮＴＴファミリーとして安定した収益を
もたらしていた通信事業に加えＳＩ事業、ＰＣ事業などを強化


ＮＥＣ、ＮＥＣソフト、ＮＥＣシステムテクノロジー主要３社の独立運営


2003 2004


全　体 49,068 48,551 100.0% 98.9%


ＩＴソリューション事業 19,252 18,207 37.5% 94.6%


ﾈｯﾄﾜｰｸｿﾘｭｰｼｮﾝ事業 16,790 18,026 37.1% 107.4%


ｴﾚｸﾄﾛﾝﾃﾞﾊﾞｲｽ事業 8,300 8,077 16.6% 97.3%


その他 4,727 4,242 8.7% 89.7%


前年比
売上高


構成比
2003 2004


全　体 1,827 1,312 100.0% 71.8%


ＩＴソリューション事業 918 1,023 2.1% 111.5%


ﾈｯﾄﾜｰｸｿﾘｭｰｼｮﾝ事業 679 265 0.5% 39.0%


ｴﾚｸﾄﾛﾝﾃﾞﾊﾞｲｽ事業 543 372 0.8% 68.5%


その他 107 116 0.2% 107.9%


消去 -420 -463 -35.3% －


構成比 前年比
営業利益


2003 2004


全　体 49,068 48,551 100.0% 98.9%


国　内 38,899 37,774 77.8% 97.1%


海　外 10,170 10,777 22.2% 106.0%


売上高
構成比 前年比







60～
79年


　・　高度経済成長


78年 第２次オイル
ショック


65年 NEACシリーズ2200を発表


67年 ICの事業化


70年 海外輸出比率20％突破
73年 オフィスコンピュータNEACシステム100
を発売


74年 ACOSシリーズ77を発売


79年パーソナルコンピュータPC-8000シリー
ズを発売


60年 空間分割型電子交換機
の商用1号機を納入


62年 600号形電話機の生産開
始


64年 集積回路（IC）の製造開
始


67年 カラーブラウン管の量産
開始


77年 静止気象衛星「ひまわり」
納入


75年 「テレビ放送局装置フレー
ムシンクロナイザ」でエミー
賞を受賞


61年 事業部制を採用
63年 ニッポン・エレクトリック・
ニューヨーク社
（現NECアメリカ社）設立


65年 マトリックス型新事業部
制を導入
ZD運動を開始


77年 アメリカにNECインフォメー
ション・システムズ社（現
NECソリューションズ社）
を設立


　・ 「C&C」を提唱、企業ビジョ
ンに


78年 アメリカ半導体メーカーエ
レクトロニック・アレイズ社
買収、アメリカで半導体
生産開始


80～
89年


90～
95年


96年


97年


パソコン市場急成長


貿易摩擦
円高


80年 ACOSシステム1000を発売


81年 「C&Cプラザ」開設


83年 スーパー電算機SX1.2発売
84年 オリジナルマイクロプロセッサ「Vシリー
ズ」を発売


85年 ポータブルワープロ発売


86年 ACOSシステム2000を発売


87年 衛星放送受信機発売


89年 TFTカラー液晶ラップトップパソコン発
表、ノート型パソコンPC-9801Nを発売


86年 山梨工場LAN稼動


87年 シンガポール工場、マレー
シア工場増設
英国に現地法人を設立


80年 関本社長就任 80年 資産効率化による財務体
質改善運動開始


81年 ソフトウェアQC活動を導
入（世界初）


83年 新日本電気を日電HEへ
社名変更
チャレンジ200運動を展開


85年 C&C振興財団を設立
VAN企画室、VAN販売推
進本部設置


86年 中長期計画策定（5年後4
兆円に）チャレンジ
200PARTⅡを展開


87年 半導体事業グループを製
品ごとの事業部製に「グ
ローバリゼーション元年」
を提唱


88年 アメリカに基礎研究を行う
NECリサーチ・インスティ
テュート社を設立


　　
3月 インターネット・イントラネットに対応し
たVODシステム
「HYPERMSLite(WindowsNT版)」発売


4月 世界最軽量のデジタル携帯電話機の
発売（ＮＴＴ移動通信網株式会社向け
に供給開始）


8月 世界で初めて「フラットパネルスピーカ」
を搭載した高音質ノートパソコンの発
売～オーセンティック社がフラットパネ
ルスピーカ事業を開始～


10月 パソコンの新世界標準規格に準拠した
「PC98-NXシリーズ」を発売


2月 世界最高速の4Mb
キャッシュメモリを開発
・ 世界に先駆け４ギガ
ビットＤＲＡＭの開発成功


8月 超大容量光アクセス技術
の開発に成功
～映像500チャンネルに
対応する次世代マルチサー
ビスの実現～


１月 半導体事業グループが
第一回「日本経営品質賞」
を受賞


6月 「Ａｓｉａ　ＴＥＬＥＣＯＭ９７」
（ＩＴＵ：国際電気通信連合
主催）に出展


7月 中国最大の半導体合弁
会社「上海華虹ＮＥＣ電子
有限公司」を設立するとと
もに中国における最先端
半導体工場の建設開始


10月 三菱電機とＦＡネットワー
クで提携することに合意


12月「マルチメディア・ネットワー
クＳＩセンター」の開設


　　　


91年 世界初のカラー液晶搭載ノートパソコ
ンを発売


93年 携帯電話「デジタル・ムーバN」を発売
94年 世界最速のスーパーコンピュータSX-4
を発売


90年 TFTカラー液晶ディスプレ
イの生産開始


94年 半導体の全製造工程か
らフロンを全廃


84年 米ハネウエル社と技術提
携、米GEとVAN提携


85年 スーパーコンピュータSX-
2が世界最高速の実測に
成功


86年 PC-VANサービスの本格
展開


87年 筑波研究所、USAテクノ
ロジーセンター設立


88年 200万画素のCCDイメー
ジセンサを開発


90年 新本社ビル完成
会社経営刷新運動「NEC
スーパー21」開始


91年 C&C事業体制への組織
再編


　・ 環境憲章を制定
92年 システム提供の新しい考
え方「Solution21」を発表
21世紀へ向けての企業ビ
ジョン策定・CI刷新


93年 事業本部制を導入
（22事業本部）


95年 PC-9800シリーズの国内
累計出荷1000万台突破


7月 インターネットとパソコン通信サービス
を融合した「BIGLOBE」サービスを開
始


6月 カラープラズマディスプレ
イパネルの生産開始


91年 カーボンナノチュ－ブ発
見、新物生を予測


95年 世界初の1GビットDRAM
を開発


　


　


3月 ＮＥＣ鹿児島におけるカラー
液晶ディスプレイ出荷累
計が200万台を達成


資料４．時系列活動分析表


市場環境


主活動


販売マーケティング 製造・物流 技術開発 人事労務 全般管理


支援活動


　　　


98年


10月 防衛庁関連の
不祥事により、
当社の元役員、
幹部が逮捕、起
訴される


2月 10万円台で快適にインターネットを利
用できるエントリーモデルなど「Ｖａｌｕｅ
Ｓｔａｒ ＮＸ」のラインアップを一新
～ノートパソコン「ＬaＶie ＮＸ」も価格性
能比を向上しラインアップを拡充～
・ ＰＣ－9800シリーズ「98MATE　X」
「98NOTE Lavie」新商品を発売


4月 ノートパソコンに最適な14.1型高精細Ｔ
ＦＴカラー液晶の発売


5月 音声で遠隔操作が可能なソフトウェア
「でんわなび(Ver1.0)」を発売
～国内で初めて電話音声認識技術を
パソコン用ソフトウェアで実用化～


6月 世界最速のｽｰﾊﾟｰｺﾝﾋﾟｭｰﾀSX-5発売


6月 ＮＥＣｽｰﾊﾟｰｺﾝﾋﾟｭｰﾀ販売
推進本部長渡辺貞が、米
国電気・電子技術者学会
（ＩＥＥＥ）および米国計算
機協会（ＡＣＭ）共同制定
の「エッカート・モークリー
賞」を、日本人で初受賞


10月 ＮＥＣの42型ワイドプラズ
マテレビ「プラズマエック
ス」が、（財）日本産業デ
ザイン振興会主催の家庭
用メディア部門「グッドデ
ザイン金賞」を受賞


10月 関本忠弘が代表取締
役会長職辞任


3月 欧州に次世代移動体通
信ｼｽﾃﾑの開発・設計会
社「Telecom MODUS(モ
ダス) Limited」を設立


6月 中国に半導体設計・販売
合弁会社「北京華虹ＮＥ
Ｃ集成電路設計有限公
司」を設立


　　・ キヤノン販売株式会社と
ＣＴＩ分野で提携


9月 「98シリーズ」の累計出荷
が２０００万台を達成







99年


　　 1月 小規模ｵﾌｨｽ向け低価格新ｼﾘｰｽﾞ及び
最新ＣＰＵ搭載ﾉｰﾄﾊﾟｿｺﾝなど企業向け
パソコン新商品13機種の発売～
「Windows 2000 READY PCs」規格にも
対応可能～


3月 Ｐｅｎｔｉｕｍ プロセッサ搭載のデスクトッ
プパソコンを発売（ＰＣ－9800シリーズ
「98ＮＯＴＥ　Ｌａｖｉｅ」も継続強化）
・ iモード対応の携帯電話「デジタリ・ムー
バN501i HYPER」を発売


9月 ＢＩＧＬＯＢＥで「ｉモード」のサポートサー
ビスを開始


10月 「Pentium Xeonプロセッサ(733MHz)」
をはじめとする最新ﾌﾟﾛｾｯｻを採用した
「Express5800シリーズ」新製品の発売


3月 社長に西垣浩司就任
金子尚志は取締役相
談役に。
取締役会長には
佐々木元


1月 経営監査本部の設置
3月 独シーメンスと次世代移
動体通信システム分野で
提携に合意


4月 半導体事業グループの
組織改正


　・ ＮＥＣ行動規範の制定
6月 日立とＤＲＡＭ分野で広
範な提携に合意


10月 経営革新推進質を設置
　・ 環境ＩＳＯの認証をＮＥＣ
全社で一括して取得～４
万人の構成員からなる国
内最大の環境管理システ
ムとして取得～


12月 ＮＥＣと日立、ＤＲＡＭの
合弁会社を設立


3月 世界最先端のシス
テム・オン・チップを開発


4月 世界で初めて固体電子
デバイスによる量子ｺﾝﾋﾟｭｰ
ﾀの回路開発に成功


　　・ ｽｰﾊﾟｰｺﾝﾋﾟｭｰﾀの実装技
術開発において、ＮＥＣ新
潟取締役である渡里俊彦
が米国学会賞を受賞


8月 世界最高の精細度を実
現した直視型ＴＦＴフルカ
ラー液晶ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲの開発


市場環境


主活動


販売マーケティング 製造・物流 技術開発 人事労務 全般管理


支援活動


00年


　・ アメリカで
ITバブル崩壊


1月 6スピーカを搭載し高音質を実現した
個人向けノートパソコン新シリーズ「Ｌａ
Ｖｉｅ Ｓ」を発売


4月 オンラインショッピング向け決済サービ
ス「Ｅ－ＭＹＣＡＳＨ（イー・マイキャッ
シュ）」の開始


　　・ 書き込み速度最大８倍速のＣＤ－Ｒ／
ＲＷドライブ搭載モデルの商品化など
「ＶＡＬＵＥＳＴＡＲ　Ｕ」のﾗｲﾝﾅｯﾌﾟ一新


6月 「MicrosoftWindows2000 Professional」
搭載高性能ワークステーションにおけ
る最新933MHz「Pentium XeonTMプロ
セッサ」モデルを発売


7月 大容量9.4ＧＢの媒体に対応したＤＶＤ
－ＲＡＭドライブ搭載の「ＶＡＬＵＥＳＴＡ
Ｒ Ｕ」新商品を発売


　　・ 業界で初めて標準価格１００万円を切
るプラズマテレビ新「プラズマＸ」発売


8月 高速無線通信を実現する無線ＬＡＮの
発売（企業向け無線ＬＡＮ Ｒａｄｉｏ８５０
０シリーズ）


9月 携帯電話「デジタル・ムーバＮ502ｉｔ Ｈ
ＹＰＥＲ」発売


12月 「ＢＩＧＬＯＢＥ」におけるブロードバンド
対応接続サービス開始について～ＡＤ
ＳＬ接続サービスの提供開始～


2月 住友生命から「Windows
2000 Professional」搭載
のモバイルノートパソコン
６万台を受注～「Windows 
2000 Professional」を導
入したシステムとしては
世界最大規模～


7月 タイにおけるチップタンタ
ルコンデンサの増産
（世界トップの月産４億個
へ）


3月 業界最高クラスのＩＰ転送
処理性能を実現したネッ
トワークＬＳＩを開発


4月 執行役員制導入


1月 ＮＥＣと三菱電機、ディス
プレイモニター合弁会社
「ＮＥＣ三菱電機ビジュア
ルシステムズ（株）を設立


3月 ＮＥＣと三洋電機が半導
体分野で提携


　　・ 「廃棄物ゼロ・エミッション」
達成


4月 社内カンパニー制導入
（NECｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ､NECﾈｯ
ﾄﾜｰｸｽ､NECｴﾚｸﾄﾛﾝﾃﾞﾊﾞ
ｲｽ）


7月 ＥＣ分野におけるＮＥＣと
ＢＥＡの提携関係が確立


10月 （社）企業メセナ協議会
が主催する「メセナ大賞２
０００」でＮＥＣのメセナ活
動“NEC EARLY MUSIC 
SERIES”が「メセナ大賞２
０００振興賞」を受賞


　　・ カシオ計算機（株）と、ＴＦ
Ｔカラー液晶に関し、商品
企画・開発から生産にい
たる広範な提携関係を構
築することに合意


01年


　・　CD-RWドライブ市
場の拡大
　　・99年：1,600万台
　　・00年：4,000万台
　　・01年：6,000万台


4月 家電リサイクル
法施行


9月 同時多発テロ
事件


　･ IT関連企業の
株価低迷


1月 毎分２８頁の高速印刷を実現した省ス
ペース型レーザプリンタを発売


　　・ 拡張性と画像処理性能を強化した省
スペース型デスクトップパソコンなど企
業向けパソコン新商品の発売


2月 ＤＶＤ鑑賞とオリジナルＣＤ作成ができ
るドライブを内蔵した個人向けモバイ
ルノートパソコン「ＬａＶｉｅ Ｍ」の商品化


3月 携帯電話「デジタル・ムーバＮ503ｉ ＨＹ
ＰＥＲ」発売


4月 携帯電話「デジタル・ムーバＮ210ｉ ＨＹ
ＰＥＲ」発売


5月 国内初・ＡＤＳＬモデムを内蔵したデス
クトップパソコン「ＶＡＬＵＥＳＴＡＲ　Ｇ」
シリーズ、およびＵＳＢタイプ外付けＡ
ＤＳＬモデム「ＡｔｅｒｍＤＭ２０Ｕ」を商品
化


6月 Microsoft Office XPに対応した音声認
識・合成ソフトウェア「SmartVoice 4 XP」
の発売


　　・ 「ＢＩＧＬＯＢＥ」における「Ｌモード」利用
者向けサービスの開始


7月 世界最大画面の61型プラズマディスプ
レイを発売


8月 携帯電話「デジタル・ムーバN503iS 
HYPER」発売


10月世界最高速の商用スーパーコンピュー
タ「SX－6シリーズ」の発売


11月 「ミラーリング機能」に対応し、信頼性
を向上したスリムタ
ワー型企業向けデスクトップパソコン
の発売
～Pentium４プロセッサを搭載～


12月 ＵＳＢ2.0ホストコントロー
ラＬＳＩ
累積出荷200万個を達成


1月 パッケージソフトウェアの
開発分野において
「ISO9001:2000」(2000年
版ISO9001)の認証を業界
で初めて取得


8月 カーボンナノチューブを電
極に用いた携帯機器用
の小型燃料電池を世界
で初めて開発
～ナノ技術を用いた次世
代エネルギーの実用化に
大きな一歩～


12月 人間の頭部全周３次元形
状を0.93秒で高精度に計
測可能なレンジ
ファインダシステムを開発


　　・ 携帯電話の画面と音声
入力・応答を組み合わせ
た新たな情報サービスを
実現する「Web・音声統合
サービス基盤技術」開発


6月 ＮＥＣ会長の佐々木元
が、ＩＥＥＥ（The 
Institute of Electrical 
and Electronics 
Engineers, Inc.：電気
電子学会）からＩＥＥＥ
ロバート・Ｎ・
ノイスメダルを受賞


1月 経営諮問委員会、報酬委
員会を新設


2月 米国クレイ社とのスーパー
コンピュータ分野における
提携について合意


4月 中堅企業向けにインター
ネットを基盤としたソリュー
ションサービスを提供する
新会社「ＮＥＣネクサソ
リューションズ（株）」発足


　　・ ﾚｰｻﾞｰﾌﾟﾘﾝﾀ事業のＮＥＣ
から富士ゼロックスへの
譲渡について基本合意


　　・ 緊急構造改革施策～
2001年3月期決算を踏ま
えた緊急施策と今後の構
造改革推進～
1.ＰＣ関連市場の変調に　
　より収益悪化を引き起こ
　す事業構造の改革
2.全社レベルの資材費圧
　縮施策の展開


5月 「ＭＣシステム事業本部」
を新設


7月 2001年度中期経営戦略
（ITスランプの克服と次の
成長への飛躍）
1.電子デバイス事業の構
　造改革を推進
2.安定的な経営基盤確保
3.グローバルな成長に向
　けた戦略展開


9月 電子政府・電子自治体向
けｿﾘｭｰｼｮﾝン事業を推進
する「e-ガバメントソリュー
ション推進本部」の新設







02年


6月　京都議定書批准


1月 ＵＳＢマイコンとハブコントローラを１チ
ップ化した低価格、高機能８ビット・マ
イクロコンピュータの発売


　・ IAサーバ「Express5800シリーズ」にお
ける最新CPU「Pentium(R)III プロセッ
サ 1.4GHz-S」搭載モデルの発売


3月 最新ＣＰＵなど、最新テクノロジを採用
した企業向けハイエンドノートパソコン
の商品化～ＵＳＢ2.0やＩＥＥＥ802.11ａな
ど先進機能にも対応～


　・ 「121ｗａｒｅ」の電子メールアドレス登録
顧客数が100万人突破～100万人の顧
客とワン・トゥー・ワンのコンタクト実現


5月 業界最高レベルの静音化を実現した
液晶一体型パソコンなどビジネス向け
パソコンのラインナップを一新


　・ 携帯電話「ムーバ N504i」発売
6月 写メール対応携帯電話機「Ｊ－Ｎ０５」
発売


7月 業界で初めて2,048×1,536ドットの高
精細パネルQXGAを搭載したビジネス
向けノートパソコン「VersaPro」を発売


　・ 上肢障害者向けパソコン操作支援ソフ
ト「オペレートナビＥＸ(Ver2.0)」を発売
～利用者自身による操作環境設定機
能の実現など操作性を向上～


9月 ＢＩＧＬＯＢＥ「フレッツ・ＡＤＳＬ」ｺｰｽ強
化（最大通信速度が12Ｍｂｐｓの接続ｻｰ
ﾋﾞｽ新設、11月からｻｰﾋﾞｽ開始予定）


4月 飯島澄男博士(NEC特別
主席研究員）が、米国フ
ランクリン協会より、2002
年 の「ベンジャミンフラン
クリンメダル 物理学賞」
(2002 Benjamin Franklin 
Medal in Physics)を受賞


5月 ＭＰＥＧ４対応の携帯機
器向け高性能ＤＳＰコアを
開発


7月 ＩＥＥＥ802.11ａ準拠無線Ｌ
ＡＮ用チップセットの開発


9月 Itanium(R)2搭載サーバに
おいてWindows環境にお
けるＴＰＣ－Ｃベンチマー
ク世界記録を達成


2月 BIGLOBEとソニー・コンピ
ュータエンタテインメント
が、ブロードバンドネット
ワークサービスに関する
提携に基本合意


　　・ ＮＥＣとＳＡＰジャパンが
「ＳＡＰ認定コンサルタント」
の教育事業で協業（ＮＥＣ
を日本で初めての「ＳＡＰ
エデュケーション・パート
ナー」に認定）


　　・ 営業部門を含む全部門
で環境ＩＳＯ認証を取得


3月 業界に先駆け「廃棄物ゼ
ロ・エミッション」を達成


5月 ＮＥＣとマイクロソフトがＣ
ＲＭソリューション分野で
提携


6月 「メガコンソーシアム」を正
式に設立（新たに27社が
参加、第一回総会を開催）


11月 汎用DRAMを除く半導体
事業を分社し、NECエレク
トロニクス（株）を設立


市場環境


主活動


販売マーケティング 製造・物流 技術開発 人事労務 全般管理


支援活動


03年


2月 2002年の日本
国内におけるサー
バー市場の動
向は、出荷台数
は前年比12.3％
減の40万3395
台、出荷金額は
前年比17.1％減
の7376億円とな
り、年間の出荷
台数で初めてマ
イナス成長となっ
た。（ガートナー
ジャパン(株)調
べ）


2月　「かんばん」によるｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ全体の一
元管理により、市場変動対応力を強
化したPULL型ＳＣＭｼｽﾃﾑ「ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ事
業ﾗｲﾝ統合ＳＣＭｼｽﾃﾑ」が稼動開始


　・ ＢＩＧＬＯＢＥ　個人向けＩＰ電話サービス
の正式サービス開始


3月 ＢＭＷと共同で、プリセールスからポ
ストセールスまでの顧客対応の一元
化を実現したCRMシステムを構築（コー
ルセンターシステムや顧客データベー
スをホスティングサービスにより提供）


4月 携帯電話やカラー印刷物の２次元ﾊﾞｰ
ｺｰﾄﾞ読み取り機能の付いたＤｏＰａ通
信端末の製品化とｿﾘｭｰｼｮﾝ提供開始


　・　　ブロードバンドネットワーク時代のＩＰコ
ミュニケーションシステム提供強化（企
業向けＳＩＰテレフォニーサーバの発売）


　・ ADSLやCATVでの高品質なｺﾝﾃﾝﾂ配
信の実現など、ストリーミングコンテン
ツ配信･管理ｿﾌﾄｳｪｱ「StreamPro」強化


5月 大規模ビジネス用途に最適な６４ビット
プロセッサ搭載サーバの発売


　･ 企業向けＩＰ電話アウトソーシングサ
ービスの開始


　･ ﾕﾋﾞｷﾀｽﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽ「ｳｪﾌﾞﾘﾒｰﾙ」開始
6月 ＩＰ電話を活用し､さまざまなﾋﾞｼﾞﾈｽｼｰﾝ
におけるコミュニケーション効率の向
上を支援するソリューション提供開始


　･ 自治体向け「暗号化レイヤ２スイッチ」
の発売


7月 2.4インチの大画面ＱＶＧＡ高精細液晶
を搭載した携帯電話の発売


　･ ｅマーケティング基盤を活用した企業と
の共同マーケティング開始


　･ ﾃﾚﾋﾞ電話機能を搭載し「FOMA」最小
98ｃｃを実現した「FOMA N2102Ｖ」発売


　･ 情報システムにおけるウイルス感染や
データの盗聴の防止を実現するセキュ
リティ製品「CapsSuite」の発売


9月 連結決算処理の迅速化やグループ資
金の効率的な運用を実現する「連結
経営管理ソリューション」の提供開始


　･　　ﾌﾟﾚｾﾞﾝｽ情報に応じたｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｻｰﾋﾞ
ｽを実現する通信事業者向けソリュー
ション「PARTNERSIPNET」の発売


10月　ＢＩＧＬＯＢＥの携帯電話向けサービス
「ケータイウェブリ」の開始


11月 自律型コンピューティング環境を実現
するブレード型サーバコンピュータ
「Express5800/BladeServer」の強化及
び統合管理ソフトウェア「SystemGlobe 
BladeSystemCenter」の製品化


　･ バイオ関連文献マイニングツール
「Biocompass」の発売


12月　情報漏えい対策コンサルティングサー
ビスの開始


　･ 能力成熟度モデル「CMMI」への対応
強化などを図ったコラボレーション型プ
ロジェクト管理システム
「ProcessDirector Ver2.0」の提供


2月　カメラ付携帯電話の静止
画・動画転送システムで
ブレード型サーバ
「Express5800/BladeServ
er」を受注


　･ スペイン最大の携帯電話
事業者　テレフォニカ・モ
ビレス・エスパーニャからi
モードシステム受注


4月 NTTドコモの新規iモード
ゲートウェイシステム
「CiRCUS」の構築完了


10月 ハチソン３Ｇから３Ｇ携帯
電話を追加受注


11月 ブリヂストンからＤＷＨシ
ステムを受注


1月 ダイムラークライスラー、
ＮＥＣ、シーメンス、シンガ
ポールテレコムがシンガ
ポールで第３世代携帯電
話システムを利用した３Ｇ
ＵＭＴＳカー実験を実施


2月 次世代ﾊｲｴﾝﾄﾞｼｽﾃﾑLSI
向け低電力インタフェー
スＩＰコアの基本技術開発


3月 ﾜｺｰﾙと共同で高度技能
者の技をﾃﾞｼﾞﾀﾙ化 して習
得を支援するｼｽﾃﾑ開発


4月 次世代超高速近距離無
線方式（ＵＷＢ）に対応し
た電波伝搬シミュレータを
世界で初めて開発


　･ 未知の攻撃発生時にも
無停止でサービスを提供
するＷｅｂサーバ防御シス
テムを開発


　･ ディレクトリサーバ
「EnterpriseDirectoryServ
er」が世界最高レベルの
性能を達成


　･ 電源回路を完全集積化し
たシステムオングラス液
晶ディスプレイを開発


9月 光ファイバを着脱可能な
世界最小４０Ｇｂ／ｓ受光
モジュールを開発


　･ カーボンナノチューブを用
いた半導体素子の高い
潜在性能を実証


　･ ノートパソコン向け燃料電
池の小型化を実現


10月 日本初ＴＶ放送を受信で
きる携帯電話の製品化


11月 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀによるがん病理
画像診断支援ｼｽﾃﾑの共
同開発


　･ ﾅﾉﾃﾞﾊﾞｲｽを実現する超
高解像度電子線ﾚｼﾞｽﾄ開
発


12月 新薬開発の成功確率を
大幅に向上するコンピュー
タ支援技術を開発


　･ 65ｎｍ世代のLSI配線の
信頼性向上と低消費電
力化を実現する層間絶縁
膜の高性能化技術開発


1月 アジア・大洋州地域にお
けるｿﾘｭｰｼｮﾝ事業強化


　･ 沖電気とＩＰ電話システム
事業に関する業務提携


　･ 液晶新会社「NEC液晶テ
クノロジー株式会社」設立


2月 英ｸﾚｰﾝ社と企業向けｿﾘｭ
ｰｼｮﾝンの販売協業契約


3月 ＮＥＣ液晶テクノロジー株
式会社の設立


4月 ネットワーク関連の販売・
ＳＩ会社の統合


　･ 日立製作所とｅﾋﾞｼﾞﾈｽ関
連ｿﾌﾄｳｪｱ分野において
提携関係を確立（ECや
Webｻｰﾋﾞｽ関連製品の相
互供給を開始）


6月　 富士ゼロックスとｽﾄﾘｰﾐﾝ
ｸﾞｿﾘｭｰｼｮﾝ分野で協業


　･ 日本総研と製造業向けナ
レッジマネジメントソリュー
ション分野で販売提携


9月 ｱｼﾞｱ大洋州の企業通信ｼ
ｽﾃﾑ市場で２年連続トップ
マーケットシェアを獲得
（フロスト&サリバン社調）


10月 「ニュービジネスソリュー
ション営業部」新設（官公
庁・文教・医療など個別ﾏｰ
ｹｯﾄト向け製品を広く外販）


11月 中国最大級のポータル事
業者とモバイルコンテンツ
事業分野で提携


12月 ＣＲＭ領域コンサルティン
グ専門プロジェクトを設置


12月　子育て等の支援策の
強化（子供が生まれた
ら１人最高60万円の
支援金を支給)


10月 中期成長戦略の策定
１．国内市場を中心とした確実な収益確保、安定成長
　 (1)SIサービスをベースとした安定的な収益基盤の確
　 (2)ITとの融合によるNWソリューション事業の拡大
　 (3)プロダクト事業の再強化
２．新たな成長機会の獲得
　 (1)グローバルな事業拡大
　 (2)日本の本格的なユビキタス社会の到来に対応し


た取り組み強化
３．成長を支えるグループのコアコンピタンスの結集


3月 ＩＴ・ネットワーク統合ソリューション強化に向けた
新たな経営体制


　　(1) 従来の社内カンパニー制を発展させ、オープンで
フラットな経営体制の構築（９つの事業ライン制）


　　(2) IT・ネットワーク融合担当役員の設置
　　(3) 国内営業部門の統合、強化
　　(4) BIGLOBEを活用したソリューション事業の強化
　　(5) スタッフの効率化


７月　研究・技術開発体制の強化
　(1)IT・ネットワーク統合ソリューション
　(2)半導体ソリューション
　(3)基礎研究(ナノテク・環境材料技術等)の領域に注力







市場環境


主活動


販売マーケティング 製造・物流 技術開発 人事労務 全般管理


支援活動


04年


1月 経済的かつ短期間でのIP電話導入を
可能とするVoIPﾈｯﾄﾜｰｸｻｰﾊﾞ小型ﾓﾃﾞ
ﾙ｢UNIVERGE iExpress5800/Lite」発
売


2月 企業ネットワーク構築に最適なコスト
パフォーマンスを実現した高速アクセ
スルータ「UNIVERGE IX2015」の発売


3月　「IT・ネットワーク統合ソリューション」を
支える製品ファミリ「UNIVERGE」のグ
ローバル展開を開始


　･ 事業規模にあわせた最適なストレージ
運用を可能とする「ストレージ・ユーティ
リティサービス」の提供開始


4月 企業のIPﾈｯﾄﾜｰｸ環境の信頼性・運用
性向上を実現する統合ﾈｯﾄﾜｰｸ運用管
理ｿﾌﾄ「WebSAM NetvisorPro」の強化


　･ CATV事業者やISP事業者をはじめと
する通信サービス事業者のVoIP関連
事業を強化・拡大するｿﾘｭｰｼｮﾝ発売


5月 内部からの不正なデータの持ち出しな
ど様々な情報漏えいリスクに対応する
「情報漏えい対策ソリューション」強化


　･ ワームに対する自動的かつ安全性の
高い防御対策を可能としたｾｷｭﾘﾃｨｿ
ﾘｭｰｼｮﾝ「WormGuard IPシリーズ」発売


　･ 移動中の音声生中継を可能にする
FOMAを利用した高品位音声中継放
送ソリューションの提供開始


6月 お客様企業のコミュニケーション革命
を支援し、業務の効率化や知的生産
性の向上などを実現する「UNIVERGE
ソリューション」の提供開始


　･ ミュージックポータル「ＢＩＧＬＯＢＥ　Ｍｕ
ｓｉｃ」にて音楽配信を本格的に開始


　･ 企業内のどこからでも社内ネットワー
クに接続可能な「モバイルオフィス環
境」を実現する「オフィスLANアクセス
管理ソリューション」を発売


7月 お客様企業の知的生産性を向上する
「UNIVERGEソリューション」の提供拡
大を目的に「ＮＥＣブロードバンドソリュー
ションセンター」をリニューアル


　･ BIGLOBEの事業アセットを活用した企
業向けﾋﾞｼﾞﾈｽｿﾘｭｰｼｮﾝ「BIGLOBEビジ
ネスサービス」の提供開始


　･ IPテレビ電話サービス「BIGLOBE TV
フォン(PN)」の提供を開始


9月 携帯電話のﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱｻｰﾋﾞｽ導入を拡
大するマルチメディアコンテンツアダプ
テーションソリューションの提供開始


10月 個人情報保護法への対応を支援する
「個人情報保護ソリューション」の発売


　･ ビッダーズとBIGLOBEが「動画オーク
ション」イベントを共同で実施


　･ IPテレフォニーサーバ「UNIVERGE 
SV7000」とWebサービス対応ｼｽﾃﾑと
の連携を可能とする「VCOLLABONET 
for SV7000」の発売


11月 携帯電話を活用した会員証・ｸｰﾎﾟﾝｻｰ
ﾋﾞｽを実現する小売業・ｻｰﾋﾞｽ業向け
「モバイルFeliCa対応アプリケーション
サービス」の提供を開始


12月 iモードやテレビ電話が海外でも使える
FOMA(R)初の国際ローミング対応携
帯電話の発売


9月 イタリアの研究組織
CASPURからSX-6を受注


10月 工場でＩＣタグ活用（ＰＣ生
産管理、生産性１割向上）


1月　次世代大容量フォトニック
ネットワークによる動画像
伝送実験に成功


2月 超薄型実装技術を採用し
た世界最小・薄型のカー
ド型カメラ付携帯電話を
実用化


　･ 世界最高速の光インタ
フェース集積回路を開発


　･ モバイル電子チケット・会
員証サービス基盤
「LightHolder」における
FeliCa対応機能の開発


6月 システムＬＳＩの開発期間
を大幅に短縮するソフト
ウェア検証システム開発


　･ 携帯電話を用いたユビキ
タスオフィス環境を経済
的に実現できるモバイル
サービス基盤「ケータイポー
タル(TM)」を開発


8月 業界初のICタグ(RFID)を
活用した「書類収納管理
システム」を開発


　･ 無線LANスポットにおけ
る利用者端末の利用促
進技術を開発


9月 量産に適した次世代光デ
ィスク用高出力青色レー
ザ素子を開発


10月 携帯電話を用いた3次元
ナビゲーションシステムを
世界で初めて開発


　･ 燃料電池一体型ノートパ
ソコンを開発


11月 ファイルの重要度に基づ
く階層振り分けにより大
量の情報の集中管理を
低コストで実現


　･ 最低限の追加投資で最
先端のビジネス環境を実
現し続ける「Generation 
Free Platform」を開発


12月 大量のﾃｷｽﾄﾃﾞｰﾀからﾘｱ
ﾙﾀｲﾑに新しい話題の潮
流を発見するテキストマ
イニングエンジンを開発


　･ ３世代互換を実現したHD 
DVD装置を世界に先駆け
開発


1月 研究開発体制の強化
本社部門や事業部門に
分散していた研究・開発
を集結し、事業ラインレベ
ルの組織として
「R&Dユニット」を新設


2月　プラズマディスプレイ事業
に関する基本合意


　　　 （NECプラズマディスプレ
イ（株）の全株式ならびに
プラズマディスプレイに関
連する知的財産権をパイ
オニアに譲渡）


　･ 有機ＥＬディスプレイ事業
の株式をサムスンSDI（株）
に譲渡


3月　「IT・ネットワーク統合ソ
リューション」の提供拡大
を目的とし「UNIVERGEパー
トナープログラム」の開始


4月 事業ライン制からビジネ
スユニット制に移行


　・ 北米における企業向け
「IT・ﾈｯﾄﾜｰｸ統合ｿﾘｭｰｼｮ
ﾝ」を提供する新会社
「ＮＥＣユニファイドソリュー
ションズ社」設立


　･ ｸﾞﾘｯﾄﾞ･ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞを推
進する新組織「Enterprise 
Grid Alliance」が発足


5月 中国の携帯電話事業を
推進する新体制の確立


7月 BIGLOBEとビットワレット
が電子マネー・サービス
分野で提携


　･ 「グリッド推進センター」の
設立


8月 プラットフォーム事業戦略
を発表


9月 次世代DVD「HD DVD プ
ロモーショングループ」の
設立


11月 フュージョンと法人向けIP
電話ｿﾘｭｰｼｮﾝ分野で提携


　･ アビームコンサルティング
と戦略的資本提携合意
（ｱﾌｱを起点としたｸﾞﾛｰﾊﾞ
ﾙかつ総合的なソリュー
ションサービスを実現）


　･ ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな第三世代携帯
電話事業拡大のため、の
新プラットフォームを採用


12月 NECｸﾞﾙｰﾌﾟのｿﾌﾄ・ｻｰﾋﾞｽ
事業体制の再編・強化


　　　 （グループ全体のSI力・ソ
フトウェア開発力を強化し、
成長戦略を加速）


3月　2004年度新経営体制
１．IT・ネットワーク市場への対応力強化
(a)「ブロードバンドソリューションビジネスユニット」の新設
(b) 「システム・サービスビジネスユニット」および「MCシステムビジネスユニット」新設
(c)「ネットワークプラットフォームビジネスユニット」の新設
２．全社的位置づけのマーケティング機能強化
３．全社横断的な課題への取り組み、ビジネスユニット間連携の強化
(a)「プロセス改革推進本部」の新設
(b)「ソフトウェア事業企画室」の新設







市場環境


主活動


販売マーケティング 製造・物流 技術開発 人事労務 全般管理


支援活動


1月 知的資産である図面や仕様書など技
術情報の漏えい防止を実現する
「Obbligato II R6.2」の発売


　･ 簡易型マイクロ波通信システム「パソ
リンク」の海外向け累積出荷台数が20
万台を突破


　　　　（携帯電話事業者向けの販売好調）


2月　携帯電話宛の迷惑メールを検出し大幅
に制限するSLIMIT-Cを提供開始


　･ グローバルな観点でのグループ経営
を支援する「NECグローバルソリューショ
ン for SAP」の発売


3月　クラスタソフト「CLUSTERPRO」が販売
実績調査で第1位の評価を獲得


　･ 営業力や商品開発力をはじめとするコ
ラボレーション(協働)強化のためのコミュ
ニケーション環境を実現する
「UNIVERGEソリューション」を発売


4月 業界初の個人情報保護法の業種別ｶﾞ
ｲﾄﾞﾗｲﾝに沿った「業種向け個人情報
保護教育eラーニングサービス」提供


　･ ﾊﾟｿｺﾝの資産(ﾃﾞｰﾀとｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ)をｻｰ
ﾊﾞに統合し最適なｸﾗｲｱﾝﾄ環境を実現
する「ｸﾗｲｱﾝﾄ統合ソリューション」発売


6月 WebｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝとSIPを利用したIP電
話・テレビ会議の連携を実現する通信
事業者およびISP/ASP事業者向けﾐﾄﾞ
ﾙｳｪｱ「SIPHIA V2.1」を発売


　･ 社内外に分散している特許情報を一
元的に管理・分析し特許価値を最大に
活かす「知財戦略支援ｿﾘｭｰｼｮﾝ」発売


7月 Web会議システムの容易な導入・運用
を実現する「コミュニケーションドア/エ
クスプレス」の発売


　･ 異種ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ間でのﾃﾞｰﾀ連携を実現
するｿﾌﾄｳｪｱ「DataCoordinator」の発売


　･ 社内外のどこにいても、いつでも自席
と同じ環境で業務を行なうことができる
「UNIVERGEﾓﾊﾞｲﾙﾃﾞｽｸｿﾘｭｰｼｮﾝ」発
売


8月 温度センサ付RFIDタグを活用した「温
度管理トレーサビリティスターターキッ
ト」の提供を開始


　･ BIGLOBEが情報コミュニケーション
サービス「クチコミネット」の提供開始


5月 ロシア最大の携帯電話事
業者「MTS」からリングバッ
クメロディシステムを受注


　･ NECおよびマイクロソフト
が名古屋銀行より次世代
64ビットWindows環境を活
用した次期統合顧客情報
データベースシステムを
受注


1月 100億人規模のネットワー
ク構築を目指した安全・
安心な情報流通プラット
フォームを開発


2月 高性能・高信頼なﾕﾋﾞｷﾀｽ
端末を実現する並列プロ
セッサ技術を開発（携帯
機器でﾊﾟｿｺﾝｸﾗｽの機能
を堅牢・低電力に実現）


　･ 45nm世代以降のSRAM
微細化を実現する超高速
メモリ技術を開発


3月 システムの設定不備や管
理不備による文書漏洩を
未然に防ぐ機密文書漏
洩検査システムを開発


4月 携帯アプリケーション開
発基盤技術を強化


6月 液晶ディスプレイガラス基
板へのDRAM集積化に世
界で初めて成功


　･ 東芝と次世代不揮発性
磁気メモリ(MRAM)の大容
量化に適したセル技術を
開発


7月 世界最小データ量・世界
最小計算量のプライバシ
保護型認証方式を開発


9月 BIGLOBEがグリッドコン
ピューティング技術を活
用した企業ユーザ向けオ
ンデマンドサービス基盤
を開発、提供を開始


1月 経験者採用 に「活躍
フィールド提案型採
用」を導入


　　


2月 「キャリア小包(TM)」に
よるｷｬﾘｱ支援施策の
拡充（35歳・45歳・55
歳の誕生月にｷｬﾘｱ関
連情報を自宅宛送付）


3月 次世代育成支援策
　　　 “自ら育み”“共に育む”
ﾁｬｲﾙﾄﾞｹｱﾊﾞﾗﾝｽ支援


6月 人材開発領域におけ
る新会社の設立
（NECグループの新た
な成長に向け人材開
発体制を強化）


2月 三和コンピュータと、IT・
ネットワーク統合ｿﾘｭｰｼｮ
ﾝ「UNIVERGEソリューショ
ン」の提供について協業


　･ 「i2ソリューション推進セン
ター」を設立


4月 SIビジネスと技術開発に
関して日本およびグロー
バル市場に戦略的アライ
アンスを拡大


5月 オープンソースソフトウェ
ア(OSS)関連事業の強化
（OSSベンダ4社との提携
によるｻﾎﾟｰﾄｻｰﾋﾞｽ強化）


6月 次世代半導体製造技術
開発のための先進的研
究環境開発ｼｽﾃﾑ「連携
シミュレーショングリッドポー
タル」構築


7月　NECグループのバリュー
チェーン強化を推進する
「ものづくり革新ユニット」
を新設


05年


ＨＯＭＥ


当社マーケティング戦略ケースも併せてご参照ください


●ＮＥＣのマルチメディア戦略（1995年）


●店頭集客キャンペーン「バザールでござーる」 （1993年）


●「９８ＮＯＴＥ」市場導入にみるパーソナル市場への挑戦（1992年）


3月 新経営体制
１．SIサービス事業・ソフトウェア開発の強化
　（「NEソフトウェア開発グループビジネスユニット」を新設）
２．技術競争力強化によるIT・NW融合事業の成長・拡大
　（各委員会でIT・ネットワーク融合に関わる全社の中期　
　的な方向性を検討）
３．グローバル成長戦略の加速（「海外ユニット」を新設）



http://www.jmrlsi.co.jp/

http://www.jmrlsi.co.jp/member/case/1995/nec_3.html

http://www.jmrlsi.co.jp/member/case/1993/nec_2.html

http://www.jmrlsi.co.jp/member/case/1992/nec_1.html






「四つのチャレンジ」の２年目として既存事業建て直し


ＳＩビジネスはリスクマネジメント体制の整備、プラット
フォーム事業は利益体質への転換、電子デバイス事
業はＬＳＩ事業集中への準備ができたことから、


① 営業/ＳＥビジネスプロセスの標準化


② 成長・新規分野へのパワーシフト
③ グローバルビジネスの強化


を、重点的な経営課題として位置づけ、その推進を図


っている。


富士通株式会社 （2005年）富士通株式会社 （2005年）


富士通の2005年３月期決算は、 連結ベースで売上高４兆7,626億円（前年比99.9％）、営業利益は1,602億円（同106.6％）と、減収増益であった。2001-02年


度の事業構造改革を経て、収益は改善基調にあるがＶ字回復と評価するまでには至っていない。収益の柱である国内のソフトウェア・サービス分野におけ


る価格低下の影響で、既存プロジェクトの採算が悪化したことが要因となっており、プロジェクト管理の強化が課題となっている。黒川社長はこの分野の出


身であり、徹底した体質強化に手腕が問われる。またリストラ期以降の課題であった「財務体質の改善」については、ほぼ計画通りに進んでいるだけに、中


核事業の収益性改善とともに、「手のひら静脈認証装置」など時流を捉えた新規事業の創出が持続的成長に向けた鍵となる。


■　競争優位と競争戦略


・ Ｒ＆Ｄの成果を事業にすばやく結びつけるべく、研究ロードマップと製品ロードマップの整合性を図る


• ビジネスグループ制・執行役員制の導入
事業をソフトウェア・サービス、プラットフォーム（通信＋情報処理のハード部分）、
電子デバイスの３グループに再編し、ビジネスグループ傘下のビジネスユニット間
のシナジーを生かしやすい体制に転換するとともに、執行役制を導入して取締役
の経営監督機能を強化


• 国内営業とＳＥを一体化して、業種別・地域別体制へ転換を図る


1)ものづくりにおいて、生産性革新活動の全社展開を継続して進めるとともに、ソフトウェア開発においても総合システム開発体
系を適用・推進することで品質向上、原価低減、スピードアップを図る。また、サーバやストレージ、ミドルウェアの差別化を図
るとともに、システム全体の信頼性を高めたＩＴ基盤「ＴＲＩＯＬＥ」の展開を引き続き図る


2)「生活・医療・教育・経営を変える」をｷｰﾜｰﾄﾞに、手のひら認証、カルテシステムなどの独自・差別化ソリューションを展開する


3)お客さまに分りやすい組織を目指して、ＳＥ部門と営業部門を一体化して、業種別・地域別体制へ再編した


4)自社の目標、指針、行動規範を定めた「The FUJITSU Way」を基本に、持続可能性を重視した経営を進める


http://jp.fujitsu.com/


① コンピュータで世界トップグループのシェアを維
持する


②情報システムの性能では世界トップ級で、ソフト・


サービス部門でも国内首位


① 品質管理の徹底による収益性確保（既存）
国内首位のソフト・サービスの差別化を通じたプ
ロジェクト単価の維持・向上。


　② 業績拡大に向けた新規事業の創出（新規）
事業再編後、新たな収益の柱となる通信と情報
処理の融合を通じたソリューションの開発。


③ 財務体質の改善
不採算プロジェクトの圧縮とともに、個別プロジェ
クト毎のマネジメント


④ グローバル展開
戦略的提携によるグローバルパートナーを通じた
製品開発と拡販


調達活動 製造 サービス


全
社


プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム


Ｓ
Ｗ
・
サ
ー
ビ
ス


出荷物流 販売マーケティング


◎ 売上原価： 35,126億円


04年度 73.8％
03年度 72.6％


◎ 総設備投資額： 1,814億円
ソフトウェアサービス 494億円
プラットフォーム 366億円
電子デバイス 761億円
共通費・その他 191億円


◎ 広告宣伝費： -
（前年比-増）
◎ 海外売売上： 14,221億円
-対前年 ＋2.4％
　 -海外売上比率 29.9％


◎「４つのチャレンジ」２年目


　1)既存ビジネスの体質強化


　2)新しい事業をつくり育てる


　3)フォーメーションの革新
　4)マネジメントシステムの革新
見える化、簡素化


◎従業員数　 ：150,970人
　　　　　　　　（前年比6,074人減）
◎給与手当 ：2,825億円
　 　　　　　　　　（前年比　　5％減）
◎基本組織図：右図参照


◎研究開発費： 2,402億円
（前年比-4％）


　ソフトウェアサービス 576億円
　プラットフォーム 987億円
　電子デバイス 476億円


人
事
労
務


技
術
開
発


全
般
管
理


■ 2005年３月期決算の総括


（２）　現在の強みと弱み （３）　今後の課題と新しい競争優位の方向（１）　現在の戦略


資料１　価値活動分析表


コスト・リーダーシップ戦略


差別化戦略


集中化戦略


●


① 国内外で通信事業が不振


② 巨額なリストラ費用による脆弱な財務体質


③ 官需要の依存度が高く、民生に弱み


強
み


弱
み


３つの
基本戦略


国内営業
ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ
事業 ｿﾌﾄｳｪｱ


ｻｰﾋﾞｽ事業


電子ﾃﾞﾊﾞｲｽ
事業


Ｒ＆Ｄ


スタッフ


市場


社内


プラットフォーム事業


• ＩＴ統合基盤「TORIORE」の展開
• ユビキタス（PC、HDD、携帯電話）端末のう
ち高付加価値PCとHDDの強化


社内ＳＥ部門


研究領域（例）


システムアーキテクチャ、自立仮想化、クラスタリング


ソフトウェア開発


無線、光、ミリ波、モバイルＩＰ、赤外線


バイオメトリクス認証、ＲＦ-ＩＤ、暗号/ネットワークセキュリティ


製品への展開（例）


次世代サーバーシステム


次世代ネットシステム


ユビキタス関連


電子デバイス事業


• システムＬＳＩに集中化＆
ワンストップソリューショ
ンの提供


プラズマディスプレイ事
業の株式譲渡、液晶デ
バイス事業の事業譲渡


フラッシュメモリ事業をＡ
ＭＤと事業統合


国内生産会社


• メーンフレームやサーバー
だけでなくＰＣについても
国内生産


• ものづくり革新（ＴＰＳ）の
継続推進


Ｄｏｃｏｍｏ


外部小売


Ｎｉｆｔｙ


• ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨ
ｱｺﾝﾃﾝﾂ
の強化


地域ＳＥ会社/特化ＳＥ会社


富士通地域拠点


• 営業アカウントは中小企
業を含め富士通が管轄


• 中小は外部ＳＥが開発



http://jp.fujitsu.com/





0


10,000


20,000


30,000


40,000


50,000


60,000


70,000


80,000


95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 *05


-1,000


-500


0


500


1,000


1,500


2,000


2,500


3,000


売上


営業利益


営業利益
（億円）


売上
（億円）


＊2005年度は予想


（年）


資料２． 業績の推移


◆連結決算 　（億円）


◆ 単独決算 　　（億円）
◆ 過去10年間の業績推移


◆ 地域セグメント別売上高および営業収入（億円）


トップ人事


商品政策


営業流通
政策


組織変更


基本戦略


局面 反転防衛期反転防衛期 反転布石期反転布石期


解釈


リストラ期を経て、事業の再編が一段落し、


新たな収益基盤が整いつつある。事業の中


核を「プラットフォーム」に置く。


　　①プラットフォームベースのシステム品質
　　　の向上


　　②プラットフォームを支えるデバイス強化


これまで継続してきたシステム・ソフトウェア
サービスの差別性向上を至上目標に、差別
化の基盤としてハードの位置づけを見直す。


経営改革の4つのチャレンジ
　1.既存ビジネス体質強化
　2.新しい事業を作り、育てる
　3.フォーメーションの革新
　4.マネジメントシステム革新


黒川博昭 社長


守勢的漸進期守勢的漸進期


打倒ＩＢＭを目指し、


　　①業界最高性能ﾒｰﾝﾌﾚｰﾑｺﾝﾋﾟｭｰﾀ開発


②ＰＣにおけるいち早いオープン化対応


③中小企業までカバーするきめ細かな


　　国内営業体制


④海外ＳＩ企業のグループ化


を進め、90年代に入ってからもＩＴバブルを背
景に業績拡大を続ける。しかし企業のＩＴ投
資は抑制に向かい、収益性が低下していく。


「ビジネスユニット制」導入


• 事業執行のｽﾋﾟｰﾄﾞｱｯﾌﾟのため、事
業執行単位を社長直属のＢＵ（ﾋﾞｼﾞ
ﾈｽﾕﾆｯﾄ）とし執行権限を移行


• 同時に経営戦略会議を新設


関澤義 社長


営業・ＳＥ一体型組織へ転換


PC生産を国内移管し差別化推進


総合開発基盤「TRIOLE」導入


全国販売網を通じた全方位営業（役割分担は不明確/NECに比べ中小へも営業）


ＮＥＣに先行してPC/AT互換機に移行してｼｪｱｱｯﾌﾟ


保守・移行サービス強化


ソフトウェア
サービス


ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ


電子デバイス


縮小リストラ期縮小リストラ期


資料３． 戦略経路分析（Historical Path Analysis）


1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年


秋草直之 社長


「ビジネスグループ制・執行役員制」の導入


• 執行役制を導入して取締役の経営監督機能を強化
• 事業をソフトウェア・サービス、プラットフォーム（通信＋情報処理のハード部分）、電子デ
バイスの３グループに再編し、ビジネスグループ傘下のビジネスユニット間のシナジーを
生かしやすい体制に転換


Niftyの完全子会社化とサービス拡大


全社戦略を「Everything on the Internet」として明確化
1.No.1ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｿﾘｭｰｼｮﾝ:制先端技術に支えられたプラットフォームを基盤として、
顧客に最適なソリューションを提供
2.No.1ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ:@Niftyを様々なｻｰﾋﾞｽ提供の「場」として育成
3.No.1ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾕｰｻﾞｰ:自身が制先端の経営ｽﾀｲﾙを構築


半導体の設計・ﾌﾟﾛｾｽ開発をあきる野ﾃｸﾉﾛｼﾞｰに集中し、ｼｽﾃﾑLSI強化（ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟｿﾘｭｰｼｮﾝ）


企業から官公庁・地方自治体に営業シフト


ＰＣの低価格化・無個性化でソニーなどにシェアを奪われる


オープン製品の組み合わせ開発体制（自社製品でも接続できない事態も発生）


ＳＩ、コンサルティング、アウトソーシングビジネスの育成


93～：成果主義人事システム


1990年代後半からの低価格などを背景とし


た収益力低下の構造を脱するために、


①新たな差別化を目指し、全社戦略を　
　「Everything on the Internet」とするも、


②業績が低迷するなかで成果主義を導
　入したため、優秀な人材から、より条件
　の良い企業への流出が始まる


結果として、2000年には過去最高の収益を


達成するも、その基盤は脆弱なものであった。


2001年度第１四半期に主軸


事業がすべて赤字決算とな


る緊急事態に直面し、特別


損失3,000億円をかけた大


規模なリストラを実施する。
特に従来の半導体集中型


の投資形態からソフト・サー


ビスを中心とした投資戦略


への転換が推進される。


1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999


売上 - - - - 22,598 26,022 31,236 32,290 31,911 32,512


営業利益 809 853 907 893 398 538


経常利益 - - - - 601 849 957 891 157 158


2000 2001 2002 2003 2004 *2005


売上 33,822 30,344 26,951 27,885 28,463 28,300


営業利益 1,002 -546 218 330 306 450


経常利益 1,074 -815 31 383 316 400


* 2005年度は予測／営業利益は、
未公表のため、「会社四季報」より


1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999


売上 - - - - 32,577 37,619 45,034 49,853 52,429 52,551


営業利益 1,560 1,909 1,790 1,773 1,323 1,500


経常利益 - - - - 1,016 1,566 1,425 1,224 767 702


2000 2001 2002 2003 2004 *2005


売上 54,844 50,069 46,175 47,668 47,628 48,500


営業利益 2,440 -744 1,004 1,503 1,602 1,750


経常利益 1,897 -1,571 123 497 891 1,000


* 2005年度は予測／営業利益は、
未公表のため、「会社四季報」より


◆ セグメント別売上高および営業収入 ◆ セグメント別営業利益（損失）


2003 2004


全　体 47,669 47,627 100.0% 99.9%


ソフトウエア・サービス 20,943 20,704 43.5% 98.9%


プラットフォーム 16,082 17,051 35.8% 106.0%


電子デバイス 7,343 7,339 15.4% 99.9%


金融 504 - - -


その他 2,797 2,533 5.3% 90.6%


売上
構成比 前年比


2003 2004


全　体 1,503 1,603 100.0% 106.7%


ソフトウエア・サービス 1,388 1,131 70.6% 81.5%


プラットフォーム 292 550 34.3% 188.4%


電子デバイス 275 326 20.3% 118.5%


金融 20 - - -


その他 136 140 8.7% 102.9%


消去・全社 -608 -544 -33.9% -


営業利益
構成比 前年比


2003 2004


全　体 47,669 47,627 100.0% 99.9%


日本 36,057 35,609 74.8% 98.8%


海外計 11,612 12,018 25.2% 103.5%


　欧州 5,446 5,851 12.3% 107.4%


　米州 2,545 2,820 5.9% 110.8%


　その他 3,621 3,347 7.0% 92.4%


売上
構成比 前年比







60～
79年


販売マーケティング


　・　高度経済成長


78年 第２次オイル
ショック 73年 仮想記憶方式を採用した「FACOM 


230“8”シリーズ」を発表


74年 「FACOM Mｼﾘｰｽﾞ」発表(大型ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ
の新ｼﾘｰｽﾞ-特に「M-190」はLSIで構成
された世界最大・最高速のｺﾝﾋﾟｭｰﾀとし
て絶賛を浴びた)


75年 Cバンド GaAs FET を発表


77年 ｵﾌｨｽｺﾝﾋﾟｭｰ-ﾀ「FACOM Vｼﾘｰｽﾞ」発表


製造・物流 技術開発 人事労務 全般管理


63年 パラメトロン式電子計算
機「FACOM212」マニラへ
出荷(わが国初の電算機
輸出)


78年 64KビットRAMを世界で初
めて製品化


61年　トランジスタ式大型
汎用電子計算機
「FACOM222」完成


65年 「FACOM230-10」
は当初の５年間で
1,000台受注を達成、
当時の国産ベスト
セラー機種に


62年正式英文社名を “FUJITSU LIMITED”
に決定


64年 わが国初のデータ通信システム納入


67年 「富士通」に社名変更


71年 日立製作所と電算機分野で業務提
携、3.5世代以降の新機種開発で協
調


72年 日米経営科学研究所(JAIMS)設立


74年 全国銀行データ通信ｼｽﾃﾑ運用開始


80～
89年


90～
95年


96年


97年


98年


　
80年 日本語ﾜｰﾄﾞﾌﾟﾛｾｯｻ「OASYS100」発表


81年 パーソナルコンピュータ「FM-8」発表
ビジネス用パーソナルコンピュータ
「FACOM9450」発表


82年 わが国初のスーパーコンピュータ
「FACOM VP-200/100」発表


85年 富士通VANｻｰﾋﾞｽ「FENICS」販売開始


88年 富士通ISDNシステムを提供開始


80年　1979年度の電算機部門の売上げで
国内第１位に


83年 (株)富士通研究所、厚木研究所開設


84年 本社事務所を丸の内ｾﾝﾀｰﾋﾞﾙ移転


85年 科学万博-つくば‘85に単独出展


88年 日本企業として初めてX-OPEN参加


　・ 大企業や先進地
方自治体が「グリー
ン調達」を導入


2月 OASYS専用機の機能と操作性を継承
した新FMVｼﾘｰｽﾞ「FMV-DESKPOWER 
DC/FMV-BIBLO DC」新発売


6月 新携帯情報ツール「INTERTop」発表


12月 次世代OSも見据えた先進設計のパソ
コンFMVシリーズ、充実のフルラインアッ
プ35機種を一斉に販売開始


11月 ネットワークコン
ピューティングの体
系「SOLUTION
VISION」を確立


3月 アジアでのｿﾘｭｰｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ強化に向
け、統括会社「富士通アジア」を設立


9月 米国アムダール社を買収


　・　中央省庁が「グリ
ーン調達」を導入


　・ 「Windows98」発売


1月 “InfoNavigator”国内最大級の日本の
ホームページ情報と、世界最速レベル
の検索サービスを開始


11月 基本ソフトウェアにSolarisを採用した
自社製チップ搭載のUNIXサーバ
「GP7000Fファミリー」を発表


11月 ソニーと1.3GBの
3.5インチ光磁気ﾃﾞｨ
ｽｸｼｽﾃﾑ「GIGAMO」
を共同開発


6月 秋草直之社長


1月 ソニーと次世代システムLSIの開発、
製造における協業で基本合意


2月 WebTV日本法人に資本参加


8月 日立製作所と次世代PDPに関する
共同開発契約を締結


10月 北京に「富士通研究開発中心有限
公司」を開業


12月 東芝と半導体メモリ事業における包
括的な提携関係を築くことで合意


　・ 円高
　・ 複合不況
　・ システムのダウン
　　 サイジング進み
　　 ＰＣが情報産業
の中心へ
　・　複写機もパソコン
　　　との親和性が重
　　　要になる
94年　バブル崩壊


95年　「Windows 95」　
　　発売


90年 世界最高速の超大型汎用コンピュータ
「M-1800モデルグループ」発表


92年 世界最高速のベクトルパラレル型スー
パーコンピュータ「VPP500シリーズ」新
発売


93年 AT互換の国際標準パソコン
「FM Vシリーズ」発表


94年 商用ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽ「infoweb」を開始
　・ オールインワンモデルパソコン「FMV 
DESKPOWER」新発売


95年 42型ｶﾗｰﾌﾟﾗｽﾞﾏﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ
を世界で初めて商品化


　・ 超流通サービス「Media 
Shuttle」サービス開始


80年 富士通研究所が
超高速半導体素子
HEMTの開発成功


87年 人工知能の新体系
「KSA知識情報シ
ステム」を確立


88年 ニューロコンピュ
ータの開発を発表


90年　関澤　義社長
92年 世界に先駆けて「マルチメディアの
トータルサプライヤを目指す」と宣言


94年 米国ジェネラル・マジック社とマルチ
メディア通信事業で提携


　・ サン・マイクロシステムズ社とSPARC
プロセッサ開発で提携拡大


　・ ｼｬｰﾌﾟと情報・通信・映像分野で提携
　・ ｺﾝﾃﾝﾂ企画・制作・販売会社「富士通
パレックス」を設立


95年 アウトソーシングサービス拠点「館林
システムセンタ」開設


1月 グローバルサーバ「GS8600シリーズ」
新発売


2月 超高速スーパーコンピュータ「VPP700
シリーズ」新発売


5月 「Wild Bird センター」をインターネット上
に開設し、世界初の携帯情報端末・携
帯パソコン向け情報サービスを開始


　・ 世界最高速の並列DBプロセッサ
「TX5000」、SymfoWARE 製品、サービ
ス商品を提供し、データウェアハウス
市場へ本格参入


11月 42型ワイド・カラープラズ
マディスプレイ「ImageSite」
量産工場が世界で始め
て稼働


95年 世界初2GB/4GB
の3.5インチ光磁気
ディスクを開発


　


　
2月 米国向けパソコンビジネス会社「富
士通PCコーポレーション」設立
富士通九州R&Dセンター開設


3月 トータルサービス会社「富士通サポー
ト&サービス(株)」設立


7月 欧州のパソコンビジネス会社「富士
通ICLコンピューターズ」設立


12月 ウェブTV社と日本におけるテレビ向
けｲﾝﾀｰﾈｯﾄ事業を行なうことに合意


　


資料４．時系列活動分析表


市場環境


主活動 支援活動


　　







00年


　・　アメリカでITバブ
ル崩壊


2月 企業向けﾊﾟｿｺﾝ「FMVシリーズ」
「Microsoft(R)Windows(R)2000 
Professional」モデルを新発売


3月 インターネット時代の革新的ワークス
タイルを実現するソリューション
「WORK STAGE SOLUTION」を発売


　・ SCMソリューションの中核としてSCP
パッケージ「GLOVIA/SCP」を発売


4月 「GRANPOWER5000シリーズ」
Pentium(R)III 850MHz搭載ﾓﾃﾞﾙ発売


　・ 富士通ショッピングサイト
『WEB MART(ウェブマート)』を開設


5月 FMVの広告宣伝に、木村拓哉起用


6月 世界で初めて Javaチップを核とした組
み込み用途向け「Javaソリューション」
を提供開始


8月 Intel(R) Pentium(R)lllプロセッサ-
1.0GHzを搭載した最上位機「FMV-
610GTX5」を発売


9月 大画面17型ワイド液晶ディスプレイや、
iモードでのテレビ番組の録画予約機
能を搭載したAV利用やiモード連携を
さらに楽しめる「FMV－DESKPOWER
シリーズ」発売


　


4月 記録密度300ギガビッ
ト/平方インチのポテ
ンシャルを持つハード
ディスク技術を開発


6月 世界初、次世代移動
通信システム端末用
パワー増幅MMICを開
発 [富士通研究所]


8月 世界初、家庭用テレビ
向け 32/37型ﾊｲﾋﾞｼﾞｮ
ﾝ・ﾌﾟﾗｽﾞﾏﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲﾊﾟﾈ
ﾙを開発[富士通日立ﾌﾟ
ﾗｽﾞﾏﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ] 


12月 ナノテクノロジー研究
センターを設立～量子
コンピュータなどの先
行チャレンジ型研究を
推進～[富士通研究所]


1月 沖電気・富士通が共同出資により移
動通信システム新会社「 モバイルテ
クノ」を設立


2月 富士通とマイクロソフトが製造業向け
ポータル・ソリューションの市場開拓・
普及に向け協調


9月 エンタープライズビジネスの拡大に
向け富士通とマイクロソフトがグロー
バルに提携


10月 富士通金融システムズと富士通ソー
シアルシステムエンジニアリングを合
併し、「富士通アドバンストソリューショ
ンズ」を設立


11月 貿易金融EDIの普及推進団体「TEDI 
Club」を設立[伊藤忠商事/住友商事
/丸紅/三井物産/三菱商事/エヌ・
ティ・ティ・コミュニケーションズ/日立] 


01年


　・　CD-RWドライブ市
場の拡大
　・ 99年：1,600万台
　・ 2000年：4,000万
台
　・ 2001年：6,000万
台


4月　家電リサイクル
法施行


9月　同時多発テロ事
件
　　　IT関連企業の株
価低迷


1月 オリジナルCD作成やDVD鑑賞が楽し
める多機能ドライブ搭載の「FMV-
BIBLO」新発売


4月 企業向けデスクトップパソコンFMVｼﾘｰ
ｽﾞ世界初、Pentium(R)IIIプロセッサ
1.13GHz採用機種など全12機種発売


　・ 企業向けノートPC「FMV-LIFEBOOK」
シリーズ CPU選択をはじめ、カスタム
メイドを充実したA4普及機など、全８機
種を発売


5月 ブロードバンド・インターネットに対応し
た個人向けパソコンFMVシリーズを販
売開始


6月 個人向け英日・日英翻訳ソフト
「ATLAS 翻訳パーソナルV1.0」発売


10月 世界初、ベアドライブでUSB 2.0を採用
した『GIGAMOドライブ』新発売


　　


3月 世界初、 Linux対応の
ｿﾌﾄｳｪｱでJ2EEブラン
ドの認定を取得
「INTERSTAGEApplica
tion Server」がｻﾝ・ﾏｲ
ｸﾛｼｽﾃﾑｽﾞのJ2EE互
換性ﾃｽﾄに合格


　　・ オンライン トランザク
ション処理ベンチマー
クテストTPC-Cにおい
て、ノン クラスタ サー
バ システムで世界最
高性能を達成


8月 世界最高、100ギガビッ
ト／平方インチのハー
ドディスク技術を開発
[富士通研究所]


1月 栄研化学(社長 : 黒住忠夫)と遺伝子
増幅技術分野で提携することに合意


　　・ SAP AGと「Global Technology 
Partner契約」を締結


　　・ コンパックとストレージシステム分野
で協業


3月 ストレージシステムを管理するソフト
ウェア製品の開発・販売を行う新会
社「富士通ソフトウェア・テクノロジ
(Fujitsu Software Technology 
Corporation)」を米国に設立


4月 米国東海岸に最先端コンピュータ技
術の研究所を新設 [米国富士通研
究所/富士通研究所]


8月 人事・総務、経理サービスを行う新会
社２社を設立


　 「富士通HRプロフェショナルズ」
「富士通アドバンス・アカウンティング
サービス」


02年


6月　京都議定書批准 1月 「ImageOFFICE」最新ﾊﾞｰｼﾞｮﾝ新発売
　　・ 「ATLAS 翻訳ﾊﾟｰｿﾅﾙ 2002」新発売
　　・ 液晶プロジェクタ『PJ-X2000』新発売
　　・ ワイヤレス＆ホームネットワーク利用
を提案する「FMV-DESKPOWERシリー
ズ」新発売


4月 企業向けデスクトップパソコン「FMVシ
リーズ」のラインアップを一新
企業向けノートPC「FMV-LIFEBOOKシ
リーズ」のラインアップを一新


5月 コンパクトA4両面カラーイメージスキャ
ナ「fi-4120C」、「fi-4220C」新発売


6月 英日・日英翻訳ソフトウェア「ATLAS 
V9」新発売


8月 無線通信機能を内蔵しながら小型軽
量化を実現したモバイル携帯端末
「Mobile Pocket Imager」新発売


2月 世界最速90ギガビット
/秒光通信用マルチプ
レクサICを開発[富士
通研究所] 


5月世界最高、136.6ナノメー
トルの広帯域光増幅
技術を開発［富士通研
究所］


6月 取締役会の改革
及び執行役制の
導入。取締役は、
社内５名、社外２
名の計７名とし、
執行役には大幅
な権限委譲を行
い、意思決定の
迅速化を図り、
「スピード経営」を
追求


1月 「FMVシリーズ」国内出荷台数が累
計1,500万台を達成


2月 富士通とアクセンチュアが
トータル・ソリューション・ビジネスで
提携。 経営コンサルティングから情
報システム構築・運用までの一貫し
たサービスを提供


4月 ビジネスグループ制導入
当社の強みである総合力を活かした
「有機体経営」を追求、機動性と相互
の横断的連携を重視した組織とする


販売マーケティング 製造・物流 技術開発 人事労務 全般管理


市場環境


主活動 支援活動


99年


2月 地上回線に比べ、30分の1のコストで
高速化可能な「衛星イントラネット」の
販売を開始


3月 最新のPentium(R)III搭載商品の販売
開始


4月 世界最高速のCMOS LSIを搭載した
HPCサーバ「FUJITSU VPP5000シリー
ズ」新発売


8月 世界初 ﾊﾟｿｺﾝ内蔵用ATAPIインタフェー
スを採用したGIGAMO 大容量1.3GBの
3.5型光磁気ディスク装置を新発売


12月 IAサーバ「GRANPOWER5000シリーズ」
最新のPentium(R)III プロセッサ
700MHz搭載モデル新発売


1月 貿易金融EDIの実用化に向けた実施
ガイドラインを策定
[三菱商事/三井物産/日本アイ・ビー・
エム/日本電信電話/日立製作所]


4月 国内初の金融業向けｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ新
会社『富士通エフ・エス・オー』設立


6月 英国ダイアログ社と技術、および販
売で提携


10月 中国・江蘇省常州市に、金融POS開
発・製造・販売の合弁会社を設立


　・ 新会社「富士通システムソリュー
ションズ」(Fsol)業務開始


6月 高速、低電源電
圧、低価格のDRAM混
載システムLSIを実現
する新規プロセスを開
発


7月 精密部品の高速プレ
ス加工技術開発


10月１チップMPEG-2エンコー
ダ システムLSIを開発
[富士通/富士通研究
所







03年


1月 国内初、最適なネットワークに自動的
に切り替えるミドルウェア
「Seamlesslink V1.0」新発売


　・ オープン環境の基幹システムを高品
質かつ短期間で実現する
「B2.Sframework」提供開始


　・ Post OfficeTMから2010年まで総額6億
5000万ポンドに上るビジネスを受注


2月　ネットワークサーバ「IPCOM」新モデル
販売開始


　・ ブレード型IAサーバ「PRIMERGY 
BX300」新発売


　・ 「GLOVIA 会計情報システム Public」
「GLOVIA 会計情報システム Campus」
新発売


　・　　FRAMを搭載した大容量・高速ICタグ
用LSIを新発売


　・ 現場の見える化により経営資源の統
合管理を実現する BtoMソリューション
の提供開始


4月 128メガビット バーストモード搭載フラッ
シュメモリ、およびスーパーCSP採用8
メガビット フラッシュメモリを新発売


　・ 「Systemwalker」電子帳票関連製品を
販売開始


　・ 英FLAG Limited社より、
日欧間海底ケーブル回線容量増設プ
ロジェクトを受注


　・ 業界初、 Linux対応の地方自治体向け
電子申請ソリューションを提供


　・ 世界最高のEMIノイズ低減効果と低消
費電力を実現「スペクトラム拡散クロッ
クジェネレータLSI」を新発売


5月 コグノスと富士通のﾃｸﾉﾛｼﾞｰを結集し
たビジネスインテリジェンスソフトウェア
「Cognos PowerNavigator Server」販売
開始


　・ 製造業向けERPソリューション
「glovia.com 7」新発売


　・ ハイエンドモバイルPC市場向け
5400rpmの2.5型磁気ﾃﾞｨｽｸ装置 発売


6月 IAサーバ「PRIMERGY」のエントリモデ
ルを拡充


　・ 米ベライゾン、 富士通の次世代光伝
送システム「FLASHWAVE®4000シリー
ズ」の本格導入を決定


7月　情報家電向け1チップシステムLSIを新
発売


　・ 高品位OSDC・USBホスト搭載の32ビッ
トRISCマイコン新発売


　・ 統合業務パッケージ「GLOVIA」の製品
体系を一新


　・ 「情報セキュリティ監査サービス」を販
売開始


　・ 「行政システム最適化サービス」を提
供開始


8月 IAサーバ「PRIMERGY」に「Interstage」
を標準添付


　・ 超小型パッケージのPLL周波数シンセ
サイザLSI新発売


9月 電磁波解析ソフトウェア「Poynting®」（
光学対応版）販売開始


　・ 北アイルランド刑事局より3千500万ポ
ンド（約65億円）のCauseway Projectの
ITパートナーとして選定


10月 PCワークステーション「CELSIUS」新モ
デル提供開始


　・　　世界最大規模のスカラ型スーパーコン
ピュータシステムを京都大学より受注


　・ 業界初、Linux対応の自治体向け基幹
業務ソフトウェアを提供


　・ 「GLOVIA」のCRM関連製品ラインアッ
プを強化


11月 東京三菱銀行様より、大手銀行初の
Linuxをベースとした基幹系システムの
端末更改を受注


12月 「TRIOLE」を支える統合運用管理ソフ
トウェア「Systemwalker V11」新発売


　・ 「オンデマンドアウトソーシングサービ
ス」を提供開始


5月 国内全13工場で、廃
棄物のゼロエミッショ
ンを達成


1月 光波長を自由に扱え
る小型・安価な光メト
ロ・アクセスシステム
を開発


　・ インテルとミッションク
リティカル領域向け新
サーバの開発で協業


2月 企業と家庭の間をIP
電話で安全に接続す
るVoIPセキュアゲート
ウェイ技術を開発


　・ 世界初、10Gbpsの高
速データをパラレル伝
送可能なCMOSインター
フェース回路技術開発


　・ 並列コンピュータを10
倍以上速くするソフト
ウェアの開発に成功


3月 世界初、非接触型手
のひら静脈認証技術
を開発


6月 携帯電話、ITS市場向
け音声認識技術
「AmiVoice DSR」をLSI
化


7月 グリッドコンピューティ
ング用ミドルウェアに
より、装置開発シミュ
レーションの期間およ
び工数の大幅短縮に
成功


9月 UNIXサーバ
「PRIMEPOWER」
TPC-Hベンチマークで
世界最高性能を達成


　・ 世界初、強誘電体を
用いたフォトニック結
晶の形成に成功


10月 電子商取引の交渉を
自動化するオープンプ
ロトコルを開発


　・ 業界初の「地上デジタ
ルテレビジョン波監視
装置」を共同開発


11月 インターネット上の不
正利用画像を検出す
る技術を開発


　・ 創薬の新時代を牽引
する世界最高速の計
算手法を実用化


　・ 開発期間半減を実現
し、お客様のビジネス
のスピードアップに貢
献総合システム開発
体系「SDAS」を刷新


12月　世界初！導電性ポリ
マーフィルムを用いた
タッチパネルを開発


6月 代表取締役社長
に黒川博昭氏就
任


1月 ベルシステム24と、CRM分野におけ
るコンタクトセンターの構築及び運用
のマネジメントについて合意


　・ 富士通ディスプレイテクノロジーズに
台湾AU Optronics Corporationが資
本参加し、液晶ディスプレイ分野で広
範囲な事業協力をする基本合意。持
株比率は、富士通80％、AUO社20％


2月 電子機器の組込みハード・ソフトウェ
ア開発会社「（株）富士通コンピュー
タテクノロジーズ」を設立


　・ コグノスとジネス・インテリジェンスの
勢力拡大に向けてグローバルな戦
略的提携


　・ 東芝、NECと、バースト機能搭載擬
似SRAMの共通インタフェース仕様に
ついて合意


4月 富士通とAMDがフラッシュメモリ事業
を統合（マーケティング・開発・製造を
行う新合弁会社設立）


5月 富士通とレッドハット、
ミッションクリティカルなLinuxソリュー
ションの提供でグローバルに提携


　・ 最適な情報システム活用技術を提
案するブロードバンド＆ユビキタスラ
ボ設立


6月 IT基盤「TRIOLE（トリオーレ）」の強化
（事例分析・検証による高信頼システ
ムパターンをPiﾃﾝﾌﾟﾚｰﾄとして体系化）


　・ ノキアと企業向けトータルモバイルソ
リューションで提携


7月　ITを活かした環境経営をめざす新「行
動計画」を策定


　・ リテックと小売業向けソリューション
分野で販売提携


　・ フラッシュメモリ事業の新会社
「FASL LLC」を設立


8月 半導体後工程子会社を統合・再編し、
「富士通インテグレーテッドマイクロ
テクノロジ株式会社」を設立（ロジック
LSIの組立・試験にビジネスを集中）


10月 富士通ネットワークテクノロジーズ株
式会社の設立（最先端のネットワー
ク技術力・ノウハウを結集）


　・ 富士通とシーメンスビジネスサービ
スが、ITサービスで提携


　・ システムLSIの開発・設計会社「富士
通マイクロソリューションズ株式会社」
を設立


　・ エヌ・ティ・ティ・ドコモと富士通が欧
州に3G用張出し基地局を設置


11月 中国におけるITビジネスを統括・推
進する 新会社『富士通（中国）信息
系統有限公司』を設立


12月 富士通とオニックスがCRMソリューシ
ョンの販売で協業


　・ 化合物半導体デバイス事業の合弁
事業化


販売マーケティング 製造・物流 技術開発 人事労務 全般管理


市場環境


主活動 支援活動







04年


1月 世界初、 シリアルATAインタフェース対
応2.5型磁気ディスク装置新発売


　・ 世界初、インテル® Pentium® Mプロセ
ッサを搭載した汎用POSターミナル「
TeamPoS2000M」を海外市場向け発表


　・ デジタルスチルカメラ向け画像処理シ
ステムLSI新発売


　・ 「Interstage V6」の新ラインアップにより
「TRIOLE」のフロント統合を強化


2月 次世代金融ソリューション体系を確立
（大規模基幹系システムを、Linuxをは
じめとするオープン環境で実現）


　・ 医薬品開発をトータルに支援する新ソ
リューション体系を確立（EDC対応など
により、新薬開発期間の短縮を実現）


　・ オーダーメイド医療実現化のための国
家プロジェクトｼｽﾃﾑ構築で単独受注


3月 最大容量300GBのエンタープライズ向
け3.5インチ型磁気ディスク装置新発売


　・ 日本初 銀行ATM対応の新アウトソー
シングサービスを提供開始


　・ ブロードバンド映像ソリューション
「Broadsight」提供開始


　・ 携帯電話向け画像処理LSI新発売


4月 「TRIOLE」を支えるネットワークサーバ
「IPCOM Sシリーズ」新発売


　・ 業界初、ユビキタス時代に向けたビル
トインサービス「FENICS-AS」を提供


　　　（高度なネットワーク機能を自社システ
ムに容易に実装可能に）


5月 IT基盤「TRIOLE」をグローバルに本格
展開


6月 「エンドポイントセキュリティソリューショ
ン」新規提供
（企業システムに自己防衛型セキュリ
ティ機能を実現）


　・ お客さまの環境負荷低減に貢献するソ
リューション製品を提供開始


　・ ネットワーク家電向けワンチップシステ
ムLSIを新発売


　・ 世界初、UNIXサーバに90ナノ半導体
技術を採用、新「PRIMEPOWER」発売


7月 ディスクアレイ「ETERNUS3000」ライン
ナップ強化


　・ 「電子文書保存ソリューション」の販売
を開始


　・ 「業務・システム最適化コンサルティン
グ」を提供開始


　　　 （エンタープライズ・アーキテクチャー手
法によるｼｽﾃﾑ構築を短期間で実現）


　・ フラッシュメモリ内蔵、3次元方向の変
化に対応したMEMS用センスアンプIC
新発売


8月 世界初、iモード FeliCa 対応FOMA®端
末「FOMA F900iC」発売


　・ 「IRサイト改善ソリューション」提供開始
　・ 「次世代金融営業店ソリューション」を
提供開始
（リテール戦略強化に向け、営業力・コ
スト競争力向上を支援）


9月 世界初の「Edyケータイサービス」を支
えるシステムを構築


10月 PCワークステーション「CELSIUS」のラ
インナップを一新


　・ 「RFIDシステム導入コンサルティングサ
ービス」新規提供


11月 グリッド技術を強化した「Systemwalker 
Resource Coordinator V12」新発売


　・ 高機能携帯電話に最適な高速・大容
量擬似SRAMを新発売


2月 英エクセルと物流分野
における戦略的提携
で基本合意


3月 富士通日立プラズマ
ディスプレイ、宮崎に
PDP新工場を建設


　・ 90nm及び65nm
　　 テクノロジーのロジッ
クLSI量産新棟構築


　・ ラティスから最先端半
導体製品の製造受託


　　


6月 英国ナショナルヘルス
サービスから医療用
デジタルイメージング
で2億2000万ポンド
（約450億円）を受注


11月 トヨタ生産方式、指導
者招き考え方を注入、
効率と意識急上昇


1月 次世代大容量フォトニック
ネットワークによる動画像
伝送実験に成功


　・ 高濃度燃料で長時間駆
動可能なマイクロ燃料電
池を開発


2月 次世代光通信システム向
け超低消費電力送受信IC
を開発


3月 UML表記のWebｱﾌﾟﾘｹ
ｰｼｮﾝ上流仕様書を直接
実行する技術開発


　・ ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ向け業務知
識管理ｼｽﾃﾑ開発


　・ ﾅﾚｯｼﾞﾜｰｶｰの生産性向
上を実現するコラボレー
ション支援システム開発


4月 どこにいても適切な手段
で簡単に連絡が取れるユ
ビキタスIP電話システムを
開発


5月 Webサイトのビジネス価値
を向上させるサイト評価
手法を開発


6月 世界最高速、毎秒144ギ
ガビットで動作する光通信
用ICを開発


　・ 簡単な操作で情報機器を
自由に連携させる技術を
開発


　・ ユビキタス時代のショッピ
ング情報提供を実現する
情報配信プラットフォーム
共同研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開始


7月 ICカードのセキュリティ機
能を高めるRSA暗号処理
技術を開発


8月 保守作業を効率化する保
守用仕様書自動生成シス
テムを開発


9月 世界最小、携帯電話向け
北米PCS方式対応SAWデュ
プレクサ開発に成功


　・ 先端LSIの高密度実装を
可能にする超精密切削平
坦化技術および装置を開
発


10月　情報ｻｰﾋﾞｽとIP電話ｻｰﾋﾞ
ｽを連携するﾐﾄﾞﾙｳｪｱ開発


　・ 必要な時に必要な情報を
音声で提供する次世代テ
レマティクスシステム開発


11月　富士通研とリコー、業務
活動情報の記述フォーマッ
トを共同開発


12月　LSIのソフトエラー発生率
を高精度に予測する技術
を開発


1月 東京工業大学とIT分野の先端研究
に関する連携協定締結に合意


4月 システム開発会社を再編し、
「富士通ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｽﾞ（株）」と「富士
通ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ開発（株）」２社を設立


　・ ソフトウェア開発会社を統合
　　　 （新生「株式会社富士通プライムソフ
トテクノロジ」として業務開始）


　・ 全社一括で環境認証ISO14001取得


5月 保守・運用サービス事業を再編・強
化、富士通サポートアンドサービス
（株）を完全子会社


6月 サンとの提携関係を拡大
　　 （2006年の中頃をめざし、次期
　　 SPARC/Solarisｻｰﾊﾞの開発で協業）
　・ 北京大学と富士通研究開発中心有
限公司が共同研究センターを設立


　・ SAP AG、SAPジャパンとプラットフォ
ーム分野のグローバル協業を強化


　・ マイクロソフト、ミッションクリティカル
領域のオープンスタンダードプラット
フォーム確立に向けてｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ提携


7月 磁気ディスク装置ヘッド分野でＴＤＫ
と戦略的提携に基本合意


8月 最先端SoC設計環境構築に向け、ケ
イデンスとグローバルなパートナー
契約を締結


9月 東芝、NECエレクトロニクスと擬似
SRAMの共通仕様第3弾
「COSMORAM Rev.3」について合意


　・ シンプリシティとストラクチャードASIC
用カスタム製品の開発協力に合意


10月 ベリタスソフトウェアとミッションクリ
ティカルなLinuxシステムの実現に向
けて協業


11月 IBMと自律型システム技術の標準化
で協業


　・ ATM・POSなどの専用端末事業の再
編と強化


12月 富士通とシスコ、ルータ・スイッチ分
野で戦略提携


　・ ユビキタス技術研究で米パロアルト
研究所と提携


５月　２００４年度経営方針発表


１．既存ビジネスの徹底した体質強化
２．新しい事業を創り、育てる
３．フォーメーションの革新
４．マネジメントシステムの革新


販売マーケティング 製造・物流 技術開発 人事労務 全般管理


市場環境


主活動 支援活動







05年


2月 世界初120GB 2.5型磁気ディスク装置
新発売


3月 業界初、フォルトトレラントサーバの中
堅企業向け高信頼ソリューション提供


4月 世界最強のオープンサーバ
「PRIMEQUEST」新発売


　・ セキュリティを強化した「シンクライアン
ト・ソリューション」提供開始


　・ 中堅企業向けERPパッケージ
「GLOVIA-C XI」新発売


　・ デジタルカメラ･携帯機器向け画像処
理システムLSI新発売


　・ 動作周波数2ギガヘルツを超える高速
プロセッサを搭載した
UNIXサーバ「PRIMEPOWER」販売開始


　・ 「情報家電ネットワーク・ソリューション
」を提供開始


5月 富士通とシスコ、戦略提携に基づき、
次世代ハイエンドルータ
「Fujitsu and Cisco CRS-1」提供開始


6月 国内初、次世代車載ネットワーク
FlexRayスタータキットを発売


　・ 「非接触型手のひら静脈認証装置」ビ
ジネスをワールドワイドに展開


7月 Web型電子ｶﾙﾃｼｽﾃﾑ
「HOPE/EGMAIN-EX WebEdition」発売


　・ グローバルサーバ「GS21」とマルチサ
ーバ「PRIMEFORCE」のﾗｲﾝﾅｯﾌﾟ拡充


　・ フィールド・イノベーションを加速するユ
ビキタスワークスタイル・ソフトウェアパ
ッケージ「USX」販売開始


　・ ネットワークへの不正接続を防止する
「Systemwalker Desktop Inspection」新
発売


8月 フラッシュメモリ内蔵、3次元対応のセ
ンスアンプIC新発売


　・ e-文書法に対応した「e文書-LCMサー
ビス」を提供開始


2月 半導体に９００億円投
資、来期８割増産


　　　 （パネル撤退で集中）


3月 Serial Attached SCSI
　　 を採用したエンタープ
ライズ向け2.5型磁気


　 ディスク装置、量産出
荷開始


1月 世界初、光増幅機能を持
つ超高速光スイッチ開発


2月 高い通話品質の無線IP
電話システムを実現する
技術を開発


　・ 携帯電話で地上デジタル
放送を長時間視聴できる
技術を開発


　・ 国内初! UHF帯RFIDに対
応した「重要書類管理ソ
リューション」を開発


3月 世界初、波形整形機能を
持つ半導体光増幅器、毎
秒40ｷﾞｶﾞﾋﾞｯﾄで動作実現


4月 世界初、WiMAX対応の基
局、端末双方で使える高
集積化LSIを開発


6月 45ナノメートル世代LSI向
け多層配線技術を開発


　・ MRAMの実用化に向け、
新回路方式を開発


7月 ﾙｰﾀの経路計算性能を大
幅に向上する技術開発


1月 富士通とStaccato、ワイヤレスUSB
に関するパートナー契約を締結


2月 プラズマディスプレイパネル事業に
関する基本合意


　　　　（富士通日立プラズマディスプレイ株
式会社の株式の30．1％、並びにプ
ラズマディスプレイパネルに係わる
知的財産権を日立に譲渡）


　・ 液晶デバイス事業の譲渡に関する
基本合意（富士通の液晶デバイス事
業をシャープに譲渡）


　・ 南多摩工場を拠点としているパソコ
ンを中心とした開発部門を、川崎工
場に移転、集約


3月 富士通とIDS Scheer AG、ビジネスプ
ロセス管理ソリューションで協業


6月 マイクロソフトとミッションクリティカル
領域でのオープンシステム構築の強
化に向けて「Fujitsu / Microsoft SQL 
Server 技術支援センター」を設立


7月　「（株）富士通ソフトウェアテクノロジー
ズ」の設立


5月　2005年度経営方針発表
　 2004年度から始めた四つのチャレンジ継続
１．既存ビジネスの徹底した体質強化
２．新しい事業を創り、育てる
３．フォーメーションの革新
４．マネジメントシステムの革新


販売マーケティング 製造・物流 技術開発 人事労務 全般管理


市場環境


主活動 支援活動


ＨＯＭＥ



http://www.jmrlsi.co.jp/






・


・３ヵ年で2000億円のコスト削減（05-07年度）


- 製造拠点統廃合（65→54へ・現状９削減）


- モデル数２割削減（06年度達成）


- 人員削減（10,000人減→実績2,010人）


◎ 中期経営方針（2005～07年度）


　　３つのコア事業（ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ、ｹﾞｰﾑ、ｴﾝﾀｰﾃｲﾒﾝﾄ）


　の競争力向上と経営体質強化


　　～エレクトロニクス事業の復活が最優先課題


　 数値目標 ： 連結営業利益率５％（ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ４％）


　　 連結売上高８兆円以上


　 ①機構改革　－ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ事業組織の再編


　　　　　・ カンパニー制廃止し、事業部組織へ改組


　　　　　・ Ｒ＆Ｄの優先順位明確化、研究体制の再編


　 ②収益構造の改革


　　　　　・ 不採算事業・非戦略事業の収束、モデル数
削減、拠点統廃合等で、ｺｽﾄ2,000億円削減


ソニー株式会社 （2007年）ソニー株式会社 （2007年）


2007年３月期の連結決算は売上高８兆2,957億円（前年比10.5％増）、営業利益718億円（前年比68.3％減）と増収減益であった。売上高は２期連続の増収


で過去最高を更新したが、営業利益はリチウムイオン電池の回収や、06年11月に発売したプレイステーション３の戦略的な価格設定（つまり「値下げ」）によ


る「売れば売るほど損をする」構造が大幅な減益を招いた。その中で、売上高の７割強を占めるエレクトロクス分野は売上高が液晶テレビ「ＢＲＡＶＩＡ」、デジ


カメ「サイバーショット」などが販売好調で、前期比17％増、営業利益が同じく約23倍増と大幅回復したことで、復活の兆しを見せた。


ハワード・ストリンガーＣＥＯが05年の就任時に掲げた「営業利益率５％」達成には、エレクトロニクスだけでなく、営業損失を出したゲームや映画・音楽・金


融など多角化している各事業の収益性向上が必達となる。そしてそのためには「ソニーらしさ」を体現するヒット商品が不可欠である。


■　競争優位と競争戦略


・ 韓国サムスン電子と特許クロスライセンス契約を締結
・ 技術開発の３つの重点領域
　①ﾎｰﾑ･ﾓﾊﾞｲﾙｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ機器の開発共通基盤（ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ）技術、
　 及び、製品差異化と付加価値の源泉となる周辺技術である


②半導体・デバイス技術（Cell、ﾌﾞﾙｰﾚｲ、有機EL）
③ソフトウェア技術


・ ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ部門に「商品戦略会議」 を新設し開発方針の全体統一を図る


・ 2005年度より経営陣刷新（出井伸之→ﾊﾜｰﾄﾞ・ｽﾄﾘﾝｶﾞｰ）
・ 社内カンパニー制を廃止し事業本部を中心とした組織に再編
・ 構造改革費用　06年度388億円のうち、108億円拠出し、


日・米・欧で早期退職プログラム（6,300人削減）
・ 流動性重視の人事制度（オープンエントリー制、頻繁な人事異動等）
・ 社外取締役の積極的活用（オリックス・宮内氏、トヨタ・張氏など）


・ 中期経営方針「Sony United」（05年９月）：「事業と事業」「人と人」「コンテンツとハードウェア」「技術とサービス」など「連携、協力、融合」
・ 投下資本のリターンを高めるため、業績評価尺度としてEVAを導入
・ 基幹ＡＶ事業の製造以外､工場その他を全て外部化するメリハリ経営
・ エンタテインメント事業の強化：MGM買収により、世界２位の映画　ソフトグループに（保有数7,600本）
・ グループ経営の更なる進化（金融事業、パーソナルソリューションサービス）
・ 中鉢良治社長が兼務するエレクトロニクスCEOに、エレクトロニクス事業分野に関する意思決定権限を集中


http://www.sony.co.jp/


① ＡＶ世界最大企業とグローバルな「ソニー」の
ブランド力


② 「ハイディフィニション（HD）ワールド」：高画質・
高精細の技術を核とした幅広いフルハイビジョ
ン製品とコンテンツの提供


　③ 業界トップのコンテンツ・サービスとの融合


① 「構造改革から利益を伴った成長ステージへ」


　07年度に完了する構造改革から、新たな成長
　ステージへ向け、中長期的視野で戦略分野に
　集中投資し、差別化されたハードとコンテンツ、
　サービスのトータル価値の提供を通じ、情報ネ


　ットワーク時代のリーディング企業を目指す


② 「ソニーらしさ」の復活


　強力な新商品投入をてこにしてエレクトロニクス


　事業の復活を実現する


　（『BRAVIA』、HDデジタルビデオ、ブルーレイ）


③ ゲーム事業の立て直し


　かつての収益を支えたゲーム事業の復活。


　ＰＳ３によるビジネスチャンスの創出。


調達活動 製造 サービス


全
社
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出荷物流 販売マーケティング


・ 韓国ｻﾑｽﾝ電子と第８世代の
液晶ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ製造ラインを
共同で敷設（07年夏より稼働）


◎設備投資額：4,141億円
　（前年比7.8％増・ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ比85％）
◎製造原価率：86.6％（05年度：89.5％)


・ジャストンタイム製造（ｹﾞｰﾑ､CD）


◎物流費（単体）：253億円
　　　　　　　　　　　（前年比28.9％増）


　・「ＳＯＮＹ」ﾌﾞﾗﾝﾄﾞを活用した
マーケティング


　・ＵＳＰ販促
　・１販社体制（7,200億円､3,600人）
　　（量販店集中型営業）
　・ソニースタイルによるネット直販


◎アフターサービス費（単体）
　　448億円（前年比116.8％増）


・


・ソニー銀行


◎中期経営方針（05-07年度）
－ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ事業の復活を最優先
　課題とし、機構改革とコスト削減
＜成長戦略＞
　ＨＤ関連商品、モバイル商品と、
　その差異化と付加価値を創出する


　先端半導体・ﾃﾞﾊﾞｲｽに集中投資


◎従業員数：163,000人
　 　　　　　　　（前年比4,500人増）
◎人件費：前年比544億円増
◎基本組織図（＊右表参照）
＊子会社998社、関連会社73社


◎研究開発費：5,439億円
　　　　　　　　　　　 （前年比2.3％増）


ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ：4,404億円
　　　　　　　　　　　　（同5.3％増)
◎13研究所体制（６つの直轄研究所）
◎主な特許数（テレビ関連で2,184）


人
事
労
務


技
術
開
発


全
般
管
理


■ 2007年３月期決算の総括


（２）　現在の強みと弱み （３）　今後の課題と新しい競争優位の方向（１）　現在の戦略


資料１　価値活動分析表


コスト・リーダーシップ戦略


差別化戦略


集中化戦略


●


① エレクトロニクス事業の低収益構造
（商品競争力低下＝ヒット商品不足）


② 「垂直統合」モデルから「水平分業」によるモノ
づくりの弱体化（セル精算設備の売却など）
中核部品技術力により競合との差別化を図る
これまでの強みの崩壊


強
み


弱
み


３つの
基本戦略


・本社直轄研究所（06年度末時点）
- 技術開発本部（商品共通要素技術の開発、新規商品事業の創出）
- ディスプレイデバイス開発本部（次世代ディスプレイ技術の開発）
- コアテクノロジー開発本部（次世代デバイス技術の開発）
- マテリアル研究所（新規事業創造に向けた先端材料・デバイス技術の開発）
- 情報技術研究所（商品の差異化を目指した情報技術の研究開発）
- Ａ３ （ｴｲ･ｷｭｰﾌﾞﾄﾞ）研究所（画像信号処理技術の研究開発）
- ｿﾆｰｺﾝﾋﾟｭｰﾀｻｲｴﾝｽ研究所（ｼｽﾃﾑ生物学やｼｽﾃﾑ脳科学等の新学問領域の創造）


・ サプライヤー数の絞り込みと
戦略的パートナーシップ構築


　　2002年度　4,700社
　　2005年度　1,000社


・ 部品･材料の戦略的調達
　　2002年度　84万点
　　2005年度　10万点


製造・物流・
サービス拠点を
現在の約200→３割削減 新情報システム「CLOVER」稼働：年間140億円削減を目指すＤＣＭオペレーション


ソニーサプライチェーンソリューション社


・Ｓｏ－ｎｅｔ（売上381億、会員数230万人、従業員約400名）


ｿﾆｰﾌｨﾅﾝｼｬﾙﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽｸﾞﾙｰﾌﾟ


ﾊﾟｰｿﾅﾙｿﾘｭｰｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾞﾙｰﾌﾟ


ｴﾝﾀﾃｲﾒﾝﾄﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾞﾙｰﾌﾟ


ｹﾞｰﾑﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾞﾙｰﾌﾟ


ｿﾆｰ･ｴﾘｸｿﾝ･ﾓﾊﾞｲﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ


B＆P事業本部 FeliCa　事業本部


コンスーマープロダククツグループ
（VAIO事業・ｵｰﾃﾞｨｵ事業・


ﾃﾞｼﾞﾀﾙｲﾒｰｼﾞﾝｸﾞ事業・ﾃﾚﾋﾞﾋﾞﾃﾞｵ事業


セミコンダクタ＆コンポーネントグループ
（半導体・コアコンポーネント事業）
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・ ソニーグループ共通の
ポイントプログラム
“ソニーポイント”開始


・ BB接続のﾃﾞｼﾞﾀﾙﾃﾚﾋﾞ向けに
共通ﾎﾟｰﾀﾙｻｰﾋﾞｽを提供する
「ﾃﾚﾋﾞﾎﾟｰﾀﾙｻｰﾋﾞｽ」をｼｬｰﾌﾟ、
松下など６社協同で設立し、
新ﾈｯﾄ･ｻｰﾋﾞｽ「アクトビラ」開始
（07年２月）


・ＥＭＣＳ（（ｴﾝｼﾞﾆｱﾏﾆｭﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞｶｽﾀﾏｰｻｰﾋﾞｽ／13,000人）
- 生産部門をアセンブリー系、コンポーネント系、半導体系の３つに分類
- それぞれが独立し、設計から資材調達、生産、物流、顧客サービスまで一貫運営


　* 千厩､木更､小見川､埼玉､長野､浜松､湖西､幸田､美濃加茂､一宮､稲沢


◎広告宣伝費：5,056億円
（前年比20.5％増）


◎海外売上高：５兆0,528億円
（比率73％）



http://www.sony.co.jp/
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売上高営業利益


営業利益
（億円）


売上高
（億円）


資料２． 業績の推移


資料３． 戦略経路分析（Historical Path Analysis ）


◆ 連結決算 （億円）


◆ 単独決算 （億円）


◆ セグメント別売上高および営業収入 ◆ セグメント別営業利益（損失）


◆ 過去10年間の業績推移（連結）


◆ 地域セグメント別売上高および営業収入


トップ人事


商品政策


営業流通
政策


組織変更


基本戦略


局面
攻勢的攻勢的


波及期波及期


出井伸之会長－安藤国威社長


分社化の推進


（ＩＴｶﾝﾊﾟﾆｰ）
　94年に


ｶﾝﾊﾟﾆｰ制導入


経営陣刷新


の発表


（05～）


解釈


出井氏へのトッ
プ交代を機


に「第二の創
業」を宣言し、


デジタルネッ
トワーク時代
のＡＶとＩＴと
の融合という
新たな戦略
方向を提示。


SME、SCE
完全子会社
化で５事業


ﾕﾆｯﾄ


執行役員制


導入


ネット時代対応に向けた周辺事業拡充
　・ 「ソニースタイルドットコム」（直販／00年）
　・ 「ソニー銀行」（01年）
　・ ＩＣカード「ＦｅｌｉCa」（02年）


新経営体制（出井CEO､安藤COO､徳中CFO）
　・ 取締役としての役位廃止（00年）
　・ ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾊﾌﾞ/ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽﾍｯﾄﾞｸｫｰﾀｰ(01年)
　・ ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰﾎﾞｰﾄﾞ(02年)


製販分離（ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞとｾｰﾙｽの一体化）
　・ 「ソニーマーケティング」設立（97年）
　・ 業務用営業部門の統合（98年）
　・ 関係子会社との連携強化（99年）


ﾒﾓﾘｰｽﾃｨｯｸ ＡＩＢＯ
ＰＳ２､CLIE､


ｴｱﾎﾞｰﾄﾞ
ＶＡＩＯ ＰＳＰ


ﾌﾞﾙｰﾚｲﾃﾞｨｽｸ､
ＰＳＸ


デジタル家電テコ入れ


（DVD「すご録」、薄型TV「ベガ」）


有機EL､CoCoon


「ソニーらしい大型ヒット製品の不在」


（デジタル家電の出遅れ）


「VAIO」でPC市場に本格攻勢かけ、


ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ事業（so-net）で地盤固め


デジタルネットワーク戦略
　・ 「リ・ジェネレーション」（第二の創業）
　・ 「デジタル・ドリーム・キッズ」


（ＡＶとＩＴの融合）


守勢的布石期守勢的布石期


「最強のコンスーマーブランド」
に向けたモノづくり回帰
　・「クオリア」プロジェクト
　・新ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ(PSP､ﾌﾞﾙｰﾚｲ)


出井氏は安藤氏に社長のポストを譲り会長


に就任。「ブロードバンドエンタテイメント戦


略」を掲げ、「４つのゲートウェイ戦略」によ


るプラットフォームづくりと情報コンテンツ事


業、金融などサービス事業との融合化とネッ


トワーク化を推進する。「オープンアーキテ
クチャ的な」モノづくり体制へのシフトを図っ
た結果、エレクトロニクス事業の競争力が
失われた。「ソニーらしいモノづくり」ができ
ず、業績低下に歯止めがかからない。


業績不振の長期化により、2003年４月「ソニーショック」と呼ばれる株価の急


落を招く。モノづくり回帰とリストラを核とした構造改革を推進するも、大型ヒッ


トがなく、デジタル家電の安売りを先導し、収益性低迷の悪循環へ。こうした
中、初の外国人トップが誕生し、経営陣が刷新される。新経営陣は、縦割り


組織の弊害が顕著になったネットカンパニー制を廃止し、「エレクトロニクス


事業の復活」を最優先課題として、事業部中心の組織に改組する機構改革


と収益構造の改革（コスト削減）推進を掲げる。中期３カ年計画の初年度と


なる05年度は増収増益に転じたが、06年にはＰＳ３発売も、電池回収問題な


ど大幅減益となる。07年度は業績回復見込みも、PSの不振によりSCEの代


表取締役会長兼グループＣＥＯ久夛良木氏が退任するなど、復活の足取りは遅い。


縮小リストラ期縮小リストラ期反転防衛期反転防衛期


ブロードバンドネットワーク戦略
　・ ４つのゲートウェイ戦略（00年）


（「ﾊﾞｲｵ」､「ﾍﾞｶﾞ」､「PS2」､｢ｸﾘｴ｣&携帯)
　・ ユビキタス・バリュー・ネットワーク（01年）


デジタルネットワーク戦略を


推進する一方、業績が97年


をピークに下降局面を迎え、


わずか２年後の99年には営


業利益は額・率ともに半減


する。「ハード－コンテンツ


－インフラ」一貫体制のビジ


ネスモデルを模索するため


にグループや営業組織の


変革に着手する。


大賀典雄会長－出井伸之社長　（95～）


※米国会計原則に従っているため、「税引き前利益」を採用


ハワード・ストリンガー会長－中鉢良治社長


中期経営計画（05-07）
　・機構改革
　・収益構造改革


液晶テレビ
ＢＲＡＶＩＡ


製品ﾓﾃﾞﾙ数削減


拠点見直し


デジタル・大容量時代に向けﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ育成
　・ 業界用から民生用まで幅広いＨＤ機器投入


（ﾌﾙＨＤﾃﾚﾋﾞ、ﾌﾞﾙｰﾚｲ関連、ﾎｰﾑｼｱﾀｰｼｽﾃﾑ）
　・ ＨＤﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾝﾃﾝﾂ提供の布石（ＭＧＭ買収）


ｶﾝﾊﾟﾆｰ制廃止


事業部を中心の


組織へ改組


1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年


デジ一眼
ＰＳ３


モノ造り


技術センター


(年度)


1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999


売上高 36,955 39,316 40,013 37,443 39,906 45,926 56,631 67,555 67,946 66,867


営業利益 3,022 1,769 1,306 1,070 -1,666 2,353 3,703 5,202 3,386 2,406


税引き前利益 2,707 2,161 926 1,022 -2,209 1,382 3,124 4,537 3,686 2,643


2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 *2007


売上高 73,148 75,783 75,060 75,306 71,913 75,106 82,957 87,800


営業利益 2,253 1,346 2,178 1,331 1,456 2,264 718 4,400


税引き前利益 2,659 928 2,476 1,441 1,572 2,863 1,020 4,200


1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999


売上高 18,806 19,791 18,697 16,983 18,819 19,310 21,699 24,064 24,327 25,930


営業利益 722 -205 16 30 191 210 818 1,013 72 -28


経常利益 1,145 241 458 316 514 286 857 1,188 441 342


2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 *2007


売上高 30,076 26,442 25,263 28,146 28,954 31,796 40,131 -


営業利益 505 -530 -1,366 -1,397 -646 -156 1,420 -


経常利益 653 -61 -435 -688 458 187 988 -


* 2007年度予測
は未公表


* 2007年度は予測


* 2007年度は予測


◆ 地域セグメント別営業利益（損失）


2005 2006
構成比
（％）


前年比
（％）


全　体 75,106 82,957 100.0 110.5


エレクトロニクス 47,822 54,214 65.4 113.4


ゲーム 9,183 9,742 11.7 106.1


映画 7,459 9,663 11.6 129.5


金融 7,206 6,243 7.5 86.6


その他 3,437 3,096 3.7 90.1


2005 2006
前年比
（％）


全　体 2,264 718 31.7


エレクトロニクス 69 1,567 2,267.4


ゲーム 87 -2,323 -


映画 274 427 155.7


金融 1,883 841 44.7


その他 205 324 157.9


ｾｸﾞﾒﾝﾄ間取引消去 12 48 -


配賦不能営業費用控除 -267 -167 -


2005 2006
構成比
（％）


前年比
（％）


全　体 75,106 82,957 100.0 110.5


日本 22,884 22,429 27.0 98.0


海外 52,222 60,528 73.0 115.9


　米国 21,973 25,538 30.8 116.2


　欧州 15,758 18,436 22.2 117.0


　その他地域 14,491 16,554 20.0 114.2


2005 2006
前年比
（％）


全　体 2,264 718 31.7


日本 2,305 1,674 72.7


海外 281 -801 -


　米国 113 -940 -


　欧州 -251 -624 -


　その他地域 420 763 181.8


配賦不能営業費用控除
ｾｸﾞﾒﾝﾄ間取引消去


-322 -156 -


2007年


SCEの代表


取締役会長
兼ｸﾞﾙｰﾌﾟ
CEO久夛良


木氏退任


ｺﾝｽｰﾏｰﾌﾟﾛ
ﾀﾞｸﾂｸﾞﾙｰﾌﾟ
とｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀ
&ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ


ｸﾞﾙｰﾌﾟ発足







70～
79年


高度経済成長


78年 オイルショック


「ウォークマン」大ヒット
71年 ３／４インチ･Ｕマチック･


ＶＴＲ
75年 家庭用ベータ式ＶＴＲ


79年 ウォークマン


70年代前半 ＣＣＤ開発


76年 フィリップス社とＣＤ共同
開発


79年 ｢80プロジェクト｣発足


70年 ニューヨーク証券取引所
上場(日本企業初)


71年 井深-盛田体制
72年 技術研究所新設


ｿﾆｰﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ設立
75年 盛田-岩間体制


80～
89年


90～
95年


96年


97年


98年


99年


ベータ対ＶＨＳ
ＶＴＲ戦争


（82年シェア
ベータ　28.3％
ＶＨＳ　　71.7％
→ソニー敗北


88年 ＶＨＳ規格発売
ＡＶ不況


82年 外販･ＯＥＭ､業務用強化（1990年に
民生：業務・産業：部品　＝５：３：２を
目指す）LSI＝CD製品の60％のシェア
光学ピックアップ＝累計２億台


86年 カスタマー・サービス本部発足
システム・プロジェクト営業本部(公共
機関向け)


87年 コンピューター事業失敗
89年「パスポートサイズ」大ヒットＣＢＳレコー


ド買収コロンビアピクチャーズﾞ買収


82年 ＣＤプレーヤー
83年 ＭＳＸ規格パソコン
85年 カメラ一体型８ミリビデオ
87年 ＤＡＴデッキ、「NEWS」
88年 ﾃﾞｼﾞﾀﾙｽﾁﾙｶﾒﾗ｢マビカ｣
89年 ｢デジタルハイエイト｣


シリーズ
｢パスポートサイズ｣８ミリ
ビデオ｢ＣＣＤ-ＴＲ５５｣(世
界最小最軽量（当時））


82年 開発研究所新設
83年 情報処理研究所新設


85年 ｢プロジェクト88｣発足


88年 総合研究所（技術､開発､
情報処理研究所を統合）
新設


82年 盛田-大賀体制　
「VTRに頼らない、柱
となるビジネスの拡
大を目指す」（ソニー
では外販ビジネスは
一種のタブーであっ
た）


84年 ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ営業本部
(外販担当)発足


81年 ソニー・プルデンシャル
生命保険営業開始


82年 「Ｉｔ‘ｓ　a Ｓｏｎｙ」ＣＩ戦略


始まる
83年 事業部製導入


円高


93年 ＬＣＤ（液晶表示装置）市場格参入


94年 「消費者の求めるニーズとソニーの製
品にすれ違いが生じている」（大賀）


　　　　　　　↓
94年 上場以来、初の連結赤字決算


売上 ３９，９０６
営業利益 △１，６６６
　　　　　　　　　　　　　　　（単位：億円）
トリニトロンブラウン管累計生産本数1
億本を記録ソニー･コンピュータ･エン
タテインメントが自ら一次卸となり、ほ
ぼ直販体制を敷く（中古市場への商
品流通を歯止め


95年 家庭用カラーテレビシェア世界一


90年 ｢ＨＤトリニトロン｣テレビﾞ
発売


91年 キララ･バッソ


92年 ＭＤシステム


94年 プレイステーション2000
万台を越す大ヒット


95年 フラットディスプレイ「プラ
ズマトロン」
デジタルハンディカム


91年 情報通信研究所新設


92年 任天堂との開発白紙


94年 キヤノンとﾋﾞﾃﾞｵｶﾒﾗで関
係強化→高輝緑色発光
ﾀﾞｲｵｰﾄﾞ開発


95年 ﾌﾗｯﾄﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ｢プラズマ
トロン｣開発
ﾏｲｸﾛｿﾌﾄと提携
次世代カーナビシステム
を開発
沖電気と提携半導体共
同開発
インテル社との協力関係
ＤＶＤ規格統一


92年　オープンエントリー制
度実施（応募時に学
校名を記入しない採
用方式）


94年 カンパニー制導入(27
あった事業本部を８
つのカンパニーに集
約)


　・ 中央研究所に総合､
情報通信研究所を統
合


91年 ソニー・ピクチャーズ・エン
タテインメント設立


93年 ソニー・コンピュータ・エン
タテインメント設立


95年 ソニーコミュニケーション
ネットワーク設立
大賀-出井体制 ｢リ・ジェ
ネレーション(第二創業)｣
｢デジタルドリームキッズ｣
（それまで弱かったITﾋﾞｼﾞ
ﾈｽ(ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ)
に本格的参入）
中央研究所にﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ制


５月 ソニー・コン
ピュータエンタ
テインメント独
占禁止法容疑
捜査を受ける


・　日本｢ﾃﾞｼﾞﾀﾙ元年｣
　　　DVD､ﾃﾞｼﾞﾀﾙ衛
　　　星放送､ﾃﾞｼﾞﾀﾙ
　　　CATV(有線ﾃﾚﾋﾞ）
　　　の登場


１月 インターネットサービス開始


９月 「ＪスカイＢ」（スカイパーフェクＴＶへの
経営参加


11月 デジタルカメラのリベート廃止


６月 グラストロン


10月 デジタルスチルカメラ｢サ
イバーショット｣


12月 平面ﾌﾞﾗｳﾝ管FDトリニト
ロン管搭載「KV-２８SF５」


１月 三洋電機と液晶生産提
携


７月　次世代光磁気ディスク、
日欧８社で共同開発


１月 カンパニー制見直し
商品開発､営業機能
は本社に集約


１月 ソニー５０周年
　「ソニーはチャレンジャー
　だ」（出井）（ＡＶとＩＴの
融　合を目指す）


　　1. ＡＶにデジタル技術を付
加し、活性化(ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ）


　　2. エンターテイメント・ビジ
ネスを収益性のあるもの
にする


　　3. エンターテイメントにＡＶ
を結び付けたような新し
いビジネスを創造


１月 ＪスカイＢに出資


３月 東急エージェンシーインターナショナ
ル買収(広告事業進出)


４月 ソニーマーケティングﾞ設立（民生用
機器の国内販売子会社８社を統合）


５月 フジテレビと映像ソフトの製作販売で
提携


３月　ＤＶＤプレーヤー


６月　グラストロン（メガネ型ディ
スプレイ）トリニトロン搭
載機に『WEGA（ベガ）』
の愛称つける


７月　「ＶＡＩＯ」シリーズ


１月　ＮＨＫなどと次世代情報
伝送技術共同研究


５月　次世代液晶装置でトヨタ
グループと提携


６月　フィリップスと次世代デジ
タルオーディオの記録媒
体、高密度ディスクを共
同開発


８月　モトローラ社と次世代ＩＣｶｰ
ﾄﾞ共同開発合意


10月　富士フィルムと大容量Ｆ
Ｄ共同開発


９月 メモリースティック
「ＡＶとＩＴの融合」


１月 富士通とｼｽﾃﾑＬＳＩ共同
開発･生産で合意 ６月　執行役員制導入


　　 (取締役38→10人)


４月 ｢コーポレイトＩＳソリュー
ションズ｣設置。
システム担当部署集約


10月 盛田昭夫名誉
会長死去 ６月 通信事業参入発表


９月 プレイステーション２発表（2000年３月
発売予定）


10月 第２四半期連結業績において、ｴﾚｸﾄ
ﾛﾆｸｽ部門、ゲーム、音楽、映画の各
分野で減収減益。その他部門は営業
損失を計上。（保険分野は増収増益）


　　　　前年同期比 売上高　 △ 6.8％
　　　　　　　　　　　　 営業利益 △36.9％


６月 ＡＩＢＯ（20分で完売）


11月 ＡＩＢＯｽﾍﾟｼｬﾙｴﾃﾞｨｼｮﾝ
発売


４月 10本社研究所→4研究
所に再編
フロンティアサイエンス
研究所（材料・ﾃﾞﾊﾞｲｽ等）
インフォメーション＆ネッ
トワーク研究所（ネットワー
ク,通信,コンピューティン
グ等）
アルゴリズム研究所（ﾃﾞｼﾞ
ﾀﾙ信号処理等）
デジタルクリーチャーズ
ラボラトリー（エンタテイメ
ントロボット等）


11月 米Ｓｕｎ社と家庭用ﾃﾞｼﾞﾀ
ﾙ機器とｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続技
術で共同開発に合意


４月 2002年までにｸﾞﾙｰﾌﾟ
在籍者約10％削減


10月 ﾈｯﾄﾜｰｸｶﾝﾊﾟﾆｰ制
エレクトロニクス事業
を５つの事業ユニット
で構成


　① ﾎｰﾑﾈｯﾄﾜｰｸｶﾝﾊﾟﾆｰ
　② ﾊﾟｰｿﾅﾙITﾈｯﾄﾜｰｸｶﾝ


ﾊﾟﾆｰ
　③ ソニー･コンピュータ


エンタテインメント
　④ コアテクノロジー＆


ネットワークカンパニー
　⑤ ﾌﾞﾛｰﾄﾞｷｬｽﾄ＆ﾌﾟﾛﾌｪｯ


ｼｮﾅﾙｼｽﾃﾑｶﾝﾊﾟﾆｰ


10月 コミュニケーションシステ
ムソリューションネットワー
クカンパニー新設（Ｂ＆Ｐ
カンパニーとＤＮＳ統合）


　　　　ＳＭＥら３社を完全子会
社化（2000年1月をメドに）
現在70ヶ所に分散する
事業所を2002年度末ま
でに55ヶ所に集約


資料４．時系列活動分析表


市場環境


主活動


販売マーケティング 製造・物流 技術開発 人事労務・組織 全般管理


支援活動







01年


5月 ソ ニ ー 製携 帯
電話に不具合。
無料回収へ。


2月 ePFネットのコンテンツ配信サービス
不参加表明
エンターテインメントロボット“ＡＩＢＯ
（アイボ）”『ＥＲＳ-２１０』春だけの新色


（２色/オレンジ、ホワイト）期間限定に
て受注販売


3月 放送業務用デジタルVTR ・VCAM累
計販売台数20万台を突破
メモリースティックの累積出荷数が
1000万枚を突破


5月 NTTドコモのPHSを利用した音楽配信
サービス「M-stage music」へデジタル
コンテンツ著作権管理・配信システム
「OpenMG Light」を提供


5月 “AIBO (アイボ)”誕生から2年


～ AIBOの可能性を広げる無線LAN
対応ソフトウェア新発売 ～
～ 期間限定で2ndアニバーサリーカ
ラーモデル受注販売 ～


6月 「ソニー銀行」業務開始


7月 法人向けADSLサービスを開始


8月 ソニー・アメリカ、ヤフーとポータル分
野で多角的提携へ


9月 “AIBO（ｱｲﾎﾞ）”に性格の異なる2機種


「ラッテ」と「マカロン」を追加


10月ﾗｼﾞｵやﾃﾚﾋﾞで気になった曲やCMをﾌﾞｯ
ｸﾏｰｸできる『eMarker』ｻｰﾋﾞｽを提供
する「株式会社ゼータ・ブリッジ」設立


11月 バイオノートブック、中国で発売開始


4月 ソニーグループの国内
半導体全事業所が一般・
産業廃棄物のゼロエミッ
ション達成


4月 ソニーEMCS (ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ
ｸﾞ・ﾏﾆｭﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞ・ｶｽﾀ
ﾏｰｻｰﾋﾞｽ）株式会社設
立（開発、商品設計、資
材調達、 生産、物流、顧
客サービス、 修理など
一連の設計・生産・ フォ
ローを統合的に運営）


1月 高音質でコンパクトなフ
ルデジタルアンプシステ
ムを実現するデジタルパ
ワーアンプ技術を開発
蒸着テープとＧＭＲヘッド
を用いた高密度磁気記
録技術を開発
「Infostick™（インフォス
ティック）「Bluetooth™」


モジュール」を開発


2月 世界最大サイズの13イン
チフルカラー有機ELディ
スプレイを開発
IMECとｿﾆｰが次世代半
導体技術に関する共同
研究開発ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑで合意


3月 デジタルコンテンツ著作
権管理・配信システム「Ｏ
ｐｅｎＭＧ　Ｌｉｇｈｔ」開発


２チャンネルのスピーカー
で立体感のある音声の
再生を可能にする「プレ
イステーション 2」ゲーム
ソフト組み込み用 3Dｻｳ
ﾝﾄﾞﾐﾄﾞﾙｳｪｱ“S-FORCE 
3Dｻｳﾝﾄﾞﾗｲﾌﾞﾗﾘ”開発


4月 UDCと高効率発光材料
による有機ELディスプレ
イを共同開発
近鉄グループとﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞ
ﾝﾄﾞ･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ関連分野
で協力


5月 東芝と次世代システムＬ
ＳＩにおけるプロセス技術
を共同開発で合意


7月 PKIに対応した非接触IC
カード用LSIを開発


8月 ｻﾑｽﾝ電子とIC記録ﾒﾃﾞｨ
ｱ“ﾒﾓﾘｰｽﾃｨｯｸ” につい


て協力


　　・ CD-R/RWへの安定した
データ書き込みを実現す
る技術 「Power-Burn TM」
を開発


10月 平面FDトリニトロン管、
HD 1080/24P システム、
民生用カムコーダーの技
術開発および実用化な
どで、2001年エミー賞を
受賞
業界最高レベルの開口
率66.1%を実現した高温
ポリシリコンTFT液晶パ
ネル開発


11月 松下電器、松下寿電子
工業と次世代ﾃｰﾌﾟｽﾄﾘｰ
ﾏｰ規格「S-AIT」ﾗｲｾﾝｽ
契約締結等で基本合意


10月 取締役会議長
大賀氏 「ﾄﾞｲﾂ大功労
十字星章」受賞


11月 取締役会議長
大賀氏が勲一等瑞宝
章受章


1月　ソニーグループの半導体
生産を統括するﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰ
ﾑ会社「ソニーセミコンダ
クタ九州（株）」設立


2月 「ソニー環境行動計画」
を改定Green 
Management 2005 -「環
境効率２倍」への中間目
標達成を目指す


4月 伊藤忠テクノサイエンス、
シーティーシー・テクノロ
ジーと「ソニーブロードバ
ンドソリューション（株）」
を設立。AV/ITを融合し
たﾄｰﾀﾙｿﾘｭｰｼｮﾝ事業をﾋﾞ
ｼﾞﾈｽ用途に展開


4月 「ソニー銀行（株）」発足
4月 グループ本社にグロー


バル・ハブを設立


　　・ 経営ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ設立
　　・ エレクトロニクスＨＱ設立


社内カンパニー再編
　　・ ソニー国分・大分・長崎


を統合し、「ソニーセミコ
ンダクタ九州（株）」設立


7月 「ソニー・マックス（株）」と
「ソニー・テクノ・ワークス
（株）」を統合
シーアイエス株式会社と
経営情報コンサルティン
グ事業で合弁会社設立


8月 ｿﾆｰ・ｱﾒﾘｶ、Yahoo!とﾎﾟｰ
ﾀﾙ分野で多角的提携
「コンピュータディスプレ
イカンパニー」を「コミュニ
ケーションディスプレイカ
ンパニー」に名称変更
エリクソンと携帯電話端
末事業の合弁会社設立
に正式合意
「ソニー・エリクソン・モバ
イルコミュニケーションズ」


9月 「（株）ソニー・ピクチャー
ズエンタテインメント」と
「（株）ソニー・ピクチャー
ズテレビジョン・ジャパン」
事業統合


11月 「ユビキタス・バリュー・ネ
ットワーク」構想実現を加
速（オープンなブロードバ
ンド・ネットワーク環境構
築に向け、 AOLタイムワー
ナーおよびノキアと協力）


00年


4月 プレイステーショ
ン２で不具合


１月 セブンイレブン・ジャパンらと合弁会
社設立（セブン・ドリーム・ドット・コム）
本格的EC（電子商取引）展開へ


3月 東京急行電鉄、トヨタと「ＡⅡ企画株
式会社」（仮称）を設立（ケーブルテレ
ビの大容量インターネットの実現）


10月 ePFネット設立


2月 インテルコーポレーショ
ンと家電製品とﾊﾟｿｺﾝの
接続技術の普及で協力


3月 シャープと小型高密度光
磁気ディスクを共同開発


6月 高精細テレビ用ブラウン
管、スーパーファインピッ
チFDトリニトロン管開発


11月 小型二足歩行エンターテ
イメントロボット開発


2月 「ソニースタイルドットコ
ム・ジャパン株式会社」
設立


　　　　ネット時代の新たな消費
スタイル創造を目指す


3月 「サイバージーンドットコ
ム株式会社」設立


5月 出井 伸之　会長兼CEO
安藤 国威　社長兼COO
体制発足


8月 ソニーデジタルネットワー
クアプリケーションズ株
式会社設立


市場環境


主活動


販売マーケティング 製造・物流 技術開発 人事労務・組織 全般管理


支援活動







02年


１月 ソニー、SCNが共同でブロードバンド・
ポータルサイト構築へ


３月 ユビキタス・バリュー・ネットワーク時
代の顧客サービス向上を目指し ソニー
共通で使える顧客ID「My Sony ID」を
導入


４月 110度CSデジタル放送サービス「スカ
イパーフェクTV!2」にて無料チャンネ
ル「BAZ (バズ)」を放送


５月 法人向けADSL８Mbps接続サービス
を開始
ひとつのハードウェアでアナログ放送
とデジタル放送の変調方式に対応で
きるテレビチューナー復調モジュール
を商品化


６月 メディアージュ」リニューアルオープン
６月 中小規模オフィス向けネットワーク


サーバー"ＤｉｇｉｔａｌＧａｔｅ"発売
６月 コンテンツホルダー向けに動画配信


支援サービスを開始
６月 メモリースティックフォーラムを開催～


メモリースティックの累計出荷枚数が
2000万枚を突破～


６月 ソニーのお台場メディアージュにフジ
テレビの新スタジオＯＰＥＮ


６月 光ﾌｧｲﾊﾞｰによる法人向け新ﾒﾆｭｰ開
始


７月 デジタルコンテンツ著作権管理・配信
技術「OpenMG X」を開発


７月 ５０型ＰＤＰ発売


８月 ソニードリームワールド2002を開催


８月 ミニディスク（MD）今年で誕生１０周年
８月 法人向けADSL８Mbps接続の普及価


格帯サービスを開始


８月 容積1.5mlの超小型テレビチューナー
モジュールを商品化


８月 中国で「ソニーウィーク」を開催


９月 ＭＤ出荷１０億枚


10月 タイでパソコン販売
10月 欧州の広告委託先を集約


11月 ソニーブロードバンド、高品位映像を
複数個所に配信


２月 日立製作所、LG電子、
松下電器産業、パイオニ
ア、ロイヤル フィリップス
エレクトロニクス、サムス
ン電子、シャープ、ソニー、
トムソン マルティメディア
の９社は、青紫色レーザー
を用いた大容量光ディス
クビデオレコーダー規格
『Blu-ray Disc』を策定
～ CDやDVDと同じ直径
12cmの書き換え可能な
相変化型光ディスクに2
時間以上のデジタルハ
イビジョン映像を記録 　


５月 青紫色レーザーを用い
た大容量光ディスクビデ
オレコーダー規格 『Blu-
ray Disc』規格書の開示
を開始


11月 カーオーディオ「XR-
777MkII」、「XR-757」の
不良品無償修理


11月 ソニーセミコン九州、ＣＣ
Ｄを６割増産


11月 光通信部品参入、トラン
シーバー、サンプル出荷


12月 ＶＨＳビデオベータ、生産
終了


１月 ソニーケミカルとソニー
根上を統合、 両社の技
術を融合させ回路デバイ
ス事業を一層強化


２月 カラー動画の撮像とリア
ルタイム3次元計測を1チッ
プで可能にする高機能　
CMOSイメージセンサー
“Entertainment Vision 
Sensor”を開発


３月 高度な運動性能と豊か
なコミュニケーションを実
現した小型二足歩行エン
ターテインメントロボット
を開発


４月 IBM、ソニー、SCEI、東芝
　最先端半導体製造プロ
セス技術の共同開発で
合意


５月 エンターテインメントロボッ
ト用アーキテクチャー「Ｏ
ＰＥＮ-ＲTM」の ソフトウェ
ア仕様を公開、開発キッ
トをインターネット上で無
償提供


６月 植物原料プラスチックを
筐体に採用したウォーク
マンを商品化


６月 高精細・高コントラスト・
広い色再現が可能なディ
スプレイデバイス
「Grating Light Valve」を
開発


６月 ソニーとネット・タイムが
FeliCa技術を採用したIC
カード認証システムを商
品化


11月　米著作権管理技術ＶＢ
買収


12月　デジタルスチルカメラの
規格 “ DPS（仮称）”策定


12月 世界初の６５ナノメートル
世代ＤＲＡＭ混載システ
ムＬＳＩ技術開発


12月 日亜化学工業株式会社
と青紫色レーザーダイオー
ドの共同開発及び技術
協力関係の構築に合意


12月 松下電器とソニーがデジ
タル家電向けLinuxの共
同開発で合意


４月 ４月の商法改正を受
け、従来の各種株価
連動型インセンティブ・
プランを 新株予約権
の発行によるストック
オプション・プランに
統一


６月 岡田明重(株)三井住
友銀行取締役会長が
新任取締役


６月 グループ２０社と人事
情報一元化


10月 ガースナーＩＢＭ会長、
斉藤邦彦元駐米大使
が経営助言役に就任


10月 上海で取締役会開催


１月 ブロードバンド時代の新
たなコミュニケーションビ
ジネスに向け電通と協力


２月 株式交換によりソニーが
アイワを完全子会社とす
ることを決議（10/1株式
交換予定）
ソニーグループのエレク
トロニクス事業構造改革
を加速 －アイワ連結固
定費を1/3に圧縮後、完
全子会社化し、グループ
シナジーを追求―


３月 ソニーマーケティングとソ
ニースタイルが合併


４月 ﾈｯﾄﾜｰｸｻｰﾋﾞｽを通じて３
つのｺｱ事業ｾｸﾀｰ間のｼ
ﾅｼﾞｰ効果を生み出し、横
断的なﾋﾞｼﾞﾈｽを創出する
ために、ﾈｯﾄﾜｰｸｻｰﾋﾞｽ
関連事業を包括的に括
る事業セクターとして4月
1日付けでNACSを設立


５月 ｸﾞﾙｰﾌﾟ企業価値の創造
に向けてｺｱ事業ｾｸﾀｰの
戦略的連携を加速


　　・ ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙに事業を展開す
るｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ、ｹﾞｰﾑ、ｺﾝ
ﾃﾝﾂの３つをｺｱとなる事
業ｾｸﾀｰと位置付け､これ
らのｾｸﾀｰにおいて経営
資源を集中させることで、
各ｾｸﾀｰの競争力を強化
し、ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ価値および収
益性をさらに向上させる
経営方針を打ち出す


６月 社会・環境報告書2002
発行


10月 米パーム子会社に２５億
円出資


11月　台湾に半導体の開発セ
ンターを設立


11月 インタートラスト社の買収


12月　インドネシアより事業撤
退


市場環境


主活動


販売マーケティング 製造・物流 技術開発 人事労務・組織 全般管理


支援活動







03年


１月 アイワブランドを刷新
　　・ 「アイワ」のロゴ一新、世界規模で宣


伝展開
　　・ 高容量・高速書き込みを実現する新


世代メモリースティック「メモリースティッ
クPRO（プロ）」発売


　　・ １２８MBﾒﾓﾘを２枚搭載し、ﾒﾓﾘを切り
替えて使用できる「メモリースティック
（メモリーセレクト機能付き）」発売


２月 一つのパッケージで、CDとDVDの記
録再生に対応できる２波長レーザー
ダイオードを発売


３月 HDコンテンツ制作・送出用VTR
“HDCAM SR”フォーマット採用のスタ


ジオレコーダーとポータブルレコーダー
発売


６月 Ｌモード機能を搭載したエアボードを
発売


９月 キヤノン、シャープ、日本ビクターとの
４社により、家庭での高画質なデジタ
ルHD撮影を実現する「HDV(エイチ
ディーブイ)規格」を確定。10月初旬よ
り規格書の提供を開始


11月　非接触ICカードを利用したセキュアア
クセスサービス“CRYP<クリプ>”提供


開始


12月　大容量ハードディスク搭載DVDレコー
ダー「PSX」の販売開始


４月 業務用ストレージ向け光
ディスクドライブおよびメ
ディアを商品化


５月 CDとDVDの２種類のレー
ザー光を１チップで発す
る世界初の"モノリシック
型"高出力2波長レーザー
ダイオードを開発


　　・ 世界初の1チップGPS用
LSIを商品化


６月 有機ＥＬを量産、フルカ
ラー、月産３０万枚


８月 サムスン電子にメモリー
スティック・メディアの製
造販売ライセンスを行う
ことで合意


２月　CMOSｲﾒｰｼﾞｾﾝｻ“適応ゲ
イン・カラム増幅技術 ”を
開発


　　・　高精細・高コントラストの
画質を実現するディスプ
レイデバイス『SXRD』を
開発


３月　エンターテインメントロボッ
ト「SDR-4X II」を
ROBODEX2003に出展


　　・　高画質印刷を実現する
インク液の飛翔制御技
術「LD Shot」技術を開発


４月　世界最先端の６５ナノメー
トル・プロセス半導体投
資に今後３年間で総額
約２０００億円


　　・　９０ナノメートル・ＤＲＡＭ
混載プロセスを用い「プ
レイステーション ２」用Ｃ
ＰＵおよび描画プロセッ
サを１チップ化


　　・　青紫色レーザーを用い
た放送業務用光ディスク・
システムを発表


６月 サンディスクとソニー、メ
モリースティック製品に
関するクロスライセンス
契約を締結


８月　16倍速のDVD記録を可
能にする650nm帯220mW
高出力半導体レーザー
ダイオード『SLD1236VL』
を開発。


１月　取締役会議長大賀典
雄取締役退任


３月　インドネシア生産撤退
で、退職金交渉決裂


　　・　大学生の入りたい企
業、６年連続でソニー
１位


４月　大規模な機構改革
　　・　日産ゴーン氏がソ社


外取締役就任


６月　河野博文（前経済産
業省資源エネルギー
庁長官）が取締役就
任


　　・ 大賀名誉会長、退職
金１６億円、軽井沢町
にを寄付


　　・ ソニー・エリクソン500
人削減


１月 サプライチェーンマネジメ
ントを支える国際部品調
達、物流の新会社設立


　　・ ソニー電子(無錫)有限公
司 LCD生産棟の起工式


　　・ 「委員会等設置会社」選
択


　　・ シーアイエス株式会社の
完全子会社化について


２月 ケンウッド、パイオニア、
シャープと共同でｲﾝﾀｰﾈｯ
ﾄから音楽を直接配信す
るｻｰﾋﾞｽ会社、「エニー
ミュージック企画（株）」を
設立


４月 ソニー株、２日連続で
ストップ安（500円安）


→　「ソニーショック」


５月 出井伸之会長が日本経
団連副会長就任


６月 「QUALIA(クオリア)」“感
動価値”創造プロジェクト
開発商品新発売


　　・ 中国の放送機器ソフト、
会社ソニーが買収


７月 パソナなど35社と、中高
年転職支援の新会社設
立


８月　約23.9％出資している株
式会社クロスウェイブ コ
ミュニケーションズが会
社更生法に基づき更生
手続開始の申し立てを
行う。


10月　ソニーとNTTドコモ
FeliCa事業に関する合弁
会社の設立で基本合意。
2004年1月をめどに合弁
会社新会社）を設立予定。


11月　株式交換により株式会
社ソニー・コンピュータエ
ンタテインメントを完全子
会社とすることを決議。


３月　ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾃﾚﾋﾞ情
報化研究会を
設立


　　・　ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾝﾃﾝﾂ
の作成、編集、
再生に関する
標準規格
｢MPV」7社推
進


　　・　３Ｄ立体表示市
場の創造を目
指す『３Ｄコンソー
シアム』を設立


５月 三菱電機が
Blu-ray　Disc　
Foundersへ参
画」


６月 家電・コンピュー
ター・モバイル
17社で “DHWG”
を設立


7月 コンシューマエレ
クトロニクス
（CE）機器企業
8社が、“CE 


Linuxフォーラ
ム”を設立。


LinuxのCE機
器向け機能の
強化と普及促
進を目指す。


10月 中期経営方針「トランスフォーメーション60」
「最強のコンスーマーブランド確立」に向けて、
　 1)　事業の場の明確化と技術、リソースの集中
　　　　による成長戦略の実行


・エレクトロニクス事業の融合
・エンタテインメント事業の融合
・金融事業の融合


　 2)　事業収益構造の変革
・2006年までにエレクトロニクス部門の固定費


　　　 　3,300億円削減
を中核とし、2006年度に営業利益率10％（金融を除
く）を達成することを目指すとともに、2006年度以降
の新たな価値創造と更なる飛躍の基盤を構築する


市場環境


主活動
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04年


１月 現行のMD（ミニディスク）との再生互
換を確保し、著作権保護技術を採用
した「Hi-MD（ﾊｲｴﾑﾃﾞｨｰ）」規格を策定


　　・　単一電源で動作する携帯電話向け
“システムオングラス”液晶ディスプレ


イを商品化


２月　アイワブランドの新機軸となる商品群
「USBオーディオ」シリーズを2004年2
月以降全世界で順次発売、積極的な
販促活動を展開していく


３月　ノキア、フィリップス、ソニーがNFCフォー
ラムを設立。タッチ動作で電子機器間
の接続を可能にするNFC技術の普及
を促進


４月　電子出版規格“ＢＢｅＢ規格”のライセ


ンス活動を開始
　　・　日亜化学工業株式会社とソニーは、


青紫色レーザーダイオードに関して、
光ディスク記録再生用途における特
許クロスライセンス契約を締結した


５月　VAIOビジネス第２章へ。映像や音楽
を楽しめるＰＣを目指す


　　・　FMチューナー内蔵小型テレビチュー
ナーモジュール「BTF-ZK48X」を発売。


　　・　「ソニーエナジー・デバイス株式会社」
を設立し、需要が拡大しているリチウ
ムイオンバッテリービジネスを強化。


７月 ウォークマン発売20周年
Hi-MD規格に準拠したウォークマンと
ハードディスク内蔵のネットワーク
ウォークマンを発売


８月　容量ブルーレイディスクROM（BD-
ROM）原盤製造装置「PTR－3000」の
受注開始


12月 新携帯型ゲーム「プレイステーション・
ポータブル（ＰＳＰ）」発売


２月　「CELL」量産に向け、
65nm半導体の量産体
制構築に向け、第２期
投資約1,200億円を実
施


４月　 豊田自動織機の合弁
企業であるエスティ・エ
ルシーディ株式会社と、
低温ポリシリコンTFT液
晶ディスプレイ需要に
対応するため、約100
億円の投資を実施し生
産設備を増強、2005年
４月から月産能力
40,000枚体制
（600×720mm基板ベー
ス）にする


５月　実売に即応する商品供
給体制を目指して、デ
マンドチェーンマネジメ
ントを導入。販売、製造、
物流のオペレーション
を統合する新情報シス
テム「ＣＬＯＶＥＲ」稼動


９月　フルカラー有機ELディ
スプレイパネルの量産
を開始。2004年9月より
パーソナルエンタテイン
メントオーガナイザー
“クリエ”「PEG-VZ90」


に搭載
　　・　ボタン形酸化銀電池で


の水銀使用を無くした
無水銀化を実現、世界
で初めて（2004年９月
29日現在）商品化。05
年１月から順次導入


11月　日亜化学工業株式会
社とソニーは、DVD再
生用赤色レーザと青紫
色レーザに対応した2
波長レーザカプラを共
同開発


２月　東芝と45ナノメートル・
ステムＬＳＩのﾌﾟﾛｾｽ技
術を共同開発すること
で合意


　　・　植物原料プラスチック
を三菱樹脂（株）と共同
で開発。2004年秋に発
売するDVDﾌﾟﾚｰﾔｰの
筐体に採用予定


　　・　電極から有機半導体層
への電気伝導メカニズ
ムを解明し、有機トラン
ジスタの電子移動度を
向上させる技術を開発


３月 広東省広州市に設計・
生産オペレーション子
会社「ソニー電子華南
有限公司」を新設


４月　凸版印刷と25GBペー
パーディスクの開発に
成功


　　・　サムスン電子とアモル
ファスTFT液晶ディスプ
レイパネル製造を行う
合弁会社「S-LCD株式
会社」を設立予定


５月　ブルーレイディスク・
DVD・CDに対応する 3
波長記録再生用光学ﾍｯ
ﾄﾞ開発


　　・　フルHDTVの4倍の高
精細の液晶ディスプレ
イパネル「４K SXRD」を
開発


８月　独自の映像信号処理
技術“DRC(デジタル・リ
アリティ・クリエーション)”
を、ハイビジョン対応へ
と進化させた“DRC-
MFv2”(デジタル・リアリ


ティ・クリエーション：マ
ルチ・ファンクション　ブ
イツー)を開発


９月　植物原料プラスチックを
用いた非接触ICカード
を開発


11月 IBM､東芝と次世代ﾌﾟﾛ
ｾｯｻ「Cell」の概要発表


12月 韓国サムスン電子と特
許クロスライセンス契
約を締結


２月　プロフェッショナルソ
リューションズネット
ワークカンパニー
（PSNC）を新設


７月　グローバルマーケティ
ング本部新設


　　・　グループの半導体製
造事業を統合


11月 ｿﾆｰｸﾞﾙｰﾌﾟのｺﾝﾃﾝﾂ･
ｻｰﾋﾞｽ､ｸﾗｲｱﾝﾄｿﾌﾄｳｪ
ｱ､ﾊｰﾄﾞｳｪｱを束ねる
「コネクトカンパニー」
発足(音楽･映像配信)


２月　エニーミュージック企画
（設立：2003年２月１日）
は、オーディオ機器メー
カー８社の共同出資に
より、エニーミュージッ
ク株式会社として事業
会社化した


４月　日本初、生命保険・損
害保険・銀行を傘下と
する中間金融持株会
社「ソニーフィナンシャ
ルホールディングス株
式会社」を設立


５月　ソニー福島（株）とソニー
栃木（株）を統合し、新
たに「ソニーエナジー・
デバイス株式会社」を
設立


８月 ﾍﾞﾙﾃﾙｽﾏﾝ社と合弁会
社「ソニーBMG」（音楽
制作事業）を設立


９月 米映画会社メトロ・ゴー
ルドウィン・メイヤー（Ｍ
ＧＭ）を買収を発表
（05.5月）


　・ HD24P シネアルタ カム
コーダー 「Panavised　
F900」2004年エミー賞
を受賞


　・ 米Microsoftと提携
している時計メーカー
のフィンランド
Suuntoと米Fossilが
「Smart Perso-nal
Object Technology」
と呼ばれるIT腕時
計技術に基づいた
新製品を発表


　・ デジタル一眼レフ機
の普及に成功した
キャノンが2004年デ
ジタルカメラの世界
生産台数でトップに
立つ


　・ 完全沈胴の手ブレ
補正機で先駆けた
松下電器のデジカメ
が１機種で販売台
数国内トップ級に


　・ 企業設備投資と輸
出により国内景気
が回復基調


4月 消費税総額表示


5月 ソフトバンクが日本
テレコムを買収


8月 グーグルが
NASDAQに
株式公開


市場環境


主活動


販売マーケティング 製造・物流 技術開発 人事労務・組織 全般管理


支援活動







05年


２月 携帯情報端末事業から撤退
（７月末で「CLIE」の生産中止）


３月 アメリカでＰＳＰ発売開始
（５月にアジア／９月に欧州）


４月 FIFA(国際サッカー連盟)とパート
ナーシッププログラムの契約を
締結


７月 ソニー・エリクソンが欧州で「ウォー
クマン」ブランドの携帯電話発売


　・ 世界最小ｻｲｽﾞのﾃﾞｼﾞﾀﾙＨＤビデ
オカメラレコーダー“ハイビジョン
ハンディカム”「HDR-HC1」発売


９月 高画質・薄型テレビの新ブランド
　“BRAVIA（ブラビア）”を発表


　・ 地上アナログ/地上デジタル/BS
デジタル/CSデジタルの４チュー
ナーを集約したチューナーモジュー
ル商品化


10月 シスコシステムズと法人向けイン
ターネットVPNｻｰﾋﾞｽ「マネージド
VPN“ダイナミックリンク”」開始


11月 「光学式手ブレ補正」と「高感度」
対応サイバーショット「DSC-T9」、
有効810万画素CCD搭載の高画
質ｻｲﾊﾞｰｼｮｯﾄ「DSC-N1」発売


　・ 世界初ＭＤスロット搭載ハードディ
スクコンポ「ネットジューク」発売


　・ ビデオ会議システム「PCSシリー
ズ」新機種、オールインワン型エ
ントリーモデルを発売


　・ 高音質録音向け、携帯型「リニア
PCMレコーダー」発売


　・ 放送関連機器の展示会「2005国
際放送機器展（Inter BEE 2005）」
で『映画から報道まで、HDはソ
ニー。』出展


　・ 非接触ICカード技術 FeliCaのIC
チップ累計出荷1億個を達成


　・ ソニーグループ共通のポイントプ
ログラム“ソニーポイント”開始


12月 『スゴ録』に“x-おまかせ・まる録”
搭載「RDR-HX65」（200GB）発売


　・ ビジネスユースのデジタルフォト
プリンター「UP-CR10L」発売


　・ 家庭用ゲーム機「プレイステーショ
ン２（ＰＳ２）」の世界での出荷台
数が１億台を突破、ＰＳより約３
年８ヶ月早い記録となる


１月 モバイル向け低温ポ
リシリコンTFT液晶ディ
スプレイパネルの第2
製造拠点として
IDTech（台湾・奇美電
子の子会社）野洲事
業所を買収


４月 Ｓ-LCDから最先端第
7世代アモルファス
TFT液晶パネルモ
ジュールの出荷開始


９月 「製造拠点集約プラン」
を発表


11月 サムスン電子との折
半出資による合弁会
社S-LCDが、液晶パ
ネル生産能力25％拡
大のため100億円規
模の設備投資を実施


　・ ＮＥＣと光ﾃﾞｨｽｸﾄﾞﾗｲﾌﾞ
事業の合弁会社設立
を目指し覚書締結


１月 松下電器、三菱電機と
高速電力線通信
（PLC）を基盤とし
たホームネットワー
クの普及を目指し、相
互接続可能な仕様を
確立するためのアラ
イアンス設立で合意


２月 IBM､東芝と共同開発す
る次世代プロセッサ
「Cell」の技術仕様公開


　　・ ＪＲ東日本､NTTﾄﾞｺﾓと
「Suica」を「おサイフケー
タイ」に搭載した「モバ
イルSuica」導入を発表
（06年１月～）


３月 「Hi-MD」規格を拡張し、
MP3形式の音楽データ
に対応。さらに、デジタ
ル静止画像に対応する
ことを定めた「Hi-MD 
PHOTO」規格を新たに
追加し、用途拡大を進
める


４月 高速電力線通信を基
盤としたﾎｰﾑﾈｯﾄﾜｰｸの
普及を目指しｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｱ
ﾗｲｱﾝｽ発足（有力CE機
器メーカー８社が参画）


７月 コニカミノルタフォトイメ
ージング（株）とレンズ
交換式ﾃﾞｼﾞﾀﾙ一眼ﾚﾌｶ
ﾒﾗの共同開発で合意


　　・ 次世代ＤＶＤで20世紀
FOXがﾌﾞﾙｰﾚｲ採用


８月 上海に中国向けのﾃﾞｻﾞ
ｲﾝｾﾝﾀｰ「クリエイティブ
センター」設立（日米英
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙに次ぐ世界5
カ所目の製品のﾃﾞｻﾞｲﾝ
拠点）


９月 携帯電話向け用途の、
より小型化したIC記録
メディア｢メモリースティッ
ク　マイクロ｣を開発


　・ 世界最小0.61型　フル
HDディスプレイデバイ
ス「SXRD」実用化


10月 Ｃｅｌｌデベロップメントセ
ンターをＣＥＯ直轄組織
として新設


　・ ディスプレイデバイス開
発本部を発足


11月 家電４社で、電子タグ
利活用を推進する「家
電電子タグコンソーシ
アム」を設立


　・ 出光と有機ＥＬディスプ
レイ用材料を共同開発
することで合意


　・ ＩＢＭ、東芝とソニーが
Cellブロードバンド・エ
ンジン・マイクロプロセッ
サ向けにLinux機能拡
張を含む主要ソフトウェ
ア開発ツールを公開


３月 グループの新経営体
制を発表（９月～）
出井CEO退陣→
ﾊﾜｰﾄﾞ･ｽﾄﾘﾝｶﾞｰ


４月 エレクトロニクスCEO
を新設することに伴
い、従来のCOO制を
廃止。エレクトロニク
スCEOには中鉢良治
氏が就任


10月 中鉢良治氏が代表執
行役 社長 兼エレクト
ロニクスCEOに就任


　・ ネットワークカンパニー
制を改組し事業本部
を中心とした組織に
再編（テレビ事業本
部、ビデオ事業本部、
デジタルイメージング
事業本部、オーディ
オ事業本部、VAIO事
業部門、B＆P事業本
部、コアコンポーネン
ト事業グループ、半
導体事業グループ）


１月 連結業績見通しを下方
修正


４月 米映画会社メトロ・ゴー
ルドウィン・メイヤー（Ｍ
ＧＭ）を買収


　・ 「ソニー・ミュージックネッ
トワーク（株）」設立
（「着うた」の配信など）


７月 第１四半期（４－６月）
の決算発表が赤字とな
り、通期の業績見通し
を大幅に下方修正
→株が急落、年初来安
値を更新


８月 ソニー銀行、ＡＴＭ分野
でＵＦＪと提携


12月 ソニーコミュニケーショ
ンネットワーク（株）を対
象とする子会社連動株
式を終了。同社が東京
証券取引所マザーズに
上場


1月 サムソン・エレクトロニクス
社が振って操作する携帯を
開発中と発表


2月 ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝが振って操作す
る携帯発売


　・ 2006FIFAﾜｰﾙﾄﾞｶｯﾌﾟのｱｼﾞ
ｱ地区最終予選


　・ 05年度上半期、国内ﾃﾞｼﾞｶ
ﾒ事業ではﾆｺﾝとｶｼｵが好
調、ｺﾆｶﾐﾉﾙﾀとﾍﾟﾝﾀｯｸｽが
苦戦。ｺﾆｶﾐﾉﾙﾀはﾃﾞｼﾞﾀﾙｶ
ﾒﾗを含む「フォト・イメージ
ング事業」縮小


　・ NECとNECｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽがﾏﾙ
ﾁｺｱ型ｱｰｷﾃｸﾁｬ採用の携
帯電話向けｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ・ﾌﾟ
ﾛｾｯｻを業界に先駆け開発


３月 ヤマダ電機が
年商１兆円突破


４月 04年度決算発表で情報家
電企業が明暗分かれる


5月 日立が人の動きや脈拍を
無線でモニターする腕時計
型端末を開発


　　
　・ キヤノンがｶﾒﾗ事業の売上


高を前年同期比15.3％増、
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ一眼ﾚﾌ機の世界ｼｪ
ｱの過半を押さえる


　・ 日本ﾒｰｶｰの独壇場であっ
たﾃﾞｼﾞｶﾒ市場で海外勢の
参入による競争が激化


9月 ｼﾁｽﾞﾝ、ｾｲｺｰなど国内時
計大手が携帯ﾒｰﾙを閲覧
できる腕時計の商品化に
着手


10月 ｺｰｾｰとｾｲｺｰがﾈｲﾙｱｰﾄと
時計を共同販促


　・ ﾍﾟﾝﾀｯｸｽｻﾑｽﾝﾃｯｸｳｨﾝとデ
ジタル一眼レフの共同開発
に合意


10月－11月　
ﾔﾏﾀﾞ電機とｱﾏｿﾞﾝｼﾞｬﾊﾟﾝが
集計したﾃﾞｼﾞｶﾒジカメ売上
ﾗﾝｷﾝｸﾞでﾃﾞｼﾞﾀﾙ一眼レフ
機がいずれも不調


　　
11月 Ｊ．Ｄ．ﾊﾟﾜｰｱｼﾞｱ･ﾊﾟｼﾌｨｯｸ


がまとめた05年国内携帯
電話端末顧客満足度で「カ
メラ機能」や「ディスプレイ」
など５項目で最も高い評価
になったカシオがﾒｰｶｰ11
社による総合満足度ランキ
ングで首位


12月 ソニーが中国でのデジカメ
の販売自粛


　・ ｼｬｰﾌﾟ開発の電卓が米国
電気電子学会で「マイルス
トーン」に認定


　・ 2005年の国内電子産業の
生産額が３年ぶりに前年割
れ（電子情報技術産業協
会によれば前年比４％減）。
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ民生機器の単価下
落が一要因


　・ 05年11月の世界半導体売
上高が9・10月に続き過去
最高を更新中


　・ 東芝が１分間で電池容量
80％まで充電可能な電池
を開発


　・ ｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙとYOZENが携帯
電話産業に新規参入し、海
外の安い端末や基地局の
導入を図る


　・ 松下電器の05年10-12月
期売上、ﾌﾟﾗｽﾞﾏﾃﾚﾋﾞ・ﾃﾞｼﾞｶ
ﾒの好調により過去最高


　・ 05年ルイ・ヴィトンが時計・
宝飾部門で日本国内の市
場占有率拡大


９月 中期経営方針（2005-2007年度）
　３つのコア事業（ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ、ゲーム、エンターテイメント）
　の競争力向上と経営体質強化
　－エレクトロニクス事業の復活が最優先課題


　目標：
　　・ 連結営業利益率５％（ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ４％）
　　・ 連結売上高８兆円以上


　１．機構改革　－ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ事業組織の再編
　　　　　・ ネットカンパニー制を廃止し、


特定製品分野へ直結した事業部組織へ改組
　　　　　・ Ｒ＆Ｄの優先順位明確化、研究体制の再編
　
　２．収益構造の改革　－構造改革によるコスト削減


～07年度末までに2,000億円のコスト削減を実施
　　　　　・ 15の特定ﾋﾞｼﾞﾈｽｶﾃｺﾞﾘｰを抽出し、収束・縮小


　　　　　・ 製品モデル数を05年度比で２割削減
　　　　　・ 製造拠点数を65から54へ削減


＜成長戦略＞
　エレクトロニクス事業のリソースを、
　ＨＤ関連、モバイル、及びこれら商品の差異化に繋がる
　先端半導体・デバイスの開発や商品化に集中する


市場環境


主活動


販売マーケティング 製造・物流 技術開発 人事労務・組織 全般管理


支援活動







06年


１月 クリアビッドCMOSセンサー搭載のデジ
タルビデオカメラ２機種


　・ 大容量30GB ハードディスク『ハンディカ
ム』「DCR-SR100」発売


・ xvYCC規格対応、世界最大級の82イ
ンチ液晶テレビを米国2006インターナ
ショナル・コンシューマー・エレクトロニ
クス・ショーで参考展示


２月 HDD搭載VHSビデオ一体型
DVDレコーダー『スゴ録』２機種発売


　・ 「ロケーションフリー」が経済産業省「ネッ
トKADEN大賞」受賞


３月 液晶テレビ『ブラビア』ラインアップ拡充、
ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄﾊｲﾋﾞｼﾞｮﾝS2000、３機種


　・ 有効600万画素CCD搭載、高感度ｴﾝﾄﾘｰ
ﾓﾃﾞﾙ『ｻｲﾊﾞｰｼｮｯﾄ』「DSC-W30」


　・ ハードディスクコンポ 『ネットジューク』
「NAS-D5HD」発売


４月 レンズ交換式デジタル一眼レフカメラ関
連製品の新ブランド『α』立上げ


　・ 3.0型液晶モニタ採用『サイバーショット』
「DSC-T30」発売


　・ 国際放送機器展「NAB 2006」に出展


５月 文庫本ｻｲｽ、モバイル VAIO「type U」
　・ 米国にて再生専用ブルーレイディスク


（BD-ROM）の生産を開始


６月 世界初ブルーレイディスクドライブ搭載
ノートPC「VAIO type A」など発売


　・ 薄型軽量なモバイルモデルなど、デー
タプロジェクター６機種を発売


７月 デジ一眼第１弾、有効1020万画素CCD
搭載、高画質デジタル一眼レフカメラ
『α100』発売（６月には先行展示や全
国７都市でのイベントも開催）


　・ 文庫本サイズ「VAIO type U」
フラッシュメモリー搭載モデル発売


８月 デジタルハイビジョンチューナー内蔵
『スゴ録』「RDZ-D60V」発売


　・ 有効720万画素CCD搭載『サイバーショッ
ト』「DSC-T10」発売


９月 フルHDパネル「SXRD」搭載プロジェク
ションテレビ『ブラビア』A2500シリーズ２
機種（50V、60V）


　・ HDﾃﾞｼﾞﾀﾙﾋﾞﾃﾞｵｶﾒﾗ規格「AVCHD」を採
用『ハンディカム』を全世界で発売


　・ 防滴仕様ウォークマン Sシリーズ


10月『ブラビア』V2500及びS2500ｼﾘｰｽﾞ（32V､
40V、46V）、ﾌﾗｯｸﾞｼｯﾌﾟﾓﾃﾞﾙX2500ｼﾘｰ
ｽﾞ（40V、46V、52V）。40V型以上の大
画面構成比率を全世界で50％に拡大


　・ ブルーレイディスクドライブ搭載 VAIO
新シリーズ「type R master」発売


　・ フルHDパネル「SXRD」搭載ビデオプロ
ジェクター「VPL-VW50」


　・ 大容量80GBハードディスク内蔵「HDD
フォトストレージ」


　・ 『ロケーションフリー』２機種
　・ HDDコンポ『ネットジューク』３機種
　・ 『CEATEC JAPAN 2006』に「Sony Hi-


Vision Quality」出展


11月 デジタル放送の2番組同時録画機能を
搭載、『スゴ録』３機種


　・ デジタルHDハンディカム「HDR-FX7」
　・ 次世代コンピュータエンターテイメントシ


ステム「プレイステーション３（ＰＳ３）」を
日本・北米で発売。欧州での発売は07
年３月に変更。日本では、内蔵
HDD20GB版 の販売価格49980円、出
荷台数８万台が即時完売


　・ 「2006国際放送機器展（Inter BEE 
2006）」でHD機器のﾗｲﾝｱｯﾌﾟ一挙公開


　・ “XDCAM”HDをはじめとしたHD報道制


作トータルシステムの採用が決定


12月 世界最軽量約898グラム、軽量かつ剛
性の高いビジネス用途向け12.1型
VAIO「type G」発売


　・ ブルーレイディスクﾚｺｰﾀﾞｰ２機種発売


２月 ＮＥＣと光ディスクドライ
ブ事業合弁会社設立
の本契約締結


４月 S-LCDは約280億円を
投資し第７世代液晶ﾃﾞｨ
ｽﾌﾟﾚｲﾊﾟﾈﾙの生産能力
を月産９万枚に拡大


　・ サムスン電子と合弁会
社S-LCDにおける第８
世代液晶ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲﾊﾟﾈ
ﾙ製造に関し基本合意


５月 ソニーケミカルとソニー
宮城を統合し「ソニーケ
ミカル＆インフォメーショ
ンデバイス（株）」設立
を発表、テレビ用液晶
ﾊﾟﾈﾙﾓｼﾞｭｰﾙ向け化成
ﾃﾞﾊﾞｲｽ事業などを強化


７月 サムスン電子と、S-
LCDにおける第８世代
液晶パネル生産ライン
敷設に向け、本契約を
締結


　・ 松下と、HDデジタルビ
デオカメラ規格
「AVCHD」の仕様拡張
およびライセンス開始


　・ ブルーレイディスク（BD）
制作の総合サービスを
提供、映像制作からディ
スク量産まで本格稼動・
受注開始


９月 新たな液晶テレビの欧
州生産工場をスロバキ
ア・ニトラに設立


11月 NXPセミコンダクターズ
（旧フィリップス・セミコ
ンダクターズ）と非接触
IC事業に関する合弁会
社を2007年上半期を目
処の設立で基本合意


　・ S-LDCが2007年秋の
量産稼動に向け、第８
世代液晶パネル工場
の上棟式を開催


１月 コニカミノルタよりレンズ
交換式デジタル一眼レフ
カメラ関連の資産を一部
譲受け


　・ ＩＢＭ、東芝との半導体技
術連携の拡張について
発表


２月 家電４社でデジタルテレ
ビ向けブロードバンドポー
タルサービスの実現に向
けた共同検討を開始


３月 シリアルＩＦ回路・色調調
整機能を内蔵デジタルス
チルカメラ向け液晶パネ
ルを商品化


　・ 「ロケーションフリー」を
ACCESSにライセンス提
供開始


　・ 独立系の研究所２社（ソ
ニー木原研究所、ソニー
中村研究所）をソニー内
へ移管する方針を決定


５月 パソコン用 地上デジタル
テレビ放送対応の小型
ﾁｭｰﾅｰﾓｼﾞｭｰﾙを商品化


　・ 松下と、8cmDVDディスク
を用いたHD（ハイディフィ
ニション）デジタルビデオ
カメラ規格「AVCHD」の
基本仕様を策定


６月 インテリジェンス・ダイナ
ミクス研究所（ﾛﾎﾞｯﾄ技術）
を再編、情報技術研究
所に移管


　・ 家電６社でデジタルテレ
ビ向けポータルサービス
事業会社の共同設立に
基本合意


９月 設計技術センターと生産
戦略部門の一部を統合
し、モノ造り技術センター
を新設


10月 研究開発体制の見直し


11月 デジタルAV機器には必
須のインターフェースと
位置づけられる、HDMI
Ver.1.3aの機器認証試験
を開始（業界初）。ＰＳ３
にも搭載


２月 定年退任した役員に
よる顧問制度を廃止


10月 「ｺﾝｽｰﾏｰﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂｸﾞﾙｰ
ﾌﾟとｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀ&ｺﾝﾎﾟｰ


ﾈﾝﾄｸﾞﾙｰﾌﾟ発足」
ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ事業の商
品開発力強化に向け、
役員担当区分を再編。
ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽの中鉢
CEOの氏のもと、ｺﾝｽｰ
ﾏｰﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ全般は副
社長の井原勝美氏、
半導体・ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ領
域は同・中川裕氏が
担当する


２月 ソニープラザなどリテー
ル事業群の事業独立
を発表


６月 ソニープラザなどリテー
ル事業群６社を傘下に
置く持株会社として、
（株）スタイリングライフ・
ホールディングスが正
式発足


７月 ＷＷＦ（世界自然保護
基金)とクライメート・セ
イバーズ・プログラムに
合意、「2010年までに
温室効果ガス7％削減」
に向け本格始動


1月 コニカミノルタが
カメラ事業からの
撤退を発表


2月 東芝がブラウン
管テレビ国内販
売終了へ


4月 PSEマーク制度
開始（01年以前
に製造された電
気製品などの販
売を禁止する電
気用品安全法）


5月 ｴﾃﾞｨｵﾝが石丸電
気と資本提携へ


　・ 松下とソニーが
HDﾃﾞｼﾞﾀﾙﾋﾞﾃﾞｵｶ
ﾒﾗ規格「AVCHD」
の基本仕様策定


6月 W杯需要により
薄型テレビの販
売台数６割増


　・ 松下がデジタル
一眼に参入


7月 東芝がＨＤ－ＤＶ
Ｄ規格での次世
代ＤＶＤを国内で
先行発売


　・ ソニーがデジタル
一眼レフカメラに
新規参入


　・ 05年DVDﾚｺｰﾀﾞｰ
初の出荷減少


9月 松下がブルーレ
イ・ディスク陣営
初の録再機投入
を発表


　・ ソニーが新型家
庭用ゲーム機「Ｐ
Ｓ３」を発売前に
大幅値下げ
（4万9980円）


　・ シャープ亀山第
二工場新アクオ
ス発表


　・ 日立が550億円
の赤字


10月 グーグルがユー
チューブ買収で
合意


11月 ベスト電器、さくら
やを子会社化へ


12月 デンコードー、
ケーズデンキの
子会社へ


　・ 任天堂が新型家
庭用ゲーム機
「Wii」発売


　・ シャープ、業界初
のフルHDの32V
液晶を発売


　・ ペンタックスと
HOYA、合併に合
意（07年10月に
新会社）


市場環境


主活動


販売マーケティング 製造・物流 技術開発 人事労務・組織 全般管理


支援活動







07年


１月 ノイズキャンセリングヘッドホンの最上
位モデル『MDR-NC60』


　・ 最大610万画素デジタルハイビジョン“ハ
ンディカム” 3機種、SDﾓﾃﾞﾙ向上5機種


　・ VAIO新ｼﾘｰｽﾞ「type C」「type N」を含め
た春モデル65種


　・ VAIO新カテゴリー「Extension Line by 
VAIO」企画、TV接続型PC「TP1」・ワイ
ヤレスデジタルオーディオ「WA1」など


　・　　「2007 International CES」に出展


２月 ｵｰﾃﾞｨｵｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ新ｼﾘｰｽﾞ『System 501』
・　　ポータブル・カンタンナビ　“nav-u”


　・ デジタルフォトプリンター“ピクチャー
ステーション” 『DPP-FP90』『DPP-FP70』


　・　　サイバーショット『DSC-T100』『DSC-T20』
『DSC-W80』『DSC-H7』『DSC-W80』


３月 2.0型カラー液晶搭載 ビデオ再生対応
“ウォークマン　A3シリーズ”


　・ 約2GB内蔵メモリー搭載 “ｻｲﾊﾞｰｼｮｯﾄ”
『DSC-G1』


　・ 「ワンセグ」「FMステレオ」「AMラジオ」を
1台で視聴可能なワンセグTV･ラジオ
『XDV-100』


　・　　テレビスタンド型のシアタースタンドシス
テム『RHT-G800』


　・　　高画質性能を高めた〈ブラビア〉J5000シ
リーズ、J3000シリーズ


４月 高精細液晶パネルを搭載、最長約6時
間連続再生ができるポータブルDVDプ
レーヤー『DVP-FX850』


　・　　ソニー独自の高音質技術「クリアオーディ
オテクノロジー」を搭載した“ウォークマ
ンEシリーズ”3機種


　・　　“HDCAM”シリーズの上位機種“HDCAM”
カムコーダー『HDW-790』


　・　　ハードディスクオーディオレコーダー
｢NAC-HD1｣


　・　　ブルーレイディスクプロモーションの一
環として “『007 カジノ・ロワイヤル』BDソ
フトプレゼントキャンペーン”を実施


　・　　国際放送機器展 “NAB2007”に出展


５月 国内初・DCI仕様準拠の “4K”ﾃﾞｼﾞﾀﾙｼﾈ
ﾏ上映ｼｽﾃﾑ『“CineAlta 4K”デジタルシ


ネマ上映用 トータルシステムパッケージ』
　・　　「ブラビアエンジン」搭載のビデオプロジェ


クター「VPL-AW15」
　・　　世界初有効1,210万画素1/1.7型CCD搭


載、ハイビジョン静止画出力対応、新
“サイバーショット” 『DSC-W200』


　・　　約22.5mmの薄型ボディ“VAIO” 『type T』


　・　　銀座ソニービルショールームで「VAIO 
10周年記念イベント」実施


　・　　携帯電話向け、小型化したIC記録メディ
ア「メモリースティック マイクロ」(M2）


　・　　“ﾊﾝﾃﾞｨｶﾑ”がベネッセ“たまひよ”とパパ


＆ママの育児を応援する『ハンディカム
×たまひよ　幸せ倍増ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ』展開


　・　　業界初100GBのHDDを内蔵、AVCHD 
HDDデジタルハイビジョン“ハンディカ
ム”2機種


　・　　世界最小・最軽量※2デジタルハイビジョ
ン“ハンディカム” 『HDR-CX7』


６月 “VAIO” 4シリーズ 計21モデル 発売
“FZシリーズ”を追加


　・ 世界初ブルーレイディスクドライブ搭載
ノートPC「VAIO type A」など発売


　・ 薄型軽量なモバイルモデルなど、データ
プロジェクター６機種を発売


1月 「xvYCC」に準拠した製
品に新名称「x.v.Color」
を提唱、普及を促進


２月 FOMA回線やブロードバ
ンド回線を利用した高品
質映像のリアルタイム伝
送システム
“LocationPorter”サービ


ス開始


３月 最先端暗号設計理論に
基づく新共通鍵ブロック
暗号アルゴリズム
「CLEFIA」を開発


４月 プロジェクター向けハイ
フレームレート対応0.61
型 フルHDディスプレイデ
バイス 『SXRD』開発


　・　　サンディスクと業務用ビ
デオカメラ向けの高速デー
タ転送が可能な大容量メ
モリーカードの技術仕様
の策定に基本合意


　・　　個人が参加して感動共
有を活性化する映像ネッ
トメディア “eyeVio” 開始


５月 プラスチックフィルム上に
有機薄膜トランジスタ
Film Transistor＝有機
TFT）と有機EL素子を集
積化する技術を開発、世
界で初めて有機TFTによ
るフルカラー有機ELディ
スプレイの駆動に成功


3月 コアコンポーネント事
業グループを廃し、グ
ループ内の本部、部
門、センター組織を執
行役副社長中川裕の
直轄へ


４月　ソニー・コンピュータエ
ンタテインメント（SCE）
の代表取締役会長兼
グループＣＥＯ 久夛
良木健氏が任期満了
を持って取締役を退
任し名誉会長へ、ＳＣ
ＥＩ代表取締役社長兼
グループＣＯＯ 平井
一夫氏が代表取締役
社長兼グループＣＥＯ
に就任


　・　　B to B領域の事業強
化を目的とする「B2B
ソリューション事業本
部」の設置、放送・業
務用機器事業、企業
向けサービス・ソリュー
ション事業、FeliCa事
業を統合


５月 東京労働局長より
“子育てサポート認定
事業主マーク” を取


得


７月 デジタルイメージング
事業本部に周辺機器
ビジネス部門を新設


1月 保有していたマネックス・
ビーンズ・ホールディン
グス株式を一部売却、
保有率は約5％へ


　・　　米イーストマン・コダッ
ク社と特許のクロスライ
センス契約締結、同時
に係争中の特許訴訟
の和解で合意


　・　　ソニーブロードバンドソ
リューションの全株式
取得


２月 宮崎県での“フェリカポ
ケット”を利用した観光


活性化・地域経済振興
プロジェクトを実施


４月 経済産業省特許庁より
産業財産権制度活用
優良企業等表彰 <<経
済産業大臣表彰（商標
活用優良企業）>>を受
賞


５月 年間1000万kWh以上の
地熱発電委託契約を
締結、国内最大規模の
グリーン電力証書契約
企業に


　・　 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ一眼ﾚﾌｶﾒﾗ
“α100”がｶﾒﾗｸﾞﾗﾝﾌﾟﾘ


2007「カメラ記者クラブ
特別賞」を受賞


1月 「ビスタ」対応ＰＣ
を一斉発表。国
内18社一斉発表


2月 エディオンが100
満ボルトのサン
キュー株40％を
取得へ


　・ エディオンがビッ
クカメラと提携。
業界首位へ


4月 エディオンとビッ
クカメラが経営統
合を撤回


　・ TDKが米イメーショ
ンに記録メディア
譲渡


　・ 松下電器が初の
売り上げ９兆円を
達成


5月 ヤマダ電機が
マツヤデンキとサ
トームセンの持ち
株会社を買収


　・ ラオックスが不採
算の15店舗閉鎖
へ


　・ SED発売再延期


6月 松下が37型液晶
テレビを投入


　・ ビクターとケンウッ
ドが統合へ合意


7月 ヤマダ電機が
池袋に出店


8月 シャープが大阪・
堺市に新工場、
亀山工場に続き
液晶テレビを一
貫生産


　・ ヤマダ電機がベ
スト電器株５％超
を取得


　
9月 三洋が携帯電話


事業から撤退
　・ ビックカメラ、ベス


ト電器と資本・業
務提携へ


市場環境


主活動


販売マーケティング 製造・物流 技術開発 人事労務・組織 全般管理
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　当社マーケティング戦略ケースも併せてご参照ください


● 「任天堂」×「ソニー（ＳＣＥ）」　「性能よりソフト」読み誤ったＰＳ３ （2007年）


● 「ソニー」×「東芝」　優勢ブルーレイに価格で挑むＨＤ （2007年）


● ＳＯＮＹが復活する日－みえない資産の融合なるか （2005年）


● ソニー新体制の目指すもの～コンテンツとハードの融合で生き残りをかけるソニー （2005年）


● 「テレビのソニー」復権の試金石、「QUALIA 005」 （2004年）


● ソニー「ＱＵＡＬＩＡ」－高性能デジタルＡＶの高価格戦略の成否 （2004年）


● 情報・サービスによる収益多重化めざすソニー （2003年）


● ソニー銀行異業種の銀行業参入はどのようなインパクトをもたらすのか（2003年）


● ブランド価値No.1企業ソニー　－ブロードバンド時代にソニーは生き残れるか（2002年）


●ソニースタイルドットコム・ｼﾞｬﾊﾟﾝ　需要創造型eﾘﾃｲﾙ戦略による流通主導権の再確立（2000年）


● 「バイオノート５０５」の成功と要因（1999年）


● ソニー生命保険　－快調ソニー生命－強みは顧客問題解決力（1999年）


ＨＯＭＥ



http://www.jmrlsi.co.jp/

http://www.jmrlsi.co.jp/member/case/2007/economist18_game.html

http://www.jmrlsi.co.jp/member/case/2007/economist17_dvd.html

http://www.jmrlsi.co.jp/member/case/2005/sony_4.html

http://www.jmrlsi.co.jp/member/caseshort/2005/s09.html

http://www.jmrlsi.co.jp/member/caseshort/2004/s12_sony.html

http://www.jmrlsi.co.jp/member/caseshort/2004/s04_sony.html

http://www.jmrlsi.co.jp/member/case/2003/sony_3.html

http://www.jmrlsi.co.jp/member/case/2003/bank_1.html

http://www.jmrlsi.co.jp/member/case/2002/sony_2.html

http://www.jmrlsi.co.jp/member/case/2000/sonystyle_2.html

http://www.jmrlsi.co.jp/member/case/1999/sony_1.html

http://www.jmrlsi.co.jp/member/case/1999/sonylife_1.html






イオン株式会社（2005年）イオン株式会社（2005年）


2005年2月期決算での連結売上高は4兆1958億円。計画どおり連結売上高４兆円超えを果たし、昨年に引き続きイトーヨーカ堂グループを上回り業界トップ


を堅持したものの、連結経常利益ではイトーヨーカ堂を下回り、さらに単体決算では増収減益と、昨年に引き続き厳しい状況となっている。この現状を打開


すべく、ショッピングセンターを中心に出店を進め、株式会社マイカルの会社更生手続を計画を前倒しし終結させるなど、積極的な販売網強化策を展開し、


2006年2月度中間決算では全セグメントにおける増収増益、ならびに連結営業収益、営業利益、経常利益では中間期過去最高を更新している。今後も、


「グローバル１０」の具現化に向け、ＭＤ・マーケティング・物流・ＩＴ等の世界水準到達策と従業員教育の徹底により、ＥＤＬＰを支えるＥＤＬＣ（エブリデー・ロー


コスト）への転換を図る。


■　競争優位と競争戦略


■ 2005年2月期決算の総括とその後の動向


資料１　価値活動分析表


http://www.aeongroup.net/index_f.html


○ＩＴ物流統合プロジェクト
・調達部門のシステム強化、ＳＰＡモデルの導入などによる、商品原価の引き下げ
○ビジネスプロセス改革プロジェクト
・発注や在庫確認など店頭業務全般をシステム化し、店舗後方作業のコスト削減


・通信衛星網（イオンネット）
　成功事例やモデルとなる売場映像を全店が共有


・「ジャスコＣＳオールスターズ」制：モチベーションＵＰ　採用や教育コストの削減
・ ９人マネージャー制導入、店長の下に直接９人のマネージャーを配置
・「ｺﾐｭﾆﾃｨ社員制度」を導入、正社員とパート社員の資格制度の統一（2004.2）
・カンパニー制：９つのカンパニーと20の事業部で構成、意思決定のスピード化を図る（2004.3）
・地域カンパニー強化－北日本、関東、中部、西日本の４カンパニーに権限を委譲（2004.3）
・経営人材開発委員会を２ヶ月に１回開催


・ 「ジャスコ」から「イオン」へ社名変更、統一の決定（2001.8）
・ ＩＴを活用した業務プロセスの変革（ＩＴドリブン）
・ ショッピングセンターの積極展開、各店舗の業態開発
・ 2004年中に全国19拠点・39施設が稼働、本格的全国物流網完成
・ メーカーとの直接取引の本格展開へ（ただし味の素、ハウス食品には受け入れられず）
・「ＧＭＳ事業」「ＳＭ事業」における事業担当を配置し、責任の所在を明確化


調達活動 サービス


全
社


総
合
小
売
事
業


出荷物流 販売マーケティング


◎直接取引５０社に到達（2005年）


○トレーサビリティ強化
○「地産地消」推進
・「生鮮品などは地元で仕入れる地産地消を
　広げる」（岡田元也社長）
○大手メーカーの加工食品などをグループで
　一括調達し、購買力強化
○衣料品では、ＳＰＡ化を推進
○ＷＷＲＥへの参加


◎売上原価率（連結）：７３．０％
　（03年：７１．９％)


・物流センターの集約
・自社物流拠点の整備（700～800億円投
資）、2004年物流網完成へ
・物流ネットワーク
　「イオン関西NDC」　「イオン新潟XD」
を開設（2003）
・配送センターへの集荷を自社展開し、配　
送効率の向上と、調達コストを引き下げ
・ＲＤＣに酒類卸を置き、酒取引の効率化


◎広告宣伝費：８０６億円
　　　　　　　　　　（前年比１８．１％増）
◎出店計画：年間８５店舗を予定（０５年度）
　　　　　　　　＊０５年度上期実績：４０店舗


○お客様感謝デー開催
○曜日市、朝市開催
○ 「ｴﾌﾞﾘﾃﾞｨﾛｰﾌﾟﾗｲｽ」の訴求
○「トップバリュー」強化－サブブランド展開
　＜５つのサブブランド＞
　　・トップバリュ
　　・グリーンアイ
　　・セレクト
　　・共環宣言
　　・レディーミール
○団塊ジュニア世代を取り込むＭＤの強化


◎イオンクレジットサービス
　・有効カード会員数：１，３２８万人
　　　　　　　　


◎ 「グローバル１０」の推進に向け
　　た「グローカル戦略」への取り組
　　み


◎従業員数：６９，８１６人
　　　　　　（前年比４，６４４人増）
◎人件費：７２３億円増
　 　　　　　　　（前年比１９．１％増）


◎ＥＤＬＰ実現に向けた
　　　　　改革プロジェクトの推進
・ＩＴ物流統合プロジェクト
・ビジネスプロセス改革プロジェクト
　　　　　　　　　↓
　　　　投資額計：約７５０億


人
事
労
務


技
術
開
発


全
般
管
理


■長期目標
　　　2010年の「グローバル１０」を実現し、世界に通用
　　　する企業集団を目指す
■中長期経営戦略
小売業のｺｱｺﾝﾋﾟﾀﾝｽ（ＩＴ・MD・物流・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ等）
　　水準を世界水準へ
①グループ成長へ向けた事業基盤の構築
　・コア事業への経営資源集中化による事業・業態　
の成長・収益基盤の強化
　・海外では中国・アジア事業戦略を重点的に推進
②財務戦略の推進（資産効率の改善）
　・在庫効率の向上・不採算事業・店舗のスクラップ
③グループインフラ整備の継続推進


① スクラップアンドビルドによる、効率的な店舗運
営


② 専業ディベロッパーによる効率的な店舗開発


③ 多業態化による成長の維持


① 総合スーパー事業の再構築


・大型ＲＳＣの核テナントとしての出店強化


・アパレル、ホームファッション部門の強化


② スーパーセンター事業の事業体制確立


・ＭＤ力の強化


・人材の確保、育成


③ グループマネジメント体制の強化


→持株会社内の業務役割見直しと再構築


　　　・「ＧＭＳ事業」「ＳＭ事業」における事業担当を配
置し、責任の所在を明確化


　 ・スケールメリットを活かし、商品コスト構造改革
を推進


（２）　現在の強みと弱み （３）　今後の課題と新しい競争優位の方向（１）　現在の戦略


コスト・リーダーシップ戦略


差別化戦略


集中化戦略


●


① 売場効率の低さ（店舗数、売場面積ともにＩＹの　
　　 ほぼ２倍に対し、売上では1.1倍）


② 物流システムや在庫管理システムの導入が不
完全（情報システム構築の遅れ）


　③ 財務体質の弱さ


強
み


弱
み


３つの
基本戦略


低温物流網：ﾆﾁﾚｲ子会社のユキワへｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ


５２週マーチャンダイジング


・イオンカードの活用による
　顧客囲い込み


・2004年12月より「ターゲット・
　マーケティング・システム」
　を導入。カード履歴とＰＯＳ
　データを連動させた取り組
　みに着手。



http://www.aeon.info/





＊2005年度は予想


（年）


資料２． 業績の推移


◆連結決算 （億円）


◆ 単独決算 （億円）


◆ セグメント別売上高および営業利益 ◆ セグメント別営業利益（損失）


◆ 過去10年間の業績推移


2003


（億円）


2004


（億円）


構成比


（％）


前年比


（％）


全　体 35,462 41,958 100.0 118.3


総合小売 28,370 34,812 42.8 122.7


専門店 4,492 4,638 5.7 103.3


ディベロッパー 492 589 0.7 119.7


サービス等 5,020 5,753 7.1 114.6


消去 -2,912 -3,834 -4.7 131.7


◆ 地域セグメント別売上高および営業収入


2003


（億円）


2004


（億円）


前年比


（％）


全　体 1,321 1,467 111.1


総合小売 479 559 116.7


専門店 241 198 82.2


ディベロッパー 138 179 129.7


サービス等 458 534 116.6


消去 5 -3 -


2003


（億円）


2004


（億円）


構成比


（％）


前年比


（％）


全　体 35,462 41,958 100.0 118.3


日本 31,824 38,302 91.3 120.4


海外 3,676 3,723 8.9 101.3


　北米 1,852 1,814 4.3 97.9


　その他地域 1,824 1,909 4.5 104.7


　消去 -38 -67 - 176.3


資料３． 戦略経路分析（Historical Path of Analysis）


1995年


トップ人事


商品政策


出店戦略


組織変更


基本戦略


局面


1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年


ＧＭＳ業態中心のスクラップアンドビルドと
ドラッグストア業態の拡充


攻勢的成熟期攻勢的成熟期


ドラッグストア業態の強化
多様な業態フォーマットの展開


『グローバル１０』戦略
・ＩＴシステム整備を軸とした、現業規模の拡大と低価格体
　質を実現するコスト削減の推進
・国内では、ＳＣフォーマットによる出店を加速


岡田元也社長


９５年


スーパー


バイザー制


導入


解釈


90年代後半は、連結、単体共に業績
は堅調であったものの、ＧＭＳ業態を
中心とした成長戦略は、もはや限界に
あった。


そのことから、従来どおりのスクラップ
アンドビルドを推進する一方で、ガソリ
ンスタンド事業への進出やツルハへ
の出資などによるドラッグストア業態
の拡充など、多角化への布石を打ち
始めた。


97年度単体決算における営業利益の激減により、ＧＭＳ業態の
限界が明確化。それに伴い、グループ全体としての戦略転換が
急務となった。


戦略展開としては、94年に展開を開始したＳＭ業態のマックスバ
リュの出店強化や、経営破綻に陥ったヤオハンの再建支援、00
年以降のドラッグストア各社との提携推進によるグループ規模
拡大など、出店エリア拡大と、エリア内のシェア拡大を目指し、
国内市場の攻略を進めた。


更に、この時期からＳＣ業態にも注力し始めている。


01年8月に社名をイオンへと変更し、「グローバル10」を
旗印とし、2010年での世界トップ10入りを目指したグルー
プ戦略の強化が図られている。


国内では、「ジャスコ」「マックスバリュ」を核テナントとした
ＳＣ業態の強化を推進。また、04年に西友と提携し日本
進出を果たしたウォルマート対策として、ＩＴシステム投資
をすすめ、確立した店舗フォーマットを活かすための、グ
ループ体制強化が図られている。


1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989


売上高 5,024 5,537 6,095 6,518 6,951 7,320 7,612 7,746 8,070 8,617


営業利益 157 183 206 219 232 247 258 261 264 269


経常利益 126 146 163 163 177 197 217 237 251 266


1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999


売上高 9,954 10,413 10,057 10,609 11,474 12,021 12,954 12,549 13,144 14,224


営業利益 340 357 333 289 258 289 308 171 243 206


経常利益 290 296 275 260 220 267 299 218 248 238


2000 2001 2002 2003 2004 *2005


売上高 16,235 16,701 17,643 17,012 18,303 19,000


営業利益 236 265 240 322 174 240


経常利益 257 288 276 338 224 300


1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989


売上高 5,434 6,011 6,617 7,168 7,753 8,343 8,813 9,372 9,928 15,500


営業利益 180 194 218 230 241 274 294 305 311 361


経常利益 143 150 165 157 169 200 233 257 287 310


1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999


売上高 14,366 15,323 16,093 17,132 18,819 20,949 22,383 23,401 24,658 25,222


営業利益 476 519 493 460 521 691 774 510 696 712


経常利益 353 391 374 351 409 578 701 462 605 647


2000 2001 2002 2003 2004 *2005


売上高 27,386 29,346 30,865 35,462 41,958 44,300


営業利益 921 1,192 1,321 1,322 1,468 1,650


経常利益 874 1,148 1,274 1,314 1,561 1,720 *2005年度は予想


*2005年度は予想


岡田卓也会長 常盤会長
田中社長二木社長


９７年


カンパニー制導入


９４年


「トップバリュ」


導入


スクラップアンドビルド・他業態出店


９５年　イオンネット導入


９６年


ＧＳ事業


参入


物流政策
９７年　　　　　　　　　　


冷食の帳合を１本化　


ＳＭ出店強化・Ｄｒｇ．Ｓ出店加速・ＳＣフォーマット注力開始


０１年


社名変更


ＧＭＳ・ＳＭを核テナントとした、ＳＣ出店拡大


００年　


仙台ＲＤＣ


０１年　


はごろもと直取開始


９８年


提案型売場


導入


９８年　　　　　　


ネット通販開始


００年　　　　　


ＰＢを　　　　　


「トップバリュ」


へ一本化　　


０１年　　　　　　　


トレーサビリティ


強化　　　　　　　


０３年　四国・関西・


新潟に物流拠点拡充


０４年　　　　　　　


新ブランド戦略


「Ｓｉｎｇｉｎｇ　ＡＥＯＮ」


スタート


攻勢的波及期攻勢的波及期 攻勢的制度化期攻勢的制度化期
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70～
79年


市場環境


主活動


販売・マーケティング


73年 大規模小売店舗法
成立


　･ 第一次オイルョック


74年 大店法改正
　･ セブンイレブン１号
店


77年 円高不況


79年 改正大店法施行
　･ 第２次オイルショック


70年イオングループＳＣ事業ディベロッ
パー㈱ダイヤモンドシティの１号
店「東住吉ＳＣ」オープン


72年日本初の２核ＳＣ「奈良ファミリー」
オープン


75年 中都市郊外への出店開始
　　　　白子店、水戸店オープン


77年 地域主導型店舗出店開始
　　　　青森店オープン


物流・オペレーション 人事労務 全般管理


支援活動


70年 ミートセンター設立


74年 ＥＯＳシステム導入


78年 ＰＯＳ実験を２店で開始


74年 ジャスコ販売士
制度発足


70年 二木株式会社、株式会社オカダヤチェーン、株式会社カワム
ラ（旧）株式会社ジャスコが合併し、本店を大阪市に移転


　･ ジャスコ株式会社と商号変更
71年 オークワと提携
72年 京阪ジャスコ株式会社、やまてや産業株式会社、やまてや
株式会社の３社合併


　･ 東北、大分、福岡、山陽での地域法人設立を発表
73年 三和商事株式会社、株式会社福岡大丸、かくだい食品株式
会社、かくだい商事、株式会社マルイチ、株式会社新庄マル
イチの６社合併


74年 東京、大阪、名古屋、各証券取引所市場第二部に上場
75年 ジャスコチェーン株式会社他７社を合併、ジェーフード株式会
社から米穀をのぞく営業権譲受


　･ いずみやとPB商品開発で提携
76年 株式会社扇屋、東北ジャスコ株式会社の２社を合併
　･ ルクセンブルグ証券取引所に上場
　･ 橘百貨店買収、伊勢甚、いとはんと提携　
77年 ジャスコリビング株式会社の営業権譲受
　･ 丸興と提携
78年 青楓チェーンと提携
79年 同業他社４社と共同で海外商品調達のための輸入専門会
社アイク株式会社設立


80～
89年


90～
95年


96年


97年


80年２月～83年１月
長期不況


82年 通産省、行政指導
による大型店の出
店規制実施


89年 消費税導入


84年 ファッション専門店ビルフォーラス
１号店オープン


87年 輸入品フェア実施
88年ディスカウント販売「ビックバーン」
１号店オープン


82年 日本で初めて生鮮５部門を
扱うプロセスセンターを開設


83年 葛西店に業界最大規模のＰ
ＯＳ導入


85年 １日２回開店体制開始
　　　　食品雑貨ＰＯＳ導入


86年 ＴＯＭＭシステム導入
　　　　ＪＥＴＴシステム導入


87年 ＪＵＭＰＳ導入


81年 新年金制度青い
鳥基金制度発足


82年 「35歳定期採用」
第一期生入社


84年 ジャスコ・リ・エン
トリー制度（女子
育児退職者再雇
用制度）発足


85年 職能資格制導入


87年 分権制を強化
88年 ｽﾀｯﾌ部門機能の
見直し


81年 ミニストップを展開
米国ゼネラルミルズと提携
世界最大のスーパーマーケット　セーフウェー社と業務提携


83年 第一勧銀と連携しファームバンキング導入
本店を東京に移転
㈱日本旅行と業務提携


84年 英国の百貨店デベナムの提携
　･ 結婚情報サービスに進出
　･ 通販のコスモに出資し無店舗販売に進出
85年 マレーシアに海外１号店ジャヤ・ジャスコストアーズのダヤブ
ミ店開店


　･ オーナーズカード（株主優待制度）を導入
　･ 通販のｺｽﾓをし買収、伊藤忠燃料を提携無店舗販売に本格
参入


　･ 三菱商事、僑果実業グループと共同で台湾にショッピングセ
ンター開業


　･ 韓国の慶南バスとショッピングセンターの建設で合意
86年 子会社信州ジャスコ株式会社が名古屋証券取引所市場第
二部に上場


　･ 高級婦人服の専門店会社ローラアシュレイ・ジャパンを設立
郊外型書店チェーンに進出


　･ うどん店チェーン得々に資本参加
　･ クリーニング会社と組みカタログ販売網作りを開始
　･ 生鮮食品の加工・仕分け子会社３社を統合、仕入れ一元化
87年 西ドイツ・チボー社と共同で新会社設立　ｺｰﾋｰｼｮｯﾌﾟ展開
88年 米国婦人服専門店チェーン、タルボット社を買収
89年 グループ名称をイオングループと制定　　　　


91年 バブル崩壊


92年 改正大店法施行、
出店規制緩和


95年 阪神淡路大震災発
生


93年 多機能複合型ＳＣ出店開始
　　　　姫路リバーシティーＳＣオープン
　　　　ＰＢ商品の見直し、削減
　　　　ＮＢの低価格販売商品拡大
94年 ＰＢ「トップバリュー」販売開始
　　　　新業態メガマート１号店オープン
　　　　新業態ＳＳＭ「マックスバリュー」
　オープン


95年 グループの商品、人事、財
務、店舗物件に関するデー
タベースを一本化
スーパーバイザー制導入
衛星通信網（ｲｵﾝﾈｯﾄ）導入


91年 人事生産性向上
計画
管理職１ヶ月連
続強制休暇制


92年 ＩＳＭプラン導入


90年 子会社株式会社コックスが店頭登録
91年 環境保全活動を推進する「財団法人ｲｵﾝｸﾞﾙｰﾌﾟ境財団」設
立


　･ ケーヨーとホームセンター展開で提携
　･ 岩手のホームセンターメイクと資本提携
92年 大和ハウス工業と提携し、小商圏型ＳＣの開発会社を設立
93年 子会社ミニストップ（株）が東京証券取引所市場第２部上場
　･ 花王と提携ー取引業務をオンライン化
94年 本社機能を千葉県幕張市に移転
　･ 子会社イオンクレジットサービスが株式を店頭登録
　･ 米のスポーツ用品安売りチェーンスポーツ・オーソリティーと
合弁会社設立


　･ 酒類ＤＳのやまやと資本提携・業務提携
95年 石黒ホーマなどのＨＣ３社と合併
　･ ツルハと資本提携
　･ ドラッグストア事業を分社　新会社ドラッグス


　　・ メークアップブランド｢アルカン
シル｣の独占販売開始


　　・ 第２期中期情報システム開
発計画　開始


　　・ 事業・戦略などを紹介する
ホームページ開設


　　・ ＴＯＭＭⅡ(新商品管理ｼｽﾃ
ﾑ）


3月 ガソリンスタンド事業に進出
5月 社長に田中賢二副社長が昇格
7月 広州に中国１号店オープン


4月 消費税引き上げ 7月 冷食分野の取引卸をニチレ
イ子会社のユキワに一本化
ﾒｰｶｰとの取引制度の見直し
（ﾘﾍﾞｰﾄの廃止、商談も１年
ごとから四半期に１回へ）


5月 カンパニー制の導入
6月 田中社長総会屋への利益供与事件に関連して逮捕
岡田元也社長就任


10月 米大手家具店のルームズ・ツー・ゴーと提携
亜土電子工業と業務提携
ヤオハン再建支援


98年


99年


11月インターネット通販開始 7月 中小規模の既存店舗を強化
のため営業部門中心に専門
チーム


11月　副店長制導入 8月　信州ジャスコと扇屋ジャスコを吸収合併


5月 大規模小売店舗立
地法が成立


11月 既存直営スーパーの改装強化
　　　　「ﾍﾙｽ＆ﾋﾞｭｰﾃｨｰｹｱ（H&BC)」「ｷｯ
ｽﾞﾜｰﾙﾄﾞ」など提案型売場の既存
店への導入
売り場面積の拡大、駐車場拡大


3月 新店対策担当ﾁｰﾑ「新店サ
ポートチーム」と「既存店の
競争力を高める「特別対策
店舗サポートチーム」設置


4月 週間営業会議開始


8月 ペット専門店の小島と提携して「ペットシティ」を設立
米婦人服専門店リズ・クレイボーンと業務提携


資料４．時系列活動分析表







00年


12月 カルフールが１号店
を幕張にオープン


2月 ＰＢ商品を見直し「トップバリュ－」
に集約。年内には1500品目に増
やす予定


　･ イズミヤとの共同販売
3月 東日本最大級のＳＣ、千葉県成
田市にｵｰﾌﾟﾝ


　･ 衣料品・服飾雑貨の新ブランド
「サクスニーイザック」を販売開始


4月 2001年２月期の新店からＨＢＣ売
場を約３割拡大、売価を10％以
上引き下げる方針表明


5月 ＰＢ「トップバリュ」の製品・販促ア
イデアなどをインターネットを使い
消費者から募集


１月 ジャスコＣＳオール
スターズ導入 2月 北陸ジャスコを吸収合併


3月 グリーンクロスに出資
　･ ヤオハンジャパンの更正計画案認可
　･ 子会社のカー用品店メガビット２店、東北地区のオートはローズ
に売却


　･ 岡田卓也会長が退任名誉会長相談役へ（５月１６日付）、新会長
に第一勧銀の元専務常盤相談役が就任


　･ ウエルマートと山陽マックスバリューを合併、存続会社ｳｴﾙﾏｰﾄ
4月 ハックキミサワに出資
　･ 兵庫県のドラッグストアタキヤ商事と資本・業務提携


　･ 欧米の企業間電子商取引市場「ワールド・ワイド・リテール・エク
スチェンジ」に参加することを表明


6月 全店舗、全事業所でISO１４００１を取得


8月 イオン釧路昭和ショッピングセンター開設
9月 ジャスコ茅ヶ崎ショッピングセンター開設
　･ ジャスコ長浜ショッピングセンター開設


10月 イオン札幌平岡ショッピングセンター開設
　･ ジャスコワンダーシティｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ隣に「イオンシネマ･ワンダー
(シネマコンプレックス)」を開設


11月 イオン山形南ショッピングセンター開設
12月 イオン四日市北ショッピングセンター開設
　･ (株)マミーとマックスバリュー西日本(株)の事業統合


市場環境


主活動


販売・マーケティング 物流・オペレーション 人事労務 全般管理


支援活動


01年


2月 2000年度決算でジャ
スコがイトーヨーカ
堂の売上を抜く
ｾﾌﾞﾝｲﾚﾌﾞﾝの全店売
り上げがダイエーの
売上を抜く


6月 １日に５種類以上の野菜や果物
を食べる「５ADAY」運動展開


　･ 東北地区で直接取引を本格開始
（5年程前から中部地区で実験開
始）


11月 トレーサビリティ推進（国内産牛
肉の生産履歴(産地・農家・BSE
検査証明・品種・と畜月日)を食
品取扱い全店舗の売場にて毎日
書面にて掲示）


12月 1年間無料で「こども傷害賠償責
任補償」に加入することができる
特典をお付けした「新入学準備
品・ココセコムセット」の販売開始


6月 仙台物流ｾﾝﾀｰ「ｲｵ
ﾝグループ仙台ＲＤ
Ｃ」稼働（＝直接取
引対応センター物流
改革着手）


1月 ㈱ウェルパークがイオンドラッグ連合に参加


　･ オフィスマックス･インク社との合併解消、㈱オフィスマックス･ジャ
パンの解散


　･ 「ジャスコ」から「イオン」に社名変更決定（8月）


3月 イオンタウン多度津ショッピングセンター開設
4月 ｲｵﾝｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞﾀｳﾝ大和敷地内に「ｲｵﾝｼﾈﾏ佐賀大和」開設
5月 イオンドラッグ連合参加企業、タキヤ商事㈱とドラックス㈱が合併


　･ １００の酒造と提携→ネット販売開始
　･ イオン新居浜ショッピングセンター開設
6月 イオン東裏ショッピングセンター開設
　･ ジャスコ五城目ショッピングセンター開設


　･ イオン明和ショッピングセンター開設
　･ 提携先１１社で構成するドラッグストア連合「イオン・ウェルシア・ス
トアーズ」の名前のついた１号店開店（西宮市）


7月 イオン三川ショッピングセンター開設
8月 アメリカ大リーグ（ＭＬＢ）の公式スポンサー契約締結
　･ 子会社「ＲＴＧジャパン」解散


8月 ジャスコ株式会社からイオン株式会社に社名を変更
9月 イオンのIT戦略構想を発表
(1)マーチャンダイジング　(2)ロジスティクス　(3)顧客管理　(4)バッ
クオフィス　(5)ヒューマン・リソース・マネジメント　(6)グループ経営
統治の領域において、世界水準の達成をめざし、その手段である
ITインフラについて、2004年度までに完成させる計画


10月 イオン富士宮ショッピングセンターがオープン
“静岡県東部最大規模のショッピングセンターが誕生”


11月 マイカルの会社更生法に移送することを前提として、イオンが協
力することを決定


12月 神奈川・大和にイトーヨーカドーと共同出店「やまとオークシティ」
をオープン


02年


2月 トレーサビリティ推進（国内産牛
肉 について情報公開端末設置
開始）


　･ 中国家電メーカー・ハイアールと
の共同開発商品販売開始


3月 イオンのカラーサイクルを圧倒的
な低価格で「トップバリュ カラー
サイクル」発売


　・ インターネットショッピングサイト
eJUSCO.Com(イージャスコドット
コム)は、“ベビー・育児用品館”を
拡大し、ネット上のショピングサイ
トにおいて国内最大級の品揃え
に拡大すべく、リニューアル展開


4月 国内スーパーマーケットで最大級
日本全国イオンの719店舗にて
食品売場の取扱いクレジットカー
ドを拡大


7月 「LG電子」とデジタル家電分野で
のパートナーシップを締結


11月 お歳暮のネット販売で「楽天市場」
へ出店


　･ 「フードアルチザン（食の匠）」取り
組み商品を長野ｴﾘｱで販売開始


12月 デルコンピュータとパソコン販売
で業務提携（ｲｵﾝ仕様PC発売）


4月 はごろもフーズ株式
会社と直接取引を
開始


5月 公募による「お客さ
ま副店長」の着任（５
店舗）


10月 新たに28店舗でお
客さま副店長誕生


1月 子会社であるレッドロブスタージャパン株式会社の経営権を、株
式会社レインズインターナショナルに譲渡


　・ 国土交通省「ボランティア・サポート・プログラム」を全社規模で日
本初の採用


　･ 第1回「イオン・クリーンロード」を実施


2月 （株）壽屋（九州SM）より約50店の営業を譲渡で合意
3月 募金で建てられたカンボジアの小学校が開校
4月 イオン新中野ショッピングセンター開店


“北信濃(長野県北部)最大級のショッピングセンターが誕生”
　　・ イオン(株)がイーベビー(株)と提携、新育児支援サービスを開始
5月 寺島薬局株式会社(本社：茨城県)と、業務および資本提携するこ
とで合意


　　・ スーパーいなげやの株取得、筆頭株主に
6月 広東ジャスコ(広東吉之島天貿百貨有限公司)の3号店となる


「ジャスコ東莞花園広場(とんがんガーデンプラザ)店」がグランド
オープン


7月 子会社ジャスフォートの株式を富士写真フイルムに譲渡


　･ イオン浜松西ショッピングセンター開店
“浜松市にジャスコと50の専門店がオープン


8月 ジャスコ　タマン　ユニバーシティＳＣ　ｵｰﾌﾟﾝ（ﾏﾚｰｼｱ9号店）


　･ 子会社２社（海外・国内）解散/選択と集中方針から
　･ イオン誕生１周年・クリーンデー（全国1300ヶ所を従業員・家族・お
客さまと清掃）


9月 トップバリュ強化の組織改革（商品担当組織下にトップバリュ本部
を新設）


　･ イオン高岡ショッピングセンター（北陸最大のＳＣ）


　･ ジャスコ城市広場店オープン（深センジャスコ1号店）
10月 イオン品川シーサイドショッピングセンター（東品川にジャスコと60
の専門店）


　･ イオン天理ショッピングセンター開店（ｼﾞｬｽｺｽｰﾊﾟｰｾﾝﾀｰ天理店と
27専門店）


10月 イオン札幌桑園ショッピングセンター（道内４店目）
11月 イオン焼津ショッピングセンター開店（ｼﾞｬｽｺ焼津店と35専門店）
12月 「ジャスコ珠海揚名広場店」オープン（広東ジャスコの4号店）







市場環境


主活動


販売・マーケティング 物流・オペレーション 人事労務 全般管理


支援活動


03年


1月 農産物の生産情報を開示


3月 「フードアルチザン（食の匠）」
取り組み商品を九州エリアで
販売開始


7月 「210万画素　デジタルカメラ
セット」を9980円で販売


　･ スーパーに無人レジ導入へ


1月 物流センター「イオン四
国PC(プロセスセン
ター)」稼働


2月 物流センター「イオン関
西NDC」の稼動（国内
最大級の統合物流セン
ター基幹施設・西日本
の商品集荷拠点）


8月 物流センター「イオン新
潟XD」が8月26日に稼
動


3月 イオン築館ショッピングセンター(SC)オープン（ﾏｯｸｽﾊﾞﾘｭと12
の専門店）


　･ イオン富谷ＳＣ（ジャスコを中心とした本棟と7つの別棟
4月 全国のイオンで「トップバリュフェア」開催（ｸﾞﾙｰﾌﾟ821店舗）
　･ マックスバリュ矢本店オープン（地域密着型ＳＣ・ロックタウン
矢本内）


　･ イオン佐野新都市SCオープン（ｼﾞｬｽｺと100の専門店）
5月　 委員会等設置会社へ移行
　･ 第３回「イオン21キャンペーン」お客さま・従業員より取り組む
べき経営課題についてのｱｲﾃﾞｱを広く募集（2001.8に第１回）


6月 カスミと業務及び資本提携（15％の株式取得、2003年度中に
増資分を全額引き受け予定）


　･ イオン入間SCオープン（ｼﾞｬｽｺと54の専門店）
　･ イオン札幌苗穂SCオープン（ｼﾞｬｽｺと96の専門店）
7月 イオン熱田SCオープン（ｼﾞｬｽｺと150の専門店）
　･ ジャスコ新竹店オープン（台湾１号店）
　･ ジャスコ中山君悦広場店（広東ジャスコの５号店）
　･ イオン昭島SCオープン（ｼﾞｬｽｺと57の専門店）
　･ マックスバリュ盛岡駅前北通店オープン
8月 株式会社サンデー（八戸市）と業務・資本提携
　･ イオン扶桑ＳＣオープン（ｼﾞｬｽｺと100の専門店）
　･ イオン盛岡ＳＣオープン（ｼﾞｬｽｺと110の専門店）
12月 「JUSCO Permas Jaya Shopping Center
(ジャスコ　ペルマスジャヤ　ショッピングセンター)」がｵｰﾌﾟﾝ
ジャヤ・ジャスコストアーズ10号店、ジョホール・バル2店舗目


04年


4月 ｳｫﾙﾏｰﾄｽｰﾊﾟｰｾﾝﾀｰ
日本進出
（西友沼津店）


4月　 消費税法総額表示
義務化


2月 国産黒毛和牛の「生産履歴確
認番号」パック表示135店舗へ
拡大


3月 ＰＢ「トップバリュ」１０周年


4月 日本初「生産情報公表牛肉
JAS規格(小分け業者)」の認
定を取得


5月 400万画素デジタルカメラを、
税込み価格19,800円で発売


　･ ﾒｰｶｰとの協業で新ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ
（第一弾－ｱｻﾋ烏龍茶）


6月 シャープと台湾製液晶テレビ
紛争（取引停止撤回）


7月 国産黒毛和牛の「生産履歴確
認番号」パック表示176店舗へ
拡大


7月 イオン限定チョロＱをタカラと
の協業で発売


9月 新ブランド戦略「Ｓｉｎｇｉｎｇ　ＡＥ
ＯＮ」をスタート


　･ トップバリュ グリーンアイ」青
果物にQRコード(二次元バー
コード)を導入。生産情報開示
を強化


　･ キリンビールと共同開発した
「淡麗スーパーアルファ」を限
定発売


10月 「SUEDE 15型液晶テレビ」を
発売


　･ 320万画素デジタルカメラセッ
ト「D‘zign DZ-300」を発売


11月 日本初「生産情報公表豚肉
JAS規格(小分け業者)」の認
定を取得。12月より販売開始


　･ 全国の直営「ジャスコ」で野菜
を使ったメニューを提案


12月 イオンの全国約1,100店舗に
て「グリコおかしのドンジャラ」
を先行発売


　･ フランス大手のレディースイン
ナーブランド「DIM(ディム)」を
ジャスコ与野店から導入開始


2月 「ｺﾐｭﾆﾃｨ社員制度」を導
入、正社員とパート社員
の資格制度の統一


3月 カンパニー制：９つのカン
パニーと20の事業部で構
成、意思決定のスピード
化を図る


地域カンパニー強化－北
日本、関東、中部、西日
本の４カンパニーに権限
を委譲


11月 ジャスコ48店舗にて「お
客さま副店長144名の着
任


2月 「JUSCO Metro Prima Shopping Center
(ジャスコ　メトロプリマ　ショッピングセンター)」がオープン
ジャヤ・ジャスコストアーズの11号店


　･ 「マックスバリュ平野駅前店」オープン
　･ 機構改革(2月21日付)
　 営業執行役副社長下に営業担当、スーパーセンター事業担
当、商品担当、営業企画担当、新店・活性化担当、SCM担当
を新設するとともにマックスバリュ事業本部を配置


3月 イオン宇品ＳＣオープン（ジャスコ宇品店と50の専門店）


4月 いなげやと業務提携し、首都圏の食品スーパー事業を強化


5月 イオン横浜新吉田ＳＣオープン
　･ イオン大安寺ＳＣオープン
　･ 「DIAMOND CITY KiRiO」オープン
　･ 機構改革(5月20日付)
(1) 人事総務担当を新設し、同担当はグループ全体のリスク
マネジメント・環境を管掌する。
(2) 財経・関連企業担当を新設し、同担当の組織下に財経
本部、関連企業本部および海外企業管理部を新設
(3) コントロール担当を新設
(4) IT担当の組織下にBPR本部を新設する。
(5) コーポレート・コミュニケーション部を戦略・企業倫理担当
組織下から分離


6月 北海道の地場ＳＭ「ｊｏｙ」を子会社化


7月 「マックスバリュ豊橋橋良店」オープン


8月 イオン上田ＳＣオープン
　･ イオン浜松志都呂ＳＣオープン
　･ マックスバリュ難波湊町店オープン
　･ マックスバリュ羽倉崎店オープン


9月 機構改革(9月16日付) 
(1) 営業企画担当組織下のマーケティング部と52週MD推進
部を統合し、52週MD推進・マーケティング部を新設
(2) マックスバリュ事業本部組織下に経営管理部を新設。ま
た、同事業本部組織下のストアサポート部を廃止
(3) 人事総務担当組織下に、人事本部を新設し、同本部組
織下に人事部、人事企画部、人材開発部を配置


　･ ジャスコ佛山東方広場店」がオープン
　･ イオン金ケ崎ＳＣオープン


10月 マックスバリュ多賀城鶴ヶ谷店」オープン
　･ DIAMOND CITY prouオープン
　･ マックスバリュ盛岡津志田店オープン
　･ イオン本荘ＳＣオープン


11月 イオン北戸田ＳＣオープン
　･ イオンりんくう泉南ＳＣオープン
　･ イオン東習志野ＳＣオープン
　･ マックスバリュ小阪店オープン


12月 ジャスコ東湖(トンフー)店(East Lake Store) オープン （中国）
　･ イオン姫路大津ＳＣオープン
　･ イオン与野ＳＣオープン







ＨＯＭＥ


05年


3月 「トップバリュ レディーミール」
を約700店舗で販売


7月 「サントリーブルワリー　カナ
ディアンモルト」をイオングルー
プ限定で約2,500店舗にて数
量限定発売


　･ 全国のジャスコ、サティ、ポス
フール、カルフール等約390店
舗で、東元電機株式会社
（TECO JAPAN）と共同にて企
画した32型液晶テレビを、10
万円で販売


　･ ３日間限定で、総合スーパー
「ジャスコ」「サティ」「ポスフー
ル」「カルフール」全店による
“総力祭”を開催


9月 30代向けの婦人服ブランド
「エマム」を今秋商戦から投入


10月 ジャスコ水戸内原店（水戸市）
で地元産品を大幅に拡充して
販売


1月 2005年夏までに、食品
や日用品の販売・在庫
状況や特売の計画を開
示し、共同で需要を予
測するメーカーの数を
現在の30社から120社
に増やす


7月 ビールの取引先卸を見
直し。サントリー製品の
取引先を伊藤忠食品か
ら日本酒類販売に変更
するとともに、一部取引
が地方の酒類卸に分
散していたアサヒビー
ルの扱いを伊藤忠食品
へ集約


9月 イオン九州、グループ
のホームセンター、サン
デーの三社で商品の共
同仕入れを開始


11月 配送車両がメーカーの
倉庫を横断的に回って
集荷する方法に、調達
物流を改変


　･ 経済産業省と共に、ＩＣ
ﾀｸﾞｼｽﾃﾑを実験導入


9月 全国のジャスコ38店舗に
て、「お客さま副店長」
120名の公募（第４回）


2月 機構改革 (2月21日付)
4カンパニー(北日本、関東、中部、西日本)が、迅速な意思決
定と業務執行を実現する“カンパニー完結型組織”となるた
めに、機能強化を図る。本社組織を見直し、一部の機能をカ
ンパニーへ移管することで権限委譲をすすめる。


3月 マックスバリュ田無芝久保店オープン
　･ 機構改革 (3月1日付) 
(1) 執行役副社長が、ドラッグ事業を管轄する。
(2) GMS事業担当下に売場企画チームを新設する。
(3) スーパーセンター事業担当下にストアサポート部を新設
する。また、同担当下の商品部組織をフード商品部、
ハード商品部、ソフト商品部に再編する。
(4) マックスバリュ事業本部下に営業統括部を新設する。
(5) 中部カンパニーの東三河静岡事業部を静岡事業部に、
西三河事業部を三河事業部に改称し、両組織下の店舗
再編をおこなう。
静岡事業部 ： 富士宮店、清水店、焼津店、袋井店、浜


松西店、浜松志都呂店
三河事業部 ： 豊橋店、豊橋南店、田原店、蒲郡店、岡


崎南店、東浦店、半田店、高橋店、豊田
店、三好店　(店名はすべてジャスコ) 


　･ カルフールS.A.社の日本国内における経営権取得。戦略的
事業提携の合意


　･ マックスバリュ吹田千里丘店オープン
　･ イオン有松ＳＣオープン
　･ 商品戦略本部組織下にファッションマーケティング部を新設、
ファッションマーケティング室を廃止


4月 イオン八千代緑が丘ＳＣオープン
　･ イオン三笠ＳＣオープン
　･ イオン苫小牧ＳＣオープン
　･ ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾊﾟｰ事業担当下に建設統括部を新設し、その組織下
にﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾊﾟｰ企画部、建設部、購買部、店舗企画部を配置


　･ イオン新発田ＳＣオープン


5月 (株)サンデー（八戸市）の筆頭株主となり、提携強化
　･ SC事業本部組織下のシステム・コントロール部を廃止し、そ
の機能を同組織下の管理部に移管


　･ イオン千種ＳＣオープン
　･ (株)グリーンクロス・コアと(株)いいのを合併し、ウエルシア企
業の関東圏での再編を図る


6月 イオン浜松市野ＳＣオープン


7月 ｽｰﾊﾟｰｾﾝﾀｰ事業担当下にスーパーセンター事業本部新設
　･ イオン石巻東ＳＣオープン
　･ マックスバリュ大垣東店オープン


8月 機構改革(8月1日付)
財経・関連企業担当下に、海外事業本部を新設。
同組織下に、海外事業企画開発部を新設するとともに、海外
企業管理部を海外事業管理部へと改称し配置する。


　･ イオン真岡ＳＣオープン
　･ マックスバリュ福島大森店オープン


9月 ジャスコ龍崗(ろんがん)店(中国)オープン
　･ 機構改革(9月5日付)
(1)  カンパニーの商品力強化のため、すでに各カンパニー組
織下に移管している食品商品部に加え、衣料商品本部、
住居余暇商品本部、H＆BC商品本部組織下の各地区
商品部を各カンパニー組織下に移管し、それぞれ衣料
商品部、住居余暇・H＆BC商品部に改称
(2) 住居余暇商品本部商品開発部を廃止し、その機能を住
居余暇商品本部組織下の各商品部に移管する。


　･ イオン鏡石ＳＣオープン
　･ イオン石狩緑苑台ＳＣオープン
　･ イオン十和田ＳＣオープン
　･ イオン石狩緑苑台ＳＣオープン
　･ JUSCO Seremban 2 ＳＣ（マレーシア１２号店）オープン


10月 イオン加美ＳＣオープン
　･ イオン涌谷ＳＣオープン
　･ イオン水戸内原ＳＣオープン
　･ マックスバリュ須賀川店オープン
　･ J-One Damansara Damaiオープン
　　　　　　　（マレーシアにおけるＳＭ1号店）
11月 東北エリアのスーパーセンター事業を会社分割し、新設する
イオンスーパーセンター株式会社に承継


12月 イオン喜連瓜破ＳＣオープン
　･ 更生会社株式会社マイカルの会社更生手続終結


当社マーケティング戦略ケースも併せてご参照ください


● ＧＭＳ業界２強の戦略を読む－イオン vs. イトーヨーカ堂 （2003年）


● 国際ＭＤによる魅力づくり（1988年）


市場環境


主活動


販売・マーケティング 物流・オペレーション 人事労務 全般管理


支援活動



http://www.jmrlsi.co.jp/

http://www.jmrlsi.co.jp/member/case/2003/iy_2.html?

http://www.jmrlsi.co.jp/member/case/1988/jusco_1.html






株式会社イトーヨーカ堂（2005年）株式会社イトーヨーカ堂（2005年）


http://www.itoyokado.co.jp/


事業構造改革－ｽｰﾊﾟｰｽﾄｱ事業回復のための取組み
　① 商品改革
・IYG生活ﾃﾞｻﾞｲﾝ研究所設立
・チームMDの一層強化、グループMDの深耕
・地域ﾃﾞｨｽﾄﾘﾋﾞｭｰﾀｰ活用で地場商品仕入強化
② 店舗運営改革
・マーケット変化に対応した店舗網整備
・地域特性に対応した出店、テナントミックス
（都市部高密度商圏はGMS、広域商圏ではSC
やモール型店舗、NSC型店舗開発など）
③ 販売体制改革
・テーマ別に統合された合同売場展開
・対面販売や量り売り
・作業改善プロジェクト（作業導線整備など）


イトーヨーカ堂の2004年度連結決算は、営業収入36,236億円（前年比2.3％増）、経常利益2,083億円（同3.7％増）と、増収増益となった。しかし、ヨーカ堂単


独では、売上高が前年比-1.4％、営業利益は同-63.5％となっており、特に衣料部門が前年比92％と特に厳しい状況である。2005年９月には、親会社のイトー


ヨーカ堂、デニーズとの３社で持株会社セブン＆アイ・ホールディングスを設立。グループ戦略の最優先課題は、長期不振に陥っているスーパーストア事業


の再建にある。様々な商品改革・販売改革の施策に加え、2009年２月期までの約４年の間に不採算の30店舗強を閉鎖すると発表、店舗網の再構築に乗り
出す。また2005年度は、三井物産とモールＳＣ社を設立し、広域商圏に対応したモール型ＳＣの自社開発を開始。既にサッポロビール工場跡地など全国３
箇所に、多数のテナントを擁する大型複合商業施設「Ａｒｉｏ（アリオ）」を開業。商圏特性を捉えた店舗網再構築の行方が注目される。


■　競争優位と競争戦略


・鈴木敏文氏が代表取締役会長（CEO）、
　井坂榮氏が代表取締役社長（COO）に就任（2003.5）
・ [ｾﾌﾞﾝ＆ｱｲHDS人事]（2005.9）
－代表取締役会長・CEOに鈴木敏文氏、代表取締役社長・COOに村田紀敏氏


・社員群制度（ナショナル、エリア、ストアの三つの社員群を選択可能）
・ 若手幹部主体の店舗、女性管理職だけの店舗、パートタイマーだけの売り場作り


・ イトーヨーカ堂、セブン-イレブン、デニーズの３社で
セブン＆アイ・ホールディングス設立（2005.9）
－不振の総合スーパー再建、グループMD体制の抜本的改革がグループ課題
－「グループシナジー委員会」が事業会社間の仕入れの共通化や
管理部門の統合によってコスト削減を推進


① 徹底的な単品管理と納品・補充の短縮を


実現した物流システムによる在庫効率の高さ


② 積極的な人材能力開発


③ 「価格では動かない」というＭＤ戦略のもと、


育成してきた金融・サービス分野での事業基盤


④ 財務体質の健全さ


① 新設したIYG生活ﾃﾞｻﾞｲﾝ研究所や子会社化した
仏ﾃﾞｻﾞｲﾝﾊｳｽ等を活用による、


低迷が続く衣料部門のてこ入れ


② IYグループ資源を活用した価値提案


③ 単品管理の一層強化と、お客様ニーズを捉えた


売場展開、販売方法の追求


④ 現在の出店エリアを中心に「高密度集中出店」
－特に関西方面でのドミナント政策を強化


⑤ モールSC設立、大型商業施設「Ario」開業など
商圏特性に対応した店舗展開、ﾃﾅﾝﾄﾐｯｸｽ推進


調達活動 製造 サービス


全
社


ス
ー
パ
ー
ス
ト
ア


出荷物流 販売マーケティング


◎営業収益営業利益率：5.85％
　[参]イオン04年度 ： 3.50％
◎営業収益当期純利益率：0.47％
　（前年度1.51％）
　[参]イオン04年度 ： 1.48％


◎設備投資(単体）：550億円
　（新店460億円、その他90億円）
　2005年度は650億円を予定


◎海外展開：
　ヨークベニマルと共同出資で
　本格的な食品スーパー１号店を
　中国北京市内に出店（2005.4）


◎セブン銀行　
　ＡＴＭ設置数（05.3月）
　： 9,981台、24都道府県
◎アイワイカード会員
　： 276万件


◎イトーヨーカ堂　事業構造改革
・商品改革
・店舗運営改革
・販売体制改革


◎従業員数（連結）：46,841人
　外、平均臨時雇用者数：72,265人
◎従業員数（単体）：12,783人
　外、平均臨時雇用者数：35,347人
◎平均年齢（単体）：38.1歳
◎人件費(連結）：450.8億円
（前年比3.4％増/売上比－％）


◎研究開発費：記載なし


人
事
労
務


技
術
開
発


全
般
管
理


■ 2005年2月期決算の総括


（２）　現在の強みと弱み （３）　今後の課題と新しい競争優位の方向（１）　現在の戦略


資料１　価値活動分析表


コスト・リーダーシップ戦略


差別化戦略


集中化戦略


●


① 売れ筋中心の品揃えと購買ニーズとのズレ、


発注力低下による販売機会ロス（特に衣料）


*商品改革で対応力アップを推進


② 収益面でのセブン-イレブン依存度の高さ


強
み


弱
み


３つの
基本戦略


当初の仕入れ計画に固執せず
弾力的に商品を入れ替え


出店する商圏の特性に合わせた
店舗展開


IYグループ資源活用し
共同開発・積極販売（ｸﾞﾙｰﾌﾟＭＤ）


幅広い金融機関と提携、
ＡＴＭ設置数拡大


潜在使用機会が多いアイワイカード
（07年には独自電子マネーも発行）


ＩＹＧ生活ﾃﾞｻﾞｲﾝ研究所主導の
商品開発・売り場提案


MD面でのグループシナジー効果の追及


生産者との直接取引を拡大 単品管理・個店発注


地域DB（ﾃﾞｨｽﾄﾘﾋﾞｭｰﾀｰ）配置で
地場商品仕入れ強化


IYグループ３事業により
中国小売事業へ取組み


グループ情報システム統合
（2007年に向け開発に着手）


食品・日雑「ｶﾃｺﾞﾘｰｾﾝﾀｰ」化
指定卸によるエリア一括物流


グループMDによる
メーカーへの交渉力


Ｃ
Ｖ
Ｓ
・
金
融


レ
ス
ト
ラ
ン


Ｃ
Ｏ
Ｏ


Ｃ
Ｅ
Ｏ


取
締
役
会


◎セブン＆アイ・HLDGS.の組織図


グループシナジー委員会


リスクマネジメント委員会


CSR推進委員会


経営企画部


事業企画部


予算管理部


経理部


財務部


CFO


総務部


人事企画部


広報部


ｼｽﾃﾑ企画部


CAO


取締役会


CEO


COO


◎イトーヨーカ堂の組織図


総合企画室


秘書室


監査室


営業本部


管理本部


商品企画部


生活催事推進部


海外部


販売促進部


物流部


ＱＣ室


お客様相談室


食品事業部


衣料事業部


エスパ事業部


販売事業部


開発本部


財務本部


総務本部


人事本部


システム本部


・ 単品管理システム／グループ情報システムを統合（2007年に向け開発に着手）


・ 事業構造改革／商品改革の取組み
－ＩＹＧ生活デザイン研究所を設立、新スタイル・新商品・新しい売り場を企画・提案
－パリのデザイン企画会社・EXIL社、新専門店ブランド「Deux+」と連動した新商品開発
－商品開発プロセス・商品計画精度の向上によるチームＭＤの深耕
－生産者との直接取引拡大、地域ディストリビューターの配置による、地場商品仕入れ強化
－ｵｰﾀﾞｰﾒｲﾄﾞ商品展開の拡大により、お客様ニーズにきめ細かく対応


物流システムを最も効率化する
ドミナント出店


＊「神奈川方式」－共同配送の仕組み
　一括物流による機会ロスの削減


ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾏｰﾁｬﾝﾀﾞｲｼﾞﾝｸﾞ
（ｳｫﾙﾏｰﾄやﾒﾄﾛ、三井物産など）



http://www.itoyokado.co.jp/





1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990


営業収益 8,620 9,236 9,961 10,574 12,013 12,812 13,720 15,249 16,644 18,304


営業利益 439 461 609 768 926 1,036 1,219 1,410 1,587 1,820


当期純利益 135 149 213 256 318 348 435 516 585 692


1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000


営業収益 29,229 30,350 28,845 28,789 28,921 30,189 31,296 32,670 30,679 31,036


営業利益 2,125 2,067 1,966 2,114 2,186 2,204 2,213 2,164 1,778 1,654


当期純利益 735 648 587 713 767 743 705 666 476 489


2001 2002 2003 2004 *2005


営業収益 35,036 35,303 35,421 36,236 37,000


営業利益 2,001 2,013 2,078 2,120 2,330


当期純利益 393 466 536 172 637


1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000


売上高 - - - 15,233 15,279 15,288 15,297 15,452 14,907 14,597


営業利益 - - - 632 658 572 548 533 305 163


経常利益 - - - 751 766 696 703 712 511 421


2001 2002 2003 2004 *2005


売上高 14,911 15,061 14,748 14,554 15,000


営業利益 306 346 241 88 200


経常利益 461 492 423 271 390
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・ 事業構造改革（01年下期～）
・ 徹底的な効率重視経営から個店主導経営への転換（「売れ筋は店がつくる」）
・ 営業力強化


◆事業の種類別セグメント情報　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（億円）


*2005年度は予想


（年度）


資料２． 業績の推移


◆過去10年間の業績推移（単体）


資料３． 戦略経路分析（Historical Path Analysis）


1995年


トップ人事


商品政策


組織変更


基本戦略


局面


1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年


縮小リストラ期縮小リストラ期


解釈


1982年から続く業務改革委員会主導で、徹底


的な効率重視経営を推進し高い収益性を保ち


つつ業績が拡大してきたが、1990年代に入る
とPBの登場など低価格のトレンドの中、収益が


頭打ちとなる。商品面で、1993年より『お客様


は価格では動かない』と「価値訴求」を打ち出


すも、営業利益は減少していく。


徹底的な利益主義（効率主義）のもと、売れ筋


中心に絞り込むことが、消費者ニーズの多様


化に対応できなくなり、発注力低下による販売


機会ロスが深刻化。1998年11月の消費税分５％


還元セールは、消費者の「心理不況」ともいえ


る状況を打破する効果があり、ヨーカ堂の一人


勝ちで終わった。その後は価値訴求のＭＤ戦


略に効なくセールが常態化する。


反転後退期反転後退期


2001年下期より「事業構造改革」を推進。効率主義のもと行われ


た売れ筋商品への絞込みによる成功体験と決別し、小分け商品


や対面販売強化といった、個店対応力強化・既存店活性化に主


眼をおいた政策を実行した。管理職の公募制導入など店舗スタッ


フの意識改革を進め、地域密着の個店主導経営へ転換。そして


2003年の組織改革では井坂氏が社長兼COO就任。IYグループ


の総力を結集した商品開発や、地域特性に対応した出店政策で、


落ち込みが続くスーパーストア事業回復に注力する。


営業流通
政策


ナノテク衣料
国内産地の衣料
「ﾒｲﾄﾞ･ｲﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ」


店舗数 181店177店177店181店182店176店169店163店


05年
モールSC設立


執行役員制度
導入


対面販売強化


管理職
社内公募制


消費税分５％
還元セール実施


日雑一括物流


ホームページに
チラシ掲載


・ 業務改革委員会（’82年～）
・ 効率重視経営


守勢的防衛期守勢的防衛期


鈴木敏文会長（CEO）・井坂榮社長（COO）


セブンが銀行との
提携開始


婦人衣料
ＩＹベーシックス


食ブランド
「美味百撰」


ＮＢをＩＹグループ
専用に開発し直し


全店売上で
セブンに抜かれる


ｱﾊﾟﾚﾙﾒｰｶｰから
供給うけＰＢ衣料


冷食ＰＢ「味菜屋」
食品ＰＢ「買い物上手」


ＩＹグループ
EC事業開始


生活応援セール
「野菜大放出」


仏デザイン企画会社
EXIL（エグジル）社の
子会社化


花王システム物流と
提携


1992年～　鈴木敏文　代表取締役社長


ｾﾌﾞﾝと合弁
ＩＹバンク設立


◆ 単体決算 （億円）


* 2005年度は予測


◆ 連結決算 （億円）


* 会計基準の変更（米国会計基準から日本会
計基準へ）に伴い、2001年度以降は連結財
務諸表規則による
* 2005年度は予測


本業強化、専門店テナントミックス


「エブリデー・
フェアプライス」


アイワイカード
発行


営業収益 営業利益 営業収益 前年比 営業利益


スーパーストア 16,693 212 16,423 98.4% 78


コンビニエンスストア 17,215 1,875 18,062 104.9% 1,954


レストラン 1,262 33 1,262 100.0% 36


金融関連 372 -39 612 164.5% 54


その他 147 -2 172 116.7% 2


消去 -268 0 -295 -5


連結 35,421 2,078 36,236 102.3% 2,120


2003 2004


◆部門別売上高 　（億円）


2003


売上高 売上高 前年比 構成比


衣料 3,424 3,147 91.9% 25.6%


住居 2,574 2,519 97.9% 20.5%


食品 6,525 6,632 101.6% 53.9%


商品売上計 12,523 12,298 98.2% 100.0%


その他 2,226 2,556 101.4%


合計 14,748 14,554 98.7%


2004


関西中心に
新店５店


幹部職員に
年俸制導入


中国室を設置


＊マーチャンダイジング元年


ベビー用品ＰＢ


相模原加食
共配ｾﾝﾀｰ稼動


在庫管理等を伊藤忠
配送を日通に委託


衣料ＰＢを集約
「ＩＹﾍﾞｰｼｯｸ」「Ｌ＆Ｂ」


ヤマダ電機へ
DSのﾀﾞｲｸﾏ譲渡


ヨークベニマル
完全子会社化







市場環境


主活動


組織変更・人事・労務 全般管理


支援活動


80～
89年


80年 中間決算で53億円の利益　
小売業ナンバーワンへ


81年 中間決算ではじめての減益
　・ セブン-イレブン・ジャパンを
東証１部に上場


　・ ㈱ステップスを設立
84年 ヨークベニマル東証１部上
場


　・ ㈱ロビンソンジャパン設立
　・ ㈱オッシュマンジャパン設立
　・ 米国ADGと提携
86年 イトーヨーカ堂がADRからナ
スダック市場ナショナルマー
ケットに指定替え


　・ ﾃﾞﾆｰｽﾞｼﾞｬﾊﾟﾝ東証１部上場
88年 売上高１兆円突破


82年 業務改革委員
会発足


85年 派遣社員を大
幅削減


86年 社員群制度勤
務地の移動範
囲に応じた賃
金制度へ


88年 パートも管理職
に


80年２月～83年１月
長期不況


80年 サークルＫがユニー㈱の
事業部として出店。ミニストッ
プ、サンクス、スリーエフが
１号店開設


82年 通産省、行政指導による
大型店の出店規制実施


89年 消費税導入


商品・販売マーケティング


81年 午前中に５％値引きサービスを実施


85年 郵便貯金との共用カード発行


87年 JCBと提携し共用クレジットカード発行


営業・販売


82年 サンエーと業務提
携


83年 マルキ飛鳥と業務
提携


84年 新業態エスパ１号
店を出店


86年 カルチャークラブ事
業に進出


情報・物流


70～
79年


72年 東証２部へ上場


　・ ヨークフードサービスを設立､
直営レストラン｢ファミール｣
の営業を開始


73年 東証１部に上場


　・ 米国デニーズ社とライセンス
契約を結び､デニーズジャパ
ン設立


　・ ㈱ヨークセブンを設立し米国
サウスランド社とＣＶＳ「セブ
ンイレブン」のライセンス契
約を締結


75年　スーパーマーケットの㈱ヨー
クマートを設立


77年イトーヨーカ堂が米国ナスダッ
クへ米国預託証券を登録


　・ 婦人服、洋品、雑貨の専門
店㈱メリーアンを設立


71年 イトーヨーカ堂
に社名変更


78年 ヨークセブンを
セブン-イレブ
ン・ジャパンに
社名変更


73年 大規模小売店舗法（大店
法）成立


　・ 第１次オイルョック


74年 大店法改正


　・ セブンイレブン１号店
75年 ダイエーローソン設立
76年 （株）ポプラ設立
（株）サンエブリー設立


77年 円高不況
　・ 冷凍ﾋﾟｻﾞﾊﾟｲなど、食品メー
カーによる「中間食市場」
が拡大


79年 改正大店法施行


　・ 第２次オイルショック


76年 食品スーパーを展開


73年 紅丸商事と業務提
携。紅丸商事は商
号を㈱ヨークベニマ
ルに変更


77年 丸大と業務提携


　・ マルトミをｸﾞﾙｰﾌﾟ化


78年 ダイクマと業務提携


　・ 新札幌松坂屋と業
務提携し㈱ヨークマ
ツザカヤを設立


　・ 米国メイ百貨店、ﾌﾟ
ﾘﾝﾓｱ社と商品提携


73年 タグシステム開始
発注のオンライン
化を実施


76年 生鮮食品のＥＯＳ　
(Electric Ordering 
System)開始


82年 全衣料コンピュータ
発注化


84年 窓口問屋制実験
共同配送システム
（VANを使ったオン
ライン発注）


85年 全店にPOSシステ
ム導入


86年 窓口問屋制を全店
導入


87年 総菜の納品体制を
１日２便に（鮮度アッ
プ）、婦人衣料の発
注・納入を週４回に
（単品管理徹底）


90～
95年


91年 イトーヨーカ堂とセブンがIYG
ホールディング社を設立、米
国サウスランド社に資本参
加、経営権取得


92年 サウスランド株の一部を伊
藤忠商事などに売却


94年 特例子会社㈱テルベを設立
　・ ウォルマートと提携
　・ 米国欧州ﾒﾄﾛｸﾞﾙｰﾌﾟと提携


95年 ㈱芝パーク出版設立


90年 新組織スタート
（ＢＹ―ＳＶ―Ｄ
Ｂの３権分立の
確立）


92年 伊藤雅俊社長
利益供与事件
の引責辞任、ｾ
ﾌﾞﾝｲﾚﾌﾞﾝ社長
の鈴木敏文氏
が社長就任


　・ 衣料部門、商
品群ごと男女
別組織に変更


93年 衣料部門で服
種別、６部制へ


94年 仕入れ部門の
部長制の廃止
住居用品と食
品の両事業部
の仕入れ部門
内の統合


　・ バイヤーの数
を１割削減


95年 伊藤雅俊相談
役が名誉会長
に復帰


91年 バブル崩壊


92年 改正大店法施行、出店規
制緩和


95年 阪神淡路大震災発生


90年 リスクＭＤ


92年 新合繊ポロシャツ発売
チームＭＤ第１号


93年 「価値訴求」


94年 低価格コーラ発売


95年 グループＭＤ
　・ オンワード樫山と東京スタイルから供給
を受けたＰＢ衣料発売


　・ セルフ化粧品値下げ


90年 ハンガー納入実験
導入


　・ 物流センターを全
国に分散


91年 加工食品週６回発
注、作業軽減へ


92年 契約管理システム
稼働


　・ ハンガー納入全店
導入


94年 チームロジスティク
ス加工食品センター
で実験開始


　・ 日用雑貨部門で窓
口問屋制を導入


96年


4月 幹部職員に年
俸制導入


　・ 中国室を設置


96年度決算で、セブン-イレブン
の全店売り上げ高が親会社イトー
ヨーカ堂を抜く


営業・店舗


98年


婦人衣料IYベーシックス発売


チームＭＤの方向転換


11月 消費税分５％還元セール


12月 歳末特別７％還元セール


北京に出店5月 大規模小売店舗立地法が
成立


　・ サークルＫとサンクスが業
務提携


97年


マーチャンダイジング元年


　・ NBを「いつもの」というIYグループ専用ブ
ランドで開発し直し展開


11月 中国へスーパース
トア１号店を出店


6月 花王システム物流
との提携


　・ 日用雑貨一括物流


　・ 神奈川日用品セン
ター稼働


9月 中国に華糖洋華堂商業有
限公司（現関連会社）を設立


　・ 金融ビッグバン
　・ デフレ不況が深刻化
4月 消費税引き上げ


99年


3月 オーダーメードスーツ行程圧縮


8月 ベビー用品ＰＢ販売（米ホールマーク社と
ライセンス契約）


　・ ＰＢ加工食品「いつもの」シリーズ拡充


10月 創業８０周年謝恩セール


11月 折り込みチラシの内容をホーム
ページﾞに掲載開始


12月　ボーナス応援割引セール


9月 相模原加食共配ｾﾝ
ﾀｰ稼働


　・ 在庫管理やピッキ
ングを伊藤忠食品
へ、輸配送を日本
通運にアウトソーシ
ング


9月 セブンイレブン、都銀４行と
ATM運営会社設立発表


10月 中間期決算で上場初の減収
減益


11月 ソフトバンク他３社と共同で
日本債券信用銀行、日債銀
信託銀行の買収する方針を
発表、銀行免許取得の意向
を表明


4月 サウスランド社
は7-eleven. Inc. 
に社名変更


資料４． 時系列活動分析表







市場環境


主活動


組織変更・人事・労務 全般管理


支援活動


商品・販売マーケティング 営業・販売情報・物流営業・店舗


00年


2月 ㈱セブンドリーム・ドットコム
設立


3月 計５００億円の無担保社債を
発行


9月 上期、前期比マイナス９％成
長


11月 「株式会社アイワイバンク銀
行」設立を申請


1月 IYバンクに東京三菱
など都銀・地銀７～８
行が出資や人材派遣
に関して支援する見
込み


7月 7-eleven. Inc.が
NASDAQからﾆｭｰﾖｰｸ
証券取引所（NYSE）
に再上場


6月 メーカー製品による集団食
中毒発生。食品の安全性
に対する不安が高まる


12月 カルフールが１号店を幕張
にオープン


1月 冷食ＰＢ「味菜屋」を開発・販売
　・ 鐘紡と女性リクルート衣料キャン
ペーン


2月 低価格の選択雑貨ＰＢ１１０品目
　　 日雑メーカースルガと組み開発・
販売


5月 ３～７日最大３０％返金キャンペー
ン実施


9月 「エブリデー・フェアプライス」
　・ 衣料品ＰＢ「IYベーシック」でフリー
ス展開。ユニクロより高い値段
（2900～4900円）で、毎月異なる
デザインで展開（～12月）


10月 食品ＰＢ「買い物上手」販売開始


9月 ４店舗（幕張・甲府
昭和古淵、福山店）
でﾎﾟｲﾝﾄｶｰﾄﾞ導入


01年


2月 香港事務所開設
　・ 既存店36店リニュアル着手、
投資額310億円（昨年115億
円）


4月 セブン-イレブンと「アイワイ
バンク銀行」設立


5月 「アイワイバンク銀行」新規
預金口座受付開始、ATMサー
ビススタート


9月 構造改革の基本戦略を明示
（初の中長期見直し発表）


　(1) 強い財務体質を活用した経
営基盤の整備をする


　(2) 不採算・非効率な分野の整
理統合をし、ｸﾞﾙｰﾌﾟ経営に
おける収益力の復活を図る


　(3) 商品開発力を強化すること
で自己差別化に挑戦する


　(4) マーケティング・情報収集力
の強化により、個店対応力
のレベルアップを目指す


1月　 組織改革「販売事業
部：８ゾーンから11ゾー
ン体制へ」


7月 「ＩＹグループ企業行動
指針」改訂（制定は
1993年）、「企業行動
委員会・事務局」を設
置


8月 店長以下全社員40歳
未満の若手登用店
（竹の塚店）


　・ 衣料部門全員女性
（南大沢店）


2月 2000年度決算でジャスコ
がイトーヨーカ堂の売上を
抜く。ｾﾌﾞﾝｲﾚﾌﾞﾝの全店売
上がダイエーを抜き小売１
位になる


3月 戦後初めてのデフレ認定


9月　農水省が国内で初めて狂
牛病感染の牛を確認
（ＢＳＥ問題発生）


1月 生活応援緊急「野菜大放出」セー
ル開催


2月 30の衣料品ＰＢを「IYベーシック」
「Ｌ＆Ｂ」に集約


　・ ヴァン社と組み、ネクタイ・ワイシャ
ツ・ポロシャツなど男性30～40代
向けＰＢ「Kent」の販売開始


6月 ポイントカード会員数300万人を
突破


2月 ポイントカード導入
を181店舗へ拡大


　・ ヴァン社とサブライ
センス契約提携


3月 オンライン通販事業
「アイワイネット」、葛
西店からスタート


10月 株式会社アイワイバ
ンク銀行が、イトーヨー
カドーの店舗へATM
設置を拡大


11月 イトーヨーカドー大
和鶴間店が神奈川
県大和市に開店


12月 中国２号店を北京市
に出店


　　・ 神奈川・大和にイオ
ン共同出店「やまと
ｵｰｸｼﾃｨ」ｵｰﾌﾟﾝ


02年


1月 2002年度方針
　(1) 組織を動かしトータルとして
の計画を持つ


　(2) 生活場面からの新たな売場
作り、売り方への挑戦


　(3) マーケット変化を的確に捉え
たＭＤ改革


5月 ㈱ヤマダ電機および野村プ
リンシパル・ファイナンス㈱
に保有する㈱ダイクマの全
株式を譲渡


3月 全管理職対象に社内
公募制導入


　・ 商品情報の正確な提
供のため社内横断組
織「表示改善プロジェ
クト」発足


　・ アイワイフーズ㈱、日
本農水産㈱、ヨーク青
果㈱が合併し、新会
社アイワイフーズ㈱
に


　・ 牛肉偽装事件、ﾐｽﾀｰﾄﾞｰﾅ
ﾂ肉まん等、食品不正表示
や違法使用相次ぐ


　・ 日本ﾏｸﾄﾞﾅﾙﾄﾞが売上高
4,000億円台を保つも、最
終赤字で業界に衝撃


5月 残留農薬「検査命令」が急
増、特定国輸入禁止に。
食品衛生法改正へ


2月 クレジットカードとポイントカード
が一体となった「アイワイカード」
発行


　・ 単身者向け家電レンタルサービ
ス開始、東芝テクノネットワーク
が担当


4月 国内産地と共同開発の衣料品に
よる「メイド・イン・ジャパン」キャン
ペーン実施


6月 アイワイバンク銀行、消費者金融
７社とグループ店舗設置ＡＴＭ利
用で提携（8月より実施）


10月 イトーヨーカドー八
千代店オープン


11月 イトーヨーカドー湘
南台店オープン


3月 衣料品の地域仕入
れを全国レベルでス
タート


03年


5月 米国ナスダックにおけるADR
の登録を廃止


6月 ㈱ロビンソン・ジャパンから
の営業譲渡を受け、㈱ロビ
ンソン百貨店を設立


8月 セブン-イレブン・ジャパンが
国内１万店を突破


9月　 「企業の社会的責任報告
書-社会・環境活動報告　
2003」発行


　・ ヨークベニマル完全子会社
化


1月 商品企画部の新設、
店舗毎に「販売促進
部長」設置


4月 執行役員制度導入
（初の役員機構の改
革、ｲﾄｰﾖｰｶﾄﾞｰ、ｾﾌﾞﾝ、
ﾃﾞﾆｰｽﾞ、ﾖｰｸﾍﾞﾆﾏﾙで
導入）、迅速な意思決
定と経営責任の明確
化のため取締役の任
期を２年→１年


5月 社長交代
鈴木敏文氏が代表取
締役会長兼CEO、井
坂榮氏が代表取締役
社長兼COOに


4月　発泡酒増税
5月 健康増進法施行
6月 厚生労働省が医薬品と医
薬部外品の分類基準見直
し開始


7月　タバコ値上げ
　・ 内閣府内に食品安全委員
会が設立、翌8月に「食の
安全ダイヤル」を開設


8月 冷夏の影響でアイスクリー
ムや飲料の売上が減少


9月 酒類販売が自由化


12月 米国でBSE発生
　・ 全国的に温暖で、アイスク
リーム、ドリンク類の売上
げが上昇


2月 新生活ファミリー向けに家電レン
タルサービス開始


　・ シャープと共同企画で単身者向
け家電製品７品目を販売開始


10月 イトーヨーカドーの新開発商品、
食のブランド『美味百撰』発売


　・ イトーヨーカドー84周年大創業祭


7月 イトーヨーカドー奈
良店オープン（奈良
県１号店・サービス
業と連携した新たな
店舗づくり）


10月 「拝島店」オープン


11月「東大和店」「立場店」
「錦町店」
オープン


04年


4月 セブン-イレブン・ジャパンが
中国へCVS１号店を出店


1月 組織変更


　・ 営業本部


　(1) 生活催事推進部の新
設


　・ 衣料事業部


　(1) 子供服飾肌着Dept
（デパートメント）の新
設、トータルの子供売
場を展開


　・ 開発本部


　(1) 店舗開発室、店舗管
理室の２室体制に


　(2) 建築設計施設管理部
を分割


1月 日本やアジア各国で鳥イ
ンフルエンザﾞが発生、台
湾産・タイ産などの家禽肉
類の輸入停止


4月 「消費税総額表示」施行
7月 第二次医薬品販売規制緩
和が施行。製薬ﾒｰｶｰ各社
がCVS、ｽｰﾊﾟｰ向けの新
範囲医薬部外品を発売


　・ 記録的な猛暑


10月　新潟中越地震
12月 スマトラ島沖地震
　・ 「牛角」のレインズインター
ナショナルがam/pm、成城
石井を買収


・ 企業設備投資と輸出によ
り国内景気が回復基調


3月 21世紀の日常着、ナノテク服「ナ
ノテク衣料」発売


6月 ナノテクノロジー利用の開発商品、
傘と靴を発売


　・ 「頑張れ三宅島」キャンペーン


　・ イトーヨーカドーの高画質デジタ
ルカメラ 米・コンコルドカメラ社と
の共同開発商品（500万画素、
19,800円）を発売


4月 「津久野店」「大宮宮
原店」オープン







ＨＯＭＥ


当社マーケティング戦略ケースも併せてご参照ください


●ＧＭＳ業界２強の戦略を読む　－イオン vs. イトーヨーカ堂 （2003年）


●ヨークベニマル、ヤオコー　新たな食品需要を創り出した小売業の挑戦
（2003年）


●幕張流通戦争勃発！幕張を征するのは誰だ！！　


－カルフール vs. 国内チェーン企業の仁義なき戦い－（2001年）


●「還元セール」ＩＹグループ一人勝ちの理由（1998年）


05年


2月 IYグループの事業構造改革
方針に基づき、CVS事業統
合のため、IYG Holding 
Company、
7-Eleven,Inc.を子会社化。IY
グループのCVS事業の運営
管理をセブン-イレブン・ジャ
パンへ統合


3月 三井物産と「株式会社モー
ル・エスシー開発」を設立。
広域商圏に対応する大規模
なショッピングモール型店舗
（メガモール）、都市部の高
密度商圏におけるイトーヨー
カ堂の売場を中心とする
GMS店舗、及び、ネイバーフッ
ドショッピングセンター型店
舗（以下NSC）の開発を推進。


4月 イトーヨーカ堂、セブン-イレ
ブン、デニーズの３社による
共同株式移転方式によって、
持株会社として株式会社セ
ブン＆アイ・ホールディング
ス設立を決議


9月 セブン＆アイ・ホールディン
グス設立


10月 アイワイバンク銀行の社名
を「セブン銀行」へ変更


1月　組織変更
営業本部
　・ デパートメント体系見
直し


　・ 地方店のゾーン括り
見直し


　・ 物流業務改善プロジェ
クト


開発本部
　・ ＮＳＣ（近隣型商業施
設）開発部の新設


　・ 関西開発部を新設、
関西圏のドミナント政
策を強化


5月 衣料事業部組織変更
　・ 商品企画部などをIYG
生活デザイン研究所
に統合


　・ ＭＤ分類を集約、シニ
アマーチャンダイザー
設置


　・ 従来の服種分類から
購入スタイル分類に


9月 ｾﾌﾞﾝ&ｱｲ人事
　・ 代表取締役会長・最
高経営責任者（CEO）
に鈴木敏文氏


　・ 代表取締役社長最高
執行責任者（COO）に
村田紀敏氏


1月 百貨店売上が11ヶ月ぶり
にプラスに転じる


3月 福岡県西方沖地震


7月 西友が05年12月期の業績
予想を下方修正、これに
伴いＣＥＯの引責辞任発表


8月 内閣府・月例経済報告の
景気の基調判断は「企業
部門と家計部門がともに
改善し、緩やかに回復」と
７月より上方修正


9月 イトーヨーカ堂、セブン-イ
レブン・ジャパン、デニーズ
３社による持株会社セブン
＆アイ・ホールディングス
設立


3月　イトーヨーカドー四街
道店を開店（旧店の
ほぼ２倍の規模、ユ
ニバーサルデザイン
を採用）


4月 千葉市の大型複合
商業施設「ハーバー
シティ蘇我」内の中
核店として、イトーヨー
カドー初のＳＣ開発・
運営事業第１号店・
テナント数85店舗の
「Ａｒｉｏ（アリオ）蘇我」
を開業。テナント内
にはIYグループの金
融サービス機能を
集約した「お金の便
利コーナー」も設置


　・ ヨークベニマルとの
共同出資により設立
した食品スーパーの
１号店を中国に出店


5月　イトーヨーカドー三郷
店を開店（181店舗
目）


11月 札幌市内「サッポロ
ガーデンパーク」内
ビール工場跡地に、
大型複合商業施設
「Ario(アリオ)札幌」
を開業


　・ 埼玉県川口市のサッ
ポロビール跡地に
ショッピングセンター
「Ario(アリオ)川口」
開業


11月　セブン＆アイ各店舗
で使用できる独自の
電子マネー発行を
決定、2007年春発
行に向けシステム開
発等に着手


2月 ＩＹＧ生活デザイン研究所を設立、
ＧＭＳの衣料品分野を中心とする
商品開発における構造改革の柱
として位置付け


　・ 衣料部門改革の一環として、イトー
ヨーカドー内で独立したショップと
して展開する新ブランド『Deux＋
（ドゥ プリュス）』立上


4月 三洋電機と共同開発した、長距
離走行用の電動ハイブリッド自転
車を販売開始


　・ こどもアニメ専門チャンネル「キッ
ズステーション」と業務提携、メディ
ア連動型キャラクターコーナー
『キャラ王国』を全国ヨーカドー店
舗で展開


9月 セブン＆アイ・ホールディングス
誕生記念祭を実施


　・ 『ウォームビズ』に対応した衣料
品を全店規模で展開


10月　千葉・関西地区で「2005熱闘日
本シリーズ 感動ありがとうセー
ル」実施


　・ キャンペーン「Smile Halloween」
実施


12月 「セブン＆アイ共通商品券」を発
行


（注： 株式会社イトーヨーカ堂の表記につきましては、同社ホームページの表記に倣い、
登記上の正式名称を使用する場合を除き、イトーヨーカドーを使用しています）


市場環境


主活動


組織変更・人事・労務 全般管理


支援活動


商品・販売マーケティング 営業・販売情報・物流営業・店舗



http://www.jmrlsi.co.jp/member/case/2003/iy_2.html

http://www.jmrlsi.co.jp/member/case/2003/defl_1.html

http://www.jmrlsi.co.jp/member/case/2001/carrefour_2.html

http://www.jmrlsi.co.jp/member/case/1998/iy_1.html






 


 


 


 


 


パソコンの購入に関する調査  


 


  


【概 要】  


高性能パソコンが１０万円程度で販売されるなど、パソコンは以前に比べ、個人購入が容


【調査方法】  


インターネットコミュニティ「ＭｙＶｏｉｃｅ」を利用したウェブ形式のアンケート調査  


【調査項目】  


１．パソコン購入にあたっての比較検討の程度 


報源 


【調査時期】  


1999 年 12 月１日～12 月 10 日  


【回答者数】  


事前に登録されたメンバーの内、3,734 名から回答を入手  


【回答者属性】  


易になってきています。パソコンの購入についての実態を把握するため、調査を実施しま


した。  


２．購入商品決定の最重要要素 


３．購入検討時に最も役に立った情


４．実際の購入までに要した期間 


５．パソコンの購入先 


 


性別区分 年齢階層 
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性別区分 度数 パーセント 


男性 1829 49％ 


女性 1905 51％ 


合計 3734


度数 パー年齢階層 セント


10 代 157 4％


20 代 1 3242 3％


30 代 1660 45％


40 代 531 14％


100％ 
 


50 代以上 144 4％


合計 3734 100％
  


調査機関】  


マイボイスコム株式会社 


 


 


【


 


  


１．パソコン購入にあたっての比較検討の程度  


ましたか）  


 


（Ｑ１．パソコンを購入する際、どの程度比較検討し  


 


 


  


２．購入商品決定の最重要要素  


重視する項目は何ですか）  


 


（Ｑ２．購入を決めるにあたって最も  
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３．購入検討時に最も役に立った情報源   


（Ｑ３．購入を検討する際、最も役立った情報源はなんですか）   


 


 


  


４．実際の購入までに要した期間   


（Ｑ４．購入しようと思ってから実際に購入するまで、どれくらいかかりましたか）   
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５．パソコンの購入先   


（Ｑ５．現在お使いのパソコンはどちらで購入されましたか）   


 


 


 


 


9305] オンラインショッピングの利用（第３回） 


 オンラインショッピングはパソコンでの利用が９割、携帯電話での利用は１割程度 


 パソコン、携帯電話ともに主な決済方法は「クレジットカード」 


 パソコンでオンラインショッピングを利用しない理由は「実際に商品を確認してから買いたい」がトップ 


 携帯電話でオンラインショッピングを利用しない理由は「パソコンのオンラインショッピングだけで十分」
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が過半数 
 


 


ンターネットコミュニティ「MyVoice」の登録メンバー 


    【回答者数】15,269 名  


【調査対象】 イ


【調査方法】 ウェブ形式のアンケート調査 


【調査時期】 2006 年 4 月 1 日～4 月 5 日 


性別 男性 女性 合計  年代 10 代 20 代 30 代 40 代
代 


以上
合計 


50


 


度数 7,024 8,245 15,269 度数 517 3,405 6,013 3,600 1,73 ,269 4 15


％ 6% 00 ％ 4% % % 4% % 00 4  54% 1 %  22  39  2  11  1 % 


【実 関】 イボ コム 社施機  マ イス 株式会


１． １年以内のパソコンでのオンラインショッピングの利用回数 


〔この１年間で何回くらいパソコン（携帯電話を除く）からオンラインショッピングを利用したことがありま


すか〕  


  


 


 パソコンでのオンラインショッピング利用経験者は９割を超えています。利用回数は「10～19 


回」（19.4％）、「20 回以上」（16.6％）をあわせ、ほぼ４割弱が平均して月に１回からそれ以上利


用しています。 


 


 


 


２． パソコンでのオンラインショッピングで購入（利用）したもの 


〔（オンラインショッピング利用者）この１年でどんなものを購入（利用）しましたか？［複数回答］〕  
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 「書籍・雑誌」が 47.1％とトップで、「食料品・飲料・アルコール」（42.4％）、「 2.3％）と衣料品」（4 


続きます。 


 


 


 


３． パソコンでのオンラインショッピングの決済方法 


〔（オンラインショッピング利用者）利用したことがある支払い方法は次のうちどれですか？〕  
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  「クレジットカード」が７割でトップ、２位が「銀行振込・郵便振替」（46.7％）、「コンビニ支払い」


「代金引換」が４割強と続きます。 


 


 


 


４． パソコンでのオンラインショッピングの利用しない理由 


〔（オンラインショッピング非利用者）この１年間に利用しなかった理由は何ですか？［複数回答］〕  
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  「実際に商品を確認してから買いたい」（29.5％）、「トラブルに巻き込まれそうだから」（29.3％）、


「個人情報や決済などセキュリティが不安」（28.0％）が上位となっています。 


 


 


 


５． １年以内の携帯電話でのオンラインショッピングの利用回数 


〔この１年間で何回くらい携帯電話からオンラインショッピングを利用したことがありますか？〕  


  


 


  「携帯電話から利用したことはない」が 82.3％、「この１年は利用していない」が 6.9％で、携帯


電話からの利用率は 10.8％です 


 


 


 


６． 携帯でのオンラインショッピングで購入（利用）したもの 


〔（携帯電話でのオンラインショッピング利用者）この１年でどんなものを購入（利用）しましたか？［複


数回答］〕  
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  「衣料品」「食料品・飲料・アルコール」「書籍・雑誌」がほぼ同率でトップとなっています。 


 


 


 


７． 携帯でのオンラインショッピングの決済方法 


〔（携帯電話でのオンラインショッピング利用者）支払い方法は次のうちどれですか？〕  
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  「クレジットカード」が 52.8％とトップで、２位以下の「銀行振込・郵便振替」「コンビニ支払い」「代


金引換」を大きく引き離しています。 


 


 


 


８． 携帯電話でのオンラインショッピングの利用しない理由 


〔（携帯電話でのオンラインショッピング非利用者）この１年間に利用しなかった理由は何ですか？［複


数回答］〕  
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  「パソコンのオンラインショッピングだけで十分」が 51.8％でトップ、「商品画像が分かりにくい」


「通信費が高い」が３割前後で続きます。 


 


 


 


９． 回答者のコメントから 〔オンラインショッピングに求めること〕  


  


【女性・34 歳】JR の新幹線指定席予約が携帯電話から簡便に行えるといい  


【男性・48 歳】アフターサービスの充実  


【男性・19 歳】イーバンク決済をできるようにしてほしい  


【女性・51 歳】オリジナル商品の開発  


【女性・50 歳】オンラインショッピングでしか買えない商品や、特別価格での販売をして欲しい  


【男性・49 歳】オンラインショッピングの信用保証協会があってそこが保証してくれる制度があったらい


い  


【女性・24 歳】カード情報などの流出がないこと、荷物の配達時間帯の指定ができること  


【男性・48 歳】クレジットカード以外の支払い方法の充実と手数料の減少  


【女性・31 歳】サイトのセキュリティだけでなく、商品に対する保証をきちんとしてほしい。食料品では画
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像と全く違うものが送られてくることが、少なくないので、腹立たしく思うことが多い  


【男性・42 歳】セキュリティーと商品検索のしやすさ。欲しいものがすぐに見つかり、価格を比較できる


といい  


【男性・38 歳】パソコンよりのモバイル用に軽いサイトの併設を希望します  


【女性・28 歳】携帯電話でのショッピングにも興味はありますが、何しろパケット代が高いので利用しよ


うという気がしません。通信費を気にせず閲覧出来るようになればいいなと思います  


【女性・44 歳】支払方法を充実させてほしい  


【女性・24 歳】似たような商品を扱っているショップが多すぎてわかりづらいので、比較検討するための


サイト（価格.com のような）をもっと利用者の年齢や好みに合わせて便利にしていって欲しい  


【女性・24 歳】実際見に行くのと変わらないように 360°回転させることができる映像や、実物の大きさ


がもっと実感できるようなこと、回線が混雑しないような対応を期待する  


【女性・43 歳】コンサートチケットなどは、購入手続きが完了した時点で席がわかるとよい  


【女性・34 歳】ポイント制、割引等があると嬉しい。送料・代引サービスなど  
 


 


 


※出所は、マイボイスコム(株)であることを明記のうえ、自由にご利用ください。 


 


12103] 家電製品の店頭購入 


 直近に購入した家電製品は、「事前に情報を集め、その『事前情報』を重視して購入」、「事前に情報を


集めたが、『売り場情報』を重視して購入」、「直接店頭へ行って購入」がそれぞれ３分の１ 


 事前情報の収集方法は、「価格比較サイト」「家電メーカーのホームページ」が４割以上でトップ２ 


 家電製品を購入する際に店頭で注目したポイントは、「価格」（80.8％）がトップ、「販売員の説明」「基本


 
性能」が４割台で続く 


 


【調査対象】 インターネットコミュニティ「MyVo ce」の登録メンバー 


    【回答者数】14,863 名  


i


【調査方法】 ウェブ形式のアンケート調査 


【調査時期】 2008 年 8 月 1 日～8 月 5 日 


年代 10 代 20 代 30 代 40 代
50 代 


以上
合計 性別 男性 女性 合計 


 


度数 6,837 8,026 14,863 度数 174 2,262 5,472 4,347 2,60 ,863 8 14


％ 6% 00 ％ 1% % % 9% % 00 4  54% 1 %  15  37  2  18  1 % 
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【実 関 ボ施機 】 マイ イスコム株式会社


１． 過去５年間で最も直近に購入した家電製品 


〔あなたはここ５ 。複数購入して年以内の間で家電売り場の店頭で以下の家電製品を購入しましたか


いる場合は、最も直近に購入したものをお選びください〕  


  


 


 「パソコン」が 15.8％でトップ。以下、「デジタルカメラ」（13.2％）、「テレビ」（12 、「エアコン」.6％） 


（10.2％）が 10％台で続いています。 


 


 


 


２． 直近に購入した家電製品の価格 


〔（５年以内に家電製品を購入した人）あなたが購入した家電製品はいくらでしたか？〕  
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  「10


 


万円未満」が 56.0％、「10 万円以上」が 41.5％となっています。 


 


 


３． 家電製品を購入した際の行動スタイル 


〔（５年以内 ましたに家電製品を購入した人）家電製品を購入した際、どのような行動スタイルをとり


か？〕  


 


  


 「事前に情報を集め、その『事前情報』を重視して購入」、「事前に情報を集めたが、『売り場情 


報』を重視して購入」、「事前には情報は集めず、直接店頭へ行って購入」がそれぞれ３分の１


ずつを占めています。 


 


 


 


４． 事前情報の収集方法  


〔（購入した家電製品の情報を事前に集めた人）あなたが購入した家電製品の情報をどこから集めま


したか？［複数回答］〕  
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 「価格比較サイト」（45.9％）、「家電メーカーのホームページ」（41.9％）がトップ２となりました。 


次点は「新聞広告・チラシ」（30.2％）です。 


 


 


 


５． 店頭で注目したポイント  


〔（５年 に家電売り場の店頭を訪れたとき、どのような点以内に家電製品を購入した人）あなたが実際


に注目して家電製品を見て回りましたか？［複数回答］〕  
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  「価格」（80.8％）が８割を超えて第１位となっています。以下、「販売員の説明」（45.3％）、「基本


性能」（44.1％）が 40％台で続きます。 


 


 


 


６． 家電製品に対するこだわり 


〔あなたは、家電製品にどのようなこだわりを持っていますか？［複数回答］〕  
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  「基本性能が高い製品を購入する」が 54.7％で第１位となりました。以下、「故障・老朽化するま


では買い換えない」（36.7％）、「価格が安い製品を購入する」（33.1％）と続きます。 


 


 


 


 


 


※出所は、マイボイスコム(株)であることを明記のうえ、自由にご利用ください。 


 


 


[4201] 家電メーカーのブランドイメージ 


• もっとも「先鋭的」「マーケティング力が強い」「技術力が高い」ブランドは『ソニー』  


ナソニック』  


• もっとも「信頼感がある」ブランドは『ナショナル／パナソニック』  


• もっとも好きなブランドは『ソニー』がトップ。2 位は『ナショナル／パ


 17







 


 


ンターネットコミュニティ「MyVoice」の登録メンバー 


ェブ形式のアンケート調査 


02 年 1 月 1 日～1 月 7 日    【回答者数】 10,447 名  


【調査対象】 イ


【調査方法】 ウ


【調査時期】 20  


20 代 30 代 40 代
50 代 


以上 
合計 性別 年代 10 代 男性 女性 合計 


度数 4,818 5,629 10,447  度数 323 2,620 4,219 2,335 950 10,447 


％ 46% 54% 100% ％ 3% 25% 41% 22% 9% 00%  1


【実施機関】 マイボ ム株式会社イスコ


１． もっとも「信頼感がある」ブランド 


（Ｑ１：もっとも「信頼感がある」ブランドはどれですか？）  


  


 


 「ナショナル/パナソニック」が 36％、「ソニー」が 33％で上位 2 位を占め、3 位の「NEC」以下を 


大きく上回りました。 


 


 


 


２． もっとも「先鋭的」だと感じるブランド  


（Ｑ２：もっとも「先鋭的」だと感じるブランドはどれですか？）  
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  「ソニー」が64％で突出しており、2位「シャープ」15％、3位「ナショナル／パナソニック」8％を大


きく離しています。 


 


 


 


３． もっとも「マーケティング力が強い」と感じるブランド 


（Ｑ３：もっとも「マーケティング力が強い」と感じるブランドはどれですか？）  


  


 


  「ソニー」が44％で1位、「ナショナル／パナソニック」が33％で2位になっています。3位「NEC」


は 7％で、これらを大きく下回っています。 
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４． もっとも「技術力が高い」と感じるブランド 


（Ｑ４：もっとも「技術力が高い」と感じるブランドはどれですか？）  


  


 


  「ソニー」が 49％でトップを占めています。2 位は「ナショナル／パナソニック」17％です。 


 


 


 


５． もっとも好きなブランド 


（Ｑ５：もっとも好きなブランドはどれですか？）  


  


  


  「ソニー」が 44％でもっとも多く、「ナショナル/パナソニック」が 24％で続いています。いずれの


年代も「ソニー」がトップですが、若年層の方がその率が高く、高年齢層は「ナショナル／パナソ


ニック」の支持が高い傾向がみられます。 
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６． 回答者のコメントから 


（Ｑ６：Ｑ５の選択理由）  


  


【男性・50 歳】  


いつもいろいろなことに挑戦している姿勢が好きです。（ソニー）  


【男性・25 歳】  


いつも時代を先取りしており、若いイメージのある会社だから。（ソニー）  


【女性・18 歳】  


名前も良く知られているし、すごく響きも良いから。（ソニー）  


【女性・51 歳】  


アフタ-が良い。センスがある一部上場の会社。（ソニー）  


【女性・35 歳】  


伝統と信頼性がある。（ナショナル/パナソニック）  


【男性・37 歳】  


デザイン・性能共に良く、かなり長持ちしている製品が多い。（ナショナル/パナソニック）  


【男性・42 歳】  


どの種類の製品も安心感がある。（ナショナル/パナソニック）  


【女性・47 歳】  


真面目な感じがするから。（東芝）  


【男性・30 歳】  


サポートがしっかしているし、壊れにくい。（NEC)  


【女性・26 歳】  


今使っているパソコンがＮＥＣだから。（NEC)  


【男性・36 歳】  


比較的安価で、故障も少ないから。（サンヨー）  


【女性・34 歳】  


どの電化製品も品質がいいものが多いから。（シャープ）  


【男性・26 歳】  


音楽好きのなで、それに関して一番安心できるので。（パイオニア）  


【男性・45 歳】  


３CCD 技術を多く評価します。（ビクター）  


【女性・37 歳】  


使う側の立場で物をつくっている感じがする。（日立）  
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※出所は、マイボイスコム(株)であることを明記のうえ、自由にご利用ください。 


 


 


 


 


※出所は、マイボイスコム(株)であることを明記のうえ、自由にご利用ください。 


 


 


[4404] パソコンメーカーのブランドイメージ 


• 自宅で利用しているパソコンは「NEC」20％、「富士通」18％、「ソニー」11％  


  • ｢ソニー」は『機能性』『デザイン』の評価が高く、買い換え時の選択希望もトップ


• 「NEC」は『サポート体制』、「アップルコンピュータ」は『デザイン』が高い評価  


 


【調査対象】 インターネットコミュニティ「MyVo ce」の登録メンバー 


    【回答者数】 11,581 名  


i


【調査方法】 ウェブ形式のアンケート調査 


【調査時期】 2002 年 3 月 1 日～3 月 5 日 


年代 10 代 20 代 30 代 40 代
50 代 


以上
合計 性別 男性 女性 合計 


 


度数 5,140 6,441 11,581 度数 374 2,984 4,910 2,411 902 ,581  11


％ 4% 00 ％ 3% % 2% 1% % 0 4  56% 1 %  26  4  2  8 10 % 


【実 関】 イボ コム 社施機  マ イス 株式会


１． 自宅で利用しているパソコンメーカー 


（Ｑ１：あなたがご自宅でご利用なさっているパソコンのメーカーは、次のどれですか？）  


 22







 


  


 


  「NEC」20％、「富士通」18％、「ソニー」11％が上位 3 位です。「NEC」、｢富士通」の利用率は男


性より女性の方が高くなっています。 


 


 


 


２． 最も「機能や性能が充実している」と思うパソコンメーカー 


（Ｑ２：最も「機能や性能が充実している」と思うパソコンメーカーは、次のどれですか？）  
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  「ソニー」30％がトップで、「NEC」19％、「IBM」14％が続いています。 


 


 


 


３． 最も「形状や色などのデザインが良い」と思うパソコンメーカー 


（Ｑ３：最も「形状や色などのデザインが良い」と思うパソコンメーカーは、次のどれですか？）  


  


 


  「ソニー」43％がトップで、「アップルコンピュータ」30％が次位ですが、この 2 社が他社を大きく


引き離しています。 


 


 


 


４． 最も「サポート体制が充実している」と思うパソコンメーカー 


（Ｑ４：最も「サポート体制が充実している」と思うパソコンメーカーは、次のどれですか？）  
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  「NEC」27％がトップで、「富士通」16％、「ソニー」13％が続いています。 


 


 


 


５． 今後買い換えたいパソコンメーカー 


（Ｑ５：今後、ご自宅のパソコンを買い換えるとしたら、どのメーカーのパソコンにしたいと思います


か？）  
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  トップは「ソニー」26％で、「NEC」12％、「富士通」10％が続いています。 


 


 


 


６． 回答者のコメントから 


（Ｑ６：Ｑ５の選択理由）  


  


【男性・27 歳】  


ＶＡＩＯシリーズのブランドはすばらしいと思う。ただのパソコン、箱ではなく、なにか生活がワ


ンランクあがるようなイメージがある(ソニー)  


【男性・37 歳】  


カメラ付きなど先進性の有る機能とハイセンスなデザイン（ソニー)  


【女性・35 歳】  


おしゃれで繊細なイメージあるから(ソニー)  


【女性・29 歳】  


技術力が優れており、サポート体制もしっかりしているイメージがある。雑誌などの評価も高


い(ソニー)  


【男性・40 歳】  


アフターケアが充実しているから（NEC)  


【女性・29 歳】  


サポートが充実してるし、なんと言っても無料でサポートしてくれるから（NEC)  


【女性・36 歳】  


画像が綺麗（NEC)  


【男性・45 歳】  


ソフトが充実している(富士通）  


【男性・39 歳】  


最近２４時間サポートならびに故障の引取サービスなどを充実させたので(富士通）  


【女性・27 歳】  


ソフトがたくさん入っているし、使い慣れているから(富士通）  


【男性・40 歳】  


グラフィクスが優れていると思うから(アップルコンピュータ）  


【男性・39 歳】  


デザインが斬新で高性能だから(アップルコンピュータ）  


【女性・29 歳】  


扱いが簡単だから(アップルコンピュータ）  


【男性・40 歳】  
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技術力が一番トップだと感じられる扱いが簡単だから（IBM)  


【女性・35 歳】  


キーボード等の品質が良い。機種を変えても、次の機種で使える備品が多い（IBM)  
 


 


 


※出所は、マイボイスコム(株)であることを明記のうえ、自由にご利用ください。 


 


 


 


 [10511] 口コミサイト 


 商品購入時の情報源は「口コミサイト」がトップ 


 利用経験のある口コミサイトのジャンルは「商品情報サイト」「EC サイトの口コミレビュー」が上位 


 口コミサイトを参考にして購入したことがある商品は「家電製品」「パソコン・パソコン周辺機器」「書籍」


 
「化粧品」 


 


【調査対象】 インターネットコミュニティ「MyVo ce」の登録メンバー 


    【回答者数】17,647 名  


i


【調査方法】 ウェブ形式のアンケート調査 


【調査時期】 2007 年 4 月 1 日～4 月 5 日 


年代 10 代 20 代 30 代 40 代
50 代 


以上
合計 性別 男性 女性 合計 


 


度数 8,118 9,529 17,647 度数 365 3,277 6,897 4,609 2,49 ,647 9 17


％ 6% 00 ％ 2% % % 6% % 00 4  54% 1 %  19  39  2  14  1 % 


【実 関】 イボ コム 社施機  マ イス 株式会


１． 商品購入時の参考情報源 


〔商品を購入する際に参考にする情報源をすべてお選びください ［複数回答］〕  
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  商品購入時に参考にする情報源は「口コミサイト」が 52.4％でトップ、次いで「テレビ・ラジオの


CM」「テレビ・ラジオ番組」が 47.6％で同率 2 位となっています。 


 


 


 


２． 利用経験のある口コミサイトのジャンル 


〔ご利用になったことがある口コミサイトのジャンルをすべてお選びください ［複数回答］〕  


 


  利用したことがある口コミサイトのジャンルは「商品情報サイト（価格.com、＠コスメなど）」が最
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も高く 62.0％、次いで「EC サイトの口コミレビュー（Amazon、楽天市場など）」が 49.7％が２位と


なっています。 


 


 


 


３． 口コミサイトの利用方法 


〔あなたは口コミサイト（口コミ掲示板・レビュー・コミュニティ・ブログなども含む）をどのような形で利用


しましたか？〕  


  


 


  口コミサイトの利用方法は「口コミサイトの閲覧のみ行ったことがある」が最も多く、54.4％とな


っています。「口コミサイトへの書き込み・閲覧を行ったことがある」も２割を超え、何らかの形で


口コミサイトを利用したことがある割合は８割弱となっています。 


 


 


 


４． 口コミサイトを参考に購入した商品 


〔（口コミサイトを利用したことがある人）口コミサイトを参考にして購入したことがある商品をすべてお


選びください ［複数回答］〕  
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  「家電製品」が 54.5％と過半数を占めています。次位は「パソコン・パソコン周辺機器」（38.4％）


です。 


 


 


 


５． 口コミサイトを参考に購入した商品の購入方法 


〔（口コミサイトを参考にして購入した商品がある人）その商品をどのようにして購入しましたか。複数


回購入経験のある方は、最も多い方法を１つお選びください〕  
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  最も多い購入方法は「口コミサイトの情報を元に、実際の店舗で購入した」で 25.5％。「口コミサ


イトの情報を元に、他のサイトで購入した」も２割を超えています。 


 


 


 


６． 回答者のコメントから 〔口コミサイトにあったらいいと思う機能・サービス・仕組み〕  


  


【女性・25 歳】  


＠コスメみたいにコスメだけだったらコスメだけといったテーマを徹底的に絞ってくれると見や


すい。あれもこれもと欲張ってるサイトは使わない  


【女性・43 歳】  


サイトによっては既にあるかも知れないが、口コミ投稿をした人に直接メールでもっと詳しく聞


いたりする事が出来たらいいなと思う。セキュリティーの問題があるから難しいかも知れない


ですが・・・  


【女性・39 歳】  


それを見て購入した場合に、もともと書き込んだ人と書き込みを見て買った人両方に、そのサ


イト独自のポイントがもらえるような仕組み  


【男性・24 歳】  


ブログなどで、口コミの後にアフェリエイトでリンクを貼ってあると、その商品の口コミに対して


疑義が生まれてしまうので、逆にアフェリエイトなどを排除して純粋に口コミだけの充実した口


コミサイトがあったらいいと思う  


【男性・42 歳】  


もっと信頼性を高めるために、有名な人（たとえば食べ物ならグルメ評論家）を使って公平な
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採点がしてあるものがあれば利用したい。特に病院や学校の良し悪しを採点したものがあれ


ばいい  


【男性・42 歳】  


ユーザー間のコミュニケーションにメーカーサポートが加わった形になるとよいと思う。製品の


使用感などはユーザーが投稿し、質問にはユーザーだけではなくメーカーからも回答が寄せ


られる。そんなサービス  


【男性・36 歳】  


レビューを書いている人の年代、職業、家族構成、地域などの属性がある程度取れていて、


その属性で検索できたら便利だと思う  


【男性・29 歳】  


悪い情報が出た書き込まれた場合には、どのようにそれを改善するのか（実際に改善したの


か）を店舗側がその返信を書き込むサイト  


【女性・17 歳】  


口コミに○日後、○週間後、という使い続けての感想があったら本当に信用できるんじゃない


かと思います  


【男性・18 歳】  


参考にした口コミを投票して一位の人に何かをあげる  


【男性・45 歳】  


自分の気になる商品キーワードを登録し、そのキーワードに間する新しい口コミ情報は更新


されるとメールが届く  


【男性・64 歳】  


商品ごとに各口コミサイトへリンクされれば良いと思う  


【女性・53 歳】  


点数制のような機能を加えてプラスのクチコミとマイナスのクチコミと比較出来ると良い  


【男性・32 歳】  


買った商品が画面に現れるシミュレーター機能。各機能やボタン配置、色などに各自がコメン


トや採点などをつけることが出来る  


【男性・53 歳】  


膨大な口コミから、必要なテーマを迅速に探せる検索エンジン  


【女性・62 歳】  


毎月、口コミのデータを見やすく集計して報告して欲しい  
 


 


 


※出所は、マイボイスコム(株)であることを明記のうえ、自由にご利用ください。 
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] 家電量販店の利用 6604


• 家電製品やパソコンの購入は「家電量販店」


く利用するのは「ヤマダ電機」がトップ


が８割超  


富」「ポイントカードなどのお得なサー


で、「ヨドバシカメラ」が続く  


• 家電量販店の選択ポイントは「価格が安い」「品揃えが豊 ビ


ス」  


• 最もよ


 


【調査対象】 インターネットコミュニティ「MyVo ce」の登録メンバー 


    【回答者数】13,390 名  


i


【調査方法】 ウェブ形式のアンケート調査 


【調査時期】 2004 年 1 月 1 日～1 月 5 日 


年代 10 代 20 代 30 代 40 代
50 代 


以上
合計 性別 男性 女性 合計 


 


度数 5,824 7,566 13,390 度数 573 3,275 5,262 3,023 1,25 ,390 7 13


％ 4% 00 ％ 4% % % 3% % 00 4  56% 1 %  25  39  2  9  1 % 


【実 関】 イボ コム 社施機  マ イス 株式会


１． 家電量販店の利用 


〔Ｑ１：普段、家電量販店を利用していますか？〕  


 


 「よく利用する」（42％）、「たまに利用する」（54％）です。  
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２． 家電製品やパソコンを購入する店 


〔Ｑ２：家電製品やパソコンなどを購入する時に、どのようなお店を利用することが多いですか？〕  


  


 


  「家電量販店」が 82％で圧倒的に多く、「ＰＣショップなどの専門店」は 10％です。 


 


 


 


３． 家電量販店選択時の重視点 


〔Ｑ３：家電量販店を選ぶ際に重視することは何ですか？［複数回答、３つまで］〕  


  


 


  「価格が安い」（85％）、「品揃えが豊富」（65％）、「ポイントカードなどのお得なサービス」
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（48％）が上位３位にあげられています。 


 


 


 


４． 家電量販店の認知 


〔Ｑ４：知っている家電量販店をすべてお選び下さい ［複数回答］〕  


  


 


  上位３位は「コジマ」、「ヤマダ電機」、「ビックカメラ」で、いずれも９割超です。 


 


 


 


５． 最もよく利用している家電量販店 


〔Ｑ５：よく利用している家電量販店を１つだけ選んで下さい〕  
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  「ヤマダ電機」（21％）がトップで、「ヨドバシカメラ」（15％）、「コジマ」（10％）、「ビックカメラ」


（10％）が続きます。 


 


 


 


６． 回答者のコメントから 


〔Ｑ５の選択理由〕  


  


■ヤマダ電機  


【男性・40 歳】ポイントカードがあり、トータル価格が安い  


【女性・37 歳】ポイント還元率がよい  


【女性・31 歳】駐車場が混んでなく、ゆっくり商品が見れるから  


【男性・27 歳】家から近いし、値段が安いので  


【女性・19 歳】安いし、なんでもあるから。大きなお店なので  


■ヨドバシカメラ  
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【男性・44 歳】インターネットでの購入も手軽で使い易いから  


【女性・34 歳】安いし、ポイントがたまるから  


【男性・40 歳】在庫が多く、価格が安いから  


【女性・21 歳】通学に使用する駅のすぐ側にあり、比較的遅くまでやっている  


■コジマ  


【女性・28 歳】ポイントが現金でキャッシュバックしてくれるので  


【男性・29 歳】安い。サービスがよい  


【男性・42 歳】家から近い。割引交渉が効く  


■ビックカメラ  


【女性・26 歳】ポイントがいい。店舗数が多い  


【女性・53 歳】品揃えが豊富なので  


【男性・27 歳】駅に近く、品揃えが豊富だから  
 


 


 


※出所は、マイボイスコム(株)であることを明記のうえ、自由にご利用ください。 


 


[7908] お客様相談窓口の利用 


 利用経験者は 63％、「故障・修理の相談」が最も多い 


 「パソコン」「家電・電気製品」分野への問い合わせが 6 割弱、続いて「通信」が 3 割 


 問合せ方法は「電話」が 9 割超、「メールやホームページの問い合わせフォーム」6 割弱 
 


 


【調査対象】 インターネットコミュニティ「MyVo ce」の登録メンバー 


    【回答者数】13,151 名  


i


【調査方法】 ウェブ形式のアンケート調査 


【調査時期】 2005 年 2 月 1 日～2 月 5 日 


年代 10 代 20 代 30 代 40 代
50 代 


以上
合計 性別 男性 女性 合計 


 


度数 5,869 7,282 13,151 度数 555 3,088 5,094 3,008 1,40 ,151 6 13


％ 5% 00 ％ 4% % % 3% % 00 4  55% 1 %  23  39  2  11  1 % 


【実 関】 イボ コム 社施機  マ イス 株式会


１． お客様相談窓口の利用有無 
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〔企業のお客様相談窓口を利用したことがありますか？（商品の購入やサービスの申し込みは除く）〕 


  


 


  「利用したことがある」が 63％です。  


 


 


 


２． 問い合わせ内容 


〔（利用したことのある方）問い合わせの内容はどのようなものですか？［複数回答］〕  


  


 


 「故障や修理の相談」（76％）が最も多く、「商品やサービスの利用方法」（38％）、「クレーム」 


（36％）が続きます。 


 


 


 


３． 問合せ経験のある分野 


〔（利用したことのある方）どのような商品やサービスについて問合せをしましたか？［複数回答］〕  
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  「パソコン」（57％）、「家電・電気製品」（55％）が多く、「通信」（30％）が続きます。 


 


 


 


４． 問合せ方法 


〔（利用したことのある方）どのような方法で問合せをしましたか？［複数回答］〕  
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  ほとんどが「電話」（93％）と答えています。次に「メールやホームページの問い合わせフォー


ム」（57％）が多くなっています。 


 


 


 


５． お客様相談窓口非利用理由 


〔（利用したことのない方）お客様窓口を利用したことのない理由を教えてください ［複数回答］〕  


  


 


  非利用者の利用しない理由は「利用するような必要がこれまでなかった」（69％）となっていま


す。 


 


 


 


６． 回答者のコメントから 〔お客様窓口利用で印象に残ること〕  


  □対応がよかったこと  
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【男性・37 歳】「何時に連絡します」と連絡を受けて、きちんとその時間に連絡が来た。当たり


前のようだが、たいしたものだと思った  


【女性・24 歳】24 時間対応してくれていたところがあって、急に夜困ったことになった時にも電


話ができてよかった  


【男性・39 歳】２回目の電話で何も説明しなくても、前回の経緯が理解されていて対応が早か


ったこと  


【女性・28 歳】きちんと調べ直して、後から電話をくれた事  


【男性・50 歳】８ミリテープが切断して送付したら、無償でコピーして返送してくれた  


【女性・27 歳】ＪＡＬなど航空会社関係は対応が良い  


【男性・46 歳】ＰＣの問い合わせはこちらに知識がないという負い目があるので、親切に対応


されると嬉しい  


【女性・23 歳】ある食品の中に異物が少し入っていたので、電話をしたら遠いところからすぐに


訪問に来ていただいてとても丁寧な対応をしてくださったことがあった  


【女性・25 歳】カード会社の窓口の方はいつも親切丁寧な対応だと思います 


□対応が悪かったこと  


【女性・32 歳】「担当に変わります」などと次々に人が変わり、何回も説明し直させられた  


【男性・32 歳】連絡をして後で折り返すといったきり連絡がない。混みあってて待たされる  


【男性・37 歳】「文句があるなら使うな」と言われたとき  


【男性・36 歳】お客様窓口がフリーダイヤルではない会社は顧客をあまり大切にしていないよ


うな気がする  


【女性・35 歳】お客様窓口を利用しようとしている事がよっぽどのことなので、いい加減な対応


をされるとその企業を利用するのはやめようと思ってしまいます  


【男性・25 歳】メールでクレームを出したら返事がなかったです。逆に腹がたちました  


【女性・31 歳】マニュアル通りで役に立たなかった。たらいまわしにされた  


【男性・28 歳】解約の手続きをお願いしたら、何とか解約させまいとしつこかった  


【男性・57 歳】慇懃無礼な担当者も少なくない  
 


 


 


※出所は、マイボイスコム(株)であることを明記のうえ、自由にご利用ください 








NECは7月18日、個人のパソコンユ


ーザーに向けた総合サービスWebサイ


ト「121ware.com」（http://121ware.


com/）を開設した。そのサイトの、1


つの目玉として用意したのが「121@


store」と名付けたショッピングサー


ビス。Webサイトを通じて消費者から


直接パソコンや周辺機器などの注文を


受け付け、消費者の自宅まで商品を直


送する「Web直販」である。


今回、NECの参入により、売り上げ


シェアの大きい有力パソコンメーカー


はほとんど、Web直販の体制を整えた


ことになる。


Webサイトを4つの機能に統合


総合サイトとなる121ware.comは、


商品やサービスの関するさまざまな情


報を4つの機能にまとめているのが特


徴だ。具体的には、ユーザー同士が掲


示板で情報を交換できる「コミュニケ


ーション」、パソコンの活用法などを


紹介する「アドバイザー」、操作に困っ


た時などにサポート情報を提供する


「レスキュー」、そしてパソコンや周辺


機器を購入できる121@storeである。


NECのパソコン関連Webサイトは


従来、商品情報などを主体にした「98


インフォメーション」を中心に、サポ


ート情報、モバイルギアなど細かく15


種類にも分かれていた。これらをシン


プルな形に再編成し、さらに新サービ


スとしてショッピングを加えたのだ。


直販専用のパソコンを販売


Web直販コーナーの121@storeで購


入できるパソコンは、NECがパソコン


ショップの店頭向けに出荷する製品と


は別に用意したWeb直販専用の製品。


デスクトップは「VALUESTAR G」、


ノートは「LaVie G」というシリーズ


だ。店頭向け製品をベースにはしてい


るが、大きく違うのはBTO（注文生産）


に対応したこと。メモリーやハードデ


ィスクの容量、アプリケーションソフ


トの有無などの構成を購入者自身が選


択できるようにした。


他社のWeb直販では、BTOが可能な


場合もあるが、基本的に店頭と同じ製


品を販売している。というのも、イン


ターネットならパソコンショップの少


ない地方の消費者にも買えるなど、販


売網を補完する意味を持たせているか


らだ。その点、取扱店約4000店舗と


全国津々浦々に販売網を張り巡らした


NECの製品は入手に困らない。「店頭


と同じ製品と売ったのでは、Web直販


ならではの魅力に欠ける」（NECパー


ソナルシステムの高塚栄iS販売本部長


代理）。BTOベースのオリジナル製品


を用意することがWeb直販に参入す


るための必須条件、というのがNECの


判断だった。


22 日経パソコン　2000.9.4


NEC、ようやくWeb直販を開始
大手メーカー出そろい、充実度で競う時代に


●主要メーカーのパソコンWeb直販サイト（個人向け）


＊1 開始時期は、個人向けにWeb直販を始めた時期を指す


トップページ


メーカー NEC 富士通 ソニー コンパックコンピュータ


サイト名 121ware.com WEB MART ソニースタイル コンパックダイレクトプラス


URL http://121ware.com/ http://www.fujitsu-webmart.
com/


http://www.jp.sonystyle.com/ http://www.directplus.compaq.
co.jp/


開始時期 ＊1 2000年7月 2000年4月 2000年2月 1999年7月


取り扱い製品 Web直販専用のパソコン、
自社製周辺機器など


店頭販売と同じパソコン、
自社製周辺機器など


店頭販売と同じパソコン、
Web直販専用のパソコンなど


店頭販売と同じパソコン


仕様の指定 可能 可能 可能 可能（若干）


決済方法 クレジットカード、
銀行振り込み、代金引き換え


クレジットカード、
銀行振り込み、分割払い


クレジットカード、銀行振り込み、
分割払い、代金引き換え


クレジットカード、
銀行振り込み、分割払いなど







参入が大手メーカーで最後になった


ことは、販売店にある「遠慮」が働い


ていたことを物語っているが、Web直


販の対象を買い替え・買い増しを中心


にした中級者以上のユーザーに絞るこ


とで、販売店と正面から競合すること


を避ける形に落ち着いた。


充実度で競争の時代へ


パソコンメーカーのなかには、デル


や日本ゲートウェイのように直販専業


のところもある。こうしたメーカーは


企業やマニアに高い評価を受けてきた


が、細かく仕様を指定する必要があっ


たことから、知識の深いべテランユー


ザー向けというイメージが強かった。


しかし、店頭でオールインワンパソ


コンを販売してきた有力メーカーもこ


の1年ほどの間に続々Web直販に参入


してきた。インターネットが個人に急


速に普及したことで、初心者や中級者


にもWeb直販が受け入れられる環境


が整ったこと、また将来的にはどんな


商品も電子商取引の俎上に乗っていく


とトレンドを読んだうえでの参入だ。


今秋には松下電器産業がパソコン本体


のWeb直販を開始するなど、残りわ


ずかとなった店頭販売メーカーもいず


れ直販を始めるのは確実と言える。


利害が対立するとかつては反発して


いた販売店側からも、むしろ「販売店


自身が流れを先取りし、メーカーには


できないWeb直販に取り組んでいく


ことが先決」（ソフマップ）とメーカ


ーをしのぐWeb直販の品ぞろえ、サー


ビスを打ち出す動きが出てきている。


今後は、Web直販に取り組むかど


うかではなく、その充実度で競う時代


に突入する。例えば品ぞろえ。NECや


富士通はワンシーズン前の製品を「ア


ウトレット品」として特価で販売して


いる。東芝や日立製作所はプリンター


など他社製の周辺機器も購入できるパ


ソコン購入総合サイトを目指す。ソニ


ーは音響・映像系ソフトなどをセット


にしたWeb直販でしか購入できない


特別モデルを用意している。サービス


面では、NECや富士通、コンパックコ


ンピュータなどが注文したパソコンの


出荷・配送状況を確認できる「オーダ


ーステータス」機能を盛り込んだ。


「課題はたくさんある。まず周辺機


器と組み合わせた用途提案から強化し


ていく」（高塚iS販売本部長代理）。1


年後、メーカーのWeb直販は一段と


充実しているはずだ。 （小向将弘）


23日経パソコン　2000.9.4


News
Trend


●NECが新設した「121ware.com」の仕組み


＊2 パソコン本体の販売は今秋開始予定のため、内容は本誌予想


アップルコンピュータ 東芝 日立製作所 日本IBM 松下電器産業＊2


Apple Store 東芝ダイレクトPC 日立ダイレクトWeb Store ShopIBM パナセンス


http://www.apple.com/
japanstore/


http://shop.toshiba.co.jp/ http://floracity.hitachi.co.jp/go/
direct/


http://www.ibm.co.jp/shop/ http://www.sense.panasonic.
co.jp/


1999年2月 1999年1月 1996年5月 1995年12月 2000年秋（開始予定）


店頭販売と同じパソコン、
自社製ソフトウエアなど


店頭販売と同じパソコン、
自社・他社製周辺機器など


店頭販売と同じパソコン、自社
製・他社製周辺機器・ソフトなど


店頭販売と同じパソコン、
自社製周辺機器・ソフトなど


店頭向けと同じパソコン、自社
製のパソコンアクセサリーなど


可能 不可 不可 不可 －－


クレジットカード、分割払い クレジットカード、現金振り込み、
分割払いなど


クレジットカード、銀行振り込み、
郵便振り替え、分割払いなど


クレジットカード、
銀行振り込み


クレジットカード、分割払い、
代金引き換え


NECのWeb直販では、販売店向け
とは別のシリーズ「VALUESTAR
G」シリーズなどを扱う
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は、「購入直後に引き取り修理になっ


たが、3日で返ってきた」と対応の速


さに満足している。


2位のゲートウェイも1年間はオンサ


イト、センドバックともに無料で、ノ


ートやディスプレイ一体型は1年保証


だが、デスクトップは3年保証だ。セ


ンドバックとは、ユーザーがメーカー


に送り、修理完了後自宅に配送してく


れるサービスだ。ゲートウェイユーザ


ーの森吉隆さん（東京都多摩市）は、


「オンサイトは便利だった。実際に作


業を見ることで、同じトラブルが起こ


せっかく買ったパソコン、誰しも修


理のお世話になどなりたくはないだろ


う。とはいえ、故障は突然発生するこ


ともある。いざという時に頼れるメー


カーはどこか。


アンケート結果からは、デルコンピ


ュータ、日本ゲートウェイが群を抜い


て満足度が高く、続いて昨年最下位だ


った日本アイ・ビー・エム（日本IBM）


が3位に食い込んだ。修理の満足度に


影響すると考えられるのは、「修理が


完了するまでの日数」「引き渡しや受け


取り方法」、そして「受付時間や曜日」


の3つ。次ページに各項目に関する満


足度を載せた。修理日数については、


修理を受けたユーザーの平均修理日数


を掲載している。


デルは修理サービスの内容が充実


1位のデルは平均7.5日、2位のゲー


トウェイは平均7日と、修理日数が他


のメーカーよりも短い。「修理が完了


するまでの日数」に対する満足度も他


のメーカー比べ圧倒的に高い。他の2


つの項目の満足度でも高い評価を得て


いる。デルの修理は、デスクトップな


ら1年間オンサイトが無料、購入後2、


3年目は引き取りが無料、ノートなら


1年間引き取りが無料だ。オンサイト


とは、自宅まできて修理をしてくれる


サービスのことで、引き取りは自宅ま


で取りにきて修理完了後届けてくれる


サービスだ。受け付け時間は24時間


365日。保証期間も3年間と他のメー


カーよりも手厚い内容だ。デルユーザ


ーの山口美恵子さん（千葉県千葉市）


222 日経パソコン　2000.6.26


●修理サポートの満足度ランキング


シャープ（65）�


アップルコンピュータ（25）�


ソーテック（77）�


東芝（39）�


富士通（42）�


ソニー（61）�


NEC（45）�


日立製作所（30）�


コンパックコンピュータ（55）�


日本アイ・ビー・エム（55）�


日本ゲートウェイ（52）�


デルコンピュータ（44）�


0.06


0.16


0.17


0.23


0.31


0.31


0.38


0.4


0.53


0.58


1.12


1.271位�


2位�


3位�


4位�


�5位�


6位�


7位�


7位�


9位�


10位�


11位�


12位�


メーカ（連絡先） 持ち込み 引き取り センドバック オンサイト 保証期間


デルコンピュータ（購入者のみに公開） なし 無料 なし 無料＊1 3年間


日本ゲートウェイ（10570-002009） なし なし 無料 無料 3年間＊2


日本アイ・ビー・エム（10120-205550） なし 無料 なし 有料 1年間


コンパックコンピュータ（10120-099589） 全国144拠点 無料 なし なし 1年間


日立製作所（10120-885596） 要相談 無料 要相談 要相談 1年間


NEC（10120-709855） 全国114拠点 無料 なし 有料＊3 1年間


ソニー（購入者のみに公開） なし 無料 なし 有料 1年間＊4


富士通（10120-497038） 全国約120拠点 有料 有料 有料 1年間


東芝（10120-869192） 全国約160拠点 有料 有料 有料 1年間


ソーテック（10120-225474） なし 無料 有料 無料 1年間


アップルコンピュータ（10070-800-277531）＊5 全国約150拠点 無料 無料 有料 1年間


シャープ（10570-014649） 全国106拠点 有料 なし なし 1年間


●各社の修理品の引き渡し手段（2000年6月現在、「無料」「有料」は保証期間内の送料や出張料）


＊1 デスクトップ（Dimension）のみ ＊2 デスクトップのみ。ノート/ディスプレイ一体型は1年間
＊3 購入後2週間は無料　＊4 ユーザー登録した場合　＊5 iBook専用、他機種は正規サービスプロバイダーへ


手厚いメニューの直販メーカーが上位に
修理サポート


（ ）内は有効回答数


グラフの見方
大手パソコンメーカー12社のユーザー
に、修理サポートに対する満足度を－
2～＋2の5段階で評価してもらい、
その平均値を算出した。評価の基準は
206ページの総合ランキングと同じ







っても自分で対応できそうだ」と、オ


ンサイトを受けて知識を得たことにも


満足げだ。また、ゲートウェイでは、


自分で交換できるユーザーには直接部


品を送り、修理期間を短縮している。


実際、修理日数はゲートウェイが最も


短い。同社は修理状況を、携帯電話で


確認できるサービスも行っている。


修理体制の改善を競う各社


昨年最下位だった日本IBMは、今


年は3位と大躍進した。「昨年から修理


体制の改善に一番力を入れた。部品の


価格を下げ、品質や納入する日数など


すべて改善した」（PCソリューション


事業の松田英典事業部長）ことが、満


足度の向上につながったようだ。6月


からはWebページで、修理の状況を


ユーザーが確認できるようにもした。


昨年の5位から最下位となったシャ


ープは、修理日数の満足度はマイナス


となった。シャープユーザーの望月直


史さん（神奈川県相模原市）は、「1カ


月はかかりすぎ。途中で修理状況を問


い合わせても、部品の手配中というだ


けで詳細が分からなかった」と、日数


だけでなく対応にも不満を感じてい


る。これに対し同社では、「昨年秋に


東京と大阪にメビウスサポートラボを


開設、4月から拠点数を従来の2倍に


し体制を強化した」（情報システム事


業本部パソコン事業部の水谷寛事業部


長）と、修理体制改善に力を入れる。


昨年の10位から5位へと急浮上した


日立製作所は、「昨年の夏モデルから


引き取り修理を無料にし、冬モデルか


ら初期不良の専用窓口を設けた」（デ


ジタルメディアシステム事業部メディ


アプラットホーム部西沢達夫部長代


理）ことがランクアップに貢献した。


その他、アップルコンピュータは


iBookに限定していたアップル自身で


の修理を、「時期は未定だが全製品に


広げる」（大宮哲夫AppleCare本部長）


方針だ。修理日数が長かった富士通


も、「昨年夏以降、特に修理対応の改


善に力を入れた」（パーソナルビジネ


ス本部パーソナル開発統括部の小池修


嗣カスタマ支援部長）ほか、東芝も


「今年1月から修理体制を大幅に改善


した」（PCサービス・サポート事業部


営業部営業第一グループ保守営業担当


の三瓶実グループ長）としている。


223日経パソコン　2000.6.26
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シャープはこの4月から、サポート体制を見直し、修
理対応拠点の強化を図った


日本アイ・ビー・エムは5月から、Webページ上で修理
に出したパソコンを追跡できる機能を追加した








Table 1 


Preliminary Worldwide PC Vendor Unit Shipment Estimates for 4Q06 (Thousands of Units) 


 
Company 


4Q06 
Shipments 


4Q06 
Market 


Share (%)


4Q05 
Shipments


4Q05 
Market 


Share (%) 


4Q06-4Q05 
Growth (%)


Hewlett-Packard 11,687 17.4 9,431 15.0 23.9
Dell Inc. 9,385 13.9 10,284 16.4 -8.7
Lenovo 4,773 7.1 4,365 7.0 9.3
Acer 4,593 6.8 3,451 5.5 33.1
Toshiba 2,576 3.8 2,070 3.3 24.5
Others 34,339 51.0 33,085 52.8 3.8
Total 67,352 100.0 62,686 100.0 7.4


Note: Data includes deskbased PCs, mobile PCs and X86 servers. 


Source: Gartner Dataquest (January 2007) 


 


Table 2 


Preliminary U.S. PC Vendor Unit Shipment Estimates for 4Q06 (Thousands of Units) 


 
Company 


4Q06 
Shipments 


4Q06 
Market 


Share (%)


4Q05 
Shipments


4Q05 
Market 


Share (%) 


4Q06-4Q05 
Growth (%)


Dell Inc. 4,651 29.1 5,622 34.0 -17.3
Hewlett-Packard 4,051 25.3 3,491 21.1 16.0
Gateway 1,133 7.1 1,145 6.9 -1.1
Toshiba 852 5.3 697 4.2 22.3
Apple Computer 808 5.1 619 3.7 30.6
Others 4,507 28.2 4,956 30.0 -9.1
Total 16,002 100.0 16,530 100.0 -3.2


Note: Data includes deskbased PCs, mobile PCs and X86 servers. 


Source: Gartner Dataquest (January 2007) 







 


Table 3 


Preliminary Worldwide PC Vendor Unit Shipment Estimates for 2006 (Thousands of Units) 


 
Company 


2006 
Shipments 


2006 
Market 


Share (%)


2005 
Shipments


2005 
Market 


Share (%) 


2006-2005 
Growth (%)


Dell Inc. 38,054 15.9 36,752 16.8 3.5
Hewlett-Packard 38,033 15.9 31,902 14.6 19.2
Lenovo 16,646 7.0 15,010 6.9 10.9
Acer 13,864 5.8 10,115 4.6 37.1
Toshiba 9,184 3.8 7,216 3.3 27.3
Others 123,642 51.6 117,630 53.8 5.1
Total 239,424 100.0 218,626 100.0 9.5


Note: Data includes deskbased PCs, mobile PCs and X86 servers. 


Source: Gartner Dataquest (January 2007) 
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第１章 世帯の情報通信機器の保有状況 


 
1 情報通信機器保有率の推移（概要） 


 
 情報通信に関連する機器について保有状況（保有台数）について尋ねた。 
はじめに世帯が保有する主な情報通信機器について、平成 9年から平成 15年までのそれ
ぞれの機器の保有率（普及率）の動向を概観する（図表 1－1参照）。 
 


図表 1－1 主な情報通信機器の保有状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◇携帯電話 
平成 10年以降世帯が保有する情報通信機器（テレビ・ラジオ受信機、固定式電話機を除
く）の中で最も保有率の高い機器となっている。平成 15年の保有率は平成 14年より 7.8
ポイント増加して 93.9％であり、全世帯の 9割以上に普及していることがわかる。 
◇パソコン 
保有率は平成 15年において 78.2％であり、昨年より 6.5ポイント増加した。全世帯の 8
割弱に普及が進んでおり、携帯電話に次いで保有率の高い機器となっている。 
◇ワープロ 
平成 9 年においては最も保有率の高い機器であったが、それ以降、減少傾向にあり平成
15年においては、昨年より 5.1ポイント減少して 26.7％であった。 
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◇FAX 
保有率は昨年より 3.1 ポイント増加して 53.9％となった。平成 9 年以降、保有率は一貫
して上昇している。 
◇インターネット対応型携帯電話 
保有率は昨年の 47.7％から 8.8 ポイント増加して 56.5％であり、一昨年と比較して大き
く伸びたことがわかる。 
◇カー・ナビゲーション・システム 
保有率は、昨年より 6.8 ポイント増加して 30.6％となった。平成 9 年以降、緩やかでは
あるものの安定的に伸びている。 
◇ＰＨＳ 
平成 9年以降、保有率は減少傾向にあり、平成 14年の保有率は昨年より 1.5ポイント減
少して 6.1％となった。 
◇携帯情報端末 
保有率は、昨年の 3.3％から 0.5ポイント増加して 3.8％となった。 


 
2 携帯電話・ＰＨＳの保有状況 
 
（１）携帯電話の保有状況 
携帯電話を保有する世帯の割合（保有率）は 93.9%と昨年より 7.8ポイント増加している。
また、保有台数も全世帯で 2.4台、保有している世帯で 2.5台となっており昨年より増加し
ている（図表 1－2 参照）。また、属性別の携帯電話保有状況から携帯電話の保有率をみる
と、都市規模が大きい、世帯主年齢が若い、世帯収入が多い、家族数が多いほど保有率が


高くなる傾向にあることがわかる（図表 1－3参照）。 
次に世帯保有率の経年推移をみると、都市規模別では、規模の大きい都市の保有率が高


い傾向にあるが、顕著な差異は見られない。世帯主年齢別では、すべての年齢層で 90％以
上の保有率となった。世帯収入別にみると 400万円未満での保有率が 90％に達していない
ものの 14.5ポイントと大きく増加している（図表 1－4参照）。 


 
図表 1－2 携帯電話の保有率と平均保有台数 
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3,354 100.0 93.9 16.9 37.3 39.6 4.6 1.5


特別区・政令
指定都市・県庁所在地


1,322 100.0 94.8 15.3 35.4 44.1 3.7 1.5


その他の市 1,404 100.0 93.7 17.5 37.8 38.4 4.8 1.5


町・村 628 100.0 92.4 18.9 40.2 33.3 5.9 1.8


２０～２９歳 184 100.0 96.7 12.0 22.8 62.0 1.6 1.6


３０～３９歳 673 100.0 93.8 12.0 27.3 54.4 4.6 1.6


４０～４９歳 1,042 100.0 95.2 16.6 31.9 46.7 3.4 1.4


５０～５９歳 1,041 100.0 93.9 20.2 45.7 28.0 4.3 1.8


６０歳以上 414 100.0 92.2 19.0 44.3 29.0 6.5 1.4


　　６０～６４歳 230 100.0 93.0 16.5 55.7 20.9 5.2 1.7


　　６５歳以上 184 100.0 91.8 19.9 39.8 32.1 6.9 1.2


　　６５～６９歳 51 100.0 92.2 23.5 31.4 37.3 5.9 2.0


　　７０～７９歳 100 100.0 93.0 21.0 40.0 32.0 7.0            -


　　８０歳以上 33 100.0 87.9 9.1 57.6 21.2 9.1 3.0


２００万円未満 193 100.0 79.9 8.2 30.3 41.4 16.5 3.6


２００～４００万円未満 544 100.0 89.9 11.1 39.8 39.1 8.3 1.8


４００～６００万円未満 758 100.0 94.3 17.5 36.1 40.7 3.9 1.8


６００～８００万円未満 720 100.0 96.4 16.9 37.9 41.7 2.6 1.0


８００～１０００万円未満 521 100.0 96.9 18.4 39.2 39.3 2.0 1.1


１０００～１５００万円未満 435 100.0 97.6 23.4 33.0 41.2 1.5 0.9


１５００～２０００万円未満 102 100.0 100.0 26.5 45.5 28.0            -            -


２０００万円以上 41 100.0 94.6 41.8 35.0 17.8            - 5.4


単身 185 100.0 90.2 5.2 22.0 63.0 7.3 2.5


２人家族 472 100.0 88.4 9.4 41.8 37.2 10.2 1.4


３人家族 704 100.0 92.2 16.1 41.4 34.8 5.6 2.1


４人家族 1,056 100.0 94.8 18.0 36.4 40.4 3.8 1.4


５人家族 552 100.0 97.3 22.0 35.6 39.8 1.2 1.5


６人家族 247 100.0 98.7 26.9 37.3 34.5 1.1 0.2


７人以上家族 119 100.0 98.8 19.6 36.5 42.8 0.8 0.4


単独世帯（非高齢者） 185 100.0 90.2 5.2 22.0 63.0 7.3 2.5


高齢世帯（高齢者のみ） 1 100.0 100.0            - 100.0            -            -            -


大人２人（非高齢者のみ） 391 100.0 92.9 8.6 42.6 41.7 5.4 1.7


大人２人（高齢者を含む） 55 100.0 71.4 14.0 39.0 18.3 27.9 0.7


大人が２人以下＋子供 1,220 100.0 94.6 13.8 31.8 49.0 3.8 1.6


大人が３人以上＋子供 701 100.0 98.9 24.6 37.5 36.8 0.7 0.4


大人が３人以上のみ 775 100.0 92.9 20.0 43.4 29.4 5.1 2.0
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図表 1－3  属性別携帯電話の保有状況 
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単位：％


平成10年
（ｎ＝4,098）


平成11年
（ｎ＝3,657）


平成12年
（ｎ＝4,278）


平成13年
（ｎ＝3,845）


平成14年
（ｎ＝3,673）


平成15年
（ｎ＝3,354）


57.7 64.2 75.4 75.6 86.1 93.9


特別区・政令指定都市・県庁所在地 57.3 64.3 78.4 78.3 87.0 94.8


その他の市 57.2 64.9 75.1 75.3 85.7 93.7


町・村 59.9 62.2 70.4 71.3 84.9 92.4
20～29歳 72.1 77.3 91.8 90.5 95.6 96.7
30～39歳 63.9 76.6 85.1 85.9 90.8 93.8
40～49歳 67.0 76.3 84.8 87.5 90.6 95.2
50～59歳 70.7 76.1 85.8 84.1 92.6 93.9
60歳以上（計） 39.3 46.7 53.5 53.9 73.9 92.2
　　60～64歳 51.3 65.1 68.9 68.4 77.2 93.0
　　65歳以上（12年度65～74歳） 33.6 37.5 51.0 48.3 72.6 91.8
　　75歳以上  -  - 36.7  - - -
400万円未満 33.3 35.6 51.7 56.6 72.7 87.2
400～600万円未満 53.2 61.6 74.2 79.7 89.2 94.3
600～800万円未満 62.4 72.5 83.1 86.0 91.3 96.4
800～1000万円未満 69.2 79.9 86.2 88.9 92.0 96.9
1000～1500万円未満 77.8 83.1 91.7 92.4 95.9 97.6
1500～2000万円未満
(～８年1500万円以上） 84.4 87.9 94.6 91.6 94.4 100.0
2000万円以上 86.0 82.3 92.3 92.5 89.5 94.6
単身  -  -  - 57.2 73.4 90.2
２人家族  -  -  - 57.0 70.6 88.4
３人家族  -  -  - 78.5 88.8 92.2
４人家族  -  -  - 90.7 93.8 94.8
５人家族  -  -  - 92.0 95.3 97.3
６人家族  -  -  - 89.7 94.0 98.7
７人以上家族 - - - 89.6 97.7 98.8
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図表 1－4 携帯電話の世帯保有率の推移 
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（２）ＰＨＳの保有状況 


本年の調査において、「ＰＨＳを保有している」と回答している世帯の割合（保有率）は


6.1%と昨年より 1.5 ポイント低下する結果となった。また、ＰＨＳの平均保有台数は全世
帯で 0.1台、保有している世帯で 1.2台であった（図表 1－5参照）。 
属性別のＰＨＳ保有状況から全体の保有率の内訳をみると、インターネット対応型ＰＨ


Ｓの保有率は 3.6％、インターネット非対応型ＰＨＳの保有率は 2.9％であり、インターネ
ット対応型のＰＨＳを保有している世帯が多いことがわかる。次に、属性別の保有状況を


みると、都市規模別では「特別区・政令指定都市・県庁所在地」、世帯主年齢別では「20～
29歳」、世帯収入別では「1500～2000万円未満」がより高い保有率となっている（図表 1
－6参照）。 
ＰＨＳ世帯保有率の属性別の経年推移をみると、世帯収入「2000万円以上」の世帯での
保有率が大きく減少していることがわかる（図表 1－7参照）。 
 


図表 1－5 PHS の世帯保有率の推移 
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単位：％


両
方
保
有
し
て
い
る


イ
ン
タ
ー


ネ
ッ
ト
対


応
型
Ｐ
Ｈ
Ｓ
を
保
有


し
て
い
る


イ
ン
タ
ー


ネ
ッ
ト
非


対
応
型
Ｐ
Ｈ
Ｓ
を
保


有
し
て
い
る


3,354 100.0 6.1 0.4 3.2 2.5 60.7 33.2


特別区・政令
指定都市・県庁所在地


1,322 100.0 9.9 0.7 6.1 3.1 60.2 29.9


その他の市 1,404 100.0 4.3 0.2 1.7 2.3 60.7 35.0


町・村 628 100.0 3.0 0.2 1.0 1.8 61.5 35.5


２０～２９歳 184 100.0 8.7 0.5 3.3 4.9 65.2 26.1


３０～３９歳 673 100.0 7.3 0.9 4.0 2.4 58.7 34.0


４０～４９歳 1,042 100.0 5.4 0.3 3.1 2.0 60.4 34.3


５０～５９歳 1,041 100.0 5.2 0.7 2.1 2.4 56.5 38.3


６０歳以上 414 100.0 5.8      - 3.7 2.0 62.9 31.3


　　６０～６４歳 230 100.0 6.5      - 4.8 1.7 60.4 33.0


　　６５歳以上 184 100.0 5.5      - 3.3 2.2 63.9 30.6


　　６５～６９歳 51 100.0 5.9      - 3.9 2.0 66.7 27.5


　　７０～７９歳 100 100.0 6.0      - 4.0 2.0 63.0 31.0


　　８０歳以上 33 100.0 3.0      -      - 3.0 60.6 36.4


２００万円未満 193 100.0 3.8      - 1.7 2.1 67.1 29.1


２００～４００万円未満 544 100.0 5.1 0.5 1.1 3.5 65.2 29.7


４００～６００万円未満 758 100.0 6.5 0.4 4.2 1.9 58.5 34.9


６００～８００万円未満 720 100.0 5.6 0.3 4.0 1.3 58.7 35.7


８００～１０００万円未満 521 100.0 6.3 0.6 3.7 2.0 59.7 34.0


１０００～１５００万円未満 435 100.0 5.9 0.2 2.5 3.3 62.9 31.1


１５００～２０００万円未満 102 100.0 19.5 1.4 8.2 10.0 46.1 34.3


２０００万円以上 41 100.0 3.8 1.9      - 1.9 48.0 48.3


単身 185 100.0 12.1 1.6 4.2 6.3 60.3 27.6


２人家族 472 100.0 3.9 0.1 2.4 1.4 65.1 31.0


３人家族 704 100.0 6.7 0.1 4.5 2.1 60.4 32.9


４人家族 1,056 100.0 6.2 0.5 2.9 2.8 59.9 33.9


５人家族 552 100.0 6.2 0.6 3.4 2.2 55.3 38.5


６人家族 247 100.0 6.4 0.2 2.9 3.3 64.2 29.4


７人以上家族 119 100.0 1.6      - 0.8 0.8 65.7 32.7


単独世帯（非高齢者） 185 100.0 12.1 1.6 4.2 6.3 60.3 27.6


高齢世帯（高齢者のみ） 1 100.0      -      -      -      -      - 100.0


大人２人（非高齢者のみ） 391 100.0 4.9 0.2 3.1 1.6 61.8 33.3


大人２人（高齢者を含む） 55 100.0 1.3      - 0.6 0.7 77.4 21.3


大人が２人以下＋子供 1,220 100.0 6.0 0.3 3.4 2.3 61.2 32.8


大人が３人以上＋子供 701 100.0 4.4 0.6 2.1 1.7 60.8 34.8


大人が３人以上のみ 775 100.0 7.4 0.2 4.1 3.1 58.7 33.9


保
有
し
て
い
な
い


不
　
　
明


保
有
し
て
い
る


　合　　　　　　　計


ｎ


合
　
　
計


世
帯
累
計


家
族
数


都
市
規
模


世
帯
主
年
齢


世
帯
収
入


図表 1－6  属性別ＰＨＳの保有状況 
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単位：％


平成10年
（ｎ＝4,098）


平成11年
（ｎ＝3,657）


平成12年
（ｎ＝4,278）


平成13年
（ｎ＝3,845）


平成14年
（ｎ＝3,673）


平成15年
（ｎ＝3,354）


13.1 11.5 13.0 9.1 7.6 6.1


特別区・政令指定都市・県庁所在地 18.6 14.9 19.1 13.5 10.6 9.9


その他の市 10.7 10.4 11.2 7.1 6.6 4.3


町・村 7.2 7.7 5.2 5.4 3.0 3.0
20～29歳 12.3 9.1 10.2 7.1 4.2 8.7
30～39歳 9.1 10.8 15.8 11.4 10.1 7.3
40～49歳 19.1 16.0 16.4 12.5 8.0 5.4
50～59歳 17.2 12.8 13.8 9.0 9.8 5.2
60歳以上（計） 8.3 8.9 9.5 7.2 5.8 5.8
　　60～64歳 10.7 10.8 12.0 7.6 9.1 6.5
　　65歳以上（12年度65～74歳） 7.2 7.9 8.4 7.1 4.6 5.5
　　75歳以上 - - 8.3 - - -
400万円未満 7.2 6.8 8.6 6.5 4.1 4.7
400～600万円未満 11.7 10.3 11.1 6.6 6.9 6.5
600～800万円未満 15.0 14.4 14.6 11.5 7.7 5.6
800～1000万円未満 14.5 14.0 15.3 9.9 9.2 6.3
1000～1500万円未満 19.5 13.4 18.1 14.3 10.5 5.9
1500～2000万円未満
(～８年1500万円以上） 16.9 14.8 17.7 19.6 15.9 19.5
2000万円以上 16.3 22.8 13.7 13.9 15.4 3.8
単身 - - - 5.9 4.3 12.1
２人家族 - - - 6.1 5.0 3.9
３人家族 - - - 7.4 9.6 6.7
４人家族 - - - 12.6 9.0 6.2
５人家族 - - - 13.7 9.2 6.2
６人家族 - - - 13.9 5.7 6.4
７人以上家族 - - - 8.8 7.7 1.6
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図表 1－7 ＰＨＳの世帯保有率の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 







8 


7.9


10.0


6.6


6.0


5.5


56.3


65.5


69.1


80.1


88.3


3.5


3.1


2.6


1.5


0.6


0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100


平成11年
（n＝3,657）


平成12年
（n＝4,278）


平成13年
（n＝3,845）


平成14年
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（％）
67.7


78.5


携帯電話とＰＨＳを併用


携帯電話のみ保有 ＰＨＳのみ保有


78.2


87.6


94.4


（３）携帯電話・ＰＨＳの併用状況 


携帯電話もしくはＰＨＳのいずれかを保有する世帯は昨年より 6.8 ポイント増加して
94.4％となった。その内訳は、「携帯電話とＰＨＳを併用」する世帯が昨年より 0.5 ポイン
ト減少して 5.5％、「携帯電話のみを保有」する世帯が 8.2ポイント増加して 88.3％、「ＰＨ
Ｓのみを保有」する世帯が 0.9ポイント減少して 0.6％である（図表 1－8参照）。 
つぎに、携帯電話もしくはＰＨＳを保有している世帯の割合を属性別にみると、都市規


模別では規模の大きい都市、世帯主年齢別では年齢が低い世帯、世帯収入別では収入の多


い世帯、家族数別では家族数の多い世帯の保有率が高い傾向にあることがわかる（図表 1
－9参照）。 


 
図表 1－8 携帯電話とＰＨＳの保有状況の推移 
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単位：％


携
帯
電
話
と
Ｐ
Ｈ
Ｓ


を
併
用


携
帯
電
話
の
み
を


保
有


Ｐ
Ｈ
Ｓ
の
み
を
保
有


3,354 100.0 94.4 5.5 88.3 0.6 4.2 1.3


特別区・政令
指定都市・県庁所在地


1,322 100.0 95.6 9.0 85.7 0.9 3.2 1.1


その他の市 1,404 100.0 94.2 3.7 90.0 0.5 4.4 1.3


町・村 628 100.0 92.7 2.8 89.6 0.3 5.7 1.7


２０～２９歳 184 100.0 97.3 8.2 88.6 0.5 1.1 1.6


３０～３９歳 673 100.0 95.3 5.8 88.0 1.5 3.9 0.9


４０～４９歳 1,042 100.0 96.3 4.3 90.9 1.1 2.9 0.9


５０～５９歳 1,041 100.0 94.1 5.0 88.9 0.2 4.2 1.7


６０歳以上 414 100.0 92.4 5.5 86.7 0.2 6.2 1.4


　　６０～６４歳 230 100.0 94.0 5.7 87.4 0.9 4.3 1.7


　　６５歳以上 184 100.0 91.9 5.5 86.4      - 6.9 1.2


　　６５～６９歳 51 100.0 92.2 5.9 86.3      - 5.9 2.0


　　７０～７９歳 100 100.0 93.0 6.0 87.0      - 7.0      -


　　８０歳以上 33 100.0 87.8 3.0 84.8      - 9.1 3.0


２００万円未満 193 100.0 80.1 3.5 76.4 0.2 16.3 3.6


２００～４００万円未満 544 100.0 90.6 4.5 85.4 0.7 7.9 1.6


４００～６００万円未満 758 100.0 95.1 5.7 88.6 0.8 3.3 1.5


６００～８００万円未満 720 100.0 96.9 5.2 91.2 0.5 2.4 0.7


８００～１０００万円未満 521 100.0 97.6 5.5 91.4 0.7 1.7 0.7


１０００～１５００万円未満 435 100.0 98.3 5.3 92.3 0.7 1.0 0.7


１５００～２０００万円未満 102 100.0 100.0 19.5 80.5      -      -      -


２０００万円以上 41 100.0 94.6 3.8 90.8      -      - 5.4


単身 185 100.0 91.1 11.2 79.0 0.9 7.3 1.6


２人家族 472 100.0 88.6 3.8 84.7 0.1 9.9 1.5


３人家族 704 100.0 92.7 6.2 86.0 0.5 5.1 2.1


４人家族 1,056 100.0 96.0 5.0 89.8 1.2 3.1 0.9


５人家族 552 100.0 97.8 5.8 91.6 0.4 1.1 1.2


６人家族 247 100.0 99.1 6.0 92.7 0.4 0.9      -


７人以上家族 119 100.0 98.8 1.6 97.2      - 0.8 0.4


単独世帯（非高齢者） 185 100.0 91.1 11.2 79.0 0.9 7.3 1.6


高齢世帯（高齢者のみ） 1 100.0 100.0      - 100.0      -      -      -


大人２人（非高齢者のみ） 391 100.0 93.1 4.8 88.2 0.1 5.1 1.8


大人２人（高齢者を含む） 55 100.0 71.4 1.3 70.1      - 27.9 0.7


大人が２人以下＋子供 1,220 100.0 96.0 4.7 90.0 1.3 3.0 1.0


大人が３人以上＋子供 701 100.0 99.1 4.1 94.7 0.3 0.5 0.3


大人が３人以上のみ 775 100.0 93.2 7.0 85.8 0.4 4.8 1.9
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図表 1－9 携帯電話・ＰＨＳの保有率 
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3 パソコンの保有状況 
 
（１）パソコンの保有状況 


 平成 15年のパソコンの保有率は昨年より 6.5ポイント増加して 78.2％となった。また全
世帯の平均台数は昨年より 0.2台増加して 1.4台、保有している世帯の平均台数は 0.2台増
加して 1.7台となった（図表 1－10参照）。 
 保有率を属性別でみると、都市規模別では規模の大きい都市ほど保有率が高い傾向にあ


るが、その差は小さい。世帯主年齢別では「40～49歳」の世帯の保有率が 84.5％、最も低
い「60 歳以上」の保有率が 73.6％であり、昨年よりその差は縮まっている（昨年は 22.2
ポイント差）。世帯収入別では「1500～2000万円未満」の世帯が 97.7、最も保有率の低い
「200万円未満」の世帯が 50.1％であり、その差は 47.6ポイントと依然大きい（図表 1－
11参照）。 
 


図表 1－10 パソコン保有率の推移 
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単位：％


１
台
保
有
し
て
い
る


２
台
以
上
保
有
し
て


い
る


3,354 100.0 78.2 45.5 32.7 14.3 7.6


特別区・政令
指定都市・県庁所在地


1,322 100.0 79.9 45.0 34.8 11.5 8.6


その他の市 1,404 100.0 77.7 46.0 31.8 15.1 7.2


町・村 628 100.0 75.8 45.4 30.4 17.8 6.4


２０～２９歳 184 100.0 74.5 57.6 16.8 15.8 9.8


３０～３９歳 673 100.0 79.9 53.3 26.6 12.8 7.3


４０～４９歳 1,042 100.0 84.5 45.3 39.3 9.5 6.0


５０～５９歳 1,041 100.0 80.8 43.2 37.6 12.5 6.7


６０歳以上 414 100.0 73.6 39.3 34.4 18.0 8.3


　　６０～６４歳 230 100.0 73.5 45.2 28.3 17.0 9.6


　　６５歳以上 184 100.0 73.7 37.0 36.7 18.5 7.8


　　６５～６９歳 51 100.0 68.6 29.4 39.2 21.6 9.8


　　７０～７９歳 100 100.0 81.0 46.0 35.0 11.0 8.0


　　８０歳以上 33 100.0 63.6 27.3 36.4 33.3 3.0


２００万円未満 193 100.0 50.1 36.7 13.4 38.0 11.9


２００～４００万円未満 544 100.0 62.6 47.1 15.5 25.1 12.4


４００～６００万円未満 758 100.0 77.9 51.8 26.2 13.6 8.5


６００～８００万円未満 720 100.0 85.3 49.9 35.5 9.2 5.5


８００～１０００万円未満 521 100.0 88.0 41.8 46.2 6.2 5.7


１０００～１５００万円未満 435 100.0 90.4 39.1 51.3 6.6 3.0


１５００～２０００万円未満 102 100.0 97.7 31.9 65.8 2.3      -


２０００万円以上 41 100.0 94.6 26.6 68.0      - 5.4


単身 185 100.0 71.8 53.3 18.5 17.7 10.4


２人家族 472 100.0 66.1 46.1 20.0 24.0 9.8


３人家族 704 100.0 70.5 43.9 26.6 18.9 10.5


４人家族 1,056 100.0 80.5 44.1 36.3 12.2 7.3


５人家族 552 100.0 87.8 43.6 44.2 7.5 4.7


６人家族 247 100.0 89.5 49.0 40.5 7.7 2.7


７人以上家族 119 100.0 95.5 47.4 48.0 3.8 0.7


単独世帯（非高齢者） 185 100.0 71.8 53.3 18.5 17.7 10.4


高齢世帯（高齢者のみ） 1 100.0      -      -      -      - 100.0


大人２人（非高齢者のみ） 391 100.0 71.1 48.6 22.5 19.3 9.6


大人２人（高齢者を含む） 55 100.0 55.2 41.7 13.5 37.1 7.6


大人が２人以下＋子供 1,220 100.0 80.6 53.2 27.4 12.5 6.9


大人が３人以上＋子供 701 100.0 89.7 43.4 46.3 6.3 4.0


大人が３人以上のみ 775 100.0 74.0 37.7 36.3 17.2 8.8


合
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保
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る
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不
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　合　　　　　　　計
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図表 1－11 世帯のパソコン保有率 
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単位：％


平成9年
（ｎ＝4,443）


平成10年
（ｎ＝4,098）


平成11年
（ｎ＝3,657）


平成12年
（ｎ＝4,278）


平成13年
（ｎ＝3,845）


平成14年
（ｎ＝3,673）


平成15年
（ｎ＝3,354）


28.8 32.6 37.7 50.5 58.0 71.7 78.2


特別区・政令指定都市・県庁所在地 31.2 37.4 44.1 56.4 64.1 75.9 79.9


その他の市 29.0 30.9 36.0 51.5 56.0 69.3 77.7


町・村 23.5 26.3 30.4 36.1 50.8 68.5 75.8
20～29歳 22.0 29.1 43.6 51.0 61.2 74.1 74.5
30～39歳 34.5 44.9 47.6 63.0 69.3 78.8 79.9
40～49歳 37.6 40.0 49.5 62.1 72.4 81.8 84.5
50～59歳 29.3 37.6 45.0 55.2 66.1 76.0 80.8
60歳以上（計） 19.8 20.5 24.7 33.5 39.0 59.6 73.6
　　60～64歳              - 25.7 35.1 41.5 48.0 62.1 73.5
　　65歳以上（12年度65～74歳）              - 18.0 19.4 31.4 35.4 58.7 73.7
　　75歳以上              -              -              - 26.5              -              -              -
400万円未満 9.8 12.6 13.6 24.0 34.4 49.3 59.2
400～600万円未満 22.9 26.3 29.1 44.2 58.6 71.6 77.9
600～800万円未満 29.4 35.6 43.0 57.8 69.8 77.5 85.3
800～1000万円未満 38.9 45.5 52.3 66.2 73.0 86.9 88.0
1000～1500万円未満 42.5 49.1 58.3 70.5 84.7 89.4 90.4
1500～2000万円未満
(～８年1500万円以上） 43.2 58.4 60.4 83.8 88.0 86.5 97.7
2000万円以上 40.9 50.0 62.0 75.6 86.0 85.5 94.6
単身              -              -              -              - 39.7 58.9 71.8
２人家族              -              -              -              - 42.0 56.1 66.1
３人家族              -              -              -              - 60.2 72.8 70.5
４人家族              -              -              -              - 70.4 79.6 80.5
５人家族              -              -              -              - 76.6 80.0 87.8
６人家族              -              -              -              - 72.1 85.6 89.5
７人以上家族              -             -             -             - 64.8 86.1 95.5


全         体


都
市
規
模


世
帯
主
年
齢


世
帯
収
入


家
　
族
　
数


（２）パソコンの保有率の推移（属性別） 


◇都市規模 
平成 15年においては、いずれの都市規模においても 7割台の保有率であり、昨年よりも
さらに都市規模間の格差が小さくなっていることがわかる（図表 1－12参照）。 
◇世帯主年齢 
最も保有率の高い年齢層は、「40～49歳」で 2.7ポイント増加して 84.5％、最も低い「60
歳以上（計）」の保有率が 14.0ポイント増加して 73.6％となった（図表 1－12参照）。 
◇世帯収入 
最も保有率の低い収入層は、「400万円未満」で 9.9ポイント増加して 59.2％、最も高い
「1500～2000万円未満」の保有率は 11.2ポイント増加して 97.7％であり、依然として
格差が縮まる傾向は見られない（図表 1－12参照）。 
◇家族数 
最も保有率の低い家族数は「2 人家族」で 10.0 ポイント増加して 66.1％、最も高い「7
人以上家族」の保有率は 9.4ポイント増加して 95.5％となった（図表 1－12参照）。 


 
図表 1－12 属性別世帯のパソコン保有率の推移 
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4 その他の情報通信機器（携帯情報端末、インターネット対応型固定電話、ワープロ、ＦＡＸ、カ


ー・ナビゲーション・システム、インターネット対応型テレビ、インターネット対応型家庭用テレビゲ


ーム）の保有率の推移 


 
◇ 携帯情報端末 
携帯情報端末の世帯保有率は、昨年より 0.5 ポイント増加して 3.8％となった。属性別
にみると、「2000 万円未満」の世帯の保有率が最も高く 7.8％となっている（図表 1－
13参照）。 


 
◇ インターネット対応型固定電話 
インターネット対応型固定電話の世帯保有率は、昨年より 0.5ポイント増加して 12.1％
となった。属性別にみると「2000 万円以上」の世帯の保有率が最も高く 35.2％となっ
ている（図表 1－14参照）。 


 
◇ ワープロ 
ワープロの世帯保有率は、昨年より 5.1ポイント減少して 26.7％となった。世帯主年齢
別では、「20～29歳」が昨年の 11.7％から 6.5％と大きく減少したが、「50歳以上」の
世帯での保有率は減少傾向にはあるものの 30％を超える保有率であることがわかる（図
表 1－15参照）。 


 
◇ ＦＡＸ 
ＦＡＸの世帯保有率は、昨年より 3.1 ポイント増加して 53.9％となった。属性別では、
「60歳以上」、「2000万円未満」、「7人以上家族」の世帯で 10ポイントを超える増加が
見られた（図表 1－16参照）。 


 
◇ カー・ナビゲーション・システム 
カー・ナビゲーション・システムの世帯保有率は、昨年より 6.8ポイント増加して 30.6％
となった。属性別では、「その他の市」、「2000 万円未満」、「6 人家族」の世帯で 10 ポ
イントを超える増加が見られた（図表 1－17参照）。 


 
◇ インターネット対応型テレビ 
インターネット対応型テレビの世帯保有率は、0.2ポイント増加して 3.2％となった。属
性別では、「1500～2000万円未満」、「2000万円以上」の世帯での保有率が各々11.0％、
13.9％と 1割を超えた（図表 1－18参照）。 


 
◇ インターネット対応型テレビゲーム 
インターネット対応型テレビゲームの世帯保有率は、0.1ポイント増加して 11.1％とな
った。属性別にみても昨年と比較して大きな変化は見られない（図表 1－19参照）。 
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単位：％
平成9年
（ｎ＝4,443）


平成10年
（ｎ＝4,098）


平成11年
（ｎ＝3,657）


平成12年
（ｎ＝4,278）


平成13年
（ｎ＝3,845）


平成14年
（ｎ＝3,673）


平成15年
（ｎ＝3,354）


3.3 3.3 4.9 10.3 4.1 3.3 3.8


特別区・政令指定都市・県庁所在地 4.4 4.6 5.6 12.6 5.1 5.0 5.3


その他の市 2.7 2.6 4.6 10.4 4.2 2.0 3.1


町・村 2.7 2.4 4.3 5.4 1.8 2.5 2.5
20～29歳 5.4 7.3 9.1 17.0 3.6 5.0 4.3
30～39歳 5.9 7.5 9.5 15.8 5.6 3.6 5.5
40～49歳 2.8 3.4 6.4 12.9 5.9 4.6 3.5
50～59歳 3.5 3.0 5.7 9.8 4.4 2.9 3.3
60歳以上（計） 2.2 1.4 2.2 5.1 2.5 2.0 3.4
　　60～64歳              - 1.9 3.0 8.7 3.3 2.2 2.2
　　65歳以上（12年度65～74歳）              - 1.2 1.8 4.3 2.1 1.9 3.8
　　75歳以上              -              -              - 1.5              -              -              -
400万円未満 1.1 1.2 2.1 5.5 1.9 1.7 3.3
400～600万円未満 2.1 2.8 3.0 6.3 3.6 3.6 3.0
600～800万円未満 3.3 3.9 5.1 10.8 4.8 3.3 3.0
800～1000万円未満 3.6 4.5 7.2 13.0 3.6 4.0 3.4
1000～1500万円未満 5.9 4.1 7.4 16.3 10.4 5.0 6.0
2000万円未満
(～８年1500万円以上） 6.6 5.8 8.8 22.2 8.4 2.9 7.8
2000万円以上 9.7 10.5 16.5 19.2 4.6 5.7 5.2
単身              -              -              -              - 5.1 3.9 5.4
２人家族              -              -              -              - 6.8 2.9 3.5
３人家族              -              -              -              - 5.7 3.4 2.6
４人家族              -              -              -              - 4.8 3.1 5.1
５人家族              -              -              -              - 2.1 3.6 3.6
６人家族              -              -              -              - 0.9 2.5 2.0
７人以上家族              -             -             -             - 2.4 3.9 4.9


全         体


都
市
規
模


家
　
族
　
数


世
帯
主
年
齢


世
帯
収
入


単位：％
平成13年
（ｎ＝3,845）


平成14年
（ｎ＝3,673）


平成15年
（ｎ＝3,354）


5.0 11.6 12.1


特別区・政令指定都市・県庁所在地 5.4 13.9 12.5


その他の市 4.3 9.7 12.1


町・村 6.0 11.0 11.2
20～29歳 2.4 15.0 9.8
30～39歳 6.4 11.0 11.1
40～49歳 6.7 12.0 12.5
50～59歳 6.5 13.5 15.5
60歳以上（計） 3.5 9.1 10.9
　　60～64歳 5.1 10.1 11.3
　　65歳以上（12年度65～74歳） 2.9 8.7 10.7
400万円未満 2.8 8.0 8.5
400～600万円未満 4.6 9.9 11.6
600～800万円未満 6.6 11.2 12.2
800～1000万円未満 7.7 13.9 15.0
1000～1500万円未満 5.6 16.1 13.5
2000万円未満
(～８年1500万円以上） 9.5 22.3 21.3
2000万円以上 8.0 12.3 35.2
単身 3.0 12.4 6.5
２人家族 4.0 9.4 10.9
３人家族 4.1 12.3 11.0
４人家族 7.3 10.7 13.3
５人家族 5.7 13.8 14.0
６人家族 8.1 11.9 10.5
７人以上家族 4.2 13.9 15.1


家
　
族
　
数


全         体


都
市
規
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世
帯
主
年
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世
帯
収
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図表 1－13 携帯情報端末の保有率推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


 
 
 
図表 1－14 インターネット対応型固定電話 
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単位：％
平成9年
（ｎ＝4,443）


平成10年
（ｎ＝4,098）


平成11年
（ｎ＝3,657）


平成12年
（ｎ＝4,278）


平成13年
（ｎ＝3,845）


平成14年
（ｎ＝3,673）


平成15年
（ｎ＝3,354）


50.0 46.9 44.2 44.7 33.7 31.8 26.7


特別区・政令指定都市・県庁所在地 50.2 46.8 45.5 44.0 31.2 29.4 21.0


その他の市 50.1 46.0 44.2 47.3 35.1 32.1 29.1


町・村 49.3 49.8 42.0 39.9 35.2 36.8 32.5
20～29歳 40.5 36.9 32.7 31.3 20.6 11.7 6.5
30～39歳 50.5 43.8 44.2 40.8 28.6 16.9 18.7
40～49歳 57.6 56.7 51.1 52.7 37.1 36.2 27.3
50～59歳 56.5 55.5 49.1 52.3 42.1 42.5 32.4
60歳以上（計） 39.9 37.7 38.8 38.3 33.2 36.3 33.4
　　60～64歳              - 45.4 46.7 43.7 38.4 37.6 33.0
　　65歳以上（12年度65～74歳）              - 34.0 34.8 39.9 31.1 35.8 33.5
　　75歳以上              -              -              - 26.9              -              -              -
400万円未満 26.1 27.1 25.5 29.2 23.5 22.5 20.9
400～600万円未満 44.8 42.8 42.5 45.0 34.4 27.7 22.6
600～800万円未満 54.0 51.9 48.1 46.0 37.7 34.6 30.6
800～1000万円未満 60.9 56.8 57.8 53.1 44.5 36.3 30.7
1000～1500万円未満 63.7 64.9 57.0 56.3 44.4 43.7 33.4
2000万円未満
(～８年1500万円以上） 67.1 67.5 58.2 63.5 39.3 45.0 27.9
2000万円以上 63.4 57.0 50.6 61.1 41.0 43.0 35.9
単身              -              -              -              - 15.7 12.3 8.1
２人家族              -              -              -              - 27.9 24.3 19.9
３人家族              -              -              -              - 35.2 33.5 26.7
４人家族              -              -              -              - 38.6 36.7 26.3
５人家族              -              -              -              - 43.2 37.9 33.5
６人家族              -              -              -              - 50.1 39.7 39.9
７人以上家族              -             -             -             - 45.1 44.2 27.5


全         体


都
市
規
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帯
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年
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世
帯
収
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家
　
族
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単位：％


平成9年
（ｎ＝4,443）


平成10年
（ｎ＝4,098）


平成11年
（ｎ＝3,657）


平成12年
（ｎ＝4,278）


平成13年
（ｎ＝3,845）


平成14年
（ｎ＝3,673）


平成15年
（ｎ＝3,354）


26.4 31.9 34.2 40.4 41.4 50.8 53.9


特別区・政令指定都市・県庁所在地 30.5 35.5 41.6 49.1 46.7 55.4 59.0


その他の市 25.4 29.4 32.1 38.0 39.8 48.4 52.1


町・村 20.7 30.2 26.1 28.4 34.6 46.6 47.8
20～29歳 30.4 26.3 30.9 42.2 29.8 35.0 33.7
30～39歳 30.7 34.7 43.4 48.1 48.5 54.9 54.2
40～49歳 31.3 39.2 40.6 49.1 50.6 58.6 58.7
50～59歳 26.4 37.9 39.3 42.9 48.8 56.0 54.8
60歳以上（計） 20.3 23.0 25.9 28.8 32.5 47.1 57.8
　　60～64歳              - 27.0 33.9 38.5 38.2 51.0 50.0
　　65歳以上（12年度65～74歳）              - 21.1 21.8 28.3 30.3 45.6 60.8
　　75歳以上              -              -              - 15.9              -              -              -
400万円未満 14.5 17.7 16.4 25.3 24.4 35.6 37.8
400～600万円未満 21.2 26.4 33.5 36.0 42.5 50.6 53.4
600～800万円未満 28.0 34.7 34.5 42.7 49.0 51.4 57.8
800～1000万円未満 28.3 36.4 41.9 48.6 49.7 58.8 60.0
1000～1500万円未満 35.8 46.6 46.7 53.1 58.4 63.7 65.7
2000万円未満
(～８年1500万円以上） 40.4 50.6 53.8 64.0 72.9 73.3 83.5
2000万円以上 55.9 70.9 64.6 70.1 75.8 72.4 75.1
単身              -              -              -              - 15.7 25.3 19.7
２人家族              -              -              -              - 36.5 42.5 44.2
３人家族              -              -              -              - 42.5 55.9 51.0
４人家族              -              -              -              - 53.6 56.9 59.9
５人家族              -              -              -              - 50.5 54.1 61.3
６人家族              -              -              -              - 49.4 60.3 58.6
７人以上家族              -             -             -             - 46.3 60.8 79.3
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図表 1－15 ワープロの世帯保有率の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


図表 1－16 ＦＡＸの世帯保有率の推移 
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単位：％
平成9年
（ｎ＝4,443）


平成10年
（ｎ＝4,098）


平成11年
（ｎ＝3,657）


平成12年
（ｎ＝4,278）


平成13年
（ｎ＝3,845）


平成14年
（ｎ＝3,673）


平成15年
（ｎ＝3,354）


7.0 9.3 11.6 16.0 17.5 23.8 30.6


特別区・政令指定都市・県庁所在地 6.7 8.7 11.7 16.6 16.5 21.9 25.9


その他の市 7.2 9.6 11.7 17.2 18.8 24.5 35.2


町・村 7.0 10.0 11.2 12.1 16.5 26.6 29.3
20～29歳 8.9 10.6 17.3 15.6 11.9 20.8 21.7
30～39歳 8.2 12.3 18.7 24.0 23.1 29.8 37.0
40～49歳 7.6 10.3 11.9 18.5 22.5 28.1 34.9
50～59歳 7.2 10.2 13.0 16.9 19.1 21.6 28.1
60歳以上（計） 5.6 6.8 8.4 10.1 13.3 21.4 30.2
　　60～64歳              - 10.3 12.8 15.0 16.5 27.1 28.7
　　65歳以上（12年度65～74歳）              - 5.2 6.2 10.1 12.1 19.2 30.8
　　75歳以上              -              -              - 3.0            -            -            -
400万円未満 2.8 3.3 4.3 5.4 7.7 9.7 19.3
400～600万円未満 4.3 7.5 10.5 13.3 15.9 22.6 30.5
600～800万円未満 7.1 9.8 12.1 19.1 20.7 29.4 33.4
800～1000万円未満 7.8 11.6 12.9 21.9 23.5 30.2 31.9
1000～1500万円未満 9.7 14.9 18.6 23.4 29.9 33.8 43.0
2000万円未満
(～８年1500万円以上） 15.5 18.2 22.0 28.7 33.4 36.2 46.9
2000万円以上 25.8 27.9 26.6 33.7 49.8 54.9 48.7
単身              -              -              -              - 5.3 7.5 10.9
２人家族              -              -              -              - 13.2 16.9 23.2
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図表 1－17 カー・ナビゲーション・システムの世帯保有率の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 1－18 インターネット対応型テレビの世帯保有率の推移 
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20～29歳 12.7 14.5 14.7
30～39歳 10.2 11.7 12.9
40～49歳 12.1 16.0 12.8
50～59歳 10.0 11.5 9.4
60歳以上（計） 5.0 6.5 9.1
　　60～64歳 5.6 8.0 7.0
　　65歳以上（12年度65～74歳） 4.8 5.9 10.0
400万円未満 5.7 7.6 10.9
400～600万円未満 9.2 12.9 13.5
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800～1000万円未満 9.0 11.0 7.7
1000～1500万円未満 13.3 13.0 13.9
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(～８年1500万円以上） 15.9 11.2 10.2
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７人以上家族 13.7 16.2 18.6
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図表 1－19 インターネット対応型家庭用テレビゲームの世帯保有率の推移 
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５ 家庭内ＬＡＮの構築状況 
 
 パソコンを 2 台以上保有している世帯に複数のパソコンの有線又は無線による接続（家
庭内ＬＡＮの構築）状況を尋ねた。 
 パソコンを 2台以上保有する世帯は 32.7％（図表 1－11参照）、そのうち、「接続してい
る」世帯は昨年より 5.1ポイント増加して 40.6％となった。「有線で接続している」世帯が
30.7％、「無線で接続している」世帯が 37.3％である（図表 1－20 参照）。また、家庭内Ｌ
ＡＮを構築している世帯では、ブロードバンド回線を利用している世帯の割合が、昨年よ


り 18.4ポイント増加して 68.8％となった。特に、光ファイバを利用している世帯の割合が
10.7％と大きく増加した（図表 1－21参照）。 
属性別の利用状況をみると、世帯収入別での格差が大きく、最も低いのは「200万円未満」
で 22.1％、最も高いのは「1500～2000 万円未満」55.6％とその差は 33.5 ポイントとなっ
ている（図表 1－22参照）。 
 


図表 1－20 家庭内ＬＡＮの構築状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


図表 1－21 家庭内ＬＡＮの構築とインターネット接続回線 
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図表 1－22 家庭内ＬＡＮの構築状況（属性別） 
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不明
3.3%


利用している
7.3%


利用していない
89.4%


（ｎ＝3,354）


６ ＩＰ電話の利用状況 
 
 平成 15年調査において、ＩＰ電話の利用状況を尋ねた。 
 ＩＰ電話を利用している世帯は 7.3％、利用していない世帯は 89.4％である（図表 1－23
参照）。 
 ＩＰ電話の問題点として、利用している世帯で多いのは「特に問題ない」28.0％、「音声
品質が悪い」21.4％、「110 番がＩＰ電話としてかけられない」19.2％であり、一方、利用
していない世帯で多いのは「必要がない」36.4％、「ＩＰ電話をしらない」27.3％、「サービ
ス内容や仕組みがわかりにくい」25.6％等となっている。利用している世帯と利用していな
い世帯ではＩＰ電話に対する問題意識に大きな差があることがわかる（図表 1－24参照）。 
 


図表 1－23 IP電話の利用状況 
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図表 1－24 IP電話の問題点 
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第２章 個人の情報通信機器の利用状況 


 
１ 情報通信機器の利用率 


 
年齢 6歳以上の家族全員に対し、過去 1年間に使った情報通信機器（携帯電話、ＰＨＳ、
情報通信端末、パソコン）は何かを尋ねた。 
 
（１） 携帯電話 


携帯電話の利用率はわが国 6 歳以上人口の 57.4％となった。しかし、昨年調査（平成
14 年）に比べると、わずかに 1.7 ポイントの増加に留まり伸び率は急速に鈍化した。これ
を世代別にみると、50代及び 60代前半の伸びはなお大きいものの、10代から 20代にかけ
てはやや減少、30代から 40代の伸びも小幅（1.3～3.4％）となり、普及が一巡しつつある
ことを示している（図表 2- 1参照）。 
また、男女間では、20代以下では女性の利用率が男性を上回るのに対して、30代以上
では反対に男性の利用率が上回り、特に 50代から 60代では 16ポイント以上の格差が生じ
ている（図表 2- 2参照）。 


図表 2- 1 平成 14 年と平成 15 年の携帯電話利用率の比較 


 
 
 
 
 
 
 
 


図表 2- 2 男女年齢階層別の携帯電話利用率 
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（２） PHS 


ＰＨＳの利用率は、わが国 6歳以上人口の 1.9％となり、前年の 3.4％から 1.5ポイント
も減少した。これを世代別でみても、「80歳以上」を除く、全ての年代において減少し、特
に 30代から 50代にかけては約半減となっている（図表 2- 3参照）。 
また、男女間では、20 代～30 代の女性の PHS 離れが男性よりも急速に進んだため、
この世代で違いが大きくなっている（図表 2- 4参照）。 
 


図表 2- 3 平成 14 年と平成 15 年のＰＨＳ利用率の比較 


 
 
 
 
 
 
 
 
 


図表 2- 4 男女年齢階層別のＰＨＳ利用率 
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（３） 携帯情報端末 


携帯情報端末は 6歳以上人口の 1.2％が利用し、前年に比較して 0.3ポイントの利用率
の増加となった。世代別にみると、10代～50代の広い層においてわずかながら増加が認め
られた（図表 2- 5、図表 2- 6参照）。 
 


図表 2- 5 平成 14 年と平成 15 年の携帯情報端末利用率の比較 


 
 
 
 
 
 
 
 


図表 2- 6 男女年齢階層別の携帯情報端末利用率 
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（４） パソコン 


パソコンの利用率は 6歳以上人口の 44.6％である。前年調査に比較すると 2.8ポイント
の増加となった。13～19歳と 20代～40代では、利用率はいずれも 6割を超え、40代以下
の世代間格差は解消しており、50代以上との格差がますます鮮明になる傾向が見られる（図
表 2- 7参照）。 
また、10～20代においては男女間での差がほとんどないのに対し、依然として 30代以
降では男性に比べて女性の利用率が大幅に低い傾向が認められる（図表 2- 8参照）。 
 


図表 2- 7 平成 14 年と平成 15 年のパソコン利用率の比較 


 


図表 2- 8 男女年齢階層別のパソコン利用率 
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※　標本数：平成15年　各男女・年齢層別450
                平成14年　各男女・年齢層別450


２ 情報通信機器の利用格差要因 


 
情報通信機器の利用に及ぼす性別、年齢、居住地域の都市区分（「特別区・政令指定都


市・県庁所在地」「その他の市」「町・村」）、年収の影響の変化を明らかにするため、携帯


電話とパソコンについて多変量解析（数量化Ⅱ類）1を行い、前年（平成 14年末）と本年（15
年末）を比較した。結果は次図に示すとおりである。図の数値はマイナスに大きいほど利


用は阻害され、プラスに大きいほど利用が促進される要因であることを示している。 
 


(ア) 携帯電話 
携帯電話の利用に最も強い影響を及ぼすのは本人の年齢である。20 代をピークに高齢
になるほど利用率にマイナスとなる。次いで性別の影響が若干あり、男性はプラス、女性


はマイナスの要因となっている。一方、世帯年収といった経済的要因も影響を及ぼすが、


人口の大部分をしめる 400万円～1000万円の中間層では、ほとんどこの影響を受けていな
い。また、「特別区・政令指定都市・県庁所在地」「その他の市」「町村」といった都市の違


いによる影響はほとんど見られない。前年に比べ、世帯年収の影響は若干減少している（図


表 2- 9参照）。 
図表 2- 9 携帯電話の利用格差要因 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


                                                  
1 数量化Ⅱ類：説明変数と非説明変数の両方が質的データ（カテゴリーデータ）である場合の判別分析の
ための統計手法。 
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                平成14年　各男女・年齢層別450


(イ) パソコン 
パソコンの利用には、年齢と同時に世帯年収が強い影響を及ぼしている。この理由とし


ては、パソコンが高価であるため経済的制約を受けやすいことや、パソコンの操作には携


帯電話以上のリテラシーが必要なことから高齢になるほど利用が難しくなるが考えられる。


その他、携帯電話では影響がほとんど見られなかった都市区分においても格差が生じてい


る。この背景として、パソコンを必要とする職種が都市部に集中していることを挙げるこ


とができよう。 
前年と比較すると、都市区分、性別、世帯年収による影響はいずれも縮小した。そのよ


うな中で、「60歳以上」が、利用の阻害要因として相対的にクローズアップされてきている
（図表 2- 10参照）。 


図表 2- 10 パソコンの利用格差要因 
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音声通話のみ


３ インターネット対応型携帯電話・ＰＨＳにおける音声とインターネットの利用 


 
インターネット対応型携帯電話・ＰＨＳの使い方として、「音声のみ」あるいは「イン


ターネットのみ」に利用する人はそれぞれ 24.3％、13.1％に過ぎず、大部分の人は音声と
インターネットの両方に利用している。最も多い利用の仕方は「10回に 1～3回はインター
ネット」という人で 27.3％をしめ、ついで「10回に 7から 9回はインターネット」（19.5％）、
「10回に 4～6回はインターネット」（15.8％）の順となっており、使い方は前年とほとん
ど変わりがない（エラー! 参照元が見つかりません。参照）。 
これを世代別にみると、インターネット対応型を保有していても音声のみに利用する人


の割合は世代が上がるほど多くなり、反対に若者ほどインターネットに利用する傾向が顕


著である。50代でも約 6割が「音声のみ」に利用している（図表 2- 11参照）。 
 


図表 2- 11 インターネット対応型携帯電話・ＰＨＳの音声通話とインターネットの利用割合 
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図表 2- 12 年齢階層別インターネット対応型携帯電話・ＰＨＳの音声通話とインターネットの利用割合 
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第３章 世帯のインターネットの利用状況 


 
１ インターネット利用の動向 


   


（1）  世帯の利用率 


世帯内の誰かがパソコン、携帯電話、ＰＨＳ、携帯情報端末、ゲーム機等から過去 1 年
間にインターネットを利用したかどうかを尋ねた。 
平成 15年においてインターネットを利用している世帯は 9割弱（88.1％）となり、昨年
の 81.4％より 6.7 ポイント増加した。利用率が上限に近づいており、今後は伸びが鈍化す
ることが予想される（図表 3－1参照）。 
 


図表 3－1 インターネット利用率の推移 
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（2） 世帯のインターネット利用率の動向（属性別） 


◇都市規模 
都市規模別のインターネット利用率は「特別区・政令指定都市・県庁所在地」が 90.2％
で最も高く、次いで「その他の市」が 88.2％、「町・村」が 84.0％となっており、いずれの
都市規模でも 8割を超える利用率となった（図表 3－2、図表 3－6参照）。 
 


図表 3－2 都市規模別インターネット利用率の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◇世帯主年齢 
昨年と比べ「30～39 歳」で利用率が減少した以外は全ての年齢層でインターネット利用
率は上昇した。最も利用率の高い世帯主年齢は「20～29歳」の 97.8％、次いで「40～49歳」
の 93.9％である。また、「60 歳以上」の世帯では昨年より 16.1 ポイントと大きく増加して
80.5％となった（図表 3－3、図表 3－6参照）。 
 


図表 3－3 世帯主年齢別インターネット利用率の推移 
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◇世帯年収 
昨年と比較してすべての階層で昨年より増加した。特に、大きく増加した階層は「400万
円未満」と「2000万円以上」の世帯であり、増加幅は各々11.5ポイント、11.1ポイントで
ある。（図表 3－4、図表 3－6参照）。 
 


図表 3－4 世帯年収別インターネット利用率の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◇家族数 
利用率がもっとも低い家族数は昨年同様に「2 人家族」、その利用率は 74.4％であり、平
均利用率との乖離は 15ポイントと大きいが、昨年よりは小さくなった。また、「単身」世帯
が 20ポイント以上増加して 92.6％となった（図表 3－5、図表 3－6参照）。 


 
図表 3－5 家族数別インターネット利用率の推移 
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60歳以上（計） 6.6 10.6 18.9 35.7 64.4 80.5
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図表 3－6 属性別インターネットの世帯利用率 
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　　無線（ＦＷＡ等）、ＤＳＬ回線の総称である。


２ 自宅でパソコンを利用してのインターネット接続回線 


 
 「自宅」で「パソコン」を使って、どのような回線でインターネットを接続しているか


を尋ねた（複数回答可）。 
 自宅でパソコンからインターネット接続をする世帯のうち、最も利用されている接続回


線は、ダイヤルアップ（電話回線）であり、その割合は大きく 14.7ポイント減少して 30.2％
であった。次いで、ＤＳＬ回線が 8.5 ポイント増加してＩＳＤＮ回線を抜き 27.2％となっ
た。また、ケーブルテレビ回線等のブロードバンド回線は昨年より 18.2ポイント増加して
47.8％であり、約半数がブロードバンド回線を利用していることがわかる。ダイヤルアップ、
ＩＳＤＮ回線が減少傾向にあり、今後は一層ブロードバンド回線が世帯に普及することが


予想される（図表３－７参照）。 
 


図表 3－7 自宅でのパソコンによるインターネット接続回線 
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第４章 個人のインターネット利用状況 


 
年齢 6歳以上の家族全員について、それぞれの過去 1年間におけるインターネットの利
用状況を尋ねた。 
 
１ インターネット利用率 


（１） 利用率の動向 


平成 14 年 12 月時点でインターネットを利用する人の割合は、我が国 6 歳以上人口の
67.8％をしめ、昨年に比べると 5.8ポイントの上昇となった。これを男女別にみると、男性
が 68.3％から 72.4％に、女性が 55.9％から 63.3％となり、また年齢階層別にみると全ての
階層で上昇した。13歳～19歳、20代、30代の世代では利用率は 9割を超えた（図表 4- 1
参照）。 
この結果、わが国のインターネット利用者2は前年の 6,945 万人から 788 万人増加して


7,730 万人となった。人口に対する普及率（人口普及率）は 6 割を突破して 60.6％に達し
た（図表 4- 1参照）。 


図表 4- 1 インターネット利用率 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


 


                                                  
2 平成 12年国勢調査（総務省）の第 3表の男女別年齢別人口と平成 13年簡易生命表（厚生労働省）の死亡率から平成
14年のわが国人口の男女別年齢別人口を推計し、これに各階層のインターネット利用率を乗じて推計。なお、この 14
年人口推計値は平成 12年国勢調査結果に年齢不詳が 22.9万人含まれ、本計算では年齢不詳を除いているため、厚生労
働省の中位推計値（10,925万人）よりもその分だけ小さいが、全体の計算には不都合が生じないとものと判断。 
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（注）平成13年の「1000万円以上」は「1000万円から1500万円未満」の数値
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図表 4- 2 インターネット利用者数及び人口普及率の動向 
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６～１２歳


１３～１９歳


２０～２９歳


３０～３９歳


４０～４９歳


5０～５９歳


６０歳以上


特別区・政令指定都市・県庁所在地


その他の市


町・村


２００万円未満


２００～４００万円未満


４００～６００万円未満


６００～８００万円未満


８００～１０００万円未満


１０００万円以上


平成14年 平成15年


年齢


男女


都市区


世帯年収


※　標本数：平成15年　各男女・年齢層別450
　　　　　　　平成14年　各男女・年齢層別450


（２） 利用格差要因 


男女、年齢、都市区分、世帯年収の各属性が、インターネットの利用率に及ぼす影響に


ついて、多変量解析（数量化Ⅱ類）3を行い、前年と本年を比較した。結果は下図のとおり


である。数値はマイナスに大きいアイテムほどインターネットの利用を阻害し、プラスに


大きいほど利用を促進する要因であることを示す。 
利用格差をもたらす要因として最も大きいものは年齢である。50 歳代を境にプラスか
らマイナス要因となる。その他の要因としては世帯年収の影響が大きく、年収が高いほど


利用率にプラスとなる。一方、「特別区・政令指定都市・県庁所在地」「その他の市」「町・


村」の都市区分の影響は比較的小さいことがわかる。 
前年と比較すると、都市区分、性別による影響は縮小の方向に、世帯収入は拡大の方向


に働いている。年齢については、50 代以下では影響は縮小方向にあるのに対し、「60 歳以
上」は普及が進む中でむしろ相対的に大きな阻害要因となってきている（図表 4- 3参照）。 
 


図表 4- 3 インターネットの利用格差要因 


 
 


                                                  
3 数量化Ⅱ類：説明変数及び非説明変数ともに質的データである場合の判別分析のための統計的手法。 
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２ インターネットの利用機器と場所 


 
インターネット利用者に対し、端末として使用している機器の種類とインターネットを


使用する場所を尋ねた。 
 
（１）利用機器 


インターネット利用者の使用機器をみると、約 8割（79.7％）の人がパソコンを利用し
ており、また携帯電話・ＰＨＳも 6 割（58.0％）の人が利用している。一方、ゲーム機・
テレビ等からのアクセスは 4.4％に過ぎない。最も多いタイプはパソコンからのみ利用する
というタイプで 40.2％であるが、携帯電話・PHSからアクセスする人が著しく増加した結
果、パソコンと携帯電話・ＰＨＳの併用も 36.7％となり、また、携帯電話・ＰＨＳのみと
いうタイプも約 2割（18.8％）程度まで増加している（図表 4- 4参照）。 
パソコンと携帯電話・ＰＨＳのインターネット端末としての併用は、10代～40代で増
加しており、20代～30代では半数以上が 2つの機器を併用している（図表 4- 5参照）。 
各使用機器別の利用人口を推計すると、パソコンが 6,164万人、携帯・ＰＨＳが 4,484万
人、ゲーム・テレビ等が 339万人となる（図表 4- 4参照）。 


 


図表 4- 4 機器別インターネットの利用人口 


 
 


単位：％、万人


人数 構成 人数 構成 人数 構成 人数 構成


ＰＣのみ 2,214 47.0 2,953 52.8 3,884 56.0 3,106 40.2


携帯のみ 897 19.1 657 11.7 1,061 15.3 1,453 18.8


ゲーム・テレビ等のみ 29 0.6 26 0.5 135 1.9 82 1.1


ＰＣと携帯 1,459 31.0 1,676 30.0 1,633 23.5 2,834 36.7


携帯とゲーム・テレビ等 60 1.3 21 0.4 24 0.3 33 0.4


ＰＣとゲーム・テレビ等 26 0.6 110 2.0 129 1.9 60 0.8
ＰＣと携帯とゲーム・テレビ等 23 0.5 151 2.7 76 1.1 164 2.1


再掲　　ＰＣ 3,723 79.1 4,890 87.4 5,722 82.4 6,164 79.7


　　　　　携帯 2,439 51.8 2,504 44.8 2,794 40.2 4,484 58.0
　　　　　ゲーム・テレビ等 138 2.9 307 5.5 364 5.2 339 4.4


　計 4,708 100.0 5,593 100.0 6,942 100.0 7,730 100.0


(注）「ＰＣ」はパソコンの略。


(注）「携帯」は携帯電話・ＰＨＳ及び携帯情報端末の略。ただし、携帯情報端末は平成13年以前は「ゲーム・テレビ等」に含む。


(注）平成13年～15年：　インターネット利用者数（本調査推計）×端末別利用率（本調査推計）。


(注）平成14年及び15年の端末構成割合は、当年の人口構成割合で比重調整している。


(注）平成12年：　「平成13年版情報通信白書」、本調査と推計方法が異なる。


(注）再掲の合計は100ではない（複数に該当する者がいる）。


（注）四捨五入のため、内訳の和は計に必ずしも一致しない。


平成12年末 平成13年末 平成14年末 平成15年末
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パ
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Ｈ
Ｓ
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ム
・
Ｔ
Ｖ
等


  全  体 7,496 100.0 40.2 18.8 1.1 36.7 0.4 0.8 2.1 79.7 58.0 4.4


６～１２歳 676 100.0 88.1 1.8 0.3 7.6 0.1 1.8 0.3 97.8 9.8 2.5


１３～１９歳 1,192 100.0 39.9 11.7 0.8 44.1 0.3 1.5 1.7 87.2 57.8 4.3


２０～２９歳 1,323 100.0 22.1 18.1 0.4 54.1 0.8 0.5 4.2 80.9 77.2 5.9


３０～３９歳 1,493 100.0 22.4 18.2 0.5 54.8 1.0 0.5 2.6 80.3 76.6 4.6


４０～４９歳 1,661 100.0 34.1 15.1 0.4 48.6 0.4 0.2 1.3 84.2 65.4 2.3


５０～５９歳 967 100.0 48.4 18.7 0.4 31.0 0.5 0.2 0.8 80.4 51.0 1.9


６０歳以上 184 100.0 51.6 26.1 1.9 15.3 0.0 1.8 3.3 72.0 44.7 7.0


　６０～６４歳 111 100.0 56.0 20.8 0.8 16.8 0.0 3.2 2.4 78.4 40.0 6.4


　６５歳以上 73 100.0 46.5 32.4 3.2 13.6 0.0 0.0 4.3 64.4 50.3 7.5


　６５～６９歳 33 100.0 50.8 32.0 0.0 9.9 0.0 0.0 7.2 67.9 49.1 7.2


　７０～７９歳 32 100.0 40.4 27.4 9.6 22.6 0.0 0.0 0.0 63.0 50.0 9.6


　８０歳以上 8 100.0 37.4 62.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 37.4 62.6 0.0


  男　性 3,973 100.0 41.8 15.3 1.3 37.7 0.4 0.6 3.0 83.0 56.4 5.3


６～１２歳 345 100.0 90.4 0.9 0.3 6.1 0.3 1.7 0.3 98.5 7.6 2.6


１３～１９歳 611 100.0 40.6 11.9 0.7 42.9 0.3 2.3 1.3 87.1 56.4 4.6


２０～２９歳 678 100.0 25.5 16.4 0.1 51.2 0.7 0.9 5.2 82.8 73.5 6.9


３０～３９歳 721 100.0 22.1 14.1 0.4 58.7 0.7 0.6 3.5 84.9 77.0 5.2


４０～４９歳 896 100.0 35.0 9.4 0.2 53.3 0.4 0.2 1.3 89.8 64.4 2.1


５０～５９歳 614 100.0 50.7 13.5 0.7 33.6 0.5 0.2 1.0 85.5 48.6 2.4


６０歳以上 108 100.0 56.3 19.0 2.7 16.1 0.0 0.0 5.9 78.3 41.0 8.6


　６０～６４歳 74 100.0 66.2 14.9 1.4 13.5 0.0 0.0 4.1 83.8 32.5 5.5


　６５歳以上 34 100.0 42.6 24.8 4.5 19.7 0.0 0.0 8.4 70.7 52.9 12.9


　６５～６９歳 13 100.0 46.2 23.1 0.0 15.4 0.0 0.0 15.4 77.0 53.9 15.4


　７０～７９歳 18 100.0 38.9 22.2 11.1 27.8 0.0 0.0 0.0 66.7 50.0 11.1


　８０歳以上 3 100.0 33.3 66.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3 66.7 0.0


  女　性 3,523 100.0 38.7 22.1 0.8 35.7 0.4 0.9 1.3 76.6 59.6 3.5


６～１２歳 331 100.0 85.8 2.7 0.3 9.1 0.0 1.8 0.3 97.0 12.1 2.4


１３～１９歳 581 100.0 39.2 11.5 0.9 45.4 0.2 0.7 2.1 87.4 59.2 3.9


２０～２９歳 645 100.0 18.4 19.8 0.6 57.1 0.8 0.2 3.1 78.8 80.8 4.7


３０～３９歳 772 100.0 22.8 22.7 0.5 50.5 1.4 0.4 1.7 75.4 76.3 4.0


４０～４９歳 765 100.0 32.9 22.0 0.5 42.9 0.3 0.3 1.2 77.3 66.4 2.3


５０～５９歳 353 100.0 45.0 26.3 0.0 27.2 0.6 0.3 0.6 73.1 54.7 1.5


６０歳以上 76 100.0 45.6 35.2 1.0 14.3 0.0 4.0 0.0 63.9 49.5 5.0


　６０～６４歳 37 100.0 40.5 29.7 0.0 21.6 0.0 8.1 0.0 70.2 51.3 8.1


　６５歳以上 39 100.0 50.6 40.5 1.9 7.1 0.0 0.0 0.0 57.7 47.6 1.9


　６５～６９歳 20 100.0 55.0 40.0 0.0 5.0 0.0 0.0 0.0 60.0 45.0 0.0


　７０～７９歳 14 100.0 42.9 35.7 7.1 14.3 0.0 0.0 0.0 57.2 50.0 7.1


　８０歳以上 5 100.0 40.0 60.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 40.0 60.0 0.0


（注）平成15年の男女別年齢階層別人口構成比で加重平均


 集
計
人
数


インターネットの端末機器のパターン 再掲


図表 4- 5 インターネットの利用機器（男女・年齢階層別） 
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(２) 利用場所 


パソコンからのインターネット利用者の利用場所をみると、84.8％の人が「自宅・その
他」からインターネットに接続しており、「職場」のみ、あるいは「学校」のみという人は、


それぞれ 11.1％、3.8％と、前年と比べても減少してきている（図表 4- 6参照）。 
「自宅・その他」と「職場」の両方でパソコンを利用する割合は、全体の 20.5％である
が、30代～40代の男性の約半数は両方の利用者となっている（図表 4- 7参照）。 
また、利用場所別にパソコンからのインターネット利用者数を推計すると、「自宅・そ


の他」からが 5,230 万人、「職場」からが 1,994 万人、「学校」からが 901 万人となる。増
加した利用者の大部分は、「自宅・その他」からの利用者である（図表 4- 6参照）。 


 


図表 4- 6 パソコンからの利用場所タイプ別インターネット利用者数 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


単位：％、万人


人数 構成 人数 構成 人数 構成 人数 構成
自宅・その他からのみ 2,065 55.5 1,393 28.5 2,976 52.0 3,313 53.7
職場からのみ　　　　 561 15.1 485 9.9 773 13.5 685 11.1
学校からのみ　　　　 96 2.6 305 6.2 353 6.2 234 3.8
自宅・その他と職場　 725 19.5 2,024 41.4 1,134 19.8 1,266 20.5
職場と学校　　　　　 0 0.0 36 0.7 11 0.2 16 0.3
学校と自宅・その他　 276 7.4 493 10.1 449 7.8 624 10.1
自宅・その他と職場と学校　 0 0.0 153 3.1 26 0.5 27 0.4


再掲　　自宅・その他 3,066 82.4 4,063 83.1 4,585 80.1 5,230 84.8
　　　　　職場 1,285 34.5 2,699 55.2 1,944 34.0 1,994 32.3
          学校 372 10.0 988 20.2 839 14.7 901 14.6


3,723 100.0 4,890 100.0 5,722 100.0 6,164 100.0
(注）平成13年～15年：　インターネット利用者数（本調査推計）×端末別利用率（本調査推計）


(注）平成12年：　「平成13年版情報通信白書」、本調査と推計方法が異なる


(注）再掲の合計は100ではない


(注）四捨五入のため内訳の和は必ずしも「計」に一致しない


平成15年末


　計


平成14年末平成12年末 平成13年末
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  全  体 6,275 100.0 53.7 11.1 3.8 20.5 0.3 10.1 0.4
６～１２歳 661 100.0 31.5      - 33.7      -      - 34.8      -
１３歳～１９歳 1,040 100.0 39.1 0.4 22.8 0.9 0.4 35.8 0.6
２０歳～２９歳 1,069 100.0 43.6 10.1 4.7 24.3 0.8 15.3 1.2
３０歳～３９歳 1,193 100.0 47.5 14.9 0.3 36.5 0.0 0.4 0.5
４０歳～４９歳 1,397 100.0 47.9 18.7 0.4 31.9 0.3 0.3 0.6
５０歳～５９歳 782 100.0 50.1 23.0 0.3 26.0      - 0.4 0.2
６０歳以上 133 100.0 69.0 13.1 4.0 8.4      -      - 0.2
　６０歳～６４歳 88 100.0 66.3 15.2 0.4 18.2      -      - 0.0
　６０歳～６９歳 45 100.0 69.9 12.4 5.2 5.1      -      - 0.3
　　６５歳～６９歳 22 100.0 72.8 15.3      - 11.0      -      - 0.9
　　７０歳～７９歳 20 100.0 91.3 5.2      - 3.5      -      -      -
　　８０歳以上 3 100.0 22.7 22.7 22.7      -      -      -      -
  全  体 3,459 100.0 42.1 15.2 3.6 29.1 0.2 9.4 0.4
６～１２歳 340 100.0 28.8      - 40.7      -      - 30.5      -
１３歳～１９歳 532 100.0 40.7 0.3 21.9 0.5 0.8 35.3 0.5
２０歳～２９歳 561 100.0 42.6 10.6 5.0 24.3 0.8 14.5 2.2
３０歳～３９歳 611 100.0 29.2 19.5 0.4 50.2      - 0.2 0.5
４０歳～４９歳 806 100.0 29.2 22.9 0.2 46.4 0.5      - 0.9
５０歳～５９歳 524 100.0 33.0 27.8 0.2 38.2      - 0.4 0.4
６０歳以上 85 100.0 58.2 21.7 0.5 19.1      -      - 0.6
　６０歳～６４歳 62 100.0 50.0 25.8 0.8 23.4      -      -      -
　６５歳以上 23 100.0 69.2 16.1      - 13.4      -      - 1.3
　　６５歳～６９歳 10 100.0 63.3 18.4      - 16.3      -      - 2.0
　　７０歳～７９歳 12 100.0 80.0 12.0      - 8.0      -      -      -
　　８０歳以上 1 100.0      -      -      -      -      -      -      -
  全  体 2,816 100.0 64.8 7.3 4.0 12.4 0.3 10.8 0.4
６～１２歳 321 100.0 34.3      - 26.4      -      - 39.3      -
１３歳～１９歳 508 100.0 37.5 0.5 23.7 1.4      - 36.3 0.7
２０歳～２９歳 508 100.0 44.7 9.6 4.3 24.2 0.8 16.2 0.2
３０歳～３９歳 582 100.0 66.2 10.3 0.2 22.4      - 0.6 0.4
４０歳～４９歳 591 100.0 66.7 14.4 0.7 17.2      - 0.7 0.2
５０歳～５９歳 258 100.0 66.9 18.3 0.4 13.9      - 0.4      -
６０歳以上 48 100.0 81.6 7.9 1.4 9.1      -      -      -
　６０歳～６４歳 26 100.0 81.6 5.3      - 13.2      -      -      -
　６５歳以上 22 100.0 81.6 11.2 3.2 4.0      -      -      -
　　６５歳～６９歳 12 100.0 81.3 12.5      - 6.3      -      -      -
　　７０歳～７９歳 8 100.0 100.0      -      -      -      -      -      -
　　８０歳以上 2 100.0 33.3 33.3 33.3     -      -      -     -


（注）平成15年の男女別年齢階層別人口構成比で加重平均


女
性


n


利用場所タイプ


男
女


男
性


図表 4- 7 パソコンからのインターネット利用場所（男女・年齢階層別） 
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【世代別】


14.0


24.2 26.0
22.3 21.1


13.7


7.6
4.4


2.4


26.0
28.3


2.0
0.0
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36.3 35.4


0.3
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51.4
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42.0 40.5


46.6


36.5


25.3
20.9


4.7


38.0


0


10


20


30


40


50


60


全  体 ６～１２歳 １３～１９歳 ２０～２９歳 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０～６４歳 ６５～６９歳 ７０～７９歳 ８０歳以上


ブロードバンド利用率（平成14年末） ブロードバンド利用率（平成15年末） 自宅でのインターネット利用者のブロードバンド比率（平成15年末）


（％）


【性別】


19.2
13.5


26.0 29.6
22.616.3


42.3
44.3


40.1


0


10


20


30


40


50


全  体 男性 女性


（％）


３ ブロードバンド回線の利用 


 
（１）ブロードバンド利用率 


自宅からパソコンを使ってインターネットをする際に、ブロードバンド回線を利用して


いるかどうかを尋ねた。なお、ここでいうブロードバンド回線とは、ケーブルテレビ回線、


光回線（光ファイバ）、無線（ＦＷＡ等）、ＤＳＬ回線をさす。 
自宅からパソコンを使ってインターネットをする際に、ブロードバンド回線を利用して


いる人の割合は、人口の 26.0％（前年比 9.7 ポイント増）、またインターネット利用者の
42.3％（前年比 11.2 ポイント）である。インターネット利用者におけるブロードバンド利
用率は、概ね若い年代ほど高い傾向が見られる（図表 4- 8参照）。 


図表 4- 8 「自宅」でのブロードバンド回線の利用 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【都市区分別】


23.0
14.9


7.6


26.0
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30


40
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60
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その他の市 町・村
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1,955万人
2,607万人


4,987万人


5,123万人


7,730万人


6,942万人


0


1,000


2,000


3,000


4,000


5,000


6,000


7,000


8,000


9,000


平成14年（2002年） 平成15年（2003年）


（万人）


ブロードバンド利用人口 ナローバンド利用人口


28.2％


71.8％


33.7％


66.3％


（注）ナローバンド利用人口には、携帯電話からのみのインターネット利用者を含む


 
 平成15年末のブロードバンド利用者数は、パソコンからのインターネット利用者数6,164
万人にブロードバンドの利用率 42.3％（無回答を除く）を乗じると、2,607万人となり、前
年より 652万人増加したものと推計され、インターネット利用者の 3人に 1人がブロード
バンドを利用している勘定となる（図表 4- 9参照）。 
 


図表 4- 9 ブロードバンド利用者数 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


【世帯年収別】
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万円未満


２００～４００
万円未満


４００～６００
万円未満


６００～８００
万円未満


８００～１０００
万円未満


１０００
万円以上


ブロードバンド利用率（平成14年末） ブロードバンド利用率（平成15年末） 自宅でのインターネット利用者のブロードバンド比率（平成15年末）


（％）
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0.16


-0.16


0.98


0.48


0.48


0.48


-0.61


-1.62


-0.16


-0.43


-0.50


-0.48


-0.28


0.19


0.42


0.17


-0.19


0.38


-3 -2 -1 - 1 2 3


男性


女性


６～１２歳


１３～１９歳


２０～２９歳


３０～３９歳


４０～４９歳


5０～５９歳


６０歳以上


特別区・政令指定都市・県庁所在地


その他の市


町・村


２００万円未満


２００～４００万円未満


４００～６００万円未満


６００～８００万円未満


８００～１０００万円未満


１０００万円以上


年齢


男女


都市区


世帯年収


※　標本数：平成15年　６，３００
　　　　（男女・年齢層につき５００）


（２）ブロードバンドの利用格差要因 


男女、年齢、都市区分、世帯年収の各属性が、ブロードバンドの利用に及ぼす影響につ


いて、多変量解析（数量化Ⅱ類）を行った。なお、ブロードバンドを利用していない人に


は、インターネットは利用しているが、ブロードバンドを利用していない人のほかに、イ


ンターネットも利用していない人を含めている。 
結果は下図のとおりである。数値はマイナスに大きいアイテムほどブロードバンド利用


を阻害し、プラスに大きいほど利用を促進する要因であることを示す。 
利用に最も強い影響を及ぼすのは年齢、次いで世帯収入、都市区分、性別の順となって


いる（図表 4- 8参照）。 
 


図表 4- 10 ブロードバンドの利用格差要因 
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4.1
5.0
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7.9
8.7


3.9


9.0


4.1


0.0


4.3


7.3


13.0


8.6 9.0


5.5


0.0


8.8


12.6


9.1
7.7


10.9
9.5


0


5
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20


全  体 ６～１２歳 １３～１９歳 ２０～２９歳 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０～６４歳 ６５～６９歳 ７０～７９歳 ８０歳以上


平成14年末（n=6,610) 平成15年末（n=7,937)


（％）


n=731


35.1


29.5


18.9


16.1


17.5


17.1


- 5 10 15 20 25 30 35 40


空港・駅等の公共施設


ホテル等の宿泊施設


レストラン・喫茶の飲食店


その他の店舗


その他


不明


（％）


４ 無線ＬＡＮサービスの利用 


 
（１）無線ＬＡＮサービスの利用経験 


過去 1年間におけるホテル・レストラン等の店舗や空港・駅などの公共空間（いわゆる
「ホットスポット」）での無線ＬＡＮサービスの利用経験について尋ねた。 
 公共空間での無線ＬＡＮサービスを利用した経験者は、インターネット利用者の 9.5％
（前年比 0.7 ポイント増）である。最も利用経験者の割合の高い世代は 20 代で、平成 15
年に 13.0％の人が経験している（図表 4- 11参照）。 


図表 4- 11 公共空間での無線ＬＡＮサービスの利用経験 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）無線ＬＡＮサービスの利用場所 


公共空間での無線ＬＡＮサービスの利用経験者に、その利用場所を尋ねた。 
最も一般的なのは「空港・駅等の公共施設」で 35.1％が利用している。次いで「ホテル等
の宿泊施設」（29.5％）、「レストラン・喫茶の飲食店」（18.9％）の順となっている（図表
4- 12参照）。 


図表 4- 12 公共空間での無線ＬＡＮサービスの利用場所 
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ほぼ毎日
16.2%


週に少なくとも１回
12.8%


月に少なくとも１回
12.0%


無回答
10.1%


それ以下の頻度
48.9%


n=731


（３）無線ＬＡＮサービスの利用頻度 


同様に公共空間での無線ＬＡＮサービスの利用経験者に、その利用頻度を尋ねた。 
無線ＬＡＮサービスをほぼ日常的に利用する人は、「ほぼ毎日」利用する人（16.2％）と「週
に少なくとも 1 回」利用する人（12.8％）を合計すると、全体の約 3 割である。したがっ
て、インターネット利用者に対し、約 3％の人が無線ＬＡＮを日常的に利用している計算と
なる。一方、経験はあっても月に 1 回以下の頻度の利用者が約半数（48.9％）をしめ、特
殊な機会での利用に留まるケースがまだまだ多いことを示している（図表 4- 13参照）。 
 


図表 4- 13 公共空間での無線ＬＡＮサービスの利用頻度 
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42.9


40.7


28.8


26.3


12.3


11.9


9.7


12.5


6.3


8.7


0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%


平成14年(n=5,845)


平成15年(n=6,936)


毎日少なくとも１回は利用 週に少なくとも１回は利用


月に少なくとも１回は利用


それ以下 無回答


５ インターネット利用頻度 


 
インターネットを使用した場所や機器に関係なく、どのくらいの頻度でインターネット


を利用しているかについて 15歳以上の利用者に尋ねた。 
 
(１) 利用頻度の変化 


インターネット利用者のうち、「毎日少なくとも 1回は利用」する割合は 40.7％（無回
答を除くと 44.6％）である。またこれに「週に少なくとも 1 回以上は利用」する人を加え
ると、全体の約 7割（67.0％）が週に 1度以上の頻度でインターネットを利用している。 
一方、月に 1 回も利用しない人の割合 1 割を超え、前年に比べ利用頻度はやや低下してい
る。これは、インターネットの普及が利用頻度の低い人々にも及んだためと考えられる（図


表 4- 14参照）。 


図表 4- 14 インターネットの利用頻度 


 
 
 
 
 
 
(２) 属性別利用頻度 


①年齢階層 
インターネットの利用頻度には年齢階層により顕著な違いがみられる。20代～40代で
は 4割以上の利用者が「毎日少なくとも 1回は利用」しているが、年齢が上がるにつれて、
その割合は低下し、65歳以上の高齢者では 1割台（15.5％）となる（図表 4- 15）。 
②利用通信回線 
自宅からのブロードバンド回線利用者とナローバンド利用者では利用頻度に大きな差


がみられる。ブロードバンド利用者では、55.8％と過半数が毎日利用しているのに対して、
ナローバンド利用者では毎日利用する人は 4割に満たない（図表 4- 16）。 
③利用機器 
利用機器別にインターネットの利用頻度をみると、「パソコンのみ」や「携帯・ＰＨＳの


み」、「ゲーム・ＴＶ等のみ」に比べ、複数の端末からインターネットをしている人の方が


利用頻度は高い。特に携帯電話・ＰＨＳと他の機器を併用する者でこの傾向は顕著である


（図表 4- 17）。 
④利用場所 
パソコンを介したインターネットの利用場所に関しても、「自宅・その他」と「職場」の
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週に少なくとも１回は利用 月に少なくとも１回は利用


それ以下


無回答


n = 6,936
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1.1
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  全  体


パソコンのみ利用


携帯電話・ＰＨＳのみ


ゲーム・ＴＶ等のみ


パソコンと携帯電話・ＰＨＳ


携帯電話・ＰＨＳとゲーム・テレビ等


ゲーム・ＴＶ等とパソコン


パソコンと携帯電話　・ＰＨＳと
ゲーム・テレビ等


毎日少なくとも１回は利用 週に少なくとも１回は利用 月に少なくとも１回は利用


それ以下


無回答


n = 6,956


両方など、複数場所から利用者の頻度が高い（図表 4- 18）。 


図表 4- 15 インターネットの利用頻度（年齢階層別） 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


図表 4- 16 インターネットの利用頻度（通信回線別） 
 
 
 
 
 
 


図表 4- 17 インターネットの利用頻度（利用機器） 
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8.1


9.4


5.3 23.8


25.65.8


0% 20% 40% 60% 80% 100%


平成14年末
　(n=5,845)


平成15年末
　(n=6,936)


10分未満 10～30分未満 1時間～2時間未満


2時間以上


無回答30分～1時間未満


図表 4- 18 インターネットの利用頻度（利用場所） 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６ インターネットの平均利用時間 


 
自宅のパソコンからインターネットを利用する場合の 1回当たり平均利用時間を 15歳
以上のインターネット利用者に尋ねた。 
 
自宅でパソコンからインターネットを利用する場合に 1 回当たりのアクセス時間として
最も多いのは、「10～30分未満」で 2割の人（22.2％）が該当する。次いで「10分未満」
（18.1％）、「30分～1時間未満」（18.9％）となっている。一方、1時間以上の利用者は、
「1～2時間」が 9.4％、「2時間以上」が 5.8％である（図表 4- 11参照）。 
これをブロードバンド回線利用者とナローバンド利用者に分けてみると、ナローバンド利


用者では 1 時間以上の利用時間の人は 10.6％のみであるのに対し、ブロードバンドでは 2
時間以上の長時間利用の人でも 11.1％であるなど、1回当たり利用時間は圧倒的に長い。 
このようなブロードバンドの利用者が増加した結果、1回当たりのアクセス時間は昨年に
比べやや長くなっている（図表 4- 20参照）。 


 図表 4- 19 1 回当たりのインターネット平均利用時間 
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2時間以上


無回答30分～1時間未満


図表 4- 20 ブロードバンドとナローバンド利用者の 1回当たりのインターネット平均利用時間 
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18.7


18.6


17.9


16.8


13.2


13.0


10.9


10.7


7.5


6.7


1.9


1.8


10.8


74.3


16.1


26.4


7.4


10.9


7.1


4.5


32.9


1.1


10.0


50.1


2.3


2.0


7.3


1.1


1.9


0.4


0.2


5.6


- 10 20 30 40 50 60 70 80


電子メール


情報検索


ニュース等の情報入手


商品・サービス購入


クイズやアンケート


メールマガジン


掲示板、チャット


画像のダウンロード


政府・自治体情報入手


動画のダウンロード　・視聴


音楽のダウンロード　・視聴


オークション


就職・転職関連


ネットゲーム


ホームページの作成


オンラインバンキングでの銀行利用


オンラインバンキングでの投資


ｅーラーニング


無回答


（％）


パソコン  (n=5,322)


携帯電話(n=4,449)


７ インターネットの用途 


 
過去 1年間においてインターネットを利用した用途について、パソコンから利用する場
合と携帯電話から利用する場合にわけて 15歳以上の利用者にそれぞれ尋ねた。 
 
（１）パソコンと携帯電話のインターネットの用途 


パソコン及び携帯電話ともにインターネットの用途として挙げられた第 1 位は、「電子
メール」（パソコン：57.6％、携帯電話：74.3％）である。 
その他の用途についてはパソコンと携帯では大きな違いがあり、パソコンでは、「電子


メール」に次いで「情報検索」（57.4％）、「ニュース等の情報入手」（48.7％）「商品・サー
ビス購入」（36.8％）が挙げられ、情報入手が主要な用途となっているのに対して、携帯電
話では、「電子メール」に続いて「音楽のダウンロード・視聴」（50.1％）、「画面のダウンロ
ード」（32.9％）、「ニュース等の情報入手」（26.4％）など趣味や娯楽的な用途に主に使われ
ている（図表 4- 21参照）。 


図表 4- 21 インターネットの用途（パソコンと携帯電話の比較） 
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65.8


64.7


57.5


45.1


26.0


24.8


24.5


24.4


23.8


20.4


19.3


17.8


14.9


13.1


9.9


9.4


2.9


2.0


5.2


56.3


54.1


43.0


32.1


14.6


13.6


15.5


9.7


14.6


16.3


7.6


9.2


6.8


9.6


5.5


4.6


1.0


1.6


11.0


- 10 20 30 40 50 60 70


電子メール


情報検索


ニュース等の情報入手


商品・サービス購入


クイズやアンケート


画像のダウンロード


メールマガジン


動画のダウンロード　・視聴


掲示板、チャット


政府・自治体情報入手


音楽のダウンロード　・視聴


オークション


ネットゲーム


就職・転職関連


ホームページの作成


オンラインバンキングでの銀行利用


オンラインバンキングでの投資


ｅーラーニング


無回答


（％）


ブロードバンド
(n=2,863)


ナローバンド
(n=1,722)


(２) ブロードバンド回線利用者のインターネットの用途 


 
ブロードバンド回線利用者は、ナローバンド回線利用者に比べ多様な用途にインターネ


ットを利用している様子がうかがえる（全ての利用割合が高い）。特に「動画のダウンロー


ド」「インターネットオークション」「音楽のダウンロード」「クイズやアンケート」「ネッ


トゲーム」など、高速性や常時接続性が必要な分野ではナローバンド回線との違いが顕著


である（図表 4- 22参照）。 
 


図表 4- 22 インターネットの用途（ブロードバンド回線とナローバンド回線の比較） 
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（３） 年齢別インターネットの用途 


パソコンと携帯電話を併せた年齢別のインターネット用途をみると、どの世代において


も、「電子メール」「情報検索」「ニュース等の情報入手」が第 1位から第 3位までを占める。 
各世代の特徴をみると、10代では第 4位として「掲示板・チャット」が、20代では同
じく第 4位に「就職・転職関連」が登場する。30代と 40代では第 1位から 5位までの順
番が全く同じであり、第 4 位の「商品・サービス購入」に次いで「クイズやアンケート」
が挙げられている点が他の世代と異なっている。また、50代以上の世代では、「政府・自治
体情報入手」が第 4位あるいは 5位に挙げられている（図表 4- 23参照）。 


図表 4- 23 年齢別インターネットの用途 


 
 


単位：％


ｎ 1位 2位 3位 4位 5位


5,322 電子メール 情報検索 ニュース等の情報
入手


商品・サービス購
入


クイズやアンケー
ト


57.6 57.4 48.7 36.8 19.5
１５～１９歳 748 情報検索 電子メール ニュース等の情報


入手
掲示板、チャット 商品・サービス購


入


42.8 39.9 27.0 24.4 20.8


２０～２９歳 1,069 電子メール 情報検索 ニュース等の情報
入手


商品・サービス購
入


就職・転職関連


57.3 56.4 43.0 37.0 24.2


３０～３９歳 1,193 情報検索 電子メール ニュース等の情報
入手


商品・サービス購
入


クイズやアンケー
ト


64.6 64.2 57.1 46.1 26.4


４０～４９歳 1,397 情報検索 電子メール ニュース等の情報
入手


商品・サービス購
入


クイズやアンケー
ト


65.1 61.2 55.4 42.4 24.2


５０～５９歳 782 電子メール ニュース等の情報
入手


情報検索 商品・サービス購
入


政府・自治体情報
入手


58.7 53.7 52.5 30.7 24.6


６０～６４歳 88 電子メール ニュース等の情報
入手


情報検索 政府・自治体情報
入手


商品・サービス購
入


57.2 50.7 42.8 30.3 26.2


６５歳以上 45 情報検索 電子メール ニュース等の情報
入手


商品・サービス購
入


政府・自治体情報
入手


47.9 39.5 28.1 17.9 16.7


【全  体】


年
齢
階
層
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55.4


43.1


28.4


22.5


20.0


17.0


14.2


11.2


10.5


10.3


8.3


6.4


3.6


1.5


2.1


7.8


12.8


13.0


5.8


5.8


6.0


7.5


9.5


0.8


1.3


2.2


21.8


2.7


36.1


0.6


3.7


4.1


6.7


42.0


- 10 20 30 40 50 60


プライバシーの保護


ウィルス感染


電子的決済の信頼性


違法・有害情報が氾濫


通信料金が高い


機器が高価


接続速度が遅い


認証技術の信頼性


情報検索に手間


操作が難しい


知的財産の保護


利用する必要がない


送信電子メールがいつ届くか不明


必要な情報がない


その他


特に不満なし


無回答


（％）


利用経験あり(n=6,936)


利用経験なし(n=2,304)


８ インターネットを利用して感じる不安や不満 


 
インターネットを利用していて感じる不安や不満、あるいはインターネットを利用しない


理由について尋ねた。 
 
（１）インターネット利用者の不安や不満 


インターネットを利用していて感じる不安や不満の第 1 位は、「プライバシーの保護」
（55.4％）である。次いで「ウィルス感染」（43.1％）、「電子決済の信頼性」（28.4％）、「違
法・有害情報が氾濫」（22.5％）が上位をしめている（図表 4- 24参照）。 
これを前年と比較すると、上記の不安・不満を挙げる割合は増加しており、これらの不


安・不満が増大しつつある様子を示している（図表 4- 25参照）。 
 
（２）インターネットを利用しない理由 


インターネットを利用しない理由として挙げられた第 1 位は、「利用する必要がない」
（36.1％）、「操作が難しい」（21.8％）、「プライバシーの保護」（13.0％）である。必要性を
感じないこと、操作が難しいと感じていること、プライバシーに不安を感じていることが、


インターネットを利用しない主な理由となっている（図表 4- 24参照）。 
 


図表 4- 24 インターネットを利用していて感じる不安・不満、利用しない理由 
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36.1


25.4


17.5


17.0


14.8


18.2


14.6


13.6


9.7


6.9


7.1


5.8


2.9


2.7


3.1


9.0


26.3


38.6


28.6


19.4


16.1


16.0


15.0


13.8


13.7


9.1


7.4


7.3


6.0


2.6


2.1


2.7


7.3


26.5


- 5 10 15 20 25 30 35 40 45


プライバシーの保護


ウィルス感染


電子的決済の信頼性


利用する必要がない


違法・有害情報が氾濫


通信料金が高い


操作が難しい


機器が高価


接続速度が遅い


認証技術の信頼性


情報検索に手間


知的財産の保護


送信電子メールがいつ届くか不明


必要な情報がない


その他


特に不満なし


無回答


（％）


平成14年末(n=10,716)


平成15年末(n=10,019)


図表 4- 25 インターネットを利用していて感じる不安・不満、利用しない理由の変化 
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①パソコン又は携帯電話


18.1


18.8


25.6


43.4


43.0


24.2


13.3


13.6


0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%


平成14年末(n=5,676)


平成15年末(n=6,482)


ウィルスを発見又は感染 その他の被害 特に被害なし 無回答


③携帯電話


57.7


64.1


23.2


15.8


17.9


19.2


0.9


1.2


0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%


平成14年末(n=2,842)


平成15年末(n=4,449)


ウィルスを発見又は感染 その他の被害 特に被害なし 無回答


②パソコン


15.5


19.1


14.3


14.5


41.2


37.2


29.0


29.2


0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%


平成14年末(n=4,766)


平成15年末(n=5,322)


ウィルスを発見又は感染 その他の被害 特に被害なし 無回答


９ インターネットを利用して受けた被害 


 
15 歳以上のインターネット利用者に対し、過去 1 年間にインターネットを利用してい
てパソコン又は携帯電話で受けた被害について尋ねた。 
 
平成 15年の 1年間でパソコン又は携帯電話を使ったインターネットの利用において何
らかの被害を受けた人の割合は、前年の 43.7％から 18.5ポイントも増加し、62.2％となっ
た。このうち、ウィルスを発見あるいはウィルスに感染したことのある割合が 18.8％、ウ
ィルスの被害は受けないが他の被害を受けた人は 43.4％である。約 2 割の人がウィルスの
被害を経験していることになる（図表 4- 26①参照）。 
また、パソコンだけに限ると何らかの被害を受けた人の割合は 33.6％で、そのうちでウ
ィルスの被害は 19.1％である。一方、携帯電話で何らかの被害を受けた人の割合は 65.0％
である（図表 4- 26②,③参照）。 
被害の具体的な内容では、「迷惑メールを受信」が一番多く、携帯電話では 64.1％と約


3人に 2人がこの被害を経験している（図表 4- 27①,②参照）。 


図表 4- 26 インターネットを利用して受けた被害状況 
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②携帯電話で受けた被害


58.0


0.6


1.4


1.2


0.1


0.0


23.2


17.9


64.3


1.7


1.4


0.9


0.2


0.1


15.8


19.2


- 10 20 30 40 50 60 70


迷惑メールを受信


個人情報の不正利用


不正アクセスの被害


ウィルスを発見又は感染


Ｗｅｂ上での誹謗中傷


その他（著作権侵害等）


特に被害はない


無回答


（％）


平成14年末(n=2,842)


平成15年末(n=4,449)


①パソコンで受けた被害


20.7


15.5


2.1


0.8


0.7


0.3


41.2


29.0


21.5


19.1


3.0


1.4


0.7


0.2


37.2


29.2


- 10 20 30 40 50 60 70


ウィルスを発見又は感染


迷惑メールを受信


不正アクセスの被害


個人情報の不正利用


Ｗｅｂ上での誹謗中傷


その他（著作権侵害等）


特に被害はない


無回答


（％）


平成14年末(n=4,766)


平成15年末(n=5,322)


図表 4- 27 インターネットを利用して受けた被害内容 
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31.4


14.2


11.6


7.2


5.1


2.4


33.6


18.8


32.0


18.4


17.8


13.4


8.9


3.8


2.4


26.5


22.4


- 10 20 30 40 50


ウィルスチェックソフトを導入


ウィルスチェックサービスを利用


ＯＳ、ブラウザのアップデート


ファイル等のバックアップ


ファイアウォールの使用


メールソフトの変更


その他


何も行っていない


無回答


（％）


平成14年末(n=5,845)


平成15年末(n=6,936)


１０ インターネットのウィルスや不正アクセスへの対応 


 
15 歳以上のインターネット利用者に対し、インターネットのウィルスや不正アクセス
への対応について尋ねた。 
 
何らかのウィルス対策あるいは不正アクセス対策を行っている人は、インターネット利


用者の中の 51.1％である。具体的な対応としては、「ソフト導入」が最も一般的で約 3 割
（32.0％）の人が導入している。続いて「サービス利用」（18.4％）、「OS 等のアップデー
ト」（17.8％）、「バックアップ」（13.4％）の順となっている。一方、「何も行っていない」
と答えたの割合は 26.5％で前年より 7.1ポイント減少したが、まだ 4人に 1人は全く対策
を講じていない（図表 4- 28参照）。 
また、ブロードバンド回線利用者とナローバンド回線利用者の対策の違いをみると、ブ


ロードバンド利用者では、「ウィルスチェックソフトを導入」「ウィルスチェックサービス


を利用」「ＯＳ、ブラウザのアップデート」「ファイル等のバックアップ」「ファイヤーウォ


ールの使用」などの対策を講じる割合が高く、ナローバンド回線利用者に比べた危機意識


の違いをうかがわせる結果となっている（図表 4- 29参照）。 
 


図表 4- 28 インターネットのウィルスや不正アクセスへの対応 
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図表 4- 29 ブロードバンド回線及びナローバンド回線の利用者のウィルスや不正アクセス対応 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


46.5


30.4


27.5


19.5


17.4


4.2


2.2


20.0


9.3


30.1


13.0


16.5


13.2


3.6


3.4


2.7


32.2


17.4


- 10 20 30 40 50


ウィルスチェックソフトを導入


ＯＳ、ブラウザのアップデート


ウィルスチェックサービスを利用


ファイル等のバックアップ


ファイアウォールの使用


メールソフトの変更


その他


何も行っていない


無回答


（％）


ブロードバンド(n=2,932)


ナローバンド(n=1,968)
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①パソコン又は携帯電話からの購入経験


20.8


15.3


18.9
17.0


21.7


29.9


24.9


31.0


34.9


40.7


38.1


27.8


23.4


11.9


33.2


19.9


-


5


10


15


20


25


30


35


40


45


  全  体 １５～１９歳 ２０～２９歳 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０～６４歳 ６５歳以上


（％）


平成14年末(n=5,845)


平成15年末(n=6,482)


②パソコンからの購入経験


42.4


38.6


23.0


38.9


47.3


44.9


32.8


25.8


18.3


34.4 35.0


44.7


38.7


26.9


17.417.9


26.2


30.7


37.0


46.1


36.8


20.8


27.1


18.6


-


5


10


15


20


25


30


35


40


45


50


  全  体 １５～１９歳 ２０～２９歳 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０～６４歳 ６５歳以上


（％）


全体(n=5,322)


男性(n=2,965)


女性(n=2,357)


第５章 個人のインターネットによる商品・サービスの購入状況 


 
１ インターネットによる商品・サービスの購入経験 


 
年齢 15歳以上のインターネット利用者に対して、過去 1年間のインターネットの用途
を尋ねる設問において、「商品・サービスの購入」を選択した人を、インターネットによる


商品・サービスの購入経験者として分析した。 
 
過去 1年間にインターネットを利用して商品・サービスを購入した経験者は、パソコン
と携帯電話を合せてインターネット利用者の 33.2％をしめ、前年の 20.8％から 12.4ポイン
トも大幅に増加した。世代別では 30代及び 40代が最も高く、30代では 4割（40.7％）を
超える（図表 5- 1①参照）。 
また、パソコンと携帯電話を分けてみると、パソコンでは 36.8％、携帯電話では 7.4％
が商品・サービスを購入している（図表 5- 1②,③参照）。 


図表 5- 1 インターネットによる商品・サービスの購入経験者の割合 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 







62 


③携帯電話からの購入経験


7.4


4.8


9.6


8.5


6.3


5.4


6.8


0.0


7.2


3.8


8.2 8.1


7.4


6.7


8.3


0.0


7.6


5.8


10.9


9.0


4.9


3.6


5.3


0.0
-


2


4


6


8


10


12


  全  体 １５～１９歳 ２０～２９歳 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０～６４歳 ６５歳以上


（％）


全体(n=4,449)


男性(n=2,288)


女性(n=2,161)


 
図表 5- 1 インターネットによる商品・サービスの購入経験者の割合 
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40.4


27.9


26.7


25.8


25.8


18.7


17.2


12.1


8.6


6.9


4.9


1.2


7.1


3.6


14.4


11.2


25.6


2.8


20.3


3.0


5.4


3.3


2.1


5.6


3.3


0.7


9.9


26.2


- 5 10 15 20 25 30 35 40 45


書籍やＣＤ          


趣味・雑貨          


各種チケット        


パソコン関連商品    


服飾雑貨や貴金属    


食料品              


家具、家電、家庭用品


旅行の申込みなど    


ギフト商品          


美容・健康、医療機器


金融商品            


自動車              


その他              


無回答              


（％）


パソコン(n=1,965)


携帯電話(n=324)


２ インターネットで購入した商品・サービスの種類 


 
年齢 15歳以上のインターネットによる商品・サービスの購入者に対して、過去 1年間に
購入した商品・サービスの具体的な種類を尋ねた。 
 
パソコンからインターネットで購入される最も一般的な商品・サービスは、「書籍・CD」
で、購入経験者の 40.4％がこれを挙げている。続いて「趣味・雑貨」（27.9％）、「各種チケ
ット」（26.7％）、パソコン関連商品」（25.8％）、「服飾雑貨や貴金属」（25.8％）を挙げる人
が多い（図表 5- 2、図表 5- 3参照）。 
一方、携帯電話からインターネットで購入される最も一般的な商品・サービスは、「各


種チケット」（25.6％）である。続いて「服飾雑貨や貴金属」（20.3％）、「趣味・雑貨」（11.2％）
が多く挙げられている（図表 5- 2参照）。 


図表 5- 2 インターネットで購入した商品・サービス 
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下段：％


  全  体 １５～１９歳２０～２９歳３０～３９歳４０～４９歳５０～５９歳 ６０歳以上


n 1965 156 396 549 591 242 31


1位
書籍やＣＤ 書籍やＣＤ 書籍やＣＤ 書籍やＣＤ 書籍やＣＤ 書籍やＣＤ 趣味・雑貨


40.4 47.4 40.4 44.9 39.7 33.0 25.9


2位
趣味・雑貨 趣味・雑貨 服飾雑貨や


貴金属
趣味・雑貨 パソコン関連


商品
パソコン関連
商品


書籍やＣＤ


27.9 35.8 29.6 30.6 32.2 28.0 24.3


3位
各種チケット 服飾雑貨や


貴金属
各種チケット 服飾雑貨や


貴金属
趣味・雑貨 食料品 各種チケット


26.7 23.8 27.3 29.5 27.8 27.6 24.1


4位
パソコン関連
商品


各種チケット 趣味・雑貨 各種チケット 各種チケット 各種チケット 食料品


25.8 13.6 26.5 29.3 27.8 25.0 23.2


5位
服飾雑貨や
貴金属


パソコン関連
商品


パソコン関連
商品


パソコン関連
商品


服飾雑貨や
貴金属


服飾雑貨や
貴金属


家具、家電、
家庭用品


25.8 10.8 21.2 28.3 22.2 23.0 15.9


6位
食料品 食料品 旅行の申込


みなど
家具、家電、
家庭用品


食料品 趣味・雑貨 旅行の申込
みなど


18.7 3.9 13.6 22.6 21.9 21.3 12.3


7位
家具、家電、
家庭用品


美容・健康、
医療機器


家具、家電、
家庭用品


食料品 家具、家電、
家庭用品


家具、家電、
家庭用品


パソコン関連
商品


17.2 3.9 11.6 21.4 19.2 18.9 10.7


8位
旅行の申込
みなど


家具、家電、
家庭用品


食料品 ギフト商品 旅行の申込
みなど


旅行の申込
みなど


服飾雑貨や
貴金属


12.1 3.2 10.6 12.9 13.6 16.4 9.7


9位
ギフト商品 その他 その他 旅行の申込


みなど
ギフト商品 ギフト商品 金融商品


8.6 2.6 7.3 9.8 9.8 10.5 8.6


10位
その他 旅行の申込


みなど
美容・健康、
医療機器


美容・健康、
医療機器


その他 金融商品 その他


7.1 1.3 6.6 8.4 8.1 9.4 8.0


図表 5- 3 パソコンからインターネットで購入した商品・サービス（年齢階層別） 
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①パソコンからの購入


1.3


13.7 13.3


25.5 28.4


4.5


1.4
3.5


8.36.2
14.5


28.2


41.5


67.0


95.4
100.0


2.7
0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100


１，
００
０，
００
１円
以
上


５０
０，
００
１円
～
 １
，０
００
，０
００
円
以
下


２０
０，
００
１円
～
 ５
００
，０
００
円
以
下


１０
０，
００
１円
～
 ２
００
，０
００
円
以
下


５０
，０
０１
円
～
 １
００
，０
００
円
以
下


３０
，０
０１
円
～
 ５
０，
００
０円
以
下


１０
，０
０１
円
～
 ３
０，
００
０円
以
下


１０
，０
００
円
以
下


無
回
答


（％）


平均：７０,５７４円


n=1,９６５ 累計


②携帯電話からの購入


2.0 3.3 7.0


24.5
33.5


4.5
2.70.7-


2.7 5.4 8.7
15.7


40.2


73.7


100.0


2.0
-
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100


１，
００
０，
００
１円
以
上


５０
０，
００
１円
～
 １
，０
００
，０
００
円
以
下


２０
０，
００
１円
～
 ５
００
，０
００
円
以
下


１０
０，
００
１円
～
 ２
００
，０
００
円
以
下


５０
，０
０１
円
～
 １
００
，０
００
円
以
下


３０
，０
０１
円
～
 ５
０，
００
０円
以
下


１０
，０
０１
円
～
 ３
０，
００
０円
以
下


１０
，０
００
円
以
下


無
回
答


（％）


平均：３７，９０３円


n=３２４
累計


３ インターネットで購入した商品・サービスの金額 


 
インターネットによる商品・サービスの購入者（15 歳以上）に対して、1 年間で購入し
た商品・サービスの合計金額（消費税を含む）を、パソコンと携帯電話について別々に尋


ねた。 
 
パソコンの場合、購入金額で最も一般的なのは「10,000円以下」で、28.4％が該当する。
ついで、「10,001円～30,000円以下」で 25.5％が該当する。一方、10万円以上の購入者は
全体の 14.5％、50万円以上の購入者も 2.7％をしめており、その平均購入金額4は 70，600
円となる。世代別の平均購入金額は、50代以上で多く、60代前半では 19万円を超えてい
る（図表 5- 4①、図表 5- 5①参照）。 
また、携帯電話の場合、パソコンよりは小額で約 3分の 1が「10,000円以下」である。
しかし、一方で百万円を超える購入者も 2％存在し、平均は 37,900円である。世代別では
20代 340代の購入額が多く、30代では 5万円を超えている（図表5- 4②、図表5- 5②参照）。 


図表 5- 4 インターネットで購入した商品・サービの合計購入金額の分布 


 
 
 


 
 
 
 
 
 
 


 
 
 
 
 
 
 


                                                  
4 平均購入金額は、「10,000 円以下」は 5,000 円、「1,000,001 円以上」は 1,000,001 円、その外のカテゴ
リでは中間の金額をとって算出。 
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①パソコンからの購入


70,574


15,890


59,077
74,492 68,433 81,431


191,927


-


50,000


100,000


150,000


200,000


250,000


全体
( n＝ 1965 )


１５～１９歳
( n＝ 156 )


２０～２９歳
( n＝ 396 )


３０～３９歳
( n＝ 549 )


４０～４９歳
( n＝ 591 )


５０～５９歳
( n＝ 242 )


６０歳以上
( n＝ 31 )


（円）


②携帯電話からの購入


37,903


9,607


42,498
51,043


28,155
19,568 13,512


-


20,000


40,000


60,000


80,000


100,000


全体
( n＝ 324 )


１５～１９歳
( n＝ 30 )


２０～２９歳
( n＝ 98 )


３０～３９歳
( n＝ 98 )


４０～４９歳
( n＝ 68 )


５０～５９歳
( n＝ 27 )


６０歳以上
( n＝ 3 )


（円）


46.1


42.1


34.4


24.8


5.5


2.9


2.0


2.3


2.5


48.2


41.5


34.1


24.0


5.9


2.1


1.8


1.9


2.9


23.4


27.8


26.8


20.6


2.3


6.4


1.3


4.9


11.1


- 10 20 30 40 50 60


クレジットカード


代金引き換え 


郵便振替・銀行（ネットバンクを除く）


コンビニエンスストアでの支払い


ネットバンク


プロバイダー会社や電話会社での決済


電子マネー


その他


無回答


（％）


合計（n=2,172)


パソコン(n=1,965)


携帯電話(n=324)


図表 5- 5 インターネットによる平均購入金額 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ インターネットで購入する場合の決済方法 


 
年齢 15歳以上のインターネットによる商品・サービス購入者に対し、その決済方法を尋
ねた。 


 
最も一般的な決済方法は「クレジットカード」であり、46.1％が利用している。次いで利
用されている決済方法は、「代金引き換え」（42.1％）、「郵便振替・銀行（ネットバンクを除
く）」（34.4％）、「コンビニエンスストアでの支払い」（24.8％）である。「電子マネー」は
2.0％とまだ少ない（図表 5- 6）。 


図表 5- 6 インターネットで購入する場合の決済方法 
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n=2,172


無回答
2.5%


電子決済のみ
22.2%


電子決済と非電子決済併用
27.3%


非電子決済のみ
48.0%


 「クレジットカード」「電子マネー」「ネットバンク」「プロバイダー会社や電話会社で


の決済」を電子決済、その他の「郵便振替・銀行（ネットバンクを除く）」「コンビニエン


スストアでの支払い」「代金引き換え」を非電子決済に分類すると、電子決済のみの利用が


22.2％、電子決済と非電子決済との併用が 27.3％で、合せると約 2 人に 1 人（49.5％）が
何らか形で電子決済を利用している（図表 5- 7参照）。 


 


図表 5- 7 インターネットで購入する場合の電子決済の利用 
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28.1


31.7


20.9


21.6


18.9


6.8


5.9


4.7


36.6


35.0


33.6


24.2


23.1


18.4


8.8


5.0


4.4


28.3


- 5 10 15 20 25 30 35 40


必要ない・興味がない


商品を見て買いたい


クレジット番号を流すことに不安


個人情報の保護に不安


商品受取りや返品などで信頼できない


手段が煩雑である


購入したい商品　・サービスがない


その他


無回答


（％）


平成14年末(n=2,455)


平成15年末(n=4,380)


５ インターネットで商品・サービスを購入しない理由 


 
年齢 15歳以上のインターネット利用者で過去 1年間に商品・サービスを何も購入しな
かった人に対して、なぜ購入しないのか、その理由を尋ねた。 
 
購入しない理由として挙げられた第 1 位は、「必要ない・興味がない」（35.0％）である。
ついで「商品を見て買いたい」（33.6％）が挙げられており、特に必要性を感じないことや
商品を見ないで買うことへの対抗感が最も大きい要因であることを示している。 
さらに「クレジット番号を流すことに不安」（24.2％）、「個人情報の保護に不安」（23.1％）、
「商品受取りや返品などで信頼できない」（18.4％）が挙げられており、ウェブ上での取引
に対する不安感が阻害要因として大きいことを示している（図表 5- 8参照）。 


図表 5- 8 インターネットで商品・サービスを購入しない理由 
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①パソコン又は携帯電話からの購入経験


27.2


38.2
35.0


31.2


23.5


12.4


4.1
10.2


36.7 35.6


24.4


14.2
8.2 6.5


29.0


39.7


-


10


20


30


40


50


60


  全  体 １５～１９歳 ２０～２９歳 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０～６４歳 ６５歳以上


（％）


平成14年末(n=5,845)


平成15年末(n=6,482)


②パソコンからの購入経験


9.9 11.5 13.1
9.9 9.1 7.1


1.8
6.9


12.1 10.9 9.4
6.3 5.9


3.0
9.5 8.4


-


10


20


30


40


50


60


  全  体 １５～１９歳 ２０～２９歳 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０～６４歳 ６５歳以上


（％）


平成14年末(n=4,756)


平成15年末(n=5,322)


③携帯電話からの購入経験


37.3


53.1


43.8
39.7


30.2


16.4


5.8


15.5


41.7 40.9


29.8


20.9


6.8 8.6


36.2


49.5


-


10


20


30


40


50


60


  全  体 １５～１９歳 ２０～２９歳 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０～６４歳 ６５歳以上


（％）


平成14年末(n=2,842)


平成15年末(n=4,449)


6  インターネットによるデジタルコンテンツの購入経験 


 
年齢 15歳以上のインターネット利用者に対して、過去 1年間のインターネットによる
有料デジタルコンテンツの購入経験の有無を、パソコンからの購入経験と携帯電話からの


購入経験にわけて尋ねた。 
パソコンと携帯電話のいずれかから、インターネットによってデジタルコンテンツを過


去 1 年間に購入した人は、インターネット利用者の 29.0％をしめ、前年より 1.8 ポイント
の増加となった（図表 5- 9①参照）。これをパソコンと携帯電話でわけてみると、パソコン


からの購入者はインターネット利用者の 9.5％と約 1割であるのに対して、携帯電話の方は
36.2％と約 4 割が購入経験を持っており、携帯電話からのコンテンツ購入が圧倒的に多い
ことを示している。携帯電話からデジタルコンテンツを購入した人の割合は、世代間で大


きな差があり、若年層ほど購入経験を持つ割合は高く、10代では過半数が経験者である（図
表 5- 9②,③参照）。 


図表 5- 9 インターネットによるデジタルコンテンツの購入経験者の割合 
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①パソコンからの購入


30.0


22.7


20.7


16.5


17.4


11.9


9.5


5.1


4.8


1.3


24.6


28.0


21.3


19.7


12.4


10.0


7.0


6.7


9.3


23.3


4.3


5.3


- 5 10 15 20 25 30 35


ソフトウェア


音楽


映像


ゲーム


ニュース、天気予報


待受け画面


着信メロディ


有料メールマガジン


電子書籍


その他


無回答


（％）


平成14年 (n= 463)


平成15年 (n= 507)


②携帯電話からの購入


81.2


50.8


22.6


18.5


16.7


8.3


3.2


1.2


0.7


4.0


3.9


84.0


43.4


21.9


20.2


13.9


7.3


3.8


4.3


5.1


2.4


0.4


- 10 20 30 40 50 60 70 80 90


着信メロディ


待受け画面


音楽


ゲーム


ニュース、天気予報


映像


有料メールマガジン


ソフトウェア


電子書籍


その他


無回答


（％）


平成14年 (n=1,058)


平成15年 (n=1,634)


7 インターネットで購入したデジタルコンテンツの種類 


 
インターネットによるデジタルコンテンツ購入経験者（15 歳以上）に対して、1 年間で
購入したデジタルコンテンツの具体的種類を尋ねた。 
 
パソコンと携帯電話では購入するコンテンツに大きな違いがある。しかし、購入順位は


前年とほぼ同様である（図表 5- 10①,②参照）。 
パソコンでは前年同様に「ソフトウェア」（28.0％）が最も多く、次いで「音楽」（21.3％）、
「映像」（19.7％）の順となっている。一方、携帯電話では「着信メロディ」（84.0％）が第
1位、「待ち受け画面」（43.4％）、「音楽」（21.9％）の順となっている（図表 5- 10①,②参照）。 


図表 5- 10 インターネットで購入したデジタルコンテンツの種類 
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8 インターネットで購入したデジタルコンテンツの金額 


 
インターネットによるデジタルコンテンツ購入経験者（15 歳以上）に対して、1 年間で
購入したデジタルコンテンツの合計金額（消費税込み）を尋ねた。 
 
パソコンからデジタルコンテンツを購入した人の購入金額は、最も多いのが「500円以下」
で 15.4％をしめる。また、5,000 円超を費やした人の割合が約 3 割（28.3％）、2,000 円超
を購入した割合は約 4 割（41.5％）となっており、その平均購入額を推計すると約 5,100
円である（図表 5- 11参照）。 
一方、携帯電話では、購入金額が「500円以下」という割合が約 3割（30.7％）をしめて
最も多く、平均購入額をパソコンと同様に計算すると、約 2,700円である（図表5- 11参照）。 
 


図表 5- 11 インターネットによるデジタルコンテンツの購入金額 


 
 
 
 
 
 
 


1.7


7.3


14.5
12.2 10.9


8.9


24.3


16.0
19.5


30.7


8.4


3.4


15.4


1.4 0.8
6.3


14.4


0.6 2.60.8


6.5


13.8


28.3


40.5


75.7


100.0


41.5


61.0


91.7


60.3


1.7


51.4


3.1


25.5


2.21.4


11.1


4.8


-


10


20


30


40


50


60


70


80


90


100


５０，
０００
円超


３０，
００１
円～
 ５０，
０００
円以
下


２０，
００１
円～
 ３０，
０００
円以
下


１０，
００１
円～
 ２０，
０００
円以
下


５，０
０１円
～ １
，００
０円以
下


２，０
０１円
～ ５
、００
０円以
下


１，０
０１円
～ ２
，００
０円以
下


５，０
０円～
 １，０
００円
以下
５，０
０円以
下


無回
答


（％）


パソコン  (n=  463)


携帯電話(n=1,058)


累計：パソコン


累計：携帯電話


パソコン平均
5,149 円


携帯電話平均
2,658 円







72 


44.8


37.0
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47.8
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45.0


20.8


28.2


0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0


いずれかを視聴


ＢＳ放送
（ＮＨＫと無料）


ＢＳ放送（民放）
ＣＳ放送


ケーブルテレビ
（ＣＡＴＶ）


平成11年（ｎ＝3,657）


平成12年（ｎ＝4,278）


平成13年（ｎ＝3,845）


平成14年（ｎ＝3,673）


平成15年（ｎ＝3,354）


（％）


第６章 放送サービスの利用状況    


 
１ 放送サービスの利用 


 
自宅でケーブルテレビ（ＣＡＴＶ）、ＢＳアナログ放送、ＢＳデジタル放送、ＣＳ放送


を視聴状況を尋ねた。 
 
自宅でケーブルテレビ（ＣＡＴＶ）、ＢＳアナログ放送、ＢＳデジタル放送、ＣＳ放送


のいずれかのサービスを視聴している世帯は全体の 61.4％で、平成 14年と比べると、その
割合は 5.4ポイント増加している（図表 6-1参照）。 
ＮＨＫのＢＳアナログ放送あるいはＢＳデジタル放送を視聴する世帯は 45.0％で前年
より 1.7ポイント増加した（図表 6-1、図表 6-2参照）。 
ＢＳ（民間有料放送）・ＣＳ放送を視聴する世帯の割合は、前年から 2.3 ポイント増加
して 20.8％となった。これを詳細にみると、ＢＳアナログ放送が 13.3％、ＢＳデジタル放
送が 11.5％、ＣＳ放送が 11.0％となっている（図表 6-1、図表 6-2参照）。 
ＣＡＴＶを視聴する世帯は昨年とほぼ同じ 28.2％である。また、ＢＳアナログ放送をＣ
ＡＴＶから視聴している世帯は 19.5％である。同様に、ＢＳデジタル放送は 13.1％、ＣＳ
放送は 17.0％である。（図表 6-1 図表 6-2参照）。 


図表 6－1 放送サービスの視聴状況 
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送
の
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Ｂ
Ｓ
デ
ジ
タ
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（


両
方
）


[ 全  体 ] 3,354 28.2 46.4 33.1 1.4 11.9 42.6 31.0 1.1 10.4 11.0 20.8 61.4 19.5 13.1 17.0
[ 世帯収入 ]


２００万円未満 193 20.2 33.6 24.3 1.1 8.1 32.8 24.1 0.9 7.8 6.8 15.2 49.7 5.2 7.1 9.0


２００～４００万円未満 544 21.2 37.1 26.2 2.2 8.8 33.2 23.6 2.4 7.2 8.1 16.8 47.9 19.9 13.3 12.6


４００～６００万円未満 758 28.3 40.8 31.9 0.6 8.3 37.9 29.8 0.4 7.7 8.5 15.5 56.8 21.0 10.5 11.7


６００～８００万円未満 720 30.9 47.8 33.3 1.2 13.2 43.5 30.5 1.0 11.9 10.8 21.4 64.2 20.9 15.6 19.0


８００～１０００万円未満 521 29.9 53.8 38.2 2.6 13.0 48.7 37.0 1.0 10.7 11.9 23.6 71.3 18.9 8.4 17.9


１０００～１５００万円未満 435 36.5 57.8 38.2 1.5 18.0 52.7 36.2 1.4 15.1 18.0 29.9 71.8 24.1 26.7 29.5


１５００～２０００万円未満 102 36.4 66.4 50.1      - 16.3 64.8 49.3      - 15.5 16.3 26.5 86.6 20.3 8.7 23.7


２０００万円以上 41 36.4 87.3 55.3      - 32.0 73.3 50.1      - 23.2 41.0 51.4 91.1 16.7 17.2 15.6


不明 40 12.0 59.2 34.7 1.5 23.1 57.8 34.7      - 23.1 7.4 31.9 69.7 2.1      - 16.0


※CATVからの利用割合のサンプル数ｎは集計表を参照。


ＣＡＴＶからの利用割合
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図表 6－2 放送サービスの利用状況 
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１．２００３年から３大都市でスタート


２．２００６年から３大都市以外の
地域でスタート


３．２０１１年に現行のアナログ放送は終了


４．デジタル放送開始後も
当面は現行アナログ放送も視聴可


５．デジタル放送の視聴には
デジタル対応テレビか
専用チューナーが必要


不明　　　　　　　　


平成14年
（ｎ＝3,673）


平成15年
（ｎ＝3,354）


（％）


第７章 地上デジタル放送についての認識状況 
 
１ 地上デジタル放送について知っていること 


 
地上デジタル放送について 1～5 の項目の中で最も認識されているのは「2003 年から 3
大都市でスタート」で昨年より 47.8ポイント増加して 76.7％、次に「デジタル放送の視聴
には、デジタル対応テレビか専用チューナーが必要」で昨年より 20.7 ポイント増加して
76.4％であった。一方、最も認識されていないのは「2006年から 3大都市以外の地域でス
タート」で 33.8％であるが、昨年より 20.6ポイントと大きく増加したことがわかる（図表
6-1 参照）。また、世帯主年齢別、収入別に見てもデジタル放送に関する認識との相関は見


られない（図表 6-2参照）。 
 


図表 7－1 地上デジタル放送について知っていること（複数回答） 
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明


[ 全  体 ] 3354 76.7 33.8 47.8 60.9 76.4 6.8
[ 世帯主年齢 ]
２０～２９歳 184 65.8 22.3 48.9 61.4 76.6 7.1
３０～３９歳 673 75.5 30.9 49.3 61.4 78.6 7.4
４０～４９歳 1042 78.5 34.2 49.6 62.5 77.5 6.2
５０～５９歳 1041 79.9 38.1 50.7 60.8 75.2 6.5
６０歳以上 414 78.1 36.1 43.7 59.8 75.4 6.9
　６０～６４歳 230 77.8 37.0 42.6 61.3 72.2 9.6
　６５歳以上 184 78.2 35.8 44.1 59.2 76.7 5.9
　６５～６９歳 51 86.3 31.4 45.1 58.8 82.4      -
　７０～７９歳 100 71.0 41.0 45.0 59.0 77.0 7.0
　８０歳以上 33 81.8 30.3 39.4 60.6 63.6 15.2
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 70.4 30.8 41.8 58.0 66.9 13.8
２００～４００万円未満 544 69.7 29.6 44.9 51.0 72.5 10.6
４００～６００万円未満 758 77.7 33.0 48.8 60.3 77.0 6.3
６００～８００万円未満 720 74.9 33.0 46.1 59.5 76.1 5.7
８００～１０００万円未満 521 81.2 39.1 49.0 69.2 82.9 3.7
１０００～１５００万円未満 435 86.4 40.5 55.9 70.6 81.6 3.0
１５００～２０００万円未満 102 85.9 34.0 49.0 66.9 74.9 3.5
２０００万円以上 41 80.9 22.7 55.9 73.5 78.6 3.8


 集
計
世
帯
数


地上デジタル放送について知っている項目


図表 7－2 地上デジタル放送について知っていること（世帯主年齢・世帯収入） 
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１．新聞・雑誌


２．テレビ


３．ポスター・パンフレット


４．総務省等のホームページ


５．各イベント会場


６．市区町村の広報等


７．その他


不明


平成14年
（ｎ＝2,251）


平成15年
（ｎ＝2,972）


（％）


２ 地上デジタル放送について知った媒体 


 
地上デジタル放送について知った媒体は、「テレビ」が最も多く 84.1％であり、昨年より


19.0ポイント増加となった。次いで、「新聞」が多く 55.6％であり、昨年より 2.4ポイント
の増加となった。これら 2 つの媒体が圧倒的に多く、これら以外の「ポスター・パンフレ
ット」等はいずれも 10％以下と低く、昨年と比較して大きな変化は見られなかった（図表
7－3参照）。 
 


図表 7－3 地上デジタル放送について知った媒体 
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１．画質や音質のよい番組の視聴


２．字幕解説の充実及び音声速度の
変換等による高齢者に優しい放送が可能


３．データ放送の充実で
最新情報の取得が可能


４．画面の案内から番組検索が可能


５．クイズ番組への回答、ドラマや
映画のリクエストが可能


６．サーバー型放送による番組の自動保存
シーン検索、ダイジェスト視聴等


７．移動端末での安定した画像受信が可能


８．インターネットによるテレビショッピングや
銀行振込等が可能


９．期待するものはない


不明


平成14年
（ｎ＝3,673）


平成15年
（ｎ＝3,354）


（％


３ 地上デジタル放送に期待するもの 


 
 地上デジタル放送に期待するもので最も回答の多かったものは、「画質や音質のよい番組


の視聴」で昨年より 7.8ポイント増加して 73.2％であった。次いで、「データ放送の充実で
最新情報の取得が可能」が昨年より 5.3 ポイント増加して 34.1％であった。昨年と比較し
て期待するものに大きな増減は見られなかった（図表 7－4参照）。 
 


図表 7－4 地上デジタル放送に期待するもの 
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し
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み


不
明


[ 全  体 ] 3,354 100.0 0.1 1.0 6.4 21.2 40.1 21.0 7.5 1.1 1.5


[ 世帯収入 ]


２００万円未満 193 100.0      -      - 2.6 14.9 28.4 29.8 20.0 0.8 3.6


２００～４００万円未満 544 100.0 0.1 0.1 3.9 12.7 38.9 33.1 10.6 0.2 0.4


４００～６００万円未満 758 100.0 0.1 0.3 3.5 22.2 43.7 21.9 6.5 0.9 0.9


６００～８００万円未満 720 100.0 0.1 1.9 6.0 22.0 44.2 17.3 5.0 0.7 2.6


８００～１０００万円未満 521 100.0 0.2 1.2 7.1 27.9 38.0 18.0 5.7 0.9 1.1


１０００～１５００万円未満 435 100.0      - 1.1 11.1 26.6 41.6 10.4 5.5 2.7 1.2


１５００～２０００万円未満 102 100.0      - 0.6 31.3 22.3 24.5 8.0 4.6 8.7      -


２０００万円以上 41 100.0 1.4 7.1 16.2 19.7 47.9 3.3 2.9      - 1.4


不明 40 100.0      - 11.6 4.3 23.1 31.3 17.8      -      - 11.9


地上デジタル対応テレビの値段 集
計
世
帯
数


回
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数
割
合
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0.1


1.0


6.0


26.0
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6.1


0.1


1.0


6.4


21.2


40.1


21.0


7.5


1.1


1.5


0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50


１．50万円超


２．50万円以下


３．30万円以下


４．20万円以下


５．10万円以下


６．5万円以下


７．購入しない


８．購入済み


不明


平成14年
（ｎ＝3,673）


平成15年
（ｎ＝3,354）


（％）


※「5万円以下」、「購入済み」は平成15年からの選択肢


４ 地上デジタル対応テレビの購入金額 


 
 地上デジタル対応テレビの購入金額で最も回答の多いものは、「10万円以下」で昨年より
8.4ポイント減少して 40.1％、次いで「20万円以下」で昨年より 4.8ポイント減少して 21.2％
である（図表 7－5 参照）。また、「購入しない」が 7.5％であり、昨年より 4.8 ポイント減
少した。しかしながら、「200万円未満」の世帯では 20.0％と 2割を超えている（図表 7－
6参照）。 
 


図表 7－5 地上デジタルテレビ購入金額 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


図表 7－6 地上デジタルテレビ購入金額（世帯収入別） 
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[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 11.9 15.2 17.2 22.4 33.4 9.3 24.1 8.6 11.5 4.0 51.5
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      - 26.4
３０～３９歳 673 508 100.0      - 100.0      -      -      -      -      -      -      -      - 35.1
４０～４９歳 1,042 577 100.0      -      - 100.0      -      -      -      -      -      -      - 44.7
５０～５９歳 1,041 750 100.0      -      -      - 100.0      -      -      -      -      -      - 54.2
６０歳以上 414 1,120 100.0      -      -      -      - 100.0 27.9 72.1 25.7 34.4 12.0 69.7
　６０～６４歳 230 313 100.0      -      -      -      - 100.0 100.0      -      -      -      - 61.3
　６５歳以上 184 807 100.0      -      -      -      - 100.0      - 100.0 35.6 47.8 16.6 72.9
　６５～６９歳 51 288 100.0      -      -      -      - 100.0      - 100.0 100.0      -      - 66.9
　７０～７９歳 100 386 100.0      -      -      -      - 100.0      - 100.0      - 100.0      - 73.8
　８０歳以上 33 134 100.0      -      -      -      - 100.0      - 100.0      -      - 100.0 83.3
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 10.5 15.4 17.8 23.1 33.3 9.2 24.1 9.0 11.3 3.7 51.8
女性 237 281 100.0 26.2 13.2 11.0 15.4 34.2 10.6 23.6 4.0 12.3 7.2 49.1
不明 7 10 100.0 41.7      - 21.3      - 37.0      - 37.0      - 37.0      - 49.3
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 62.4 17.4 9.6 7.7 3.0 3.0      -      -      -      - 32.0
２人家族 472 498 100.0 20.0 13.9 10.0 24.3 31.8 15.8 15.9 5.7 6.2 4.1 49.3
３人家族 704 731 100.0 11.3 15.4 11.7 25.2 36.3 12.5 23.9 10.0 11.6 2.2 52.3
４人家族 1,056 906 100.0 5.7 20.9 22.9 25.0 25.5 9.0 16.5 7.5 6.4 2.7 50.1
５人家族 552 503 100.0 2.6 13.2 25.3 25.9 33.0 3.2 29.7 7.9 13.8 8.1 54.7
６人家族 247 308 100.0 0.7 6.6 17.8 15.4 59.5 7.5 52.0 16.5 26.3 9.2 61.7
７人以上家族 119 157 100.0 1.4 4.8 17.6 12.8 63.4 8.6 54.8 17.9 34.3 2.6 61.6
不明 19 24 100.0 26.8 12.5 11.4 11.9 37.4 5.6 31.8      - 31.8      - 49.6
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 62.4 17.4 9.6 7.7 3.0 3.0      -      -      -      - 32.0
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      -      -      - 100.0      - 100.0      - 100.0      - 79.0
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0 24.1 17.2 9.3 28.9 20.6 20.6      -      -      -      - 44.9
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0      - 2.3 10.5 10.8 76.5 1.4 75.2 28.1 26.9 20.2 67.6
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0 16.3 37.9 35.9 8.5 1.3 0.9 0.4      - 0.4      - 39.1
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0 1.1 5.6 20.3 23.8 49.2 6.8 42.4 12.7 25.4 4.3 59.3
大人が３人以上のみ 775 965 100.0 0.7 1.6 3.1 36.3 58.3 17.3 41.0 17.0 15.6 8.4 62.5
不明 26 29 100.0 22.2 10.3 9.5 27.1 31.0 4.6 26.3      - 26.3      - 50.7
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0 32.2 12.2 10.8 15.0 29.8 7.5 22.3 7.2 6.5 8.6 46.2
２００～４００万円未満 544 631 100.0 24.7 17.1 10.3 14.5 33.4 11.6 21.7 8.0 9.2 4.5 47.8
４００～６００万円未満 758 743 100.0 14.9 22.5 17.2 16.7 28.8 9.3 19.5 6.8 9.3 3.3 48.5
６００～８００万円未満 720 692 100.0 4.4 15.1 22.3 21.0 37.2 7.7 29.5 8.2 17.3 4.1 54.5
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 2.8 11.5 21.6 32.0 32.1 9.1 23.0 9.7 11.6 1.7 53.7
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0 2.1 8.7 19.1 34.3 35.7 8.7 27.0 9.7 13.3 4.0 56.2
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0      - 4.8 17.6 40.5 37.0 10.1 26.9 6.0 12.3 8.6 57.4
２０００万円以上 41 38 100.0      - 3.9 15.9 41.3 38.9 14.2 24.7 14.7 10.0      - 57.2
不明 40 49 100.0 8.9 10.8 8.0 23.6 48.7 14.0 34.7 34.7      -      - 54.6
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 15.1 18.4 16.9 22.9 26.7 9.0 17.7 5.3 9.1 3.2 48.9
その他の市 1,404 1,443 100.0 10.4 13.6 17.1 22.1 36.9 9.4 27.4 11.7 11.5 4.2 52.8
町・村 628 645 100.0 9.1 12.3 18.1 21.8 38.7 9.7 29.0 7.9 16.1 5.0 53.9
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[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 91.3 8.4 0.3
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0 80.4 18.5 1.1
３０～３９歳 673 508 100.0 92.7 7.3      -
４０～４９歳 1,042 577 100.0 94.2 5.4 0.4
５０～５９歳 1,041 750 100.0 94.2 5.8      -
６０歳以上 414 1,120 100.0 91.1 8.6 0.3
　６０～６４歳 230 313 100.0 90.4 9.6      -
　６５歳以上 184 807 100.0 91.3 8.2 0.5
　６５～６９歳 51 288 100.0 96.1 3.9      -
　７０～７９歳 100 386 100.0 90.0 9.0 1.0
　８０歳以上 33 134 100.0 84.8 15.2      -
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 100.0      -      -
女性 237 281 100.0      - 100.0      -
不明 7 10 100.0      -      - 100.0
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 61.3 38.7      -
２人家族 472 498 100.0 81.9 16.9 1.2
３人家族 704 731 100.0 93.0 6.9 0.1
４人家族 1,056 906 100.0 96.4 3.6 0.1
５人家族 552 503 100.0 96.8 3.1 0.1
６人家族 247 308 100.0 96.6 3.2 0.2
７人以上家族 119 157 100.0 100.0      -      -
不明 19 24 100.0 85.1 5.9 8.9
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 61.3 38.7      -
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      - 100.0
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0 88.8 10.6 0.6
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0 71.3 28.7      -
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0 94.7 5.2 0.1
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0 96.1 3.8 0.1
大人が３人以上のみ 775 965 100.0 94.9 5.1 0.1
不明 26 29 100.0 87.7 4.9 7.4
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0 65.9 33.2 0.9
２００～４００万円未満 544 631 100.0 87.3 12.6 0.1
４００～６００万円未満 758 743 100.0 94.6 5.3 0.1
６００～８００万円未満 720 692 100.0 92.8 6.2 1.0
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 97.3 2.7      -
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0 93.4 6.5 0.1
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0 99.2 0.8      -
２０００万円以上 41 38 100.0 100.0      -      -
不明 40 49 100.0 97.3 2.7      -
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 88.7 11.0 0.3
その他の市 1,404 1,443 100.0 92.7 7.1 0.2
町・村 628 645 100.0 93.5 6.0 0.5


Ｆ：世帯主の性別


世帯主性別 集
計
世
帯
数


比
重
調
整
後


集
計
世
帯
数


回
答
数
割
合
（


％
）


80







単
身
２
人
家
族


３
人
家
族


４
人
家
族


５
人
家
族


６
人
家
族


７
人
以
上
家
族


不
明
 
 
平
 
 
均


[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 6.7 14.9 21.8 27.0 15.0 9.2 4.7 0.7 3.8
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0 35.3 25.0 20.7 13.0 3.3 0.5 0.5 1.6 2.3
３０～３９歳 673 508 100.0 7.7 13.7 22.1 37.3 13.1 4.0 1.5 0.6 3.5
４０～４９歳 1,042 577 100.0 3.7 8.6 14.9 35.9 22.1 9.5 4.8 0.5 4.1
５０～５９歳 1,041 750 100.0 2.3 16.1 24.6 30.2 17.4 6.3 2.7 0.4 3.8
６０歳以上 414 1,120 100.0 0.6 14.1 23.7 20.7 14.8 16.4 8.9 0.8 4.2
　６０～６４歳 230 313 100.0 2.2 25.2 29.1 26.1 5.2 7.4 4.3 0.4 3.5
　６５歳以上 184 807 100.0      - 9.8 21.6 18.6 18.5 19.8 10.7 1.0 4.5
　６５～６９歳 51 288 100.0      - 9.8 25.5 23.5 13.7 17.6 9.8      - 4.4
　７０～７９歳 100 386 100.0      - 8.0 22.0 15.0 18.0 21.0 14.0 2.0 4.7
　８０歳以上 33 134 100.0      - 15.2 12.1 18.2 30.3 21.2 3.0      - 4.4
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 4.5 13.3 22.2 28.5 15.9 9.7 5.1 0.7 3.9
女性 237 281 100.0 31.1 29.9 18.0 11.5 5.5 3.5      - 0.5 2.4
不明 7 10 100.0      - 57.9 5.3 5.3 5.3 5.3      - 20.8 2.7
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 100.0      -      -      -      -      -      -      - 1.0
２人家族 472 498 100.0      - 100.0      -      -      -      -      -      - 2.0
３人家族 704 731 100.0      -      - 100.0      -      -      -      -      - 3.0
４人家族 1,056 906 100.0      -      -      - 100.0      -      -      -      - 4.0
５人家族 552 503 100.0      -      -      -      - 100.0      -      -      - 5.0
６人家族 247 308 100.0      -      -      -      -      - 100.0      -      - 6.0
７人以上家族 119 157 100.0      -      -      -      -      -      - 100.0      - 7.3
不明 19 24 100.0      -      -      -      -      -      -      - 100.0      -
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 100.0      -      -      -      -      -      -      - 1.0
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      - 100.0      -      -      -      -      -      - 2.0
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0      - 100.0      -      -      -      -      -      - 2.0
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0      - 100.0      -      -      -      -      -      - 2.0
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0      - 2.6 31.4 48.2 15.4 1.8 0.5      - 3.8
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0      -      -      - 15.1 31.3 33.8 19.8      - 5.6
大人が３人以上のみ 775 965 100.0      -      - 46.2 36.7 13.1 3.7 0.3      - 3.8
不明 26 29 100.0      - 2.5 4.9 7.4 2.5      -      - 82.8 3.6
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0 34.2 30.0 13.9 15.5 2.1 2.2 0.6 1.5 2.3
２００～４００万円未満 544 631 100.0 12.5 20.9 27.0 24.6 7.9 5.9 0.9 0.2 3.2
４００～６００万円未満 758 743 100.0 4.8 16.4 25.2 27.7 13.6 7.7 4.1 0.4 3.7
６００～８００万円未満 720 692 100.0 2.7 10.0 19.7 28.8 20.0 13.7 4.1 1.1 4.1
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 1.2 11.3 23.9 28.3 17.6 8.9 8.6 0.2 4.1
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0 0.6 10.3 16.1 29.1 21.4 12.6 8.7 1.1 4.4
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0 0.6 4.8 11.5 36.3 24.6 18.6 2.1 1.4 4.5
２０００万円以上 41 38 100.0      - 3.3 16.3 43.0 15.7 4.8 16.9      - 4.7
不明 40 49 100.0 7.5 8.4 21.5 18.5 20.7 3.0 15.7 4.9 4.4
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 10.2 15.5 22.2 29.7 14.4 4.6 2.7 0.6 3.5
その他の市 1,404 1,443 100.0 4.8 14.4 23.0 25.9 15.4 10.6 5.5 0.4 3.9
町・村 628 645 100.0 4.3 14.5 18.2 24.3 15.4 15.0 6.8 1.6 4.1
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[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 6.7 0.1 11.0 3.0 26.9 22.6 28.8 0.9
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0 35.3      - 22.3      - 37.0 2.2 1.6 1.6
３０～３９歳 673 508 100.0 7.7      - 12.5 0.4 67.3 8.3 3.1 0.6
４０～４９歳 1,042 577 100.0 3.7      - 6.0 1.8 56.1 26.7 5.2 0.5
５０～５９歳 1,041 750 100.0 2.3      - 14.2 1.4 10.3 24.0 46.7 1.1
６０歳以上 414 1,120 100.0 0.6 0.3 6.8 6.9 1.1 33.3 50.2 0.8
　６０～６４歳 230 313 100.0 2.2      - 24.3 0.4 2.6 16.5 53.5 0.4
　６５歳以上 184 807 100.0      - 0.5      - 9.4 0.5 39.8 49.0 1.0
　６５～６９歳 51 288 100.0      -      -      - 9.8      - 33.3 56.9      -
　７０～７９歳 100 386 100.0      - 1.0      - 7.0 1.0 50.0 39.0 2.0
　８０歳以上 33 134 100.0      -      -      - 15.2      - 24.2 60.6      -
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 4.5      - 10.7 2.3 27.9 23.8 29.9 0.8
女性 237 281 100.0 31.1      - 13.9 10.3 16.7 10.1 17.4 0.5
不明 7 10 100.0      - 37.0 20.8      - 5.3 10.6 5.3 20.8
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 100.0      -      -      -      -      -      -      -
２人家族 472 498 100.0      - 0.8 74.1 20.2 4.8      -      - 0.1
３人家族 704 731 100.0      -      -      -      - 38.8      - 61.0 0.2
４人家族 1,056 906 100.0      -      -      -      - 48.0 12.6 39.1 0.2
５人家族 552 503 100.0      -      -      -      - 27.7 47.2 25.0 0.1
６人家族 247 308 100.0      -      -      -      - 5.2 83.2 11.7      -
７人以上家族 119 157 100.0      -      -      -      - 3.1 95.1 1.7      -
不明 19 24 100.0      -      -      -      -      -      -      - 100.0
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 100.0      -      -      -      -      -      -      -
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      - 100.0      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0      -      - 100.0      -      -      -      -      -
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0      -      -      - 100.0      -      -      -      -
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0      -      -      -      - 100.0      -      -      -
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0      -      -      -      -      - 100.0      -      -
大人が３人以上のみ 775 965 100.0      -      -      -      -      -      - 100.0      -
不明 26 29 100.0      -      -      -      -      -      -      - 100.0
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0 34.2      - 13.0 12.6 18.7 3.9 16.0 1.5
２００～４００万円未満 544 631 100.0 12.5      - 15.2 4.5 31.2 11.5 25.0 0.2
４００～６００万円未満 758 743 100.0 4.8      - 13.8 2.3 36.1 20.0 22.3 0.6
６００～８００万円未満 720 692 100.0 2.7 0.6 7.0 2.4 27.5 29.4 29.3 1.2
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 1.2      - 9.3 1.6 23.7 28.2 35.5 0.5
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0 0.6      - 9.4 0.1 16.1 33.3 39.1 1.3
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0 0.6      - 4.8      - 16.7 30.6 45.9 1.4
２０００万円以上 41 38 100.0      -      - 3.3      - 14.9 30.6 49.3 1.9
不明 40 49 100.0 7.5      - 8.4      - 13.0 36.2 30.1 4.9
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 10.2 0.3 11.8 2.9 30.7 17.4 25.8 0.8
その他の市 1,404 1,443 100.0 4.8      - 10.2 3.3 27.1 23.0 31.1 0.6
町・村 628 645 100.0 4.3      - 11.2 2.5 19.0 32.1 29.3 1.6
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[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 7.0 18.8 22.1 20.6 13.9 12.1 2.8 2.6
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0 19.0 39.1 27.7 7.6 3.3 2.2      - 1.1
３０～３９歳 673 508 100.0 5.6 21.2 32.8 20.5 10.5 7.0 0.9 1.3
４０～４９歳 1,042 577 100.0 4.4 11.2 22.1 26.8 17.5 13.4 2.9 1.7
５０～５９歳 1,041 750 100.0 4.7 12.2 16.5 19.4 19.9 18.5 5.1 3.7
６０歳以上 414 1,120 100.0 6.3 18.8 19.1 23.0 13.3 13.0 3.1 3.5
　６０～６４歳 230 313 100.0 5.7 23.5 22.2 17.0 13.5 11.3 3.0 3.9
　６５歳以上 184 807 100.0 6.5 17.0 17.9 25.3 13.3 13.6 3.1 3.3
　６５～６９歳 51 288 100.0 5.9 17.6 17.6 19.6 15.7 13.7 2.0 7.8
　７０～７９歳 100 386 100.0 4.0 15.0 18.0 31.0 14.0 14.0 3.0 1.0
　８０歳以上 33 134 100.0 15.2 21.2 18.2 21.2 6.1 12.1 6.1      -
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 5.1 18.0 22.9 21.0 14.8 12.4 3.1 2.8
女性 237 281 100.0 27.8 28.2 14.0 15.3 4.5 9.4 0.3 0.5
不明 7 10 100.0 20.8 5.3 5.3 63.2      - 5.3      -      -
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 35.6 34.9 15.9 8.1 2.5 1.1 0.2 1.6
２人家族 472 498 100.0 14.2 26.5 24.5 13.9 10.5 8.4 0.9 1.1
３人家族 704 731 100.0 4.5 23.3 25.6 18.6 15.3 8.9 1.5 2.3
４人家族 1,056 906 100.0 4.0 17.2 22.7 22.0 14.6 13.0 3.8 2.8
５人家族 552 503 100.0 1.0 9.9 20.1 27.6 16.3 17.3 4.6 3.2
６人家族 247 308 100.0 1.7 12.1 18.7 30.8 13.4 16.6 5.7 1.1
７人以上家族 119 157 100.0 0.9 3.6 19.5 17.8 25.4 22.5 1.3 9.0
不明 19 24 100.0 14.9 5.3 12.1 30.2 3.1 19.0 5.6 9.8
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 35.6 34.9 15.9 8.1 2.5 1.1 0.2 1.6
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      -      - 100.0      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0 8.3 25.9 27.8 13.2 11.7 10.4 1.2 1.4
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0 29.6 28.4 17.1 16.7 7.6 0.6      -      -
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0 4.9 21.8 29.7 21.1 12.2 7.2 1.7 1.3
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0 1.2 9.5 19.6 26.8 17.3 17.8 3.8 3.9
大人が３人以上のみ 775 965 100.0 3.9 16.3 17.2 21.0 17.1 16.5 4.5 3.5
不明 26 29 100.0 12.3 4.4 14.9 27.5 7.5 18.2 4.6 10.6
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0 100.0      -      -      -      -      -      -      -
２００～４００万円未満 544 631 100.0      - 100.0      -      -      -      -      -      -
４００～６００万円未満 758 743 100.0      -      - 100.0      -      -      -      -      -
６００～８００万円未満 720 692 100.0      -      -      - 100.0      -      -      -      -
８００～１０００万円未満 521 466 100.0      -      -      -      - 100.0      -      -      -
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0      -      -      -      -      - 100.0      -      -
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0      -      -      -      -      -      - 100.0      -
２０００万円以上 41 38 100.0      -      -      -      -      -      -      - 100.0
不明 40 49 100.0      -      -      -      -      -      -      - 100.0
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 6.5 17.6 21.1 20.8 14.6 13.4 3.1 3.0
その他の市 1,404 1,443 100.0 7.0 18.6 22.7 20.7 14.3 11.8 2.8 2.0
町・村 628 645 100.0 8.2 21.6 22.9 20.1 11.6 10.2 2.4 3.0
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[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 37.8 43.0 19.2
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0 47.8 37.5 14.7
３０～３９歳 673 508 100.0 45.9 38.5 15.6
４０～４９歳 1,042 577 100.0 37.0 42.7 20.2
５０～５９歳 1,041 750 100.0 38.7 42.6 18.7
６０歳以上 414 1,120 100.0 30.2 47.5 22.3
　６０～６４歳 230 313 100.0 36.5 43.5 20.0
　６５歳以上 184 807 100.0 27.7 49.0 23.2
　６５～６９歳 51 288 100.0 23.5 58.8 17.6
　７０～７９歳 100 386 100.0 30.0 43.0 27.0
　８０歳以上 33 134 100.0 30.3 45.5 24.2
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 36.7 43.7 19.7
女性 237 281 100.0 49.7 36.4 13.8
不明 7 10 100.0 37.0 31.5 31.5
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 57.5 30.4 12.2
２人家族 472 498 100.0 39.4 41.8 18.7
３人家族 704 731 100.0 38.5 45.4 16.0
４人家族 1,056 906 100.0 41.5 41.2 17.3
５人家族 552 503 100.0 36.2 44.1 19.7
６人家族 247 308 100.0 19.0 49.7 31.4
７人以上家族 119 157 100.0 21.4 50.9 27.8
不明 19 24 100.0 33.6 22.7 43.7
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 57.5 30.4 12.2
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0 100.0      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0 40.6 40.0 19.5
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0 36.7 47.0 16.3
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0 43.1 43.3 13.6
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0 29.0 43.7 27.3
大人が３人以上のみ 775 965 100.0 33.9 46.5 19.6
不明 26 29 100.0 35.2 28.6 36.2
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0 34.8 42.9 22.3
２００～４００万円未満 544 631 100.0 35.4 42.5 22.1
４００～６００万円未満 758 743 100.0 36.0 44.1 19.9
６００～８００万円未満 720 692 100.0 38.0 43.2 18.8
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 39.6 44.4 16.1
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0 41.7 42.0 16.2
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0 41.1 42.7 16.1
２０００万円以上 41 38 100.0 33.4 56.5 10.2
不明 40 49 100.0 52.9 15.2 31.9
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 100.0      -      -
その他の市 1,404 1,443 100.0      - 100.0      -
町・村 628 645 100.0      -      - 100.0
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[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 93.9 21.9 72.0 35.4 17.5 12.3 6.7 4.6 1.5 2.4 2.5
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0 96.7 40.8 56.0 43.5 4.3 7.1 1.1 1.6 1.6 1.8 1.8
３０～３９歳 673 508 100.0 93.8 20.4 73.4 56.5 8.9 6.4 1.6 4.6 1.6 2.0 2.1
４０～４９歳 1,042 577 100.0 95.2 15.6 79.6 34.5 20.9 16.3 7.8 3.5 1.3 2.6 2.7
５０～５９歳 1,041 750 100.0 93.9 15.8 78.1 24.6 22.3 19.2 12.0 4.3 1.8 2.9 3.1
６０歳以上 414 1,120 100.0 92.2 23.2 69.0 30.8 21.2 10.1 7.0 6.5 1.4 2.4 2.6
　６０～６４歳 230 313 100.0 93.0 26.1 67.0 29.1 20.4 10.9 6.5 5.2 1.7 2.3 2.5
　６５歳以上 184 807 100.0 91.8 22.0 69.8 31.4 21.5 9.8 7.2 6.9 1.2 2.4 2.6
　６５～６９歳 51 288 100.0 92.2 19.6 72.5 35.3 27.5 5.9 3.9 5.9 2.0 2.3 2.5
　７０～７９歳 100 386 100.0 93.0 22.0 71.0 32.0 15.0 14.0 10.0 7.0      - 2.6 2.7
　８０歳以上 33 134 100.0 87.9 27.3 60.6 21.2 27.3 6.1 6.1 9.1 3.0 2.1 2.3
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 94.1 18.9 75.1 36.4 18.6 13.1 7.0 4.3 1.6 2.5 2.6
女性 237 281 100.0 91.4 54.6 36.8 23.0 6.7 3.2 3.9 7.9 0.7 1.6 1.7
不明 7 10 100.0 100.0      - 100.0 89.4      - 5.3 5.3      -      - 2.3 2.3
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 90.2 79.3 10.9 8.9 1.6 0.3      - 7.3 2.5 1.1 1.1
２人家族 472 498 100.0 88.4 32.6 55.8 50.1 2.6 2.6 0.6 10.2 1.4 1.6 1.7
３人家族 704 731 100.0 92.2 25.2 67.1 40.9 18.1 5.6 2.6 5.6 2.1 2.0 2.2
４人家族 1,056 906 100.0 94.8 12.4 82.4 40.5 19.4 17.3 5.2 3.9 1.3 2.6 2.7
５人家族 552 503 100.0 97.3 11.1 86.3 28.0 25.6 19.7 12.9 1.2 1.5 3.0 3.1
６人家族 247 308 100.0 98.7 9.4 89.3 18.7 31.4 21.2 18.0 1.1 0.2 3.6 3.6
７人以上家族 119 157 100.0 98.8 6.4 92.4 29.1 22.6 17.3 23.5 0.8 0.4 3.6 3.6
不明 19 24 100.0 85.8 3.0 82.8 37.1 8.6 37.2      - 3.0 11.2 2.8 2.9
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 90.2 79.3 10.9 8.9 1.6 0.3      - 7.3 2.5 1.1 1.1
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0 100.0      - 100.0 100.0      -      -      -      -      - 2.0 2.0
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0 92.9 30.7 62.2 54.4 3.5 3.5 0.8 5.4 1.7 1.7 1.8
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0 71.4 35.4 36.0 36.0      -      -      - 27.9 0.7 1.1 1.5
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0 94.6 15.8 78.8 52.3 13.8 9.9 2.7 3.8 1.5 2.2 2.3
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0 98.9 10.1 88.7 22.2 24.9 22.9 18.7 0.7 0.4 3.5 3.5
大人が３人以上のみ 775 965 100.0 92.9 19.1 73.8 28.7 26.4 13.0 5.7 5.1 2.0 2.5 2.6
不明 26 29 100.0 88.2 7.4 80.9 30.7 9.6 33.3 7.4 2.5 9.3 3.0 3.1
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0 79.9 50.0 29.9 18.8 3.0 5.3 2.8 16.5 3.6 1.4 1.7
２００～４００万円未満 544 631 100.0 89.9 33.0 56.9 39.9 9.5 6.2 1.4 8.3 1.8 1.8 1.9
４００～６００万円未満 758 743 100.0 94.3 21.3 73.0 42.6 16.3 10.0 4.2 4.0 1.7 2.2 2.3
６００～８００万円未満 720 692 100.0 96.4 15.9 80.5 39.9 19.7 14.0 6.9 2.6 1.0 2.5 2.6
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 96.9 14.3 82.6 35.3 20.6 17.4 9.3 2.0 1.1 2.8 2.9
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0 97.6 13.4 84.2 23.2 30.0 17.0 14.1 1.5 0.9 3.2 3.2
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0 100.0 9.5 90.5 26.1 32.9 17.4 14.1      -      - 3.1 3.1
２０００万円以上 41 38 100.0 94.6 3.8 90.8 13.5 21.2 32.2 24.0      - 5.4 4.1 4.1
不明 40 49 100.0 95.9 16.0 79.9 25.5 14.2 22.9 17.3 1.5 2.6 3.2 3.2
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 94.8 23.4 71.4 36.6 15.8 12.6 6.4 3.8 1.5 2.4 2.5
その他の市 1,404 1,443 100.0 93.7 20.7 73.0 35.5 18.6 11.7 7.2 4.8 1.5 2.4 2.6
町・村 628 645 100.0 92.4 21.5 70.9 33.1 18.6 12.9 6.3 5.9 1.8 2.4 2.5
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[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 54.3 18.6 35.7 18.9 9.5 5.5 1.8 30.5 15.2 1.4 2.2
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0 34.8 12.5 22.3 20.1 1.1 0.5 0.5 46.2 19.0 0.8 1.8
３０～３９歳 673 508 100.0 39.4 14.7 24.7 20.4 3.3 1.0      - 38.2 22.4 0.9 1.8
４０～４９歳 1,042 577 100.0 48.5 13.9 34.5 17.9 7.8 7.4 1.5 32.2 19.3 1.4 2.3
５０～５９歳 1,041 750 100.0 65.9 18.3 47.6 19.5 14.6 10.7 2.9 20.4 13.7 1.8 2.4
６０歳以上 414 1,120 100.0 63.2 25.1 38.1 17.9 12.7 4.9 2.6 27.3 9.5 1.5 2.1
　６０～６４歳 230 313 100.0 72.2 28.7 43.5 21.7 13.5 7.0 1.3 18.7 9.1 1.6 2.0
　６５歳以上 184 807 100.0 59.8 23.7 36.0 16.4 12.5 4.1 3.1 30.7 9.6 1.4 2.2
　６５～６９歳 51 288 100.0 54.9 21.6 33.3 17.6 11.8 2.0 2.0 37.3 7.8 1.3 2.1
　７０～７９歳 100 386 100.0 61.0 22.0 39.0 18.0 11.0 6.0 4.0 29.0 10.0 1.5 2.2
　８０歳以上 33 134 100.0 66.7 33.3 33.3 9.1 18.2 3.0 3.0 21.2 12.1 1.5 2.0
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 55.2 18.0 37.2 19.2 10.2 5.9 1.9 29.3 15.5 1.4 2.2
女性 237 281 100.0 42.6 25.1 17.6 12.4 2.2 1.6 1.4 44.2 13.1 0.8 1.6
不明 7 10 100.0 94.7      - 94.7 89.4      - 5.3      - 5.3      - 2.0 2.1
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 27.2 24.7 2.5 2.5      -      -      - 50.8 22.0 0.4 1.1
２人家族 472 498 100.0 51.2 27.9 23.3 22.1 0.9 0.3      - 35.2 13.6 0.9 1.5
３人家族 704 731 100.0 57.5 22.3 35.2 22.5 11.8 0.7 0.1 29.0 13.5 1.2 1.9
４人家族 1,056 906 100.0 54.4 14.5 40.0 22.5 9.1 8.0 0.3 29.1 16.5 1.4 2.2
５人家族 552 503 100.0 57.6 13.5 44.1 17.1 13.3 11.2 2.4 25.4 17.0 1.7 2.5
６人家族 247 308 100.0 64.2 16.3 47.9 10.8 17.5 10.3 9.3 25.8 10.0 2.1 2.9
７人以上家族 119 157 100.0 56.1 10.0 46.0 14.6 11.6 8.6 11.2 28.2 15.7 2.0 3.1
不明 19 24 100.0 63.2      - 63.2 25.8 21.5 15.9      - 22.4 14.3 2.1 2.8
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 27.2 24.7 2.5 2.5      -      -      - 50.8 22.0 0.4 1.1
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0 100.0      - 100.0 100.0      -      -      -      -      - 2.0 2.0
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0 51.2 26.1 25.1 23.5 1.2 0.4      - 33.2 15.6 0.9 1.5
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0 53.1 38.0 15.1 15.1      -      -      - 40.3 6.6 0.7 1.3
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0 45.6 13.3 32.3 24.2 5.1 2.9 0.1 35.2 19.2 1.1 2.0
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0 62.1 14.5 47.6 13.6 14.2 12.5 7.3 24.3 13.7 2.0 2.8
大人が３人以上のみ 775 965 100.0 63.4 21.0 42.5 20.1 15.9 6.0 0.6 24.6 12.0 1.5 2.1
不明 26 29 100.0 64.6 2.5 62.2 21.4 25.2 15.6      - 21.0 14.3 2.1 2.8
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0 38.5 21.2 17.3 11.5 2.2 3.6      - 42.9 18.6 0.8 1.7
２００～４００万円未満 544 631 100.0 50.9 22.6 28.2 21.1 5.0 2.1      - 35.9 13.3 1.0 1.7
４００～６００万円未満 758 743 100.0 53.6 20.9 32.7 20.1 8.0 3.8 0.8 27.8 18.6 1.3 2.0
６００～８００万円未満 720 692 100.0 54.7 15.0 39.7 19.6 12.5 5.9 1.8 31.9 13.3 1.4 2.3
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 57.6 17.3 40.3 18.7 11.2 7.3 3.0 25.5 16.9 1.6 2.3
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0 56.4 16.2 40.2 14.1 11.9 8.9 5.3 30.9 12.7 1.7 2.6
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0 72.0 15.7 56.3 25.8 16.7 10.1 3.7 14.0 14.0 2.1 2.5
２０００万円以上 41 38 100.0 76.8 5.2 71.6 30.4 17.3 15.2 8.7 6.6 16.6 2.7 2.9
不明 40 49 100.0 78.1 17.3 60.7 15.8 25.9 16.0 3.0 17.8 4.1 2.1 2.6
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 50.7 17.4 33.3 17.6 7.3 6.7 1.7 34.4 14.9 1.3 2.2
その他の市 1,404 1,443 100.0 55.3 19.3 36.0 18.8 10.5 4.5 2.3 29.2 15.4 1.4 2.2
町・村 628 645 100.0 59.0 19.2 39.8 21.7 11.5 5.5 1.1 25.7 15.3 1.5 2.1
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問１（１）①携帯電話の保有台数（インターネット非対応型）(回答数：3,354、対象：全世帯）
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４
台
５
台
以
上


[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 56.5 16.8 39.8 23.8 9.6 5.2 1.2 26.1 17.4 1.5 2.1
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0 73.9 37.0 37.0 32.6 3.3 1.1      - 14.7 11.4 1.3 1.6
３０～３９歳 673 508 100.0 66.4 16.2 50.2 42.9 5.2 1.8 0.3 21.1 12.5 1.4 1.9
４０～４９歳 1,042 577 100.0 63.3 13.1 50.2 25.1 15.4 8.2 1.5 21.9 14.8 1.8 2.4
５０～５９歳 1,041 750 100.0 48.1 11.2 36.9 13.2 12.9 8.3 2.6 29.5 22.4 1.6 2.6
６０歳以上 414 1,120 100.0 47.9 15.4 32.6 18.4 8.8 4.6 0.8 32.3 19.8 1.3 2.1
　６０～６４歳 230 313 100.0 37.4 10.9 26.5 13.5 8.7 3.9 0.4 41.3 21.3 1.0 2.2
　６５歳以上 184 807 100.0 52.0 17.1 34.9 20.3 8.8 4.8 1.0 28.8 19.2 1.3 2.1
　６５～６９歳 51 288 100.0 60.8 19.6 41.2 31.4 9.8      -      - 23.5 15.7 1.3 1.8
　７０～７９歳 100 386 100.0 53.0 18.0 35.0 16.0 9.0 9.0 1.0 27.0 20.0 1.5 2.2
　８０歳以上 33 134 100.0 30.3 9.1 21.2 9.1 6.1 3.0 3.0 45.5 24.2 1.0 2.4
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 56.7 14.8 41.9 25.2 10.1 5.5 1.1 25.8 17.5 1.5 2.2
女性 237 281 100.0 55.6 38.5 17.1 9.4 4.3 1.9 1.4 29.5 14.9 1.0 1.5
不明 7 10 100.0 16.0 5.3 10.6 10.6      -      -      - 20.8 63.2 0.7 1.7
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 68.2 64.3 3.9 2.3 1.6      -      - 21.1 10.7 0.8 1.1
２人家族 472 498 100.0 46.7 17.7 29.0 26.7 1.6 0.7      - 35.7 17.6 1.0 1.7
３人家族 704 731 100.0 50.8 18.4 32.4 24.3 7.6 0.5 0.1 29.1 20.0 1.2 1.8
４人家族 1,056 906 100.0 58.4 11.2 47.2 28.8 10.5 7.5 0.5 25.8 15.8 1.6 2.3
５人家族 552 503 100.0 61.8 11.5 50.3 21.5 17.6 8.4 2.8 19.8 18.4 1.9 2.5
６人家族 247 308 100.0 61.4 7.6 53.8 26.6 12.8 10.6 3.8 21.7 17.0 2.1 2.8
７人以上家族 119 157 100.0 62.4 4.4 58.0 17.8 20.1 14.7 5.4 22.0 15.6 2.2 3.0
不明 19 24 100.0 41.6 18.9 22.7 17.5 3.0 2.3      - 6.1 52.3 1.5 1.7
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 68.2 64.3 3.9 2.3 1.6      -      - 21.1 10.7 0.8 1.1
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      -      -      -      -      -      -      - 100.0      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0 50.3 13.8 36.5 33.4 2.1 1.0      - 31.9 17.8 1.1 1.8
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0 32.3 25.4 6.9 6.9      -      -      - 52.3 15.4 0.5 1.2
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0 62.8 13.3 49.5 36.4 9.1 3.5 0.4 22.0 15.2 1.5 2.1
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0 61.4 8.8 52.5 20.6 17.0 11.3 3.7 21.5 17.1 2.0 2.8
大人が３人以上のみ 775 965 100.0 49.4 15.3 34.2 17.9 10.2 5.3 0.7 30.4 20.2 1.3 2.2
不明 26 29 100.0 46.7 18.1 28.6 16.9 7.4 4.4      - 7.5 45.8 1.7 2.0
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0 49.6 32.3 17.3 13.9 1.6 1.9      - 36.3 14.1 0.8 1.5
２００～４００万円未満 544 631 100.0 50.1 21.6 28.5 23.0 4.0 1.2 0.3 33.2 16.7 1.0 1.7
４００～６００万円未満 758 743 100.0 58.2 17.5 40.7 28.4 8.5 2.9 0.9 24.6 17.2 1.4 2.0
６００～８００万円未満 720 692 100.0 58.5 15.1 43.5 25.7 10.1 7.2 0.4 21.8 19.6 1.6 2.2
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 57.7 9.8 47.9 23.0 13.3 9.0 2.7 25.9 16.4 1.7 2.5
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0 64.7 11.7 53.0 24.1 18.7 8.3 2.0 18.7 16.7 2.0 2.6
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0 54.5 15.3 39.2 14.6 11.4 7.9 5.2 25.8 19.7 1.7 2.5
２０００万円以上 41 38 100.0 59.5 7.1 52.5 26.6 9.2 13.4 3.3 24.6 15.8 1.9 2.7
不明 40 49 100.0 40.9 10.2 30.7 6.8 17.0 5.4 1.5 33.6 25.5 1.4 2.5
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 59.4 17.4 42.0 26.2 9.4 5.1 1.3 24.0 16.6 1.5 2.2
その他の市 1,404 1,443 100.0 55.9 16.9 39.0 21.7 10.2 5.9 1.2 26.0 18.1 1.5 2.2
町・村 628 645 100.0 52.2 15.2 37.0 24.0 8.6 3.5 0.9 30.4 17.4 1.3 2.1
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問１（１）②インターネット対応型携帯電話の保有台数(回答数：3,354、対象：全世帯）
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[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 16.9 37.3 39.6 4.6 1.5
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0 12.0 22.8 62.0 1.6 1.6
３０～３９歳 673 508 100.0 12.0 27.3 54.4 4.6 1.6
４０～４９歳 1,042 577 100.0 16.6 31.9 46.7 3.4 1.4
５０～５９歳 1,041 750 100.0 20.2 45.7 28.0 4.3 1.8
６０歳以上 414 1,120 100.0 19.0 44.3 29.0 6.5 1.4
　６０～６４歳 230 313 100.0 16.5 55.7 20.9 5.2 1.7
　６５歳以上 184 807 100.0 19.9 39.8 32.1 6.9 1.2
　６５～６９歳 51 288 100.0 23.5 31.4 37.3 5.9 2.0
　７０～７９歳 100 386 100.0 21.0 40.0 32.0 7.0      -
　８０歳以上 33 134 100.0 9.1 57.6 21.2 9.1 3.0
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 17.9 37.3 38.8 4.3 1.6
女性 237 281 100.0 6.9 35.8 48.7 7.9 0.7
不明 7 10 100.0 10.6 84.0 5.3      -      -
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 5.2 22.0 63.0 7.3 2.5
２人家族 472 498 100.0 9.4 41.8 37.2 10.2 1.4
３人家族 704 731 100.0 16.1 41.4 34.8 5.6 2.1
４人家族 1,056 906 100.0 18.0 36.4 40.4 3.8 1.4
５人家族 552 503 100.0 22.0 35.6 39.8 1.2 1.5
６人家族 247 308 100.0 26.9 37.3 34.5 1.1 0.2
７人以上家族 119 157 100.0 19.6 36.5 42.8 0.8 0.4
不明 19 24 100.0 19.0 44.2 22.6 3.0 11.2
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 5.2 22.0 63.0 7.3 2.5
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      - 100.0      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0 8.6 42.6 41.7 5.4 1.7
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0 14.0 39.0 18.3 27.9 0.7
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0 13.8 31.8 49.0 3.8 1.6
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0 24.6 37.5 36.8 0.7 0.4
大人が３人以上のみ 775 965 100.0 20.0 43.4 29.4 5.1 2.0
不明 26 29 100.0 23.1 41.5 23.6 2.5 9.3
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0 8.2 30.3 41.4 16.5 3.6
２００～４００万円未満 544 631 100.0 11.1 39.8 39.1 8.3 1.8
４００～６００万円未満 758 743 100.0 17.5 36.1 40.7 3.9 1.8
６００～８００万円未満 720 692 100.0 16.9 37.9 41.7 2.6 1.0
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 18.4 39.2 39.3 2.0 1.1
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0 23.4 33.0 41.2 1.5 0.9
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0 26.5 45.5 28.0      -      -
２０００万円以上 41 38 100.0 41.8 35.0 17.8      - 5.4
不明 40 49 100.0 23.1 55.0 17.8 1.5 2.6
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 15.3 35.4 44.1 3.7 1.5
その他の市 1,404 1,443 100.0 17.5 37.8 38.4 4.8 1.5
町・村 628 645 100.0 18.9 40.2 33.3 5.9 1.8


問１（１）①－②携帯電話の保有構成(回答数：3,354、対象：全世帯）
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[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 6.1 5.0 1.1 0.9 0.1 0.1      - 60.9 33.0 0.1 1.2
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0 8.7 7.6 1.1 1.1      -      -      - 65.2 26.1 0.1 1.1
３０～３９歳 673 508 100.0 7.3 5.2 2.1 1.9      - 0.1      - 58.7 34.0 0.1 1.3
４０～４９歳 1,042 577 100.0 5.4 4.2 1.2 0.9 0.2 0.1      - 60.7 34.0 0.1 1.3
５０～５９歳 1,041 750 100.0 5.2 3.7 1.4 1.0 0.3 0.2      - 57.1 37.8 0.1 1.4
６０歳以上 414 1,120 100.0 5.8 5.3 0.5 0.5      -      -      - 62.9 31.3 0.1 1.1
　６０～６４歳 230 313 100.0 6.5 6.1 0.4 0.4      -      -      - 60.4 33.0 0.1 1.1
　６５歳以上 184 807 100.0 5.5 5.0 0.5 0.5      -      -      - 63.9 30.6 0.1 1.1
　６５～６９歳 51 288 100.0 5.9 5.9      -      -      -      -      - 66.7 27.5 0.1 1.0
　７０～７９歳 100 386 100.0 6.0 6.0      -      -      -      -      - 63.0 31.0 0.1 1.0
　８０歳以上 33 134 100.0 3.0      - 3.0 3.0      -      -      - 60.6 36.4 0.1 2.0
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 6.1 4.9 1.2 1.0 0.1 0.1      - 60.6 33.3 0.1 1.2
女性 237 281 100.0 6.9 6.9      -      -      -      -      - 64.3 28.8 0.1 1.0
不明 7 10 100.0      -      -      -      -      -      -      - 31.5 68.5 0.0      -
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 12.1 10.5 1.6 1.6      -      -      - 60.3 27.6 0.2 1.1
２人家族 472 498 100.0 3.9 3.6 0.3 0.3      -      -      - 65.3 30.8 0.1 1.1
３人家族 704 731 100.0 6.7 5.7 1.0 1.0      -      -      - 60.7 32.6 0.1 1.1
４人家族 1,056 906 100.0 6.2 4.9 1.3 0.9 0.3 0.1      - 60.1 33.7 0.1 1.3
５人家族 552 503 100.0 6.2 4.9 1.3 1.0      - 0.3      - 55.6 38.2 0.1 1.3
６人家族 247 308 100.0 6.4 4.0 2.4 2.0 0.2 0.2      - 64.2 29.4 0.1 1.5
７人以上家族 119 157 100.0 1.6 1.6      -      -      -      -      - 65.7 32.7 0.0 1.0
不明 19 24 100.0 3.1 3.1      -      -      -      -      - 43.9 53.0 0.1 1.0
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 12.1 10.5 1.6 1.6      -      -      - 60.3 27.6 0.2 1.1
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      -      -      -      -      -      -      - 100.0      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0 4.9 4.5 0.4 0.4      -      -      - 62.0 33.1 0.1 1.1
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0 1.3 1.3      -      -      -      -      - 77.4 21.3 0.0 1.0
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0 6.0 4.5 1.5 1.4 0.1 0.1      - 61.4 32.6 0.1 1.3
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0 4.4 3.2 1.2 0.8 0.2 0.2      - 60.9 34.7 0.1 1.4
大人が３人以上のみ 775 965 100.0 7.4 6.3 1.1 0.9 0.1 0.1      - 59.0 33.6 0.1 1.2
不明 26 29 100.0 2.6 2.6      -      -      -      -      - 46.2 51.3 0.1 1.0
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0 3.8 3.8      -      -      -      -      - 67.7 28.5 0.1 1.0
２００～４００万円未満 544 631 100.0 5.1 4.4 0.7 0.6 0.1      -      - 65.2 29.7 0.1 1.2
４００～６００万円未満 758 743 100.0 6.5 5.3 1.2 1.1 0.1 0.1      - 58.6 34.8 0.1 1.2
６００～８００万円未満 720 692 100.0 5.6 5.1 0.5 0.3 0.2      -      - 59.0 35.4 0.1 1.1
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 6.3 4.0 2.3 2.0      - 0.3      - 60.0 33.7 0.1 1.5
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0 5.9 5.3 0.7 0.7      -      -      - 63.0 31.0 0.1 1.1
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0 19.5 12.5 7.0 6.3      - 0.8      - 46.1 34.3 0.4 1.4
２０００万円以上 41 38 100.0 3.8 1.9 1.9      - 1.9      -      - 48.0 48.3 0.1 2.0
不明 40 49 100.0 8.7 8.7      -      -      -      -      - 61.4 29.9 0.1 1.0
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 9.9 8.4 1.5 1.2 0.2 0.1      - 60.4 29.7 0.2 1.2
その他の市 1,404 1,443 100.0 4.3 3.2 1.1 1.0 0.0 0.0      - 60.7 35.0 0.1 1.3
町・村 628 645 100.0 3.0 2.4 0.6 0.4 0.1 0.1      - 62.0 34.9 0.1 1.3
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問１（１）③と④ＰＨＳの保有台数（インターネット対応型と非対応型の計）(回答数：3,354、対象：全世帯
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２
台
３
台
４
台
５
台
以
上


[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 3.6 3.2 0.5 0.4 0.0 0.0      - 62.2 34.1 0.1 1.2
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0 3.8 3.3 0.5 0.5      -      -      - 68.5 27.7 0.1 1.1
３０～３９歳 673 508 100.0 4.9 4.0 0.9 0.9      -      -      - 59.6 35.5 0.1 1.2
４０～４９歳 1,042 577 100.0 3.4 2.9 0.5 0.2 0.2 0.1      - 61.8 34.8 0.1 1.3
５０～５９歳 1,041 750 100.0 2.8 2.2 0.6 0.5      - 0.1      - 58.1 39.1 0.1 1.3
６０歳以上 414 1,120 100.0 3.7 3.6 0.1 0.1      -      -      - 64.2 32.1 0.1 1.0
　６０～６４歳 230 313 100.0 4.8 4.3 0.4 0.4      -      -      - 61.7 33.5 0.1 1.1
　６５歳以上 184 807 100.0 3.3 3.3      -      -      -      -      - 65.1 31.6 0.0 1.0
　６５～６９歳 51 288 100.0 3.9 3.9      -      -      -      -      - 68.6 27.5 0.1 1.0
　７０～７９歳 100 386 100.0 4.0 4.0      -      -      -      -      - 64.0 32.0 0.1 1.0
　８０歳以上 33 134 100.0      -      -      -      -      -      -      - 60.6 39.4 0.0      -
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 3.6 3.1 0.5 0.4 0.0 0.0      - 61.9 34.5 0.1 1.2
女性 237 281 100.0 3.9 3.9      -      -      -      -      - 67.3 28.8 0.1 1.0
不明 7 10 100.0      -      -      -      -      -      -      - 31.5 68.5 0.0      -
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 5.8 5.8      -      -      -      -      - 65.1 29.1 0.1 1.0
２人家族 472 498 100.0 2.5 2.4 0.2 0.2      -      -      - 66.1 31.4 0.0 1.1
３人家族 704 731 100.0 4.6 4.0 0.7 0.7      -      -      - 61.7 33.6 0.1 1.1
４人家族 1,056 906 100.0 3.4 2.7 0.7 0.5 0.1 0.1      - 61.9 34.7 0.1 1.2
５人家族 552 503 100.0 4.0 3.6 0.4 0.3      - 0.1      - 56.5 39.5 0.1 1.2
６人家族 247 308 100.0 3.2 2.7 0.4 0.2 0.2      -      - 64.4 32.4 0.1 1.2
７人以上家族 119 157 100.0 0.8 0.8      -      -      -      -      - 66.5 32.7 0.0 1.0
不明 19 24 100.0 3.1 3.1      -      -      -      -      - 43.9 53.0 0.1 1.0
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 5.8 5.8      -      -      -      -      - 65.1 29.1 0.1 1.0
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      -      -      -      -      -      -      - 100.0      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0 3.3 3.1 0.2 0.2      -      -      - 63.0 33.7 0.1 1.1
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0 0.6 0.6      -      -      -      -      - 77.4 22.0 0.0 1.0
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0 3.7 2.9 0.8 0.7 0.1 0.1      - 62.4 33.9 0.1 1.3
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0 2.7 2.3 0.4 0.3 0.1      -      - 61.6 35.8 0.0 1.2
大人が３人以上のみ 775 965 100.0 4.3 3.9 0.4 0.4      - 0.1      - 60.7 35.0 0.1 1.1
不明 26 29 100.0 2.6 2.6      -      -      -      -      - 46.2 51.3 0.1 1.0
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0 1.7 1.7      -      -      -      -      - 69.5 28.8 0.0 1.0
２００～４００万円未満 544 631 100.0 1.6 1.5 0.1 0.1      -      -      - 67.7 30.7 0.0 1.1
４００～６００万円未満 758 743 100.0 4.6 3.8 0.8 0.7 0.1 0.1      - 59.4 36.0 0.1 1.2
６００～８００万円未満 720 692 100.0 4.3 4.2 0.1      - 0.1      -      - 60.0 35.7 0.1 1.0
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 4.3 3.1 1.2 1.1      - 0.1      - 60.8 35.0 0.1 1.3
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0 2.6 2.6      -      -      -      -      - 65.1 32.3 0.0 1.0
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0 9.5 7.4 2.1 2.1      -      -      - 46.7 43.8 0.2 1.2
２０００万円以上 41 38 100.0 1.9 1.9      -      -      -      -      - 48.0 50.2 0.0 1.0
不明 40 49 100.0 7.2 7.2      -      -      -      -      - 62.9 29.9 0.1 1.0
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 6.8 6.1 0.7 0.6 0.0 0.1      - 61.9 31.3 0.1 1.1
その他の市 1,404 1,443 100.0 1.9 1.6 0.3 0.3      -      -      - 62.2 35.9 0.0 1.2
町・村 628 645 100.0 1.2 1.0 0.2      - 0.1 0.1      - 63.0 35.8 0.0 1.4


問１（１）③インターネット非対応型ＰＨＳの保有台数(回答数：3,354、対象：全世帯）
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２
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３
台
４
台
５
台
以
上


[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 2.9 2.5 0.4 0.4      -      -      - 62.6 34.5 0.1 1.1
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0 5.4 5.4      -      -      -      -      - 67.4 27.2 0.1 1.0
３０～３９歳 673 508 100.0 3.3 2.7 0.6 0.6      -      -      - 61.5 35.2 0.1 1.2
４０～４９歳 1,042 577 100.0 2.3 1.9 0.4 0.4      -      -      - 61.8 35.9 0.0 1.2
５０～５９歳 1,041 750 100.0 3.1 2.4 0.7 0.7      -      -      - 57.6 39.3 0.1 1.2
６０歳以上 414 1,120 100.0 2.0 1.7 0.4 0.4      -      -      - 65.1 32.9 0.0 1.2
　６０～６４歳 230 313 100.0 1.7 1.7      -      -      -      -      - 63.9 34.3 0.0 1.0
　６５歳以上 184 807 100.0 2.2 1.7 0.5 0.5      -      -      - 65.6 32.3 0.0 1.2
　６５～６９歳 51 288 100.0 2.0 2.0      -      -      -      -      - 68.6 29.4 0.0 1.0
　７０～７９歳 100 386 100.0 2.0 2.0      -      -      -      -      - 65.0 33.0 0.0 1.0
　８０歳以上 33 134 100.0 3.0      - 3.0 3.0      -      -      - 60.6 36.4 0.1 2.0
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 2.9 2.4 0.5 0.5      -      -      - 62.3 34.8 0.1 1.2
女性 237 281 100.0 3.1 3.1      -      -      -      -      - 67.2 29.8 0.0 1.0
不明 7 10 100.0      -      -      -      -      -      -      - 31.5 68.5 0.0      -
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 8.0 8.0      -      -      -      -      - 63.1 28.9 0.1 1.0
２人家族 472 498 100.0 1.5 1.5      -      -      -      -      - 66.7 31.8 0.0 1.0
３人家族 704 731 100.0 2.2 2.0 0.2 0.2      -      -      - 63.2 34.6 0.0 1.1
４人家族 1,056 906 100.0 3.3 3.0 0.4 0.4      -      -      - 61.6 35.1 0.1 1.1
５人家族 552 503 100.0 2.8 2.2 0.5 0.5      -      -      - 57.2 40.0 0.1 1.2
６人家族 247 308 100.0 3.5 1.3 2.2 2.2      -      -      - 65.7 30.8 0.1 1.6
７人以上家族 119 157 100.0 0.8 0.8      -      -      -      -      - 66.2 33.0 0.0 1.0
不明 19 24 100.0      -      -      -      -      -      -      - 43.9 56.1 0.0      -
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 8.0 8.0      -      -      -      -      - 63.1 28.9 0.1 1.0
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      -      -      -      -      -      -      - 100.0      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0 1.8 1.8      -      -      -      -      - 63.8 34.4 0.0 1.0
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0 0.7 0.7      -      -      -      -      - 78.0 21.3 0.0 1.0
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0 2.6 2.2 0.4 0.4      -      -      - 63.4 34.0 0.0 1.1
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0 2.3 1.6 0.7 0.7      -      -      - 61.8 36.0 0.0 1.3
大人が３人以上のみ 775 965 100.0 3.3 2.7 0.6 0.6      -      -      - 61.0 35.7 0.1 1.2
不明 26 29 100.0      -      -      -      -      -      -      - 46.2 53.8 0.0      -
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0 2.1 2.1      -      -      -      -      - 68.3 29.7 0.0 1.0
２００～４００万円未満 544 631 100.0 4.0 3.7 0.2 0.2      -      -      - 66.2 29.8 0.1 1.1
４００～６００万円未満 758 743 100.0 2.3 2.3      -      -      -      -      - 60.7 37.0 0.0 1.0
６００～８００万円未満 720 692 100.0 1.6 1.5 0.2 0.2      -      -      - 61.0 37.4 0.0 1.1
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 2.6 1.7 0.9 0.9      -      -      - 61.5 35.9 0.1 1.3
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0 3.5 3.0 0.5 0.5      -      -      - 64.6 31.9 0.1 1.1
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0 11.4 6.3 5.1 5.1      -      -      - 52.9 35.7 0.3 1.4
２０００万円以上 41 38 100.0 3.8 1.9 1.9 1.9      -      -      - 48.0 48.3 0.1 1.5
不明 40 49 100.0 1.5 1.5      -      -      -      -      - 64.2 34.3 0.0 1.0
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 3.8 3.5 0.3 0.3      -      -      - 63.9 32.3 0.1 1.1
その他の市 1,404 1,443 100.0 2.5 1.9 0.7 0.7      -      -      - 61.5 35.9 0.0 1.3
町・村 628 645 100.0 2.0 1.8 0.2 0.2      -      -      - 62.3 35.6 0.0 1.1
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[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 0.4 3.2 2.5 60.7 33.2
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0 0.5 3.3 4.9 65.2 26.1
３０～３９歳 673 508 100.0 0.9 4.0 2.4 58.7 34.0
４０～４９歳 1,042 577 100.0 0.3 3.1 2.0 60.4 34.3
５０～５９歳 1,041 750 100.0 0.7 2.1 2.4 56.5 38.3
６０歳以上 414 1,120 100.0      - 3.7 2.0 62.9 31.3
　６０～６４歳 230 313 100.0      - 4.8 1.7 60.4 33.0
　６５歳以上 184 807 100.0      - 3.3 2.2 63.9 30.6
　６５～６９歳 51 288 100.0      - 3.9 2.0 66.7 27.5
　７０～７９歳 100 386 100.0      - 4.0 2.0 63.0 31.0
　８０歳以上 33 134 100.0      -      - 3.0 60.6 36.4
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 0.4 3.2 2.5 60.4 33.5
女性 237 281 100.0      - 3.9 3.1 64.3 28.8
不明 7 10 100.0      -      -      - 31.5 68.5
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 1.6 4.2 6.3 60.3 27.6
２人家族 472 498 100.0 0.1 2.4 1.4 65.1 31.0
３人家族 704 731 100.0 0.1 4.5 2.1 60.4 32.9
４人家族 1,056 906 100.0 0.5 2.9 2.8 59.9 33.9
５人家族 552 503 100.0 0.6 3.4 2.2 55.3 38.5
６人家族 247 308 100.0 0.2 2.9 3.3 64.2 29.4
７人以上家族 119 157 100.0      - 0.8 0.8 65.7 32.7
不明 19 24 100.0      - 3.1      - 43.9 53.0
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 1.6 4.2 6.3 60.3 27.6
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      -      -      - 100.0
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0 0.2 3.1 1.6 61.8 33.3
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0      - 0.6 0.7 77.4 21.3
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0 0.3 3.4 2.3 61.2 32.8
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0 0.6 2.1 1.7 60.8 34.8
大人が３人以上のみ 775 965 100.0 0.2 4.1 3.1 58.7 33.9
不明 26 29 100.0      - 2.6      - 46.2 51.3
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0      - 1.7 2.1 67.1 29.1
２００～４００万円未満 544 631 100.0 0.5 1.1 3.5 65.2 29.7
４００～６００万円未満 758 743 100.0 0.4 4.2 1.9 58.5 34.9
６００～８００万円未満 720 692 100.0 0.3 4.0 1.3 58.7 35.7
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 0.6 3.7 2.0 59.7 34.0
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0 0.2 2.5 3.3 62.9 31.1
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0 1.4 8.2 10.0 46.1 34.3
２０００万円以上 41 38 100.0 1.9      - 1.9 48.0 48.3
不明 40 49 100.0      - 7.2 1.5 61.4 29.9
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 0.7 6.1 3.1 60.2 29.9
その他の市 1,404 1,443 100.0 0.2 1.7 2.3 60.7 35.0
町・村 628 645 100.0 0.2 1.0 1.8 61.5 35.5


問１（１）③－④ＰＨＳの保有構成(回答数：3,354、対象：全世帯）
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[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 5.5 88.3 0.6 4.2 1.3
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0 8.2 88.6 0.5 1.1 1.6
３０～３９歳 673 508 100.0 5.8 88.0 1.5 3.9 0.9
４０～４９歳 1,042 577 100.0 4.3 90.9 1.1 2.9 0.9
５０～５９歳 1,041 750 100.0 5.0 88.9 0.2 4.2 1.7
６０歳以上 414 1,120 100.0 5.5 86.7 0.2 6.2 1.4
　６０～６４歳 230 313 100.0 5.7 87.4 0.9 4.3 1.7
　６５歳以上 184 807 100.0 5.5 86.4      - 6.9 1.2
　６５～６９歳 51 288 100.0 5.9 86.3      - 5.9 2.0
　７０～７９歳 100 386 100.0 6.0 87.0      - 7.0      -
　８０歳以上 33 134 100.0 3.0 84.8      - 9.1 3.0
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 5.4 88.6 0.7 3.9 1.4
女性 237 281 100.0 6.9 84.5      - 7.9 0.7
不明 7 10 100.0      - 100.0      -      -      -
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 11.2 79.0 0.9 7.3 1.6
２人家族 472 498 100.0 3.8 84.7 0.1 9.9 1.5
３人家族 704 731 100.0 6.2 86.0 0.5 5.1 2.1
４人家族 1,056 906 100.0 5.0 89.8 1.2 3.1 0.9
５人家族 552 503 100.0 5.8 91.6 0.4 1.1 1.2
６人家族 247 308 100.0 6.0 92.7 0.4 0.9      -
７人以上家族 119 157 100.0 1.6 97.2      - 0.8 0.4
不明 19 24 100.0 3.1 82.7      - 3.0 11.2
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 11.2 79.0 0.9 7.3 1.6
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      - 100.0      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0 4.8 88.2 0.1 5.1 1.8
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0 1.3 70.1      - 27.9 0.7
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0 4.7 90.0 1.3 3.0 1.0
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0 4.1 94.7 0.3 0.5 0.3
大人が３人以上のみ 775 965 100.0 7.0 85.8 0.4 4.8 1.9
不明 26 29 100.0 2.6 85.7      - 2.5 9.3
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0 3.5 76.4 0.2 16.3 3.6
２００～４００万円未満 544 631 100.0 4.5 85.4 0.7 7.9 1.6
４００～６００万円未満 758 743 100.0 5.7 88.6 0.8 3.3 1.5
６００～８００万円未満 720 692 100.0 5.2 91.2 0.5 2.4 0.7
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 5.5 91.4 0.7 1.7 0.7
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0 5.3 92.3 0.7 1.0 0.7
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0 19.5 80.5      -      -      -
２０００万円以上 41 38 100.0 3.8 90.8      -      - 5.4
不明 40 49 100.0 8.7 87.2      - 1.5 2.6
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 9.0 85.7 0.9 3.2 1.1
その他の市 1,404 1,443 100.0 3.7 90.0 0.5 4.4 1.3
町・村 628 645 100.0 2.8 89.6 0.3 5.7 1.7


問１（１）①－④　携帯電話とＰＨＳの併用(回答数：3,354、対象：全世帯）
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[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 3.8 3.1 0.7 0.5 0.1 0.1 0.0 61.1 35.1 0.1 1.3
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0 4.3 4.3      -      -      -      -      - 66.8 28.8 0.1 1.0
３０～３９歳 673 508 100.0 5.5 4.3 1.2 0.7 0.3 0.1      - 58.7 35.8 0.1 1.3
４０～４９歳 1,042 577 100.0 3.5 2.7 0.8 0.5      - 0.2 0.1 60.6 36.0 0.1 1.4
５０～５９歳 1,041 750 100.0 3.3 2.4 0.9 0.6 0.3      -      - 57.3 39.5 0.1 1.4
６０歳以上 414 1,120 100.0 3.4 2.7 0.6 0.6      -      -      - 63.1 33.6 0.1 1.2
　６０～６４歳 230 313 100.0 2.2 1.3 0.9 0.9      -      -      - 62.2 35.7 0.0 1.4
　６５歳以上 184 807 100.0 3.8 3.3 0.5 0.5      -      -      - 63.4 32.8 0.1 1.1
　６５～６９歳 51 288 100.0 3.9 3.9      -      -      -      -      - 66.7 29.4 0.1 1.0
　７０～７９歳 100 386 100.0 4.0 4.0      -      -      -      -      - 63.0 33.0 0.1 1.0
　８０歳以上 33 134 100.0 3.0      - 3.0 3.0      -      -      - 57.6 39.4 0.1 2.0
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 4.0 3.3 0.7 0.5 0.1 0.1 0.0 60.6 35.3 0.1 1.3
女性 237 281 100.0 1.2 0.7 0.5 0.5      -      -      - 67.6 31.2 0.0 1.4
不明 7 10 100.0      -      -      -      -      -      -      - 31.5 68.5 0.0      -
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 5.4 5.1 0.3      - 0.3      -      - 64.5 30.1 0.1 1.1
２人家族 472 498 100.0 3.5 3.4 0.2      -      - 0.2      - 65.8 30.7 0.1 1.1
３人家族 704 731 100.0 2.6 2.3 0.3 0.3      -      -      - 61.2 36.1 0.0 1.1
４人家族 1,056 906 100.0 5.1 4.1 1.1 0.7 0.2 0.1 0.1 59.6 35.2 0.1 1.3
５人家族 552 503 100.0 3.6 2.7 0.9 0.6 0.1 0.1      - 55.7 40.8 0.1 1.3
６人家族 247 308 100.0 2.0 0.5 1.5 1.5      -      -      - 64.6 33.4 0.1 1.8
７人以上家族 119 157 100.0 4.9 3.9 0.9 0.9      -      -      - 62.9 32.2 0.1 1.2
不明 19 24 100.0      -      -      -      -      -      -      - 43.9 56.1 0.0      -
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 5.4 5.1 0.3      - 0.3      -      - 64.5 30.1 0.1 1.1
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      -      -      -      -      -      -      - 100.0      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0 4.7 4.5 0.2      -      - 0.2      - 62.5 32.7 0.1 1.1
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0      -      -      -      -      -      -      - 78.0 22.0 0.0      -
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0 4.0 3.1 0.9 0.7 0.1 0.1 0.1 60.8 35.2 0.1 1.3
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0 2.8 2.2 0.6 0.5 0.1 0.1      - 60.2 36.9 0.1 1.3
大人が３人以上のみ 775 965 100.0 4.1 3.2 0.9 0.8 0.1      -      - 59.7 36.1 0.1 1.3
不明 26 29 100.0      -      -      -      -      -      -      - 46.2 53.8 0.0      -
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0 0.3      - 0.3      - 0.3      -      - 70.3 29.4 0.0 3.0
２００～４００万円未満 544 631 100.0 4.4 4.2 0.2 0.1 0.1      -      - 65.0 30.5 0.1 1.1
４００～６００万円未満 758 743 100.0 3.0 2.5 0.5 0.4 0.1      -      - 59.1 37.9 0.1 1.2
６００～８００万円未満 720 692 100.0 3.0 2.3 0.7 0.6      - 0.1      - 59.4 37.7 0.1 1.3
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 3.4 2.3 1.0 0.6 0.2 0.3      - 59.9 36.7 0.1 1.5
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0 6.0 5.2 0.8 0.7 0.2      -      - 61.9 32.1 0.1 1.2
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0 7.8 2.9 4.9 4.3      -      - 0.6 52.9 39.2 0.2 1.9
２０００万円以上 41 38 100.0 5.2 5.2      -      -      -      -      - 46.5 48.3 0.1 1.0
不明 40 49 100.0 13.0 11.6 1.5 1.5      -      -      - 54.1 32.9 0.2 1.1
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 5.3 4.5 0.8 0.7 0.1 0.1      - 61.8 33.0 0.1 1.2
その他の市 1,404 1,443 100.0 3.1 2.2 0.8 0.6 0.2 0.0      - 60.7 36.2 0.1 1.4
町・村 628 645 100.0 2.5 2.3 0.2 0.1      -      - 0.1 60.8 36.7 0.0 1.2
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問１（１）⑤携帯情報端末の保有台数(回答数：3,354、対象：全世帯）
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[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 78.2 45.5 32.7 21.2 6.7 3.0 1.7 14.3 7.6 1.4 1.7
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0 74.5 57.6 16.8 14.1 1.6 0.5 0.5 15.8 9.8 1.1 1.3
３０～３９歳 673 508 100.0 79.9 53.3 26.6 17.5 5.9 1.9 1.2 12.8 7.3 1.3 1.5
４０～４９歳 1,042 577 100.0 84.5 45.3 39.3 25.1 8.5 3.5 2.1 9.5 6.0 1.6 1.8
５０～５９歳 1,041 750 100.0 80.8 43.2 37.6 22.0 10.1 3.7 1.8 12.5 6.7 1.5 1.8
６０歳以上 414 1,120 100.0 73.6 39.3 34.4 22.9 5.7 3.7 2.1 18.0 8.3 1.4 1.7
　６０～６４歳 230 313 100.0 73.5 45.2 28.3 21.7 3.0 2.2 1.3 17.0 9.6 1.3 1.6
　６５歳以上 184 807 100.0 73.7 37.0 36.7 23.4 6.7 4.2 2.4 18.5 7.8 1.4 1.8
　６５～６９歳 51 288 100.0 68.6 29.4 39.2 23.5 7.8 7.8      - 21.6 9.8 1.5 1.9
　７０～７９歳 100 386 100.0 81.0 46.0 35.0 23.0 5.0 3.0 4.0 11.0 8.0 1.5 1.7
　８０歳以上 33 134 100.0 63.6 27.3 36.4 24.2 9.1      - 3.0 33.3 3.0 1.2 1.9
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 79.6 45.9 33.7 21.6 7.2 3.1 1.8 13.4 7.0 1.4 1.7
女性 237 281 100.0 64.3 42.2 22.1 17.9 1.2 2.0 0.9 23.6 12.1 1.1 1.5
不明 7 10 100.0 21.3 10.6 10.6 10.6      -      -      - 20.8 57.9 0.8 1.5
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 71.8 53.3 18.5 14.6 3.0 0.3 0.6 17.7 10.4 1.1 1.4
２人家族 472 498 100.0 66.1 46.1 20.0 14.6 2.1 2.5 0.9 24.0 9.8 1.1 1.5
３人家族 704 731 100.0 70.5 43.9 26.6 19.1 4.1 1.7 1.7 18.9 10.5 1.2 1.6
４人家族 1,056 906 100.0 80.5 44.1 36.3 23.3 7.1 3.6 2.4 12.2 7.3 1.5 1.7
５人家族 552 503 100.0 87.8 43.6 44.2 23.5 14.4 4.5 1.9 7.5 4.7 1.7 1.8
６人家族 247 308 100.0 89.5 49.0 40.5 26.5 8.8 4.3 1.0 7.7 2.7 1.6 1.7
７人以上家族 119 157 100.0 95.5 47.4 48.0 35.9 8.0 0.8 3.4 3.8 0.7 1.7 1.7
不明 19 24 100.0 71.6 41.6 30.0      - 8.7 21.3      - 7.5 20.9 1.9 2.1
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 71.8 53.3 18.5 14.6 3.0 0.3 0.6 17.7 10.4 1.1 1.4
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      -      -      -      -      -      -      - 100.0      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0 71.1 48.6 22.5 17.1 2.3 1.8 1.2 19.3 9.6 1.2 1.5
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0 55.2 41.7 13.5 6.6 1.3 5.6      - 37.1 7.6 0.9 1.5
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0 80.6 53.2 27.4 18.5 5.2 2.1 1.6 12.5 6.9 1.3 1.5
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0 89.7 43.4 46.3 28.6 12.0 3.7 1.9 6.3 4.0 1.7 1.8
大人が３人以上のみ 775 965 100.0 74.0 37.7 36.3 23.3 7.0 3.6 2.4 17.2 8.8 1.5 1.8
不明 26 29 100.0 71.6 41.8 29.8 2.5 9.7 17.6      - 8.7 19.7 1.8 2.0
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0 50.1 36.7 13.4 10.4 2.3 0.6 0.2 38.0 11.9 0.8 1.4
２００～４００万円未満 544 631 100.0 62.6 47.1 15.5 10.3 1.9 2.3 1.1 25.1 12.4 1.0 1.4
４００～６００万円未満 758 743 100.0 77.9 51.8 26.2 21.3 3.0 0.8 1.1 13.6 8.5 1.2 1.4
６００～８００万円未満 720 692 100.0 85.3 49.9 35.5 22.1 7.7 3.7 1.9 9.2 5.5 1.5 1.7
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 88.0 41.8 46.2 30.3 8.8 4.1 3.0 6.2 5.7 1.7 1.8
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0 90.4 39.1 51.3 28.9 13.6 5.7 3.1 6.6 3.0 1.8 2.0
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0 97.7 31.9 65.8 39.7 17.4 6.4 2.3 2.3      - 2.0 2.1
２０００万円以上 41 38 100.0 94.6 26.6 68.0 27.2 32.5 6.9 1.4      - 5.4 2.3 2.3
不明 40 49 100.0 71.0 40.9 30.1 11.5 14.5 4.2      - 16.8 12.2 1.4 1.7
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 79.9 45.0 34.8 22.3 7.2 3.3 2.0 11.5 8.6 1.5 1.7
その他の市 1,404 1,443 100.0 77.7 46.0 31.8 21.2 6.2 2.6 1.8 15.1 7.2 1.4 1.6
町・村 628 645 100.0 75.8 45.4 30.4 19.3 6.8 3.2 1.1 17.8 6.4 1.3 1.6
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問１（１）⑥パソコンの保有台数(回答数：3,354、対象：全世帯）
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[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 12.1 11.2 0.9 0.9 0.0 0.0      - 56.2 31.7 0.2 1.1
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0 9.8 9.8      -      -      -      -      - 63.6 26.6 0.1 1.0
３０～３９歳 673 508 100.0 11.1 10.4 0.7 0.6      - 0.1      - 54.8 34.0 0.2 1.1
４０～４９歳 1,042 577 100.0 12.5 11.8 0.7 0.6 0.1      -      - 54.6 32.9 0.2 1.1
５０～５９歳 1,041 750 100.0 15.5 14.6 0.9 0.9      -      -      - 50.8 33.7 0.2 1.1
６０歳以上 414 1,120 100.0 10.9 9.4 1.5 1.5      -      -      - 58.7 30.4 0.2 1.1
　６０～６４歳 230 313 100.0 11.3 10.4 0.9 0.9      -      -      - 57.0 31.7 0.2 1.1
　６５歳以上 184 807 100.0 10.7 9.0 1.7 1.7      -      -      - 59.4 29.9 0.2 1.2
　６５～６９歳 51 288 100.0 9.8 7.8 2.0 2.0      -      -      - 64.7 25.5 0.2 1.2
　７０～７９歳 100 386 100.0 13.0 12.0 1.0 1.0      -      -      - 55.0 32.0 0.2 1.1
　８０歳以上 33 134 100.0 6.1 3.0 3.0 3.0      -      -      - 60.6 33.3 0.1 1.5
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 12.5 11.5 1.0 0.9 0.0      -      - 55.6 31.9 0.2 1.1
女性 237 281 100.0 7.9 7.5 0.5 0.2      - 0.3      - 64.0 28.0 0.1 1.1
不明 7 10 100.0 5.3 5.3      -      -      -      -      - 26.2 68.5 0.2 1.0
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 6.5 6.5      -      -      -      -      - 63.3 30.2 0.1 1.0
２人家族 472 498 100.0 10.9 10.7 0.3 0.1      - 0.2      - 60.4 28.7 0.2 1.1
３人家族 704 731 100.0 11.0 10.2 0.8 0.7 0.1      -      - 57.8 31.2 0.2 1.1
４人家族 1,056 906 100.0 13.3 11.7 1.6 1.6      -      -      - 54.9 31.8 0.2 1.1
５人家族 552 503 100.0 14.0 13.3 0.7 0.7      -      -      - 49.6 36.4 0.2 1.0
６人家族 247 308 100.0 10.5 8.9 1.7 1.7      -      -      - 59.1 30.4 0.2 1.2
７人以上家族 119 157 100.0 15.1 15.1      -      -      -      -      - 55.6 29.3 0.2 1.0
不明 19 24 100.0 35.9 35.9      -      -      -      -      - 13.6 50.5 0.7 1.0
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 6.5 6.5      -      -      -      -      - 63.3 30.2 0.1 1.0
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      -      -      -      -      -      -      - 100.0      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0 12.3 12.0 0.4 0.1      - 0.2      - 57.5 30.2 0.2 1.1
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0 8.2 8.2      -      -      -      -      - 69.7 22.0 0.1 1.0
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0 12.5 12.1 0.4 0.4 0.1      -      - 56.6 31.0 0.2 1.0
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0 13.1 12.1 0.9 0.9      -      -      - 53.4 33.5 0.2 1.1
大人が３人以上のみ 775 965 100.0 12.0 10.1 1.9 1.9      -      -      - 56.0 32.0 0.2 1.2
不明 26 29 100.0 32.1 32.1      -      -      -      -      - 18.7 49.2 0.6 1.0
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0 6.0 5.7 0.3 0.3      -      -      - 66.1 27.9 0.1 1.1
２００～４００万円未満 544 631 100.0 9.4 8.2 1.2 1.1      - 0.1      - 61.9 28.7 0.2 1.2
４００～６００万円未満 758 743 100.0 11.6 11.5 0.1 0.1      -      -      - 54.2 34.2 0.2 1.0
６００～８００万円未満 720 692 100.0 12.2 11.3 0.9 0.9 0.1      -      - 54.3 33.5 0.2 1.1
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 15.0 14.6 0.3 0.3      -      -      - 52.3 32.8 0.2 1.0
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0 13.5 13.2 0.4 0.4      -      -      - 56.6 29.8 0.2 1.0
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0 21.3 16.2 5.1 5.1      -      -      - 47.9 30.8 0.4 1.2
２０００万円以上 41 38 100.0 35.2 17.2 18.0 18.0      -      -      - 34.5 30.3 0.8 1.5
不明 40 49 100.0 5.6 5.6      -      -      -      -      - 61.5 32.9 0.1 1.0
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 12.5 11.9 0.6 0.6      - 0.1      - 57.2 30.4 0.2 1.1
その他の市 1,404 1,443 100.0 12.1 10.9 1.2 1.2 0.0      -      - 55.8 32.1 0.2 1.1
町・村 628 645 100.0 11.2 10.5 0.8 0.8      -      -      - 55.4 33.4 0.2 1.1
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問１（１）⑦インターネット対応型固定電話の保有台数(回答数：3,354、対象：全世帯）
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[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 26.7 24.4 2.3 2.0 0.2 0.0      - 47.3 26.0 0.4 1.1
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0 6.5 6.5      -      -      -      -      - 66.3 27.2 0.1 1.0
３０～３９歳 673 508 100.0 18.7 18.0 0.7 0.7      -      -      - 51.4 29.9 0.3 1.0
４０～４９歳 1,042 577 100.0 27.3 25.4 1.8 1.5 0.2 0.1      - 46.6 26.1 0.4 1.1
５０～５９歳 1,041 750 100.0 32.4 30.3 2.1 1.7 0.4      -      - 41.9 25.7 0.5 1.1
６０歳以上 414 1,120 100.0 33.4 29.2 4.2 3.8 0.4      -      - 42.6 24.0 0.5 1.1
　６０～６４歳 230 313 100.0 33.0 27.4 5.7 4.3 1.3      -      - 41.3 25.7 0.5 1.2
　６５歳以上 184 807 100.0 33.5 29.9 3.6 3.6      -      -      - 43.1 23.4 0.5 1.1
　６５～６９歳 51 288 100.0 27.5 25.5 2.0 2.0      -      -      - 49.0 23.5 0.4 1.1
　７０～７９歳 100 386 100.0 37.0 32.0 5.0 5.0      -      -      - 40.0 23.0 0.5 1.1
　８０歳以上 33 134 100.0 36.4 33.3 3.0 3.0      -      -      - 39.4 24.2 0.5 1.1
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 27.2 25.0 2.2 2.0 0.3 0.0      - 46.7 26.1 0.4 1.1
女性 237 281 100.0 21.6 18.7 2.8 2.8      -      -      - 54.8 23.7 0.3 1.1
不明 7 10 100.0 10.6 10.6      -      -      -      -      - 20.8 68.5 0.3 1.0
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 8.1 7.5 0.6 0.6      -      -      - 62.8 29.1 0.1 1.1
２人家族 472 498 100.0 19.9 17.5 2.4 2.0 0.4      -      - 54.5 25.6 0.3 1.1
３人家族 704 731 100.0 26.7 24.9 1.7 1.6 0.1      -      - 47.6 25.7 0.4 1.1
４人家族 1,056 906 100.0 26.3 24.3 2.0 1.8 0.2      -      - 46.1 27.6 0.4 1.1
５人家族 552 503 100.0 33.5 31.9 1.6 1.6      -      -      - 39.1 27.4 0.5 1.0
６人家族 247 308 100.0 39.9 35.7 4.1 2.9 1.1 0.2      - 42.0 18.1 0.6 1.1
７人以上家族 119 157 100.0 27.5 20.9 6.5 6.5      -      -      - 45.9 26.7 0.5 1.2
不明 19 24 100.0 38.1 32.5 5.6 5.6      -      -      - 37.9 24.0 0.6 1.1
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 8.1 7.5 0.6 0.6      -      -      - 62.8 29.1 0.1 1.1
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      -      -      -      -      -      -      - 100.0      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0 21.7 19.5 2.2 1.7 0.6      -      - 51.7 26.6 0.3 1.1
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0 17.9 14.1 3.8 3.8      -      -      - 62.1 20.0 0.3 1.2
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0 19.7 18.8 0.9 0.8 0.1 0.1      - 53.0 27.3 0.3 1.1
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0 35.3 31.2 4.1 3.6 0.5      -      - 39.3 25.4 0.5 1.1
大人が３人以上のみ 775 965 100.0 33.4 31.1 2.3 2.2 0.1      -      - 41.9 24.7 0.5 1.1
不明 26 29 100.0 36.5 31.8 4.6 4.6      -      -      - 36.3 27.2 0.6 1.1
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0 15.5 14.0 1.5 1.5      -      -      - 57.7 26.8 0.2 1.1
２００～４００万円未満 544 631 100.0 22.9 22.6 0.3 0.3      -      -      - 52.2 24.9 0.3 1.0
４００～６００万円未満 758 743 100.0 22.6 20.2 2.4 2.2 0.3      -      - 47.5 29.9 0.4 1.1
６００～８００万円未満 720 692 100.0 30.6 28.0 2.7 2.4 0.2      -      - 41.9 27.5 0.5 1.1
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 30.7 28.3 2.4 2.4      -      -      - 45.6 23.6 0.4 1.1
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0 33.4 29.5 3.8 3.0 0.8      -      - 47.2 19.4 0.5 1.1
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0 27.9 21.3 6.6 5.0 1.5      -      - 42.9 29.3 0.5 1.3
２０００万円以上 41 38 100.0 35.9 34.5 1.4      -      - 1.4      - 39.0 25.1 0.5 1.1
不明 40 49 100.0 32.1 29.1 3.0 3.0      -      -      - 39.5 28.4 0.5 1.1
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 21.0 19.5 1.5 1.4 0.1      -      - 51.7 27.3 0.3 1.1
その他の市 1,404 1,443 100.0 29.1 26.1 3.0 2.7 0.2 0.0      - 44.7 26.2 0.4 1.1
町・村 628 645 100.0 32.5 30.2 2.3 1.7 0.6      -      - 44.5 23.0 0.5 1.1
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２
台
３
台
４
台
５
台
以
上


[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 53.9 52.5 1.3 1.2 0.1      -      - 30.0 16.1 0.7 1.0
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0 33.7 33.2 0.5 0.5      -      -      - 51.1 15.2 0.4 1.0
３０～３９歳 673 508 100.0 54.2 52.7 1.5 1.3 0.1      -      - 27.3 18.4 0.7 1.0
４０～４９歳 1,042 577 100.0 58.7 57.2 1.5 1.4 0.1      -      - 25.7 15.5 0.7 1.0
５０～５９歳 1,041 750 100.0 54.8 52.9 1.8 1.6 0.2      -      - 26.0 19.2 0.7 1.0
６０歳以上 414 1,120 100.0 57.8 56.7 1.1 1.1      -      -      - 28.6 13.6 0.7 1.0
　６０～６４歳 230 313 100.0 50.0 49.1 0.9 0.9      -      -      - 30.9 19.1 0.6 1.0
　６５歳以上 184 807 100.0 60.8 59.6 1.2 1.2      -      -      - 27.8 11.5 0.7 1.0
　６５～６９歳 51 288 100.0 60.8 58.8 2.0 2.0      -      -      - 27.5 11.8 0.7 1.0
　７０～７９歳 100 386 100.0 64.0 63.0 1.0 1.0      -      -      - 25.0 11.0 0.7 1.0
　８０歳以上 33 134 100.0 51.5 51.5      -      -      -      -      - 36.4 12.1 0.6 1.0
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 55.4 54.0 1.4 1.4 0.1      -      - 29.1 15.5 0.7 1.0
女性 237 281 100.0 38.8 38.6 0.3      - 0.3      -      - 40.2 21.0 0.5 1.0
不明 7 10 100.0 5.3 5.3      -      -      -      -      - 26.2 68.5 0.2 1.0
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 19.7 19.0 0.7 0.5 0.2      -      - 56.2 24.1 0.3 1.0
２人家族 472 498 100.0 44.2 43.9 0.3 0.1 0.2      -      - 37.6 18.2 0.5 1.0
３人家族 704 731 100.0 51.0 50.5 0.5 0.5      -      -      - 32.2 16.8 0.6 1.0
４人家族 1,056 906 100.0 59.9 58.0 1.8 1.8 0.1      -      - 26.4 13.7 0.7 1.0
５人家族 552 503 100.0 61.3 59.3 2.0 2.0      -      -      - 22.1 16.6 0.8 1.0
６人家族 247 308 100.0 58.6 55.8 2.8 2.5 0.2      -      - 27.8 13.6 0.7 1.1
７人以上家族 119 157 100.0 79.3 77.5 1.8 1.8      -      -      - 12.3 8.4 0.9 1.0
不明 19 24 100.0 52.6 52.6      -      -      -      -      - 8.4 39.0 0.9 1.0
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 19.7 19.0 0.7 0.5 0.2      -      - 56.2 24.1 0.3 1.0
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      -      -      -      -      -      -      - 100.0      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0 46.7 46.3 0.4 0.2 0.2      -      - 34.4 19.0 0.6 1.0
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0 39.7 39.7      -      -      -      -      - 45.9 14.4 0.5 1.0
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0 57.4 56.6 0.9 0.9      -      -      - 28.1 14.5 0.7 1.0
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0 63.8 61.6 2.2 2.1 0.1      -      - 23.1 13.1 0.8 1.0
大人が３人以上のみ 775 965 100.0 55.1 53.4 1.8 1.7 0.1      -      - 28.6 16.3 0.7 1.0
不明 26 29 100.0 55.8 55.8      -      -      -      -      - 9.4 34.8 0.9 1.0
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0 34.0 33.3 0.7 0.5 0.2      -      - 47.9 18.1 0.4 1.0
２００～４００万円未満 544 631 100.0 39.2 38.7 0.5 0.4 0.1      -      - 43.1 17.7 0.5 1.0
４００～６００万円未満 758 743 100.0 53.4 52.6 0.8 0.8      -      -      - 30.7 16.0 0.6 1.0
６００～８００万円未満 720 692 100.0 57.8 56.3 1.5 1.5      -      -      - 26.2 16.0 0.7 1.0
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 60.0 57.6 2.4 2.2 0.2      -      - 23.4 16.6 0.7 1.0
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0 65.7 63.7 2.0 1.8 0.2      -      - 20.1 14.2 0.8 1.0
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0 83.5 82.7 0.8 0.8      -      -      - 7.4 9.2 0.9 1.0
２０００万円以上 41 38 100.0 75.1 68.0 7.1 7.1      -      -      - 10.5 14.5 1.0 1.1
不明 40 49 100.0 60.5 59.0 1.5 1.5      -      -      - 22.8 16.7 0.7 1.0
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 59.0 57.9 1.1 1.0 0.1      -      - 28.2 12.8 0.7 1.0
その他の市 1,404 1,443 100.0 52.1 50.9 1.2 1.1 0.1      -      - 29.9 18.0 0.7 1.0
町・村 628 645 100.0 47.8 45.7 2.0 2.0      -      -      - 33.9 18.4 0.6 1.0
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２
台
３
台
４
台
５
台
以
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[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 30.6 27.2 3.4 2.9 0.4 0.0 0.1 44.8 24.7 0.5 1.1
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0 21.7 21.2 0.5      -      -      - 0.5 56.0 22.3 0.4 1.3
３０～３９歳 673 508 100.0 37.0 33.9 3.1 2.7 0.4      -      - 37.7 25.3 0.5 1.1
４０～４９歳 1,042 577 100.0 34.9 30.8 4.1 3.8 0.3      -      - 40.9 24.2 0.5 1.1
５０～５９歳 1,041 750 100.0 28.1 24.1 4.0 3.4 0.6 0.1      - 42.2 29.7 0.5 1.2
６０歳以上 414 1,120 100.0 30.2 26.5 3.7 3.1 0.6      -      - 47.7 22.1 0.4 1.1
　６０～６４歳 230 313 100.0 28.7 23.5 5.2 4.3 0.9      -      - 48.7 22.6 0.4 1.2
　６５歳以上 184 807 100.0 30.8 27.6 3.2 2.7 0.5      -      - 47.3 22.0 0.4 1.1
　６５～６９歳 51 288 100.0 29.4 27.5 2.0 2.0      -      -      - 47.1 23.5 0.4 1.1
　７０～７９歳 100 386 100.0 33.0 31.0 2.0 1.0 1.0      -      - 47.0 20.0 0.5 1.1
　８０歳以上 33 134 100.0 27.3 18.2 9.1 9.1      -      -      - 48.5 24.2 0.5 1.3
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 31.7 28.1 3.7 3.1 0.5 0.0 0.1 43.8 24.5 0.5 1.2
女性 237 281 100.0 18.8 18.1 0.8 0.8      -      -      - 56.4 24.8 0.3 1.0
不明 7 10 100.0 16.0 16.0      -      -      -      -      - 26.2 57.9 0.4 1.0
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 10.9 10.9      -      -      -      -      - 62.7 26.4 0.1 1.0
２人家族 472 498 100.0 23.2 21.1 2.0 2.0      -      -      - 52.1 24.7 0.3 1.1
３人家族 704 731 100.0 28.4 26.4 2.0 1.7      -      - 0.3 47.6 24.0 0.4 1.2
４人家族 1,056 906 100.0 32.7 29.5 3.2 2.7 0.5      -      - 42.5 24.8 0.5 1.1
５人家族 552 503 100.0 38.3 32.1 6.2 5.3 0.9      -      - 34.5 27.2 0.6 1.2
６人家族 247 308 100.0 39.8 35.5 4.3 3.9 0.2 0.2      - 38.6 21.6 0.6 1.1
７人以上家族 119 157 100.0 37.9 30.5 7.4 4.1 3.3      -      - 44.4 17.7 0.6 1.3
不明 19 24 100.0 27.4 9.2 18.2 18.2      -      -      - 19.5 53.2 1.0 1.7
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 10.9 10.9      -      -      -      -      - 62.7 26.4 0.1 1.0
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      -      -      -      -      -      -      - 100.0      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0 26.2 23.6 2.6 2.6      -      -      - 47.5 26.3 0.4 1.1
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0 12.4 12.4      -      -      -      -      - 70.9 16.7 0.1 1.0
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0 35.1 32.6 2.5 2.1 0.2      - 0.2 41.1 23.8 0.5 1.1
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0 35.4 31.5 3.9 3.1 0.8      -      - 39.7 24.8 0.5 1.1
大人が３人以上のみ 775 965 100.0 31.0 26.0 4.9 4.2 0.7 0.1      - 45.0 24.1 0.5 1.2
不明 26 29 100.0 25.1 10.1 15.1 15.1      -      -      - 23.5 51.4 0.8 1.6
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0 15.1 14.5 0.6 0.6      -      -      - 59.9 25.1 0.2 1.0
２００～４００万円未満 544 631 100.0 20.9 19.3 1.6 1.6      -      -      - 54.6 24.6 0.3 1.1
４００～６００万円未満 758 743 100.0 30.5 28.6 1.8 1.6      -      - 0.3 43.2 26.4 0.5 1.2
６００～８００万円未満 720 692 100.0 33.4 29.0 4.4 3.8 0.6      -      - 41.3 25.3 0.5 1.1
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 31.9 28.6 3.3 2.8 0.5      -      - 42.4 25.7 0.5 1.1
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0 43.0 37.2 5.8 4.8 1.0      -      - 37.4 19.6 0.6 1.2
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0 46.9 32.3 14.6 10.3 3.6 0.8      - 29.4 23.6 0.9 1.4
２０００万円以上 41 38 100.0 48.7 37.0 11.6 8.3 3.3      -      - 29.5 21.9 0.8 1.3
不明 40 49 100.0 30.1 27.5 2.6 2.6      -      -      - 44.3 25.6 0.4 1.1
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 25.9 23.3 2.6 2.0 0.6      -      - 49.6 24.5 0.4 1.1
その他の市 1,404 1,443 100.0 35.2 31.3 4.0 3.7 0.3      -      - 40.0 24.8 0.5 1.1
町・村 628 645 100.0 29.3 25.6 3.7 2.8 0.4 0.1 0.3 45.9 24.8 0.5 1.3
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問１（１）⑩カー・ナビゲーションの保有台数(回答数：3,354、対象：全世帯）
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２
台
３
台
４
台
５
台
以
上


[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 3.2 3.1 0.1 0.1 0.0      -      - 62.4 34.4 0.1 1.0
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0 1.6 1.6      -      -      -      -      - 70.1 28.3 0.0 1.0
３０～３９歳 673 508 100.0 2.2 2.1 0.1 0.1      -      -      - 61.5 36.3 0.0 1.1
４０～４９歳 1,042 577 100.0 3.8 3.6 0.2 0.2      -      -      - 60.5 35.7 0.1 1.1
５０～５９歳 1,041 750 100.0 4.4 4.2 0.2 0.1 0.1      -      - 57.2 38.4 0.1 1.1
６０歳以上 414 1,120 100.0 3.0 3.0      -      -      -      -      - 64.6 32.4 0.0 1.0
　６０～６４歳 230 313 100.0 4.8 4.8      -      -      -      -      - 60.9 34.3 0.1 1.0
　６５歳以上 184 807 100.0 2.4 2.4      -      -      -      -      - 66.1 31.6 0.0 1.0
　６５～６９歳 51 288 100.0 3.9 3.9      -      -      -      -      - 68.6 27.5 0.1 1.0
　７０～７９歳 100 386 100.0 2.0 2.0      -      -      -      -      - 65.0 33.0 0.0 1.0
　８０歳以上 33 134 100.0      -      -      -      -      -      -      - 63.6 36.4 0.0      -
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 3.2 3.1 0.1 0.1      -      -      - 62.0 34.8 0.1 1.0
女性 237 281 100.0 2.6 2.4 0.3      - 0.3      -      - 68.1 29.3 0.0 1.2
不明 7 10 100.0 10.6 10.6      -      -      -      -      - 26.2 63.2 0.3 1.0
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 0.9 0.9      -      -      -      -      - 69.0 30.1 0.0 1.0
２人家族 472 498 100.0 3.8 3.8      -      -      -      -      - 65.4 30.9 0.1 1.0
３人家族 704 731 100.0 3.5 3.3 0.2 0.2      -      -      - 62.9 33.6 0.1 1.1
４人家族 1,056 906 100.0 2.4 2.3 0.1 0.1      -      -      - 62.2 35.4 0.0 1.0
５人家族 552 503 100.0 4.1 3.9 0.1      - 0.1      -      - 55.4 40.5 0.1 1.1
６人家族 247 308 100.0 1.8 1.8      -      -      -      -      - 66.0 32.1 0.0 1.0
７人以上家族 119 157 100.0 8.1 7.7 0.4 0.4      -      -      - 60.6 31.4 0.1 1.0
不明 19 24 100.0      -      -      -      -      -      -      - 43.9 56.1 0.0      -
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 0.9 0.9      -      -      -      -      - 69.0 30.1 0.0 1.0
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      -      -      -      -      -      -      - 100.0      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0 4.5 4.5      -      -      -      -      - 62.5 33.0 0.1 1.0
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0 2.0 2.0      -      -      -      -      - 76.0 22.0 0.0 1.0
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0 2.2 2.1 0.1 0.1      -      -      - 63.2 34.6 0.0 1.0
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0 3.8 3.6 0.2 0.1 0.1      -      - 60.6 35.6 0.1 1.1
大人が３人以上のみ 775 965 100.0 3.9 3.8 0.2 0.2      -      -      - 60.9 35.2 0.1 1.0
不明 26 29 100.0      -      -      -      -      -      -      - 46.2 53.8 0.0      -
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0 1.5 1.5      -      -      -      -      - 69.4 29.0 0.0 1.0
２００～４００万円未満 544 631 100.0 1.2 1.2      -      -      -      -      - 67.4 31.3 0.0 1.0
４００～６００万円未満 758 743 100.0 1.5 1.5      -      -      -      -      - 61.4 37.1 0.0 1.0
６００～８００万円未満 720 692 100.0 2.4 2.2 0.2 0.2      -      -      - 61.1 36.6 0.0 1.1
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 4.7 4.4 0.3 0.2 0.2      -      - 60.5 34.8 0.1 1.1
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0 5.8 5.6 0.2 0.2      -      -      - 62.6 31.6 0.1 1.0
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0 11.0 11.0      -      -      -      -      - 52.6 36.4 0.2 1.0
２０００万円以上 41 38 100.0 13.9 13.9      -      -      -      -      - 39.2 46.8 0.3 1.0
不明 40 49 100.0 14.5 14.5      -      -      -      -      - 52.6 32.9 0.2 1.0
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 2.7 2.6 0.1 0.1      -      -      - 64.0 33.2 0.0 1.0
その他の市 1,404 1,443 100.0 3.3 3.2 0.1 0.1 0.0      -      - 61.2 35.4 0.1 1.0
町・村 628 645 100.0 3.8 3.7 0.1 0.1      -      -      - 61.9 34.3 0.1 1.0
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問１（１）⑪ネット対応型テレビの保有台数(回答数：3,354、対象：全世帯）
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[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 11.1 9.9 1.1 0.9 0.2 0.1      - 57.0 32.0 0.2 1.1
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0 14.7 13.6 1.1 1.1      -      -      - 60.3 25.0 0.2 1.1
３０～３９歳 673 508 100.0 12.9 12.0 0.9 0.7 0.1      -      - 55.0 32.1 0.2 1.1
４０～４９歳 1,042 577 100.0 12.8 11.6 1.2 0.8 0.3 0.1      - 54.8 32.4 0.2 1.1
５０～５９歳 1,041 750 100.0 9.4 8.0 1.4 1.1 0.2 0.2      - 53.2 37.4 0.2 1.2
６０歳以上 414 1,120 100.0 9.1 8.0 1.1 1.0 0.1      -      - 60.3 30.5 0.1 1.1
　６０～６４歳 230 313 100.0 7.0 6.1 0.9 0.4 0.4      -      - 59.1 33.9 0.1 1.2
　６５歳以上 184 807 100.0 10.0 8.8 1.2 1.2      -      -      - 60.8 29.2 0.2 1.1
　６５～６９歳 51 288 100.0 11.8 9.8 2.0 2.0      -      -      - 64.7 23.5 0.2 1.2
　７０～７９歳 100 386 100.0 10.0 9.0 1.0 1.0      -      -      - 59.0 31.0 0.2 1.1
　８０歳以上 33 134 100.0 6.1 6.1      -      -      -      -      - 57.6 36.4 0.1 1.0
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 11.3 10.2 1.1 0.9 0.1 0.1      - 56.5 32.2 0.2 1.1
女性 237 281 100.0 8.4 7.1 1.3 1.0 0.3      -      - 63.6 28.0 0.1 1.2
不明 7 10 100.0 5.3 5.3      -      -      -      -      - 26.2 68.5 0.2 1.0
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 11.0 10.6 0.3 0.3      -      -      - 61.5 27.6 0.2 1.0
２人家族 472 498 100.0 7.6 6.7 0.9 0.7 0.1      -      - 62.3 30.2 0.1 1.1
３人家族 704 731 100.0 10.5 10.0 0.5 0.4 0.1      -      - 57.4 32.0 0.2 1.1
４人家族 1,056 906 100.0 11.3 9.9 1.3 1.2 0.1 0.1      - 56.2 32.6 0.2 1.1
５人家族 552 503 100.0 13.3 11.3 1.9 1.1 0.6 0.3      - 48.9 37.8 0.3 1.2
６人家族 247 308 100.0 10.7 10.5 0.2 0.2      -      -      - 60.3 29.0 0.2 1.0
７人以上家族 119 157 100.0 18.6 14.0 4.6 4.6      -      -      - 57.8 23.6 0.3 1.2
不明 19 24 100.0      -      -      -      -      -      -      - 43.9 56.1 0.0      -
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 11.0 10.6 0.3 0.3      -      -      - 61.5 27.6 0.2 1.0
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      -      -      -      -      -      -      - 100.0      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0 10.1 8.9 1.2 1.0 0.2      -      - 57.9 32.0 0.2 1.1
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0 0.6 0.6      -      -      -      -      - 77.4 22.0 0.0 1.0
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0 12.7 11.5 1.2 0.9 0.3 0.1      - 56.4 30.8 0.2 1.1
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0 14.3 12.8 1.6 1.4 0.2      -      - 54.3 31.4 0.2 1.1
大人が３人以上のみ 775 965 100.0 8.7 7.6 1.1 0.9 0.1 0.1      - 56.7 34.6 0.2 1.2
不明 26 29 100.0 2.5 2.5      -      -      -      -      - 43.7 53.8 0.1 1.0
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0 6.9 6.3 0.6 0.6      -      -      - 65.6 27.5 0.1 1.1
２００～４００万円未満 544 631 100.0 12.4 11.5 1.0 0.8 0.2      -      - 59.3 28.3 0.2 1.1
４００～６００万円未満 758 743 100.0 13.5 12.1 1.4 1.4      -      -      - 54.8 31.7 0.2 1.1
６００～８００万円未満 720 692 100.0 9.4 8.3 1.0 0.4 0.5 0.2      - 56.1 34.5 0.2 1.2
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 7.7 7.2 0.6 0.4 0.1      -      - 56.8 35.5 0.1 1.1
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0 13.9 11.9 2.0 1.8      - 0.2      - 57.6 28.5 0.2 1.2
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0 10.2 10.2      -      -      -      -      - 48.3 41.4 0.2 1.0
２０００万円以上 41 38 100.0 14.0 12.6 1.4 1.4      -      -      - 37.3 48.7 0.3 1.1
不明 40 49 100.0 6.8 3.0 3.7 3.7      -      -      - 60.4 32.9 0.2 1.6
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 11.7 10.1 1.6 1.3 0.3 0.1      - 57.2 31.1 0.2 1.2
その他の市 1,404 1,443 100.0 11.0 9.9 1.1 0.9 0.1 0.1      - 56.0 33.0 0.2 1.1
町・村 628 645 100.0 10.0 9.7 0.3 0.2 0.1      -      - 58.7 31.3 0.2 1.0
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問１（１）⑫ネット対応型家庭用テレビゲーム機の保有台数(回答数：3,354、対象：全世帯）


 集
計
世
帯
数


比
重
調
整
後


集
計
世
帯
数


問１（１）⑫ネット対応型家庭用テレビゲーム機の保有台数


保
有
し
て
い
る


保
有
し
て
い
な
い


101







２
台
３
台
４
台
５
台
以
上


[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 3.2 2.6 0.7 0.6 0.0 0.0      - 62.0 34.7 0.1 1.2
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0 3.8 3.3 0.5 0.5      -      -      - 67.9 28.3 0.1 1.1
３０～３９歳 673 508 100.0 4.0 3.4 0.6 0.3 0.3      -      - 59.9 36.1 0.1 1.2
４０～４９歳 1,042 577 100.0 4.0 3.5 0.6 0.5      - 0.1      - 60.3 35.7 0.1 1.2
５０～５９歳 1,041 750 100.0 3.6 3.1 0.5 0.5      -      -      - 57.3 39.2 0.1 1.1
６０歳以上 414 1,120 100.0 2.1 1.1 1.0 1.0      -      -      - 65.0 32.9 0.0 1.5
　６０～６４歳 230 313 100.0 2.6 2.2 0.4 0.4      -      -      - 62.2 35.2 0.0 1.2
　６５歳以上 184 807 100.0 1.9 0.7 1.2 1.2      -      -      - 66.1 32.1 0.0 1.6
　６５～６９歳 51 288 100.0 3.9 2.0 2.0 2.0      -      -      - 68.6 27.5 0.1 1.5
　７０～７９歳 100 386 100.0 1.0      - 1.0 1.0      -      -      - 65.0 34.0 0.0 2.0
　８０歳以上 33 134 100.0      -      -      -      -      -      -      - 63.6 36.4 0.0      -
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 3.4 2.7 0.7 0.7      - 0.0      - 61.5 35.1 0.1 1.2
女性 237 281 100.0 1.7 0.9 0.8 0.3 0.5      -      - 68.5 29.8 0.0 1.8
不明 7 10 100.0      -      -      -      -      -      -      - 26.2 73.8 0.0      -
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 4.7 3.7 1.0 1.0      -      -      - 65.1 30.2 0.1 1.2
２人家族 472 498 100.0 3.5 3.0 0.4 0.1 0.3      -      - 64.9 31.6 0.1 1.2
３人家族 704 731 100.0 3.3 2.0 1.2 1.2      -      -      - 62.5 34.2 0.1 1.4
４人家族 1,056 906 100.0 2.3 2.2 0.1 0.1      - 0.1      - 62.1 35.6 0.0 1.1
５人家族 552 503 100.0 3.8 2.7 1.2 1.2      -      -      - 55.7 40.5 0.1 1.3
６人家族 247 308 100.0 2.3 1.9 0.4 0.4      -      -      - 66.2 31.5 0.0 1.2
７人以上家族 119 157 100.0 6.1 5.3 0.8 0.8      -      -      - 60.6 33.4 0.1 1.1
不明 19 24 100.0      -      -      -      -      -      -      - 43.9 56.1 0.0      -
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 4.7 3.7 1.0 1.0      -      -      - 65.1 30.2 0.1 1.2
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      -      -      -      -      -      -      - 100.0      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0 4.5 3.9 0.6 0.2 0.4      -      - 61.5 33.9 0.1 1.2
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0 0.6 0.6      -      -      -      -      - 77.4 22.0 0.0 1.0
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0 3.5 3.1 0.4 0.4      - 0.1      - 62.1 34.4 0.1 1.2
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0 3.5 2.5 0.9 0.9      -      -      - 60.6 35.9 0.1 1.3
大人が３人以上のみ 775 965 100.0 2.3 1.5 0.8 0.8      -      -      - 61.7 36.0 0.0 1.3
不明 26 29 100.0 2.5 2.5      -      -      -      -      - 43.7 53.8 0.1 1.0
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0 4.0 4.0      -      -      -      -      - 67.8 28.2 0.1 1.0
２００～４００万円未満 544 631 100.0 2.9 2.2 0.7 0.6 0.1      -      - 66.1 31.0 0.1 1.3
４００～６００万円未満 758 743 100.0 2.0 1.7 0.3 0.3      -      -      - 60.7 37.3 0.0 1.2
６００～８００万円未満 720 692 100.0 2.1 1.7 0.4 0.3      - 0.1      - 60.8 37.1 0.0 1.3
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 5.4 3.8 1.6 1.6      -      -      - 60.0 34.6 0.1 1.3
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0 3.2 2.7 0.5 0.3 0.2      -      - 63.5 33.3 0.1 1.2
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0 7.0 2.1 4.9 4.9      -      -      - 53.0 40.0 0.2 1.7
２０００万円以上 41 38 100.0 5.0 5.0      -      -      -      -      - 46.3 48.7 0.1 1.0
不明 40 49 100.0 11.6 11.6      -      -      -      -      - 54.1 34.3 0.2 1.0
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 2.2 1.9 0.3 0.2 0.1      -      - 63.9 34.0 0.0 1.2
その他の市 1,404 1,443 100.0 3.8 2.9 0.9 0.9      - 0.0      - 60.7 35.5 0.1 1.3
町・村 628 645 100.0 4.1 3.2 0.9 0.9      -      -      - 61.3 34.6 0.1 1.2
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問１（１）⑬その他インターネットの保有台数(回答数：3,354、対象：全世帯）
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[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0   49.1   31.0   19.9
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0   57.1   27.2   15.8
３０～３９歳 673 508 100.0   56.9   27.5   15.6
４０～４９歳 1,042 577 100.0   58.1   25.0   16.9
５０～５９歳 1,041 750 100.0   43.6   32.5   23.9
６０歳以上 414 1,120 100.0   41.7   36.0   22.3
　６０～６４歳 230 313 100.0   33.5   43.5   23.0
　６５歳以上 184 807 100.0   44.9   33.1   22.0
　６５～６９歳 51 288 100.0   49.0   31.4   19.6
　７０～７９歳 100 386 100.0   48.0   29.0   23.0
　８０歳以上 33 134 100.0   27.3   48.5   24.2
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0   49.6   30.5   19.8
女性 237 281 100.0   44.2   36.2   19.6
不明 7 10 100.0   16.0   20.8   63.2
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0   52.8   29.8   17.4
２人家族 472 498 100.0   38.6   41.3   20.1
３人家族 704 731 100.0   41.7   35.8   22.5
４人家族 1,056 906 100.0   51.0   30.5   18.5
５人家族 552 503 100.0   56.5   22.6   20.9
６人家族 247 308 100.0   58.5   24.1   17.4
７人以上家族 119 157 100.0   60.2   23.8   16.0
不明 19 24 100.0   36.3   10.7   53.0
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0   52.8   29.8   17.4
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      -  100.0
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0   41.9   37.4   20.6
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0   31.0   53.0   16.0
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0   54.3   28.6   17.2
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0   57.8   23.5   18.7
大人が３人以上のみ 775 965 100.0   41.7   35.3   23.0
不明 26 29 100.0   37.5   13.7   48.8
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0   33.1   47.0   19.8
２００～４００万円未満 544 631 100.0   38.0   42.2   19.7
４００～６００万円未満 758 743 100.0   50.3   29.3   20.5
６００～８００万円未満 720 692 100.0   53.4   25.3   21.3
８００～１０００万円未満 521 466 100.0   53.7   27.3   19.0
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0   60.5   21.8   17.7
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0   53.0   27.3   19.7
２０００万円以上 41 38 100.0   59.5   24.6   15.8
不明 40 49 100.0   35.5   37.4   27.1
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0   52.3   28.3   19.3
その他の市 1,404 1,443 100.0   48.4   30.9   20.7
町・村 628 645 100.0   44.2   36.4   19.4


問１（１）②インターネット対応型携帯電話と⑥パソコンの両方保有(回答数：3,354、対象：全世帯）


問１（１）ネット携帯
とPCの両方保有
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[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0   32.9   42.1   25.0
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0   25.0   53.8   21.2
３０～３９歳 673 508 100.0   38.3   37.9   23.8
４０～４９歳 1,042 577 100.0   40.2   36.5   23.3
５０～５９歳 1,041 750 100.0   29.9   40.6   29.5
６０歳以上 414 1,120 100.0   31.4   43.8   24.8
　６０～６４歳 230 313 100.0   20.0   51.3   28.7
　６５歳以上 184 807 100.0   35.8   41.0   23.3
　６５～６９歳 51 288 100.0   45.1   37.3   17.6
　７０～７９歳 100 386 100.0   36.0   39.0   25.0
　８０歳以上 33 134 100.0   15.2   54.5   30.3
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0   33.9   41.3   24.8
女性 237 281 100.0   22.9   51.5   25.6
不明 7 10 100.0    5.3   26.2   68.5
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0   13.0   59.4   27.5
２人家族 472 498 100.0   24.6   51.4   24.0
３人家族 704 731 100.0   27.5   45.5   27.1
４人家族 1,056 906 100.0   39.0   39.4   21.6
５人家族 552 503 100.0   39.8   32.7   27.5
６人家族 247 308 100.0   36.4   38.4   25.2
７人以上家族 119 157 100.0   47.4   31.2   21.4
不明 19 24 100.0   36.3    8.4   55.3
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0   13.0   59.4   27.5
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      -  100.0
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0   25.8   48.4   25.8
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0   21.5   61.2   17.3
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0   38.7   38.9   22.5
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0   38.4   36.7   24.9
大人が３人以上のみ 775 965 100.0   31.6   42.1   26.3
不明 26 29 100.0   37.5   11.8   50.7
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0   20.0   57.2   22.8
２００～４００万円未満 544 631 100.0   21.5   54.9   23.6
４００～６００万円未満 758 743 100.0   32.8   41.1   26.1
６００～８００万円未満 720 692 100.0   36.3   36.9   26.7
８００～１０００万円未満 521 466 100.0   36.3   38.3   25.4
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0   44.1   32.8   23.1
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0   43.7   31.0   25.3
２０００万円以上 41 38 100.0   56.1   26.1   17.8
不明 40 49 100.0   28.4   41.8   29.7
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0   35.8   41.3   22.9
その他の市 1,404 1,443 100.0   32.8   40.7   26.5
町・村 628 645 100.0   27.3   46.9   25.8


問１（１）②インターネット対応型携帯電話と⑨FAXの両方保有(回答数：3,354、対象：全世帯）


問１（１）ネット携帯
とFAXの両方保有
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[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0   47.3   34.2   18.6
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0   28.8   53.8   17.4
３０～３９歳 673 508 100.0   46.1   33.1   20.8
４０～４９歳 1,042 577 100.0   53.0   29.2   17.9
５０～５９歳 1,041 750 100.0   48.6   30.2   21.2
６０歳以上 414 1,120 100.0   50.6   32.9   16.5
　６０～６４歳 230 313 100.0   40.9   37.0   22.2
　６５歳以上 184 807 100.0   54.3   31.4   14.3
　６５～６９歳 51 288 100.0   54.9   29.4   15.7
　７０～７９歳 100 386 100.0   58.0   29.0   13.0
　８０歳以上 33 134 100.0   42.4   42.4   15.2
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0   48.7   33.2   18.1
女性 237 281 100.0   33.1   45.1   21.8
不明 7 10 100.0    5.3   26.2   68.5
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0   18.1   57.6   24.3
２人家族 472 498 100.0   34.0   44.2   21.9
３人家族 704 731 100.0   41.9   38.2   19.9
４人家族 1,056 906 100.0   52.4   30.8   16.8
５人家族 552 503 100.0   56.4   24.9   18.7
６人家族 247 308 100.0   57.1   29.1   13.8
７人以上家族 119 157 100.0   77.8   13.1    9.1
不明 19 24 100.0   50.3   10.7   39.0
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0   18.1   57.6   24.3
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      -  100.0
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0   35.7   41.0   23.2
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0   32.4   51.8   15.8
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0   49.7   33.2   17.1
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0   60.7   24.3   15.0
大人が３人以上のみ 775 965 100.0   47.2   33.8   19.0
不明 26 29 100.0   51.5   11.3   37.2
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0   22.4   57.7   19.9
２００～４００万円未満 544 631 100.0   30.0   48.5   21.4
４００～６００万円未満 758 743 100.0   44.4   35.8   19.8
６００～８００万円未満 720 692 100.0   52.8   29.0   18.2
８００～１０００万円未満 521 466 100.0   55.2   26.4   18.4
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0   63.2   22.1   14.6
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0   81.9    8.9    9.2
２０００万円以上 41 38 100.0   75.1   10.5   14.5
不明 40 49 100.0   57.9   25.4   16.7
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0   51.2   32.5   16.3
その他の市 1,404 1,443 100.0   46.1   33.9   19.9
町・村 628 645 100.0   42.2   38.0   19.9


問１（１）⑥PCと⑨FAXの両方保有(回答数：3,354、対象：全世帯）


問１（１）PCとFAXの
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[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0   30.6   43.6   25.8
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0   21.7   56.0   22.3
３０～３９歳 673 508 100.0   34.2   40.9   25.0
４０～４９歳 1,042 577 100.0   38.4   37.7   23.9
５０～５９歳 1,041 750 100.0   28.3   41.8   29.9
６０歳以上 414 1,120 100.0   29.7   44.6   25.7
　６０～６４歳 230 313 100.0   18.3   52.6   29.1
　６５歳以上 184 807 100.0   34.1   41.4   24.4
　６５～６９歳 51 288 100.0   43.1   37.3   19.6
　７０～７９歳 100 386 100.0   34.0   40.0   26.0
　８０歳以上 33 134 100.0   15.2   54.5   30.3
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0   31.5   42.8   25.7
女性 237 281 100.0   22.2   52.0   25.8
不明 7 10 100.0    5.3   26.2   68.5
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0   12.8   59.4   27.8
２人家族 472 498 100.0   21.9   53.0   25.1
３人家族 704 731 100.0   26.2   46.6   27.2
４人家族 1,056 906 100.0   35.0   41.9   23.1
５人家族 552 503 100.0   37.2   33.9   28.9
６人家族 247 308 100.0   35.8   39.0   25.2
７人以上家族 119 157 100.0   47.1   31.2   21.8
不明 19 24 100.0   36.3   10.7   53.0
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0   12.8   59.4   27.8
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      -  100.0
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0   22.7   50.2   27.1
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0   21.5   61.2   17.3
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0   34.9   41.8   23.3
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0   37.0   37.1   25.9
大人が３人以上のみ 775 965 100.0   29.7   43.3   27.0
不明 26 29 100.0   35.0   13.7   51.3
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0   15.9   60.7   23.4
２００～４００万円未満 544 631 100.0   18.9   56.4   24.7
４００～６００万円未満 758 743 100.0   29.1   43.3   27.6
６００～８００万円未満 720 692 100.0   34.4   37.9   27.7
８００～１０００万円未満 521 466 100.0   35.4   38.9   25.7
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0   43.6   33.3   23.1
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0   42.2   32.5   25.3
２０００万円以上 41 38 100.0   56.1   26.1   17.8
不明 40 49 100.0   27.0   44.4   28.6
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0   33.2   42.8   24.0
その他の市 1,404 1,443 100.0   31.0   41.9   27.1
町・村 628 645 100.0   24.7   48.7   26.6


問１（１）②ネット対応型型携帯電話と⑥PCと⑨FAXの３種保有(回答数：3,354、対象：全世帯）


問１（１）ネット携帯
とPCとFAXの３種保有
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[ 全  体 ] 1,377 1,349 100.0   40.6    3.3   27.4    9.9   38.1   21.2
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 49 106 100.0   30.6    4.1   16.3   10.2   28.6   40.8
３０～３９歳 228 172 100.0   43.4    5.7   25.9   11.8   33.8   22.8
４０～４９歳 471 261 100.0   42.9    4.5   29.5    8.9   42.9   14.2
５０～５９歳 461 332 100.0   40.8    3.3   26.5   11.1   41.9   17.4
６０歳以上 168 478 100.0   40.5    1.7   29.8    8.9   36.6   22.9
　６０～６４歳 87 118 100.0   41.4    3.4   32.2    5.7   31.0   27.6
　６５歳以上 81 360 100.0   40.2    1.1   29.1   10.0   38.5   21.3
　６５～６９歳 25 141 100.0   36.0      -   16.0   20.0   40.0   24.0
　７０～７９歳 43 166 100.0   41.9      -   37.2    4.7   37.2   20.9
　８０歳以上 13 53 100.0   46.2    7.7   38.5      -   38.5   15.4
[ 世帯主性別 ]
男性 1,291 1,246 100.0   42.7    3.4   28.9   10.4   37.8   19.6
女性 82 96 100.0   16.6    3.0    9.4    4.2   45.3   38.1
不明 4 7 100.0    7.8      -      -    7.8    7.8   84.5
[ 世帯人員 ]
単身 56 65 100.0   37.7    4.4   26.9    6.4   22.9   39.4
２人家族 152 149 100.0   32.4    5.4   18.3    8.7   31.9   35.7
３人家族 276 271 100.0   38.0    2.2   25.6   10.2   31.8   30.1
４人家族 455 396 100.0   42.6    2.9   32.0    7.7   37.8   19.5
５人家族 256 246 100.0   39.1    2.8   24.0   12.3   47.6   13.3
６人家族 120 133 100.0   51.2    5.4   30.1   15.6   42.0    6.9
７人以上家族 54 77 100.0   41.6    1.9   31.5    8.2   56.3    2.2
不明 8 12 100.0   59.0    6.1   42.3   10.6      -   41.0
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 56 65 100.0   37.7    4.4   26.9    6.4   22.9   39.4
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      -      -      -      -  100.0
大人２人（非高齢者のみ） 130 118 100.0   32.5    6.7   14.9   10.9   34.0   33.5
大人２人（高齢者を含む） 15 21 100.0   35.3      -   35.3      -   28.5   36.2
大人が２人以下＋子供 445 309 100.0   41.8    5.0   27.3    9.6   37.0   21.1
大人が３人以上＋子供 360 381 100.0   39.9    2.5   26.3   11.2   49.7   10.4
大人が３人以上のみ 359 435 100.0   43.3    1.9   31.4   10.0   34.0   22.7
不明 11 14 100.0   50.2    5.2   36.0    9.0    9.9   39.8
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 54 60 100.0   22.1    2.2   15.6    4.4   21.3   56.6
２００～４００万円未満 154 176 100.0   36.1    3.7   26.4    6.0   18.0   46.0
４００～６００万円未満 255 257 100.0   35.9    2.1   25.1    8.7   36.9   27.2
６００～８００万円未満 299 283 100.0   42.1    4.0   27.7   10.4   40.4   17.6
８００～１０００万円未満 256 242 100.0   44.3    3.6   28.0   12.7   43.0   12.7
１０００～１５００万円未満 243 220 100.0   46.7    3.2   32.7   10.8   47.2    6.1
１５００～２０００万円未満 66 62 100.0   55.6    5.0   35.0   15.6   44.4      -
２０００万円以上 31 28 100.0   37.1    2.0   25.2    9.9   55.5    7.4
不明 19 21 100.0   23.0    3.5    9.8    9.7   48.2   28.8
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 573 550 100.0   45.6    3.8   30.2   11.6   32.7   21.7
その他の市 559 561 100.0   38.9    3.3   26.2    9.4   39.9   21.2
町・村 245 238 100.0   33.1    2.2   23.7    7.2   46.6   20.3


問１（２）家庭内ＬＡＮの利用状況(回答数：1,377、対象：パソコンを2台以上保有する世帯）
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[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 7.3 89.5 3.3
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0 6.5 89.7 3.8
３０～３９歳 673 508 100.0 9.5 89.2 1.3
４０～４９歳 1,042 577 100.0 9.0 88.0 3.0
５０～５９歳 1,041 750 100.0 7.0 89.2 3.7
６０歳以上 414 1,120 100.0 5.8 90.4 3.8
　６０～６４歳 230 313 100.0 6.5 89.1 4.3
　６５歳以上 184 807 100.0 5.5 90.9 3.6
　６５～６９歳 51 288 100.0 2.0 92.2 5.9
　７０～７９歳 100 386 100.0 9.0 90.0 1.0
　８０歳以上 33 134 100.0 3.0 90.9 6.1
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 7.7 89.3 3.0
女性 237 281 100.0 2.9 91.0 6.2
不明 7 10 100.0      - 100.0      -
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 5.3 93.0 1.7
２人家族 472 498 100.0 6.3 88.4 5.3
３人家族 704 731 100.0 7.5 88.9 3.6
４人家族 1,056 906 100.0 7.4 91.3 1.3
５人家族 552 503 100.0 9.4 85.6 5.0
６人家族 247 308 100.0 8.2 89.7 2.1
７人以上家族 119 157 100.0 3.1 91.6 5.3
不明 19 24 100.0 3.1 91.6 5.3
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 5.3 93.0 1.7
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      - 100.0      -
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0 6.4 88.6 4.9
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0 7.7 85.2 7.1
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0 10.4 87.6 2.1
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0 6.3 91.2 2.5
大人が３人以上のみ 775 965 100.0 6.0 89.7 4.2
不明 26 29 100.0 2.6 90.6 6.8
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0 2.9 92.9 4.2
２００～４００万円未満 544 631 100.0 5.9 91.1 3.0
４００～６００万円未満 758 743 100.0 8.0 88.6 3.5
６００～８００万円未満 720 692 100.0 8.4 88.4 3.3
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 8.8 88.2 3.0
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0 7.4 88.7 3.9
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0 7.3 91.9 0.8
２０００万円以上 41 38 100.0 10.2 89.8      -
不明 40 49 100.0 1.5 94.4 4.2
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 9.5 87.8 2.7
その他の市 1,404 1,443 100.0 5.9 91.2 2.9
町・村 628 645 100.0 6.0 88.8 5.2


問１（３）ＩＰ電話の利用状況(回答数：3,354、対象：全世帯）
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  全  体 2,295 2,180 100.0 50.4 30.2 22.1 8.2 13.9 9.4 6.6 3.7 47.8 15.1 5.4 1.0 27.2 1.6


はい（使っている）              251 219 100.0 21.2 10.7 11.6 0.5 11.1 5.4 3.4 2.3 78.9 5.9 4.3 0.7 70.0 2.2


いいえ（使っていない）           1,992 1,906 100.0 53.3 32.3 23.1 9.2 14.1 9.9 7.1 3.9 44.6 16.1 5.4 1.0 22.8 1.6


不明                52 55 100.0 64.4 38.6 25.8 6.5 19.3 5.9 4.6 1.3 33.3 15.2 8.9      - 9.3      -


問１（3 ）ＩＰ電話の利用状と問２(２)インターネット接続回線(回答数：2,295、対象：「自宅」で「パソコン


問２（２）「自宅」でのインターネット接続回線比
重
調
整
後


集
計
世
帯
数


集
計
世
帯
数


問１（３）ＩＰ電話の利用状況


回
答
数
割
合
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％
）
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か
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他


特
に
問
題
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な
い


不
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[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 5.4 9.2 3.3 4.2 4.4 7.2 24.5 33.1 25.1 3.8 7.0 18.8
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0 3.8 8.7 0.5 3.3 2.7 4.9 21.7 34.2 27.7 2.2 8.2 15.2
３０～３９歳 673 508 100.0 5.1 7.0 4.5 5.9 4.9 7.6 26.7 31.1 20.8 5.8 7.3 16.8
４０～４９歳 1,042 577 100.0 6.8 7.6 4.9 4.5 5.3 9.1 22.3 30.8 20.6 5.0 7.9 19.7
５０～５９歳 1,041 750 100.0 5.0 7.6 4.0 3.1 4.8 6.1 22.4 32.8 27.7 3.6 8.5 20.7
６０歳以上 414 1,120 100.0 5.7 12.2 2.4 4.3 4.1 7.4 26.9 35.0 26.8 3.1 4.9 19.3
　６０～６４歳 230 313 100.0 6.1 5.7 1.7 2.6 3.5 5.2 23.5 34.3 28.7 1.7 6.5 19.6
　６５歳以上 184 807 100.0 5.5 14.7 2.6 5.0 4.3 8.3 28.3 35.2 26.1 3.6 4.3 19.2
　６５～６９歳 51 288 100.0 2.0 19.6 2.0 5.9 3.9 9.8 29.4 43.1 25.5 2.0      - 15.7
　７０～７９歳 100 386 100.0 9.0 12.0 3.0 5.0 5.0 9.0 32.0 30.0 24.0 5.0 9.0 20.0
　８０歳以上 33 134 100.0 3.0 12.1 3.0 3.0 3.0 3.0 15.2 33.3 33.3 3.0      - 24.2
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 5.3 9.0 3.4 4.4 4.7 7.3 25.0 32.9 24.7 4.1 7.2 18.5
女性 237 281 100.0 5.5 11.0 2.2 2.0 1.8 6.0 19.0 36.5 28.2 1.2 4.4 22.7
不明 7 10 100.0 20.8      -      -      -      -      - 10.6 5.3 63.2 5.3      - 5.3
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 4.0 9.0 2.1 2.4 2.7 5.8 17.8 41.2 22.8 3.7 6.8 16.7
２人家族 472 498 100.0 5.7 8.7 3.3 3.9 4.0 4.5 20.4 33.6 28.3 2.5 6.0 21.1
３人家族 704 731 100.0 7.2 12.4 3.8 4.1 4.2 6.4 25.5 34.0 27.9 3.8 6.7 18.3
４人家族 1,056 906 100.0 4.1 8.2 3.6 5.5 5.8 7.8 25.8 34.6 22.4 4.2 7.6 19.0
５人家族 552 503 100.0 5.4 7.7 3.9 3.8 3.5 8.8 23.2 25.4 20.7 5.0 7.3 20.4
６人家族 247 308 100.0 5.9 8.4 2.2 3.9 5.7 10.1 28.1 36.1 25.6 2.5 7.6 18.7
７人以上家族 119 157 100.0 4.3 9.2 1.6 3.3 2.1 7.3 33.9 28.0 35.3 5.6 6.1 7.0
不明 19 24 100.0 8.9      -      -      -      -      - 7.9 17.2 21.2      - 6.2 43.1
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 4.0 9.0 2.1 2.4 2.7 5.8 17.8 41.2 22.8 3.7 6.8 16.7
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      -      -      -      -      -      -      - 100.0      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0 6.2 6.1 3.0 3.7 3.7 5.6 20.1 33.8 28.2 3.2 7.2 18.7
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0 4.9 20.2 5.6 5.6 6.2 1.8 26.5 29.9 27.8 0.6 1.9 27.3
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0 5.7 8.0 4.6 5.8 5.5 8.2 26.7 30.1 21.0 4.3 8.4 17.6
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0 5.5 6.9 2.8 3.7 3.7 9.8 26.1 29.9 26.5 3.9 7.1 18.0
大人が３人以上のみ 775 965 100.0 5.1 12.4 2.7 3.7 4.6 5.8 24.8 37.0 26.8 4.0 6.1 19.7
不明 26 29 100.0 7.4      -      -      -      -      - 9.0 21.6 22.5      - 7.6 38.2
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0 5.3 8.3 3.0 3.6 4.2 8.6 19.7 40.9 29.7 4.2 2.3 16.9
２００～４００万円未満 544 631 100.0 4.6 8.5 1.9 2.7 3.5 4.7 23.6 33.3 28.5 3.3 7.2 20.0
４００～６００万円未満 758 743 100.0 5.4 8.0 3.0 4.3 2.3 6.5 23.4 34.2 23.2 3.7 5.1 19.8
６００～８００万円未満 720 692 100.0 6.7 10.5 3.6 4.8 4.9 9.3 26.2 28.0 25.2 3.7 7.0 21.3
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 4.9 11.1 4.2 4.2 5.9 5.4 25.9 35.6 23.2 5.0 8.2 16.8
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0 6.3 7.4 4.6 4.8 6.5 8.6 22.2 32.3 24.2 2.8 9.1 18.2
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0 3.3 10.8 3.8 3.9 4.4 10.7 31.2 39.3 17.2 4.4 13.6 10.4
２０００万円以上 41 38 100.0      - 23.6 2.9 18.0 17.6 19.5 25.7 24.0 27.7 2.9 14.5 11.0
不明 40 49 100.0 2.3 3.0 2.6      -      -      - 40.5 24.6 28.1 8.6 8.7 8.3
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 5.7 10.7 5.1 4.7 5.3 7.3 26.3 33.7 21.0 2.9 8.8 16.6
その他の市 1,404 1,443 100.0 5.9 9.4 2.4 4.4 4.4 7.9 24.8 32.8 26.5 3.3 5.3 19.8
町・村 628 645 100.0 3.6 5.6 1.8 2.8 2.7 5.2 20.1 32.5 30.1 6.8 7.2 21.0


問１（４）ＩＰ電話の問題点又は利用しない理由(回答数：3,354、対象：全世帯）
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[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 5.4 9.2 3.3 4.2 4.4 7.2 24.5 33.1 25.1 3.8 7.0 18.8
　利用 269 244 100.0 12.2 9.6 21.4 13.6 19.2 16.1 18.8 1.7 2.3 8.3 28.0 8.1
　非利用 2,983 3,000 100.0 5.0 9.3 1.9 3.6 3.4 6.7 25.6 36.4 27.3 3.6 5.5 17.9


問１（４）ＩＰ電話の問題点又は利用しない理由（IP電話の利用者と非利用者の違い）


問１（４）ＩＰ電話の問題点又は利用しない理由


問１(３）IP電話の利用状況


回
答
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割
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な
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な
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も
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人
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い
る


不
明


[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 10.6 88.1 1.3
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0 2.2 97.8      -
３０～３９歳 673 508 100.0 5.8 93.6 0.6
４０～４９歳 1,042 577 100.0 5.8 93.9 0.4
５０～５９歳 1,041 750 100.0 11.8 86.3 1.9
６０歳以上 414 1,120 100.0 17.3 80.5 2.2
　６０～６４歳 230 313 100.0 20.9 77.8 1.3
　６５歳以上 184 807 100.0 16.0 81.6 2.5
　６５～６９歳 51 288 100.0 11.8 88.2      -
　７０～７９歳 100 386 100.0 12.0 87.0 1.0
　８０歳以上 33 134 100.0 36.4 51.5 12.1
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 10.2 88.7 1.1
女性 237 281 100.0 13.5 83.4 3.2
不明 7 10 100.0 37.0 63.0      -
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 6.2 92.6 1.2
２人家族 472 498 100.0 22.3 74.4 3.3
３人家族 704 731 100.0 16.8 82.6 0.6
４人家族 1,056 906 100.0 6.2 92.5 1.3
５人家族 552 503 100.0 4.8 94.1 1.2
６人家族 247 308 100.0 5.4 94.2 0.4
７人以上家族 119 157 100.0 3.4 96.1 0.5
不明 19 24 100.0 18.9 81.1      -
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 6.2 92.6 1.2
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0 100.0      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0 16.9 81.4 1.7
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0 38.5 52.0 9.5
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0 5.4 94.1 0.5
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0 4.3 94.6 1.1
大人が３人以上のみ 775 965 100.0 15.5 83.2 1.3
不明 26 29 100.0 15.6 84.4      -
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0 24.6 68.5 6.9
２００～４００万円未満 544 631 100.0 19.0 79.5 1.5
４００～６００万円未満 758 743 100.0 11.3 87.5 1.2
６００～８００万円未満 720 692 100.0 6.6 92.2 1.2
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 4.7 95.1 0.2
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0 3.3 96.5 0.1
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0 5.8 94.2      -
２０００万円以上 41 38 100.0 1.9 98.1      -
不明 40 49 100.0 9.6 90.4      -
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 8.3 90.2 1.5
その他の市 1,404 1,443 100.0 10.8 88.2 1.0
町・村 628 645 100.0 14.4 84.0 1.7


問２（１）過去１年間のインターネットの利用((回答数：3,354、対象：全世帯）


問２（１）過去１年間の
インターネットの利用
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[ 全  体 ] 2,295 2,180 100.0 50.4 30.2 22.1 8.2 13.9 9.4 6.6 3.7 47.8 15.1 5.4 1.0 27.2 1.6


[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 113 245 100.0 38.9 31.0 8.8 4.4 4.4 23.9 15.9 12.4 49.6 8.0 6.2 1.8 35.4 1.8
３０～３９歳 466 352 100.0 45.5 31.3 15.9 4.7 11.4 7.1 4.3 3.0 52.6 11.4 7.5 1.7 33.3 1.5
４０～４９歳 768 425 100.0 45.7 25.3 21.7 7.8 13.9 5.5 3.9 1.7 54.8 16.3 5.7 1.2 32.2 1.7
５０～５９歳 702 506 100.0 54.8 33.3 22.9 5.0 17.9 7.7 5.8 2.4 43.9 16.1 4.1 1.1 23.5 1.7
６０歳以上 246 652 100.0 57.0 30.3 29.9 14.4 15.7 9.0 6.8 3.1 43.0 18.2 4.7      - 20.5 1.4
　６０～６４歳 140 190 100.0 53.6 35.0 21.4 7.1 15.0 5.7 4.3 1.4 44.3 20.7 5.0      - 20.0 2.9
　６５歳以上 106 461 100.0 58.4 28.3 33.3 17.3 16.0 10.4 7.8 3.8 42.5 17.2 4.6      - 20.7 0.8
　６５～６９歳 28 158 100.0 57.1 28.6 35.7 28.6 7.1 10.7 10.7 3.6 50.0 17.9 3.6      - 28.6      -
　７０～７９歳 65 251 100.0 58.5 29.2 30.8 12.3 18.5 10.8 7.7 3.1 36.9 13.8 6.2      - 16.9 1.5
　８０歳以上 13 53 100.0 61.5 23.1 38.5 7.7 30.8 7.7      - 7.7 46.2 30.8      -      - 15.4      -
[ 世帯主性別 ]
男性 2,165 2,029 100.0 49.6 29.0 22.3 8.3 14.0 8.8 6.2 3.4 48.7 15.5 5.2 1.0 27.8 1.5
女性 127 149 100.0 61.5 48.0 18.7 7.5 12.6 16.9 12.0 7.7 34.6 8.5 7.4 0.9 19.3 3.4
不明 3 2 100.0 33.3      - 33.3 33.3      -      -      -      - 66.7 33.3      -      - 33.3      -
[ 世帯人員 ] 100.0
単身 104 134 100.0 33.3 27.0 7.2 1.0 6.1 26.1 17.4 15.1 52.9 8.0 9.9      - 35.6 2.4
２人家族 261 258 100.0 51.1 32.1 21.1 9.3 12.1 7.9 5.7 3.3 45.4 9.8 8.5 2.6 27.6 2.1
３人家族 458 421 100.0 52.4 36.1 20.0 6.4 13.6 7.8 6.2 1.7 47.0 15.4 6.1 1.1 24.9 1.6
４人家族 773 637 100.0 51.9 33.1 19.8 6.3 13.7 6.4 4.9 2.5 50.6 16.2 4.4 0.8 30.1 2.1
５人家族 410 373 100.0 52.9 26.0 28.3 10.6 17.7 7.9 4.5 3.8 45.1 14.5 4.3 0.7 25.7 0.2
６人家族 188 221 100.0 49.6 22.3 27.6 9.4 18.1 15.9 13.3 3.2 47.7 22.5 1.3 0.3 23.9 0.5
７人以上家族 89 122 100.0 50.7 24.3 32.2 22.2 10.0 6.6 2.4 4.2 42.7 16.7 6.8 1.0 19.2 2.9
不明 12 14 100.0 15.0 9.4 5.6      - 5.6 21.6 5.6 16.1 57.7      - 10.1 4.1 43.6 5.6
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 104 134 100.0 33.3 27.0 7.2 1.0 6.1 26.1 17.4 15.1 52.9 8.0 9.9      - 35.6 2.4
高齢世帯（高齢者のみ）      -      - 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 234 216 100.0 48.3 31.8 19.1 4.9 14.5 8.7 6.5 3.6 48.3 11.4 9.6 3.1 27.9 2.2
大人２人（高齢者を含む） 21 36 100.0 68.0 36.5 31.4 31.4      - 4.1 2.0 2.0 26.4 1.6      -      - 24.9 1.6
大人が２人以下＋子供 866 623 100.0 48.2 32.8 17.0 5.4 11.6 6.5 4.5 2.0 51.4 11.2 5.3 1.3 34.3 1.2
大人が３人以上＋子供 528 566 100.0 51.2 24.2 29.2 12.7 16.5 9.4 6.7 3.1 46.2 19.1 3.3 0.6 23.6 0.8
大人が３人以上のみ 525 588 100.0 56.2 33.7 24.6 8.7 16.2 8.8 6.7 3.4 45.5 19.5 5.2 0.5 20.9 2.2
不明 17 17 100.0 28.7 11.7 17.0      - 17.0 21.3 8.6 12.7 45.6      - 8.0 3.2 34.4 4.4
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 75 91 100.0 47.3 26.9 21.0 6.4 14.6 16.3 8.2 8.0 42.5 9.4 0.8      - 32.3 3.6
２００～４００万円未満 276 306 100.0 54.6 38.9 18.4 5.1 13.5 9.3 8.1 3.0 43.8 9.8 6.8 1.6 27.1 1.2
４００～６００万円未満 490 469 100.0 49.5 31.1 20.4 8.4 11.9 10.9 8.9 3.4 45.6 15.4 4.8 0.4 25.6 1.3
６００～８００万円未満 530 496 100.0 52.1 28.8 24.4 7.6 17.1 9.0 5.7 3.8 48.0 17.1 4.4 0.8 26.9 1.9
８００～１０００万円未満 414 349 100.0 46.0 27.6 18.9 5.2 13.6 10.3 7.5 3.9 52.4 13.4 6.8 1.8 31.5 0.9
１０００～１５００万円未満 356 318 100.0 47.8 28.9 22.1 10.2 11.9 5.1 3.4 2.1 50.9 17.2 5.8 0.9 27.5 3.0
１５００～２０００万円未満 90 83 100.0 62.1 29.7 33.0 18.4 14.7 15.4 5.7 11.4 41.4 14.0 3.9 0.7 22.9      -
２０００万円以上 39 37 100.0 60.5 15.1 46.9 23.6 23.3 1.9 1.9      - 44.7 26.3 15.2      - 6.9      -
不明 25 32 100.0 35.7 28.7 24.7 20.1 4.7      -      -      - 66.6 33.8 2.3 2.3 28.2      -
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 986 907 100.0 41.1 28.7 13.1 3.3 9.9 10.1 6.6 4.6 58.4 15.6 7.4 1.5 35.3 1.5
その他の市 933 896 100.0 57.0 31.6 28.3 12.3 16.1 8.8 6.3 3.3 41.7 13.6 5.2 0.7 22.6 1.2
町・村 376 377 100.0 57.1 30.9 28.7 10.4 18.4 8.9 7.4 2.4 36.7 17.2 0.9 0.5 18.6 2.6


問２（２）「自宅」で「パソコン」からインターネットを利用する世帯の接続回線(回答数：2,295、対象：自宅でパソコンからインターネット利用の世帯）
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[ 全  体 ] 2,295 2,180 100.0 55.7 44.3
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 113 245 100.0 47.8 52.2
３０～３９歳 466 352 100.0 55.4 44.6
４０～４９歳 768 425 100.0 62.0 38.0
５０～５９歳 702 506 100.0 57.3 42.7
６０歳以上 246 652 100.0 53.6 46.4
　６０～６４歳 140 190 100.0 52.9 47.1
　６５歳以上 106 461 100.0 53.9 46.1
　６５～６９歳 28 158 100.0 53.6 46.4
　７０～７９歳 65 251 100.0 49.2 50.8
　８０歳以上 13 53 100.0 76.9 23.1
[ 世帯主性別 ]
男性 2,165 2,029 100.0 56.9 43.1
女性 127 149 100.0 39.0 61.0
不明 3 2 100.0 66.7 33.3
[ 世帯人員 ]
単身 104 134 100.0 49.2 50.8
２人家族 261 258 100.0 48.7 51.3
３人家族 458 421 100.0 53.6 46.4
４人家族 773 637 100.0 59.0 41.0
５人家族 410 373 100.0 58.0 42.0
６人家族 188 221 100.0 64.6 35.4
７人以上家族 89 122 100.0 45.9 54.1
不明 12 14 100.0 49.2 50.8
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 104 134 100.0 49.2 50.8
高齢世帯（高齢者のみ）      -      - 100.0      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 234 216 100.0 52.9 47.1
大人２人（高齢者を含む） 21 36 100.0 26.4 73.6
大人が２人以下＋子供 866 623 100.0 56.7 43.3
大人が３人以上＋子供 528 566 100.0 59.0 41.0
大人が３人以上のみ 525 588 100.0 55.9 44.1
不明 17 17 100.0 51.4 48.6
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 75 91 100.0 56.3 43.7
２００～４００万円未満 276 306 100.0 49.9 50.1
４００～６００万円未満 490 469 100.0 52.5 47.5
６００～８００万円未満 530 496 100.0 60.3 39.7
８００～１０００万円未満 414 349 100.0 58.3 41.7
１０００～１５００万円未満 356 318 100.0 56.2 43.8
１５００～２０００万円未満 90 83 100.0 51.6 48.4
２０００万円以上 39 37 100.0 52.8 47.2
不明 25 32 100.0 66.7 33.3
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 986 907 100.0 60.2 39.8
その他の市 933 896 100.0 51.8 48.2
町・村 376 377 100.0 54.2 45.8


問２（２）「自宅」で「パソコン」からインターネットを利用する世帯の常時接続状況（加工）
(回答数：2,295、対象：自宅でパソコンからインターネット利用の世帯）


 インターネッ
ト
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ダ
イ
ヤ
ル
ア
ッ


プ


（


電
話
回
線
）


Ｉ
Ｓ
Ｄ
Ｎ
（


計
）


　
Ｉ
Ｓ
Ｄ
Ｎ
に
よ
る


非
常
時
接
続


　
Ｉ
Ｓ
Ｄ
Ｎ
に
よ
る


常
時
接
続
回
線


　
携
帯
電
話


　
Ｐ
Ｈ
Ｓ


　
ケ
ー


ブ
ル
テ
レ
ビ
回
線


　
光
回
線


（


光
フ
ァ


イ
バ
）


　
無
線
（


Ｆ
Ｗ
Ａ
等
）


　
Ｄ
Ｓ
Ｌ
回
線


  全  体 1,377 1,349 100.0   32.7   16.9   17.7    7.0   10.8    8.7    5.9    3.8   43.1   13.0    6.0    1.1   24.3    1.1   24.7


接続している 573 548 100.0   33.9   13.5   21.5    5.5   16.1   12.2    9.6    5.0   68.8   21.9   10.7    2.3   36.4    1.2    0.6


両方 55 45 100.0   22.4   12.0   15.3    1.7   15.3   20.4   11.0   19.1   83.9   21.2   17.7   12.3   45.5    2.9      -


有線のみ 381 369 100.0   39.5   17.9   22.7    4.8   18.0   11.8    9.8    3.7   63.5   23.3    8.5    0.3   32.3    0.9    0.9


無線のみ 137 134 100.0   22.2    1.9   20.2    9.0   11.3   10.7    8.7    4.1   78.7   18.2   14.5    4.2   44.8    1.6      -


接続していない 544 514 100.0   46.2   28.5   21.3   12.3    9.1    8.6    4.9    3.8   35.3    8.5    3.6    0.5   23.2    0.5   18.0


不明 260 287 100.0    6.3    2.8    3.8    0.3    3.5    2.3    0.8    1.5    8.1    4.3    1.2      -    3.1    2.1   82.8


問２（２）「自宅」でのインターネット接続回線


そ
の
他


問１（２）インターネット接続回線と問２（２）家庭内ＬＡＮとの関係(回答数：1,377、対象：パソコ


不
明


問1（2）家庭内ＬＡＮ


比
重
調
整
後


集
計
世
帯
数


集
計
世
帯
数


回
答
数
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合
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％
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話
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Ｂ
Ｓ


（


Ｎ
Ｈ
Ｋ
の
み
）


Ｂ
Ｓ


（


有
料
放
送
の
み
）


Ｂ
Ｓ


（


両
方
）


Ｂ
Ｓ
ア
ナ
ロ
グ


（


Ｎ
Ｈ
Ｋ
の
み
）


Ｂ
Ｓ
ア
ナ
ロ
グ


（


有
料
放
送
の
み
）


Ｂ
Ｓ
ア
ナ
ロ
グ


（


両
方
）


Ｂ
Ｓ
デ
ジ
タ
ル


（


Ｎ
Ｈ
Ｋ
の
み
）


Ｂ
Ｓ
デ
ジ
タ
ル


（


有
料
放
送
の
み
）


Ｂ
Ｓ
デ
ジ
タ
ル


（


両
方
）


[ 全  体 ] 3354 3354 100.0 28.2 46.4 33.1 1.4 11.9 42.6 31.0 1.1 10.4 12.4 9.2 0.5 2.7 11.0 20.8 61.4 38.6
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0 15.8 26.6 22.3      - 4.3 24.5 20.7      - 3.8 4.3 3.3      - 1.1 7.6 10.9 40.8 59.2
３０～３９歳 673 508 100.0 27.3 37.3 27.6 1.6 8.0 34.2 26.7 1.5 5.9 10.8 7.6 0.3 3.0 11.9 19.3 55.7 44.3
４０～４９歳 1042 577 100.0 29.9 44.0 32.6 1.4 10.0 40.1 30.4 1.0 8.7 12.3 9.0 0.6 2.7 12.0 20.4 61.7 38.3
５０～５９歳 1041 750 100.0 27.0 49.3 34.5 1.2 13.6 44.7 32.8 1.1 10.9 13.6 9.1 0.7 3.8 9.6 21.9 63.0 37.0
６０歳以上 414 1120 100.0 33.0 56.9 38.6 2.0 16.3 52.6 35.7 1.5 15.4 15.3 12.3 0.5 2.5 12.1 24.3 70.1 29.9
　６０～６４歳 230 313 100.0 36.1 48.7 35.7 0.4 12.6 45.2 33.5 0.4 11.3 13.5 10.0      - 3.5 13.5 20.0 64.3 35.7
　６５歳以上 184 807 100.0 31.8 60.1 39.8 2.7 17.7 55.5 36.6 2.0 17.0 16.1 13.2 0.7 2.2 11.6 26.0 72.3 27.7
　６５～６９歳 51 288 100.0 29.4 66.7 31.4 2.0 33.3 60.8 29.4      - 31.4 13.7 9.8 2.0 2.0 13.7 39.2 76.5 23.5
　７０～７９歳 100 386 100.0 32.0 55.0 43.0 2.0 10.0 53.0 41.0 2.0 10.0 16.0 14.0      - 2.0 12.0 21.0 69.0 31.0
　８０歳以上 33 134 100.0 36.4 60.6 48.5 6.1 6.1 51.5 39.4 6.1 6.1 21.2 18.2      - 3.0 6.1 12.1 72.7 27.3
[ 世帯主性別 ]
男性 3110 3062 100.0 28.8 47.6 33.7 1.6 12.3 43.8 31.8 1.2 10.8 12.4 9.3 0.5 2.6 10.9 21.3 63.0 37.0
女性 237 281 100.0 23.1 34.5 26.9      - 7.6 30.2 23.9 0.3 6.1 12.5 8.9      - 3.7 11.6 14.6 45.9 54.1
不明 7 10 100.0 10.6 10.6      -      - 10.6 5.3      -      - 5.3 10.6      -      - 10.6 10.6 16.0 16.0 84.0
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 15.3 29.2 24.2      - 5.0 28.7 24.0      - 4.7 3.5 2.5      - 1.0 8.7 11.5 43.1 56.9
２人家族 472 498 100.0 22.3 44.1 34.9 1.2 7.9 40.5 33.3 1.3 5.9 11.3 8.1 0.3 2.9 8.5 15.4 55.1 44.9
３人家族 704 731 100.0 26.5 43.7 28.6 1.2 13.9 38.2 25.3 1.3 11.6 14.0 10.3 0.2 3.5 11.4 22.1 59.5 40.5
４人家族 1056 906 100.0 29.5 44.6 30.6 1.8 12.2 40.5 28.5 1.0 11.0 12.1 8.7 0.8 2.7 11.2 22.3 59.7 40.3
５人家族 552 503 100.0 33.5 54.8 41.7 1.1 11.9 49.4 38.5 0.7 10.2 15.7 11.4 0.5 3.8 11.2 19.4 68.2 31.8
６人家族 247 308 100.0 37.9 52.6 37.3 3.5 11.8 51.6 37.4 3.2 11.1 9.8 8.2 0.6 1.1 10.6 22.9 72.6 27.4
７人以上家族 119 157 100.0 33.2 64.4 41.7 0.5 22.3 62.8 40.5      - 22.3 19.6 17.6 0.5 1.6 19.7 35.7 85.8 14.2
不明 19 24 100.0 9.3 35.3 13.1      - 22.1 35.3 13.1      - 22.1 3.1      -      - 3.1 3.1 22.1 38.4 61.6
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 15.3 29.2 24.2      - 5.0 28.7 24.0      - 4.7 3.5 2.5      - 1.0 8.7 11.5 43.1 56.9
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -     - 100.0
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0 21.3 42.6 31.1 1.6 9.9 39.3 30.2 1.8 7.4 10.5 6.7 0.4 3.4 9.9 18.5 54.8 45.2
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0 28.5 55.6 53.0      - 2.6 50.5 49.0      - 1.5 16.1 14.3      - 1.9 4.4 6.4 63.9 36.1
大人が２人以下＋子供 1220 903 100.0 25.1 35.8 27.8 1.1 6.8 32.0 25.7 1.0 5.3 10.0 7.5 0.3 2.2 10.5 16.4 52.5 47.5
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0 34.4 56.3 41.3 1.8 13.2 53.8 39.8 1.5 12.5 13.7 11.2 0.3 2.2 12.7 24.4 73.3 26.7
大人が３人以上のみ 775 965 100.0 32.7 53.6 32.8 1.9 18.9 47.8 29.7 1.2 16.8 16.5 11.6 1.0 3.9 12.0 26.7 67.9 32.1
不明 26 29 100.0 7.7 34.1 15.8      - 18.3 34.1 15.8      - 18.3 2.6      -      - 2.6 2.6 18.3 36.7 63.3
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0 20.2 33.6 24.3 1.1 8.1 32.8 24.1 0.9 7.8 8.0 6.5 0.2 1.3 6.8 15.2 49.7 50.3
２００～４００万円未満 544 631 100.0 21.2 37.1 26.2 2.2 8.8 33.2 23.6 2.4 7.2 10.4 8.0      - 2.4 8.1 16.8 47.9 52.1
４００～６００万円未満 758 743 100.0 28.3 40.8 31.9 0.6 8.3 37.9 29.8 0.4 7.7 8.5 7.0 0.2 1.3 8.5 15.5 56.8 43.2
６００～８００万円未満 720 692 100.0 30.9 47.8 33.3 1.2 13.2 43.5 30.5 1.0 11.9 11.5 7.4 0.3 3.8 10.8 21.4 64.2 35.8
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 29.9 53.8 38.2 2.6 13.0 48.7 37.0 1.0 10.7 16.3 11.1 1.5 3.7 11.9 23.6 71.3 28.7
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0 36.5 57.8 38.2 1.5 18.0 52.7 36.2 1.4 15.1 18.4 14.0 0.8 3.6 18.0 29.9 71.8 28.2
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0 36.4 66.4 50.1      - 16.3 64.8 49.3      - 15.5 22.8 20.2      - 2.5 16.3 26.5 86.6 13.4
２０００万円以上 41 38 100.0 36.4 87.3 55.3      - 32.0 73.3 50.1      - 23.2 29.3 20.5      - 8.7 41.0 51.4 91.1 8.9
不明 40 49 100.0 12.0 59.2 34.7 1.5 23.1 57.8 34.7      - 23.1 14.5 11.6 1.5 1.5 7.4 31.9 69.7 30.3
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1322 1266 100.0 30.9 43.2 33.0 1.0 9.2 39.3 30.9 1.0 7.4 13.5 10.3 0.3 3.0 11.2 18.5 59.4 40.6
その他の市 1404 1443 100.0 27.6 49.4 33.8 1.2 14.4 46.0 32.0 1.0 13.0 11.4 8.8 0.2 2.4 11.0 22.3 62.5 37.5
町・村 628 645 100.0 24.4 46.2 31.5 2.9 11.7 41.3 28.9 1.6 10.7 12.7 8.1 1.5 3.1 10.6 21.8 62.7 37.3


問３　ＣＡＴＶ、ＢＳ、ＣＳの視聴状況
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問３　ケーブルテレビ、衛星放送の視聴状況(回答数：3,354、対象：全世帯）
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視
聴
し
て
い
る


視
聴
し
て
い
な
い


不
明


[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 28.2 61.5 10.2
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0 15.8 78.3 6.0
３０～３９歳 673 508 100.0 27.3 66.4 6.2
４０～４９歳 1,042 577 100.0 29.9 59.3 10.7
５０～５９歳 1,041 750 100.0 27.0 61.5 11.5
６０歳以上 414 1,120 100.0 33.0 54.6 12.4
　６０～６４歳 230 313 100.0 36.1 51.7 12.2
　６５歳以上 184 807 100.0 31.8 55.7 12.5
　６５～６９歳 51 288 100.0 29.4 62.7 7.8
　７０～７９歳 100 386 100.0 32.0 55.0 13.0
　８０歳以上 33 134 100.0 36.4 42.4 21.2
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 28.8 61.3 9.9
女性 237 281 100.0 23.1 65.4 11.5
不明 7 10 100.0 10.6 26.2 63.2
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 15.3 79.5 5.2
２人家族 472 498 100.0 22.3 63.2 14.5
３人家族 704 731 100.0 26.5 62.2 11.2
４人家族 1,056 906 100.0 29.5 61.5 9.0
５人家族 552 503 100.0 33.5 58.3 8.2
６人家族 247 308 100.0 37.9 51.0 11.1
７人以上家族 119 157 100.0 33.2 57.3 9.4
不明 19 24 100.0 9.3 69.6 21.0
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 15.3 79.5 5.2
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      - 100.0
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0 21.3 67.1 11.6
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0 28.5 49.2 22.3
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0 25.1 67.1 7.8
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0 34.4 56.3 9.3
大人が３人以上のみ 775 965 100.0 32.7 55.4 11.9
不明 26 29 100.0 7.7 69.9 22.3
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0 20.2 69.2 10.6
２００～４００万円未満 544 631 100.0 21.2 66.7 12.0
４００～６００万円未満 758 743 100.0 28.3 59.9 11.8
６００～８００万円未満 720 692 100.0 30.9 57.1 12.0
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 29.9 62.4 7.7
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0 36.5 59.6 3.9
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0 36.4 57.2 6.4
２０００万円以上 41 38 100.0 36.4 55.1 8.5
不明 40 49 100.0 12.0 67.2 20.8
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 30.9 62.0 7.1
その他の市 1,404 1,443 100.0 27.6 61.1 11.3
町・村 628 645 100.0 24.4 61.5 14.1


問３①ケーブルテレビの視聴状況(回答数：3,354、対象：全世帯）
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Ｎ
Ｈ
Ｋ
の
み


有
料
放
送
番
組
の
み


Ｎ
Ｈ
Ｋ
と
有
料
放
送
番
組


視
聴
し
て
い
な
い


不
明


[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 31.0 1.1 10.4 45.0 12.4
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0 20.7      - 3.8 66.8 8.7
３０～３９歳 673 508 100.0 26.7 1.5 5.9 56.3 9.5
４０～４９歳 1,042 577 100.0 30.4 1.0 8.7 47.2 12.7
５０～５９歳 1,041 750 100.0 32.8 1.1 10.9 41.4 13.9
６０歳以上 414 1,120 100.0 35.7 1.5 15.4 33.5 13.9
　６０～６４歳 230 313 100.0 33.5 0.4 11.3 40.4 14.3
　６５歳以上 184 807 100.0 36.6 2.0 17.0 30.8 13.7
　６５～６９歳 51 288 100.0 29.4      - 31.4 29.4 9.8
　７０～７９歳 100 386 100.0 41.0 2.0 10.0 33.0 14.0
　８０歳以上 33 134 100.0 39.4 6.1 6.1 27.3 21.2
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 31.8 1.2 10.8 44.0 12.2
女性 237 281 100.0 23.9 0.3 6.1 57.1 12.7
不明 7 10 100.0      -      - 5.3 26.2 68.5
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 24.0      - 4.7 63.2 8.1
２人家族 472 498 100.0 33.3 1.3 5.9 48.1 11.4
３人家族 704 731 100.0 25.3 1.3 11.6 48.9 12.9
４人家族 1,056 906 100.0 28.5 1.0 11.0 46.3 13.2
５人家族 552 503 100.0 38.5 0.7 10.2 37.9 12.8
６人家族 247 308 100.0 37.4 3.2 11.1 36.6 11.8
７人以上家族 119 157 100.0 40.5      - 22.3 22.6 14.6
不明 19 24 100.0 13.1      - 22.1 48.9 15.8
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 24.0      - 4.7 63.2 8.1
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      -      -      - 100.0
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0 30.2 1.8 7.4 51.7 9.0
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0 49.0      - 1.5 33.6 16.0
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0 25.7 1.0 5.3 56.4 11.7
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0 39.8 1.5 12.5 34.0 12.2
大人が３人以上のみ 775 965 100.0 29.7 1.2 16.8 37.6 14.6
不明 26 29 100.0 15.8      - 18.3 47.9 18.0
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0 24.1 0.9 7.8 54.2 13.0
２００～４００万円未満 544 631 100.0 23.6 2.4 7.2 55.1 11.7
４００～６００万円未満 758 743 100.0 29.8 0.4 7.7 48.4 13.7
６００～８００万円未満 720 692 100.0 30.5 1.0 11.9 43.9 12.6
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 37.0 1.0 10.7 38.2 13.1
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0 36.2 1.4 15.1 37.5 9.8
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0 49.3      - 15.5 22.7 12.4
２０００万円以上 41 38 100.0 50.1      - 23.2 16.5 10.2
不明 40 49 100.0 34.7      - 23.1 28.6 13.7
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 30.9 1.0 7.4 50.0 10.7
その他の市 1,404 1,443 100.0 32.0 1.0 13.0 41.7 12.3
町・村 628 645 100.0 28.9 1.6 10.7 42.8 16.0


問３②ＢＳアナログ放送の視聴状況(回答数：3,354、対象：全世帯）


問３②ＢＳアナログ放送の視聴状況比
重
調
整
後


集
計
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[ 全  体 ] 1,779 1,843 100.0 19.5 35.5 45.0
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 61 132 100.0 11.5 37.7 50.8
３０～３９歳 294 222 100.0 18.4 38.1 43.5
４０～４９歳 550 305 100.0 21.5 35.6 42.9
５０～５９歳 610 439 100.0 17.4 35.2 47.4
６０歳以上 264 745 100.0 21.8 34.4 43.8
　６０～６４歳 137 186 100.0 21.9 25.5 52.6
　６５歳以上 127 559 100.0 21.8 37.4 40.9
　６５～６９歳 36 203 100.0 19.4 47.2 33.3
　７０～７９歳 67 258 100.0 22.4 35.8 41.8
　８０歳以上 24 97 100.0 25.0 20.8 54.2
[ 世帯主性別 ]
男性 1,670 1,715 100.0 19.2 36.4 44.4
女性 104 121 100.0 25.2 25.2 49.6
不明 5 8 100.0 7.2      - 92.8
[ 世帯人員 ]
単身 73 83 100.0 12.9 51.0 36.1
２人家族 230 258 100.0 15.2 31.1 53.7
３人家族 362 373 100.0 17.7 32.1 50.2
４人家族 554 487 100.0 22.9 36.2 40.9
５人家族 317 312 100.0 22.0 41.2 36.8
６人家族 152 195 100.0 25.2 26.7 48.0
７人以上家族 80 122 100.0 11.2 44.1 44.7
不明 11 12 100.0 6.1 8.9 85.0
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 73 83 100.0 12.9 51.0 36.1
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      - 100.0
大人２人（非高齢者のみ） 187 179 100.0 14.6 33.0 52.4
大人２人（高齢者を含む） 30 67 100.0 20.0 30.0 50.0
大人が２人以下＋子供 563 394 100.0 18.7 33.1 48.1
大人が３人以上＋子供 431 500 100.0 19.3 38.6 42.1
大人が３人以上のみ 479 602 100.0 23.1 34.4 42.6
不明 15 15 100.0 4.9 16.7 78.4
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 81 108 100.0 5.2 40.7 54.1
２００～４００万円未満 238 283 100.0 19.9 28.7 51.4
４００～６００万円未満 361 383 100.0 21.0 30.3 48.7
６００～８００万円未満 376 388 100.0 20.9 34.3 44.7
８００～１０００万円未満 325 288 100.0 18.9 41.1 40.0
１０００～１５００万円未満 270 253 100.0 24.1 37.5 38.4
１５００～２０００万円未満 72 73 100.0 20.3 39.5 40.2
２０００万円以上 32 32 100.0 16.7 58.8 24.5
不明 24 35 100.0 2.1 54.3 43.6
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 661 633 100.0 25.6 34.9 39.5
その他の市 765 841 100.0 19.5 34.2 46.2
町・村 353 369 100.0 9.2 39.3 51.6


問３②ＢＳアナログ放送のケーブルでの視聴状況(回答数：1,779、対象：ＢＳアナログ視聴世帯）


問３②ＢＳアナログ放送
のケーブルでの視聴状況
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Ｎ
Ｈ
Ｋ
の
み


有
料
放
送
番
組
の
み


Ｎ
Ｈ
Ｋ
と
有
料
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送
番
組


視
聴
し
て
い
な
い


不
明


[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 9.2 0.5 2.7 71.8 15.7
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0 3.3      - 1.1 84.2 11.4
３０～３９歳 673 508 100.0 7.6 0.3 3.0 78.9 10.3
４０～４９歳 1,042 577 100.0 9.0 0.6 2.7 72.8 14.9
５０～５９歳 1,041 750 100.0 9.1 0.7 3.8 67.0 19.4
６０歳以上 414 1,120 100.0 12.3 0.5 2.5 66.9 17.7
　６０～６４歳 230 313 100.0 10.0      - 3.5 66.5 20.0
　６５歳以上 184 807 100.0 13.2 0.7 2.2 67.1 16.9
　６５～６９歳 51 288 100.0 9.8 2.0 2.0 74.5 11.8
　７０～７９歳 100 386 100.0 14.0      - 2.0 68.0 16.0
　８０歳以上 33 134 100.0 18.2      - 3.0 48.5 30.3
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 9.3 0.5 2.6 71.9 15.7
女性 237 281 100.0 8.9      - 3.7 72.7 14.8
不明 7 10 100.0      -      - 10.6 31.5 57.9
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 2.5      - 1.0 85.8 10.7
２人家族 472 498 100.0 8.1 0.3 2.9 69.1 19.7
３人家族 704 731 100.0 10.3 0.2 3.5 69.1 16.9
４人家族 1,056 906 100.0 8.7 0.8 2.7 74.5 13.4
５人家族 552 503 100.0 11.4 0.5 3.8 71.8 12.5
６人家族 247 308 100.0 8.2 0.6 1.1 69.0 21.2
７人以上家族 119 157 100.0 17.6 0.5 1.6 63.8 16.5
不明 19 24 100.0      -      - 3.1 70.2 26.7
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 2.5      - 1.0 85.8 10.7
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      -      -      - 100.0
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0 6.7 0.4 3.4 72.6 16.9
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0 14.3      - 1.9 59.3 24.6
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0 7.5 0.3 2.2 76.8 13.3
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0 11.2 0.3 2.2 70.3 16.0
大人が３人以上のみ 775 965 100.0 11.6 1.0 3.9 66.5 17.0
不明 26 29 100.0      -      - 2.6 70.4 27.0
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0 6.5 0.2 1.3 73.9 18.1
２００～４００万円未満 544 631 100.0 8.0      - 2.4 74.9 14.7
４００～６００万円未満 758 743 100.0 7.0 0.2 1.3 73.0 18.5
６００～８００万円未満 720 692 100.0 7.4 0.3 3.8 72.2 16.3
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 11.1 1.5 3.7 67.7 16.0
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0 14.0 0.8 3.6 73.3 8.3
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0 20.2      - 2.5 63.2 14.0
２０００万円以上 41 38 100.0 20.5      - 8.7 59.7 11.0
不明 40 49 100.0 11.6 1.5 1.5 52.8 32.6
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 10.3 0.3 3.0 73.6 12.9
その他の市 1,404 1,443 100.0 8.8 0.2 2.4 71.6 17.0
町・村 628 645 100.0 8.1 1.5 3.1 68.8 18.5


問３③ＢＳデジタル放送の視聴状況(回答数：3,354、対象：全世帯）


問３③ＢＳデジタル放送の視聴状況比
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[ 全  体 ] 937 945 100.0 17.4 2.9 6.9 2.6 70.3
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 29 63 100.0 13.8 3.4 3.4      - 79.3
３０～３９歳 142 107 100.0 22.5 4.9 4.2 3.5 64.8
４０～４９歳 283 157 100.0 16.6 2.8 8.5 2.8 69.3
５０～５９歳 344 248 100.0 18.9 2.9 6.7 2.0 69.5
６０歳以上 139 370 100.0 15.8 2.2 7.7 2.9 71.4
　６０～６４歳 77 105 100.0 11.7 3.9 6.5 1.3 76.6
　６５歳以上 62 266 100.0 17.4 1.5 8.2 3.6 69.4
　６５～６９歳 13 73 100.0 15.4      - 7.7 7.7 69.2
　７０～７９歳 32 123 100.0 25.0      - 3.1 3.1 68.8
　８０歳以上 17 69 100.0 5.9 5.9 17.6      - 70.6
[ 世帯主性別 ]
男性 864 861 100.0 18.1 2.5 6.9 2.7 69.8
女性 69 77 100.0 10.7 7.2 6.7 0.9 74.5
不明 4 7 100.0      - 7.8 7.8      - 84.5
[ 世帯人員 ]
単身 33 32 100.0 9.2      - 10.9      - 79.9
２人家族 142 154 100.0 12.2 7.3 8.2 0.5 71.9
３人家族 204 226 100.0 17.6 1.6 4.3 0.9 75.6
４人家族 271 231 100.0 17.9 3.2 7.2 6.0 65.8
５人家族 163 142 100.0 24.9 3.3 7.9 3.0 60.9
６人家族 72 96 100.0 10.8 0.6 3.8 1.4 83.4
７人以上家族 44 57 100.0 27.4      - 13.4 3.4 55.8
不明 8 7 100.0      -      -      -      - 100.0
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 33 32 100.0 9.2      - 10.9      - 79.9
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      -      -      - 100.0
大人２人（非高齢者のみ） 110 101 100.0 16.2 6.3 7.4 0.7 69.4
大人２人（高齢者を含む） 21 41 100.0 4.5 11.8 12.6      - 71.2
大人が２人以下＋子供 293 210 100.0 18.6 3.2 4.4 3.1 70.7
大人が３人以上＋子供 214 225 100.0 21.2 0.8 7.0 3.0 67.9
大人が３人以上のみ 255 324 100.0 17.4 2.3 7.4 3.2 69.8
不明 10 9 100.0      -      -      -      - 100.0
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 49 61 100.0 6.9 1.2 11.0      - 80.8
２００～４００万円未満 135 158 100.0 11.3 7.0 3.0 1.4 77.4
４００～６００万円未満 199 201 100.0 15.2 1.3 3.5 1.3 78.7
６００～８００万円未満 193 193 100.0 19.4 2.3 6.9 2.0 69.3
８００～１０００万円未満 167 151 100.0 15.6 3.2 8.9 5.1 67.2
１０００～１５００万円未満 123 108 100.0 28.1 0.7 10.6 4.7 55.9
１５００～２０００万円未満 36 35 100.0 39.1 2.1 5.8 3.2 49.9
２０００万円以上 21 15 100.0 37.8 13.4      - 9.5 39.2
不明 14 23 100.0 3.1      - 27.7      - 69.2
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 349 335 100.0 18.8 3.7 6.4 3.2 67.9
その他の市 399 409 100.0 18.7 2.2 5.0 1.3 72.9
町・村 189 201 100.0 12.3 3.0 11.6 4.1 69.0


問３③　ＢＳデジタル放送視聴の受信機(回答数：937、対象：BSデジタル放送視聴世帯）
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  全  体 937 945 100.0 17.4 2.9 6.9 2.6 70.3


ＮＨＫのみ 294 310 100.0 40.2 5.8 14.4 4.5 35.0


有料放送番組のみ 16 16 100.0 8.2      - 25.9 39.9 25.9


ＮＨＫと有料放送番組 102 92 100.0 41.5 10.0 17.7 4.2 26.6


不明 525 528 100.0      -      -      -      - 100.0


問３③ＢＳデジタル放送の視聴状況と受信機の種類の関係(回答数：937、対象：BSデジタル放送視聴世帯）


問３　ＢＳデジタル放送視聴の受信機比
重
調
整
後


集
計
世
帯
数


集
計
世
帯
数


問３③ＢＳデジタル放送視聴状況
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明


[ 全  体 ] 937 945 100.0 13.1 15.0 71.9
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 29 63 100.0      - 10.3 89.7
３０～３９歳 142 107 100.0 17.6 21.1 61.3
４０～４９歳 283 157 100.0 12.0 18.4 69.6
５０～５９歳 344 248 100.0 8.4 16.0 75.6
６０歳以上 139 370 100.0 17.6 11.9 70.5
　６０～６４歳 77 105 100.0 14.3 9.1 76.6
　６５歳以上 62 266 100.0 18.9 13.0 68.1
　６５～６９歳 13 73 100.0 15.4 15.4 69.2
　７０～７９歳 32 123 100.0 25.0 15.6 59.4
　８０歳以上 17 69 100.0 11.8 5.9 82.4
[ 世帯主性別 ]
男性 864 861 100.0 12.4 15.9 71.7
女性 69 77 100.0 21.3 6.8 72.0
不明 4 7 100.0 7.8      - 92.2
[ 世帯人員 ]
単身 33 32 100.0 4.6 15.6 79.8
２人家族 142 154 100.0 7.7 13.8 78.5
３人家族 204 226 100.0 16.1 10.7 73.1
４人家族 271 231 100.0 13.9 16.0 70.0
５人家族 163 142 100.0 17.0 17.7 65.4
６人家族 72 96 100.0 14.6 12.6 72.8
７人以上家族 44 57 100.0 6.7 29.9 63.4
不明 8 7 100.0      -      - 100.0
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 33 32 100.0 4.6 15.6 79.8
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      - 100.0
大人２人（非高齢者のみ） 110 101 100.0 7.9 12.8 79.3
大人２人（高齢者を含む） 21 41 100.0 9.4 18.9 71.6
大人が２人以下＋子供 293 210 100.0 11.4 17.0 71.7
大人が３人以上＋子供 214 225 100.0 15.7 19.7 64.6
大人が３人以上のみ 255 324 100.0 15.9 11.2 73.0
不明 10 9 100.0      -      - 100.0
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 49 61 100.0 7.1 18.2 74.7
２００～４００万円未満 135 158 100.0 13.3 10.6 76.1
４００～６００万円未満 199 201 100.0 10.5 11.8 77.7
６００～８００万円未満 193 193 100.0 15.6 11.3 73.1
８００～１０００万円未満 167 151 100.0 8.4 16.2 75.4
１０００～１５００万円未満 123 108 100.0 26.7 20.0 53.3
１５００～２０００万円未満 36 35 100.0 8.7 41.2 50.1
２０００万円以上 21 15 100.0 17.2 15.4 67.4
不明 14 23 100.0      - 24.5 75.5
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 349 335 100.0 20.5 12.4 67.0
その他の市 399 409 100.0 11.5 15.2 73.3
町・村 189 201 100.0 4.0 18.9 77.2


問３③ＢＳデジタル放送のケーブルでの視聴状況(回答数：937、対象：BSデジタル放送視聴世帯）


問３③ＢＳデジタル放送の
ケーブルでの視聴状況
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[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 11.0 75.2 13.8
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0 7.6 82.6 9.8
３０～３９歳 673 508 100.0 11.9 79.0 9.1
４０～４９歳 1,042 577 100.0 12.0 75.3 12.7
５０～５９歳 1,041 750 100.0 9.6 74.4 16.0
６０歳以上 414 1,120 100.0 12.1 71.3 16.6
　６０～６４歳 230 313 100.0 13.5 70.0 16.5
　６５歳以上 184 807 100.0 11.6 71.8 16.6
　６５～６９歳 51 288 100.0 13.7 72.5 13.7
　７０～７９歳 100 386 100.0 12.0 73.0 15.0
　８０歳以上 33 134 100.0 6.1 66.7 27.3
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 10.9 75.3 13.8
女性 237 281 100.0 11.6 76.0 12.4
不明 7 10 100.0 10.6 26.2 63.2
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 8.7 82.9 8.4
２人家族 472 498 100.0 8.5 73.8 17.7
３人家族 704 731 100.0 11.4 73.9 14.7
４人家族 1,056 906 100.0 11.2 76.4 12.3
５人家族 552 503 100.0 11.2 77.7 11.0
６人家族 247 308 100.0 10.6 72.5 16.9
７人以上家族 119 157 100.0 19.7 67.4 12.9
不明 19 24 100.0 3.1 56.8 40.1
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 8.7 82.9 8.4
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      - 100.0
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0 9.9 75.6 14.5
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0 4.4 71.2 24.4
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0 10.5 78.2 11.3
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0 12.7 74.4 12.9
大人が３人以上のみ 775 965 100.0 12.0 72.3 15.7
不明 26 29 100.0 2.6 56.9 40.5
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0 6.8 74.1 19.1
２００～４００万円未満 544 631 100.0 8.1 78.5 13.4
４００～６００万円未満 758 743 100.0 8.5 76.1 15.4
６００～８００万円未満 720 692 100.0 10.8 74.8 14.4
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 11.9 77.8 10.3
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0 18.0 70.7 11.4
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0 16.3 73.2 10.4
２０００万円以上 41 38 100.0 41.0 53.4 5.6
不明 40 49 100.0 7.4 62.9 29.7
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 11.2 77.8 11.0
その他の市 1,404 1,443 100.0 11.0 74.1 14.9
町・村 628 645 100.0 10.6 72.5 16.9


問３④ＣＳ放送の視聴状況(回答数：3,354、対象：全世帯）


問３④
ＣＳ放送の視聴状況
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明


[ 全  体 ] 818 832 100.0 17.0 22.7 60.2
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 32 69 100.0 9.4 28.1 62.5
３０～３９歳 141 106 100.0 15.6 34.0 50.4
４０～４９歳 257 142 100.0 16.7 26.1 57.2
５０～５９歳 267 192 100.0 15.4 18.7 65.9
６０歳以上 121 322 100.0 20.3 18.8 60.9
　６０～６４歳 69 94 100.0 20.3 21.7 58.0
　６５歳以上 52 228 100.0 20.3 17.6 62.2
　６５～６９歳 14 79 100.0 14.3 35.7 50.0
　７０～７９歳 27 104 100.0 29.6 7.4 63.0
　８０歳以上 11 45 100.0 9.1 9.1 81.8
[ 世帯主性別 ]
男性 754 757 100.0 16.5 23.4 60.1
女性 59 68 100.0 23.5 18.2 58.4
不明 5 8 100.0 14.4      - 85.6
[ 世帯人員 ]
単身 36 39 100.0 14.7 36.4 49.0
２人家族 122 130 100.0 11.2 15.8 73.0
３人家族 178 191 100.0 17.4 22.1 60.6
４人家族 240 213 100.0 20.6 22.4 57.0
５人家族 115 112 100.0 24.1 24.4 51.6
６人家族 74 85 100.0 11.3 17.4 71.3
７人以上家族 44 51 100.0 13.8 43.9 42.3
不明 9 10 100.0 7.2      - 92.8
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 36 39 100.0 14.7 36.4 49.0
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      - 100.0
大人２人（非高齢者のみ） 99 90 100.0 15.3 21.7 63.0
大人２人（高齢者を含む） 13 29 100.0      - 1.9 98.1
大人が２人以下＋子供 266 197 100.0 14.2 27.5 58.3
大人が３人以上＋子供 182 194 100.0 19.4 24.2 56.3
大人が３人以上のみ 209 267 100.0 20.9 20.2 58.9
不明 12 13 100.0 6.0      - 94.0
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 56 61 100.0 9.0 12.0 79.0
２００～４００万円未満 120 136 100.0 12.6 21.6 65.8
４００～６００万円未満 177 177 100.0 11.7 20.1 68.2
６００～８００万円未満 167 174 100.0 19.0 16.3 64.7
８００～１０００万円未満 132 104 100.0 17.9 33.9 48.2
１０００～１５００万円未満 104 119 100.0 29.5 28.3 42.2
１５００～２０００万円未満 32 25 100.0 23.7 32.9 43.4
２０００万円以上 16 18 100.0 15.6 60.0 24.3
不明 14 18 100.0 16.0 4.0 80.0
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 275 281 100.0 26.1 20.7 53.2
その他の市 360 373 100.0 14.5 23.6 61.9
町・村 183 177 100.0 8.1 24.0 67.9


問３④ＣＳ放送のケーブルでの視聴状況(回答数：818、対象：ＣＳ放送視聴世帯）


問３④ＣＳ放送のケー
ブルでの視聴状況
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Ｎ
Ｈ
Ｋ
の
み


有
料
放
送
番
組
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不
明


[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 1.7 83.8 14.5
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0      - 89.1 10.9
３０～３９歳 673 508 100.0 1.5 88.9 9.7
４０～４９歳 1,042 577 100.0 1.4 84.5 14.1
５０～５９歳 1,041 750 100.0 2.3 81.0 16.7
６０歳以上 414 1,120 100.0 2.1 81.2 16.7
　６０～６４歳 230 313 100.0 2.6 80.4 17.0
　６５歳以上 184 807 100.0 1.9 81.5 16.6
　６５～６９歳 51 288 100.0      - 86.3 13.7
　７０～７９歳 100 386 100.0 3.0 83.0 14.0
　８０歳以上 33 134 100.0 3.0 66.7 30.3
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 1.6 84.0 14.4
女性 237 281 100.0 2.4 84.0 13.6
不明 7 10 100.0      - 36.8 63.2
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 0.3 89.4 10.3
２人家族 472 498 100.0 2.0 81.1 16.8
３人家族 704 731 100.0 1.8 82.4 15.8
４人家族 1,056 906 100.0 1.8 85.1 13.1
５人家族 552 503 100.0 1.5 85.6 12.9
６人家族 247 308 100.0 2.1 81.8 16.1
７人以上家族 119 157 100.0 1.2 82.8 16.0
不明 19 24 100.0      - 75.8 24.2
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 0.3 89.4 10.3
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      - 100.0
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0 1.5 83.8 14.7
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0 4.6 75.9 19.5
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0 1.2 86.8 12.0
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0 1.3 84.9 13.8
大人が３人以上のみ 775 965 100.0 2.6 80.2 17.2
不明 26 29 100.0      - 75.1 24.9
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0 1.5 81.5 16.9
２００～４００万円未満 544 631 100.0 1.0 84.7 14.3
４００～６００万円未満 758 743 100.0 1.5 82.3 16.2
６００～８００万円未満 720 692 100.0 1.1 83.0 15.9
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 2.6 85.5 11.9
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0 2.9 88.0 9.1
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0 2.6 84.6 12.7
２０００万円以上 41 38 100.0 1.9 77.8 20.3
不明 40 49 100.0 1.5 70.3 28.2
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 2.3 86.3 11.4
その他の市 1,404 1,443 100.0 1.4 83.0 15.7
町・村 628 645 100.0 1.3 80.7 18.0


問３⑤地上デジタル放送の視聴状況(回答数：3,354、対象：全世帯）


問３⑤
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[ 全  体 ]     59     57 100.0   25.5   18.2    7.4   48.9
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳      -      - 100.0      -      -      -      -
３０～３９歳     10      8 100.0   30.0   20.0   10.0   40.0
４０～４９歳     15      8 100.0   33.3   26.7    6.7   33.3
５０～５９歳     24     17 100.0   16.7    8.3   16.7   58.3
６０歳以上     10     24 100.0   27.6   21.9      -   50.4
　６０～６４歳      6      8 100.0   33.3   16.7      -   50.0
　６５歳以上      4     16 100.0   24.7   24.7      -   50.6
　６５～６９歳      -      - 100.0      -      -      -      -
　７０～７９歳      3     12 100.0   33.3   33.3      -   33.3
　８０歳以上      1      4 100.0      -      -      -  100.0
[ 世帯主性別 ]
男性     54     50 100.0   27.4   13.0    8.4   51.2
女性      5      7 100.0   11.0   56.4      -   32.6
不明      -      - 100.0      -      -      -      -
[ 世帯人員 ]
単身      1      1 100.0      -      -      -  100.0
２人家族     10     10 100.0   72.9    7.4      -   19.7
３人家族     15     13 100.0   19.8   21.3    5.4   53.5
４人家族     20     17 100.0   22.4   29.7   16.2   31.7
５人家族      6      8 100.0      -    9.6   10.0   80.4
６人家族      5      7 100.0   11.0    8.4      -   80.6
７人以上家族      2      2 100.0      -   28.9      -   71.1
不明      -      - 100.0      -      -      -      -
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者）      1      1 100.0      -      -      -  100.0
高齢世帯（高齢者のみ）      -      - 100.0      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ）      8      6 100.0   50.3   13.6      -   36.0
大人２人（高齢者を含む）      2      5 100.0  100.0      -      -      -
大人が２人以下＋子供     17     11 100.0   20.3   12.0   25.2   42.6
大人が３人以上＋子供      9     10 100.0      -   11.4    7.4   81.3
大人が３人以上のみ     22     25 100.0   19.3   28.4    2.8   49.5
不明      -      - 100.0      -      -      -      -
[ 世帯収入 ]
２００万円未満      4      4 100.0      -   20.8      -   79.2
２００～４００万円未満      9      6 100.0   43.4      -   11.2   45.4
４００～６００万円未満      9     11 100.0   57.3   23.9    6.5   12.3
６００～８００万円未満      7      8 100.0      -   55.7   16.5   27.7
８００～１０００万円未満     13     12 100.0      -   15.0      -   85.0
１０００～１５００万円未満     12     12 100.0   34.8    6.4   12.2   46.7
１５００～２０００万円未満      3      2 100.0   22.4      -      -   77.6
２０００万円以上      1      1 100.0      -      -      -  100.0
不明      1      1 100.0  100.0      -      -      -
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地     26     29 100.0   18.5   17.9   12.1   51.5
その他の市     21     20 100.0   29.9   14.0    3.7   52.4
町・村     12      9 100.0   38.6   28.8      -   32.5


問３⑤地上デジタル放送を視聴している受信機(回答数：535、対象：地上デジタル放送視聴世帯）


問３⑤地上デジタル放送を視聴
している受信機
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[ 全  体 ]     59     57 100.0   59.1    9.1   31.8
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳      -      - 100.0      -      -      -
３０～３９歳     10      8 100.0   70.0   20.0   10.0
４０～４９歳     15      8 100.0   46.7   26.7   26.7
５０～５９歳     24     17 100.0   50.0    8.3   41.7
６０歳以上     10     24 100.0   66.6      -   33.4
　６０～６４歳      6      8 100.0   50.0      -   50.0
　６５歳以上      4     16 100.0   75.3      -   24.7
　６５～６９歳      -      - 100.0      -      -      -
　７０～７９歳      3     12 100.0   66.7      -   33.3
　８０歳以上      1      4 100.0  100.0      -      -
[ 世帯主性別 ]
男性     54     50 100.0   53.5   10.3   36.2
女性      5      7 100.0  100.0      -      -
不明      -      - 100.0      -      -      -
[ 世帯人員 ]
単身      1      1 100.0  100.0      -      -
２人家族     10     10 100.0   32.9    7.4   59.6
３人家族     15     13 100.0   37.8   15.3   46.9
４人家族     20     17 100.0   66.2   10.9   22.9
５人家族      6      8 100.0   83.1      -   16.9
６人家族      5      7 100.0   89.0      -   11.0
７人以上家族      2      2 100.0   71.1   28.9      -
不明      -      - 100.0      -      -      -
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者）      1      1 100.0  100.0      -      -
高齢世帯（高齢者のみ）      -      - 100.0      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ）      8      6 100.0   60.3      -   39.7
大人２人（高齢者を含む）      2      5 100.0      -   16.4   83.6
大人が２人以下＋子供     17     11 100.0   67.7   17.1   15.2
大人が３人以上＋子供      9     10 100.0   73.9    5.7   20.4
大人が３人以上のみ     22     25 100.0   59.0    7.9   33.1
不明      -      - 100.0      -      -      -
[ 世帯収入 ]
２００万円未満      4      4 100.0   79.2   20.8      -
２００～４００万円未満      9      6 100.0   57.2   11.8   31.1
４００～６００万円未満      9     11 100.0   23.9   10.0   66.1
６００～８００万円未満      7      8 100.0   81.8      -   18.2
８００～１０００万円未満     13     12 100.0   67.3   10.4   22.2
１０００～１５００万円未満     12     12 100.0   60.6    6.1   33.4
１５００～２０００万円未満      3      2 100.0   77.6   22.4      -
２０００万円以上      1      1 100.0  100.0      -      -
不明      1      1 100.0      -      -  100.0
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地     26     29 100.0   83.2    1.9   14.9
その他の市     21     20 100.0   35.3   11.2   53.5
町・村     12      9 100.0   32.5   28.2   39.2


問３⑤地上デジタル放送のケーブルでの視聴状況(回答数：535、対象：地上デジタル放送視聴世帯）


問３⑤地上デジタル放送
のケーブルでの視聴状況
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[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 76.7 33.8 47.8 60.9 76.4 6.8
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0 65.8 22.3 48.9 61.4 76.6 7.1
３０～３９歳 673 508 100.0 75.5 30.9 49.3 61.4 78.6 7.4
４０～４９歳 1,042 577 100.0 78.5 34.2 49.6 62.5 77.5 6.2
５０～５９歳 1,041 750 100.0 79.9 38.1 50.7 60.8 75.2 6.5
６０歳以上 414 1,120 100.0 78.1 36.1 43.7 59.8 75.4 6.9
　６０～６４歳 230 313 100.0 77.8 37.0 42.6 61.3 72.2 9.6
　６５歳以上 184 807 100.0 78.2 35.8 44.1 59.2 76.7 5.9
　６５～６９歳 51 288 100.0 86.3 31.4 45.1 58.8 82.4      -
　７０～７９歳 100 386 100.0 71.0 41.0 45.0 59.0 77.0 7.0
　８０歳以上 33 134 100.0 81.8 30.3 39.4 60.6 63.6 15.2
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 77.4 34.0 48.3 61.5 77.3 6.1
女性 237 281 100.0 70.8 32.9 42.9 55.8 67.8 13.0
不明 7 10 100.0 36.8 5.3 10.6 10.6 36.8 37.0
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 73.2 24.6 46.2 62.6 74.6 8.3
２人家族 472 498 100.0 81.1 35.8 46.7 62.2 76.1 6.5
３人家族 704 731 100.0 77.8 36.6 52.1 66.5 77.7 6.6
４人家族 1,056 906 100.0 75.4 31.5 48.4 59.1 75.9 6.8
５人家族 552 503 100.0 76.7 38.2 46.8 62.4 76.8 7.7
６人家族 247 308 100.0 80.5 34.6 46.7 54.4 76.7 5.4
７人以上家族 119 157 100.0 70.5 29.0 39.5 51.0 73.3 5.4
不明 19 24 100.0 32.7 8.9 17.9 31.7 81.7 15.2
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 73.2 24.6 46.2 62.6 74.6 8.3
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      -      -      -      - 100.0
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0 83.5 37.6 48.4 63.6 79.1 4.2
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0 79.9 31.4 46.0 62.3 72.3 9.9
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0 72.7 29.6 49.2 60.4 77.2 7.1
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0 77.7 35.8 48.0 55.3 76.0 6.3
大人が３人以上のみ 775 965 100.0 79.0 37.8 47.4 65.2 75.9 6.6
不明 26 29 100.0 39.4 14.8 24.6 36.1 79.9 15.1
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0 70.4 30.8 41.8 58.0 66.9 13.8
２００～４００万円未満 544 631 100.0 69.7 29.6 44.9 51.0 72.5 10.6
４００～６００万円未満 758 743 100.0 77.7 33.0 48.8 60.3 77.0 6.3
６００～８００万円未満 720 692 100.0 74.9 33.0 46.1 59.5 76.1 5.7
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 81.2 39.1 49.0 69.2 82.9 3.7
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0 86.4 40.5 55.9 70.6 81.6 3.0
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0 85.9 34.0 49.0 66.9 74.9 3.5
２０００万円以上 41 38 100.0 80.9 22.7 55.9 73.5 78.6 3.8
不明 40 49 100.0 64.2 27.5 33.1 50.5 62.6 17.2
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 80.2 32.8 52.3 68.6 79.3 5.8
その他の市 1,404 1,443 100.0 76.1 35.1 47.9 60.7 76.5 6.5
町・村 628 645 100.0 71.3 32.7 38.5 46.4 70.5 9.5


問４（１）地上デジタル放送について知っている項目(回答数：3,354、対象：全世帯）


問４（１）
地上デジタル放送について知っている項目


比
重
調
整
後


集
計
世
帯
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新
聞
テ
レ
ビ
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ス
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ー


・
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ン
フ
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ッ


ト


総
務
省
等
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ホ
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ム
ペ
ー


ジ


各
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ン
ト


市
の
広
報
、


雑
誌
な
ど


そ
の
他


不
明


[ 全  体 ] 2,972 2,954 100.0 55.6 84.1 4.6 1.2 2.4 2.1 10.7 0.2
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 152 330 100.0 50.7 87.5 2.0 1.3 3.3 0.7 15.1 0.7
３０～３９歳 582 439 100.0 50.7 81.3 4.5 1.7 1.9 1.5 15.8      -
４０～４９歳 940 521 100.0 57.9 79.0 5.1 1.5 1.6 2.3 12.4 0.5
５０～５９歳 935 673 100.0 61.7 84.2 5.9 1.4 2.7 2.6 10.5 0.3
６０歳以上 363 991 100.0 53.9 86.8 4.4 0.7 2.6 2.4 6.1      -
　６０～６４歳 201 273 100.0 53.2 91.0 2.5 1.0 1.5 3.0 7.5      -
　６５歳以上 162 718 100.0 54.2 85.2 5.1 0.5 3.0 2.2 5.6      -
　６５～６９歳 49 276 100.0 49.0 89.8 2.0      - 2.0      - 2.0      -
　７０～７９歳 85 328 100.0 58.8 82.4 7.1 1.2 2.4 3.5 10.6      -
　８０歳以上 28 114 100.0 53.6 82.1 7.1      - 7.1 3.6      -      -
[ 世帯主性別 ]
男性 2,771 2,717 100.0 55.6 83.8 4.9 1.3 2.6 2.2 10.9 0.3
女性 197 234 100.0 54.7 87.7 1.7 0.6 0.2 1.6 7.7      -
不明 4 4 100.0 100.0 85.5      -      -      -      -      -      -
[ 世帯人員 ]
単身 157 195 100.0 45.9 91.8 1.0 1.5 1.9 2.9 11.4      -
２人家族 434 450 100.0 59.0 87.0 5.8 0.9 1.9 2.0 10.5 0.3
３人家族 630 652 100.0 56.3 86.4 4.5 1.2 2.0 2.5 7.5      -
４人家族 937 797 100.0 56.9 81.0 4.8 1.2 1.3 2.7 12.3 0.6
５人家族 487 443 100.0 56.8 80.3 4.6 1.2 4.6 1.0 12.0 0.1
６人家族 222 283 100.0 45.8 82.9 4.5 1.6 4.4 0.2 11.8      -
７人以上家族 96 124 100.0 65.0 83.8 6.4 1.0 0.6 4.0 9.5 0.4
不明 9 10 100.0 34.7 100.0      -      - 21.9      -      -      -
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 157 195 100.0 45.9 91.8 1.0 1.5 1.9 2.9 11.4      -
高齢世帯（高齢者のみ）      -      - 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 364 341 100.0 58.7 85.4 5.6 1.2 2.1 2.5 12.7 0.2
大人２人（高齢者を含む） 49 90 100.0 63.6 95.1 7.3      - 1.4 0.6 2.2      -
大人が２人以下＋子供 1,072 773 100.0 54.1 79.6 4.4 1.9 1.7 1.6 14.7 0.5
大人が３人以上＋子供 618 668 100.0 56.2 81.8 5.1 1.1 2.9 1.2 11.4 0.2
大人が３人以上のみ 697 872 100.0 56.7 86.4 4.6 0.7 2.8 3.1 6.4 0.1
不明 15 14 100.0 39.3 89.9      -      - 15.2      - 15.2      -
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 160 192 100.0 47.4 91.8 1.0 0.8      - 1.0 6.3 0.7
２００～４００万円未満 456 522 100.0 45.3 87.3 3.4      - 0.9 1.6 11.8 0.2
４００～６００万円未満 673 657 100.0 54.5 83.6 3.6 0.9 3.5 1.1 11.2 0.6
６００～８００万円未満 636 605 100.0 56.2 82.3 4.9 1.9 2.4 3.7 10.9      -
８００～１０００万円未満 476 428 100.0 60.9 80.6 5.2 1.2 2.3 2.1 11.7 0.2
１０００～１５００万円未満 410 386 100.0 64.7 83.8 5.9 2.0 1.7 2.1 8.5      -
１５００～２０００万円未満 95 90 100.0 68.5 81.6 7.6 1.4 11.6 5.1 7.9      -
２０００万円以上 38 36 100.0 52.8 83.1 21.1      -      -      - 12.9      -
不明 28 39 100.0 65.0 87.0 9.3 5.6 5.6 1.8 18.2      -
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,192 1,141 100.0 58.7 83.1 4.7 1.4 2.3 2.5 12.4 0.1
その他の市 1,244 1,272 100.0 54.3 85.5 4.9 1.3 2.7 2.1 8.8 0.3
町・村 536 541 100.0 51.7 82.9 3.6 0.6 2.0 1.3 11.4 0.4


問４（２）地上デジタル放送についての認知媒体(回答数：2,972、対象：問4（1）で「1～4」を知っている世


問４（２）地上デジタル放送についての認知媒体比
重
調
整
後


集
計
世
帯
数


集
計
世
帯
数


 回
答
数
割
合
（


％
）


130







画
質
や
音
質
の
よ
い
番
組


高
齢
者
、


障
害
者
に


優
し
い
放
送


最
新
情
報
の
取
得


番
組
検
索


ク
イ
ズ
番
組
へ
の
回
答


ド
ラ
マ
等
の
リ
ク
エ
ス
ト


番
組
の
自
動
保
存
、


シ
ー


ン
検
索
、


ダ
イ
ジ
ェ


ス
ト
視
聴
等


移
動
端
末
で
の
安
定
し
た


画
像
受
信


テ
レ
ビ
シ
ョ
ッ


ピ
ン
グ
や


銀
行
振
込
等


期
待
す
る
も
の
は
な
い


不
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[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 73.2 21.8 34.1 23.9 19.1 13.6 13.0 15.2 12.3 4.3
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0 71.2 14.1 34.8 29.3 23.4 19.0 14.7 17.4 10.3 2.7
３０～３９歳 673 508 100.0 67.9 16.6 32.8 27.3 19.8 15.6 11.3 14.3 14.7 3.0
４０～４９歳 1,042 577 100.0 75.8 20.1 34.5 23.8 22.0 15.7 12.8 15.3 10.8 2.9
５０～５９歳 1,041 750 100.0 72.9 23.3 34.0 22.5 16.0 11.0 11.1 16.8 14.9 3.5
６０歳以上 414 1,120 100.0 75.1 26.8 34.2 21.5 17.9 11.6 14.4 13.6 10.8 6.6
　６０～６４歳 230 313 100.0 69.6 27.4 35.2 25.2 19.1 10.4 10.9 14.8 12.2 8.3
　６５歳以上 184 807 100.0 77.3 26.5 33.8 20.1 17.4 12.0 15.8 13.2 10.3 6.0
　６５～６９歳 51 288 100.0 78.4 25.5 35.3 19.6 17.6 7.8 21.6 9.8 9.8 5.9
　７０～７９歳 100 386 100.0 77.0 27.0 35.0 20.0 18.0 13.0 16.0 15.0 11.0 5.0
　８０歳以上 33 134 100.0 75.8 27.3 27.3 21.2 15.2 18.2 3.0 15.2 9.1 9.1
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 73.6 21.7 34.2 24.0 19.7 13.6 13.5 15.4 12.2 3.8
女性 237 281 100.0 70.4 24.0 33.2 22.7 13.5 14.6 7.5 13.0 12.6 8.1
不明 7 10 100.0 16.0 5.3 5.3 26.2 5.3      - 5.3 5.3 26.2 37.0
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0 72.4 19.6 30.5 29.6 16.8 20.4 18.9 16.9 11.6 2.4
２人家族 472 498 100.0 72.1 23.9 36.0 24.6 18.6 15.0 10.5 12.2 11.6 7.1
３人家族 704 731 100.0 73.9 23.8 34.3 25.5 18.9 13.3 13.5 16.4 11.6 4.6
４人家族 1,056 906 100.0 71.8 21.6 33.6 22.0 19.0 12.5 13.2 15.0 13.4 3.0
５人家族 552 503 100.0 72.7 19.9 30.2 21.2 19.1 10.9 11.3 15.9 15.3 3.4
６人家族 247 308 100.0 77.0 24.2 32.7 25.3 18.1 10.4 11.4 16.9 11.4 6.6
７人以上家族 119 157 100.0 78.9 12.9 48.6 25.8 23.8 24.9 19.0 13.5 4.7 0.8
不明 19 24 100.0 57.7 12.1 39.7 8.9 43.9      -      - 2.3 5.4 9.8
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0 72.4 19.6 30.5 29.6 16.8 20.4 18.9 16.9 11.6 2.4
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      - 100.0
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0 71.7 23.1 34.9 25.1 17.4 13.7 11.3 14.8 12.5 4.3
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0 75.3 31.1 41.5 25.8 25.6 22.2 9.3 2.5 9.1 11.9
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0 69.4 17.6 33.9 25.6 22.5 14.9 10.8 13.7 13.1 3.2
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0 77.2 20.0 35.4 21.9 18.2 14.7 13.3 16.4 11.2 5.0
大人が３人以上のみ 775 965 100.0 74.9 26.6 32.7 22.5 16.7 9.6 14.8 17.0 12.9 3.7
不明 26 29 100.0 57.6 12.4 45.2 9.9 38.8      -      - 4.4 4.5 10.6
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0 69.5 31.2 30.9 26.2 21.5 13.7 15.7 14.5 14.0 9.3
２００～４００万円未満 544 631 100.0 69.5 24.5 27.9 24.2 22.7 14.3 10.5 13.7 12.8 4.7
４００～６００万円未満 758 743 100.0 71.9 22.3 39.6 24.2 20.6 13.9 12.5 11.6 12.1 3.9
６００～８００万円未満 720 692 100.0 75.1 20.8 32.1 20.8 17.5 13.5 13.2 17.7 10.0 5.2
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 74.0 19.6 36.3 24.8 14.4 14.5 15.3 18.5 13.8 2.5
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0 77.7 17.3 36.4 26.0 18.7 10.5 11.5 16.1 12.7 1.7
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0 82.8 14.4 42.5 24.9 14.5 21.9 21.3 22.2 9.7 1.4
２０００万円以上 41 38 100.0 77.2 19.4 24.6 32.4 18.6 14.7 12.4 14.2 20.9      -
不明 40 49 100.0 65.2 21.8 23.3 14.4 19.0 5.7 10.1 4.4 10.1 13.1
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 72.2 21.2 34.7 25.7 19.4 15.7 11.9 14.9 13.8 2.9
その他の市 1,404 1,443 100.0 74.1 21.7 33.0 23.2 18.3 12.2 13.3 16.5 11.2 4.6
町・村 628 645 100.0 73.1 23.4 35.2 22.2 20.3 12.9 14.3 12.8 11.7 6.1


問４（３）地上デジタル放送に期待するもの(回答数：3,354、対象：全世帯）


問４（３）地上デジタル放送に期待するもの比
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５
０
万
円
超


５
０
万
円
以
下


３
０
万
円
以
下


２
０
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下


１
０
万
円
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５
万
円
以
下


購
入
し
な
い


購
入
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み


不
明


[ 全  体 ] 3,354 3,354 100.0 0.1 1.0 6.4 21.2 40.1 21.0 7.5 1.1 1.5
[ 世帯主年齢 ]　
２０～２９歳 184 399 100.0      - 0.5 4.9 10.9 39.7 33.2 9.8      - 1.1
３０～３９歳 673 508 100.0 0.1 0.7 2.8 17.4 41.0 27.5 8.2 1.6 0.6
４０～４９歳 1,042 577 100.0 0.4 0.5 5.8 24.6 39.4 20.0 6.7 1.5 1.2
５０～５９歳 1,041 750 100.0 0.1 0.8 8.5 24.5 38.2 16.7 7.8 1.3 2.0
６０歳以上 414 1,120 100.0      - 1.8 7.3 22.5 41.5 17.2 6.6 1.0 2.0
　６０～６４歳 230 313 100.0      - 0.4 9.1 21.3 39.1 17.4 8.7 2.2 1.7
　６５歳以上 184 807 100.0      - 2.4 6.7 23.0 42.4 17.1 5.8 0.5 2.2
　６５～６９歳 51 288 100.0      - 3.9 11.8 11.8 43.1 23.5 3.9      - 2.0
　７０～７９歳 100 386 100.0      - 2.0 2.0 32.0 44.0 13.0 4.0 1.0 2.0
　８０歳以上 33 134 100.0      -      - 9.1 21.2 36.4 15.2 15.2      - 3.0
[ 世帯主性別 ]
男性 3,110 3,062 100.0 0.1 1.1 6.5 21.3 40.8 21.0 6.7 1.2 1.3
女性 237 281 100.0      -      - 5.6 20.4 33.9 21.1 15.5 0.7 2.9
不明 7 10 100.0      -      -      -      - 10.6 20.8 26.2 5.3 37.0
[ 世帯人員 ]
単身 185 226 100.0      -      - 3.6 16.6 36.5 29.2 11.7 0.9 1.5
２人家族 472 498 100.0 0.2 1.1 6.0 20.6 39.9 19.6 9.0 1.4 2.2
３人家族 704 731 100.0 0.1 1.1 9.8 23.2 34.1 23.2 6.1 1.2 1.2
４人家族 1,056 906 100.0 0.1 0.5 5.3 19.2 44.3 20.4 7.6 1.6 1.0
５人家族 552 503 100.0 0.1 0.4 7.2 19.4 40.6 21.9 8.6 0.6 1.1
６人家族 247 308 100.0      - 0.2 4.9 19.7 48.0 17.1 5.8 0.8 3.4
７人以上家族 119 157 100.0      - 6.9 2.3 41.6 33.1 12.8 2.4      - 0.8
不明 19 24 100.0      - 15.9      - 8.7 39.4 14.2 11.9      - 9.8
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 226 100.0      -      - 3.6 16.6 36.5 29.2 11.7 0.9 1.5
高齢世帯（高齢者のみ） 1 4 100.0      -      -      -      -      -      -      -      - 100.0
大人２人（非高齢者のみ） 391 369 100.0 0.3 1.5 7.6 20.6 39.1 21.4 7.4 1.5 0.6
大人２人（高齢者を含む） 55 100 100.0      -      - 1.7 24.1 41.8 15.2 12.5 0.7 4.0
大人が２人以下＋子供 1,220 903 100.0 0.2 0.5 4.3 18.1 39.2 27.1 8.6 1.1 0.9
大人が３人以上＋子供 701 758 100.0      - 1.7 5.8 26.0 42.9 15.7 5.4 0.3 2.2
大人が３人以上のみ 775 965 100.0 0.1 0.8 9.5 21.7 40.1 18.3 6.6 1.8 1.1
不明 26 29 100.0      - 13.2 2.5 9.7 37.6 16.7 9.9      - 10.6
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 193 236 100.0      -      - 2.6 14.9 28.4 29.8 20.0 0.8 3.6
２００～４００万円未満 544 631 100.0 0.1 0.1 3.9 12.7 38.9 33.1 10.6 0.2 0.4
４００～６００万円未満 758 743 100.0 0.1 0.3 3.5 22.2 43.7 21.9 6.5 0.9 0.9
６００～８００万円未満 720 692 100.0 0.1 1.9 6.0 22.0 44.2 17.3 5.0 0.7 2.6
８００～１０００万円未満 521 466 100.0 0.2 1.2 7.1 27.9 38.0 18.0 5.7 0.9 1.1
１０００～１５００万円未満 435 406 100.0      - 1.1 11.1 26.6 41.6 10.4 5.5 2.7 1.2
１５００～２０００万円未満 102 94 100.0      - 0.6 31.3 22.3 24.5 8.0 4.6 8.7      -
２０００万円以上 41 38 100.0 1.4 7.1 16.2 19.7 47.9 3.3 2.9      - 1.4
不明 40 49 100.0      - 11.6 4.3 23.1 31.3 17.8      -      - 11.9
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322 1,266 100.0 0.1 1.5 5.3 20.6 40.3 22.3 7.3 1.3 1.4
その他の市 1,404 1,443 100.0 0.2 0.4 6.5 21.1 40.8 20.7 7.8 0.9 1.6
町・村 628 645 100.0      - 1.6 8.1 22.4 38.4 19.3 7.2 1.3 1.8


問４（４）地上デジタル対応テレビの値段(回答数：3,354、対象：全世帯）


問４（４）地上デジタル対応テレビの値段比
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  全  体 2,972 2,954 100.0 55.6 84.1 4.6 1.2 2.4 2.1 10.7 0.2


２００３年から３大都市でスタート 2,600 2,573 100.0 58.0 85.7 5.0 1.3 2.5 2.2 9.4 0.1


２００６年から３大都市以外の地域でスタート 1,154 1,134 100.0 62.5 84.1 7.2 1.9 2.9 3.5 12.9 0.2


２０１１年に現行のアナログ放送は終了 1,646 1,602 100.0 61.9 83.6 6.7 1.7 2.8 2.8 13.1 0.2


デジタル放送開始後も当面は現行アナログ放送は視聴可 2,060 2,043 100.0 60.5 84.3 5.6 1.4 2.6 2.7 12.0 0.2


デジタル対応テレビか専用チューナーが必要 2,415 2,390 100.0 60.3 83.6 5.3 1.3 2.6 2.2 11.9 0.3


問４　地上デジタル放送に対する認知と媒体の関係(回答数：3,354、対象：全世帯）


問４（１）地上デジタ
ル放送について知って
いること


回
答
数
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合
（


％
）


 問４（２）地上デジタル放送についての認知媒体比
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集
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  全  体 3,354 3,354 100.0 73.2 21.8 34.1 23.9 19.1 13.6 13.0 15.2 12.3 4.3
２００３年から３大都市でスタート 2,600 2,573 100.0 77.9 23.2 37.8 25.6 19.2 14.2 14.4 16.1 11.3 1.7
２００６年から３大都市以外の地域でスタート 1,154 1,134 100.0 81.6 25.3 43.2 29.7 21.5 15.8 15.7 17.4 10.1 1.0
２０１１年に現行のアナログ放送は終了 1,646 1,602 100.0 78.6 23.3 40.0 28.1 21.3 16.8 16.0 15.8 11.6 1.2
デジタル放送開始後も当面は現行アナログ放送は視聴可 2,060 2,043 100.0 78.9 23.7 39.3 27.9 20.2 16.3 14.8 16.1 11.3 1.1
デジタル対応テレビか専用チューナーが必要 2,567 2,561 100.0 77.7 22.9 39.0 26.8 20.7 15.9 14.2 15.1 11.2 1.5


問４　地上デジタル放送に対する認知と期待の関係(回答数：3,354、対象：全世帯）


問４（１）地上
デジタル放送に
ついて知ってい
ること


問４（３）地上デジタルで期待するもの比
重
調
整
後


集
計
世
帯
数


集
計
世
帯
数


 回
答
数
割
合
（


％
）
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画
質
や
音
質
の
よ
い
番
組


高
齢
者
、


障
害
者
に


優
し
い
放
送


最
新
情
報
の
取
得


番
組
検
索


ク
イ
ズ
番
組
へ
の
回
答


ド
ラ
マ
等
の
リ
ク
エ
ス
ト


番
組
の
自
動
保
存
、


シ
ー


ン
検
索
、


ダ
イ
ジ
ェ


ス
ト
視
聴
等


移
動
端
末
で
の
安
定
し
た


画
像
受
信


テ
レ
ビ
シ
ョ
ッ


ピ
ン
グ
や


銀
行
振
込
等


期
待
す
る
も
の
は
な
い


不
明


  全  体 3,354 3,354 100.0 73.2 21.8 34.1 23.9 19.1 13.6 13.0 15.2 12.3 4.3
新聞 1,708 1,661 100.0 80.1 25.0 40.2 27.8 20.1 15.9 16.4 17.5 10.6 1.4
テレビ 2,496 2,530 100.0 77.6 23.8 37.2 25.3 20.3 14.1 13.6 16.2 11.2 1.7
ポスター・パンフレット 149 138 100.0 80.3 29.1 49.3 34.7 31.8 17.5 23.9 22.9 8.4      -
総務省等のホームページ 43 36 100.0 88.7 23.2 54.9 41.1 16.1 24.7 32.4 13.6 2.1 2.1
各種イベント 66 72 100.0 68.8 32.6 47.0 25.5 25.4 17.7 23.9 14.4 8.1 6.6
市の広報、雑誌など 69 64 100.0 79.2 28.2 42.0 17.4 14.3 13.1 21.7 17.0 9.6 1.2
その他 368 326 100.0 74.5 19.9 38.6 27.5 19.1 19.1 20.8 16.3 14.6 2.5


問４　地上デジタル放送に対する媒体と期待の関係(回答数：3,354、対象：全世帯）


問４（３）地上デジタルで期待するもの回
答
数
割
合
（


％
）


問４（２）地上デジ
タル放送についての
認知媒体


比
重
調
整
後


集
計
世
帯
数


集
計
世
帯
数
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５
０
万
円
超


５
０
万
円
以
下


３
０
万
円
以
下


２
０
万
円
以
下


１
０
万
円
以
下


５
万
円
以
下


購
入
し
な
い


購
入
済
み


不
明


  全  体 3,354 3,354 100.0 0.1 1.0 6.4 21.2 40.1 21.0 40.1 21.0 7.5
画質や音質のよい番組 2,439 2,455 100.0 0.1 1.3 7.8 25.0 42.8 17.6 42.8 17.6 3.7
高齢者、障害者に優しい放送 702 731 100.0      - 0.9 5.6 23.7 41.9 22.0 41.9 22.0 3.9
最新情報の取得 1,141 1,143 100.0 0.2 2.1 7.7 25.9 40.6 19.8 40.6 19.8 1.6
番組検索 815 803 100.0 0.1 1.4 7.1 26.5 41.6 19.8 41.6 19.8 2.0
クイズ番組への回答ドラマ等のリクエスト 648 641 100.0 0.1 2.4 5.9 26.4 40.1 21.3 40.1 21.3 2.5
番組の自動保存、シーン検索、ダイジェスト視聴可 465 458 100.0 0.1 1.6 7.3 23.6 41.5 23.3 41.5 23.3 1.5
移動端末での安定した画像受信 405 435 100.0 0.3 2.5 7.7 22.2 43.2 21.5 43.2 21.5 0.9
テレビショッピングや銀行振込等 521 509 100.0      - 0.7 9.0 24.4 42.5 21.3 42.5 21.3 1.3
期待するものはない 433 411 100.0      -      - 2.7 6.7 31.2 31.8 31.2 31.8 26.6


問４　地上デジタル放送に対する期待と機器への対価の関係(回答数：3,354、対象：全世帯）


問４（４）地上デジタル対応テレビの値段回
答
数
割
合
（


％
）


問４（３）地上デジ
タルで期待するもの


比
重
調
整
後


集
計
世
帯
数


集
計
世
帯
数
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Ｆ１　世帯主／非世帯主


世
帯
主


非
世
帯
主


  全  体 11,653 11,653 100.0 29.4 70.6
[ 本人が世帯主/非世帯主 ]
世帯主 3,347 3,424 100.0 100.0      -
非世帯主 8,306 8,229 100.0      - 100.0
[ 本人の性別 ]
男性 5,764 5,683 100.0 55.7 44.3
女性 5,889 5,970 100.0 4.4 95.6
[ 本人の年齢 ]
６～１２歳 1,254 841 100.0      - 100.0
１３～１９歳 1,410 996 100.0      - 100.0
２０～２９歳 1,599 1,775 100.0 11.4 88.6
３０～３９歳 1,768 1,646 100.0 40.7 59.3
４０～４９歳 2,164 1,629 100.0 48.7 51.3
５０～５９歳 1,943 1,869 100.0 49.9 50.1
６０歳以上 1,515 2,898 100.0 28.6 71.4
　６０～６４歳 394 754 100.0 52.5 47.5
　６５歳以上 1,121 2,144 100.0 20.2 79.8
　６５～６９歳 220 692 100.0 27.4 72.6
　７０～７９歳 558 979 100.0 20.1 79.9
　８０歳以上 343 472 100.0 9.8 90.2
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 4,310 4,195 100.0 31.5 68.5
その他の市 4,958 4,957 100.0 29.4 70.6
町・村 2,385 2,501 100.0 25.8 74.2
[ 家族数 ]
単身 185 185 100.0 100.0      -
２人家族 933 1,007 100.0 49.9 50.1
３人家族 1,937 2,052 100.0 36.4 63.6
４人家族 3,837 3,556 100.0 28.9 71.1
５人家族 2,543 2,416 100.0 21.8 78.2
６人家族 1,384 1,512 100.0 18.2 81.8
７人以上家族 778 873 100.0 16.0 84.0
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 185 100.0 100.0      -
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 784 820 100.0 49.7 50.3
大人２人（高齢者を含む） 110 154 100.0 46.6 53.4
大人が２人以下＋子供 3,997 3,183 100.0 34.0 66.0
大人が３人以上＋子供 3,594 3,792 100.0 19.3 80.7
大人が３人以上のみ 2,896 3,435 100.0 26.8 73.2
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 424 438 100.0 46.8 53.2
２００～４００万円未満 1,541 1,611 100.0 36.7 63.3
４００～６００万円未満 2,535 2,478 100.0 31.2 68.8
６００～８００万円未満 2,702 2,650 100.0 27.2 72.8
８００～１０００万円未満 1,981 1,945 100.0 26.4 73.6
１０００万円以上 2,322 2,370 100.0 24.2 75.8
　１０００～１５００万円未満 1,742 1,779 100.0 24.2 75.8
　１５００～２０００万円未満 404 408 100.0 24.5 75.5
　２０００万円以上 176 183 100.0 23.2 76.8
[ 世帯主の性別 ]
男性 11,115 11,086 100.0 28.5 71.5
女性 528 558 100.0 46.7 53.3
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 315 343 100.0 58.7 41.3
３０～３９歳 1,867 1,787 100.0 37.5 62.5
４０～４９歳 4,041 3,509 100.0 22.6 77.4
５０～５９歳 3,841 3,856 100.0 24.2 75.8
６０歳以上 1,574 2,144 100.0 38.6 61.4
　６０～６４歳 766 1,016 100.0 39.0 61.0
　６５歳以上 808 1,128 100.0 38.3 61.7
　６５～６９歳 207 391 100.0 48.5 51.5
　７０～７９歳 456 572 100.0 34.3 65.7
　８０歳以上 145 165 100.0 28.1 71.9


回
答
数
割
合
（


％
）


本人 集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数
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Ｆ２　性別


男
性
女
性


  全  体 11,653 11,653 100.0 48.8 51.2
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 3,347 3,424 100.0 92.4 7.6
非世帯主 8,306 8,229 100.0 30.6 69.4
[ 本人の性別 ]
男性 5,764 5,683 100.0 100.0      -
女性 5,889 5,970 100.0      - 100.0
[ 本人の年齢 ]
６～１２歳 1,254 841 100.0 51.2 48.8
１３～１９歳 1,410 996 100.0 51.2 48.8
２０～２９歳 1,599 1,775 100.0 50.9 49.1
３０～３９歳 1,768 1,646 100.0 50.5 49.5
４０～４９歳 2,164 1,629 100.0 50.2 49.8
５０～５９歳 1,943 1,869 100.0 49.5 50.5
６０歳以上 1,515 2,898 100.0 43.6 56.4
　６０～６４歳 394 754 100.0 48.5 51.5
　６５歳以上 1,121 2,144 100.0 41.9 58.1
　６５～６９歳 220 692 100.0 47.2 52.8
　７０～７９歳 558 979 100.0 42.7 57.3
　８０歳以上 343 472 100.0 32.4 67.6
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 4,310 4,195 100.0 49.5 50.5
その他の市 4,958 4,957 100.0 48.5 51.5
町・村 2,385 2,501 100.0 48.0 52.0
[ 家族数 ]
単身 185 185 100.0 60.8 39.2
２人家族 933 1,007 100.0 46.8 53.2
３人家族 1,937 2,052 100.0 48.9 51.1
４人家族 3,837 3,556 100.0 49.2 50.8
５人家族 2,543 2,416 100.0 48.6 51.4
６人家族 1,384 1,512 100.0 47.1 52.9
７人以上家族 778 873 100.0 49.5 50.5
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 185 100.0 60.8 39.2
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 784 820 100.0 48.2 51.8
大人２人（高齢者を含む） 110 154 100.0 43.0 57.0
大人が２人以下＋子供 3,997 3,183 100.0 50.8 49.2
大人が３人以上＋子供 3,594 3,792 100.0 47.1 52.9
大人が３人以上のみ 2,896 3,435 100.0 48.6 51.4
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 424 438 100.0 43.3 56.7
２００～４００万円未満 1,541 1,611 100.0 48.4 51.6
４００～６００万円未満 2,535 2,478 100.0 49.4 50.6
６００～８００万円未満 2,702 2,650 100.0 49.7 50.3
８００～１０００万円未満 1,981 1,945 100.0 48.5 51.5
１０００万円以上 2,322 2,370 100.0 48.3 51.7
　１０００～１５００万円未満 1,742 1,779 100.0 48.0 52.0
　１５００～２０００万円未満 404 408 100.0 48.7 51.3
　２０００万円以上 176 183 100.0 50.9 49.1
[ 世帯主の性別 ]
男性 11,115 11,086 100.0 49.9 50.1
女性 528 558 100.0 26.4 73.6
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 315 343 100.0 54.3 45.7
３０～３９歳 1,867 1,787 100.0 50.0 50.0
４０～４９歳 4,041 3,509 100.0 47.4 52.6
５０～５９歳 3,841 3,856 100.0 46.4 53.6
６０歳以上 1,574 2,144 100.0 53.3 46.7
　６０～６４歳 766 1,016 100.0 50.1 49.9
　６５歳以上 808 1,128 100.0 56.1 43.9
　６５～６９歳 207 391 100.0 60.4 39.6
　７０～７９歳 456 572 100.0 53.6 46.4
　８０歳以上 145 165 100.0 54.8 45.2
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Ｆ３　年齢


６
～


１
２
歳


１
３
～


１
９
歳


２
０
～


２
９
歳


３
０
～


３
９
歳


４
０
～


４
９
歳


５
０
～


５
９
歳


６
０
歳
以
上


　
６
０
～


６
４
歳


　
６
５
歳
以
上


　
６
５
～


６
９
歳


　
７
０
～


７
９
歳


　
８
０
歳
以
上


  全  体 11,653 11,653 100.0 7.2 8.5 15.2 14.1 14.0 16.0 24.9 6.5 18.4 5.9 8.4 4.1
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 3,347 3,424 100.0      -      - 5.9 19.6 23.1 27.2 24.2 11.6 12.6 5.5 5.7 1.4
非世帯主 8,306 8,229 100.0 10.2 12.1 19.1 11.9 10.2 11.4 25.2 4.4 20.8 6.1 9.5 5.2
[ 本人の性別 ]
男性 5,764 5,683 100.0 7.6 9.0 15.9 14.6 14.4 16.3 22.2 6.4 15.8 5.8 7.4 2.7
女性 5,889 5,970 100.0 6.9 8.1 14.6 13.6 13.6 15.8 27.4 6.5 20.9 6.1 9.4 5.4
[ 本人の年齢 ]
６～１２歳 1,254 841 100.0 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
１３～１９歳 1,410 996 100.0      - 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
２０～２９歳 1,599 1,775 100.0      -      - 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -
３０～３９歳 1,768 1,646 100.0      -      -      - 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -
４０～４９歳 2,164 1,629 100.0      -      -      -      - 100.0      -      -      -      -      -      -      -
５０～５９歳 1,943 1,869 100.0      -      -      -      -      - 100.0      -      -      -      -      -      -
６０歳以上 1,515 2,898 100.0      -      -      -      -      -      - 100.0 26.0 74.0 23.9 33.8 16.3
　６０～６４歳 394 754 100.0      -      -      -      -      -      - 100.0 100.0      -      -      -      -
　６５歳以上 1,121 2,144 100.0      -      -      -      -      -      - 100.0      - 100.0 32.3 45.7 22.0
　６５～６９歳 220 692 100.0      -      -      -      -      -      - 100.0      - 100.0 100.0      -      -
　７０～７９歳 558 979 100.0      -      -      -      -      -      - 100.0      - 100.0      - 100.0      -
　８０歳以上 343 472 100.0      -      -      -      -      -      - 100.0      - 100.0      -      - 100.0
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 4,310 4,195 100.0 7.3 8.4 17.4 16.6 14.3 16.8 19.2 6.2 13.0 4.8 5.1 3.1
その他の市 4,958 4,957 100.0 7.5 8.6 14.5 13.8 14.1 16.0 25.4 6.6 18.8 5.7 9.2 3.9
町・村 2,385 2,501 100.0 6.5 8.6 13.0 10.6 13.1 14.8 33.2 6.7 26.6 8.4 12.2 6.0
[ 家族数 ]
単身 185 185 100.0      -      - 38.9 26.9 15.9 12.3 6.0 6.0      -      -      -      -
２人家族 933 1,007 100.0 0.1 0.9 13.9 16.7 12.3 29.5 26.6 16.2 10.4 3.2 4.9 2.3
３人家族 1,937 2,052 100.0 3.0 3.2 15.6 17.6 11.1 23.4 26.0 10.6 15.5 5.6 6.3 3.6
４人家族 3,837 3,556 100.0 9.2 10.2 17.1 17.7 16.2 15.5 14.1 4.6 9.5 2.8 4.1 2.6
５人家族 2,543 2,416 100.0 9.9 13.0 15.5 10.0 15.8 13.2 22.6 2.5 20.1 5.0 9.3 5.9
６人家族 1,384 1,512 100.0 8.0 10.3 11.6 7.5 12.1 8.8 41.8 5.2 36.5 12.4 18.1 6.0
７人以上家族 778 873 100.0 9.8 9.6 8.5 8.8 11.1 6.6 45.6 6.8 38.8 15.8 17.1 5.9
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 185 100.0      -      - 38.9 26.9 15.9 12.3 6.0 6.0      -      -      -      -
高齢世帯（高齢者のみ）      -      - 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 784 820 100.0      - 0.2 16.4 19.3 12.0 33.0 19.1 18.9 0.2      - 0.2      -
大人２人（高齢者を含む） 110 154 100.0      -      -      - 3.2 12.3 13.5 71.0 4.0 67.1 21.1 30.9 15.0
大人が２人以下＋子供 3,997 3,183 100.0 18.7 16.1 5.9 29.3 24.7 4.3 0.9 0.3 0.6 0.3 0.2 0.1
大人が３人以上＋子供 3,594 3,792 100.0 6.3 12.5 12.7 6.7 14.0 11.3 36.5 5.1 31.4 11.0 15.7 4.7
大人が３人以上のみ 2,896 3,435 100.0      - 0.1 25.6 6.8 4.5 28.3 34.7 10.9 23.8 6.8 9.4 7.6
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 424 438 100.0 6.6 5.5 16.0 15.1 11.0 19.2 26.6 9.6 17.0 5.1 8.1 3.8
２００～４００万円未満 1,541 1,611 100.0 6.7 6.1 16.6 17.5 10.7 13.9 28.4 11.0 17.5 6.2 7.3 4.0
４００～６００万円未満 2,535 2,478 100.0 9.1 8.3 13.8 19.6 13.9 12.8 22.4 6.2 16.2 5.6 7.4 3.3
６００～８００万円未満 2,702 2,650 100.0 8.8 10.0 11.9 14.2 16.3 13.4 25.4 5.6 19.9 6.3 10.0 3.5
８００～１０００万円未満 1,981 1,945 100.0 6.4 10.0 16.0 10.2 15.9 18.7 22.8 4.9 17.9 6.0 7.7 4.2
１０００万円以上 2,322 2,370 100.0 4.7 8.2 18.7 9.3 13.0 21.0 25.1 5.0 20.1 5.5 9.5 5.1
　１０００～１５００万円未満 1,742 1,779 100.0 4.9 8.5 17.9 9.3 13.4 20.0 25.9 5.4 20.5 5.8 9.6 5.0
　１５００～２０００万円未満 404 408 100.0 4.0 6.0 22.3 10.2 12.7 23.7 21.0 3.4 17.6 3.9 9.1 4.7
　２０００万円以上 176 183 100.0 4.0 9.3 18.8 7.1 9.9 23.9 27.0 4.9 22.1 5.6 9.7 6.8
[ 世帯主の性別 ]
男性 11,115 11,086 100.0 7.3 8.6 14.9 14.1 14.2 16.1 24.8 6.3 18.5 6.0 8.5 4.0
女性 528 558 100.0 5.1 6.8 21.9 14.6 9.6 15.3 26.8 10.8 15.9 5.0 6.5 4.4
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 315 343 100.0 2.0 0.6 88.2 4.0 0.4 2.0 2.7 1.6 1.1 1.1      -      -
３０～３９歳 1,867 1,787 100.0 15.6 2.2 4.8 61.0 1.4 1.4 13.6 3.4 10.2 6.9 2.5 0.8
４０～４９歳 4,041 3,509 100.0 12.7 17.4 5.4 5.6 36.8 0.9 21.2 0.9 20.3 7.3 11.5 1.5
５０～５９歳 3,841 3,856 100.0 1.3 7.2 26.8 2.8 5.2 41.5 15.2 1.0 14.2 0.4 6.4 7.5
６０歳以上 1,574 2,144 100.0 2.7 3.0 7.6 10.9 5.1 9.5 61.4 28.9 32.5 13.8 13.3 5.4
　６０～６４歳 766 1,016 100.0 2.2 0.8 10.0 14.6 0.8 13.2 58.3 52.9 5.4 0.5 0.3 4.6
　６５歳以上 808 1,128 100.0 3.1 4.9 5.3 7.5 8.9 6.2 64.1 7.2 56.9 25.8 25.1 6.1
　６５～６９歳 207 391 100.0 3.3 0.5 2.8 14.4 2.5 1.3 75.1 18.2 56.9 55.5      - 1.4
　７０～７９歳 456 572 100.0 3.6 8.1 4.1 4.6 14.2 4.5 60.8 1.8 59.0 12.2 46.3 0.5
　８０歳以上 145 165 100.0 0.8 3.9 15.5 1.1 5.4 23.9 49.4      - 49.4 2.3 10.7 36.4


回
答
数
割
合
（


％
）


本人の年齢 集
計
人
数


比
重
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集
計
人
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Ｆ４　都市規模


特
別
区
・
政
令
指
定
都


市
・
県
庁
所
在
地
地


そ
の
他
の
市


町
・
村


  全  体 11,653 11,653 100.0 36.0 42.5 21.5
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 3,347 3,424 100.0 38.5 42.6 18.9
非世帯主 8,306 8,229 100.0 34.9 42.5 22.5
[ 本人の性別 ]
男性 5,764 5,683 100.0 36.5 42.3 21.1
女性 5,889 5,970 100.0 35.5 42.7 21.8
[ 本人の年齢 ]
６～１２歳 1,254 841 100.0 36.5 44.1 19.5
１３～１９歳 1,410 996 100.0 35.6 42.8 21.6
２０～２９歳 1,599 1,775 100.0 41.0 40.6 18.4
３０～３９歳 1,768 1,646 100.0 42.4 41.5 16.1
４０～４９歳 2,164 1,629 100.0 36.9 43.0 20.2
５０～５９歳 1,943 1,869 100.0 37.6 42.5 19.9
６０歳以上 1,515 2,898 100.0 27.8 43.5 28.7
　６０～６４歳 394 754 100.0 34.3 43.6 22.2
　６５歳以上 1,121 2,144 100.0 25.5 43.5 31.0
　６５～６９歳 220 692 100.0 29.2 40.6 30.2
　７０～７９歳 558 979 100.0 22.0 46.8 31.2
　８０歳以上 343 472 100.0 27.5 41.0 31.5
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 4,310 4,195 100.0 100.0      -      -
その他の市 4,958 4,957 100.0      - 100.0      -
町・村 2,385 2,501 100.0      -      - 100.0
[ 家族数 ]
単身 185 185 100.0 53.9 30.4 15.7
２人家族 933 1,007 100.0 38.6 40.8 20.6
３人家族 1,937 2,052 100.0 39.2 44.5 16.3
４人家族 3,837 3,556 100.0 42.5 41.7 15.8
５人家族 2,543 2,416 100.0 35.0 42.6 22.4
６人家族 1,384 1,512 100.0 22.6 45.1 32.3
７人以上家族 778 873 100.0 20.4 42.4 37.2
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 185 100.0 53.9 30.4 15.7
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 784 820 100.0 40.1 40.6 19.3
大人２人（高齢者を含む） 110 154 100.0 35.0 39.7 25.3
大人が２人以下＋子供 3,997 3,183 100.0 42.8 44.1 13.1
大人が３人以上＋子供 3,594 3,792 100.0 27.5 41.7 30.9
大人が３人以上のみ 2,896 3,435 100.0 37.0 43.4 19.6
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 424 438 100.0 29.7 43.5 26.8
２００～４００万円未満 1,541 1,611 100.0 30.6 44.0 25.5
４００～６００万円未満 2,535 2,478 100.0 34.7 42.2 23.1
６００～８００万円未満 2,702 2,650 100.0 35.5 42.6 22.0
８００～１０００万円未満 1,981 1,945 100.0 38.1 43.9 18.1
１０００万円以上 2,322 2,370 100.0 40.1 41.7 18.1
　１０００～１５００万円未満 1,742 1,779 100.0 40.9 40.5 18.6
　１５００～２０００万円未満 404 408 100.0 38.8 45.1 16.1
　２０００万円以上 176 183 100.0 36.0 45.5 18.4
[ 世帯主の性別 ]
男性 11,115 11,086 100.0 35.6 42.8 21.6
女性 528 558 100.0 43.8 38.7 17.4
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 315 343 100.0 44.2 40.2 15.6
３０～３９歳 1,867 1,787 100.0 43.3 37.5 19.3
４０～４９歳 4,041 3,509 100.0 33.2 41.5 25.3
５０～５９歳 3,841 3,856 100.0 37.2 43.3 19.5
６０歳以上 1,574 2,144 100.0 31.1 47.4 21.6
　６０～６４歳 766 1,016 100.0 36.1 44.5 19.4
　６５歳以上 808 1,128 100.0 26.5 49.9 23.5
　６５～６９歳 207 391 100.0 21.6 59.5 19.0
　７０～７９歳 456 572 100.0 29.8 44.0 26.3
　８０歳以上 145 165 100.0 26.9 48.1 25.0


住所の都市区分 回
答
数
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合
（


％
）


集
計
人
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Ｆ５　家族数


単
身
２
人
家
族


３
人
家
族


４
人
家
族


５
人
家
族


６
人
家
族


７
人
以
上
家
族


無
回
答


  全  体 11,653 11,653 100.0 1.6 8.6 17.6 30.5 20.7 13.0 7.5 0.4
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 3,347 3,424 100.0 5.4 14.7 21.8 30.0 15.4 8.0 4.1 0.6
非世帯主 8,306 8,229 100.0      - 6.1 15.9 30.7 23.0 15.0 8.9 0.4
[ 本人の性別 ]
男性 5,764 5,683 100.0 2.0 8.3 17.7 30.8 20.7 12.5 7.6 0.5
女性 5,889 5,970 100.0 1.2 9.0 17.6 30.2 20.8 13.4 7.4 0.4
[ 本人の年齢 ]
６～１２歳 1,254 841 100.0      - 0.2 7.4 39.0 28.3 14.3 10.2 0.6
１３～１９歳 1,410 996 100.0      - 0.9 6.6 36.3 31.5 15.7 8.4 0.6
２０～２９歳 1,599 1,775 100.0 4.1 7.9 18.1 34.3 21.1 9.9 4.2 0.4
３０～３９歳 1,768 1,646 100.0 3.0 10.2 21.9 38.2 14.7 6.9 4.7 0.4
４０～４９歳 2,164 1,629 100.0 1.8 7.6 14.0 35.4 23.4 11.2 5.9 0.6
５０～５９歳 1,943 1,869 100.0 1.2 15.9 25.7 29.6 17.0 7.1 3.1 0.4
６０歳以上 1,515 2,898 100.0 0.4 9.2 18.4 17.2 18.9 21.8 13.7 0.3
　６０～６４歳 394 754 100.0 1.5 21.6 28.8 21.5 8.0 10.5 7.9 0.2
　６５歳以上 1,121 2,144 100.0      - 4.9 14.8 15.7 22.7 25.8 15.8 0.3
　６５～６９歳 220 692 100.0      - 4.7 16.5 14.5 17.4 27.0 19.9      -
　７０～７９歳 558 979 100.0      - 5.0 13.3 14.9 22.9 28.0 15.2 0.6
　８０歳以上 343 472 100.0      - 4.9 15.4 19.2 30.0 19.3 10.8 0.3
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 4,310 4,195 100.0 2.4 9.3 19.2 36.0 20.2 8.1 4.3 0.6
その他の市 4,958 4,957 100.0 1.1 8.3 18.4 29.9 20.8 13.7 7.5 0.2
町・村 2,385 2,501 100.0 1.2 8.3 13.4 22.4 21.6 19.6 13.0 0.6
[ 家族数 ]
単身 185 185 100.0 100.0      -      -      -      -      -      -      -
２人家族 933 1,007 100.0      - 100.0      -      -      -      -      -      -
３人家族 1,937 2,052 100.0      -      - 100.0      -      -      -      -      -
４人家族 3,837 3,556 100.0      -      -      - 100.0      -      -      -      -
５人家族 2,543 2,416 100.0      -      -      -      - 100.0      -      -      -
６人家族 1,384 1,512 100.0      -      -      -      -      - 100.0      -      -
７人以上家族 778 873 100.0      -      -      -      -      -      - 100.0      -
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 185 100.0 100.0      -      -      -      -      -      -      -
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 784 820 100.0      - 100.0      -      -      -      -      -      -
大人２人（高齢者を含む） 110 154 100.0      - 100.0      -      -      -      -      -      -
大人が２人以下＋子供 3,997 3,183 100.0      - 1.0 22.7 51.5 21.2 3.1 0.5      -
大人が３人以上＋子供 3,594 3,792 100.0      -      -      - 14.9 31.4 32.1 21.6      -
大人が３人以上のみ 2,896 3,435 100.0      -      - 38.5 38.9 15.9 5.7 1.0      -
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 424 438 100.0 14.7 26.6 21.7 23.1 7.3 3.6 1.5 1.5
２００～４００万円未満 1,541 1,611 100.0 3.6 17.0 24.6 29.2 13.1 10.3 1.8 0.3
４００～６００万円未満 2,535 2,478 100.0 1.2 9.9 19.6 29.3 20.7 11.9 7.2 0.2
６００～８００万円未満 2,702 2,650 100.0 0.7 5.2 16.1 31.2 23.7 15.5 7.1 0.5
８００～１０００万円未満 1,981 1,945 100.0 0.4 6.1 16.6 31.7 23.4 12.2 9.6 0.1
１０００万円以上 2,322 2,370 100.0 0.2 4.5 12.7 32.8 22.9 15.8 10.6 0.4
　１０００～１５００万円未満 1,742 1,779 100.0 0.2 5.2 13.4 31.5 22.1 16.5 10.9 0.4
　１５００～２０００万円未満 404 408 100.0 0.2 2.9 9.4 39.1 25.8 15.9 5.8 0.9
　２０００万円以上 176 183 100.0      - 2.0 13.8 31.6 24.3 9.5 18.7      -
[ 世帯主の性別 ]
男性 11,115 11,086 100.0 1.0 7.7 17.3 31.1 21.3 13.3 7.9 0.4
女性 528 558 100.0 13.0 27.1 24.6 19.5 9.6 5.6      - 0.6
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 315 343 100.0 21.0 27.2 25.1 16.4 6.9 1.7 0.6 1.0
３０～３９歳 1,867 1,787 100.0 2.8 10.0 19.1 37.8 15.9 10.4 3.5 0.5
４０～４９歳 4,041 3,509 100.0 0.8 4.7 10.2 30.8 26.2 15.6 11.2 0.4
５０～５９歳 3,841 3,856 100.0 0.6 8.6 20.2 32.0 23.2 10.4 4.8 0.2
６０歳以上 1,574 2,144 100.0 0.5 11.1 22.7 23.7 13.3 17.2 10.8 0.7
　６０～６４歳 766 1,016 100.0 1.1 17.8 27.4 29.5 6.4 10.4 6.9 0.4
　６５歳以上 808 1,128 100.0      - 5.0 18.4 18.4 19.4 23.3 14.3 1.1
　６５～６９歳 207 391 100.0      - 6.7 22.5 24.3 14.8 20.0 11.7      -
　７０～７９歳 456 572 100.0      - 3.3 18.3 14.7 18.3 24.3 19.0 2.1
　８０歳以上 145 165 100.0      - 7.1 9.1 17.4 34.3 27.7 4.3      -


 家族数回
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％
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Ｆ６　世帯類型


単
独
世
帯


（


非
高
齢
者
）


高
齢
世
帯


（


高
齢
者
の
み
）


大
人
２
人


（


非
高
齢
者
の
み
）


大
人
２
人


（


高
齢
者
を
含
む
）


大
人
が
２
人
以
下
＋
子
供


大
人
が
３
人
以
上
＋
子
供


大
人
が
３
人
以
上
の
み


無
回
答


  全  体 11,653 11,653 100.0 1.6      - 7.0 1.3 27.3 32.5 29.5 0.7
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 3,347 3,424 100.0 5.4      - 11.9 2.1 31.6 21.4 26.8 0.8
非世帯主 8,306 8,229 100.0      -      - 5.0 1.0 25.5 37.2 30.6 0.7
[ 本人の性別 ]
男性 5,764 5,683 100.0 2.0      - 6.9 1.2 28.4 31.4 29.4 0.7
女性 5,889 5,970 100.0 1.2      - 7.1 1.5 26.3 33.6 29.6 0.8
[ 本人の年齢 ]
６～１２歳 1,254 841 100.0      -      -      -      - 70.8 28.6      - 0.6
１３～１９歳 1,410 996 100.0      -      - 0.1      - 51.3 47.6 0.3 0.6
２０～２９歳 1,599 1,775 100.0 4.1      - 7.6      - 10.6 27.1 49.6 1.1
３０～３９歳 1,768 1,646 100.0 3.0      - 9.6 0.3 56.7 15.4 14.3 0.6
４０～４９歳 2,164 1,629 100.0 1.8      - 6.0 1.2 48.3 32.6 9.4 0.7
５０～５９歳 1,943 1,869 100.0 1.2      - 14.5 1.1 7.3 22.9 52.0 1.0
６０歳以上 1,515 2,898 100.0 0.4      - 5.4 3.8 1.0 47.7 41.2 0.5
　６０～６４歳 394 754 100.0 1.5      - 20.6 0.8 1.4 25.8 49.7 0.2
　６５歳以上 1,121 2,144 100.0      -      - 0.1 4.8 0.8 55.5 38.2 0.6
　６５～６９歳 220 692 100.0      -      -      - 4.7 1.2 60.1 34.0      -
　７０～７９歳 558 979 100.0      -      - 0.2 4.9 0.7 60.7 32.9 0.6
　８０歳以上 343 472 100.0      -      -      - 4.9 0.6 37.6 55.1 1.7
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 4,310 4,195 100.0 2.4      - 7.8 1.3 32.4 24.8 30.3 0.9
その他の市 4,958 4,957 100.0 1.1      - 6.7 1.2 28.3 31.9 30.1 0.6
町・村 2,385 2,501 100.0 1.2      - 6.3 1.6 16.7 46.8 26.9 0.6
[ 家族数 ]
単身 185 185 100.0 100.0      -      -      -      -      -      -      -
２人家族 933 1,007 100.0      -      - 81.4 15.3 3.1      -      - 0.2
３人家族 1,937 2,052 100.0      -      -      -      - 35.2      - 64.4 0.4
４人家族 3,837 3,556 100.0      -      -      -      - 46.1 15.9 37.5 0.5
５人家族 2,543 2,416 100.0      -      -      -      - 27.9 49.2 22.6 0.3
６人家族 1,384 1,512 100.0      -      -      -      - 6.4 80.5 13.0      -
７人以上家族 778 873 100.0      -      -      -      - 2.0 94.0 4.0      -
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 185 100.0 100.0      -      -      -      -      -      -      -
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 784 820 100.0      -      - 100.0      -      -      -      -      -
大人２人（高齢者を含む） 110 154 100.0      -      -      - 100.0      -      -      -      -
大人が２人以下＋子供 3,997 3,183 100.0      -      -      -      - 100.0      -      -      -
大人が３人以上＋子供 3,594 3,792 100.0      -      -      -      -      - 100.0      -      -
大人が３人以上のみ 2,896 3,435 100.0      -      -      -      -      -      - 100.0      -
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 424 438 100.0 14.7      - 15.0 8.5 27.9 8.6 23.8 1.5
２００～４００万円未満 1,541 1,611 100.0 3.6      - 13.1 3.3 32.7 21.9 25.1 0.3
４００～６００万円未満 2,535 2,478 100.0 1.2      - 8.7 1.1 35.7 31.0 21.8 0.5
６００～８００万円未満 2,702 2,650 100.0 0.7      - 4.3 0.8 30.4 35.5 27.5 0.7
８００～１０００万円未満 1,981 1,945 100.0 0.4      - 5.3 0.6 23.4 37.4 32.3 0.7
１０００万円以上 2,322 2,370 100.0 0.2      - 4.3 0.1 15.3 37.9 41.3 0.9
　１０００～１５００万円未満 1,742 1,779 100.0 0.2      - 4.9 0.1 15.3 39.3 39.5 0.7
　１５００～２０００万円未満 404 408 100.0 0.2      - 2.9      - 15.7 30.8 49.5 0.9
　２０００万円以上 176 183 100.0      -      - 2.0      - 14.8 40.1 40.7 2.4
[ 世帯主の性別 ]
男性 11,115 11,086 100.0 1.0      - 6.6 1.1 27.6 33.4 29.7 0.7
女性 528 558 100.0 13.0      - 16.4 6.4 21.8 15.7 26.2 0.6
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 315 343 100.0 21.0      - 25.6      - 42.9 6.5 3.0 1.0
３０～３９歳 1,867 1,787 100.0 2.8      - 9.2 0.4 62.0 18.8 6.2 0.5
４０～４９歳 4,041 3,509 100.0 0.8      - 2.9 1.4 45.6 42.9 5.9 0.4
５０～５９歳 3,841 3,856 100.0 0.6      - 7.5 0.9 7.6 30.6 51.6 1.1
６０歳以上 1,574 2,144 100.0 0.5      - 8.2 2.8 1.1 34.7 52.0 0.7
　６０～６４歳 766 1,016 100.0 1.1      - 17.4 0.3 1.9 22.4 56.6 0.4
　６５歳以上 808 1,128 100.0      -      -      - 5.0 0.3 45.8 47.8 1.1
　６５～６９歳 207 391 100.0      -      -      - 6.7      - 37.5 55.8      -
　７０～７９歳 456 572 100.0      -      -      - 3.3 0.6 56.5 37.4 2.1
　８０歳以上 145 165 100.0      -      -      - 7.1      - 27.8 65.0      -
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Ｆ７　世帯収入


２
０
０
万
円
未
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０
０
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４
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０
万
円
未
満


４
０
０
～


 
 
６
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６
０
０
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８
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１
０
０
０
～


 
 
１
５
０
０
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未
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１
５
０
０
～


 
 
２
０
０
０
万
円
未
満


２
０
０
０
万
円
以
上


無
回
答


  全  体 11,653 11,653 100.0 3.8 13.8 21.3 22.7 16.7 15.3 3.5 1.6 1.4
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 3,347 3,424 100.0 6.0 17.3 22.6 21.1 15.0 12.6 2.9 1.2 1.4
非世帯主 8,306 8,229 100.0 2.8 12.4 20.7 23.4 17.4 16.4 3.7 1.7 1.4
[ 本人の性別 ]
男性 5,764 5,683 100.0 3.3 13.7 21.6 23.2 16.6 15.0 3.5 1.6 1.5
女性 5,889 5,970 100.0 4.2 13.9 21.0 22.3 16.8 15.5 3.5 1.5 1.3
[ 本人の年齢 ]
６～１２歳 1,254 841 100.0 3.4 12.8 26.9 27.8 14.9 10.3 1.9 0.9 1.0
１３～１９歳 1,410 996 100.0 2.4 9.9 20.6 26.5 19.5 15.3 2.5 1.7 1.6
２０～２９歳 1,599 1,775 100.0 3.9 15.1 19.2 17.8 17.6 17.9 5.1 1.9 1.4
３０～３９歳 1,768 1,646 100.0 4.0 17.1 29.6 22.8 12.0 10.0 2.5 0.8 1.1
４０～４９歳 2,164 1,629 100.0 3.0 10.6 21.2 26.4 19.0 14.7 3.2 1.1 0.8
５０～５９歳 1,943 1,869 100.0 4.5 12.0 17.0 19.0 19.4 19.1 5.2 2.3 1.4
６０歳以上 1,515 2,898 100.0 4.0 15.8 19.2 23.3 15.3 15.9 3.0 1.7 1.8
　６０～６４歳 394 754 100.0 5.6 23.4 20.5 19.5 12.6 12.8 1.8 1.2 2.5
　６５歳以上 1,121 2,144 100.0 3.5 13.1 18.7 24.6 16.3 17.0 3.4 1.9 1.6
　６５～６９歳 220 692 100.0 3.2 14.3 19.9 24.2 17.0 15.0 2.3 1.5 2.6
　７０～７９歳 558 979 100.0 3.6 12.0 18.6 27.2 15.2 17.4 3.8 1.8 0.4
　８０歳以上 343 472 100.0 3.5 13.7 17.2 19.8 17.5 19.0 4.1 2.6 2.6
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 4,310 4,195 100.0 3.1 11.7 20.5 22.4 17.7 17.3 3.8 1.6 1.9
その他の市 4,958 4,957 100.0 3.8 14.3 21.1 22.8 17.2 14.6 3.7 1.7 0.8
町・村 2,385 2,501 100.0 4.7 16.4 22.9 23.3 14.0 13.2 2.6 1.3 1.5
[ 家族数 ]
単身 185 185 100.0 34.7 31.6 15.9 10.2 3.9 1.8 0.4      - 1.5
２人家族 933 1,007 100.0 11.6 27.3 24.4 13.6 11.7 9.1 1.2 0.4 0.8
３人家族 1,937 2,052 100.0 4.6 19.3 23.7 20.8 15.7 11.6 1.9 1.2 1.1
４人家族 3,837 3,556 100.0 2.8 13.2 20.4 23.2 17.3 15.7 4.5 1.6 1.1
５人家族 2,543 2,416 100.0 1.3 8.7 21.3 26.0 18.8 16.3 4.4 1.8 1.4
６人家族 1,384 1,512 100.0 1.0 11.0 19.4 27.2 15.7 19.4 4.3 1.2 0.8
７人以上家族 778 873 100.0 0.7 3.3 20.4 21.6 21.4 22.2 2.7 3.9 3.7
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 185 100.0 34.7 31.6 15.9 10.2 3.9 1.8 0.4      - 1.5
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 784 820 100.0 8.0 25.7 26.2 14.0 12.5 10.7 1.4 0.4 0.9
大人２人（高齢者を含む） 110 154 100.0 24.0 34.7 17.6 14.5 7.8 1.4      -      -      -
大人が２人以下＋子供 3,997 3,183 100.0 3.8 16.5 27.8 25.3 14.3 8.5 2.0 0.9 0.8
大人が３人以上＋子供 3,594 3,792 100.0 1.0 9.3 20.2 24.8 19.2 18.4 3.3 1.9 1.8
大人が３人以上のみ 2,896 3,435 100.0 3.0 11.8 15.8 21.2 18.3 20.5 5.9 2.2 1.4
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 424 438 100.0 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -
２００～４００万円未満 1,541 1,611 100.0      - 100.0      -      -      -      -      -      -      -
４００～６００万円未満 2,535 2,478 100.0      -      - 100.0      -      -      -      -      -      -
６００～８００万円未満 2,702 2,650 100.0      -      -      - 100.0      -      -      -      -      -
８００～１０００万円未満 1,981 1,945 100.0      -      -      -      - 100.0      -      -      -      -
１０００万円以上 2,322 2,370 100.0      -      -      -      -      - 75.1 17.2 7.7      -
　１０００～１５００万円未満 1,742 1,779 100.0      -      -      -      -      - 100.0      -      -      -
　１５００～２０００万円未満 404 408 100.0      -      -      -      -      -      - 100.0      -      -
　２０００万円以上 176 183 100.0      -      -      -      -      -      -      - 100.0      -
[ 世帯主の性別 ]
男性 11,115 11,086 100.0 3.0 13.2 21.5 22.8 17.2 15.7 3.7 1.6 1.4
女性 528 558 100.0 18.7 27.1 17.7 22.6 6.4 6.6 0.3      - 0.5
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 315 343 100.0 13.3 39.7 29.9 9.8 4.2 2.2      -      - 0.9
３０～３９歳 1,867 1,787 100.0 4.5 19.3 31.7 23.5 11.1 7.8 0.8 0.3 1.1
４０～４９歳 4,041 3,509 100.0 2.7 9.5 22.0 27.3 18.0 15.9 2.5 1.3 0.8
５０～５９歳 3,841 3,856 100.0 3.0 10.3 16.2 19.8 20.4 20.3 6.0 2.4 1.7
６０歳以上 1,574 2,144 100.0 4.7 18.6 19.2 22.2 14.5 13.6 3.5 1.7 2.1
　６０～６４歳 766 1,016 100.0 4.3 21.7 21.1 18.4 14.4 12.6 3.1 2.3 2.2
　６５歳以上 808 1,128 100.0 5.0 15.7 17.4 25.6 14.5 14.6 3.9 1.3 2.0
　６５～６９歳 207 391 100.0 5.4 17.1 18.2 19.5 15.5 14.2 2.4 1.8 5.9
　７０～７９歳 456 572 100.0 3.7 12.9 16.1 30.8 16.4 14.9 3.8 1.3      -
　８０歳以上 145 165 100.0 8.7 22.2 20.0 21.7 5.6 14.1 7.8      -      -


世帯収入 回
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整
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集
計
人
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Ｆ８　世帯主性別


男
性
女
性
無
回
答


  全  体 11,653 11,653 100.0 95.1 4.8 0.1
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 3,347 3,424 100.0 92.4 7.6      -
非世帯主 8,306 8,229 100.0 96.3 3.6 0.1
[ 本人の性別 ]
男性 5,764 5,683 100.0 97.3 2.6 0.1
女性 5,889 5,970 100.0 93.1 6.9 0.1
[ 本人の年齢 ]
６～１２歳 1,254 841 100.0 96.6 3.4      -
１３～１９歳 1,410 996 100.0 95.9 3.8 0.3
２０～２９歳 1,599 1,775 100.0 93.1 6.9 0.1
３０～３９歳 1,768 1,646 100.0 95.0 4.9 0.1
４０～４９歳 2,164 1,629 100.0 96.6 3.3 0.1
５０～５９歳 1,943 1,869 100.0 95.4 4.6      -
６０歳以上 1,515 2,898 100.0 94.8 5.2 0.1
　６０～６４歳 394 754 100.0 92.0 8.0      -
　６５歳以上 1,121 2,144 100.0 95.7 4.1 0.1
　６５～６９歳 220 692 100.0 96.0 4.0      -
　７０～７９歳 558 979 100.0 96.3 3.7      -
　８０歳以上 343 472 100.0 94.2 5.2 0.6
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 4,310 4,195 100.0 94.1 5.8 0.0
その他の市 4,958 4,957 100.0 95.6 4.4      -
町・村 2,385 2,501 100.0 95.8 3.9 0.3
[ 家族数 ]
単身 185 185 100.0 60.8 39.2      -
２人家族 933 1,007 100.0 84.9 15.0 0.1
３人家族 1,937 2,052 100.0 93.3 6.7      -
４人家族 3,837 3,556 100.0 96.8 3.1 0.1
５人家族 2,543 2,416 100.0 97.8 2.2      -
６人家族 1,384 1,512 100.0 97.6 2.1 0.3
７人以上家族 778 873 100.0 100.0      -      -
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 185 100.0 60.8 39.2      -
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 784 820 100.0 88.7 11.1 0.1
大人２人（高齢者を含む） 110 154 100.0 76.9 23.1      -
大人が２人以下＋子供 3,997 3,183 100.0 96.1 3.8 0.1
大人が３人以上＋子供 3,594 3,792 100.0 97.6 2.3 0.1
大人が３人以上のみ 2,896 3,435 100.0 95.7 4.3      -
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 424 438 100.0 75.9 23.9 0.3
２００～４００万円未満 1,541 1,611 100.0 90.5 9.4 0.1
４００～６００万円未満 2,535 2,478 100.0 96.0 4.0      -
６００～８００万円未満 2,702 2,650 100.0 95.2 4.8      -
８００～１０００万円未満 1,981 1,945 100.0 98.2 1.8      -
１０００万円以上 2,322 2,370 100.0 98.1 1.6 0.3
　１０００～１５００万円未満 1,742 1,779 100.0 97.6 2.1 0.3
　１５００～２０００万円未満 404 408 100.0 99.3 0.4 0.2
　２０００万円以上 176 183 100.0 100.0      -      -
[ 世帯主の性別 ]
男性 11,115 11,086 100.0 100.0      -      -
女性 528 558 100.0      - 100.0      -
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 315 343 100.0 86.5 13.2 0.3
３０～３９歳 1,867 1,787 100.0 94.7 5.3      -
４０～４９歳 4,041 3,509 100.0 96.3 3.5 0.1
５０～５９歳 3,841 3,856 100.0 96.2 3.8      -
６０歳以上 1,574 2,144 100.0 93.1 6.9      -
　６０～６４歳 766 1,016 100.0 91.9 8.1      -
　６５歳以上 808 1,128 100.0 94.3 5.7      -
　６５～６９歳 207 391 100.0 97.4 2.6      -
　７０～７９歳 456 572 100.0 93.2 6.8      -
　８０歳以上 145 165 100.0 90.8 9.2      -


世帯主 回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数


144







Ｆ９　世帯主年齢


２
０
～


２
９
歳


３
０
～


３
９
歳


４
０
～


４
９
歳


５
０
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５
９
歳


６
０
歳
以
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６
０
～


６
４
歳


　
６
５
歳
以
上


　
６
５
～


６
９
歳


　
７
０
～


７
９
歳


　
８
０
歳
以
上


無
回
答


  全  体 11,653 11,653 100.0 2.9 15.3 30.1 33.1 18.4 8.7 9.7 3.4 4.9 1.4 0.1
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 3,347 3,424 100.0 5.9 19.6 23.1 27.2 24.2 11.6 12.6 5.5 5.7 1.4      -
非世帯主 8,306 8,229 100.0 1.7 13.6 33.0 35.5 16.0 7.5 8.5 2.4 4.6 1.4 0.2
[ 本人の性別 ]
男性 5,764 5,683 100.0 3.3 15.7 29.3 31.5 20.1 9.0 11.1 4.2 5.4 1.6 0.1
女性 5,889 5,970 100.0 2.6 15.0 30.9 34.6 16.8 8.5 8.3 2.6 4.4 1.2 0.1
[ 本人の年齢 ]
６～１２歳 1,254 841 100.0 0.8 33.1 53.2 6.0 6.8 2.6 4.2 1.5 2.5 0.2 0.1
１３～１９歳 1,410 996 100.0 0.2 3.9 61.2 27.8 6.4 0.8 5.5 0.2 4.7 0.6 0.5
２０～２９歳 1,599 1,775 100.0 17.1 4.8 10.7 58.2 9.1 5.8 3.4 0.6 1.3 1.4 0.1
３０～３９歳 1,768 1,646 100.0 0.8 66.3 12.0 6.6 14.2 9.0 5.2 3.4 1.6 0.1 0.1
４０～４９歳 2,164 1,629 100.0 0.1 1.5 79.3 12.2 6.7 0.5 6.1 0.6 5.0 0.5 0.1
５０～５９歳 1,943 1,869 100.0 0.4 1.4 1.6 85.7 10.9 7.2 3.8 0.3 1.4 2.1      -
６０歳以上 1,515 2,898 100.0 0.3 8.4 25.6 20.2 45.4 20.4 25.0 10.1 12.0 2.8 0.0
　６０～６４歳 394 754 100.0 0.7 8.0 4.1 5.0 82.1 71.3 10.8 9.4 1.4      -      -
　６５歳以上 1,121 2,144 100.0 0.2 8.5 33.2 25.6 32.5 2.6 29.9 10.4 15.7 3.8 0.1
　６５～６９歳 220 692 100.0 0.5 17.8 36.9 2.0 42.8 0.8 42.0 31.4 10.1 0.5      -
　７０～７９歳 558 979 100.0      - 4.6 41.1 25.1 29.2 0.3 28.9      - 27.1 1.8      -
　８０歳以上 343 472 100.0      - 2.9 11.4 61.1 24.3 9.8 14.5 1.2 0.6 12.7 0.3
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 4,310 4,195 100.0 3.6 18.4 27.8 34.2 15.9 8.8 7.1 2.0 4.1 1.1 0.1
その他の市 4,958 4,957 100.0 2.8 13.5 29.4 33.7 20.5 9.1 11.4 4.7 5.1 1.6 0.1
町・村 2,385 2,501 100.0 2.1 13.8 35.5 30.0 18.5 7.9 10.6 3.0 6.0 1.6 0.1
[ 家族数 ]
単身 185 185 100.0 38.9 26.9 15.9 12.3 6.0 6.0      -      -      -      -      -
２人家族 933 1,007 100.0 9.3 17.7 16.3 33.1 23.6 18.0 5.6 2.6 1.9 1.2      -
３人家族 1,937 2,052 100.0 4.2 16.6 17.5 37.9 23.7 13.6 10.1 4.3 5.1 0.7      -
４人家族 3,837 3,556 100.0 1.6 19.0 30.4 34.7 14.3 8.4 5.8 2.7 2.4 0.8 0.1
５人家族 2,543 2,416 100.0 1.0 11.8 38.1 37.0 11.8 2.7 9.1 2.4 4.3 2.3 0.4
６人家族 1,384 1,512 100.0 0.4 12.3 36.3 26.6 24.4 7.0 17.4 5.2 9.2 3.0      -
７人以上家族 778 873 100.0 0.3 7.2 45.0 21.0 26.5 8.0 18.5 5.3 12.4 0.8      -
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 185 100.0 38.9 26.9 15.9 12.3 6.0 6.0      -      -      -      -      -
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 784 820 100.0 10.7 20.0 12.2 35.5 21.5 21.5      -      -      -      -      -
大人２人（高齢者を含む） 110 154 100.0      - 4.9 32.9 23.4 38.8 2.0 36.9 16.9 12.3 7.6      -
大人が２人以下＋子供 3,997 3,183 100.0 4.6 34.8 50.3 9.2 0.7 0.6 0.1      - 0.1      - 0.3
大人が３人以上＋子供 3,594 3,792 100.0 0.6 8.9 39.7 31.1 19.6 6.0 13.6 3.9 8.5 1.2 0.1
大人が３人以上のみ 2,896 3,435 100.0 0.3 3.2 6.1 57.9 32.5 16.7 15.7 6.4 6.2 3.1      -
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 424 438 100.0 10.5 18.5 21.6 26.6 22.8 9.9 12.9 4.8 4.8 3.3      -
２００～４００万円未満 1,541 1,611 100.0 8.5 21.4 20.8 24.5 24.7 13.7 11.0 4.2 4.6 2.3 0.1
４００～６００万円未満 2,535 2,478 100.0 4.1 22.8 31.1 25.2 16.6 8.7 7.9 2.9 3.7 1.3 0.1
６００～８００万円未満 2,702 2,650 100.0 1.3 15.8 36.1 28.7 17.9 7.0 10.9 2.9 6.7 1.3 0.1
８００～１０００万円未満 1,981 1,945 100.0 0.7 10.2 32.5 40.5 15.9 7.5 8.4 3.1 4.8 0.5 0.2
１０００万円以上 2,322 2,370 100.0 0.3 6.7 29.2 46.7 17.1 7.7 9.4 3.0 4.8 1.5 0.0
　１０００～１５００万円未満 1,742 1,779 100.0 0.4 7.8 31.5 43.9 16.4 7.2 9.2 3.1 4.8 1.3      -
　１５００～２０００万円未満 404 408 100.0      - 3.4 21.1 56.6 18.6 7.8 10.8 2.3 5.4 3.1 0.2
　２０００万円以上 176 183 100.0      - 2.8 25.7 51.1 20.4 12.5 7.9 3.8 4.0      -      -
[ 世帯主の性別 ]
男性 11,115 11,086 100.0 2.7 15.3 30.5 33.5 18.0 8.4 9.6 3.4 4.8 1.4 0.1
女性 528 558 100.0 8.1 16.9 22.2 26.4 26.4 14.8 11.6 1.8 7.0 2.7      -
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 315 343 100.0 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
３０～３９歳 1,867 1,787 100.0      - 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -
４０～４９歳 4,041 3,509 100.0      -      - 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -
５０～５９歳 3,841 3,856 100.0      -      -      - 100.0      -      -      -      -      -      -      -
６０歳以上 1,574 2,144 100.0      -      -      -      - 100.0 47.4 52.6 18.2 26.7 7.7      -
　６０～６４歳 766 1,016 100.0      -      -      -      - 100.0 100.0      -      -      -      -      -
　６５歳以上 808 1,128 100.0      -      -      -      - 100.0      - 100.0 34.7 50.7 14.6      -
　６５～６９歳 207 391 100.0      -      -      -      - 100.0      - 100.0 100.0      -      -      -
　７０～７９歳 456 572 100.0      -      -      -      - 100.0      - 100.0      - 100.0      -      -
　８０歳以上 145 165 100.0      -      -      -      - 100.0      - 100.0      -      - 100.0      -
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問１（１）情報通信機器の利用状況（Ｍ）（回答数：11,653、対象：全員）
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無
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  全  体 11,653 11,653 100.0 57.4 28.9 32.1 1.9 1.3 0.7 1.2 44.6 21.1 11.9
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 3,347 3,424 100.0 69.4 35.8 37.8 2.9 1.9 1.2 2.3 53.3 14.0 9.7
非世帯主 8,306 8,229 100.0 52.4 26.1 29.7 1.4 1.0 0.5 0.8 40.9 24.0 12.8
[ 本人の性別 ]
男性 5,764 5,683 100.0 62.6 32.4 34.0 2.4 1.5 1.1 1.7 51.0 16.4 10.8
女性 5,889 5,970 100.0 52.5 25.6 30.2 1.4 1.1 0.4 0.7 38.4 25.6 12.8
[ 本人の年齢 ]
６～１２歳 1,254 841 100.0 12.7 6.6 6.6 1.3 1.2 0.1      - 55.1 31.5 10.3
１３～１９歳 1,410 996 100.0 67.4 30.2 41.6 1.2 0.5 0.7 1.1 62.6 6.0 8.4
２０～２９歳 1,599 1,775 100.0 84.7 38.9 51.9 2.2 1.0 1.5 2.2 60.8 2.3 9.4
３０～３９歳 1,768 1,646 100.0 82.5 31.7 56.6 3.3 2.2 1.4 2.6 63.5 3.9 7.2
４０～４９歳 2,164 1,629 100.0 78.0 37.3 45.6 2.4 1.6 0.8 1.7 60.3 5.9 8.1
５０～５９歳 1,943 1,869 100.0 60.9 39.4 24.3 1.7 1.1 0.6 1.1 38.4 17.0 14.4
６０歳以上 1,515 2,898 100.0 22.1 15.8 7.5 1.1 1.0 0.0      - 9.7 55.7 18.1
　６０～６４歳 394 754 100.0 45.3 33.9 14.1 1.8 1.8      -      - 23.1 33.3 15.2
　６５歳以上 1,121 2,144 100.0 13.9 9.4 5.2 0.9 0.8 0.1      - 4.9 63.6 19.1
　６５～６９歳 220 692 100.0 24.9 17.4 9.0 1.5 1.5      -      - 7.4 58.7 11.9
　７０～７９歳 558 979 100.0 10.9 6.9 4.4 0.5 0.5      -      - 5.1 65.5 20.2
　８０歳以上 343 472 100.0 4.1 2.9 1.2 0.6 0.3 0.3      - 0.9 67.0 27.4
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 4,310 4,195 100.0 63.5 30.0 37.4 2.9 2.1 0.9 1.8 53.1 15.4 9.6
その他の市 4,958 4,957 100.0 57.2 29.0 32.0 1.6 0.9 0.7 1.2 42.1 22.2 12.2
町・村 2,385 2,501 100.0 47.7 27.0 23.3 0.8 0.5 0.3 0.2 35.0 28.5 15.0
[ 家族数 ]
単身 185 185 100.0 78.2 24.1 58.4 11.3 6.7 6.2 5.0 66.3 8.0 7.8
２人家族 933 1,007 100.0 62.5 32.4 33.3 2.1 1.4 0.6 1.8 47.8 18.0 11.7
３人家族 1,937 2,052 100.0 59.3 33.7 29.5 2.1 1.8 0.5 1.2 42.7 18.5 13.7
４人家族 3,837 3,556 100.0 63.6 30.4 36.9 2.1 1.4 0.8 1.3 51.3 16.5 9.6
５人家族 2,543 2,416 100.0 55.8 27.3 32.2 1.6 0.8 0.7 1.3 44.4 21.3 11.9
６人家族 1,384 1,512 100.0 46.9 25.0 25.4 0.9 0.5 0.4 0.5 35.3 32.3 12.7
７人以上家族 778 873 100.0 40.2 19.6 22.7 0.7 0.4 0.3 0.4 29.1 32.9 16.4
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 185 100.0 78.2 24.1 58.4 11.3 6.7 6.2 5.0 66.3 8.0 7.8
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 784 820 100.0 67.9 34.7 37.2 2.5 1.7 0.8 2.1 53.6 12.7 10.5
大人２人（高齢者を含む） 110 154 100.0 34.2 21.9 12.8      -      -      - 0.5 20.0 47.4 15.0
大人が２人以下＋子供 3,997 3,183 100.0 64.9 28.0 41.1 2.2 1.6 0.7 1.7 61.7 10.4 7.3
大人が３人以上＋子供 3,594 3,792 100.0 50.5 25.5 28.0 1.3 0.7 0.6 0.6 36.2 28.2 13.3
大人が３人以上のみ 2,896 3,435 100.0 55.4 32.4 26.3 1.7 1.2 0.6 1.0 35.6 24.9 14.8
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 424 438 100.0 47.7 26.5 26.9 1.9 0.9 0.9 0.5 29.5 32.9 10.3
２００～４００万円未満 1,541 1,611 100.0 53.0 28.4 27.4 1.0 0.6 0.6 0.9 34.2 25.5 13.0
４００～６００万円未満 2,535 2,478 100.0 55.7 27.0 31.4 1.6 1.2 0.4 1.0 41.2 22.3 12.3
６００～８００万円未満 2,702 2,650 100.0 56.0 29.0 30.1 1.9 1.2 0.7 1.2 45.6 21.1 11.9
８００～１０００万円未満 1,981 1,945 100.0 59.8 29.7 34.3 2.0 1.2 0.8 1.5 49.5 17.9 12.6
１０００万円以上 2,322 2,370 100.0 63.8 30.8 37.4 2.8 1.8 1.1 1.5 52.9 17.6 9.9
　１０００～１５００万円未満 1,742 1,779 100.0 62.2 28.4 37.9 2.2 1.5 0.8 1.5 52.3 18.5 10.5
　１５００～２０００万円未満 404 408 100.0 69.1 35.9 37.8 6.2 3.6 2.5 0.9 54.6 13.1 8.7
　２０００万円以上 176 183 100.0 67.6 42.7 31.1 0.9 0.6 0.4 2.7 54.4 18.4 6.9
[ 世帯主の性別 ]
男性 11,115 11,086 100.0 57.5 29.0 31.9 1.9 1.2 0.7 1.2 44.6 21.0 11.8
女性 528 558 100.0 55.8 26.2 34.3 2.0 1.4 0.6 1.4 43.1 22.7 13.7
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 315 343 100.0 88.7 32.4 61.7 5.7 2.8 3.2 2.5 61.2 4.8 3.1
３０～３９歳 1,867 1,787 100.0 64.4 24.9 44.1 3.0 2.2 1.0 2.3 54.1 17.1 7.0
４０～４９歳 4,041 3,509 100.0 55.0 25.2 33.2 1.4 1.0 0.5 1.0 50.1 19.9 11.0
５０～５９歳 3,841 3,856 100.0 60.1 34.4 29.0 1.7 0.9 0.8 1.2 41.9 18.6 14.8
６０歳以上 1,574 2,144 100.0 45.6 27.8 20.8 1.5 1.3 0.3 0.2 29.7 33.8 13.4
　６０～６４歳 766 1,016 100.0 56.4 36.8 23.7 1.8 1.5 0.4 0.1 34.5 21.9 14.8
　６５歳以上 808 1,128 100.0 35.9 19.6 18.2 1.2 1.0 0.2 0.4 25.3 44.4 12.2
　６５～６９歳 207 391 100.0 35.9 20.8 17.7 1.5 1.2 0.3 0.3 21.6 52.6 6.5
　７０～７９歳 456 572 100.0 36.9 18.9 19.6 1.3 1.2 0.1 0.6 29.5 38.7 14.0
　８０歳以上 145 165 100.0 32.1 19.3 14.7      -      -      -      - 20.0 45.1 19.5
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問１（１）情報通信機器の利用状況（Ｍ）（回答数：11,653、対象：全員）
（男女別）


携
帯
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話


　
携
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型
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用
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無
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  全  体 11,653 11,653 100.0 57.4 28.9 32.1 1.9 1.3 0.7 1.2 44.6 21.1 11.9
６～１２歳 1,254 841 100.0 12.7 6.6 6.6 1.3 1.2 0.1      - 55.1 31.5 10.3
１３～１９歳 1,410 996 100.0 67.4 30.2 41.6 1.2 0.5 0.7 1.1 62.6 6.0 8.4
２０～２９歳 1,599 1,775 100.0 84.7 38.9 51.9 2.2 1.0 1.5 2.2 60.8 2.3 9.4
３０～３９歳 1,768 1,646 100.0 82.5 31.7 56.6 3.3 2.2 1.4 2.6 63.5 3.9 7.2
４０～４９歳 2,164 1,629 100.0 78.0 37.3 45.6 2.4 1.6 0.8 1.7 60.3 5.9 8.1
５０～５９歳 1,943 1,869 100.0 60.9 39.4 24.3 1.7 1.1 0.6 1.1 38.4 17.0 14.4
６０歳以上 1,515 2,898 100.0 22.1 15.8 7.5 1.1 1.0 0.0      - 9.7 55.7 18.1
　６０～６４歳 394 754 100.0 45.3 33.9 14.1 1.8 1.8      -      - 23.1 33.3 15.2
　６５歳以上 1,121 2,144 100.0 13.9 9.4 5.2 0.9 0.8 0.1      - 4.9 63.6 19.1
　６５～６９歳 220 692 100.0 24.9 17.4 9.0 1.5 1.5      -      - 7.4 58.7 11.9
　７０～７９歳 558 979 100.0 10.9 6.9 4.4 0.5 0.5      -      - 5.1 65.5 20.2
　８０歳以上 343 472 100.0 4.1 2.9 1.2 0.6 0.3 0.3      - 0.9 67.0 27.4
  男　性 5,764 5,683 100.0 62.6 32.4 34.0 2.4 1.5 1.1 1.7 51.0 16.4 10.8
６～１２歳 655 431 100.0 10.1 5.5 4.7 0.9 0.9      -      - 53.0 33.9 11.3
１３～１９歳 730 510 100.0 62.3 28.5 37.7 1.1 0.7 0.4 0.8 60.8 7.1 10.0
２０～２９歳 817 904 100.0 83.7 39.4 49.6 3.5 1.6 2.4 2.3 60.8 2.3 10.0
３０～３９歳 827 831 100.0 86.1 33.6 59.3 4.1 2.4 2.1 4.1 68.6 2.4 6.3
４０～４９歳 1,069 818 100.0 82.7 38.7 49.7 2.4 1.4 1.2 2.7 72.0 2.6 6.7
５０～５９歳 1,045 926 100.0 69.7 46.2 26.5 2.2 1.2 1.1 1.8 50.3 9.8 12.4
６０歳以上 621 1,264 100.0 31.8 23.3 10.3 1.4 1.4      -      - 14.9 47.1 16.0
　６０～６４歳 219 365 100.0 58.9 45.7 16.9 1.8 1.8      -      - 32.0 18.3 15.5
　６５歳以上 402 899 100.0 20.8 14.2 7.7 1.2 1.2      -      - 7.9 58.8 16.2
　６５～６９歳 87 327 100.0 33.3 24.1 11.5 2.3 2.3      -      - 11.5 52.9 9.2
　７０～７９歳 207 419 100.0 15.9 9.7 6.8 0.5 0.5      -      - 7.7 60.9 18.4
　８０歳以上 108 153 100.0 7.4 5.6 1.9 0.9 0.9      -      - 0.9 65.7 25.0
  女　性 5,889 5,970 100.0 52.5 25.6 30.2 1.4 1.1 0.4 0.7 38.4 25.6 12.8
６～１２歳 599 410 100.0 15.4 7.7 8.5 1.7 1.5 0.2      - 57.4 29.0 9.2
１３～１９歳 680 486 100.0 72.8 31.9 45.7 1.3 0.3 1.0 1.5 64.6 4.9 6.8
２０～２９歳 782 871 100.0 85.8 38.4 54.2 0.9 0.4 0.5 2.0 60.7 2.3 8.8
３０～３９歳 941 814 100.0 78.9 29.8 54.0 2.4 1.9 0.6 1.1 58.3 5.4 8.1
４０～４９歳 1,095 811 100.0 73.3 35.9 41.6 2.3 1.8 0.5 0.6 48.5 9.2 9.5
５０～５９歳 898 943 100.0 52.3 32.7 22.0 1.2 1.0 0.2 0.3 26.7 24.1 16.4
６０歳以上 894 1,634 100.0 14.6 9.9 5.3 0.9 0.8 0.1      - 5.6 62.5 19.7
　６０～６４歳 175 388 100.0 32.6 22.9 11.4 1.7 1.7      -      - 14.9 47.4 14.9
　６５歳以上 719 1,246 100.0 8.9 5.9 3.4 0.6 0.5 0.1      - 2.7 67.1 21.3
　６５～６９歳 133 365 100.0 17.3 11.3 6.8 0.8 0.8      -      - 3.8 63.9 14.3
　７０～７９歳 351 561 100.0 7.1 4.8 2.6 0.6 0.6      -      - 3.1 68.9 21.7
　８０歳以上 235 320 100.0 2.6 1.7 0.9 0.4      - 0.4      - 0.9 67.7 28.5
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（男女別）
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  全  体 11,653 11,653 100.0 58.3 32.4 29.8 11.9
６～１２歳 1,254 841 100.0 13.7 6.7 76.0 10.3
１３～１９歳 1,410 996 100.0 68.4 42.2 23.2 8.4
２０～２９歳 1,599 1,775 100.0 85.1 52.5 5.4 9.4
３０～３９歳 1,768 1,646 100.0 83.7 57.1 9.1 7.2
４０～４９歳 2,164 1,629 100.0 79.3 46.2 12.6 8.1
５０～５９歳 1,943 1,869 100.0 61.9 24.6 23.7 14.4
６０歳以上 1,515 2,898 100.0 23.0 7.5 58.9 18.1
　６０～６４歳 394 754 100.0 46.3 14.1 38.5 15.2
　６５歳以上 1,121 2,144 100.0 14.8 5.2 66.1 19.1
　６５～６９歳 220 692 100.0 26.4 9.0 61.8 11.9
　７０～７９歳 558 979 100.0 11.4 4.4 68.3 20.2
　８０歳以上 343 472 100.0 4.7 1.5 67.9 27.4
  男　性 5,764 5,683 100.0 63.5 34.5 25.7 10.8
６～１２歳 655 431 100.0 10.8 4.7 77.9 11.3
１３～１９歳 730 510 100.0 63.3 38.1 26.7 10.0
２０～２９歳 817 904 100.0 84.2 50.7 5.8 10.0
３０～３９歳 827 831 100.0 87.2 59.9 6.5 6.3
４０～４９歳 1,069 818 100.0 83.3 50.3 9.9 6.7
５０～５９歳 1,045 926 100.0 70.6 26.9 16.9 12.4
６０歳以上 621 1,264 100.0 33.1 10.3 50.9 16.0
　６０～６４歳 219 365 100.0 60.3 16.9 24.2 15.5
　６５歳以上 402 899 100.0 22.0 7.7 61.8 16.2
　６５～６９歳 87 327 100.0 35.6 11.5 55.2 9.2
　７０～７９歳 207 419 100.0 16.4 6.8 65.2 18.4
　８０歳以上 108 153 100.0 8.3 1.9 66.7 25.0
  女　性 5,889 5,970 100.0 53.4 30.4 33.7 12.8
６～１２歳 599 410 100.0 16.7 8.7 74.1 9.2
１３～１９歳 680 486 100.0 73.8 46.6 19.4 6.8
２０～２９歳 782 871 100.0 86.1 54.5 5.1 8.8
３０～３９歳 941 814 100.0 80.1 54.3 11.8 8.1
４０～４９歳 1,095 811 100.0 75.3 42.0 15.3 9.5
５０～５９歳 898 943 100.0 53.3 22.3 30.3 16.4
６０歳以上 894 1,634 100.0 15.1 5.4 65.1 19.7
　６０～６４歳 175 388 100.0 33.1 11.4 52.0 14.9
　６５歳以上 719 1,246 100.0 9.5 3.5 69.2 21.3
　６５～６９歳 133 365 100.0 18.0 6.8 67.7 14.3
　７０～７９歳 351 561 100.0 7.7 2.6 70.7 21.7
　８０歳以上 235 320 100.0 3.0 1.3 68.5 28.5


問１（１）情報通信機器の利用状況（Ｍ）--男女別携帯電話・ＰＨＳの保有率
（回答数：11,653、対象：全員）
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問１（２）インターネット対応型携帯電話とＰＨＳの音声／ネット利用比（Ｓ）（回答数：11,653、対象：全員）
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  全  体 11,653 11,653 100.0 33.0 5.7 8.5 6.9 11.9 10.6 35.4 21.0
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 3,347 3,424 100.0 36.6 6.6 6.7 7.0 16.4 15.0 31.1 17.3
非世帯主 8,306 8,229 100.0 31.5 5.3 9.3 6.9 10.0 8.8 37.2 22.5
[ 本人の性別 ]
男性 5,764 5,683 100.0 35.0 6.5 7.8 7.4 13.3 12.0 32.9 20.1
女性 5,889 5,970 100.0 31.2 5.0 9.2 6.4 10.6 9.3 37.7 21.8
[ 本人の年齢 ]
６～１２歳 1,254 841 100.0 14.4 6.1 3.3 1.4 3.4 2.7 59.5 23.4
１３～１９歳 1,410 996 100.0 50.4 8.9 21.3 8.9 11.4 5.7 25.2 18.7
２０～２９歳 1,599 1,775 100.0 56.2 7.4 15.5 15.3 18.1 8.5 17.2 18.1
３０～３９歳 1,768 1,646 100.0 57.8 6.7 14.9 12.5 23.7 12.9 18.4 10.9
４０～４９歳 2,164 1,629 100.0 43.8 8.5 8.1 8.7 18.5 16.3 23.6 16.3
５０～５９歳 1,943 1,869 100.0 22.3 5.3 3.7 3.8 9.4 14.9 35.9 26.9
６０歳以上 1,515 2,898 100.0 5.1 1.6 1.1 0.5 2.0 8.7 58.9 27.3
　６０～６４歳 394 754 100.0 10.3 4.1 1.3 1.2 3.8 15.4 50.4 23.9
　６５歳以上 1,121 2,144 100.0 3.2 0.6 1.0 0.2 1.3 6.4 61.9 28.5
　６５～６９歳 220 692 100.0 6.1 0.9 1.3      - 3.9 10.5 63.7 19.6
　７０～７９歳 558 979 100.0 2.4 0.6 1.1 0.5 0.2 5.6 59.9 32.1
　８０歳以上 343 472 100.0 0.6 0.3 0.3      -      - 2.0 63.3 34.1
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 4,310 4,195 100.0 39.3 6.3 11.1 8.4 13.4 11.5 31.4 17.8
その他の市 4,958 4,957 100.0 31.7 5.5 7.8 6.6 11.8 11.1 35.7 21.4
町・村 2,385 2,501 100.0 25.1 5.0 5.5 5.0 9.6 8.2 41.4 25.4
[ 家族数 ]
単身 185 185 100.0 64.0 6.3 21.8 13.1 22.7 8.0 16.8 11.3
２人家族 933 1,007 100.0 35.1 5.8 7.7 8.1 13.4 11.6 35.9 17.4
３人家族 1,937 2,052 100.0 31.1 5.7 7.8 6.7 10.9 9.9 34.8 24.2
４人家族 3,837 3,556 100.0 38.2 6.9 9.4 7.9 14.0 11.8 31.6 18.3
５人家族 2,543 2,416 100.0 32.8 5.5 9.0 6.6 11.7 10.4 35.7 21.1
６人家族 1,384 1,512 100.0 24.8 3.5 7.4 4.8 9.1 9.5 43.8 21.9
７人以上家族 778 873 100.0 22.1 4.8 4.9 5.2 7.2 9.0 40.6 28.3
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 185 100.0 64.0 6.3 21.8 13.1 22.7 8.0 16.8 11.3
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 784 820 100.0 39.5 6.7 8.3 9.3 15.2 12.1 32.5 15.9
大人２人（高齢者を含む） 110 154 100.0 9.0 1.8 3.4      - 3.9 11.0 57.4 22.6
大人が２人以下＋子供 3,997 3,183 100.0 44.7 7.8 12.2 7.9 16.8 11.0 28.7 15.7
大人が３人以上＋子供 3,594 3,792 100.0 27.6 4.4 7.8 6.4 9.0 9.5 39.8 23.0
大人が３人以上のみ 2,896 3,435 100.0 25.9 5.0 5.4 6.0 9.5 11.3 37.8 25.0
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 424 438 100.0 28.8 6.9 7.3 4.5 10.2 9.0 44.2 18.1
２００～４００万円未満 1,541 1,611 100.0 29.8 4.9 7.3 6.4 11.2 9.8 39.4 21.0
４００～６００万円未満 2,535 2,478 100.0 33.6 5.0 8.8 6.6 13.3 9.7 37.9 18.8
６００～８００万円未満 2,702 2,650 100.0 30.8 6.5 8.2 5.7 10.4 10.7 35.0 23.5
８００～１０００万円未満 1,981 1,945 100.0 34.8 5.8 9.1 7.7 12.2 11.5 35.4 18.3
１０００万円以上 2,322 2,370 100.0 36.9 6.1 8.8 8.7 13.4 11.9 29.1 22.1
　１０００～１５００万円未満 1,742 1,779 100.0 35.9 5.2 8.8 7.9 14.0 12.2 30.1 21.8
　１５００～２０００万円未満 404 408 100.0 43.7 8.7 10.7 11.6 12.8 10.0 25.8 20.5
　２０００万円以上 176 183 100.0 30.9 8.5 4.0 9.4 9.0 13.7 26.3 29.0
[ 世帯主の性別 ]
男性 11,115 11,086 100.0 32.8 5.8 8.3 6.8 11.9 10.7 35.4 21.1
女性 528 558 100.0 37.3 4.1 12.2 8.6 12.4 8.7 34.4 19.6
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 315 343 100.0 67.0 5.4 19.1 16.3 26.1 9.7 15.1 8.2
３０～３９歳 1,867 1,787 100.0 45.3 5.3 12.3 8.9 18.7 11.1 31.0 12.6
４０～４９歳 4,041 3,509 100.0 34.8 6.7 9.3 6.2 12.7 10.0 33.8 21.4
５０～５９歳 3,841 3,856 100.0 30.6 5.9 7.6 7.2 10.0 10.9 33.1 25.4
６０歳以上 1,574 2,144 100.0 18.6 4.2 3.7 4.4 6.3 11.1 49.0 21.4
　６０～６４歳 766 1,016 100.0 21.4 5.5 4.2 4.8 6.8 13.2 39.7 25.7
　６５歳以上 808 1,128 100.0 16.1 2.9 3.3 4.1 5.8 9.1 57.3 17.5
　６５～６９歳 207 391 100.0 11.3 2.1 2.0 2.8 4.3 8.5 72.7 7.5
　７０～７９歳 456 572 100.0 19.6 3.4 4.5 4.7 7.1 11.0 47.2 22.2
　８０歳以上 145 165 100.0 15.4 3.4 1.8 5.0 5.2 4.0 55.7 24.8


問１（２）インターネット対応型携帯電話とＰＨＳの
音声とネット利用割合
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無
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インターネット利用
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）
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集
計
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問１（２）インターネット対応型携帯電話とＰＨＳの音声／ネット利用比（Ｓ）（回答数：11,653、対象：全員）
（男女別）


小
計
イ
ン
タ
ー


ネ
ッ


ト
の
み


１
０
回
に
７
～


９
回


１
０
回
に
４
～


６
回


１
０
回
に
１
～


３
回


  全  体 11,653 11,653 100.0 33.0 5.7 8.5 6.9 11.9 10.6 35.4 21.0
６～１２歳 1,254 841 100.0 14.4 6.1 3.3 1.4 3.4 2.7 59.5 23.4
１３～１９歳 1,410 996 100.0 50.4 8.9 21.3 8.9 11.4 5.7 25.2 18.7
２０～２９歳 1,599 1,775 100.0 56.2 7.4 15.5 15.3 18.1 8.5 17.2 18.1
３０～３９歳 1,768 1,646 100.0 57.8 6.7 14.9 12.5 23.7 12.9 18.4 10.9
４０～４９歳 2,164 1,629 100.0 43.8 8.5 8.1 8.7 18.5 16.3 23.6 16.3
５０～５９歳 1,943 1,869 100.0 22.3 5.3 3.7 3.8 9.4 14.9 35.9 26.9
６０歳以上 1,515 2,898 100.0 5.1 1.6 1.1 0.5 2.0 8.7 58.9 27.3
　６０～６４歳 394 754 100.0 10.3 4.1 1.3 1.2 3.8 15.4 50.4 23.9
　６５歳以上 1,121 2,144 100.0 3.2 0.6 1.0 0.2 1.3 6.4 61.9 28.5
　６５～６９歳 220 692 100.0 6.1 0.9 1.3      - 3.9 10.5 63.7 19.6
　７０～７９歳 558 979 100.0 2.4 0.6 1.1 0.5 0.2 5.6 59.9 32.1
　８０歳以上 343 472 100.0 0.6 0.3 0.3      -      - 2.0 63.3 34.1
  男　性 5,764 5,683 100.0 35.0 6.5 7.8 7.4 13.3 12.0 32.9 20.1
６～１２歳 655 431 100.0 13.6 6.3 3.5 0.9 2.9 2.6 60.3 23.5
１３～１９歳 730 510 100.0 47.0 8.2 20.0 9.0 9.7 5.5 27.1 20.4
２０～２９歳 817 904 100.0 54.2 7.3 13.6 15.5 17.7 8.7 18.2 18.8
３０～３９歳 827 831 100.0 59.3 6.4 12.2 14.6 26.0 13.4 16.9 10.4
４０～４９歳 1,069 818 100.0 48.0 10.0 7.2 8.6 22.2 17.3 20.4 14.3
５０～５９歳 1,045 926 100.0 25.6 7.3 3.3 3.3 11.8 17.2 33.3 23.8
６０歳以上 621 1,264 100.0 6.0 2.4 1.0 0.7 1.9 12.0 54.7 27.3
　６０～６４歳 219 365 100.0 12.8 5.5 1.4 1.8 4.1 17.8 42.0 27.4
　６５歳以上 402 899 100.0 3.2 1.1 0.9 0.2 1.1 9.6 59.9 27.3
　６５～６９歳 87 327 100.0 4.6 1.1 1.1      - 2.3 13.8 64.4 17.2
　７０～７９歳 207 419 100.0 3.4 1.4 1.0 0.5 0.5 9.2 54.6 32.9
　８０歳以上 108 153 100.0      -      -      -      -      - 1.9 64.8 33.3
  女　性 5,889 5,970 100.0 31.2 5.0 9.2 6.4 10.6 9.3 37.7 21.8
６～１２歳 599 410 100.0 15.2 6.0 3.2 2.0 4.0 2.8 58.6 23.4
１３～１９歳 680 486 100.0 54.0 9.6 22.6 8.7 13.1 5.9 23.2 16.9
２０～２９歳 782 871 100.0 58.2 7.4 17.4 15.0 18.4 8.3 16.1 17.4
３０～３９歳 941 814 100.0 56.3 6.9 17.6 10.4 21.4 12.3 20.0 11.4
４０～４９歳 1,095 811 100.0 39.6 7.0 8.9 8.8 14.9 15.3 26.8 18.4
５０～５９歳 898 943 100.0 18.9 3.5 4.0 4.3 7.1 12.6 38.5 30.0
６０歳以上 894 1,634 100.0 4.3 0.9 1.1 0.3 2.0 6.2 62.1 27.4
　６０～６４歳 175 388 100.0 8.0 2.9 1.1 0.6 3.4 13.1 58.3 20.6
　６５歳以上 719 1,246 100.0 3.2 0.3 1.1 0.3 1.5 4.0 63.3 29.5
　６５～６９歳 133 365 100.0 7.5 0.8 1.5      - 5.3 7.5 63.2 21.8
　７０～７９歳 351 561 100.0 1.7      - 1.1 0.6      - 2.8 63.8 31.6
　８０歳以上 235 320 100.0 0.9 0.4 0.4      -      - 2.1 62.6 34.5


問１（２）インターネット対応型携帯電話とＰＨＳの
音声とネット利用割合
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（男女別）


小
計
イ
ン
タ
ー


ネ
ッ


ト
の
み


１
０
回
に
７
～


９
回


１
０
回
に
４
～


６
回


１
０
回
に
１
～


３
回


  全  体 4,107 3,778 100.0 74.9 5.5 20.9 17.8 30.8 20.2 2.1 2.8
６～１２歳 83 56 100.0 62.7 4.8 19.3 14.5 24.1 15.7 13.3 8.4
１３～１９歳 595 421 100.0 85.5 6.2 41.3 16.8 21.2 9.2 2.5 2.7
２０～２９歳 840 932 100.0 86.1 5.5 25.4 25.0 30.2 10.4 1.4 2.1
３０～３９歳 1,006 940 100.0 81.2 4.6 20.9 19.6 36.1 15.7 1.2 1.9
４０～４９歳 998 752 100.0 70.8 6.4 14.8 15.2 34.3 25.1 1.6 2.5
５０～５９歳 481 459 100.0 58.2 3.9 10.4 12.4 31.5 34.0 3.0 4.8
６０歳以上 104 218 100.0 31.4 8.0 5.2 1.5 16.7 57.8 5.0 5.8
　６０～６４歳 57 106 100.0 36.7 8.4 5.8 3.1 19.4 54.4 5.2 3.7
　６５歳以上 47 112 100.0 26.4 7.6 4.7      - 14.1 61.0 4.8 7.9
　６５～６９歳 19 62 100.0 35.7 10.4      -      - 25.3 52.2 6.0 6.0
　７０～７９歳 23 43 100.0 17.0 4.7 12.2      -      - 70.8 3.7 8.5
　８０歳以上 5 7 100.0      -      -      -      -      - 79.5      - 20.5
  男　性 2,100 1,961 100.0 74.0 6.0 17.2 17.9 32.8 20.9 2.2 3.0
６～１２歳 31 20 100.0 61.3 6.5 19.4 9.7 25.8 16.1 12.9 9.7
１３～１９歳 278 194 100.0 86.7 6.5 42.4 18.3 19.4 9.0 1.8 2.5
２０～２９歳 414 458 100.0 85.0 5.3 22.2 26.6 30.9 10.1 2.2 2.7
３０～３９歳 495 498 100.0 80.4 4.6 15.4 22.2 38.2 16.0 1.4 2.2
４０～４９歳 538 412 100.0 71.9 8.0 11.9 13.9 38.1 24.5 1.5 2.0
５０～５９歳 281 249 100.0 58.4 4.6 8.2 8.5 37.0 34.9 2.5 4.3
６０歳以上 63 130 100.0 29.6 9.5 2.8 2.6 14.7 58.1 5.4 6.8
　６０～６４歳 37 62 100.0 37.8 10.8 2.7 5.4 18.9 54.1 5.4 2.7
　６５歳以上 26 69 100.0 22.3 8.4 2.9      - 10.9 61.8 5.5 10.5
　６５～６９歳 10 38 100.0 30.0 10.0      -      - 20.0 50.0 10.0 10.0
　７０～７９歳 14 28 100.0 14.3 7.1 7.1      -      - 78.6      - 7.1
　８０歳以上 2 3 100.0      -      -      -      -      - 50.0      - 50.0
  女　性 2,007 1,817 100.0 75.8 4.9 24.8 17.5 28.6 19.4 2.0 2.7
６～１２歳 52 36 100.0 63.5 3.8 19.2 17.3 23.1 15.4 13.5 7.7
１３～１９歳 317 226 100.0 84.5 6.0 40.4 15.5 22.7 9.5 3.2 2.8
２０～２９歳 426 475 100.0 87.1 5.6 28.4 23.5 29.6 10.6 0.7 1.6
３０～３９歳 511 442 100.0 82.0 4.5 27.2 16.6 33.7 15.5 1.0 1.6
４０～４９歳 460 341 100.0 69.3 4.6 18.3 16.7 29.8 25.9 1.7 3.0
５０～５９歳 200 210 100.0 58.0 3.0 13.0 17.0 25.0 33.0 3.5 5.5
６０歳以上 41 88 100.0 33.9 5.7 8.7      - 19.5 57.3 4.4 4.4
　６０～６４歳 20 44 100.0 35.0 5.0 10.0      - 20.0 55.0 5.0 5.0
　６５歳以上 21 43 100.0 32.8 6.4 7.4      - 19.1 59.8 3.7 3.7
　６５～６９歳 9 25 100.0 44.4 11.1      -      - 33.3 55.6      -      -
　７０～７９歳 9 14 100.0 22.2      - 22.2      -      - 55.6 11.1 11.1
　８０歳以上 3 4 100.0      -      -      -      -      - 100.0      -      -


音
声
通
話
の
み


不
明
無
回
答


問１（２）インターネット対応型携帯電話とＰＨＳの音声／ネット利用比（Ｓ）（回答数4,107、対象：インターネット対応
型携帯電話又はＰＨＳ保有者を集計）


注）表頭の「不明」とは、全問で「インターネット対応型携帯電話」又は「インターネット対応型ＰＨＳ」を保有している
と回答したにもかかわらず、この問1（2）で「保有していない」を選択した回答が含まれる。


問１（２）インターネット対応型携帯電話とＰＨＳの
音声とネット利用割合
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問２（１）過去１年間のインターネット利用(メール送受信を含む）の有無（Ｓ）（回答数：11,653、対象：全員）


は
い
い
い
え


無
回
答


  全  体 11,653 11,653 100.0 61.5 29.2 9.3
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 3,347 3,424 100.0 69.2 24.3 6.5
非世帯主 8,306 8,229 100.0 58.3 31.2 10.5
[ 本人の性別 ]
男性 5,764 5,683 100.0 66.7 25.4 7.9
女性 5,889 5,970 100.0 56.5 32.8 10.7
[ 本人の年齢 ]
６～１２歳 1,254 841 100.0 55.0 33.9 11.0
１３～１９歳 1,410 996 100.0 87.6 8.0 4.4
２０～２９歳 1,599 1,775 100.0 86.4 9.5 4.1
３０～３９歳 1,768 1,646 100.0 87.6 9.4 3.0
４０～４９歳 2,164 1,629 100.0 80.8 14.9 4.4
５０～５９歳 1,943 1,869 100.0 55.1 32.9 12.0
６０歳以上 1,515 2,898 100.0 17.7 64.0 18.4
　６０～６４歳 394 754 100.0 34.0 53.1 13.0
　６５歳以上 1,121 2,144 100.0 11.9 67.8 20.3
　６５～６９歳 220 692 100.0 19.1 68.1 12.7
　７０～７９歳 558 979 100.0 9.6 69.1 21.3
　８０歳以上 343 472 100.0 6.1 64.7 29.1
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 4,310 4,195 100.0 70.3 22.7 7.1
その他の市 4,958 4,957 100.0 59.7 31.0 9.3
町・村 2,385 2,501 100.0 50.4 36.5 13.1
[ 家族数 ]
単身 185 185 100.0 87.7 9.3 3.0
２人家族 933 1,007 100.0 61.6 30.2 8.3
３人家族 1,937 2,052 100.0 58.7 31.8 9.5
４人家族 3,837 3,556 100.0 69.4 22.9 7.7
５人家族 2,543 2,416 100.0 61.7 28.3 10.0
６人家族 1,384 1,512 100.0 51.9 38.3 9.8
７人以上家族 778 873 100.0 45.7 38.9 15.4
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 185 100.0 87.7 9.3 3.0
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 784 820 100.0 68.3 25.5 6.2
大人２人（高齢者を含む） 110 154 100.0 26.8 57.2 16.0
大人が２人以下＋子供 3,997 3,183 100.0 79.8 15.5 4.6
大人が３人以上＋子供 3,594 3,792 100.0 54.2 34.5 11.2
大人が３人以上のみ 2,896 3,435 100.0 50.9 36.9 12.2
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 424 438 100.0 49.3 40.2 10.5
２００～４００万円未満 1,541 1,611 100.0 52.1 35.3 12.5
４００～６００万円未満 2,535 2,478 100.0 59.5 30.9 9.5
６００～８００万円未満 2,702 2,650 100.0 62.9 28.1 9.1
８００～１０００万円未満 1,981 1,945 100.0 66.6 24.4 9.0
１０００万円以上 2,322 2,370 100.0 66.7 26.6 6.7
　１０００～１５００万円未満 1,742 1,779 100.0 64.9 27.6 7.5
　１５００～２０００万円未満 404 408 100.0 72.7 23.0 4.3
　２０００万円以上 176 183 100.0 70.4 25.2 4.4
[ 世帯主の性別 ]
男性 11,115 11,086 100.0 61.5 29.2 9.2
女性 528 558 100.0 60.9 27.8 11.3
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 315 343 100.0 88.7 9.7 1.7
３０～３９歳 1,867 1,787 100.0 73.7 23.1 3.3
４０～４９歳 4,041 3,509 100.0 66.5 24.6 9.0
５０～５９歳 3,841 3,856 100.0 59.8 29.0 11.2
６０歳以上 1,574 2,144 100.0 41.9 45.4 12.7
　６０～６４歳 766 1,016 100.0 46.5 40.0 13.5
　６５歳以上 808 1,128 100.0 37.7 50.3 12.0
　６５～６９歳 207 391 100.0 34.3 57.1 8.5
　７０～７９歳 456 572 100.0 43.2 45.9 10.8
　８０歳以上 145 165 100.0 26.6 49.0 24.5


問２（１）過去１年間
のインターネット利用
経験の有無
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（男女別）


は
い
い
い
え


無
回
答


  全  体 11,653 11,653 100.0 61.5 29.2 9.3
６～１２歳 1,254 841 100.0 55.0 33.9 11.0
１３～１９歳 1,410 996 100.0 87.6 8.0 4.4
２０～２９歳 1,599 1,775 100.0 86.4 9.5 4.1
３０～３９歳 1,768 1,646 100.0 87.6 9.4 3.0
４０～４９歳 2,164 1,629 100.0 80.8 14.9 4.4
５０～５９歳 1,943 1,869 100.0 55.1 32.9 12.0
６０歳以上 1,515 2,898 100.0 17.7 64.0 18.4
　６０～６４歳 394 754 100.0 34.0 53.1 13.0
　６５歳以上 1,121 2,144 100.0 11.9 67.8 20.3
　６５～６９歳 220 692 100.0 19.1 68.1 12.7
　７０～７９歳 558 979 100.0 9.6 69.1 21.3
　８０歳以上 343 472 100.0 6.1 64.7 29.1
  男　性 5,764 5,683 100.0 66.7 25.4 7.9
６～１２歳 655 431 100.0 53.9 35.3 10.8
１３～１９歳 730 510 100.0 86.7 8.2 5.1
２０～２９歳 817 904 100.0 86.4 8.7 4.9
３０～３９歳 827 831 100.0 90.2 7.1 2.7
４０～４９歳 1,069 818 100.0 86.7 10.2 3.1
５０～５９歳 1,045 926 100.0 65.1 26.4 8.5
６０歳以上 621 1,264 100.0 21.9 62.0 16.1
　６０～６４歳 219 365 100.0 41.6 45.7 12.8
　６５歳以上 402 899 100.0 13.9 68.7 17.4
　６５～６９歳 87 327 100.0 19.5 67.8 12.6
　７０～７９歳 207 419 100.0 12.6 70.0 17.4
　８０歳以上 108 153 100.0 5.6 66.7 27.8
  女　性 5,889 5,970 100.0 56.5 32.8 10.7
６～１２歳 599 410 100.0 56.3 32.6 11.2
１３～１９歳 680 486 100.0 88.5 7.8 3.7
２０～２９歳 782 871 100.0 86.4 10.4 3.2
３０～３９歳 941 814 100.0 84.9 11.7 3.4
４０～４９歳 1,095 811 100.0 74.8 19.5 5.7
５０～５９歳 898 943 100.0 45.2 39.3 15.5
６０歳以上 894 1,634 100.0 14.4 65.5 20.1
　６０～６４歳 175 388 100.0 26.9 60.0 13.1
　６５歳以上 719 1,246 100.0 10.5 67.2 22.3
　６５～６９歳 133 365 100.0 18.8 68.4 12.8
　７０～７９歳 351 561 100.0 7.4 68.4 24.2
　８０歳以上 235 320 100.0 6.4 63.8 29.8


問２（１）過去１年間のインターネット利用(メール送受信を含む）の有無（Ｓ）
（回答数：11,653、対象：全員）


問２（１）過去１年間
のインターネット利用
経験の有無
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は
い
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い
え


  全  体 10,711 10,567 100.0 67.8 32.2
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 3,163 3,203 100.0 74.0 26.0
非世帯主 7,548 7,364 100.0 65.1 34.9
[ 本人の性別 ]
男性 5,367 5,237 100.0 72.4 27.6
女性 5,344 5,330 100.0 63.3 36.7
[ 本人の年齢 ]
６～１２歳 1,116 749 100.0 61.9 38.1
１３～１９歳 1,348 952 100.0 91.6 8.4
２０～２９歳 1,534 1,703 100.0 90.1 9.9
３０～３９歳 1,714 1,596 100.0 90.3 9.7
４０～４９歳 2,069 1,558 100.0 84.5 15.5
５０～５９歳 1,715 1,644 100.0 62.6 37.4
６０歳以上 1,215 2,366 100.0 21.6 78.4
　６０～６４歳 343 656 100.0 39.0 61.0
　６５歳以上 872 1,710 100.0 14.9 85.1
　６５～６９歳 192 604 100.0 21.9 78.1
　７０～７９歳 437 771 100.0 12.2 87.8
　８０歳以上 243 335 100.0 8.6 91.4
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 4,048 3,898 100.0 75.6 24.4
その他の市 4,545 4,494 100.0 65.8 34.2
町・村 2,118 2,174 100.0 58.0 42.0
[ 家族数 ]
単身 180 180 100.0 90.5 9.5
２人家族 864 924 100.0 67.1 32.9
３人家族 1,776 1,858 100.0 64.9 35.1
４人家族 3,569 3,283 100.0 75.2 24.8
５人家族 2,324 2,174 100.0 68.5 31.5
６人家族 1,267 1,363 100.0 57.5 42.5
７人以上家族 679 738 100.0 54.0 46.0
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 180 180 100.0 90.5 9.5
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 739 769 100.0 72.8 27.2
大人２人（高齢者を含む） 94 129 100.0 31.9 68.1
大人が２人以下＋子供 3,805 3,035 100.0 83.7 16.3
大人が３人以上＋子供 3,256 3,366 100.0 61.1 38.9
大人が３人以上のみ 2,560 3,014 100.0 58.0 42.0
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 378 392 100.0 55.1 44.9
２００～４００万円未満 1,371 1,410 100.0 59.6 40.4
４００～６００万円未満 2,316 2,242 100.0 65.8 34.2
６００～８００万円未満 2,493 2,410 100.0 69.1 30.9
８００～１０００万円未満 1,834 1,770 100.0 73.2 26.8
１０００万円以上 2,189 2,211 100.0 71.5 28.5
　１０００～１５００万円未満 1,632 1,646 100.0 70.2 29.8
　１５００～２０００万円未満 388 390 100.0 76.0 24.0
　２０００万円以上 169 175 100.0 73.6 26.4
[ 世帯主の性別 ]
男性 10,223 10,063 100.0 67.8 32.2
女性 478 495 100.0 68.6 31.4
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 308 338 100.0 90.2 9.8
３０～３９歳 1,799 1,728 100.0 76.2 23.8
４０～４９歳 3,765 3,195 100.0 73.0 27.0
５０～５９歳 3,446 3,426 100.0 67.4 32.6
６０歳以上 1,382 1,872 100.0 48.0 52.0
　６０～６４歳 665 879 100.0 53.7 46.3
　６５歳以上 717 993 100.0 42.9 57.1
　６５～６９歳 193 358 100.0 37.5 62.5
　７０～７９歳 413 510 100.0 48.5 51.5
　８０歳以上 111 125 100.0 35.2 64.8


問２（１）過去１年間のインターネット利用(メール送受信を含む）の有無（Ｓ）
（回答数：10,711、対象：回答者全員）


問２（１）過去
１年間のイン
ターネット利用
経験の有無
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（男女別）


は
い
い
い
え


  全  体 10,711 10,567 100.0 67.8 32.2
６～１２歳 1,116 749 100.0 61.9 38.1
１３～１９歳 1,348 952 100.0 91.6 8.4
２０～２９歳 1,534 1,703 100.0 90.1 9.9
３０～３９歳 1,714 1,596 100.0 90.3 9.7
４０～４９歳 2,069 1,558 100.0 84.5 15.5
５０～５９歳 1,715 1,644 100.0 62.6 37.4
６０歳以上 1,215 2,366 100.0 21.6 78.4
　６０～６４歳 343 656 100.0 39.0 61.0
　６５歳以上 872 1,710 100.0 14.9 85.1
　６５～６９歳 192 604 100.0 21.9 78.1
　７０～７９歳 437 771 100.0 12.2 87.8
　８０歳以上 243 335 100.0 8.6 91.4
  男　性 5,367 5,237 100.0 72.4 27.6
６～１２歳 584 384 100.0 60.4 39.6
１３～１９歳 693 484 100.0 91.3 8.7
２０～２９歳 777 859 100.0 90.9 9.1
３０～３９歳 805 809 100.0 92.7 7.3
４０～４９歳 1,036 792 100.0 89.5 10.5
５０～５９歳 956 847 100.0 71.1 28.9
６０歳以上 516 1,061 100.0 26.1 73.9
　６０～６４歳 191 319 100.0 47.6 52.4
　６５歳以上 325 742 100.0 16.8 83.2
　６５～６９歳 76 286 100.0 22.4 77.6
　７０～７９歳 171 346 100.0 15.2 84.8
　８０歳以上 78 110 100.0 7.7 92.3
  女　性 5,344 5,330 100.0 63.3 36.7
６～１２歳 532 365 100.0 63.3 36.7
１３～１９歳 655 468 100.0 91.9 8.1
２０～２９歳 757 843 100.0 89.3 10.7
３０～３９歳 909 787 100.0 87.9 12.1
４０～４９歳 1,033 765 100.0 79.3 20.7
５０～５９歳 759 797 100.0 53.5 46.5
６０歳以上 699 1,305 100.0 18.0 82.0
　６０～６４歳 152 337 100.0 30.9 69.1
　６５歳以上 547 968 100.0 13.5 86.5
　６５～６９歳 116 319 100.0 21.6 78.4
　７０～７９歳 266 425 100.0 9.8 90.2
　８０歳以上 165 224 100.0 9.1 90.9


問２（１）過去１年間のインターネット利用(メール送受信を含む）の有無（Ｓ）
（回答数：10,711、対象：回答者全員）


問２（１）過去
１年間のイン
ターネット利用
経験の有無
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電
話
・
Ｐ
Ｈ
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無
回
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  全  体 7,937 7,167 100.0 13.9 28.1 65.2 0.6 1.9 1.5 58.4 6.5
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 2,518 2,370 100.0 2.2 52.3 65.1 0.5 2.2 1.1 60.2 6.5
非世帯主 5,419 4,796 100.0 19.7 16.1 65.2 0.7 1.8 1.7 57.5 6.5
[ 本人の性別 ]
男性 4,185 3,793 100.0 13.7 37.9 67.0 0.7 1.9 2.0 56.9 5.9
女性 3,752 3,373 100.0 14.1 17.1 63.1 0.6 1.9 0.9 60.0 7.2
[ 本人の年齢 ]
６～１２歳 690 463 100.0 59.9      - 76.6 0.3 1.3 1.0 9.6 2.0
１３～１９歳 1,235 872 100.0 48.4 1.7 69.2 0.6 1.5 2.2 55.8 3.5
２０～２９歳 1,382 1,534 100.0 16.3 26.1 66.1 1.2 2.4 2.8 73.7 4.3
３０～３９歳 1,545 1,442 100.0 1.2 42.0 67.3 0.6 2.4 1.6 74.1 3.4
４０～４９歳 1,746 1,316 100.0 1.0 40.7 69.1 0.6 1.4 0.4 62.1 4.8
５０～５９歳 1,086 1,029 100.0 0.8 37.9 56.2 0.2 1.3 0.5 45.4 11.1
６０歳以上 253 512 100.0 1.2 13.4 47.0 0.7 3.0 1.5 33.1 25.9
　６０～６４歳 138 256 100.0 0.9 18.4 55.3      - 3.7 1.5 32.1 19.7
　６５歳以上 115 256 100.0 1.6 8.2 38.8 1.4 2.3 1.5 34.2 32.1
　６５～６９歳 42 133 100.0 2.1 10.6 46.2      - 2.8 2.8 38.5 21.7
　７０～７９歳 52 94 100.0      - 6.0 37.2 3.8 2.1      - 31.2 37.6
　８０歳以上 21 29 100.0 4.7 4.9 9.4      -      -      - 23.9 61.8
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 3,250 2,948 100.0 13.9 30.8 68.9 0.6 2.0 2.2 60.8 4.7
その他の市 3,300 2,957 100.0 13.0 27.9 63.3 0.6 2.2 1.1 57.7 7.1
町・村 1,387 1,261 100.0 15.8 22.4 60.7 0.9 1.2 1.0 54.2 9.0
[ 家族数 ]
単身 164 163 100.0 14.8 46.7 62.6      - 3.9 2.6 78.0 3.2
２人家族 615 620 100.0 3.1 39.1 66.1 0.5 2.2 1.8 61.3 6.2
３人家族 1,262 1,205 100.0 7.5 32.4 65.8 0.9 2.3 1.3 58.5 6.5
４人家族 2,816 2,469 100.0 15.3 27.6 67.8 0.6 1.7 1.4 58.5 5.8
５人家族 1,731 1,490 100.0 18.8 25.9 63.4 0.7 2.2 2.2 56.2 6.5
６人家族 867 784 100.0 17.6 21.3 63.5 0.8 0.6 0.8 56.0 9.2
７人以上家族 439 398 100.0 15.4 16.5 55.9      - 2.4 0.7 58.6 6.9
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 164 163 100.0 14.8 46.7 62.6      - 3.9 2.6 78.0 3.2
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 557 560 100.0 3.0 38.9 66.6 0.6 2.3 1.4 62.6 6.3
大人２人（高齢者を含む） 35 41 100.0      - 44.0 65.8      - 2.1 9.1 42.4 5.7
大人が２人以下＋子供 3,157 2,542 100.0 17.8 27.1 69.8 0.7 2.0 0.9 57.5 3.8
大人が３人以上＋子供 2,303 2,056 100.0 19.3 21.2 61.6 0.6 1.2 1.5 58.2 7.9
大人が３人以上のみ 1,658 1,748 100.0 5.9 32.2 62.3 0.7 2.0 2.3 57.3 9.2
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 230 216 100.0 17.6 11.6 52.9      - 3.8 1.9 60.6 6.9
２００～４００万円未満 890 840 100.0 11.7 19.5 57.4 1.5 1.9 1.4 60.3 6.1
４００～６００万円未満 1,648 1,475 100.0 12.9 24.5 62.6 0.8 2.0 1.0 60.4 5.7
６００～８００万円未満 1,912 1,666 100.0 14.8 27.8 68.0 0.6 1.4 1.5 55.6 6.5
８００～１０００万円未満 1,448 1,296 100.0 14.8 31.3 67.5 0.4 2.0 1.4 56.3 8.1
１０００万円以上 1,716 1,580 100.0 13.8 36.6 68.5 0.4 2.2 2.1 60.0 5.6
　１０００～１５００万円未満 1,265 1,155 100.0 15.0 36.6 67.9 0.2 2.1 1.6 61.7 4.7
　１５００～２０００万円未満 316 297 100.0 11.9 39.4 72.2      - 0.6 2.0 56.1 9.4
　２０００万円以上 135 129 7.8 29.5 66.1 3.4 6.8 5.9 53.8 4.6
[ 世帯主の性別 ] 100.0
男性 7,572 6,821 100.0 13.7 28.0 65.1 0.7 1.9 1.5 57.9 6.6
女性 357 340 17.8 29.6 65.7 0.6 2.0 2.2 66.5 4.2
[ 世帯主の年齢 ] 100.0
２０～２９歳 280 304 100.0 9.3 36.6 62.7 1.5 3.9 1.8 83.5 1.6
３０～３９歳 1,419 1,316 100.0 8.6 36.1 65.1 0.5 1.9 1.4 68.6 4.4
４０～４９歳 3,018 2,333 100.0 21.8 22.6 70.9 0.5 1.3 1.1 55.1 4.5
５０～５９歳 2,420 2,308 100.0 12.1 28.2 61.9 0.6 2.0 1.8 56.9 8.6
６０歳以上 790 898 100.0 7.0 27.6 59.5 1.1 2.9 2.0 46.8 11.1
　６０～６４歳 380 472 100.0 3.4 28.8 63.2 0.8 2.9 1.8 44.7 10.6
　６５歳以上 410 426 100.0 11.0 26.2 55.3 1.4 2.8 2.3 49.1 11.7
　６５～６９歳 107 134 100.0 7.2 34.6 58.4 1.6 5.9 5.3 51.5 14.4
　７０～７９歳 257 247 100.0 14.2 21.4 52.4 1.5 1.7 1.0 47.9 11.8
　８０歳以上 46 44 100.0 4.8 28.0 61.9      -      -      - 48.3 3.2


問２（２）過去１年間のインターネットの利用場所と機器（Ｍ）
（回答数：7,937、対象：インターネット利用者、15歳以下で職場からの利用者は除外）
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（男女別）
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無
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  全  体 7,937 7,167 100.0 13.9 28.1 65.2 0.6 1.9 1.5 58.4 6.5
６～１２歳 690 463 100.0 59.9      - 76.6 0.3 1.3 1.0 9.6 2.0
１３～１９歳 1,235 872 100.0 48.4 1.7 69.2 0.6 1.5 2.2 55.8 3.5
２０～２９歳 1,382 1,534 100.0 16.3 26.1 66.1 1.2 2.4 2.8 73.7 4.3
３０～３９歳 1,545 1,442 100.0 1.2 42.0 67.3 0.6 2.4 1.6 74.1 3.4
４０～４９歳 1,746 1,316 100.0 1.0 40.7 69.1 0.6 1.4 0.4 62.1 4.8
５０～５９歳 1,086 1,029 100.0 0.8 37.9 56.2 0.2 1.3 0.5 45.4 11.1
６０歳以上 253 512 100.0 1.2 13.4 47.0 0.7 3.0 1.5 33.1 25.9
　６０～６４歳 138 256 100.0 0.9 18.4 55.3      - 3.7 1.5 32.1 19.7
　６５歳以上 115 256 100.0 1.6 8.2 38.8 1.4 2.3 1.5 34.2 32.1
　６５～６９歳 42 133 100.0 2.1 10.6 46.2      - 2.8 2.8 38.5 21.7
　７０～７９歳 52 94 100.0      - 6.0 37.2 3.8 2.1      - 31.2 37.6
　８０歳以上 21 29 100.0 4.7 4.9 9.4      -      -      - 23.9 61.8
  男　性 4,185 3,793 100.0 13.7 37.9 67.0 0.7 1.9 2.0 56.9 5.9
６～１２歳 353 232 100.0 58.9      - 78.2 0.3 0.8 1.4 7.4 2.3
１３～１９歳 633 442 100.0 48.2 1.1 70.1 0.9 0.8 3.0 54.5 3.5
２０～２９歳 706 781 100.0 18.8 27.1 68.3 1.3 2.5 4.0 70.5 4.0
３０～３９歳 746 750 100.0 1.3 59.8 67.4 0.5 2.3 2.4 74.4 3.4
４０～４９歳 927 709 100.0 1.3 57.3 72.8 0.5 1.3 0.4 62.4 3.3
５０～５９歳 680 602 100.0 0.9 51.8 58.4 0.1 1.6 0.6 43.8 9.7
６０歳以上 140 277 100.0      - 19.9 52.2 0.7 3.9 2.0 31.6 23.1
　６０～６４歳 91 152 100.0      - 25.3 58.2      - 3.3 1.1 26.4 18.7
　６５歳以上 49 125 100.0      - 13.4 44.9 1.6 4.6 3.0 37.9 28.4
　６５～６９歳 17 64 100.0      - 17.6 52.9      - 5.9 5.9 41.2 23.5
　７０～７９歳 26 53 100.0      - 7.7 42.3 3.8 3.8      - 34.6 30.8
　８０歳以上 6 8 100.0      - 16.7      -      -      -      - 33.3 50.0
  女　性 3,752 3,373 100.0 14.1 17.1 63.1 0.6 1.9 0.9 60.0 7.2
６～１２歳 337 231 100.0 60.8      - 75.1 0.3 1.8 0.6 11.9 1.8
１３～１９歳 602 430 100.0 48.7 2.3 68.3 0.2 2.3 1.3 57.1 3.5
２０～２９歳 676 753 100.0 13.6 25.1 63.9 1.2 2.2 1.6 77.1 4.6
３０～３９歳 799 692 100.0 1.1 22.8 67.1 0.6 2.5 0.8 73.7 3.4
４０～４９歳 819 607 100.0 0.7 21.2 64.7 0.6 1.5 0.4 61.9 6.6
５０～５９歳 406 426 100.0 0.7 18.2 53.2 0.2 0.7 0.5 47.5 13.1
６０歳以上 113 235 100.0 2.7 5.6 41.0 0.7 1.9 0.9 35.0 29.2
　６０～６４歳 47 104 100.0 2.1 8.5 51.1      - 4.3 2.1 40.4 21.3
　６５歳以上 66 131 100.0 3.1 3.3 32.9 1.2      -      - 30.6 35.6
　６５～６９歳 25 69 100.0 4.0 4.0 40.0      -      -      - 36.0 20.0
　７０～７９歳 26 42 100.0      - 3.8 30.8 3.8      -      - 26.9 46.2
　８０歳以上 15 20 100.0 6.7      - 13.3      -      -      - 20.0 66.7


問２（２）過去１年間のインターネットの利用場所と機器（Ｍ）
（回答数：7,937、対象：インターネット利用者、15歳以下で職場からの利用者は除外）


 問２（２）インターネットを利用する場所と機器回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数
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パ
ソ
コ
ン


携
帯
電
話
・
Ｐ
Ｈ
Ｓ


ゲ
ー


ム
機
・
Ｔ
Ｖ
な
ど


無
回
答


  全  体 7,937 7,167 100.0 77.4 58.4 3.7 6.5
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 2,518 2,370 100.0 79.9 60.2 3.6 6.5
非世帯主 5,419 4,796 100.0 76.1 57.5 3.8 6.5
[ 本人の性別 ]
男性 4,185 3,793 100.0 81.1 56.9 4.2 5.9
女性 3,752 3,373 100.0 73.1 60.0 3.2 7.2
[ 本人の年齢 ]
６～１２歳 690 463 100.0 95.8 9.6 2.5 2.0
１３～１９歳 1,235 872 100.0 84.2 55.8 4.0 3.5
２０～２９歳 1,382 1,534 100.0 77.3 73.7 5.6 4.3
３０～３９歳 1,545 1,442 100.0 77.6 74.1 4.4 3.4
４０～４９歳 1,746 1,316 100.0 80.1 62.1 2.1 4.8
５０～５９歳 1,086 1,029 100.0 71.5 45.4 1.7 11.1
６０歳以上 253 512 100.0 53.3 33.1 5.2 25.9
　６０～６４歳 138 256 100.0 62.9 32.1 5.2 19.7
　６５歳以上 115 256 100.0 43.7 34.2 5.1 32.1
　６５～６９歳 42 133 100.0 53.2 38.5 5.7 21.7
　７０～７９歳 52 94 100.0 39.4 31.2 6.0 37.6
　８０歳以上 21 29 100.0 14.3 23.9      - 61.8
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 3,250 2,948 100.0 80.3 60.8 4.4 4.7
その他の市 3,300 2,957 100.0 75.9 57.7 3.4 7.1
町・村 1,387 1,261 100.0 74.0 54.2 3.1 9.0
[ 家族数 ]
単身 164 163 100.0 79.5 78.0 6.5 3.2
２人家族 615 620 100.0 79.1 61.3 3.9 6.2
３人家族 1,262 1,205 100.0 77.0 58.5 4.0 6.5
４人家族 2,816 2,469 100.0 79.5 58.5 3.5 5.8
５人家族 1,731 1,490 100.0 78.2 56.2 4.6 6.5
６人家族 867 784 100.0 73.7 56.0 2.1 9.2
７人以上家族 439 398 100.0 65.0 58.6 3.1 6.9
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 164 163 100.0 79.5 78.0 6.5 3.2
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 557 560 100.0 78.9 62.6 3.5 6.3
大人２人（高齢者を含む） 35 41 100.0 84.2 42.4 11.2 5.7
大人が２人以下＋子供 3,157 2,542 100.0 81.8 57.5 3.4 3.8
大人が３人以上＋子供 2,303 2,056 100.0 73.5 58.2 3.1 7.9
大人が３人以上のみ 1,658 1,748 100.0 74.4 57.3 4.5 9.2
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 230 216 100.0 65.0 60.6 5.7 6.9
２００～４００万円未満 890 840 100.0 70.6 60.3 4.6 6.1
４００～６００万円未満 1,648 1,475 100.0 75.5 60.4 3.6 5.7
６００～８００万円未満 1,912 1,666 100.0 80.0 55.6 2.9 6.5
８００～１０００万円未満 1,448 1,296 100.0 79.4 56.3 3.6 8.1
１０００万円以上 1,716 1,580 100.0 80.3 60.0 4.1 5.6
　１０００～１５００万円未満 1,265 1,155 100.0 80.5 61.7 3.7 4.7
　１５００～２０００万円未満 316 297 100.0 80.6 56.1 2.7 9.4
　２０００万円以上 135 129 100.0 78.3 53.8 11.3 4.6
[ 世帯主の性別 ]
男性 7,572 6,821 100.0 77.2 57.9 3.7 6.6
女性 357 340 100.0 79.7 66.5 4.2 4.2
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 280 304 100.0 75.2 83.5 7.2 1.6
３０～３９歳 1,419 1,316 100.0 76.9 68.6 3.5 4.4
４０～４９歳 3,018 2,333 100.0 82.3 55.1 2.7 4.5
５０～５９歳 2,420 2,308 100.0 74.8 56.9 3.9 8.6
６０歳以上 790 898 100.0 72.5 46.8 5.3 11.1
　６０～６４歳 380 472 100.0 73.7 44.7 5.2 10.6
　６５歳以上 410 426 100.0 71.1 49.1 5.4 11.7
　６５～６９歳 107 134 100.0 73.6 51.5 9.5 14.4
　７０～７９歳 257 247 100.0 68.8 47.9 4.1 11.8
　８０歳以上 46 44 100.0 76.3 48.3      - 3.2


問２（２）過去１年間のインターネットの利用場所と機器（Ｍ）（加工①）
　（回答数：7,937、対象：インターネット利用者、15歳以下で職場からの利用者は除外）


インターネットの端末機器の利用 回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数
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（男女別）


パ
ソ
コ
ン


携
帯
電
話
・
Ｐ
Ｈ
Ｓ


ゲ
ー


ム
機
・
Ｔ
Ｖ
な
ど


無
回
答


  全  体 7,937 7,167 100.0 77.4 58.4 3.7 6.5
６～１２歳 690 463 100.0 95.8 9.6 2.5 2.0
１３～１９歳 1,235 872 100.0 84.2 55.8 4.0 3.5
２０～２９歳 1,382 1,534 100.0 77.3 73.7 5.6 4.3
３０～３９歳 1,545 1,442 100.0 77.6 74.1 4.4 3.4
４０～４９歳 1,746 1,316 100.0 80.1 62.1 2.1 4.8
５０～５９歳 1,086 1,029 100.0 71.5 45.4 1.7 11.1
６０歳以上 253 512 100.0 53.3 33.1 5.2 25.9
　６０～６４歳 138 256 100.0 62.9 32.1 5.2 19.7
　６５歳以上 115 256 100.0 43.7 34.2 5.1 32.1
　６５～６９歳 42 133 100.0 53.2 38.5 5.7 21.7
　７０～７９歳 52 94 100.0 39.4 31.2 6.0 37.6
　８０歳以上 21 29 100.0 14.3 23.9      - 61.8
  男　性 4,185 3,793 100.0 81.1 56.9 4.2 5.9
６～１２歳 353 232 100.0 96.3 7.4 2.5 2.3
１３～１９歳 633 442 100.0 84.0 54.5 4.4 3.5
２０～２９歳 706 781 100.0 79.5 70.5 6.7 4.0
３０～３９歳 746 750 100.0 81.9 74.4 5.0 3.4
４０～４９歳 927 709 100.0 86.9 62.4 2.2 3.3
５０～５９歳 680 602 100.0 77.1 43.8 2.1 9.7
６０歳以上 140 277 100.0 60.2 31.6 6.6 23.1
　６０～６４歳 91 152 100.0 68.1 26.4 4.4 18.7
　６５歳以上 49 125 100.0 50.6 37.9 9.3 28.4
　６５～６９歳 17 64 100.0 58.8 41.2 11.8 23.5
　７０～７９歳 26 53 100.0 46.2 34.6 7.7 30.8
　８０歳以上 6 8 100.0 16.7 33.3      - 50.0
  女　性 3,752 3,373 100.0 73.1 60.0 3.2 7.2
６～１２歳 337 231 100.0 95.3 11.9 2.4 1.8
１３～１９歳 602 430 100.0 84.4 57.1 3.7 3.5
２０～２９歳 676 753 100.0 75.1 77.1 4.4 4.6
３０～３９歳 799 692 100.0 72.8 73.7 3.9 3.4
４０～４９歳 819 607 100.0 72.2 61.9 2.1 6.6
５０～５９歳 406 426 100.0 63.5 47.5 1.2 13.1
６０歳以上 113 235 100.0 45.2 35.0 3.5 29.2
　６０～６４歳 47 104 100.0 55.3 40.4 6.4 21.3
　６５歳以上 66 131 100.0 37.1 30.6 1.2 35.6
　６５～６９歳 25 69 100.0 48.0 36.0      - 20.0
　７０～７９歳 26 42 100.0 30.8 26.9 3.8 46.2
　８０歳以上 15 20 100.0 13.3 20.0      - 66.7


問２（２）過去１年間のインターネットの利用場所と機器（Ｍ）（加工①）
（回答数：7,937、対象：インターネット利用者、15歳以下で職場からの利用者は除外）


インターネットの端末機器の利用 回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数
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パ
ソ
コ
ン
の
み
利
用


携
帯
電
話
・
Ｐ
Ｈ
Ｓ
の
み


ゲ
ー


ム
・
Ｔ
Ｖ
等
の
み


パ
ソ
コ
ン
と
携
帯
電
話


・
Ｐ
Ｈ
Ｓ
の
両
方


携
帯
電
話
・
Ｐ
Ｈ
Ｓ
と


ゲ
ー


ム
・
Ｔ
Ｖ
等
　
　
の


両
方


ゲ
ー


ム
・
Ｔ
Ｖ
等
と


パ
ソ
コ
ン
の
両
方


パ
ソ
コ
ン
と
携
帯
電
話


・
Ｐ
Ｈ
Ｓ
及
び
ゲ
ー


ム


機
・
Ｔ
Ｖ
等
の
い
ず
れ
も


無
回
答


  全  体 7,937 7,167 100.0 34.0 15.1 0.5 40.6 0.5 0.7 2.1 6.5
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 2,518 2,370 100.0 32.5 12.5 0.6 44.9 0.5 0.2 2.3 6.5
非世帯主 5,419 4,796 100.0 34.7 16.5 0.4 38.5 0.5 0.9 2.0 6.5
[ 本人の性別 ]
男性 4,185 3,793 100.0 36.0 12.0 0.5 41.9 0.5 0.7 2.6 5.9
女性 3,752 3,373 100.0 31.8 18.6 0.5 39.3 0.6 0.6 1.5 7.2
[ 本人の年齢 ]
６～１２歳 690 463 100.0 86.3 1.8 0.3 7.4 0.1 1.7 0.3 2.0
１３～１９歳 1,235 872 100.0 38.5 11.3 0.7 42.6 0.2 1.4 1.6 3.5
２０～２９歳 1,382 1,534 100.0 21.1 17.3 0.4 51.7 0.7 0.5 4.0 4.3
３０～３９歳 1,545 1,442 100.0 21.7 17.6 0.4 52.9 1.0 0.5 2.5 3.4
４０～４９歳 1,746 1,316 100.0 32.4 14.3 0.3 46.3 0.3 0.2 1.2 4.8
５０～５９歳 1,086 1,029 100.0 43.0 16.6 0.3 27.5 0.5 0.2 0.7 11.1
６０歳以上 253 512 100.0 38.2 19.3 1.4 11.3      - 1.3 2.4 25.9
　６０～６４歳 138 256 100.0 44.9 16.7 0.7 13.4      - 2.6 2.0 19.7
　６５歳以上 115 256 100.0 31.6 22.0 2.2 9.2      -      - 2.9 32.1
　６５～６９歳 42 133 100.0 39.8 25.1      - 7.7      -      - 5.7 21.7
　７０～７９歳 52 94 100.0 25.2 17.1 6.0 14.1      -      -      - 37.6
　８０歳以上 21 29 100.0 14.3 23.9      -      -      -      -      - 61.8
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 3,250 2,948 100.0 33.4 13.8 0.5 43.7 0.7 0.5 2.7 4.7
その他の市 3,300 2,957 100.0 34.0 16.1 0.4 39.4 0.4 0.8 1.7 7.1
町・村 1,387 1,261 100.0 35.4 16.0 0.7 36.5 0.4 0.7 1.4 9.0
[ 家族数 ]
単身 164 163 100.0 16.4 15.6 1.1 58.4 0.6 1.4 3.4 3.2
２人家族 615 620 100.0 31.5 14.3 0.3 44.1 0.1 0.7 2.8 6.2
３人家族 1,262 1,205 100.0 34.1 15.4 0.4 39.9 0.7 0.6 2.4 6.5
４人家族 2,816 2,469 100.0 34.5 13.8 0.5 42.4 0.4 0.7 1.9 5.8
５人家族 1,731 1,490 100.0 36.2 13.9 0.5 38.8 0.9 0.6 2.6 6.5
６人家族 867 784 100.0 33.8 16.0 0.8 38.9 0.2 0.2 0.8 9.2
７人以上家族 439 398 100.0 32.7 27.1 0.5 30.1 0.4 1.3 0.9 6.9
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 164 163 100.0 16.4 15.6 1.1 58.4 0.6 1.4 3.4 3.2
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 557 560 100.0 30.2 14.5 0.1 45.5 0.2 0.8 2.4 6.3
大人２人（高齢者を含む） 35 41 100.0 49.8 7.9 2.1 25.3      -      - 9.1 5.7
大人が２人以下＋子供 3,157 2,542 100.0 37.6 13.4 0.3 41.8 0.7 0.7 1.7 3.8
大人が３人以上＋子供 2,303 2,056 100.0 32.7 17.3 0.7 39.0 0.6 0.5 1.3 7.9
大人が３人以上のみ 1,658 1,748 100.0 32.4 15.5 0.6 38.4 0.3 0.5 3.1 9.2
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 230 216 100.0 30.1 26.8 0.9 30.5 0.4 1.5 2.9 6.9
２００～４００万円未満 890 840 100.0 31.9 20.8 1.1 36.6 1.4 0.5 1.5 6.1
４００～６００万円未満 1,648 1,475 100.0 32.5 17.7 0.5 40.5 0.7 0.9 1.6 5.7
６００～８００万円未満 1,912 1,666 100.0 37.0 12.8 0.4 40.8 0.3 0.5 1.7 6.5
８００～１０００万円未満 1,448 1,296 100.0 34.8 12.1 0.3 41.5 0.1 0.6 2.5 8.1
１０００万円以上 1,716 1,580 100.0 33.4 13.2 0.4 43.7 0.5 0.6 2.6 5.6
　１０００～１５００万円未満 1,265 1,155 100.0 32.7 14.1 0.3 44.8 0.4 0.6 2.5 4.7
　１５００～２０００万円未満 316 297 100.0 33.7 8.7 0.7 45.5 0.5      - 1.4 9.4
　２０００万円以上 135 129 100.0 39.0 14.7 0.5 30.4 1.9 2.1 6.8 4.6
[ 世帯主の性別 ]
男性 7,572 6,821 100.0 34.3 15.1 0.5 40.3 0.6 0.7 2.0 6.6
女性 357 340 100.0 28.9 15.9 0.2 46.9      - 0.3 3.7 4.2
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 280 304 100.0 14.1 21.5      - 55.6 1.7 0.7 4.7 1.6
３０～３９歳 1,419 1,316 100.0 26.3 17.6 0.4 48.2 0.7 0.3 2.1 4.4
４０～４９歳 3,018 2,333 100.0 39.3 12.6 0.3 41.0 0.4 0.8 1.2 4.5
５０～５９歳 2,420 2,308 100.0 33.5 15.6 0.5 38.5 0.6 0.5 2.3 8.6
６０歳以上 790 898 100.0 39.6 15.0 1.3 28.9 0.1 1.1 2.8 11.1
　６０～６４歳 380 472 100.0 42.3 14.7 1.0 27.2      - 1.4 2.9 10.6
　６５歳以上 410 426 100.0 36.7 15.3 1.7 30.9 0.2 0.8 2.7 11.7
　６５～６９歳 107 134 100.0 32.5 11.4      - 32.2 0.6 1.6 7.2 14.4
　７０～７９歳 257 247 100.0 36.9 16.5 2.8 30.7      - 0.6 0.7 11.8
　８０歳以上 46 44 100.0 48.5 20.5      - 27.8      -      -      - 3.2


問２（２）過去１年間のインターネットの利用場所と機器（Ｍ）（加工②）
（回答数：7,937、対象：インターネット利用者、15歳以下で職場からの利用者は除外）


インターネットの端末機器の併用 回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数
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（男女別）


パ
ソ
コ
ン
の
み
利
用


携
帯
電
話
・
Ｐ
Ｈ
Ｓ
の
み


ゲ
ー


ム
・
Ｔ
Ｖ
等
の
み


パ
ソ
コ
ン
と
携
帯
電
話


・
Ｐ
Ｈ
Ｓ
の
両
方


携
帯
電
話
・
Ｐ
Ｈ
Ｓ
と


ゲ
ー


ム
・
Ｔ
Ｖ
等
の
両
方


ゲ
ー


ム
・
Ｔ
Ｖ
等
と


パ
ソ
コ
ン
の
両
方


パ
ソ
コ
ン
と
携
帯
電
話


・
Ｐ
Ｈ
Ｓ
及
び
ゲ
ー


ム


機
・
Ｔ
Ｖ
等
の
い
ず
れ
も


無
回
答


  全  体 7,937 7,167 100.0 34.0 15.1 0.5 40.6 0.5 0.7 2.1 6.5
６～１２歳 690 463 100.0 86.3 1.8 0.3 7.4 0.1 1.7 0.3 2.0
１３～１９歳 1,235 872 100.0 38.5 11.3 0.7 42.6 0.2 1.4 1.6 3.5
２０～２９歳 1,382 1,534 100.0 21.1 17.3 0.4 51.7 0.7 0.5 4.0 4.3
３０～３９歳 1,545 1,442 100.0 21.7 17.6 0.4 52.9 1.0 0.5 2.5 3.4
４０～４９歳 1,746 1,316 100.0 32.4 14.3 0.3 46.3 0.3 0.2 1.2 4.8
５０～５９歳 1,086 1,029 100.0 43.0 16.6 0.3 27.5 0.5 0.2 0.7 11.1
６０歳以上 253 512 100.0 38.2 19.3 1.4 11.3      - 1.3 2.4 25.9
　６０～６４歳 138 256 100.0 44.9 16.7 0.7 13.4      - 2.6 2.0 19.7
　６５歳以上 115 256 100.0 31.6 22.0 2.2 9.2      -      - 2.9 32.1
　６５～６９歳 42 133 100.0 39.8 25.1      - 7.7      -      - 5.7 21.7
　７０～７９歳 52 94 100.0 25.2 17.1 6.0 14.1      -      -      - 37.6
　８０歳以上 21 29 100.0 14.3 23.9      -      -      -      -      - 61.8
  男　性 4,185 3,793 100.0 36.0 12.0 0.5 41.9 0.5 0.7 2.6 5.9
６～１２歳 353 232 100.0 88.4 0.8 0.3 5.9 0.3 1.7 0.3 2.3
１３～１９歳 633 442 100.0 39.2 11.5 0.6 41.4 0.3 2.2 1.3 3.5
２０～２９歳 706 781 100.0 24.5 15.7 0.1 49.2 0.7 0.8 5.0 4.0
３０～３９歳 746 750 100.0 21.3 13.7 0.4 56.7 0.7 0.5 3.4 3.4
４０～４９歳 927 709 100.0 33.9 9.1 0.2 51.6 0.4 0.2 1.3 3.3
５０～５９歳 680 602 100.0 45.7 12.2 0.6 30.3 0.4 0.1 0.9 9.7
６０歳以上 140 277 100.0 43.3 14.6 2.1 12.4      -      - 4.5 23.1
　６０～６４歳 91 152 100.0 53.8 12.1 1.1 11.0      -      - 3.3 18.7
　６５歳以上 49 125 100.0 30.5 17.8 3.2 14.1      -      - 6.0 28.4
　６５～６９歳 17 64 100.0 35.3 17.6      - 11.8      -      - 11.8 23.5
　７０～７９歳 26 53 100.0 26.9 15.4 7.7 19.2      -      -      - 30.8
　８０歳以上 6 8 100.0 16.7 33.3      -      -      -      -      - 50.0
  女　性 3,752 3,373 100.0 31.8 18.6 0.5 39.3 0.6 0.6 1.5 7.2
６～１２歳 337 231 100.0 84.3 2.7 0.3 8.9      - 1.8 0.3 1.8
１３～１９歳 602 430 100.0 37.9 11.1 0.8 43.9 0.2 0.7 2.0 3.5
２０～２９歳 676 753 100.0 17.6 18.9 0.6 54.4 0.7 0.1 3.0 4.6
３０～３９歳 799 692 100.0 22.0 21.9 0.5 48.8 1.4 0.4 1.6 3.4
４０～４９歳 819 607 100.0 30.8 20.5 0.5 40.0 0.2 0.2 1.1 6.6
５０～５９歳 406 426 100.0 39.2 22.9      - 23.6 0.5 0.2 0.5 13.1
６０歳以上 113 235 100.0 32.3 24.9 0.7 10.1      - 2.8      - 29.2
　６０～６４歳 47 104 100.0 31.9 23.4      - 17.0      - 6.4      - 21.3
　６５歳以上 66 131 100.0 32.6 26.1 1.2 4.5      -      -      - 35.6
　６５～６９歳 25 69 100.0 44.0 32.0      - 4.0      -      -      - 20.0
　７０～７９歳 26 42 100.0 23.1 19.2 3.8 7.7      -      -      - 46.2
　８０歳以上 15 20 100.0 13.3 20.0      -      -      -      -      - 66.7


問２（２）過去１年間のインターネットの利用場所と機器（Ｍ）（加工②）
（回答数：7,937、対象：インターネット利用者、15歳以下で職場からの利用者は除外）


インターネットの端末機器の併用 回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数
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（男女別）


パ
ソ
コ
ン
の
み
利
用


携
帯
電
話
・
Ｐ
Ｈ
Ｓ
の
み


ゲ
ー


ム
・
Ｔ
Ｖ
等
の
み


パ
ソ
コ
ン
と
携
帯
電
話


・
Ｐ
Ｈ
Ｓ
の
両
方


携
帯
電
話
・
Ｐ
Ｈ
Ｓ
と


ゲ
ー


ム
・
Ｔ
Ｖ
等
の
両
方


ゲ
ー


ム
・
Ｔ
Ｖ
等
と


パ
ソ
コ
ン
の
両
方


パ
ソ
コ
ン
と
携
帯
電
話


・
Ｐ
Ｈ
Ｓ
及
び
ゲ
ー


ム


機
・
Ｔ
Ｖ
等
の
い
ず
れ
も


  全  体 7,496 6,703 100.0 36.4 16.2 0.5 43.5 0.6 0.7 2.2
６～１２歳 676 454 100.0 88.1 1.8 0.3 7.6 0.1 1.8 0.3
１３～１９歳 1,192 842 100.0 39.9 11.7 0.8 44.1 0.3 1.5 1.7
２０～２９歳 1,323 1,468 100.0 22.1 18.1 0.4 54.1 0.8 0.5 4.2
３０～３９歳 1,493 1,393 100.0 22.4 18.2 0.5 54.8 1.0 0.5 2.6
４０～４９歳 1,661 1,252 100.0 34.1 15.1 0.4 48.6 0.4 0.2 1.3
５０～５９歳 967 915 100.0 48.4 18.7 0.4 31.0 0.5 0.2 0.8
６０歳以上 184 379 100.0 51.6 26.1 1.9 15.3      1.8 3.3
　６０～６４歳 111 206 100.0 56.0 20.8 0.8 16.8      3.2 2.4
　６５歳以上 73 174 100.0 46.5 32.4 3.2 13.6           4.3
　６５～６９歳 33 104 100.0 50.8 32.0      9.9           7.2
　７０～７９歳 32 59 100.0 40.4 27.4 9.6 22.6                
　８０歳以上 8 11 100.0 37.4 62.6                          
  男　性 3,973 3,571 100.0 38.2 12.8 0.5 44.5 0.5 0.8 2.7
６～１２歳 345 227 100.0 90.4 0.9 0.3 6.1 0.3 1.7 0.3
１３～１９歳 611 427 100.0 40.6 11.9 0.7 42.9 0.3 2.3 1.3
２０～２９歳 678 750 100.0 25.5 16.4 0.1 51.2 0.7 0.9 5.2
３０～３９歳 721 725 100.0 22.1 14.1 0.4 58.7 0.7 0.6 3.5
４０～４９歳 896 685 100.0 35.0 9.4 0.2 53.3 0.4 0.2 1.3
５０～５９歳 614 544 100.0 50.7 13.5 0.7 33.6 0.5 0.2 1.0
６０歳以上 108 213 100.0 56.3 19.0 2.7 16.1           5.9
　６０～６４歳 74 123 100.0 66.2 14.9 1.4 13.5           4.1
　６５歳以上 34 90 100.0 42.6 24.8 4.5 19.7           8.4
　６５～６９歳 13 49 100.0 46.2 23.1      15.4           15.4
　７０～７９歳 18 36 100.0 38.9 22.2 11.1 27.8                
　８０歳以上 3 4 100.0 33.3 66.7                          
  女　性 3,523 3,132 100.0 34.2 20.1 0.5 42.3 0.6 0.6 1.6
６～１２歳 331 227 100.0 85.8 2.7 0.3 9.1      1.8 0.3
１３～１９歳 581 415 100.0 39.2 11.5 0.9 45.4 0.2 0.7 2.1
２０～２９歳 645 718 100.0 18.4 19.8 0.6 57.1 0.8 0.2 3.1
３０～３９歳 772 668 100.0 22.8 22.7 0.5 50.5 1.4 0.4 1.7
４０～４９歳 765 567 100.0 32.9 22.0 0.5 42.9 0.3 0.3 1.2
５０～５９歳 353 371 100.0 45.0 26.3      27.2 0.6 0.3 0.6
６０歳以上 76 166 100.0 45.6 35.2 1.0 14.3      4.0      
　６０～６４歳 37 82 100.0 40.5 29.7      21.6      8.1      
　６５歳以上 39 84 100.0 50.6 40.5 1.9 7.1                
　６５～６９歳 20 55 100.0 55.0 40.0      5.0                
　７０～７９歳 14 22 100.0 42.9 35.7 7.1 14.3                
　８０歳以上 5 7 100.0 40.0 60.0                          


問２（２）過去１年間のインターネットの利用場所と機器（Ｍ）（加工②）
（回答数：7,496、対象：インターネット利用者、15歳以下で職場からの利用者は除外。無回答を除外）


インターネットの端末機器の併用 回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数
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自
宅
・
そ
の
他


職
場


学
校


  全  体 6,275 5,545 100.0 84.2 36.3 18.0
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 2,040 1,894 100.0 81.5 65.4 2.7
非世帯主 4,235 3,650 100.0 85.7 21.2 25.9
[ 本人の性別 ] 100.0
男性 3,459 3,077 100.0 82.6 46.7 16.9
女性 2,816 2,467 100.0 86.2 23.4 19.2
[ 本人の年齢 ]
６～１２歳 661 444 100.0 80.0      - 62.5
１３～１９歳 1,040 735 100.0 82.2 2.0 57.5
２０～２９歳 1,069 1,186 100.0 85.5 33.8 21.0
３０～３９歳 1,193 1,118 100.0 86.7 54.2 1.6
４０～４９歳 1,397 1,054 100.0 86.2 50.8 1.3
５０～５９歳 782 735 100.0 78.7 53.0 1.2
６０歳以上 133 273 100.0 88.2 25.0 2.3
　６０～６４歳 88 161 100.0 87.9 29.3 1.4
　６５歳以上 45 112 100.0 88.6 18.9 3.7
　６５～６９歳 22 71 100.0 86.9 19.9 3.9
　７０～７９歳 20 37 100.0 94.5 15.2      -
　８０歳以上 3 4 100.0 65.8 34.2 32.9
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 2,651 2,367 100.0 85.8 38.3 17.3
その他の市 2,558 2,244 100.0 83.5 36.8 17.2
町・村 1,066 933 100.0 82.0 30.3 21.4
[ 家族数 ]
単身 129 129 100.0 78.8 58.7 18.6
２人家族 484 491 100.0 83.6 49.4 4.0
３人家族 977 928 100.0 85.4 42.1 9.8
４人家族 2,278 1,963 100.0 85.2 34.7 19.3
５人家族 1,386 1,165 100.0 81.0 33.1 24.0
６人家族 677 578 100.0 86.1 29.0 23.9
７人以上家族 308 259 100.0 86.0 25.4 23.7
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 129 129 100.0 78.8 58.7 18.6
高齢世帯（高齢者のみ）      -      - 100.0      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 440 442 100.0 84.4 49.2 3.8
大人２人（高齢者を含む） 27 35 100.0 78.2 52.2      -
大人が２人以下＋子供 2,610 2,080 100.0 85.3 33.1 21.7
大人が３人以上＋子供 1,770 1,511 100.0 83.8 28.9 26.3
大人が３人以上のみ 1,247 1,301 100.0 83.7 43.3 7.9
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 151 140 100.0 81.3 17.9 27.1
２００～４００万円未満 635 593 100.0 81.4 27.6 16.6
４００～６００万円未満 1,262 1,113 100.0 82.9 32.4 17.1
６００～８００万円未満 1,564 1,333 100.0 85.0 34.8 18.4
８００～１０００万円未満 1,185 1,030 100.0 85.0 39.4 18.6
１０００万円以上 1,411 1,269 100.0 85.3 45.5 17.2
　１０００～１５００万円未満 1,045 929 100.0 84.4 45.5 18.6
　１５００～２０００万円未満 258 239 100.0 89.6 48.9 14.8
　２０００万円以上 108 101 100.0 84.4 37.7 10.0
[ 世帯主の性別 ]
男性 5,982 5,269 100.0 84.3 36.3 17.7
女性 286 271 100.0 82.5 37.2 22.3
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 211 229 100.0 83.4 48.7 12.4
３０～３９歳 1,112 1,012 100.0 84.6 46.9 11.1
４０～４９歳 2,522 1,919 100.0 86.2 27.5 26.4
５０～５９歳 1,821 1,726 100.0 82.8 37.8 16.2
６０歳以上 599 650 100.0 82.1 38.1 9.7
　６０～６４歳 285 348 100.0 85.8 39.1 4.7
　６５歳以上 314 302 100.0 77.8 36.9 15.5
　６５～６９歳 85 99 100.0 79.3 47.0 9.8
　７０～７９歳 193 170 100.0 76.2 31.1 20.6
　８０歳以上 36 33 100.0 81.2 36.7 6.3


問２（２）過去１年間のインターネットの利用場所と機器（Ｍ）（加工③）
（回答数：6,275、対象：パソコンからのインターネット利用者、
　15歳以下で職場からの利用者は除外）


回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数


 
パソコンから


インターネットを利用する場所
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（男女別）


自
宅
・
そ
の
他


職
場


学
校


  全  体 6,275 5,545 100.0 84.2 36.3 18.0
６～１２歳 661 444 100.0 80.0      - 62.5
１３～１９歳 1,040 735 100.0 82.2 2.0 57.5
２０～２９歳 1,069 1,186 100.0 85.5 33.8 21.0
３０～３９歳 1,193 1,118 100.0 86.7 54.2 1.6
４０～４９歳 1,397 1,054 100.0 86.2 50.8 1.3
５０～５９歳 782 735 100.0 78.7 53.0 1.2
６０歳以上 133 273 100.0 88.2 25.0 2.3
　６０～６４歳 88 161 100.0 87.9 29.3 1.4
　６５歳以上 45 112 100.0 88.6 18.9 3.7
　６５～６９歳 22 71 100.0 86.9 19.9 3.9
　７０～７９歳 20 37 100.0 94.5 15.2      -
　８０歳以上 3 4 100.0 65.8 34.2 32.9
  男　性 3,459 3,077 100.0 82.6 46.7 16.9
６～１２歳 340 224 100.0 81.2      - 61.2
１３～１９歳 532 372 100.0 83.5 1.3 57.3
２０～２９歳 561 620 100.0 85.9 34.0 23.7
３０～３９歳 611 614 100.0 82.3 73.0 1.6
４０～４９歳 806 617 100.0 83.7 65.9 1.5
５０～５９歳 524 464 100.0 75.8 67.2 1.1
６０歳以上 85 167 100.0 86.7 33.1      -
　６０～６４歳 62 103 100.0 85.5 37.1      -
　６５歳以上 23 63 100.0 88.6 26.5      -
　６５～６９歳 10 38 100.0 90.0 30.0      -
　７０～７９歳 12 24 100.0 91.7 16.7      -
　８０歳以上 1 1 100.0      - 100.0      -
  女　性 2,816 2,467 100.0 86.2 23.4 19.2
６～１２歳 321 220 100.0 78.8      - 63.9
１３～１９歳 508 363 100.0 80.9 2.8 57.7
２０～２９歳 508 566 100.0 85.0 33.5 18.1
３０～３９歳 582 504 100.0 92.1 31.3 1.5
４０～４９歳 591 438 100.0 89.7 29.4 1.0
５０～５９歳 258 271 100.0 83.7 28.7 1.2
６０歳以上 48 106 100.0 90.6 12.5 6.0
　６０～６４歳 26 58 100.0 92.3 15.4 3.8
　６５歳以上 22 48 100.0 88.7 9.0 8.5
　６５～６９歳 12 33 100.0 83.3 8.3 8.3
　７０～７９歳 8 13 100.0 100.0 12.5      -
　８０歳以上 2 3 100.0 100.0      - 50.0


問２（２）過去１年間のインターネットの利用場所と機器（Ｍ）
（回答数：6,275、対象：パソコンからのインターネット利用者、
15歳以下で職場からの利用者は除外）


回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数


 
パソコンから


インターネットを利用する場所
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自
宅
・
そ
の
他
か
ら
の
み


職
場
か
ら
の
み


学
校
か
ら
の
み


自
宅
・
そ
の
他
と
職
場


職
場
と
学
校


学
校
と
自
宅
・
そ
の
他


自
宅
・
そ
の
他
と
職
場


と
学
校


  全  体 6,275 5,545 100.0 46.7 10.4 5.0 24.9 0.4 12.0 0.6
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 2,040 1,894 100.0 33.0 17.4 0.6 46.8 0.4 0.9 0.8
非世帯主 4,235 3,650 100.0 53.8 6.8 7.2 13.6 0.3 17.8 0.5
[ 本人の性別 ]
男性 3,459 3,077 100.0 37.3 12.7 4.4 33.1 0.3 11.7 0.6
女性 2,816 2,467 100.0 58.4 7.7 5.7 14.7 0.4 12.5 0.6
[ 本人の年齢 ]
６～１２歳 661 444 100.0 37.5      - 20.0      -      - 42.5      -
１３～１９歳 1,040 735 100.0 41.4 0.8 16.4 0.3 0.6 40.1 0.4
２０～２９歳 1,069 1,186 100.0 47.1 9.4 4.6 22.5 0.6 14.6 1.3
３０～３９歳 1,193 1,118 100.0 45.4 12.7 0.2 40.3 0.4 0.2 0.8
４０～４９歳 1,397 1,054 100.0 48.6 13.1 0.4 37.0 0.2 0.2 0.4
５０～５９歳 782 735 100.0 46.4 20.8 0.2 31.7 0.3 0.4 0.3
６０歳以上 133 273 100.0 72.6 10.8 1.0 14.3      - 1.3      -
　６０～６４歳 88 161 100.0 69.3 12.1      - 17.2      - 1.4      -
　６５歳以上 45 112 100.0 77.5 8.9 2.5 10.0      - 1.2      -
　６５～６９歳 22 71 100.0 76.2 9.2 3.9 10.7      -      -      -
　７０～７９歳 20 37 100.0 84.8 5.5      - 9.8      -      -      -
　８０歳以上 3 4 100.0 32.9 34.2      -      -      - 32.9      -
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 2,651 2,367 100.0 45.3 9.8 4.0 27.6 0.4 12.4 0.6
その他の市 2,558 2,244 100.0 46.8 11.1 5.1 24.9 0.3 11.3 0.4
町・村 1,066 933 100.0 49.8 10.5 7.1 18.3 0.4 12.9 1.1
[ 家族数 ]
単身 129 129 100.0 26.7 13.6 6.0 41.1 1.7 8.5 2.4
２人家族 484 491 100.0 47.6 15.0 0.8 33.4 0.7 2.3 0.2
３人家族 977 928 100.0 48.9 11.5 2.9 29.7 0.1 6.1 0.7
４人家族 2,278 1,963 100.0 47.0 9.8 4.8 24.0 0.2 13.5 0.7
５人家族 1,386 1,165 100.0 43.8 10.8 7.6 21.4 0.5 15.5 0.4
６人家族 677 578 100.0 48.5 7.9 5.4 19.7 0.6 17.2 0.7
７人以上家族 308 259 100.0 50.9 6.5 7.4 18.9      - 16.3      -
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 129 129 100.0 26.7 13.6 6.0 41.1 1.7 8.5 2.4
高齢世帯（高齢者のみ）      -      - 100.0      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 440 442 100.0 48.0 14.3 0.5 33.9 0.8 2.2 0.3
大人２人（高齢者を含む） 27 35 100.0 47.8 21.8      - 30.4      -      -      -
大人が２人以下＋子供 2,610 2,080 100.0 46.0 8.3 6.2 24.0 0.2 14.7 0.6
大人が３人以上＋子供 1,770 1,511 100.0 45.5 8.3 7.3 19.9 0.7 18.3 0.1
大人が３人以上のみ 1,247 1,301 100.0 50.0 14.4 1.8 27.6 0.1 4.9 1.2
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 151 140 100.0 57.8 7.7 9.0 7.4 2.0 15.3 0.8
２００～４００万円未満 635 593 100.0 56.5 12.1 6.3 14.8 0.1 9.6 0.5
４００～６００万円未満 1,262 1,113 100.0 51.0 9.8 7.0 22.1 0.3 9.6 0.3
６００～８００万円未満 1,564 1,333 100.0 47.8 10.3 4.3 23.4 0.4 13.1 0.6
８００～１０００万円未満 1,185 1,030 100.0 42.8 10.4 4.3 28.1 0.3 13.5 0.6
１０００万円以上 1,411 1,269 100.0 38.5 10.9 3.4 33.4 0.4 12.6 0.9
　１０００～１５００万円未満 1,045 929 100.0 36.6 12.0 3.5 32.7 0.1 14.4 0.7
　１５００～２０００万円未満 258 239 100.0 39.3 7.0 2.2 38.9 1.2 9.6 1.7
　２０００万円以上 108 101 100.0 54.1 9.8 5.0 26.1 0.8 3.2 1.0
[ 世帯主の性別 ]
男性 5,982 5,269 100.0 46.9 10.5 4.9 24.9 0.3 11.9 0.6
女性 286 271 100.0 42.4 10.2 6.5 25.1 0.8 14.0 1.1
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 211 229 100.0 40.9 12.2 3.9 34.5 0.5 6.6 1.5
３０～３９歳 1,112 1,012 100.0 43.1 11.1 3.8 34.6 0.5 6.2 0.8
４０～４９歳 2,522 1,919 100.0 46.8 6.6 6.9 20.1 0.2 18.8 0.5
５０～５９歳 1,821 1,726 100.0 47.1 12.5 4.3 24.3 0.5 10.9 0.6
６０歳以上 599 650 100.0 52.9 14.8 2.9 22.6 0.2 6.1 0.5
　６０～６４歳 285 348 100.0 56.8 13.4 0.8 25.1      - 3.3 0.6
　６５歳以上 314 302 100.0 48.4 16.4 5.3 19.7 0.5 9.3 0.3
　６５～６９歳 85 99 100.0 44.2 17.3 3.4 28.7      - 5.3 1.1
　７０～７９歳 193 170 100.0 49.2 15.5 7.5 14.8 0.8 12.3      -
　８０歳以上 36 33 100.0 57.0 18.8      - 17.9      - 6.3      -


問２（２）過去１年間のインターネットの利用場所と機器（Ｍ）（加工④）
（回答数：6,275、対象：パソコンからのインターネット利用者、15歳以下で職場からの利用者は除外）


パソコンからインターネットを利用する場所のパターン 回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数
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（男女別）


自
宅
・
そ
の
他
か
ら
の
み


職
場
か
ら
の
み


学
校
か
ら
の
み


自
宅
・
そ
の
他
と
職
場


職
場
と
学
校


学
校
と
自
宅
・
そ
の
他


自
宅
・
そ
の
他
と
職
場


と
学
校


  全  体 6,275 5,545 100.0 46.7 10.4 5.0 24.9 0.4 12.0 0.6
６～１２歳 661 444 100.0 37.5      - 20.0      -      - 42.5      -
１３～１９歳 1,040 735 100.0 41.4 0.8 16.4 0.3 0.6 40.1 0.4
２０～２９歳 1,069 1,186 100.0 47.1 9.4 4.6 22.5 0.6 14.6 1.3
３０～３９歳 1,193 1,118 100.0 45.4 12.7 0.2 40.3 0.4 0.2 0.8
４０～４９歳 1,397 1,054 100.0 48.6 13.1 0.4 37.0 0.2 0.2 0.4
５０～５９歳 782 735 100.0 46.4 20.8 0.2 31.7 0.3 0.4 0.3
６０歳以上 133 273 100.0 72.6 10.8 1.0 14.3      - 1.3      -
　６０～６４歳 88 161 100.0 69.3 12.1      - 17.2      - 1.4      -
　６５歳以上 45 112 100.0 77.5 8.9 2.5 10.0      - 1.2      -
　６５～６９歳 22 71 100.0 76.2 9.2 3.9 10.7      -      -      -
　７０～７９歳 20 37 100.0 84.8 5.5      - 9.8      -      -      -
　８０歳以上 3 4 100.0 32.9 34.2      -      -      - 32.9      -
  男　性 3,459 3,077 100.0 37.3 12.7 4.4 33.1 0.3 11.7 0.6
６～１２歳 340 224 100.0 38.8      - 18.8      -      - 42.4      -
１３～１９歳 532 372 100.0 41.9 0.2 16.0 0.6 0.4 40.8 0.2
２０～２９歳 561 620 100.0 44.0 9.1 4.5 23.2 0.5 17.5 1.2
３０～３９歳 611 614 100.0 26.7 17.0 0.2 54.7 0.5 0.2 0.8
４０～４９歳 806 617 100.0 33.5 15.6 0.4 49.4 0.2 0.2 0.6
５０～５９歳 524 464 100.0 32.1 23.7 0.4 43.1 0.2 0.4 0.2
６０歳以上 85 167 100.0 66.9 13.3      - 19.7      -      -      -
　６０～６４歳 62 103 100.0 62.9 14.5      - 22.6      -      -      -
　６５歳以上 23 63 100.0 73.5 11.4      - 15.1      -      -      -
　６５～６９歳 10 38 100.0 70.0 10.0      - 20.0      -      -      -
　７０～７９歳 12 24 100.0 83.3 8.3      - 8.3      -      -      -
　８０歳以上 1 1 100.0      - 100.0      -      -      -      -      -
  女　性 2,816 2,467 100.0 58.4 7.7 5.7 14.7 0.4 12.5 0.6
６～１２歳 321 220 100.0 36.1      - 21.2      -      - 42.7      -
１３～１９歳 508 363 100.0 40.9 1.4 16.9      - 0.8 39.4 0.6
２０～２９歳 508 566 100.0 50.4 9.6 4.7 21.9 0.6 11.4 1.4
３０～３９歳 582 504 100.0 68.2 7.4 0.2 22.9 0.3 0.3 0.7
４０～４９歳 591 438 100.0 69.9 9.6 0.5 19.5 0.2 0.2 0.2
５０～５９歳 258 271 100.0 70.9 15.9      - 12.0 0.4 0.4 0.4
６０歳以上 48 106 100.0 81.6 6.8 2.6 5.7      - 3.4      -
　６０～６４歳 26 58 100.0 80.8 7.7      - 7.7      - 3.8      -
　６５歳以上 22 48 100.0 82.6 5.7 5.7 3.3      - 2.8      -
　６５～６９歳 12 33 100.0 83.3 8.3 8.3      -      -      -      -
　７０～７９歳 8 13 100.0 87.5      -      - 12.5      -      -      -
　８０歳以上 2 3 100.0 50.0      -      -      -      - 50.0      -


問２（２）過去１年間のインターネットの利用場所と機器（Ｍ）（加工④）
（回答数：6,275、対象：パソコンからのインターネット利用者、15歳以下で職場からの利用者は除外）


パソコンからインターネットを利用する場所のパターン 回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数
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は
い


い
い
え


無
回
答


  全  体 7,937 7,167 100.0 42.3 28.2 29.5
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 2,518 2,370 100.0 41.8 28.7 29.5
非世帯主 5,419 4,796 100.0 42.5 28.0 29.5
[ 本人の性別 ]
男性 4,185 3,793 100.0 44.3 27.9 27.8
女性 3,752 3,373 100.0 40.1 28.5 31.4
[ 本人の年齢 ]
６～１２歳 690 463 100.0 51.4 26.2 22.3
１３～１９歳 1,235 872 100.0 48.9 25.4 25.7
２０～２９歳 1,382 1,534 100.0 42.0 30.7 27.4
３０～３９歳 1,545 1,442 100.0 40.5 32.2 27.4
４０～４９歳 1,746 1,316 100.0 46.6 27.1 26.3
５０～５９歳 1,086 1,029 100.0 36.5 26.7 36.8
６０歳以上 253 512 100.0 29.7 21.8 48.6
　６０～６４歳 138 256 100.0 38.0 20.0 42.1
　６５歳以上 115 256 100.0 21.4 23.6 55.1
　６５～６９歳 42 133 100.0 25.3 25.8 48.9
　７０～７９歳 52 94 100.0 20.9 26.1 52.9
　８０歳以上 21 29 100.0 4.7 4.7 90.6
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 3,250 2,948 100.0 49.5 25.6 24.9
その他の市 3,300 2,957 100.0 38.2 29.7 32.1
町・村 1,387 1,261 100.0 35.1 30.8 34.0
[ 家族数 ]
単身 164 163 100.0 35.5 29.5 35.0
２人家族 615 620 100.0 41.0 29.2 29.8
３人家族 1,262 1,205 100.0 41.8 28.1 30.1
４人家族 2,816 2,469 100.0 43.6 29.0 27.4
５人家族 1,731 1,490 100.0 45.5 25.7 28.7
６人家族 867 784 100.0 39.5 28.3 32.2
７人以上家族 439 398 100.0 33.0 31.5 35.5
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 164 163 100.0 35.5 29.5 35.0
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 557 560 100.0 42.4 28.4 29.2
大人２人（高齢者を含む） 35 41 100.0 27.3 43.3 29.4
大人が２人以下＋子供 3,157 2,542 100.0 46.3 28.0 25.7
大人が３人以上＋子供 2,303 2,056 100.0 41.1 27.3 31.6
大人が３人以上のみ 1,658 1,748 100.0 39.0 28.9 32.1
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 230 216 100.0 31.9 24.0 44.1
２００～４００万円未満 890 840 100.0 35.1 29.0 35.8
４００～６００万円未満 1,648 1,475 100.0 38.5 31.0 30.4
６００～８００万円未満 1,912 1,666 100.0 44.2 26.3 29.5
８００～１０００万円未満 1,448 1,296 100.0 49.0 26.3 24.7
１０００万円以上 1,716 1,580 100.0 43.3 29.4 27.4
　１０００～１５００万円未満 1,265 1,155 100.0 43.0 28.9 28.1
　１５００～２０００万円未満 316 297 100.0 47.0 28.1 25.0
　２０００万円以上 135 129 100.0 37.4 36.1 26.5
[ 世帯主の性別 ]
男性 7,572 6,821 100.0 42.8 27.9 29.3
女性 357 340 100.0 32.7 34.3 33.0
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 280 304 100.0 35.8 34.7 29.5
３０～３９歳 1,419 1,316 100.0 39.7 31.4 29.0
４０～４９歳 3,018 2,333 100.0 49.3 24.8 25.9
５０～５９歳 2,420 2,308 100.0 39.4 28.3 32.4
６０歳以上 790 898 100.0 37.3 30.1 32.6
　６０～６４歳 380 472 100.0 45.0 25.1 29.9
　６５歳以上 410 426 100.0 28.8 35.5 35.6
　６５～６９歳 107 134 100.0 29.2 31.4 39.4
　７０～７９歳 257 247 100.0 26.7 37.4 35.9
　８０歳以上 46 44 100.0 39.7 37.6 22.7


問２（３）自宅からパソコンを使ってインターネットを利用する際のブロードバンド利用状況（Ｓ）
＊自宅からパソコンを使ってインターネットをしていない場合は、「２．いいえ」に記入。


（回答数：7,937、対象：インターネット利用者）


 問２（３）
自宅でのブロードバンド
回線利用


回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数
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（男女別）


は
い


い
い
え


無
回
答


  全  体 7,937 7,167 100.0 42.3 28.2 29.5
６～１２歳 690 463 100.0 51.4 26.2 22.3
１３～１９歳 1,235 872 100.0 48.9 25.4 25.7
２０～２９歳 1,382 1,534 100.0 42.0 30.7 27.4
３０～３９歳 1,545 1,442 100.0 40.5 32.2 27.4
４０～４９歳 1,746 1,316 100.0 46.6 27.1 26.3
５０～５９歳 1,086 1,029 100.0 36.5 26.7 36.8
６０歳以上 253 512 100.0 29.7 21.8 48.6
　６０～６４歳 138 256 100.0 38.0 20.0 42.1
　６５歳以上 115 256 100.0 21.4 23.6 55.1
　６５～６９歳 42 133 100.0 25.3 25.8 48.9
　７０～７９歳 52 94 100.0 20.9 26.1 52.9
　８０歳以上 21 29 100.0 4.7 4.7 90.6
  男　性 4,185 3,793 100.0 44.3 27.9 27.8
６～１２歳 353 232 100.0 52.1 25.5 22.4
１３～１９歳 633 442 100.0 48.0 26.4 25.6
２０～２９歳 706 781 100.0 45.8 28.8 25.5
３０～３９歳 746 750 100.0 41.3 31.1 27.6
４０～４９歳 927 709 100.0 50.3 27.2 22.5
５０～５９歳 680 602 100.0 36.9 28.7 34.4
６０歳以上 140 277 100.0 36.5 21.7 41.8
　６０～６４歳 91 152 100.0 45.1 17.6 37.4
　６５歳以上 49 125 100.0 26.1 26.6 47.3
　６５～６９歳 17 64 100.0 35.3 23.5 41.2
　７０～７９歳 26 53 100.0 19.2 34.6 46.2
　８０歳以上 6 8 100.0      -      - 100.0
  女　性 3,752 3,373 100.0 40.1 28.5 31.4
６～１２歳 337 231 100.0 50.7 27.0 22.3
１３～１９歳 602 430 100.0 49.8 24.4 25.7
２０～２９歳 676 753 100.0 38.0 32.7 29.3
３０～３９歳 799 692 100.0 39.5 33.3 27.2
４０～４９歳 819 607 100.0 42.2 27.1 30.6
５０～５９歳 406 426 100.0 36.0 23.9 40.1
６０歳以上 113 235 100.0 21.6 21.9 56.5
　６０～６４歳 47 104 100.0 27.7 23.4 48.9
　６５歳以上 66 131 100.0 16.8 20.7 62.6
　６５～６９歳 25 69 100.0 16.0 28.0 56.0
　７０～７９歳 26 42 100.0 23.1 15.4 61.5
　８０歳以上 15 20 100.0 6.7 6.7 86.7


問２（３）自宅からパソコンを使ってインターネットを利用する際のブロードバンド利用状況（Ｓ）
＊自宅からパソコンを使ってインターネットをしていない場合は、「２．いいえ」に記入。


（回答数：7,937、対象：インターネット利用者）


 問２（３）
自宅でのブロードバンド
回線利用


回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数
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は
い


い
い
え


無
回
答


  全  体 7,937 7,167 100.0 9.5 63.7 26.8
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 2,518 2,370 100.0 11.8 63.3 24.8
非世帯主 5,419 4,796 100.0 8.4 63.9 27.7
[ 本人の性別 ]
男性 4,185 3,793 100.0 10.9 64.7 24.4
女性 3,752 3,373 100.0 8.0 62.6 29.4
[ 本人の年齢 ]
６～１２歳 690 463 100.0 4.3 75.7 20.0
１３～１９歳 1,235 872 100.0 7.3 68.3 24.4
２０～２９歳 1,382 1,534 100.0 13.0 61.1 25.9
３０～３９歳 1,545 1,442 100.0 10.9 67.4 21.7
４０～４９歳 1,746 1,316 100.0 8.6 67.3 24.1
５０～５９歳 1,086 1,029 100.0 9.0 57.1 33.9
６０歳以上 253 512 100.0 7.6 46.3 46.1
　６０～６４歳 138 256 100.0 9.1 49.2 41.6
　６５歳以上 115 256 100.0 6.1 43.3 50.6
　６５～６９歳 42 133 100.0 7.7 53.2 39.0
　７０～７９歳 52 94 100.0 5.5 39.8 54.6
　８０歳以上 21 29 100.0      - 9.4 90.6
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 3,250 2,948 100.0 10.7 67.1 22.3
その他の市 3,300 2,957 100.0 8.9 62.4 28.7
町・村 1,387 1,261 100.0 8.5 58.9 32.6
[ 家族数 ]
単身 164 163 100.0 14.6 61.5 23.9
２人家族 615 620 100.0 11.2 62.1 26.7
３人家族 1,262 1,205 100.0 10.7 62.8 26.5
４人家族 2,816 2,469 100.0 8.2 66.1 25.7
５人家族 1,731 1,490 100.0 10.0 63.8 26.2
６人家族 867 784 100.0 9.9 61.9 28.2
７人以上家族 439 398 100.0 7.2 58.2 34.6
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 164 163 100.0 14.6 61.5 23.9
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 557 560 100.0 11.3 62.5 26.1
大人２人（高齢者を含む） 35 41 100.0 13.3 59.1 27.5
大人が２人以下＋子供 3,157 2,542 100.0 7.7 69.7 22.6
大人が３人以上＋子供 2,303 2,056 100.0 8.7 62.8 28.5
大人が３人以上のみ 1,658 1,748 100.0 12.2 56.6 31.1
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 230 216 100.0 9.2 58.7 32.0
２００～４００万円未満 890 840 100.0 8.6 61.6 29.7
４００～６００万円未満 1,648 1,475 100.0 8.7 63.6 27.6
６００～８００万円未満 1,912 1,666 100.0 6.7 66.5 26.8
８００～１０００万円未満 1,448 1,296 100.0 9.6 65.7 24.7
１０００万円以上 1,716 1,580 100.0 13.9 60.5 25.6
　１０００～１５００万円未満 1,265 1,155 100.0 13.1 62.4 24.5
　１５００～２０００万円未満 316 297 100.0 15.5 58.1 26.3
　２０００万円以上 135 129 100.0 16.9 49.4 33.7
[ 世帯主の性別 ]
男性 7,572 6,821 100.0 9.4 64.1 26.5
女性 357 340 100.0 12.4 56.0 31.6
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 280 304 100.0 11.3 65.8 22.9
３０～３９歳 1,419 1,316 100.0 10.1 66.4 23.5
４０～４９歳 3,018 2,333 100.0 7.0 69.1 23.9
５０～５９歳 2,420 2,308 100.0 10.9 58.3 30.8
６０歳以上 790 898 100.0 10.7 59.4 29.9
　６０～６４歳 380 472 100.0 12.3 58.9 28.8
　６５歳以上 410 426 100.0 8.9 59.9 31.3
　６５～６９歳 107 134 100.0 9.4 65.6 25.0
　７０～７９歳 257 247 100.0 8.5 58.6 33.0
　８０歳以上 46 44 100.0 9.5 49.7 40.8


問２（４）公共空間での無線ＬＡＮを利用したインターネット接続サービスの利用経験（Ｓ）
（回答数：7,937、対象：インターネット利用者）


問２（４）
無線ＬＡＮによる
インターネット利用経験


 回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数
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（男女別）


は
い


い
い
え


無
回
答


  全  体 7,937 7,167 100.0 9.5 63.7 26.8
６～１２歳 690 463 100.0 4.3 75.7 20.0
１３～１９歳 1,235 872 100.0 7.3 68.3 24.4
２０～２９歳 1,382 1,534 100.0 13.0 61.1 25.9
３０～３９歳 1,545 1,442 100.0 10.9 67.4 21.7
４０～４９歳 1,746 1,316 100.0 8.6 67.3 24.1
５０～５９歳 1,086 1,029 100.0 9.0 57.1 33.9
６０歳以上 253 512 100.0 7.6 46.3 46.1
　６０～６４歳 138 256 100.0 9.1 49.2 41.6
　６５歳以上 115 256 100.0 6.1 43.3 50.6
　６５～６９歳 42 133 100.0 7.7 53.2 39.0
　７０～７９歳 52 94 100.0 5.5 39.8 54.6
　８０歳以上 21 29 100.0      - 9.4 90.6
  男　性 4,185 3,793 100.0 10.9 64.7 24.4
６～１２歳 353 232 100.0 5.1 72.8 22.1
１３～１９歳 633 442 100.0 6.0 68.6 25.4
２０～２９歳 706 781 100.0 12.7 62.9 24.4
３０～３９歳 746 750 100.0 14.3 65.8 19.8
４０～４９歳 927 709 100.0 10.6 70.2 19.2
５０～５９歳 680 602 100.0 10.9 58.7 30.4
６０歳以上 140 277 100.0 9.5 52.6 37.9
　６０～６４歳 91 152 100.0 11.0 53.8 35.2
　６５歳以上 49 125 100.0 7.6 51.1 41.3
　６５～６９歳 17 64 100.0 11.8 58.8 29.4
　７０～７９歳 26 53 100.0 3.8 50.0 46.2
　８０歳以上 6 8 100.0      -      - 100.0
  女　性 3,752 3,373 100.0 8.0 62.6 29.4
６～１２歳 337 231 100.0 3.6 78.6 17.8
１３～１９歳 602 430 100.0 8.6 68.1 23.3
２０～２９歳 676 753 100.0 13.2 59.3 27.5
３０～３９歳 799 692 100.0 7.1 69.1 23.8
４０～４９歳 819 607 100.0 6.2 63.9 29.9
５０～５９歳 406 426 100.0 6.4 54.9 38.7
６０歳以上 113 235 100.0 5.4 38.8 55.8
　６０～６４歳 47 104 100.0 6.4 42.6 51.1
　６５歳以上 66 131 100.0 4.5 35.9 59.6
　６５～６９歳 25 69 100.0 4.0 48.0 48.0
　７０～７９歳 26 42 100.0 7.7 26.9 65.4
　８０歳以上 15 20 100.0      - 13.3 86.7


問２（４）公共空間での無線ＬＡＮを利用したインターネット接続サービスの利用経験（Ｓ）
（回答数：7,937、対象：インターネット利用者）


問２（４）
無線ＬＡＮによる
インターネット利用経験


 回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数
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空
港
・
駅
等
の
公
共
施
設


レ
ス
ト
ラ
ン
・
喫
茶
の
飲


食
店


ホ
テ
ル
等
の
宿
泊
施
設


そ
の
他
の
店
舗


そ
の
他


無
回
答


  全  体 731 684 100.0 35.1 18.9 29.5 16.1 17.5 17.1
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 294 281 100.0 39.2 14.5 38.7 19.0 18.7 11.0
非世帯主 437 403 100.0 32.2 22.0 23.0 14.1 16.6 21.4
[ 本人の性別 ]
男性 438 412 100.0 37.9 17.8 34.2 18.2 18.9 13.1
女性 293 272 100.0 30.8 20.5 22.3 13.0 15.3 23.2
[ 本人の年齢 ]
６～１２歳 30 20 100.0 10.0 6.6 3.3 6.6 29.9 50.3
１３～１９歳 90 64 100.0 33.4 20.0 14.5 14.4 18.9 20.0
２０～２９歳 179 199 100.0 40.2 27.4 27.9 16.2 11.2 15.1
３０～３９歳 164 157 100.0 32.5 18.2 38.6 20.2 14.1 13.8
４０～４９歳 149 113 100.0 38.3 18.1 36.4 17.5 23.5 10.6
５０～５９歳 100 93 100.0 33.5 10.8 29.5 9.9 22.2 19.7
６０歳以上 19 39 100.0 29.4 4.3 18.3 18.3 25.6 32.1
　６０～６４歳 13 23 100.0 16.7 7.1 14.3 14.3 35.7 26.2
　６５歳以上 6 15 100.0 48.6      - 24.3 24.3 10.3 41.1
　６５～６９歳 3 10 100.0 73.2      - 36.6 36.6      - 26.8
　７０～７９歳 3 5 100.0      -      -      -      - 30.6 69.4
　８０歳以上      -      - 100.0      -      -      -      -      -      -
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 330 314 100.0 38.2 23.9 28.1 17.1 16.6 10.8
その他の市 287 263 100.0 36.0 17.9 29.7 16.8 17.3 20.2
町・村 114 107 100.0 23.8 6.4 33.1 11.6 20.5 28.1
[ 家族数 ]
単身 24 24 100.0 29.5      - 32.6 18.3 16.1 19.7
２人家族 67 70 100.0 31.0 22.4 41.2 12.0 19.8 11.3
３人家族 133 128 100.0 40.4 22.6 27.5 15.2 15.1 17.5
４人家族 213 202 100.0 39.0 18.5 31.6 17.8 19.8 11.1
５人家族 166 149 100.0 34.1 19.3 28.4 15.7 19.8 19.9
６人家族 87 78 100.0 26.4 17.1 21.3 16.9 10.5 29.8
７人以上家族 36 29 100.0 26.6 12.5 21.5 15.8 17.1 24.5
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 24 24 100.0 29.5      - 32.6 18.3 16.1 19.7
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 63 63 100.0 26.9 24.6 38.1 13.2 20.1 12.4
大人２人（高齢者を含む） 3 6 100.0 81.7      - 68.3      - 18.3      -
大人が２人以下＋子供 232 195 100.0 37.5 18.5 30.2 14.1 21.6 14.9
大人が３人以上＋子供 205 178 100.0 35.4 16.8 29.2 18.6 12.9 18.6
大人が３人以上のみ 199 214 100.0 34.3 21.5 25.3 16.9 17.2 19.9
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 20 20 100.0 47.9 13.9 25.3 10.6 14.4 23.0
２００～４００万円未満 75 72 100.0 26.0 12.2 26.3 13.8 27.8 17.6
４００～６００万円未満 138 129 100.0 31.4 20.7 28.1 19.0 20.0 15.7
６００～８００万円未満 127 112 100.0 39.8 21.1 33.6 17.3 19.1 10.9
８００～１０００万円未満 134 125 100.0 37.2 17.7 33.1 12.3 15.1 19.4
１０００万円以上 230 219 100.0 33.8 18.4 27.9 16.3 13.4 19.8
　１０００～１５００万円未満 164 151 100.0 33.8 17.7 28.0 15.4 14.9 20.4
　１５００～２０００万円未満 47 46 100.0 18.6 19.9 30.3 12.8 12.8 24.6
　２０００万円以上 19 22 100.0 66.3 20.3 21.9 29.8 4.6 4.8
[ 世帯主の性別 ]
男性 688 642 100.0 35.1 18.7 30.1 16.2 17.7 16.5
女性 43 42 100.0 35.3 21.5 19.5 14.8 13.8 26.2
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 31 34 100.0 38.7 19.4 29.0 16.1 12.9 9.7
３０～３９歳 143 133 100.0 29.7 19.7 38.1 22.8 10.9 15.0
４０～４９歳 212 164 100.0 38.2 17.4 27.3 15.8 26.4 12.6
５０～５９歳 258 252 100.0 35.5 20.8 26.8 13.5 13.9 20.1
６０歳以上 83 96 100.0 32.7 13.0 29.3 14.8 22.9 23.4
　６０～６４歳 48 58 100.0 36.2 13.3 23.2 16.7 31.2 17.4
　６５歳以上 35 38 100.0 27.2 12.5 38.7 11.9 10.3 32.8
　６５～６９歳 7 13 100.0 68.2 17.5 53.2 29.7      - 8.3
　７０～７９歳 24 21 100.0 7.8 7.0 27.3 3.5 9.2 48.8
　８０歳以上 4 4 100.0      - 25.3 52.1      - 46.6 26.6


問２（５）公共空間での無線ＬＡＮ接続経験の場所（Ｍ）
（回答数：731、対象：公共空間での無線ＬＡＮ接続経験者）


 回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数


問２（５）公共空間での無線ＬＡＮ接続経験の場所
（Ｍ）
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（男女別）


空
港
・
駅
等
の
公
共
施
設


レ
ス
ト
ラ
ン
・
喫
茶
の
飲


食
店


ホ
テ
ル
等
の
宿
泊
施
設


そ
の
他
の
店
舗


そ
の
他


無
回
答


  全  体 731 684 100.0 35.1 18.9 29.5 16.1 17.5 17.1
６～１２歳 30 20 100.0 10.0 6.6 3.3 6.6 29.9 50.3
１３～１９歳 90 64 100.0 33.4 20.0 14.5 14.4 18.9 20.0
２０～２９歳 179 199 100.0 40.2 27.4 27.9 16.2 11.2 15.1
３０～３９歳 164 157 100.0 32.5 18.2 38.6 20.2 14.1 13.8
４０～４９歳 149 113 100.0 38.3 18.1 36.4 17.5 23.5 10.6
５０～５９歳 100 93 100.0 33.5 10.8 29.5 9.9 22.2 19.7
６０歳以上 19 39 100.0 29.4 4.3 18.3 18.3 25.6 32.1
　６０～６４歳 13 23 100.0 16.7 7.1 14.3 14.3 35.7 26.2
　６５歳以上 6 15 100.0 48.6      - 24.3 24.3 10.3 41.1
　６５～６９歳 3 10 100.0 73.2      - 36.6 36.6      - 26.8
　７０～７９歳 3 5 100.0      -      -      -      - 30.6 69.4
　８０歳以上      -      - 100.0      -      -      -      -      -      -
  男　性 438 412 100.0 37.9 17.8 34.2 18.2 18.9 13.1
６～１２歳 18 12 100.0 11.1 11.1 5.6 11.1 33.3 38.9
１３～１９歳 38 27 100.0 26.3 21.1 10.5 18.4 21.1 18.4
２０～２９歳 90 100 100.0 45.6 26.7 25.6 18.9 12.2 15.6
３０～３９歳 107 108 100.0 34.6 16.8 45.8 20.6 15.0 11.2
４０～４９歳 98 75 100.0 41.8 16.3 44.9 18.4 24.5 6.1
５０～５９歳 74 66 100.0 37.8 12.2 33.8 10.8 20.3 13.5
６０歳以上 13 26 100.0 35.0 6.4 27.1 27.1 31.8 14.1
　６０～６４歳 10 17 100.0 10.0 10.0 20.0 20.0 50.0 10.0
　６５歳以上 3 10 100.0 78.8      - 39.4 39.4      - 21.2
　６５～６９歳 2 8 100.0 100.0      - 50.0 50.0      -      -
　７０～７９歳 1 2 100.0      -      -      -      -      - 100.0
　８０歳以上      -      - 100.0      -      -      -      -      -      -
  女　性 293 272 100.0 30.8 20.5 22.3 13.0 15.3 23.2
６～１２歳 12 8 100.0 8.3      -      -      - 25.0 66.7
１３～１９歳 52 37 100.0 38.5 19.2 17.3 11.5 17.3 21.2
２０～２９歳 89 99 100.0 34.8 28.1 30.3 13.5 10.1 14.6
３０～３９歳 57 49 100.0 28.1 21.1 22.8 19.3 12.3 19.3
４０～４９歳 51 38 100.0 31.4 21.6 19.6 15.7 21.6 19.6
５０～５９歳 26 27 100.0 23.1 7.7 19.2 7.7 26.9 34.6
６０歳以上 6 13 100.0 17.6      -      -      - 12.7 69.7
　６０～６４歳 3 7 100.0 33.3      -      -      -      - 66.7
　６５歳以上 3 6 100.0      -      -      -      - 26.9 73.1
　６５～６９歳 1 3 100.0      -      -      -      -      - 100.0
　７０～７９歳 2 3 100.0      -      -      -      - 50.0 50.0
　８０歳以上      -      - 100.0      -      -      -      -      -      -


問２（５）公共空間での無線ＬＡＮ接続経験の場所（Ｍ）
（回答数：731、対象：公共空間での無線ＬＡＮ接続経験者）


 回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数


問２（５）公共空間での無線ＬＡＮ接続経験の場所
（Ｍ）
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ほ
ぼ
毎
日


週
に
少
な
く
と
も
１


回 月
に
少
な
く
と
も
１


回 そ
れ
以
下
の
頻
度


無
回
答


  全  体 731 684 100.0 16.2 12.8 12.0 48.9 10.1
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 294 281 100.0 16.5 11.0 11.2 54.7 6.6
非世帯主 437 403 100.0 16.0 14.0 12.5 44.9 12.6
[ 本人の性別 ]
男性 438 412 100.0 17.0 12.5 10.7 51.5 8.2
女性 293 272 100.0 15.0 13.1 13.9 44.9 13.1
[ 本人の年齢 ]
６～１２歳 30 20 100.0 6.7 19.9 20.2 33.2 19.9
１３～１９歳 90 64 100.0 17.8 13.3 13.4 48.9 6.7
２０～２９歳 179 199 100.0 20.7 11.2 10.6 46.4 11.2
３０～３９歳 164 157 100.0 17.7 11.6 11.0 52.5 7.2
４０～４９歳 149 113 100.0 10.8 12.7 16.0 49.1 11.4
５０～５９歳 100 93 100.0 10.1 14.4 6.9 56.3 12.3
６０歳以上 19 39 100.0 20.6 17.2 17.1 36.9 8.2
　６０～６４歳 13 23 100.0 9.5 28.6 16.7 45.2      -
　６５歳以上 6 15 100.0 37.3      - 17.7 24.3 20.6
　６５～６９歳 3 10 100.0 36.6      - 26.8 36.6      -
　７０～７９歳 3 5 100.0 38.8      -      -      - 61.2
　８０歳以上      -      - 100.0      -      -      -      -      -
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 330 314 100.0 13.3 8.7 13.4 55.8 8.9
その他の市 287 263 100.0 21.3 15.9 11.3 41.1 10.4
町・村 114 107 100.0 12.4 17.0 9.4 47.8 13.3
[ 家族数 ]
単身 24 24 100.0 30.8 3.7 9.4 47.4 8.7
２人家族 67 70 100.0 17.8 10.8 9.5 56.7 5.2
３人家族 133 128 100.0 11.9 14.5 10.7 56.7 6.0
４人家族 213 202 100.0 17.4 14.8 12.2 45.8 9.8
５人家族 166 149 100.0 17.5 12.2 13.3 47.5 9.5
６人家族 87 78 100.0 18.9 12.7 16.4 38.4 13.7
７人以上家族 36 29 100.0      - 7.6 7.3 45.6 39.5
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 24 24 100.0 30.8 3.7 9.4 47.4 8.7
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 63 63 100.0 19.6 10.3 10.5 55.2 4.6
大人２人（高齢者を含む） 3 6 100.0      - 18.3      - 68.3 13.5
大人が２人以下＋子供 232 195 100.0 16.2 16.2 15.5 47.6 4.6
大人が３人以上＋子供 205 178 100.0 13.9 8.4 10.6 50.9 16.2
大人が３人以上のみ 199 214 100.0 16.3 15.1 11.3 45.1 12.1
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 20 20 100.0      - 9.7 30.8 50.9 8.6
２００～４００万円未満 75 72 100.0 22.4 21.2 5.6 40.5 10.4
４００～６００万円未満 138 129 100.0 15.2 10.7 14.6 51.3 8.3
６００～８００万円未満 127 112 100.0 11.0 14.8 17.6 49.5 7.0
８００～１０００万円未満 134 125 100.0 15.1 11.9 6.8 51.5 14.7
１０００万円以上 230 219 100.0 20.1 10.8 10.8 47.7 10.6
　１０００～１５００万円未満 164 151 100.0 19.3 9.6 10.0 49.0 12.1
　１５００～２０００万円未満 47 46 100.0 16.9 15.3 16.2 42.7 8.9
　２０００万円以上 19 22 100.0 32.5 9.4 5.1 48.9 4.1
[ 世帯主の性別 ]
男性 688 642 100.0 15.9 13.1 11.6 49.4 9.9
女性 43 42 100.0 21.3 7.0 17.9 40.9 12.9
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 31 34 100.0 25.8 9.7 9.7 54.8      -
３０～３９歳 143 133 100.0 18.6 10.3 13.6 49.8 7.6
４０～４９歳 212 164 100.0 13.4 13.1 14.3 48.9 10.2
５０～５９歳 258 252 100.0 14.4 12.0 10.5 51.2 11.9
６０歳以上 83 96 100.0 17.1 18.2 10.8 41.0 12.9
　６０～６４歳 48 58 100.0 12.8 22.1 13.7 44.5 6.9
　６５歳以上 35 38 100.0 23.8 12.2 6.3 35.5 22.0
　６５～６９歳 7 13 100.0 47.2 8.3      - 44.5      -
　７０～７９歳 24 21 100.0 14.5 12.0 11.4 31.9 30.2
　８０歳以上 4 4 100.0      - 25.3      - 26.6 48.1


問２（６）公共空間での無線ＬＡＮ接続サービス利用頻度（Ｓ）
（回答数：731、対象：公共空間での無線ＬＡＮ接続経験者）
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答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
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集
計
人
数
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（男女別）


ほ
ぼ
毎
日


週
に
少
な
く
と
も
１


回 月
に
少
な
く
と
も
１


回 そ
れ
以
下
の
頻
度


無
回
答


  全  体 731 684 100.0 16.2 12.8 12.0 48.9 10.1
６～１２歳 30 20 100.0 6.7 19.9 20.2 33.2 19.9
１３～１９歳 90 64 100.0 17.8 13.3 13.4 48.9 6.7
２０～２９歳 179 199 100.0 20.7 11.2 10.6 46.4 11.2
３０～３９歳 164 157 100.0 17.7 11.6 11.0 52.5 7.2
４０～４９歳 149 113 100.0 10.8 12.7 16.0 49.1 11.4
５０～５９歳 100 93 100.0 10.1 14.4 6.9 56.3 12.3
６０歳以上 19 39 100.0 20.6 17.2 17.1 36.9 8.2
　６０～６４歳 13 23 100.0 9.5 28.6 16.7 45.2      -
　６５歳以上 6 15 100.0 37.3      - 17.7 24.3 20.6
　６５～６９歳 3 10 100.0 36.6      - 26.8 36.6      -
　７０～７９歳 3 5 100.0 38.8      -      -      - 61.2
　８０歳以上      -      - 100.0      -      -      -      -      -
  男　性
６～１２歳 438 412 100.0 17.0 12.5 10.7 51.5 8.2
１３～１９歳 18 12 100.0 5.6 22.2 11.1 38.9 22.2
２０～２９歳 38 27 100.0 15.8 18.4 10.5 47.4 7.9
３０～３９歳 90 100 100.0 24.4 10.0 11.1 45.6 8.9
４０～４９歳 107 108 100.0 17.8 11.2 11.2 53.3 6.5
５０～５９歳 98 75 100.0 13.3 11.2 13.3 53.1 9.2
６０歳以上 74 66 100.0 9.5 10.8 8.1 62.2 9.5
　６０～６４歳 13 26 100.0 22.0 25.4 6.4 46.1      -
　６５歳以上 10 17 100.0      - 40.0 10.0 50.0      -
　６５～６９歳 3 10 100.0 60.6      -      - 39.4      -
　７０～７９歳 2 8 100.0 50.0      -      - 50.0      -
　８０歳以上 1 2 100.0 100.0      -      -      -      -
  女　性
６～１２歳 293 272 100.0 15.0 13.1 13.9 44.9 13.1
１３～１９歳 12 8 100.0 8.3 16.7 33.3 25.0 16.7
２０～２９歳 52 37 100.0 19.2 9.6 15.4 50.0 5.8
３０～３９歳 89 99 100.0 16.9 12.4 10.1 47.2 13.5
４０～４９歳 57 49 100.0 17.5 12.3 10.5 50.9 8.8
５０～５９歳 51 38 100.0 5.9 15.7 21.6 41.2 15.7
６０歳以上 26 27 100.0 11.5 23.1 3.8 42.3 19.2
　６０～６４歳 6 13 100.0 17.6      - 39.4 17.6 25.4
　６５歳以上 3 7 100.0 33.3      - 33.3 33.3      -
　６５～６９歳 3 6 100.0      -      - 46.2      - 53.8
　７０～７９歳 1 3 100.0      -      - 100.0      -      -
　８０歳以上 2 3 100.0      -      -      -      - 100.0


問２（６）公共空間での無線ＬＡＮ接続サービス利用頻度（Ｓ）
（回答数：731、対象：公共空間での無線ＬＡＮ接続経験者）
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答
数
割
合
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％
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集
計
人
数


比
重
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計
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数
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問３（１）インターネットの利用頻度（Ｓ）（回答数：6,936、対象：15歳以上のインターネット利用者）


毎
日
少
な
く
と
も
１
回


週
に
少
な
く
と
も
１
回


（


毎
日
で
は
な
い
）


月
に
少
な
く
と
も
１
回


（


毎
週
で
は
な
い
）


そ
れ
以
下


（


年
１
回
以
上
）


無
回
答


  全  体 6,936 6,484 100.0 40.7 26.3 11.9 12.5 8.7
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 2,518 2,370 100.0 47.9 24.2 10.0 11.1 6.7
非世帯主 4,418 4,114 100.0 36.5 27.5 13.0 13.2 9.8
[ 本人の性別 ]
男性 3,669 3,447 100.0 47.0 25.1 10.2 10.4 7.2
女性 3,267 3,037 100.0 33.5 27.6 13.8 14.8 10.3
[ 本人の年齢 ]
１５～１９歳 924 653 100.0 38.6 31.1 14.4 8.0 8.0
２０～２９歳 1,382 1,534 100.0 46.3 28.3 10.6 8.0 6.8
３０～３９歳 1,545 1,442 100.0 44.7 27.2 12.4 10.3 5.4
４０～４９歳 1,746 1,316 100.0 42.2 25.5 12.6 13.5 6.2
５０～５９歳 1,086 1,029 100.0 34.8 24.2 12.2 16.3 12.5
６０歳以上 253 512 100.0 22.9 17.9 9.2 27.1 22.9
　６０～６４歳 138 256 100.0 30.4 22.3 10.2 22.1 15.0
　６５歳以上 115 256 100.0 15.5 13.4 8.2 32.0 30.9
　６５～６９歳 42 133 100.0 12.7 23.0 9.1 35.9 19.4
　７０～７９歳 52 94 100.0 21.4 3.8 8.1 24.8 41.9
　８０歳以上 21 29 100.0 9.4      - 4.7 37.8 48.0
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 2,877 2,694 100.0 47.7 24.5 10.3 10.0 7.5
その他の市 2,851 2,651 100.0 36.4 29.1 13.1 13.2 8.3
町・村 1,208 1,140 100.0 34.1 23.9 13.1 16.5 12.4
[ 家族数 ]
単身 164 163 100.0 54.2 28.6 7.1 7.4 2.6
２人家族 613 619 100.0 44.2 26.8 9.5 12.1 7.4
３人家族 1,192 1,158 100.0 42.1 26.2 12.2 11.7 7.9
４人家族 2,428 2,204 100.0 40.9 27.6 12.4 11.8 7.3
５人家族 1,426 1,282 100.0 40.3 25.5 13.2 11.3 9.8
６人家族 721 684 100.0 37.0 24.1 12.0 16.8 10.1
７人以上家族 356 342 100.0 31.3 23.2 9.3 18.7 17.6
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 164 163 100.0 54.2 28.6 7.1 7.4 2.6
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 557 560 100.0 44.5 27.3 10.1 10.5 7.6
大人２人（高齢者を含む） 35 41 100.0 44.1 19.8 6.0 25.8 4.2
大人が２人以下＋子供 2,464 2,069 100.0 41.6 28.4 13.5 11.0 5.5
大人が３人以上＋子供 2,002 1,850 100.0 37.1 24.6 11.4 14.9 12.0
大人が３人以上のみ 1,658 1,748 100.0 41.0 25.2 11.8 12.6 9.4
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 208 201 100.0 40.6 27.1 7.5 15.8 9.0
２００～４００万円未満 797 777 100.0 34.3 23.8 14.9 16.3 10.6
４００～６００万円未満 1,420 1,320 100.0 37.9 26.7 13.0 12.2 10.3
６００～８００万円未満 1,590 1,447 100.0 40.1 28.8 11.4 11.8 7.9
８００～１０００万円未満 1,273 1,177 100.0 41.5 25.1 12.2 13.1 8.1
１０００万円以上 1,562 1,475 100.0 46.6 25.7 10.3 9.9 7.5
　１０００～１５００万円未満 1,143 1,071 100.0 46.3 25.9 10.1 10.0 7.8
　１５００～２０００万円未満 294 282 100.0 47.9 25.1 11.4 9.5 6.0
　２０００万円以上 125 122 100.0 45.9 26.0 10.0 9.7 8.4
[ 世帯主の性別 ]
男性 6,607 6,163 100.0 40.3 26.5 12.0 12.5 8.7
女性 321 315 100.0 47.6 21.7 10.3 12.3 8.2
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 278 303 100.0 46.3 33.1 12.5 5.3 2.8
３０～３９歳 1,193 1,163 100.0 43.8 25.3 11.8 12.9 6.2
４０～４９歳 2,380 1,897 100.0 41.0 27.5 12.5 11.4 7.6
５０～５９歳 2,346 2,257 100.0 39.6 25.3 11.4 13.4 10.3
６０歳以上 731 857 100.0 36.4 25.1 12.1 14.2 12.2
　６０～６４歳 373 468 100.0 39.8 23.7 12.0 13.1 11.5
　６５歳以上 358 390 100.0 32.4 26.7 12.2 15.6 13.1
　６５～６９歳 93 125 100.0 32.8 27.1 7.5 26.4 6.1
　７０～７９歳 221 223 100.0 29.7 27.2 14.5 11.7 16.8
　８０歳以上 44 42 100.0 45.3 22.7 13.7 4.2 14.0
[ ブロードバンド/ナローバンド ]
ブロードバンド 2,932 2,680 100.0 55.8 26.9 9.0 6.0 2.3
ナローバンド 1,968 1,838 100.0 36.4 29.8 16.2 12.1 5.4


問３（１）インターネットの利用頻度   回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
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問３（１）インターネットの利用頻度（Ｓ）（回答数：6,936、対象：15歳以上のインターネット利用者）
（男女別）


毎
日
少
な
く
と
も
１
回


週
に
少
な
く
と
も
１
回


（


毎
日
で
は
な
い
）


月
に
少
な
く
と
も
１
回


（


毎
週
で
は
な
い
）


そ
れ
以
下


（


年
１
回
以
上
）


無
回
答


  全  体 6,936 6,484 100.0 40.7 26.3 11.9 12.5 8.7
１５～１９歳 924 653 100.0 38.6 31.1 14.4 8.0 8.0
２０～２９歳 1,382 1,534 100.0 46.3 28.3 10.6 8.0 6.8
３０～３９歳 1,545 1,442 100.0 44.7 27.2 12.4 10.3 5.4
４０～４９歳 1,746 1,316 100.0 42.2 25.5 12.6 13.5 6.2
５０～５９歳 1,086 1,029 100.0 34.8 24.2 12.2 16.3 12.5
６０歳以上 253 512 100.0 22.9 17.9 9.2 27.1 22.9
　６０～６４歳 138 256 100.0 30.4 22.3 10.2 22.1 15.0
　６５歳以上 115 256 100.0 15.5 13.4 8.2 32.0 30.9
　６５～６９歳 42 133 100.0 12.7 23.0 9.1 35.9 19.4
　７０～７９歳 52 94 100.0 21.4 3.8 8.1 24.8 41.9
　８０歳以上 21 29 100.0 9.4      - 4.7 37.8 48.0
  男　性 3,669 3,447 100.0 47.0 25.1 10.2 10.4 7.2
１５～１９歳 470 328 100.0 35.5 30.9 16.8 8.5 8.3
２０～２９歳 706 781 100.0 49.6 26.9 10.1 6.5 6.9
３０～３９歳 746 750 100.0 53.6 23.5 9.7 8.4 4.8
４０～４９歳 927 709 100.0 54.2 24.3 8.7 8.8 4.0
５０～５９歳 680 602 100.0 42.1 25.1 10.0 13.8 9.0
６０歳以上 140 277 100.0 27.7 19.9 9.0 25.6 17.9
　６０～６４歳 91 152 100.0 35.2 27.5 9.9 15.4 12.1
　６５歳以上 49 125 100.0 18.7 10.6 7.9 37.9 24.8
　６５～６９歳 17 64 100.0 17.6 17.6 5.9 52.9 5.9
　７０～７９歳 26 53 100.0 23.1 3.8 11.5 23.1 38.5
　８０歳以上 6 8 100.0      -      -      - 16.7 83.3
  女　性 3,267 3,037 100.0 33.5 27.6 13.8 14.8 10.3
１５～１９歳 454 324 100.0 41.6 31.3 11.9 7.5 7.7
２０～２９歳 676 753 100.0 42.9 29.7 11.1 9.6 6.7
３０～３９歳 799 692 100.0 35.0 31.2 15.4 12.4 6.0
４０～４９歳 819 607 100.0 28.3 26.9 17.1 18.9 8.8
５０～５９歳 406 426 100.0 24.6 22.9 15.3 19.7 17.5
６０歳以上 113 235 100.0 17.3 15.5 9.5 28.8 28.9
　６０～６４歳 47 104 100.0 23.4 14.9 10.6 31.9 19.1
　６５歳以上 66 131 100.0 12.4 15.9 8.6 26.4 36.7
　６５～６９歳 25 69 100.0 8.0 28.0 12.0 20.0 32.0
　７０～７９歳 26 42 100.0 19.2 3.8 3.8 26.9 46.2
　８０歳以上 15 20 100.0 13.3      - 6.7 46.7 33.3


問３（１）インターネットの利用頻度   回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数
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整
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毎
日
少
な
く
と
も
１
回


週
に
少
な
く
と
も
１
回


（


毎
日
で
は
な
い
）


月
に
少
な
く
と
も
１
回


（


毎
週
で
は
な
い
）


そ
れ
以
下


（


年
１
回
以
上
）


無
回
答


  全  体 6,936 6,484 100.0 40.7 26.3 11.9 12.5 8.7
[ 利用機器 ]
パソコンのみ 3,462 3,195 100.0 39.2 29.5 13.7 12.6 5.0
携帯電話・ＰＨＳのみ 726 693 100.0 26.8 25.1 15.9 15.8 16.4
ゲーム・ＴＶ等のみ 54 53 100.0 19.5 17.5 18.4 21.0 23.6
パソコンと携帯電話・ＰＨＳ 1,687 1,525 100.0 60.0 26.7 8.1 4.1 1.1
携帯電話・ＰＨＳとゲーム 17 15 100.0 12.4 35.1 24.3 16.8 11.3
ゲーム・ＴＶ等とパソコン 93 98 100.0 61.2 22.2 6.9 2.6 7.1
パソコンと携帯電話・ＰＨＳ 80 77 100.0 75.0 14.7 8.2 2.1      -
[ 利用場所 ]
自宅・その他からのみ 2,518 2,348 100.0 36.1 32.5 14.9 12.5 3.9
職場からのみ 618 579 100.0 35.6 22.7 13.9 19.2 8.5
学校からのみ 182 151 100.0 24.7 26.9 18.8 19.1 10.4
自宅・その他と職場 1,501 1,382 100.0 66.8 23.8 6.2 1.8 1.4
職場と学校 22 20 100.0 51.7 30.5 4.4 13.5      -
学校と自宅・その他 446 381 100.0 61.0 28.0 7.0 2.5 1.5
自宅・その他と職場　と学校 35 33 100.0 82.5 10.9 6.6      -      -


問３（１）インターネットの利用頻度（Ｓ）と利用機器及び利用場所
　　　　　（回答数：6,936、対象：15歳以上のインターネット利用者）


問３（１）インターネットの利用頻度   回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数
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毎
日
少
な
く
と
も
１
回


週
に
少
な
く
と
も
１
回


（


毎
日
で
は
な
い
）


月
に
少
な
く
と
も
１
回


（


毎
週
で
は
な
い
）


そ
れ
以
下


（


年
１
回
以
上
）


無
回
答


  全  体 6,936 6,484 100.0 40.7 26.3 11.9 12.5 8.7
商品・サービス購入 2,256 2,079 100.0 62.1 24.7 6.7 4.1 2.3
情報検索 3,555 3,269 100.0 52.6 28.6 10.4 7.3 1.0
電子メール 4,811 4,434 100.0 52.0 28.7 10.0 6.4 2.9
ホームページの作成 464 433 100.0 73.8 15.9 4.8 3.1 2.3
掲示板、チャット 1,184 1,084 100.0 67.6 20.5 5.8 4.8 1.2
メールマガジン 1,228 1,121 100.0 72.0 20.1 4.5 2.3 1.1
就職・転職関連 636 623 100.0 59.7 26.3 7.6 4.9 1.6
クイズやアンケート 1,411 1,279 100.0 63.9 25.1 5.9 3.7 1.3
ニュース等の情報入手 3,271 3,024 100.0 55.7 27.7 9.2 5.8 1.5
政府・自治体情報入手 1,019 953 100.0 66.7 22.3 6.1 4.1 0.9
ｅーラーニング 114 103 100.0 66.7 21.5 5.8 5.2 0.7
ネットゲーム 884 809 100.0 61.4 22.6 9.0 4.1 3.0
オンラインバンキングでの銀行 401 374 100.0 83.3 12.5 3.1 0.7 0.5
オンラインバンキングでの投資 115 109 100.0 84.2 11.4 3.4 1.0      -
オークション 800 745 100.0 71.2 19.4 5.9 1.4 2.1
動画のダウンロード　・視聴 1,268 1,170 100.0 66.5 22.1 5.0 4.1 2.3
画像のダウンロード 2,157 1,961 100.0 57.3 24.8 8.2 5.8 4.0
音楽のダウンロード　・視聴 2,692 2,459 100.0 50.2 26.1 10.4 8.2 5.1


問３（１）インターネットの利用頻度（Ｓ）と用途
（回答数：6,936、対象：15歳以上のインターネット利用者）


問３（１）インターネットの利用頻度   回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数
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１
０
分
未
満


１
０
分
以
上
３
０
分
未
満


３
０
分
以
上
１
時
間
未
満


１
時
間
以
上
２
時
間
未
満


２
時
間
以
上


無
回
答


  全  体 6,936 6,484 100.0 18.1 22.2 18.9 9.4 5.8 25.6
商品・サービス購入 2,256 2,079 100.0 11.7 26.8 26.0 16.0 11.5 8.2
情報検索 3,555 3,269 100.0 14.8 27.3 25.0 12.8 8.7 11.3
電子メール 4,811 4,434 100.0 17.0 24.3 21.8 11.6 7.3 17.9
ホームページの作成 464 433 100.0 7.2 18.7 20.9 17.3 26.0 9.8
掲示板、チャット 1,184 1,084 100.0 9.9 18.1 24.7 19.2 17.7 10.4
メールマガジン 1,228 1,121 100.0 10.1 22.4 25.6 18.0 15.1 8.8
就職・転職関連 636 623 100.0 8.4 22.6 29.5 17.4 11.8 10.3
クイズやアンケート 1,411 1,279 100.0 10.7 23.6 25.0 15.0 12.6 13.1
ニュース等の情報入手 3,271 3,024 100.0 15.1 25.5 24.8 12.7 8.3 13.5
政府・自治体情報入手 1,019 953 100.0 12.2 24.6 27.2 13.8 12.0 10.1
ｅーラーニング 114 103 100.0 9.3 25.0 25.6 14.2 17.4 8.5
ネットゲーム 884 809 100.0 8.5 18.3 22.4 19.3 15.8 15.6
オンラインバンキングでの銀行 401 374 100.0 7.3 24.5 19.5 21.4 22.6 4.6
オンラインバンキングでの投資 115 109 100.0 6.9 27.2 20.4 20.5 22.3 2.7
オークション 800 745 100.0 6.7 23.0 25.2 21.0 16.8 7.3
動画のダウンロード　・視聴 1,268 1,170 100.0 7.9 19.5 23.9 19.8 15.4 13.5
画像のダウンロード 2,157 1,961 100.0 11.8 20.8 21.5 14.5 10.8 20.6
音楽のダウンロード　・視聴 2,692 2,459 100.0 14.1 20.7 19.7 12.6 8.6 24.3


問３（２）自宅のパソコンでの一回当たり平均インターネット利用時間（Ｓ）と用途
（回答数：6,936、対象：15歳以上のインターネット利用者）


問３（２）インターネットの１回当たり
平均利用時間


 回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数
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１
０
分
未
満


１
０
分
以
上
３
０
分
未
満


３
０
分
以
上
１
時
間
未
満


１
時
間
以
上
２
時
間
未
満


２
時
間
以
上


無
回
答


  全  体 6,936 6,484 100.0 18.1 22.2 18.9 9.4 5.8 25.6
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 2,518 2,370 100.0 17.9 22.4 19.3 9.8 6.3 24.3
非世帯主 4,418 4,114 100.0 18.2 22.1 18.7 9.2 5.5 26.3
[ 本人の性別 ]
男性 3,669 3,447 100.0 15.9 21.8 19.9 10.7 7.5 24.2
女性 3,267 3,037 100.0 20.6 22.6 17.8 8.0 3.8 27.2
[ 本人の年齢 ]
１５～１９歳 924 653 100.0 11.4 26.1 19.6 11.7 6.4 24.9
２０～２９歳 1,382 1,534 100.0 13.8 20.2 22.1 12.1 8.7 23.1
３０～３９歳 1,545 1,442 100.0 18.5 22.3 19.0 9.9 5.8 24.5
４０～４９歳 1,746 1,316 100.0 20.7 24.3 19.8 9.3 4.9 21.0
５０～５９歳 1,086 1,029 100.0 21.8 23.4 15.8 6.1 3.2 29.6
６０歳以上 253 512 100.0 24.3 15.1 12.0 4.3 3.8 40.5
　６０～６４歳 138 256 100.0 21.9 19.3 13.9 6.3 5.6 33.0
　６５歳以上 115 256 100.0 26.7 10.8 10.2 2.2 2.0 48.1
　６５～６９歳 42 133 100.0 30.2 8.3 12.7      - 2.8 46.0
　７０～７９歳 52 94 100.0 22.6 16.3 9.8 6.0      - 45.3
　８０歳以上 21 29 100.0 23.5 4.7      -      - 4.7 67.1
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 2,877 2,694 100.0 17.7 22.4 20.2 11.0 6.8 21.9
その他の市 2,851 2,651 100.0 19.0 22.4 17.8 9.1 5.1 26.6
町・村 1,208 1,140 100.0 16.8 21.2 18.5 6.7 5.0 31.9
[ 家族数 ]
単身 164 163 100.0 15.0 20.5 15.0 12.2 10.6 26.6
２人家族 613 619 100.0 16.0 23.4 20.2 10.1 6.2 24.1
３人家族 1,192 1,158 100.0 18.2 21.2 18.2 9.4 8.3 24.7
４人家族 2,428 2,204 100.0 18.3 23.0 20.6 9.8 5.0 23.3
５人家族 1,426 1,282 100.0 19.4 22.0 17.7 10.1 5.0 25.8
６人家族 721 684 100.0 17.1 23.6 17.2 7.2 5.6 29.3
７人以上家族 356 342 100.0 19.4 17.0 17.3 6.6 3.2 36.4
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 164 163 100.0 15.0 20.5 15.0 12.2 10.6 26.6
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 557 560 100.0 16.5 24.3 19.9 10.9 5.7 22.8
大人２人（高齢者を含む） 35 41 100.0 10.9 13.4 28.7 4.0 15.3 27.7
大人が２人以下＋子供 2,464 2,069 100.0 20.0 23.4 18.8 9.8 5.2 22.8
大人が３人以上＋子供 2,002 1,850 100.0 17.1 22.3 18.3 7.8 5.2 29.3
大人が３人以上のみ 1,658 1,748 100.0 17.8 20.7 19.6 10.1 6.5 25.4
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 208 201 100.0 19.1 14.6 11.5 11.4 6.5 36.9
２００～４００万円未満 797 777 100.0 16.2 17.5 14.9 7.5 8.2 35.8
４００～６００万円未満 1,420 1,320 100.0 15.5 21.2 18.7 9.8 6.1 28.7
６００～８００万円未満 1,590 1,447 100.0 19.5 24.5 17.8 10.0 5.7 22.5
８００～１０００万円未満 1,273 1,177 100.0 19.6 23.0 21.3 9.6 5.4 21.0
１０００万円以上 1,562 1,475 100.0 18.7 24.2 21.2 9.3 4.5 22.1
　１０００～１５００万円未満 1,143 1,071 100.0 17.3 24.2 20.2 9.8 4.7 23.8
　１５００～２０００万円未満 294 282 100.0 20.6 27.0 22.8 8.4 4.5 16.7
　２０００万円以上 125 122 100.0 26.1 18.2 26.2 6.6 3.1 19.7
[ 世帯主の性別 ]
男性 6,607 6,163 100.0 18.4 22.2 19.0 9.4 5.6 25.4
女性 321 315 100.0 12.9 22.0 17.3 9.3 9.2 29.4
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 278 303 100.0 15.5 20.0 16.6 11.6 8.3 28.1
３０～３９歳 1,193 1,163 100.0 18.5 21.7 19.2 9.8 4.7 26.0
４０～４９歳 2,380 1,897 100.0 18.0 23.8 20.3 10.0 5.5 22.4
５０～５９歳 2,346 2,257 100.0 17.6 22.1 19.1 8.9 6.2 26.1
６０歳以上 731 857 100.0 20.0 20.5 16.0 7.9 5.9 29.8
　６０～６４歳 373 468 100.0 19.6 20.4 15.9 9.5 7.7 27.0
　６５歳以上 358 390 100.0 20.5 20.6 16.0 6.0 3.7 33.1
　６５～６９歳 93 125 100.0 23.9 10.4 19.2 5.9 5.2 35.3
　７０～７９歳 221 223 100.0 19.8 27.4 13.6 6.4 1.6 31.2
　８０歳以上 44 42 100.0 14.4 15.3 19.4 4.3 9.9 36.7
[ ブロードバンド/ナローバンド ]
ブロードバンド 2,932 2,680 100.0 14.4 28.6 27.6 15.3 11.1 3.1
ナローバンド 1,968 1,838 100.0 25.8 27.0 19.5 8.0 2.6 17.2


問３（２）自宅のパソコンでの一回当たり平均インターネット利用時間（Ｓ）
（回答数：6,936、対象：15歳以上のインターネット利用者）
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  全  体 6,482 6,001 100.0 33.2 52.7 72.2 6.9 17.5 18.3 9.9 21.1 48.8 15.4 1.6 12.8 6.1 1.7 11.8 19.2 32.3 40.6 5.7
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 2,361 2,202 100.0 39.3 61.1 75.5 7.8 17.7 22.6 7.2 24.3 62.5 25.7 2.4 11.0 9.7 3.2 14.2 23.9 32.9 36.2 3.9
非世帯主 4,121 3,799 100.0 29.8 47.8 70.2 6.4 17.4 15.8 11.5 19.2 40.9 9.4 1.2 13.8 4.0 0.8 10.4 16.5 32.0 43.2 6.7
[ 本人の性別 ]
男性 3,451 3,214 100.0 35.6 56.0 71.8 8.6 19.2 20.0 10.4 21.0 54.3 20.3 2.2 15.5 7.8 2.5 14.1 24.0 34.9 39.8 4.9
女性 3,031 2,787 100.0 30.5 49.0 72.6 5.0 15.6 16.3 9.4 21.2 42.5 9.7 1.0 9.6 4.2 0.8 9.2 13.7 29.4 41.6 6.5
[ 本人の年齢 ]
１５～１９歳 880 622 100.0 19.9 41.2 66.6 6.7 24.8 12.9 6.7 14.8 29.8 3.0 1.7 25.5 0.8 0.2 7.7 21.2 43.1 55.8 6.6
２０～２９歳 1,318 1,463 100.0 34.9 54.1 73.4 9.7 23.0 19.2 21.8 20.5 45.5 10.7 1.6 19.6 5.2 0.7 14.6 24.4 40.6 52.9 4.5
３０～３９歳 1,486 1,387 100.0 40.7 58.8 78.3 6.9 17.8 24.1 8.9 29.3 58.6 16.8 2.3 11.9 10.6 2.4 17.7 23.7 39.8 49.5 3.7
４０～４９歳 1,655 1,248 100.0 38.1 59.5 75.4 6.6 14.9 21.2 6.0 25.4 54.9 20.5 2.0 8.0 6.1 1.6 11.1 18.1 29.0 33.3 3.8
５０～５９歳 963 911 100.0 27.8 46.4 67.4 4.7 10.9 12.0 2.8 13.4 48.6 20.9 0.8 4.1 5.4 3.2 6.1 9.2 14.5 18.3 8.0
６０歳以上 180 372 100.0 18.2 36.4 55.0 3.3 7.5 8.1 3.0 7.9 37.4 18.6      - 4.9 2.8 2.4 2.5 6.7 9.0 13.3 16.8
　６０～６４歳 110 204 100.0 23.4 37.6 62.7 6.0 9.0 13.1 5.4 13.3 46.3 24.8      - 4.6 4.1 2.5 3.3 11.2 11.7 16.1 15.3
　６５歳以上 70 168 100.0 11.9 34.9 45.7      - 5.7 2.0      - 1.2 26.6 11.1      - 5.2 1.2 2.4 1.6 1.2 5.8 10.0 18.6
　６５～６９歳 33 104 100.0 12.5 32.3 55.4      - 2.6      -      -      - 28.7 12.5      - 3.6      -      - 2.6      -      - 7.2 16.9
　７０～７９歳 29 53 100.0 10.6 44.7 31.1      - 7.6 3.8      - 3.8 28.1 10.6      - 6.8 3.8 7.6      - 3.8 10.6 9.8 23.4
　８０歳以上 8 11 100.0 12.3 12.3 25.1      - 25.1 12.3      -      -      -      -      - 12.3      -      -      -      - 36.9 37.4 12.3
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 2,727 2,544 100.0 35.1 55.6 74.8 7.9 18.6 22.3 11.5 24.1 54.2 16.2 2.0 13.4 8.0 2.3 12.7 21.7 33.6 41.2 3.9
その他の市 2,647 2,433 100.0 31.7 52.2 72.6 6.3 17.1 16.2 9.0 19.9 47.4 14.6 1.6 12.9 5.3 1.3 11.7 17.3 30.9 39.8 6.0
町・村 1,108 1,024 100.0 32.5 46.9 64.7 6.1 15.8 13.2 8.2 16.3 39.1 15.0 0.9 10.9 3.3 1.2 9.9 17.5 32.5 41.1 9.4
[ 家族数 ]
単身 157 156 100.0 51.9 76.3 92.7 13.1 29.0 40.4 22.1 33.9 74.3 34.7 3.5 18.0 17.5 2.5 18.6 44.7 58.6 59.0 1.2
２人家族 574 579 100.0 37.6 57.3 76.6 5.7 20.8 24.8 10.5 25.9 58.4 20.0 1.4 10.7 10.9 2.4 12.4 19.7 32.5 37.2 5.1
３人家族 1,106 1,074 100.0 36.9 55.3 74.3 8.5 19.6 18.7 9.9 22.1 52.5 17.6 1.1 11.7 7.6 2.1 13.4 21.2 31.6 39.5 5.4
４人家族 2,282 2,056 100.0 32.7 54.0 74.1 7.2 18.2 18.5 9.5 21.6 50.3 13.8 1.9 12.8 5.6 1.9 12.1 19.2 32.2 40.8 4.5
５人家族 1,330 1,182 100.0 29.4 49.6 69.0 5.1 15.2 15.6 9.8 18.8 44.4 13.5 1.8 13.2 4.1 1.3 10.7 16.4 31.9 41.7 6.1
６人家族 666 610 100.0 33.0 46.4 65.0 6.1 13.7 14.2 10.4 18.1 38.6 13.4 1.6 12.4 3.5 0.8 10.5 17.9 30.1 39.5 6.4
７人以上家族 333 314 100.0 23.4 38.5 61.1 7.7 10.3 11.8 5.1 12.4 34.5 11.8 1.0 15.9 2.6 1.1 7.6 12.7 28.7 39.4 13.9


問３（３）過去１年間にパソコンと携帯電話からインターネットを利用した用途（Ｍ）（回答数：6,482、対象：15歳以上のパソコンと携帯電話・ＰＨＳ・携帯情報端末によるインターネット利用者）
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問３（３）過去１年間にパソコンと携帯電話からインターネットを利用した用途（Ｍ）（回答数：6,482、対象：15歳以上のパソコンと携帯電話・ＰＨＳ・携帯情報端末によるインターネット利用者）


 問３（３）ＰＣ及び携帯電話からインターネットを利用した用途回
答
数
割
合
（


％
）
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人
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比
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後
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人
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[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 157 156 100.0 51.9 76.3 92.7 13.1 29.0 40.4 22.1 33.9 74.3 34.7 3.5 18.0 17.5 2.5 18.6 44.7 58.6 59.0 1.2
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 523 524 100.0 38.7 57.6 76.8 5.7 20.6 25.3 11.3 26.8 59.0 20.3 1.6 10.7 11.8 2.4 13.1 19.4 32.7 37.3 5.3
大人２人（高齢者を含む） 31 38 100.0 21.0 50.6 74.0 2.0 21.4 18.9      - 13.0 46.4 18.7      - 8.7 1.9 2.3 4.0 13.3 20.9 24.7 5.0
大人が２人以下＋子供 2,350 1,974 100.0 35.1 55.5 75.9 6.3 17.5 20.1 6.3 25.7 52.6 15.5 2.0 12.5 7.0 1.8 13.9 20.9 34.8 44.8 3.3
大人が３人以上＋子供 1,858 1,681 100.0 28.9 46.9 65.9 5.5 14.6 14.3 10.0 16.6 40.1 12.5 1.6 14.0 3.1 1.3 9.2 16.1 31.6 40.8 7.5
大人が３人以上のみ 1,509 1,578 100.0 32.6 52.0 71.2 9.2 18.2 16.3 13.0 17.1 48.0 15.1 1.2 12.1 5.4 1.7 11.3 18.2 27.8 35.2 6.8
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 192 185 100.0 39.9 51.8 73.6 10.4 23.8 29.6 24.2 32.2 51.8 18.0 2.4 23.1 9.7 2.5 16.1 29.7 45.1 53.1 4.3
２００～４００万円未満 741 719 100.0 27.5 46.3 68.4 8.0 18.4 17.9 12.0 19.2 44.2 10.6 1.3 13.7 5.7 1.3 11.1 18.6 35.7 47.1 5.3
４００～６００万円未満 1,332 1,230 100.0 31.8 53.1 72.8 7.3 16.8 20.9 9.2 26.5 46.7 15.1 1.4 13.4 6.2 1.3 12.7 22.4 36.5 46.5 6.0
６００～８００万円未満 1,486 1,338 100.0 35.5 55.1 70.7 6.2 16.2 17.6 9.2 21.4 50.2 14.9 2.0 12.1 6.4 1.7 14.0 18.5 31.6 38.8 5.1
８００～１０００万円未満 1,180 1,070 100.0 31.8 52.9 73.0 6.5 18.1 17.5 8.8 18.1 48.9 15.1 1.7 11.8 6.2 2.2 12.0 17.4 28.5 37.1 6.2
１０００万円以上 1,477 1,383 100.0 36.2 53.3 74.5 6.6 17.7 16.2 9.4 17.6 51.9 18.2 1.7 11.7 5.5 1.9 9.0 17.4 29.0 34.9 5.1
　１０００～１５００万円未満 1,094 1,015 100.0 35.4 52.8 73.9 6.5 18.1 16.1 10.1 19.3 51.5 17.3 1.6 11.2 5.4 1.9 8.6 16.5 30.4 36.2 4.3
　１５００～２０００万円未満 265 252 100.0 37.9 56.9 75.8 6.6 17.8 16.6 8.0 15.4 58.6 21.2 3.0 16.9 6.3 1.7 12.3 24.3 28.8 36.6 4.7
　２０００万円以上 118 115 100.0 39.9 50.7 77.6 7.7 14.4 16.9 6.5 7.3 41.1 19.3      - 4.2 5.1 2.3 4.9 10.5 17.8 20.1 12.1
[ 世帯主の性別 ]
男性 6,169 5,694 100.0 32.9 52.4 72.2 6.9 17.1 17.9 9.5 20.8 48.7 15.4 1.7 12.6 6.0 1.7 11.7 18.9 31.8 40.1 5.7
女性 305 301 100.0 38.3 57.8 72.0 8.0 24.4 25.6 17.0 25.9 51.9 15.7 1.3 14.6 8.1 1.6 13.7 25.1 42.1 49.7 5.7
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 274 298 100.0 46.5 67.2 81.7 9.4 27.4 27.0 16.8 29.1 65.2 17.1 2.2 18.2 10.6 1.4 21.8 31.4 52.4 65.7 0.4
３０～３９歳 1,142 1,106 100.0 39.4 57.7 80.4 5.6 17.6 23.5 7.7 30.0 57.7 16.4 2.2 12.3 11.1 2.7 17.6 24.0 40.5 51.8 3.1
４０～４９歳 2,262 1,792 100.0 33.2 55.4 72.2 6.6 17.6 18.8 7.0 22.4 47.0 14.7 1.6 12.5 5.0 1.3 10.7 19.5 33.6 40.5 5.1
５０～５９歳 2,135 2,049 100.0 29.5 48.3 68.8 7.5 16.7 14.5 13.2 15.6 44.7 14.4 1.4 13.6 4.1 1.9 9.2 15.8 25.6 34.3 7.6
６０歳以上 661 749 100.0 28.9 45.2 65.1 7.1 15.2 16.2 8.7 16.4 44.8 17.1 1.3 9.4 4.6 0.9 9.0 15.6 27.5 31.4 7.6
　６０～６４歳 333 413 100.0 30.0 44.5 66.6 8.9 15.8 18.2 10.5 19.0 45.5 18.4 1.7 10.5 5.9 1.5 10.3 19.0 26.2 30.2 10.1
　６５歳以上 328 336 100.0 27.5 46.1 63.3 4.9 14.4 13.8 6.5 13.3 43.9 15.5 0.9 8.0 3.1 0.2 7.3 11.4 29.0 32.9 4.6
　６５～６９歳 87 107 100.0 28.9 61.1 65.6 7.3 18.3 17.8 5.6 13.5 59.0 16.7      - 8.7 6.1      - 7.4 11.5 26.0 28.6 4.2
　７０～７９歳 198 188 100.0 29.0 41.0 65.4 3.4 12.1 10.8 8.4 13.1 39.1 16.1 1.5 6.4 0.9 0.4 6.6 9.8 31.2 35.7 2.9
　８０歳以上 43 41 100.0 16.7 30.2 47.6 5.4 15.3 17.4      - 14.3 26.3 9.7      - 13.3 4.9      - 9.9 18.4 26.8 31.3 13.2
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問３（３）過去１年間にパソコンからインターネットを利用した用途（Ｍ）（回答数：5,322、対象：15歳以上のパソコンによるインターネット利用者）
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  全  体 5,322 4,895 100.0 36.8 57.4 57.6 7.5 18.7 18.8 10.9 19.5 48.7 17.9 1.8 10.7 6.7 1.9 13.0 16.8 18.6 13.2 10.8
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 2,040 1,894 100.0 41.9 64.4 66.3 8.4 18.7 23.3 7.3 22.3 60.8 28.6 2.7 9.4 10.4 3.6 15.5 22.8 23.8 13.5 7.0
非世帯主 3,282 3,001 100.0 33.5 53.0 52.2 6.9 18.7 16.0 13.2 17.7 41.1 11.1 1.2 11.5 4.3 0.9 11.5 13.0 15.3 13.1 13.2
[ 本人の性別 ]
男性 2,965 2,746 100.0 38.6 59.4 59.8 9.0 20.0 20.6 11.1 19.4 53.1 22.7 2.4 13.2 8.4 2.7 15.0 22.1 23.0 15.3 8.8
女性 2,357 2,149 100.0 34.4 54.9 54.9 5.6 17.0 16.5 10.7 19.5 43.1 11.7 1.0 7.5 4.5 1.0 10.5 10.0 13.0 10.6 13.3
[ 本人の年齢 ]
１５～１９歳 748 528 100.0 20.8 42.8 39.9 6.8 24.4 11.4 7.5 12.2 27.0 3.1 1.3 20.5 0.3      - 7.3 15.2 19.0 19.6 16.6
２０～２９歳 1,069 1,186 100.0 37.0 56.4 57.3 10.0 23.8 18.2 24.2 17.3 43.0 12.1 1.8 15.8 5.4 0.7 15.4 18.9 20.8 16.5 11.0
３０～３９歳 1,193 1,118 100.0 46.1 64.6 64.2 7.7 19.5 25.2 9.9 26.4 57.1 19.9 2.6 9.3 11.9 2.7 20.3 21.7 22.8 14.8 9.6
４０～４９歳 1,397 1,054 100.0 42.4 65.1 61.2 7.4 16.0 22.8 6.6 24.2 55.4 23.1 2.1 7.5 6.7 1.9 12.6 18.3 20.2 11.7 7.7
５０～５９歳 782 735 100.0 30.7 52.5 58.7 5.3 12.9 13.0 3.0 14.3 53.7 24.6 1.0 3.8 6.4 3.9 6.8 8.7 10.4 5.6 10.0
６０歳以上 133 273 100.0 22.8 44.9 50.0 3.9 8.2 9.3 1.8 9.9 41.4 24.8      - 5.9 3.8 2.6 2.4 6.2 6.6 6.8 17.3
　６０～６４歳 88 161 100.0 26.2 42.8 57.2 6.6 11.4 14.5 3.1 15.5 50.7 30.3      - 4.5 5.2 3.1 4.1 9.3 9.0 9.7 15.9
　６５歳以上 45 112 100.0 17.9 47.9 39.5      - 3.6 1.8      - 1.8 28.1 16.7      - 7.8 1.8 1.8      - 1.8 3.2 2.6 19.5
　６５～６９歳 22 71 100.0 18.4 42.2 42.2      -      -      -      -      - 29.1 18.4      - 5.3      -      -      -      -      -      - 20.9
　７０～７９歳 20 37 100.0 15.2 64.1 34.8      - 10.9 5.5      - 5.5 29.3 15.2      - 9.8 5.5 5.5      - 5.5 9.8 4.3 15.2
　８０歳以上 3 4 100.0 32.9      - 34.2      -      -      -      -      -      -      -      - 32.9      -      -      -      -      - 32.9 32.9
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 2,296 2,125 100.0 38.3 60.3 62.5 8.8 20.2 22.9 12.4 22.3 54.7 18.6 2.3 11.7 8.6 2.5 13.8 19.5 21.9 15.3 8.0
その他の市 2,129 1,952 100.0 35.5 57.0 56.2 6.6 18.0 16.5 10.0 18.2 46.3 17.0 1.6 10.1 5.7 1.5 13.0 14.7 15.7 11.6 11.8
町・村 897 818 100.0 35.9 51.0 48.5 6.5 16.7 13.7 9.3 15.2 39.0 17.9 0.8 9.4 3.8 1.4 11.1 14.5 16.8 11.8 15.6
[ 家族数 ]
単身 129 129 100.0 51.8 77.5 80.2 14.9 31.9 40.7 21.9 25.5 66.1 37.0 3.4 18.5 18.1 3.0 19.9 39.5 42.1 22.7 5.2
２人家族 482 489 100.0 40.4 61.1 67.2 6.2 21.5 24.8 11.1 23.7 59.4 23.1 1.7 8.1 11.5 2.8 13.7 17.9 19.5 11.3 8.1
３人家族 910 882 100.0 40.3 59.6 62.6 9.1 20.3 20.1 11.0 20.8 52.1 20.2 1.4 10.6 8.6 2.4 15.0 18.7 20.0 14.0 8.6
４人家族 1,912 1,713 100.0 35.2 58.5 58.7 7.6 19.5 18.3 10.5 20.1 49.4 15.8 2.1 10.8 5.8 2.2 13.0 16.5 18.8 12.9 9.5
５人家族 1,092 965 100.0 33.2 54.8 53.3 6.2 16.8 16.2 11.0 17.4 45.2 15.6 1.9 10.7 4.8 1.5 11.7 14.4 16.1 12.5 13.0
６人家族 540 484 100.0 38.7 49.7 45.7 6.8 14.4 14.8 11.2 15.3 37.1 15.8 1.5 9.9 3.7 0.6 11.6 14.6 15.5 16.1 14.0
７人以上家族 228 205 100.0 30.2 48.5 41.3 7.2 9.8 12.2 5.6 13.4 36.6 17.0 0.5 13.1 3.3 0.9 9.4 11.0 13.6 7.9 21.6
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問３（３）過去１年間にパソコンからインターネットを利用した用途（Ｍ）（回答数：5,322、対象：15歳以上のパソコンによるインターネット利用者）
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[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 129 129 100.0 51.8 77.5 80.2 14.9 31.9 40.7 21.9 25.5 66.1 37.0 3.4 18.5 18.1 3.0 19.9 39.5 42.1 22.7 5.2
高齢世帯（高齢者のみ）      -      - 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 440 442 100.0 41.9 61.7 68.2 6.3 21.6 25.5 12.0 24.3 60.5 23.7 1.9 7.9 12.4 2.9 14.5 18.0 19.4 11.5 8.3
大人２人（高齢者を含む） 27 35 100.0 20.8 53.2 60.7 2.2 21.2 18.5      - 14.2 43.5 18.2      - 7.3 2.1 2.5 4.4 14.5 17.9 4.4 5.4
大人が２人以下＋子供 1,952 1,631 100.0 38.9 60.1 59.9 7.0 18.4 20.7 7.0 23.4 51.6 17.8 2.3 10.8 7.7 1.9 15.5 19.0 20.7 13.1 9.3
大人が３人以上＋子供 1,482 1,314 100.0 33.4 52.8 48.6 6.1 15.8 14.7 11.4 15.9 40.4 15.3 1.5 11.2 3.5 1.4 10.3 14.4 15.8 12.5 13.7
大人が３人以上のみ 1,247 1,301 100.0 35.0 55.9 58.6 9.4 19.7 16.5 14.2 16.1 48.4 17.2 1.3 10.3 5.9 2.0 11.8 14.1 16.5 14.2 10.6
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 130 126 100.0 44.7 57.0 63.9 12.0 28.2 32.8 28.9 34.7 55.3 22.5 3.5 22.9 12.1 3.7 19.3 27.3 34.2 21.5 9.6
２００～４００万円未満 549 534 100.0 31.3 53.1 49.2 9.9 20.5 19.3 13.3 16.9 39.8 12.6 1.6 11.3 6.6 1.7 13.3 15.9 18.5 12.2 14.8
４００～６００万円未満 1,046 966 100.0 36.8 59.8 58.1 7.8 18.0 21.3 11.1 23.9 46.5 18.2 1.6 10.9 6.9 1.6 15.1 20.2 21.5 12.9 11.4
６００～８００万円未満 1,255 1,122 100.0 39.1 58.4 55.5 6.8 17.9 17.9 10.3 20.4 51.4 17.0 1.9 10.7 7.0 1.9 15.8 16.6 17.8 13.0 9.7
８００～１０００万円未満 1,017 915 100.0 34.4 57.0 59.0 6.6 19.1 18.3 9.7 16.6 49.2 16.9 1.5 10.2 6.3 2.3 12.3 15.7 15.8 12.7 10.5
１０００万円以上 1,265 1,169 100.0 38.7 56.9 61.4 7.1 18.3 16.4 9.6 16.5 51.3 20.7 2.0 9.2 6.2 2.0 8.8 14.3 17.6 14.0 9.4
　１０００～１５００万円未満 929 850 100.0 37.6 56.1 60.6 6.9 18.8 16.0 10.3 17.7 51.2 19.9 1.8 8.8 6.0 2.0 8.5 13.4 18.2 13.4 8.6
　１５００～２０００万円未満 237 225 100.0 42.1 61.1 62.7 6.6 18.5 16.9 8.0 15.6 58.6 23.8 3.4 13.1 7.1 2.0 11.0 18.9 18.0 18.3 9.8
　２０００万円以上 99 95 100.0 40.6 53.3 65.2 9.4 13.1 19.1 6.1 8.0 35.2 20.2      - 3.9 6.2 2.0 6.0 12.0 11.3 8.7 15.6
[ 世帯主の性別 ]
男性 5,064 4,643 100.0 36.6 57.3 57.5 7.4 18.3 18.4 10.6 19.3 48.7 17.9 1.8 10.7 6.5 1.9 12.9 16.7 18.5 13.1 10.8
女性 251 247 100.0 37.9 60.0 60.6 9.0 26.0 26.5 17.8 22.8 49.8 17.8 0.8 11.2 8.9 1.9 14.6 18.7 20.3 15.0 11.6
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 209 227 100.0 50.3 72.1 67.9 10.4 28.8 24.8 17.6 22.6 62.0 20.5 2.9 15.6 11.1 1.8 25.7 27.1 31.5 17.9 6.2
３０～３９歳 904 872 100.0 45.5 64.3 67.0 6.3 19.3 25.5 8.8 27.6 56.1 20.0 2.7 9.9 13.0 3.0 20.7 23.2 23.8 14.9 9.7
４０～４９歳 1,906 1,498 100.0 36.5 59.9 55.1 7.4 18.5 19.5 7.7 20.6 47.3 16.7 1.7 11.1 5.6 1.4 11.7 17.4 19.8 13.9 10.5
５０～５９歳 1,750 1,678 100.0 32.1 52.5 55.3 7.8 17.9 14.7 14.6 14.8 45.8 16.5 1.4 11.2 4.4 2.2 9.9 13.0 14.3 12.0 11.9
６０歳以上 545 613 100.0 32.4 49.8 52.9 7.4 17.0 16.3 9.5 16.6 44.6 20.1 1.3 7.7 4.8 1.1 9.2 12.4 15.0 10.7 12.1
　６０～６４歳 278 343 100.0 32.9 49.4 54.5 9.3 18.4 17.8 10.9 18.9 46.9 21.4 1.5 8.7 6.0 1.8 11.2 14.0 16.5 13.6 13.6
　６５歳以上 267 270 100.0 31.8 50.2 50.8 5.1 15.2 14.4 7.7 13.7 41.8 18.4 1.1 6.4 3.2 0.3 6.5 10.4 13.0 7.1 10.1
　６５～６９歳 73 91 100.0 29.6 60.6 50.7 6.4 18.4 15.3 6.6 9.7 51.9 17.8      - 2.9 5.5      - 7.5 11.1 10.9 4.3 9.4
　７０～７９歳 160 148 100.0 36.3 47.8 50.6 3.8 12.3 12.1 10.1 15.2 37.3 20.1 1.9 7.0 1.2 0.5 5.4 9.3 16.6 9.2 10.2
　８０歳以上 34 32 100.0 17.8 31.7 52.4 6.9 19.5 22.3      - 18.3 33.7 12.4      - 13.6 6.2      - 9.2 13.8 2.2 5.7 11.3
[ ブロードバンド/ナローバンド ]
ブロードバンド 2,863 2,617 100.0 45.1 64.7 65.8 9.9 23.8 24.5 13.1 26.0 57.5 20.4 2.0 14.9 9.4 2.9 17.8 24.4 24.8 19.3 5.2
ナローバンド 1,722 1,602 100.0 32.1 54.1 56.3 5.5 14.6 15.5 9.6 14.6 43.0 16.3 1.6 6.8 4.6 1.0 9.2 9.7 13.6 7.6 11.0
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問３（３）過去１年間にパソコンからインターネットを利用した用途（Ｍ）（回答数：5,322、対象：15歳以上のパソコンによるインターネット利用者）
（男女別）


商
品
・
サ
ー


ビ
ス
購
入


情
報
検
索


電
子
メ
ー


ル


ホ
ー


ム
ペ
ー


ジ
の
作
成


掲
示
板
、


チ
ャ
ッ


ト


メ
ー


ル
マ
ガ
ジ
ン


就
職
・
転
職
関
連


ク
イ
ズ
や
ア
ン
ケ
ー


ト


ニ
ュ
ー


ス
等
の
情
報
入
手


政
府
・
自
治
体
情
報
入
手


ｅ
ー


ラ
ー


ニ
ン
グ


ネ
ッ


ト
ゲ
ー


ム


オ
ン
ラ
イ
ン
バ
ン
キ
ン
グ


で
の
銀
行
利
用


オ
ン
ラ
イ
ン
バ
ン
キ
ン
グ


で
の
投
資


オ
ー


ク
シ
ョ


ン


動
画
の
ダ
ウ
ン
ロ
ー


ド


・
視
聴


画
像
の
ダ
ウ
ン
ロ
ー


ド


音
楽
の
ダ
ウ
ン
ロ
ー


ド


・
視
聴


無
回
答


  全  体 5,322 4,895 100.0 36.8 57.4 57.6 7.5 18.7 18.8 10.9 19.5 48.7 17.9 1.8 10.7 6.7 1.9 13.0 16.8 18.6 13.2 10.8
１５～１９歳 748 528 100.0 20.8 42.8 39.9 6.8 24.4 11.4 7.5 12.2 27.0 3.1 1.3 20.5 0.3      - 7.3 15.2 19.0 19.6 16.6
２０～２９歳 1,069 1,186 100.0 37.0 56.4 57.3 10.0 23.8 18.2 24.2 17.3 43.0 12.1 1.8 15.8 5.4 0.7 15.4 18.9 20.8 16.5 11.0
３０～３９歳 1,193 1,118 100.0 46.1 64.6 64.2 7.7 19.5 25.2 9.9 26.4 57.1 19.9 2.6 9.3 11.9 2.7 20.3 21.7 22.8 14.8 9.6
４０～４９歳 1,397 1,054 100.0 42.4 65.1 61.2 7.4 16.0 22.8 6.6 24.2 55.4 23.1 2.1 7.5 6.7 1.9 12.6 18.3 20.2 11.7 7.7
５０～５９歳 782 735 100.0 30.7 52.5 58.7 5.3 12.9 13.0 3.0 14.3 53.7 24.6 1.0 3.8 6.4 3.9 6.8 8.7 10.4 5.6 10.0
６０歳以上 133 273 100.0 22.8 44.9 50.0 3.9 8.2 9.3 1.8 9.9 41.4 24.8      - 5.9 3.8 2.6 2.4 6.2 6.6 6.8 17.3
　６０～６４歳 88 161 100.0 26.2 42.8 57.2 6.6 11.4 14.5 3.1 15.5 50.7 30.3      - 4.5 5.2 3.1 4.1 9.3 9.0 9.7 15.9
　６５歳以上 45 112 100.0 17.9 47.9 39.5      - 3.6 1.8      - 1.8 28.1 16.7      - 7.8 1.8 1.8      - 1.8 3.2 2.6 19.5
　６５～６９歳 22 71 100.0 18.4 42.2 42.2      -      -      -      -      - 29.1 18.4      - 5.3      -      -      -      -      -      - 20.9
　７０～７９歳 20 37 100.0 15.2 64.1 34.8      - 10.9 5.5      - 5.5 29.3 15.2      - 9.8 5.5 5.5      - 5.5 9.8 4.3 15.2
　８０歳以上 3 4 100.0 32.9      - 34.2      -      -      -      -      -      -      -      - 32.9      -      -      -      -      - 32.9 32.9
  男　性 2,965 2,746 100.0 38.6 59.4 59.8 9.0 20.0 20.6 11.1 19.4 53.1 22.7 2.4 13.2 8.4 2.7 15.0 22.1 23.0 15.3 8.8
１５～１９歳 378 264 100.0 23.0 43.1 31.7 6.6 22.0 10.6 6.6 13.0 23.5 2.9 1.6 26.5 0.5      - 7.9 16.7 18.8 21.4 18.3
２０～２９歳 561 620 100.0 38.9 57.0 55.8 12.7 25.5 19.4 26.0 15.3 45.8 14.3 2.0 21.2 6.1 0.7 18.2 24.1 24.8 20.0 9.1
３０～３９歳 611 614 100.0 47.3 66.8 68.9 9.0 21.8 27.5 10.5 27.0 61.5 24.1 4.1 11.8 14.7 3.6 22.9 31.8 31.4 19.1 7.9
４０～４９歳 806 617 100.0 44.9 68.4 67.0 9.1 19.5 26.7 6.7 25.8 63.3 30.8 3.0 8.7 8.7 2.5 15.1 26.3 26.8 14.5 5.3
５０～５９歳 524 464 100.0 32.8 54.2 61.1 7.1 13.9 15.5 3.2 14.1 57.4 31.1 1.1 5.2 7.8 5.3 7.8 9.7 12.2 5.7 8.2
６０歳以上 85 167 100.0 22.9 47.8 55.0 5.0 9.4 7.2 3.0 8.2 45.7 27.0      - 6.5 6.2 4.2 4.0 6.2 7.2 4.0 10.7
　６０～６４歳 62 103 100.0 25.8 45.2 61.3 8.1 11.3 9.7 4.8 11.3 53.2 32.3      - 4.8 8.1 4.8 6.5 8.1 9.7 6.5 9.7
　６５歳以上 23 63 100.0 18.3 52.1 44.7      - 6.4 3.2      - 3.2 33.4 18.3      - 9.1 3.2 3.2      - 3.2 3.2      - 12.3
　６５～６９歳 10 38 100.0 20.0 50.0 50.0      -      -      -      -      - 40.0 20.0      - 10.0      -      -      -      -      -      - 10.0
　７０～７９歳 12 24 100.0 16.7 58.3 33.3      - 16.7 8.3      - 8.3 25.0 16.7      - 8.3 8.3 8.3      - 8.3 8.3      - 16.7
　８０歳以上 1 1 100.0      -      - 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
  女　性 2,357 2,149 100.0 34.4 54.9 54.9 5.6 17.0 16.5 10.7 19.5 43.1 11.7 1.0 7.5 4.5 1.0 10.5 10.0 13.0 10.6 13.3
１５～１９歳 370 264 100.0 18.6 42.4 48.1 7.0 26.8 12.2 8.4 11.4 30.5 3.2 1.1 14.6      -      - 6.8 13.8 19.2 17.8 14.9
２０～２９歳 508 566 100.0 35.0 55.7 58.9 7.1 22.0 16.9 22.2 19.5 40.0 9.6 1.6 9.8 4.7 0.8 12.4 13.2 16.5 12.8 13.2
３０～３９歳 582 504 100.0 44.7 61.9 58.4 6.0 16.7 22.5 9.3 25.8 51.7 14.8 0.9 6.4 8.4 1.5 17.0 9.5 12.2 9.5 11.7
４０～４９歳 591 438 100.0 38.7 60.4 53.0 5.1 11.2 17.3 6.4 21.8 44.3 12.4 0.8 5.8 3.9 1.0 9.0 6.9 11.0 7.6 11.0
５０～５９歳 258 271 100.0 27.1 49.6 54.7 2.3 11.2 8.9 2.7 14.7 47.3 13.6 0.8 1.6 3.9 1.6 5.0 7.0 7.4 5.4 13.2
６０歳以上 48 106 100.0 22.6 40.3 42.0 2.1 6.3 12.5      - 12.5 34.8 21.3      - 4.9      -      -      - 6.3 5.7 11.1 27.8
　６０～６４歳 26 58 100.0 26.9 38.5 50.0 3.8 11.5 23.1      - 23.1 46.2 26.9      - 3.8      -      -      - 11.5 7.7 15.4 26.9
　６５歳以上 22 48 100.0 17.4 42.5 32.6      -      -      -      -      - 21.2 14.6      - 6.1      -      -      -      - 3.3 6.1 28.8
　６５～６９歳 12 33 100.0 16.7 33.3 33.3      -      -      -      -      - 16.7 16.7      -      -      -      -      -      -      -      - 33.3
　７０～７９歳 8 13 100.0 12.5 75.0 37.5      -      -      -      -      - 37.5 12.5      - 12.5      -      -      -      - 12.5 12.5 12.5
　８０歳以上 2 3 100.0 50.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -      - 50.0      -      -      -      -      - 50.0 50.0
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問３（３）過去１年間に携帯電話からインターネットを利用した用途（Ｍ）（回答数：4,449、対象：15歳以上の携帯電話・ＰＨＳ・携帯情報端末によるインターネット利用者）


商
品
・
サ
ー


ビ
ス
購
入


情
報
検
索


電
子
メ
ー


ル


ホ
ー


ム
ペ
ー


ジ
の
作
成


掲
示
板
、


チ
ャ
ッ


ト


メ
ー


ル
マ
ガ
ジ
ン


就
職
・
転
職
関
連


ク
イ
ズ
や
ア
ン
ケ
ー


ト


ニ
ュ
ー


ス
等
の
情
報
入
手


政
府
・
自
治
体
情
報
入
手


ｅ
ー


ラ
ー


ニ
ン
グ


ネ
ッ


ト
ゲ
ー


ム


オ
ン
ラ
イ
ン
バ
ン
キ
ン
グ


で
の
銀
行
利
用


オ
ン
ラ
イ
ン
バ
ン
キ
ン
グ


で
の
投
資


オ
ー


ク
シ
ョ


ン


動
画
の
ダ
ウ
ン
ロ
ー


ド


・
視
聴


画
像
の
ダ
ウ
ン
ロ
ー


ド


音
楽
の
ダ
ウ
ン
ロ
ー


ド


・
視
聴


無
回
答


  全  体 4,449 4,098 100.0 7.4 16.1 74.3 1.1 4.5 7.1 2.0 10.9 26.4 1.1 0.2 7.3 1.9 0.4 2.3 10.0 32.9 50.1 5.6
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 1,539 1,427 100.0 8.5 18.9 73.9 0.9 4.2 6.6 1.2 11.7 36.1 1.7 0.1 5.6 3.0 0.7 2.2 8.0 28.6 45.0 4.6
非世帯主 2,910 2,671 100.0 6.8 14.6 74.5 1.2 4.7 7.3 2.4 10.5 21.2 0.7 0.2 8.2 1.4 0.2 2.3 11.0 35.2 52.8 6.1
[ 本人の性別 ]
男性 2,288 2,124 100.0 7.2 17.3 72.7 1.2 4.8 6.6 2.3 10.6 30.8 1.3 0.3 8.6 2.4 0.6 2.8 9.7 32.7 48.4 4.8
女性 2,161 1,974 100.0 7.6 14.9 76.0 1.0 4.2 7.7 1.7 11.2 21.8 0.7 0.1 5.9 1.4 0.1 1.7 10.2 33.2 51.9 6.4
[ 本人の年齢 ]
１５～１９歳 630 445 100.0 4.8 11.6 73.2 0.8 6.2 6.5 0.6 8.6 16.7 0.5 0.3 13.7 0.5      - 1.4 14.4 46.5 64.9 5.6
２０～２９歳 1,019 1,131 100.0 9.6 21.9 74.6 1.8 7.3 9.3 4.5 13.1 28.5 1.0 0.1 11.2 2.3 0.2 3.3 15.5 41.2 59.0 4.9
３０～３９歳 1,144 1,068 100.0 8.5 17.6 76.2 1.1 4.1 8.5 1.5 14.7 34.0 1.3 0.3 6.5 2.9 0.4 3.1 9.7 38.1 56.5 4.7
４０～４９歳 1,085 818 100.0 6.3 12.6 75.0 0.6 3.0 5.6 0.4 9.9 24.7 1.0 0.2 3.2 1.9 0.5 1.3 4.7 23.2 40.3 5.2
５０～５９歳 491 467 100.0 5.4 10.1 75.4 0.4 0.9 3.2 0.6 3.9 18.2 0.8      - 2.4 1.2 0.4 0.6 3.5 12.7 27.8 6.9
６０歳以上 80 170 100.0 3.3 13.2 56.9 1.0 1.6 2.8 3.6 3.3 21.5 2.6      - 2.3      - 1.2 1.6 5.9 12.1 19.4 12.8
　６０～６４歳 43 82 100.0 6.8 14.2 63.5 2.0      - 4.1 7.4 6.8 25.0 5.4      - 2.7      -      -      - 12.2 15.5 23.6 11.5
　６５歳以上 37 87 100.0      - 12.3 50.7      - 3.2 1.6      -      - 18.2      -      - 1.8      - 2.3 3.1      - 8.8 15.4 14.1
　６５～６９歳 16 51 100.0      - 7.4 69.1      -      -      -      -      - 20.1      -      -      -      -      - 5.4      -      - 14.7 10.8
　７０～７９歳 16 29 100.0      - 19.2 26.1      -      -      -      -      - 19.2      -      - 5.4      - 6.9      -      - 12.3 10.9 23.2
　８０歳以上 5 7 100.0      - 19.7 19.7      - 40.2 19.7      -      -      -      -      -      -      -      -      -      - 59.0 40.2      -
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,882 1,758 100.0 7.3 18.4 75.8 0.8 4.5 9.1 2.4 12.8 28.9 0.8 0.1 7.0 2.2 0.6 2.6 9.8 31.9 49.2 4.7
その他の市 1,825 1,664 100.0 6.8 14.6 74.4 1.3 4.7 6.0 1.9 10.4 26.2 1.3 0.3 7.9 1.8 0.2 2.0 9.6 33.1 50.0 5.7
町・村 742 676 100.0 9.2 13.8 70.2 1.3 4.1 4.8 1.2 7.0 20.4 1.1      - 6.5 1.4 0.1 2.0 11.4 35.3 52.3 7.6
[ 家族数 ]
単身 129 127 100.0 19.3 34.0 88.6      - 7.2 12.6 2.5 21.2 55.8 3.2      - 6.7 7.3 0.9 2.5 16.4 47.6 59.4 3.7
２人家族 384 380 100.0 8.8 17.6 76.8 1.0 5.2 8.9 1.9 12.3 32.8 2.0      - 7.1 4.1 0.2 2.0 10.9 34.0 49.8 4.6
３人家族 725 696 100.0 8.3 15.8 73.5 1.3 5.1 6.9 1.8 10.7 29.4 1.2 0.1 6.4 1.7 0.4 1.7 10.6 31.0 48.9 5.4
４人家族 1,563 1,412 100.0 7.0 16.0 75.7 1.1 4.1 6.8 1.4 10.7 25.3 0.7 0.2 6.9 1.8 0.5 2.6 10.0 32.1 50.1 5.1
５人家族 911 808 100.0 5.9 15.8 73.8 0.1 4.1 6.3 3.0 11.2 22.8 0.8 0.2 7.2 1.2 0.1 2.2 7.7 34.7 52.6 4.8
６人家族 473 427 100.0 8.0 11.9 69.3 1.2 3.7 6.6 2.8 9.7 20.7 0.9 0.4 7.6 1.7 0.5 2.9 10.6 31.6 45.4 6.6
７人以上家族 244 229 100.0 2.7 13.8 66.5 3.9 5.0 7.2 0.9 5.3 20.8 1.1      - 12.2      -      - 1.7 8.6 29.3 48.6 12.4
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問３（３）過去１年間に携帯電話からインターネットを利用した用途（Ｍ）（回答数：4,449、対象：15歳以上の携帯電話・ＰＨＳ・携帯情報端末によるインターネット利用者）


商
品
・
サ
ー


ビ
ス
購
入


情
報
検
索


電
子
メ
ー


ル


ホ
ー


ム
ペ
ー


ジ
の
作
成


掲
示
板
、


チ
ャ
ッ


ト


メ
ー


ル
マ
ガ
ジ
ン


就
職
・
転
職
関
連


ク
イ
ズ
や
ア
ン
ケ
ー


ト


ニ
ュ
ー


ス
等
の
情
報
入
手


政
府
・
自
治
体
情
報
入
手


ｅ
ー


ラ
ー


ニ
ン
グ


ネ
ッ


ト
ゲ
ー


ム


オ
ン
ラ
イ
ン
バ
ン
キ
ン
グ


で
の
銀
行
利
用


オ
ン
ラ
イ
ン
バ
ン
キ
ン
グ


で
の
投
資


オ
ー


ク
シ
ョ


ン


動
画
の
ダ
ウ
ン
ロ
ー


ド


・
視
聴


画
像
の
ダ
ウ
ン
ロ
ー


ド


音
楽
の
ダ
ウ
ン
ロ
ー


ド


・
視
聴


無
回
答


問３（３）携帯電話からインターネットを利用した用途 回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数


[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 129 127 100.0 19.3 34.0 88.6      - 7.2 12.6 2.5 21.2 55.8 3.2      - 6.7 7.3 0.9 2.5 16.4 47.6 59.4 3.7
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 356 350 100.0 8.8 18.2 76.7 0.6 4.7 9.1 2.1 13.0 31.7 2.2      - 7.4 4.5 0.2 2.1 10.6 34.4 49.3 5.0
大人２人（高齢者を含む） 14 17 100.0 4.4 8.6 90.7      - 4.4      -      -      - 54.8      -      - 4.2      -      -      -      - 10.0 45.0      -
大人が２人以下＋子供 1,659 1,404 100.0 6.5 14.9 75.3 0.6 4.5 6.5 0.8 12.6 27.5 1.0 0.2 5.8 1.8 0.3 2.3 8.5 32.8 53.9 4.3
大人が３人以上＋子供 1,301 1,169 100.0 5.9 13.9 71.5 1.3 4.2 6.7 2.4 8.4 20.5 0.7 0.1 8.9 1.2 0.4 2.0 9.1 33.5 50.9 6.6
大人が３人以上のみ 960 1,002 100.0 8.5 17.4 73.1 1.8 4.3 7.2 3.2 9.5 25.6 0.9 0.3 7.5 1.4 0.4 2.7 12.1 30.0 42.9 6.8
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 134 130 100.0 17.5 27.4 72.5 2.1 9.7 11.0 7.3 16.0 36.6 3.4      - 11.5 2.9      - 3.1 18.3 40.2 61.8 2.0
２００～４００万円未満 528 499 100.0 9.8 17.2 71.7 0.9 5.1 7.2 3.3 12.9 30.9 1.2 0.3 9.2 2.1 0.2 2.5 11.8 39.7 59.4 4.8
４００～６００万円未満 954 874 100.0 7.8 14.7 76.2 2.1 5.4 9.6 1.2 16.5 26.6 1.3 0.1 7.9 2.2 0.4 1.8 11.4 36.7 57.3 5.1
６００～８００万円未満 999 900 100.0 5.8 15.6 71.3 0.8 3.1 6.7 1.6 9.1 23.3 0.7 0.2 5.8 2.3 0.6 2.3 8.6 31.7 46.9 5.7
８００～１０００万円未満 786 714 100.0 6.7 15.6 75.9 1.0 3.8 5.1 1.3 8.4 25.6 1.0 0.4 6.5 1.5 0.1 2.6 7.1 29.1 46.9 7.2
１０００万円以上 995 929 100.0 6.5 16.0 76.3 0.4 4.2 5.9 2.3 7.4 26.2 0.8      - 6.9 1.5 0.5 2.3 9.6 28.7 42.0 4.9
　１０００～１５００万円未満 752 696 100.0 7.0 15.6 76.4 0.4 4.1 6.2 2.5 8.7 26.7 0.8      - 6.5 1.3 0.5 1.6 9.4 29.8 43.4 4.7
　１５００～２０００万円未満 174 165 100.0 5.3 16.0 78.4 0.7 2.9 5.7 1.3 3.4 24.0 0.5      - 11.1 2.4 0.5 5.7 14.5 29.2 42.5 1.9
　２０００万円以上 69 68 100.0 4.3 19.6 70.0      - 7.8 3.6 2.4 4.2 27.3 1.5      - 1.6 1.5      - 1.5      - 16.1 26.1 13.5
[ 世帯主の性別 ]
男性 4,215 3,868 100.0 7.0 15.7 74.5 1.1 4.4 6.9 1.8 10.6 26.0 0.9 0.1 7.0 1.9 0.4 2.2 9.5 32.3 49.6 5.5
女性 227 224 100.0 13.9 23.1 70.3 0.7 6.5 10.9 4.9 16.2 33.6 4.3 0.9 11.2 2.6      - 1.8 17.2 42.2 58.1 6.2
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 233 254 100.0 14.3 27.2 80.3 0.9 10.2 13.9 3.5 19.1 43.1 1.7      - 10.5 4.7 0.4 4.4 17.9 49.8 70.2 1.3
３０～３９歳 917 888 100.0 7.5 17.4 76.7 1.0 4.0 6.7 1.3 14.5 33.2 1.0 0.1 6.4 2.7 0.4 2.3 8.4 37.1 57.6 3.9
４０～４９歳 1,553 1,231 100.0 6.7 13.6 72.7 0.6 4.5 6.0 0.6 9.5 22.1 0.7 0.1 6.4 1.2 0.5 1.6 9.4 31.0 48.3 5.8
５０～５９歳 1,348 1,303 100.0 6.3 15.7 74.4 1.3 4.4 6.4 3.3 8.4 22.9 0.9 0.1 8.2 1.4 0.2 1.9 9.6 27.7 44.5 7.0
６０歳以上 391 416 100.0 8.5 15.2 70.0 2.0 2.7 9.3 2.6 10.3 25.7 2.4 0.5 6.8 2.0      - 3.5 11.3 35.4 44.6 6.4
　６０～６４歳 179 210 100.0 12.5 16.4 73.9 2.8 2.6 11.6 3.4 14.8 25.8 3.6 1.0 7.9 2.9      - 3.8 17.5 33.2 43.4 9.1
　６５歳以上 212 206 100.0 4.4 14.0 65.9 1.3 2.7 6.9 1.8 5.6 25.6 1.2      - 5.6 1.1      - 3.3 4.9 37.6 45.8 3.7
　６５～６９歳 62 69 100.0 10.4 20.5 66.2 2.9 7.0 11.0      - 7.9 45.5 1.3      - 9.7 3.3      - 3.1 3.2 31.5 40.0 4.0
　７０～７９歳 129 117 100.0 0.7 9.2 69.4 0.6 0.7 5.1 3.1 5.2 17.3 1.3      - 3.2      -      - 3.1 4.1 38.4 46.3 2.1
　８０歳以上 21 20 100.0 5.5 18.7 45.2      -      - 3.5      -      - 5.5      -      - 5.4      -      - 5.4 15.2 53.8 62.9 12.5
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問３（３）過去１年間に携帯電話からインターネットを利用した用途（Ｍ）（回答数：4,449、対象：15歳以上の携帯電話・ＰＨＳ・携帯情報端末によるインターネット利用者）
（男女別）
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  全  体 4,449 4,098 100.0 7.4 16.1 74.3 1.1 4.5 7.1 2.0 10.9 26.4 1.1 0.2 7.3 1.9 0.4 2.3 10.0 32.9 50.1 5.6
１５～１９歳 630 445 100.0 4.8 11.6 73.2 0.8 6.2 6.5 0.6 8.6 16.7 0.5 0.3 13.7 0.5      - 1.4 14.4 46.5 64.9 5.6
２０～２９歳 1,019 1,131 100.0 9.6 21.9 74.6 1.8 7.3 9.3 4.5 13.1 28.5 1.0 0.1 11.2 2.3 0.2 3.3 15.5 41.2 59.0 4.9
３０～３９歳 1,144 1,068 100.0 8.5 17.6 76.2 1.1 4.1 8.5 1.5 14.7 34.0 1.3 0.3 6.5 2.9 0.4 3.1 9.7 38.1 56.5 4.7
４０～４９歳 1,085 818 100.0 6.3 12.6 75.0 0.6 3.0 5.6 0.4 9.9 24.7 1.0 0.2 3.2 1.9 0.5 1.3 4.7 23.2 40.3 5.2
５０～５９歳 491 467 100.0 5.4 10.1 75.4 0.4 0.9 3.2 0.6 3.9 18.2 0.8      - 2.4 1.2 0.4 0.6 3.5 12.7 27.8 6.9
６０歳以上 80 170 100.0 3.3 13.2 56.9 1.0 1.6 2.8 3.6 3.3 21.5 2.6      - 2.3      - 1.2 1.6 5.9 12.1 19.4 12.8
　６０～６４歳 43 82 100.0 6.8 14.2 63.5 2.0      - 4.1 7.4 6.8 25.0 5.4      - 2.7      -      -      - 12.2 15.5 23.6 11.5
　６５歳以上 37 87 100.0      - 12.3 50.7      - 3.2 1.6      -      - 18.2      -      - 1.8      - 2.3 3.1      - 8.8 15.4 14.1
　６５～６９歳 16 51 100.0      - 7.4 69.1      -      -      -      -      - 20.1      -      -      -      -      - 5.4      -      - 14.7 10.8
　７０～７９歳 16 29 100.0      - 19.2 26.1      -      -      -      -      - 19.2      -      - 5.4      - 6.9      -      - 12.3 10.9 23.2
　８０歳以上 5 7 100.0      - 19.7 19.7      - 40.2 19.7      -      -      -      -      -      -      -      -      -      - 59.0 40.2      -
  男　性 2,288 2,124 100.0 7.2 17.3 72.7 1.2 4.8 6.6 2.3 10.6 30.8 1.3 0.3 8.6 2.4 0.6 2.8 9.7 32.7 48.4 4.8
１５～１９歳 317 221 100.0 3.8 10.7 73.2 0.9 5.0 6.0 0.6 7.9 13.2 0.6 0.3 19.2 0.6      - 1.3 14.5 46.1 64.7 4.4
２０～２９歳 498 551 100.0 8.2 21.7 72.5 1.8 8.0 6.8 5.8 11.0 29.3 1.0 0.2 13.5 2.6 0.4 4.0 14.5 40.2 55.2 4.4
３０～３９歳 555 558 100.0 8.1 19.6 75.3 1.3 4.7 8.3 1.8 15.7 40.5 2.0 0.5 7.7 3.8 0.5 4.5 11.2 41.8 57.5 4.0
４０～４９歳 578 442 100.0 7.4 15.1 73.2 0.7 3.5 6.6 0.3 10.4 32.7 1.6 0.2 3.1 2.6 0.9 1.7 4.8 21.5 38.9 4.7
５０～５９歳 298 264 100.0 6.7 13.1 72.5 0.3 1.7 3.7 0.7 4.0 25.8 1.3      - 3.0 1.3 0.7 1.0 3.0 12.1 26.5 6.7
６０歳以上 42 87 100.0 3.8 14.7 55.2 1.9 1.6 3.8 1.9 3.8 26.6      -      -      -      - 2.3      - 3.8 11.9 19.8 8.0
　６０～６４歳 24 40 100.0 8.3 12.5 58.3 4.2      - 8.3 4.2 8.3 29.2      -      -      -      -      -      - 8.3 20.8 20.8 12.5
　６５歳以上 18 47 100.0      - 16.5 52.5      - 3.0      -      -      - 24.4      -      -      -      - 4.3      -      - 4.3 18.9 4.3
　６５～６９歳 7 26 100.0      - 14.3 71.4      -      -      -      -      - 28.6      -      -      -      -      -      -      -      - 28.6      -
　７０～７９歳 9 18 100.0      - 22.2 33.3      -      -      -      -      - 22.2      -      -      -      - 11.1      -      - 11.1      - 11.1
　８０歳以上 2 3 100.0      -      -      -      - 50.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      - 50.0      -
  女　性 2,161 1,974 100.0 7.6 14.9 76.0 1.0 4.2 7.7 1.7 11.2 21.8 0.7 0.1 5.9 1.4 0.1 1.7 10.2 33.2 51.9 6.4
１５～１９歳 313 224 100.0 5.8 12.5 73.2 0.6 7.3 7.0 0.6 9.3 20.1 0.3 0.3 8.3 0.3      - 1.6 14.4 47.0 65.2 6.7
２０～２９歳 521 580 100.0 10.9 22.1 76.6 1.7 6.5 11.7 3.3 15.0 27.6 1.0      - 9.0 1.9      - 2.7 16.5 42.2 62.6 5.4
３０～３９歳 589 510 100.0 9.0 15.4 77.2 0.8 3.4 8.7 1.2 13.6 26.8 0.5      - 5.1 1.9 0.3 1.5 8.1 34.0 55.5 5.6
４０～４９歳 507 376 100.0 4.9 9.7 77.1 0.6 2.6 4.5 0.4 9.3 15.4 0.4 0.2 3.4 1.0      - 0.8 4.5 25.2 41.8 5.9
５０～５９歳 193 203 100.0 3.6 6.2 79.3 0.5      - 2.6 0.5 3.6 8.3      -      - 1.6 1.0      -      - 4.1 13.5 29.5 7.3
６０歳以上 38 82 100.0 2.7 11.7 58.8      - 1.7 1.7 5.4 2.7 16.1 5.4      - 4.6      -      - 3.3 8.1 12.3 19.1 17.9
　６０～６４歳 19 42 100.0 5.3 15.8 68.4      -      -      - 10.5 5.3 21.1 10.5      - 5.3      -      -      - 15.8 10.5 26.3 10.5
　６５歳以上 19 40 100.0      - 7.4 48.6      - 3.4 3.4      -      - 10.9      -      - 4.0      -      - 6.9      - 14.2 11.4 25.7
　６５～６９歳 9 25 100.0      -      - 66.7      -      -      -      -      - 11.1      -      -      -      -      - 11.1      -      -      - 22.2
　７０～７９歳 7 11 100.0      - 14.3 14.3      -      -      -      -      - 14.3      -      - 14.3      -      -      -      - 14.3 28.6 42.9
　８０歳以上 3 4 100.0      - 33.3 33.3      - 33.3 33.3      -      -      -      -      -      -      -      -      -      - 100.0 33.3      -
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  全  体 2,172 1,995 100.0 24.3 39.7 26.9 18.1 16.8 27.7 8.4 27.0 12.1 4.8 1.4 7.2 7.9 4.4
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 943 865 100.0 37.1 40.7 17.4 18.3 20.3 27.9 9.0 30.5 13.8 7.8 1.1 4.2 9.4 4.4
非世帯主 1,229 1,131 100.0 14.6 39.0 34.2 18.0 14.2 27.6 7.9 24.4 10.7 2.5 1.6 9.4 6.7 4.4
[ 本人の性別 ]
男性 1,237 1,144 100.0 36.6 43.5 17.0 15.4 18.8 31.3 7.4 27.8 12.1 6.5 2.0 3.6 8.1 4.1
女性 935 851 100.0 7.8 34.5 40.2 21.7 14.2 22.9 9.8 25.9 12.0 2.4 0.5 12.0 7.7 4.8
[ 本人の年齢 ]
１５～１９歳 175 124 100.0 10.2 46.2 24.6 3.5 3.4 34.2 0.6 14.4 1.1 1.1      - 3.5 3.5 5.1
２０～２９歳 460 510 100.0 19.7 40.9 30.7 11.1 12.4 26.5 3.7 28.3 13.5 2.2 2.6 7.6 7.2 5.2
３０～３９歳 603 565 100.0 26.7 43.8 31.2 20.8 21.8 30.0 12.7 29.6 10.0 6.1 1.4 8.0 8.3 3.7
４０～４９歳 629 475 100.0 31.1 39.0 22.9 21.2 18.8 28.1 10.3 28.5 13.2 4.5 1.0 8.4 9.1 3.5
５０～５９歳 271 253 100.0 26.3 30.2 23.1 25.7 18.1 21.5 9.7 23.4 17.3 8.7 0.7 4.2 7.9 4.5
６０歳以上 34 68 100.0 9.8 24.8 8.9 23.8 14.6 26.2 3.0 22.1 11.3 7.9      - 6.5 9.8 8.2
　６０～６４歳 26 48 100.0 14.0 19.8 3.5 11.6 12.8 18.6      - 31.4 8.1 7.0      - 9.3 14.0 11.6
　６５歳以上 8 20 100.0      - 36.9 21.7 52.7 18.8 44.4 10.1      - 18.8 10.1      -     -     -     -
　６５～６９歳 4 13 100.0      - 28.9 21.1 50.0 28.9 57.8      -     - 28.9      -     -     -     -     -
　７０～７９歳 3 6 100.0      - 64.2 28.3 71.7      -     - 35.8      -     - 35.8      -     -     -     -
　８０歳以上 1 1 100.0      -     -     -     -     - 100.0      -     -     -     -     -     -     -     -
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 963 892 100.0 25.8 39.4 25.5 19.2 18.0 27.0 9.8 30.9 13.4 5.5 0.7 8.0 7.9 5.3
その他の市 842 770 100.0 22.9 39.7 27.9 17.4 15.9 28.2 7.4 25.1 11.5 4.4 2.2 6.9 8.4 2.9
町・村 367 333 100.0 23.9 40.4 28.4 16.7 15.8 28.3 7.0 21.1 9.9 3.9 1.2 5.5 6.9 5.5
[ 家族数 ]
単身 81 81 100.0 26.8 46.3 27.0 11.7 18.6 19.9 12.6 45.6 21.8 4.4 2.7 6.1 12.1 4.9
２人家族 224 218 100.0 23.9 36.2 27.7 15.3 19.4 24.1 11.3 31.3 16.2 4.2 1.5 11.7 10.1 6.5
３人家族 409 396 100.0 25.0 41.8 26.0 22.9 19.0 26.3 11.2 28.9 14.1 8.0 1.7 6.1 5.2 3.7
４人家族 744 672 100.0 23.3 39.7 27.1 17.0 13.5 30.0 6.7 25.0 9.2 3.9 0.7 7.7 8.0 5.3
５人家族 395 347 100.0 26.9 38.3 23.7 19.8 18.7 25.0 6.2 25.1 13.2 4.4 1.3 6.3 7.5 3.9
６人家族 228 202 100.0 21.3 36.1 32.9 17.5 15.8 33.7 7.4 23.2 9.2 3.9 1.2 5.2 8.9 1.7
７人以上家族 84 73 100.0 24.6 48.5 27.2 10.4 16.9 28.9 7.0 21.9 5.1 2.5 5.3 5.1 9.9 2.2
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 81 81 100.0 26.8 46.3 27.0 11.7 18.6 19.9 12.6 45.6 21.8 4.4 2.7 6.1 12.1 4.9
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -     -     -     -     -     -      -     -     -     -     -     -     -     -
大人２人（非高齢者のみ） 206 202 100.0 23.5 34.8 27.7 16.0 19.3 22.0 11.7 32.3 16.8 3.7 1.6 12.5 10.4 6.6
大人２人（高齢者を含む） 10 8 100.0 41.5 57.0 9.6      - 30.2 51.0      - 31.9      - 20.3      -     -     - 9.6
大人が２人以下＋子供 814 692 100.0 26.2 40.0 25.6 20.5 17.3 25.8 10.6 27.0 9.6 5.8 0.5 6.1 7.4 4.7
大人が３人以上＋子供 555 486 100.0 22.7 39.1 28.7 17.0 15.7 30.4 5.9 21.1 10.6 2.8 1.5 6.6 9.2 3.3
大人が３人以上のみ 495 514 100.0 23.3 40.8 26.8 18.0 15.4 30.3 5.9 27.6 13.4 5.7 2.2 7.2 6.0 4.0
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 100.0
２００～４００万円未満 75 74 100.0 16.3 45.6 25.6 14.7 28.9 18.8 12.1 22.6 8.6 5.9 5.4 14.7 12.8 7.7
４００～６００万円未満 205 198 100.0 24.2 32.5 31.5 18.5 13.4 25.1 6.6 23.6 10.1 2.4      - 6.9 11.5 5.7
６００～８００万円未満 420 391 100.0 22.9 36.6 27.0 16.7 15.6 26.5 9.7 21.8 9.3 4.3 1.8 8.4 5.7 6.1
８００～１０００万円未満 526 475 100.0 22.3 40.5 24.6 20.3 16.5 31.9 8.1 26.4 13.7 4.2 1.1 5.6 7.5 4.0
１０００万円以上 386 341 100.0 27.2 41.5 29.8 18.4 16.4 29.1 7.6 29.7 10.6 7.6 1.3 8.1 9.4 2.3
　１０００～１５００万円未満 543 500 100.0 26.3 42.0 25.7 17.1 18.3 26.5 8.0 31.8 14.0 4.6 1.2 6.3 6.7 3.4
　１５００～２０００万円未満 393 359 100.0 24.7 41.1 25.8 15.8 16.8 26.0 7.6 30.7 12.8 4.9 1.3 5.7 6.8 3.8
　２０００万円以上 103 96 100.0 35.6 39.8 17.4 19.8 20.7 22.5 6.4 43.8 19.3 4.7 1.2 8.7 9.7 2.1
[ 世帯主の性別 ] 47 46 19.2 54.3 42.6 21.7 25.9 38.3 14.4 16.1 12.5 2.4      - 5.9      - 2.4
男性 100.0
女性 2,052 1,875 100.0 24.7 39.7 26.7 18.2 16.7 28.1 8.4 26.7 11.9 4.7 1.3 6.7 7.9 4.3
[ 世帯主の年齢 ] 114 115 17.3 41.2 31.2 17.6 19.6 20.7 7.7 32.2 15.3 6.2 1.9 13.9 7.6 5.9
２０～２９歳 127 139 100.0 13.6 32.3 27.5 10.9 13.4 18.5 5.9 30.0 19.2 3.0 1.6 5.6 13.4 9.4
３０～３９歳 454 436 100.0 27.3 41.8 28.1 20.8 21.8 27.9 13.1 29.4 9.8 7.3 0.9 7.4 7.3 4.0
４０～４９歳 759 596 100.0 26.2 38.6 27.1 17.9 16.6 28.5 8.5 25.4 10.0 3.2 0.8 7.2 7.8 3.8
５０～５９歳 626 604 100.0 25.3 41.8 26.4 17.4 15.0 29.6 5.9 25.3 14.8 5.1 2.0 6.5 7.0 3.5
６０歳以上 200 216 100.0 17.3 38.0 25.4 19.7 14.7 25.2 7.2 28.3 9.7 3.7 1.8 9.1 8.5 6.0
　６０～６４歳 102 124 100.0 13.4 31.1 24.4 16.2 15.9 22.8 7.2 37.2 10.8 5.9 3.1 10.7 10.8 8.4
　６５歳以上 98 92 100.0 22.5 47.2 26.8 24.3 13.1 28.4 7.2 16.4 8.3 0.8      - 7.1 5.3 2.7
　６５～６９歳 30 31 100.0 28.1 75.8 26.5 26.7 9.3 28.9 6.1 15.7 9.7      -     - 3.6 3.3      -
　７０～７９歳 61 55 100.0 20.2 34.9 25.4 24.2 15.3 28.4 8.8 16.8 8.5 1.4      - 10.0 7.1 4.6
　８０歳以上 7 7 100.0 16.2 16.2 39.2 15.4 13.0 26.4      - 16.2      -     -     -     -     -     -
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問３（４）過去１年間にパソコンと携帯電話によるインターネットで購入した商品・サービス（Ｍ）（回答数：2,172、対象：15歳以上のインターネットによる購入経験者）
（男女別）


問３（４）過去１年間にパソコンと携帯電話によるインターネットで購入した商品・サービス（Ｍ）
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  全  体 2,172 1,995 100.0 24.3 39.7 26.9 18.1 16.8 27.7 8.4 27.0 12.1 4.8 1.4 7.2 7.9 4.4
１５～１９歳 175 124 100.0 10.2 46.2 24.6 3.5 3.4 34.2 0.6 14.4 1.1 1.1      - 3.5 3.5 5.1
２０～２９歳 460 510 100.0 19.7 40.9 30.7 11.1 12.4 26.5 3.7 28.3 13.5 2.2 2.6 7.6 7.2 5.2
３０～３９歳 603 565 100.0 26.7 43.8 31.2 20.8 21.8 30.0 12.7 29.6 10.0 6.1 1.4 8.0 8.3 3.7
４０～４９歳 629 475 100.0 31.1 39.0 22.9 21.2 18.8 28.1 10.3 28.5 13.2 4.5 1.0 8.4 9.1 3.5
５０～５９歳 271 253 100.0 26.3 30.2 23.1 25.7 18.1 21.5 9.7 23.4 17.3 8.7 0.7 4.2 7.9 4.5
６０歳以上 34 68 100.0 9.8 24.8 8.9 23.8 14.6 26.2 3.0 22.1 11.3 7.9      - 6.5 9.8 8.2
　６０～６４歳 26 48 100.0 14.0 19.8 3.5 11.6 12.8 18.6      - 31.4 8.1 7.0      - 9.3 14.0 11.6
　６５歳以上 8 20 100.0      - 36.9 21.7 52.7 18.8 44.4 10.1      - 18.8 10.1      -      -      -      -
　６５～６９歳 4 13 100.0      - 28.9 21.1 50.0 28.9 57.8      -      - 28.9      -      -      -      -      -
　７０～７９歳 3 6 100.0      - 64.2 28.3 71.7      -      - 35.8      -      - 35.8      -      -      -      -
　８０歳以上 1 1 100.0      -      -      -      -      - 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -
  男　性 1,237 1,144 100.0 36.6 43.5 17.0 15.4 18.8 31.3 7.4 27.8 12.1 6.5 2.0 3.6 8.1 4.1
１５～１９歳 94 66 100.0 16.0 50.0 21.3 1.1 3.2 44.7 1.1 6.4 1.1 2.1      - 1.1      - 5.3
２０～２９歳 241 267 100.0 29.9 43.2 17.0 7.9 14.5 29.0 2.5 25.7 11.2 2.9 4.6 3.3 7.9 6.2
３０～３９歳 308 310 100.0 43.2 51.9 22.1 16.2 24.7 33.4 10.4 34.4 12.0 9.1 2.3 3.9 6.8 2.6
４０～４９歳 381 291 100.0 44.4 43.3 14.2 18.1 21.0 32.0 9.4 30.2 14.2 5.2 0.8 4.7 9.2 2.9
５０～５９歳 191 169 100.0 35.1 30.9 14.1 23.6 18.3 23.6 8.9 25.1 14.1 9.9 1.0 3.1 9.9 4.2
６０歳以上 22 42 100.0 16.0 25.9 4.0 26.8 13.1 34.1 4.9 20.1 13.1 12.9      -      - 16.0 8.0
　６０～６４歳 18 30 100.0 22.2 16.7 5.6 11.1 5.6 22.2      - 27.8 5.6 11.1      -      - 22.2 11.1
　６５歳以上 4 12 100.0      - 50.0      - 67.5 32.5 65.0 17.5      - 32.5 17.5      -      -      -      -
　６５～６９歳 2 8 100.0      - 50.0      - 50.0 50.0 100.0      -      - 50.0      -      -      -      -      -
　７０～７９歳 2 4 100.0      - 50.0      - 100.0      -      - 50.0      -      - 50.0      -      -      -      -
　８０歳以上      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
  女　性 935 851 100.0 7.8 34.5 40.2 21.7 14.2 22.9 9.8 25.9 12.0 2.4 0.5 12.0 7.7 4.8
１５～１９歳 81 58 100.0 3.7 42.0 28.4 6.2 3.7 22.2      - 23.5 1.2      -      - 6.2 7.4 4.9
２０～２９歳 219 244 100.0 8.7 38.4 45.7 14.6 10.0 23.7 5.0 31.1 16.0 1.4 0.5 12.3 6.4 4.1
３０～３９歳 295 255 100.0 6.8 33.9 42.4 26.4 18.3 25.8 15.6 23.7 7.5 2.4 0.3 12.9 10.2 5.1
４０～４９歳 248 184 100.0 10.1 32.3 36.7 26.2 15.3 21.8 11.7 25.8 11.7 3.2 1.2 14.1 8.9 4.4
５０～５９歳 80 84 100.0 8.8 28.8 41.3 30.0 17.5 17.5 11.3 20.0 23.8 6.3      - 6.3 3.8 5.0
６０歳以上 12 26 100.0      - 23.0 16.6 18.9 16.9 13.7      - 25.4 8.5      -      - 16.9      - 8.5
　６０～６４歳 8 18 100.0      - 25.0      - 12.5 25.0 12.5      - 37.5 12.5      -      - 25.0      - 12.5
　６５歳以上 4 8 100.0      - 18.9 51.4 32.5      - 16.1      -      -      -      -      -      -      -      -
　６５～６９歳 2 5 100.0      -      - 50.0 50.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　７０～７９歳 1 2 100.0      - 100.0 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　８０歳以上 1 1 100.0      -      -      -      -      - 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -
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  全  体 1,965 1,800 100.0 25.8 40.4 25.8 18.7 17.2 27.9 8.6 26.7 12.1 4.9 1.2 6.9 7.1 3.6
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 868 793 100.0 39.3 41.8 16.7 19 21.4 27.7 8.8 30 13.8 7.8 1.1 4.1 8.7 3.1
非世帯主 1,097 1,006 100.0 15.2 39.4 33 18.4 13.9 28.1 8.4 24.2 10.7 2.7 1.4 9.2 5.9 4
[ 本人の性別 ]
男性 1,148 1,060 100.0 37.8 43.9 16.5 15.6 19 31.5 7.4 27.2 12 6.5 1.7 3.4 7.4 3.5
女性 817 740 100.0 8.7 35.5 39.2 23.1 14.6 22.7 10.2 26.2 12.1 2.7 0.6 12 6.7 3.7
[ 本人の年齢 ]
１５～１９歳 156 110 100.0 10.8 47.4 23.8 3.9 3.2 35.8 0.6 13.6 1.3 1.3      - 3.9 2.6 3.8
２０～２９歳 396 439 100.0 21.2 40.4 29.6 10.6 11.6 26.5 4 27.3 13.6 2.3 2.5 6.6 7.3 4.5
３０～３９歳 549 516 100.0 28.3 44.9 29.5 21.4 22.6 30.6 12.9 29.3 9.8 5.9 1.1 8.4 7 3.6
４０～４９歳 591 447 100.0 32.2 39.7 22.2 21.9 19.2 27.8 9.8 27.8 13.6 4.6 1 7.7 8.1 3
５０～５９歳 242 226 100.0 28 33 23 27.6 18.9 21.3 10.5 25 16.4 9.4 0.4 4.2 6.9 2
６０歳以上 31 62 100.0 10.7 24.3 9.7 23.2 15.9 25.9 3.2 24.1 12.3 8.6      - 7.1 8 5.4
　６０～６４歳 23 42 100.0 15.8 18.4 4 9.2 14.5 17.1      - 35.5 9.2 7.9      - 10.5 11.9 7.9
　６５歳以上 8 20 100.0      - 36.9 21.7 52.7 18.8 44.4 10.1      - 18.8 10.1      -      -      -      -
　６５～６９歳 4 13 100.0      - 28.9 21.1 50 28.9 57.8      -      - 28.9      -      -      -      -      -
　７０～７９歳 3 6 100.0      - 64.2 28.3 71.7      -      - 35.8      -      - 35.8      -      -      -      -
　８０歳以上 1 1 100.0      -      -      -      -      - 100      -      -      -      -      -      -      -      -
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 883 814 100.0 27.3 40.4 24.6 19.3 18.4 27 9.8 30.6 12.9 5.5 0.8 7.7 6.8 4.5
その他の市 758 692 100.0 24.2 39.8 27.4 18.2 15.8 28.3 7.5 24.4 11.7 4.5 1.8 6.7 7.6 2.6
町・村 324 294 100.0 25.6 42 25.7 18.1 17 29.4 7.7 21.7 10.6 4.4 1.1 5.4 6.7 3.3
[ 家族数 ]
単身 66 67 100.0 32.3 48.3 23.7 13.1 21.3 16.8 11.9 44.5 23 4.3 3.3 4.6 11 4.8
２人家族 204 198 100.0 26 38.6 27.5 16.3 21 25.1 12.4 29.6 17.3 4.6 1.6 12.8 9.7 2.8
３人家族 367 356 100.0 25.8 42.8 25.7 24 19.7 27.3 11.4 28.4 13.7 8.1 1.3 5.4 4.4 2.6
４人家族 673 603 100.0 24.8 40.3 24.5 16.7 13.1 29.3 6.9 25.7 9.3 3.8 0.6 7 7.2 5.4
５人家族 365 321 100.0 28 37.9 23.7 20.7 19 25.4 6.7 24.3 13.5 4.8 1 6.6 6.5 3.5
６人家族 213 188 100.0 22.9 37.3 32.1 17.9 15.7 35.7 6.3 23.4 8.3 4.2 1.3 5.2 8.1 0.4
７人以上家族 70 62 100.0 25.9 51.7 29.8 12.3 18.3 27.6 8.3 21.1 2.9 3 4.8 6 10.6 2.6
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 66 67 100.0 32.3 48.3 23.7 13.1 21.3 16.8 11.9 44.5 23 4.3 3.3 4.6 11 4.8
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 189 185 100.0 25.3 37.2 27.7 17 20.7 23.6 12.8 30.2 17.9 4.1 1.7 13.7 10.3 3
大人２人（高齢者を含む） 9 7 100.0 45.9 63 10.6      - 33.4 56.4      - 35.3      - 22.5      -      -      -      -
大人が２人以下＋子供 750 635 100.0 27.8 40.9 24.3 21.3 17.6 25.3 10.4 27 9.3 6 0.6 5.8 6.7 4.2
大人が３人以上＋子供 501 438 100.0 24.1 40.4 28.2 17.7 16.1 31.5 5.8 21.8 10.4 3.1 1.5 6.6 8.3 2.5
大人が３人以上のみ 439 455 100.0 23.9 40.2 25.6 17.8 14.8 30.5 6.6 27.3 13.5 5.5 1.5 6.4 5 4
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 58 56 100.0 21.3 50.9 28.3 17.9 29.5 17.4 10.2 20.4 7.4 6.4 7.1 13.9 15.4      -
２００～４００万円未満 173 167 100.0 28.2 35.9 24.3 19.6 13.3 25.3 6.3 22.1 9.7 2.3      - 4.6 10.2 6.3
４００～６００万円未満 381 355 100.0 23.8 37.1 26.9 17.7 16.6 26.8 10.7 21.4 9.7 4.8 2 9 5 4.7
６００～８００万円未満 487 439 100.0 23.1 41 24 20.5 16.7 32.2 7.8 26.8 13.3 4.4 0.7 5.7 6.8 3.6
８００～１０００万円未満 357 315 100.0 28.3 41.2 29.6 18.7 16.8 29.4 8.2 28.6 10.9 7.9 1 8.5 8 2
１０００万円以上 494 453 100.0 27.5 42.2 24.8 17.2 18.6 26.1 8.2 32 14 4.4 0.8 5.7 6.2 3.2
　１０００～１５００万円未満 352 320 100.0 26.1 42.1 24.9 16.6 17.3 26.1 7.7 30.7 13.4 4.5 0.8 4.8 5.8 3.6
　１５００～２０００万円未満 102 95 100.0 36 39.3 17.5 20 20.9 22.8 6.5 42.2 19.5 4.8 1.2 8.8 9.8 2.1
　２０００万円以上 40 38 100.0 18.1 50.1 41.6 15.8 24.3 34.9 17.2 17.3 5.4 2.9      - 5.1      - 1.9
[ 世帯主の性別 ]
男性 1,866 1,702 100.0 26.1 40.4 25.8 18.6 17 28.4 8.7 26.4 11.9 4.8 1.2 6.5 7.2 3.6
女性 93 93 100.0 20.2 43.2 26.7 20.9 21.2 18.1 7 33 16.5 6.8 2.4 15.2 6.7 3.2
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 105 114 100.0 15.5 32.3 21.9 11.4 13.3 17.7 5.4 28.6 19.4 3.7 1.9 3.9 14.3 8.5
３０～３９歳 412 397 100.0 29.5 43.7 26.3 21.3 23 28.2 13.4 29.2 9.8 7 1 7.9 6.7 3
４０～４９歳 697 547 100.0 27.8 39.3 26.5 19.1 17.1 28.6 8.3 25.1 10.5 3.4 0.9 7 6.7 3.1
５０～５９歳 559 538 100.0 26.4 42.5 26.3 17.8 15 30 6.5 25.5 14.9 5.3 1.5 6 6.3 2.7
６０歳以上 186 199 100.0 17.2 36.9 24.3 19 13.9 24.9 7.4 27.5 8.5 4.1 1.4 8.9 7.3 5.4
　６０～６４歳 94 113 100.0 12.8 29 23.9 14.4 15.6 21.6 7.9 37 9.9 6.5 2.5 10.8 9.5 7.2
　６５歳以上 92 86 100.0 22.9 47.2 24.9 25.1 11.5 29.2 6.7 15 6.6 0.9      - 6.3 4.5 2.9
　６５～６９歳 26 27 100.0 32.3 80.4 22.3 27.5 6.6 33.3 3.8 14 3.8      -      -      -      -      -
　７０～７９歳 60 53 100.0 18.5 33.5 25.9 24.7 13.6 26.9 8.9 15.1 8.7 1.4      - 10.2 7.2 4.7
　８０歳以上 6 6 100.0 19.4 19.4 27.4 18.4 15.5 31.6      - 19.4      -      -      -      -      -      -
[ ブロードバンド/ナローバンド ]
ブロードバンド 1,288 1,180 100.0 31 43.1 26.5 20.8 18 29.6 9.7 27.9 12.8 5.8 1.5 6.7 7.9 3.2
ナローバンド 566 514 100.0 16 36.6 25.3 14 15.8 24.3 6.9 25 10.2 3.4 1 7.4 5.1 3.6


問３（４）過去１年間にパソコンによるインターネットで購入した商品・サービス（Ｍ）
（回答数：1,965、対象：15歳以上のパソコンからのインターネットによる購入経験者）
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  全  体 1,965 1,800 100.0 25.8 40.4 25.8 18.7 17.2 27.9 8.6 26.7 12.1 4.9 1.2 6.9 7.1 3.6
１５～１９歳 156 110 100.0 10.8 47.4 23.8 3.9 3.2 35.8 0.6 13.6 1.3 1.3      - 3.9 2.6 3.8
２０～２９歳 396 439 100.0 21.2 40.4 29.6 10.6 11.6 26.5 4.0 27.3 13.6 2.3 2.5 6.6 7.3 4.5
３０～３９歳 549 516 100.0 28.3 44.9 29.5 21.4 22.6 30.6 12.9 29.3 9.8 5.9 1.1 8.4 7.0 3.6
４０～４９歳 591 447 100.0 32.2 39.7 22.2 21.9 19.2 27.8 9.8 27.8 13.6 4.6 1.0 7.7 8.1 3.0
５０～５９歳 242 226 100.0 28.0 33.0 23.0 27.6 18.9 21.3 10.5 25.0 16.4 9.4 0.4 4.2 6.9 2.0
６０歳以上 31 62 100.0 10.7 24.3 9.7 23.2 15.9 25.9 3.2 24.1 12.3 8.6      - 7.1 8.0 5.4
　６０～６４歳 23 42 100.0 15.8 18.4 4.0 9.2 14.5 17.1      - 35.5 9.2 7.9      - 10.5 11.9 7.9
　６５歳以上 8 20 100.0      - 36.9 21.7 52.7 18.8 44.4 10.1      - 18.8 10.1      -     -     -     -
　６５～６９歳 4 13 100.0      - 28.9 21.1 50.0 28.9 57.8      -     - 28.9      -     -     -     -     -
　７０～７９歳 3 6 100.0      - 64.2 28.3 71.7      -     - 35.8      -     - 35.8      -     -     -     -
　８０歳以上 1 1 100.0      -     -     -     -     - 100.0      -     -     -     -     -     -     -     -
  男　性 1,148 1,060 100.0 37.8 43.9 16.5 15.6 19.0 31.5 7.4 27.2 12.0 6.5 1.7 3.4 7.4 3.5
１５～１９歳 87 61 100.0 16.1 49.4 19.5 1.1 3.4 46.0 1.1 5.7 1.1 2.3      - 1.1      - 4.6
２０～２９歳 218 241 100.0 30.7 42.7 17.4 7.3 13.3 29.4 2.8 24.3 11.0 2.8 4.1 2.3 8.3 4.6
３０～３９歳 289 291 100.0 44.3 52.2 20.8 16.6 24.9 34.3 10.4 32.9 11.4 8.3 1.7 3.8 5.9 3.1
４０～４９歳 362 277 100.0 45.3 43.4 14.1 18.8 21.3 32.0 9.1 29.3 14.6 5.5 0.8 4.7 8.6 2.5
５０～５９歳 172 152 100.0 36.6 33.7 13.4 24.4 19.8 22.7 9.3 26.7 14.0 10.5 0.6 3.5 8.1 2.3
６０歳以上 20 38 100.0 17.4 23.8 4.4 24.8 14.2 32.7 5.3 21.8 14.2 14.0      -     - 13.1 8.7
　６０～６４歳 16 27 100.0 25.0 12.5 6.3 6.3 6.3 18.8      - 31.3 6.3 12.5      -     - 18.8 12.5
　６５歳以上 4 12 100.0      - 50.0      - 67.5 32.5 65.0 17.5      - 32.5 17.5      -     -     -     -
　６５～６９歳 2 8 100.0      - 50.0      - 50.0 50.0 100.0      -     - 50.0      -     -     -     -     -
　７０～７９歳 2 4 100.0      - 50.0      - 100.0      -     - 50.0      -     - 50.0      -     -     -     -
　８０歳以上      -      - 100.0      -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -
  女　性 817 740 100.0 8.7 35.5 39.2 23.1 14.6 22.7 10.2 26.2 12.1 2.7 0.6 12.0 6.7 3.7
１５～１９歳 69 49 100.0 4.3 44.9 29.0 7.2 2.9 23.2      - 23.2 1.4      -     - 7.2 5.8 2.9
２０～２９歳 178 198 100.0 9.6 37.6 44.4 14.6 9.6 23.0 5.6 30.9 16.9 1.7 0.6 11.8 6.2 4.5
３０～３９歳 260 225 100.0 7.7 35.4 40.8 27.7 19.6 25.8 16.2 24.6 7.7 2.7 0.4 14.2 8.5 4.2
４０～４９歳 229 170 100.0 10.9 33.6 35.4 27.1 15.7 21.0 10.9 25.3 11.8 3.1 1.3 12.7 7.4 3.9
５０～５９歳 70 73 100.0 10.0 31.4 42.9 34.3 17.1 18.6 12.9 21.4 21.4 7.1      - 5.7 4.3 1.4
６０歳以上 11 24 100.0      - 25.2 18.1 20.7 18.5 14.9      - 27.8 9.3      -     - 18.5      -     -
　６０～６４歳 7 16 100.0      - 28.6      - 14.3 28.6 14.3      - 42.9 14.3      -     - 28.6      -     -
　６５歳以上 4 8 100.0      - 18.9 51.4 32.5      - 16.1      -     -     -     -     -     -     -     -
　６５～６９歳 2 5 100.0      -     - 50.0 50.0      -     -     -     -     -     -     -     -     -     -
　７０～７９歳 1 2 100.0      - 100.0 100.0      -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -
　８０歳以上 1 1 100.0      -     -     -     -     - 100.0      -     -     -     -     -     -     -     -


問３（４）過去１年間にパソコンによるインターネットで購入した商品・サービス（Ｍ）
（回答数：1,965、対象：15歳以上のパソコンからのインターネットによる購入経験者）
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  全  体 324 303 100.0 2.8 14.4 20.3 3.0 5.4 11.2 2.1 25.6 3.3 3.3 0.7 5.6 9.9 26.2
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 130 121 100.0 3.7 12.3 13.6 3.0 4.0 10.4 4.1 29.1 0.9 6.6      - 3.8 11.1 27.1
非世帯主 194 182 100.0 2.2 15.8 24.8 3.1 6.4 11.7 0.8 23.2 4.9 1.2 1.2 6.8 9.1 25.6
[ 本人の性別 ]
男性 163 153 100.0 5.5 14.2 11.5 3.3 6.6 10.4 1.7 29.4 2.8 5.6 1.4 2.6 11.1 25.4
女性 161 150 100.0      - 14.6 29.3 2.8 4.3 12.0 2.5 21.7 3.9 1.1      - 8.7 8.6 27.0
[ 本人の年齢 ]
１５～１９歳 30 21 100.0 3.3 29.9 9.9      - 6.7 16.5      - 16.7      -      -      -      - 10.1 26.8
２０～２９歳 98 109 100.0 2.0 15.3 24.5 2.0 7.1 12.3      - 26.5 4.1 2.0 1.0 10.2 5.1 21.4
３０～３９歳 98 91 100.0 3.3 16.6 25.9 4.3 5.4 9.2 2.1 27.2 5.1 4.3 1.1 2.1 11.2 23.4
４０～４９歳 68 51 100.0 1.5 8.9 8.6 4.3 2.9 11.7 7.3 32.5      - 4.4      - 5.8 13.2 30.8
５０～５９歳 27 25 100.0 7.1 3.5 19.0 3.5 3.5 10.6 3.5 14.8 4.2 7.1      - 4.2 14.1 37.3
６０歳以上 3 6 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      - 30.0 70.0
　６０～６４歳 3 6 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      - 30.0 70.0
　６５歳以上      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　６５～６９歳      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　７０～７９歳      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　８０歳以上      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 135 128 100.0 3.1 14.3 16.1 3.8 4.5 9.9 1.9 30.1 4.0 4.8      - 5.5 11.5 29.2
その他の市 123 113 100.0 3.3 15.7 22.4 3.2 6.2 10.4 2.9 26.8 3.4 2.6 1.9 6.2 9.7 18.9
町・村 66 62 100.0 1.1 12.0 25.4 1.2 5.9 15.3 1.2 14.0 1.8 1.6      - 4.8 6.8 33.3
[ 家族数 ]
単身 25 24 100.0 4.1 20.8 32.2 3.0 3.0 15.3 9.2 39.7 4.6 7.6      - 11.1 6.2 4.6
２人家族 33 34 100.0 3.3 5.6 15.5 3.0 3.0 6.3      - 36.6      -      -      - 3.3 11.5 33.1
３人家族 62 58 100.0 1.7 15.2 19.6 5.2 9.2 9.4 3.2 27.4 5.2 4.6      - 7.7 5.9 29.9
４人家族 104 99 100.0 2.8 14.7 25.7 3.0 6.2 14.8      - 22.7 3.0 2.1 1.0 6.2 10.8 26.3
５人家族 54 47 100.0 1.6 16.6 15.2 1.6      - 8.1      - 19.0      - 5.6 2.3      - 9.6 32.2
６人家族 38 34 100.0 2.6 10.7 11.3 2.2 6.3 9.5 6.9 21.3 8.8 2.5      - 7.7 17.3 23.5
７人以上家族 7 6 100.0 14.2 11.2 13.8      - 17.7 13.8      - 17.8      -      -      -      -      - 11.4
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 25 24 100.0 4.1 20.8 32.2 3.0 3.0 15.3 9.2 39.7 4.6 7.6      - 11.1 6.2 4.6
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 30 31 100.0 3.6 6.1 13.3 3.3 3.3 3.3      - 39.9      -      -      - 3.6 9.7 33.6
大人２人（高齢者を含む） 1 1 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      - 100.0
大人が２人以下＋子供 106 91 100.0 1.1 15.4 18.9 2.9 5.8 10.2 2.1 21.6      - 0.8      - 2.4 10.2 30.3
大人が３人以上＋子供 77 69 100.0 6.3 13.0 18.0 1.1 4.7 14.0 3.4 17.3 5.8 2.6      - 4.9 12.4 23.7
大人が３人以上のみ 83 85 100.0 1.2 14.8 23.6 4.8 7.2 10.7      - 28.2 5.8 6.8 2.5 9.0 8.9 27.3
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 22 23 100.0      - 16.8 17.6 3.2 16.1 13.0 13.7 17.9 4.6 3.2      - 13.0 3.2 26.4
２００～４００万円未満 52 49 100.0 3.5 12.4 39.1 5.8 8.4 11.4 1.8 30.1 4.6 5.6      - 10.6 13.2 11.9
４００～６００万円未満 71 68 100.0 2.4 18.7 15.0 3.1 3.2 6.8      - 23.2 2.7      -      - 1.3 4.5 38.7
６００～８００万円未満 59 52 100.0 2.1 6.6 15.9 3.3 3.9 14.6      - 16.4 3.8 5.5 2.1      - 10.7 31.9
８００～１０００万円未満 51 48 100.0 6.3 15.0 14.4 3.7 5.1 10.8 1.6 37.3 2.1 2.3 2.1 4.5 17.2 22.3
１０００万円以上 66 61 100.0 1.7 17.1 20.1      - 3.2 13.1 2.9 27.5 3.2 4.4      - 9.7 9.7 19.6
　１０００～１５００万円未満 54 49 100.0 2.0 14.9 21.2      - 4.0 14.0 3.6 24.5 4.0 5.4      - 9.7 12.0 22.3
　１５００～２０００万円未満 9 9 100.0      - 22.6      -      -      - 12.7      - 53.2      -      -      - 12.7      - 11.5
　２０００万円以上 3 3 100.0      - 38.0 62.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
[ 世帯主の性別 ]
男性 293 272 100.0 3.1 14.1 17.9 3.1 5.4 10.7 1.5 25.6 2.9 2.8 0.8 5.3 10.4 26.1
女性 31 31 100.0      - 16.3 41.6 2.4 5.6 15.5 7.5 25.7 6.8 8.4      - 8.7 5.2 27.2
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 33 36 100.0      - 15.3 27.5      - 12.2 9.2      - 21.3 3.1 3.0      - 9.2 6.1 26.8
３０～３９歳 71 67 100.0 3.0 11.4 26.7 5.4 2.8 7.1 2.8 25.6      - 4.3      - 3.0 7.3 25.4
４０～４９歳 105 83 100.0 0.9 17.3 11.8 1.8 1.8 12.9 4.5 26.8      - 2.7      - 2.7 14.1 27.5
５０～５９歳 83 82 100.0 7.0 14.9 20.2 3.8 8.0 15.9 1.1 26.8 7.3 2.2 1.4 9.0 7.8 20.8
６０歳以上 32 35 100.0      - 11.0 21.0 2.8 6.0 6.0      - 24.2 8.4 6.0 2.8 6.0 13.5 36.4
　６０～６４歳 23 26 100.0      - 10.9 11.4 3.8 3.8 8.1      - 28.4 3.8 8.0 3.8 3.8 14.4 42.2
　６５歳以上 9 9 100.0      - 11.0 48.9      - 12.2      -      - 12.2 21.7      -      - 12.2 11.0 19.4
　６５～６９歳 7 7 100.0      - 13.9 46.3      - 15.4      -      - 15.4 27.4      -      - 15.4 13.9 13.9
　７０～７９歳 1 1 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      - 100.0
　８０歳以上 1 1 100.0      -      - 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -


問３（４）過去１年間に携帯電話によるインターネットで購入した商品・サービス（Ｍ）
（回答数：324、対象：15歳以上の携帯電話・ＰＨＳ・携帯情報端末からインターネットによる購入経験者）
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問３（４）携帯からインターネットで購入した商品の種類
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  全  体 324 303 100.0 2.8 14.4 20.3 3.0 5.4 11.2 2.1 25.6 3.3 3.3 0.7 5.6 9.9 26.2
１５～１９歳 30 21 100.0 3.3 29.9 9.9      - 6.7 16.5      - 16.7      -      -      -      - 10.1 26.8
２０～２９歳 98 109 100.0 2.0 15.3 24.5 2.0 7.1 12.3      - 26.5 4.1 2.0 1.0 10.2 5.1 21.4
３０～３９歳 98 91 100.0 3.3 16.6 25.9 4.3 5.4 9.2 2.1 27.2 5.1 4.3 1.1 2.1 11.2 23.4
４０～４９歳 68 51 100.0 1.5 8.9 8.6 4.3 2.9 11.7 7.3 32.5      - 4.4      - 5.8 13.2 30.8
５０～５９歳 27 25 100.0 7.1 3.5 19.0 3.5 3.5 10.6 3.5 14.8 4.2 7.1      - 4.2 14.1 37.3
６０歳以上 3 6 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      - 30.0 70.0
　６０～６４歳 3 6 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      - 30.0 70.0
　６５歳以上      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　６５～６９歳      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　７０～７９歳      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　８０歳以上      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
  男　性 163 153 100.0 5.5 14.2 11.5 3.3 6.6 10.4 1.7 29.4 2.8 5.6 1.4 2.6 11.1 25.4
１５～１９歳 12 8 100.0 8.3 41.7 16.7      - 8.3 33.3      - 8.3      -      -      -      -      - 8.3
２０～２９歳 41 45 100.0 4.9 9.8 12.2 2.4 9.8 7.3      - 29.3 4.9 4.9 2.4 4.9 4.9 24.4
３０～３９歳 45 45 100.0 6.7 20.0 17.8 6.7 8.9 8.9 2.2 35.6 4.4 6.7 2.2 2.2 11.1 22.2
４０～４９歳 43 33 100.0 2.3 11.6      -      -      - 9.3 2.3 37.2      - 4.7      - 2.3 14.0 27.9
５０～５９歳 20 18 100.0 10.0 5.0 15.0 5.0 5.0 15.0 5.0 15.0      - 10.0      -      - 20.0 35.0
６０歳以上 2 3 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      - 50.0 50.0
　６０～６４歳 2 3 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      - 50.0 50.0
　６５歳以上      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　６５～６９歳      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　７０～７９歳      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　８０歳以上      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
  女　性 161 150 100.0      - 14.6 29.3 2.8 4.3 12.0 2.5 21.7 3.9 1.1      - 8.7 8.6 27.0
１５～１９歳 18 13 100.0      - 22.2 5.6      - 5.6 5.6      - 22.2      -      -      -      - 16.7 38.9
２０～２９歳 57 63 100.0      - 19.3 33.3 1.8 5.3 15.8      - 24.6 3.5      -      - 14.0 5.3 19.3
３０～３９歳 53 46 100.0      - 13.2 34.0 1.9 1.9 9.4 1.9 18.9 5.7 1.9      - 1.9 11.3 24.5
４０～４９歳 25 19 100.0      - 4.0 24.0 12.0 8.0 16.0 16.0 24.0      - 4.0      - 12.0 12.0 36.0
５０～５９歳 7 7 100.0      -      - 28.6      -      -      -      - 14.3 14.3      -      - 14.3      - 42.9
６０歳以上 1 2 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      - 100.0
　６０～６４歳 1 2 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      - 100.0
　６５歳以上      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　６５～６９歳      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　７０～７９歳      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　８０歳以上      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -


問３（４）過去１年間に携帯電話によるインターネットで購入した商品・サービス（Ｍ）
（回答数：324、対象：15歳以上の携帯電話・ＰＨＳ・携帯情報端末からインターネットによる購入経験者）


 回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数


問３（４）携帯からインターネットで購入した商品の種類
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問３（５）インターネッでの購入金額


１
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０
０
円
以
下
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，
０
０
１
円
～


３
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０
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以
下


３
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０
１
円
～


５
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，
０
０
０
円
以
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５
０
，
０
０
１
円
～


１
０
０
，
０
０
０
円
以
下


１
０
０
，
０
０
１
円
～


２
０
０
，
０
０
０
円
以
下


２
０
０
，
０
０
１
円
～


５
０
０
，
０
０
０
円
以
下


５
０
０
，
０
０
１
円
～


１
，
０
０
０
，
０
０
０
円
以
下


１
，
０
０
０
，
０
０
１
円
以
上


無
回
答


平
均
購
入
金
額
（


円
）


  全  体 1,965 1,800 100.0 28.4 25.5 13.3 13.7 8.3 3.5 1.4 1.3 4.5 70,574
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 868 793 100.0 25.3 22.8 12.5 15.3 12.3 4.8 1.7 2.1 3.2 91,205
非世帯主 1,097 1,006 100.0 30.8 27.7 13.9 12.4 5.2 2.5 1.2 0.7 5.6 54,305
[ 本人の性別 ]
男性 1,148 1,060 100.0 26.6 22.5 12.8 14.7 10.6 4.3 2.3 1.9 4.4 88,804
女性 817 740 100.0 30.9 29.9 14.1 12.2 5.1 2.5 0.1 0.5 4.8 44,452
[ 本人の年齢 ]
１５～１９歳 156 110 100.0 47.5 30.8 7.7 3.2 1.3      -      -      - 9.6 15,890
２０～２９歳 396 439 100.0 25.5 26.3 16.2 15.4 4.8 2.8 1.0 1.0 7.1 59,077
３０～３９歳 549 516 100.0 25.2 26.1 13.1 14.1 11.3 5.2 1.0 1.0 3.0 74,492
４０～４９歳 591 447 100.0 27.2 26.2 11.8 14.6 10.7 4.9 1.0 0.5 3.0 68,433
５０～５９歳 242 226 100.0 30.7 20.6 16.2 14.0 8.5 1.2 2.4 2.4 4.1 81,431
６０歳以上 31 62 100.0 41.1 19.6 5.4 8.9 2.7      - 9.3 10.3 2.7 191,927
　６０～６４歳 23 42 100.0 38.2 28.9 7.9 13.2 4.0      -      - 4.0 4.0 66,152
　６５歳以上 8 20 100.0 47.3      -      -      -      -      - 28.9 23.8      - 457,297
　６５～６９歳 4 13 100.0 50.0      -      -      -      -      - 28.9 21.1      - 430,262
　７０～７９歳 3 6 100.0 28.3      -      -      -      -      - 35.8 35.8      - 628,650
　８０歳以上 1 1 100.0 100.0      -      -      -      -      -      -      -      - 5,000
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 883 814 100.0 27.5 25.4 14.7 12.6 8.3 3.9 1.6 1.3 4.6 72,987
その他の市 758 692 100.0 28.0 25.5 12.6 15.2 8.5 3.7 1.2 1.2 4.1 69,888
町・村 324 294 100.0 31.7 25.9 11.1 13.1 8.1 2.1 1.2 1.6 5.2 65,506
[ 家族数 ]
単身 66 67 100.0 15.4 31.5 12.6 8.5 19.4 6.1 3.2 1.7 1.7 109,049
２人家族 204 198 100.0 20.2 27.6 14.7 21.1 7.3 2.8 1.1 1.0 4.3 66,486
３人家族 367 356 100.0 23.3 27.4 14.2 15.7 8.4 4.2 3.2 1.3 2.3 88,907
４人家族 673 603 100.0 30.1 26.2 13.4 12.4 6.6 3.1 0.7 1.8 5.6 65,489
５人家族 365 321 100.0 31.2 23.2 12.7 11.6 9.6 4.3 1.3 0.6 5.5 64,551
６人家族 213 188 100.0 35.7 23.2 11.6 12.1 7.5 2.2      - 1.8 5.8 57,513
７人以上家族 70 62 100.0 46.1 13.9 11.7 9.6 10.8 3.7 1.6      - 2.5 58,334


問３（５）パソコンによるインターネットでの商品・サービスの購入金額（Ｓ）
（回答数：1,965、対象：15歳以上のパソコンからのインターネットによる購入経験者）


 回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数
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問３（５）インターネッでの購入金額


１
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１
円
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１
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２
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１
円
～


５
０
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０
０
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円
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５
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０
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０
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１
円
～


１
，
０
０
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０
０
０
円
以
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１
，
０
０
０
，
０
０
１
円
以
上


無
回
答


平
均
購
入
金
額
（


円
）


問３（５）パソコンによるインターネットでの商品・サービスの購入金額（Ｓ）
（回答数：1,965、対象：15歳以上のパソコンからのインターネットによる購入経験者）


 回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数


[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 66 67 100.0 15.4 31.5 12.6 8.5 19.4 6.1 3.2 1.7 1.7 109,049
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 189 185 100.0 19.5 28.9 14.5 20.1 7.8 3.0 1.1 0.5 4.6 63,660
大人２人（高齢者を含む） 9 7 100.0 31.4 14.5 10.2 31.7      -      -      - 12.2      - 154,646
大人が２人以下＋子供 750 635 100.0 30.4 26.3 11.7 13.1 9.1 4.1 0.6 0.7 4.0 61,146
大人が３人以上＋子供 501 438 100.0 34.8 23.4 12.7 10.3 8.9 3.2 0.9 1.4 4.3 64,550
大人が３人以上のみ 439 455 100.0 25.3 24.1 15.8 15.4 5.4 3.1 2.9 2.2 5.9 86,011
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 58 56 100.0 34.9 27.2 11.3 8.8 11.3 3.5 1.8      - 1.4 60,786
２００～４００万円未満 173 167 100.0 29.2 29.2 7.8 14.3 4.6 2.9 0.5 4.8 6.9 89,333
４００～６００万円未満 381 355 100.0 33.4 29.1 11.5 11.0 6.8 3.0 1.7 0.2 3.2 56,016
６００～８００万円未満 487 439 100.0 30.3 25.0 14.9 13.3 9.2 1.6 1.6 0.2 4.0 55,811
８００～１０００万円未満 357 315 100.0 23.9 24.8 15.2 12.8 8.8 4.6 1.0 2.9 5.8 88,356
１０００万円以上 494 453 100.0 23.8 22.7 14.5 17.5 9.4 5.3 1.3 1.0 4.4 77,475
　１０００～１５００万円未満 352 320 100.0 25.4 22.7 15.1 15.8 8.9 5.1 1.3 1.1 4.6 76,325
　１５００～２０００万円未満 102 95 100.0 21.3 23.6 14.6 18.4 11.4 5.1 1.7 1.1 2.9 84,127
　２０００万円以上 40 38 100.0 17.4 20.6 9.0 29.7 8.9 7.5      -      - 6.9 70,659
[ 世帯主の性別 ]
男性 1,866 1,702 100.0 29.0 24.8 13.4 13.7 8.2 3.6 1.4 1.3 4.6 70,732
女性 93 93 100.0 19.0 35.6 12.4 13.8 10.7 3.0 1.2 1.1 3.3 69,616
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 105 114 100.0 24.6 23.0 16.0 18.2 2.9 3.7 1.9 1.9 7.7 76,890
３０～３９歳 412 397 100.0 25.3 25.0 13.1 13.8 12.6 4.9 2.0 1.0 2.3 82,764
４０～４９歳 697 547 100.0 29.6 27.7 11.5 13.4 9.1 3.6 0.7 0.4 4.0 57,307
５０～５９歳 559 538 100.0 28.2 24.6 15.7 12.9 6.8 2.8 1.7 1.2 6.0 67,541
６０歳以上 186 199 100.0 34.6 23.2 11.1 13.7 5.0 2.3 1.0 4.3 4.8 87,122
　６０～６４歳 94 113 100.0 29.0 26.9 11.9 16.0 4.4 1.8 0.9 3.3 5.7 76,599
　６５歳以上 92 86 100.0 42.0 18.4 10.1 10.6 5.8 2.9 1.2 5.5 3.5 100,943
　６５～６９歳 26 27 100.0 43.8 21.8 6.5 13.6 2.9 3.8 3.8      - 3.9 64,888
　７０～７９歳 60 53 100.0 41.5 15.8 11.2 10.3 7.8 2.9      - 8.9 1.6 128,337
　８０歳以上 6 6 100.0 37.7 27.4 15.5      -      -      -      -      - 19.4 13,568
[ ブロードバンド/ナローバンド ]
ブロードバンド 1,288 1,180 100.0 27.9 25.2 14.5 13.0 9.3 3.9 1.7 1.1 3.4 72,943
ナローバンド 566 514 100.0 28.6 26.6 11.6 15.6 6.5 2.8 0.9 1.7 5.6 66,360
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１
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～


５
０
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０
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５
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０
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１
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～
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０
０
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０
０
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円
以
下


１
，
０
０
０
，
０
０
１
円
以
上


無
回
答


平
均
購
入
金
額
（


円
）


  全  体 1,965 1,800 100.0 28.4 25.5 13.3 13.7 8.3 3.5 1.4 1.3 4.5 70,574
[ 購入品目 ]
パソコン関連商品 512 465 100.0 19.1 19.2 13.7 18.9 16.8 7.1 2.8 1.0 1.4 105,341
書籍やＣＤ 798 728 100.0 28.8 23.6 13.1 15.1 9.7 5.0 1.9 0.8 2.1 76,902
服飾雑貨や貴金属 508 465 100.0 20.6 30.4 13.3 17.1 9.2 5.1 0.8 1.1 2.5 73,750
食料品 370 336 100.0 25.1 23.1 13.3 15.5 11.1 5.0 2.8 2.6 1.6 103,561
家具、家電、家庭用品 337 309 100.0 10.5 19.0 14.2 23.4 15.8 9.5 4.2 1.5 1.8 131,315
趣味・雑貨 550 502 100.0 19.0 27.3 14.4 17.2 10.3 6.0 2.2 1.0 2.6 87,794
ギフト商品 173 154 100.0 14.2 23.9 10.6 24.8 13.2 5.8 4.7 0.7 2.1 110,531
各種チケット 521 481 100.0 14.8 25.0 15.3 19.5 14.3 5.6 2.3 1.2 2.0 96,840
旅行の申込みなど 231 217 100.0 9.9 21.3 16.7 24.4 13.4 6.1 6.0 0.5 1.7 121,292
金融商品 95 89 100.0 7.4 4.0 15.3 18.4 16.9 12.9 10.5 12.8 1.8 298,762
自動車 23 22 100.0 13.3 9.9 4.0 13.3 7.8 16.5 22.3 7.9 4.9 330,196
美容・健康、医療機器 138 125 100.0 19.1 27.0 11.5 23.8 10.0 3.4 2.0 0.6 2.6 77,024
その他 140 128 100.0 21.2 23.1 15.3 17.5 11.4 5.7 1.9 1.7 2.4 92,643
[  決済方法]
クレジットカード 946 867 100.0 21.9 21.7 15.1 17.7 12.7 4.7 2.6 1.2 2.5 91,426
電子マネー 35 33 100.0 25.8 21.1 10.5 10.7 20.5 8.0 3.4      -      - 101,877
ネットバンク 114 107 100.0 15.4 16.4 12.8 17.4 16.7 8.6 8.7 2.0 2.1 162,503
郵便振替・銀行 679 614 100.0 21.7 25.8 13.7 17.8 9.8 5.0 1.6 1.6 3.0 85,078
コンビニエンスストア 469 432 100.0 22.9 28.6 13.9 17.0 7.8 5.0 1.1 0.2 3.5 64,603
代金引き換え 828 747 100.0 26.6 27.1 13.3 14.8 9.7 3.9 1.0 0.8 2.8 66,360
プロバイダーや電話会社 44 38 100.0 20.1 25.9 11.3 10.0 14.0 8.9 2.3      - 7.4 88,044
その他 36 35 100.0 2.5 18.6 8.0 10.9 4.8      - 8.7 24.5 22.0 332,792


問３（５）パソコンによるインターネットでの商品・サービスの購入金額（Ｓ）と購入品目及び決済手段
（回答数：1,965、対象：15歳以上のパソコンからのインターネットによる購入経験者）


問３（５）インターネッでの購入金額 回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数
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無
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平
均
購
入
金
額
（


円
）


  全  体 324 303 100.0 33.5 24.5 7.0 3.3 2.7 0.7      - 2.0 26.4 37,903
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 130 121 100.0 29.4 23.5 8.2 4.5 3.2 0.7      - 3.2 27.3 52,157
非世帯主 194 182 100.0 36.2 25.2 6.2 2.5 2.3 0.6      - 1.2 25.8 28,399
[ 本人の性別 ]
男性 163 153 100.0 28.0 23.9 9.2 4.2 3.3 1.3      - 3.9 26.4 61,592
女性 161 150 100.0 39.1 25.1 4.9 2.4 2.1      -      -      - 26.4 13,803
[ 本人の年齢 ]
１５～１９歳 30 21 100.0 50.1 16.6 3.3 3.3      -      -      -      - 26.7 9,607
２０～２９歳 98 109 100.0 31.6 28.6 9.2 2.0 4.1 1.0      - 2.0 21.4 42,498
３０～３９歳 98 91 100.0 34.3 25.3 6.3 5.2 3.2      -      - 3.3 22.4 51,043
４０～４９歳 68 51 100.0 30.8 22.0 4.5 4.4 1.5      -      - 1.5 35.3 28,155
５０～５９歳 27 25 100.0 30.9 21.2 3.5      -      - 3.5      -      - 40.8 19,568
６０歳以上 3 6 100.0 30.0      - 30.0      -      -      -      -      - 39.9 13,512
　６０～６４歳 3 6 100.0 30.0      - 30.0      -      -      -      -      - 39.9 13,512
　６５歳以上      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　６５～６９歳      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　７０～７９歳      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　８０歳以上      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 135 128 100.0 31.3 25.6 9.9 1.7 2.4      -      - 2.2 26.9 37,932
その他の市 123 113 100.0 33.3 27.7 4.4 4.6 4.4 1.8      - 1.0 22.8 35,005
町・村 66 62 100.0 38.4 16.3 6.0 4.1      -      -      - 3.2 32.0 43,136
[ 家族数 ]
単身 25 24 100.0 39.9 24.0 15.8 3.5 4.6      -      - 4.5 7.7 67,884
２人家族 33 34 100.0 24.8 26.0 3.3 5.6      - 2.6      -      - 37.7 21,187
３人家族 62 58 100.0 25.7 34.0 8.7 5.0 3.2      -      - 1.3 22.0 33,459
４人家族 104 99 100.0 34.7 26.8 6.7 3.6 2.1 1.1      - 2.1 22.7 40,998
５人家族 54 47 100.0 40.1 17.3 3.7 1.6 6.3      -      - 2.1 28.9 38,838
６人家族 38 34 100.0 36.8 16.0 8.5      -      -      -      - 2.9 35.8 37,890
７人以上家族 7 6 100.0 27.7      -      -      -      -      -      -      - 72.3 1,385


問３（５）携帯電話によるインターネットでの商品・サービスの購入金額（Ｓ）
（回答数：324、対象：15歳以上の携帯電話・ＰＨＳ・携帯情報端末からインターネットによる購入経験者）


問３（５）インターネッでの購入金額 回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数
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１
０
，
０
０
０
円
以
下


１
０
，
０
０
１
円
～


３
０
，
０
０
０
円
以
下


３
０
，
０
０
１
円
～


５
０
，
０
０
０
円
以
下


５
０
，
０
０
１
円
～


１
０
０
，
０
０
０
円
以
下


１
０
０
，
０
０
１
円
～


２
０
０
，
０
０
０
円
以
下


２
０
０
，
０
０
１
円
～


５
０
０
，
０
０
０
円
以
下


５
０
０
，
０
０
１
円
～


１
，
０
０
０
，
０
０
０
円
以
下


１
，
０
０
０
，
０
０
１
円
以
上


無
回
答


平
均
購
入
金
額
（


円
）


問３（５）携帯電話によるインターネットでの商品・サービスの購入金額（Ｓ）
（回答数：324、対象：15歳以上の携帯電話・ＰＨＳ・携帯情報端末からインターネットによる購入経験者）


問３（５）インターネッでの購入金額 回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数


[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 25 24 100.0 39.9 24.0 15.8 3.5 4.6      -      - 4.5 7.7 67,884
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 30 31 100.0 24.2 24.7 3.6 6.1      - 2.9      -      - 38.5 22,210
大人２人（高齢者を含む） 1 1 100.0      -      -      -      -      -      -      -      - 100.0 0
大人が２人以下＋子供 106 91 100.0 37.9 30.0 3.7 3.9 1.9      -      - 0.8 21.8 23,575
大人が３人以上＋子供 77 69 100.0 38.2 15.8 3.9 2.6      - 1.6      - 2.9 35.0 43,332
大人が３人以上のみ 83 85 100.0 25.1 26.7 12.1 2.2 6.1      -      - 2.5 25.4 47,164
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 22 23 100.0 55.7 26.4      -      -      -      -      -      - 18.0 8,058
２００～４００万円未満 52 49 100.0 29.6 33.2 10.8 5.7 2.3      -      - 5.9 12.4 79,011
４００～６００万円未満 71 68 100.0 31.1 23.3 5.5 2.5 1.3      -      -      - 36.2 12,243
６００～８００万円未満 59 52 100.0 45.1 15.0 1.5 3.6 1.9 2.1      - 1.9 28.9 38,087
８００～１０００万円未満 51 48 100.0 22.2 19.9 13.6 5.8 4.7      -      - 2.3 31.4 45,183
１０００万円以上 66 61 100.0 30.0 31.0 8.2 1.3 4.7 1.5      - 1.7 21.6 40,676
　１０００～１５００万円未満 54 49 100.0 33.5 28.7 4.1 1.6 5.9 1.8      - 2.0 22.5 45,800
　１５００～２０００万円未満 9 9 100.0      - 54.3 34.2      -      -      -      -      - 11.5 24,540
　２０００万円以上 3 3 100.0 62.0      -      -      -      -      -      -      - 38.0 3,102
[ 世帯主の性別 ]
男性 293 272 100.0 33.8 24.9 6.7 2.9 2.6 0.7      - 1.8 26.6 36,281
女性 31 31 100.0 31.0 21.4 9.6 6.4 3.6      -      - 3.2 24.9 52,077
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 33 36 100.0 33.6 33.6 6.1      - 3.1      -      - 3.0 20.7 45,797
３０～３９歳 71 67 100.0 34.8 25.8 7.3 6.9 3.0      -      - 3.0 19.2 49,560
４０～４９歳 105 83 100.0 35.8 23.2 2.8 4.2 0.9      -      - 0.9 32.2 21,326
５０～５９歳 83 82 100.0 33.2 22.4 8.6 2.2 5.1 2.4      -      - 26.0 27,471
６０歳以上 32 35 100.0 26.1 20.7 13.8      -      -      -      - 6.0 33.4 70,631
　６０～６４歳 23 26 100.0 27.1 19.8 14.4      -      -      -      - 8.0 30.7 91,375
　６５歳以上 9 9 100.0 23.3 23.3 12.2      -      -      -      -      - 41.2 10,716
　６５～６９歳 7 7 100.0 13.9 29.3 15.4      -      -      -      -      - 41.3 12,732
　７０～７９歳 1 1 100.0      -      -      -      -      -      -      -      - 100.0 0
　８０歳以上 1 1 100.0 100.0      -      -      -      -      -      -      -      - 5,000
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１
０
，
０
０
０
円
以
下


１
０
，
０
０
１
円
～


３
０
，
０
０
０
円
以
下


３
０
，
０
０
１
円
～


５
０
，
０
０
０
円
以
下


５
０
，
０
０
１
円
～


１
０
０
，
０
０
０
円
以
下


１
０
０
，
０
０
１
円
～


２
０
０
，
０
０
０
円
以
下


２
０
０
，
０
０
１
円
～


５
０
０
，
０
０
０
円
以
下


５
０
０
，
０
０
１
円
～


１
，
０
０
０
，
０
０
０
円
以
下


１
，
０
０
０
，
０
０
１
円
以
上


無
回
答


平
均
購
入
金
額
（


円
）


  全  体 239 224 100.0 40.2 30.8 9.1 4.4 3.6 0.9      - 2.7 8.4 50,426
[ 購入品目 ]
パソコン関連商品 9 8 100.0 22.1 22.3 11.9 8.3 11.9 13.1      -      - 10.5 80,072
書籍やＣＤ 47 44 100.0 40.8 29.3 10.5 4.5 5.1      -      -      - 9.7 23,155
服飾雑貨や貴金属 64 62 100.0 41.9 32.1 9.9 6.2 1.8      -      -      - 8.1 19,840
食料品 10 9 100.0 8.0 50.1 12.0 8.0      -      -      -      - 21.8 21,252
家具、家電、家庭用品 17 16 100.0 15.0 48.3 11.0      - 6.7      -      -      - 19.0 24,915
趣味・雑貨 37 34 100.0 56.6 24.5 8.9 4.6 3.3      -      -      - 2.1 19,639
ギフト商品 8 6 100.0 52.0 36.2      -      -      -      -      -      - 11.8 9,839
各種チケット 83 78 100.0 22.6 41.4 12.4 5.9 6.3 2.6      - 1.3 7.7 50,095
旅行の申込みなど 10 10 100.0 10.4 19.6 41.9      - 8.6 11.0      -      - 8.6 72,394
金融商品 11 10 100.0 24.6 16.3      -      - 9.9      -      - 49.2      - 511,436
自動車 2 2 100.0      - 52.4      -      -      -      -      -      - 47.6 10,476
美容・健康、医療機器 17 17 100.0 19.4 30.5 26.2 11.6      -      -      -      - 12.4 26,207
その他 33 30 100.0 53.0 19.7 12.6      -      - 3.0      - 3.4 8.4 55,570
[  決済方法]
クレジットカード 76 71 100.0 21.5 32.0 11.6 4.6 5.3 1.6      - 1.4 22.1 43,091
電子マネー 4 4 100.0 18.5      -      -      -      -      -      -      - 81.5 925
ネットバンク 8 7 100.0 25.2 25.2      -      -      - 15.7      - 10.9 23.1 169,969
郵便振替・銀行 86 81 100.0 29.4 28.3 8.5 3.5 5.3 1.1      -      - 23.9 24,972
コンビニエンスストア 67 62 100.0 41.0 38.1 6.4 1.4 3.6      -      -      - 9.5 18,599
代引 91 84 100.0 32.3 32.1 11.7 4.2 1.3 1.1      -      - 17.3 21,573
プロバイダーや電話会社 22 20 100.0 50.5 4.4 5.1      -      -      -      -      - 39.9 5,467
その他 16 15 100.0 26.0 5.2      - 6.8      -      -      - 21.0 41.1 217,743


問３（５）携帯電話によるインターネットでの商品・サービスの購入金額（Ｓ）と用途及び決済手段
　　　　　（回答数：239、対象：15歳以上の携帯電話・ＰＨＳ・携帯情報端末からインターネットによる購入経験者のうち、購入品目回答者）


問３（５）インターネッでの購入金額 回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数
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ク
レ
ジ
ッ


ト
カ
ー


ド


電
子
マ
ネ
ー


ネ
ッ


ト
バ
ン
ク


郵
便
振
替
・
銀
行


コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア


代
金
引
き
換
え


プ
ロ
バ
イ
ダ
ー


や


電
話
会
社


そ
の
他


無
回
答


  全  体 1,965 1,800 100.0 48.2 1.8 5.9 34.1 24.0 41.5 2.1 1.9 2.9
[ 本人世帯主/非世帯主 ] 868 793 100.0 60.3 2.4 7.9 29.7 20.6 40.5 2.3 2.8 2.0
世帯主 1,097 1,006 100.0 38.7 1.3 4.3 37.6 26.7 42.3 2.0 1.2 3.7
非世帯主
[ 本人の性別 ] 1,148 1,060 100.0 53.7 2.6 7.3 29.6 19.5 41.2 2.6 2.4 3.1
男性 817 740 100.0 40.3 0.7 4.0 40.6 30.5 42.0 1.3 1.3 2.6
女性
[ 本人の年齢 ] 156 110 100.0 14.8 1.3 0.6 27.6 19.9 52.4 1.3 0.6 5.8
１５～１９歳 396 439 100.0 40.9 2.5 5.5 32.3 27.5 38.4 1.0 1.8 3.8
２０～２９歳 549 516 100.0 56.4 2.3 8.1 36.0 25.1 41.4 2.6 1.9 2.7
３０～３９歳 591 447 100.0 55.1 1.7 5.6 35.6 24.3 41.6 3.6 1.0 2.7
４０～４９歳 242 226 100.0 45.8 0.4 4.8 38.2 16.1 46.2 1.2 4.5 1.6
５０～５９歳 31 62 100.0 49.5      - 5.9 16.6 23.0 27.0      - 2.7      -
６０歳以上 23 42 100.0 59.2      - 4.0 13.2 23.7 27.6      - 4.0      -
　６０～６４歳 8 20 100.0 28.9      - 10.1 23.8 21.7 25.6      -      -      -
　６５歳以上 4 13 100.0 28.9      -      - 21.1 21.1 28.9      -      -      -
　６５～６９歳 3 6 100.0 35.8      - 35.8 35.8 28.3      -      -      -      -
　７０～７９歳 1 1 100.0      -      -      -      -      - 100.0      -      -      -
　８０歳以上
[ 都市区分 ] 883 814 100.0 53.8 2.4 7.5 33.9 27.1 41.1 1.6 1.9 2.4
特別区・政令指定都市・県庁所在地 758 692 100.0 47.0 1.1 4.4 33.4 21.3 41.1 2.7 1.6 3.5
その他の市 324 294 100.0 35.3 2.0 5.1 36.3 21.9 43.5 2.0 2.8 3.0
町・村
[ 家族数 ] 66 67 100.0 67.5 3.2 16.7 28.6 36.3 31.1 1.1 1.7 1.7
単身 204 198 100.0 56.7 3.7 5.3 35.5 24.4 40.3 1.5 2.3 2.0
２人家族 367 356 100.0 51.8 1.1 7.3 31.6 23.3 44.0 3.5 2.4 2.6
３人家族 673 603 100.0 46.8 1.0 4.7 32.3 22.5 42.3 2.1 1.7 3.1
４人家族 365 321 100.0 48.3 3.7 6.7 35.9 27.0 38.7 1.9 0.8 4.4
５人家族 213 188 100.0 35.4 0.5 3.6 37.1 20.9 42.2 0.6 4.0 2.3
６人家族 70 62 100.0 31.8 1.2 4.3 43.7 24.7 48.0 2.9      - 1.8
７人以上家族
[ 世帯類型 ] 66 67 100.0 67.5 3.2 16.7 28.6 36.3 31.1 1.1 1.7 1.7
単独世帯（非高齢者）      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
高齢世帯（高齢者のみ） 189 185 100.0 56.4 3.1 5.2 36.3 25.6 38.9 0.8 1.5 2.1
大人２人（非高齢者のみ） 9 7 100.0 66.6 10.6 10.2 21.1 10.2 43.9      - 22.8      -
大人２人（高齢者を含む） 750 635 100.0 53.2 1.2 6.4 32.5 24.5 41.5 2.8 1.9 3.4
大人が２人以下＋子供 501 438 100.0 39.5 2.4 4.6 36.9 22.2 43.3 1.7 1.2 2.7
大人が３人以上＋子供 439 455 100.0 43.1 1.3 5.2 33.0 23.1 42.6 2.3 2.7 3.1
大人が３人以上のみ
[ 世帯収入 ] 1,965 1,800 100.0 48.2 1.8 5.9 34.1 24.0 41.5 2.1 1.9 2.9
２００万円未満 58 56 100.0 46.7 3.3 17.3 38.5 48.0 39.9 4.2 1.5      -
２００～４００万円未満 173 167 100.0 47.7 3.4 6.3 37.3 20.4 41.8 3.5 2.0 3.3
４００～６００万円未満 381 355 100.0 47.5 2.2 6.4 34.9 24.6 39.2 2.7 1.5 3.3
６００～８００万円未満 487 439 100.0 48.4 1.3 5.2 36.5 25.1 42.8 2.3 2.3 2.9
８００～１０００万円未満 357 315 100.0 45.1 1.6 5.8 32.6 23.2 41.5 1.5 4.0 3.7
１０００万円以上 494 453 100.0 50.4 1.0 4.7 31.0 21.0 40.7 1.2 0.6 2.5
　１０００～１５００万円未満 352 320 100.0 52.1 1.1 5.7 28.0 20.2 38.3 1.4 0.5 2.0
　１５００～２０００万円未満 102 95 100.0 52.9 1.2 2.1 36.4 20.2 51.4 0.9 0.9 2.9
　２０００万円以上 40 38 100.0 30.5      - 2.6 42.3 29.3 34.4      -      - 6.1
[ 世帯主の性別 ]
男性 1,866 1,702 100.0 48.3 1.9 6.1 34.1 23.2 41.7 2.1 1.9 2.8
女性 93 93 100.0 46.8 0.8 2.8 36.1 36.3 38.2 1.5 3.1 5.8
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 105 114 100.0 54.1 2.9 10.6 26.0 31.0 35.0      - 3.9 1.9
３０～３９歳 412 397 100.0 59.2 2.5 8.7 35.8 24.3 38.9 1.2 1.7 1.6
４０～４９歳 697 547 100.0 47.7 1.5 5.0 35.3 24.3 43.3 3.3 1.0 3.9
５０～５９歳 559 538 100.0 39.5 1.9 4.5 35.0 20.7 43.0 1.4 2.3 2.9
６０歳以上 186 199 100.0 48.5 0.5 3.5 30.0 26.5 41.4 3.3 2.9 2.9
　６０～６４歳 94 113 100.0 54.9      - 4.0 24.6 23.9 37.5 0.9 5.1 2.5
　６５歳以上 92 86 100.0 40.1 1.2 2.9 37.1 29.9 46.6 6.4      - 3.5
　６５～６９歳 26 27 100.0 65.7      - 9.4 25.8 31.4 54.2 3.8      -      -
　７０～７９歳 60 53 100.0 31.5 1.9      - 43.3 28.7 40.7 6.3      - 3.5
　８０歳以上 6 6 100.0      -      -      - 31.6 34.5 65.5 19.4      - 19.4


問３（６）パソコンからインターネットを使って商品を購入する際の決済手段（Ｍ）
（回答数：1,965、対象：15歳以上のパソコンからのインターネットによる購入経験者）


問３（６）ＰＣからインターネットを使って商品を購入する際の決済手段 回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数
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（男女別）


ク
レ
ジ
ッ


ト
カ
ー


ド


電
子
マ
ネ
ー


ネ
ッ


ト
バ
ン
ク


郵
便
振
替
・
銀
行


コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア


代
金
引
き
換
え


プ
ロ
バ
イ
ダ
ー


や


電
話
会
社


そ
の
他


無
回
答


  全  体 1,965 1,800 100.0 48.2 1.8 5.9 34.1 24.0 41.5 2.1 1.9 2.9
１５～１９歳 156 110 100.0 14.8 1.3 0.6 27.6 19.9 52.4 1.3 0.6 5.8
２０～２９歳 396 439 100.0 40.9 2.5 5.5 32.3 27.5 38.4 1.0 1.8 3.8
３０～３９歳 549 516 100.0 56.4 2.3 8.1 36.0 25.1 41.4 2.6 1.9 2.7
４０～４９歳 591 447 100.0 55.1 1.7 5.6 35.6 24.3 41.6 3.6 1.0 2.7
５０～５９歳 242 226 100.0 45.8 0.4 4.8 38.2 16.1 46.2 1.2 4.5 1.6
６０歳以上 31 62 100.0 49.5      - 5.9 16.6 23.0 27.0      - 2.7      -
　６０～６４歳 23 42 100.0 59.2      - 4.0 13.2 23.7 27.6      - 4.0      -
　６５歳以上 8 20 100.0 28.9      - 10.1 23.8 21.7 25.6      -      -      -
　６５～６９歳 4 13 100.0 28.9      -      - 21.1 21.1 28.9      -      -      -
　７０～７９歳 3 6 100.0 35.8      - 35.8 35.8 28.3      -      -      -      -
　８０歳以上 1 1 100.0      -      -      -      -      - 100.0      -      -      -
  男　性 1,148 1,060 100.0 53.7 2.6 7.3 29.6 19.5 41.2 2.6 2.4 3.1
１５～１９歳 87 61 100.0 10.3 2.3      - 27.6 19.5 63.2 2.3 1.1 4.6
２０～２９歳 218 241 100.0 45.0 3.7 7.3 29.4 21.6 34.9 1.4 2.3 5.5
３０～３９歳 289 291 100.0 62.6 3.8 9.7 29.4 20.8 39.8 3.1 2.4 2.1
４０～４９歳 362 277 100.0 60.2 1.9 6.4 30.7 21.8 42.5 4.1 1.1 3.0
５０～５９歳 172 152 100.0 53.5 0.6 6.4 33.1 12.2 47.1 1.7 4.7 1.7
６０歳以上 20 38 100.0 63.1      - 9.6 14.0 8.7 22.9      - 4.4      -
　６０～６４歳 16 27 100.0 68.8      - 6.3 12.5 12.5 18.8      - 6.3      -
　６５歳以上 4 12 100.0 50.0      - 17.5 17.5      - 32.5      -      -      -
　６５～６９歳 2 8 100.0 50.0      -      -      -      - 50.0      -      -      -
　７０～７９歳 2 4 100.0 50.0      - 50.0 50.0      -      -      -      -      -
　８０歳以上      -      - 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -
  女　性 817 740 100.0 40.3 0.7 4.0 40.6 30.5 42.0 1.3 1.3 2.6
１５～１９歳 69 49 100.0 20.3      - 1.4 27.5 20.3 39.1      -      - 7.2
２０～２９歳 178 198 100.0 36.0 1.1 3.4 36.0 34.8 42.7 0.6 1.1 1.7
３０～３９歳 260 225 100.0 48.5 0.4 6.2 44.6 30.8 43.5 1.9 1.2 3.5
４０～４９歳 229 170 100.0 46.7 1.3 4.4 43.7 28.4 40.2 2.6 0.9 2.2
５０～５９歳 70 73 100.0 30.0      - 1.4 48.6 24.3 44.3      - 4.3 1.4
６０歳以上 11 24 100.0 27.8      -      - 20.7 45.9 33.4      -      -      -
　６０～６４歳 7 16 100.0 42.9      -      - 14.3 42.9 42.9      -      -      -
　６５歳以上 4 8 100.0      -      -      - 32.5 51.4 16.1      -      -      -
　６５～６９歳 2 5 100.0      -      -      - 50.0 50.0      -      -      -      -
　７０～７９歳 1 2 100.0      -      -      -      - 100.0      -      -      -      -
　８０歳以上 1 1 100.0      -      -      -      -      - 100.0      -      -      -


問３（６）パソコンからインターネットを使って商品を購入する際の決済手段（Ｍ）
（回答数：1,965、対象：15歳以上のパソコンからのインターネットによる購入経験者）


問３（６）ＰＣからインターネットを使って商品を購入する際の決済手段 回
答
数
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合
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）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数
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  全  体 324 303 100.0 23.4 1.3 2.3 26.8 20.6 27.8 6.4 4.9 11.1
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 130 121 100.0 28.1 1.5 4.3 22.5 16.2 24.8 6.3 6.6 14.5
非世帯主 194 182 100.0 20.3 1.2 1.0 29.6 23.5 29.7 6.5 3.8 8.7
[ 本人の性別 ]
男性 163 153 100.0 24.6 1.4 4.1 24.9 11.8 26.6 5.9 6.6 12.7
女性 161 150 100.0 22.2 1.2 0.5 28.7 29.6 28.9 7.0 3.2 9.4
[ 本人の年齢 ]
１５～１９歳 30 21 100.0      -      -      - 16.7 20.0 56.5 6.7      - 6.7
２０～２９歳 98 109 100.0 21.4 2.0 1.0 29.6 25.5 32.7 2.0 4.1 9.2
３０～３９歳 98 91 100.0 28.6      - 2.2 25.0 19.6 23.5 12.2 3.3 10.4
４０～４９歳 68 51 100.0 29.5 1.4 5.9 23.3 18.9 20.6 5.9 8.8 13.2
５０～５９歳 27 25 100.0 25.4 4.2 3.5 36.0 11.3 18.3 7.1 11.3 7.7
６０歳以上 3 6 100.0      -      -      - 30.0      -      -      -      - 70.0
　６０～６４歳 3 6 100.0      -      -      - 30.0      -      -      -      - 70.0
　６５歳以上      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　６５～６９歳      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　７０～７９歳      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　８０歳以上      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 135 128 100.0 22.9 3.1 3.2 30.8 19.0 20.3 4.0 4.2 19.6
その他の市 123 113 100.0 27.8      - 1.9 28.8 26.0 32.6 6.3 5.5 4.0
町・村 66 62 100.0 16.3      - 1.2 14.7 14.0 34.4 11.8 5.2 6.4
[ 家族数 ]
単身 25 24 100.0 43.4 3.0      - 24.0 46.5 32.6 6.2      - 9.1
２人家族 33 34 100.0 28.7      -      - 29.0 9.2 21.2 4.9 6.6 21.3
３人家族 62 58 100.0 14.7      - 3.1 27.5 29.5 36.2 6.3 6.4 7.4
４人家族 104 99 100.0 27.8 3.3 3.7 20.7 15.4 23.9 9.3 3.7 11.3
５人家族 54 47 100.0 17.5      - 3.4 34.3 27.1 19.1 7.7 5.6 4.0
６人家族 38 34 100.0 13.2      -      - 36.1 4.3 28.8      - 7.7 20.1
７人以上家族 7 6 100.0 32.0      -      - 11.2 25.0 75.0      -      -      -
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 25 24 100.0 43.4 3.0      - 24.0 46.5 32.6 6.2      - 9.1
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 30 31 100.0 31.2      -      - 31.5 6.4 19.4 2.5 7.2 20.7
大人２人（高齢者を含む） 1 1 100.0      -      -      -      -      -      -      -      - 100.0
大人が２人以下＋子供 106 91 100.0 17.9 1.2 3.9 21.9 22.2 25.4 9.7 4.4 7.4
大人が３人以上＋子供 77 69 100.0 17.8 1.5 1.6 27.2 16.4 34.0 5.1 5.3 9.6
大人が３人以上のみ 83 85 100.0 26.1 1.3 2.8 30.3 20.7 26.6 5.8 5.8 12.7
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 22 23 100.0 3.2 3.2      - 38.1 24.2 27.5 6.6 9.7 18.4
２００～４００万円未満 52 49 100.0 23.9 2.3 1.6 19.0 41.8 30.2 3.8 3.6 8.3
４００～６００万円未満 71 68 100.0 28.1      - 2.9 24.9 19.6 27.6 8.1 5.1 11.6
６００～８００万円未満 59 52 100.0 19.3 2.0 3.6 29.8 11.6 20.6 8.0 3.3 15.5
８００～１０００万円未満 51 48 100.0 25.5      - 5.0 34.5 13.1 27.2 1.5 2.3 10.5
１０００万円以上 66 61 100.0 28.2 1.8      - 22.1 17.9 32.6 9.4 7.4 5.3
　１０００～１５００万円未満 54 49 100.0 27.5 2.3      - 21.2 16.3 32.6 11.7 9.2 4.5
　１５００～２０００万円未満 9 9 100.0 41.5      -      - 21.4 20.0 35.3      -      - 11.5
　２０００万円以上 3 3 100.0      -      -      - 38.0 37.7 24.3      -      -      -
[ 世帯主の性別 ]
男性 293 272 100.0 23.5 1.2 2.6 25.5 17.9 28.0 6.6 5.1 10.1
女性 31 31 100.0 22.5 2.4      - 38.1 43.9 25.9 5.2 3.2 19.6
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 33 36 100.0 20.7 3.0      - 12.2 33.6 36.6      - 6.1 12.2
３０～３９歳 71 67 100.0 22.8      - 3.0 27.4 20.0 26.1 11.1 3.0 8.4
４０～４９歳 105 83 100.0 24.6 0.9 2.8 23.4 20.7 25.7 6.4 6.8 11.3
５０～５９歳 83 82 100.0 22.8 2.6 3.3 36.7 16.6 29.6 4.6 3.5 7.4
６０歳以上 32 35 100.0 26.0      -      - 25.4 17.2 22.5 8.5 6.0 22.9
　６０～６４歳 23 26 100.0 26.9      -      - 29.9 14.6 11.3 3.8 8.0 30.9
　６５歳以上 9 9 100.0 23.3      -      - 12.2 24.5 54.6 22.1      -      -
　６５～６９歳 7 7 100.0 29.3      -      - 15.4 30.8 42.8 27.8      -      -
　７０～７９歳 1 1 100.0      -      -      -      -      - 100.0      -      -      -
　８０歳以上 1 1 100.0      -      -      -      -      - 100.0      -      -      -


問３（６）携帯電話からインターネットを使って商品を購入する際の決済手段（Ｍ）
（回答数：324、対象：15歳以上の携帯電話・ＰＨＳ・携帯情報端末からインターネットによる購入経験者）


問３（６）携帯電話からインターネットを使って商品を購入する際の決済手段 回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
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後


集
計
人
数
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  全  体 324 303 100.0 23.4 1.3 2.3 26.8 20.6 27.8 6.4 4.9 11.1
１５～１９歳 30 21 100.0      -      -      - 16.7 20.0 56.5 6.7      - 6.7
２０～２９歳 98 109 100.0 21.4 2.0 1.0 29.6 25.5 32.7 2.0 4.1 9.2
３０～３９歳 98 91 100.0 28.6      - 2.2 25.0 19.6 23.5 12.2 3.3 10.4
４０～４９歳 68 51 100.0 29.5 1.4 5.9 23.3 18.9 20.6 5.9 8.8 13.2
５０～５９歳 27 25 100.0 25.4 4.2 3.5 36.0 11.3 18.3 7.1 11.3 7.7
６０歳以上 3 6 100.0      -      -      - 30.0      -      -      -      - 70.0
　６０～６４歳 3 6 100.0      -      -      - 30.0      -      -      -      - 70.0
　６５歳以上      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　６５～６９歳      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　７０～７９歳      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　８０歳以上      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
  男　性 163 153 100.0 24.6 1.4 4.1 24.9 11.8 26.6 5.9 6.6 12.7
１５～１９歳 12 8 100.0      -      -      - 16.7 16.7 75.0      -      - 8.3
２０～２９歳 41 45 100.0 17.1 4.9 2.4 31.7 17.1 26.8      - 4.9 12.2
３０～３９歳 45 45 100.0 28.9      - 4.4 17.8 8.9 24.4 11.1 6.7 13.3
４０～４９歳 43 33 100.0 34.9      - 7.0 14.0 9.3 23.3 7.0 9.3 14.0
５０～５９歳 20 18 100.0 30.0      - 5.0 45.0 10.0 20.0 10.0 10.0 5.0
６０歳以上 2 3 100.0      -      -      - 50.0      -      -      -      - 50.0
　６０～６４歳 2 3 100.0      -      -      - 50.0      -      -      -      - 50.0
　６５歳以上      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　６５～６９歳      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　７０～７９歳      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　８０歳以上      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
  女　性 161 150 100.0 22.2 1.2 0.5 28.7 29.6 28.9 7.0 3.2 9.4
１５～１９歳 18 13 100.0      -      -      - 16.7 22.2 44.4 11.1      - 5.6
２０～２９歳 57 63 100.0 24.6      -      - 28.1 31.6 36.8 3.5 3.5 7.0
３０～３９歳 53 46 100.0 28.3      -      - 32.1 30.2 22.6 13.2      - 7.5
４０～４９歳 25 19 100.0 20.0 4.0 4.0 40.0 36.0 16.0 4.0 8.0 12.0
５０～５９歳 7 7 100.0 14.3 14.3      - 14.3 14.3 14.3      - 14.3 14.3
６０歳以上 1 2 100.0      -      -      -      -      -      -      -      - 100.0
　６０～６４歳 1 2 100.0      -      -      -      -      -      -      -      - 100.0
　６５歳以上      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　６５～６９歳      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　７０～７９歳      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　８０歳以上      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -


問３（６）携帯電話からインターネットを使って商品を購入する際の決済手段（Ｍ）
（回答数：324、対象：15歳以上の携帯電話・ＰＨＳ・携帯情報端末からインターネットによる購入経験者）


問３（６）携帯電話からインターネットを使って商品を購入する際の決済手段 回
答
数
割
合
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  全  体 2,172 1,995 100.0 46.1 2.0 5.5 34.4 24.8 42.1 2.9 2.3 2.5
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 943 865 100.0 58.0 2.5 7.6 30.2 21.6 41.4 2.9 3.3 1.8
非世帯主 1,229 1,131 100.0 37.0 1.5 3.9 37.5 27.3 42.6 2.9 1.6 3.0
[ 本人の性別 ]
男性 1,237 1,144 100.0 52.0 2.7 7.0 30.4 19.8 42.1 3.2 2.7 2.5
女性 935 851 100.0 38.2 1.0 3.5 39.7 31.6 42.1 2.5 1.8 2.5
[ 本人の年齢 ]
１５～１９歳 175 124 100.0 13.8 1.7 0.6 26.9 22.3 52.4 2.3 0.6 3.4
２０～２９歳 460 510 100.0 38.0 2.6 4.8 33.3 29.2 40.2 1.3 2.2 3.5
３０～３９歳 603 565 100.0 55.1 2.3 7.8 35.8 25.6 42.1 4.5 2.2 2.1
４０～４９歳 629 475 100.0 54.0 1.9 5.4 36.0 25.1 41.4 3.8 1.8 2.1
５０～５９歳 271 253 100.0 43.5 0.8 4.3 37.7 15.5 46.3 1.7 4.8 1.5
６０歳以上 34 68 100.0 45.4      - 5.4 20.1 23.6 27.2      - 2.5 3.3
　６０～６４歳 26 48 100.0 52.3      - 3.5 18.6 24.4 27.9      - 3.5 4.6
　６５歳以上 8 20 100.0 28.9      - 10.1 23.8 21.7 25.6      -      -      -
　６５～６９歳 4 13 100.0 28.9      -      - 21.1 21.1 28.9      -      -      -
　７０～７９歳 3 6 100.0 35.8      - 35.8 35.8 28.3      -      -      -      -
　８０歳以上 1 1 100.0      -      -      -      -      - 100.0      -      -      -
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 963 892 100.0 51.6 2.6 7.1 34.9 27.8 41.4 2.1 2.2 2.2
その他の市 842 770 100.0 45.2 1.0 4.1 33.7 22.8 41.7 3.3 2.2 3.0
町・村 367 333 100.0 33.5 2.5 4.5 34.3 21.8 44.7 3.9 3.1 1.8
[ 家族数 ]
単身 81 81 100.0 61.8 3.5 13.8 29.9 42.1 35.5 2.8 1.4 2.3
２人家族 224 218 100.0 56.2 3.3 4.8 35.2 23.8 39.4 2.1 3.5 2.3
３人家族 409 396 100.0 48.8 0.9 7.0 33.3 24.0 44.7 4.1 3.1 2.9
４人家族 744 672 100.0 45.0 1.4 4.4 32.3 23.4 43.0 3.3 1.8 2.5
５人家族 395 347 100.0 45.5 3.4 6.2 35.7 27.9 39.5 2.8 1.0 2.7
６人家族 228 202 100.0 34.2 0.4 3.4 37.3 20.2 41.4 0.5 5.0 1.8
７人以上家族 84 73 100.0 30.5 4.2 3.6 42.0 26.9 49.1 2.4      - 1.5
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 81 81 100.0 61.8 3.5 13.8 29.9 42.1 35.5 2.8 1.4 2.3
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 206 202 100.0 56.2 2.8 4.8 36.4 24.2 38.1 1.1 2.9 2.0
大人２人（高齢者を含む） 10 8 100.0 60.3 9.6 9.3 19.1 9.3 39.7      - 20.6 9.6
大人が２人以下＋子供 814 692 100.0 51.1 1.3 6.2 32.9 25.7 41.7 4.0 2.2 2.7
大人が３人以上＋子供 555 486 100.0 37.3 2.9 4.2 36.2 22.8 43.8 2.2 1.6 2.2
大人が３人以上のみ 495 514 100.0 41.1 1.4 4.8 34.2 23.7 43.8 2.8 2.9 2.6
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 75 74 100.0 38.2 3.5 13.2 37.3 44.2 39.0 5.3 4.2 5.2
２００～４００万円未満 205 198 100.0 43.4 3.4 5.4 35.7 27.1 42.9 3.9 2.6 2.8
４００～６００万円未満 420 391 100.0 45.4 2.0 5.8 35.8 24.4 40.1 3.6 2.0 2.3
６００～８００万円未満 526 475 100.0 47.0 1.4 4.9 36.4 25.2 43.1 3.0 2.3 2.1
８００～１０００万円未満 386 341 100.0 44.4 2.2 5.7 33.4 23.8 41.9 1.6 3.7 3.2
１０００万円以上 543 500 100.0 48.9 1.1 4.5 31.4 21.6 41.6 2.4 1.4 1.8
　１０００～１５００万円未満 393 359 100.0 50.0 1.3 5.4 28.4 20.6 38.8 3.1 1.7 1.3
　１５００～２０００万円未満 103 96 100.0 52.3 1.2 2.1 37.1 20.0 52.0 0.9 0.9 2.9
　２０００万円以上 47 46 100.0 33.6      - 2.2 43.7 32.8 41.9      -      - 3.5
[ 世帯主の性別 ]
男性 2,052 1,875 100.0 46.3 2.0 5.6 34.3 23.9 42.2 2.9 2.3 2.3
女性 114 115 100.0 43.1 1.3 2.3 37.2 39.7 40.4 2.6 2.5 5.2
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 127 139 100.0 48.5 3.2 8.8 27.0 36.0 38.5      - 4.8 1.6
３０～３９歳 454 436 100.0 57.0 2.2 8.4 35.6 24.8 40.0 3.1 2.2 1.3
４０～４９歳 759 596 100.0 46.3 1.9 4.8 35.7 24.9 42.7 3.7 1.7 3.2
５０～５９歳 626 604 100.0 37.8 2.1 4.0 34.4 20.5 43.5 2.0 2.4 2.7
６０歳以上 200 216 100.0 46.1 0.5 3.3 33.1 28.5 43.2 4.4 2.7 2.5
　６０～６４歳 102 124 100.0 51.8      - 3.7 30.3 26.4 39.0 1.6 4.7 2.5
　６５歳以上 98 92 100.0 38.4 1.1 2.7 36.9 31.2 48.8 8.1      - 2.4
　６５～６９歳 30 31 100.0 60.2      - 8.1 26.0 37.2 57.0 9.8      -      -
　７０～７９歳 61 55 100.0 30.9 1.8      - 44.5 28.1 41.3 6.2      - 2.0
　８０歳以上 7 7 100.0      -      -      - 26.4 28.9 71.1 16.2      - 16.2


問３（６）インターネットを使って商品を購入する際の決済手段（Ｍ）
（回答数：2,172、対象：15歳以上のインターネットによる購入経験者）


問３（６）インターネットで商品を購入する際の決済手段 回
答
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  全  体 2,172 1,995 100.0 46.1 2.0 5.5 34.4 24.8 42.1 2.9 2.3 2.5
１５～１９歳 175 124 100.0 13.8 1.7 0.6 26.9 22.3 52.4 2.3 0.6 3.4
２０～２９歳 460 510 100.0 38.0 2.6 4.8 33.3 29.2 40.2 1.3 2.2 3.5
３０～３９歳 603 565 100.0 55.1 2.3 7.8 35.8 25.6 42.1 4.5 2.2 2.1
４０～４９歳 629 475 100.0 54.0 1.9 5.4 36.0 25.1 41.4 3.8 1.8 2.1
５０～５９歳 271 253 100.0 43.5 0.8 4.3 37.7 15.5 46.3 1.7 4.8 1.5
６０歳以上 34 68 100.0 45.4      - 5.4 20.1 23.6 27.2      - 2.5 3.3
　６０～６４歳 26 48 100.0 52.3      - 3.5 18.6 24.4 27.9      - 3.5 4.6
　６５歳以上 8 20 100.0 28.9      - 10.1 23.8 21.7 25.6      -      -      -
　６５～６９歳 4 13 100.0 28.9      -      - 21.1 21.1 28.9      -      -      -
　７０～７９歳 3 6 100.0 35.8      - 35.8 35.8 28.3      -      -      -      -
　８０歳以上 1 1 100.0      -      -      -      -      - 100.0      -      -      -
  男　性 1,237 1,144 100.0 52.0 2.7 7.0 30.4 19.8 42.1 3.2 2.7 2.5
１５～１９歳 94 66 100.0 9.6 2.1      - 26.6 19.1 64.9 2.1 1.1 4.3
２０～２９歳 241 267 100.0 42.7 4.1 6.6 31.5 22.4 35.7 1.2 2.5 4.1
３０～３９歳 308 310 100.0 62.0 3.6 9.7 29.5 20.8 41.2 4.9 2.9 1.3
４０～４９歳 381 291 100.0 59.6 2.1 6.3 30.7 22.3 42.5 4.2 1.8 2.6
５０～５９歳 191 169 100.0 50.3 0.5 5.8 33.5 12.0 48.2 2.6 4.7 1.6
６０歳以上 22 42 100.0 58.0      - 8.9 20.9 12.0 25.1      - 4.0      -
　６０～６４歳 18 30 100.0 61.1      - 5.6 22.2 16.7 22.2      - 5.6      -
　６５歳以上 4 12 100.0 50.0      - 17.5 17.5      - 32.5      -      -      -
　６５～６９歳 2 8 100.0 50.0      -      -      -      - 50.0      -      -      -
　７０～７９歳 2 4 100.0 50.0      - 50.0 50.0      -      -      -      -      -
　８０歳以上      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
  女　性 935 851 100.0 38.2 1.0 3.5 39.7 31.6 42.1 2.5 1.8 2.5
１５～１９歳 81 58 100.0 18.5 1.2 1.2 27.2 25.9 38.3 2.5      - 2.5
２０～２９歳 219 244 100.0 32.9 0.9 2.7 35.2 36.5 45.2 1.4 1.8 2.7
３０～３９歳 295 255 100.0 46.8 0.7 5.4 43.4 31.5 43.1 4.1 1.4 3.1
４０～４９歳 248 184 100.0 45.2 1.6 4.0 44.4 29.4 39.5 3.2 1.6 1.2
５０～５９歳 80 84 100.0 30.0 1.3 1.3 46.3 22.5 42.5      - 5.0 1.3
６０歳以上 12 26 100.0 25.4      -      - 18.9 42.0 30.6      -      - 8.5
　６０～６４歳 8 18 100.0 37.5      -      - 12.5 37.5 37.5      -      - 12.5
　６５歳以上 4 8 100.0      -      -      - 32.5 51.4 16.1      -      -      -
　６５～６９歳 2 5 100.0      -      -      - 50.0 50.0      -      -      -      -
　７０～７９歳 1 2 100.0      -      -      -      - 100.0      -      -      -      -
　８０歳以上 1 1 100.0      -      -      -      -      - 100.0      -      -      -


問３（６）インターネットを使って商品を購入する際の決済手段（Ｍ）
（回答数：2,172、対象：15歳以上のインターネットによる購入経験者）


問３（６）インターネットで商品を購入する際の決済手段 回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数
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計 電
子
決
済
の
み


電
子
決
済
と
非
電
子
併
用


  全  体 2,172 1,995 100.0 49.5 22.2 27.3 48.0 2.5
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 943 865 100.0 62.0 28.4 33.5 36.2 1.8
非世帯主 1,229 1,131 100.0 40.0 17.5 22.6 57.0 3.0
[ 本人の性別 ]
男性 1,237 1,144 100.0 55.9 26.2 29.6 41.7 2.5
女性 935 851 100.0 41.0 16.8 24.2 56.5 2.5
[ 本人の年齢 ]
１５～１９歳 175 124 100.0 17.8 12.6 5.1 78.8 3.4
２０～２９歳 460 510 100.0 40.6 19.8 20.9 55.9 3.5
３０～３９歳 603 565 100.0 59.8 23.3 36.5 38.1 2.1
４０～４９歳 629 475 100.0 57.2 24.6 32.6 40.7 2.1
５０～５９歳 271 253 100.0 46.8 21.0 25.7 51.8 1.5
６０歳以上 34 68 100.0 45.4 37.2 8.2 51.3 3.3
　６０～６４歳 26 48 100.0 52.3 40.7 11.6 43.0 4.6
　６５歳以上 8 20 100.0 28.9 28.9      - 71.1      -
　６５～６９歳 4 13 100.0 28.9 28.9      - 71.1      -
　７０～７９歳 3 6 100.0 35.8 35.8      - 64.2      -
　８０歳以上 1 1 100.0      -      -      - 100.0      -
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 963 892 100.0 55.2 24.4 30.8 42.6 2.2
その他の市 842 770 100.0 47.4 22.0 25.4 49.6 3.0
町・村 367 333 100.0 39.4 17.0 22.4 58.7 1.8
[ 家族数 ]
単身 81 81 100.0 68.3 22.6 45.6 29.4 2.3
２人家族 224 218 100.0 58.3 25.1 33.2 39.4 2.3
３人家族 409 396 100.0 52.1 22.7 29.3 45.0 2.9
４人家族 744 672 100.0 48.5 22.9 25.6 49.0 2.5
５人家族 395 347 100.0 49.9 21.7 28.2 47.4 2.7
６人家族 228 202 100.0 36.0 21.4 14.7 62.2 1.8
７人以上家族 84 73 100.0 34.8 11.3 23.4 63.7 1.5
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 81 81 100.0 68.3 22.6 45.6 29.4 2.3
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 206 202 100.0 57.8 25.7 32.1 40.1 2.0
大人２人（高齢者を含む） 10 8 100.0 69.8 31.9 37.9 20.6 9.6
大人が２人以下＋子供 814 692 100.0 54.8 24.4 30.5 42.4 2.7
大人が３人以上＋子供 555 486 100.0 40.8 18.6 22.1 57.1 2.2
大人が３人以上のみ 495 514 100.0 44.2 21.2 23.0 53.2 2.6
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 75 74 100.0 47.1 12.2 34.8 47.7 5.2
２００～４００万円未満 205 198 100.0 47.5 22.1 25.4 49.6 2.8
４００～６００万円未満 420 391 100.0 50.0 22.5 27.4 47.7 2.3
６００～８００万円未満 526 475 100.0 49.3 22.5 26.8 48.5 2.1
８００～１０００万円未満 386 341 100.0 46.9 18.9 28.0 49.9 3.2
１０００万円以上 543 500 100.0 52.0 26.0 26.0 46.1 1.8
　１０００～１５００万円未満 393 359 100.0 53.8 28.2 25.6 44.9 1.3
　１５００～２０００万円未満 103 96 100.0 54.4 21.7 32.8 42.7 2.9
　２０００万円以上 47 46 100.0 33.6 18.2 15.3 62.9 3.5
[ 世帯主の性別 ]
男性 2,052 1,875 100.0 49.8 22.6 27.2 47.9 2.3
女性 114 115 100.0 45.3 15.1 30.2 49.5 5.2
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 127 139 100.0 50.9 25.5 25.4 47.5 1.6
３０～３９歳 454 436 100.0 61.5 25.2 36.3 37.3 1.3
４０～４９歳 759 596 100.0 49.9 22.0 27.9 46.9 3.2
５０～５９歳 626 604 100.0 41.0 19.7 21.3 56.3 2.7
６０歳以上 200 216 100.0 47.8 22.4 25.4 49.8 2.5
　６０～６４歳 102 124 100.0 51.8 29.2 22.5 45.8 2.5
　６５歳以上 98 92 100.0 42.5 13.3 29.1 55.1 2.4
　６５～６９歳 30 31 100.0 63.5 24.6 38.9 36.5      -
　７０～７９歳 61 55 100.0 33.8 8.6 25.3 64.1 2.0
　８０歳以上 7 7 100.0 16.2      - 16.2 67.6 16.2


問３（６）インターネットを使って商品を購入する際の決済手段（Ｍ）（加工）
（回答数：2,172、対象：15歳以上のインターネットによる購入経験者）


商品を購入する際の決済手段 回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
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集
計
人
数


非
電
子
決
済
の
み


無
回
答


電子決済
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を
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こ
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不
安
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人
情
報
の
保
護
に
不
安


商
品
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り
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返
品
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頼
で
き
な
い


購
入
し
た
い
商
品


・
サ
ー


ビ
ス
が
な
い


手
段
が
煩
雑
で
あ
る


そ
の
他


無
回
答


  全  体 4,380 4,072 100.0 35.0 33.6 24.2 23.1 18.4 5.0 8.8 4.4 28.3
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 1,447 1,365 100.0 36.6 36.3 30.6 28.6 22.9 5.1 9.5 3.9 25.9
非世帯主 2,933 2,707 100.0 34.2 32.3 20.9 20.4 16.1 5.0 8.4 4.7 29.6
[ 本人の性別 ]
男性 2,246 2,101 100.0 36.8 32.7 24.6 23.6 18.9 5.3 8.5 4.9 27.8
女性 2,134 1,971 100.0 33.1 34.6 23.7 22.6 17.8 4.7 9.1 3.9 28.9
[ 本人の年齢 ]
１５～１９歳 709 501 100.0 35.8 22.3 10.2 12.1 10.6 5.4 7.5 7.5 32.5
２０～２９歳 878 974 100.0 33.7 34.3 20.4 21.0 16.3 6.5 7.7 5.0 29.3
３０～３９歳 900 837 100.0 32.7 35.7 31.2 28.3 21.0 4.4 9.8 4.0 26.4
４０～４９歳 1,042 784 100.0 37.6 38.3 30.0 27.7 22.6 5.6 9.4 3.0 24.1
５０～５９歳 704 669 100.0 35.8 37.1 26.6 24.5 20.8 4.1 8.4 3.4 27.3
６０歳以上 147 306 100.0 35.9 24.8 19.6 19.0 14.3 1.8 11.1 4.8 36.8
　６０～６４歳 85 158 100.0 34.5 32.7 26.1 24.6 18.7 3.5 13.7 3.5 33.4
　６５歳以上 62 148 100.0 37.3 16.3 12.7 12.9 9.7      - 8.3 6.2 40.5
　６５～６９歳 29 91 100.0 43.8 20.4 18.5 14.3 11.3      - 11.3 8.3 32.5
　７０～７９歳 26 47 100.0 29.6 11.9 4.3 12.8 8.5      - 4.3 3.4 46.6
　８０歳以上 7 10 100.0 14.6      -      -      -      -      -      -      - 85.4
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,795 1,683 100.0 33.8 36.6 26.8 25.4 19.6 4.6 8.7 4.4 25.8
その他の市 1,829 1,685 100.0 36.4 33.1 23.2 23.0 18.8 5.8 9.2 4.6 28.3
町・村 756 704 100.0 34.5 27.9 20.1 18.1 14.4 4.1 8.2 4.1 34.5
[ 家族数 ]
単身 80 79 100.0 25.0 39.4 37.7 37.0 25.8 7.0 13.8 3.9 31.0
２人家族 356 366 100.0 27.6 38.6 34.3 32.9 21.8 3.3 9.8 3.3 30.4
３人家族 712 693 100.0 32.3 33.7 26.4 25.2 18.6 4.4 9.4 4.8 28.0
４人家族 1,561 1,408 100.0 35.7 36.4 26.0 24.6 21.2 5.5 10.3 4.0 25.5
５人家族 945 844 100.0 38.2 31.7 20.9 20.2 16.7 5.9 7.7 5.7 26.2
６人家族 442 412 100.0 38.4 32.2 16.8 17.9 13.6 5.0 7.4 4.0 31.1
７人以上家族 257 246 100.0 36.7 18.3 13.4 10.5 9.2 3.1 2.9 3.8 42.5
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 80 79 100.0 25.0 39.4 37.7 37.0 25.8 7.0 13.8 3.9 31.0
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 322 326 100.0 27.4 38.9 34.4 32.4 21.6 3.5 8.5 3.2 30.8
大人２人（高齢者を含む） 21 30 100.0 31.5 32.5 44.9 44.9 26.4      - 18.1 3.3 28.3
大人が２人以下＋子供 1,554 1,298 100.0 35.7 35.2 26.9 26.6 19.7 4.9 9.3 5.5 25.0
大人が３人以上＋子供 1,323 1,211 100.0 36.2 28.3 19.4 17.0 15.3 5.1 7.3 3.9 31.7
大人が３人以上のみ 1,037 1,088 100.0 36.1 35.7 22.3 22.1 18.6 5.5 9.3 4.0 27.2
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 120 114 100.0 30.9 42.8 33.5 37.4 25.4 5.9 14.0 3.0 36.5
２００～４００万円未満 539 525 100.0 33.1 31.8 23.6 25.9 18.3 4.4 8.3 5.7 32.7
４００～６００万円未満 921 847 100.0 30.8 33.8 24.1 23.7 17.8 4.1 9.5 4.7 30.3
６００～８００万円未満 976 878 100.0 33.9 34.4 22.6 20.4 18.3 4.9 7.1 2.8 28.8
８００～１０００万円未満 810 743 100.0 38.2 33.7 25.5 25.9 20.2 6.1 10.3 4.2 24.0
１０００万円以上 956 904 100.0 39.2 33.1 23.7 19.5 17.1 5.4 8.3 5.3 25.7
　１０００～１５００万円未満 716 671 100.0 38.0 34.8 25.5 21.1 18.8 6.7 8.3 5.6 24.5
　１５００～２０００万円未満 162 157 100.0 43.5 32.0 18.4 15.6 12.1 0.5 8.7 2.4 26.1
　２０００万円以上 78 77 100.0 40.9 20.5 18.5 13.4 12.1 4.3 7.3 8.9 35.3
[ 世帯主の性別 ]
男性 4,182 3,880 100.0 35.5 33.5 24.0 23.1 18.6 4.9 8.9 4.4 28.3
女性 196 191 100.0 26.3 37.0 27.4 23.3 14.6 8.0 6.9 4.6 27.4
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 152 165 100.0 29.0 41.8 31.6 31.9 23.7 5.1 13.9 8.5 27.1
３０～３９歳 704 686 100.0 31.8 33.3 29.2 26.8 18.9 4.2 9.3 4.6 28.3
４０～４９歳 1,522 1,211 100.0 37.3 33.2 24.1 23.1 19.8 5.5 9.0 4.6 25.3
５０～５９歳 1,535 1,471 100.0 34.4 33.7 21.8 20.8 17.1 5.7 7.0 3.6 31.4
６０歳以上 465 538 100.0 37.5 32.5 22.3 22.0 16.3 3.1 10.9 4.7 27.1
　６０～６４歳 234 293 100.0 39.7 33.0 24.2 22.3 17.2 2.9 13.7 3.3 28.2
　６５歳以上 231 245 100.0 34.9 31.9 20.0 21.6 15.3 3.3 7.6 6.3 25.8
　６５～６９歳 57 76 100.0 30.7 33.8 32.2 32.2 22.3 4.2 18.3 10.3 17.9
　７０～７９歳 138 135 100.0 41.0 28.3 16.4 19.8 12.3 1.6 2.7 2.3 29.4
　８０歳以上 36 34 100.0 20.3 42.0 7.0 5.5 11.7 8.0 3.2 13.3 28.7


 


問３（7）インターネットを使って商品やサービスの購入しない理由（Ｍ）
（回答数：4,380、対象：15歳以上のパソコン又は携帯電話によるインターネット利用者で
インターネットで商品・サービスを購入しない者）


問３（7）インターネットで商品を購入しない理由回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数
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（男女別）


必
要
な
い
・
興
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が
な
い


商
品
を
見
て
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い
た
い
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ジ
ッ


ト
番
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を


流
す
こ
と
に
不
安


個
人
情
報
の
保
護
に
不
安


商
品
受
取
り
や
返
品
な
ど


で
信
頼
で
き
な
い


購
入
し
た
い
商
品


・
サ
ー


ビ
ス
が
な
い


手
段
が
煩
雑
で
あ
る


そ
の
他


無
回
答


  全  体 4,380 4,072 100.0 35.0 33.6 24.2 23.1 18.4 5.0 8.8 4.4 28.3
１５～１９歳 709 501 100.0 35.8 22.3 10.2 12.1 10.6 5.4 7.5 7.5 32.5
２０～２９歳 878 974 100.0 33.7 34.3 20.4 21.0 16.3 6.5 7.7 5.0 29.3
３０～３９歳 900 837 100.0 32.7 35.7 31.2 28.3 21.0 4.4 9.8 4.0 26.4
４０～４９歳 1,042 784 100.0 37.6 38.3 30.0 27.7 22.6 5.6 9.4 3.0 24.1
５０～５９歳 704 669 100.0 35.8 37.1 26.6 24.5 20.8 4.1 8.4 3.4 27.3
６０歳以上 147 306 100.0 35.9 24.8 19.6 19.0 14.3 1.8 11.1 4.8 36.8
　６０～６４歳 85 158 100.0 34.5 32.7 26.1 24.6 18.7 3.5 13.7 3.5 33.4
　６５歳以上 62 148 100.0 37.3 16.3 12.7 12.9 9.7      - 8.3 6.2 40.5
　６５～６９歳 29 91 100.0 43.8 20.4 18.5 14.3 11.3      - 11.3 8.3 32.5
　７０～７９歳 26 47 100.0 29.6 11.9 4.3 12.8 8.5      - 4.3 3.4 46.6
　８０歳以上 7 10 100.0 14.6      -      -      -      -      -      -      - 85.4
  男　性 2,246 2,101 100.0 36.8 32.7 24.6 23.6 18.9 5.3 8.5 4.9 27.8
１５～１９歳 353 247 100.0 35.4 19.0 8.8 11.0 7.9 4.5 7.1 9.3 35.7
２０～２９歳 444 491 100.0 36.3 32.7 19.4 19.1 14.0 6.8 8.6 6.1 29.7
３０～３９歳 417 419 100.0 34.3 34.3 30.9 28.3 20.4 5.5 7.9 4.1 27.1
４０～４９歳 521 399 100.0 41.1 38.8 32.6 30.9 26.9 5.2 8.8 2.3 20.5
５０～５９歳 427 378 100.0 35.6 36.5 27.4 25.3 22.7 5.4 6.8 3.5 28.8
６０歳以上 84 167 100.0 39.4 25.9 21.9 22.1 17.9 2.0 14.7 6.5 27.6
　６０～６４歳 56 93 100.0 46.4 33.9 25.0 25.0 19.6 3.6 16.1 3.6 23.2
　６５歳以上 28 74 100.0 30.5 15.6 18.0 18.4 15.6      - 12.9 10.2 33.2
　６５～６９歳 11 41 100.0 36.4 18.2 27.3 18.2 18.2      - 18.2 18.2 18.2
　７０～７９歳 14 28 100.0 21.4 14.3 7.1 21.4 14.3      - 7.1      - 50.0
　８０歳以上 3 4      - 33.3      -      -      -      -      -      -      - 66.7
  女　性 2,134 1,971 100.0 33.1 34.6 23.7 22.6 17.8 4.7 9.1 3.9 28.9
１５～１９歳 356 254 100.0 36.2 25.6 11.5 13.2 13.2 6.2 7.9 5.6 29.5
２０～２９歳 434 483 100.0 31.1 35.9 21.4 22.8 18.7 6.2 6.9 3.9 28.8
３０～３９歳 483 418 100.0 31.1 37.1 31.5 28.4 21.5 3.3 11.6 3.9 25.7
４０～４９歳 521 386 100.0 34.0 37.8 27.3 24.4 18.2 6.0 10.0 3.6 27.8
５０～５９歳 277 291 100.0 36.1 37.9 25.6 23.5 18.4 2.5 10.5 3.2 25.3
６０歳以上 63 138 100.0 31.6 23.5 16.8 15.2 10.0 1.6 6.8 2.8 48.0
　６０～６４歳 29 64 100.0 17.2 31.0 27.6 24.1 17.2 3.4 10.3 3.4 48.3
　６５歳以上 34 74 100.0 44.2 17.0 7.4 7.4 3.7      - 3.7 2.2 47.8
　６５～６９歳 18 49 100.0 50.0 22.2 11.1 11.1 5.6      - 5.6      - 44.4
　７０～７９歳 12 19 100.0 41.7 8.3      -      -      -      -      - 8.3 41.7
　８０歳以上 4 5 100.0      -      -      -      -      -      -      -      - 100.0


問３（８）インターネットで商品を購入しない理由


問３（７）インターネットを使って商品やサービスの購入しない理由（Ｍ）
（回答数：4,380、対象：15歳以上のパソコン又は携帯電話によるインターネット利用者でインターネットで商品・サービスを購入し
ない者）


回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数
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は
い
い
い
え


無
回
答


  全  体 6,482 6,001 100.0 29.0 56.5 14.5
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 2,361 2,202 100.0 26.8 61.9 11.3
非世帯主 4,121 3,799 100.0 30.2 53.4 16.4
[ 本人の性別 ]
男性 3,451 3,214 100.0 28.9 58.0 13.0
女性 3,031 2,787 100.0 29.0 54.7 16.2
[ 本人の年齢 ]
１５～１９歳 880 622 100.0 39.7 43.7 16.6
２０～２９歳 1,318 1,463 100.0 36.7 48.7 14.6
３０～３９歳 1,486 1,387 100.0 35.6 55.6 8.7
４０～４９歳 1,655 1,248 100.0 24.4 63.3 12.2
５０～５９歳 963 911 100.0 14.2 66.7 19.0
６０歳以上 180 372 100.0 7.4 63.8 28.8
　６０～６４歳 110 204 100.0 8.2 65.9 25.9
　６５歳以上 70 168 100.0 6.5 61.1 32.4
　６５～６９歳 33 104 100.0 7.2 68.0 24.8
　７０～７９歳 29 53 100.0 3.8 55.3 40.9
　８０歳以上 8 11 100.0 12.3 25.1 62.6
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 2,727 2,544 100.0 27.9 60.0 12.1
その他の市 2,647 2,433 100.0 29.3 56.0 14.7
町・村 1,108 1,024 100.0 31.0 49.0 19.9
[ 家族数 ]
単身 157 156 100.0 43.9 50.6 5.5
２人家族 574 579 100.0 27.4 57.2 15.4
３人家族 1,106 1,074 100.0 29.6 57.5 12.9
４人家族 2,282 2,056 100.0 29.0 57.7 13.2
５人家族 1,330 1,182 100.0 28.7 56.1 15.1
６人家族 666 610 100.0 27.2 56.1 16.7
７人以上家族 333 314 100.0 25.6 50.1 24.3
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 157 156 100.0 43.9 50.6 5.5
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 523 524 100.0 26.9 57.7 15.4
大人２人（高齢者を含む） 31 38 100.0 24.8 60.6 14.6
大人が２人以下＋子供 2,350 1,974 100.0 31.9 57.6 10.5
大人が３人以上＋子供 1,858 1,681 100.0 29.7 54.4 15.9
大人が３人以上のみ 1,509 1,578 100.0 23.5 58.2 18.3
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 192 185 100.0 31.6 46.5 21.9
２００～４００万円未満 741 719 100.0 36.4 48.2 15.4
４００～６００万円未満 1,332 1,230 100.0 30.7 56.5 12.8
６００～８００万円未満 1,486 1,338 100.0 30.0 53.9 16.2
８００～１０００万円未満 1,180 1,070 100.0 25.2 61.8 13.0
１０００万円以上 1,477 1,383 100.0 25.7 60.0 14.3
　１０００～１５００万円未満 1,094 1,015 100.0 29.1 56.9 14.1
　１５００～２０００万円未満 265 252 100.0 18.1 68.0 13.9
　２０００万円以上 118 115 100.0 12.9 70.5 16.6
[ 世帯主の性別 ]
男性 6,169 5,694 100.0 28.4 57.0 14.6
女性 305 301 100.0 39.0 47.8 13.1
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 274 298 100.0 45.1 48.9 6.0
３０～３９歳 1,142 1,106 100.0 36.0 55.2 8.8
４０～４９歳 2,262 1,792 100.0 29.7 56.3 14.0
５０～５９歳 2,135 2,049 100.0 24.9 56.9 18.2
６０歳以上 661 749 100.0 21.7 61.3 17.0
　６０～６４歳 333 413 100.0 20.9 60.2 18.9
　６５歳以上 328 336 100.0 22.8 62.6 14.6
　６５～６９歳 87 107 100.0 25.3 65.2 9.5
　７０～７９歳 198 188 100.0 19.6 63.7 16.8
　８０歳以上 43 41 100.0 30.9 51.4 17.7


問４（１）インターネット
での有料コンテンツ
購入の有無


問４（１）インターネットによる有料デジタルコンテンツ購入の有無（Ｓ）
（回答数：6,482、対象：15歳以上のパソコンと携帯電話・ＰＨＳ・携帯情報端末によ
るインターネット利用者）


回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数
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（男女別）


は
い
い
い
え


無
回
答


  全  体 6,482 6,001 100.0 29.0 56.5 14.5
１５～１９歳 880 622 100.0 39.7 43.7 16.6
２０～２９歳 1,318 1,463 100.0 36.7 48.7 14.6
３０～３９歳 1,486 1,387 100.0 35.6 55.6 8.7
４０～４９歳 1,655 1,248 100.0 24.4 63.3 12.2
５０～５９歳 963 911 100.0 14.2 66.7 19.0
６０歳以上 180 372 100.0 7.4 63.8 28.8
　６０～６４歳 110 204 100.0 8.2 65.9 25.9
　６５歳以上 70 168 100.0 6.5 61.1 32.4
　６５～６９歳 33 104 100.0 7.2 68.0 24.8
　７０～７９歳 29 53 100.0 3.8 55.3 40.9
　８０歳以上 8 11 100.0 12.3 25.1 62.6
  男　性 3,451 3,214 100.0 28.9 58.0 13.0
１５～１９歳 447 312 100.0 39.4 44.5 16.1
２０～２９歳 677 749 100.0 35.0 49.8 15.2
３０～３９歳 718 722 100.0 38.0 55.3 6.7
４０～４９歳 894 684 100.0 25.6 63.5 10.9
５０～５９歳 610 540 100.0 14.1 70.2 15.7
６０歳以上 105 207 100.0 9.4 67.8 22.7
　６０～６４歳 73 122 100.0 8.2 68.5 23.3
　６５歳以上 32 85 100.0 11.2 66.9 21.9
　６５～６９歳 13 49 100.0 15.4 76.9 7.7
　７０～７９歳 16 32 100.0 6.3 56.3 37.5
　８０歳以上 3 4 100.0      - 33.3 66.7
  女　性 3,031 2,787 100.0 29.0 54.7 16.2
１５～１９歳 433 309 100.0 40.0 43.0 17.1
２０～２９歳 641 714 100.0 38.4 47.6 14.0
３０～３９歳 768 665 100.0 33.1 56.0 10.9
４０～４９歳 761 564 100.0 23.0 63.1 13.9
５０～５９歳 353 371 100.0 14.4 61.8 23.8
６０歳以上 75 165 100.0 4.9 58.7 36.5
　６０～６４歳 37 82 100.0 8.1 62.2 29.7
　６５歳以上 38 82 100.0 1.6 55.2 43.2
　６５～６９歳 20 55 100.0      - 60.0 40.0
　７０～７９歳 13 21 100.0      - 53.8 46.2
　８０歳以上 5 7 100.0 20.0 20.0 60.0


問４（１）インターネッ
トでの有料コンテンツ
購入の有無


問４（１）インターネットによる有料デジタルコンテンツ購入の有無（Ｓ）
（回答数：6,482、対象：15歳以上のパソコンと携帯電話・ＰＨＳ・携帯情報端末によ
るインターネット利用者）


回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数
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は
い


い
い
え


無
回
答


  全  体 5,322 4,895 100.0 9.5 71.5 19.0
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 2,040 1,894 100.0 10.6 74.4 15.1
非世帯主 3,282 3,001 100.0 8.9 69.6 21.5
[ 本人の性別 ]
男性 2,965 2,746 100.0 11.1 71.4 17.5
女性 2,357 2,149 100.0 7.5 71.5 20.9
[ 本人の年齢 ]
１５～１９歳 748 528 100.0 8.4 63.9 27.7
２０～２９歳 1,069 1,186 100.0 12.1 68.1 19.8
３０～３９歳 1,193 1,118 100.0 10.9 73.5 15.6
４０～４９歳 1,397 1,054 100.0 9.4 74.9 15.7
５０～５９歳 782 735 100.0 6.3 73.9 19.8
６０歳以上 133 273 100.0 4.7 72.4 22.9
　６０～６４歳 88 161 100.0 5.9 69.3 24.8
　６５歳以上 45 112 100.0 3.0 76.9 20.0
　６５～６９歳 22 71 100.0      - 80.5 19.5
　７０～７９歳 20 37 100.0 5.5 75.0 19.5
　８０歳以上 3 4 100.0 32.9 32.9 34.2
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 2,296 2,125 100.0 10.8 73.7 15.5
その他の市 2,129 1,952 100.0 7.9 71.9 20.2
町・村 897 818 100.0 10.1 64.7 25.2
[ 家族数 ]
単身 129 129 100.0 18.3 70.9 10.8
２人家族 482 489 100.0 9.2 70.0 20.8
３人家族 910 882 100.0 11.5 71.7 16.8
４人家族 1,912 1,713 100.0 8.7 74.3 17.0
５人家族 1,092 965 100.0 8.9 68.7 22.5
６人家族 540 484 100.0 9.4 68.7 21.9
７人以上家族 228 205 100.0 7.4 70.8 21.8
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 129 129 100.0 18.3 70.9 10.8
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 440 442 100.0 9.3 70.4 20.3
大人２人（高齢者を含む） 27 35 100.0 9.1 74.9 16.0
大人が２人以下＋子供 1,952 1,631 100.0 8.0 74.5 17.5
大人が３人以上＋子供 1,482 1,314 100.0 9.8 70.3 19.9
大人が３人以上のみ 1,247 1,301 100.0 10.4 69.9 19.7
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 130 126 100.0 12.6 64.1 23.4
２００～４００万円未満 549 534 100.0 8.8 67.6 23.5
４００～６００万円未満 1,046 966 100.0 9.6 72.1 18.4
６００～８００万円未満 1,255 1,122 100.0 10.1 68.8 21.2
８００～１０００万円未満 1,017 915 100.0 9.2 74.2 16.7
１０００万円以上 1,265 1,169 100.0 9.7 73.5 16.8
　１０００～１５００万円未満 929 850 100.0 11.1 71.2 17.7
　１５００～２０００万円未満 237 225 100.0 6.1 80.8 13.1
　２０００万円以上 99 95 100.0 6.0 76.5 17.5
[ 世帯主の性別 ]
男性 5,064 4,643 100.0 9.5 71.7 18.9
女性 251 247 100.0 10.4 68.8 20.8
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 209 227 100.0 11.7 75.2 13.1
３０～３９歳 904 872 100.0 10.1 74.3 15.5
４０～４９歳 1,906 1,498 100.0 9.3 71.6 19.0
５０～５９歳 1,750 1,678 100.0 9.8 69.7 20.5
６０歳以上 545 613 100.0 7.9 71.0 21.1
　６０～６４歳 278 343 100.0 8.7 67.0 24.3
　６５歳以上 267 270 100.0 6.9 76.1 17.0
　６５～６９歳 73 91 100.0 6.5 82.9 10.6
　７０～７９歳 160 148 100.0 5.7 76.7 17.6
　８０歳以上 34 32 100.0 13.4 53.8 32.8
[ ブロードバンド/ナローバンド ]
ブロードバンド 2,863 2,617 100.0 11.8 74.0 14.3
ナローバンド 1,722 1,602 100.0 7.8 74.7 17.4


問４（１）インターネット
（ＰＣ）での有料コンテンツ
購入の有無


問４（１）パソコンでのインターネットによる有料デジタルコンテンツ購入の有無（Ｓ）
（回答数：5,322、対象：15歳以上のパソコンによるインターネット利用者）


回
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割
合
（


％
）


集
計
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比
重
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整
後


集
計
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数
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（男女別）


は
い


い
い
え


無
回
答


  全  体 5,322 4,895 100.0 9.5 71.5 19.0
１５～１９歳 748 528 100.0 8.4 63.9 27.7
２０～２９歳 1,069 1,186 100.0 12.1 68.1 19.8
３０～３９歳 1,193 1,118 100.0 10.9 73.5 15.6
４０～４９歳 1,397 1,054 100.0 9.4 74.9 15.7
５０～５９歳 782 735 100.0 6.3 73.9 19.8
６０歳以上 133 273 100.0 4.7 72.4 22.9
　６０～６４歳 88 161 100.0 5.9 69.3 24.8
　６５歳以上 45 112 100.0 3.0 76.9 20.0
　６５～６９歳 22 71 100.0      - 80.5 19.5
　７０～７９歳 20 37 100.0 5.5 75.0 19.5
　８０歳以上 3 4 100.0 32.9 32.9 34.2
  男　性 2,965 2,746 100.0 11.1 71.4 17.5
１５～１９歳 378 264 100.0 7.4 64.8 27.8
２０～２９歳 561 620 100.0 14.1 66.8 19.1
３０～３９歳 611 614 100.0 13.4 72.7 13.9
４０～４９歳 806 617 100.0 12.0 73.6 14.4
５０～５９歳 524 464 100.0 7.4 75.0 17.6
６０歳以上 85 167 100.0 4.2 76.5 19.3
　６０～６４歳 62 103 100.0 4.8 69.4 25.8
　６５歳以上 23 63 100.0 3.2 88.2 8.6
　６５～６９歳 10 38 100.0      - 100.0      -
　７０～７９歳 12 24 100.0 8.3 75.0 16.7
　８０歳以上 1 1 100.0      -      - 100.0
  女　性 2,357 2,149 100.0 7.5 71.5 20.9
１５～１９歳 370 264 100.0 9.5 63.0 27.6
２０～２９歳 508 566 100.0 9.8 69.5 20.7
３０～３９歳 582 504 100.0 7.7 74.6 17.7
４０～４９歳 591 438 100.0 5.8 76.8 17.4
５０～５９歳 258 271 100.0 4.3 72.1 23.6
６０歳以上 48 106 100.0 5.5 66.0 28.5
　６０～６４歳 26 58 100.0 7.7 69.2 23.1
　６５歳以上 22 48 100.0 2.8 62.3 34.9
　６５～６９歳 12 33 100.0      - 58.3 41.7
　７０～７９歳 8 13 100.0      - 75.0 25.0
　８０歳以上 2 3 100.0 50.0 50.0      -


問４（１）パソコンでのインターネットによる有料デジタルコンテンツ購入の有無（Ｓ）
（回答数：5,322、対象：15歳以上のパソコンによるインターネット利用者）


 問４（１）インターネット
（ＰＣ）での有料コンテンツ
購入の有無


回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数
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は
い
い
い
え


無
回
答


  全  体 4,449 4,098 100.0 36.2 43.6 20.2
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 1,539 1,427 100.0 33.5 47.2 19.3
非世帯主 2,910 2,671 100.0 37.6 41.7 20.7
[ 本人の性別 ]
男性 2,288 2,124 100.0 35.6 44.8 19.6
女性 2,161 1,974 100.0 36.9 42.3 20.8
[ 本人の年齢 ]
１５～１９歳 630 445 100.0 49.5 32.2 18.2
２０～２９歳 1,019 1,131 100.0 41.7 37.9 20.4
３０～３９歳 1,144 1,068 100.0 40.9 45.3 13.7
４０～４９歳 1,085 818 100.0 29.8 49.2 21.1
５０～５９歳 491 467 100.0 20.9 52.0 27.1
６０歳以上 80 170 100.0 7.7 51.3 41.0
　６０～６４歳 43 82 100.0 6.8 53.4 39.9
　６５歳以上 37 87 100.0 8.6 49.3 42.1
　６５～６９歳 16 51 100.0 14.7 56.4 28.9
　７０～７９歳 16 29 100.0      - 43.8 56.2
　８０歳以上 5 7 100.0      - 20.5 79.5
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,882 1,758 100.0 34.7 46.9 18.4
その他の市 1,825 1,664 100.0 36.4 44.1 19.5
町・村 742 676 100.0 39.7 33.9 26.5
[ 家族数 ]
単身 129 127 100.0 48.5 36.1 15.5
２人家族 384 380 100.0 36.2 45.5 18.3
３人家族 725 696 100.0 35.9 42.7 21.4
４人家族 1,563 1,412 100.0 36.3 44.2 19.5
５人家族 911 808 100.0 36.9 44.6 18.5
６人家族 473 427 100.0 33.0 44.8 22.2
７人以上家族 244 229 100.0 31.4 39.6 29.0
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 129 127 100.0 48.5 36.1 15.5
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 356 350 100.0 35.0 46.0 19.0
大人２人（高齢者を含む） 14 17 100.0 44.5 51.2 4.4
大人が２人以下＋子供 1,659 1,404 100.0 38.8 45.2 16.1
大人が３人以上＋子供 1,301 1,169 100.0 37.6 40.7 21.7
大人が３人以上のみ 960 1,002 100.0 29.0 45.4 25.7
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 134 130 100.0 42.1 33.9 24.1
２００～４００万円未満 528 499 100.0 45.3 34.0 20.7
４００～６００万円未満 954 874 100.0 39.4 43.3 17.4
６００～８００万円未満 999 900 100.0 36.8 42.2 21.0
８００～１０００万円未満 786 714 100.0 31.5 49.7 18.8
１０００万円以上 995 929 100.0 30.9 46.9 22.2
　１０００～１５００万円未満 752 696 100.0 34.9 43.4 21.7
　１５００～２０００万円未満 174 165 100.0 19.9 55.9 24.2
　２０００万円以上 69 68 100.0 16.4 61.2 22.4
[ 世帯主の性別 ]
男性 4,215 3,868 100.0 35.7 44.1 20.3
女性 227 224 100.0 44.8 37.3 18.0
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 233 254 100.0 49.9 36.4 13.8
３０～３９歳 917 888 100.0 40.4 45.1 14.5
４０～４９歳 1,553 1,231 100.0 36.9 43.4 19.7
５０～５９歳 1,348 1,303 100.0 32.6 42.0 25.4
６０歳以上 391 416 100.0 28.4 51.1 20.4
　６０～６４歳 179 210 100.0 25.0 53.2 21.8
　６５歳以上 212 206 100.0 31.9 49.0 19.1
　６５～６９歳 62 69 100.0 36.2 44.9 18.9
　７０～７９歳 129 117 100.0 27.8 52.2 20.0
　８０歳以上 21 20 100.0 40.9 44.6 14.5


問４（１）携帯電話での
インターネットによる有
料デジタルコンテンツ
購入の有無


問４（１）携帯電話でのインターネットによる有料デジタルコンテンツ購入の有無（Ｓ）
（回答数：4,449、対象：15歳以上の携帯電話・ＰＨＳ・携帯情報端末によるインターネット利用者）
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（男女別）


は
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  全  体 4,449 4,098 100.0 36.2 43.6 20.2
１５～１９歳 630 445 100.0 49.5 32.2 18.2
２０～２９歳 1,019 1,131 100.0 41.7 37.9 20.4
３０～３９歳 1,144 1,068 100.0 40.9 45.3 13.7
４０～４９歳 1,085 818 100.0 29.8 49.2 21.1
５０～５９歳 491 467 100.0 20.9 52.0 27.1
６０歳以上 80 170 100.0 7.7 51.3 41.0
　６０～６４歳 43 82 100.0 6.8 53.4 39.9
　６５歳以上 37 87 100.0 8.6 49.3 42.1
　６５～６９歳 16 51 100.0 14.7 56.4 28.9
　７０～７９歳 16 29 100.0      - 43.8 56.2
　８０歳以上 5 7 100.0      - 20.5 79.5
  男　性 2,288 2,124 100.0 35.6 44.8 19.6
１５～１９歳 317 221 100.0 47.6 32.2 20.2
２０～２９歳 498 551 100.0 40.0 39.2 20.9
３０～３９歳 555 558 100.0 42.3 45.0 12.6
４０～４９歳 578 442 100.0 29.4 51.0 19.6
５０～５９歳 298 264 100.0 19.8 53.7 26.5
６０歳以上 42 87 100.0 12.4 52.9 34.7
　６０～６４歳 24 40 100.0 8.3 54.2 37.5
　６５歳以上 18 47 100.0 15.9 51.8 32.3
　６５～６９歳 7 26 100.0 28.6 57.1 14.3
　７０～７９歳 9 18 100.0      - 44.4 55.6
　８０歳以上 2 3 100.0      - 50.0 50.0
  女　性 2,161 1,974 100.0 36.9 42.3 20.8
１５～１９歳 313 224 100.0 51.4 32.3 16.3
２０～２９歳 521 580 100.0 43.4 36.7 20.0
３０～３９歳 589 510 100.0 39.4 45.7 14.9
４０～４９歳 507 376 100.0 30.2 46.9 22.9
５０～５９歳 193 203 100.0 22.3 49.7 28.0
６０歳以上 38 82 100.0 2.7 49.6 47.7
　６０～６４歳 19 42 100.0 5.3 52.6 42.1
　６５歳以上 19 40 100.0      - 46.3 53.7
　６５～６９歳 9 25 100.0      - 55.6 44.4
　７０～７９歳 7 11 100.0      - 42.9 57.1
　８０歳以上 3 4 100.0      -      - 100.0


問４（１）携帯電話でのインターネットによる有料デジタルコンテンツ購入の有無（Ｓ）
（回答数：4,449、対象：15歳以上の携帯電話・ＰＨＳ・携帯情報端末によるインターネット利用者）


 
問４（１）携帯電話でのイン
ターネットによる有料デジタ
ルコンテンツ購入の有無
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  全  体 507 467 100.0 28.0 21.3 19.7 10.0 5.3 4.3 12.4 6.7 7.0 9.3 23.3
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 223 200 100.0 40.6 16.9 26.1 16.5 7.7 4.7 11.7 5.2 4.7 10.2 13.9
非世帯主 284 267 100.0 18.5 24.6 15.0 5.1 3.5 4.0 13.0 7.8 8.7 8.6 30.4
[ 本人の性別 ]
男性 329 305 100.0 34.8 21.6 22.6 11.8 5.9 4.2 16.5 6.1 5.8 9.8 17.0
女性 178 162 100.0 15.2 20.7 14.3 6.7 4.2 4.4 4.7 7.8 9.3 8.3 35.1
[ 本人の年齢 ]
１５～１９歳 63 45 100.0 4.8 25.3 14.3 3.2      -      - 20.5 9.5 9.5 14.3 33.4
２０～２９歳 129 143 100.0 23.2 25.6 18.6 6.2 3.1 3.9 15.5 7.7 10.1 8.5 21.0
３０～３９歳 127 121 100.0 32.1 18.2 25.4 16.0 6.2 2.4 11.6 6.2 8.4 10.2 23.7
４０～４９歳 131 99 100.0 38.4 20.6 17.7 10.0 8.4 7.7 6.9 7.6 3.0 9.9 13.6
５０～５９歳 50 46 100.0 34.9 11.5 15.7 15.7 9.6 4.2 9.6 1.9 1.9 5.8 35.2
６０歳以上 7 13 100.0 17.3 27.9 28.8      -      - 15.8 10.6      -      -      - 43.3
　６０～６４歳 5 9 100.0 23.5 23.5 17.7      -      -      -      -      -      -      - 58.8
　６５歳以上 2 3 100.0      - 40.2 59.8      -      - 59.8 40.2      -      -      -      -
　６５～６９歳      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　７０～７９歳 1 2 100.0      -      - 100.0      -      - 100.0      -      -      -      -      -
　８０歳以上 1 1 100.0      - 100.0      -      -      -      - 100.0      -      -      -      -
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 247 230 100.0 33.5 22.3 19.5 11.5 4.2 5.8 14.1 6.9 7.0 7.3 18.2
その他の市 168 155 100.0 22.8 21.4 22.9 10.2 7.4 2.9 11.6 5.9 6.8 12.9 27.3
町・村 92 83 100.0 22.5 18.1 14.3 5.6 4.4 2.8 9.3 7.5 7.5 8.2 30.1
[ 家族数 ]
単身 23 24 100.0 36.5 12.6 40.2 13.6 8.0 4.7 14.0      - 3.1 17.8 7.9
２人家族 49 45 100.0 33.9 28.2 40.3 14.4 9.7 5.6 17.0 12.8 10.6 18.2 6.1
３人家族 104 101 100.0 29.7 19.3 23.0 4.9 4.4 7.7 6.8 4.4 10.0 7.8 25.0
４人家族 165 150 100.0 29.6 19.2 14.8 15.7 5.2 2.9 14.4 6.7 8.9 8.8 21.2
５人家族 96 86 100.0 24.7 20.4 12.7 5.5 5.9 0.9 15.3 8.3 2.0 7.7 29.3
６人家族 52 46 100.0 20.6 26.8 14.0 7.0      - 5.8 12.2 8.6 4.6 5.8 33.4
７人以上家族 17 15 100.0 12.3 30.4 12.3 5.0 7.3 5.0      -      -      - 5.0 45.0
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 23 24 100.0 36.5 12.6 40.2 13.6 8.0 4.7 14.0      - 3.1 17.8 7.9
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 44 41 100.0 33.4 30.9 42.3 15.8 8.8 6.1 18.6 14.0 11.6 20.0 2.7
大人２人（高齢者を含む） 4 3 100.0 48.5      - 24.2      - 23.5      -      -      -      -      - 28.1
大人が２人以下＋子供 155 131 100.0 35.1 17.2 14.3 14.2 5.4 3.3 12.0 3.9 6.4 9.3 21.3
大人が３人以上＋子供 146 128 100.0 22.7 23.6 12.7 5.8 5.4 3.2 9.0 9.4 5.8 8.9 27.8
大人が３人以上のみ 131 136 100.0 23.3 21.9 21.7 6.7 3.2 5.9 14.6 6.1 8.4 4.7 30.5
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 16 16 100.0 43.8 13.9 20.9 7.0      - 6.6 7.0      - 17.2 7.0 23.1
２００～４００万円未満 51 47 100.0 31.4 15.1 24.3 12.1 5.6 1.6 10.9 8.2 5.7 14.1 24.8
４００～６００万円未満 97 92 100.0 24.6 22.1 28.7 7.6 12.2 7.7 9.7 7.8 9.3 10.5 20.3
６００～８００万円未満 128 113 100.0 24.8 18.3 17.2 9.5 2.2 4.0 15.4 6.7 3.0 11.5 21.5
８００～１０００万円未満 91 84 100.0 26.5 22.7 15.1 17.4 5.1 3.3 12.4 3.9 11.3 3.1 25.7
１０００万円以上 123 114 100.0 30.7 26.2 16.6 6.7 3.6 3.3 13.1 8.2 5.1 9.2 25.4
　１０００～１５００万円未満 103 94 100.0 30.4 29.8 16.1 6.1 1.6 4.0 13.8 6.4 3.9 7.9 27.1
　１５００～２０００万円未満 14 14 100.0 33.0 7.3 21.9 13.8 18.3      - 8.1 8.1      - 5.6 24.3
　２０００万円以上 6 6 100.0 29.1 12.3 12.3      -      -      - 12.3 39.0 39.0 39.0      -
[ 世帯主の性別 ]
男性 477 440 100.0 28.5 21.0 18.3 10.0 5.4 4.4 12.9 6.4 6.6 9.3 23.9
女性 27 26 100.0 21.3 18.5 45.6 11.2 2.9 3.0 4.3 6.8 9.1 9.7 14.7
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 24 27 100.0 33.3 20.8 41.6 16.7 4.2 4.2 20.8 8.4 16.7 8.3      -
３０～３９歳 90 88 100.0 36.3 19.7 30.2 20.7 5.7 5.5 9.1 6.2 6.4 12.7 16.5
４０～４９歳 177 140 100.0 29.1 27.0 14.8 7.7 6.2 4.6 11.7 7.8 5.5 9.2 18.0
５０～５９歳 168 164 100.0 26.1 19.4 15.4 7.0 5.6 3.0 13.5 5.9 6.2 8.0 30.1
６０歳以上 48 48 100.0 13.2 14.3 17.7 3.9 1.8 5.5 12.2 6.1 10.0 8.3 40.8
　６０～６４歳 27 30 100.0 7.4 11.2 16.4      - 2.9 3.7 7.1 6.6 10.0 9.8 49.3
　６５歳以上 21 19 100.0 22.5 19.3 19.7 10.2      - 8.2 20.3 5.4 10.1 5.9 27.3
　６５～６９歳 6 6 100.0 17.1 34.1 34.1 17.1      -      - 34.1      -      -      - 14.7
　７０～７９歳 10 8 100.0 37.7 18.8 9.1 10.5      - 18.1 21.0 11.9 22.2      - 22.7
　８０歳以上 5 4 100.0      -      - 20.6      -      -      -      -      -      - 25.8 53.6


問４（２）パソコンによるインターネットで購入したコンテンツの種類


問４（２）パソコンによるインターネットで購入したコンテンツの種類（Ｍ）
（回答数：507、対象：15歳以上のパソコンからのインターネットによるデジタルコンテンツ購入者）
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  全  体 1,634 1,483 100.0 2.4 21.9 7.3 13.9 3.8 0.4 20.2 84.0 43.4 4.3 5.1
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 512 478 100.0 2.0 20.6 7.6 23.3 3.6 0.2 18.9 80.0 37.8 4.8 5.1
非世帯主 1,122 1,005 100.0 2.6 22.5 7.2 9.4 3.8 0.5 20.9 85.8 46.1 4.1 5.1
[ 本人の性別 ]
男性 818 755 100.0 2.9 21.4 8.2 17.8 3.5 0.3 23.4 83.4 42.7 4.5 4.7
女性 816 728 100.0 1.9 22.4 6.4 9.9 4.0 0.4 17.0 84.6 44.1 4.1 5.5
[ 本人の年齢 ]
１５～１９歳 312 220 100.0 2.2 31.8 7.7 5.5 2.6 1.3 28.1 91.3 54.8 3.5 2.6
２０～２９歳 425 472 100.0 3.1 24.2 9.9 15.1 4.7 0.5 27.5 83.3 47.3 4.5 6.1
３０～３９歳 467 437 100.0 2.2 17.6 6.0 13.9 4.1      - 18.1 86.0 40.3 5.1 4.1
４０～４９歳 323 243 100.0 2.5 18.3 6.5 18.4 2.5 0.3 10.2 80.8 39.3 4.0 4.9
５０～５９歳 102 97 100.0 0.9 19.0 2.9 17.8 3.8      - 4.7 68.6 27.1 3.6 11.6
６０歳以上 5 13 100.0      -      -      -      -      -      -      - 87.2 12.8      -      -
　６０～６４歳 3 6 100.0      -      -      -      -      -      -      - 70.0 30.0      -      -
　６５歳以上 2 8 100.0      -      -      -      -      -      -      - 100.0      -      -      -
　６５～６９歳 2 8 100.0      -      -      -      -      -      -      - 100.0      -      -      -
　７０～７９歳      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　８０歳以上      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 668 610 100.0 3.7 19.9 5.7 13.2 4.5 0.3 22.4 82.6 41.9 5.0 6.1
その他の市 674 605 100.0 1.6 22.3 7.9 16.0 4.1 0.5 18.9 84.4 45.8 3.9 4.2
町・村 292 268 100.0 1.4 25.4 9.6 10.8 1.4 0.3 18.3 86.0 41.6 3.6 4.9
[ 家族数 ]
単身 61 61 100.0 1.8 39.2 10.2 34.1 3.6      - 26.9 86.0 57.1 6.6      -
２人家族 139 138 100.0 4.2 21.2 11.0 17.4 6.2 1.4 22.9 85.3 45.9 4.2 6.5
３人家族 262 250 100.0 3.2 22.6 10.4 16.1 3.6 0.7 16.7 84.1 38.2 5.3 3.1
４人家族 574 513 100.0 1.6 20.9 7.0 13.3 4.4 0.3 17.3 83.2 42.7 3.5 4.6
５人家族 343 298 100.0 3.3 18.9 6.0 9.3 1.9      - 25.6 84.7 43.7 4.3 5.7
６人家族 164 141 100.0 2.1 21.0 3.8 14.9 4.3      - 18.1 84.4 46.4 5.4 6.8
７人以上家族 80 72 100.0      - 25.2 2.1 4.6 2.6 1.0 22.7 78.4 39.9 4.4 12.3
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 61 61 100.0 1.8 39.2 10.2 34.1 3.6      - 26.9 86.0 57.1 6.6      -
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 125 123 100.0 4.7 23.1 11.7 18.0 7.0 0.9 23.3 84.9 47.1 4.8 6.5
大人２人（高齢者を含む） 6 8 100.0      - 9.8 9.8 9.8      - 9.8 9.5 90.2 22.5      -      -
大人が２人以下＋子供 636 544 100.0 1.9 18.7 5.4 13.6 2.7 0.1 17.6 85.9 40.2 4.0 3.1
大人が３人以上＋子供 503 440 100.0 2.6 21.8 5.8 10.9 3.7 0.5 21.9 83.1 43.4 3.8 6.8
大人が３人以上のみ 285 290 100.0 2.5 24.2 11.0 12.9 4.7 0.4 20.5 81.0 45.4 5.3 7.1
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 55 55 100.0 2.0 32.0 9.5 13.6 6.0      - 25.9 78.5 44.8 3.6 12.9
２００～４００万円未満 241 226 100.0 1.1 25.9 11.6 19.3 3.0 0.3 20.8 88.8 49.9 6.1 2.3
４００～６００万円未満 376 344 100.0 2.0 20.6 6.6 15.1 4.3 1.1 22.9 86.9 44.3 5.3 4.1
６００～８００万円未満 377 331 100.0 2.6 21.9 8.3 13.5 5.1 0.4 17.2 84.5 38.9 2.0 4.6
８００～１０００万円未満 253 225 100.0 1.3 26.4 6.4 9.2 3.3      - 19.6 78.2 36.1 2.8 7.0
１０００万円以上 315 287 100.0 3.7 13.8 4.3 13.1 2.3      - 19.2 80.8 46.6 6.0 6.4
　１０００～１５００万円未満 268 243 100.0 3.7 15.5 4.3 13.8 2.2      - 18.1 81.5 46.3 5.6 7.2
　１５００～２０００万円未満 34 33 100.0 5.0 5.6 5.7 12.2 3.4      - 34.0 71.0 41.3 11.4      -
　２０００万円以上 13 11 100.0      -      -      -      -      -      -      - 92.1 69.3      - 7.9
[ 世帯主の性別 ]
男性 1,529 1,381 100.0 2.2 21.0 6.5 13.4 3.7 0.4 20.4 83.7 43.1 4.3 5.2
女性 103 100 100.0 4.9 33.9 17.4 20.6 4.1      - 18.0 87.5 47.9 3.6 3.0
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 116 127 100.0 1.8 26.2 9.6 22.7 3.5      - 33.9 83.6 46.9 5.2 4.4
３０～３９歳 372 358 100.0 1.7 17.7 5.7 16.0 4.5      - 17.8 86.2 37.8 4.2 4.3
４０～４９歳 579 454 100.0 2.5 24.4 7.5 13.2 2.1 0.3 17.9 86.8 46.7 3.2 3.0
５０～５９歳 442 425 100.0 3.5 21.8 7.7 10.6 4.5 1.0 21.8 77.7 44.4 5.1 8.3
６０歳以上 124 118 100.0 0.8 20.5 7.5 12.9 5.4      - 16.2 89.0 41.1 5.6 4.9
　６０～６４歳 52 53 100.0 1.9 15.7 5.7 17.1 9.2      - 12.3 87.6 42.1 6.9 1.6
　６５歳以上 72 66 100.0      - 24.4 9.0 9.5 2.3      - 19.3 90.1 40.3 4.5 7.5
　６５～６９歳 23 25 100.0      - 31.7 11.5 7.5 3.1      - 33.8 93.1 37.3 11.9 3.5
　７０～７９歳 40 32 100.0      - 22.7 9.3 13.4 2.4      - 13.2 85.2 48.2      - 12.5
　８０歳以上 9 8 100.0      - 8.5      -      -      -      -      - 100.0 19.1      -      -


 


問４（２）携帯電話によるインターネットで購入したコンテンツの種類（Ｍ）
（回答数：1,634、対象：15歳以上の携帯電話・ＰＨＳ・携帯情報端末からのインターネットによるデジタルコンテンツ購入者）
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  全  体 1,857 1,686 100.0 9.5 24.3 11.2 14.1 4.6 1.5 20.7 75.6 39.3 6.1 6.5
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 619 573 100.0 15.7 22.0 14.5 23.7 5.7 1.9 19.5 68.4 32.5 7.1 4.9
非世帯主 1,238 1,113 100.0 6.3 25.4 9.4 9.2 4.1 1.3 21.3 79.4 42.8 5.7 7.4
[ 本人の性別 ]
男性 975 897 100.0 13.8 24.3 14.0 17.8 4.7 1.8 24.1 72.1 37.0 6.8 5.4
女性 882 789 100.0 4.6 24.2 8.0 9.9 4.5 1.2 16.8 79.7 42.0 5.4 7.8
[ 本人の年齢 ]
１５～１９歳 343 242 100.0 2.9 32.1 9.6 5.8 2.3 1.2 28.5 84.8 51.3 5.5 5.2
２０～２９歳 466 517 100.0 8.4 28.5 12.7 14.4 5.4 1.3 28.1 78.8 44.4 6.7 6.2
３０～３９歳 513 481 100.0 9.5 19.7 11.4 15.5 4.7 0.6 19.3 79.1 38.0 6.4 5.7
４０～４９歳 393 296 100.0 15.2 21.1 10.8 17.9 4.6 3.1 10.4 67.9 32.8 6.7 5.3
５０～５９歳 130 123 100.0 13.8 18.6 7.3 17.7 6.6 1.6 7.3 55.9 22.2 4.3 13.2
６０歳以上 12 26 100.0 8.6 13.8 14.2      -      - 7.8 5.2 44.0 6.4      - 21.5
　６０～６４歳 8 15 100.0 14.8 14.8 11.1      -      -      -      - 25.9 11.1      - 37.0
　６５歳以上 4 11 100.0      - 12.5 18.5      -      - 18.5 12.5 69.0      -      -      -
　６５～６９歳 2 8 100.0      -      -      -      -      -      -      - 100.0      -      -      -
　７０～７９歳 1 2 100.0      -      - 100.0      -      - 100.0      -      -      -      -      -
　８０歳以上 1 1 100.0      - 100.0      -      -      -      - 100.0      -      -      -      -
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 762 695 100.0 13.3 24.0 10.5 14.0 5.2 2.2 23.4 74.4 37.8 6.3 5.5
その他の市 759 683 100.0 6.6 23.9 11.5 15.9 5.1 0.9 19.0 75.9 41.2 5.8 6.9
町・村 336 308 100.0 7.2 25.7 11.9 10.5 2.4 1.2 18.2 77.6 38.6 6.6 8.0
[ 家族数 ]
単身 67 67 100.0 14.5 40.3 23.5 34.3 6.1 1.6 27.9 78.7 53.3 10.9 1.3
２人家族 158 155 100.0 12.3 23.7 19.0 19.4 7.8 2.8 24.6 79.6 42.5 8.4 4.8
３人家族 313 300 100.0 12.1 23.9 14.7 14.1 4.2 2.8 15.2 71.5 33.9 6.8 7.1
４人家族 645 578 100.0 8.7 23.4 9.5 14.7 5.2 1.0 18.8 75.4 39.2 4.8 5.2
５人家族 382 331 100.0 9.1 21.7 8.7 9.2 3.0 0.2 26.5 78.2 39.7 5.8 5.9
６人家族 192 166 100.0 7.4 25.7 7.1 13.9 3.6 1.6 18.0 74.5 40.2 7.8 10.3
７人以上家族 88 79 100.0 2.4 25.7 4.3 4.2 3.8 2.8 20.7 71.5 36.4 4.0 17.7
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 67 67 100.0 14.5 40.3 23.5 34.3 6.1 1.6 27.9 78.7 53.3 10.9 1.3
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 141 137 100.0 12.8 26.1 20.3 20.5 8.3 2.6 25.6 79.9 44.0 9.5 3.6
大人２人（高齢者を含む） 8 9 100.0 16.2 8.1 16.2 8.1 7.9 8.1 7.9 74.4 18.5      - 9.4
大人が２人以下＋子供 722 616 100.0 9.1 20.1 7.8 14.5 3.7 0.8 18.0 76.9 36.6 5.1 4.5
大人が３人以上＋子供 563 491 100.0 7.9 24.8 8.5 10.7 4.7 1.4 21.7 76.1 39.8 5.9 7.8
大人が３人以上のみ 337 346 100.0 10.3 27.6 15.4 11.9 4.7 2.3 21.1 70.4 39.3 6.3 10.8
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 57 57 100.0 14.3 34.9 15.0 15.1 5.8 1.9 27.0 75.9 48.2 5.4 13.8
２００～４００万円未満 266 249 100.0 6.3 25.1 13.3 18.2 4.2 0.6 21.3 82.2 46.8 7.6 4.1
４００～６００万円未満 407 374 100.0 7.4 23.3 12.4 15.4 6.3 2.6 22.9 81.4 41.8 6.8 4.2
６００～８００万円未満 443 389 100.0 8.9 23.8 11.7 13.7 4.8 1.5 18.3 73.4 33.8 5.3 6.6
８００～１０００万円未満 295 263 100.0 9.6 28.5 9.4 11.1 4.1 1.3 19.8 69.0 32.0 2.7 9.4
１０００万円以上 372 340 100.0 13.5 19.6 8.8 13.0 3.3 1.1 19.7 71.0 40.4 8.4 7.6
　１０００～１５００万円未満 310 282 100.0 13.3 22.4 8.7 13.6 2.7 1.3 19.2 73.0 40.8 7.7 8.0
　１５００～２０００万円未満 45 43 100.0 14.2 6.6 11.3 13.6 8.4      - 28.3 56.4 31.3 10.4 7.7
　２０００万円以上 17 15 100.0 16.2 4.7 4.7      -      -      - 4.7 76.8 59.6 14.8      -
[ 世帯主の性別 ]
男性 1,737 1,571 100.0 9.7 23.5 10.3 13.8 4.6 1.6 20.9 75.2 38.8 6.1 6.6
女性 115 111 100.0 6.9 33.5 22.8 19.4 5.1 0.7 17.1 81.6 46.2 5.5 5.1
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 121 132 100.0 8.4 29.3 15.9 23.4 4.2 0.8 35.8 81.7 46.7 6.7 1.7
３０～３９歳 405 391 100.0 9.1 19.5 11.4 18.1 5.6 1.3 18.6 80.6 36.1 6.3 4.3
４０～４９歳 665 520 100.0 9.8 27.6 10.5 13.2 3.0 1.7 18.2 77.0 41.9 5.3 4.4
５０～５９歳 511 491 100.0 11.1 24.4 10.3 10.4 5.8 1.7 22.5 69.9 38.8 6.5 9.3
６０歳以上 154 150 100.0 4.9 20.3 11.7 10.8 4.3 1.8 15.3 71.0 34.4 7.1 14.6
　６０～６４歳 72 75 100.0 4.3 15.4 10.5 12.0 6.5 1.5 9.9 62.6 32.1 8.7 18.2
　６５歳以上 82 75 100.0 5.6 25.3 12.8 9.7 2.0 2.0 20.8 79.4 36.7 5.5 11.1
　６５～６９歳 25 27 100.0 3.7 36.8 18.1 10.7 2.8      - 38.7 86.2 34.5 11.0 3.2
　７０～７９歳 43 35 100.0 9.1 23.6 10.8 12.4 2.2 4.4 14.4 79.0 47.1      - 14.6
　８０歳以上 14 13 100.0      - 5.6 7.0      -      -      -      - 66.1 12.6 8.7 18.2


問４（２）インターネットで購入したコンテンツの種類


問４（２）インターネットで購入したコンテンツの種類（Ｍ）
（回答数：1,857、対象：15歳以上のインターネットによるデジタルコンテンツ購入者）
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  全  体 507 467 100.0 15.4 8.9 10.9 12.2 14.5 7.3 3.4 1.4 1.7 24.3 5149.0
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 223 200 100.0 13.6 9.5 8.6 15.7 17.4 9.5 5.3 1.4 1.6 17.4 6210.0
非世帯主 284 267 100.0 16.7 8.5 12.6 9.5 12.3 5.8 1.9 1.5 1.7 29.4 4353.0
[ 本人の性別 ]
男性 329 305 100.0 12.7 8.3 10 13.4 17.3 9.8 4.1 1.5 1.8 21.1 5993.0
女性 178 162 100.0 20.4 10.1 12.6 9.9 9.3 2.7 2 1.3 1.5 30.3 3560.0
[ 本人の年齢 ]
１５～１９歳 63 45 100.0 17.5 9.5 14.2 9.5 3.2 1.6      - 4.8      - 39.7 3044.0
２０～２９歳 129 143 100.0 20.9 9.3 12.4 7 17.8 5.4 3.1 0.8 1.5 21.7 4559.0
３０～３９歳 127 121 100.0 12.9 12 10.3 12.9 12.7 9.7 2.5 1.7 1.4 23.9 5132.0
４０～４９歳 131 99 100.0 10.7 6.9 11.4 14.5 18.4 11.5 3.8 1.5 3.1 18.2 6957.0
５０～５９歳 50 46 100.0 16.8 6.1 6.1 19.6 11.5 5.8 6.1      - 1.9 26 5085.0
６０歳以上 7 13 100.0      -      -      - 27.9 15.8      - 13      -      - 43.3 5411.0
　６０～６４歳 5 9 100.0      -      -      - 23.5      -      - 17.7      -      - 58.8 5239.0
　６５歳以上 2 3 100.0      -      -      - 40.2 59.8      -      -      -      -      - 5892.0
　６５～６９歳      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　７０～７９歳 1 2 100.0      -      -      -      - 100      -      -      -      -      - 7500.0
　８０歳以上 1 1 100.0      -      -      - 100      -      -      -      -      -      - 3500.0
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 247 230 100.0 16.6 7.9 9.5 13.2 16.1 6.8 3.4 1.7 2.6 22.2 5759.0
その他の市 168 155 100.0 16.7 9.6 12.7 10.8 12.8 9.5 3.4 0.9 0.7 22.8 4650.0
町・村 92 83 100.0 9.5 10.5 11.2 11.7 13.5 4.9 3.2 1.8 0.9 32.8 4389.0
[ 家族数 ]
単身 23 24 100.0 36 4.2 3.7 13.6 18.3 7.9 8.9      -      - 7.4 5436.0
２人家族 49 45 100.0 11.1 3.4 5.9 15.7 13.9 14.3 7.1 2.2 3.6 22.8 8370.0
３人家族 104 101 100.0 13.7 7.2 13.2 7.8 17.9 6.3 4.8 1 2.7 25.5 5772.0
４人家族 165 150 100.0 17.1 7.3 13.6 13.5 14.2 6.1 2 0.5 2.3 23.4 4617.0
５人家族 96 86 100.0 11.9 15 7 13.3 14 12.3 3.1 3.9      - 19.6 5922.0
６人家族 52 46 100.0 14.6 14.2 16.7 10.8 11.5      -      - 1.5      - 30.7 2246.0
７人以上家族 17 15 100.0 13 5      - 13.9 5      -      -      -      - 63.1 933.0
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 23 24 100.0 36 4.2 3.7 13.6 18.3 7.9 8.9      -      - 7.4 5436.0
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 44 41 100.0 12.1 3.7 6.4 13.5 15.2 13.8 7.8 2.5 4 21 8757.0
大人２人（高齢者を含む） 4 3 100.0      -      -      - 47.7      - 24.2      -      -      - 28.1 5305.0
大人が２人以下＋子供 155 131 100.0 16.3 9 11.5 15.9 12.3 6.4 2.1 0.8 2.4 23.4 4749.0
大人が３人以上＋子供 146 128 100.0 16.5 11.8 8.9 9.3 14.6 4.6 0.6 3.7      - 30 4003.0
大人が３人以上のみ 131 136 100.0 11.7 7.5 14.5 10.2 16.5 8.6 4.4      - 2.3 24.3 5443.0
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 16 16 100.0 32.5      - 5.5 7 31.4      -      -      -      - 23.7 2763.0
２００～４００万円未満 51 47 100.0 30.2 5 1.8 9.5 3.8 9.4 2.1      - 6.7 31.5 6029.0
４００～６００万円未満 97 92 100.0 14.8 9.9 16.9 9.1 15 8.3 5.3      - 0.8 19.9 4787.0
６００～８００万円未満 128 113 100.0 11.7 10.2 9.9 13 16.3 4.3 2.9 3.2 1.7 26.8 5443.0
８００～１０００万円未満 91 84 100.0 7.8 12.9 17.1 14.7 16.1 7.9 3.3      -      - 20.2 4100.0
１０００万円以上 123 114 100.0 16.7 6.9 6 13.9 13.4 9.5 3.3 2.8 1.8 25.6 5927.0
　１０００～１５００万円未満 103 94 100.0 16.6 6.2 6.1 14.8 14.1 10.7 1.9 2.6 2.1 24.9 5917.0
　１５００～２０００万円未満 14 14 100.0 8.1 14.7 8.1 12.9 8.1 5.4 14.5 5.4      - 22.7 7922.0
　２０００万円以上 6 6 100.0 39      -      -      - 15.6      -      -      -      - 45.3 1270.0
[ 世帯主の性別 ]
男性 477 440 100.0 14.8 8.7 10.4 12.3 15.3 7.6 3.6 1.4 1.4 24.6 5124.0
女性 27 26 100.0 26.6 14.6 17.3 10.3 3.4 4.3      -      - 6.4 17.2 4878.0
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 24 27 100.0 29.2 8.4 4.2 12.5 16.6 8.3 4.2      -      - 16.7 4171.0
３０～３９歳 90 88 100.0 15.5 9.9 8.9 15.3 15.5 5.7 3.4 2.3 2.8 20.6 5973.0
４０～４９歳 177 140 100.0 12.6 10.2 14.8 12.1 14.7 7.7 2.2 1 1.6 23.1 4798.0
５０～５９歳 168 164 100.0 18.2 7.1 10.7 10.5 15.5 7.5 3.7 2 1.2 23.6 5254.0
６０歳以上 48 48 100.0 5.8 10.3 7.6 12.1 7.9 8.1 5      - 2.3 40.8 4833.0
　６０～６４歳 27 30 100.0 6.1 3.4 3.7 10.8 10.3 6.7 5.6      - 3.7 49.6 5514.0
　６５歳以上 21 19 100.0 5.4 21.4 13.8 14.3 4.1 10.2 4.1      -      - 26.8 3740.0
　６５～６９歳 6 6 100.0      - 48.8 17.1 17.1      - 17.1      -      -      -      - 3779.0
　７０～７９歳 10 8 100.0 11.9      - 18.6 19.6 9.1      - 9.1      -      - 31.8 3942.0
　８０歳以上 5 4 100.0      - 25.8      -      -      - 20.6      -      -      - 53.6 3290.0
[ ブロードバンド/ナローバンド ]
ブロードバンド 333 308 100.0 14 7.1 11.6 14 17.6 10.4 3.3 1.1 0.8 20.1 5332.0
ナローバンド 138 125 100.0 18.2 13.7 8.6 10.5 9.6 1.8 3.6 2 2.9 29 4794.0


問４（３）パソコンによるインターネットで購入したコンテンツの合計金額（Ｓ）
（回答数：507、対象：15歳以上のパソコンからのインターネットによるデジタルコンテンツ購入者）


問４（３）
インターネット（ＰＣ）でのコンテンツの購入金額合計
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  全  体 507 467 100.0 15.4 8.9 10.9 12.2 14.5 7.3 3.4 1.4 1.7 24.3 5,149
１５～１９歳 63 45 100.0 17.5 9.5 14.2 9.5 3.2 1.6      - 4.8      - 39.7 3,044
２０～２９歳 129 143 100.0 20.9 9.3 12.4 7.0 17.8 5.4 3.1 0.8 1.5 21.7 4,559
３０～３９歳 127 121 100.0 12.9 12.0 10.3 12.9 12.7 9.7 2.5 1.7 1.4 23.9 5,132
４０～４９歳 131 99 100.0 10.7 6.9 11.4 14.5 18.4 11.5 3.8 1.5 3.1 18.2 6,957
５０～５９歳 50 46 100.0 16.8 6.1 6.1 19.6 11.5 5.8 6.1      - 1.9 26.0 5,085
６０歳以上 7 13 100.0      -      -      - 27.9 15.8      - 13.0      -      - 43.3 5,411
　６０～６４歳 5 9 100.0      -      -      - 23.5      -      - 17.7      -      - 58.8 5,239
　６５歳以上 2 3 100.0      -      -      - 40.2 59.8      -      -      -      -      - 5,892
　６５～６９歳      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　７０～７９歳 1 2 100.0      -      -      -      - 100.0      -      -      -      -      - 7,500
　８０歳以上 1 1 100.0      -      -      - 100.0      -      -      -      -      -      - 3,500
  男　性 329 305 100.0 12.7 8.3 10.0 13.4 17.3 9.8 4.1 1.5 1.8 21.1 5,993
１５～１９歳 28 20 100.0 10.7 10.7 17.9 10.7 3.6 3.6      - 3.6      - 39.3 2,982
２０～２９歳 79 87 100.0 20.3 5.1 8.9 8.9 20.3 7.6 2.5 1.3 2.5 22.8 5,595
３０～３９歳 82 82 100.0 8.5 13.4 11.0 15.9 13.4 12.2 3.7 2.4      - 19.5 5,567
４０～４９歳 97 74 100.0 11.3 8.2 11.3 13.4 21.6 13.4 5.2 1.0 3.1 11.3 7,611
５０～５９歳 39 35 100.0 10.3 5.1 5.1 23.1 15.4 7.7 5.1      - 2.6 25.6 5,821
６０歳以上 4 7 100.0      -      -      -      - 28.8      - 23.7      -      - 47.5 8,094
　６０～６４歳 3 5 100.0      -      -      -      -      -      - 33.3      -      - 66.7 8,333
　６５歳以上 1 2 100.0      -      -      -      - 100.0      -      -      -      -      - 7,500
　６５～６９歳      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　７０～７９歳 1 2 100.0      -      -      -      - 100.0      -      -      -      -      - 7,500
　８０歳以上      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
  女　性 178 162 100.0 20.4 10.1 12.6 9.9 9.3 2.7 2.0 1.3 1.5 30.3 3,560
１５～１９歳 35 25 100.0 22.9 8.6 11.4 8.6 2.9      -      - 5.7      - 40.0 3,093
２０～２９歳 50 56 100.0 22.0 16.0 18.0 4.0 14.0 2.0 4.0      -      - 20.0 2,935
３０～３９歳 45 39 100.0 22.2 8.9 8.9 6.7 11.1 4.4      -      - 4.4 33.3 4,211
４０～４９歳 34 25 100.0 8.8 2.9 11.8 17.6 8.8 5.9      - 2.9 2.9 38.2 5,029
５０～５９歳 11 12 100.0 36.4 9.1 9.1 9.1      -      - 9.1      -      - 27.3 2,886
６０歳以上 3 6 100.0      -      -      - 61.7      -      -      -      -      - 38.3 2,160
　６０～６４歳 2 4 100.0      -      -      - 50.0      -      -      -      -      - 50.0 1,750
　６５歳以上 1 1 100.0      -      -      - 100.0      -      -      -      -      -      - 3,500
　６５～６９歳      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　７０～７９歳      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　８０歳以上 1 1 100.0      -      -      - 100.0      -      -      -      -      -      - 3,500


問４（３）パソコンによるインターネットで購入したコンテンツの合計金額（Ｓ）
（回答数：507、対象：15歳以上のパソコンからのインターネットによるデジタルコンテンツ購入者）


問４（３）
インターネット（ＰＣ）でのコンテンツの購入金額合計


 回
答
数
割
合
（


％
）


集
計
人
数


比
重
調
整
後


集
計
人
数
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０
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０
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０
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０
１
円
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０
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０
円
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０
１
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５
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０
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０
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０
１
円
～


１
，
０
０
０
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１
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０
０
１
円
～


２
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，
０
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０
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２
０
，
０
０
１
円
～


３
０
，
０
０
０
円
以
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３
０
，
０
０
１
円
～


５
０
，
０
０
０
円
以
下


５
０
，
０
０
０
円
超


無
回
答


平
均
購
入
金
額
（


円
）


  全  体 1,634 1,483 100.0 30.7 19.5 16.0 14.4 6.3 2.6 0.8 0.8 0.6 8.4 2,658
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 512 478 100.0 33.6 20.3 15.0 13.7 6.1 2.2 0.3 0.4 0.5 7.8 2,235
非世帯主 1,122 1,005 100.0 29.2 19.1 16.5 14.7 6.4 2.7 1.0 1.0 0.7 8.7 2,859
[ 本人の性別 ]
男性 818 755 100.0 29.1 19.2 15.5 16.1 6.8 3.0 0.8 0.8 0.9 7.7 2,931
女性 816 728 100.0 32.3 19.7 16.6 12.6 5.7 2.1 0.7 0.9 0.4 9.1 2,374
[ 本人の年齢 ]
１５～１９歳 312 220 100.0 19.9 16.4 20.9 18.9 6.7 3.8 1.6 1.6 1.3 9.0 3,898
２０～２９歳 425 472 100.0 26.8 20.2 14.8 16.7 8.7 2.8 0.5 1.6 0.7 7.1 3,232
３０～３９歳 467 437 100.0 35.3 22.0 14.8 12.6 4.8 1.1 0.4      - 0.2 8.9 1,640
４０～４９歳 323 243 100.0 35.6 18.2 18.3 11.5 3.4 2.5 1.2      - 0.9 8.4 2,311
５０～５９歳 102 97 100.0 32.9 17.2 12.8 10.5 8.3 5.6 0.9 0.9      - 10.8 2,828
６０歳以上 5 13 100.0 87.2      -      -      -      -      -      -      -      - 12.8 218
　６０～６４歳 3 6 100.0 70.0      -      -      -      -      -      -      -      - 30.0 175
　６５歳以上 2 8 100.0 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      - 250
　６５～６９歳 2 8      - 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      - 250
　７０～７９歳      -      - 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　８０歳以上      -      - 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 668 610 100.0 28.0 20.1 18.6 16.4 5.2 2.2 0.5 0.9 0.4 7.6 2,506
その他の市 674 605 100.0 33.9 19.0 13.9 12.6 6.6 2.9 1.0 0.6 0.4 9.0 2,527
町・村 292 268 100.0 29.5 19.0 15.0 13.7 7.9 2.6 0.8 1.1 1.5 8.8 3,296
[ 家族数 ]
単身 61 61 100.0 25.0 22.7 20.2 21.1 6.5      -      -      -      - 4.4 1,761
２人家族 139 138 100.0 33.1 20.4 12.8 15.4 7.5 2.2      -      - 2.0 6.6 2,861
３人家族 262 250 100.0 28.0 23.2 15.2 10.7 8.9 2.4 1.5 1.5 0.6 8.0 3,153
４人家族 574 513 100.0 31.0 22.3 15.2 14.5 4.9 2.6 0.6 1.1 0.4 7.5 2,500
５人家族 343 298 100.0 27.0 15.1 17.2 18.1 7.2 2.2 1.0 1.0 0.2 11.1 2,698
６人家族 164 141 100.0 34.2 15.2 24.1 10.0 6.7 3.4 0.5      -      - 6.0 2,046
７人以上家族 80 72 100.0 45.3 6.7 9.3 12.4 1.1 4.2 1.2      - 3.5 16.3 3,495
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 61 61 100.0 25.0 22.7 20.2 21.1 6.5      -      -      -      - 4.4 1,761
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 125 123 100.0 31.9 20.9 13.4 13.7 8.4 2.5      -      - 2.2 6.8 3,045
大人２人（高齢者を含む） 6 8 100.0 61.3 19.0      - 9.8      -      -      -      -      - 9.8 640
大人が２人以下＋子供 636 544 100.0 33.5 22.7 17.2 11.5 3.9 0.9 0.7 1.1 0.4 8.1 2,141
大人が３人以上＋子供 503 440 100.0 30.4 14.7 16.9 17.6 6.0 3.4 0.7      - 0.7 9.6 2,557
大人が３人以上のみ 285 290 100.0 25.2 19.3 14.2 14.0 10.0 4.5 1.6 2.2 0.4 8.7 3,815
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 55 55 100.0 33.0 23.0 10.0 14.5 14.4 2.0      -      -      - 3.0 2,299
２００～４００万円未満 241 226 100.0 34.4 19.9 13.1 12.3 5.6 2.2 1.1 1.0 0.7 9.7 2,645
４００～６００万円未満 376 344 100.0 33.6 20.7 15.5 12.3 5.5 2.5 0.8 0.4      - 8.7 2,048
６００～８００万円未満 377 331 100.0 28.2 20.1 17.6 17.2 4.1 2.5 0.8 0.8 1.2 7.7 2,865
８００～１０００万円未満 253 225 100.0 31.6 19.0 14.7 14.6 7.3 2.1      - 0.3      - 10.3 1,943
１０００万円以上 315 287 100.0 27.2 14.8 19.2 15.0 7.9 3.5 1.3 1.9 1.3 7.8 3,832
　１０００～１５００万円未満 268 243 100.0 27.2 13.8 17.6 16.6 6.8 4.2 1.6 2.2 1.2 8.8 4,021
　１５００～２０００万円未満 34 33 100.0 28.9 20.2 17.9 8.3 19.1      -      -      - 2.3 3.2 3,385
　２０００万円以上 13 11 100.0 23.3 20.9 55.9      -      -      -      -      -      -      - 1,053
[ 世帯主の性別 ]
男性 1,529 1,381 100.0 31.2 19.4 16.0 14.3 5.7 2.5 0.8 0.9 0.5 8.7 2,567
女性 103 100 100.0 22.6 20.4 17.3 16.6 14.2 2.1      -      - 2.7 4.0 3,794
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 116 127 100.0 28.9 32.2 11.7 14.9 5.2 2.6      - 1.8      - 2.6 2,497
３０～３９歳 372 358 100.0 38.1 21.6 13.7 12.4 5.0 0.8      -      - 0.5 7.9 1,623
４０～４９歳 579 454 100.0 27.8 14.5 21.3 14.9 5.7 2.8 1.1 0.6 1.0 10.2 2,912
５０～５９歳 442 425 100.0 26.6 19.7 14.4 16.2 8.0 3.9 0.7 1.7 0.7 8.0 3,379
６０歳以上 124 118 100.0 35.0 17.4 13.3 11.5 7.3 2.2 2.9      -      - 10.5 2,417
　６０～６４歳 52 53 100.0 37.4 19.0 7.1 9.5 13.1 3.4      -      -      - 10.6 2,163
　６５歳以上 72 66 100.0 33.0 16.1 18.2 13.1 2.6 1.3 5.2      -      - 10.5 2,620
　６５～６９歳 23 25 100.0 26.9 23.8 12.5 8.0 3.5 3.5 10.5      -      - 11.3 4,125
　７０～７９歳 40 32 100.0 37.1 9.5 17.7 18.1 2.7      - 2.4      -      - 12.5 1,854
　８０歳以上 9 8 100.0 35.4 18.9 37.1 8.5      -      -      -      -      -      - 1,086


問４（３）携帯電話によるインターネットで購入したコンテンツの合計金額（Ｓ）
（回答数：1,634、対象：15歳以上の携帯電話・ＰＨＳ・携帯情報端末からのインターネットによるデジタルコンテンツ購入者）


 集
計
人
数


比
重
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整
後


集
計
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回
答
数
割
合
（


％
）
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（男女別）
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０
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５
０
，
０
０
０
円
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無
回
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平
均
購
入
金
額
（


円
）


  全  体 1,634 1,483 100.0 30.7 19.5 16.0 14.4 6.3 2.6 0.8 0.8 0.6 8.4 2,658
１５～１９歳 312 220 100.0 19.9 16.4 20.9 18.9 6.7 3.8 1.6 1.6 1.3 9.0 3,898
２０～２９歳 425 472 100.0 26.8 20.2 14.8 16.7 8.7 2.8 0.5 1.6 0.7 7.1 3,232
３０～３９歳 467 437 100.0 35.3 22.0 14.8 12.6 4.8 1.1 0.4      - 0.2 8.9 1,640
４０～４９歳 323 243 100.0 35.6 18.2 18.3 11.5 3.4 2.5 1.2      - 0.9 8.4 2,311
５０～５９歳 102 97 100.0 32.9 17.2 12.8 10.5 8.3 5.6 0.9 0.9      - 10.8 2,828
６０歳以上 5 13 100.0 87.2      -      -      -      -      -      -      -      - 12.8 218
　６０～６４歳 3 6 100.0 70.0      -      -      -      -      -      -      -      - 30.0 175
　６５歳以上 2 8 100.0 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      - 250
　６５～６９歳 2 8 100.0 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      - 250
　７０～７９歳      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　８０歳以上      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
  男　性 818 755 100.0 29.1 19.2 15.5 16.1 6.8 3.0 0.8 0.8 0.9 7.7 2,931
１５～１９歳 151 105 100.0 21.9 15.2 16.6 21.2 7.9 5.3 2.0 2.6 2.0 5.3 5,099
２０～２９歳 199 220 100.0 21.1 21.6 14.6 19.1 11.1 3.0      - 1.0 1.0 7.5 3,288
３０～３９歳 235 236 100.0 34.9 20.9 15.3 14.5 6.0 0.9 0.4      -      - 7.2 1,661
４０～４９歳 170 130 100.0 34.1 15.9 19.4 12.4 2.4 2.9 1.8      - 1.8 9.4 2,869
５０～５９歳 59 52 100.0 27.1 22.0 11.9 13.6 3.4 8.5 1.7 1.7      - 10.2 3,513
６０歳以上 4 11 100.0 84.6      -      -      -      -      -      -      -      - 15.4 212
　６０～６４歳 2 3 100.0 50.0      -      -      -      -      -      -      -      - 50.0 125
　６５歳以上 2 8 100.0 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      - 250
　６５～６９歳 2 8 100.0 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      - 250
　７０～７９歳      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　８０歳以上      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
  女　性 816 728 100.0 32.3 19.7 16.6 12.6 5.7 2.1 0.7 0.9 0.4 9.1 2,374
１５～１９歳 161 115 100.0 18.0 17.4 24.8 16.8 5.6 2.5 1.2 0.6 0.6 12.4 2,797
２０～２９歳 226 252 100.0 31.9 19.0 15.0 14.6 6.6 2.7 0.9 2.2 0.4 6.6 3,183
３０～３９歳 232 201 100.0 35.8 23.3 14.2 10.3 3.4 1.3 0.4      - 0.4 10.8 1,615
４０～４９歳 153 113 100.0 37.3 20.9 17.0 10.5 4.6 2.0 0.7      -      - 7.2 1,672
５０～５９歳 43 45 100.0 39.5 11.6 14.0 7.0 14.0 2.3      -      -      - 11.6 2,035
６０歳以上 1 2 100.0 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      - 250
　６０～６４歳 1 2 100.0 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      - 250
　６５歳以上      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　６５～６９歳      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　７０～７９歳      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
　８０歳以上      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -


問４（３）携帯電話によるインターネットで購入したコンテンツの合計金額（Ｓ）
（回答数：1,634、対象：15歳以上の携帯電話・ＰＨＳ・携帯情報端末からのインターネットによるデジタルコンテンツ購入者）


問４（３）
携帯電話によるインターネットで購入した
コンテンツの合計金額（Ｓ）
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問５インターネットを利用していて感じる不安や不満（Ｍ）（回答数：10,019、対象：15歳以上全員）


プ
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電
子
的
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の
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の
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特
に
不
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無
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  全  体 10,019 10,543 100.0 38.6 19.4 6.0 28.6 7.4 16.0 7.3 9.1 13.7 13.8 15.0 2.6 2.1 16.1 2.7 7.3 26.5
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 3,347 3,424 100.0 49.1 27.0 8.3 39.0 11.0 20.9 10.0 13.1 17.0 14.3 19.2 3.1 2.3 16.7 3.0 7.0 16.6
非世帯主 6,672 7,119 100.0 33.6 15.7 4.9 23.6 5.7 13.6 6.0 7.1 12.2 13.6 13.0 2.4 2.0 15.8 2.6 7.4 31.3
[ 本人の性別 ]
男性 4,911 5,114 100.0 42.6 22.2 7.1 33.6 9.2 17.8 7.9 11.0 14.6 11.4 16.5 2.6 2.1 15.0 2.9 8.0 22.1
女性 5,108 5,429 100.0 34.9 16.7 5.0 23.8 5.7 14.3 6.7 7.3 12.9 16.1 13.6 2.6 2.1 17.1 2.5 6.6 30.7
[ 本人の年齢 ]
１５～１９歳 1,030 727 100.0 34.1 13.0 3.4 29.4 4.0 12.9 8.0 12.1 16.1 4.1 17.1 4.1 1.7 5.0 3.1 14.8 21.7
２０～２９歳 1,599 1,775 100.0 48.0 21.8 6.8 36.0 9.3 16.2 8.8 13.4 15.8 5.7 18.3 3.4 1.4 5.5 2.0 9.1 20.3
３０～３９歳 1,768 1,646 100.0 59.1 31.3 9.0 44.9 13.4 23.6 11.1 16.3 21.4 10.7 25.4 3.6 1.7 8.3 1.9 6.1 10.6
４０～４９歳 2,164 1,629 100.0 55.2 29.3 9.1 42.1 10.7 26.3 9.2 11.2 18.0 13.8 19.9 3.2 1.3 10.2 2.7 7.2 12.9
５０～５９歳 1,943 1,869 100.0 37.1 19.7 6.8 26.8 6.9 16.3 7.8 7.6 12.7 18.2 12.8 2.7 2.5 21.6 2.2 7.8 26.8
６０歳以上 1,515 2,898 100.0 14.0 6.9 2.4 8.1 2.2 6.3 2.5 1.3 5.9 20.2 5.2 0.7 3.0 29.5 3.9 4.6 48.0
　６０～６４歳 394 754 100.0 24.7 13.5 4.7 16.8 4.6 12.3 5.5 2.6 11.7 24.9 9.9 1.7 4.2 28.7 5.2 7.3 32.5
　６５歳以上 1,121 2,144 100.0 10.3 4.6 1.6 5.0 1.4 4.2 1.5 0.9 3.8 18.5 3.6 0.4 2.5 29.7 3.4 3.7 53.4
　６５～６９歳 220 692 100.0 12.2 6.2 2.4 5.4 1.6 5.4 2.4 1.9 3.5 22.0 3.7      - 2.8 25.1 4.2 4.9 52.5
　７０～７９歳 558 979 100.0 11.2 4.4 1.4 5.9 1.7 4.1 1.3 0.5 4.3 18.2 3.4 0.5 2.9 32.6 2.8 3.7 51.4
　８０歳以上 343 472 100.0 5.5 2.9 0.6 2.6 0.3 2.6 0.6      - 3.5 14.0 3.8 0.6 1.5 30.7 3.8 1.7 58.9
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 3,724 3,797 100.0 45.8 24.1 7.9 34.5 10.4 19.0 9.2 9.2 14.6 13.5 15.6 3.3 1.9 12.9 2.8 7.6 21.4
その他の市 4,222 4,457 100.0 37.4 19.2 6.1 27.4 6.5 15.5 6.6 9.8 13.8 13.7 15.2 2.6 2.4 18.2 2.9 6.3 26.7
町・村 2,073 2,289 100.0 29.1 12.0 2.9 21.0 4.3 12.0 5.3 7.5 12.1 14.5 13.6 1.4 1.9 17.1 2.3 8.5 34.5
[ 家族数 ]
単身 185 185 100.0 70.6 40.5 10.6 51.7 20.2 28.1 17.2 21.7 22.9 8.6 28.2 8.5 2.4 7.2 3.7 7.1 9.5
２人家族 928 1,004 100.0 44.4 26.1 9.2 34.4 11.0 18.8 9.7 10.8 19.9 19.2 22.3 3.3 3.6 17.5 3.7 7.5 21.5
３人家族 1,824 1,976 100.0 40.4 19.9 6.1 31.5 8.2 15.6 7.2 9.5 13.8 16.5 14.3 2.3 2.2 19.3 2.4 7.0 22.1
４人家族 3,204 3,126 100.0 44.9 23.1 7.6 34.5 8.9 19.1 8.6 10.5 14.4 12.7 15.8 2.6 2.0 13.5 2.6 7.2 21.5
５人家族 2,067 2,093 100.0 35.5 16.3 4.4 24.8 5.0 13.7 6.0 7.4 13.1 12.6 14.4 2.9 1.4 14.8 3.3 8.4 28.3
６人家族 1,149 1,352 100.0 25.0 11.5 3.6 16.2 4.3 10.5 4.5 5.8 11.3 11.1 10.3 2.0 2.3 18.5 1.5 5.8 39.2
７人以上家族 615 762 100.0 25.5 11.6 3.7 15.7 4.0 14.0 4.5 6.9 6.8 13.7 11.1 1.6 1.4 18.3 3.0 7.6 41.4
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問５インターネットを利用していて感じる不安や不満（Ｍ）（回答数：10,019、対象：15歳以上全員）
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[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 185 100.0 70.6 40.5 10.6 51.7 20.2 28.1 17.2 21.7 22.9 8.6 28.2 8.5 2.4 7.2 3.7 7.1 9.5
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 784 820 100.0 46.7 27.5 9.1 37.2 11.4 19.4 10.2 12.1 20.0 17.6 23.2 3.2 3.3 16.0 3.9 8.0 18.7
大人２人（高齢者を含む） 110 154 100.0 32.7 19.9 11.3 21.6 10.1 16.1 7.3 5.9 17.7 28.8 13.2 3.3 5.7 28.2 2.8 5.4 35.9
大人が２人以下＋子供 2,866 2,416 100.0 56.4 29.5 8.5 43.3 11.4 24.5 10.2 14.9 19.6 11.9 23.2 3.9 1.5 9.1 2.6 7.8 10.1
大人が３人以上＋子供 3,100 3,455 100.0 29.4 13.4 4.5 21.2 4.5 12.8 5.7 6.8 11.0 12.4 11.9 2.2 1.8 17.1 2.6 7.3 35.9
大人が３人以上のみ 2,896 3,435 100.0 32.2 15.4 4.8 22.6 5.8 11.8 5.7 6.1 10.2 15.2 9.8 1.6 2.3 20.1 2.6 6.8 30.8
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 370 401 100.0 38.3 16.6 8.5 26.9 9.8 16.9 8.8 8.8 24.1 16.8 25.1 4.5 4.0 24.7 2.8 6.7 26.3
２００～４００万円未満 1,341 1,476 100.0 36.5 16.3 6.6 25.6 6.2 14.4 7.5 8.0 17.2 13.5 19.2 3.3 2.8 18.0 3.6 7.5 29.2
４００～６００万円未満 2,114 2,193 100.0 38.8 18.8 6.4 28.4 7.2 17.0 7.6 10.5 16.2 16.0 17.0 3.3 2.5 18.4 3.8 7.5 24.2
６００～８００万円未満 2,235 2,333 100.0 37.5 17.6 4.8 28.5 6.5 14.0 7.2 8.1 11.9 13.8 12.9 1.9 1.3 14.8 2.1 6.5 29.0
８００～１０００万円未満 1,733 1,777 100.0 43.3 24.2 7.7 31.4 7.1 18.7 7.5 8.3 13.6 13.8 15.0 2.9 1.9 13.3 1.9 8.1 25.0
１０００万円以上 2,096 2,216 100.0 37.9 20.9 5.0 29.4 9.3 16.0 6.4 9.9 9.7 11.2 10.5 1.6 2.0 14.7 2.5 7.4 24.7
　１０００～１５００万円未満 1,563 1,657 100.0 37.3 19.2 4.8 29.0 7.8 16.9 6.7 9.4 10.0 10.5 10.9 1.7 2.2 16.3 2.5 7.2 25.2
　１５００～２０００万円未満 372 386 100.0 44.6 26.6 5.7 31.5 12.8 13.1 4.9 12.8 12.0 13.8 10.5 2.0 2.0 9.6 1.7 8.2 20.1
　２０００万円以上 161 172 100.0 28.4 23.9 4.5 28.5 15.1 14.1 6.9 8.8 1.7 11.5 6.9      -      - 10.6 4.1 7.4 30.1
[ 世帯主の性別 ]
男性 9,543 10,019 100.0 38.6 19.4 6.1 28.6 7.4 16.0 7.2 8.9 13.7 13.7 14.9 2.6 2.1 16.0 2.7 7.3 26.7
女性 466 516 100.0 39.8 19.3 5.3 29.0 7.2 16.3 8.1 12.2 14.4 15.5 17.8 3.5 1.9 18.0 2.4 7.4 22.3
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 305 337 100.0 62.2 29.4 6.8 47.0 14.3 18.1 14.1 25.7 23.1 9.4 28.7 6.9 1.6 7.0 2.8 3.9 8.0
３０～３９歳 1,415 1,483 100.0 52.8 28.2 7.8 39.7 11.9 20.3 11.8 15.8 19.7 11.8 23.8 3.3 2.2 10.6 1.7 5.8 16.0
４０～４９歳 3,114 2,879 100.0 40.5 20.2 6.5 30.4 7.2 18.8 6.7 8.9 14.2 13.2 14.9 2.3 1.6 11.7 3.3 7.3 25.6
５０～５９歳 3,708 3,765 100.0 34.8 16.5 5.6 26.2 6.4 14.0 6.9 8.0 12.7 12.7 12.5 2.5 1.9 17.1 2.0 9.0 29.3
６０歳以上 1,465 2,070 100.0 29.1 15.6 5.0 19.4 5.1 12.3 4.4 3.7 9.2 18.8 11.2 1.8 3.3 25.7 4.0 5.7 33.1
　６０～６４歳 731 993 100.0 33.2 18.3 6.1 22.5 7.0 15.9 5.9 4.0 12.1 18.1 15.4 2.2 3.9 22.4 4.1 6.8 28.3
　６５歳以上 734 1,078 100.0 25.3 13.1 4.0 16.6 3.4 8.9 3.0 3.5 6.5 19.4 7.4 1.4 2.6 28.6 4.0 4.7 37.5
　６５～６９歳 186 377 100.0 22.1 12.8 5.5 14.1 3.7 11.2 5.6 5.9 7.8 25.2 8.4 0.8 3.9 37.2 6.0 2.7 34.1
　７０～７９歳 407 539 100.0 30.6 15.0 3.8 19.2 3.9 8.3 1.7 2.4 6.0 17.5 7.9 2.1 1.8 24.6 3.8 5.8 36.5
　８０歳以上 141 162 100.0 14.7 7.2 1.2 13.8 1.3 5.7 1.4 2.0 5.6 11.9 3.4 0.5 2.4 22.0      - 6.1 48.8
[ インターネット利用経験の有無]
あり 6,936 6,484 100.0 55.4 28.4 8.3 43.1 11.2 22.5 10.5 14.2 17.0 10.3 20.0 3.6 1.5 6.4 2.1 7.8 12.8
なし 2,304 3,083 100.0 13.0 5.8 2.7 5.8 1.3 6.0 2.2 0.8 9.5 21.8 7.5 0.6 3.7 36.1 4.1 6.7 42.0
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問５インターネットを利用していて感じる不安や不満（Ｍ）（利用者の男女・年齢別）（回答数：6,936、対象：15歳以上のインターネット利用者）
（男女別）
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  全  体 6,936 6,484 100.0 55.4 28.4 8.3 43.1 11.2 22.5 10.5 14.2 17.0 10.3 20.0 3.6 1.5 6.4 2.1 7.8 12.8
１５～１９歳 924 653 100.0 37.0 14.2 3.5 32.0 4.1 14.0 8.6 13.2 16.6 4.1 17.5 4.3 1.3 3.6 2.2 14.7 18.8
２０～２９歳 1,382 1,534 100.0 52.9 24.3 7.5 40.5 10.7 17.3 9.8 15.1 16.2 4.9 19.2 3.8 0.9 3.2 1.9 8.9 15.6
３０～３９歳 1,545 1,442 100.0 64.9 34.8 9.7 49.7 14.8 25.7 12.2 18.3 21.2 10.1 26.6 3.6 1.4 4.9 1.5 5.3 7.1
４０～４９歳 1,746 1,316 100.0 63.7 34.6 10.2 50.2 12.8 30.6 10.6 13.3 18.4 11.9 20.7 4.0 1.2 5.8 1.8 7.2 7.7
５０～５９歳 1,086 1,029 100.0 54.2 29.2 9.2 42.9 11.1 23.2 11.2 12.9 14.2 15.3 15.4 3.9 2.3 11.8 1.8 7.0 13.7
６０歳以上 253 512 100.0 40.5 23.2 6.8 29.1 8.1 18.5 7.9 6.7 10.5 20.3 15.0 1.4 2.7 14.5 5.7 6.3 24.2
　６０～６４歳 138 256 100.0 44.5 29.5 6.5 36.0 11.1 20.6 8.9 7.6 15.0 18.0 15.6 2.8 3.5 11.5 6.3 5.4 19.1
　６５歳以上 115 256 100.0 36.6 16.8 7.1 22.1 5.1 16.3 6.8 5.7 6.1 22.5 14.3      - 1.9 17.5 5.2 7.2 29.4
　６５～６９歳 42 133 100.0 36.4 17.6 9.8 22.5 5.7 20.4 10.6 9.8 2.8 25.1 16.3      -      - 11.9 7.0 11.1 27.9
　７０～７９歳 52 94 100.0 39.4 18.0 5.5 24.0 6.0 14.1 2.1 1.7 8.1 17.1 10.3      - 3.8 20.5 4.3 3.8 24.3
　８０歳以上 21 29 100.0 28.2 9.4      - 14.1      - 4.7 4.7      - 14.1 28.4 18.8      - 4.7 33.3      -      - 52.5
  男　性 3,669 3,447 100.0 56.9 30.4 9.2 46.8 12.8 23.2 10.5 15.7 17.2 6.9 20.9 3.4 1.4 5.7 2.2 8.2 11.1
１５～１９歳 470 328 100.0 35.1 12.8 3.8 32.3 3.8 13.4 7.7 13.2 14.9 3.0 14.9 2.8 0.6 2.8 3.0 16.2 18.5
２０～２９歳 706 781 100.0 50.0 23.2 7.1 39.9 10.9 16.1 8.5 14.7 15.3 2.5 19.0 3.5 1.3 2.8 2.0 9.9 15.7
３０～３９歳 746 750 100.0 66.9 37.4 10.9 53.5 18.0 24.7 13.1 20.6 21.3 4.8 29.1 2.9 1.3 5.1 1.2 6.3 5.5
４０～４９歳 927 709 100.0 67.7 38.1 11.1 57.4 15.1 31.5 10.7 16.5 18.2 8.2 21.7 4.0 1.3 4.0 2.0 6.3 5.6
５０～５９歳 680 602 100.0 57.2 31.9 11.8 47.9 11.6 26.3 11.8 15.9 16.5 11.8 17.6 4.0 1.6 10.1 1.5 8.5 11.3
６０歳以上 140 277 100.0 46.6 29.1 7.1 35.5 12.0 23.1 9.0 5.7 12.6 15.3 16.9 1.8 3.1 13.3 7.0 3.9 18.4
　６０～６４歳 91 152 100.0 51.6 35.2 6.6 41.8 14.3 23.1 7.7 5.5 16.5 14.3 13.2 3.3 4.4 12.1 7.7 3.3 13.2
　６５歳以上 49 125 100.0 40.5 21.7 7.6 28.0 9.3 23.1 10.6 6.0 7.9 16.6 21.5      - 1.6 14.8 6.2 4.6 24.7
　６５～６９歳 17 64 100.0 41.2 23.5 11.8 29.4 11.8 29.4 17.6 11.8 5.9 17.6 29.4      -      - 11.8 5.9 5.9 23.5
　７０～７９歳 26 53 100.0 46.2 23.1 3.8 30.8 7.7 19.2 3.8      - 11.5 15.4 15.4      - 3.8 15.4 7.7 3.8 19.2
　８０歳以上 6 8 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      - 16.7      -      -      - 33.3      -      - 66.7
  女　性 3,267 3,037 100.0 53.7 26.2 7.3 39.0 9.4 21.8 10.4 12.6 16.9 14.1 19.0 4.0 1.5 7.2 1.9 7.4 14.7
１５～１９歳 454 324 100.0 39.0 15.6 3.1 31.7 4.4 14.5 9.5 13.2 18.3 5.3 20.0 5.9 2.0 4.4 1.3 13.2 19.2
２０～２９歳 676 753 100.0 55.9 25.4 7.8 41.1 10.5 18.5 11.2 15.4 17.2 7.4 19.4 4.0 0.4 3.6 1.8 7.8 15.4
３０～３９歳 799 692 100.0 62.8 31.9 8.4 45.6 11.4 26.8 11.3 15.8 21.2 15.8 23.9 4.3 1.5 4.8 1.8 4.1 8.8
４０～４９歳 819 607 100.0 59.0 30.5 9.2 41.8 10.0 29.5 10.5 9.6 18.6 16.2 19.5 3.9 1.1 7.9 1.6 8.3 10.1
５０～５９歳 406 426 100.0 50.0 25.4 5.7 35.7 10.3 18.7 10.3 8.6 11.1 20.2 12.3 3.7 3.2 14.0 2.2 4.9 17.0
６０歳以上 113 235 100.0 33.4 16.2 6.5 21.4 3.5 13.0 6.5 7.7 8.1 26.0 12.7 0.9 2.2 15.9 4.2 9.1 31.1
　６０～６４歳 47 104 100.0 34.0 21.3 6.4 27.7 6.4 17.0 10.6 10.6 12.8 23.4 19.1 2.1 2.1 10.6 4.3 8.5 27.7
　６５歳以上 66 131 100.0 32.9 12.1 6.7 16.4 1.2 9.8 3.1 5.4 4.3 28.1 7.5      - 2.3 20.1 4.2 9.6 33.9
　６５～６９歳 25 69 100.0 32.0 12.0 8.0 16.0      - 12.0 4.0 8.0      - 32.0 4.0      -      - 12.0 8.0 16.0 32.0
　７０～７９歳 26 42 100.0 30.8 11.5 7.7 15.4 3.8 7.7      - 3.8 3.8 19.2 3.8      - 3.8 26.9      - 3.8 30.8
　８０歳以上 15 20 100.0 40.0 13.3      - 20.0      - 6.7 6.7      - 20.0 33.3 26.7      - 6.7 33.3      -      - 46.7
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問５インターネットを利用していて感じる不安や不満（Ｍ）（非利用者の男女・年齢別）（回答数：2,304、対象：15歳以上のインターネット非利用者）
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  全  体 2,304 3,083 100.0 13.0 5.8 2.7 5.8 1.3 6.0 2.2 0.8 9.5 21.8 7.5 0.6 3.7 36.1 4.1 6.7 42.0
１５～１９歳 69 49 100.0 7.3      -      - 5.8 1.5 2.9 1.5 1.4 11.6 1.4 14.5      - 4.3 20.3 10.1 17.4 37.7
２０～２９歳 152 169 100.0 21.1 5.9 3.3 6.6      - 10.5 1.3 2.6 14.5 13.2 16.5 0.7 6.6 24.3 2.6 12.5 40.8
３０～３９歳 169 155 100.0 21.0 9.2 5.8 15.3 4.1 11.0 4.2 2.5 27.4 19.2 19.9 3.5 5.4 41.0 6.4 14.3 19.9
４０～４９歳 323 242 100.0 21.1 7.8 4.7 9.0 1.9 8.1 3.7 2.5 17.4 22.9 19.3      - 2.2 31.3 7.2 6.2 29.0
５０～５９歳 629 615 100.0 17.7 9.5 3.8 7.5 1.6 8.3 3.7 0.9 11.6 25.3 9.4 0.5 3.2 38.0 2.8 10.3 35.2
６０歳以上 962 1,854 100.0 9.1 4.2 1.8 4.0 1.0 4.1 1.4 0.2 5.8 22.0 3.3 0.5 3.6 37.2 3.9 4.1 47.9
　６０～６４歳 205 400 100.0 15.7 6.5 4.7 8.2 1.5 8.8 3.8      - 12.5 31.1 8.2 1.4 5.7 44.0 5.8 7.1 33.1
　６５歳以上 757 1,454 100.0 7.3 3.6 0.9 2.9 0.9 2.9 0.8 0.2 4.0 19.5 1.9 0.2 3.0 35.4 3.4 3.3 52.0
　６５～６９歳 150 472 100.0 6.9 4.1 0.8 1.6 0.8 2.2 0.6      - 4.4 24.5 0.8      - 4.1 33.5 4.1 2.8 53.5
　７０～７９歳 385 677 100.0 8.8 3.6 1.1 4.5 1.4 3.4 1.3 0.5 4.1 18.8 2.4 0.3 2.8 36.9 2.4 4.3 50.2
　８０歳以上 222 306 100.0 4.5 2.7 0.9 1.4      - 2.7      -      - 3.1 13.5 2.7 0.5 1.8 34.7 4.5 1.8 53.6
  男　性 928 1,275 100.0 14.5 6.4 3.1 6.9 1.5 6.9 2.6 1.1 10.3 22.8 7.9 0.7 4.1 39.3 4.7 7.6 38.3
１５～１９歳 37 26 100.0 5.4      -      - 5.4      -      -      - 2.7 10.8 2.7 13.5      - 5.4 21.6 16.2 18.9 35.1
２０～２９歳 71 79 100.0 14.1 1.4 2.8 5.6      - 5.6      - 1.4 12.7 11.3 11.3      - 4.2 25.4 2.8 11.3 45.1
３０～３９歳 59 59 100.0 15.3 5.1 3.4 13.6 3.4 6.8 5.1 5.1 30.5 13.6 15.3 1.7 6.8 44.1 5.1 16.9 16.9
４０～４９歳 109 83 100.0 27.5 9.2 8.3 12.8 1.8 11.9 6.4 3.7 20.2 18.3 25.7      - 3.7 30.3 10.1 9.2 20.2
５０～５９歳 276 244 100.0 19.6 9.8 3.6 9.8 1.8 9.8 5.1 1.4 14.5 29.3 9.4 0.7 3.3 42.4 3.3 12.7 29.3
６０歳以上 376 784 100.0 11.8 5.8 2.5 5.1 1.5 5.8 1.6 0.3 6.2 23.8 4.5 0.9 4.1 40.9 4.3 4.3 44.0
　６０～６４歳 100 167 100.0 23.0 9.0 6.0 9.0 1.0 13.0 5.0      - 14.0 28.0 13.0 2.0 7.0 43.0 6.0 5.0 30.0
　６５歳以上 276 617 100.0 8.8 4.9 1.5 4.1 1.6 3.9 0.7 0.3 4.1 22.7 2.1 0.6 3.4 40.4 3.8 4.2 47.8
　６５～６９歳 59 222 100.0 8.5 5.1 1.7 3.4 1.7 3.4      -      - 6.8 32.2 1.7      - 5.1 44.1 5.1 3.4 45.8
　７０～７９歳 145 293 100.0 11.0 5.5 1.4 5.5 2.1 4.1 1.4 0.7 3.4 20.0 2.8 0.7 2.8 40.0 2.8 6.2 46.2
　８０歳以上 72 102 100.0 2.8 2.8 1.4 1.4      - 4.2      -      -      - 9.7 1.4 1.4 1.4 33.3 4.2      - 56.9
  女　性 1,376 1,808 100.0 11.9 5.5 2.4 5.1 1.2 5.3 1.9 0.6 8.9 21.1 7.2 0.5 3.4 33.9 3.7 6.1 44.6
１５～１９歳 32 23 100.0 9.4      -      - 6.3 3.1 6.3 3.1      - 12.5      - 15.6      - 3.1 18.8 3.1 15.6 40.6
２０～２９歳 81 90 100.0 27.2 9.9 3.7 7.4      - 14.8 2.5 3.7 16.0 14.8 21.0 1.2 8.6 23.5 2.5 13.6 37.0
３０～３９歳 110 95 100.0 24.5 11.8 7.3 16.4 4.5 13.6 3.6 0.9 25.5 22.7 22.7 4.5 4.5 39.1 7.3 12.7 21.8
４０～４９歳 214 159 100.0 17.8 7.0 2.8 7.0 1.9 6.1 2.3 1.9 15.9 25.2 15.9      - 1.4 31.8 5.6 4.7 33.6
５０～５９歳 353 371 100.0 16.4 9.3 4.0 5.9 1.4 7.4 2.8 0.6 9.6 22.7 9.3 0.3 3.1 35.1 2.5 8.8 39.1
６０歳以上 586 1,070 100.0 7.1 3.1 1.3 3.3 0.7 2.9 1.3 0.1 5.5 20.7 2.4 0.2 3.2 34.5 3.6 3.9 50.8
　６０～６４歳 105 233 100.0 10.5 4.8 3.8 7.6 1.9 5.7 2.9      - 11.4 33.3 4.8 1.0 4.8 44.8 5.7 8.6 35.2
　６５歳以上 481 837 100.0 6.2 2.6 0.5 2.0 0.4 2.2 0.9 0.2 3.9 17.2 1.8      - 2.8 31.7 3.1 2.6 55.1
　６５～６９歳 91 250 100.0 5.5 3.3      -      -      - 1.1 1.1      - 2.2 17.6      -      - 3.3 24.2 3.3 2.2 60.4
　７０～７９歳 240 383 100.0 7.1 2.1 0.8 3.8 0.8 2.9 1.3 0.4 4.6 17.9 2.1      - 2.9 34.6 2.1 2.9 53.3
　８０歳以上 150 204 100.0 5.3 2.7 0.7 1.3      - 2.0      -      - 4.7 15.3 3.3      - 2.0 35.3 4.7 2.7 52.0
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  全  体 6,482 6,001 100.0 18.8 57.0 3.4 2.1 0.6 0.2 24.2 13.6
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 2,361 2,202 100.0 25.4 60.4 4.2 3.0 0.6 0.3 24.1 9.1
非世帯主 4,121 3,799 100.0 14.9 55.1 2.9 1.5 0.6 0.1 24.3 16.2
[ 本人の性別 ]
男性 3,451 3,214 100.0 22.2 57.9 3.9 2.4 0.6 0.2 24.6 11.6
女性 3,031 2,787 100.0 14.7 56.0 2.8 1.6 0.6 0.1 23.9 15.9
[ 本人の年齢 ]
１５～１９歳 880 622 100.0 12.6 53.7 2.5 0.9 0.2 0.1 23.5 18.4
２０～２９歳 1,318 1,463 100.0 17.1 57.5 4.4 2.0 0.6 0.1 23.6 14.3
３０～３９歳 1,486 1,387 100.0 21.7 63.6 3.1 2.7 0.6 0.3 22.5 8.7
４０～４９歳 1,655 1,248 100.0 22.0 60.7 4.1 3.0 0.9 0.4 24.1 9.7
５０～５９歳 963 911 100.0 19.4 51.5 2.8 1.4 0.6      - 26.8 15.5
６０歳以上 180 372 100.0 12.2 37.5 0.9 0.4 0.6      - 28.7 29.6
　６０～６４歳 110 204 100.0 13.1 45.0 0.8 0.8 1.1      - 30.5 22.3
　６５歳以上 70 168 100.0 11.1 28.4 1.0      -      -      - 26.5 38.4
　６５～６９歳 33 104 100.0 12.5 38.6      -      -      -      - 24.1 28.4
　７０～７９歳 29 53 100.0 10.6 14.4 3.0      -      -      - 34.1 47.7
　８０歳以上 8 11 100.0      -      -      -      -      -      - 12.3 87.7
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 2,727 2,544 100.0 21.0 60.1 3.5 2.2 0.9 0.2 22.6 11.9
その他の市 2,647 2,433 100.0 16.9 56.6 3.5 2.3 0.4 0.2 25.1 13.7
町・村 1,108 1,024 100.0 17.7 50.5 2.9 1.2 0.5 0.1 26.3 17.7
[ 家族数 ]
単身 157 156 100.0 30.0 73.2 4.4 6.9      - 0.7 16.1 4.8
２人家族 574 579 100.0 20.8 58.3 2.4 2.2 0.8 0.6 22.5 13.0
３人家族 1,106 1,074 100.0 20.9 57.9 4.4 3.4 0.4      - 23.4 14.0
４人家族 2,282 2,056 100.0 18.4 58.0 3.1 1.3 0.5 0.1 25.2 11.3
５人家族 1,330 1,182 100.0 17.4 56.8 2.2 1.5 0.6 0.1 25.6 13.3
６人家族 666 610 100.0 17.1 49.5 4.8 1.8 0.5 0.3 26.2 18.5
７人以上家族 333 314 100.0 13.8 50.0 5.0 2.9 2.3 0.2 21.0 25.0
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 157 156 100.0 30.0 73.2 4.4 6.9      - 0.7 16.1 4.8
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 523 524 100.0 21.1 58.2 2.4 2.2 0.9 0.7 21.9 13.3
大人２人（高齢者を含む） 31 38 100.0 18.7 55.7      -      -      -      - 35.1 9.2
大人が２人以下＋子供 2,350 1,974 100.0 20.0 60.5 3.6 2.5 0.5 0.1 23.6 10.0
大人が３人以上＋子供 1,858 1,681 100.0 17.4 53.4 3.7 1.9 0.7 0.1 25.0 16.4
大人が３人以上のみ 1,509 1,578 100.0 17.0 54.1 3.2 1.3 0.7      - 25.9 16.1
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 192 185 100.0 15.5 58.2 4.2 2.2      -      - 24.0 15.0
２００～４００万円未満 741 719 100.0 16.3 51.0 4.3 3.0 0.3 0.5 24.4 19.3
４００～６００万円未満 1,332 1,230 100.0 19.1 59.5 3.7 2.7 0.6 0.1 23.0 11.7
６００～８００万円未満 1,486 1,338 100.0 20.2 56.4 3.3 1.9 0.7 0.2 23.3 14.3
８００～１０００万円未満 1,180 1,070 100.0 19.8 57.8 4.2 2.0 0.7 0.1 25.8 11.6
１０００万円以上 1,477 1,383 100.0 18.2 57.9 2.2 1.3 0.6      - 25.0 12.8
　１０００～１５００万円未満 1,094 1,015 100.0 18.7 57.1 1.9 1.5 0.7      - 25.8 12.6
　１５００～２０００万円未満 265 252 100.0 16.5 62.8 3.0 1.2 0.4      - 22.0 12.1
　２０００万円以上 118 115 100.0 17.7 54.4 2.5      -      -      - 24.3 16.4
[ 世帯主の性別 ]
男性 6,169 5,694 100.0 18.5 56.9 3.4 2.1 0.6 0.1 24.1 13.8
女性 305 301 100.0 22.1 59.1 2.8 1.7 1.5 0.5 26.6 9.7
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 274 298 100.0 26.5 68.6 6.3 6.0 0.4 0.4 15.9 8.9
３０～３９歳 1,142 1,106 100.0 22.1 64.8 3.0 2.9 0.6 0.4 20.4 8.6
４０～４９歳 2,262 1,792 100.0 18.9 59.4 3.4 2.2 0.7 0.2 22.7 12.7
５０～５９歳 2,135 2,049 100.0 16.8 50.6 3.7 1.0 0.4      - 28.2 16.1
６０歳以上 661 749 100.0 15.4 52.5 1.9 1.7 1.0 0.1 26.2 18.2
　６０～６４歳 333 413 100.0 11.7 51.8 1.6 1.4 1.3      - 27.5 18.9
　６５歳以上 328 336 100.0 19.8 53.5 2.2 2.0 0.6 0.2 24.5 17.2
　６５～６９歳 87 107 100.0 22.7 58.0 4.4 1.9 0.9      - 29.5 11.8
　７０～７９歳 198 188 100.0 18.9 49.6 1.5 2.5 0.5 0.4 22.9 20.9
　８０歳以上 43 41 100.0 16.6 59.4      -      -      -      - 18.6 14.6


問６（１）インターネット利用の際にうけた被害（Ｍ）
（回答数：6,482、対象：15歳以上のインターネット利用者）
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  全  体 5,762 5,307 100.0 18.8 57.0 3.4 2.1 0.6 0.2 24.2 13.6
個人情報保護 3,705 3,413 100.0 24.1 66.0 4.5 2.9 0.9 0.2 21.8 6.7
電子的決済の信頼性 1,907 1,761 100.0 27.9 69.4 5.3 3.1 1.0 0.2 19.9 5.0
知的財産の保護 550 509 100.0 28.3 67.0 8.8 6.2 2.2 0.8 18.5 7.5
ウィルス感染 2,932 2,693 100.0 29.1 64.9 5.1 2.7 1.2 0.3 22.4 5.4
認証技術の信頼性 744 695 100.0 32.7 71.0 6.3 3.9 1.5 0.4 17.7 4.1
違法・有害情報が氾濫 1,536 1,397 100.0 22.8 68.3 6.5 3.7 1.6 0.2 19.7 7.5
情報検索に手間 699 652 100.0 18.5 64.0 5.7 3.7 1.4 0.4 26.5 5.6
接続速度が遅い 978 902 100.0 25.7 65.9 5.8 3.5 1.1 0.4 24.2 2.9
機器が高価 1,162 1,054 100.0 18.9 64.7 6.4 3.3 1.2 0.3 21.2 9.5
操作が難しい 631 600 100.0 12.1 56.0 2.7 1.2 0.8 0.4 24.7 15.2
通信料金が高い 1,345 1,241 100.0 21.0 63.4 5.8 2.8 1.2 0.2 22.5 9.1
送信電子メールがいつ届くか不安 256 229 100.0 20.6 71.9 8.0 7.1 3.1 1.2 18.6 4.5
必要な情報がない 91 86 100.0 10.7 59.5 9.9 8.3 1.9 0.8 23.5 17.0
利用する必要がない 337 317 100.0 6.2 42.9 1.9 3.2 1.0      - 22.3 31.7
その他 124 125 100.0 8.9 57.5 4.2 2.3      - 0.6 24.2 16.4
特に不満なし 516 469 100.0 10.7 52.5 3.0 0.3 0.2      - 30.3 13.1


問６（１）インターネット利用の際にうけた被害（パソコン又は携帯電話より）とインターネットに対する不安
（回答数：5,762、対象：15歳以上のインターネット利用者）
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  全  体 5,322 4,895 100.0 21.5 19.1 3.0 1.4 0.7 0.2 37.2 29.2
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 2,040 1,894 100.0 28.3 23.7 4.0 2.1 0.6 0.3 36.7 21.1
非世帯主 3,282 3,001 100.0 17.3 16.2 2.5 1.0 0.7 0.1 37.4 34.3
[ 本人の性別 ]
男性 2,965 2,746 100.0 24.7 21.7 3.5 1.6 0.6 0.3 37.0 25.2
女性 2,357 2,149 100.0 17.5 15.7 2.5 1.2 0.7 0.1 37.4 34.3
[ 本人の年齢 ]
１５～１９歳 748 528 100.0 13.9 11.6 2.1 0.4 0.3      - 34.6 43.6
２０～２９歳 1,069 1,186 100.0 19.5 17.5 3.8 1.0 0.6 0.1 36.9 32.1
３０～３９歳 1,193 1,118 100.0 24.8 21.2 2.9 1.9 0.6 0.3 36.6 25.9
４０～４９歳 1,397 1,054 100.0 24.9 22.5 3.7 2.2 1.0 0.4 36.3 24.5
５０～５９歳 782 735 100.0 22.5 18.4 2.6 1.3 0.6      - 39.2 26.3
６０歳以上 133 273 100.0 15.6 20.4 0.6 0.6 0.8      - 43.3 27.9
　６０～６４歳 88 161 100.0 16.5 21.0 1.0 1.0 1.4      - 42.8 29.7
　６５歳以上 45 112 100.0 14.2 19.5      -      -      -      - 44.2 25.4
　６５～６９歳 22 71 100.0 14.6 25.2      -      -      -      - 44.7 20.9
　７０～７９歳 20 37 100.0 15.2 10.9      -      -      -      - 44.5 29.3
　８０歳以上 3 4 100.0      -      -      -      -      -      - 32.9 67.1
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 2,296 2,125 100.0 23.7 20.6 3.0 1.9 1.0 0.2 35.4 28.3
その他の市 2,129 1,952 100.0 19.5 18.8 3.3 1.2 0.3 0.2 38.8 28.9
町・村 897 818 100.0 20.6 15.9 2.7 0.7 0.6 0.1 37.8 32.2
[ 家族数 ]
単身 129 129 100.0 35.2 29.6 5.3 5.1      - 0.9 31.4 18.1
２人家族 482 489 100.0 23.9 20.5 2.5 1.6 1.0 0.7 37.9 25.6
３人家族 910 882 100.0 24.1 23.0 4.0 2.1 0.4      - 33.6 27.3
４人家族 1,912 1,713 100.0 20.4 18.2 2.8 0.9 0.6 0.1 39.6 28.1
５人家族 1,092 965 100.0 19.9 17.8 1.5 1.1 0.6 0.1 36.4 32.5
６人家族 540 484 100.0 19.1 12.9 3.5 1.2 0.7 0.3 38.8 33.9
７人以上家族 228 205 100.0 20.0 21.3 6.5 3.0 2.5      - 34.9 32.2
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 129 129 100.0 35.2 29.6 5.3 5.1      - 0.9 31.4 18.1
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 440 442 100.0 24.5 19.5 2.6 1.7 1.1 0.8 36.6 26.6
大人２人（高齢者を含む） 27 35 100.0 20.4 37.8      -      -      -      - 54.3 7.9
大人が２人以下＋子供 1,952 1,631 100.0 22.9 18.1 3.4 1.7 0.4 0.1 36.2 28.8
大人が３人以上＋子供 1,482 1,314 100.0 20.4 16.9 3.2 1.5 0.8 0.1 38.2 31.6
大人が３人以上のみ 1,247 1,301 100.0 18.9 20.8 2.5 0.6 0.7      - 38.1 29.2
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 130 126 100.0 21.8 23.5 6.1 1.8      -      - 34.8 30.5
２００～４００万円未満 549 534 100.0 20.5 18.5 5.1 1.5 0.5 0.7 33.6 33.5
４００～６００万円未満 1,046 966 100.0 22.7 18.8 3.2 1.9 0.3 0.1 34.8 29.5
６００～８００万円未満 1,255 1,122 100.0 22.6 19.0 2.6 1.5 0.9 0.2 37.2 28.1
８００～１０００万円未満 1,017 915 100.0 22.0 18.8 4.1 1.4 0.9 0.2 39.8 27.4
１０００万円以上 1,265 1,169 100.0 19.8 19.6 1.5 1.1 0.7      - 38.8 28.9
　１０００～１５００万円未満 929 850 100.0 20.7 16.8 1.2 1.3 0.8      - 41.3 28.2
　１５００～２０００万円未満 237 225 100.0 17.7 27.8 2.0 0.7 0.4      - 31.7 31.2
　２０００万円以上 99 95 100.0 16.3 26.0 3.1      -      -      - 34.0 29.1
[ 世帯主の性別 ]
男性 5,064 4,643 100.0 21.3 19.2 3.0 1.4 0.6 0.2 36.8 29.6
女性 251 247 100.0 25.4 17.6 3.1 1.6 1.8 0.7 43.3 22.0
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 209 227 100.0 33.8 24.7 6.8 3.4 0.5 0.5 26.0 25.7
３０～３９歳 904 872 100.0 25.8 21.0 3.0 2.1 0.5 0.5 33.6 27.2
４０～４９歳 1,906 1,498 100.0 21.4 19.3 2.9 1.6 0.9 0.2 36.3 30.3
５０～５９歳 1,750 1,678 100.0 19.0 16.3 3.1 0.8 0.4      - 39.8 30.1
６０歳以上 545 613 100.0 17.9 21.1 1.9 1.0 1.2 0.1 41.6 28.2
　６０～６４歳 278 343 100.0 13.9 19.1 1.7 0.8 1.6      - 43.5 30.5
　６５歳以上 267 270 100.0 22.9 23.6 2.1 1.2 0.7 0.3 39.3 25.3
　６５～６９歳 73 91 100.0 24.7 36.6 3.1 1.1 1.1      - 41.9 18.7
　７０～７９歳 160 148 100.0 23.0 19.3 2.0 1.5 0.6 0.5 37.1 26.8
　８０歳以上 34 32 100.0 17.8 6.2      -      -      -      - 41.8 36.9
[ ブロードバンド/ナローバンド ]
ブロードバンド 2,863 2,617 100.0 26.2 23.2 3.8 1.4 1.0 0.2 36.5 23.4
ナローバンド 1,722 1,602 100.0 19.8 17.7 2.7 1.7 0.3 0.0 40.4 27.4


問６（１）パソコンによるインターネット利用の際にうけた被害（Ｍ）
（回答数：5,322、対象：15歳以上のパソコンによるインターネット利用者）
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  全  体 4,449 4,098 100.0 0.9 64.3 1.4 1.7 0.2 0.1 15.8 19.2
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 1,539 1,427 100.0 0.9 68.4 1.4 2.3 0.3 0.1 14.9 16.0
非世帯主 2,910 2,671 100.0 0.9 62.1 1.4 1.3 0.1 0.1 16.3 20.8
[ 本人の性別 ]
男性 2,288 2,124 100.0 0.8 65.6 1.5 1.9 0.2 0.1 15.4 18.3
女性 2,161 1,974 100.0 0.9 62.9 1.4 1.5 0.2 0.1 16.3 20.1
[ 本人の年齢 ]
１５～１９歳 630 445 100.0 1.0 63.5 1.1 0.9      - 0.2 17.1 18.4
２０～２９歳 1,019 1,131 100.0 0.7 61.8 1.9 1.9 0.3      - 16.2 21.1
３０～３９歳 1,144 1,068 100.0 1.2 67.4 1.1 2.0 0.2 0.1 16.0 16.0
４０～４９歳 1,085 818 100.0 0.4 69.0 1.8 2.3 0.2 0.2 15.2 15.1
５０～５９歳 491 467 100.0 0.9 62.9 1.4 0.6 0.2      - 16.6 19.9
６０歳以上 80 170 100.0 2.2 44.5      -      -      -      - 10.0 45.5
　６０～６４歳 43 82 100.0      - 52.7      -      -      -      - 11.5 35.8
　６５歳以上 37 87 100.0 4.3 36.8      -      -      -      - 8.6 54.6
　６５～６９歳 16 51 100.0 7.4 55.0      -      -      -      - 5.4 39.7
　７０～７９歳 16 29 100.0      - 13.8      -      -      -      - 16.3 69.9
　８０歳以上 5 7 100.0      -      -      -      -      -      -      - 100.0
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,882 1,758 100.0 0.9 66.3 1.4 1.3 0.2 0.1 14.7 18.3
その他の市 1,825 1,664 100.0 1.0 64.2 1.6 2.3 0.2 0.0 16.7 18.2
町・村 742 676 100.0 0.6 59.2 1.1 1.2 0.2      - 16.7 23.8
[ 家族数 ]
単身 129 127 100.0      - 72.4      - 5.8      -      - 16.1 11.5
２人家族 384 380 100.0 1.8 67.3 0.4 1.8 0.4 0.4 14.2 18.1
３人家族 725 696 100.0 0.5 66.1 1.7 2.5 0.2      - 15.2 18.6
４人家族 1,563 1,412 100.0 1.0 65.3 1.4 1.1      -      - 17.3 16.6
５人家族 911 808 100.0 0.8 64.2 1.3 0.9 0.1      - 16.3 18.6
６人家族 473 427 100.0 1.0 57.2 2.2 1.5      -      - 13.1 28.2
７人以上家族 244 229 100.0 0.3 54.1 2.2 3.1 1.6 0.3 16.4 29.1
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 129 127 100.0      - 72.4      - 5.8      -      - 16.1 11.5
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 356 350 100.0 0.5 66.1 0.2 2.0 0.5 0.5 14.6 18.8
大人２人（高齢者を含む） 14 17 100.0 27.5 76.3      -      -      -      - 14.9 8.7
大人が２人以下＋子供 1,659 1,404 100.0 0.7 69.1 1.1 1.6      -      - 15.8 14.4
大人が３人以上＋子供 1,301 1,169 100.0 1.2 58.7 2.1 1.8 0.4 0.1 17.1 23.0
大人が３人以上のみ 960 1,002 100.0 0.6 61.6 1.6 1.1 0.1      - 14.8 23.1
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 134 130 100.0      - 66.0      - 2.3      -      - 15.4 18.6
２００～４００万円未満 528 499 100.0 0.8 56.8 0.6 2.3 0.3 0.3 17.7 24.7
４００～６００万円未満 954 874 100.0 0.9 67.1 1.6 2.3 0.4      - 15.1 17.2
６００～８００万円未満 999 900 100.0 0.9 65.2 2.1 1.4 0.3 0.1 16.2 17.4
８００～１０００万円未満 786 714 100.0 1.2 65.6 1.8 1.8      -      - 16.5 17.8
１０００万円以上 995 929 100.0 0.9 63.4 1.1 1.0      -      - 15.3 20.3
　１０００～１５００万円未満 752 696 100.0 0.7 64.2 1.0 0.8      -      - 15.8 19.0
　１５００～２０００万円未満 174 165 100.0 0.4 60.7 1.9 1.8      -      - 13.4 25.9
　２０００万円以上 69 68 100.0 3.9 61.4      -      -      -      - 15.4 19.3
[ 世帯主の性別 ]
男性 4,215 3,868 100.0 0.9 64.3 1.4 1.7 0.2 0.0 15.7 19.3
女性 227 224 100.0      - 64.2 1.8 0.5 0.7 0.7 19.4 16.4
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 233 254 100.0 0.4 69.6 1.3 5.2 0.4      - 16.0 12.7
３０～３９歳 917 888 100.0 1.2 67.8 0.8 2.2 0.2 0.2 14.8 16.8
４０～４９歳 1,553 1,231 100.0 0.7 67.1 1.6 1.7 0.1 0.1 15.7 16.4
５０～５９歳 1,348 1,303 100.0 0.8 58.5 2.1 0.6 0.2      - 17.9 22.9
６０歳以上 391 416 100.0 1.4 62.6 0.2 1.6      -      - 12.3 24.9
　６０～６４歳 179 210 100.0      - 62.0      - 1.6      -      - 11.6 25.9
　６５歳以上 212 206 100.0 2.8 63.2 0.5 1.6      -      - 12.9 23.9
　６５～６９歳 62 69 100.0 8.4 71.2 1.5 1.5      -      - 6.5 22.4
　７０～７９歳 129 117 100.0      - 55.5      - 2.0      -      - 17.5 27.0
　８０歳以上 21 20 100.0      - 80.3      -      -      -      - 8.8 10.9


問６（１）携帯電話によるインターネット利用の際にうけた被害（Ｍ）
（回答数：4,449、対象：15歳以上の携帯電話・ＰＨＳ・情報形態端末によるインターネット利用者）


問６（1）携帯電話によるインターネット利用の際にうけた被害 回
答
数
割
合
（


％
）
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問６（２）インターネットのウィルスや不正アクセス対策（Ｍ）（回答数：9,936、対象：15歳以上のインターネット利用者）


ソ
フ
ト
導
入


サ
ー


ビ
ス
利
用


バ
ッ


ク
ア
ッ


プ


メ
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ル
ソ
フ
ト
変
更
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ア
ウ
ォ
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ル
使
用


Ｏ
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の
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そ
の
他


何
も
行
っ


て
い
な
い


無
回
答


  全  体 6,936 6,484 100.0 32.0 18.4 13.4 3.8 8.9 17.8 2.4 26.5 22.4
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 2,518 2,370 100.0 40.0 22.0 18.5 4.1 11.4 23.9 2.5 23.7 15.2
非世帯主 4,418 4,114 100.0 27.4 16.4 10.5 3.6 7.5 14.3 2.4 28.0 26.6
[ 本人の性別 ]
男性 3,669 3,447 100.0 36.1 20.1 16.2 4.4 10.5 21.2 2.5 24.2 18.8
女性 3,267 3,037 100.0 27.3 16.5 10.3 3.2 7.1 13.9 2.4 29.1 26.5
[ 本人の年齢 ]
１５～１９歳 924 653 100.0 21.4 15.7 7.2 4.3 5.7 11.6 2.7 28.9 31.0
２０～２９歳 1,382 1,534 100.0 29.4 16.6 13.3 4.9 8.0 14.3 3.0 29.1 21.9
３０～３９歳 1,545 1,442 100.0 38.1 18.5 14.3 3.5 13.2 23.5 1.9 27.1 16.5
４０～４９歳 1,746 1,316 100.0 38.7 21.6 16.4 3.4 10.0 23.3 2.9 24.4 16.7
５０～５９歳 1,086 1,029 100.0 30.6 21.6 14.5 4.4 6.3 13.8 1.7 23.2 24.5
６０歳以上 253 512 100.0 21.4 12.4 9.4 0.7 5.9 13.7 2.3 25.5 40.1
　６０～６４歳 138 256 100.0 25.2 16.3 12.6 0.7 8.2 13.7 2.8 27.1 28.8
　６５歳以上 115 256 100.0 17.7 8.5 6.2 0.8 3.6 13.7 1.7 24.0 51.4
　６５～６９歳 42 133 100.0 22.5 9.1 7.7      - 5.7 17.6 2.1 29.4 39.0
　７０～７９歳 52 94 100.0 15.0 10.3 6.0 2.1 1.7 12.4 1.7 22.2 56.8
　８０歳以上 21 29 100.0 4.7      -      -      -      -      -      - 4.7 90.6
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 2,877 2,694 100.0 35.9 19.5 15.0 3.7 11.3 21.2 2.6 25.2 19.3
その他の市 2,851 2,651 100.0 30.3 18.6 12.5 4.0 8.1 15.6 2.1 27.5 23.1
町・村 1,208 1,140 100.0 26.8 15.6 11.9 3.7 5.3 14.6 3.0 26.9 28.2
[ 家族数 ]
単身 164 163 100.0 46.2 23.8 22.2 4.4 14.6 31.3 4.2 24.2 9.9
２人家族 613 619 100.0 34.3 18.3 17.4 2.1 10.3 21.7 2.0 26.0 19.0
３人家族 1,192 1,158 100.0 33.9 19.3 14.5 3.6 9.4 18.5 2.5 26.2 20.7
４人家族 2,428 2,204 100.0 33.8 20.8 14.3 3.7 9.2 18.4 2.7 25.4 19.9
５人家族 1,426 1,282 100.0 29.8 15.8 10.9 4.2 8.8 16.2 2.1 28.8 24.3
６人家族 721 684 100.0 25.4 14.8 10.3 5.5 7.4 13.7 2.6 28.9 27.3
７人以上家族 356 342 100.0 23.7 14.5 8.6 3.3 3.7 12.4 2.1 22.6 39.7
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 164 163 100.0 46.2 23.8 22.2 4.4 14.6 31.3 4.2 24.2 9.9
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 557 560 100.0 34.1 19.2 18.4 2.1 10.6 21.9 1.9 26.2 18.6
大人２人（高齢者を含む） 35 41 100.0 36.8 12.8 5.6 1.9 9.3 23.0      - 23.5 23.0
大人が２人以下＋子供 2,464 2,069 100.0 35.7 20.0 13.2 3.1 11.6 21.4 2.4 27.0 17.9
大人が３人以上＋子供 2,002 1,850 100.0 28.5 16.2 11.9 4.6 6.2 14.6 2.4 25.8 28.1
大人が３人以上のみ 1,658 1,748 100.0 29.4 18.3 13.3 4.4 7.6 14.6 2.7 26.7 23.9
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 208 201 100.0 25.8 14.3 14.6 4.8 12.5 16.3 6.8 28.0 21.5
２００～４００万円未満 797 777 100.0 26.4 14.8 12.3 2.2 8.3 16.1 3.8 27.6 29.6
４００～６００万円未満 1,420 1,320 100.0 30.0 17.7 11.9 6.0 9.7 16.2 2.0 27.9 23.0
６００～８００万円未満 1,590 1,447 100.0 33.8 19.1 15.9 3.3 8.9 18.2 2.7 24.9 21.5
８００～１０００万円未満 1,273 1,177 100.0 34.4 18.7 12.7 2.4 8.4 18.8 2.0 26.7 21.5
１０００万円以上 1,562 1,475 100.0 34.1 20.3 13.2 4.1 8.4 18.9 1.7 26.3 19.0
　１０００～１５００万円未満 1,143 1,071 100.0 32.3 20.7 12.9 3.3 7.9 19.9 1.5 27.1 19.3
　１５００～２０００万円未満 294 282 100.0 40.7 19.4 17.3 7.7 12.8 20.9 2.9 22.0 18.4
　２０００万円以上 125 122 100.0 35.2 19.1 6.3 3.1 3.1 5.3 0.6 29.5 18.0
[ 世帯主の性別 ]
男性 6,607 6,163 100.0 31.7 18.2 13.3 3.8 8.9 17.8 2.4 26.4 22.7
女性 321 315 100.0 37.5 21.7 16.2 4.3 9.3 16.4 3.1 27.1 18.0
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 278 303 100.0 35.7 15.8 17.8 2.2 10.9 18.5 4.4 30.1 16.0
３０～３９歳 1,193 1,163 100.0 36.9 17.7 13.8 3.1 13.4 23.8 1.9 27.5 17.3
４０～４９歳 2,380 1,897 100.0 33.9 19.7 13.8 3.5 8.5 20.1 2.7 26.4 20.4
５０～５９歳 2,346 2,257 100.0 28.2 19.6 13.0 4.9 7.0 13.4 2.1 25.4 25.7
６０歳以上 731 857 100.0 30.0 14.0 11.4 3.0 8.2 15.6 2.7 26.7 27.3
　６０～６４歳 373 468 100.0 28.8 14.2 13.2 1.8 8.5 13.1 2.5 29.1 24.8
　６５歳以上 358 390 100.0 31.3 13.7 9.2 4.4 7.9 18.5 3.0 23.8 30.4
　６５～６９歳 93 125 100.0 35.9 9.5 10.8 2.2 14.2 20.7      - 28.6 28.5
　７０～７９歳 221 223 100.0 28.6 15.6 9.0 3.5 3.8 17.9 5.2 22.8 32.7
　８０歳以上 44 42 100.0 32.4 16.1 5.9 15.4 10.5 15.1      - 14.9 23.6
[ ブロードバンド/ナローバンド ]
ブロードバンド 2,932 2,680 100.0 46.5 27.5 19.5 4.2 17.4 30.4 2.2 20.0 9.3
ナローバンド 1,968 1,838 100.0 30.1 16.5 13.2 3.4 3.6 13.0 2.7 32.2 17.4


問６（３）インターネットのウィルスや不正アクセス対策 回
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  全  体 11,653 11,653 100 7.7 89.0 3.3
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 3,347 3,424 100 7.7 89.1 3.2
非世帯主 8,306 8,229 100 7.7 89.0 3.4
[ 本人の性別 ]
男性 5,764 5,683 100 7.7 89.3 3.0
女性 5,889 5,970 100 7.7 88.8 3.6
[ 本人の年齢 ]
６～１２歳 1,254 841 100 6.9 90.1 2.9
１３～１９歳 1,410 996 100 9.7 87.5 2.8
２０～２９歳 1,599 1,775 100 8.1 88.1 3.8
３０～３９歳 1,768 1,646 100 8.5 89.3 2.1
４０～４９歳 2,164 1,629 100 8.8 88.6 2.5
５０～５９歳 1,943 1,869 100 7.2 88.8 4.0
６０歳以上 1,515 2,898 100 6.1 90.0 3.9
　６０～６４歳 394 754 100 4.4 91.5 4.1
　６５歳以上 1,121 2,144 100 6.7 89.4 3.9
　６５～６９歳 220 692 100 4.9 90.5 4.6
　７０～７９歳 558 979 100 7.3 89.8 2.9
　８０歳以上 343 472 100 7.8 87.2 5.0
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 4,310 4,195 100 10.3 87.1 2.6
その他の市 4,958 4,957 100 6.7 90.2 3.1
町・村 2,385 2,501 100 5.3 89.9 4.8
[ 家族数 ]
単身 185 185 100 5.7 92.5 1.8
２人家族 933 1,007 100 6.7 88.2 5.2
３人家族 1,937 2,052 100 7.4 89.1 3.5
４人家族 3,837 3,556 100 8.0 90.3 1.8
５人家族 2,543 2,416 100 10.0 85.9 4.1
６人家族 1,384 1,512 100 7.1 89.4 3.5
７人以上家族 778 873 100 3.7 91.9 4.4
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 185 100 5.7 92.5 1.8
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 784 820 100 6.9 88.9 4.2
大人２人（高齢者を含む） 110 154 100 6.8 83.3 9.9
大人が２人以下＋子供 3,997 3,183 100 10.0 87.8 2.2
大人が３人以上＋子供 3,594 3,792 100 7.0 90.0 3.0
大人が３人以上のみ 2,896 3,435 100 6.7 89.2 4.1
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 424 438 100 4.9 91.2 3.9
２００～４００万円未満 1,541 1,611 100 6.6 89.4 4.0
４００～６００万円未満 2,535 2,478 100 7.8 88.4 3.8
６００～８００万円未満 2,702 2,650 100 7.5 88.9 3.6
８００～１０００万円未満 1,981 1,945 100 9.5 87.8 2.6
１０００万円以上 2,322 2,370 100 7.7 89.9 2.4
　１０００～１５００万円未満 1,742 1,779 100 7.0 90.0 3.0
　１５００～２０００万円未満 404 408 100 8.1 90.9 1.0
　２０００万円以上 176 183 100 13.8 86.2      -
[ 世帯主の性別 ]
男性 11,115 11,086 100 7.8 89.1 3.1
女性 528 558 100 6.1 87.1 6.7
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 315 343 100 7.3 88.5 4.1
３０～３９歳 1,867 1,787 100 8.4 90.2 1.3
４０～４９歳 4,041 3,509 100 8.9 88.1 3.0
５０～５９歳 3,841 3,856 100 7.1 88.7 4.2
６０歳以上 1,574 2,144 100 5.8 90.4 3.8
　６０～６４歳 766 1,016 100 5.9 90.1 4.0
　６５歳以上 808 1,128 100 5.8 90.7 3.6
　６５～６９歳 207 391 100 1.2 92.2 6.6
　７０～７９歳 456 572 100 9.5 89.3 1.1
　８０歳以上 145 165 100 3.5 91.6 4.9


参考：（世帯全体用質問）ＩＰ電話の利用（Ｓ）
（回答数：11,653、対象：全員）
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（男女別）


は
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い
い
え


無
回
答


  全  体 11,653 11,653 100.0 7.7 89.0 3.3
６～１２歳 1,254 841 100.0 6.9 90.1 2.9
１３～１９歳 1,410 996 100.0 9.7 87.5 2.8
２０～２９歳 1,599 1,775 100.0 8.1 88.1 3.8
３０～３９歳 1,768 1,646 100.0 8.5 89.3 2.1
４０～４９歳 2,164 1,629 100.0 8.8 88.6 2.5
５０～５９歳 1,943 1,869 100.0 7.2 88.8 4.0
６０歳以上 1,515 2,898 100.0 6.1 90.0 3.9
　６０～６４歳 394 754 100.0 4.4 91.5 4.1
　６５歳以上 1,121 2,144 100.0 6.7 89.4 3.9
　６５～６９歳 220 692 100.0 4.9 90.5 4.6
　７０～７９歳 558 979 100.0 7.3 89.8 2.9
　８０歳以上 343 472 100.0 7.8 87.2 5.0
  男　性 5,764 5,683 100.0 7.7 89.3 3.0
６～１２歳 655 431 100.0 6.6 89.8 3.7
１３～１９歳 730 510 100.0 9.3 88.1 2.6
２０～２９歳 817 904 100.0 8.1 88.6 3.3
３０～３９歳 827 831 100.0 8.5 89.8 1.7
４０～４９歳 1,069 818 100.0 9.2 88.4 2.4
５０～５９歳 1,045 926 100.0 6.9 89.5 3.6
６０歳以上 621 1,264 100.0 6.2 90.1 3.7
　６０～６４歳 219 365 100.0 7.3 88.6 4.1
　６５歳以上 402 899 100.0 5.8 90.7 3.5
　６５～６９歳 87 327 100.0 4.6 90.8 4.6
　７０～７９歳 207 419 100.0 6.8 91.3 1.9
　８０歳以上 108 153 100.0 5.6 88.9 5.6
  女　性 5,889 5,970 100.0 7.7 88.8 3.6
６～１２歳 599 410 100.0 7.3 90.5 2.2
１３～１９歳 680 486 100.0 10.1 86.9 2.9
２０～２９歳 782 871 100.0 8.2 87.5 4.3
３０～３９歳 941 814 100.0 8.6 88.8 2.6
４０～４９歳 1,095 811 100.0 8.5 88.9 2.6
５０～５９歳 898 943 100.0 7.6 88.1 4.3
６０歳以上 894 1,634 100.0 6.0 89.9 4.1
　６０～６４歳 175 388 100.0 1.7 94.3 4.0
　６５歳以上 719 1,246 100.0 7.3 88.5 4.2
　６５～６９歳 133 365 100.0 5.3 90.2 4.5
　７０～７９歳 351 561 100.0 7.7 88.6 3.7
　８０歳以上 235 320 100.0 8.9 86.4 4.7


参考：（世帯全体用質問）ＩＰ電話の利用（Ｓ）
（回答数：11,653、対象：全員）
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  全  体 11,653 11,653 100.0 20.1 5.2 10.7 3.9 2.0 12.2 3.3 0.7 18.9 1.0 29.7
[ 本人世帯主/非世帯主 ]
世帯主 3,347 3,424 100.0 20.3 4.9 9.6 3.8 2.0 10.3 3.7 0.7 18.6 1.1 33.0
非世帯主 8,306 8,229 100.0 20.0 5.4 11.1 3.9 2.0 13.0 3.1 0.8 19.1 1.0 28.4
[ 本人の性別 ]
男性 5,764 5,683 100.0 19.6 5.1 10.4 3.8 2.0 12.6 3.5 0.7 19.3 1.0 30.0
女性 5,889 5,970 100.0 20.6 5.4 10.9 3.9 1.9 11.8 3.1 0.8 18.6 1.1 29.5
[ 本人の年齢 ]
６～１２歳 1,254 841 100.0 20.5 5.3 9.5 2.8 1.4 10.7 3.4 1.0 22.9 1.0 27.9
１３～１９歳 1,410 996 100.0 18.3 4.2 13.1 3.1 1.6 15.5 3.5 0.9 22.1 0.7 23.7
２０～２９歳 1,599 1,775 100.0 22.7 4.2 11.2 6.1 3.2 12.0 3.4 0.8 18.5 1.3 27.1
３０～３９歳 1,768 1,646 100.0 21.7 4.7 8.3 3.5 1.9 10.1 4.3 1.0 21.7 1.2 29.7
４０～４９歳 2,164 1,629 100.0 19.1 5.7 11.4 3.0 1.4 11.7 4.2 0.9 22.7 1.2 26.0
５０～５９歳 1,943 1,869 100.0 22.3 4.1 12.1 4.0 1.7 11.2 2.8 0.5 15.4 1.2 32.3
６０歳以上 1,515 2,898 100.0 17.3 7.1 9.8 3.6 2.1 13.7 2.4 0.5 15.6 0.8 34.5
　６０～６４歳 394 754 100.0 21.6 5.3 7.4 3.1 1.3 12.2 2.1 0.3 11.9 1.4 41.9
　６５歳以上 1,121 2,144 100.0 15.7 7.7 10.7 3.7 2.3 14.3 2.5 0.5 16.9 0.5 31.9
　６５～６９歳 220 692 100.0 14.4 10.7 6.8 4.9 3.2 15.0 2.7 0.9 19.9 0.8 30.5
　７０～７９歳 558 979 100.0 14.1 6.4 13.3 2.9 1.6 14.6 3.0 0.2 15.3 0.5 32.1
　８０歳以上 343 472 100.0 20.9 5.8 11.0 3.8 2.6 12.6 1.4 0.6 16.1 0.3 33.6
[ 都市区分 ]
特別区・政令指定都市・県庁所在地 4,310 4,195 100.0 20.0 2.7 9.7 4.0 2.3 12.3 5.0 1.2 26.2 1.3 23.9
その他の市 4,958 4,957 100.0 22.1 6.9 11.3 3.5 1.8 9.1 3.2 0.6 16.4 0.8 31.9
町・村 2,385 2,501 100.0 16.3 6.2 11.0 4.3 1.9 18.2 0.7 0.4 11.8 1.1 35.2
[ 家族数 ]
単身 185 185 100.0 18.1 1.2 3.9 7.2 5.9 4.9 5.6      - 18.5 1.4 43.6
２人家族 933 1,007 100.0 16.5 3.9 7.4 3.0 1.6 5.6 4.6 1.0 14.9 1.5 46.3
３人家族 1,937 2,052 100.0 21.0 4.2 9.5 3.3 0.7 9.7 4.4 0.8 14.9 1.0 37.7
４人家族 3,837 3,556 100.0 22.6 4.3 11.2 3.1 1.6 11.4 3.3 0.6 22.1 1.4 27.0
５人家族 2,543 2,416 100.0 21.2 5.5 11.9 3.9 2.7 11.9 2.5 0.7 20.6 0.2 25.2
６人家族 1,384 1,512 100.0 17.7 6.1 11.2 6.7 2.7 20.3 2.0 0.3 18.6 0.6 23.8
７人以上家族 778 873 100.0 14.4 12.4 12.4 3.3 3.0 17.8 2.9 1.8 15.9 1.9 23.1
[ 世帯類型 ]
単独世帯（非高齢者） 185 185 100.0 18.1 1.2 3.9 7.2 5.9 4.9 5.6      - 18.5 1.4 43.6
高齢世帯（高齢者のみ）      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -
大人２人（非高齢者のみ） 784 820 100.0 17.6 2.6 9.1 3.4 1.6 6.7 5.3 1.2 16.2 1.4 42.6
大人２人（高齢者を含む） 110 154 100.0 12.5 11.0      - 1.5 1.6 1.4      -      - 10.3 2.3 59.5
大人が２人以下＋子供 3,997 3,183 100.0 22.3 3.8 9.7 2.8 1.3 8.8 4.1 0.9 24.3 1.0 28.0
大人が３人以上＋子供 3,594 3,792 100.0 17.9 6.6 11.7 4.1 2.5 17.6 2.3 0.8 19.1 0.7 23.9
大人が３人以上のみ 2,896 3,435 100.0 21.7 5.9 11.3 4.5 2.0 11.8 3.2 0.4 15.0 1.3 32.6
[ 世帯収入 ]
２００万円未満 424 438 100.0 15.4 2.5 5.7 4.1 1.2 5.5 0.2      - 10.7 1.7 58.1
２００～４００万円未満 1,541 1,611 100.0 19.6 3.4 7.7 3.5 1.3 6.2 2.1 0.6 14.0 0.8 48.3
４００～６００万円未満 2,535 2,478 100.0 18.2 5.4 8.3 3.6 0.7 10.2 3.0 0.3 17.8 0.9 37.0
６００～８００万円未満 2,702 2,650 100.0 20.4 4.7 12.3 3.9 1.9 13.4 3.2 0.9 20.8 1.3 25.6
８００～１０００万円未満 1,981 1,945 100.0 22.3 3.7 12.3 4.3 2.6 13.6 4.7 1.2 23.3 0.7 19.7
１０００万円以上 2,322 2,370 100.0 21.8 8.6 13.2 4.2 3.6 16.8 4.0 0.8 19.1 1.3 16.7
　１０００～１５００万円未満 1,742 1,779 100.0 21.7 6.7 11.8 3.5 2.7 16.3 3.4 0.9 19.8 1.7 19.5
　１５００～２０００万円未満 404 408 100.0 25.0 12.6 12.5 8.3 8.9 18.0 2.7 0.7 20.1      - 10.8
　２０００万円以上 176 183 100.0 15.9 19.3 28.5 1.7      - 19.8 12.2      - 9.9      - 2.5
[ 世帯主の性別 ]
男性 11,115 11,086 100.0 20.0 5.3 10.7 3.8 2.0 12.4 3.2 0.7 19.3 1.0 29.1
女性 528 558 100.0 22.5 3.6 10.4 5.1 1.8 6.6 5.4 0.8 12.8 1.9 42.5
[ 世帯主の年齢 ]
２０～２９歳 315 343 100.0 20.0 3.9 2.6 9.6 6.0 4.8 3.2 1.3 21.6 1.5 38.6
３０～３９歳 1,867 1,787 100.0 20.7 3.4 7.8 3.4 2.2 10.6 3.9 1.3 21.5 1.0 30.8
４０～４９歳 4,041 3,509 100.0 17.4 6.1 11.1 2.7 1.4 14.8 4.0 0.9 23.5 1.0 23.6
５０～５９歳 3,841 3,856 100.0 22.8 4.1 12.9 4.5 2.1 11.6 2.4 0.7 17.0 1.0 29.6
６０歳以上 1,574 2,144 100.0 19.5 7.7 9.5 3.8 1.8 11.6 3.1      - 12.2 1.2 37.8
　６０～６４歳 766 1,016 100.0 22.8 4.8 9.1 2.9 0.9 13.0 2.8      - 12.1 2.0 36.4
　６５歳以上 808 1,128 100.0 16.5 10.2 9.8 4.7 2.6 10.4 3.3      - 12.2 0.4 39.1
　６５～６９歳 207 391 100.0 14.9 15.5 4.2 6.0 2.0 10.0 2.4      - 16.1      - 44.2
　７０～７９歳 456 572 100.0 19.6 8.8 12.5 5.1 2.7 9.5 4.9      - 11.5 0.9 30.6
　８０歳以上 145 165 100.0 9.1 2.7 13.9      - 3.5 14.6      -      - 5.9      - 56.5


参考：（世帯全体用質問）インターネット回線の状況（Ｍ）（回答数：11,653、対象：全員）


（世帯全体用質問）インターネット回線の状況（Ｍ）
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  全  体 11,653 11,653 100.0 20.1 5.2 10.7 3.9 2.0 12.2 3.3 0.7 18.9 1.0 29.7
６～１２歳 1,254 841 100.0 20.5 5.3 9.5 2.8 1.4 10.7 3.4 1.0 22.9 1.0 27.9
１３～１９歳 1,410 996 100.0 18.3 4.2 13.1 3.1 1.6 15.5 3.5 0.9 22.1 0.7 23.7
２０～２９歳 1,599 1,775 100.0 22.7 4.2 11.2 6.1 3.2 12.0 3.4 0.8 18.5 1.3 27.1
３０～３９歳 1,768 1,646 100.0 21.7 4.7 8.3 3.5 1.9 10.1 4.3 1.0 21.7 1.2 29.7
４０～４９歳 2,164 1,629 100.0 19.1 5.7 11.4 3.0 1.4 11.7 4.2 0.9 22.7 1.2 26.0
５０～５９歳 1,943 1,869 100.0 22.3 4.1 12.1 4.0 1.7 11.2 2.8 0.5 15.4 1.2 32.3
６０歳以上 1,515 2,898 100.0 17.3 7.1 9.8 3.6 2.1 13.7 2.4 0.5 15.6 0.8 34.5
　６０～６４歳 394 754 100.0 21.6 5.3 7.4 3.1 1.3 12.2 2.1 0.3 11.9 1.4 41.9
　６５歳以上 1,121 2,144 100.0 15.7 7.7 10.7 3.7 2.3 14.3 2.5 0.5 16.9 0.5 31.9
　６５～６９歳 220 692 100.0 14.4 10.7 6.8 4.9 3.2 15.0 2.7 0.9 19.9 0.8 30.5
　７０～７９歳 558 979 100.0 14.1 6.4 13.3 2.9 1.6 14.6 3.0 0.2 15.3 0.5 32.1
　８０歳以上 343 472 100.0 20.9 5.8 11.0 3.8 2.6 12.6 1.4 0.6 16.1 0.3 33.6
  男　性 5,764 5,683 100.0 19.6 5.1 10.4 3.8 2.0 12.6 3.5 0.7 19.3 1.0 30.0
６～１２歳 655 431 100.0 21.8 5.5 9.8 3.2 1.7 10.7 2.7 0.6 22.4 0.2 28.5
１３～１９歳 730 510 100.0 17.3 3.6 13.4 2.6 1.6 15.3 4.1 0.5 22.2 1.0 24.7
２０～２９歳 817 904 100.0 20.9 4.4 11.4 6.6 3.5 14.3 4.0 0.5 18.8 1.2 25.7
３０～３９歳 827 831 100.0 21.0 4.2 8.5 3.6 1.8 10.2 4.7 1.0 21.2 1.3 30.2
４０～４９歳 1,069 818 100.0 19.1 6.6 10.7 2.7 1.3 12.0 4.3 0.8 23.1 1.2 25.5
５０～５９歳 1,045 926 100.0 21.8 3.4 12.2 3.8 1.7 10.7 2.3 0.8 16.4 1.1 33.0
６０歳以上 621 1,264 100.0 16.4 6.9 8.5 3.4 1.9 14.2 2.8 0.6 15.9 0.7 36.2
　６０～６４歳 219 365 100.0 21.5 3.7 7.3 2.7 0.9 12.3 3.2      - 12.3 2.3 40.2
　６５歳以上 402 899 100.0 14.4 8.2 9.0 3.7 2.3 15.0 2.6 0.8 17.3      - 34.6
　６５～６９歳 87 327 100.0 13.8 12.6 3.4 4.6 3.4 14.9 2.3 1.1 19.5      - 36.8
　７０～７９歳 207 419 100.0 14.0 5.8 13.5 2.9 1.0 15.5 3.9 0.5 15.5      - 30.9
　８０歳以上 108 153 100.0 16.7 5.6 8.3 3.7 3.7 13.9      - 0.9 17.6      - 39.8
  女　性 5,889 5,970 100.0 20.6 5.4 10.9 3.9 1.9 11.8 3.1 0.8 18.6 1.1 29.5
６～１２歳 599 410 100.0 19.2 5.0 9.2 2.3 1.2 10.7 4.2 1.3 23.4 1.8 27.2
１３～１９歳 680 486 100.0 19.4 4.9 12.8 3.7 1.5 15.7 2.9 1.3 22.1 0.4 22.6
２０～２９歳 782 871 100.0 24.6 4.0 11.0 5.6 2.8 9.6 2.7 1.2 18.2 1.3 28.5
３０～３９歳 941 814 100.0 22.4 5.2 8.1 3.4 1.9 10.1 3.8 1.1 22.2 1.1 29.2
４０～４９歳 1,095 811 100.0 19.1 4.7 12.1 3.3 1.6 11.4 4.1 0.9 22.3 1.3 26.4
５０～５９歳 898 943 100.0 22.8 4.8 11.9 4.2 1.7 11.7 3.2 0.3 14.4 1.3 31.5
６０歳以上 894 1,634 100.0 17.9 7.2 10.9 3.7 2.2 13.3 2.1 0.4 15.4 0.8 33.2
　６０～６４歳 175 388 100.0 21.7 6.9 7.4 3.4 1.7 12.0 1.1 0.6 11.4 0.6 43.4
　６５歳以上 719 1,246 100.0 16.7 7.3 11.9 3.8 2.3 13.8 2.5 0.3 16.7 0.9 30.0
　６５～６９歳 133 365 100.0 15.0 9.0 9.8 5.3 3.0 15.0 3.0 0.8 20.3 1.5 24.8
　７０～７９歳 351 561 100.0 14.2 6.8 13.1 2.8 2.0 14.0 2.3      - 15.1 0.9 33.0
　８０歳以上 235 320 100.0 23.0 6.0 12.3 3.8 2.1 11.9 2.1 0.4 15.3 0.4 30.6


参考：（世帯全体用質問）インターネット回線の状況（Ｍ）（回答数：11,653、対象：全員）


（世帯全体用質問）インターネット回線の状況（Ｍ）
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都市規模 特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,322
その他の市 1,404
町村 628


世帯主 男性 3,110
性別 女性 237


不明 7


世帯主 20-29歳 184
　　年齢 30-39歳 673


40-49歳 1042
50-59歳 1041
60歳以上 414
60-64歳 230
65歳以上 184
65-69歳 51
70-79歳 100
80歳以上 33


地　　域 全　国


世　　帯 平成15年3月1日現在で、年齢が満20歳以上の世帯主がいる世帯


使用名簿 住民基本台帳


抽出方法 都市規模を層化二段無作為抽出法


抽出数 6,400世帯（計64地点）


調査方法


調査時期


アンケート（郵送による調査票の送付・回収、報告者自記入）による


平成15年12月


調査の
範　囲


客体の
選定
方法等


調査の目的と方法（世帯） 
 
１ 調査の目的等  


  本調査は、世帯を対象に行った統計報告調整法に基づく承認統計調査として実施した世帯の情報


通信利用に関するアンケート調査である。この調査により、利用者の視点における情報通信の利用動


向を把握し、情報通信行政の施策の策定及び評価のための基礎資料とする。 


 


２ アンケート調査の概要 


 


 


 


 


 


 


 


 
３ 有効回答数（率） 
   ３，３５４（５２．４％）  【前回： ３，６７３（５７．４％）】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 集計結果の留意事項 
（１） 比重調整について 
   調査対象の選定においては、都市規模ごとの世帯数を反映させるように配慮した層化2段無作為 


  抽出法を採用した。しかし、回収率が世帯主の性別、年齢層により異なっており、回収結果の世帯主 


  男女・年齢構成は母集団と多少の乖離が生じているため、母集団を正しく推計することが困難となる。  


よって、本調査では、以下のとおり算出した比重値を回収結果に乗じ、母集団の世帯主男女・年 


齢構成と一致する比重調整を行った上で分析している。また同様の理由により、世帯人員についても


比重調整を行っている。 


   なお、比重値の計算は、「平成12年国勢調査 第１次集計結果 第13表」及び「平成15年通信


利用動向調査 世帯用」の有効回答（合計３，３５４）を用いて行った。 


 







男性 女性


6-12歳 0.78 0.80


13-19歳 0.90 0.76


20-29歳 1.21 1.12


30-39歳 1.10 0.92


40-49歳 0.88 0.86


50-59歳 0.93 1.01


60-64歳 0.97 1.16


65-69歳 1.17 1.40


70-79歳 1.26 1.33


80歳以上 1.27 1.12


20-29歳 2.17


30-39歳 0.76


40-49歳 0.55


50-59歳 0.72


60-64歳 1.36


65-69歳 5.64


70-79歳 3.86


80歳以上 4.06


  ア 世帯全体用比重値  
  
   【世帯主年齢】1 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
  イ 世帯構成員用比重値  
 
   【個人年齢性別】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２） 計数等について 


  ア 集計結果については、表示単位に満たない部分を四捨五入しているため、個々の比率の合計 


   が全体を示す数値と一致しない場合がある。 


 イ 本報告書中の「ｎ」は、その質問に対する回収総数（比重調整前の集計数）である。 


                                                  
1 本年調査において、女性世帯主の回答が例年と比較して少なかったため、世帯主性別による比重調整は行わず、世帯主年齢
のみの比重調整を行った。 







　総務省承認　No.　２３６０７ 提出期限：　平成１６年１月２１日
　承認期限　　平成１６年３月３１日まで


秘 総　務　省　（平成15年）　通信利用動向調査　調査票　≪世帯用≫


◎　この調査は、統計報告調整法に基づく承認を得て実施するものです。この調査票は統計作成以外の目的に
使用されることはありませんので、ありのままを記入してください。


（記入に当たっては、次の点にご注意ください。）


1　この調査は、あなた（下記シールに記載のある名前の方）とあなたの世帯が、日頃、どのような場合にどのような
　情報通信機器・サービスをご利用になっておられるかなど、お尋ねするものです。


２　最終ページの＜用語の説明＞にこの調査票に記載されている語句の�説明がありますので、必要に応じ御参照ください。
３　調査期日は平成１５年１２月３１日現在で御記入願います。
４  調査票の提出先   〒


（照会先）
　　電話：


５  本調査は、総務省が上記調査会社に委託して実施するものです。


《世帯全体用》…世帯全体について、世帯主の方等にお尋ねします。


問１　情報通信機器の保有状況、利用状況について


（１）　次の①から⑬の機器の保有状況についてお尋ねします。


あなたの世帯では①～⑬の機器を保有していますか。保有している機器の台数を数字で記入 してください。
保有していない場合、「０」と記入してください。


注１：保有していても、過去１年間に一度も利用していない機器や職場の経費で購入した機器は「保有していない機器」としてください。


注２：１台で携帯電話とPHSのサービスが利用可能な機器の場合、携帯電話とPHSの両方の保有台数に計上してください。


機器 保有台数 機器 保有台数 機器 保有台数
①携帯電話 ⑥パソコン ⑪インターネット
（②を除く） 台 台 対応型テレビ 台
②インターネット ⑦インターネット ⑫インターネット対応型
対応型携帯電話 台 対応型固定電話 台 　　家庭用テレビゲーム機 台
③ＰＨＳ ⑧ワープロ ⑬その他インターネット


（④を除く） 台 台 に接続できる家電


④インターネット ⑨ＦＡＸ （情報家電）等 台
対応型ＰＨＳ 台 台
⑤携帯情報端末 ⑩カー・ナビゲーション・
（ＰＤＡ） 台 システム 台


（２）　パソコンを２台以上保有している世帯にお尋ねします。
複数のパソコンを有線又は無線で接続（家庭内ＬＡＮの構築）をしていますか。
該当する番号にすべて○印を付けてください。


１．　有線で接続している ２．　無線で接続している ３．接続していない







（３）　あなたの世帯では、ＩＰ電話を利用していますか。該当する番号どちらかに○印を付けてください。


１．　はい ２．　いいえ


（４）　ＩＰ電話を利用している世帯では、利用する際の問題点は何ですか。
ＩＰ電話を利用しない世帯では、利用しない理由は何ですか。該当する番号にすべて○印を付けてください。


１．　通信料金の支払額があまり安くならない ７．　サービス内容や仕組みが分かりにくい
２．　接続、設定が複雑又は面倒 ８．　必要がない
３．　音声品質が悪い ９．　ＩＰ電話を知らない
４．　ＩＰ電話用の番号を持つ必要がある 10．　その他
５．　110番や携帯電話等にＩＰ電話としてかけられない 11． 特に問題点はない
６．　固定電話や携帯電話からＩＰ電話の番号に着信できない


問２　インターネットの利用状況（概況）について


（１）　あなたの世帯ではご家族のどなたかが（５歳までの方は除きます）過去１年間にインターネット（ホーム
ページの閲覧、メール送受信など）を利用しましたか。該当する番号どちらかに○印を付けてください。


＊パソコンからの利用の他、携帯電話、ＰＨＳ、携帯情報端末、ゲーム機等からの利用を含みます。


＊個人的な使用目的のために、インターネットを利用する場合が該当します。利用場所については、自宅、外出先等あらゆる場所が該当します。


＊図書館、インターネットカフェ等にある世帯保有以外の機器からの利用を含みます。


１．　少なくとも１人はインターネットを利用したことがある ２．　誰もインターネットを利用したことがない


（２）　「自宅」で「パソコン」を使ってインターネットを利用している世帯にお尋ねします。


「自宅」で「パソコン」を使って、どのような回線でインターネットを接続していますか。
該当する番号にすべて○印を付けてください。


１．　ダイヤルアップ（電話回線）  ５．　ＰＨＳ＊  ９．　ＤＳＬ回線
２．　ＩＳＤＮによる非常時接続  ６．　ケーブルテレビ回線 10．　その他
３．　ＩＳＤＮによる常時接続回線  ７．　光回線（光ファイバ）


４．　携帯電話＊  ８．　無線（ＦＷＡ等）


＊携帯電話・ＰＨＳはパソコンに接続して使う場合であり、携帯電話・ＰＨＳだけでインターネットを利用する場合は含みません。


問３　ケーブルテレビ、衛星放送について


あなたの世帯では、次の①～⑤のテレビ放送を自宅で視聴していますか。それぞれ該当する番号に１つ○印
を付けてください。


テレビ放送の種類 自宅で
①　ケーブルテレビ 　１．視聴している
　（ＣＡＴＶ） 　２．視聴していない
②　ＢＳアナログ放送 　１．ＮＨＫのみ視聴している ４以外の場合


　２．有料放送番組のみ視聴している ケーブルテレビを通じて視聴している
　３．ＮＨＫと有料放送番組を視聴している １．　はい　　　　　２．　いいえ
　４．視聴していない


③　ＢＳデジタル放送 　１．ＮＨＫと無料放送番組のみ視聴している ４以外の場合
　２．有料放送番組のみ視聴している 視聴している受信機の形態
　３．ＮＨＫと無料・有料放送番組を視聴している １．ＢＳデジタルチューナ内蔵テレビ
　４．視聴していない ２．ＢＳデジタルチューナ内蔵録画機（ビ


　デオ、ハードディスクレコーダ、ＤＶＤ等）
３．外付けのＢＳデジタルチューナ
４．それ以外


ケーブルテレビを通じて視聴している
１．　はい　　　　　２．　いいえ







④　ＣＳ放送 　１．視聴している １の場合


　２．視聴していない ケーブルテレビを通じて視聴している
１．　はい　　　　　２．　いいえ


⑤　地上デジタル放送 　１．視聴している １の場合


　２．視聴していない 視聴している受信機の形態
１．地上デジタルチューナ内蔵テレビ
２．外付けの地上デジタルチューナ
３．それ以外


ケーブルテレビを通じて視聴している
１．　はい　　　　　２．　いいえ


問４　地上デジタル放送について


（１）　以下の１～５について、ご存じの項目にすべて○印を付けてください。


１．　平成15年から３大都市でスタートしている ４．　デジタル放送開始後も、当面は現行のアナログ放送は視聴可


２．　平成18年から３大都市以外の地域でスタート ５．　デジタル放送の視聴には、デジタル対応テレビまたは専用


３．　平成23年に現行のアナログ放送は終了 　チューナーが必要


（２）　（１）で「１～４」に１つでも○を付けた方にお尋ねします。それは次のどの媒体により知りましたか。
該当する番号にすべて○印を付けてください。


１．　新聞・雑誌 ４．　総務省等のホームページ ６．　市区町村の広報等
２．　テレビ ５．　各イベント会場 ７．　その他
３．　ポスター・パンフレット


（３）　地上デジタル放送の特徴のうち、期待するものは何ですか。該当する番号にすべて○印を付けてください。


１．　画質や音質のよい番組の視聴
２．　字幕・解説の充実及び音声速度の変換等による高齢者、障害者に優しい放送が可能
３．　データ放送の充実で最新情報の取得が可能
４．　画面の案内から番組検索が可能
５．　クイズ番組への回答、ドラマや映画のリクエストが可能
６．　サーバー型放送による番組の自動保存、シーン検索、ダイジェスト視聴等
７．　移動端末での安定した画像受信が可能
８．　インターネットによるテレビショッピングや銀行振込等が可能
９．　期待するものはない


（４）　地上デジタル対応テレビはどのくらいの値段であれば購入しますか。該当する番号に１つ○印を付けてください。


１．　50万円超 ３．　30万円以下 ５．　10万円以下 ７．　購入しない
２．　50万円以下 ４．　20万円以下 ６．　５万円以下 ８．　購入済み


問５　あなたが属する世帯構成について


（１）　あなたが属する世帯は、何人家族ですか。数字で記入ください。 　人


（２）　あなたとあなたの御家族（世帯全体）の年間収入(前年度の税込年収)は、次のどれでしょうか。
該当する番号に１つ○印を付けてください。


１．　　200 万円未満  　　　        　    ４．　　600～800 万円未満  　　　       ７．　　1,500～2,000 万円未満
２．　　200～400 万円未満      　　　  ５．　　800～1,000 万円未満      　　   ８．　　2,000 万円以上
３．　　400～600 万円未満     　　     ６．　　1,000～1,500 万円未満







《世帯構成員用》…世帯を構成するそれぞれの方にお尋ねします。


 　　◎　６歳以上の世帯構成員について記入してください。小学生等、本人の記載が難しい場合は、世帯主等が
　　　　　代わって記入してください。
 　　◎　６歳以上の世帯構成員が９人以上いる場合は、調査票を追加送付させていただきますのでご連絡ください。


６歳以上のご家族の性別及び年齢をお知らせください。


性別（男女どちらかに○を付けてください。） 男・女 男・女 男・女 男・女 男・女 男・女 男・女 男・女


年齢（数字を記入してください。） 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳


家族１人１人についてお答えください


↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓


（問１、２は６歳以上の方が、問３以降は15歳以上の方がお答えください。）


問１（１）過去１年間において利用している情報通信機器


はどれですか。


（すべてに○を付けてください。）


　１．携帯電話（２を除く） 1 1 1 1 1 1 1 1


　２．インターネット対応型携帯電話 2 2 2 2 2 2 2 2


　３．ＰＨＳ（４を除く） 3 3 3 3 3 3 3 3


　４．インターネット対応型ＰＨＳ 4 4 4 4 4 4 4 4


　５．携帯情報端末（ＰＤＡ） 5 5 5 5 5 5 5 5


　６．パソコン 6 6 6 6 6 6 6 6


　７．どれも利用していない 7 7 7 7 7 7 7 7


　　（２） インターネット対応型携帯電話・ＰＨＳの音声通話と


インターネット（ホームページの閲覧、メール送受信


など）をどのような割合で利用していますか。


（１つに○を付けてください。）


　１．インターネットの利用のみに使用 1 1 1 1 1 1 1 1


　２．10回に７～９回はインターネットの利用に使用 2 2 2 2 2 2 2 2


　３．10回に４～６回はインターネットの利用に使用 3 3 3 3 3 3 3 3


　４．10回に１～３回はインターネットの利用に使用 4 4 4 4 4 4 4 4


　５．音声通話のみに使用 5 5 5 5 5 5 5 5


　６．保有していない 6 6 6 6 6 6 6 6


問２（１）過去１年間において、インターネット（ホームページ


の閲覧、メール送受信など）を利用したことがありま


すか。


（どちらかに○を付けてください。）


　１．はい 1 1 1 1 1 1 1 1


　２．いいえ 2 2 2 2 2 2 2 2


＊パソコンからの利用の他、携帯電話、ＰＨＳ、携帯情報端末、ゲーム機等からの利用を含みます。


＊個人的な利用だけではなく、仕事上での利用等あらゆる場合を含みます。


Ｅさん Ｆさん Ｇさん ＨさんＡさん Ｂさん Ｃさん Ｄさん


Ａさん
(世帯主)
Ｂさん Ｃさん Ｄさん Ｅさん Ｆさん Ｇさん Ｈさん







　 　（２） （１）で「１．はい」に回答した方にお尋ねします。


過去１年間において、インターネットを利用した場所


や機器はどれですか。


（すべてに○を付けてください。）


　１．学校のパソコンから 1 1 1 1 1 1 1 1
　２．職場のパソコンから 2 2 2 2 2 2 2 2
　３．自宅やその他の場所でパソコンから 3 3 3 3 3 3 3 3
　４．自宅やその他の場所でインターネット対応型テレビから 4 4 4 4 4 4 4 4
　５．自宅やその他の場所でインターネット対応型固定電話から 5 5 5 5 5 5 5 5
　６．自宅やその他の場所でインターネット対応型 6 6 6 6 6 6 6 6
　家庭用ゲーム機・その他の機器から
　７．インターネット対応型の携帯電話・ＰＨＳ・携帯情報端末から 7 7 7 7 7 7 7 7
＊学校には小学校、中学校、高等学校、大学や大学院の授業などでインターネットを利用する児童・生徒の方が該当します。


＊職場には仕事でインターネットを利用する（在宅勤務にてインターネットを利用している方や、学校でインターネットを利用する教職員の方も


　　含みます）方が該当します。


＊自宅やその他には個人的な使用目的のためにインターネットを利用する方が該当します。


　　 （３） （１）で「１．はい」に回答した方で、自宅からパソコン


を使ってインターネットを利用している方にお尋ねし


ます。自宅からパソコンを使ってインターネットをする


際にブロードバンド＊回線を利用していますか。


（どちらかに○を付けてください。）


　１．はい 1 1 1 1 1 1 1 1
　２．いいえ 2 2 2 2 2 2 2 2
＊ケーブルテレビ回線、光回線（光ファイバ）、無線（ＦＷＡ等）、ＤＳＬ回線のいずれか


　　 （４） （１）で「１．はい」に回答した方にお尋ねします。


ホテル・レストラン等の店舗や、空港・駅等の公共空


間で提供されている無線ＬＡＮなどを利用したインタ


ーネット接続サービスを利用したことがありますか。


（どちらかに○を付けてください。）


　１．はい 1 1 1 1 1 1 1 1
　２．いいえ 2 2 2 2 2 2 2 2


　　 （５） （４）で「１．はい」に回答した方にお尋ねします。


利用した場所はどこですか。


（すべてに○を付けてください）


　１．空港・駅等の公共空間 1 1 1 1 1 1 1 1
　２．レストラン・喫茶店等の飲食店 2 2 2 2 2 2 2 2
　３．ホテル等の宿泊施設 3 3 3 3 3 3 3 3
　４．２、３以外の店舗 4 4 4 4 4 4 4 4
　５．その他 5 5 5 5 5 5 5 5


　　 （６） （４）で「１．はい」に回答した方にお尋ねします。


どのくらいの頻度で利用していますか。


（１つに○を付けてください）


　１．ほぼ毎日 1 1 1 1 1 1 1 1
　２．週に少なくとも１回 2 2 2 2 2 2 2 2
　３．月に少なくとも１回 3 3 3 3 3 3 3 3
　４．それ以下の頻度 4 4 4 4 4 4 4 4


Ｇさん ＨさんＡさん Ｂさん Ｃさん Ｄさん Ｅさん Ｆさん







（15歳以上の方にお尋ねします。過去１年間においてインターネットを利用
　したことがない場合は問３、問４に回答せず、問５へお進みください。）


問３（１）使用した場所や機器に関係なく、インターネットを


どれくらいの頻度で利用していますか。


（１つに○を付けてください。）


　１．毎日少なくとも１回は利用


　２．週に少なくとも１回は利用（毎日ではない）


　３．月に少なくとも１回は利用（毎週ではない）


　４．それ以下の頻度（年１回以上の利用はある）


　　 （２） 自宅のパソコンでの１回当たりのインターネット平均


利用時間はどのくらいですか。


（１つに○を付けてください。）


　１．10分未満


　２．10分以上30分未満


　３．30分以上１時間未満


　４．１時間以上２時間未満


　５．２時間以上


＊単にインターネットに繋がっているだけの状態は、利用時間に含めないでください。


　　 （３） 過去１年間において、インターネットを利用した用途


は何ですか。


（利用手段「パソコン」、「携帯電話」ごとにすべてに


○を付けてください。）


　１．商品・サービスの購入＊（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｵｰｸｼｮﾝを除く） 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1


　２．商品・サービス等の情報検索 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2


　３．電子メール 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3


　４．ホームページの作成 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4


　５．掲示板、チャット 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5


　６．メールマガジン 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6


　７．就職・転職関連 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7


　８．クイズや懸賞の応募、アンケートの回答 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8


　９．ニュース、天気予報、レストラン情報など情報入手 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9


 10．政府・自治体の情報入手 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10


 11．通信教育の受講（ｅ-ラーニング） 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11


 12．ネットゲーム 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12


 13．オンラインバンキングでの銀行の利用 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13


 14．オンラインバンキングでの投資 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14


 15．インターネットオークション 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15


 16．動画のダウンロード・視聴 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16


 17．画像のダウンロード（待ち受け画面含む） 17 17 17 17 17 17 17 17 17 17 17 17 17 17 17 17


 18．音楽のダウンロード・視聴（着信メロディ含む） 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18


＊決済行為をともなうもの。
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　　 （４） （３）で「１．商品・サービスの購入」に回答した方にお


尋ねします。


購入した商品・サービスは何ですか。


（利用手段「パソコン」、「携帯電話」ごとにすべてに
○を付けてください。）


　１．パソコン関連商品（パソコン本体、周辺機器、 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
　ソフトウェアなど）
　２．書籍（本や雑誌）やＣＤ、ＤＶＤ（コンテンツの 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2
　デジタル配信は含めないでください）


　３．服飾雑貨や貴金属（衣類、鞄やアクセサリー） 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3


　４．食料品（食品、飲料、酒類） 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4


　５．家具、家電製品、家庭用品 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5


　６．趣味のもの・雑貨（玩具、楽器、スポーツ用品や 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6
　文房具など）
　７．ギフト商品（中元、歳暮、クリスマスギフトなどの 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7
　各種贈答品）
　８．各種チケット（交通機関、コンサート・演劇、レス 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8
　トラン、ホテルなどのチケット）


　９．パック旅行などの旅行の申込みや旅行用品 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9


 10．金融商品（株式、保険、信託など） 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10


 11．自動車 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11


 12．美容・健康、医療関係機器 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12


 13．その他 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13


　　 （５） （３）で「１．商品・サービスの購入」に回答した方にお


尋ねします。


インターネットを使って購入した商品やサービスの


１年間の購入合計（消費税込み）はいくらでしたか。


（利用手段「パソコン」、「携帯電話」ごとにすべてに
○を付けてください。）


　１．10,000円以下 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1


　２．10,001円～30,000円以下 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2


　３．30,001円～50,000円以下 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3


　４．50,001円～100,000円以下 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4


　５．100,001円～200,000円以下 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5


  ６．200,001円～500,000円以下 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6


  ７．500,001円～1,000,000円以下 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7


  ８．1,000,001円以上 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8
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　　 （６） （３）で「１．商品・サービスの購入」に回答した方にお


尋ねします。


インターネットを使って商品を購入する際、どのよ


うな決済手段を用いましたか。


（利用手段「パソコン」、「携帯電話」ごとにすべてに
○を付けてください。）


　１．クレジットカード 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1


　２．電子マネー 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2


　３．ネットバンク 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3


　４．郵便振替・銀行（ネットバンクを除く） 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4


　５．コンビニエンスストアでの支払い 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5


　６．代金引き換え 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6


　７．プロバイダー会社や電話会社での決済 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7


　８．その他 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8


　　 （７） （３）で「１．商品・サービスの購入」に回答しなかった


方にお尋ねします。


インターネットを使って商品やサービスの購入をしな


い理由は何ですか。


（すべてに○を付けてください。）


　１．必要ない・興味がない


　２．実際に商品を見て買いたい


　３．クレジット番号情報を流すことに不安がある


　４．個人情報の保護に不安がある


　５．商品の受取りや返品などにおいて信頼できない


　６．購入したい商品・サービスがない


　７．購入までの手段が煩雑である


　８．その他


問４（１）過去１年間において、インターネットで有料のデジ


タルコンテンツ＊を購入したことがありますか。
（利用手段「パソコン」、「携帯電話」ごとにどちらかに
○を付けてください。）


　１．はい 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1


　２．いいえ 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2
＊ここでは、ネットワークを介して配信されるデータベースや映像、画像、音声、文字等の情報を指します。


　　 （２） （１）で「パソコン」または「携帯電話」で「１．はい」に


回答した方にお尋ねします。


どのようなコンテンツを購入したことがありますか。


（利用手段「パソコン」、「携帯電話」ごとにすべてに
○を付けてください。）


　１．ソフトウェア 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1


　２．音楽 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2


　３．映像 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3


　４．ニュース、天気予報 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4


　５．有料メールマガジン 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5


　６．電子書籍 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6


　７．ゲーム 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7


　８．着信メロディ 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8


　９．待受け画面 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9


 10．その他 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10
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　　 （３） （１）で「パソコン」または「携帯電話」で「１．はい」に


回答した方にお尋ねします。


インターネットを使って購入したコンテンツの１年間


の購入合計（消費税込み）はいくらでしたか。


（利用手段「パソコン」、「携帯電話」ごとに１つに
○を付けてください。）


　１．500円以下 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
　２．501円～1,000円以下 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2
　３．1,001円～2,000円以下 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
　４．2,001円～5,000円以下 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
　５．5,001円～10,000円以下 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5
　６．10,001円～20,000円以下 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6
　７．20,001円～30,000円以下 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7
　８．30,001円～50,000円以下 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8
　９．50,000円以上 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9


問５ インターネットを利用していて感じる不安や不満、ま


たはインターネットを利用しない理由はどれですか。


（すべてに○を付けてください。）


　１．個人情報の保護に不安がある


　２．電子的決済手段の信頼性に不安がある


　３．知的財産の保護に不安がある


　４．ウィルスの感染が心配である


　５．認証技術の信頼性に不安がある  


　６．違法・有害情報が氾濫している


　７．情報検索に手間がかかる


　８．接続速度が遅い 


　９．パソコンなどの機器が高価すぎる


 10．パソコンなどの機器が難しくて使えない


 11．通信料金が高い


 12．送信した電子メールがいつ届くかわからない


 13．必要な情報がない


 14．利用する必要がない


 15．その他


 16．特に不満は感じていない


問６（１）インターネットを利用している方にお尋ねします。


過去１年間において、インターネットの利用の際に


１～６に該当する被害を受けましたか。


（利用手段「パソコン」、「携帯電話」ごとにすべてに
○を付けてください。いずれの被害も受けていない
場合は７に○を付けてください。）


　１．コンピュータウィルスを発見又は感染 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1


　２．迷惑メールを受信 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2


　３．不正アクセス＊被害 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3


　４．個人情報の不正利用、漏洩 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4


　５．Ｗｅｂ上（ＢＢＳ等）での誹謗中傷等 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5


　６．その他（著作権の侵害等） 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6


　７．特に被害はない 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7
*コンピュータシステムに無許可で侵入し、システムに不具合を起こさせたり、不正に利用することなどを意味します。
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Ａさん Ｂさん Ｃさん Ｄさん Ｅさん Ｆさん Ｇさん Ｈさん







　　 （２） インターネットを利用している方にお尋ねします。


ウィルスや不正アクセスに対して、どのような対策を


行っていますか。


（すべてに○を付けてください。）


　１．ウィルスチェックソフトを導入


　２．ウィルスチェックサービスを利用


　３．ファイル等のバックアップ


　４．メールソフトの変更


　５．ファイアウォールの使用


　６．ＯＳ、ブラウザのアップデート


　７．その他


　８．何も行っていない


◎  質問は以上です。


 お手数をお掛けいたしますが、この調査票は、同封の返信用封筒にて御返送ください。


 切手は貼らなくて結構です。


　御協力ありがとうございました。
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＜ 用 語 の 説 明 ＞ 


用  語 説     明 


携帯電話・PHS 


 


携帯可能な小型の電話機。音声通話専用のものと、音声通話だけでなくインターネットにも対応できるもの（「イ


ンターネット対応型携帯電話・PHS」参照）がある。  


 インターネット対応型 


携帯電話・PHS  


インターネット接続機能が付いた携帯電話・PHS。 


これだけで音声通話、メールの送受信やインターネットサービスの利用が可能なもの。 


インターネット対応型固定電話 インターネット接続機能が付いた固定電話 


インターネット対応型テレビ インターネット接続機能が付いたテレビ 


インターネット対応型 


家庭用テレビゲーム機 


インターネット接続機能が付いた家庭用テレビゲーム機 


カー・ナビゲーション・システム 衛星からの信号で自動車の位置を判別し、進行方向などをＣＤ－ＲＯＭやＤＶＤ－ＲＯＭソフトの再生による地


図画面上に表示するシステムのこと。 


携帯情報端末 


（PDA） 


「スケジュール、住所録、メモなどの個人の情報を管理する電子秘書機能」と「携帯電話やＰＨＳなどを通じて電


子メールやインターネット、社内ＬＡＮへのリモートアクセス機能」を持つ、手帳サイズ以下のコンピュータのこ


と。PDA（Personal Digital Assistants）とも呼ばれる。 なお、ノートパソコンは含まない。 


ＩＰ電話 通信ネットワークの一部又は全部においてＩＰ（インターネットプロトコル）技術を利用して提供する音声電話サ


ービス 


ＩＳＤＮ回線 Integrated Service Digital Network の略。電話、ＦＡＸ、テレックス、データ通信等を統合するデジタル通信網の一


般的な名称。 


光回線（光ファイバ） ガラス繊維でできたケーブルで、光通信の伝送路に使う。一般の電話線に使われている銅線と比べてデータ


の減衰がなく、大量のデータを高速に転送できる。 


無線（ＦＷＡ等） FWAはFixed Wireless Access （固定無線アクセス）の略。加入者側建物にアンテナを設置し、電気通信事業者


の設置する基地局アンテナと無線で接続するシステム。2.4GHz帯や26GHz帯等を利用したサービスがある。 


ＤＳＬ回線 既存の電話回線を利用して高速伝送を可能にする技術で、高速インターネット接続が可能になるもの。(ADSL


等をDSL回線と総称している。）  


 


 


 ＡＤＳＬ Asymmetric Digital Subscriber Line の略。電話局から各家庭や事業所まで引かれている、銅線の加入者電話回


線を利用して、数 Mbps から数十Mbps の高速データ通信を可能にする通信方式。 


ADSL では、データの伝送方向（ユーザーから見て発信の「上り」と受信の「下り」）の速度の違いが非対称とな


っている。 


ケーブルテレビ 


 (ＣＡＴＶ)   


ケーブルを使用して行うテレビ放送のことで、通常(地上波放送)の番組のほか、独自に制作した地域の特定番


組やスポーツ、音楽、ニュースなどの専門番組、衛星放送の番組など、多くのチャンネルが視聴できる。難視聴


対策だけのケーブルテレビは含まないもの。 


ＢＳアナログ放送 


 


BSアナログ放送は、放送衛星を利用したアナログ放送。 


NHKが行う３チャンネルの公共放送番組（NHK第一、NHK第二、ハイビジョン）や（株）ＷＯＷＯＷがサービス提


供している番組がある。これら番組を視聴するには、パラボラアンテナ、チューナー、専用デコーダーを設置し


て直接受信するか、再送信するケーブルテレビに加入する必要があるもの。 


BSデジタル放送 BSデジタル放送は、放送衛星を利用して行われるデジタル放送。 


NHKが行う３チャンネルの公共放送番組、BS日テレ、BS朝日、BS-ｉ、BSジャパン、BSフジなどの無料放送番


組や（株）ＷＯＷＯＷ及び（株）スター・チャンネルが提供している番組がある。これらの番組を視聴するには、


パラボラアンテナとチューナーを設置し、有料放送契約を行った上、直接受信するか、再送信するケーブルテ


レビに加入する必要があるもの。 


CS放送 


 


通信衛星を利用して行うテレビ放送及びラジオ放送で、映画、海外ニュース、スポーツ、音楽などの専門チャン


ネルが放送されている。これを視聴するには、パラボラアンテナ、チューナーを設置して直接受信するか、再


送信するケーブルテレビに加入する必要がある。 


電子メール いわば郵便の電子版。郵便と同様に、文書の宛名（電子メールアドレス）を指定して、相手に文書を送信する。 


掲示板 電子掲示板（ＢＢＳ）のこと。電子メールのような１対１の通信手段ではなく、１対多数の情報伝達を可能にする


ソフトウェアシステム。あるユーザが掲示板にメッセージを書き込むとグループ全員に見えるようになる。また、


そのメッセージに対する返答を書き込んだりすることができる。 


チャット ネットワーク上でリアルタイムに参加者同士が会話を行なえるようにしたサービス。複数の参加者が同時に会


話することが可能で１人の発言（文字）は全員が見ることができる。 


インターネットオークション 商品の売り手がつけた価格に対して、複数の買い手のうち最も高い価格を提示した人がその商品購入の権利


を得るという、インターネット上での「競り」のシステム。 


オンラインバンキング インターネットサービスを利用した上で行う、銀行の様々な手続きや取引のこと 
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調査の目的と方法（世帯） 
 
 
１ 調査の目的等  


本調査は、世帯を対象に行った統計報告調整法に基づく承認統計調査である。この調査により、利


用者の視点における情報通信の利用動向を把握し、情報通信行政の施策の策定及び評価のための


基礎資料とする。 


 


 


２ 調査の概要 


  （１）調査の範囲等 
 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


  （２）調査事項 
＜世帯全体対象＞ 


・ 世帯構成等 


・ 情報通信関連機器の保有状況等 


・ インターネットの利用状況 
・ インターネットでの被害状況 
・ インターネットのセキュリティ対策 
・ フィルタリングソフトの認知状況等 
・ インターネット利用の不安 
・ インターネットを利用しない理由等 
・ ケーブルテレビ、衛星放送、デジタル放送の視聴状況等 
＜世帯構成員対象＞ 


・ 年齢及び性別 


・ 情報通信関連機器の利用状況等 


・ インターネットの利用状況 
・ 公衆無線ＬＡＮサービスの利用状況 
・ オンラインショッピングの利用状況 
・ 有料デジタルコンテンツの利用状況 
・ 電子マネーの保有状況 


 


地　域 全　国


世　帯 平成18年4月1日現在で、年齢が満20歳以上の世帯構成員がいる世帯


使用名簿 住民基本台帳


抽出方法 都市規模を層化基準とした層化二段無作為抽出法


抽出数 7,488世帯（計64地点）


調査方法


調査時期


調査の範囲


郵送による調査票の送付・回収、報告者自記入による


平成19年2月


客体の
選定方法等







３ 有効回答数（率） 
   ４，９９９（６６．８％）  【前回： ３，９８２（６２．２％）】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 集計結果の留意事項 
（１） 比重調整について 
   調査対象の選定においては、都市規模ごとの世帯数を反映させるように配慮した層化二段無作


為抽出法を採用した。しかし、回収率が世帯主の性別、年齢層により異なっており、回収結果の世帯


主男女・年齢構成は母集団と多少の乖離が生じているため、母集団を正しく推計することが困難とな


る。よって、本調査では、以下のとおり算出した比重値を回収結果に乗じ、母集団の世帯主男女・年


齢構成と一致する比重調整を行った上で分析している。また同様の理由により、世帯人員について


も比重調整を行っている。 


なお、比重値の計算は、平成 17 年国勢調査第 13 表「世帯主の男女、世帯主の年齢(5 歳階級)」


（世帯用）、平成 17 年国勢調査第 16 表「一般世帯人員：男」「一般世帯人員：女」（世帯人員用）及び


「平成 18 年通信利用動向調査 世帯編」の有効回答（合計 4,999 世帯及び合計 14,642 人）を用いて


行った。 


1,888


2,592


519


4,999


4,494


505


4,999


177


610


856


1,221


2,135


576


1,559


65-69歳 569


70-79歳 755


80歳以上 235


4,999計


特別区・政令指定都市・県庁所在地


その他の市


町村


男性


女性


20-29歳


30-39歳


40-49歳


50-59歳


計


計


世帯主年齢
60歳以上


60-64歳


65歳以上


都市規模


世帯主性別







 


  ア 世帯全体用比重値  


  
   【世帯主年齢性別】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   


 イ 世帯構成員用比重値  
 
   【個人年齢性別】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２） 計数等について 


ア 集計結果については、表示単位に満たない部分を四捨五入しているため、個々の比率の合計が


全体を示す数値と一致しない場合がある。 


イ 本報告書中の「ｎ」は、その質問に対する回収総数（比重調整前の集計数）である。 


（３） 時系列での比較について 


ア 世帯のインターネット利用率は平成 17 年調査までの数値と平成 18 年調査での数値では、集計


方法等が異なるので比較には注意を要する。 


イ インターネットを利用していて感じる不安や不満、インターネットを利用しない理由、インターネット


を利用して受けた被害、インターネットのウィルスや不正アクセスへの対応については、調査対象


が平成17年調査までは世帯構成員、平成18年調査は世帯全体であるため、比較には注意を要す


る。 


 


男性 女性


20-29歳 2.359615749 4.732741362


30-39歳 1.191167411 2.302422478


40-49歳 0.828531823 1.804366571


50-59歳 0.772875515 1.861489072


60-64歳 0.766467849 1.848460086


65-69歳 0.660010740 1.911608667


70-79歳 0.745485376 1.951636590


80歳以上 0.830872470 2.347660496


男性 女性


6-12歳 0.996821920 1.068157161


13-19歳 0.856078267 0.903623651


20-29歳 1.135628124 1.146508530


30-39歳 1.223025447 1.081780368


40-49歳 0.987004587 0.922363715


50-59歳 0.918401382 0.947664185


60-64歳 0.919778798 1.033008276


65-69歳 0.800092629 1.080973201


70-79歳 0.858285818 1.137937202


80歳以上 0.821026713 1.024814920
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第１章 世帯の情報通信機器の保有状況 


 
1 情報通信機器保有率の推移（概要） 


 
 情報通信に関連する機器についての保有状況（保有台数）を尋ねた。 
はじめに世帯が保有する主な情報通信機器について、平成 11 年から平成 18 年までのそ


れぞれの機器の保有率（普及率）の動向を概観する（図表 1－1 参照）。 
 


図表 1－1 主な情報通信機器の保有状況 
 
 
 
 
 
 
 


 
 
 


 
 
 
 
 
 
 
◇携帯電話・ＰＨＳ 


平成 18 年末の保有率は、昨年より 2.8 ポイント減少して 86.8％となった。平成 11 年以


降、世帯が保有する情報通信機器（固定電話を除く）の中では最も保有率の高い機器で


あるが、平成 15 年末をピークに 3 年連続の減少となっている。 
◇パソコン 
保有率は昨年より 6.4 ポイント減少し 74.1％となった。携帯電話に次いで保有率の高い


機器であるが、昨年からの保有率の減少幅は世帯が保有する情報通信機器の中で最も大き


かった。 
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※携帯電話・PHSはH17年末までは携帯電話のみの数値


パソコンなどからコンテンツを
自動録音できる携帯プレイヤー


ETC車載器


カー・ナビゲーション・システム


インターネットに接続できるテレビ
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◇ＦＡＸ 
保有率は昨年より 0.4 ポイント減少して 50.0％となった。 


◇カー・ナビゲーション・システム 
保有率は昨年より 0.2 ポイント増加して 34.0％となった。平成 16 年以前の伸びに比べる


と、この 2 年間はほぼ横ばいとなっている。 
◇ＥＴＣ車載器 
保有率は昨年より 5.6 ポイント増加して 22.9％となった。昨年からの保有率の増加幅は


世帯が保有する情報通信機器の中で最も大きく、調査開始の平成 16 年末（10.2％）から


2 年続けて大きな伸びを示している。 
◇パソコンなどからコンテンツを自動録音できる携帯プレイヤー（本年度初調査） 
保有率は 14.3％であった。 


◇インターネットに接続できるテレビ 
保有率は昨年より 1.3 ポイント増加して 8.8％となった。 


◇ワンセグ対応携帯電話（本年度初調査） 
保有率は 6.0％であった。 


◇携帯情報端末 
保有率は昨年より 0.1％ポイント減少して 2.6％となった。 
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2 携帯電話・ＰＨＳの保有状況 
 


（１）携帯電話・ＰＨＳの保有状況 
携帯電話・ＰＨＳを保有する世帯の割合（保有率）は 86.8%であり、昨年より 2.8 ポイン


ト減少している（図表 1－2 参照）。 
次に属性別の保有率の変化を見ると、都市規模別ではどの規模の都市においても減少し


ているが、中でも「町・村」の保有率が 9.2 ポイント減少して 79.7％となった。世帯主年


齢別では、59 歳まではいずれの年齢層でも増加しているが、「60 歳以上（計）」のみが 9.5
ポイント減少して 69.9％となっている。世帯年収別では、400 万円以上の世帯はいずれの


層でも増加している一方で、「200 万円未満」が 4.0 ポイント減少して 61.4％、「200～400
万円未満」が 4.9 ポイント減少して 81.0％となっている。世帯人員別では、「単身」が 12.5
ポイント減少して 67.6%と顕著な減少が見られた（図表 1－3 参照）。 
 


図表 1－2 携帯電話・ＰＨＳの世帯保有率の推移 
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図表 1－3 携帯電話・ＰＨＳの世帯保有率の推移（属性別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


単位：％


平成13年末
(n=3,845）


平成14年末
(n=3,673）


平成15年末
(n=3,354）


平成16年末
(n=3,695）


平成17年末
(n=3,982）


平成18年末
(n=4,999）


75.6 86.1 93.9 91.1 89.6 86.8


特別区・政令指定都市・県庁所在地 78.3 87.0 94.8 91.1 92.1 89.2


その他の市 75.3 85.7 93.7 90.0 87.8 86.4


町・村 71.3 84.9 92.4 94.1 88.9 79.7


20～29歳 90.5 95.6 96.7 98.1 98.7 99.5


30～39歳 85.9 90.8 93.8 95.3 95.3 98.5


40～49歳 87.5 90.6 95.2 94.7 93.8 97.3


50～59歳 84.1 92.6 93.9 95.2 92.7 94.7


60歳以上（計） 53.9 73.9 92.2 82.2 79.4 69.9


60～64歳 68.4 77.2 93.0 88.4 87.1 85.7


65歳以上 48.3 72.6 91.8 79.8 76.5 64.3


75歳以上 - - - - - -


200万円未満 43.1 60.0 79.9 71.4 65.4 61.4


200～400万円未満 62.7 78.0 89.9 86.3 85.9 81.0


400～600万円未満 79.7 89.2 94.3 91.5 92.0 95.0


600～800万円未満 86.0 91.3 96.4 94.4 95.1 96.9


800～1000万円未満 88.9 92.0 96.9 95.7 95.1 98.6


1000～1500万円未満 92.4 95.9 97.6 98.2 97.4 98.6


1500～2000万円未満 91.6 94.4 100.0 95.3 96.6 97.9


2000万円以上 92.5 89.5 94.6 93.6 94.6 95.7


単身 57.2 73.4 90.2 81.3 80.1 67.6


２人家族 57.0 70.6 88.4 78.4 79.4 77.7


３人家族 78.5 88.8 92.2 91.3 91.5 93.9


４人家族 90.7 93.8 94.8 96.9 96.0 98.0


５人家族 92.0 95.3 97.3 96.3 97.3 97.4


６人家族 89.7 94.0 98.7 97.4 97.4 98.3


７人以上家族 89.6 97.7 98.8 98.2 96.4 97.2
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（２）携帯電話（ワンセグ放送対応）の保有状況（属性別） 


ワンセグ放送に対応した携帯電話を保有する世帯の割合（保有率）は 6.0%であった。 
保有率を属性別で見ると、世帯主年齢別では「40～49歳」の世帯の保有率が最も高く 9.4％


であった。世帯年収別では年収の多い世帯ほど保有率が高まる傾向が顕著に現れている。


世帯人員数別では、単身や２人家族の世帯に比べ、人員数の多い世帯の保有率の方が高い


傾向にある（図表 1－4 参照）。 


 
図表 1－4 携帯電話（ワンセグ放送対応）の保有状況 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


単位：％


平成18年末
(n=4,999）


6.0


特別区・政令指定都市・県庁所在地 8.0


その他の市 4.7


町・村 3.9


20～29歳 8.1


30～39歳 6.3


40～49歳 9.4


50～59歳 6.4


60歳以上（計） 3.6


60～64歳 5.0


65歳以上 3.1


200万円未満 2.9


200～400万円未満 4.5


400～600万円未満 5.7


600～800万円未満 6.4


800～1000万円未満 9.1


1000～1500万円未満 8.6


1500～2000万円未満 12.9


2000万円以上 14.1


単身 3.6


２人家族 3.9


３人家族 6.5


４人家族 7.5


５人家族 10.0


６人家族 7.2


７人以上家族 9.9
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3 パソコンの保有状況 
 


（１）パソコンの保有状況 


 パソコンの保有率は昨年より 6.4 ポイント減少して 74.1％となった（図表 1－5 参照）。 
 保有率を属性別で見ると、都市規模別では「特別区・政令指定都市・県庁所在地」の世


帯が 78.5％と高い保有率となっている。世帯主年齢別では 20 歳から 59 歳までの世帯の保


有率はいずれも 8 割を超えているが、60 歳以上では 55.2%となっており、その差は約 30
ポイントと大きい。世帯年収別では 800 万円以上の層の保有率はいずれも 9 割を超えてい


る一方で最も低い「200 万円未満」の世帯では 38.7％となっており、最も保有率が高かっ


た「800～1000 万円未満」の 94.7％との差は 56.0 ポイントと昨年の最大格差（45.3 ポイン


ト）より大きくなっている（図表 1－6 参照）。 
 


図表 1－5 パソコン保有率の推移 
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図表 1－6 パソコンの保有状況（属性別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


単位：％


1
台
保
有
し
て


い
る


2
台
以
上
保
有


し
て
い
る


台
数
不
明


4,999 74.1 43.1 27.8 3.2


特別区・政令指定都市・県庁所在地 1,888 78.5 45.8 29.7 3.0


その他の市 2,592 72.8 42.4 27.4 3.0


町・村 519 62.7 35.7 22.3 4.7


20～29歳 177 82.4 61.4 17.6 3.3


30～39歳 610 88.4 55.6 30.4 2.4


40～49歳 856 88.3 46.8 40.6 1.0


50～59歳 1,221 82.8 41.4 38.0 3.4


60歳以上（計） 2,135 55.2 32.5 18.5 4.2


60～64歳 576 68.8 40.1 26.7 1.9


65歳以上 1,559 50.4 29.8 15.6 5.1


65～69歳 569 59.1 35.1 19.8 4.2


70～79歳 755 48.7 29.2 14.9 4.6


80歳以上 235 41.0 22.7 10.7 7.6


200万円未満 444 38.7 23.4 8.5 6.8


200～400万円未満 1,176 61.4 42.4 15.3 3.8


400～600万円未満 1,016 82.4 54.8 26.0 1.6


600～800万円未満 829 88.4 49.7 36.7 2.0


800～1000万円未満 592 94.7 46.2 47.6 0.9


1000～1500万円未満 486 93.8 40.7 51.9 1.2


1500～2000万円未満 132 92.5 34.7 56.4 1.4


2000万円以上 67 94.4 33.7 60.7 －


単身 479 53.3 36.8 10.8 5.7


２人家族 1,429 61.1 39.7 17.2 4.2


３人家族 1,137 81.7 48.3 30.2 3.1


４人家族 1,077 87.6 47.5 38.9 1.2


５人家族 490 88.5 43.5 43.3 1.7


６人家族 263 90.7 38.9 50.5 1.3


７人以上家族 124 91.8 45.1 46.7 －


単独世帯（非高齢者） 301 70.8 51.7 15.3 3.9


高齢世帯（高齢者のみ） 562 29.4 17.6 4.8 7.0


大人２人（非高齢者のみ） 620 79.0 49.4 27.1 2.5


大人２人（高齢者含む） 242 55.1 36.4 10.7 8.0


大人が２人以下＋子供 1,348 80.9 49.8 28.8 2.3


大人が３人以上＋子供 661 91.4 45.0 45.1 1.2


大人が３人以上のみ 1,265 81.0 39.4 39.2 2.5


ｎ
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（２）パソコンの世帯保有率の推移（属性別） 


◇都市規模 
平成 18 年においては、いずれの都市規模においても保有率が減少した（図表 1－7 参照）。 


◇世帯主年齢 
最も保有率の高い年齢層は、「30～39 歳」で 2.7 ポイント増加して 88.4％、最も低い「60
歳以上（計）」の保有率は 11.8 ポイント減少して 55.2％となった。なお、保有率が増加


した年齢層は「30～39 歳」のみであった（図表 1－7 参照）。 
◇世帯年収 


最も保有率の低い世帯年収層は、「200 万円未満」で 12.1 ポイント減少して 38.7％、最


も高い「800～1000 万円未満」の保有率は 2.4 ポイント増加して 94.7％であった。また、


「200 万円未満」に続き「200～400 万円未満」でも 9.0 ポイント減の 61.4％と同様の減


少傾向が見られた（図表 1－7 参照）。 
◇世帯人員 


「7 人以上家族」を除くすべての世帯で減少となった。特に、「単身」では 17.6 ポイント


の大きな減少が見られた（図表 1－7 参照）。 
 


図表 1－7 パソコンの世帯保有率の推移（属性別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


単位：％


平成13年末
(n=3,845）


平成14年末
(n=3,673）


平成15年末
(n=3,354）


平成16年末
(n=3,695）


平成17年末
(n=3,982）


平成18年末
(n=4,999）


58.0 71.7 78.2 77.5 80.5 74.1


特別区・政令指定都市・県庁所在地 64.1 75.9 79.9 80.2 83.8 78.5


その他の市 56.0 69.3 77.7 76.9 79.3 72.8


町・村 50.8 68.5 75.8 73.3 75.1 62.7


20～29歳 61.2 74.1 74.5 70.5 88.8 82.4


30～39歳 69.3 78.8 79.9 85.2 85.7 88.4


40～49歳 72.4 81.8 84.5 85.9 89.3 88.3


50～59歳 66.1 76.0 80.8 81.8 86.0 82.8


60歳以上（計） 39.0 59.6 73.6 69.2 67.0 55.2


60～64歳 48.0 62.1 73.5 74.7 73.4 68.8


65歳以上 35.4 58.7 73.7 67.1 64.6 50.4


75歳以上 － － － － － -


200万円未満 23.2 37.1 50.1 41.5 50.8 38.7


200～400万円未満 39.7 54.3 62.6 59.9 70.4 61.4


400～600万円未満 58.6 71.6 77.9 76.6 81.2 82.4


600～800万円未満 69.8 77.5 85.3 88.2 90.9 88.4


800～1000万円未満 73.0 86.9 88.0 88.7 92.3 94.7


1000～1500万円未満 84.7 89.4 90.4 92.3 96.1 93.8


1500～2000万円未満 88.0 86.5 97.7 97.1 93.5 92.5


2000万円以上 86.0 85.5 94.6 94.1 93.5 94.4


単身 39.7 58.9 71.8 66.0 70.9 53.3


２人家族 42.0 56.1 66.1 58.0 66.6 61.1


３人家族 60.2 72.8 70.5 79.6 82.5 81.7


４人家族 70.4 79.6 80.5 82.3 88.8 87.6


５人家族 76.6 80.0 87.8 88.2 90.6 88.5


６人家族 72.1 85.6 89.5 89.0 91.6 90.7


７人以上家族 64.8 86.1 95.5 89.8 87.8 91.8
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4 その他の情報通信機器（携帯情報端末（PDA）、ＦＡＸ、カー・ナビゲーション・システム、インタ


ーネット対応型テレビ、インターネット対応型家庭用テレビゲーム機、ＥＴＣ車載機、パソコンな


どからコンテンツを自動録音できる携帯プレイヤー、その他のインターネットに接続できる家電


（情報家電）等）の保有状況 
 
◇ 携帯情報端末（PDA） 


携帯情報端末の世帯保有率は、昨年より 0.1 ポイント減少して 2.6％となった。属性別


に見ると、都市規模では「その他の市」及び「町・村」が減少した一方で、「特別区・


政令指定都市・県庁所在地」では 0.5 ポイント増加して 3.5%となった。また昨年は、


世帯年収別の「1500～2000 万円未満」での保有率が 0.8％と低かったが、今年度は 8.6
ポイント増加して 9.4％となった（図表 1－8 参照）。 


 
◇ ＦＡＸ 


ＦＡＸの世帯保有率は、昨年より 0.4 ポイント減少して 50.0％となった。属性別では、


「1500～2000 万円未満」の世帯で 10 ポイントを超える増加が見られた（図表 1－9 参


照）。 
 
◇ カー・ナビゲーション・システム 


カー・ナビゲーション・システムの世帯保有率は、昨年より 0.2 ポイント増加して 34.0％
となった。属性別では、「600 万円以上」の世帯で約 5 割、「1500 万円以上」の世帯で


は 6 割を超える保有率となっている。（図表 1－10 参照）。 
 
◇ インターネット対応型テレビ 


インターネット対応型テレビの世帯保有率は、1.3 ポイント増加して 8.8％となった。属


性別では、世帯年収において「400 万円以上」のすべての世帯で増加しており、特に「1500
万円以上」の世帯では保有率が昨年の 2倍程度と大きく増加している（図表 1－11参照）。 


 
◇ インターネット対応型家庭用テレビゲーム機 


インターネット対応型家庭用テレビゲーム機の世帯保有率は、0.4 ポイント減少して


10.7％となった。属性別に見ると、「30～39 歳」、「1500～2000 万円未満」の世帯で大


幅な増加が見られた（図表 1－12 参照）。 
 
◇ ＥＴＣ車載機 


ＥＴＣ車載機の世帯保有率は、昨年より 5.6 ポイント増加して 22.9％となった。属性別


に見ると、「20～29 歳」、「600 万～1000 万円未満」、「1500 万～2000 万円未満」、「6 人


家族以上」で 10 ポイントを超える増加となっている。特に、「7 人家族以上」では 18.8
ポイント増加して 40.5％の保有率となった（図表 1－13 参照）。 


 
◇ パソコンなどからコンテンツを自動録音できる携帯プレイヤー 


パソコンなどからコンテンツを自動録音できる携帯プレイヤーの世帯保有率は、14.3％
であった。属性別に見ると、世帯主年齢が「40～49 歳」の保有率が最も高く 25.3％、


続いて「20～29 歳」が 20.9％と若い世帯での保有率が高い一方で、「60 歳以上（計）」


は 5.2％と低い保有率となっている。（図表 1－14 参照）。 
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◇ その他のインターネットに接続できる家電（情報家電）等 
その他のインターネットに接続できる家電（情報家電）等は、0.7％減少して 3.4％とな


った。属性別では、世帯年収でその規模に応じた若干のばらつきが見られたものの、そ


の他の属性別ではいずれも 2～5％前後の保有率となっており、特に目立った動きは見


られない。（図表 1－15 参照）。 
 


図表 1－8 携帯情報端末（ＰＤＡ）の世帯保有率の推移（属性別） 
 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


 
 


 


図表 1－9 ＦＡＸの世帯保有率の推移（属性別） 
 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


単位：％


平成12年末
(n=4,278）


平成13年末
(n=3,845）


平成14年末
(n=3,673）


平成15年末
(n=3,354）


平成16年末
(n=3,695）


平成17年末
(n=3,982）


平成18年末
(n=4,999）


10.3 4.1 3.3 3.8 4.9 2.7 2.6


特別区・政令指定都市・県庁所在地 12.6 5.1 5.0 5.3 6.0 3.0 3.5


その他の市 10.4 4.2 2.0 3.1 5.0 2.7 2.0


町・村 5.4 1.8 2.5 2.5 2.5 2.1 1.7


20～29歳 17.0 3.6 5.0 4.3 7.6 4.2 2.9


30～39歳 15.8 5.6 3.6 5.5 7.0 3.9 3.9


40～49歳 12.9 5.9 4.6 3.5 5.8 3.7 4.1


50～59歳 9.8 4.4 2.9 3.3 4.4 2.5 2.3


60歳以上（計） 5.1 2.5 2.0 3.4 2.8 1.4 1.4


60～64歳 8.7 3.3 2.2 2.2 4.5 2.7 1.4


65歳以上（12年度65～74歳） 4.3 2.1 1.9 3.8 2.2 0.9 1.5


75歳以上 1.5 － － － － － -


200万円未満 0.9 1.5 0.3 0.6 0.2 1.0


200～400万円未満 2.4 1.8 4.4 3.1 2.3 1.7


400～600万円未満 6.3 3.6 3.6 3.0 3.7 2.8 3.1


600～800万円未満 10.8 4.8 3.3 3.0 5.5 3.0 2.4


800～1000万円未満 13.0 3.6 4.0 3.4 5.8 2.6 3.3


1000～1500万円未満 16.3 10.4 5.0 6.0 9.0 4.6 4.3


1500～2000万円未満 22.2 8.4 2.9 7.8 11.1 0.8 9.4


2000万円以上 19.2 4.6 5.7 5.2 5.4 8.1 4.2


単身 － 2.8 3.9 5.4 5.8 2.3 2.2


２人家族 － 2.8 2.9 3.5 4.5 2.3 1.7


３人家族 － 4.3 3.4 2.6 4.5 3.3 2.8


４人家族 － 4.9 3.1 5.1 5.3 3.1 3.1


５人家族 － 4.1 3.6 3.6 6.0 2.9 3.6


６人家族 － 7.9 2.5 2.0 3.6 2.0 2.9


７人以上家族 － 4.7 3.9 4.9 1.8 0.6 5.1


5.5
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世
帯
人
員


世
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世
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都
市
規
模


単位：％


平成12年末
(n=4,278）


平成13年末
(n=3,845）


平成14年末
(n=3,673）


平成15年末
(n=3,354）


平成16年末
(n=3,695）


平成17年末
(n=3,982）


平成18年末
(n=4,999）


40.4 41.4 50.8 53.9 52.9 50.4 50.0


特別区・政令指定都市・県庁所在地 49.1 46.7 55.4 59.0 57.9 54.5 53.0


その他の市 38.0 39.8 48.4 52.1 51.4 46.5 48.3


町・村 28.4 34.6 46.6 47.8 46.5 54.1 47.3


20～29歳 42.2 29.8 35.0 33.7 33.3 23.8 20.0


30～39歳 48.1 48.5 54.9 54.2 60.8 51.9 52.6


40～49歳 49.1 50.6 58.6 58.7 61.7 61.0 63.8


50～59歳 42.9 48.8 56.0 54.8 56.5 55.9 60.7


60歳以上（計） 28.8 32.5 47.1 57.8 49.2 50.2 45.3


60～64歳 38.5 38.2 51.0 50.0 53.9 52.0 55.8


65歳以上（12年度65～74歳） 28.3 30.3 45.6 60.8 47.5 49.5 41.6


75歳以上 15.9 － － － － － -


200万円未満 16.4 28.4 34.0 24.2 23.0 29.4


200～400万円未満 28.0 38.6 39.2 39.8 41.6 37.3


400～600万円未満 36.0 42.5 50.6 53.4 53.9 45.0 52.0


600～800万円未満 42.7 49.0 51.4 57.8 56.5 59.1 61.4


800～1000万円未満 48.6 49.7 58.8 60.0 60.6 62.2 66.9


1000～1500万円未満 53.1 58.4 63.7 65.7 65.0 71.0 68.7


1500～2000万円未満 64.0 72.9 73.3 83.5 77.7 68.1 81.8


2000万円以上 70.1 75.8 72.4 75.1 81.9 84.9 87.3


単身 － 15.7 25.3 19.7 17.9 18.2 22.9


２人家族 － 36.5 42.5 44.2 44.9 42.2 46.1


３人家族 － 42.5 55.9 51.0 51.5 54.7 54.3


４人家族 － 53.6 56.9 59.9 59.3 60.1 60.6


５人家族 － 50.5 54.1 61.3 61.2 65.3 65.5


６人家族 － 49.4 60.3 58.6 61.6 58.7 62.5


７人以上家族 － 46.3 60.8 79.3 58.6 62.9 61.1


25.3


全　　　　体


世
帯
人
員


世
帯
年
収


世
帯
主
年
齢


都
市
規
模
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図表 1－10 カー・ナビゲーション・システムの世帯保有率の推移（属性別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


図表 1－11 インターネット対応型テレビの世帯保有率の推移（属性別） 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


 


単位：％


平成12年末
(n=4,278）


平成13年末
(n=3,845）


平成14年末
(n=3,673）


平成15年末
(n=3,354）


平成16年末
(n=3,695）


平成17年末
(n=3,982）


平成18年末
(n=4,999）


16.0 17.5 23.8 30.6 33.5 33.8 34.0


特別区・政令指定都市・県庁所在地 16.6 16.5 21.9 25.9 30.6 29.9 29.3


その他の市 17.2 18.8 24.5 35.2 35.2 36.5 38.7


町・村 12.1 16.5 26.6 29.3 35.2 35.1 28.6


20～29歳 15.6 11.9 20.8 21.7 23.8 24.9 26.2


30～39歳 24.0 23.1 29.8 37.0 39.9 44.3 44.2


40～49歳 18.5 22.5 28.1 34.9 36.5 40.0 43.4


50～59歳 16.9 19.1 21.6 28.1 34.2 34.9 37.3


60歳以上（計） 10.1 13.3 21.4 30.2 32.1 28.4 26.1


60～64歳 15.0 16.5 27.1 28.7 33.6 34.8 36.1


65歳以上（12年度65～74歳） 10.1 12.1 19.2 30.8 31.5 26.0 22.6


75歳以上 3.0 － － － － － -


200万円未満 2.3 3.8 15.1 8.7 8.3 8.9


200～400万円未満 10.1 12.2 20.9 19.4 22.6 20.3


400～600万円未満 13.3 15.9 22.6 30.5 30.8 34.4 37.8


600～800万円未満 19.1 20.7 29.4 33.4 36.7 41.3 47.7


800～1000万円未満 21.9 23.5 30.2 31.9 44.3 42.2 49.0


1000～1500万円未満 23.4 29.9 33.8 43.0 50.7 51.7 54.4


1500～2000万円未満 28.7 33.4 36.2 46.9 52.7 54.1 62.5


2000万円以上 33.7 49.8 54.9 48.7 62.4 68.0 65.9


単身 － 5.3 7.5 10.9 10.6 13.3 10.5


２人家族 － 13.2 16.9 23.2 22.7 24.4 26.4


３人家族 － 16.4 25.0 28.4 34.8 34.1 36.8


４人家族 － 22.5 28.1 32.7 37.5 42.4 48.0


５人家族 － 26.9 30.0 38.3 35.8 46.8 44.6


６人家族 － 27.1 29.1 39.8 49.1 45.7 55.5


７人以上家族 － 26.5 40.0 37.9 45.1 50.3 52.8


5.4


全　　　　体


世
帯
人
員


世
帯
年
収


世
帯
主
年
齢


都
市
規
模


単位：％


平成14年末
(n=3,673）


平成15年末
(n=3,354）


平成16年末
(n=3,695）


平成17年末
(n=3,982）


平成18年末
(n=4,999）


3.0 3.2 5.4 7.5 8.8


特別区・政令指定都市・県庁所在地 2.8 2.7 5.2 8.7 10.0


その他の市 2.6 3.3 5.0 6.5 7.9


町・村 4.7 3.8 6.8 7.7 8.5


20～29歳 1.5 1.6 3.8 5.2 5.7
30～39歳 1.6 2.2 4.5 5.2 10.5
40～49歳 4.0 3.8 6.2 8.5 11.9
50～59歳 3.8 4.4 6.3 8.7 9.9
60歳以上（計） 3.1 3.0 5.4 8.1 7.1


60～64歳 4.1 4.8 4.5 7.7 7.4
65歳以上 2.8 2.4 5.8 8.2 7.0


200万円未満 1.0 1.5 0.0 6.1 2.7
200～400万円未満 2.2 1.2 2.5 6.1 5.3
400～600万円未満 3.0 1.5 5.5 6.0 9.8
600～800万円未満 2.9 2.4 4.0 7.4 10.5
800～1000万円未満 2.6 4.7 8.3 9.7 13.8
1000～1500万円未満 4.3 5.8 8.5 12.7 13.5
1500～2000万円未満 6.3 11.0 16.5 9.3 18.5
2000万円以上 9.2 13.9 8.7 10.0 26.7
単身 0.7 0.9 0.9 4.2 3.7
２人家族 2.8 3.8 5.4 7.4 8.3
３人家族 4.3 3.5 5.0 8.5 9.6
４人家族 2.3 2.4 5.1 7.2 9.3
５人家族 4.0 4.1 6.2 9.6 12.4
６人家族 3.4 1.8 8.7 8.2 11.5
７人以上家族 2.5 8.1 7.6 5.8 17.1


全　　　　体


世
帯
人
員


世
帯
年
収


世
帯
主
年
齢


都
市
規
模
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図表 1－12 インターネット対応型家庭用テレビゲーム機の世帯保有率の推移（属性別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


図表 1－13 ＥＴＣ車載機の世帯保有率（属性別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


 


単位：％


平成14年末
(n=3,673）


平成15年末
(n=3,354）


平成16年末
(n=3,695）


平成17年末
(n=3,982）


平成18年末
(n=4,999）


11.0 11.1 12.0 11.1 10.7


特別区・政令指定都市・県庁所在地 12.7 11.7 13.8 12.4 12.3


その他の市 9.0 11.0 11.2 10.4 9.9


町・村 12.2 10.0 10.7 10.1 8.9


20～29歳 14.5 14.7 21.9 14.9 15.7
30～39歳 11.7 12.9 14.5 12.8 17.1
40～49歳 16.0 12.8 13.4 13.3 15.7
50～59歳 11.5 9.4 12.2 11.1 9.8
60歳以上（計） 6.5 9.1 6.6 7.9 5.2


60～64歳 8.0 7.0 5.7 9.8 5.3
65歳以上 5.9 10.0 7.0 7.2 5.2


200万円未満 5.3 6.9 5.2 4.9 5.5
200～400万円未満 8.6 12.4 11.1 8.5 8.3
400～600万円未満 12.9 13.5 12.3 11.5 11.7
600～800万円未満 12.7 9.4 10.4 12.9 12.7
800～1000万円未満 11.0 7.7 14.0 15.2 13.4
1000～1500万円未満 13.0 13.9 17.0 13.9 16.7
1500～2000万円未満 11.2 10.2 12.4 15.5 20.9
2000万円以上 15.0 14.0 12.0 14.8 14.0
単身 9.8 11.0 18.8 5.4 6.8
２人家族 6.2 7.6 10.5 8.0 6.7
３人家族 11.4 10.5 9.4 12.3 10.6
４人家族 12.5 11.3 13.0 12.5 15.4
５人家族 15.3 13.3 13.8 14.5 15.0
６人家族 11.2 10.7 13.4 15.1 15.4
７人以上家族 16.2 18.6 14.6 17.2 21.8


全　　　　体


世
帯
人
員


世
帯
年
収


世
帯
主
年
齢


都
市
規
模


単位：％


平成16年末
(n=3,695）


平成17年末
(n=3,982）


平成18年末
(n=4,999）


10.2 17.3 22.9


特別区・政令指定都市・県庁所在地 12.2 16.9 22.9


その他の市 9.7 18.5 24.6


町・村 7.1 13.6 13.3


20～29歳 3.8 11.4 21.4
30～39歳 15.8 24.5 33.6
40～49歳 12.1 20.7 28.1
50～59歳 10.3 18.4 25.8
60歳以上（計） 8.8 13.7 14.9


60～64歳 9.8 17.6 21.8
65歳以上 8.4 12.2 12.5


200万円未満 1.9 1.0 4.7
200～400万円未満 2.8 8.3 10.7
400～600万円未満 7.7 16.4 24.5
600～800万円未満 10.4 20.5 32.3
800～1000万円未満 15.8 24.5 35.9
1000～1500万円未満 20.0 32.4 41.7
1500～2000万円未満 23.7 40.0 55.0
2000万円以上 25.8 45.0 53.5
単身 3.1 9.0 8.8
２人家族 7.6 12.3 18.4
３人家族 11.6 16.2 23.6
４人家族 9.5 23.1 31.5
５人家族 13.7 23.4 29.7
６人家族 11.7 21.9 34.2
７人以上家族 10.1 21.7 40.5


全　　　　体


世
帯
人
員


世
帯
年
収


世
帯
主
年
齢


都
市
規
模
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図表 1－14 パソコンなどからコンテンツを自動録音できる 


携帯プレイヤーの世帯保有率（属性別） 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


図表 1－15 その他のインターネットに接続できる家電（情報家電）等 


の世帯保有率の推移（属性別） 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


単位：％


平成18年末
(n=4,999）


14.3


特別区・政令指定都市・県庁所在地 18.7


その他の市 12.0


町・村 8.1


20～29歳 20.9


30～39歳 18.7


40～49歳 25.3


50～59歳 15.8


60歳以上（計） 5.2


60～64歳 6.9


65歳以上 4.7


200万円未満 5.1


200～400万円未満 8.1


400～600万円未満 14.7


600～800万円未満 18.3


800～1000万円未満 21.7


1000～1500万円未満 26.5


1500～2000万円未満 25.7


2000万円以上 35.2


単身 9.2


２人家族 9.2


３人家族 12.9


４人家族 21.2


５人家族 22.2


６人家族 20.3


７人以上家族 20.5


全　　　　体


世
帯
人
員


世
帯
年
収


世
帯
主
年
齢


都
市
規
模


単位：％


平成14年末
(n=3,673）


平成15年末
(n=3,354）


平成16年末
(n=3,695）


平成17年末
(n=3,982）


平成18年末
(n=4,999）


3.2 3.2 4.5 4.1 3.4


特別区・政令指定都市・県庁所在地 3.1 2.2 4.2 3.7 4.1


その他の市 2.8 3.8 4.7 4.6 3.0


町・村 4.7 4.1 4.5 3.1 2.5


20～29歳 1.8 3.8 4.8 5.4 3.8
30～39歳 2.7 4.0 3.3 4.5 4.3
40～49歳 4.2 4.0 5.3 4.0 5.2
50～59歳 3.9 3.6 4.4 4.5 3.6
60歳以上（計） 2.9 2.1 4.5 3.2 2.0


60～64歳 2.3 2.6 4.5 2.5 2.9
65歳以上 3.2 1.9 4.5 3.5 1.6


200万円未満 1.6 4.0 4.3 2.0 1.4
200～400万円未満 2.4 2.9 2.4 2.8 2.1
400～600万円未満 3.8 2.0 5.1 4.2 3.2
600～800万円未満 4.4 2.1 3.8 3.5 4.8
800～1000万円未満 2.5 5.4 5.2 5.3 5.3
1000～1500万円未満 3.2 3.2 5.9 5.4 4.1
1500～2000万円未満 5.6 7.0 6.7 9.1 5.3
2000万円以上 3.9 5.0 11.6 5.2 9.2
単身 0.8 4.7 2.2 2.1 2.8
２人家族 2.5 3.5 2.8 3.3 2.4
３人家族 2.7 3.3 5.9 3.5 2.8
４人家族 4.3 2.3 4.3 5.7 3.9
５人家族 3.4 3.8 4.1 6.1 6.2
６人家族 2.9 2.3 6.1 3.6 5.1
７人以上家族 8.7 6.1 1.8 3.1 5.9


全　　　　体


世
帯
人
員


世
帯
年
収


世
帯
主
年
齢


都
市
規
模
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5 家庭内ＬＡＮの構築状況 


 
 パソコンを 2 台以上保有している世帯に複数のパソコンの有線又は無線による接続（家


庭内ＬＡＮの構築）状況を尋ねた。 
 パソコンを 2 台以上保有する世帯は 27.8％（図表 1－6 参照）、そのうち、パソコンを「接


続している」世帯は昨年より 9.6 ポイント増加して 66.6％となった。「有線のみで接続して


いる」世帯が 30.7％、「無線のみで接続している」世帯が 21.2％となっており、「両方で接


続している」世帯が 14.7%で、これを合わせると「有線で接続している」世帯が 45.4%、「無


線で接続している」世帯が 35.9%となった（図表 1－16 参照）。また、家庭内ＬＡＮを構築


している世帯のインターネット接続回線を見ると、昨年よりＤＳＬ回線が 5.5 ポイント減少


して 31.6％、ケーブルテレビ回線が 7.2 ポイント減少して 12.9%となった一方で、ＦＴＴ


Ｈ回線（光回線）が 15.4 ポイント増加して 35.0％となり、ＤＳＬ回線とＦＴＴＨ回線（光


回線）のシェアが逆転した。（図表 1－17 参照）。 
属性別の構築状況を見ると、昨年まで特に低かった「20～29 歳」で 23.2 ポイント増加し


て、75.7%、「80 歳以上」で 31.0 ポイント増加して 60.0%、「200 万円未満」で 26.0 ポイン


ト増加して 72.8％となるなど、属性別の違いは見られなくなってきている（図表 1－18 参


照）。 
 


図表 1－16 家庭内ＬＡＮの構築状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


3.3


8.1


11.6


27.4


28.4


29.1


9.9


15.5


16.3


両方, 14.7 有線のみ, 30.7 無線のみ, 21.2


40.6


52.0


57.0


66.6


0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100


平成15年末
(n=1,377）


平成16年末
(n=1,331）


平成17年末
(n=1,304）


平成18年末
(n=1,519）


（％）
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図表 1－17 家庭内ＬＡＮの構築とインターネット接続回線 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


 
図表 1－18 家庭内ＬＡＮの構築状況（属性別） 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


単位：％


平成14年末
(n=1,033）


平成15年末
(n=1,377）


平成16年末
(n=1,331）


平成17年末
(n=1,304）


平成18年末
(n=1,519）


35.5 40.6 52.0 57.0 66.6


特別区・政令指定都市・県庁所在地 40.0 45.6 57.4 60.1 70.0


その他の市 33.7 38.9 51.3 54.5 63.8


町・村 28.7 33.1 42.3 56.4 66.4


20～29歳 61.9 30.6 36.8 52.5 75.7


30～39歳 32.7 43.4 56.7 57.2 69.0


40～49歳 35.6 42.9 57.2 62.1 71.9


50～59歳 35.4 40.8 51.4 58.0 67.9


60歳以上（計） 29.0 40.5 49.8 53.2 56.4


60～64歳 25.0 41.4 61.1 57.6 58.3


65歳以上 30.6 40.2 44.6 51.2 55.2


65～69歳 34.8 36.0 54.4 63.0 58.8


70～79歳 28.4 41.9 38.8 50.1 50.8


80歳以上 31.3 46.2 40.9 29.0 60.0


200万円未満 28.2 22.1 46.1 46.8 72.8


200～400万円未満 39.3 36.1 47.1 59.3 67.8


400～600万円未満 43.5 35.9 47.7 60.0 64.1


600～800万円未満 35.9 42.1 47.6 55.5 63.5


800～1000万円未満 35.5 44.3 58.6 51.8 65.9


1000～1500万円未満 29.6 46.7 53.2 61.0 72.1


1500～2000万円未満 35.8 55.6 56.7 47.1 70.8


2000万円以上 41.2 37.1 67.7 73.3 72.4


一戸建て - - 50.7 55.8 63.1


集合住宅（築３年未満） - - 51.9


集合住宅（築３年以上） - - 57.4


その他 - - 51.0 54.4 66.2


62.1 74.6


全　　　　体


住
居
の
種
類


世
帯
年
収


世
帯
主
年
齢


都
市
規
模


単位：％


ケ
ー


ブ
ル
テ
レ
ビ
回
線


F
T
T
H
回
線


（
光
回
線


）


無
線


（
Ｆ
Ｗ
Ａ
等


）


Ｄ
Ｓ
Ｌ
回
線


第
３
世
代
携
帯
電
話


720 10.0 2.7 10.3 6.1 2.7 80.5 18.3 11.8 2.5 48.6 2.5 1.0 2.2


両方 108 2.4 1.7 9.9 7.0 10.1 91.1 17.8 12.3 8.6 57.2 3.8 0.6 0.8


有線のみ 394 14.1 4.0 10.4 6.2 1.3 76.8 20.6 12.2 - 43.3 2.3 1.3 1.5


無線のみ 218 6.5 0.8 10.4 5.6 1.4 81.8 14.5 10.8 4.1 53.7 2.2 0.7 4.0


812 10.4 2.5 13.6 2.8 1.9 76.5 20.1 19.6 0.5 37.1 1.6 0.6 1.4


両方 149 5.2 1.2 6.4 4.3 4.5 88.1 24.5 24.4 0.5 39.8 2.7 0.5 0.5


有線のみ 424 12.0 2.4 16.4 2.0 0.5 72.8 18.2 20.2 0.4 34.8 1.2 0.9 2.3


無線のみ 239 10.8 3.6 13.1 3.5 2.7 76.2 20.7 15.5 0.8 39.6 1.8 - 0.3


1,003 12.5 3.1 13.4 1.4 2.8 78.1 12.9 35.0 1.4 31.6 2.3 0.5 1.9


両方 216 7.4 3.1 6.4 2.4 7.0 88.8 11.7 37.1 0.4 42.4 2.2 - 0.8


有線のみ 459 16.2 2.9 14.7 1.4 1.7 76.1 14.6 35.2 1.5 28.1 2.6 0.2 2.5
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６ ＩＰ電話の利用状況 
 
ＩＰ電話を利用している世帯は昨年より 1.6 ポイント増加して 16.6％となった（図表 1


－19 参照）。 
属性別の利用状況を見ると、総じて増加ないし横ばい傾向であるが、「単身」では 5.1 ポ


イント減少して 7.7％となっており利用率の低下が著しい（図表 1－20 参照）。 
 


図表 1－19 IP 電話の利用状況の推移 
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図表 1－20 IP 電話の利用状況（属性別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


単位：％
平成15年末
(n=3,354）


平成16年末
(n=3,695）


平成17年末
(n=3,982）


平成18年末
(n=4,999）


7.3 12.7 15.0 16.6


特別区・政令指定都市・県庁所在地 9.5 15.7 16.8 18.7


その他の市 5.9 12.2 14.5 16.1


町・村 6.0 7.8 11.7 11.0


20～29歳 6.5 13.3 17.4 13.8
30～39歳 9.5 19.2 23.3 28.5
40～49歳 9.0 16.1 20.8 26.6
50～59歳 7.0 10.3 13.3 14.3
60歳以上（計） 5.8 9.4 8.5 9.6


60～64歳 6.5 11.0 7.2 12.2
65歳以上 5.5 8.8 9.0 8.7


200万円未満 2.9 4.6 8.7 6.2
200～400万円未満 5.9 10.2 11.5 11.5
400～600万円未満 8.0 13.9 16.6 20.8
600～800万円未満 8.4 15.4 16.2 20.7
800～1000万円未満 8.8 14.4 19.0 21.2
1000～1500万円未満 7.4 13.0 18.0 26.4
1500～2000万円未満 7.3 14.2 22.9 20.5
2000万円以上 10.2 17.1 17.7 25.6
単身 5.3 14.1 12.8 7.7
２人家族 6.3 9.2 10.5 13.5
３人家族 7.5 13.6 15.4 18.2
４人家族 7.4 14.5 19.4 22.6
５人家族 9.4 11.2 16.8 23.6
６人家族 8.2 16.0 16.3 15.6
７人以上家族 3.1 10.4 12.5 21.6


全　　　　体


世
帯
人
員


世
帯
年
収


世
帯
主
年
齢


都
市
規
模







 


 18


第２章 個人の情報通信機器の利用状況 


 
１ 情報通信機器の利用率 


 
年齢 6 歳以上の家族全員に、過去 1 年間に使った情報通信機器（携帯電話、ＰＨＳ、情


報通信端末、パソコン）は何かを尋ねた。 
 
（１） 携帯電話 


携帯電話の利用率は我が国 6 歳以上人口の 70.8％と、昨年調査（平成 17 年末）に比べる


と、1.1 ポイント減少したものの依然 7 割を超え、高い利用率となっている。これを世代別


に見ると、64 歳までの年代では僅かながら減少、またはほぼ横ばいで推移しているが、65
歳以上ではいずれも伸びを記録し、高齢者の利用が増加している（図表 2－1 参照）。 
また、男女間の比較では、40 代以下の年代では女性の利用率が僅かながら高く、これに


対して 50 代以上の年代では男性の利用率が高い。特に 65～69 歳では男性の方が 20 ポイン


ト以上高く、高年齢層に男女間の格差が見られる（図表 2－2 参照）。 


図表 2－1 携帯電話利用率の推移 


 
 
 
 
 
 
 
 
 


図表 2－2 男女年齢階層別の携帯電話利用率 
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（２） 携帯情報端末（PDA） 


携帯情報端末（PDA）の利用者は、前年調査の 2.7％から 3.5％に伸び、増加を続けてい


る。世代別に見ると 60 代の利用が前年の約 3 倍と顕著な伸びを記録し、高齢者にも PDA
の利用が広まっている（図表 2－3 参照）。 


また、男女間の比較では、70 歳以上を除いて男性の利用率が高く、特に 20 代から 40 代


までは男性の利用率が女性を大きく上回っている（図表 2－4参照）。 


 


図表 2－3 携帯情報端末（PDA）の利用率の推移 


 
 
 
 
 
 
 
 
 


図表 2－4 男女年齢階層別の携帯情報端末（PDA）利用率 
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（３） パソコン 


パソコンは、前年調査から 1.1 ポイント減少したものの、6 歳以上人口の 55.6％と過半数


の人が利用している。13 歳以上 40 代までの世代では、いずれも僅かながら前年から増加を


続けいずれも 7 割を超えており、特に 13 歳から 19 歳までは 8 割を超える高い利用率とな


っている。65 歳以上の年代でも利用は拡大する傾向にあるが、この年代の利用率は 3 割以


下にとどまり、依然として年齢による格差が見られる（図表 2－5 参照）。 
また、男女間の比較では、30 代以下では大きな差は見られないが、40 代以上では男性に


比べ女性の利用率が低く、特に 50 代以上でその差が顕著である（図表 2－6 参照）。 


 


図表 2－5 パソコンの利用率の推移 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


図表 2－6 男女年齢階層別のパソコン利用率 
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下にとどまり、依然として年齢による格差が見られる（図表 2－5 参照）。 
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２ 情報通信機器の利用格差要因 


 
情報通信機器の利用に及ぼす性別、年齢、居住地域の都市区分（「特別区・政令指定都市・


県庁所在地」「その他の市」「町・村」）、所属世帯年収の影響とその変化を明らかにするた


め、携帯電話とパソコンについて多変量解析（数量化Ⅱ類）1を行い、平成 16 年末及び 17
年末と本年（平成 18 年末）を比較した。結果は次図に示すとおりである。図の数値はマイ


ナスに大きいほど利用が阻害され、プラスに大きいほど反対に促進される要因であること


を示している。 
(ア)  携帯電話 
携帯電話の利用に最も強い影響を及ぼすのは本人の年齢である。6～12 歳の世代と 60 歳


以上の世代ではマイナス、その他の世代では 20 代をピークとしてプラス要因に作用する。


それ以外の性別、都市区分、所属世帯年収による影響は比較的小さい。ただし、所属世帯


年収による経済要因は、人口の大部分を占める 400 万円～1,000 万円の中間所得層では、ほ


とんど影響を与えないが、200 万円未満の層では利用を阻害する要因となっている（図表 2


－7 参照） 


図表 2－7 携帯電話の利用格差要因 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  


                                                  
1 数量化Ⅱ類：説明変数と非説明変数の両方が質的データ（カテゴリーデータ）である場合に適用される


判別分析のための統計手法。 
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(イ) パソコン 
パソコンの利用には、年齢と同時に所属世帯年収の違いが影響を及ぼしている。この理


由としては、パソコンが比較的高価であるため経済的制約を受けやすいこと、パソコンの


操作には携帯電話以上にリテラシーを必要とし、高齢になるほど利用が難しくなることが


考えられる。その他、携帯電話では影響がほとんど見られなかった都市区分でも若干格差


が生じている。この背景として、パソコンの利用を必要とする職種が都市部に集中してい


ることを挙げることができよう。 
前年と比較すると、年齢及び所属世帯年収は格差要因として変わらないが、都市区分に


よる影響は解消されている（図表 2－8 参照）。 


 


図表 2－8 パソコンの利用格差要因 
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レンジ
平成16年 平成17年 平成18年


性別 0.54 0.41 0.54


年齢 2.41 2.57 2.08


都市区分 0.62 0.33 0.55


所属世帯年収 1.20 1.28 1.13
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第３章 世帯のインターネット利用状況 


 
１ インターネット利用率 


   


（1）  世帯のインターネット利用率 


世帯にインターネットを利用したことがある人が少なくとも 1 人はいる世帯に対する設


問等に回答した世帯数を集計した。 
平成 18 年においてインターネットを利用している世帯は 79.3％であった（図表 3－1 参


照）。 
 


図表 3－1 インターネット利用率の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


34.0


60.5


81.4


88.1 86.8 87.0


79.3


0


10


20


30


40


50


60


70


80


90


100


平成12年末
（ｎ＝4,278）


平成13年末
（ｎ＝3,845）


平成14年末
（ｎ＝3,673）


平成15年末
（ｎ＝3,354）


平成16年末
（ｎ＝3,695）


平成17年末
（ｎ＝3,982）


平成18年末
（ｎ＝4,999）


世帯の利用率


（％）


※　　平成17年末までは、家族の誰かが過去1年間にインターネットを利用したかどうか（利用機器、場所、目的
　　を問わない）についての設問に対して「利用した」旨回答した世帯の割合。
　　 　平成18年末は、平成17年末までと同様の設問がないため、『「自宅」で「パソコン」を使ってインターネットを
　　利用したことがある人が少なくとも1人はいる世帯にお尋ねします。』又は『インターネットを利用したことがある
　　人が少なくとも1人はいる世帯にお尋ねします。』と設問文において回答者を限定した設問（世帯全体用の問2、
　　3、4及び6）に回答した世帯の割合。
　　　 質問方法等が異なっているため、平成17年末までの数値と平成18年末の数値の比較には注意を要する。
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（2） 世帯のインターネット利用率（属性別） 


◇都市規模 
都市規模別のインターネット利用率は「特別区・政令指定都市・県庁所在地」が 84.3％、


「その他の市」が 77.5％、「町・村」が 67.5％であった（図表 3－2 参照）。 
 


図表 3－2 都市規模別インターネット利用率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◇世帯主年齢 
「60～64 歳」が 72.4％、「65 歳以上」が 52.5％と、世帯主が 60 歳以上の世帯の利用率


が低い（図表 3－3 参照）。 
 


図表 3－3 所属世帯主年齢別インターネット利用率 
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◇所属世帯年収 
「200 万円未満」が 48.7％、「200～400 万円未満」が 70.8％と、世帯年収の低い世帯で


の利用率が低い。一方「1500～2000 万円未満」では 98.0%と、最も利用している年収層と


なっている（図表 3－4 参照）。 
 


図表 3－4 所属世帯年収別インターネット利用率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◇世帯人員 
利用率が最も低い世帯は「単身」で 60.0％。また「2 人家族」も 65.4%と世帯人員が少な


い世帯での利用率が低い（図表 3－5 参照）。 
 


図表 3－5 世帯人員別インターネット利用率 
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２ 自宅でパソコンを利用してのインターネット接続回線 


 
 「自宅」で「パソコン」を使って、どのような回線でインターネットに接続しているか


を尋ねた（複数回答可）。 
 自宅でパソコンからインターネット接続をする世帯のうち、最も利用されている接続回


線はＤＳＬ回線であり、その利用率は 27.7％で、昨年より 6.5 ポイントの減少であった。


代わりに光回線（ＦＴＴＨ回線）が 12.4 ポイント増加して 27.2％となり、ＤＳＬ回線とほ


ぼ同率となった。昨年に引き続き、ＤＳＬ回線から光回線（ＦＴＴＨ回線）への移行が進


んでいるものと考えられる。なおケーブルテレビ回線も 3.6 ポイントの減少となったが、光


回線（ＦＴＴＨ回線）の大幅な増加によりブロードバンド回線全体の比率は 2.9 ポイント増


加の 67.9％となり、引き続き高速なブロードバンド回線への代替が進むと予想される（図


表 3－6 参照）。 
 


図表 3－6 自宅でのパソコンによるインターネット接続回線 
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(ダイヤルアップ）
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携帯電話回線
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※ブロードバンド回線はケーブルテレビ回線、光回線（FTTH回線）、
固定無線回線（ＦＷＡ）、ＤＳＬ回線、第3世代携帯電話回線の総称である。
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３ 接続回線の変更予定 


 
「自宅」で「パソコン」を使ってインターネットを利用している世帯に接続回線の変更


予定を聞いたところ、「変更の予定がある」が 9.4％、「変更するかどうか検討中」が 13.6％
等となった（図表 3－7 参照）。 
 「変更の予定がある」と回答した世帯に変更予定の回線を聞いたところ、昨年同様、光


回線（ＦＴＴＨ回線）への希望が最も多く 83.6％となった。また、現在最も普及している


ＤＳＬ回線を利用する世帯のうち、光回線（ＦＴＴＨ回線）を希望する世帯が最も多く


95.5％であった。（図表 3－8 参照）。 
 


図表 3－7 接続回線の変更予定 
 
 
 
 


 
 
 
 
 


図表 3－8 変更予定の回線（変更予定がある世帯） 
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４ インターネットを利用して感じる不安や不満、インターネットを利用しない理由 


 
インターネットを利用したことがある人が少なくとも 1 人はいる世帯に、インターネッ


トを利用していて感じる不安を、また、すべての世帯にインターネットを利用していて感


じる不満、インターネットを利用しない理由について尋ねた。 
 


（１）インターネット利用上の不安の有無 


インターネットを利用していて「不安を感じている」（15.5％）、「セキュリティ脅威への


対策を行っているが不十分であり、少し不安を感じている」（26.3％）と、何らかの不安を


感じている世帯の割合は 41.8％であった。また、「特に不安は感じない」（15.2％）、「セキ


ュリティ脅威はあるが対策を行っておりそれほど不安は感じていない」（22.0％）の合計は


37.2％となり、何らかの不安を感じている世帯の割合があまり不安を感じてない世帯の割合


を上回っている。（図表 3－9 参照）。 
 


図表 3－9 インターネット利用上の不安の有無 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


平成18年末 （n=3,931）


セキュリティ脅威へ
の対策を行っている
が、不十分であり、少
し不安を感じている
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（２）インターネット利用で感じる不安の内容 


 
インターネットを利用していて感じる不安では、「ウィルスの感染が心配である」（66.8％）、


「個人情報の保護に不安がある」（66.6％）と感じている世帯が非常に多く、次いで「どこ


までセキュリティ対策を行えばよいか不明」（57.3％）も半数以上の世帯が感じている（図


表 3－10 参照）。 
 


図表 3－10 インターネット利用で感じる不安の内容（世帯）（複数回答） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


 


66.8


66.6


57.3


39.5


30.8


28.2


15.4


7.4


7.0


1.4


0.4


0 10 20 30 40 50 60 70 80


ウィルスの感染が心配である


個人情報の保護に不安がある


どこまでセキュリティ対策を行えばよいか不明


電子的決済手段の信頼性に不安がある


セキュリティ脅威が難解で具体的に理解できない


違法・有害情報が氾濫している


認証技術の信頼性に不安がある


送信した電子メールが届くかどうかわからない


知的財産の保護に不安がある


その他


無回答


（％）


n=1,651







 


 30


（３）インターネットを利用していて感じる不満、利用しない理由 


インターネットを利用していて感じる不満やインターネットを利用しない理由を尋ねた


ところ、「特に不満はない」が 25.0％と最も多かった。次いで「通信料金が高い」が 20.4％、


「パソコンなどの機器が高価すぎる」が 17.8％となっている（図表 3－11 参照）。 
また、インターネット利用者がいる世帯の 25.0％は特に不満なく利用しているが、不満


のある世帯での利用上の不満としては「通信料金が高い」（22.5％）、「パソコンなどの機器


が高価すぎる」（18.8％）と感じる世帯の割合が高くなっている（図表 3－12 参照）。 
一方、利用者のいない世帯がインターネットを利用しない理由は、「利用する必要がない」


が 49.6％と約半数を占め最も多かった。次いで、「インターネットについてよく知らない」


(37.8％)、「特に不満は無い」（29.5％）の順となっている（図表 3－12 参照）。 
 


図表 3－11 インターネットを利用していて感じる不満、利用しない理由 
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図表 3－12 インターネットを利用していて感じる不満、 


利用しない理由（インターネット利用者の有無別） 
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５ インターネットを利用して受けた被害 


 
インターネットを利用したことがある人が少なくとも 1 人はいる世帯に、過去 1 年間の


インターネット利用に際して受けた被害について、パソコン（自宅利用）と携帯電話に分


けて尋ねた。 
 


（３）インターネットを利用して受けた被害 


平成 18 年の 1 年間にパソコン又は携帯電話からインターネットを利用した際に何らかの


被害を受けた世帯の割合は 56.9％で、前年結果に比べ 16.7 ポイント増加した。被害では、


ウィルスを発見あるいはウィルスに感染したことのある割合が 31.7％、ウィルスの被害は


受けないが他の被害を受けた世帯が 25.2％である。（図表 3－13①参照）。 
また、パソコンで何らかの被害を受けた世帯の割合は 56.1％にのぼり、その 37.7％がウ


ィルスによる被害で昨年に比べ急増している。一方、携帯電話で何らかの被害を受けた世


帯の割合は 31.5％である。前年調査に比べ、パソコンと携帯電話ともに被害が増加してい


る（図表 3－13②、③参照）。 
具体的被害の内容は、「迷惑メールを受信」が一番多く、携帯電話では被害の大部分が「迷


惑メールの受信」である（図表 3－14 参照）。 
 


図表 3－13 インターネットを利用して受けた被害状況 
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平成18年末（n=3,633）


ウィルスを発見又は感染 その他の被害 特に被害なし 無回答


※ 平成17年までの数値は、6歳以上の世帯構成員それぞれに対する質問の結果。
　　平成18年の数値はインターネットを利用したことがある人が少なくとも1人はいる世帯に対する質問の結果であるため、　厳密には比較できない。
※ 平成15年末の調査対象は15歳以上。
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図表 3－14 インターネットを利用して受けた被害内容 
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35.3


45.3


36.7


29.2


26.4


22.0


7.2


0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%


平成15年末（n=5,322）


平成16年末（n=7,543）


平成17年末（n=7,619）


平成18年末（n=3,054）


ウィルスを発見又は感染 その他の被害 特に被害なし 無回答


※ 平成17年までの数値は、6歳以上の世帯構成員それぞれに対する質問の結果。
　　平成18年の数値はインターネットを利用したことがある人が少なくとも1人はいる世帯に対する質問の結果であるため、　厳密には比較できない。
※ 平成15年末の調査対象は15歳以上。


③携帯電話


64.1


48.5


23.8


30.0


15.8


19.0


38.9


27.9


19.2


31.6


36.5


40.6


1.5


0.9


0.9


0.8


0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%


平成15年末（n=4,449）


平成16年末（n=6,643）


平成17年末（n=7,498）


平成18年末（n=3,206）


ウィルスを発見又は感染


その他の被害 特に被害なし 無回答


※ 平成17年までの数値は、6歳以上の世帯構成員それぞれに対する質問の結果。
　　平成18年の数値はインターネットを利用したことがある人が少なくとも1人はいる世帯に対する質問の結果であるため、　厳密には比較できない。
※ 平成15年末の調査対象は15歳以上。


単位：％


パソコン又は
携帯電話
(n=3,633）


パソコン
(n=3,054）


携帯電話
(n=3,206）


56.9 56.1 31.5


ウィルスを発見又は感染 31.7 37.7 1.5


ウィルス発見したが感染なし 20.4 24.4 0.9


ウィルスに１度以上感染 14.1 16.8 0.6


迷惑メールを受信 46.7 39.6 30.6


迷惑メールを受信(架空請求を除く) 45.6 38.7 29.6


迷惑メールを受信(架空請求) 7.8 5.2 5.0


不正アクセス 2.5 2.8 0.5


スパイウェアなどによる個人情報の漏洩 2.0 2.1 0.3


ウェブ上(電子掲示板等)での誹謗中傷等 0.7 0.8 0.0


フィッシング 0.6 0.5 0.2


その他(著作権の侵害等) 0.2 0.2 0.0


25.0 36.7 27.9


18.1 7.2 40.6無回答


特に被害はない


何らかの被害を受けた
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（２）1 年間のウィルス感染回数 


過去 1 年間にパソコンでコンピュータウィルスに感染したことがある世帯に対して、そ


の感染頻度を尋ねた。 
過去 1 年間のウィルス感染回数は、「1 回」が 63.6％、「2 回」が 15.6％、「3 回」が 8.9％


である。約 2 割が年 3 回以上感染しており、平均感染回数を試算2すると、約 1.7 回（前年


調査 1.8 回）である（図表 3－15 参照）。 


図表 3－15 過去 1 年間のパソコンのウィルス感染回数 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


（３）迷惑メール受信頻度 


過去 1 年間に迷惑メールを受信した世帯に対し、その受信頻度を尋ねた。パソコン（自


宅利用）と携帯電話の頻度を比べるとパソコンの方が高く、パソコンでは 1 日に 1 通程度


以上受信した世帯が 7 割（71.5％）に達するのに対し、携帯電話ではこの割合が約半数


（48.3％）である。また、1 週間に 1 通程度まで含めると、パソコンで 8 割以上（82.8％）、


携帯電話でも 6 割以上（64.4％）が、日常的に迷惑メールを受信している。前年調査と比


較すると、パソコン、携帯電話ともに増加している（図表 3－16 参照）。 


                                                  
2 それぞれのカテゴリの回数をウェイトとする加重平均から計算。ただし、「5 回以上」のウェイトは 5 とした。 
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55.6


16.7


8.43.18.1 2.2


63.6


15.6
8.9


0.4


9.3


100.0


91.9


36.3


19.6


11.2
8.1


97.8


34.2


18.6


9.7


9.3


0


10


20


30


40


50


60


70


80


90


100


5回以上 4回 3回 2回 1回 無回答


（％）


平成17年末（n=574） 平成18年末（n=502）


平成17年末（累計） 平成18年末（累計）


※ 平成17年の数値は、6歳以上の世帯構成員それぞれに対する質問の結果。
　　平成18年の数値はインターネットを利用したことがある人が少なくとも1人はいる世帯に対する質問の結果であるため、
　　厳密には比較できない。
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図表 3－16 迷惑メール受信頻度 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


①パソコン


14.1
12.2


18.5


6.9 6.6 7.7


15.1


18.9


3.313.95.85.5


8.2


20.6
28.0


14.7


100.0


81.1
66.0


58.3


26.3


51.7


 


44.8


96.7


82.8


71.5


63.3


77.0


42.7


28.0


0


10


20


30


40


50


60


70


80


90


100


1日に
10通以上


1日に
５～９通


1日に
２～４通


1日に
1通程度


3日に
1通程度


1週間に
1通程度


1週間に
1通未満


無回答


（％）


平成17年末（n=1,568） 平成18年末（n=1,182）


平成17年末（累計） 平成18年末（累計）


※ 平成17年の数値は、6歳以上の世帯構成員それぞれに対する質問の結果。
　　平成18年の数値はインターネットを利用したことがある人が少なくとも1人はいる世帯に対する質問の結果であるため、
　　厳密には比較できない。


②携帯電話


20.2


35.2


9.3
5.1


7.9
11.5


6.54.3 8.310.4


19.6


10.0 7.3 8.8


29.5


6.1


44.6


100.0


79.8


35.3


30.222.3


10.8


4.3


10.4


18.7


55.6


38.3


48.3


64.4


93.9


0


10


20


30


40


50


60


70


80


90


100


1日に
10通以上


1日に
５～９通


1日に
２～４通


1日に
1通程度


3日に
1通程度


1週間に
1通程度


1週間に
1通未満


無回答


（％）


平成17年末（n=1,774） 平成18年末（n=957）


平成17年末（累計） 平成18年末（累計）


※ 平成17年の数値は、6歳以上の世帯構成員それぞれに対する質問の結果。
　　平成18年の数値はインターネットを利用したことがある人が少なくとも1人はいる世帯に対する質問の結果であるため、
　　厳密には比較できない。
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６  インターネットのウィルスや不正アクセスへの対応 


 
（１）ウィルスや不正アクセスへの対応 


インターネットを利用したことがある人が少なくとも 1 人はいる世帯に、ウィルスや不


正アクセスへの対応について尋ねた。 
何らかのウィルス対策あるいは不正アクセス対策を行っている世帯は、インターネット


利用者の約 7 割弱（68.3％）となり、前年（57.0％）より 11.3 ポイント増加している。具


体的対応としては、「ウィルスチェックソフトの導入」が最も一般的で約半数（46.4％）が


導入している。続いて「知らない人からのメールや添付ファイル、ＨＴＭＬファイルを不


用意に開かない」（35.6％）、「ファイアウォールの使用」（21.6％）、「プロバイダ等が提供す


るウィルスチェックサービスを利用」（21.2％）、「ＯＳ、ブラウザのアップデート」（21.0％）、


「スパイウェア対策ソフトの導入」（14.8％）が主な対策となっている。時系列で見ると、


特に「ファイアウォールの使用」や「スパイウェア対策ソフトの導入」が増加している（図


表 3－17 参照）。 
また、ブロードバンド回線利用世帯とナローバンド回線利用世帯の対策の違いを見ると、


ブロードバンド利用世帯では約 9 割（89.5％）が何らかの対策を行い、特に「ＯＳ、ブラ


ウザのアップデート」「ファイアウォールの使用」の割合が高く、ナローバンド回線利用世


帯よりも危機意識が高いことがうかがえる（図表 3－18 参照）。 


 


図表 3－17 ウィルスや不正アクセスへの対応 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


59.6


35.9


34.3


12.3


19.8


19.4


8.1


5.6


1.7


2.1


1.6


14.6


25.8


57.0


35.7


30.2


14.4


17.3


17.1


8.0


8.3


6.1


2.3


2.7


1.4


22.1


20.9


68.3


46.4


35.6


21.6


21.2


21.0


14.8


11.6


6.4


4.5


4.0


3.5


1.2


10.6


21.0


0 10 20 30 40 50 60 70


（何らかの対策を実施）


ウィルス対策ソフトの導入


知らない人からのメールや添付ファイル、HTMLファイルを不用意に開かない


ファイアウォールの使用


プロバイダ等が提供するウィルス対策サービスの利用


ＯＳ、ブラウザのアップデート


スパイウェア対策ソフトの導入


ファイル等のバックアップ


メールソフトのアップデートや変更


プロバイダ等が提供するファイアウォールサービスの利用


アカウントごとにパスワードを複数使い分け


パスワードの定期的な変更


その他


何も行なっていない


無回答


（％）


平成16年末(n=8,776）


平成17年末(n=9,174）


平成18年末(n=3,931）


※ 平成17年までの数値は、6歳以上の世帯構成員それぞれに対する質問の結果。
　　平成18年の数値はインターネットを利用したことがある人が少なくとも1人はいる世帯に対する質問の結果であるため、
　　厳密には比較できない。
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図表 3－18 ブロードバンド／ナローバンド回線利用世帯別ウィルスや不正アクセス対応 
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77.8
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25.6


11.8


11.4


4.7


3.6


3.6


3.6


1.7


18.0


4.2


0 20 40 60 80 100


（何らかの対策を実施）


ウィルス対策ソフトの導入


知らない人からのメールや添付ファイル、HTMLファイルを不用意に開かない


ファイアウォールの使用


ＯＳ、ブラウザのアップデート


プロバイダ等が提供するウィルス対策サービスの利用


ファイル等のバックアップ


スパイウェア対策ソフトの導入


メールソフトのアップデートや変更


アカウントごとにパスワードを複数使い分け


プロバイダ等が提供するファイアウォールサービスの利用


パスワードの定期的な変更


その他


何も行っていない


無回答


（％）


ブロードバンド(n=2,163）


ナローバンド(n=1,257）







 


 38


（２）迷惑メール対策 


インターネットを利用したことがある人が少なくとも 1 人はいる世帯に、迷惑メール対


策について、パソコン（自宅利用）と携帯電話に分けて尋ねた。 
何らかの迷惑メール対策を講じている割合は、パソコンが 37.2％、携帯電話が 41.7％で、


対策を講じている割合は、携帯電話の方が高くなっている。 
パソコンで講じられている対策で最も多いのは「メール指定受信機能使用」（15.1％）で、


次いで「アドレスを複雑化」（11.4％）、「「未承諾広告※」拒否機能使用」（8.0％）の順とな


っている。 
携帯電話で最も一般的な対策は「アドレスを複雑化」することで、22.9％が行っており、


次いで「メール指定受信拒否機能使用」（15.3％）、「「未承諾広告※」拒否機能使用」（9.2％）、


「メール指定受信機能使用」（6.9％）が比較的多い対策である。（図表 3－19 参照）。 
 


図表 3－19 迷惑メール対策 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


①パソコン


24.8


8.0


9.7


4.5


2.0


1.6


4.3


45.1


30.1


37.2


15.1


11.4


8.0


2.9


2.2


6.8


49.0


13.8


0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50


(何らかの対策を実施）


メール指定受信拒否機能使用


アドレスを複雑化


「未承諾広告※」拒否機能使用


メール指定受信機能使用


アドレスを一定期間で変更


その他


何も行なっていない


無回答


（％）


平成17年末(n=7,619）


平成18年末(n=3,054）


※ 平成17年の数値は、6歳以上の世帯構成員それぞれに対する質問の結果。
　　平成18年の数値はインターネットを利用したことがある人が少なくとも1人はいる世帯に対する質問の結果であるため、
　　厳密には比較できない。


②携帯電話


43.2


26.9


12.1


7.2


5.4


2.7


1.8


27.5


29.3


41.7


22.9


15.3


9.2


6.9


2.3


1.2


23.3


35.0


0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50


(何らかの対策を実施）


アドレスを複雑化


メール指定受信拒否機能使用


「未承諾広告※」拒否機能使用


メール指定受信機能使用


アドレスを一定期間で変更


その他


何も行なっていない


無回答


（％）


平成17年末(n=7,498）


平成18年末(n=3,206）


※ 平成17年の数値は、6歳以上の世帯構成員それぞれに対する質問の結果。
　　平成18年の数値はインターネットを利用したことがある人が少なくとも1人はいる世帯に対する質問の結果であるため、
　　厳密には比較できない。
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（３）個人情報の保護対策 


インターネットを利用したことがある人が少なくとも 1 人はいる世帯に、個人情報の保


護について、どのような対策を行っているのか尋ねた。 
「何らかの対策を実施している」世帯の割合は、約 6 割（59.0％）である。主な対策と


しては「掲示板などのウェブ上に個人情報を掲載しない」（38.4％）、「軽率にウェブサイト


からダウンロードしない」（32.1％）であった。一方、対策を「何も行っていない」世帯は


約 2 割（20.4％）で、無防備な状態のまま利用している世帯も多い（図表 3－20 参照）。 
 
 


図表 3－20 個人情報の保護対策 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


49.4


31.9


24.2


18.1


21.8


9.6


2.5


33.9


16.7


59.0


38.4


32.1


23.6


23.5


16.1


1.9


20.4


20.6


0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60


(何らかの対策を実施）


掲示板などのウェブ上に個人情報を掲載しない


軽率にウェブサイトからダウンロードしない


懸賞等のサイトの利用を控える


クレジットカード番号の入力を控える


スパイウェア対策ソフトを利用


その他


何も行なっていない


無回答


（％）


平成17年末(n=9,174）


平成18年末(n=3,931）


※ 平成17年の数値は、6歳以上の世帯構成員それぞれに対する質問の結果。
　　平成18年の数値はインターネットを利用したことがある人が少なくとも1人はいる世帯に対する質問の結果であるため、
　　厳密には比較できない。
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（４）フィルタリングソフト等の認知度と利用状況 


18 歳未満の子どもがいる世帯に対し、フィルタリングソフトや携帯電話（PHS も含む）


会社が提供するフィルタリングサービスの認知と利用状況について、パソコンと携帯電話


の利用手段ごとに尋ねた。 
 パソコン利用者は、「聞いたことがある」が 45.4％、「よく知っている」が 26.6％と、約


7 割（72.0％）の人がフィルタリングソフトの存在を知っていることがわかった。一方、携


帯電話利用者は、「聞いたことがある」が 29.3％、「よく知っている」が 12.4％で、フィル


タリングサービスを知る人は約 4 割（41.7％）にとどまった（図表 3－21 参照）。 
 利用している割合は、パソコン利用者で 9.1％、携帯電話利用者では 4.3％と、非常に低


い（図表 3－22 参照）。 
 


図表 3－21 フィルタリングソフト等の認知度 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


図表 3－22 フィルタリングソフト等の利用状況 
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27.7
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聞いたことはある


よく知っている


知らなかった


無回答


（％）


パソコン(n=979）


携帯電話(n=1,044）
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24.0
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利用している


利用していない


利用する必要がない


無回答


（％）


パソコン(n=979）


携帯電話(n=1,044）
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第４章 個人のインターネット利用状況 


 
年齢 6 歳以上の家族全員について、それぞれの過去 1 年間におけるインターネットの利


用状況を尋ねた。 
 
１ インターネット利用率 


（１） 個人のインターネット利用率の動向 


平成 18 年 12 月時点でインターネットを利用する人の割合は、我が国 6 歳以上人口の


75.7％を占め、昨年に比べると 0.8 ポイントの上昇となった。これを男女別に見ると、男性


が 79.8％から 80.4％に、女性が 70.3％から 71.2％に拡大している。また年齢階層別に見る


と、13 歳以上から 59 歳までの年代ではいずれの年齢層も僅かながら減少しているのに対し


て、6～12 歳及び 60 歳以上の年齢層の利用率は増加しており、特に 70 歳以上の年齢層で


の上昇幅が大きい（図表 4－1 参照）。 
 


図表 4－1 インターネット利用率 
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この結果、我が国のインターネット利用者3は、前年の 8,529 万人から 225 万人増加して


8,754 万人となった。人口に対する普及率（人口普及率）も 1.7 ポイント上昇して 68.5％に


達した（図表 4－2 参照）。 
 


図表 4－2 インターネット利用者数及び人口普及率の動向 


 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


                                                  
3 平成 17 年国勢調査（総務省）第 3 表の男女別年齢別人口と平成 20 年完全生命表（厚生労働省）の死亡率から平成 18
年の我が国人口の男女別年齢別人口を推計し、これに各階層のインターネット利用率を乗じて推計。 
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（２） 利用格差要因 


男女、年齢、都市区分、所属世帯年収の各属性が、インターネットの利用率に及ぼす影


響について、多変量解析（数量化Ⅱ類）4を行い、前年と本年を比較した。結果は下図のと


おりである。数値はマイナスに大きいアイテムほどインターネットの利用を阻害し、プラ


スに大きいほど利用を促進する要因であることを示す。 
利用格差をもたらす要因として最も大きいものは年齢である。12 歳以下及び 50 歳以上が


マイナス要因となる。その他の要因としては所属世帯年収の影響が大きく、年収が高いほ


ど利用率にプラスとなるが、それ以上に 400 万円未満では阻害要因となる。一方、「特別区・


政令指定都市・県庁所在地」「その他の市」「町・村」の都市区分と性別の影響は比較的小


さい。 
前年と比較すると、年齢による格差は縮小方向に進んだが、性別・都市区分・所属世帯


年収による格差は拡大傾向が見られた。とりわけ世帯年収では 200 万円～800 万円の世帯


は格差が縮小しているものの、200 万円未満の世帯では唯一格差が拡大している（図表 4－


3 参照）。 


図表 4－3 インターネットの利用格差要因 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


                                                  
4 数量化Ⅱ類：説明変数及び非説明変数ともに質的データ（カテゴリーデータ）である場合に適用される


判別分析のための統計的手法。 
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レンジ
平成16年 平成17年 平成18年


性別 0.30 0.22 0.33


年齢 2.64 2.66 2.31


都市区分 0.54 0.26 0.52


所属世帯年収 0.88 0.84 0.93
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２ インターネットの利用機器と場所 


 
インターネット利用者に対し、端末として使用している機器の種類とインターネットを


使用する場所を尋ねた。 
 


（１）利用機器 


インターネット利用者の使用機器を見ると、パソコンの利用者が 92.0％となり、前年と


逆転して再び携帯電話・ＰＨＳ及び携帯情報端末の利用者（80.9％）を上回った。また、ゲ


ーム機・テレビ等からのアクセスは平成 13 年以降減少傾向にあったが、今年は昨年に比べ


3.8％と倍増している。最も多い利用形態のタイプは、パソコンと携帯電話・ＰＨＳ及び携


帯情報端末を併用する人で約７割（69.7％）に達しており、次いでパソコンからのみ利用す


るという人が 18.6％で昨年と同じ率で推移している。増加を続けていた携帯電話・ＰＨＳ


及び携帯情報端末のみからの利用は 7.9％と、大幅に減少した（図表 4－4 参照）。 
加入者系光ファイバ網の普及に伴い、コンテンツもテキストや静止画から音声や動画へ


と大容量化が進み、移動端末のみでの利用だけではこのような容量の大きなコンテンツを


利用したサービスを満足に享受することができない利用者が増加し、パソコンを併用する


ことによって、利用するサービスごとにパソコンと移動端末を使い分ける傾向の高まった


ことが背景にあると考えられる。 
パソコンと携帯電話・ＰＨＳ及び携帯情報端末のインターネット端末としての併用は、


10 代～40 代で多く、特に 20 代～40 代では 7 割以上が併用している（図表 4－5 参照）。 
使用機器別の利用人口を推計すると、パソコンが 8,055 万人、携帯・ＰＨＳ及び携帯情


報端末が 7,086 万人、ゲーム機・テレビ等が 336 万人となる（図表 4－4 参照）。 
 


図表 4－4 機器別インターネットの利用人口 


 


 
 
 
 


 


 


 


人数 構成 人数 構成 人数 構成 人数 構成 人数 構成 人数 構成


2,953 52.8 3,884 56.0 3,106 40.2 2,106 26.5 1,585 18.6 1,627 18.6


657 11.7 1,061 15.3 1,453 18.8 1,511 19.0 1,921 22.5 688 7.9


26 0.5 135 1.9 82 1.1 4 0.1 1 0.0 3 0.0


1,676 30.0 1,633 23.5 2,834 36.7 4,204 52.9 4,862 57.0 6,099 69.7


21 0.4 24 0.3 33 0.4 17 0.2 7 0.1 6 0.1


110 2.0 129 1.9 60 0.8 14 0.2 20 0.2 36 0.4


151 2.7 76 1.1 164 2.1 92 1.2 133 1.6 292 3.3


ＰＣ 4,890 87.4 5,722 82.4 6,164 79.7 6,416 80.7 6,601 77.4 8,055 92.0


携帯 2,504 44.8 2,794 40.2 4,484 58.0 5,825 73.3 6,923 81.2 7,086 80.9


ゲーム・テレビ等 307 5.5 364 5.2 339 4.4 127 1.6 163 1.9 336 3.8


5,593 100.0 6,942 100.0 7,730 100.0 7,948 100.0 8,529 100.0 8,754 100.0


（注）１　「ＰＣ」はパソコンの略。


　　　２　「携帯」は携帯電話・ＰＨＳ及び携帯情報端末の略。ただし、携帯情報端末は平成13年以前は「ゲーム・テレビ等」に含む。


　　　３　平成13年～18年：インターネット利用者数（本調査推計）×端末別利用率（本調査推計）。


　　　４　平成14年～17年の端末構成割合は当年の人口構成割合で、18年の端末構成割合は当年のインターネット利用者数（本調査推計）の構成割合で比重調整している。


　　　５　再掲の合計は100ではない（複数に該当する者がいる）。


　　　６　四捨五入のため、内訳の和は計に必ずしも一致しない。


単位：％、万人


平成17年末 平成18年末平成13年末 平成14年末 平成15年末 平成16年末


携帯とゲーム・テレビ等


ＰＣとゲーム・テレビ等


ＰＣと携帯とゲーム・テレビ等


計


再掲


ＰＣのみ


携帯のみ


ゲーム・テレビ等のみ


ＰＣと携帯
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図表 4－5 インターネットの利用機器（男女・年齢階層別） 
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ソ
コ
ン


携
帯
電
話
・
Ｐ
Ｈ
Ｓ
及
び
Ｐ
Ｄ
Ａ


ゲ
ー


ム
機
・
Ｔ
Ｖ
等


　全　体 9,805 18.6 7.9 0.0 69.7 0.1 0.4 3.3 92.0 80.9 3.8


６～１２歳 623 36.7 1.8 0.3 56.0 － 1.8 3.5 98.0 61.3 5.6


１３～１９歳 1,118 16.7 4.0 － 75.3 － 0.7 3.3 96.0 82.6 4.0


２０～２９歳 1,519 11.7 6.5 － 76.3 0.2 0.1 5.2 93.3 88.2 5.5


３０～３９歳 1,757 9.4 7.8 0.1 77.7 － 0.3 4.6 92.0 90.1 5.0


４０～４９歳 1,730 13.4 7.1 － 75.5 0.1 0.1 3.7 92.7 86.4 3.9


５０～５９歳 1,741 23.3 8.9 － 66.1 0.1 0.2 1.3 90.9 76.4 1.6


６０～６４歳 523 33.2 9.7 － 55.3 － 0.5 1.4 90.4 66.4 1.9


６５～６９歳 370 27.2 16.7 － 52.5 － 1.2 2.4 83.3 71.6 3.6


７０～７９歳 340 34.2 15.9 － 48.3 － 0.6 1.0 84.1 65.2 1.6


８０歳以上 84 29.0 17.0 － 54.0 － － － 83.0 71.0 －


　男　性 5,131 20.4 6.0 0.1 68.7 0.1 0.5 4.3 93.9 79.1 5.0


６～１２歳 325 36.7 2.5 0.6 53.6 － 2.8 3.8 96.9 59.9 7.2


１３～１９歳 581 18.9 4.3 － 71.6 － 1.2 4.0 95.7 79.9 5.2


２０～２９歳 771 13.1 5.8 － 73.5 0.3 0.1 7.2 93.9 86.8 7.6


３０～３９歳 840 9.4 7.1 0.1 76.5 － 0.4 6.5 92.8 90.1 7.0


４０～４９歳 859 14.4 4.9 － 75.7 0.1 0.1 4.8 95.0 85.5 5.0


５０～５９歳 947 24.8 4.7 － 68.7 － 0.1 1.7 95.3 75.1 1.8


６０～６４歳 316 36.0 6.3 － 56.0 － － 1.7 93.7 64.0 1.7


６５～６９歳 252 34.5 8.9 － 53.2 － 1.3 2.1 91.1 64.2 3.4


７０～７９歳 198 39.5 13.0 － 45.2 － 1.1 1.1 86.9 59.3 2.2


８０歳以上 42 29.6 11.1 － 59.3 － － － 88.9 70.4 －


　女　性 4,674 16.6 10.0 － 70.8 0.1 0.3 2.3 90.0 83.2 2.7


６～１２歳 298 36.6 1.0 － 58.6 － 0.7 3.1 99.0 62.7 3.8


１３～１９歳 537 14.4 3.6 － 79.2 － 0.2 2.6 96.4 85.4 2.8


２０～２９歳 748 10.3 7.2 － 79.3 0.1 － 3.1 92.7 89.7 3.2


３０～３９歳 917 9.5 8.5 － 79.1 － 0.2 2.7 91.5 90.3 2.9


４０～４９歳 871 12.4 9.5 － 75.4 － 0.1 2.6 90.5 87.5 2.7


５０～５９歳 794 21.6 13.7 － 63.2 0.3 0.4 0.8 86.0 78.0 1.5


６０～６４歳 207 29.5 14.2 － 54.1 － 1.1 1.1 85.8 69.4 2.2


６５～６９歳 118 15.5 29.1 － 51.5 － 1.0 2.9 70.9 83.5 3.9


７０～７９歳 142 28.3 19.2 － 51.7 － － 0.8 80.8 71.7 0.8


８０歳以上 42 28.6 21.4 － 50.0 － － － 78.6 71.4 －


（注）無回答は除いている。また、インターネット利用者数（本調査推計）の構成割合で比重調整している。


集
計
人
数


インターネットの端末機器パターン 再掲
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(２) 利用場所 


パソコンからのインターネット利用場所を見ると、83.2％の人が「自宅」からインターネ


ットに接続しており、「職場」、「学校」という人は、それぞれ 33.7％、12.2％となっている


（図表 4－6 参照）。 
上記以外の外出先からインターネットを利用している人は 12.2％であった。外出先の中


で一番多いのは「インターネットカフェ」で 4.9％、次いで「ホテル等の宿泊施設」（4.0％）、


「公共施設（役所、図書館、公民館等）」（3.8％）の順となっている。昨年までは「公共施


設（役所、図書館、公民館等）」が外出先での利用としては最も多かったが、今年はその順


位を落としている（図表 4－6 参照）。また世代別に見ると、20 代から 40 代の男性と 20 代


の女性、とりわけ 30 代の男性では 2 割以上が自宅、職場、学校以外の外出先からインター


ネットを利用している（図表 4－7 参照）。 
 


図表 4－6 パソコンからのインターネット利用場所 
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図表 4－7 パソコンからのインターネット利用場所（男女・年齢階層別） 
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３ 携帯インターネットの利用 


 
（１） 個人の携帯インターネット利用率の動向 


 平成 18 年末の携帯インターネットの利用率5は 53.5％となり、昨年の 57.0％から 3.5 ポ


イント減少した。世代別に見ると、13～19 歳及び 20 代から 60 代までの年齢層での利用率


が減少して全体を押し下げた。また、6～12 歳の利用率が昨年から 14.7 ポイント増加して


37.1％となり大きく上昇した。（図表 4－8①参照）。 
 また、都市規模が小さくなるにつれて利用率が低くなる傾向が続いているが、特に「町・


村」では昨年から 10.8 ポイント減少して 39.2％となり、「特別区・政令指定都市・県庁所


在地」「その他の市」との格差が広がっている。収入別では、特に 200 万円未満の層の利用


率の減少が顕著で、収入別の格差が広がっている（図表 4－8②～④参照）。 
 


図表 4－8 携帯インターネットの利用率 


 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


                                                  
5 ここでの携帯インターネット利用率は、各属性の調査対象全体に占める携帯インターネット利用者の比率。 
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（２） 利用格差要因 


携帯インターネット利用率に対する男女、年齢、都市区分、所属世帯年収の各属性によ


る影響について、多変量解析（数量化Ⅱ類）を行った。結果は下図のとおりである。数値


はマイナスに大きいアイテムほど携帯インターネットの利用を阻害し、プラスに大きいほ


ど利用を促進する要因であることを示す。 
利用格差をもたらす要因として最も大きいものは年齢である。50 代を境にプラスからマ


イナス要因となる。一方これまでマイナス要因となっていた所属世帯年収は年収の違いに


よる影響はほぼなくなりつつある。また、「特別区・政令指定都市・県庁所在地」「その他


の市」「町・村」の都市区分及び性別の違いによる影響はほとんどない。前年に比べると、


性別における男性・女性で格差要因が逆転している（図表 4－9 参照）。 
 


図表 4－9 携帯インターネットの利用格差要因 
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４ ブロードバンド回線の利用 


 
（１）ブロードバンド利用率 


自宅からパソコンを使ってインターネットをする際に、ブロードバンド回線を利用して


いるかどうかを尋ねた。なお、ここでいうブロードバンド回線とは、ケーブルテレビ回線、


光回線（ＦＴＴＨ回線）、固定無線回線（ＦＷＡ）、ＤＳＬ回線、第 3 世代携帯電話回線の


いずれかを指す。 
自宅からパソコンを使ってインターネットをする際に、ブロードバンド回線を利用して


いる人の割合は、人口の 39.3％（前年比 3.2 ポイント増）、またインターネット利用者の


78.0％（前年比 6.7 ポイント増）である（図表 4－10 参照）。 


図表 4－10 「自宅」でのブロードバンド回線の利用 


 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


【世代別】


7.4


1.23.8
7.0


15.9


29.5


43.146.745.645.6


30.532.2


37.636.1


50.0 51.5 49.5 47.0


33.4


20.6


11.0


3.7 1.1


61.0


39.3


56.8


38.4


1.3


53.1


37.0


22.0


15.8


54.1


78.0
82.5


79.7 78.3 77.6 80.5
76.0


70.7


76.0


69.1


51.8


0


10


20


30


40


50


60


70


80


90


全体 6～12歳 13～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～64歳 65～69歳 70～79歳 80歳以上


（％）


ブロードバンド利用率
（平成16年末)


ブロードバンド利用率
（平成17年末)


ブロードバンド利用率
（平成18年末)


自宅でのインターネット利用者
のブロードバンド比率
(平成18年末）


【性別】


32.2
36.9


27.8 31.636.1 40.8 43.8
39.3 35.1


78.0 78.5 77.3


0


10


20


30


40


50


60


70


80


90


全体 男性 女性


（％）


【都市区分別】


17.4


30.6


42.7


32.2
42.3


36.1 34.0
27.9


37.4
39.3


21.6


47.4


65.3


77.1
81.278.0


0


10


20


30


40


50


60


70


80


90


全体 特別区・政令指定都市・
県庁所在地


その他の市 町・村


（％）







 


 51


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成18年末のブロードバンド利用者数は、パソコンからのインターネット利用者数8,055


万人に、パソコンからのインターネット利用における利用場所（自宅、職場及び学校）の


各割合を乗じて算出した各場所における利用者数に、それぞれ対応するブロードバンド利


用率を乗じて算出した。その結果、ブロードバンド利用者数は 5,687 万人となり、前年よ


り 1,105 万人増加したものと推計される。また、インターネット利用者に占める割合は


65.0％となり、さらにブロードバンドの利用が進展している（図表 4－11 参照）。 
 


図表 4－11 ブロードバンド利用者数 
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（２）ブロードバンドの利用格差要因 


男女、年齢、都市区分、世帯年収の各属性が、ブロードバンドの利用に及ぼす影響につ


いて、多変量解析（数量化Ⅱ類）を行った。なお、ブロードバンドを利用していない人に


は、インターネットを利用しているがブロードバンドを利用していないという人のほかに、


インターネットを利用していない人も含めている。 
結果は下図のとおりである。数値はマイナスに大きいアイテムほどブロードバンド利用


を阻害し、プラスに大きいほど利用を促進する要因であることを示す。 
利用に最も強い影響を及ぼすのは昨年同様に年齢、次いで所属世帯年収、都市区分、性


別の順となっている。昨年度と比較すると、所属世帯年収の影響が弱まる一方で、年齢が


マイナス要因として現れてきている（図表 4－12 参照）。 
 


図表 4－12 ブロードバンドの利用格差要因 
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　抽出して分析。平成18年は抽出せずに全データ
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レンジ
平成16年 平成17年 平成18年


性別 0.44 0.37 0.32


年齢 2.01 2.23 2.05


都市区分 1.32 0.62 0.76


所属世帯年収 1.23 1.47 1.23
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５ 公衆無線ＬＡＮサービスの利用 


 
（１）公衆無線ＬＡＮサービスの利用経験 


過去 1 年間のホテル・レストラン等の店舗や空港・駅などの公共空間における公衆無線


ＬＡＮサービスの利用経験について尋ねた。 
公衆無線ＬＡＮサービスの利用経験者は、インターネット利用者の 6.1％で、昨年からは


0.1 ポイントの減とほぼ横ばいであった。最も利用経験者の割合が高い世代は 20 代で 9.1％
の人が経験しており、20 歳から 65 歳まではおおむね 5％を超えている（図表 4－13 参照）。 


図表 4－13 公衆無線ＬＡＮサービスの利用経験 


 
 
 
 
 
 
 
 
 


（２）公衆無線ＬＡＮサービスの利用場所 


公衆無線ＬＡＮサービスの利用経験者に、その利用場所を尋ねた。 
 最も利用経験者の多いのは「ホテル等の宿泊施設」で、55.6％（前年比 5.5 ポイント増）


が利用している。「空港・駅等の公共空間」（38.0％）、「レストラン・喫茶店等の飲食店」


（17.1％）は昨年とほぼ同じ利用率であった。「その他の店舗」の割合は前年比 7.1 ポイン


ト減の 10.6％となった（図表 4－14 参照）。 


図表 4－14 公衆無線ＬＡＮサービスの利用場所 
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（３）公衆無線ＬＡＮサービスの利用頻度 


同様に公衆無線ＬＡＮサービスの利用経験者に、その利用頻度を尋ねた。 
 公衆無線ＬＡＮサービスを週に 1 回以上利用するという人の割合は、「ほぼ毎日」利用す


る人が 4.7％、「週に少なくとも 1 回」利用する人が 10.5％で、あわせて 15.2％となった。


依然として日常的に利用する人は少なく、月に 1 回未満の頻度の利用者が半数以上（60.7％）


を占めるなど、多くの人がまだ限られた機会での利用に留まっている（図表 4－15 参照）。 
 


図表 4－15 公衆無線ＬＡＮサービスの利用頻度 
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６ インターネットの利用頻度 


 
インターネットを使用した場所に関係なく、どのくらいの頻度でインターネットを利用


しているか、パソコンと携帯電話のそれぞれについて、6 歳以上の利用者に尋ねた。 
 


（１）利用頻度 


パソコンからの利用について見ると、インターネット利用者のうち、「毎日少なくとも 1
回は利用」する割合は 41.1％である。またこれに「週に少なくとも 1 回は利用」する人を


加えると、全体の約 7 割（68.6％）が週に 1 回以上の頻度でインターネットを利用してい


ることになる。 
一方、携帯電話からの利用では、「毎日少なくとも 1 回は利用」する人は 36.0％（前年比


19.3 ポイント減）となり、昨年に比べ大きく減少している。（図表 4－16 参照）。 


図表 4－16 インターネットの利用頻度 
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（２）属性別利用頻度 


①年齢階層 
インターネットの利用頻度には年齢階層による違いが見られる。パソコンからの利用の


場合、20 代から 40 代では約 5 割の利用者が「毎日少なくとも 1 回は利用」しているが、


年齢層が上がるにつれて利用率は徐々に低下し、65 歳以上では 26.6％と利用率の高い世代


の半分程度となっている。 
一方、携帯電話からの利用では、13～19 歳と 20 代の利用頻度が高く、20 代では 5 割を


越える利用者が「毎日少なくとも 1 回は利用」しているが、30 代以上ではそれが 3 割前後


まで急に減少する（図表 4－17 参照）。 
 


②利用通信回線 
自宅パソコンからのインターネット利用者について、通信回線による利用頻度の違いを


見ると、ブロードバンド回線利用者とナローバンド利用者では利用頻度に差があり、ブロ


ードバンド利用者では、約半数（50.4％）が毎日利用しているのに対し、ナローバンド利用


者では毎日利用する人が 31.0％と低い（図表 4－18 参照）。 
 


図表 4－17 インターネットの利用頻度（年齢階層別） 
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図表 4－18 パソコンからのインターネットの利用頻度（通信回線別） 


 
 
 
 
 
 
 
 


②携帯電話


36.0


7.9


47.4


52.5


34.3


33.6


30.3


29.9


16.6


19.5


8.9


19.0


21.0


23.9


19.7


16.1


17.4


16.2


11.0


6.8


8.1


9.2


14.3


12.4


10.5


7.4


12.4


10.4


12.4


4.6


5.1


12.6


13.2


13.4


10.5


12.1


23.1


63.9


20.9


12.2


14.9


21.0


29.7


34.8


42.7


0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%


全　体


６～１２歳


１３～１９歳


２０～２９歳


３０～３９歳


４０～４９歳


５０～５９歳


６０～６４歳


６５歳以上


ｎ＝7,714


毎日少なくとも1回は利用 週に少なくとも1回は利用


月に少なくとも1回は利用


無回答それ以下


41.1


50.4


31.0


27.5


30.2


31.9


12.1


11.1


17.8


7.2


5.4


9.5


12.2


2.9


9.8


0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%


全　体(n=8,796）


ブロードバンド(n=5,699）


ナローバンド(n=1,307）


毎日少なくとも1回は利用 週に少なくとも1回は利用


月に少なくとも1回は利用


無回答それ以下







 


 58


７ インターネットで利用する機能・サービスと目的・用途 


 
過去 1 年間においてインターネットを利用した機能・サービス及び目的・用途について、


パソコンから利用する場合と携帯電話から利用する場合にわけて 6 歳以上の利用者にそれ


ぞれ尋ねた。 
 


（１）インターネットで利用する機能・サービスと目的・用途 


インターネットで利用する機能・サービスは、パソコンと携帯電話で大きな違いが見ら


れる。パソコンでは第 1 位が「企業・政府等のホームページ（ウェブ）・ブログ（ウェブロ


グ）」（61.4％）、次いで「個人のホームページ（ウェブ）・ブログ（ウェブログ）」（46.2％）、


「電子メール（メールマガジンを除く）」（45.3％）、「メールマガジン」（19.5％）、「インタ


ーネットオークション」（17.4％）、「電子掲示板（ＢＢＳ）・チャット」（15.1％）の順位で


あるのに対し、携帯電話では第 1 位が「電子メール（メールマガジンを除く）」（43.1％）、


次いで「企業・政府等のホームページ（ウェブ）・ブログ（ウェブログ）」（17.9％）、「個人


のホームページ（ウェブ）・ブログ（ウェブログ）」（12.5％）の順で、ホームページ・ブロ


グは電子メールの利用の半分以下である。パソコンでは多様な機能・サービスを利用して


いるのに対し、携帯電話では電子メールが利用の中心となっている（図表 4－19 参照）。 


図表 4－19 インターネットで利用する機能・サービス（パソコンと携帯電話の比較） 
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また、目的・用途については、パソコンでは第 1 位が「情報入手（電子掲示板以外のホ


ームページ閲覧、メールマガジン受信等）」（67.5％）、次いで「連絡・情報交換（メール受


発信、電子掲示板の閲覧・書込み等）」（55.0％）、「商品・サービスの購入・取引（デジタル


コンテンツの購入及び金融取引を除く）」（41.4％）の順位であるのに対し、携帯電話では第


1 位が「連絡・情報交換（メール受発信、電子掲示板の閲覧・書込み等）」（59.5％）、次い


で「情報入手（電子掲示板以外のホームページ閲覧、メールマガジン受信等）」（28.0％）で


ある。携帯電話の用途は、パソコンに比べコミュニケーションに重心があると言える（図


表 4－20 参照）。 
 


図表 4－20 インターネットの目的・用途（パソコンと携帯電話の比較） 
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(２) ブロードバンド／ナローバンド回線利用者別インターネットで利用する機能・サービ 


スと目的・用途 


ブロードバンド回線利用者は、ナローバンド回線利用者に比べ、様々な用途にインター


ネットをより活用していることがうかがえる。特に「電子ファイルの交換・ダウンロード


（P2P、FTP など）」は、その全体利用率はまだ低いもののブロードバンドでの利用がナロ


ーバンドの 2 倍以上となっている。（図表 4－21、図表 4－22 参照）。 


図表 4－21 ブロードバンド／ナローバンド回線利用者別利用機能・サービス 
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図表 4－22 ブロードバンド／ナローバンド回線利用者別利用目的・用途 
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その他


無回答


（％）


ブロードバンド(n=5,699）


ナローバンド(n=1,307）







 


 62


（３） 年齢別インターネットで利用する機能・サービスと目的・用途 


年齢別にパソコンと携帯電話を併せたインターネットで利用する機能・サービスを見る


と、すべての世代で企業・政府等あるいは個人の「ホームページ（ウェブ）・ブログ（ウェ


ブログ）」と「電子メール（メールマガジンを除く）」が第 1 位から第 3 位までを占める（図


表 4－23 参照）。 
目的・用途は、すべての世代で、「連絡・情報交換（メール受発信、電子掲示板の閲覧・


書込み等）」及び「情報入手（電子掲示板以外のホームページ閲覧、メールマガジン受信等）」


が 1 位から 2 位を占める。一方、「6～12 歳」では第 3 位に「オンラインゲーム（ネットゲ


ーム）への参加」が入っている（図表 4－24 参照）。 


図表 4－23 年齢別インターネットで利用する機能・サービス 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


単位：％


ｎ 1位 2位 3位 4位 5位


9,507 企業・政府等の
ホームページ(ウェ
ブ)・ブログ(ウェブロ
グ)


電子メール
(メールマガジンを
除く)


個人のホームペー
ジ(ウェブ)・ブログ
(ウェブログ)


メールマガジン インターネットオー
クション


59.3 55.6 45.2 21.6 17.4
６～１２歳 604 企業・政府等の


ホームページ(ウェ
ブ)・ブログ(ウェブロ
グ)


個人のホームペー
ジ(ウェブ)・ブログ
(ウェブログ)


電子メール
(メールマガジンを
除く)


電子掲示板(ＢＢ
Ｓ）・チャット


メールマガジン


49.4 33.4 16.4 5.7 5.5
１３～１９歳 1,111 電子メール


(メールマガジンを
除く)


個人のホームペー
ジ(ウェブ)・ブログ
(ウェブログ)


企業・政府等の
ホームページ(ウェ
ブ)・ブログ(ウェブロ
グ)


メールマガジン 電子掲示板(ＢＢ
Ｓ）・チャット


51.1 51.0 50.9 19.0 17.7
２０～２９歳 1,502 電子メール


(メールマガジンを
除く)


企業・政府等の
ホームページ(ウェ
ブ)・ブログ(ウェブロ
グ)


個人のホームペー
ジ(ウェブ)・ブログ
(ウェブログ)


インターネットオー
クション


メールマガジン


60.5 59.7 51.2 26.1 25.8
３０～３９歳 1,726 電子メール


(メールマガジンを
除く)


企業・政府等の
ホームページ(ウェ
ブ)・ブログ(ウェブロ
グ)


個人のホームペー
ジ(ウェブ)・ブログ
(ウェブログ)


メールマガジン インターネットオー
クション


69.6 69.4 58.0 32.3 26.2
４０～４９歳 1,702 企業・政府等の


ホームページ(ウェ
ブ)・ブログ(ウェブロ
グ)


電子メール
(メールマガジンを
除く)


個人のホームペー
ジ(ウェブ)・ブログ
(ウェブログ)


メールマガジン インターネットオー
クション


67.9 64.1 47.7 26.6 19.4
５０～５９歳 1,687 企業・政府等の


ホームページ(ウェ
ブ)・ブログ(ウェブロ
グ)


電子メール
(メールマガジンを
除く)


個人のホームペー
ジ(ウェブ)・ブログ
(ウェブログ)


メールマガジン インターネットオー
クション


58.8 51.9 34.0 15.9 11.4
６０～６４歳 486 企業・政府等の


ホームページ(ウェ
ブ)・ブログ(ウェブロ
グ)


電子メール
(メールマガジンを
除く)


個人のホームペー
ジ(ウェブ)・ブログ
(ウェブログ)


インターネットオー
クション


メールマガジン


52.9 47.1 30.8 9.7 9.5
６５歳以上 689 電子メール


(メールマガジンを
除く)


企業・政府等の
ホームページ(ウェ
ブ)・ブログ(ウェブロ
グ)


個人のホームペー
ジ(ウェブ)・ブログ
(ウェブログ)


メールマガジン インターネットオー
クション


37.3 33.6 23.1 7.5 5.3


【全　体】


年
齢
階
層
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図表 4－24 年齢別インターネットの目的・用途 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


 


単位：％


ｎ 1位 2位 3位 4位 5位


9,507 連絡・情報交換
（メール受発信、電
子掲示板の閲覧・
書込み等）


情報入手（電子掲
示板以外のホーム
ページ閲覧、メー
ルマガジン受信
等）


商品・サービスの
購入・取引（デジタ
ルコンテンツの購
入及び金融取引を
除く）


デジタルコンテンツ
（音楽・音声、映
像、ゲームソフト
等）の入手・聴取


クイズ・懸賞応募、
アンケート等


69.2 66.7 41.4 27.6 14.8
６～１２歳 604 情報入手（電子掲


示板以外のホーム
ページ閲覧、メー
ルマガジン受信
等）


連絡・情報交換
（メール受発信、電
子掲示板の閲覧・
書込み等）


オンラインゲーム
（ネットゲーム）へ
の参加


デジタルコンテンツ
（音楽・音声、映
像、ゲームソフト
等）の入手・聴取


クイズ・懸賞応募、
アンケート等


56.8 28.6 18.0 11.5 4.5
１３～１９歳 1,111 連絡・情報交換


（メール受発信、電
子掲示板の閲覧・
書込み等）


情報入手（電子掲
示板以外のホーム
ページ閲覧、メー
ルマガジン受信
等）


デジタルコンテンツ
（音楽・音声、映
像、ゲームソフト
等）の入手・聴取


商品・サービスの
購入・取引（デジタ
ルコンテンツの購
入及び金融取引を
除く）


オンラインゲーム
（ネットゲーム）へ
の参加


69.4 68.1 48.0 28.4 18.2
２０～２９歳 1,502 連絡・情報交換


（メール受発信、電
子掲示板の閲覧・
書込み等）


情報入手（電子掲
示板以外のホーム
ページ閲覧、メー
ルマガジン受信
等）


商品・サービスの
購入・取引（デジタ
ルコンテンツの購
入及び金融取引を
除く）


デジタルコンテンツ
（音楽・音声、映
像、ゲームソフト
等）の入手・聴取


就職・転職関係
（求人情報入手、
採用応募等）


74.0 69.3 49.1 42.2 18.6
３０～３９歳 1,726 連絡・情報交換


（メール受発信、電
子掲示板の閲覧・
書込み等）


情報入手（電子掲
示板以外のホーム
ページ閲覧、メー
ルマガジン受信
等）


商品・サービスの
購入・取引（デジタ
ルコンテンツの購
入及び金融取引を
除く）


デジタルコンテンツ
（音楽・音声、映
像、ゲームソフト
等）の入手・聴取


クイズ・懸賞応募、
アンケート等


81.5 77.6 58.5 33.4 22.9
４０～４９歳 1,702 連絡・情報交換


（メール受発信、電
子掲示板の閲覧・
書込み等）


情報入手（電子掲
示板以外のホーム
ページ閲覧、メー
ルマガジン受信
等）


商品・サービスの
購入・取引（デジタ
ルコンテンツの購
入及び金融取引を
除く）


デジタルコンテンツ
（音楽・音声、映
像、ゲームソフト
等）の入手・聴取


クイズ・懸賞応募、
アンケート等


77.3 73.5 50.7 27.8 20.9
５０～５９歳 1,687 連絡・情報交換


（メール受発信、電
子掲示板の閲覧・
書込み等）


情報入手（電子掲
示板以外のホーム
ページ閲覧、メー
ルマガジン受信
等）


商品・サービスの
購入・取引（デジタ
ルコンテンツの購
入及び金融取引を
除く）


デジタルコンテンツ
（音楽・音声、映
像、ゲームソフト
等）の入手・聴取


クイズ・懸賞応募、
アンケート等


66.9 61.9 36.3 13.0 10.2
６０～６４歳 486 連絡・情報交換


（メール受発信、電
子掲示板の閲覧・
書込み等）


情報入手（電子掲
示板以外のホーム
ページ閲覧、メー
ルマガジン受信
等）


商品・サービスの
購入・取引（デジタ
ルコンテンツの購
入及び金融取引を
除く）


金融取引（ネットバ
ンキング、ネットト
レード等）


クイズ・懸賞応募、
アンケート等


59.0 51.2 29.2 12.7 7.9
６５歳以上 689 連絡・情報交換


（メール受発信、電
子掲示板の閲覧・
書込み等）


情報入手（電子掲
示板以外のホーム
ページ閲覧、メー
ルマガジン受信
等）


商品・サービスの
購入・取引（デジタ
ルコンテンツの購
入及び金融取引を
除く）


金融取引（ネットバ
ンキング、ネットト
レード等）


デジタルコンテンツ
（音楽・音声、映
像、ゲームソフト
等）の入手・聴取


49.3 39.4 23.8 8.0 5.8


【全　体】


年
齢
階
層
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第５章 個人のインターネットによる物品・サービスの購入状況等 


 
１ インターネットによる物品・サービスの購入経験 


 
過去 1 年間のインターネットの目的・用途をインターネット利用者に尋ねる設問におい


て「物品・サービスの購入・取引」を挙げた年齢 6 歳以上の人を、インターネットによる


物品・サービスの購入経験者とみなして分析を行った。 
 
パソコンあるいは携帯電話から過去 1 年間にインターネットを介して物品・サービスを


購入した人は、6 歳以上のインターネット利用者の 41.4％を占め、前年調査の 36.2％より


5.2 ポイント増加した。世代別では 20 代から 40 代の利用が盛んで、特に 30 代では過半数


（58.5％）が購入経験を持っている。どの世代でも前年より購入経験者が増加した（図表 5


－1①参照）。 
パソコンと携帯電話を分けて見ると、パソコンでは 41.4%（前年調査 39.7％）、携帯電話


では 12.2%（同 8.6％）と、パソコンからの購入経験者が圧倒的に多い（図表 5－1②,③参


照）。 
 


図表 5－1 インターネットによる物品・サービスの購入経験者の割合 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


①パソコン又は携帯電話からの購入経験


49.1


58.5


36.3


29.2


23.8


34.5


5.3


18.5


21.3


40.2


48.7


42.2


30.7


24.0


19.818.8


25.7


32.0


43.6


48.3


43.8


29.1


25.8


36.2


4.8
2.8


34.3


41.4


28.4


50.7


0


10


20


30


40


50


60


全　体 ６～１２歳 １３～１９歳 １５～１９歳 ２０～２９歳 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０～６４歳 ６５歳以上


（％）


平成16年末（n=8,649） 平成17年末（n=8,985） 平成18年末（n=9,507）
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②パソコンからの購入経験


41.4


2.9


25.0


47.2


58.8


51.6


37.9


31.9


25.8


33.1
34.7


41.9


58.6
61.6


49.0


23.9


44.6


2.3


55.9


43.7


32.7


21.0


14.5


3.5


45.4


37.7


26.1


0


10


20


30


40


50


60


70


全　体 ６～１２歳 １３～１９歳 ２０～２９歳 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０～６４歳 ６５歳以上


（％）


全体（n=8,796） 男性（n=4,707） 女性（n=4,089）


③携帯電話からの購入経験


6.6
5.5


6.5


4.4


7.1


11.9


16.2


18.5


11.2


1.1


12.2


1.1


12.2 12.6


16.2 16.6


13.4


7.5


3.6


6.7
6.2


10.3


15.8


9.9


12.2


20.8


1.1


0


5


10


15


20


25


全　体 ６～１２歳 １３～１９歳 ２０～２９歳 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０～６４歳 ６５歳以上


（％）


全体（n=7,714） 男性（n=3,942） 女性（n=3,722）
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２ インターネットで購入した物品・サービスの種類 


 
インターネットで物品・サービスを購入した年齢 15 歳以上の人に、過去 1 年間に購入し


た物品・サービスの具体的種類を、パソコンと携帯電話について別々に尋ねた。 
 
パソコンからインターネットで購入する物品・サービスでは、「書籍・ＣＤ・ＤＶＤ」が


最も一般的で、購入経験者の 41.0％がこれを挙げている。続いて「趣味関連品・雑貨」


（37.4％）、「衣料品・アクセサリー類」（35.6％）、「各種チケット・クーポン・商品券」（26.3％）、


「パソコン関連」（24.4％）、を挙げる人が多い（図表 5－2 参照）。 
一方、携帯電話からインターネットで購入する最も一般的な物品・サービスは、「衣料品・


アクセサリー類」（25.4％）である。続いて、「趣味関連品・雑貨」（18.8％）、「書籍・ＣＤ・


ＤＶＤ」（17.4％）、「各種チケット・クーポン・商品券」（14.2％）の順で多く挙げられてい


る（図表 5－2 参照）。 
 


図表 5－2 インターネットで購入した物品・サービス 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


41.0


37.4


35.6


26.3


24.4


22.2


21.3


17.7


11.0


6.1


17.4


18.8


25.4


14.2


4.9


8.9


6.3


7.0


3.9


33.4


0 10 20 30 40 50


書籍・ＣＤ・ＤＶＤ（電子書籍などデジタル
　　　　　　　　配信されるものは含めない）


趣味関連品・雑貨（玩具、ゲームソフト、
　　　楽器、スポーツ用品、文房具など）


衣料品・アクセサリー類


　　　　　　　　　　　　　各種チケット・クーポン・商品券
（交通機関、コンサートなどのチケット、ギフト券など）


　　　　　　　パソコン関連（パソコン本体、周辺機器、
ＯＳ等のソフトウェア(DVD-ROM等の物品に限る））


食料品（食品、飲料、酒類）


旅行関係（パック旅行申込、旅行用品購入等）


金融取引（インターネットによる銀行・証券・保険取引など）


その他（耐久消費財、ギフト商品など）


無回答


（％）


パソコン(n=3,525）


携帯電話(n=899）


※対象は15歳以上の者のみ。
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３ インターネットで購入した物品・サービスの金額 


 
インターネットで物品・サービスを購入した 15 歳以上の人に、その 1 年間の購入金額（消


費税を含む）を、パソコンと携帯電話について別々に尋ねた。 
 
パソコンの場合、購入金額で最も多いのは「10,001 円～30,000 円以下」で、23.3％が該


当する。次いで「10,000 円以下」が多く 22.0％が該当し、30,000 円以下が約 5 割を占める。


一方、10 万円以上の購入者も全体の約 2 割（18.2％）、50 万円以上の高額購入者も 2.8％を


占め、平均購入額を試算すると6、87,758 円（前年 98,433 円）となる（図表 5－3①参照）。 
一方、携帯電話の場合、パソコンよりは全体的に少額で 4 割弱（36.4％）が「10,000 円


以下」である。しかし、50 万円を超える購入者も 1.4％存在し、平均購入額を試算すると


48,465 円（前年 55,431 円）となり、前年からやや減少している（図表 5－3②参照）。 
 


図表 5－3 インターネットで購入した物品・サービスの合計購入金額の分布 


 
 
 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 


                                                  
6 平均購入金額は、「10,000 円以下」は 5,000 円、「1,000,001 円以上」は 1,000,001 円、その外のカテゴ


リでは中間の金額をとって算出。 


①パソコンからの購入


6.4


20.2
23.1


15.415.9


9.3


5.7
2.02.0 1.51.3 6.1


9.3
14.9


16.4


23.3
22.0


5.3


33.1


49.5


72.8


100.0


18.2


94.7


8.9


1.3 2.8
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100


1,000,001円
以上


500,001円～
1,000,000円以下


200,001円～
500,000円以下


100,001円～
200,000円以下


50,001円～
100,000円以下


30,000円～
50,000円以下


10,001円～
30,000円以下


10,000円
以下


無回答


（％）


平成17年末（n=2,973） 平成18年末（n=3,525）


平成18年末（累計）


※対象は15歳以上の者のみ。


平均購入額
平成17年末：98,433円
平成18年末：87,758円


②携帯電話からの購入


1.1 0.8 1.2


3.4


5.4


10.4


21.1


28.3 28.3


20.4


36.4


19.5


11.7


5.7
3.21.81.1 0.3


23.7


79.6


100.0


43.2


12.0


3.2
1.1 1.4 6.4


0


20


40


60


80


100


1,000,001円
以上


500,001円～
1,000,000円以下


200,001円～
500,000円以下


100,001円～
200,000円以下


50,001円～
100,000円以下


30,000円～
50,000円以下


10,001円～
30,000円以下


10,000円
以下


無回答


（％）


平成17年末（n=617） 平成18年末（n=899）


平成18年末（累計）


※対象は15歳以上の者のみ。


平均購入額
平成17年末：55,431円
平成18年末：48,465円







 


 68


また、世代別のパソコンによる平均購入金額は、40 代と 60 歳以上では 10 万円を超えて


いる（図表 5－4①参照）。 
 
 


図表 5－4 年齢階層別インターネットによる平均購入金額 
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（円）
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※対象は15歳以上の者のみ。


②携帯電話からの購入
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（円）
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※対象は15歳以上の者のみ。
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４ インターネットで購入する場合の決済方法 


 
インターネットで商品・サービスを購入した年齢 15 歳以上の人に、その決済方法につい


て尋ねた。 
 
インターネットで購入する場合の最も一般的な決済方法は「商品配達時の代金引換」で


あり、42.1％が利用している。次いで利用されている決済方法は、「クレジットカード払い


（配達時を除く）」（41.5％）、「銀行・郵便局の窓口・ＡＴＭでの支払い」（32.2％）、「コン


ビニエンスストアカウンターでの支払い」（22.8％）の順である。（図表 5－5 参照）。 
 


図表 5－5 インターネットで購入する場合の決済方法 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


n=3,813


42.1


41.5


32.2


22.8


10.1


10.0


3.0


0.7


8.2


0 10 20 30 40 50


商品配達時の代金引換


クレジットカード払い(配達時を除く)


銀行・郵便局の窓口・ＡＴＭでの支払い


コンビニエンスストアカウンターでの支払い


現金（配達時やコンビニエンスストアでの支払いを除く）


インターネットバンキング・モバイルバンキングによる支払い


通信料金・プロバイダ利用料金への上乗せによる支払い


その他


無回答


（％）


※対象は15歳以上の者のみ。
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「クレジットカード」「インターネットバンキング・モバイルバンキング」「通信料金・


プロバイダ利用料金への上乗せ」を電子決済、その他の「銀行・郵便局の窓口・ＡＴＭ」「コ


ンビニエンスストアカウンター」「代金引換」「現金」を非電子決済に分類すると、電子決


済のみの利用が 20.6％、電子決済と非電子決済との併用が 25.2％で、これらを合わせると


約半数の 45.8％が何らかの形で電子決済を利用している。これは昨年の 75.1％から 29.3 ポ


イントの減少となっており、電子決済の利用者は一昨年の水準まで低下している（図表 5


－6 参照）。 
 


図表 5－6 インターネットで購入する場合の電子決済の利用 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


 


21.9


39.9


20.6


24.1


35.2


25.2


48.0


17.6


45.5


5.9


7.4


8.7


0% 20% 40% 60% 80% 100%


平成16年末(n=2,951)


平成17年末(n=3,203)


平成18年末(n=3,813)


電子決済のみ 電子決済と非電子決済併用 非電子決済のみ 無回答


※対象は15歳以上の者のみ。
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５ インターネットで商品・サービスを購入する理由 


年齢 15 歳以上のインターネット利用者のうち、過去 1 年間にインターネットを使って商


品・サービスを購入した人に対し、インターネットを使って商品・サービスを購入する理


由を尋ねた。 
 
 インターネットを使って商品・サービスを購入する理由として挙げられた第 1 位は、「店


舗の営業時間を気にせず買い物ができるから」（51.4％）。次いで「一般の商店ではあまり扱


われない商品でも購入できるから」が 44.2％と、「Ｗｅｂ２．０」における「ロングテール


現象」を裏付ける結果となった。 
 また、「様々な商品を比較しやすいから」、「価格を比較できるから」が、それぞれ 40.1％、


37.8%と、情報収集の容易さもインターネットによる商品・サービスの購入する理由として


ウェイトが高い（図表 5－7 参照）。 
 


図表 5－7 インターネットで商品・サービスを購入する理由 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


n=3,813
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44.2


43.3


40.1


37.8


10


9.6


9.1


7.3


9.8


0 10 20 30 40 50 60


店舗の営業時間を気にせず
　　　　　　　買い物できるから


一般の商店ではあまり扱われない
　　　　　　商品でも購入できるから


店舗までの移動時間・交通費
　　　　　　　　がかからないから


さまざまな商品を比較しやすいから


価格を比較できるから


様々な決済手段に対応しているから


購入者の商品の評価が分かるから


店員対応がなく、煩わしくないから


その他


無回答


（％）
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６ インターネットで商品・サービスを購入しない理由 


 
年齢 6 歳以上のインターネット利用者のうち、過去 1 年間に商品・サービスを何も購入


しなかった人に対し、なぜ購入しないのか、その理由を尋ねた。 
 
購入しない理由として挙げられた第 1 位は、「必要ない・興味がない」（44.8％）で、過


去 3 年連続でも最も多い理由である。次いで「実際に商品を見て買いたい」（29.7％）が挙


げられており、特に必要性を感じないことや商品を見ないで買うことへの抵抗感が大きな


要因となっている。 
さらに「クレジット番号情報を流すことに不安がある」（19.7％）、「個人情報の保護に不


安がある」（18.7％）、「商品受取りや返品などで信頼できない」（17.5％）が挙げられており、


インターネット上での取引に対する不安感が阻害要因として大きいことを示している（図


表 5－8 参照）。 


図表 5－8 インターネットで商品・サービスを購入しない理由 
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4.4


5.4
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必要ない・興味がない


実際に商品を見て買いたい


クレジット番号情報を流すことに不安がある


個人情報の保護に不安がある


商品の受取りや返品などで信頼できない


購入までの手段が煩雑である


購入したい商品・サービスがない


その他


無回答


（％）


平成16年末(n=4,975）


平成17年末(n=5,971）


平成18年末(n=5,644）
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７  インターネットによるデジタルコンテンツの購入経験 


 
年齢 6 歳以上のインターネット利用者に、過去 1 年間のインターネットによる有料デジ


タルコンテンツの購入経験の有無を、パソコンからと携帯電話からとに分けて尋ねた。 
 
過去 1 年間にパソコンあるいは携帯電話からインターネットを介してデジタルコンテン


ツを購入した人は、15 歳以上のインターネット利用者の 27.4％を占める。また、前年調査


と比較すると 1.2 ポイントの減少となった（図表 5－9①参照）。これをパソコンと携帯電話


で分けて見ると、パソコンではインターネット利用者の 12.5％（15 歳以上）が購入してい


るにすぎないが、携帯電話では 27.3％（15 歳以上）と 3 割弱が購入経験を持っており、パ


ソコンに比べ携帯電話からのコンテンツ購入経験者が多数を占めている。携帯電話からデ


ジタルコンテンツを購入する人の割合は、世代間で大きな差があり、若年層ほど購入経験


があり、13～19 歳では 4 割を超える人が購入経験を持っている（図表 5－9②、③参照）。 


図表 5－9 インターネットによるデジタルコンテンツの購入経験者の割合 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


①パソコン又は携帯電話からの購入経験


21.2


3.9


29.6


22.6


34.3 33.1


24.6 22.1


9.9


4.9 1.8


10.99.1
11.7


28.4


34.1
38.0


45.4


28.6


42.0


27.3


6.6 8.16.3


27.4
25.9


37.6


42.9


36.9
33.4


28.4


7.4


15.0


0


10


20


30


40


50


60


全体 ６～１２歳 １３～１９歳 （１５歳以上） １５～１９歳 ２０～２９歳 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０～６４歳 ６５歳以上


（％）


平成16年末（n=8,649） 平成17年末（n=8,985） 平成18年末（n=9,507）


②パソコンからの購入経験


1.5
5.04.5


7.67.17.6
5.96.55.2


0.8


6.0
2.5


10.7 11.9 11.4 12.2 11.7 13.2 13.1


7.5 6.1


10.7


5.3
9.0


16.115.013.413.0
11.311.6 12.5


2.2
6.0


0


10


20


30


40


50


60


全体 ６～１２歳 １３～１９歳 （１５歳以上） １５～１９歳 ２０～２９歳 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０～６４歳 ６５歳以上


（％）


平成16年末（n=7,543） 平成17年末（n=7,619） 平成18年末（n=8,796）


③携帯電話からの購入経験


1.51.6


8.8


22.824.6


34.0


41.1


24.1


38.8


10.4


23.9


13.5


27.8


46.3


27.9


47.1


37.3


32.2
26.8


9.2
6.5 7.16.8


13.5


25.2


31.5


37.8


46.0
42.7


26.5 27.3


7.9
6.5


0


10


20


30


40


50


60


全体 ６～１２歳 １３～１９歳 （１５歳以上） １５～１９歳 ２０～２９歳 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０～６４歳 ６５歳以上


（％）


平成16年末（n=6,643） 平成17年末（n=7,498） 平成18年末（n=7,714）







 


 74


8 インターネットで購入したデジタルコンテンツの種類 


 
インターネットによるデジタルコンテンツ購入経験者（6 歳以上）に、その 1 年間で購入


したデジタルコンテンツの具体的種類を尋ねた。 
 
パソコンと携帯電話では購入するコンテンツに大きな違いが見られる。パソコンでは「音


楽」（47.4％）が最も多く、次いで「ソフトウェア」（35.5％）、「映像」（21.0％）の順とな


っている。一方、携帯電話では「着信メロディ・着うた」（74.1％）が第 1 位を占め、以下


「音楽」（45.6％）、「待受け画面」（27.8％）の順となっている（図表 5－10①、②参照）。 


図表 5－10 インターネットで購入したデジタルコンテンツの種類 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 


①パソコンからの購入


27.5


34.7


31.0


15.3


12.2


9.3


6.6


5.5


5.7


5.2


11.0


36.2


39.8


23.3


14.6


12.0


7.6


5.3


5.9


4.6


5.1


12.4


47.4


35.5


21.0


13.2


8.6


7.4


6.2


3.7


3.1


4.6


10.7


0 10 20 30 40 50 60


音楽


ソフトウェア
（コンピュータプログラム）


映像


ゲーム


ニュース、天気予報


着信メロディ・着うた


電子書籍


待受け画面


有料メールマガジン


その他


無回答


（％）


平成16年末(n=445）


平成17年末(n=804）


平成18年末(n=1,005）


②携帯電話からの購入


81.5


28.3


36.0


20.2


11.6


8.0


4.0


1.1


1.8


3.0


6.2


81.2


38.4


33.8


24.1


17.5


11.7


4.0


1.9


1.6


3.3


2.9


74.1


45.6


27.8


24.6


17.5


10.1


5.2


3.2


1.9


4.2


3.7


0 10 20 30 40 50 60 70 80 90


着信メロディ・着うた


音楽


待受け画面


ゲーム


ニュース、天気予報


映像


有料メールマガジン


電子書籍


ソフトウェア
（コンピュータプログラム）
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9 インターネットで購入したデジタルコンテンツの金額 


 
インターネットからのデジタルコンテンツ購入経験者（6 歳以上）に、その 1 年間の購入


金額（消費税込み）を尋ねた。 
パソコンからデジタルコンテンツを購入した金額で最も多いのは、「2,001 円～5,000 円


以下」で 18.8％を占める。また、5,000 円超を費やした人の割合が約 3 割強（35.3％）、2,000
円超の割合が約 5 割強（54.1％）となっており、その平均購入額を推計すると約 9,011 円（前


年調査 8,338 円）となる（図表 5－11、図表 5－12 参照）。 
一方、携帯電話では、購入金額が「501 円～1,000 円以下」ないし「500 円以下」を合わ


せると 33.8％となる。平均購入額をパソコンと同様に推計すると、4,925 円（前年調査 4,108
円）となる（図表 5－11、図表 5－12 参照）。 


また、上記の推計金額は前年よりパソコンが 673 円増、携帯電話が 817 円増で、ともに


前年に比べて増加している。 


図表 5－11 インターネットによるデジタルコンテンツの購入金額 


 
 
 
 
 
 
 
 
 


 


 


図表 5－12 インターネットによるデジタルコンテンツの購入金額の推移 
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10 電子マネーの保有状況 


 
 年齢 15 歳以上の人に、電子マネーの保有状況を尋ねた。 
 電子マネーの保有率は、全体では 10.7％と約 1 割の人が保有している。電子マネーの形


態別では、「IC カード型」（7.6％）が最も多く、次いで「携帯電話型」（3.6％）、「ネットワ


ーク型」（0.7％）の順になっている（図表 5－13 参照）。 
 世代別では、30 代が 19.0％と最も多く、次いで 40 代（14.9％）、20 代（13.9％）の順に


なっている。30 代は、電子マネーのどの形態でも保有率が高い（図表 5－14 参照）。 
 都市規模別に見ると、「特別区・政令指定都市・県庁所在地」での「IC カード型」の保有


率が顕著であり、「携帯電話型」などに比べて都市の規模に依存していることがわかる（図


表 5－15 参照）。 
 


図表 5－13 電子マネーの保有状況 


 
 
 
 
 
 
 
 


図表 5－14 電子マネーの保有状況（年齢階層別） 
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1.2


10.7


0


4


8


12


16


20


　全　体 １３～１９歳 ２０～２９歳 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 　６０～６４歳 　６５～６９歳 　７０～７９歳 　８０歳以上


（％）


ＩＣカード型 携帯電話型 ネットワーク型 持っている
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図表 5－15 電子マネーの保有状況（都市階層別） 


 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


②　都市規模別の保有率
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ＩＣカード型 携帯電話型 ネットワーク型 持っている
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第６章 放送サービスの利用状況    


 
１ 放送サービスの視聴状況 


 
自宅でのケーブルテレビ、衛星放送、地上デジタル放送の視聴状況を尋ねた。 


 
自宅でケーブルテレビ（ＣＡＴＶ）、衛星放送（ＢＳアナログ放送、ＢＳデジタル放送、


ＣＳデジタル放送）、地上デジタル放送のいずれかのサービスを視聴している世帯は全体の


54.7％で、平成 17 年末と比べると、その割合は 4.2 ポイントの減少となった。また、ケー


ブルテレビ（ＣＡＴＶ）を視聴する世帯は昨年より 9.4 ポイント減少して 23.6％となった。


一方、地上デジタル放送を視聴する世帯は昨年よりも 12.9 ポイント増加して 20.9％となっ


た（図表 6－1 参照）。 
 


図表 6－1 放送サービスの視聴状況 
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いずれかを視聴


ＢＳアナログ放送


ＢＳデジタル放送


ＣＳデジタル放送


衛星放送


ケーブルテレビ放送
（ＣＡＴＶ）


地上デジタル放送


（％）


平成16年末(n=3,695）


平成17年末(n=3,982）


平成18年末(n=4,999）


※平成17年末までは、衛星放送をBSアナログ放送、BSデジタル
放送、CSデジタル放送に区分して調査。平成18年末はBSアナロ
グ放送、BSデジタル放送、CSデジタル放送の区分を廃し、単に衛
星放送として調査。
※「いずれかを視聴」は平成17年末までは、BSアナログ放送、BS
デジタル放送、CSデジタル放送、ケーブルテレビ放送、地上デジ
タル放送のいずれかの視聴を、平成18年末は、衛星放送、ケーブ
ルテレビ放送、地上デジタル放送のいずれかの視聴を表す。
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２ 衛星放送の受信方法 


 
衛星放送の受信方法は、「ケーブルテレビ」27.9％、「パラボラアンテナ」61.7％となって


いる（図表 6－2 参照）。 
 


図表 6－2 衛星放送の受信方法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 地上デジタル放送の受信方法 


 
地上デジタル放送の受信方法は、「ケーブルテレビ」29.6％、「アンテナ」47.2％となって


いる（図表 6－3 参照）。 
 


図表 6－3 地上デジタル放送の受信方法 
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調査票 







　総務省承認　　Ｎｏ．　　　２６７７２ 提出期限：　平成１９年２月１３日


　承認期限　　平成１９年３月３１日まで


秘


◎　この調査は、統計報告調整法に基づく承認を得て実施するものです。この調査票は統計作成以外の目的に


使用されることはありませんので、ありのままを記入してください。


（記入に当たっては、次の点にご注意ください。）


１　この調査は、あなた（封筒シールに記載のある名前の方）


　　とあなたの世帯が、日頃、どのような場合にどのような


　　情報通信機器・サービスをご利用になっておられるかなど


　　について、お尋ねするものです。


２　「※」が付された語句につきましては、最終ページの


　　＜用語の説明＞に説明がありますので、必要に応じ


　　ご参照ください。


３　調査期日は平成１８年１２月３１日現在でご記入願います。


４  調査票の提出先   


　　（照会先）　


　　電話：


５  この調査は、総務省が上記調査機関に委託して実施する


    ものです。


《世帯全体用》…世帯全体について、世帯主の方等にお尋ねします。


問１　情報通信機器の保有状況、利用状況について


（１）　次の１から12の機器の保有状況についてお尋ねします。


あなたの世帯では１～12の通信機能を有する機器を保有していますか。


保有している機器の番号すべてに○印を付けてください。


なお，「５．パソコン」については、保有している台数を数字で記入してください。


注 ： 保有していても、過去１年間に一度も利用していない機器や職場の経費で購入した機器は「保有していない機器」としてください。


 １．　固定電話  ６．　ＦＡＸ  11．　パソコンなどからコンテンツを自動


 ２．　携帯電話・ＰＨＳ  ７．　カー・ナビゲーション・
 　 録音できる携帯プレイヤー


 ３．　携帯電話（ワンセグ放送対応） 　　システム※②
 12．　その他インターネットに


 ４．　携帯情報端末（PDA)※①  ８．　ＥＴＣ車載器※③          接続できる家電（情報家電）等


 ５．　パソコン　（　　　　　台　）  ９．　インターネットに接続できるテレビ


うちテレビチューナー付のパソコン 10．　インターネットに接続できる


（　　　　　　　台） 　　家庭用テレビゲーム機


（２）　パソコンを２台以上保有している世帯にお尋ねします。


複数のパソコンを有線又は無線で接続（家庭内ＬＡＮの構築）していますか。


該当する番号すべてに○印を付けてください。


 １．　有線で接続している  ２．　無線で接続している  ３．　接続していない


（３）　あなたの世帯では、ＩＰ電話
※④ 


を利用していますか。該当する番号１つに○印を付けてください。


 １．　利用している  ３．　利用していないし、導入の予定もない


 ２．　現在利用していないが、導入する予定がある


総　務　省　（平成18年）　通信利用動向調査 調査票　≪世帯用≫


（あて名ラベル貼付位置）







問２　インターネットの利用状況（概況）について


「自宅」で「パソコン」を使ってインターネットを利用したことがある人が1人もいない世帯は、問７へおすすみください。


（１）　「自宅」で「パソコン」を使ってインターネットを利用したことがある人が少なくとも１人はいる世帯にお尋ねします。


「自宅」で「パソコン」を使って、どのような回線でインターネットに接続しましたか。


該当する番号すべてに○印を付けてください。


 １．　電話回線（ダイヤルアップ）  ３．　ＩＳＤＮ回線（常時接続）＊２・※⑤  ５．　ＰＨＳ回線＊１


 ２．　ＩＳＤＮ回線（非常時接続）＊２・※⑤  ４．　携帯電話回線（10は除く）＊１


 ６．　ケーブルテレビ回線(ＣＡＴＶ回線)  ８．　固定無線回線（ＦＷＡ）※⑦ 10．　第３世代


 ７．　光回線（ＦＴＴＨ回線）※⑥  ９．　ＤＳＬ回線※⑧ 　携帯電話回線＊１・※⑨


●その他


11．　その他


＊１ ： 「４．携帯電話回線（10は除く）」、「５．PHS回線」、「10．第３世代携帯電話回線」はパソコンに接続して使う場合であり、


　　それぞれの端末のみでインターネットを利用する場合は含みません。


＊２ ： 光回線によるＩＳＤＮは、「７．光回線（ＦＴＴＨ回線）」に含めてください。


（２）　引き続き「自宅」で「パソコン」を使ってインターネットを利用したことがある人が少なくとも１人はいる世帯にお尋ねします。


①　現在使用している回線につき、変更の予定はありますか。該当する番号１つに○印を付けてください。


今後、どのような回線に変更を予定していますか。該当する番号すべてに〇印を付けてください。


●ナローバンド回線


１．　電話回線（ダイヤルアップ） ３．　ＩＳＤＮ回線（常時接続）＊２ ５．　ＰＨS回線＊１


２．　ＩＳＤＮ回線（非常時接続）＊２ ４．　携帯電話回線（10は除く）＊１


●ブロードバンド回線


６．　ケーブルテレビ回線(ＣＡＴＶ回線) ８．　固定無線回線（ＦＷＡ） 10．　第３世代携帯電話回線＊１


７．　光回線（ＦＴＴＨ回線） ９．　ＤＳＬ回線


＊１ ： 「４．携帯電話回線（10は除く）」、「５．PHS回線」、「10．第３世代携帯電話回線」はパソコンに接続して使う場合であり、


　　それぞれの端末のみでインターネットを利用する場合は含みません。


＊２ ： 光回線によるＩＳＤＮは、「７．光回線（ＦＴＴＨ回線）」に含めてください。


２．　変更するかどうか検討中 ４．　分からない


②　①で「１．変更の予定がある」に○を付けた世帯にお尋ねします。


●ナローバンド回線


●ブロードバンド回線


１．　変更の予定がある ３．　変更の予定はない







問３　インターネット利用における被害状況について


インターネットを利用したことがある人が少なくとも１人はいる世帯にお尋ねします。


過去１年間に、インターネットの利用の際に次の被害を受けましたか。


（利用手段「パソコン」（自宅利用）、「携帯電話」ごとに該当するものすべてに○を付けてください。


　いずれの被害も受けていない場合は、10に○を付けてください。）


　コンピュータウィルスを発見したが、感染はしなかった


　コンピュータウィルスを発見し、少なくとも１度は感染した


　迷惑メールを受信（架空請求メールの受信を除く）


　架空請求メールを受信


　不正アクセス＊１


　スパイウェア＊２などによる個人情報の漏洩


　ウェブ上（電子掲示板等）での誹謗中傷等


　フィッシング＊３


　その他（著作権の侵害等）


  特に被害はない


＊１　：　コンピュータシステムに無許可で侵入し、システムに不具合を起こさせたり、不正に利用することなどを意味します。


＊２　：　パソコン内のアクセス履歴等の個人情報を収集し、外部に送信するプログラムを意味します。


＊３　：　実在する企業からの正規のメールやウェブサイトなどに見せかけ、暗証番号やパスワードを入力させる詐欺的な行為を意味します。


「コンピュータウィルスを発見し、少なくとも１度は感染した」に○を付けた世帯にお尋ねします。


　補問１ 過去１年間において、何回感染しましたか。


（利用手段「パソコン」（自宅利用）、「携帯電話」ごとにどれか１つに○を付けてください。）


　１回


　２回


　３回


　４回


　５回以上


「迷惑メールを受信（架空請求メールの受信を除く）」または「架空請求メールを受信」に○を付けた世帯にお尋ねします。


　補問２ どのくらいの頻度で受信しましたか。


（利用手段「パソコン」（自宅利用）、「携帯電話」ごとにどれか１つに○を付けてください。）


　１日に10通以上


　１日に５～９通


　１日に２～４通


　１日に１通程度


　３日に１通程度


　１週間に１通程度


　１週間に１通未満


パソコン
（自宅利用）


携帯電話


１ １


６ ６


７ ７


８ ８


２


３ ３


４ ４


２


５ ５


９ ９


10 10


１ １


パソコン
（自宅利用）


携帯電話


２ ２


３ ３


４ ４


５ ５


パソコン
（自宅利用）


携帯電話


１ １


２ ２


３ ３


４


５


６


７


４


５


６


７







問４　インターネット利用におけるセキュリティ対策状況について


（１） インターネットを利用したことがある人が少なくとも１人はいる世帯にお尋ねします。


過去１年間に、ウィルスや不正アクセスに対してどのような対策を行いましたか。


（該当するものすべてに○を付けてください。）


　１．ウィルス対策ソフトの導入 　８．ファイアウォール＊2の使用


　２．ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ等が提供するｳｨﾙｽ対策ｻｰﾋﾞｽの利用 　９．ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ等が提供するﾌｧｲｱｳｫｰﾙｻｰﾋﾞｽの利用


　３．スパイウェア対策ソフト*1の導入  10．アカウントごとにパスワードを複数使い分け


　４．ＯＳ、ブラウザのアップデート  11．パスワードの定期的な変更


　５．ファイル等のバックアップ  12．その他


　６．メールソフトのアップデートや変更  13．何も行っていない


　７．知らない人からのメールや添付ファイル、


　　　ＨＴＭＬファイルを不用意に開かない


＊1 ： ウイルス対策ソフト等の機能の中に、スパイウェア対策機能が含まれている場合もありますが､その場合は「３．スパイウェア対策ソフトの導入」にも○を付けてください。


＊2 ： コンピュータを、外部の不正な侵入から防ぐシステムを意味します。ウイルス対策ソフトやOS等の機能の中に、ファイアウォール機能が含まれている場合もありますが､


　　その場合は「８．ファイアウォールの使用」にも○を付けてください。


（２） インターネットを利用したことがある人が少なくとも１人はいる世帯にお尋ねします。


過去１年間に、迷惑メールに対してどのような対策を行いましたか。


（利用手段「パソコン」（自宅利用）、「携帯電話」ごとに該当するものすべてに○を付けてください。


　メールアドレスを複雑にしている


　メール指定受信拒否機能を使っている


　メール指定受信機能を使っている


　「未承諾広告※」拒否機能を使っている


　メールアドレスを一定期間で変更している


　その他の対策


　何も行っていない


　　（３） インターネットを利用したことがある人が少なくとも１人はいる世帯にお尋ねします。


過去１年間に、個人情報の保護に関しどのような対策を行いましたか。


（該当するものすべてに○を付けてください。）


　１．掲示板などのウェブ上に個人情報を掲載しない 　５．軽率にウェブサイトからダウンロードしない


　２．懸賞等のサイトの利用を控える 　６．その他の対策


　３．クレジットカード番号の入力を控える 　７．何も行っていない


　４．スパイウェア対策ソフトを利用


問５　フィルタリングソフト等について


１８歳未満の子どもがいらっしゃる世帯にお尋ねします。


　　インターネット上の有害サイトの閲覧を制限することができるフィルタリングソフトや携帯電話（ＰＨＳ を含む）会社が提供するフィルタリング


　　サービスについて知っていますか。　また、そのようなソフト、サービスを利用していますか。


　　　（①、②についてそれぞれ、利用手段「パソコン」（自宅利用）、「携帯電話」ごとに該当するものに○を付けてください。）


　よく知っている


　聞いたことはある


　知らなかった


　子どもの使用するパソコンや携帯電話で利用している


  子どもはパソコンや携帯電話を使用するが、利用していない


　
　
　
い
る
か


②
利
用
し
て   自宅にパソコンが無い、子どもには使用させない、


　子どもには携帯電話を持たせていないなど、子ども
　がインターネットに接続できる環境にない


パソコン
（自宅利用）


(フィルタリングソフト）


携帯電話
(フィルタリングサービス）


２


３


 
　
い
る
か


①
知


っ
て


１


２


３


１


１


２


３


１


２


３


パソコン
（自宅利用）


携帯電話


１ １


２ ２


３ ３


４


５


６


７


４


５


６


７







問６　インターネットを利用していて感じる不安等について
インターネットを利用したことがある人が少なくとも１人はいる世帯にお尋ねします。


インターネットを利用していて不安を感じますか。


（該当するもの1つに○を付けてください。）


　１．特に不安は感じない


　２．セキュリティ脅威はあるが、対策を行っておりそれほど不安は感じていない


　３．セキュリティ脅威への対策を行っているが、不十分であり、少し不安を感じている


　４．不安を感じている


少し不安を感じている、または不安を感じていると答えた世帯にお尋ねします。


どのような不安を感じますか。


（該当するものすべてに○を付けてください。）


　１．個人情報の保護に不安がある 　６．違法・有害情報が氾濫している


　２．電子的決済手段の信頼性に不安がある 　７．送信した電子メールが届くかどうかわからない


　３．知的財産の保護に不安がある 　８．どこまでセキュリティ対策を行えばよいか不明


　４．ウィルスの感染が心配である 　９．セキュリティ脅威が難解で具体的に理解できない


　５．認証技術の信頼性に不安がある   10．その他


問７　インターネットを利用しない理由など


インターネットを利用していて感じる不満、またはインターネットを利用しない理由はどれですか。


（該当するものすべてに○を付けてください。）


　１．特に不満はない 　６．通信料金が高い


　２．情報検索に手間がかかる 　７．必要な情報がない


　３．接続速度が遅い 　８．利用する必要がない


　４．パソコンなどの機器が高価すぎる 　９．インターネットについてよく知らない


　５．パソコンなどの機器の操作が難しい  10．その他


問８　ケーブルテレビ、衛星放送、地上デジタル放送について
　　　① あなたの世帯では、次の①～③の放送を視聴していますか。また、それはどの受信方法により視聴していますか。


　　　 それぞれ該当する番号に１つ○印を付けてください。


放送の種類 視聴 受信方法
＊


　①ケーブルテレビ 　１．視聴している


　　　　（ＣＡＴＶ） 　２．視聴していない


　②衛星放送 　１．視聴している 　１．ケーブルテレビ


　２．視聴していない 　２．パラボラアンテナ


　③地上デジタル放送 　１．視聴している 　１．ケーブルテレビ


　２．視聴していない 　２．アンテナ


＊　マンション等に設置された共同アンテナで各戸にケーブル配線されている場合は、２に含めてください。


     ② ①で地上デジタル放送を「１．視聴している」に○を付けた世帯にお尋ねします。


　　地上デジタル放送の特徴である双方向通信機能を利用して、番組への参加、アンケート、テレビショッピングなどを行ったことがありますか。


問９　あなたが属する世帯の構成について


（１）　あなたが属する世帯は、あなたを含めて何人家族ですか。数字で記入してください。 　 人


（２）　あなたとあなたのご家族（世帯全体）の年間収入(前年の年収)は、次のどれでしょうか。


該当する番号１つに○印を付けてください。


 １．　200 万円未満  ４．　600～800 万円未満  ７．　1,500～2,000 万円未満


 ２．　200～400 万円未満  ５．　800～1,000 万円未満  ８．　2,000 万円以上


 ３．　400～600 万円未満  ６．　1,000～1,500 万円未満


（３）　あなたが属する世帯の住居の種類は、次のどれでしょうか。


該当する番号に１つ○印を付けてください。


 １．　一戸建て  ２．　集合住宅  ３．　その他


１．　行ったことがある ２．　行ったことはない







《世帯構成員用》…世帯を構成するそれぞれの方にお尋ねします。


 　　◎　６歳以上の世帯構成員について記入してください。小学生等、本人の記載が難しい場合は、世帯主等が


　　　　　代わって記入してください。


 　　◎　６歳以上の世帯構成員が９人以上いる場合は、調査票を追加送付させていただきますのでご連絡ください。


６歳以上のご家族の性別及び年齢をお知らせください。


性別（男女どちらかに○を付けてください。）


年齢（数字を記入してください。）


（６歳以上のすべての方がお答えください。）


問１ 過去１年間に利用した情報通信機器はどれですか。


（該当するものすべてに○を付けてください。）


　１．携帯電話・PHS


　２．携帯情報端末（ＰＤＡ）


　３．パソコン


　４．どれも利用していない


問２（１） 過去１年間において、インターネット（パソコンや携帯電話等からのメール送受信、ホームページの


閲覧など）を利用したことがありますか。


（どちらかに○を付けてください。）


　２．いいえ　→ 問６へお進みください


＊ ： パソコンからの利用のほか、携帯電話、ＰＨＳ、携帯情報端末、ゲーム機等あらゆる機器からの利用を含みます。


＊ ： 個人的な利用だけではなく、仕事上での利用等あらゆる場合を含みます。利用場所については、自宅、外出先等あらゆる場所が該当します。


＊ ： 図書館、インターネットカフェ等にある世帯保有以外の機器からの利用を含みます。


（上記問２（１）において「２．いいえ」と答えた方は、問２（２）～問５に回答せず、
　問６へお進みください。）


　　（２） インターネットを利用した方全員にお尋ねします。


過去１年間に、どのような機器でインターネットを
利用しましたか。
（該当するものすべてに○を付けてください。）


　３．携帯情報端末（ＰＤＡ）


　４．インターネットに接続出来るテレビ


　５．インターネット対応型家庭用ゲーム機・その他の機器


　　（３） インターネットを利用した方全員にお尋ねします。


使用した場所に関係なく、インターネットを


どれくらいの頻度で利用しましたか。


（利用手段「パソコン」、「携帯電話」ごとに１つに


○を付けてください。*）


　１．毎日少なくとも１回は利用 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1


　２．週に少なくとも１回は利用（毎日ではない） 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2


　３．月に少なくとも１回は利用（毎週ではない） 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3


　４．それ以下の頻度（年１回以上の利用はある） 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4


*　パソコン又は携帯電話のどちらか一方のみでインターネットにアクセスしている場合、インターネットにアクセスしていない利用手段には○印を付けないでください。


　　これより後の質問についても、「パソコン」、「携帯電話」ごとに回答するものについては同様です。
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　１．パソコン → （４）にもお答えください 1 1 1
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　　（４） 過去１年間に、パソコンでインターネットを利用した方のみにお尋ねします。


パソコンでインターネットを利用した場所はどこですか。
（該当するものすべてに○を付けてください。）


　２．学校


　３．職場


　４．公共施設（役所、図書館、公民館等）


　５．空港・駅


　６．移動中の交通機関内


　７．レストラン・喫茶店等の飲食店（８以外）


　８．インターネットカフェ


　９．ホテル等の宿泊施設


 10．その他


＊ ： 「２．学校」は、小学校、中学校、高等学校、大学や大学院の授業などでインターネットを利用する児童・生徒・学生の方が該当します。


＊ ： 「３．職場」は、在宅勤務でインターネットを利用している方や、学校でインターネットを利用する教職員の方も含まれます。


（４）で「１．自宅」に○を付けた方にお尋ねします。


自宅からパソコンを使ってインターネットをする


際にブロードバンド＊回線を利用していますか。


（どちらかに○を付けてください。）


　１．はい


　２．いいえ
＊ ： ケーブルテレビ回線、光回線（ＦＴＴＨ回線）、固定無線回線（ＦＷＡ）、ＤＳＬ回線、第３世代携帯電話回線のいずれか


問３ 再び、インターネットを利用した方全員にお尋ねします。


過去１年間において、ホテル・レストラン等の店舗や空港・駅等の公共空間で提供されている無線ＬＡＮ（公衆無線ＬＡＮ）


によるインターネット接続サービスを利用したことがありますか。


（どちらかに○を付けてください。）


　２．いいえ　→ 問４へお進みください


問３で「１．はい」に○を付けた方にお尋ねします。


利用した場所はどこですか。
（該当するものすべてに○を付けてください。）


　１．空港・駅等の公共空間


　２．レストラン・喫茶店等の飲食店


　３．ホテル等の宿泊施設


　４．２、３以外の店舗


　５．その他


どのくらいの頻度で利用しましたか。
（どれか１つに○を付けてください。）


　１．ほぼ毎日


　２．週に少なくとも１回


　３．月に少なくとも１回


　４．それ以下の頻度


問４（１） インターネットを利用した方全員にお尋ねします。


過去１年間において、どのようなインターネットの


機能・サービスを利用しましたか。


（利用手段「パソコン」、「携帯電話」ごとに該当する


ものすべてに○を付けてください。）


　１．個人のホームページ（ウェブ）・ブログ（ウェブログ）※⑩ 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1


　２．企業・政府等のホームページ（ウェブ）・ブログ（ウェブログ） 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2


　３．電子メール（メールマガジンを除く） 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3


　４．メールマガジン 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4


　５．電子掲示板（ＢＢＳ）※⑪・チャット※⑫ 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5


　６．ソーシャルネットワーキングサービス（ＳＮＳ）※⑬ 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6


　７．電子ファイルの交換・ダウンロード（Ｐ２Ｐ※⑭、ＦＴＰなど） 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7


　８．インターネットオークション※⑮ 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8


　９．その他（ＩＰ電話などの通話サービスは除く） 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9


 10．分からない 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10
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問４（２） インターネットを利用した方全員にお尋ねします。


過去１年間において、インターネットをどのような


目的・用途で利用しましたか。


（利用手段「パソコン」、「携帯電話」ごとに該当する


ものすべてに○を付けてください。）


1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1


2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2


3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3


　４．コミュニティへの参加（ＳＮＳへの加入等） 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4


5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5


7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7


　８．金融取引（ネットバンキング※⑯、ネットトレード※⑰等）＊２ 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8


　９．クイズ・懸賞応募、アンケート回答 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9


 10．オンラインゲーム（ネットゲーム）への参加 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10


 11．通信教育の受講（e-ラーニング） 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11


 12．在宅勤務（テレワーク、SOHO） 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12


 13．就職・転職関係（求人情報入手、採用応募等） 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13


 14．その他 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14


＊１　：　着信メロディなどを含みます。なお、有料・無料は問いません。


＊２　：　預金の残高照会や出入金照会などを指します。


（次の補問１～４は、１５歳以上の方のみお答えください。）


購入・取引した物品・サービスは何ですか。


（利用手段「パソコン」、「携帯電話」ごとに該当する


ものすべてに○を付けてください。）


※15歳以上の方のみ回答


　１．パソコン関連（パソコン本体､周辺機器､OS等


　のソフトウェア(DVD-ROM等の物品に限る))
　２．書籍・ＣＤ・ＤＶＤ（電子書籍などデジタル配信


　されるものは含めない）


　３．衣料品・アクセサリー類 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3


　４．食料品（食品、飲料、酒類） 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4


　５．趣味関連品・雑貨（玩具、ゲームソフト、楽器、
   スポーツ用品、文房具など）


　６．各種チケット・クーポン・商品券（交通機関、
　 コンサート等のチケット、ギフト券など）


　７．旅行関係(パック旅行申込､旅行用品購入等) 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7


　８．金融取引（インターネットによる銀行・証券・
　 保険取引など）


　９．その他（耐久消費財、ギフト商品など） 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9


（２）で「６．商品・サービスの購入・取引」に○を付けた方にお尋ねします。
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　２．情報入手（電子掲示板以外のホームページ閲覧、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　メールマガジン受信等）


　３．情報発信（ホームページ・ブログ開設、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　メールマガジン発行等）


Ａさん Ｄさん


　１．連絡・情報交換（メール受発信、
　　　　　　　　　　　　　電子掲示板の閲覧・書込み等）
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　５．電子政府・電子自治体の利用
　　　（電子申請、電子申告、電子届出）


　６．商品・サービスの購入・取引
　　　（デジタルコンテンツの購入及び金融取引を除く）


　→　行っている方 ： 補問１～４にもお答えください


　→　行っていない方 ： （３）にもお答えください


　７．デジタルコンテンツ（音楽・音声、映像、


　　　　　　　　　　　　　　　　ゲームソフト等）の入手・聴取＊１


Ａさん Ｂさん


　補問１
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インターネットを使って購入した商品やサービスの


１年間の合計金額（消費税込み）はいくらでしたか。


（利用手段「パソコン」、「携帯電話」ごとにどれか


１つに○を付けてください。）


※15歳以上の方のみ回答


　１．10,000円以下 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1


　２．10,001円～30,000円 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2


　３．30,001円～50,000円 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3


　４．50,001円～100,000円 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4


　５．100,001円～200,000円 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5


  ６．200,001円～500,000円 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6


  ７．500,001円～1,000,000円 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7


  ８．1,000,001円以上 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8


（２）で「６．商品・サービスの購入・取引」に○を付けた方にお尋ねします。


インターネットを使って商品を購入する際、どのような


決済手段（支払方法）を用いましたか。


※15歳以上の方のみ回答


　１．現金（３や５を除きます。）


　２．クレジットカード払い（３を除く）＊


　３．商品配達時の代金引換


　４．銀行・郵便局の窓口・ＡＴＭでの支払い


　（振込・振替）


　５．コンビニエンスストアカウンターでの支払い


　６．インターネットバンキング（パソコン）・モバイ


　ルバンキング※⑱（携帯電話）による支払い
　７．通信料金・プロバイダ利用料金への


　上乗せによる支払い


　８．その他
＊ ： デビットカード（キャッシュカード）による支払いを含みます。


（２）で「６．商品・サービスの購入・取引」に回答した


方にお尋ねします。


インターネットを使って商品を購入した理由はなんですか。
（該当するものすべてに○を付けてください。）
※15歳以上の方のみ回答


　１．店舗の営業時間を気にせず買い物できるから


　２．店舗までの移動時間・交通費がかからないから


　３．様々な商品を比較しやすいから


　４．様々な決済手段に対応しているから


　５．価格を比較できるから


　６．一般の商店ではあまり扱われない商品でも購入できるから


　７．購入者の商品の評価が分かるから


　８．店員対応がなく、煩わしくないから


　９．その他


8 8 8 88 8 8 8


3


5 5 5 5 5 5 5 5


4


2 2 2


3 3 3 3 3 3 3


2 2 2 2


1 1 1 1


7 7 7 77 7


66 6


7 7


66 6 6


4 4 44 4


6


ＨさんＥさん Ｆさん


4 4


1 1 1 1


2


ＤさんＡさん Ｂさん Ｇさん


9 9 99 9


8 8


　補問３
Ｃさん


7


8 8 8 8


携
帯
電
話


7 7


パ
ソ
コ
ン


携
帯
電
話


6 6


5 5 5 5


4


1


66 6 6


77 7


9 9


8


7


8


9


4


5 5 5 5


3 3


2 2


パ
ソ
コ
ン


携
帯
電
話


パ
ソ
コ
ン


1


　補問４


Ａさん Ｂさん


　補問２ Ａさん Ｂさん Ｃさん Ｄさん Ｅさん Ｆさん


パ
ソ
コ
ン


携
帯
電
話


パ
ソ
コ
ン


携
帯
電
話


パ
ソ
コ
ン


パ
ソ
コ
ン


携
帯
電
話


Ｇさん


携
帯
電
話


パ
ソ
コ
ン


Ｈさん


携
帯
電
話


1 1


2


4 4 4


7


6 6


ＨさんＣさん Ｄさん Ｅさん Ｆさん Ｇさん


1


4


3


2


1 1 1


3


4 4


2 2 2


3 3 3 3


2







（以下　問４（３）～問５　は６歳以上の方がお答えください。）
過去１年間に、インターネットから「商品・サービスの購入・取引」を利用したことがない方にお尋ねします。


インターネットを使って商品やサービスの購入をしない理由は何ですか。


（すべてに○を付けてください。）


※６歳以上の方が回答


　１．必要ない・興味がない


　２．実際に商品を見て買いたい


　３．クレジット番号情報を流すことに不安がある


　４．個人情報の保護に不安がある


　５．商品の受取りや返品などで信頼できない


　６．購入したい商品・サービスがない


　７．購入までの手段が煩雑である


　８．その他


問５ 再び、インターネットを利用した方全員にお尋ねします。


過去１年間において、インターネットで有料のデジタル


コンテンツ＊を購入したことがありますか。


（利用手段「パソコン」、「携帯電話」ごとに


○を付けてください。）


※６歳以上の方が回答


　２．いいえ　→ 問６へお進みください 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2


＊ ： ここでは、ネットワークを介して配信されるコンピュータプログラム、映像、画像、音声、文字等の情報を指します。


問５で「パソコン」または「携帯電話」の「１．はい」に○を付けた方にお尋ねします。


どのようなコンテンツを購入したことがありますか。


（利用手段「パソコン」、「携帯電話」ごとにすべてに


○を付けてください。）


※６歳以上の方が回答


　１．ソフトウェア（コンピュータプログラム） 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1


　２．音楽 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2


　３．映像 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3


　４．ニュース、天気予報 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4


　５．有料メールマガジン 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5


　６．電子書籍 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6


　７．ゲーム 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7


　８．着信メロディ・着うた 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8


　９．待受け画面 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9


 10．その他 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10


問５で「パソコン」または「携帯電話」の「１．はい」に○を付けた方にお尋ねします。


インターネットを使って購入したコンテンツの１年間の


合計金額（消費税込み）はいくらでしたか。


（利用手段「パソコン」、「携帯電話」ごとにどれか


１つに○を付けてください。）


※６歳以上の方が回答


　１．500円以下 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1


　２．501円～1,000円 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2


　３．1,001円～2,000円 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3


　４．2,001円～5,000円 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4


　５．5,001円～10,000円 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5


　６．10,001円～20,000円 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6


　７．20,001円～30,000円 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7


　８．30,001円～50,000円 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8


　９．50,000円以上 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9
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（問６は　１５歳以上の方のみお答えください。）


問６　 電子マネーをお持ちですか。


（持っているものすべてに○を付けてください。）


※15歳以上の方のみ回答


　１． ＩＣカード型


　２．携帯電話型


　３．ネットワーク型※


　４．持っていない


※貨幣価値データの管理を行うソフトウェアをパソコン等に読み込み、ネットワークを通じて決済を行うもの。


◎  質問は以上です。


　お手数をお掛けいたしますが、この調査票は、同封の返信用封筒にて御返送ください。


　切手は貼らなくて結構です。


　御協力ありがとうございました。


　大変僅少ではありますが、薄謝をお送りさせていただきます。


　ご希望のものに1つだけ○印をお付けください。


○印のない場合、複数○印を付けられた場合は、図書カードとさせていただきます。


＜ 用 語 の 説 明 ＞


4 4 4 44 4 4 4


2 2


3 3 3 3 3 3 3 3


2 2 2 2


Ｇさん Ｈさん


1 1 1 1 1 1 1 1


Ｃさん Ｄさん Ｅさん Ｆさん


用　　語 説　　　　　明


※⑮　インターネットオークション


※⑯　ネットバンキング


※⑧　ＤＳＬ回線


　（参考）　ＡＤＳＬ


※⑨　第３世代携帯電話


※⑩　ブログ（ウェブログ）


インターネットを利用して行う、銀行の様々な手続きや取引のこと。


参加者が互いに友人を紹介しあって、新たな友人関係を広げることを目的に開設されたコミュニティ型サイトのこと。多く
の場合、サービスに入る際に会員からの紹介が必要となる。


※⑰　ネットトレード


※⑱　モバイルバンキング


※⑪　電子掲示板（ＢＢＳ）


※⑫　チャット


※⑬　ソーシャルネットワーキング
サービス（ＳＮＳ）


※⑭　Ｐ２Ｐ


インターネットを利用して行う、株取引のこと。


携帯電話のインターネットサービスを利用した上で行う、銀行の様々な手続きや取引のこと。


※①　携帯情報端末（ＰＤＡ）


※②　カー・ナビゲーション・システ
ム


※③　ＥＴＣ車載器


※④　ＩＰ電話


※➄　ＩＳＤＮ回線


※⑥　光回線（ＦＴＴＨ回線）


※⑦　固定無線回線（ＦＷＡ）


ネットワーク上で参加者同士が文字による会話を同時に行なえるようにしたサービス。複数の参加者が同時に会話する
ことが可能で１人の発言（文字）は全員が見ることができる。


インターネットを介して不特定多数のコンピュータの間でファイルを共有すること。


インターネット上での「競り」のシステム。


Asymmetric Digital Subscriber Line（非対称デジタル加入者線）の略。電話局から各家庭や事業所まで引かれている、銅
線の加入者電話回線を利用して、数Mbpsから数十Mbpsの高速データ通信を可能にする通信方式。ＡＤＳＬでは、データ
の伝送方向（ユーザーから見て発信の「上り」と受信の「下り」）の速度の違いが非対称となっている。


ＮＴＴＤｏＣｏＭｏの「ＦＯＭＡ」、ａｕの「ＣＤＭＡ　１Ｘ」、「ＣＤＭＡ１Ｘ　ＷＩＮ」、ｖｏｄａｆｏｎｅの「700」シリーズ以上などが該当。


時系列に並べられた日記風の記事と、それについてのコメントが定期的に更新されるウェブサイトのこと。


電子的な掲示板サービス。あるユーザが掲示板にメッセージを書き込むとグループ全員に見えるようになる。また、その
メッセージに対する返答を書き込んだりすることができる。


Integrated Service Digital Networkの略。電話、ＦＡＸ、テレックス、データ通信等を統合するデジタル通信網の一般的な
名称。


光ファイバによる、高速伝送の可能なデータ通信サービス。光ファイバとは、ガラス繊維でできたケーブルで、光通信の
伝送路に使う。


加入者側建物にアンテナを設置し、電気通信事業者の設置する基地局アンテナと無線で接続するシステム。


既存の電話回線を利用して高速伝送を可能にする技術で高速インターネット接続が可能になるもの。ＡＤＳＬ、ＶＤＳＬ、Ｈ
ＤＳＬ、ＳＤＳＬなどがある。


「スケジュール、住所録、メモなどの個人の情報を管理する電子秘書機能」と「携帯電話やＰＨＳなどを通じて電子メール
やインターネット、社内ＬＡＮへのリモートアクセス機能」を持つ、手帳サイズ以下のコンピュータ。 なお、ノートパソコンは
含まない。


衛星からの信号で自動車の位置を判別し、進行方向などを地図画面上に表示するシステムのこと。


自動車を止めずに有料道路の課金などを処理するシステム（ＥＴＣ）利用の際に、料金所などのアンテナとの通信に必要
な、自動車に搭載する端末。


通信ネットワークの一部又は全部においてＩＰ（インターネットプロトコル）技術を利用して提供する音声電話サービス。


図書カード（500円）


文具券（500円）


Quoカード（500円）


Ａさん Ｂさん


2 2
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1999年度（1999年4月～


2000年3月）の国内コンピュータ


市場は，西暦2000年問題の逆風に


もかかわらず健闘し，前年度比4％


増の17兆4600億円に成長した。


なかでも市場拡大に貢献したのは，


インターネット・ビジネスを中心と


する新規システム開発への需要増大


と，前年度比19％増というパソコン


市場の急拡大である。これに対して，


2000年問題の影響をもろにかぶっ


たのがメインフレーム市場だ。多く


の企業が既存の基幹系システムに対


する投資を凍結したことで，前年度


比20％減という厳しい結果になっ


た。


2000年度以降のコンピュータ市


場は，順調な成長が期待できそうだ。


2000年度から2002年度まで，3


年連続で7％の成長率を維持する，


と本誌は推定する。けん引役となる


のは，システム開発やアウトソーシ


ングなどの情報サービスだ。インタ


ーネット・ビジネスへの取り組みが


ますます本格化することに加え，企


業が顧客との関係強化を狙った


CRM（カスタマ・リレーションシッ


プ・マネジメント）などのシステム


開発を意欲的に進めることが，その


要因である。ASP（アプリケーショ


ン・サービス・プロバイダ）サービ


スの市場も大きく伸びることが予想


される。 （森 永輔）
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見られる。市場が拡大した最大の要因
は，インターネット・ビジネスの本格
的な立ち上がりに伴う新規システム開
発への需要増大と，再び成長路線に転
じたパソコン市場の急拡大である。
特にネット・ビジネスが市場に与え
たインパクトは極めて大きい。本誌が
今年5月に実施した「2000年度企業シ
ステムとインターネットに関する調
査」によると，回答企業の約80％が
「1999年度にネット・ビジネス関連の
投資をした」と答えている（詳細は本誌
7月3日号を参照）。つまり，ネット・
ビジネスが大多数の企業に，何らかの
システム開発需要をもたらしたわけだ。
一方，日本電子工業振興協会（電子
協）の統計によれば，1999年度のパソ
コン（パソコン・サーバーの一部を含
む）の国内出荷台数は前年度比32％増
の994万1000台，本体出荷金額は同
21％増の1兆9700億円で，いずれも過
去最高を記録した。特に，インターネ


ットの認知が急速に進んだことで，個
人向けパソコン市場が拡大した。


市場拡大の三つの要因
2000年度も設備投資の引き締めは
続く。経企庁の調査によると，2000年
度に企業が計画している設備投資額は
前年度比4.7％減だ。しかし，企業が
2000年問題のために凍結していたシ
ステム投資を再開することもあり，コ
ンピュータ市場は順調に成長する見通
しである。本誌は，2000年度の市場規
模を前年度比7％増の18兆6000億円
と推定した。ハードは4％増の5兆
1100億円，ソフトは9％増の2兆1100
億円，サービスは7％増の11兆3800
億円となる見込みだ。
市場拡大の要因は大きく分けて三つ
ある。ネット・ビジネス関連の新規シ
ステム開発需要がさらに拡大すること，
企業がCRM（カスタマ・リレーション
シップ・マネジメント）など顧客との
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長引く景気低迷は，日本企業の設備
投資に依然として暗い影を落としてい
る。経済企画庁が2000年3月に実施
した「法人企業動向調査」によると，
資本金1億円以上の企業が1999年度
（1999年4月～2000年3月）に行った
設備投資は，前年度比5.1％減（実績
見込み）と振るわなかった。西暦2000
年問題を抱えていた国内コンピュータ
市場では，特に1999年度第3四半期
（1999年9～12月）にこの問題が顕在
化した。「多くの企業が基幹系システム
への投資を凍結した結果，第3四半期
はメインフレームをほとんど出荷でき
ない状態だった」（富士通の中森伸一プ
ラットフォームビジネス統括部第一シ
ステム販売推進部長）。
だが，こうした負の要素をはねのけ
て，国内コンピュータ市場は堅調な伸
びを示した。ハード，ソフト，サービス
を合わせた販売金額の合計は，前年度
比4％増の17兆4600億円に達したと


1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度


情報サービス 8兆7900億（7） 9兆2800億（6） 10兆400億（8） 10兆9400億（9） 11兆9100億（9）


6兆4900億（8） 6兆8800億（6） 7兆4900億（9） 8兆2400億（10） 9兆200億（10）


2兆 （7） 2兆1600億（8） 2兆4000億（11） 2兆6900億（12） 3兆200億（12）


1兆9600億（3） 2兆 （2） 2兆600億（3） 2兆1200億（3） 2兆1800億（3）


1兆6600億（6） 1兆7600億（6） 1兆9200億（9） 2兆1100億（10） 2兆3100億（10）


ハードウエア保守サービス 1兆3200億（1） 1兆3300億（1） 1兆3400億（1） 1兆3600億（1） 1兆3700億（1）


ソフトウエア 1兆8100億（5） 1兆9400億（7） 2兆1100億（ 9） 2兆2700億（8） 2兆4400億（8）


5900億（2） 6100億（5） 6500億（5） 6800億（5） 7100億（5）


ソフト/サービス合計 11兆9200億（6） 12兆5400億（5） 13兆4900億（ 8） 14兆5700億（8） 15兆7300億（8）


システム開発サービス


システム管理・運用サービス


その他


同業者間取引


パソコン・ソフト


注）値は本誌推定。単位は円で，100億円未満は四捨五入した。カッコ内は前年度比伸び率（％）。
「情報サービス」は「システム開発サービス」，「システム管理・運用サービス」，「その他」の合計から「同業者間取引」を除いたもの


表1●1998～2002年度のソフト/サービス市場。1999年度は，西暦2000年問題などの影響を受けながらも，インターネット・ビジネスを中心とした活発なシステ
ム投資により，前年度比5％増の成長を果たした。2000年度以降は，同8％増の成長を続ける見通し







関係強化を狙ったシステム開発に本腰
を入れ始めること，そして企業内に分
散したシステムの運用管理に対する需
要が増すこと，である。
ネット・ビジネスは，企業が生き残
るうえで“待ったなし”のシステム投
資案件だ。例えば，これまで系列販売
店による間接販売に大きく依存してい
た家電大手の松下電器産業でさえ，先
行するソニーの後を追うようにインタ
ーネット直販に着手した。「2000年度
にはネット・ビジネスへの取り組みが
いよいよ本格化し，特にシステム開発
やアウトソーシングなどのサービス市
場の拡大につながる」（NTTデータの
海野忍経営企画部事業戦略室長）。こう
した動きは，中堅以下の企業にも波及
すると見られる。
2000年度には，CRMがネット・ビ
ジネスと並ぶ重要な経営課題になると
指摘する声も多い。日本ユニシスでシ
ステム・インテグレーション事業を統
括する藤田康範取締役は，「CRMへの


以下では，サービス，ソフト，ハー
ドの市場動向を個別に見ていく。


ソフト・サービス市場


情報サービスの市場は，「システム管
理・運用サービス」と「システム開発
サービス」に分けることができる。こ
のうち，特に著しい成長が予想される
のはシステム管理・運用サービスだ。
具体的には，アウトソーシングやASP
（アプリケーション・サービス・プロバ
イダ）サービスなどを指す。1999年度
の市場規模は，前年度比8％増の2兆
1600億円。2000年度以降も，11～12
％と2ケタ成長を続ける見通しである。
2000年度以降，アウトソーシングの
市場が拡大すると指摘する意見は多
い。情報サービス産業協会（JISA，東
京都江東区）の尾形彰調査企画部長は，
「昨年ごろから，大企業や中堅企業の
間で，情報システムの運用をアウトソ
ーシングする動きが活発になってい


投資に力を入れる企業が増えている。
特に，個人取引の拡大に力を入れ始め
た大手金融機関にとって，CRMは最
も重要な投資案件の一つになる」と見
る。日本ガートナーグループ（東京都
目黒区）のデータクエストアナリスト
部門でIT（情報技術）サービス市場の
分析を担当する筒井さち子シニアアナ
リストも「顧客を知り，顧客との強固
な関係を築くCRMを実現しないと，
企業は今後売り上げを伸ばすことが難
しくなる」と指摘する。
分散システムの運用管理に対する需
要拡大は，「多くの企業が運用管理の視
点を欠いたまま，集中型のシステムを
分散型に変えてしまった」（データクエ
ストでソフト市場の分析を担当する若
原振一郎アナリスト）ことの反動と言
える。これにより，2000年度以降は，
システムの運用管理を支援するサービ
スやソフトのほか，分散した複数のサ
ーバーを統合する大型サーバーの市場
が伸びそうだ。
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1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度


サーバー 2兆1700億 （0） 1兆9200億（▲11） 1兆9700億 （2） 2兆 （2） 2兆800億 （4）


9700億（▲9） 7800億（▲20） 7600億（▲3） 6800億（▲10） 6100億（▲10）


2900億（▲11） 2100億（▲28） 1800億（▲14） 1600億（▲11） 1400億（▲13）


4800億 （15） 4400億（▲8） 4800億 （9） 5200億 （9） 5900億 （14）


4300億 （23） 4900億 （16） 5500億 （11） 6300億 （15） 7300億 （15）


クライアント 2兆6200億（▲6） 2兆9900億 （14） 3兆1500億 （5） 3兆3400億 （6） 3兆5500億 （6）


2900億（▲29） 2100億（▲28） 2000億（▲3） 1800億（▲8） 1600億（▲11）


500億 （50） 700億 （39） 900億 （33） 1300億 （40） 1800億 （43）


2兆2900億（▲3） 2兆7200億 （19） 2兆8600億 （5） 3兆300億 （6） 3兆2000億 （6）


ハード合計 4兆7900億（▲3） 4兆9100億 （3） 5兆1100億 （4） 5兆3300億 （4） 5兆6200億 （5）


メインフレーム


オフコン


UNIXサーバー


パソコン・サーバー


UNIXワークステーション


PCワークステーション


パソコン


注）値は本誌推定。単位は円で，100億円未満は四捨五入した。カッコ内は前年度比伸び率（％）


表2●1998～2002年度のハード市場規模。1999年度は，メインフレームが大幅減となったものの，パソコンとパソコン・サーバーが大幅に伸びた。







る。今後もこの傾向は続くだろう」と
話す。
その背景には，企業内に分散したシ
ステムを運用管理できる要員が不足し
ている，という事実がある。この問題
を自力で解決できない企業には，アウ
トソーシングが有力な選択肢になりそ
うだ。さらに，ネット・ビジネスに素
早く参入するには，自前でシステムを
構築するのは得策ではないと考える企
業も増えてきた。こうした状況を見た
大手ベンダーは，ネット・ビジネス専
門のアウトソーシング・サービスを提
供する「インターネット・データセン
ター」の運営に相次いで乗り出した。
ASPサービスの市場も急速に拡大し
ていく可能性が高い。特に，多額のシ
ステム投資が困難な中堅・中小企業の
需要の受け皿になりそうだ。
富士通グループの中でいち早くASP
サービスを本格展開してきた富士通シ
ステムソリューションズ（FSOL，東京
都文京区）は，「ASPサービスに対する
需要はどんどん大きくなると見ている。
そのため，ASPに今後も積極的に投資
していく」（松岡貫取締役）。FSOLは
2000年4月に，これまで8種類だった
ASPサービスのメニューを業種・業態
ごとに強化し，一挙に39種類に増やし
た。2003年度には，ASPサービスによ
る収入を，同社の全売上高の40％に当
たる400億円にしたい意向だ。
調査会社も，ASPサービスの市場が
急拡大すると口をそろえる。データク
エストは，「2000年の市場規模は254億
円で，2004年には3127億円に成長す


る。この間の平均成長率は年87％」と
予測している。


企業間取引がシステム開発需要を拡大
情報サービスのもう一つの柱である
システム開発サービスも順調に伸びて
いく。1999年度の市場規模は，前年度
比6％増の6兆8800億円。2000年度
には，同9％増の7兆4900億円に達す
る。2001年度以降も10％ずつ成長す
る見通しである。
システム開発サービスの市場拡大を
けん引するのは，1999年度に続いてネ
ット・ビジネスだ。だが，その内容は
徐々に変わっていくと見られる。2000
年度の後半から2001～2002年度にか
けては，特に企業間取引向けのシステ
ム開発への投資が大きく伸びる。イン
ターネット上で製品調達などの取引の
場を提供する“マーケットプレイス”の
サービスが本格化するのが大きな要因


だ。電子商取引に不可欠なセキュリテ
ィ関連のシステム投資も伸びる可能性
が高い。
業種別に見ると，特に金融業と通信
業のシステム開発投資が活発になる。
「特に金融業界では，大規模な企業合
併によるシステム統合の需要が伸びて
いる。今後はインターネット・バンキ
ングへの投資も拡大するだろう」（デー
タクエストの筒井シニアアナリスト）。


アプリ・サーバーや管理ソフトが有望
サービス市場ほど伸び率は高くない
が，ソフト市場も順調に成長しそうだ。
1999年度は，前年度比7％増の1兆
9400億円。2000年度は，同9％増の2
兆1100億円に拡大する見通しである。
2001年度以降も，8％ずつの成長が見
込まれる。
1999年度に成長した市場としては，
データベース・ソフトを挙げることが
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図1●サーバー市場の推移。成長が著しいパソコン・サーバー市場は，1999年度にはUNIXサーバー市場
を超えた。2002年度には，メインフレーム市場も抜き去る勢いだ。メインフレーム市場とオフコン市場は
減少が続く







は20％ずつ成長すると見込んでいる。
ERPパッケージ（統合業務パッケー
ジ）の市場規模については，さまざまな
意見がある。日本オラクル（東京都千
代田区）でOracle Applicationsのマー
ケティングを担当する大本修嗣アプリ
ケーション製品マーケティンググルー
プ担当マネジャーは，「1999年度の
ERPパッケージ市場は，前年度比50％
伸びた。今後も，会計モジュールを導
入した企業が，次は販売管理モジュー
ルの導入に取り組む，という形で市場
は拡大する。2000年度以降も30％前
後の成長が期待できる」と言う。
これに対して，厳しい見方をするの
が，IDC Japanの野�誠ソフトウェア
リサーチマネージャーだ。「1999年度の
ERPパッケージ市場は，1998年度から
ほぼ横ばいだった。ERPが必要な企業
はほとんど導入してしまったし，1999


年度下半期は西暦2000年問題の影響
で出荷が停滞した。2000年度以降も，
2～3％の伸びにとどまるのではない
か」と見る。


ハードウエア市場


1999年度に前年度比20％減と大幅
縮小したメインフレーム市場は，2000
年度以降もこの傾向に歯止めをかける
のは難しそうだ。主要メーカーがC-
MOS（相補性金属酸化膜半導体）技術
を採用して以来，単位処理性能当たり
の価格は猛烈な勢いで下がっている。
しかも，「企業がデータベース・サーバ
ーとして導入するメインフレームの処
理性能の総和は，今のところ期待した
ほどには伸びていない」（国産メインフ
レーマのあるマーケティング担当者）。
データベース・サーバーとしての需要
が伸び悩んでいる以上，メーカー各社
は今後，ネット・ビジネスなどの新し
いアプリケーションを動かすサーバー
としてメインフレームを機能強化して
いく必要がある。日本IBMがメインフ
レームS/390上でネイティブにLinux
を稼働させることを決めたのは，この
ような市場動向を見通した結果だ。


PCサーバーは低価格を武器に成長
一方，1999年度に前年度比16％増
と大きく伸びたパソコン・サーバー市
場では，低価格機がけん引役になっ
た。富士通の神田実プラットフォーム
ビジネス統括部長代理はこう証言す
る。「パソコン減税を機に100万円未満


できる。データクエストの若原アナリ
ストは，「前年度比5％増と推定してい
たが，実際には10％弱と2倍近く伸び
た」と話す。
今後の成長分野としては「Webアプ
リケーション・サーバー，データ・マイ
ニングなどのBI（ビジネス・インテリジ
ェンス）ソフト，システム運用管理ソ
フトなどの市場が拡大する」（若原氏）
と見る。ネット・ビジネスやCRMへの
取り組みの本格化が，その背景にある。
若原氏の分析によると，1999年度の
Webアプリケーション・サーバーのメ
ーカー出荷金額は100億円。2000年
度は200億円に拡大し，その後も年率
50％ずつ伸びる。BIソフトは，1999
年度が150億円程度で，2000年度以
降は年率30％の成長率を見込む。シ
ステム運用管理ソフトは1999年度に
550億円程度に達した。2000年度以降
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図2●パソコン市場（金額と台数）の推移。1999年度は個人市場が大きく伸び，1000万台の大台に載っ
た。2000年度は，パソコン減税の継続などを追い風に，中堅・中小企業市場が伸びそうだ。今後は，平均
システム単価がさらに低下するので，台数の伸びに比べて金額の伸びは小さくなる







力が，一般消費者のパソコン購入を促
進する。企業向けの市場については，
「パソコン減税の継続が決まったこと
もあり，特に中堅・中小企業のパソコ
ン投資が増えていくだろう」（NECの
佐川マネージャー）。
パソコン市場の一部を，iモードな
どインターネット接続機能を持つ携帯
電話が浸食するという見方がある。こ
うした携帯電話は，機能に制約はある
ものの，メールのやり取りやホームペ
ージの閲覧が可能だ。「パソコンを購入
しなくても携帯電話で十分」というユ
ーザーが現れても不思議ではない。
だが，このことがパソコン市場の動
向に大きな影響を与えることはなさそ
うだ。その理由の一つとして，NECの
佐川マネージャーは，「動画など大容量
のデータを扱うアプリケーションは，
今後ますます増えていくだろう。その
ようなアプリケーションには，携帯電
話よりもパソコンが向いている」と指
摘する。


のモデルをそろえたところ，売れに売
れた。1999年度下半期の出荷台数の
20％は，この低価格モデルが占めた」。
2000年度以降はさらにパソコン・サ
ーバー市場の拡大が予想される。Linux
の普及や，米インテルの「IA-64プロ
セサ」搭載機の登場がその理由だ。
「2000年度には，Linuxを搭載した
Webサーバー専用機など用途限定の
パソコン・サーバーに力を入れていく。
Linuxには，インターネット関連のフ
リー・ソフトが数多くそろっている。
これらのソフトを使って，さらに価格
対性能比を高めれば，販売を促進でき
る」（NECの山内久典Expressサーバ
ビジネス推進部長）。
IA-64搭載機の出荷が本格化する


2001年度には，パソコン・サーバーが
基幹系システムの市場にも浸透し始め
る。「今後は中堅・中小企業のネット・
ビジネス向けにIA-64搭載機を売り込
んでいく」（富士通の神田部長代理）。
「IA-64搭載機は，複数のパソコン・サ
ーバーを1台に集約する統合サーバー
としての役割も担うようになる」（NEC
の山内部長）。


2001年にパソコンは3兆円の大台に
パソコン市場は1999年度に初めて
1000万台の大台に乗るなど，再び急成
長を始めた。ただし，平均単価が大幅
に下落したため，パソコン市場の販売
金額の伸び率19％は，販売台数の伸び
率32％に比べると小さい。電子協の統
計によると，出荷金額で見た1999年度
のパソコン本体の平均単価は，前年度


比8％減の19万9000円で，はじめて
20万円を割り込んだ。
2000年度以降の価格動向について
は，「マルチメディアやセキュリティな
どの高機能を装備する製品が増えるの
で，平均単価の低下に歯止めがかかる
のではないか」（NECの佐川マネージ
ャー）という見方もある。だが，「販売
台数に占める低価格機の割合が増え
て，2000年度は平均単価がさらに10
％程度低下する可能性がある」（富士通
の伊藤公久パーソナルビジネス本部パ
ソコン販売推進統括部長）という意見
が多数派だ。本誌は，低価格化が売り
上げ拡大につながる効果も考慮して，
2000年度以降のパソコン市場の成長
率を5～6％と推定した。2001年度に
は3兆円の大台を達成する見通しだ。
2000年度は，特に個人向けパソコ
ンの機能強化が，市場拡大の追い風に
なる。パソコンでミニディスクを編集
したり，テレビ放送を楽しむことが容
易にできる，といった新しい機能の魅
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各市場の規模は，以下の統計資料を踏ま
えたうえで，メーカーやシステム・インテ
グレータ，日本ガートナーグループやIDC
Japanなどの調査会社，帝国データバンク
（本社東京）などへの取材から本誌が推定し
た。


●参考資料一覧
＊日本電子工業振興協会『わが国における
メインフレームコンピュータの納入実績』
＊同『わが国におけるミッドレンジコンピ
ュータ・ワークステーションに関する出


荷実績』
＊同『わが国におけるパーソナルコンピュ
ータの出荷実績』
＊通産省『我が国情報処理の現状』
＊同『特定サービス産業実態調査報告書』
＊日本パーソナルコンピュータソフトウェ
ア協会『パソコンソフトウェアの市場動
向調査報告書』


ハードは，本体のほか通信機器以外の周
辺装置と基本ソフトを含む。パソコン・ソ
フトは，ワープロ，表計算などのオフィ
ス・ソフトのほか，データベース管理シス
テムや業務用アプリケーションなどを含む。
ただしハードにバンドルされたものは除く


市場規模の推定方法
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ガートナージャパンによると、2006年


の国内パソコン市場は、ベンダー出荷台


数が1364万台となり、前年比3.6％減


となった。法人市場は、大企業が買い替


えサイクルの谷間に入った影響で0.2％


減、個人市場はWindows Vistaの出荷


を待つ買い控えなどの原因により8.0％


減となった、とガートナーは分析する。ベ


ンダー別に見ると、デル、東芝、ソニー


が出荷台数を伸ばし、かつシェアも増や


した。富士通は台数が減ったものの、シ


ェアは拡大。NECが台数、シェアともに


落とした。


1月29日発表。詳細は「ガートナー2006年日本パ
ソコン市場出荷速報」http://www.gartner.
co.jp/press/pdf/pr20070129-01.pdf


日経マーケット・アクセスがユーザー企


業の情報システム担当者を対象に、主


要ベンダーの満足度を調査したところ、


製品/サービス・ベンダーではシスコが、SI


ベンダーでは日立電子サービスが、それ


ぞれトップの評価を得た。代表的な多変


量解析である主成分分析（変数同士の


相関関係を分析する手法）で満足度を数


値化した。


製品/サービス・ベンダー13社の総合


満足度（第1主成分）調査では、シスコが


抜きんでていたが、それ以下は大きく差


が出なかった。ただし、SAPジャパンへ


の満足度は低かった。第2主成分の値


から、富士通はサポートの満足度が高く、


アドビは価格の満足度が高かった。


一方、主要SIベンダーの調査では、1


位が日電サ、2位は富士通サポート＆サ


ービス（Fsas）。伊藤忠テクノソリューシ


ョンズとNTTデータは、第2主成分の


「業務・業界知識の満足度が高い」と評


価された。


1月19日発表。詳細は「主要ベンダー満足度で
レノボ、マイクロソフト、SAPが「負け組」主要
SIerへの満足度では日立電サとFsasが抜け出
す」


2006年の国内PC出荷台数は前年比マイナス3.6％
Vista待ちの買い控えと大企業の落ち込みが響く


SIベンダー満足度は日立電サとFsasが抜群の好成績
製品ベンダーではSAPやレノボ、MSが低迷する


国内PC市場におけるメーカー別台数シェアの推移 
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総合満足度低い 


総合満足度低い 


第2主成分  製品・サービスの質が良い 


運用サービス力、価格がよい 


価格が優れている 


主な情報通信製品/サービス・ベンダー13社の満足度調査 


主なSIベンダー10社の満足度調査 
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NECソフト 
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レノボ・ジャパン 


 


第1主成分主成分 
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第1主成分 
総合満足度高い 


第1主成分主成分 
総合満足度高総合満足度高い 


第1主成分 
総合満足度高い 


日立電子サービス 


第2主成分  製品・サービスの質が良い 
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特 集


パソコン部門の満足度ランキングの推移


2001年 02 03 04


台頭する新勢力の
勝ち方


デル


エプソンダイレクト


松下電器産業


王者デルの不覚
2005年アフターサービス調査2005年アフターサービス調査







「いくらかけても電話がつなが


らない。修理をあきらめて不便を


我慢しながら使っている」


「サポート担当者のスキ


ルが以前に比べて著しく低


下したようだ」


「マニュアルに書いてあ


ることをそのまま言われた。


そんなことは分かっているのに


…。人間味がない」


「トラブルが解決しなかったの


で返品した。返金時の対応も悪い。


もう二度と買わない」――。


これらは、本誌が実施した「2005年


アフターサービス調査」で、パソコン


大手、デルに対して寄せられたユーザ


ーの不満と怒りの声である。


もちろん、「対応が速い」「親身」「技


術レベルが高い」と、同社のサービス


に満足しているユーザーもいる。だが、


今回の調査でデルは、4年間守り続け


てきた満足度1位の座を滑り落ち、順


位を一気に7位まで下げた。パソコン


サポートの王者に、いったい何が起き


たのか。


「日本語が通じない！」
その答えもユーザーの声にあった。


「どうやら中国のコールセンターに


電話がつながったようだ。日本語がう


まく通じなくて、トラブルの細かい内


容が伝わらず、困ってしまった。サー


ビスの質の低さに失望した」


同様の指摘は、デルのアフターサー


ビスについて「不満」と答えたユーザ


ーだけでなく、「満足」「どちらでもな


い」と答えた人からも多く寄せられ、


問題の根深さを浮き彫りにした。


「日本語が通じにくい中国のコール


センター」とは、中国・大連市の「アジ


ア・サービス・センター」である。2002


年12月に開設。当初はデル日本法人


の経理事務や社内情報システムの運用


を請け負う拠点だったが、2003年 3
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王者の転落――。
本誌恒例の「アフターサービス調査」で今年、大きな異変が起きた。
パソコン部門で4年連続満足度1位の座を守り、
業種を超えた企業から「顧客サポートの範」とされてきたデルが、
順位を一気に7位まで落としたのだ。
コールセンターでの24時間の顧客対応など、
サポートの基本的なインフラは、もはや整備されているのが当たり前。
満足度で他社に差をつけるには、ワンランク上のサービスが不可欠だ。
デル転落の直接的な要因は、中国での電話サポートの不評だが、
勢力図激変の根底には、国内メーカーの急速な追い上げがある。
苦悩するデルの現状と、「サポート戦国時代」の勝ち方を探った。


（編集委員水野 博泰、安倍 俊廣、大竹 剛）







月から顧客サポート、つまりコールセ


ンターとしての機能も持つようになっ


た。日本国内の福井県、沖縄県、神奈


川県に次ぐ第4のコールセンターとし


て、電話や電子メールによる顧客対応


業務を手がける。


大連センター開設の少し前、2001


年後半からデルは一般消費者向けの販


促活動を強化。その効果が出て、個人


向けパソコンの出荷台数は、2002年


が前年比約2倍、2003年は同1.5倍と


急激に伸びた。パソコン全体の国内出


荷台数が前年比マ


イナスに落ち込む


中で、競合他社を


引き離す驚異的な


成長を遂げていた


のだ。


当然、顧客から


の問い合わせも増える。大連にコール


センター機能を付加したのは、急増す


る顧客からの問い合わせに、できる限


り低コストで対応するためだった。


かつてデルの顧客の中心は、パソコ


ンの中・上級ユーザーだったが、最近


は家電感覚でパソコンを購入する初級


者の比率がぐんと上がってきた。顧客


の層とニーズが多様化する中、顧客満


足と低コストを両立させるためには、


人件費の高い日本国内でコールセンタ


ーの拡充を続けるだけでは、いずれ限


界が来る。大連センターの立ち上げは、


デルがこれからも勝ち続けるために必


要不可欠な戦略だった。


滑り出しは順調だったという。


大連センターのオペレーター第1陣


は、現地及び日本で採用した中国人と


日本人、十数人から成る混成チームだ


った。少し聞いただけでは日本人との


違いが分からないほど、流暢な日本語


を話す中国人が揃った。大連には、語


学が堪能なだけでなく、ビジネスを学


ぼうという意欲に燃えた人材が集まっ


てくる。大連センターのオペレーター


も、パソコン技術や顧客対応の作法を


進んで学び取ろうとする熱意に満ちて


いた。


「少しぐらい言葉がたどたどしくて


も、熱意と誠意でカバーできると確信


していた。実際、大連のアフターサー


ビスに感激したお客様から感謝状


を頂いたこともあった」


大連センターの立ち上げに携わった


カスタマーサポート本部の中嶋信二部


長はそう振り返る。だが、センターの


陣容が30人、50人と膨らむのにつれ


て、様子がおかしくなってきた。


オペレーターを募集すれば中国全土


から希望者が殺到するのだが、スター
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特 集


首位転落の要因を
険しい表情で語る
浜田宏デル社長


速すぎた成長スピード
顧客の声に学び直す


「 」







ト時に集めた最高ランクの人材は


なかなか確保できない。中嶋部長は


2000人近くの応募者と面接を繰り返


した。確かに、皆、日本語はそこそこ


うまい。だが、製品に不満を抱きなが


ら電話してくる顧客を相手に、会話の


キャッチボールができる人は、ほんの


一握りしかいなかった。


デルが要求するスキルを身につけた


人材が、中国には思った


ほどいなかった――。そ


れがデルの最大の誤算だ


った。


スキルの足りないオペ


レーターには、パソコン


の技術的な知識習得に加


えて、日本語の会話術、


文化面での訓練を徹底し


なければならなかった。


その間にも、日本ではパ


ソコンが飛ぶように売れ


ていく。顧客からの問い


合わせはすさまじい勢い


で増えていった。


やむなく、必ずしも万


全ではない状態で、新し


いスタッフを現場に送り出すことが続


いた。顧客はそこに期待と現実のギャ


ップを敏感に感じ取った。大幅な満足


度低下は、その結果と言える。


「デル・スピード」に負けた
デルの浜田宏社長は言う。


「サポートに対する満足度が低下し


たという事実は、重く真摯に受


け止めている。言い訳にはならない


が、ビジネスの成長スピードが速すぎ


た。特に一般消費者向けは市場の伸


びの数倍から数十倍の勢いで拡大し


ている。コールセンターにかかってく


る電話も膨大な件数になってきた。


正直言って、それを十分カバーでき


るだけの人材獲得とトレーニングが


できなかった。


以前はどちらかというと中級者、上


級者、リピートのお客様が多かったが、


初めてパソコンを購入するような方も


加わり、顧客層が多様化したことも対


応が後手に回った一因だ。当社に限


ったことではないが、ウイルスをはじ


めとしてパソコン関連のトラブルが複


雑化し、ハードウエアの知識だけで


は十分なサポートができなくなってき


ている」


ライバル企業の猛烈な追い上げを受


けただけでなく、デルは自らの成長ス


ピードに負けたとも言える。


大連センターの開設は、米デルの北


アジア地域担当副社長でもある浜田氏


が、国境と組織の壁を超えて決断した


ものだった。浜田氏はこのセンターが


サポート拠点として十分な役割を果た


していないという批判にこう答える。


「デルの使命は、直販のビジネスモ


デルと低コストを武器に、世界


中の皆さんに最高のコンピューターラ


イフを送ってもらうこと。どんな時も、


顧客満足と低コストの両方を兼ね備


えていなければならない。どちらか


一方だけではダメ。その点で、大連


はベストな場所だと判断した。


立ち上げ前に私自身が大連に飛


び、大学に行って学生を面接した。


彼らは素晴らしい才能を持っている


し、何といっても熱意がみなぎってい


る。こんなことを言ったら怒られるか


もしれないが、昔の日本にもこんな


時代があったな、と思う


くらい目がきらきらと輝い


ている。これはいけると


確信して、センターの開


設に踏み切った」


大連センターには、日


本で採用した日本人スタ


ッフも送り込んでいる。


給与は年俸制で最低ライ


ンが5万元（約65万円）。


日本国内でコールセンタ


ーを拡充するよりも、コ


ストは格段に低い。


「我 は々、半年先、1年


先のコスト削減だ


けを目指しているのではない。5年


先、10年先の顧客満足度向上も同時


に考えている。コールセンターのコス


トを抑えることで、一人ひとりのお客


様に十分な時間をかけて対応できる


ようになる。長期的に見れば、（大連


センターは）必ず大きなメリットを生む


はずだ」


パソコン業界では、「デルは大連か


ら撤退し、アフターサービス業務を日


本国内に戻しているようだ」という噂


も流れているが、浜田氏はきっぱりと


否定する。


「日本のコールセンターも充実させ


るが、大連はこれからさらに強


化していく。採用とトレーニングに、
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デルが中国・大連市に開設したアジア・サービス・センター。顧客の不満が集中した







もっと力を入れ、お客様を本当に満


足させられるレベルになるまで現場


に出さない。オペレーターの“粗製乱


造”は一切やめる。


他社のやり方も参考にするが、ま


ずはお客様の声に真摯に学びたい。


ランキングで首位を奪還できるかど


うかは分からないが、来年は満足度


のスコアを絶対に上げてみせる」


今回の調査で、パソコン部門のトッ


プに輝いたのは前回4位のエプソンダ


イレクト、2位は松下電器産業で前回


9位からの大躍進となった。さらに、


日本 IBM、NEC、日本ヒューレッ


ト・パッカード、富士通が続き、前回


2位のアップルコンピュータは8位に


後退。全体として、順位は大きく入れ


替わった。


高いレベルでの接戦に
ただし、満足度の値に注目すると、


1位のエプソンダイレクトから8位の


アップルコンピュータまでが約10ポ


イントの間に密集する接戦だったこと


が分かる。


デルは、前回の調査でランキング1


位を死守したが、満足度は前年よりも


やや下がっていた。そして、今回の調


査で大幅にポイントを落とした。これ


は、大連センターがサポート業務を開


始した時期とピタリと一致する。


2001年の調査から 4年間の変化を


見ると、上位と下位で40ポイント以


上も開いていた格差が次


第に縮小、レベルが全体的


に上がってきた。各社がアフ


ターサービスを拡充した結果


であり、顧客にとっては歓迎


すべきことだが、メーカーに


とっては、アフターサービス


で他社との違いを打ち出しに


くくなっている。


アフターサービスの質を維


持・向上させる努力を少しで


も怠ったり、変化への対応が


遅れたりすれば、たちどころ


に順位が入れ替わる。パソコ


ンのサポートは、そんな下克


上の時代に突入した。


好調アップルも急落
では、今年、パ


ソコン部門の接戦


を制したエプソン


ダイレクトの勝因


は何だったのか。


「当社の顧客は、


ビジネスユーザ


ー、パワーユーザーが大半。


彼らにとっては電話がつなが


りやすいかどうかよりも、1分1秒で


も速く問題を解決してパソコンが使え


ない時間を減らすことが大事だ。だか


ら、当社のサポートは、スピードアッ


プの一点に集中して改善を重ねてき


た」。エプソンダイレクトの小松清治


取締役はこう話す。


同社のサポートの一番の目玉は「1


日修理」だ。保証期間中の製品につい


ては、修理センターに到着してから


48時間以内に修理を終えて返送する


ことを顧客に「確約」している。実際


には、到着したその日のうちに修理が


完了するものが約7割を占めているの


で、最短3日で顧客の手元にパソコン


を戻せる。このスピードは、恐らく業


界ナンバーワンだろう。
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1日修理は、地道な改善の積み


重ねによって実現したものだ。東京


と長野の2カ所にある修理センターに


は、過去6年間に販売した全機種の、


およそ4000種類の部品が常に用意さ


れている。宅配便業者と交渉して、そ


の日の修理品が毎朝 8時30分までに


すべてセンターに到着するようにし


た。9時の始業から一斉に修理作業を


始められるようにするためだ。


実は、パソコン部門の「修理スピー


ド」の項目で満足度1位となったのは


アップルコンピュータで、エプソンは


僅差の2位に甘んじた。ここ数年、ア


ップルも修理スピードの向上に徹底的


にこだわり、顧客から預かった製品の


うち約95％はその日のうちに修理を


完了させる体制を整えた。


そうした努力の甲斐あって、アップ


ルは2001年の調査から急


速に満足度を上げてきた。


前回は2位にまで這い上が


り、首位デルを射程圏にと


らえていた。だが、今回は


満足度を落とし、順位を大


きく下げてしまった。


その原因の1つは顧客層


の変化だ。デジタル音楽プ


レーヤー「iPod」の爆発的


ヒットが引き金となり、こ


れまでウィンドウズ・パソ


コンを使っていた人や、初


めてパソコンを買う人が、


アップルの顧客として急激


に流れ込んできた。特に2004年7月


に「iPodミニ」を発売してから、その


傾向が顕著になった。


アップルのパソコンを気に入って購


入するというより、iPodを購入した


のでアップルのパソコンも買うという


新しい連鎖が生まれた。この変化への


対応が後手に回ったことが、満足度の


低下に直結、エプソンと明暗を分けた


ものと見られる。


満足度を下げたデル、アップルの例


は、好調な販売が、逆に顧客の満足度


を低下させるという皮肉な因果関係を


見せつけた。アフターサービスに完成


形や終着点はない。変化に応じて常に


改善を加えていかなければ、思わぬ落


とし穴にはまり、顧客からの信頼を一


気に失うことになる。


違いを生む「何か」
アフターサービスの全体的なレベル


が上がり、順位争いが激しくなってい


るのは、パソコン部門だけに限らない。


例えば、自動車部門では、上位6社の


満足度が前回は約14ポイントの幅に


分布していたが、今回は約9ポイント


に縮まった。デジタルカメラ部門では、


前回調査の上位10社の満足度は約31


ポイントの幅に分布していた。ところ


が、今回は1位のニコン、2位のキヤ


ノンが後続を大きく引き離し、3位か


ら10位までの8社が13ポイントの幅


にひしめく結果となった。


騰落の理由がはっきりしていれば対


処法も考えられるが、中にはそれが難


しいケースもある。例えば、デジタル


カメラ部門で前回1位だったカシオ計


算機。今回は満足度を20ポイント近


く下げて7位に転落した。


カシオのデジカメ事業自体は好調


だ。2004年度の出荷台数は370万台


で、2003年度を 100万台上回った。


2005年度も500万台と強気の見通し


を立てている。


だからこそ、同社品質保証室の濱中


明室長は、「この1年で満足度が下が


る原因が見当たらない」と首をかしげ


る。平均修理日数は 2003年度末の 7


～8日から、2004年度末には6日に短


縮。部品の在庫不足による遅れはほぼ


撲滅した。それだけの改善を実施して


も、現実の順位は急降下した。


「デジカメ業界のアフターサービス


のメニューや水準は、ほぼ各社横並び


になった。にもかかわらず、上位2社


との間に差がついたということは、満


足度を左右する要因として、我々が測


定しているデータだけでは見えてこな


い“何か”がありそうだ」


（濱中室長）


どこから矢が飛んでくる


か分からない。それが今ど


きのアフターサービス競争


の怖さなのかもしれない。


濱中室長は改めて自社のサ


ービス体制を洗い直してみ


るつもりという。


アフターサービスをおろ


そかにする「売りっぱなし


企業」は、もう生き残るこ


とはできない。しかし、こ


れまで見てきたように、全


体のサービスレベルが上が


る中で、顧客の心をつかみ続けるのは


容易ではない。ほんのわずかな油断や


慢心を、消費者は敏感に感じ取る。


では、団子状態の混戦を抜け出して、


ライバルに差をつけるには何をすべき


か。次章では、今回の調査で満足度を


大きく上げたデジカメ部門のキヤノ


ン、洗濯機部門の三洋電機、自動車部


門のダイハツ工業にスポットを当て、


躍進の秘密を探る。
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　パソコンの購入時には気にならな
かったかもしれない。ただ、万が一
のトラブルが起きたときに痛感させ
られるのがサポートの重要性だ。製
品カタログからは分かりにくいが、
実はメーカーが提供しているサポー
トの内容や運営方法は大きく異なる。
しかもメーカーは新しいサポート項
目を追加するなど、内容の改変を繰


り返している。自分のパソコンのメ
ーカーがどんなサポートを提供して
いるのか。これを十分に把握してお
くことが、いざトラブルが起きたと
きのスムーズな解決につながる。
　各メーカーのサポート項目につい
ては61ページから詳細を解説する
が、ここでは全メーカーに共通する
サポートの最新事情を見ていこう。


各社が提供しているサポートの中身
を大ざっぱに分類すると、図1のよ
うになる。「マニュアル」「Webペー
ジ」「電話相談」「修理」の4種類だ。
　このうちマニュアルとWebペー
ジはユーザーが問題を自己解決する
ための手段だ。問題に該当する項目
をユーザーが探しやすくするために、
FAQ（よくある質問と回答）やトラ


PHOTO：ⓒMIXA CO.，LTD. /amanaimages


パソコンサポート
最前線


●メーカーサポートは主に4つのジャンルに分類できる


冊子のマニュアルで設定や操作方法
を解説する。パソコンの画面上で表
示する電子マニュアルもある


FAQ（よくある質問と回答）のほか、
アップデート用のファイル、パソコ
ン活用法などを掲示している


Windowsの操作方法などパソコン
の使い方や技術的な疑問点について
相談できる


パソコンが故障したときに、不具合
を直す。通常はパソコンをメーカー
の工場に引き取る


マニュアル／電子マニュアル1 Webページ2 電話相談3 修理4


誰だってトラブルに巻き込まれたくはないが、
不測の事態は突然やってくる。動作がおかしい、
止まってしまう、ときには故障することもある。
そんなときに頼りになるのはメーカーのサポー
トだ。徹底取材で見えてきたパソコンメーカー
主要13社のサポートの実態に迫る。


（松元 英樹＝日経コミュニケーション）


「困った！」ときの頼みの綱─各社の取り組みを徹底取材


主要メーカー13社特集 2


図1
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ブルシューティングといった欄を設
けて解決方法をまとめている。
　トラブル解決の方法だけでなく、
マニュアルやWebページで、パソ
コンの基本操作や活用法を解説して
いるメーカーも多い。NEC、富士通、
東芝などのメーカーは画面上で操作
を学べる電子マニュアルを添付して
いる。Webページで解説用の動画
を掲載するメーカーも増えている。
　付属ソフトにトラブルを未然に防
ぐためのサポート用ツールを含んで
いる機種も多い。例えば、自動アッ
プデートツールは最新ドライバーな
どの有無を確認できる（図2左）。


“お待ちください”を解消
　ユーザーが自分で解決できない問
題の場合は、電話相談の窓口を利用
する。サポート担当者に直接質問で
きるので初心者にも親しみやすいが、
電話がつながりにくいと感じるユー
ザーも多い。特に休日明けの午前中
などは電話が集中しやすい。
　確かに、受話器を耳に当てて「し
ばらくお待ちください」というアナ
ウンスを聞き続けるのは苦痛に感じ
る人も多いだろう。そこで、複数の
メーカーが「電話サポート予約」を
実施している。Webページで予約
をすると、担当者がその時間に電話
をかけてきてくれるのだ（図2右）。
Webページで質問を書くと回答を
返信してくれる「メールサポート」
を提供しているメーカーも多い。
　最近では「遠隔サポート」を提供
するメーカーが増えてきた（図3）。
サポート担当者がユーザーの画面を
見ながら操作の指示を出してくれる。
アイコンやボタンの位置をペン書き


機能で示す機能もある。
　電話サポートで注意しておきたい
のは、メーカーによっては利用期限
があること。期限を越えるとサポー
トは有料になる。例えば、NECや
シャープの利用期限は1年間。富士
通は10件までの回数制限がある。
　電話の使い方相談は、どちらかと


いうとパソコンに慣れていない初心
者向けだ。これに対して、使い方相
談を必要としない中・上級者では、
パソコンが故障したときの修理対応
が重要だという人が多いだろう。
　パソコンを修理に出せば、当然そ
の間はパソコンが使えない。今やパ
ソコンは仕事や生活の必需品。1日


パソコンサポート最前線
主要メーカー13社 特


集
２


パソコンサポート
最前線


●インターネットやWebサイトを使ってサポートを効率化


図2　各メーカーはインターネットの特性を生かし、サポートの効率化を目指している。例えば、デバ
イスドライバーなどを定期的にアップデートするツールを添付しているメーカーは多い（左）。Webペ
ージ上で電話サポートの予約サービスを設けているメーカーもある（右）


自動アップデート サポートの電話予約


●初心者でも分かりやすい遠隔サポート


図3　「スタートボタンからマイコンピュータを右クリックして……」と操作方法を言葉で説明されても、
パソコンに慣れていない人にとっては分かりづらいことがある。遠隔サポートを使えば、サポート担
当者がユーザーの画面を見ながら、操作すべき場所を指示できる


●修理はメーカーのピックアップサービスが迅速


図4　修理が必要となった場合に、製品を引き取るために宅配業者を手配するピックアップサービスを
用意しているメーカーが多い（左）。販売店に持ち込む場合（右）と比べて、製品の引き渡しから返却ま
での期間を短縮しやすいというメリットがある


分かりました。
ここですね


赤丸の部分をクリック
してください


サポート担当者


ユーザー


引き取り


返却


修理 修理


販売店


メーカーの引き取り ユーザーが販売店に持ち込み


持ち込み


引き取り
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せずに問題が解決しているという。
NECや富士通などは、修理診断用
のWebページも設けている（図5）。
　故障したパーツがどれなのか分か
っている場合は、交換用の部品だけ
を送付してくれる「修理部品の送付」


でも早く返してほしいというのがユ
ーザーの切実な願いだ。
　修理期間を短縮するために、「引
き取り」サービスを導入しているメ
ーカーは多い。修理を申し込むと、
宅配業者がパソコンを引き取り、修
理工場に直送する。修理が終われば
再びユーザーへ返送する（図4）。修
理品は販売店に持っていくという人
も多いが、一部の販売店ではメーカ
ーに修理品を引き渡すのに時間がか
かることもあるという。やはりメー
カーの引き取りサービスを利用する
のが確実かつ迅速だ。


修理をしないのが最善
　修理に出したら“問題なし”で返
ってきた。よく調べると設定が間違
えていただけだった……。こんな無
駄を避けるために、修理の電話窓口
では、ユーザーに質問を問いかけ、
本当に修理に出すべきか診断してい
る。あるメーカーでは、修理窓口の
問い合わせの中で、約6割は修理を


サービスもある。ゲートウェイやデ
ル、日本HPなど主に直販メーカー
が実施している。修理の進行状況を
Webページで確認できるメーカー
も多い。最近では、携帯電話による
確認サービスも登場してきた。


■サポートを利用する上で、ユーザー
が気を付けるべき点は？
園田氏：サポートは私たちから提供し
ているものなのですが、実はユーザー
の方の協力があって初めてスムーズに
ご案内できるのです。まずはパートナ
ーとして私たちを信頼していただき、
問題の状況をお話しください。二人三
脚で解決の糸口を探っていきましょう。
ペースはこちらで合わせますので、話
し方の速い遅いは関係ありません。


阿部氏：メールサポートでは、Web
上で自由に内容をお書きいただくので
すが、文章が短すぎるとどんな問題な
のか推察しづらいことがあります。
■怒りをぶつけるユーザーもいる？
園田氏：確かに最初からヒートアップ
されている方もいますが、だからとい
って対応が難しいとは考えていません。
ユーザーの方のパソコンの習熟度に合
わせて、的確に対処方法を提案するこ
とが大切なのです。


■サポート業務のやりがいとは。
阿部氏：的確に回答できるよう、こう
かな、ああかなと返信して「そうだっ
たんだよ」という声がもらえるとうれ
しいです。もちろん、その逆もありま
す。その場合は反省材料として活用さ
せてもらっています。


現役サポート担当者が教える


失敗しないサポート利用のコツ


●修理を効率化するために各種のメニューを用意


図5　修理の際のユーザーの負担を低減する
ため、各メーカーはさまざまなメニューを追
加している。NECや富士通のWebページで
は修理診断ができる（左上）。ゲートウェイ
などは修理用の部品を送付するサービスを実
施している（左）。ソニーは携帯電話で修理
料金の見積もりが分かるようにした（上）


Webページで修理診断


修理部品の送付サービス


携帯電話で修理を見積もり


富士通 北九州サポートセンターの園田智也
さん（左）と阿部奈津美さん（右）
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パソコンサポート最前線
主要メーカー13社 特


集
２


　購入後2年目以降のサポート料金
を有料とする新しいサポート体系を
2007年11月から導入した。通常の
電話サポートのほかに、他社の周辺
機器やアプリケーションにまで対応
できる範囲を拡大した「PCプレミ


アムセンター」も開始した。
　新体系に移行することで、電話の
つながりやすさが向上したという。
どんなことでも電話しようというユ
ーザーが減り、電話回線の利用効率
が高まったためだ。一部には、有料


化に不満の声もあったものの、PC
プレミアムセンターを実際に利用し
たユーザーからは満足の声が多く寄
せられているという。
　修理の過程を効率化するため、サ
ポートページ内に、故障の診断がで
きるサイトを設けている。診断機能
は電話の修理窓口でも使っている原
因発見のノウハウを形にしたもの。
修理が必要と診断された場合は、そ
の場で修理を申し込める。Webサ
イトで有料修理を申し込むと、代金
が2000円の割引きとなる。


他社製品も相談できる有料サービスを用意


NEC
http://121ware.com/


［主なサポート項目］


電話サポートの受付時間 電話の通話料
無料電話サポート


の期間
電 話 サ ポ
ート予約


遠隔
サポート


メール
サポート


修理部品の
送付


9〜17時（年中無休）、予
約をすれば24時間対応


無料 購入後1年間 〇 〇 ─ ─


修理の受付時間
（電話窓口）


保証期間内の修理方法


24時間（年中無休）
引き取り
（無料）


●利用期間や相談内容が異なる3種類の電話サポート
名称


無償サポート


有償サポート


PCプレミアムセンター


利用期間


購入後1年間


購入後2年目以降


いつでも＊


他社製品の相談


─


─


〇


利用料


無料


1件で2000円または3分315円


2件で4620円（チケット制）


＊チケットの有効期間はサービス登録日より1年


Webサイトの見やすさと分かりやすさを重視


アップル
http://www.apple.com/jp/support/


　サポート用のWebページを重視
している。機種ごとに情報を集めた
ページを用意し、操作法やトラブル
解決方法が参照できる。PDFマニ
ュアルもダウンロード可能。サイト内
には、ユーザーが質問を書き込むと、
別のユーザーが解決方法を回答して
くれる掲示板「Apple Discussions」
も設置している。
　電話の無料サポート期間は購入後


90日間と比較的短い。無料期間後
にユーザーから電話があった場合に
は、質問内容に該当するWebペー
ジのURLを紹介しているという。
　ここ数年は修理体制の強化にも力
を入れた。ユーザーが発送してから
手元に戻ってくるまでの期間は最短
で3日。修理受注データやパーツ管
理の適正化を進め、修理の作業は基
本的に1日で終了させる。


　全国に7カ所ある直営店アップル
ストアでも、修理窓口を設けている。
各店舗には修理作業をする環境も整
っており、複雑な修理でなければ翌
日にはユーザーに戻せる。


●ユーザーが質問できる掲示板


Webページにユーザーが質問を投稿して別のユ
ーザーが回答を書き込む掲示板を用意している


［主なサポート項目］


電話サポートの受付時間 電話の通話料
無料電話サポート


の期間
電 話 サ ポ
ート予約


遠隔
サポート


メール
サポート


修理部品の
送付


9〜19時（月〜金）、9
〜17時（土日祝日）


無料 購入後90日間 ─ ─ ─


修理の受付時間
（電話窓口）


保証期間内の修理方法


電話サポートと同じ
引き取り（無料）、出張（デ
スクトップのみ、有償）


〇
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土・日曜日も工場を稼働して修理を迅速に


エプソンダイレクト
http://shop.epson.jp/


　製品が工場へ届いたその日に、修
理作業を終える「1日修理」を継続
している。2007年10月からは、土・
日曜日も含めて修理作業をする体制
とした。土曜日に着荷すれば、その
日に修理をして、月曜日にはユーザ
ーの手元に届く。
　修理の時間を短縮するために細か
い改善を積み重ねてきた。問題の難
しさを4段階に分け、適切に熟練の


技術者を割り当てている。
　何時間もテストをしても、ユーザ
ーが訴える現象が再現できないこと
もある。その場合には、原因と考え
られる部品を予測して交換する。も
ちろん、あらゆる動作に問題ないか
を検査した上で返却する。
　製品には1年間の製品保証に加え
て、3年間のパーツ保証が標準で付
く。購入後2〜3年で修理をする場


合、工賃と送料で代金は一律 1 万
4175円と固定している。そのため、
見積もり料金をユーザーに確認する
手間が必要ない。こうした点が修理
期間の短縮につながっている。


●工場到着後1日で修理


修理の電話窓口とデータベースを統一、パーツ
在庫や人員シフトを適正化するなど細かい改善
で1日修理を実現している


［主なサポート項目］


イーマシーンズ製品の電話サポートを24時間に


ゲートウェイ
http://jp.gateway.com/support/   http://www.emachines.co.jp/support/


　従来、イーマシーンズブランドの
電話サポートは深夜の対応をしてい
なかったが、2007年4月から24時
間対応に切り替えた。以前から夜間
の電話が多かったため、ユーザーの
要望に応えた。サポート担当者の研
修も強化し、解決率を高めた。
　2007年初頭のモデルからマニュ
アルを強化。ユーザーからの要望が
多かったメモリー、HDDなどの交


換手順を解説した冊子を添付した。
2007年半ばからは、付属品リスト
の紙も添付するようにした。
　BIOSやドライバーなどのアップ
デートを通知して、自動的にインス
トールしてくれるBigFixというツ
ールを製品に添付している。部品の
不具合など不測の事態が起きた場合
にも、BigFixでユーザーに告知す
ることもあるという。


　修理期間の短縮を目指し、工場内
では2日以内の作業完了を目標とし
ている。修理部品の送付サービスを
実施しているほか、九十九電機や上
新電機に修理拠点を設けている。


●ユーザーが修理部品を交換


修理部品の送付サービスは、ドライブ類から電
源ユニットまで、さまざまな部品に対応。図は
カードリーダーの交換マニュアル


［主なサポート項目］


電話サポートの受付時間 電話の通話料
無料電話サポート


の期間
電 話 サ ポ
ート予約


遠隔
サポート


メール
サポート


修理部品の
送付


9〜22時（月〜金）、9
〜18時（土日祝日）、指
定日は除く


無料 期間制限なし 〇 ─ 〇


修理の受付時間
（電話窓口）


保証期間内の修理方法


電話サポートと同じ
引き取り（無料）、出張（有
料）


─


電話サポートの受付時間 電話の通話料
無料電話サポート


の期間
電 話 サ ポ
ート予約


遠隔
サポート


メール
サポート


修理部品の
送付


24時間（年中無休）
ゲートウェイ製品
は無料、イーマシ
ーンズ製品は有料


購入後1年間 ─ 〇 〇


修理の受付時間
（電話窓口）


保証期間内の修理方法


電話サポートと同じ 引き取り（無料） 〇
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パソコンサポート最前線
主要メーカー13社 特


集
２


ユーザーが求める“家電の分かりやすさ”を目指す


シャープ
http://support.sharp.co.jp/mebius/    http://i-aquos.sharp.co.jp/


　液晶テレビに接続して使うパソコ
ン「インターネットAQUOS」のサ
ポートに注力している。液晶テレビ
と同時に購入したユーザーは、家電
感覚で簡単に使いたいと考える傾向
があるという。そうした要望に応え
るため、マニュアルにはリモコンの
詳細な解説も付けた。
　インターネットAQUOSは出張修
理が無料（購入後1年間）。修理拠点


は全国に約100カ所あり、申し込み
から即座に訪問できる体制がある。
　電話サポートは解決率の向上を目
指している。電話で質問を受けた後
には、関連したWebページのURL
をメールでユーザーに伝えている。
2008年1月からは、ユーザーが解決
できたかどうか確認できていない場
合に、担当者から電話をかけて「解
決できましたか」と聞くようにした。


　WebページではQ＆Aコーナー
を拡充。動画を使った操作説明が好
評だという。電話サポートに寄せら
れた質問からユーザーの要望を分析
して内容を刷新している。


●丁寧さを重視したマニュアル


［主なサポート項目］


出張修理の試験運用や家電連携のサポートも


ソニー
http://vcl.vaio.sony.co.jp/


　一部機種で出張修理サービスを試
験的に始めた。ユーザーが初心者の
場合など、電話サポートでは問題が
解決しづらいことがある。とにかく
来てほしいと訴えるユーザーは多い
からだ。メーカー側も訪問サポート
から学ぶことが多い。例えば、電源
ケーブルが抜けていたという場合、
修理工場で引き取っても故障部分は
見つからない。ところが、訪問サポ


ートであれば、問題がすぐに判明す
る。実際に同社では、1年ほど前か
ら電源ケーブルに「確実に奥まで挿
入してください」と書いたシールを
貼り付けるようになったという。
　電話サポートでは同社製の液晶テ
レビ、ビデオカメラなどとの接続方
法に関する質問が増えている。2006
年8月からは専門チームを作って、
これらの質問に対応している。


　2007年4月からは、携帯電話で修
理の見積もりや進ちょく状況を確認
できるようにした。案内の紙に書か
れたQRコードを携帯電話に読み込
ませると、専用サイトが開く。


●電話の対応範囲を拡大


満足度の高い遠隔サポートの利用を増やしてい
るほか、テレビなど家電との連携に関する質問
にも積極的に回答している


［主なサポート項目］


電話サポートの受付時間 電話の通話料
無料電話サポート


の期間
電 話 サ ポ
ート予約


遠隔
サポート


メール
サポート


修理部品の
送付


9〜21時（月〜金）、9
〜18時（土日祝日）、年
末年始は除く


無料 購入後1年間 〇 〇 ─


修理の受付時間
（電話窓口）


保証期間内の修理方法


9〜20時（月〜土）、9〜
18時（日祝日）、年末年始
は除く


引き取り（無料）、出張（イ
ンターネットAQUOSは
無料）、持ち込み


─


電話サポートの受付時間
電話の
通話料


無料電話サポート
の期間


電 話 サ ポ
ート予約


遠隔
サポート


メール
サポート


修理部品の
送付


9〜18時（月〜金）、9〜17時（土
日祝日）、年末年始は除く、予約を
すれば24時間対応


無料
期間制限なし（一
部の旧機種を除く）


〇 〇 〇


修理の受付時間
（電話窓口）


保証期間内の修理方法


9〜20時（月〜金）、9〜
17時（土日祝日）、年末年
始は除く


引き取り（無料） 〇＊


「接続・設定編」
などジャンルご
とに分けた冊子
を添付している


初心者にも分かりや
すいよう、リモコン
の各ボタンの使い方
も丁寧に解説


＊キーボードやマウスなど一部の付属品のみ
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Webサイトや付属ソフトの強化で初心者も安心


東芝
http://dynabook.com/assistpc/


　Webサイト上で操作を解説する
動画コンテンツの拡充に取り組んで
いる。現状で動画は約450本。これ
らの情報が閲覧できるサポート用の
Web サイト「あなたの dynabook.
com」は、IDやパスワードを入力し
なくてもパソコン内部の情報を自動
的に取得して、そのモデルに関連し
たサポート情報を表示してくれる。
アザラシのキャラクターが動画で操


作を解説するなど初心者向けのサポ
ートソフトが付属する。
　2007年11月には電話回線数を約
1.5倍に増強し、つながりやすくし
た。会話の丁寧さを向上させるため
に、コールセンター内部にトレーナ
ー教育を受けたスタッフを配置する
など品質向上を目指している。
　修理日数の短縮にも力を入れてお
り、2007年4月には関西に修理拠点


を新設した。工場内で2日以内の修
理を目標としている。東京・秋葉原
には持ち込み窓口「東芝 PC 工房」
を設けている。事前に予約をしてお
けば、1日修理（有料）もできる。


Webブラウザーのトップページは、初期設定で
その機種のサポート情報を表示する「あなたの
dynabook.com」に設定してある


［主なサポート項目］


電話サポートで問題解決率の向上を目指す


デル
http://supportapj.dell.com/support/


　2006 年 7 月に遠隔サポ ー トの
「Dell Connect」を開始した。特に
初心者の満足度が高く、できるだけ
遠隔サポートをユーザーに提案して
いる。問題の解決率も向上するので、
1人のユーザーが電話をかける回数
が減り、電話のつながりやすさも向
上するという。
　2007年4月には電話の予約サービ
スも開始した。あらかじめWebペ


ージ上で時間を指定し、シリアル番
号や質問の概要を入力すると、サポ
ート担当者が電話をかける仕組みだ。
　電話サポートの終了後、問題が解
決できたかどうか確認できていない
場合は、担当者が改めて確認のため
の電話をかけるようにしている。
　販売数の増加に対応するため、サ
ポート担当者の数も定期的に増やし
ている。国内のコールセンターで電


話を受ける比率が多いが、個人向け
製品の場合は中国・大連でも電話を
受けている。海外のサポート担当者
も、十分なサポートができる日本語
スキルを確保しているという。


●遠隔サポートを提供


サポート担当者がネット経由でユーザーの画面
を見ながら操作法を教える遠隔サポート「Dell 
Connect」を開始。図はデモ画面


［主なサポート項目］


電話サポートの受付時間 電話の通話料
無料電話サポート


の期間
電 話 サ ポ
ート予約


遠隔
サポート


メール
サポート


修理部品の
送付


9 〜19 時（ 年中無休 ）、
予約をすれば 19 〜 24
時も対応


無料 期間制限なし 〇 〇 〇


修理の受付時間
（電話窓口）


保証期間内の修理方法


9〜22時（月〜日）、年
末年始を除く


引き取り（無料）、出張（有
料、企業向けデスクトッ
プは無料）、持ち込み


─


電話サポートの受付時間 電話の通話料
無料電話サポート


の期間
電 話 サ ポ
ート予約


遠隔
サポート


メール
サポート


修理部品の
送付


24時間（年中無休）＊ 無料 期間制限なし 〇 〇 〇


修理の受付時間
（電話窓口）


保証期間内の修理方法


電話サポートと同じ
引き取り（無料）、出張（有
料、購入時に選択）


〇


●初期設定が専用サポートページ


＊旧機種は9〜21時（月〜土）の場合もある
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パソコンサポート最前線
主要メーカー13社 特


集
２


データ復旧など企業向けの有料サービスを用意


日本HP
http://welcome.hp.com/country/jp/ja/support.html


　主に企業ユーザーに向けた有料サ
ポートを重視する。例えば、ハード
ディスク（HDD）の返却不要サービ
ス。従来、修理の際に交換した古い
HDDはメーカーが引き取っていた。
最近ではデータ流出防止などセキュ
リティ上の理由から古いHDDを渡
したくないという要望が多くなって
きたという。
　ハードディスクのデータが読み取


れなくなった場合にデータを復旧す
る保険型サービスも2007年に始め
た。料金は1年間で1万1550円。
　今後は、ノートパソコンが盗難に
遭ったときに、ネット経由でデータ
を消去するサービスも検討している。
パソコンに専用ツールを組み込んで
おき、第三者がそのパソコンをネッ
トに接続すると、自動的に命令を受
信してデータを抹消する。


　電話サポートは中国・大連で行っ
ている。日本語に秀でた人材を集め、
新聞や雑誌の話題を研修で取り入れ
るなど、自然な会話ができるように
取り組んでいる。


［主なサポート項目］


ユーザーがパソコン操作を学べるメニューを拡充


富士通
http://azby.fmworld.net/support/


　ユーザーが使い方を習得し、パソ
コンを使いこなせるようになるサポ
ート体制を目指している。Webサ
イトでWindowsの操作、セキュリ
ティ関連などパソコンの活用法を紹
介しているほか、メールで学ぶパソ
コン講座「Azbyメールセミナー」
も配信している。受講が終わると修
了証も送っている。自動更新ツール
やデータのリカバリーソフトなどト


ラブルを未然に防ぐための付属ソフ
トも充実させている。
　電話サポートはサポート担当者が
業務で使うデータベースのシステム
を刷新し、より効率的に、正確に回
答できる仕組みとした。丁寧さも重
視しており、電話サポートの後には、
質問内容に関連したWebページを
メールで伝えている。
　電話サポートは10件までが無料


で、11 件目からは有料となるが、
10件使い切るユーザーは少ないと
いう。メールサポートは何度利用し
ても無料。午前中の問い合わせは、
ほとんど当日中に返答している。


●使い方を学ぶメールセミナー


パソコンの使い方を学べる無料のメールセミナ
ーを実施している。複数の選択肢から興味のあ
る項目を申し込める


［主なサポート項目］


電話サポートの受付時間
電話の
通話料


無料電話サポートの期間
電 話 サ ポ
ート予約


遠隔
サポート


メール
サポート


修理部品の
送付


9〜21時（月〜金）、9
〜17時（土）、祝日と年
末年始と指定日は除く


無料
ソフトウエアについては
購入後90日間、ハード
ウエアは製品の保証期間


─
企業向け有
料サービス
で用意


〇


修理の受付時間
（電話窓口）


保証期間内の修理
方法


9〜17時（月〜金、デスクトップ）、9
〜12時／13〜19時（月〜土、ノー
ト）、祝日と年末年始と指定日は除く


デスクトップ：出
張（無料）、ノート：
引き取り（無料）


〇


電話サポートの受付時間
電話の
通話料


無料電話サポートの期間
電 話 サ ポ
ート予約


遠隔
サポート


メール
サポート


修理部品の
送付


24時間（年中無休） 無料
期間制限なし（10件まで
無料）


〇 〇 〇


修理の受付時間
（電話窓口）


電話サポートと同じ


保証期間内の修理方法


引き取り（無料）、出張（有料、
大型デスクトップは無料）


〇＊


企業向け製品を対象として、低価格のデータ復
旧サービスを提供している。利用するにはパソ
コン本体の購入時に申し込む


●低価格のデータ復旧サービス


＊キーボードやマウスなど一部の付属品のみ
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WebサイトのFAQや電話の対応品質を強化


マウスコンピューター
https://www.mouse-jp.co.jp/


　2008年1月までにWebページの
FAQを大幅に更新した。それまで
は内容が文章のみだったが、操作を
説明する画像を入れて読みやすくし
た。FAQをキーワードで検索でき
る機能も付けた。今後は、サポート
用のWebページから修理の申し込
みができるように調整を進めている。
　電話サポートは2006年に沖縄県
でコールセンターを立ち上げた。以


前は、技術的な質問は埼玉の生産拠
点に対応を回していたが、現在は問
い合わせのほとんどを沖縄コールセ
ンターで受けている。サポート担当
者の数を増やし、特に昼間のつなが
りやすさを改善している。
　マニュアルはWindows Vistaモ
デルから2部構成とした。パソコン
本体のマニュアルに加え、Vistaの
操作マニュアルを添付している。


　有料延長サポートはデスクトップ
のみだったが、2007年10月に一部
のノートパソコンでも始めた。今後
はデータ復旧サービスなどの有料サ
ービスも検討している。


随時WebページのFAQ（よくある質問と回答）
を強化している。解説を分かりやすくするため、
数多くの図を使うようにした


［主なサポート項目］


携帯電話のQRコードで手軽にユーザー登録


松下電器産業
http://askpc.panasonic.co.jp/


　2006年10月にサポート用Webペ
ージを全面改良した。それまでは
中・上級者ユーザーを意識したテキ
スト中心の内容だったが、トップペ
ージに大きなアイコンを配置し、視
覚的にジャンルが分かりやすいよう
にした。2007年秋からはFAQの動
画コンテンツを増やしている。
　2008年春モデルからは、パソコ
ンを買って電源を入れると、ユーザ


ー登録を促すポップアップ画面が現
れる。修理引き取りの受け付けや遠
隔サポートは登録ユーザーのみに提
供しているため、ここで事前の登録
を促しているというわけだ。購入直
後でインターネットに接続できてい
ないユーザーに向けて、携帯電話で
も登録できるようにした。
　マニュアルはWebページの表示
方法、LAN接続ツールの解説など、


ネットワーク関連の内容を拡充して
いる。修理については、技術者がパ
ソコンの分解や組み立て手順を動画
で確認できるデータベースを構築し、
修理期間の短縮を目指している。


●携帯電話でもユーザー登録


QR コ ー ドを携帯電話
に読み込ませるとユー
ザー登録画面が現れる


［主なサポート項目］


電話サポートの受付時間
無料電話サポート


の期間
電 話 サ ポ
ート予約


遠隔
サポート


メール
サポート


修理部品の
送付


24時間（月〜日）、指定
日は除く


電話の
通話料


有料 期間制限なし 〇 試験中 〇


修理の受付時間
（電話窓口）


保証期間内の修理方法


電話サポートと同じ
発送は有料／返送は無料（初期不良
時は発送も無料）、出張（有料、デス
クトップのみ）


─


●WebページのFAQを拡充


電話サポートの受付時間
無料電話サポート


の期間
電 話 サ ポ
ート予約


遠隔
サポート


メール
サポート


修理部品の
送付


9 〜 20 時（ 年中無休 ）、
Web ページから予約を
すれば平日は22時まで


電話の
通話料


無料 期間制限なし 〇 〇 〇


修理の受付時間
（電話窓口）


保証期間内の修理方法


9〜20時（年中無休）
引き取り（無料）、出張（2007年夏
以降のビジネス向けモデルのみ、無
料）、持ち込み


─


購入後にパソコンを起動
すると、登録を促す画面
が出る
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せを受けることもあるという。
　修理部品の保有期間は6年を最低期
限としている。修理は電話やWebペ
ージで受け付けている。新しい取り組
みとしては携帯電話でも修理の受け付
けを始める予定。携帯電話の画面で申
し込み、必要があればメーカーから電
話をかけ直す形になるという。1〜2
カ月に1回配信しているメールマガジ
ンでは、年賀状など季節に合わせたパ
ソコンの活用法を紹介していく。
　一方、ソーテックは、親会社のオン
キヨーに吸収合併となるものの、その
後もソーテックのブランドを付けたパ
ソコン開発と販売は継続していくとい
う。同様に、以前から販売している製
品に対してのサポートも、これまで通


り継続する。ソーテックは、鳥取オン
キヨーへ生産拠点の移管を進めている
が、サポートのためのコールセンター
や修理拠点も移管を進める。鳥取オン
キヨーへの移管作業は2008年6月を
めどに完了する見通しだ。


日立製作所は新モデル投入を休止、ソーテックは吸収合併


あのメーカーのサポートは？
　テレビ機能搭載パソコンなどPrius
シリーズを発売していた日立製作所は
2007年秋から家庭向け新モデルの投
入を休止している。低価格パソコンを
中心としたソーテックは、2008年9
月にオンキヨーと吸収合併することが
決まっている。両社は、従来のユーザ
ーに対するサポートを今後どうするつ
もりなのか。
　日立製作所は、従来のサポートを継
続していく。新モデル投入休止のニュ
ースが流れた時点では、数件の問い合
わせがあったが、特にユーザーに混乱
はないという。同社では無料電話サポ
ートの期限は設けていない。全体的な
電話の本数は減りつつあるが、現在で
も4〜5年前の製品について問い合わ


パソコンサポート最前線
主要メーカー13社 特


集
２


当日引き取りやパーツ送付など充実の修理体制


レノボ・ジャパン
http://www.lenovo.com/support/jp/


　修理にかかる期間の短縮を目指し
ている。その取り組みの一つが、当
日引き取りサービス。月〜土曜日の
午前10時までに修理を申し込むと、
その日の夕方までには引き取りに来
る。対応できる地域は、東京都内
23 区内のほか、横浜市、千葉市、
名古屋市、大阪市など9都市。
　工場では部品のデータベースを正
確に管理し、明日できる作業を前倒


しするなど、時間短縮のための細か
い改善を積み重ねている。従来の修
理期間は7日だったが、現在では4
日程度になっているという。
　修理部品の送付サービスも実施し
ている。ユーザーの要望によって、
ハードディスク、光学ドライブのほ
かノートパソコンのキーボードも送
る。交換作業のマニュアルを添付す
るほか、Webサイトでも取り付け


方法を動画で確認できる。
　日付ごとにシステムをバックアッ
プできるツール、自動アップデート
など事前にトラブルを防ぐ付属ツー
ルも強化している。


［主なサポート項目］


電話サポートの受付時間
無料電話サポート


の期間
電 話 サ ポ
ート予約


遠隔
サポート


メール
サポート


修理部品の
送付


9〜18時（月〜日）、毎
月第2日曜日と年末年始
は除く


電話の通話料


無料 製品の保証期間 〇 〇 〇


修理の受付時間
（電話窓口）


保証期間内の
修理方法


電話サポートと同じ
引き取り（無料）、出張（一
部機種で無料）


〇


●パーツ交換を動画で解説


Webサイトでは同社の技術者も参照している整
備マニュアルを抜粋して掲載している。パーツ
の交換手順を解説する動画もある


日立製作所はWebサイトで修理の申し込み
を受け付けているほか、携帯電話用の窓口も
解説する予定







日経パソコン　2008.4.1468


　実際にコールセンターや修理の現
場では、どのようにサポート業務を
しているのか。2社のサポート拠点
を取材し、その実態を探った。
　富士通は年間300万件の問い合わ
せに対応するため、全国に4カ所の
電話サポート拠点を構えている。北
九州サポートセンターは、その中の
一つ。2006年に稼働を開始した建
物は、サポート業務に特化した設計
となっており、顧客情報保護のため
のセキュリティを強化している。
　建物内に部外者の立ち入りは厳禁。
廊下や部屋の随所に監視カメラを設
置している。担当者がサポート業務
をする部屋にたどり着くまでには、
カードキーを使って3枚の扉を通り
抜ける。部屋の中には携帯電話も含
めて私物を持ち込むことはできない
ので、ロッカーにしまう。
　サポート業務をする部屋の中では、
複数のグループに分かれて担当者（ス
タッフ）が座っている。このグルー
プをまとめるリーダーは、経験が豊
富で技術力も高いベテランだ。
　データベースを参照すれば、ほと
んどの問い合わせに対処できる仕組
みとなっている。ところが、内容に
よってはスタッフが即座に回答でき
ないこともある。そうした場合には、
リーダーが助け舟を出す。
　北九州サポートセンターでは、リ
ーダーが交代で「助っ人」と書かれ
たハッピを着る。助っ人ハッピを着
ている間は、迅速かつ、笑顔でアド
バイスをする決まりになっている。
こんな遊び心を取り入れた明るい職
場環境が、好印象を与えるサポート


潜入!  電話サポートの現場と修理工場


2006年10月に開設。建物はサ
ポート業務に特化した設計にな
っている


掲示板に貼られたユーザーか
らの感謝の声。サポート担当
者の活力になるという


●サポート担当者と問題解決を支援するフォローアップ体制
左側がサポートセンターの業務を
統括するスーパーバイザーの席。
床が20cm高くなっており、部
屋全体を見渡せる。その奥には、
ユーザーからの電話を受けるスタ
ッフや、リーダーの席が並ぶ


技術的な知識が豊富なスタッフでも、簡単に解決できな
い問い合わせを受けることもある。その際には、グルー
プのリーダーが助け舟を出す体制となっている。北九州
サポートセンターでは、リーダーの数人は「助っ人」と
書かれたハッピを着ている


●気持ちに余裕を持ってサポートするための休憩スペース


印象の良いサポートを提供す
るには、担当者がストレスを
ためないことが大切。施設内
には各種の休憩スペースを
用意して、リラックスできる
環境をつくり出している


北九州サポートセンター富士通


カフェテリア 屋上 サイレントルーム


和室 売店


スタッフ


スーパーバイザー


リーダー
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パソコンサポート最前線
主要メーカー13社 特


集
２


につなげるための工夫なのだ。
　建物内には、広いカフェテリア、
開放感のある屋上スペースなど、休
憩時間にリラックスできるスペース
も用意されている。


修理のキモは問題特定
　東芝のコールセンターは広い部屋
に約100人もの担当者が並んでいて
壮観な眺めだ。壁や各自の席の前に
は、丁寧なサポートを心掛けるため
のスローガンが貼り出されている。
部屋の随所に大きな業務用の加湿器
が置かれている。「声が命」の電話
サポート業務では、のどのケアが大
切なのだという。
　修理センターは、コールセンター
と同じ建物の別フロアにある。パソ
コンが修理センターに届くと、まず
顧客情報や問題の現象などが書かれ
た伝票が貼り付けられる。
　修理の担当者にパソコンが届くと、
問題を切り分けるための検証作業に
入る。この作業にはベンチマークソ
フトのような専用ツールを使い、ど
んな問題があるのかを探る。このと
き、どこに問題があるかを探るため
に工場内の液晶ディスプレイやハー
ドディスクを一時的に取り付けるこ
ともある。作業の合い間には、元の
ハードディスクをパソコンから外し、
読み出しに問題がないかをチェック
する専用の機械にかける。
　問題の個所が特定できれば、修理
は終わったも同然。問題のある部品
を交換した上で、パソコンを元に戻
し、正常に動くかを最終チェックす
る。動作確認できたら、本体の外部
を丁寧に清掃して箱詰めし、ユーザ
ーの元へ返送する。


潜入!  電話サポートの現場と修理工場
広い部屋の中に100人以上のサ
ポート担当者が並ぶ


机の前には「あいさつを強化」
といったスローガンを掲げる


●詳細な検証テストで問題個所を正確に洗い出す


修理工場内は複数のラインで分割されている。
各ラインでパソコンの検証から分解、組み立て
といった作業をする


各種の検証用ソフトウ
エアを実行して問題を
探る（左写真）。ハード
ディスクは専用の機械
で正しく読み出せるか
をチェックする（右写真）


●液晶ディスプレイやドライブなど各種の部品が並ぶ


液晶ディスプレイ、ハードディスク、キーボードなど各種のモデルごとに部品が用意されている。
Windowsロゴマークなど本体に貼るためのシールもケース内で管理されている


●修理が終わったらキレイにクリーニングして返送


無事に動作検証が終わ
ったら、スポンジや布
を使って本体や液晶デ
ィスプレイを念入りに
クリーニング。最後に
箱詰めしてユーザーの
元に配送する


サポート・PC集中修理センター東芝
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8回目となる今回の調査では、多


くのメーカーで、ユーザーの満足度


が上昇。昨年よりも全体的にサポー


トのレベルは上がってきている。特


に1位から4位のメーカーでは数値が


大きく伸びた。


1位となったNECは昨年から0.12


ポイント向上させ、満足度は1.4に到


達。回答者287人の中で、「やや不


満」「不満」と答えたユーザーは1人


ずつしかおらず、「満足」「まあ満足」


の答えが96.6％を占める。これは驚


くべき数字といえるだろう。各分野


ごとの満足度（下表）でもWebと電


話で1位を獲得。丁寧な電話サポー


トに加え、セキュリティの自動設定


機能などネットと連携したサポート


などが、評価を押し上げた。


2位のエプソンダイレクトは、修理


やメールの質問に対する返答を迅速


に処理することで評価を得た。全分


野で3位以内に入っており、総合的


なサポート力も高いといえる。


3位の東芝は昨年7位から大きく順


位を上げた。フリーダイヤル化や、


つながりやすさの改善など、電話サ


ポートを強化。ネット経由の遠隔サ


ポートを積極的に提供するなど、初


心者の満足度も高めた。


昨年、最下位に転落したデルは回


復しつつあるものの、まだユーザー


の評価は厳しい。2002年末に開設し


た中国・大連のコールセンターは、


継続的にサポート体制の改善を続け


ているというが、「日本語が通じにく


い」という声はまだ多い。


今回の調査で新たに加わったメー


カーがMCJ（マウスコンピューター）


とゲートウェイ。ゲートウェイは


Webサポートで情報量不足といった


指摘が多く8位にとどまった。MCJ


は、電話や修理の対応で不満という


声が多く、満足度は伸びなかった。


満べんなく満足させる


いったい上位と下位のメーカーで


どこに差があるのか。一つの答えが、


習熟度別の集計で見えてくる。アン


ケートでは「初心者」「初級者」「中級


者」「上級者」と習熟度を自己申告で


上位メーカー４社で満足度が大きく向上


総論
アンケート結果


NECとエプソンが上位を維持、東芝が躍進、富士通も向上


サポート全般の満足度 4年間の推移


デル 


日立製作所 
 


東芝 


平均 


0.0
2003 2004 20062005


0.3
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0.9


1.2


1.5
NEC


エプソンダイレクト 


シャープ 


レノボ・ジャパン 


ゲートウェイ 


富士通 


松下電器産業 


MCJ


（年） 


NECは満足度を順調に伸ばし3年連続の1位。東芝は2005年の0.62から1.12へと大きく満足度を
伸ばした。2005年で最下位となったデルは、若干ながらも満足度を戻している。昨年と参加メーカー
が異なるため、比較は難しいものの、全体の平均値は昨年の0.79から0.84へ伸びた


Web（56ページ）


1位 NEC


2位 エプソンダイレクト


3位 レノボ・ジャパン


4位 富士通


5位 シャープ


1位 NEC


2位 エプソンダイレクト


2位 東芝


4位 富士通


5位 シャープ


1位 シャープ


2位 エプソンダイレクト


3位 東芝


4位 レノボ・ジャパン


5位 富士通


1位 シャープ
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3位 エプソンダイレクト


4位 富士通


5位 レノボ・ジャパン


1位 エプソンダイレクト


2位 東芝


3位 レノボ・ジャパン


4位 富士通


5位 松下電器産業


電話（58ページ） 修理（60ページ） マニュアル（62ページ） メール（65ページ）


各分野ごとの満足度ランキング







次回のパソコン購入について7つの選択肢を用意してユーザーに聞いた。上のグラフは、その中で「サポー
トが良かったので、次回も同じメーカーの製品を買う」と答えたユーザーの比率。上位2社では、半数以上
のユーザーが同じメーカーの製品を買うと答えている
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レノボ・ジャパン


ゲートウェイ


デル


シャープ


松下電器産業


日立製作所


MCJ


67.2%


55.2%


41.6%


39.4%


33.3%


31.0%


23.2%


23.0%


21.8%


17.0%


13.7%
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回答してもらった。「初心者・初級


者」と「中上級者」で集計した結果が


右上のグラフだ。


これを見ると、上位メーカーは習


熟度別のユーザー評価に、あまり差


がないという傾向がある。パソコン


の普及が進んだ現在では、あらゆる


ユーザー層に対応できる柔軟なサポ


ートが求められているのだ。例えば、


今回順位を上げた東芝は、昨年評価


が低かった初心者・初級者への電話


サポートを改善するために、遠隔サ


ポートを積極的に提案してきた。遠


隔サポートは、サポート担当者がユ


ーザーのパソコン画面を見ながら指


示できるので、効率的に問題が解決


できる（59ページを参照）。


良いサポートを受けることで、ユ


ーザーのメーカーに対する印象は大


きく変わる。「サポートが良かったの


で次回も同じメーカーを買う」と答


えた比率をまとめたのが右下のグラ


フだ。NECは67.2％、エプソンダイ


レクトは55.2％と、この2社では実


に半数以上のユーザーが、次も同じ


メーカーの製品を購入したいと考え


ている。パソコンは、画一化が進み、


仕様などでの差別化が難しくなって


いる。今やメーカーの「サポート力」


は他社との差別化を打ち出すための


「強力な武器」となっているのだ。


パソコンの習熟度によって回答者を「初心者・初級者」と「中上級者」に分類して、各メーカーの満足度を
算出した。上位メーカーでは習熟度による満足度の差は小さくなっている
■ 初心者・初級者　■ 中上級者 （）内は有効回答数


NEC


エプソンダイレクト


東芝


富士通


レノボ・ジャパン


シャープ


松下電器産業


ゲートウェイ


日立製作所


デル


MCJ


1.38
1.43


1.22
1.22


1.13
1.1


1
1.02


1.06
0.99


0.82
0.85


0.84
0.69


0.7
0.69


0.65
0.53


0.42
0.53


0.17
0.06


中上級者の平均 0.8


初心者・初級者の平均 0.92


（164）
（120）


（67）
（207）


（97）
（167）


（158）
（95）


（32）
（191）


（117）
（145）


（32）
（196）


（67）
（215）


（144）
（130）


（60）
（178）


（59）
（189）


パソコンの習熟度別に「サポート全般」の満足度を集計


サポートの良さで次回も同じメーカーを選ぶユーザーの割合


2005年4月から個人情報保護法が施行さ
れ、個人情報漏えいのニュースが頻繁に報道さ
れていることもあり、一般のお客様ご自身の個
人情報取り扱いへの関心や危機感が非常に高く
なってきています。
弊社におきましては、VAIOをご購入の多く


のお客様に顧客登録など必要に応じて個人情報
の提供をお願いしておりますが、その個人情報
の利用については、事前にご了解をいただいた
限られた範囲内での利用を遵守しております。
このような環境の変化を考慮した上で、弊社


としましては、本調査に関しては、個々のお客


様に事前にご了承いただいた範囲を越え、個人
情報を第三者に開示することを誘導するものと
解釈し、今回は本調査へのご協力を辞退させて
いただくことといたしました。（ソニー）


調査協力の依頼をいただいた時点での、日本
HPのパソコン事業の主なターゲットは法人で
あり、サポートも法人のお客様に合わせた内
容・体制で提供していました。従いまして、個
人ユーザーを対象とする今回の調査とは注力す
べきターゲットが必ずしも一致しないと判断し、
辞退させていただきました。（日本HP）


ソニーと日本HPは参加を辞退


平均 33.9%


各メーカーにはサポート体制の強化活動
の一環として協力をお願いしているが、ソ
ニーと日本HPは右の理由で協力を得られ
なかった。なお、調査は「メーカーから対象
者募集の告知文を送り、協力してもよいと
いうユーザーが自発的に回答する」という
形で実施。編集部はメーカーから個人情報
の開示をいっさい受けていない。
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ここまでに紹介したサポート全般


の満足度は、ユーザーがWebペー


ジ、電話、マニュアルなどさまざま


なサポートを総合的に評価した結果


だ。では、それぞれの項目でユーザ


ーの評価はどう違うのか。ここから


は各項目ごとにサポートの詳細を解


説していこう。まずはWebページの


サポートからだ。


各メーカーはサポート用のWebペ


ージを用意しており、ハードウエア


やソフトウエア、デバイスドライバー


やセキュリティなど、さまざまな情


報を提供している。Webサポート


は、最新情報を含むさまざまなサポ


ート情報を簡単に入手でき、電話の


ような待ち時間も必要ない。特に上


級者が重視するサポートである。


Webサポートの満足度は下表の通


り。昨年と比べて、2ランク以上順


位が上下するなどの大きな変化はな


かった。3位までの上位メーカーも


昨年と同じ。ただ、上位3社の差は


縮まっており、1位のNECに2位、


3位のエプソンダイレクトとレノボ


・ジャパンが肉薄してきている。今


回の調査から新たに加わったMCJや


ゲートウェイは共に厳しい評価とな


った。


NECはセキュリティやバックアッ


プといった各種設定を自動で行って


くれる「自動設定ナビ」、セキュリテ


ィ設定に問題がないかどうか確認す


る「自動診断ツール」をWebサイト


上に用意している。「パソコンに詳し


くないので、自動で診断・設定して


くれるのが便利」（女性、大阪府）と、


Web上の自動ツールは一定の評価を


得ている。


エプソンダイレクトは、サポート


情報の検索結果を、アクセスが多い


順に表示できるようにするなど、細


かな改善を続けた。2005年11月には


他社の最新ドライバーのダウンロー


ドページへのリンクも張るようにし


ている。このようにユーザーの利便


性を上げることで、満足度の向上に


つなげている。


レノボ･ジャパンは、「最新ドライ


バーの提供など、十分な情報が公開


されているので、評価できる」（男性、


埼玉県）など、情報量が豊富と評価


するユーザーが多い。


昨年と比べて満足度の向上で目立


ったのは東芝。順位こそ1ランクし


か上がらなかったが、昨年の0.52か


ら今年は0.75に伸ばした。2005年11


月には使用しているパソコンに特化


した情報を表示するサイトを開始。


「自分の機種の情報が自動で表示さ


れ、探す手間が必要なかった」（男性、


千葉県）と支持された。


MCJやゲートウェイは情報量に対


する要望が強かった。「警告やエラー


メッセージの表示や不具合などの原


因、対処の仕方などの情報が少ない」


（ゲートウェイユーザーの男性、愛知


県）といった厳しい意見が多く寄せ


られた。


アンケートでは、Webサポートを


利用して、どの程度問題が解決した


自動ツール強化でNECが1位を維持


Web
アンケート結果


エプソンは利便性を向上、レノボは問題解決で高評価


Windowsの各種設定を自動実行


NECがWebページ上で提供している「自動設定
ナビ」。セキュリティ関連などWindowsの各種
設定を自動で変更してくれる


順位の（）内は昨年の順位、メーカー名の後の（）内は有効回答数


ＮＥＣ （250）


エプソンダイレクト（237）


レノボ・ジャパン （217）


富士通 （211）


シャープ （199）


東芝 （210）


松下電器産業 （211）


デル （192）


日立製作所 （235）


MCJ （200）


ゲートウェイ （220）


Webサポート全般の満足度ランキング


1位


2位


3位


4位


5位


6位


7位


8位


9位


10位


11位


（1）


（3）


（2）


（4）


（4）


（7）


（6）


（9）


（8）


（ー）


（ー）


0.92


0.89


0.88


0.85


0.76


0.75


0.59


0.54


0.37


0.12


0.11


平均 0.62







4
1
2
5
3
5
7
8
9


10
11


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


2
4
1
3
4
6
9
7
8


10
11


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


1
3
2
5
6
4
7
9
8


11
10


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


2
1
3
5
7
4
6
8
9


11
10


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


Webサポートを使用した際に、どの程度問題が解決できたかを算出した。「解決できた」を2、「まあ解決で
きた」を1、「どちらともいえない」を0、「あまり解決できなかった」を-1、「解決できなかった」を-2として、
合計値を有効回答数で割った数値を解決度とした


レノボ・ジャパン


富士通


松下電器産業


NEC


シャープ


東芝


エプソンダイレクト


デル


日立製作所


ゲートウェイ


MCJ


0.97


0.85


0.82


0.79


0.72


0.71


0.69


0.62


0.47


0.18


－0.06


Webサポートを使ったときの問題解決度


平均 0.62
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のか「問題解決度」も尋ねた（右表）。


さらにサポートの満足度に影響する


と考えられる「情報の見つけやすさ」


「内容の分かりやすさ」「情報量」「見


やすさ」「表示にかかる時間」につい


ても個別に評価を聞いた（下表）。


見つけやすさに高い要望


問題解決度で1位となったのはレ


ノボ・ジャパン。情報量の評価でも


1位になった。ただ、情報の見つけ


やすさでは5位にとどまっており、


「情報が見つけにくい」というユーザ


ーの意見も数多く見られる。これを


克服するのが今後のレノボ・ジャパ


ンの課題といえるだろう。


問題解決度で2位の富士通は、昨


年の0.66から0.85と大幅に伸ばして


いる。パソコンの活用法を紹介する


メールマガジンに加え、セキュリテ


ィ情報などを通知する仕組みをWeb


ブラウザーに組み込むことで、Web


サイトの利用頻度を高めた。また、


検索欄からマイクロソフトの技術情


報も同時に検索できるようにすると


いった細かい改良も加えている。


トラブル時の対処の説明などが、初心者向けに
きちんとしていると思う。購入時は毎日のよう
に利用しました。 （塚野淳子さん、埼玉県）


困ったら「とりあえずWeb」と直感的に思うほど
豊富な情報がある。欲しい情報がすぐに見つか
るとは限らないのが不満。 （男性、宮城県）


NEC 購入時は毎日利用


レノボ・ジャパン 豊富な情報に満足


満足の声


スキルアップ講座を利用したり、個人のレベルに
合わせて、無理なく使えるのでサポートに感謝し
ています。 （女性、東京都）


富士通 講座でパソコン学習


パソコンの初心者が読者であることを前提にし
ていないため、どう探し、どこを読めばよいか、
よく分からない。 （男性、神奈川県）


初心者にも分かりやすい解説を心がけてほしい。
現状では専門用語を使わないと調べたいことも
調べられない。 （男性、群馬県）


日立製作所 初心者向けではない


MCJ 専門用語で利用困難


不満の声


絶対的な情報量が少なく、自分の困っているこ
とが見つけられなくて、結局電話サポートを利
用しました。 （橋本博さん、奈良県）


ゲートウェイ 情報量が少ない


Webサポートに関する項目別の満足度ランキング


メーカー 情報の
見つけやすさ


内容の
分かりやすさ 情報量 見やすさ 表示にかかる時間


3
1
5
4
2
6
7
9
8
9


11


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


NEC


エプソンダイレクト


レノボ・ジャパン


富士通


シャープ


東芝


松下電器産業


デル


日立製作所


MCJ


ゲートウェイ


平均


0.38


0.44


0.33


0.37


0.42


0.27


0.12


-0.05


-0.03


-0.05


-0.09


0.2


0.55


0.64


0.62


0.45


0.59


0.45


0.31


0.2


0.05


0.03


-0.04


0.35


0.57


0.4


0.6


0.56


0.4


0.37


0.02


0.1


0.06


-0.28


-0.51


0.22


0.89


0.74


0.77


0.72


0.69


0.73


0.62


0.39


0.42


0.27


0.32


0.6


1.01


1.1


1


0.91


0.8


0.92


0.86


0.78


0.77


0.7


0.73


0.88
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用語が分からなかったり、何を調


べればよいか分からない初心者にと


って、電話は重要なサポート項目の


一つ。実際、今回の調査でも「重要


だと思うサポート項目はどれか」と


いう質問に対し、初級者・初心者の


73％が「電話」と答えている。電話


を重視するユーザーの比率が高いだ


けに、メーカー各社は電話でのサポ


ートの強化を続けてきている。


電話に対しては「電話全般」に加え


「担当者の知識・技術力」など6項目


について尋ねた。さらに、電話サポ


ートで、どの程度問題が解決したか


「問題解決度」も聞いた。


格段に高い電話の評価


今回の調査では、電話全般に対す


る満足度の平均は1.08。Webや修理


など、他のサポートと比べると格段


に高い。メーカー各社が力を入れて


いることがうかがえる。特に上位メ


ーカーが満足度の底上げをしている。


1位のNECは満足度が1.5に到達。エ


プソンダイレクトと東芝はどちらも


1.38で同点2位。以降も5位までは


1.0以上と高い評価を得ている。


NECの数値を見ると「満足」と回


答したユーザーが57.5％を占め、「ま


あ満足」と答えたユーザーも含める


と、94％になる。問題解決度も1.56


と高い。「よく電話で聞いただけで、


こちらのトラブルが解決できるもの


だと頭が下がる思いでした。本当に


プロフェッショナルでした」（女性、


山形県）など、NECの電話サポート


を称賛する意見は多い。電話サポー


トのあとには、Webサイトのリンク


など関連情報を掲載した「フォロー


アップメール」を、必要に応じて送


信している。このメールに対して感


謝をする声も多く聞かれる。


NECの弱点といえるのが、4位と


なったつながりやすさだろう。実際


「電話がつながりにくい」という意見


は多くみられた。しかし、それで電


話全般の評価が下がらないのは、接


続後の対応が、待ち時間の不満を打


ち消しているということなのだろう。


2位のエプソンダイレクトは、電


話サポートのレベルアップのために、


昨年12月に国際的な電話サポートな


どの運営規格「COPC-2000」を取得。


規格取得のために業務の改善、効率


化を繰り返したという。


同じく2位の東芝は、説明を分か


りやすくするなど初心者向けの丁寧


な電話サポートを強化。特にネット


経由の遠隔サポートを積極的に提供


した（右上図）。最近の製品では、遠


隔サポート用のアイコンをデスクト


NECユーザーの約6割が満足と回答


電話
アンケート結果


NEC、エプソン、東芝が高評価、満足度の平均は1.0を超える


順位の（）内は昨年の順位、メーカー名の後の（）内は有効回答数


ＮＥＣ （252）


エプソンダイレクト（182）


東芝 （180）


富士通 （199）


シャープ （127）


レノボ・ジャパン （68）


ゲートウェイ （231）


松下電器産業 （66）


日立製作所 （176）


デル （95）


MCJ （157）


電話サポート全般の満足度ランキング


1位


2位


2位


4位


5位


6位


7位


7位


9位


10位


11位


（1）


（2）


（8）


（4）


（3）


（5）


（ー）


（6）


（7）


（10）


（ー）


1.5


1.38


1.38


1.2


1.08


0.99


0.97


0.97


0.83


0.65


0.29


平均 1.08


いつでも質問に答えてくれるので、とても安心感
があります。つながるまでの時間がもう少し短け
れば、なおよいです。 （女性、静岡県）


問題点が分からぬまま問い合わせても、ピンポ
イントで問題を絞り、短時間で回答が得られた。
業務に影響せず、満足。（水谷泰正さん、大阪府）


NEC 安心感がある


エプソンダイレクト 短時間で解決


満足の声


前のパソコンから新パソコンへの引っ越しがう
まくいかなかった時、遠隔サポートで教えてくれ
てうまくいった。 （陣川慶子さん、大阪府）


東芝 遠隔サポートが便利


説明が分かりにくいので聞き直したり、ミスを指
摘すると返事がない。何回もWebページに書か
れた操作をさせられた。 （男性、大阪府）


日本人の説明はとても丁寧でしたが、カタコト
の日本語を話す担当者の時は迅速に対応しても
らうことができなかった。 （男性、静岡県）


日立製作所 同じ操作を繰り返す


デル カタコトの日本語対応


不満の声


要領を得ず、とりあえずパソコンを送ってくれと
いわれる。フリーダイヤルじゃないので待ち時間
にも電話代がかかる。 （女性、宮城県）


MCJ 電話代が気になる







59日経パソコン 2006.8.28


2006サポートランキング


特集
1


ップ上に配置するようにしている。


なお、こうした遠隔サポートを提


供するメーカーは増えつつある。


NEC、ゲートウェイ、シャープ、富


士通、レノボ・ジャパンが提供して


いるほか、7月にはデルも新たにサ


ービスを開始した。


マニュアル通りには不満


電話サポートでは「マニュアル通


りの回答はいただけない」とするユ


ーザーが多い。例えば、「リカバリー


してください」「他社に問い合わせて


ください」という回答は、マニュア


ル通りであり、問題解決とはいえな


いと感じているのだ。今やサポート


担当者には幅広い知識や技術力が求


められているようだ。


つながりやすさの満足度は全体的


に低い。その中でも1位となったレ


ノボ・ジャパンでは、迅速な対応に


加え業務も効率化し、接続率を改


善。従来は別々だった技術相談と修


理の窓口を統一し、問い合わせを受


けながら修理対応となった場合でも、


電話をかけ直す手間をなくした。
満足度と同じように、電話サポートでは問題解決度も高い。上位8位までのメーカーが解決度で1を超えて
おり、平均値も1.18に到達した


パソコン用語に慣れていない初心者にとっては、音声の通話で操作方法を指示されたとしても、分か
りづらいことがある。そこでネット経由でユーザーの画面を見ながら、円や線を描いて操作を指示で
きる遠隔サポートを導入するメーカーが増えつつある


NEC


東芝


富士通


エプソンダイレクト


シャープ


ゲートウェイ


松下電器産業


レノボ・ジャパン


日立製作所


デル


MCJ


1.56


1.41


1.33


1.29


1.29


1.25


1.14


1.1


0.97


0.91


0.26


電話サポートを使ったときの問題解決度


平均 1.18


同じ画面を見ながらネット経由で遠隔サポート


つながりやすさ 説明の
分かりやすさ


担当者の
対応のよさ


受付の曜日や
時間帯 対応の迅速さ


電話サポートに関する項目別の満足度ランキング


メーカー 担当者の
知識・技術力


1
4
2
3
5
8
5
7
9


10
11


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


4
3
5
7
5
1
2
9


11
8


10


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


1
2
3
4
7
5
8
6
9


10
11


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


1
3
2
4
6
5
7
8
9


10
11


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


2
2
5
4
7
8
1


10
11


6
9


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


1
2
3
4
7
5
5
8
9


10
11


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


NEC


エプソンダイレクト


東芝


富士通


シャープ


レノボ・ジャパン


ゲートウェイ


松下電器産業


日立製作所


デル


MCJ


平均


1.37


1.13


1.27


1.2


0.96


0.91


0.96


0.95


0.78


0.48


0.27


0.99


0.5


0.58


0.45


0.33


0.45


0.8


0.63


0.11


-0.28


0.32


-0.25


0.34


1.44


1.33


1.29


1.23


1.08


1.19


1


1.09


0.87


0.73


0.41


1.09


1.51


1.35


1.37


1.31


1.17


1.23


1.13


1.08


0.96


0.79


0.34


1.15


1.03


1.03


0.92


0.96


0.51


0.37


1.08


0.32


0.27


0.73


0.35


0.77


1.36


1.3


1.23


1.09


0.96


1.04


1.04


0.91


0.75


0.72


0.18


1.01


インターネット サポート担当者 ユーザー 


この赤い線で示したボタン
をクリックしてください


ここをクリックだな…操作
の指示が分かりやすい！







日数を短縮している」と話しており、


「引き取りから再度手元に戻ってくる


まで3日程度しかかからず驚いた」（男


性、愛知県）と評価につながっている。


アンケートによると、ユーザーが


修理に対して重要視する項目は「修


理の確かさ」と「修理完了までの日


数」の2つが際立って高い。エプソン


ダイレクトは、修理日数などでは他


社を圧倒するものの、修理の確かさ


が4位だったために、修理全般でシ


ャープに及ばなかったのではないか


と思われる。


昨年2位だったNECは今年は6位


と順位を大きく下げた。NECは「修


理が完了するまでの日数」や「引き渡


しや受け取り方法」などの項目で順


位を下げており、修理全般の満足度


にも影響したようだ。


日数の短いピックアップ


パソコンを修理に出す場合、購入


した量販店など店頭経由で依頼する


方法と、メーカーに直接依頼するピ


ックアップと呼ばれる方法がある。


「店頭経由だと自分の好きなときに


持ち込みができる半面、店頭からメ


ーカーやユーザーへの連絡が遅れて、


ユーザーを無駄に待たせてしまうこ


とがある」（あるパソコンメーカー）


という意見もある。そこで、今回は


ピックアップにかかる時間も集計し


てみた（右下表の平均修理日数の項


目にあるカッコ内の数値を参照）。サ


ンプル数が少ないために、あくまで


参考値であるが、約半数のメーカー


でピックアップの方が短くなってい


順位の（）内は昨年の順位、メーカー名の後の（）内は有効回答数


シャープ （35）


エプソンダイレクト （96）


東芝 （109）


レノボ・ジャパン （25）


富士通 （30）


ＮＥＣ （26）


松下電器産業 （22）


デル （36）


日立製作所 （64）


ゲートウェイ （87）


MCJ （186）


修理サポート全般の満足度ランキング


1位


2位


3位


4位


5位


6位


7位


8位


9位


10位


11位


（8）


（1）


（5）


（3）


（4）


（2）


（6）


（9）


（7）


（ー）


（ー）


1.34


1.29


1.2


1.04


0.97


0.96


0.95


0.81


0.77


0.63


0.01 平均 0.75
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「確かさ」でシャープが高評価


修理
アンケート結果


修理日数は早いもののエプソンは僅差で2位、東芝が3位に躍進


パソコンのトラブルに対して、最


終的にとられるサポートが修理。今


回のアンケートでも、修理は電話に


次いで2番目に重視するサポートとな


っている。


修理に対しては、「修理サポート全


般」に加えて、「修理が完了するまで


の日数」「修理の確かさ」などの満足


度を聞いた。さらに、「修理で重要


視する項目」「実際の修理日数」につ


いても尋ねた。


修理全般の満足度については、シ


ャープが昨年の8位から大幅に順位


を上げて1位となった。昨年1位だっ


たエプソンダイレクトは僅差で2位、


昨年5位だった東芝が順位を上げて


3位に入った。


シャープは修理の確かさで1位を


獲得、そのほかの項目でも3位以内


に入っている。2位のエプソンダイレ


クトは、修理の確かさを除く項目で


1位を獲得。平均修理日数も3.59日


と他社よりも飛び抜けて短い。同社


では「なるべく即日修理を行い修理


対応が親切で分かりやすく、こちらが知らない
ことでもよく説明してくれた。


（男性、埼玉県）


電話で相談してピックアップの日程を迅速に決
めてもらった。大変満足している。次も同じメ
ーカーの製品を買う予定。 （男性、奈良県）


シャープ 丁寧に対応してくれた


エプソンダイレクト 修理に満足


満足の声


受け取り、検証、修理、発送など、そのつど細か
く連絡を送ってくれ、全体として修理完了までの
日数も少なかった。 （男性、東京都）


東芝 途中経過が分かった


購入して1年で2回目の修理に出しています。
ちゃんと直してほしい。中途半端な修理はやめ
てほしい。 （男性、茨城県）


問い合わせても返事がなく、修理に出すのも大
変。Webサイトで修理状態を確認したが、1週
間たっても表示されず、大変心配。 （女性）


MCJ ちゃんと直してほしい


MCJ 経過が分からない


不満の声


修理完了日を大幅に過ぎても連絡がなく、問い
合わせたら、翌日に送られてきた。工場で放置さ
れていたようです。 （長谷川啓さん、兵庫県）


日立製作所 連絡が来なかった
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NECや富士通などはトラブル状況を自分で確認
できる


東芝やNECなどは修理時に不安にならないよう、
詳細な料金表を掲載している


ユーザーの負担を減らす修理関連サービス


る。全体的に見るとピックアップを


使っているユーザーは約半数の


50％。エプソンダイレクトやレノ


ボ・ジャパン、東芝などは60％を超


えており、これらのユーザーの間に


は、ピックアップが浸透しているこ


とがうかがえる。


ユーザーの負担を軽減


修理については、ユーザーの負担


を軽減するサービスも増えている。


初心者やハードウエアに詳しくない


ユーザーにとって、パソコンが本当


に壊れているのか、修理が必要なの


か判断するのは難しい。NECや富士


通などは、故障かどうかウィザード


形式で判断できる自己診断機能を


Webページに用意。ユーザーが簡単


に故障かどうか判断できるようにし


ている。


また修理を依頼する場合、あらか


じめユーザーが修理費用を想定でき


るよう、東芝やNECなどはかなり細


かい修理料金表を掲載。ユーザーが


修理を依頼するのに不安にならない


ようなサービスを提供している。


修理の確かさ 引き渡しや
受け取り方法


担当者の
対応のよさ


受け付け
時間や曜日


平均修理日数
（ピックアップ）


修理サポートに関する項目別の満足度ランキング


メーカー 修理が完了する
までの日数


2
1
4
5
8
9
3
6


10
7


11


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


1
4
3
2
5
5
9
7
8


10
11


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


2
1
4
3
7
8
6
9
5


10
11


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


3
1
4
2
7
5
8
9
6


10
11


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


3
1
4
6
7
2
9
8
9
5


11


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


シャープ


エプソンダイレクト


東芝


レノボ・ジャパン


富士通


ＮＥＣ


松下電器産業


デル


日立製作所


ゲートウェイ


ＭＣＪ


平均


1.2


1.29


0.89


0.88


0.67


0.65


0.96


0.75


0.35


0.72


-0.54


0.5


1.29


1.06


1.08


1.17


1.04


1.04


0.78


0.86


0.84


0.64


0.21


0.77


1.48


1.52


1.41


1.44


1.15


1.12


1.18


1.06


1.25


0.99


0.04


0.97


1.31


1.35


1.17


1.32


0.96


1.08


0.95


0.86


1.05


0.85


0.27


0.89


1.09


1.15


0.98


0.92


0.86


1.12


0.73


0.83


0.73


0.94


0.36


0.8


6.4


3.59


6.44


7.04


6.32


9.38


7.1


5.54


8.1


6.54


13.14


8.05


（6.86）


（3.71）


（5.83）


（6.73）


（5.43）


（7.71）


（4.25）


（7.26）


（8.43）


（7.46）


（11.78）


（6.63）


修理サポートを使ったときに、「修理の確かさ」や「報告書の分かりやすさ」など8つの項目からどのような点
を重視するかを聞き、2つまで答えてもらった。全体では、「修理の確かさ」と「修理完了までの日数」を重視
するユーザーが突出して多かった


修理の確かさ


修理完了までの日数


引き渡しや受け取り方法


担当者の対応のよさ


修理判断までの時間


窓口での診断の確かさ


受け付け曜日や時間帯


52.7%


報告書の分かりやすさ 7.4%


51.5%


18.0%


21.1%


12.6%


12.0%


17.9%


修理サポートで重要だと考える項目
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冊子の解決度は高いが情報不足の声も


マニュアル
アンケート結果


総合と冊子はシャープが1位、電子マニュアルはNECが1位に


困ったときに、まず手元にあるマ


ニュアルを確認する、というユーザ


ーは多い。実際、今回のアンケート


でも、操作が分からないときに最初


に使うサポートはどれかと聞いたと


ころ、約65％のユーザーが「冊子マ


ニュアル」、約20％のユーザーが「電


子マニュアル」と答えている（右ペー


ジ左上グラフ参照）。メーカーもマニ


ュアルを真っ先に利用するユーザー


が多いことを承知しており、初心者、


上級者を問わず活用できるように、


情報量や用語などで毎年、改善を図


っている。


具体的には、テレビ録画や他の機


器との連携など、ユーザーの使い方


も多様化している。そのため、目的


に応じてマニュアルを分冊化するこ


とで、掲載できる情報を増やした


り、操作しやすい電子マニュアルを


充実させたりといった工夫を凝らし


ている。


マニュアルについては、冊子マニ


ュアルと電子マニュアルを合わせた


「マニュアル総合」としての満足度に


加えて、冊子と電子マニュアルでも


個別の満足度を尋ねている。冊子で


は、「全般」「情報の見つけやすさ」な


ど5項目と、どの程度問題が解決し


たかの「問題解決度」も聞いた。


電子マニュアルでも「全般」「使い


やすさ」など6項目と、「問題解決度」


を聞いた。なお、メーカーによって


は、パソコンの使い方や機能などを


画面で表示したり、メーカーからの


お知らせを表示したり、ドライバー


などを自動アップデートしたりする


ソフトを付けている。本調査ではこ


れを「サポート専用ソフト」と呼び、


電子マニュアルに含めてユーザーに


評価してもらった。


冊子はシャープ、NEC


マニュアル総合では、シャープが


1位。昨年の4位から大きく順位を上


げた。2位は昨年1位のNEC。3位に


は昨年2位のエプソンダイレクトが


入った。


より細かく見ていこう。冊子全般


の満足度ではシャープ、NEC、エプ


ソンダイレクトの順だ。シャープ、


NECとも冊子の全項目が3位以内に


入るなど、高い評価を得ている。エ


プソンダイレクトも「役立つ情報の


豊富さ」こそ4位なものの、「情報の


見つけやすさ」「読みやすさ・見やす


さ」で1位を獲得している。


上位3位でもシャープ、NECとエ


プソンダイレクトは、冊子に対する


考え方が違うところが面白い。シャ


ープ、NECは分冊化しており、エプ


ソンダイレクトは1冊に収めている。


分冊すれば、提供できる情報を増や


評価が高かったシャープの冊子マニュアル（左）とNECの電子マニュアル（右）


ユーザーが最初に頼るマニュアル


順位の（）内は昨年の順位、メーカー名の後の（）内は有効回答数


シャープ （186）


ＮＥＣ （202）


エプソンダイレクト（190）


富士通 （169）


レノボ・ジャパン （144）


松下電器産業 （131）


東芝 （173）


日立製作所 （198）


デル （109）


ゲートウェイ （116）


MCJ （89）


マニュアル総合の満足度ランキング


1位


2位


3位


4位


5位


6位


7位


8位


9位


10位


11位


（4）


（1）


（2）


（6）


（3）


（5）


（8）


（7）


（10）


（ー）


（ー）


0.96


0.92


0.86


0.76


0.72


0.69


0.68


0.44


0.33


0.16


－0.08


平均 0.65
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冊子マニュアルを使用したときに、問題が解決したかどうかを57ページと同じ方法で集計した。平均を超
えているのはシャープ、NEC、エプソンダイレクト、松下電器産業、東芝の5社


冊子マニュアルを使ったときの問題解決度


平均 0.84


せるものの、情報が多すぎて見つけ


にくくなることもある。逆に1冊に


すると、見つけやすくなるものの、


単純な情報量では分冊に及ばない。


実際、アンケートの結果を見ても、


シャープ、NECは情報の豊富さでエ


プソンダイレクトに勝るものの、情


報の見つけやすさでは劣るという結


果になっている。


冊子での問題解決度は、シャープ


が1.2で1位に、NECは1.09で2位、


操作が分からないときに、最初に使うサポートをマニ
ュアル、電話、Webなど12の選択肢から選んでもら
った。冊子マニュアルを使うと答えたユーザーは約
65％で1位だった


3
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4
5
9
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8


10
11


位


位


位


位


位


位


位


位
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冊子マニュアルの項目別の満足度ランキング


メーカー 冊子マニュアル
全般


必要な情報の
見つけやすさ


説明の
分かりやすさ


読みやすさ・
見やすさ


役立つ情報の
豊富さ


1
2
3
4
5
6
7
8
9


10
11


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


シャープ


ＮＥＣ


エプソンダイレクト


東芝


松下電器産業


富士通


日立製作所


デル


レノボ・ジャパン


ゲートウェイ


ＭＣＪ


平均


0.83


0.73


0.68


0.55


0.5


0.48


0.21


0.17


0.1


-0.03


-0.19


0.43


0.7


0.73


0.87


0.51


0.57


0.51


0.29


0.32


0.3


0.25


0.11


0.51


0.84


0.86


0.83


0.6


0.69


0.55


0.38


0.42


0.33


0.32


0.1


0.58


0.97


1.01


1.03


0.75


0.74


0.78


0.62


0.44


0.4


0.42


0.21


0.72


0.61


0.43


0.3


0.28


0.16


0.33


-0.04


-0.15


-0.08


-0.3


-0.36


0.17


冊子マニュアル 友人・知人に聞く 


電子マニュアル 電話 


Webページ その他 


64.6%
20.1%


5.0%


3.2%


2.7% 4.4%


操作が分からないときに使うのは？


シャープ


NEC


エプソンダイレクト


東芝


松下電器産業


富士通


日立製作所


デル


レノボ・ジャパン


ゲートウェイ


MCJ


1.2


1.09


1.05


0.85


0.98


0.84


0.66


0.82


0.42


0.5


0.38


3位は1.05のエプソンダイレクトだっ


た。冊子を読んでトラブルが解決し


たというユーザーは多いといえるが、


問題解決度が高い、この3社に対し


ても「肝心な情報が書かれておらず


役に立たない」「もっとトラブル情報


を掲載してほしい」などの厳しい意


見も寄せられた。


初心者から上級者まで満足させる


冊子を作るのは難しいかもしれない


が、まだ情報量などを改善する必要


はあるようだ。


電子はNEC、レノボ


一方、電子マニュアル全般の満足


度では、1位にNEC、2位にレノボ・


ジャパン、3位にシャープが入った。


NECは、使いやすさの項目で2位だ


が、それ以外はすべて1位を獲得。


電子マニュアルでユーザーが重視す


る「読みやすさ・見やすさ」「情報の


見つけやすさ」での評価が高い。







電子マニュアルを使用したときに、問題が解決したかどうかを57ページと同じ方法で集計した。レノボ・
ジャパンのみ1を超え、解決したと答えているユーザーが多い


電子マニュアルを使ったときの問題解決度


平均 0.77


64 日経パソコン 2006.8.28


電子マニュアル全般で2位のレノ


ボ・ジャパンもすべての項目で3位


以内に入った。シャープは読みやす


さ・見やすさでは4位になったもの


の、他の項目は高い評価を得ている。


電子マニュアルにはサポート専用


ソフトの評価もしている。その中で


も特にレノボ・ジャパンのソフトは


「ドライバーのアップデートツールは


非常に使いやすい」と、ユーザーの


レベルを問わず評価が高かった。


電子マニュアルを使ったときの問


題解決度では、レノボ・ジャパンが


他社を大きく引き離して1位。松下


電器産業は電子マニュアル全般では


7位であったが、問題解決度は4位に


食いこんだ。


読みやすさ・
見やすさ


情報の
見つけやすさ


説明の
分かりやすさ


役立つ情報の
豊富さ 使いやすさ


電子マニュアル／サポート専用ソフトの項目度別の満足度ランキング


メーカー 電子マニュアル
全般


1
2
3
4
5
6
7
8
9


10
11


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


1
3
4
2
5
5
7
8


10
9


11


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


1
3
2
4
6
6
5


10
8
9


11


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


1
3
2
4
5
6
7


10
9
8


11


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


1
2
2
4
8
5
7
8
6


10
11


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


2
1
3
3
6
5
7
8
9
9


11


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


位


ＮＥＣ


レノボ・ジャパン


シャープ


富士通


東芝


エプソンダイレクト


松下電器産業


日立製作所


デル


ゲートウェイ


ＭＣＪ


平均


0.72


0.68


0.6


0.52


0.34


0.33


0.32


0.19


0.18


0.14


-0.14


0.41


0.85


0.74


0.72


0.75


0.48


0.48


0.41


0.36


0.25


0.3


0.07


0.55


0.71


0.6


0.61


0.58


0.39


0.39


0.47


0.21


0.25


0.22


0.12


0.45


0.76


0.64


0.72


0.56


0.52


0.51


0.44


0.31


0.34


0.37


0.1


0.52


0.64


0.5


0.5


0.47


0.22


0.32


0.24


0.22


0.25


0.01


-0.17


0.35


0.62


0.65


0.51


0.51


0.3


0.31


0.28


0.14


0.09


0.09


-0.07


0.36


NEC


レノボ・ジャパン


シャープ


富士通


東芝


エプソンダイレクト


松下電器産業


日立製作所


デル


ゲートウェイ


MCJ


0.96


1.09


0.94


0.77


0.59


0.63


0.9


0.6


0.78


0.49


0.2


レノボ・ジャパンのサポート専用ソフトは「使い
やすい」と評価するユーザーが多い


サポート専用ソフトに評価


用途によって、冊子が分かれているので分厚い本
を見なくて済みました。目的の項目を探すのに、
時間がかからなくてよい。 （女性、栃木県）


最低限知っておくべきことが、冊子マニュアルに
きちんと丁寧に分かりやすく書いてある。


（女性、京都府）


シャープ 用途別で分かりやすい


NEC 必要な情報が書かれている


満足の声


「ソフトウエア導入支援」というドライバーなど
のアップデート用ツールは非常に便利で気に入
っています。 （男性、宮城県）


レノボ・ジャパン アップデートが便利


ある程度の知識のある人向けのマニュアルのよ
うな気がします。初心者には難しいかもしれま
せん。 （男性、東京都）


電子マニュアルはユーザーの立場で使いやすく
してほしい。目次を充実させるか、検索機能を充
実させる必要があるのでは。 （男性、千葉県）


MCJ 初心者には難しいかも


ゲートウェイ 目次や検索の充実を


不満の声


電子マニュアルの情報検索で、なかなか知りた
い情報がヒットしない。情報量が少ないと思う。


（男性、奈良県）


デル 情報量が少ない
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7
6
8
9


位


位


位


位


位


位


位


位


位
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エプソンダイレクトが連続で1位


メール
アンケート結果


上位4メーカーと下位5メーカーとの差が鮮明に


メールサポートとは、ユーザーが


電子メールやWebサイト経由で質問


を送ると、メーカーが電子メールで


回答するサポート。電話と違い、時


間を問わずに質問できるという利便


性がある。


メールサポートについては、「メー


ル全般」に加え、「問題解決までの時


間」「説明の分かりやすさ」「問い合わ


せのしやすさ」の満足度を聞いた。


さらに、問題が解決したか「メール


での問題解決度」についても尋ねた。


なお、NECとシャープはメールで


のサポートは提供していない。


素早い回答に高評価


メール全般の満足度1位は昨年に


続き、エプソンダイレクト。2位を


0.2ポイントも引き離すなど、高評価


を得ている。2位は東芝が4位からラ


ンクアップ。3位には昨年2位だった


レノボ・ジャパンが入った。


エプソンダイレクトは、「メールで


の問題解決度」を除く3項目で1位を


獲得。特に問題解決までの時間の満


足度が高い。同社はメールでの問い


合わせに関して、翌営業日に回答と


しているが、実際には即日に返信し


ているケースも多いことがユーザー


に評価されたようだ。東芝とレノ


ボ・ジャパンはメールでの問題解決


度が、エプソンダイレクトを上回り、


ユーザーの満足度につながった。


メールのサポートは満足度が上位4


社と下位5社との差が大きく開いた。


質問のメールからいかに的確に問題


を見つけ、そして早く回答を返せた


かが、違いとなって表れたようだ。


順位の（）内は昨年の順位、メーカー名の後の（）内は有効回答数


エプソンダイレクト（100）


東芝 （102）


レノボ・ジャパン （65）


富士通 （77）


松下電器産業 （46）


日立製作所 （110）


ゲートウェイ （96）


デル （73）


MCJ （140）


メールサポート全般の満足度ランキング


1位


2位


3位


4位


5位


6位


7位


8位


9位


（1）


（4）


（2）


（2）


（5）


（6）


（ー）


（8）


（ー）


1.15


0.95


0.91


0.86


0.57


0.52


0.42


0.38


0.25


平均 0.65


メールサポートによる項目別の満足度ランキング


メーカー 問題解決までの時間


1
2
3
4
5
6
7
8
9


位


位


位


位


位


位


位


位


位


エプソンダイレクト


東芝


レノボ・ジャパン


富士通


松下電器産業


日立製作所


ゲートウェイ


デル


MCJ


平均


1.08


0.81


0.71


0.62


0.49


0.29


0.28


0.11


0.02


0.47


説明の分かりやすさ


1
3
2
4
5
6
7
8
9


位


位


位


位


位


位


位


位


位


1.05


0.93


0.95


0.79


0.7


0.39


0.31


0.24


0.17


0.58


問い合わせのしやすさ


1
4
2
3
4
6
9
8
7


位


位


位


位


位


位


位


位


位


1.29


0.98


1.09


1.06


0.98


0.97


0.71


0.74


0.75


0.94


メールでの問題解決度


0.77


0.84


1.08


0.71


0.57


0.48


0.56


0.45


0.04


0.56


メールサポートでは過去に問い合わせた質問をい
つでも閲覧できるのもメリット


過去の問い合わせも閲覧可能
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ここからは「サポート」の満足度を


見ていこう。サポート全般を見ると、


エプソンダイレクト、松下電器産業、


NECの満足度が高い。


より詳細に見るために、サポート


については「サポート用Webサイト」


「電話」「マニュアル」「メール」「修理」


という細かい項目に分け、それぞれ


の満足度を算出した。


まず、サポート用Webサイトで満


足度が高かったのはエプソンダイレ


クト、松下電器産業、富士通の3社。


その理由はいくつかある。例えば、


トラブルが解決したというユーザー


が多いこと。サポート用Webサイト


を使ったユーザーの中で、トラブル


が「解決した／解決したものが多い」


と回答したユーザーの比率を見ると、


松下電器産業、エプソンダイレクト、


富士通の3社は85％程度。全メーカ


ーの平均値は80％を切っているの


で、この3社のWebサイトが優れて


いることが分かる。


また、サポート用Webサイトが読


みやすい、分かりやすい、というの


も理由の一つ。「読みやすさ・分かり


やすさ」を満足度と同じ方法で計算


したところ、上位3社はエプソンダ


イレクト（3.69）、松下電器産業（3.17）、


富士通（2.94）。全メーカーの平均値


は2.06で、これを大きく上回った。


「情報の見つけやすさ」についても、


全メーカーの平均値は0.78だが、エ


プソンダイレクト（2.95）、松下電器


産業（2.07）、富士通（1.50）と高い。


さらに、情報量も重要なポイント


だ。サポート用Webサイトの情報量


が適切と答えたユーザーの比率は、


エプソンダイレクト（82.0％）、富士


通（79.8％）、松下電器産業（75.6％）。


全メーカーの平均値は69.2％なので


それを大きく上回っている。


電話は上位が接戦


次に、重視するユーザーが多い電


話サポートについて見てみよう。電


話サポートで評価が高かったのはエ


プソンダイレクト。続くNEC、東


芝、松下電器産業の4社が接戦を繰


り広げている。


電話サポートについては、より詳


細な項目として、「トラブルが解決し


たかどうか」「受付の曜日や時間」「つ


ながりやすさ」「サポート担当者の対


応のよさ」「サポート担当者の知識・


技術力」「問題解決までの時間」を聞


いている。例えば、トラブルが解決


したかどうかという設問では「解決


した／解決したものが多い」と答え


たユーザーが多かったのはNEC


（93.4％）、松下電器産業（90.9％）、


シャープ（92.3％）だった。


電話サポートでは、電話がサポー


トセンターにつながるかどうかも重


要。「つながりやすさ」を満足度と同


じ方法で計算したところ、評価が高


かったのはエプソンダイレクト


（2.56）、レノボ・ジャパン（1.55）、


松下電器産業（0.91）の順となった。


また「サポート担当者の知識・技


術力」の項目では、NEC（5.00）とエ


プソンダイレクト（5.00）が同じで、


次いで東芝（4.63）の順になった。


●電話サポートの満足度


4.65
4.19
4.13
4.09


3.45
3.62


2.78
2.43
2.41
2.22
1.89
1.74


エプソンダイレクト（43）


NEC（135）


東芝（52）


松下電器産業（22）


富士通（113）


日本HP（29）


シャープ（27）


ゲートウェイ（35）


レノボ・ジャパン（29）


ソニー（79）


デル（127）


日立製作所（46）


＊メーカーの後の（ ）は有効回答数


平均：3.11


つながりやすさや技
術力などに評価が集
まる


●サポート用Webサイトの満足度


3.28
2.80


2.16
2.03
1.84
1.75
1.57


1.22
0.09


－0.33
－0.39


－2.29


エプソンダイレクト（61）


松下電器産業（41）


富士通（162）


東芝（111）


NEC（163）


ソニー（160）


レノボ・ジャパン（54）


シャープ（41）


日本HP（56）


デル（150）


日立製作所（51）


ゲートウェイ（48）


＊メーカーの後の（ ）は有効回答数


平均：1.30


メーカーによってはWebサポートやマニュアルで厳しい評価も


サポートはエプソンダイレクトが第1位
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に合致しており、高い評価につなが


ったと考えられる。


メールと修理の項目については、


回答数が少ないため参考値として掲


載している。メールでの満足度が高


かったのはエプソンダイレクト、松


下電器産業、東芝。エプソンダイレ


クトと東芝に関しては回答の速さに


満足しているユーザーが多かった。


修理で評価が高かったのはNEC。


「24時間対応だったので安心」（女性、


30歳代）、「引き取りから修理完了ま


での説明が分かりやすかった」（男性、


30歳代）。困ったときに迅速に対応


してもらったことが高い評価に結び


付いたようだ。


設問によってメーカーの順位は入


れ替わったが、より多くの設問で高


い評価を得たエプソンダイレクト、


NEC、東芝が、全般でも高い支持を


得ている。


1冊のマニュアルに収める


困ったときにまず確認するのがマ


ニュアル。ここ数年、メーカーは紙


のマニュアルだけでなく、電子マニ


ュアルにも力を入れている。ここで


は紙のマニュアルと電子マニュアル


をあわせて評価してもらった。


マニュアルの満足度で第1位は文


句なしでエプソンダイレクト。マニ


ュアルでトラブルが解決したかどう


かについては、エプソンダイレクト


のユーザーでは92％が「解決した／


解決したものが多い」と答えている。


これに松下電器産業（90％）、富士通


（87.7％）と続く。


マニュアルの「読みやすさ／分か


りやすさ」を、満足度と同じ方法で


算出したところ、評価が高かったの


はエプソンダイレクト（3.60）、松下


電器産業（2.80）、ソニー（2.19）、東芝


（2.19）。「情報の見つけやすさ」につ


いてはエプソンダイレクト（2.40）、


松下電器産業（1.50）、東芝（1.19）、


ソニー（1.02）の順だった。また、マ


ニュアルの分量については情報量が


適切だと回答したユーザーが多かっ


たのはエプソンダイレクト（77.3％）、


東芝（73.2％）、レノボ・ジャパン


（72.4％）となった。どの項目でも評


価が高かったエプソンダイレクトの


マニュアルは基本的に1冊のみ。困


ったときにはそれだけを読めばよい。


同社のユーザーは中上級者の比率が


高いが、そうしたユーザーのニーズ


●メールサポートの満足度〔参考〕


4.60
4.50


4.11
3.44


2.83
1.79


0.83
0.59
0.49
0.33


エプソンダイレクト（25）


松下電器産業（10）


東芝（28）


レノボ・ジャパン（16）


富士通（60）


ソニー（42）


日本HP（12）


日立製作所（17）


デル（81）


ゲートウェイ（15）


＊メーカーの後の（ ）は有効回答数


NECとシャープはメールによるサポートを提供していないため、ランキングから外している


平均：2.09


●マニュアルの満足度


2.53
1.36
1.35
1.20
1.11


0.76
0.69
0.66


－0.17
－0.53
－0.69


－1.40


エプソンダイレクト（75）


ソニー（191）


東芝（155）


松下電器産業（50）


富士通（203）


レノボ・ジャパン（59）


シャープ（65）


NEC（205）


日立製作所（88）


デル（189）


ゲートウェイ（58）


日本HP（75）


＊メーカーの後の（ ）は有効回答数


平均：0.64


●修理サポートの満足度〔参考〕


5.95
5.78


5.38
5.36
5.31


4.75
4.51


4.17
3.50


3.13
2.61


1.15


NEC（58）


エプソンダイレクト（32）


日本HP（13）


ゲートウェイ（14）


松下電器産業（16）


ソニー（40）


富士通（41）


レノボ・ジャパン（18）


日立製作所（20）


デル（56）


東芝（23）


シャープ（13）


＊メーカーの後の（ ）は有効回答数


平均：4.45


日数の短さがユーザ
ーの満足度に結び付
いている


エプソンダイレクト
では1つの冊子に情
報をまとめている







56 日経パソコン 2007.8.27


4割は仕事で使用
上級者ほど高い評価


平均年齢


男女比


パソコン利用歴


パソコン購入台数


44.9歳


88：12


14.7年


6.5台


松下電器産業性能／機能 


操作性 サポート 


付属ソフト デザイン 


松下電器産業 平均 


6.25


5.66


3.01


5.76


3.79


習熟度


初心者 9.1%


仕事 40.4% 趣味／生活 59.6%


中級者 57.6% 上級者 33.3%


パソコンの
使用目的


総合満足度が第1位だった松下電


器産業。個別の満足度を見ると、す


べての項目で平均を上回っている。


特に「性能／機能」「操作性／使い勝


手」「デザイン」の3つの分野でユーザ


ーの評価が高い。どんな点が評価さ


れているのかを見ると「性能／機能」


ではバッテリー駆動時間に満足して


いるユーザーが77%と多く、「操作


性／使い勝手」では本体の重量やサ


イズに満足しているユーザーがそれ


ぞれ84.8%、77.8%となっている。


同社のラインアップにはデスクト


ップパソコンはなく、ノートパソコ


ンのみ。しかもモバイルノートに絞


り込んでいる。同社の製品は、ユー


ザーがモバイルノートに求めるニー


ズを満たしており、それが満足度に


反映していると考えられる。実際、


ユーザーからは「モバイル性が抜群、


不満なし」（男性、30代）と評価する


声が多い。


また、モバイルノートに絞り込ん


でいるだけあって、同社のユーザー


層は他メーカーとやや異なる。例え


ば、回答したユーザーを習熟度で分


類すると、中級者の比率が57.6％、


上級者の比率が33.3％。ほかのメー


カーよりも上級者の比率が高くなっ


ている。パソコンを仕事で使うユー


ザーの比率は約4割。レノボ・ジャ


パンと並び、ほかのビジネス用途で


使うユーザーが多い。


習熟度ごとの満足度を比べたのが


下のグラフだ。初心者の数が少ない


ため、ここでは中級者と上級者のみ


を掲載している。「性能／機能」「操


作性／使い勝手」では上級者ほど求


めるレベルが高いため、一般に満足


度が低くなる傾向があるが、同社の


場合どの項目においても中級者より


も上級者の方が高かった。


さらに、価格別に見ると、20万円


以上でパソコンを購入しているユー


ザーの比率が67.6％。他メーカーに


比べ、突出している。一方、15万円


未満のユーザーの比率は5.1％と非常


に少ない。ただ、どの価格帯におい


てもユーザーの満足度は高い。


今回の調査では、非常に高い評価


を得ているが、不満がないわけでは


ない。「操作性／使い勝手」について


は発熱や端子の位置などに不満を感


じているユーザーが多い。


●価格による満足度の違い


ノートパソコンのユーザーが100％。20万円以
上で購入しているユーザーの比率が6割強と高い。
どの価格帯でも満足度は高く、6を超えている


7.00


6.48


6.57


総合
（100人）


15万円未満
（5.1%）


15万～20万円
（27.3%）


20万円以上
（67.6%）


6.55


●ユーザーの声


●充電器も小さいので持ち運び使用に
重宝している（男性、60代）●重量、
サイズ、バッテリー駆動時間の点で最


高。使いやすい（男性、60代）●外に持ち出し
てもへたらず、バッテリーの持ちがいい（男性、
20代）●余計なソフトがほとんど入っていな
かった点は大いに満足（男性、40代）


●キータッチが悪いのと、バッテリー
装着部分の厚みが不満（男性、40代）
●オプションの外付けドライブを購入


したがVistaに未対応で動作しない。サポート
電話では「製造元で対応」との回答のみ（男性、
40代）●軽いのは大歓迎ですが、バッテリー
部分が厚くセンスがない（男性、50代）


ココに
満足


ココに
不満


●習熟度別に見た満足度


「性能／機能」「操作性／使い勝手」に関しては上級者ほど満足していることが分かる。初心者は人数が少な
いためグラフには掲載していない


＊価格別や形状別満足度の（ ）内の数字は、価格や形状を回答した人の中での比率を表す。そのため、それらの平均が総合満足度とは一致しない場合がある


6.14 


6.97


5.88


6.67 


5.45


6.06 


総合満足度


性能／機能の
満足度


操作性／
使い勝手の満足度


中級者 上級者


総合：6.55







0 20 40 60 80 （%）


57日経パソコン 2007.8.27


パソコン満足度ランキング2007年版特集1


どの分野も高評価
特にサポートは抜群


平均年齢


男女比


パソコン利用歴


パソコン購入台数


50.1歳


96：4


14.1年


5.9台


エプソンダイレクト性能／機能 


操作性 サポート 


付属ソフト デザイン 


エプソンダイレクト 平均 


5.24


4.71


4.33
5.24


4.75


習熟度


初心者 5.7%


仕事 22.9% 趣味／生活 77.1%


中級者 77.2% 上級者 17.1%


パソコンの
使用目的


総合満足度で第2位となったエプ


ソンダイレクト。松下電器産業と同


じく、すべての項目が平均値を上回


っており、どの項目でもユーザーか


らの評価が高かった。


特に注目したいのは、サポート関


連の評価が高いこと。「サポート用


Webサイト」「電話」「マニュアル」


「メール」の項目で、それぞれ第1位


となった。下の表では、それぞれの


サポートを使った場合にどれだけ解


決したかをまとめたもの。ここでは


「解決した」「解決したものが多い」と


いう項目を足して割合を算出してい


る。これを見ると、解決したという


ユーザーの比率がすべての項目で高


く、特にサポート用Webサイトやマ


ニュアルに関しては高い数字になっ


ている。解決したユーザーが多いと


いうことが、それぞれのサポートの


満足度の大きな理由になっていると


考えられる。


実際、購入時に同社のパソコンを


選んだ理由として「サポート体制が


充実しているから」を挙げているユ


ーザーは51.4％。他メーカーに比べ


て多い。今回の結果を見る限りでは、


購入前の期待を裏切らないサポート


を提供しているといえそうだ。


同社のユーザーを見ると、性別で


は男性ユーザーの比率が96%とメー


カーの中では最も高い。また、初心


者の割合が5.7％と少なく、中級者


は77.2％、上級者が17.1％と、中・


上級者が多い。利用目的は仕事で使


う比率が22.9％、趣味／生活と答え


たユーザーが77.1％。デスクトップ


パソコンを利用しているユーザーが


多いのも特徴だ。デスクトップの比


率は70.3％で、こちらも全メーカー


の平均値よりも高い。


機種別に満足度を見てみると、デ


スクトップの満足度が5.56、ノート


の満足度は4.83。デスクトップユー


ザーの方が満足度が高かった。これ


は、同社が購入時に仕様を変更でき


るBTO方式を採用していることが要


因だろう。デスクトップの方がノー


トよりも仕様を選べる項目が多く、


自由度が高いから、というのが理由


と考えられる。


●ユーザーの声


●コストパフォーマンスが非常に高
い。それに、サポートが非常に良い
（男性、60代以上）●カスタマイズの


選択肢が多く、自分好みの仕様が安価にできて
満足（男性、60代以上）●メールサポートを何
度か利用したが、いずれもその後１日以内に回
答があった（男性、60代以上）


●前機種からの買い替えだが、キーボ
ードタッチが悪くなっているのと、前
機種と光学ドライブの位置が逆になっ


ていて使いにくい（男性、40代）●サポートセ
ンターで障害が再現できずそのまま戻ってきた。
（男性、60代以上）●発熱のためかファンの音
がうるさい（男性、40代）


ココに
満足


ココに
不満


●各サポートでトラブルが解決した割合


それぞれのサポートで「解決した」「解決したものが多い」と回答したユーザーの割合。全メーカーの平均値
に比べ、Webサイトやマニュアルで解決したユーザーの比率が特に高いことが分かる


83.6
79.2


86.0
85.3


92.0
83.4


76.9
75.6


Web


電話


マニュアル


メール


修理


エプソンダイレクト 平均


●機種や価格による満足度の違い


デスクトップの満足度が比較的高い。アンケート
の自由意見欄を見ると、仕様を柔軟に変更できる
点を高く評価している声が目立つ


5.56


4.83


4.77


5.54


5.74


総合
（105人）


デスクトップ
（70.3％）


ノート
（29.7%）


15万円未満
（41%）


15万～20万円
（26.7%）


20万円以上
（32.3%）


5.29


94.8
100.0


総合：5.29







58 日経パソコン 2007.8.27


デザインに満足する
ユーザーが多い


平均年齢


男女比


パソコン利用歴


パソコン購入台数


46.8歳


88：12
13.3年


5.6台


ソニー性能／機能 


操作性 サポート 


付属ソフト デザイン 


ソニー 平均 


4.04


3.79


1.73


5.53


2.95


習熟度


初心者 7.7%


仕事 14.0% 趣味／生活 86.0%


中級者 65.2% 上級者 27.1%


パソコンの
使用目的


ソニーは総合満足度で第3位。個


別満足度を見ると、全メーカーの平


均値とほぼ同じだ。他メーカーと比


べ、比較的高い評価を得ているのは


「デザイン」の満足度。5.53で第3位


となっている。


同社のデザインは、どのような点


で評価が高いのか、さらに聞いたの


が下のグラフだ。これを見ると、「本


体の色」や「形状」「質感」「本体の厚


さや設置面積」という点に満足して


いるユーザーの比率が高い。ユーザ


ーからは「デザインにほれて購入し


た」（男性、20代）「色を選べたのが


よかった」（男性、40代）と、色や形


状について評価する声が多かった。


ユーザーの習熟度を見ると、初心


者の割合は7.7％。全メーカーの平均


値よりも少ない。中級者は65.2％で


平均値とほぼ同じ、上級者は27.1％


で平均値よりも高かった。利用目的


を聞く設問では、趣味／生活で使っ


ていると答えたユーザーが86.0％。


仕事で使っていると答えたユーザー


は14.0％で、後者の割合はNECや富


士通よりも高い。


ソニーは超小型のモバイルパソコ


ン（UMPC）からビデオレコーダー


として使うデスクトップまで幅広い


ラインアップを有している。ユーザ


ーが実際に使用しているパソコンは、


デスクトップが40.2％、ノートの比


率は59.8％と、ノートの方がやや高


い。ただ、デスクトップユーザーの


満足度は5.28、ノートユーザーの満


足度は4.97でデスクトップユーザー


の方が満足度は高い。


一方、価格別に満足度を見ると、


15万円未満では4.46、20万円以上は


5.48となった。


同社のユーザーで特徴的だったの


は購入した経路。33.0％のユーザー


●機種や価格による満足度の違い


ノートパソコンユーザーの比率が約6割。満足度
はデスクトップの方が上回る。また価格が高いほ
ど満足度は高い


5.28


4.97


4.46


4.83


5.48


総合
（273人）


デスクトップ
（40.2%）


ノート
（59.8%）


15万円未満
（17.0%）


15万～20万円
（33.2%）


20万円以上
（49.8%）


5.09


が同社の通販サイト「ソニー・スタ


イル」を利用して購入していた。ソ


ニーと同じように店頭販売とWebサ


イトによる直販体制を敷いている


NECや富士通といったメーカーと比


べると、直販の比率が10ポイントほ


ど高い。ユーザーの中には「仕様だ


けでなく色も自分仕様にできた」（男


性、30代）という声もあった。


●ユーザーの声


●処理速度やサイズ、きょう体のデザ
イン、バッテリー駆動時間、画面のき
れいさなど、不満な点がほとんどない


（男性、40代）●購入時に色を選べたのが良か
った（男性、40代）●スタイリッシュである点
が良い（女性、40代）●パソコンらしくないデ
ザインが良い（男性、50代）


●電話のサポートで対応した人がぶっ
きらぼうだった。「解決策はないか」と
いう問いに「サポート外ですから……」


の一言で片付けられた（女性、40代）●Web
でサポート情報を探すのにかなり時間がかかっ
た（男性、30代）●修理に出したら未修理のま
ま戻ってきた（男性、50代）


ココに
満足


ココに
不満


0 20 40 60 80 （%）


●デザインについて満足している割合


デザインでの満足度が高い。どのような項目に満足しているかを見ても、多くの項目で全メーカーの平均
値を上回っている。本体の色や厚さや設置面積、質感などへの評価が特に高い


63.5
59.4


70.8
53.4


46.5
33.7


25.5
16.9


49.4
36.3


21.8
23.2


本体の色


形状


質感


手ざわり


本体の厚さや
設置面積


スイッチの配置や
端子の位置 ソニー 平均


総合：5.09







59日経パソコン 2007.8.27


パソコン満足度ランキング2007年版特集1


価格と性能／機能の
バランスに満足


平均年齢


男女比


パソコン利用歴


パソコン購入台数


46.5歳


86：14
13.5年


5.7台


日本ヒューレット・パッカード性能／機能 


操作性 サポート 


付属ソフト デザイン 


日本HP 平均 


4.64


4.21


1.94


4.39


2.27


習熟度


初心者 9.5%


仕事 17.9% 趣味／生活 82.1%


中級者 67.1% 上級者 23.4%


パソコンの
使用目的


今回の満足度調査で第4位となっ


た日本HP。「とにかくコストパフォ


ーマンスに尽きる」（男性、50代）と


いうユーザーが多く、性能と価格の


バランスを評価した結果が、満足度


に表れたと見ることができる。パソ


コンを選んだ理由を聞く設問では、


同社のユーザーのうち75％が「価格


が安かったから」という項目を選ん


でいる。


また、価格別に満足度を出してみ


ると、15万～20万円で購入したユー


ザーの満足度（4.12）よりも、15万円


未満で購入したユーザーの満足度


（5.09）の方が高い。「この価格でこの


性能なら満足」（男性、40代）「スペ


ックの割に値段が安かったので、い


ろいろな点が我慢できる」（女性、30


代）と感じているユーザーがやはり多


いのだ。20万円以上で購入したユー


ザーの満足度はさらに高いが、ユー


ザー数が少ないためここでは参考値


として見てほしい。


同社のユーザーは、ノートパソコ


ンが65.7％、デスクトップは34.2％


と、ノートパソコンユーザーの比率が


高い。習熟度別では初心者が9.5％、


中級者が67.1％、上級者が23.4％に


なる。上級者の比率は平均に比べ、


やや高い。


評価が高かった「性能／機能」の項


目を、形状や習熟度別でさらに細か


く見たのが下のグラフだ。形状別に


見てみると、満足度にそれほど大き


な差はない。習熟度別に見ると中級


者の満足度（4.95）が最も高くなって


いる。


サポートについては厳しい結果が


出ている。修理の項目では第3位な


のだが、マニュアルの項目では「も


う少し丁寧なマニュアルを付けてほ


しい」（女性、50代）というように多


くのユーザーが不満を感じており、


結果は－1.40と最下位になっている。


またサポート用Webサイトについて


も、「米国の英語版は各種情報が掲


載されているが、日本のWebサイト


にはあまり情報がない。日本語の


Webサイトも充実させてほしい」（男


性、30代）というユーザーの声が寄


せられた。


●ユーザーの声


●2台目のパソコンとして利用。メー
ル、ネット、Office文書の作成などで
活用するには、十分です（男性、20代）


●価格性能比が高い（男性、60代以上）●コス
トの割には十分。付属のアプリケーションが少
ないのも良い（男性、60代以上）●性能が高い
割に価格が安い。満足（男性、50代）


●電話サポートで対応してくれたのが
日本人ではなく、言葉が伝わりにくい
感じがした（女性、30代）●電話サポ


ートで30分以上待たされるのは何とかしてほ
しい（男性、30代）●付属の冊子を見ても、ほ
とんど何も書いてなく、役に立たなかった（男
性、20代）


ココに
満足


ココに
不満


●機種や価格による満足度の違い


15万円未満のユーザーの比率が82.2％と高い。
また価格が低い製品でもユーザーの満足度は高く
なっている


5.11


5.16


5.09


4.12


6.43


総合
（139人）


デスクトップ
（34.2％）


ノート
（65.7%）


15万円未満
（81.6%）


15万～20万円
（13.2%）


20万円以上
（5.2%）


5.07


●形状や習熟度別に見た性能／機能に関する満足度


形状別に機能と性能に関する満足度を見ると、15.4型以上の液晶を備えた大型ノートパソコンを持つユー
ザーの満足度が高い。液晶サイズが12.1型以下のノートパソコンはユーザー数が少ないため掲載していな
い。また、習熟度別に満足度を見ると、上級者よりも初心者・中級者ユーザーの満足度が高くなっている


4.69


6.21


3.70


4.62


4.95


3.91


デスクトップ（48）


形状別


習熟度別


15.4型以上のノート（29）


13.3～15型のノート（54）


初心者（13）


中級者（92）


上級者（32）


＊各項目の後の（ ）は有効回答数


総合：5.07
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上級者の比率が33.9％と、全メー


カーの中で最も高いレノボ・ジャパ


ン。総合満足度は5.04で第5位だ。


項目別では、操作性、デザインなど


の満足度が平均値を上回った。


ユーザーから寄せられた声で際立


っているのは、キーボードやポイン


ティングデバイスの高い評価。レノ


ボ･ジャパンのユーザーの中で、キー


ボードに満足していると答えた人の


比率は67.9％（下のグラフ）。2番目


に比率が高かったNECと比べて15％


以上の差がある。ノートパソコンの


ThinkPadは「ノートPCと思えない


ほどタッチ感がよい」（男性、40代）


と支持する意見が多い。


ポインティングデバイスでも50％


のユーザーが満足と回答している。


ThinkPadはキーボードの中央にス


ティック式のポインティングデバイ


スを搭載している。「タッチパッドよ


りも、キーボードに近い位置にある


ので操作の効率もよい」（男性、40


代）と一定の評価がある。


逆に操作性で不満に感じる部分を


聞く設問では「発熱」「本体の重量」


と答えたユーザーがそれぞれ33.9％、


31.3％と高い比率になった。


黒い本体の色が魅力


デザインに関する評価も高く、満


足度は5.63と全体で2位となった。


デザインのどの部分に満足している


かという設問では、「本体の色」が


66.7％、「質感」が56.8％。いずれも


全メーカーの中で最も高い。「色は黒


一色で、閉じると“四角い箱”になるの


ですっきりしている」（男性、50代）。


サポートについては、中上級者の


比率が高いためか、Webサイトによ


るサポートを利用する比率が高い。


「Web上の情報提供を利用したこと


がある」という比率は79.4％と最も


高かった。「“自分で修理して使う”


という視点で見ると、ここまで技術


的な情報が充実しているメーカーは


ないと思う」（男性、30代）と、情報


量を評価する声もある。ただ、Web


サイトで問題が「解決した」「解決し


たものが多い」という比率は79.6％


と8位にとどまっている。


キーボードなどの
操作性に高い支持


●機種や価格による満足度の違い


●ユーザーの声 ●キーボードやポインティングデバイスに高い評価


デスクトップとノートを見比べると、大多数を占
めるノートの方が満足度は高い。金額では15万
～20万円で6点を超えた


操作性や使い勝手に関して「キーボード」「ポインティングデバイス」に満足していると答えたユーザーの比
率（一部メーカーを抜粋）。レノボ・ジャパンは他メーカーと比べて比率が高い


●9年前に初めて購入したThinkPad
以来、キーボードの使いやすさに一番
満足している（男性、30代）●Think


Padのシンプルかつスマートなデザインは、ノ
ートパソコンの王道だ（男性、40代）●シンプ
ルなデザイン、余分な機能がないこと、堅牢性
についても満足している（男性、30代）


●もう少し薄く、軽くしてほしい（男
性、30代）●ノートでもマウスを使
うのでUSB端子が2つでは足りません


（女性、30代）●放熱が悪く、すぐに熱くなる。
熱でメモリーが壊れたこともある（男性、30代）
●バッテリー使用時には、明るい室内だと画面
が暗く、文字が見づらいです（男性、50代）


平均年齢


男女比


パソコン利用歴


パソコン購入台数


45.6歳


88：12


14.7年


7.4台


レノボ・ジャパン性能／機能 


操作性 サポート 


付属ソフト デザイン 


レノボ・ジャパン 平均 


4.41


4.46


2.03


5.63


3.38


習熟度


初心者 5.4%


4.74 


5.11 


4.76 


6.36 


4.81 


67.9
50.0
52.2


31.4
44.6


29.6
36.4
35.4


40.0
28.6


42.4
28.0


仕事 34.8% 趣味／生活 65.2%


中級者 60.7% 上級者 33.9%


パソコンの
使用目的


総合
（112人）


レノボ・ジャパン


NEC


富士通


松下電器産業


エプソンダイレクト


平均
キーボード


ポインティングデバイス


デスクトップ
（17.0%）


ノート
（83.0%）


15万円未満
（55.9%）


15万～20万円
（19.8%）


20万円以上
（24.3%）


ココに
満足


ココに
不満


5.04 


総合：5.04
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NECのユーザーは初心者の比率が


25.7％と、全メーカーで最も高い。


その初心者からも高い評価を受けて


いるのがサポート。満足度は3.67と


平均の2.74を大きく上回る。


サポートの中でも、電話サポート


を支持する声は特に大きい。電話サ


ポートの満足度は4.19で第2位。電


話で問題を解決できたかという設問


で「解決した」「解決したものが多い」


という回答を合計すると93.4％とな


った（下のグラフ）。


サポート担当者の対応についての


満足度は5.85。全体では第2位と、


こちらも評価は高い。「対応が丁寧


で好感が持てました。技術面にも満


足しています」（男性、30代）と支持


する声が数多く見られる。


修理の満足度も5.95と第1位。NEC


は2007年4月にサポート拠点と修理


拠点を統合。経験豊富な修理担当者


の対応プロセスをデータベース化し


て、より的確な修理対応ができるシ


ステムを作り上げたという。


一方、サポートの項目の中で、厳


しい意見が多かったのが、電話のつ


ながりやすさの項目。2006年半ば


に、サポート体制の変更のため、一


時的に電話がつながりにくくなった


という。NECは、今後も質の高い電


話サポートの提供を目指す方針だが、


その一方で、今後は無料電話サポー


トの回数制限を設けることも検討し


ているという。


直販モデルはソフト削減


付属ソフトの満足度は2.69で全メ


ーカーの中では第4位。平均値の2.31


よりも若干高い。それでも「店頭モ


デルなので余分なソフトが多すぎる


上、削除するのに気を使う。不要な


ものは簡単に削除できるとよいのに」


（女性、30代）と、付属ソフトの数に


関する意見は多い。NECは、同社の


Webサイトで購入できる直販モデル


に関しては、BTOで付属ソフトを一


部削減できるようにしている。「標


準、ミニマムと付属ソフトを選択で


きる。Officeなど必要なソフトは追


加できるのが利点」（男性、30代）と、


支持する声が寄せられた。


性能／機能、操作性の満足度は全


メーカーの平均と近く、どちらも6


位となった。操作性や使い勝手に関


して不満点を聞く設問で「動作音」と


答えたユーザーが31.2％と全メーカ


ーの中で2番目に多かった。ノート


でもデスクトップでも「夜に部屋で


使用していると、音がかなり気にな


る。インターネットの動画番組など


を見ていると、結構大きな音にしな


いとよく聞き取れない」（男性、30


代）といった意見があった。


■解決した 
■解決しなかった ■解決しなかったものが多い 


■解決したものが多い 


61.5%4.4%


2.2%


31.9%


●電話での問題解決は93.4%


●機種や価格による満足度の違い


デスクトップとノートを比べると、満足度は
4.78で全く同じ。購入金額が高いほど満足度も
高く、20万円以上の満足度が5点を超えた


電話サポートで、問題が「解決した」「解決したも
のが多い」という回答を足し合わせると、その比
率は93.4％。全メーカーで最も高い値となった


4.78


4.78


4.44


4.83


5.25


総合
（255人）


デスクトップ
（54.4%）


ノート
（45.6%）


15万円未満
（32.1%）


15万～20万円
（36.2%）


20万円以上
（31.7%）


電話サポートの
問題解決で高評価


平均年齢


男女比


パソコン利用歴


パソコン購入台数


50.9歳


83：17


11.3年


4.1台


NEC性能／機能 


操作性 サポート 


付属ソフト デザイン 


NEC 平均 


4.07


3.86


2.69


4.65


3.67


習熟度


初心者 25.7%


仕事 9.4% 趣味／生活 90.6%


中級者 66.4% 上級者 7.9%


パソコンの
使用目的


●ユーザーの声


●サポートの親切な対応に感謝してい
ます（女性、60代以上）●初心者にも
分かりやすく親切丁寧に指導してもら


ったことを喜んでいる（男性、50代）●故障の
とき電話で説明したら、すぐにパソコンを回収
に来てくれたし、梱包もやってくれたので、パ
ソコンを渡すだけでよかった（女性、30代）


●サポートで不満に思ったのは待ち時
間が長いこと。1時間以上待たされた
こともあった（男性、60代以上）●動


作音が大きい。常識外れと感じるほど大きい。
マウスはすぐ電池が切れる（男性、60代以上）
●テレビ用のソフトが2種類あって、どっちを
推奨しているのか分からない（女性、40代）


ココに
満足


ココに
不満


4.76


総合：4.76
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上位モデルの画質や
音質に一定の評価


平均年齢


男女比


パソコン利用歴


パソコン購入台数


48.9歳


86：14


13.0年


4.9台


東芝性能／機能 


操作性 サポート 


付属ソフト デザイン 


東芝 平均 


4.37


4.28


1.98


4.69


2.41


習熟度


初心者 13.9%


仕事 18.6% 趣味／生活 81.4%


中級者 69.1% 上級者 17.0%


パソコンの
使用目的


東芝の調査対象者はノートパソコ


ンのユーザーのみ。値ごろ感のある


価格の13～15型液晶ノートを中心と


したdynabookシリーズと、大型液


晶を搭載してAV機能を重視した


Qosmioシリーズがある。価格別の


満足度を見ると、20万円以上の製品


の評価が高い（右のグラフ）。


上位モデルのQosmioシリーズの


おかげで、AV関連機能の評価は際


立っている。例えば、性能／機能に


ついて満足している部分を問う設問


では「ディスプレイのサイズ」と答え


たユーザーは63.1％と、全メーカー


の中で2番目に多かった。「スピーカ


ーの音質」も24.3％で一番多かった。


操作性で満足している部分は「ディ


スプレイの見やすさ」が46.2％で、全


メーカーで最も高い値となった。


総合満足度を液晶サイズによって


分析してみると、15.4型以上の大型


ノートでは5.23と最も高い（下のグ


ラフ）。性能や操作性の満足度でも、


液晶が大きいほど、評価が高いとい


う傾向は同じだった。


17型ノートのユーザーからは「ノ


ートとしては画面が大きく、画質、


グラフィック性能も高く、ストレス


なく使えます」（男性、40代）と評価


する意見が寄せられた。


電話サポートに支持


サポートの項目では、電話の評価


が高い。電話サポートの満足度は


4.13で、全メーカーの中では3位。


「電話での対応が迅速。原因が分か


らないときや、時間がかかるときは、


後で調べて、連絡してくれたので良


かった」（男性、40代）といった感謝


の声が目立つ。


その一方で、サポート全般の満足


度は2.41となり、全体では7位にと


どまった。回答の中で「どちらとも


いえない」という回答が42.9％と、全


メーカーの中で2番目に多い。


電話サポートと全般で満足度の差


が大きいのは、電話サポートを利用


したことがあるという回答者の比率


が31.8％と少なかったことが要因と


考えられる。電話サポートを利用し


たユーザーと比べると、マニュアル


やWebページのみを利用したユーザ


ーは、サポートに対する評価が低い


ようだ。


●価格による満足度の違い


価格別に見ると、「15万円未満」の評価は4.81
と、「15万～20万円」よりも高い。回答者はすべ
てノートパソコンのユーザー


4.81


4.10


6.03


総合
（223人）


15万円未満
（47.3%）


15万～20万円
（35.1%）


20万円以上
（17.6%）


●大型の液晶ディスプレイを備えたノートで高い評価


ノートパソコンのサイズ別に3項目を比べると、大型液晶を搭載したノートの評価が高い。「手のひらサイズ
の小型ノート」を使用しているというユーザーもいたが、2人と少なかったため、ここでは掲載していない


4.83
4.72


5.23


4.34
4.11


4.49


3.33
3.75


4.17


15.4型以上の
大型ノート


13～15型の
A4サイズノート


10～12.１型の
B5サイズノート


性能／機能 操作性 総合


●ユーザーの声


●地上デジタル放送がこれほど美しい
画像で受信できるとは思わなかった
（男性、50代）●白が基調の本体は、


かわいらしすぎることもなく、シンプルで女性
にも向いている（女性、40代）●電話サポート
は、こちらの知識に応じた言葉で解説してもら
えた（男性、60代以上）


●音質は良いが、音量を大きくすると
音が割れてしまうのが残念（男性、50
代）●USB端子の場所がマウスのそ


ばで、操作するとき挿し込まれた機器が邪魔に
なる（男性、50代）●Webページで問題を解
決したいと思ったが、リンクの堂々巡りで、解
決方法が見つからずイライラした（女性、50代）


ココに
満足


ココに
不満


4.75


総合：4.75
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ユーザーの多い
初心者層から高評価


平均年齢


男女比


パソコン利用歴


パソコン購入台数


51.9歳


79：21


11.2年


4.1台


富士通性能／機能 


操作性 サポート 


付属ソフト デザイン 


富士通 平均 


3.84


3.60


2.72


4.51


2.79


習熟度


初心者 23.0%


仕事 10.8% 趣味／生活 89.2%


中級者 66.0% 上級者 11.0%


パソコンの
使用目的


富士通の場合、家庭で趣味／生活


に利用しているユーザーの比率が


89.2％。初心者層も23％と高い。こ


うしたユーザー層に向けて、富士通


の個人向けパソコンには、ワープ


ロ・表計算はもちろん、はがき作成、


家計簿、辞典、ゲームなど豊富なソ


フトが付属する。


上の項目別満足度のグラフでも


「付属ソフト」は全メーカーの平均値


より高い。「家計簿ソフト、はがき作


成ソフトなどが役立っています」（男


性、40代）と支持されている。付属


ソフトの満足度が高いのは、主に初


心者。付属ソフトの満足度を習熟度


別に集計すると、初心者は3.28。中


級者の2.79、上級者の1.55よりも格


段に高い値となった。


ただし、付属ソフトの数が「多い」


と答えたユーザーは60.2％と、全メ


ーカーの中で最も多かった。特に、


中上級者の意見が目立つ。「必要な


ものを自分でインストールできるよ


うにしてほしい」（男性、30代）とい


う声も。こうした意見があるため、


富士通は直販モデルでOfficeなしモ


デルを選択した場合に、一部の付属


ソフトについて専用のインストール


用CDを添付している。


サポート担当者の対応のよさにつ


いての満足度は5.13と、全メーカー


の平均値4.74よりも高い。「1～2時


間の長時間にもかかわらず最後まで


懇切丁寧に応対してもらい大変満足


しています」（男性、60代以上）と感


謝の声がある。


また、サポート用Webサイトの満


足度は2.16で3位。Webサイトで問


題が「解決した」「解決したものが多


い」というユーザーの比率は85.8％


で、全メーカーの中で一番多かった。


その一方で「電話がつながりにく


■多い 


■少ない 
■適切 


60.2% 29.3%


62.7%37.6%


2.3% 8.0%


富士通 平均 


●付属ソフトの数が「多い」という意見が6割


「付属ソフト」の量について評価を聞いたところ、富士通の「多い」という評価は60.2％。全メーカーの平
均29.3％と比べて倍以上の開きがある。逆に「少ない」という回答は2.3％と全メーカーの中で最も少な
かった


●機種や価格による満足度の違い


機種別ではデスクトップとノートの比率はほぼ
50%ずつ。ノートの方が評価が高い。価格別で
は「15万円未満」の評価が最も高くなった


総合
（267人）


デスクトップ
（49.8%）


ノート
（50.2%）


15万円未満
（29.0%）


15万～20万円
（32.1%）


20万円以上
（38.9%）


4.59 


4.32


4.89


5.06


4.00 


4.71 


い」という意見も多い。つながりや


すさの満足度は－2.28で、全メーカ


ー中11位。「電話をしたときに待ち


時間の案内を受けたが、その時間以


上に待たされた」（女性、60代以上）


と評価は厳しい。同社の電話サポー


トは24時間365日だが、受け付けの


曜日や時間帯の満足度は1.93で8位。


受付時間の認知度が低いようだ。


●ユーザーの声


●私に知識がなく、時間がかかったの
ですが、長時間丁寧に対応してもらい
ました（女性、30代）●初心者のころ


「AzbyClub（Webページやメルマガ）」の情報
はとても役に立った（女性、50代）●電子マニ
ュアルは膨大な情報量にもかかわらず、区分け
されていて検索しやすかった（男性、40代）


●付属ソフトは多いが、プレゼンテー
ションソフトがなかったり、使いたい
ものが完備されていない（男性、50代）


●電話がつながらない。サポートはつながりや
すさが一番重要（男性、40代）●無料のサポー
トが10回まで。インターネットに接続できな
くて1回減ったのが悲しかった（女性、40代）


ココに
満足


ココに
不満


総合：4.59
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価格と機能の
バランスに納得


平均年齢


男女比


パソコン利用歴


パソコン購入台数


47.9歳


89：11


13.6年


5.4台


デル性能／機能 


操作性 サポート 


付属ソフト デザイン 


デル 平均 


4.04


3.53


2.21
3.67


1.91


習熟度


初心者 10.2%


仕事 18.2% 趣味／生活 81.8%


中級者 67.2% 上級者 22.6%


パソコンの
使用目的


総合満足度や項目別満足度でも全


メーカーの平均値を下回っている。


それでも、購入時に仕様を選択でき


るBTO方式のため「性能と価格との


バランスに満足している」（男性、60


代以上）という意見が目立つ。機能


や使い勝手の集計結果で際立つ部分


はないが「日常の使用にストレスは


感じない」（男性、50代）と、道具と


して不便はないという声が多い。


デザインの満足度は3.67で最下位


だったが「あくまでも仕事の道具な


ので、性能が同じであるなら、今の


ままで十分」（女性、40代）という声


も寄せられた。


サポートの満足度は1.91で10位。


電話サポートについて親切だったと


いう意見もあるが「外国人のサポー


ト担当者が出てきて日本語の微妙な


ニュアンスを理解してもらえないた


め説明が大変だった」（女性、40代）


といった声が目立った。


価格と性能では
大きな不満なし


平均年齢


男女比


パソコン利用歴


パソコン購入台数


48.8歳


93：7


13.4年


5.4台


ゲートウェイ性能／機能 


操作性 サポート 


付属ソフト デザイン 


ゲートウェイ 平均 


3.94


3.55


2.64
3.94  


1.51 


習熟度


初心者 9.2%


仕事 16.8% 趣味／生活 83.2%


中級者 70.4% 上級者 20.4%


パソコンの
使用目的


項目別満足度で、全メーカーの平


均値を唯一上回ったのが付属ソフト


の項目。「必要最小限のソフトしか


付属していないが、パソコン自体の


価格が安いので、ソフトがてんこ盛


りの国内メーカーと比べて経済的で


す」（男性、50代）と、必要に応じて


ソフトを買えばいいという意見が目


立つ。付属ソフトが少ない方が動作


が安定するという意見もあった。


サポートの満足度は1.51で11位と


評価は厳しい。Webページの満足度


は－2.29で最下位だった。「ホームペ


ージでは、新製品の情報は多いが、


サポートの情報は少ない」（男性、30


代）と情報量の評価が低かった。


各項目の評価は厳しいが、コスト


パフォーマンスを支持する声は多い。


タワー型パソコンを購入したユーザ


ーは「6万円以下で、これだけの性能


を持つパソコンはない」（女性、20


代）と満足の声を寄せている。


総合：4.54


総合：4.35


●ユーザーの声


●自分でカスタマイズして買った物
だから、不要な機能やソフトは付い
てないし、予算の範囲内で納得の上


で購入した（男性、40代）●コストパフォー
マンスを第一に優先して購入したので、まあ
満足（男性、40代）●付属ソフトは、全くな
いことを良しとして購入した（男性、60代）


●ネットで調べたら同様のディスプ
レイの不良で困っている人が多くい
ることが分かりました。それでも「分


かりません」「できません」を繰り返され、メー
ルの返信もなくなりました（男性、40代）●
動作音がうるさい。寝ている子供が起きない
か心配なくらい（女性、30代）


ココに
満足


ココに
不満


●ユーザーの声


●国内メーカーの製品は必ずといっ
ていいほどソフトが大量に入ってく
るが、それがない点は評価できる（男


性、30代）●以前、購入しようと思った矢先
に日本から撤退となり寂しい思いをしたが、
それを今になって入手できたのは、ちょっと
うれしかった（男性、40代）


●起動時や動画処理の際、放熱ファ
ンの音が大きくなるのは改善してほ
しい（男性、40代）●前面の空気吸


入口にほこりがたまるのは仕方ないが、掃除
がしにくい（男性、40代）●サポート情報を
Webサイトにもっと掲載してほしい（男性、
20代）


ココに
満足


ココに
不満
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テレビ接続モデルに
高い評価も


平均年齢


男女比


パソコン利用歴


パソコン購入台数


46.5歳


63：37


11.8年


4.9台


シャープ性能／機能 


操作性 サポート 


付属ソフト デザイン 


シャープ 平均 


2.99


2.70 


0.94


4.02


2.03


習熟度


初心者 20.0%


仕事 13.7% 趣味／生活 86.3%


中級者 64.0% 上級者 16.0%


パソコンの
使用目的


総合：4.12


「性能／機能」「操作性」「付属ソフ


ト」の満足度は、最下位という結果


になった。価格重視というユーザー


が多く「安かったので、処理速度は


仕方ない」（女性、30代）という声も。


厳しい評価が多い中、ディスプレ


イの表示には満足しているという声


もある。操作性や使い勝手について、


満足している部分を聞く設問で「デ


ィスプレイの見やすさ」を選んだユ


ーザーの比率は46.5％と全メーカー


で1位となった。「何しろ画面がきれ


いで、とても気に入っています」（女


性、40代）と支持する声がある。


シャープは液晶テレビと接続でき


る「インターネットAQUOS PC-AX」


シリーズなどデスクトップも投入し


ている。デスクトップのユーザーは


10人と少ないが、満足度を集計する


と6.50。「動作音が静かで、画面がき


れい」（男性、40代）などと満足の声


が寄せられた。


ディスプレイの
表示品質に支持


平均年齢


男女比


パソコン利用歴


パソコン購入台数


48.8歳


71：29


11.5年


3.8台


日立製作所性能／機能 


操作性 サポート 


付属ソフト デザイン 


日立製作所 平均 


3.33


2.82


1.93


3.75


1.44


習熟度


初心者 22.2%


仕事 9.2% 趣味／生活 90.8%


中級者 71.8% 上級者 6.0%


パソコンの
使用目的


総合満足度は4.03と最下位。各項


目の満足度も平均以下となった。


満足しているユーザーは、ディス


プレイの画質を支持している人が多


い。性能／機能について満足してい


る点を聞く設問で「ディスプレイの


表示品質」と答えたユーザーは45％。


全メーカーの中で2番目に多かった。


「テレビ映像の画質」と答えたユーザ


ーは17.5％で、こちらは全メーカー


の中で一番多かった。


ただ、その一方で、テレビ画質を


不満と回答しているユーザーも


13.3％と多く、賛否両論といったと


ころ。使い勝手の面では「テレビ録


画ソフトが、フリーズしてしまうバ


グがある」（男性、50代）という指摘


が散見された。


ほかには、満足／まあ満足という


評価をしながらも「やりたいことは


一応できている」（男性、40代）など、


消極的な意見が目立った。


総合：4.03


●ユーザーの声


●液晶画面がきれいで満足している
（女性、40代）●テンキー搭載のノ
ート（Mebius PC-WE50N）なので


使い勝手がとても良いです（女性、50代）●
メーカーのサポートページは比較的充実して
いる（女性、20代）●前から欲しかった鏡面
加工の白い機種なので、満足（女性、30代）


●キーボードの手前のスペースが、
やけどすると思うくらい熱くなる（男
性、30代）●とにかく動作音がうる


さい。バッテリー駆動時間が１時間というの
は、今の時代には不合理（男性、50代）●1
年半でマザーボードの交換修理は許せない。
値段が高く頭にきた（男性、60代以上）


ココに
満足


ココに
不満


●ユーザーの声


●無難に使えているから満足（男性、
40代）●テレビを見ることができ、
DVDを作成できることが良かった


（女性、50代）●画面がきれいなので、DVD
の視聴などは快適（男性、30代）●サポート
を受けるときに、一生懸命教えてくれようと
する熱意は感じられた（女性、30代）


●とにかく音がうるさい！ 冷却に必
要といわれても、常にうなっていて
イライラする（女性、40代）●マニ


ュアルで困っていることを探すまでが大変。
もう少し目次をきちんとしてほしい。詳しい
人ばかりが見るのではない（女性、60代以上）
●マウスの電池寿命が短い（男性、50代）


ココに
満足


ココに
不満
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Macが圧倒的な支持を
得る理由とは


平均年齢


男女比


パソコン利用歴


パソコン購入台数


43.9歳


86：14


14.7年


7.2台


アップル（番外編）性能／機能 


操作性 サポート 


付属ソフト 


アップル 平均 


デザイン 


5.98


5.67


4.53


8.31


4.17


習熟度


初心者 3.4%


仕事 25.2% 趣味／生活 74.8%


中級者 64.7% 上級者 31.9%


パソコンの
使用目的


総合：7.31


本記事は「Windowsユーザーが選


ぶパソコン満足度ランキング」とし


ているが、もし同列に比較していた


ら、アップルはどうだったか。実は、


断トツで第1位だ。総合満足度は


7.31で、「満足」「まあ満足」を合計す


ると、実に97.5％を占める。「どちら


ともいえない」はわずか2.5％で、「や


や不満」「不満」は1人もいなかった。


なぜアップルはこれほどまでに支


持されているのか。その要因の一つ


が本体のデザイン。上に示した項目


別満足度では、デザインの数値が


8.31と飛び抜けている。デザインに


「満足」と回答したユーザーは66.1％。


「まあ満足」が33.9％。「どちらとも


いえない」以下の回答は皆無だった。


どの部分に満足しているかを聞いた


ところ、「色」「形状」「質感」の3点で


Windows機メーカーを大きく引き


離した（下のグラフ）。「シンプルか


つ美しい。おなじみのリンゴマーク


も好き。デザインで選んでいるよう


なもの」（女性、30代）などと、ユー


ザーは絶賛する。


Mac OSに対する満足度も高い。


使用しているOSについての評価を聞


いてみると、Windowsユーザーの


OSに対する満足度が5.11にとどまっ


たのに対して、Mac OSの満足度は


7.69。多くのMacユーザーが支持す


るのは、初心者にも分かりやすい操


作性。「Windowsからの乗り換えで


慣れるかどうか心配だったが、直感


的な操作性ですぐ満足に使えるよう


になった」（男性、20代）。


Windows機よりもソフトが少な


いといった弱点はあるが「私はMac


党です」（女性、40代）、「アップル一


筋15年」（男性、50代）とほれ込むユ


ーザーは多い。「少々不満があって


も、先進性やデザイン性など、常に


ブラッシュアップを重ねてきたアッ


プルというブランドが高い評価をさ


せている」（男性、40代）と分析する


ユーザーもいる。


●ユーザーの声


●デザインはもちろん、操作性もよく
大変快適（男性、30代）●シンプルで
かわいいけれど、高級感もある（男性、


50代）●使いやすさに満足。スタートメニュ
ーからプログラムを選んでといったまどろっこ
しさがない（男性、40代）●Windowsも使っ
ているが、私はMacファン（女性、40代）


●ソフトが「Mac非対応」なことが多
い。Webを閲覧していると、レイアウ
トが崩れてしまうことも多い（女性、


20代）●せっかくPower PCのG5を購入し
たのに、インテル製のCPUに変わってしまった
ことが残念。また新しいインテルiBookを購入
してしまった（男性、40代）


ココに
満足


ココに
不満


●機種や価格による満足度の違い


●使用しているOSの満足度


機種別、価格別で分析しても、どれも満足度は6
を超える。価格別では「15万円未満」「15万～
20万円」で8に近い値となった


使用しているOSについての満足度をWindowsと
Mac OSで比較をすると大きな差がつく


6.78


7.80


7.86 


総合
（118人）


Windows


Mac OS


デスクトップ
（50.0%）


ノート
（50.0%）


15万円未満
（30.2%）


15万～20万円
（31.9%）


20万円以上
（37.9%）


7.84 


6.48


5.12


7.69


88.2


60.7


84.0


78.2


36.0


54.8


63.0


37.6


●色や形などMacのデザイン性に満足


パソコンのデザインについて、どの部分に満足しているかを聞いた。Macユーザーは色、形状、質感と3
項目で80%前後と高い支持が集まった


色


形状


厚さや設置面積


質感


アップル


平均


7.31 
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ユーザーが求める理想のパソコン


の姿とはどのようなものなのか。こ


こまでは、実体験に基づくユーザー


の満足度を分析することで、この命


題に迫ってきた。ただ、ユーザーが


「欲しい」「買いたい」と考えるパソコ


ンの実像は、ユーザーがパソコンを


選び、購入する過程にも隠れている


はず。ここからは、購入にまつわる


設問の集計結果を見ていこう。


今回実施したアンケートには「現


在使っているパソコンを購入した理


由はどれに該当するか」という設問


も用意した。選択肢には「性能／ス


ペックが良かった」「価格が安かった」


「サポートが充実している」など17項


目があり、複数項目を選択できるよ


うにしている。


全メーカーの回答を集計したのが


右上のグラフ。最も比率が高かった


項目は「性能／スペックが良かった」


で51.3％。2番目は「価格が安かっ


た」で48.8％。半数近いユーザーが


性能や価格を気にしているというこ


とになる。


値段だけでは満足せず


メーカー別の集計を見ると、この


2項目を選んだユーザーの比率が最


も高いメーカーはゲートウェイ。こ


の結果から、同社のユーザーはコス


トパフォーマンスを重視して購入し


ていることが分かる。ただ、今回の


調査では、ゲートウェイの総合満足


度は4.35で、10位と低迷している。


価格と性能／スペックを重視して買


ったものの、実際に使ってみると満


足にまでは至らない、というユーザ


ーが多いことになる。そうなると、


ユーザーが本当に求めているものは、


単純に価格と性能／スペックだけで


はないようだ。


もう少し、購入理由の詳細を見て


いこう。全メーカーの中で3番目に


なった項目は「機能が良かった」。メ


ーカー別に見ると、松下電器産業で


は59.0％のユーザーが選んでいる。


実際に、ノートパソコンの堅牢性や


バッテリーの駆動時間を評価するユ


ーザーは多い。


全メーカーの集計結果で5番目の


「メーカーが信頼できる」では、エプ


ソンダイレクト、NEC、レノボ・ジ


ャパン、富士通などのユーザーが回


答した比率が高かった。ここで興味


サポートや壊れにくさなどに対する印象でNECが優位


次に買うメーカーは“信頼性”が決め手


0 10 20 30 40 50 （%）


●「性能」「価格」を重視してパソコンを購入


●「パソコンを購入した理由は？」メーカー別分析


各メーカーのユーザーに、現在使用しているパソコンを選んだ理由を聞いた。「性能／スペックが良かっ
た」「価格が安かった」の比率が高く、コストパフォーマンスを重要視していることが分かる。「メーカーが
信頼できる」「そのメーカーが好き」の比率も25%以上と高い
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48.8


38.3


29.4


26.2


25.1


22.9


19.2


17.6


性能／スペックが良かった


価格が安かった


機能が良かった


好みの仕様を選べた


メーカーが信頼できる


そのメーカーが好き


デザインが気に入った


同じメーカーの製品を所有


サポートが充実している


ゲートウェイ 71.3%


エプソンダイレクト 65.7%


松下電器産業 61.0%


デル 57.9%


レノボ・ジャパン 54.5%


「性能／スペックが良かった」


松下電器産業 59.0%


ソニー 49.1%


NEC 43.1%


東芝 42.2%


日立製作所 41.7%


「機能が良かった」


ソニー 50.9%


松下電器産業 34.0%


シャープ 24.5%


NEC 22.4%


富士通 20.9%


「デザインが気に入った」


エプソンダイレクト 51.4%


NEC 40.8%


富士通 21.6%


デル 15.2%


レノボ・ジャパン 13.4%


「サポートが充実している」


エプソンダイレクト 45.7%


NEC 45.5%


レノボ・ジャパン 38.4%


富士通 31.0%


東芝 30.9%


「メーカーが信頼できる」


ゲートウェイ 88.0%


デル 78.5%


日本HP 75.0%


日立製作所 60.8%


シャープ 59.8%


「価格が安かった」
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深いのは、これらメーカーの顔ぶれ


が「サポートが充実している」の項


目とほぼ同じであることだ。


それだけではない。ここで改めて、


本特集冒頭の49ページに掲載したグ


ラフ「次回購入時の同一メーカー選


択率」を見てほしい。このグラフの


中でも上位を占めるメーカーの顔ぶ


れが同じなのだ。このことから、メ


ーカーが信頼できる、安心して使え


るパソコンに対して、ユーザーは継


続して購入したいと考える傾向があ


ると考えられる。


では、「次に買う際は現在とは異


なるメーカーを選びたい」というユ


ーザーは、何を重視して製品を選ぶ


のだろうか。これは、メーカーに対


して、ユーザーが持っているイメー


ジを把握することである程度見えて


くるだろう。調査では「処理性能が


高い」「コストパフォーマンスが高い」


などの項目について、どのメーカー


が該当すると考えるか、選択しても


らった。


「処理性能が高い」については、際


立って高い比率のメーカーはなく、1


位のNECでも17.5％にとどまった。


「コストパフォーマンスが高い」の項


目では、デルが69.1％と突出してい


る。同じく直販メーカーのエプソン


ダイレクトが第2位、ゲートウェイ


は第3位に入った。


「壊れにくい」という項目では、耐


衝撃性を売りにしたノートパソコン


を投入している松下電器産業やレノ


ボ・ジャパンが上位。「デザインが優


れている」では、ソニーが60％以上


と高い比率になった。「サポートが充


実している」ではNEC、富士通と国


内大手メーカーが1、2位を占める。


続いてデル、エプソンダイレクトと


直販メーカーが上位に入った。


信頼性と安心感を望む


これら各メーカーへのイメージを


踏まえた上で「次は別のメーカーを


選ぶ」という人は、どこを選択する


のか。左下のグラフに上位メーカー


の集計結果をまとめた。


最も高い比率となったのはNECで


16.1％。続いてソニー、デル、松下


電器産業、富士通の順。


NECは、49ページの「次回購入時


の同一メーカー選択率」でも第1位で


ある。ユーザーの声を集めてみると、


この人気を支えているのは信頼性だ


と分かる。「今までNECのPC-6001


から 8801、 9801、Windows 98、


XP搭載機と購入したが、1回も故障


しなかった。今回初めて別メーカー


を購入したが、ハードディスクが不


良となった」（男性、60代以上）と、


●「メーカーに当てはまるイメージ」ベスト5


1位 NEC 17.5%


2位 東芝 17.4%


3位 ソニー 15.7%


3位 レノボ・ジャパン 15.7%


5位 エプソンダイレクト 15.1%


「処理性能が高い」


1位 ソニー 26.8%


2位 富士通 23.6%


3位 NEC 23.5%


4位 東芝 17.8%


5位 松下電器産業 16.3%


「便利な機能を備えている」


1位 ソニー 60.7%


2位 松下電器産業 23.3%


3位 シャープ 20.8%


4位 東芝 12.7%


5位 NEC 10.8%


「デザインが優れている」


1位 デル 69.1%


2位 エプソンダイレクト 46.6%


3位 ゲートウェイ 45.7%


4位 日本HP 44.7%


5位 レノボ・ジャパン 13.9%


「コストパフォーマンスが高い」


1位 松下電器産業 23.1%


2位 レノボ・ジャパン 19.0%


3位 東芝 12.3%


4位 NEC 12.1%


5位 富士通 6.6%


「壊れにくい」


1位 NEC 33.4%


2位 富士通 18.9%


3位 デル 14.3%


4位 エプソンダイレクト 13.9%


5位 東芝 11.8%


「サポートが充実している」
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●「次は別のメーカーを選ぶ」という人が注目するメーカーは？


次は現在使っているパソコンとは異なるメーカーを選ぶという人は、NECを選ぶという回答が16.1%と
最も多かった。「以前も使っていたが安定していた」「日本のトップメーカーだから」という意見が見られた。
続いてデザイン性の評価が高いソニーが14.1％となった
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デル


松下電器産業


富士通
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ユーザーとしての経験に基づいて安


心感があるという。


そのほかにも「日本のトップメー


カーだと思うから」（男性、60代以


上）、「サポートが充実していそうだ


から」（女性、50代）という意見があ


り、ユーザーは信頼性に期待してい


ることが分かる。


ソニーを選んだ理由としては「デ


ザイン面で魅力的なものが多い」（男


性、30代）という意見が多い。「家族


が使用しているのを見たが画面がき


れい」（男性、50代）と機能面を理由


とする人もいる。


デルを選んだ意見では、コストパ


フォーマンスの高さ、BTOで仕様が


選べることが目立っている。ただ、


ソニーやデルでも「サポートが良い


と聞いた」という理由を掲げた人も


多い。機能、デザイン、価格などの


特徴に魅力を感じながらも、根底に


はサポートを含むメーカーの信頼性


を重視している、そんなパソコン購


買者の心理が見えてくる。


調査の中で、パソコンの主な用途


について聞いた設問の回答を集計す


ると、上位には「メール／メッセン


ジャー」「ビジネス文書の作成」と、


仕事や生活に密着した実に当たり前


の項目が並んだ（右グラフ）。「後か


ら買い足したソフト」という設問で


も、その傾向は同じだ。


価格や目新しい機能も大切。でも


その前に、パソコンは生活における


必需品として、信頼して使えるツー


ルであるべき。今回の調査では、こ


んな一見当たり前ともいえるユーザ


ーの要望が見えてきた。この要望に


沿った製品が、今後も数多く登場し


てくることを期待したい。


0 20 40 60 80 （%）


●「パソコンの主な用途」として選択された上位7項目


パソコンをどのような用途で使っているかを全メーカーで集計した。9割近いユーザーがメール／メッセ
ンジャーと回答している。アプリケーションを使う用途ではビジネス文書の作成や、デジカメ画像の整
理・編集、年賀状作成などが上位に入っている


88.3


71.0


62.1


61.7


61.2


58.1


48.7


メール／メッセンジャー


ビジネス文書の作成


デジカメ写真を整理・編集


地図／時刻表の検索


年賀状を作成する


ネットショッピング


CD-Rなどへデータ保存
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●「後から買い足したソフト」の上位7項目


購入経路は通販の比率が約半数


付属ソフト以外で後から買い足したソフトでは、ウイルス対策ソフトが約6割と圧倒的に多い。続いて多
いのはオフィスソフト。ワープロ、表計算のほか、プレゼンテーションソフトも上位に入っている。年賀
状作成などに利用するはがき作成ソフトも多い


今回の調査では、パソコンの購入経


路も聞いた。全メーカーの回答を集計


すると、最も多かったのが「家電量販店」


で41.7％。次が「メーカー直販」で


34.8％、「販売店の通信販売」で14.5％


と続く。直販と通信販売を合計すると、


実に約半数が店頭ではなく通信販売の


経路で購入していることになる。また、


国内大手メーカーでも、直販の比率は高


くなりつつある。NECが23.9％、ソニー


が33.0％、富士通が24.3％となった。


ウイルス対策ソフト


ワープロソフト


表計算ソフト


はがき作成ソフト


スパイウエア対策ソフト


プレゼンテーションソフト


画像管理ソフト
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■家電量販店 


■その他 
■販売店の通信販売 ■パソコン専門店 


■メーカー直販 
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５．４  デル 


 


ＩＢＭのパソコン部門売却の意味 ＝ 


  現在ではコンピュータ・ハードで利益を出すことは非常に困難 


 


それにもかかわらずデルはインターネット直販で成功 


パソコン売上高全米および世界第１位で、２００５年までは高収益 


（１９９０年代半ばから２０００年まではコンパックが、それ以前はＩＢＭ


が１位、２００１年からはデルが１位） 


２００５年には米経済誌『フォーチュン』の「最も賞賛される米企業」に選


ばれる 


 


デルのダイレクトモデル： 


顧客に直販することで在庫を削減し、顧客の要求を的確・迅速に把握 


自らは技術開発せずにその時点での標準技術を安価に製品化 


 


Ａ．創業と急成長 


 


＊ 新聞勧誘のアルバイト 


 高校生（１６歳）で高校教師を超える年収 


 


＊ 当時のコンピュータ・ビジネスへの疑問 


 ＩＢＭ―ＰＣ 販売価格  ３，０００ドル 


        パーツ価格   ６００ドル 


        仕入れ価格 ２，０００ドル 


 何の専門知識も持たないコンピュータ・ショップ 


    


ビジネスチャンスの発見とダイレクト・モデルの確立 


「ＩＢＭより優れたコンピュータを作り、直販で顧客により大きな価値とサ


ービスを提供し、業界ナンバーワンになる」   


（ＩＢＭ互換標準に基づくクローン生産 ＋ 直販） 


 


＊ 創業と急成長 


１９８４年、大学１年の終わりに中退し、電話注文で直販を行うデルコンピュ


ータ設立 


１９８７年海外進出、 １９８８年株式公開 
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＊ 小売りチャンネルへの進出と撤退 


９０年代前半期年率２０％で拡大していた小売りチャンネルへ進出 


熟慮の結果撤退 


  低収益 


  顧客との隔離 


直販チャンネルへの徹底的集中 


 


＊ 成長段階に対応した一流人材の確保 


  成長と収益・流動性のバランスの必要性 


サンマイクロシステムズの経営のプロを採用 


   


ノートパソコン部門の再構築   


    アップルのパワーブックス開発リーダーを採用 


   


大企業化した段階での経営システムの強化   


    モトローラの経営責任者を採用 


 


＊ サーバー市場等への本格進出 


 


サーバー市場 ＝ ＰＣ市場と密接に関連し、高成長が見込まれ、戦略的に重


要な部門 


 


プリンター等のパソコン周辺機器、液晶テレビ、携帯型音楽プレーヤー市場へ


の進出（すべて基本のＰＣ生産と密接に関連） 


 


Ｂ．インターネットを活用した生産販売システムの構築 


 


１．顧客仕様に合わせた注文生産システム 


 


＊ IBM 互換型 PC の製品特性 


 


オープン・モジュラー型製品の典型 


 IBM 互換型という公開技術標準に基づき部品が相互接続できる 


 プロセサー、マザーボード、ハードディスクユニット等の半独立の 


モジュールに分割されている 
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特に IBM 互換型 PC は多品種・多仕様で、 


他の製品との組み合わせで使用されるため、 


ネット取引に適合しやすい 


 


＊ デルの注文仕様 （http://www.dell.com/jp/） 


 


（１）ＰＣ基幹構成部品（ＣＰＵ、メモリ、ハードディスク、ＣＤ－ＲＯＭ


ドライブ、ビデオ・コントローラー、モニター、サウンド・コントローラー、


ネットワーク・コントローラー、キーボード、マウス、ＯＳ） 


（２）周辺機器（スピーカー、プリンター、モデム、ＭＯドライブ、ＤＶＤ


ドライブ等） 


（３）ソフト 


（４）関連サービス（サポート、セットアップ、ネット接続申込み取次等） 


 


＊ 顧客グループ別の対応 


グループ対応 ＋ 個別対応 


デルトライアングル 顧客グループ別のオンライン情報提供 


 


＊ 個々の顧客への対応 


コンピュータの購入と製品サポートに必要な情報をリアルタイムに低コストで


２４時間提供可能 


（１）オンライン見積もり発注システム 


（２）発注品追跡システム 


（３）サポート情報データベースシステム 


 


＊顧客情報の収集と分析 


Ｗｅｂでの顧客の反応を記録分析： 


提供した情報サービスが実際使われているか？ 


どんな顧客がどんな提供情報に興味を持っているか？ 


 


コンビニのＰＯＳと同じ様な情報をＷｅｂが提供 
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＊大企業顧客への対応 


初期の困難：企業はＷｅｂ購入に消極的 


製品選択と購入決定部門の分離等 


 


企業別プレミア・ページの開設 


各企業と交渉・連携し、調達手続きを簡略化 


企業毎に個別仕様化された情報とサービスの提供 


 


現在売り上げの９０％以上が大口の企業顧客 


 


２．サプライ・チェーン・マネジメント（ＳＣＭ） 


 


（１）ＳＣＭとは何か？ 


定義： 原材料・部品の供給から生産・物流・流通を経て顧客までの業務の流


れを一体化して、コスト・時間・在庫を圧縮すること 


 


トヨタ生産方式（ＪＩＴ）と同じ目的で、全生産流通プロセスに一般化 


 


一体化： 部分毎ではなく、流れ全体を最適化する 


 例 トヨタ方式の限界＝工場を中心とした最適化 


 


連携： 流れのすべてを自前で占めるのではなく、自己の強みを発揮できる分


野に特化し、他の強みを持つ組織との連携によって、相互に情報を共有しなが


ら、全体を運営 


 


顧客が起点：消費者の需要に応じたプル・システム 


 


情報システムの役割： 全体の情報の即時共有を実現 


 


日本での問題点： 


系列・企業集団・多層的な流通構造・商習慣によるしがらみで、組織間に壁


が存在し、系列を問わない柔軟な連携が困難 
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（２）デルにおけるＳＣＭ 


 完全な受注生産 


 注文が入ってから生産開始（ＢＴＯ） 


 トヨタ方式の場合は半受注生産（生産の平準化のため） 


   ← 自動車の組み立ての複雑性  


 


４－５日で受注生産完結 


 受注、工場に注文データ送信、部品メーカーにオンライン発注（１－２日） 


 工場で組立製造（１日）  


配送（１－２日） 


 


中抜きと連携 


 卸と小売りを中抜き 


 ＰＣの基本設計はマイクロソフトとインテル任せる 


 商品配送はフェデックスに任せる 


  


ＩＴ技術の積極的活用 


Ｗｅｂ上での受発注・技術開発情報の共有 


サプライヤー別部品欠陥率のリアルタイム公表 


 


Ｃ．デルの成功の基本要因 


１．焦点を絞った明確なビジネス・モデル＝ダイレクトモデル   


 


焦点：自分の得意な分野に資源を集中させる 


  何をやるか、何をやらないかをはっきりさせる 


 


小売りチャンネルの断念： 


直販チャンネルへの集中 


顧客との接点は絶対他社に任せない 


企業目標を明解にする 


 


本格的技術開発の断念： 


「独自技術の開発に大金を投じるのは無駄遣い」 


その時点での標準技術に基づく実用的な製品を低価格で顧客に提供 


⇔ コンピュータ業界の伝統的態度 


「いい物を作れば自然に売れる」  
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２．アップルとの対比 （西条郁夫による） 


 


デル アップル 


Ｍ．デル会長（ジョブズより約１０歳年下） Ｓ．ジョブズ会長 


１９８４年創業 


（ＰＣ産業の定着期） 


１９７６年創業 


（ＰＣの草分け、反体制文化） 


共和党ブッシュ大統領のハイテク人脈の


中核 


民主党クリントン前大統領の盟友 


技術より財務に関心 製品のユニークな性能・デザインに


関心 


生産流通の効率性重視の経営戦略 製品の優位性重視の経営戦略 


オープン・モジュラー型 


オープンな業界標準（ＩＢＭ互換）に基づ


き、インテル・マイクロソフト等に依存 


クローズド・統合型 


アップル独自の標準にこだわり、基


本ソフト等を独自設計、デザインに


凝る 


業界売上げ世界第１位 ５位以下 


 


３．ベンチャー起業を促すアメリカの文化と社会風土 


 


自立と起業を促す風土 


政府調達契約の公開 


起業家に開かれた資本調達 


人材の流動性 


 


Ｄ．転機に直面するデル 


 


2006 年のデルの業績は急激に悪化し、対応を模索中 


 


＊ 業績低迷の原因 


（１）パソコンの一般消耗品化 


   ＩＴの中心がパソコンのハードやソフトからネットに移行 


（２）デルが依存してきたウィンテルの位置の低下 


   アップルの復調、割安なＡＭＤ製ＣＰＵ採用の遅れ 


   ウィンテル技術パラダイムに基づくデルの技術戦略はウィンテルの命運


に依存する 


（３）効率追求による顧客満足度の低下 
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＊ デルの対応 


（１）コンピュータ機器の会社から、幅広い製品・サービスを扱う会社へ 


   薄型テレビや携帯音楽プレーヤー等の家電を販売 


（２）デザインやプランドを重視 


（３）１億５千万ドルを投ずる接客改善策 


 


主要参考文献 
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